
重大事故等対策の有効性評価について

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び7号炉

平成28年4月

本資料のうち，枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。

東京電力ホールディングス株式会社

KK67-0034 改35資料番号

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉審査資料

平成28年4月5日提出年月日



目次 1 

目 次 

 

1. 重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方 

1.1 概要 

1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定 

1.3 評価に当たって考慮する事項 

1.4 有効性評価に使用する計算プログラム 

1.5 有効性評価における解析の条件設定の方針 

1.6 解析の実施方針 

1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

1.8 必要な要員及び資源の評価方針 

1.9 参考文献 

付録 1 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について  

付録 2 原子炉格納容器限界温度・限界圧力に関する評価結果 

付録 3 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて 

 

2. 運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

2.1 高圧・低圧注水機能喪失 

2.2 高圧注水・減圧機能喪失 

2.3 全交流動力電源喪失 

2.3.1 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失) 

2.3.2 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋RCIC 失敗 

2.3.3 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋直流電源喪失 

2.3.4 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗 

2.4 崩壊熱除去機能喪失 

2.4.1 取水機能が喪失した場合 

2.4.2 残留熱除去系が故障した場合 

2.5 原子炉停止機能喪失 

2.6 LOCA 時注水機能喪失 

2.7 格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA) 

 

3. 重大事故 

3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損) 

3.1.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

3.1.2 代替循環冷却を使用する場合 

3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合 

今回のご提出範囲 



目次 2 

3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

3.4 水素燃焼 

3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

 

4. 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

4.1 想定事故 1 

4.2 想定事故 2 

 

5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.2 全交流動力電源喪失 

5.3 原子炉冷却材の流出 

5.4 反応度の誤投入 

 

6 必要な要員及び資源の評価  

6.1 必要な要員及び資源の評価条件 

6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果 

6.3 重大事故等対策時に必要な水源，燃料及び電源の評価結果 

今回のご提出範囲 



目次 3 

添付資料 目次 

添付資料 1.2.1  定期検査工程の概要 

添付資料 1.3.1  重大事故等対策の有効性評価における作業毎の成立性確認結果について 

添付資料 1.4.1 有効性評価に使用している解析コード／評価手法の開発に係る当社の 

関与について 

添付資料 1.5.1 柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の重大事故等対策の有効性評価の

一般データ 

添付資料 1.5.2  有効性評価における LOCA 時の破断位置及び口径設定の考え方について 

添付資料 1.5.3  使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故（想定事故

１及び２）の有効性評価における共通評価条件について 

添付資料 1.7.1 有効性評価における判断基準と有効性評価結果,評価における不確かさ

の関係について 

 

添付資料 2.1.1  安定状態について 

添付資料 2.1.2  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(高圧・低圧注水機能喪失) 

添付資料 2.1.3  減圧・注水操作が遅れる場合の影響について 

添付資料 2.1.4  7 日間における水源の対応について(高圧・低圧注水機能喪失) 

添付資料 2.1.5  7 日間における燃料の対応について(高圧・低圧注水機能喪失) 

 

添付資料 2.2.1  安定状態について 

添付資料 2.2.2  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(高圧注水・減圧機能喪失) 

添付資料 2.2.3  7 日間における燃料の対応について(高圧注水・減圧機能喪失) 

 

添付資料 2.3.1.1  敷地境界での実効線量評価について 

添付資料 2.3.1.2  蓄電池による給電時間評価結果について 

添付資料 2.3.1.3 全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却系の 24時間継続運転 

が可能であることの妥当性について 

添付資料 2.3.1.4 逃がし安全弁に係る解析と実態の違い及びその影響について 

添付資料 2.3.1.5  安定状態について 

添付資料 2.3.1.6  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)) 

添付資料 2.3.1.7  7 日間における水源の対応について 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)) 

添付資料 2.3.1.8  7 日間における燃料の対応について 



目次 4 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)) 

添付資料 2.3.1.9  常設代替交流電源設備の負荷 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)) 

添付資料 2.3.2.1  全交流動力電源喪失時において高圧代替注水系の 24 時間運転継続に 

期待することの妥当性について 

添付資料 2.3.2.2  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋RCIC 失敗) 

添付資料 2.3.4.1 事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）

＋SRV 再閉失敗」の特徴及び対応の基本的考え方 

添付資料 2.3.4.2  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗) 

添付資料 2.3.4.3 7 日間における水源の対応について 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗) 

添付資料 2.3.4.4  常設代替交流電源設備の負荷 

(全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗) 

 

添付資料 2.4.1.1  安定状態について 

添付資料 2.4.1.2  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)) 

添付資料 2.4.1.3  7 日間における水源の対応について 

(崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)) 

添付資料 2.4.1.4  7 日間における燃料の対応について 

(崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)) 

添付資料 2.4.1.5 常設代替交流電源設備の負荷 

(崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)) 

添付資料 2.4.2.1  安定状態について 

添付資料 2.4.2.2  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系が故障した場合)) 

添付資料 2.4.2.3  7 日間における水源の対応について 

(崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系が故障した場合)) 

添付資料 2.4.2.4  7 日間における燃料の対応について 

(崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系が故障した場合)) 

 

添付資料 2.5.1  評価対象の炉心を平衡炉心のサイクル末期とすることの妥当性 

添付資料 2.5.2  自動減圧系の自動起動阻止操作の考慮について 

添付資料 2.5.3  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

 



目次 5 

(原子炉停止機能喪失) 

添付資料 2.5.4  リウェットを考慮しない場合の燃料被覆管温度への影響 

添付資料 2.5.5  初期炉心流量の相違による評価結果への影響 

添付資料 2.5.6  原子炉注水に使用する水源とその水温の影響 

添付資料 2.5.7 高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系の運転可能性に関する水源の水

温の影響 

添付資料 2.5.8  外部電源の有無による評価結果への影響 

添付資料 2.5.9  SLC 起動を手動起動としていることについての整理 

 

添付資料 2.6.1  中小破断 LOCA の事象想定について 

添付資料 2.6.2  安定状態について 

添付資料 2.6.3  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(LOCA 時注水機能喪失) 

添付資料 2.6.4  LOCA 事象の破断面積に係る感度解析について 

添付資料 2.6.5  7 日間における水源の対応について(LOCA 時注水機能喪失) 

添付資料 2.6.6  7 日間における燃料の対応について(LOCA 時注水機能喪失) 

 

添付資料 2.7.1  インターフェイスシステム LOCA 発生時の破断面積及び現場環境等 

について 

添付資料 2.7.2  安定状態について 

添付資料 2.7.3  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(インターフェイスシステム LOCA) 

添付資料 2.7.4  7 日間における燃料の対応について(インターフェイスシステム LOCA) 

 

添付資料 3.1.2.1 炉心損傷開始の判断基準及び炉心損傷判断前後の運転操作の差異 

について 

添付資料 3.1.2.2 格納容器気相部温度が原子炉格納容器の健全性に与える影響について 

(雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)) 

添付資料 3.1.2.3 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)における 

炉心の損傷状態及び損傷炉心の位置について 

添付資料 3.1.2.4 安定状態について（代替循環冷却を使用する場合） 

添付資料 3.1.2.5 原子炉格納容器内に存在する亜鉛の反応により発生する水素の影響 

について 

添付資料 3.1.2.6 非凝縮性ガスの影響について 

添付資料 3.1.2.7 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

添付資料 3.1.2.8 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 



目次 6 

(雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損(代替循環 

冷却を使用する場合))) 

添付資料 3.1.2.9 注水操作が遅れる場合の影響について 

添付資料 3.1.2.10 7 日間における水源の対応について(雰囲気圧力・温度による静的負荷 

 (格納容器過圧・過温破損)：代替循環冷却を使用する場合) 

添付資料 3.1.2.11 7 日間における燃料の対応について(雰囲気圧力・温度による静的負荷 

 (格納容器過圧・過温破損)：代替循環冷却を使用する場合) 

添付資料 3.1.2.12 常設代替交流電源設備の負荷(雰囲気圧力・温度による静的負荷 

(格納容器過圧・過温破損)：代替循環冷却を使用する場合) 

添付資料 3.1.3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)時におい 

て代替循環冷却を使用しない場合における Cs-137 放出量評価について 

添付資料 3.1.3.2 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

添付資料 3.1.3.3 安定状態について（代替循環冷却を使用しない場合） 

添付資料 3.1.3.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

(雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損(代替循 

環冷却を使用しない場合))) 

添付資料 3.1.3.5 7 日間における水源の対応について 

(雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)：代替循 

環冷却を使用しない場合) 

添付資料 3.1.3.6 7 日間における燃料の対応について 

(雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)：代替循 

環冷却を使用しない場合) 

添付資料 3.1.3.7 常設代替交流電源設備の負荷 

(雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)：代替循 

環冷却を使用しない場合) 

 

添付資料 3.2.1 高温環境下での逃がし安全弁の開保持機能維持について 

添付資料 3.2.2 格納容器破損モード｢DCH｣,｢FCI｣,｢MCCI｣の評価事故シーケンス 

の位置付け 

添付資料 3.2.3 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

添付資料 3.2.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響について 

(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱) 

添付資料 3.2.5 7 日間における水源の対応について 

(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱) 

 

添付資料 3.2.6 7 日間における燃料の対応について 



目次 7 

(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱) 

 

添付資料 3.3.1 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用(炉外 FCI)に関する知見

の整理 

添付資料 3.3.2 水蒸気爆発の発生を仮定した場合の原子炉格納容器の健全性への 

影響評価 

添付資料 3.3.3 原子炉格納容器下部への水張り実施の適切性 

添付資料 3.3.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響について 

(原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用) 

添付資料 3.3.5 エントレインメント係数の圧力スパイクに対する影響 

添付資料 3.3.6 プラント損傷状態を LOCA とした場合の圧力スパイクへの影響 

 

添付資料 3.4.1 G 値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響 

添付資料 3.4.2 水の放射線分解の評価について 

添付資料 3.4.3 安定状態について 

添付資料 3.4.4 解析コード及び解析条件の不確かさの影響について（水素燃焼） 

添付資料 3.4.5 原子炉注水開始時間の評価結果への影響 

 

添付資料 3.5.1 安定状態について 

添付資料 3.5.2 解析コード及び解析条件の不確かさの影響について 

(溶融炉心・コンクリート相互作用) 

添付資料 3.5.3 溶融炉心の崩壊熱及び溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に考慮

する場合の下部ドライウェルのコンクリートの浸食量及び溶融炉心・コ

ンクリート相互作用によって発生する非凝縮性ガスの影響評価 

 

添付資料 4.1.1 使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

添付資料 4.1.2 ｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率｣の算出について 

添付資料 4.1.3 安定状態について 

添付資料 4.1.4 柏崎刈羽 6号及び 7号炉使用済燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性 

評価 

添付資料 4.1.5 評価条件の不確かさの影響評価について(想定事故 1) 

添付資料 4.1.6 7 日間における水源の対応について(想定事故 1) 

添付資料 4.1.7 7 日間における燃料の対応について(想定事故 1) 

 

添付資料 4.2.1 使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

添付資料 4.2.2 想定事故 2において微開固着及びクラック破断を想定している理由 



目次 8 

添付資料 4.2.3 6 号及び 7号炉 使用済燃料プールサイフォンブレーカについて 

添付資料 4.2.4 安定状態について 

添付資料 4.2.5 評価条件の不確かさの影響評価について(想定事故 2) 

添付資料 4.2.6 7 日間における水源の対応について(想定事故 2) 

添付資料 4.2.7 7 日間における燃料の対応(想定事故 2） 

 

添付資料 5.1.1 運転停止中の崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失における 

基準水位到達までの余裕時間と必要な注水量の計算方法について 

添付資料 5.1.2 重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

添付資料 5.1.3 崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失評価における崩壊熱設定 

の考え方 

添付資料 5.1.4 安定状態について 

添付資料 5.1.5 原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失時の格納容器の影響について 

添付資料 5.1.6 評価条件の不確かさの影響評価について 

(運転停止中 崩壊熱除去機能喪失) 

添付資料 5.1.7 7 日間における燃料対応について(運転停止中 崩壊熱除去機能喪失) 

 

添付資料 5.2.1 安定状態について 

添付資料 5.2.2 評価条件の不確かさの影響評価について 

(運転停止中 全交流動力電源喪失) 

添付資料 5.2.3 7 日間における水源の対応について(運転停止中 全交流動力電源喪失)  

添付資料 5.2.4 7 日間における燃料の対応(運転停止中 全交流動力電源喪失) 

添付資料 5.2.5 常設代替交流電源設備の負荷(運転停止中 全交流動力電源喪失) 

 

添付資料 5.3.1 運転停止中の線量率評価について 

添付資料 5.3.2 原子炉冷却材流出評価における POS 選定の考え方 

添付資料 5.3.3 安定状態について 

添付資料 5.3.4 評価条件の不確かさの影響評価について 

(運転停止中 原子炉冷却材の流出) 

添付資料 5.3.5 7 日間における燃料の対応(運転停止中 原子炉冷却材の流出) 

 

添付資料 5.4.1 反応度の誤投入における燃料エンタルピ 

添付資料 5.4.2 安定状態について 

添付資料 5.4.3 解析コードおよび解析条件の不確かさの影響評価について 

(運転停止中 反応度誤投入) 

添付資料 5.4.4 反応度誤投入の代表性について 



目次 9 

 

添付資料 6.1.1 他号炉との同時被災時における必要な要員及び資源について 

添付資料 6.2.1 重大事故等対策の要員の確保及び所要時間について 

添付資料 6.2.2 重大事故(評価事故)シーケンス以外の事故シーケンスの要員の評価につ

いて 

添付資料 6.3.1 水源，燃料，電源負荷評価結果について 

 



1－1 

1.  重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方 

1.1   概 要 

本原子炉施設において，｢運転中の原子炉における重大事故に至るおそれ

がある事故｣，「運転中の原子炉における重大事故」，「使用済燃料プールにお

ける重大事故に至るおそれがある事故」及び「運転停止中の原子炉における

重大事故に至るおそれがある事故」（以下「重大事故等」という。）が発生し

た場合にも，炉心や燃料の著しい損傷の防止あるいは原子炉格納容器の破損

及び敷地外への放射性物質の異常な水準の放出の防止のために講じること

としている措置（以下「重大事故等対策」という。）が有効であることを示

すため，以下のとおり，評価対象とする事故シーケンスを整理し，対応する

評価項目を設定した上で，計算プログラムを用いた解析等の結果を踏まえて，

設備，手順及び体制の有効性を評価する。 

 

1.1.1   評価対象の整理及び評価項目の設定 

本原子炉施設を対象とした確率論的リスク評価（以下「PRA」という。）の

知見等を踏まえ，重大事故等に対処するための措置が基本的に同じである事

故シーケンスのグループ化を行い，措置の有効性を確認するための代表的な

事故シーケンス（以下「重要事故シーケンス等」という。）を選定して，対

応する措置の有効性評価を行う。 

有効性評価に際しては，事故の様相やプラントの特徴を踏まえて有効性を

確認するための評価項目を設ける。 

具体的には「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」による。 

 

1.1.2   評価に当たって考慮する事項 

有効性評価は，「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故
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の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に

係る審査基準」に係る適合性状況説明資料（以下「技術的能力に係る審査基

準への適合状況説明資料」という。）で講じることとしている措置のうち，

「設置許可基準規則等への適合性について（重大事故等対処設備）」で重大

事故等対処設備としている設備を用いたものを対象とするが，手順及び体制

としてはその他の措置との関係を含めて必要となる水源，燃料及び電源の資

源や要員を整理した上で，安全機能の喪失に対する仮定，外部電源に対する

仮定，単一故障に対する仮定及び運転員等の操作時間に対する仮定等を考慮

して，原則として事故が収束し，｢運転中の原子炉における重大事故に至る

おそれがある事故｣については原子炉が安定停止状態に，「運転中の原子炉に

おける重大事故」については原子炉及び原子炉格納容器が安定状態に，「使

用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」については使用

済燃料プール水位が回復し，水位及び温度が安定した状態に，「運転停止中

の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」については原子炉が安

定状態（以下「原子炉等が安定停止状態等」という。）に導かれる時点まで

を対象とする。 

具体的には「1.3 評価に当たって考慮する事項」による。 

 

1.1.3   有効性評価に使用する計算プログラム 

有効性評価において使用する計算プログラム（以下「解析コード」という。）

は，事故シーケンスの特徴に応じて，評価項目となるパラメータに有意な影

響を与える現象や運転員等操作に有意な影響を与える現象（以下「重要現象」

という。）がモデル化されており，実験等を基に妥当性が確認され，適用範

囲を含めてその不確かさが把握されているものを選定して使用する。  

具体的には「1.4 有効性評価に使用する計算プログラム」に示す解析コー
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ドを使用する。 

 

1.1.4   有効性評価における解析の条件設定  

有効性評価における解析の条件設定については，「1.3 評価に当たって考

慮する事項」による仮定等を考慮するとともに，事象進展の不確かさを考慮

して，設計値等の現実的な条件を基本としつつ，原則，有効性を確認するた

めの評価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定とす

る。また，解析コードや解析条件の不確かさが大きい場合には，影響評価に

おいて感度解析等を行うことを前提に設定する。 

具体的には「1.5 有効性評価における解析の条件設定の方針」による。 

 

1.1.5   解析の実施 

有効性評価における解析は，評価項目となるパラメータの推移のほか，事

象進展の状況を把握する上で必要なパラメータの推移について解析を実施

し，その結果を明示する。  

なお，事象進展の特徴や厳しさ等を踏まえ，解析以外の方法で原子炉等が

安定停止状態等に導かれ，評価項目を満足することが合理的に説明できる場

合はこの限りではない。 

 

1.1.6   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間

余裕を確認し，それらの影響を踏まえても，措置の実現性に問題なく，評価

項目を満足することを感度解析等により確認する。 

具体的には「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に
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よる。 

 

1.1.7   必要な要員及び資源の評価  

必要な要員及び資源については，発電所内の原子炉施設で重大事故等が同

時期に発生することを想定して整備することから，それぞれの観点から最も

厳しい重大事故等を考慮しても，少なくとも外部支援がないものとして所内

単独での措置を 7 日間継続して実施できることを確認する。 

具体的には「1.8 必要な要員及び資源の評価方針」による。 

 

1.2   評価対象の整理及び評価項目の設定  

重大事故等対策の有効性を確認するため，重大事故等のそれぞれについて，

以下のとおり，事故シーケンスのグループ化，重要事故シーケンス等の選定

及び有効性を確認するための評価項目の設定を行う。 

炉心損傷防止対策及び運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の

有効性を確認する事故シーケンスグループ，並びに格納容器破損防止対策の

有効性を確認する格納容器破損モード（以下「事故シーケンスグループ等」

という。）の選定に当たっては，アクシデントマネジメント策や緊急安全対

策等を考慮しない仮想的なプラント状態を対象として実施した PRA の結果

を活用する。 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に対しては，

原子炉施設内部の原因によって引き起こされる事象（以下「内部事象」とい

う。）を対象とするレベル 1PRA に加えて，PRA が適用可能な外部事象として

地震，津波それぞれのレベル 1PRA を活用する。「運転中の原子炉における重

大事故」に対しては，内部事象レベル 1.5PRA を活用する。「運転停止中の原

子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に対しては，停止時レベル
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1PRA を活用する。 

PRA を実施した結果，本原子炉施設の運転中の炉心損傷頻度は 10‑4/炉年

程度，格納容器破損頻度は 10‑6/炉年程度，運転停止中の炉心損傷頻度は 10‑8/

定検程度である。 

また，現状 PRA が適用できない地震，津波以外の外部事象については，当

該外部事象により誘発される起因事象について分析を実施した結果，いずれ

も内部事象レベル 1PRA で想定する起因事象に包絡されること及び炉心損傷

後の原子炉格納容器内の事象進展は内部事象と同等であると考えられるこ

とから，新たに追加すべき事故シーケンスグループはない。 

なお，有効性評価における重要事故シーケンスと「実用発電用原子炉に係

る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「技術的能力審査基準」

という。）」，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）」及び「実用発電用原

子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」とい

う。）」との関連を第 1.2.1 表に示す。 

ここで記載している事故シーケンスグループ等の選定の考え方について

は，「付録 1 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定につ

いて」に示す。 

 

1.2.1   運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

1.2.1.1   事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」については，

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対し，原子炉施設の安全性を損

なうことがないよう設計することが求められる構築物，系統及び機器がその
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安全機能を喪失した場合であって，炉心の著しい損傷に至る可能性があると

想定する事故シーケンスを，本原子炉施設を対象とした PRA の結果を踏まえ

てグループ化し，それぞれに対して重要事故シーケンスを選定し，評価を行

う。 

(1) 事故シーケンスの抽出 

内部事象レベル 1PRA においては，各起因事象の発生から炉心損傷に至

ることを防止するための緩和手段等の成功及び失敗の組合せをイベント

ツリーを用いて網羅的に分析し，炉心損傷に至る事故シーケンスを抽出す

る。第 1.2.1 図に内部事象レベル 1PRA におけるイベントツリーを示す。 

地震レベル 1PRA 及び津波レベル 1PRA においては，内部事象と同様にイ

ベントツリーを用いた分析を実施し，炉心損傷に至る事故シーケンスを抽

出する。第 1.2.2 図に地震レベル 1PRA の階層イベントツリーを，第 1.2.3

図に地震レベル 1PRA のイベントツリーを，第 1.2.4 図に津波レベル 1PRA

の津波高さ別イベントツリーを，第 1.2.5 図に津波レベル 1PRA のイベン

トツリーを示す。 

地震や津波の場合，各安全機能の喪失に至るプロセスは異なるものの，

喪失する安全機能が内部事象と同じであれば，炉心損傷を防止するための

緩和手段も同じであるため，事故シーケンスは内部事象と同じである。ま

た，地震レベル 1PRA 及び津波レベル 1PRA では，複数の安全機能が地震又

は津波によって同時に損傷する事象や，建屋・構築物等の損傷の発生によ

り直接的に炉心損傷に至る事故シーケンスも取り扱う。 

具体的には，地震レベル 1PRA では，建屋の損傷や原子炉圧力容器等の

大型静的機器の損傷，計測・制御機能喪失によって原子炉施設が監視及び

制御不能となる事象等，緩和設備への影響範囲や影響程度等を明確にする

ことが困難な事象を抽出しており，これらは直接，炉心損傷に至る事象と
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して取り扱う。 

津波レベル 1PRA では，浸水高さに応じ，当該高さに設置されている安

全機能が機能喪失する評価モデルとしており，浸水高さに応じた安全機能

の喪失の状態毎に津波特有のシーケンスとして抽出する。 

なお，LOCA では，原子炉冷却材圧力バウンダリからの冷却材の流出規

模によりプラント応答や成功基準などが異なるため，流出の規模に応じて

以下のとおりに分類する。 

a.  大破断 LOCA 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の両端破断のように，事

象初期に急激な原子炉減圧を伴うもので，自動減圧系の作動なしに低圧

注水系によって冷却が可能となる規模の LOCA である。 

b.  中破断 LOCA 

大破断 LOCA と比較して破断口が小さく，減圧が緩やかなもので，低

圧注水系による炉心冷却には自動減圧系の作動が必要となる規模の

LOCA である。また，破断流量は原子炉隔離時冷却系の容量以上であり，

原子炉隔離時冷却系のみでの水位確保は不可能である。 

c.  小破断 LOCA 

中破断 LOCA より破断口が小さなもので，原子炉隔離時冷却系のみで

の水位確保が可能な規模の LOCA である。また，減圧が緩やかなため，

低圧注水系による炉心冷却には，自動減圧系の作動が必要である。 

d.  Excessive LOCA 

大破断 LOCA を上回る規模の LOCA であり，ECCS 注水の成否に関わら

ず炉心損傷に至る。 

(2) 事故シーケンスのグループ化 

PRA の知見を活用して抽出した事故シーケンスを，重大事故等に対処す



1－8 

るための措置が基本的に同じとなるよう，炉心損傷に至る主要因の観点か

ら以下の事故シーケンスグループに分類する。なお，PRA では LOCA 時の

注水機能喪失シーケンスを，破断口の大きさに応じて大破断 LOCA，中破

断 LOCA，小破断 LOCA に詳細化して抽出しているが，いずれも LOCA 時の

注水機能喪失を伴う事故シーケンスグループであるため，LOCA 時注水機

能喪失に該当するものとして整理する。 

a.  高圧・低圧注水機能喪失 

b.  高圧注水・減圧機能喪失 

c.  全交流動力電源喪失 

d.  崩壊熱除去機能喪失 

e.  原子炉停止機能喪失 

f.  LOCA 時注水機能喪失 

g.  格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA) 

津波特有の事故シーケンスでは，津波高さに応じた複数の安全機能の喪

失を考慮したが，これについては，その喪失により，最も早く炉心損傷に

至る安全機能あるいは安全機能の組合せの事故シーケンスグループとし

て，上記の a.及び c.に整理した。 

また，地震特有の事象で，以下に示す 5 つの事故シーケンスは，地震動

に応じた詳細な損傷の程度や影響を評価することが困難なことから，上記

の事故シーケンスグループと直接的に対応せず，炉心損傷に直結するもの

として抽出している。 

・Excessive LOCA 

・計測・制御系喪失 

・格納容器バイパス(地震による配管の格納容器外での破損と隔離弁の閉

失敗の重畳) 
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・格納容器・圧力容器損傷 

・原子炉建屋損傷 

これらの各事故シーケンスグループによる炉心損傷頻度には，必ずしも

炉心損傷に直結する程の損傷に至らない場合も含んでおり，実際には地震

の程度に応じ，機能を維持した設計基準事故対処設備等がある場合，これ

らを用いた対応に期待することにより，炉心損傷を防止できる可能性もあ

ると考えられるため，過度な保守性を排除することで各事故シーケンスグ

ループの炉心損傷頻度は，現在の値よりも更に小さい値になる。また，地

震後に機能を維持した設計基準事故対処設備等に期待した上で，それらの

ランダム故障により炉心損傷に至る場合の事故シーケンスは，内部事象レ

ベル 1PRA により抽出された上記の a.から g.の事故シーケンスグループ

に包絡されるものと考えられること及びそれらに該当しない深刻な損傷

の場合には可搬型のポンプ，電源，放水設備等を駆使した大規模損壊対策

による影響緩和を図ることから，これらの各事故シーケンスグループを有

意な頻度又は影響をもたらす事故シーケンスグループとして追加する必

要はない。 

(3) 重要事故シーケンスの選定 

事故シーケンスグループごとに，有効性評価の対象とする重要事故シー

ケンスを選定する。同じ事故シーケンスグループに複数の事故シーケンス

が含まれる場合には，共通原因故障又は系統間の機能の依存性，炉心損傷

防止対策の実施に対する余裕時間，炉心損傷防止に必要な設備容量及び事

故シーケンスグループ内の代表性の観点で，より厳しい事故シーケンスを

選定する。 

a.  高圧・低圧注水機能喪失 

起因事象発生後の事象進展が早いと考えられる過渡事象（原子炉水位
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低下の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定）を起因とし，逃がし安全

弁の再閉失敗を含まない，「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」

を重要事故シーケンスとして選定する。逃がし安全弁の再閉失敗を含ま

ないシーケンスとした理由は，炉心損傷防止のために重大事故等対処設

備による低圧注水を実施する状況を想定した場合，事象発生時点から逃

がし安全弁の再閉失敗によって減圧されている場合の方が，減圧に必要

な逃がし安全弁の容量が少なく，低圧注水が可能となるまでの時間が短

縮できると考えられ，対応が容易になると考えたためである。 

また，本事故シーケンスグループには津波特有の事故シーケンスが含

まれているが，これについてはその対策が止水対策であり，事象進展に

応じた重大事故等対処設備の有効性の確認には適さないと判断したた

め，重要事故シーケンスとして選定しないものとした。 

b.  高圧注水・減圧機能喪失 

起因事象発生後の事象進展が早いと考えられる過渡事象（原子炉水位

低下の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定）を起因事象とし，逃がし

安全弁の再閉失敗を含まない，「過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧

失敗」を重要事故シーケンスとして選定する。逃がし安全弁の再閉失敗

を含まないシーケンスとした理由は，炉心損傷防止のために重大事故等

対処設備による原子炉減圧を実施する状況を想定した場合，事象発生時

点から逃がし安全弁の再閉失敗によって減圧されている場合の方が，減

圧に必要な逃がし安全弁の容量が少なく，低圧注水が可能となるまでの

時間が短縮できると考えられ，対応が容易になると考えたためである。 

c.  全交流動力電源喪失 

本事故シーケンスグループからは，機能喪失の状況が異なる 4 つの事

故シーケンスが抽出されたため，これらを以下の 4 つの詳細化した事故
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シーケンスグループとして分類し，重要事故シーケンスとして選定する。 

(a) 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失) 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源喪失後，原子炉隔離

時冷却系により炉心冷却を継続するが，蓄電池の直流電源供給能力が

枯渇して，原子炉隔離時冷却系が機能喪失し炉心損傷に至るものであ

る。 

本事故シーケンスグループに係る事故シーケンスは「全交流電源喪

失（外部電源喪失＋DG 喪失）」のみであることから，これを重要事故

シーケンスとして選定する。 

(b) 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋RCIC 失敗 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源喪失と同時に原子炉

隔離時冷却系が機能喪失し炉心損傷に至るものである。 

本事故シーケンスグループに係る事故シーケンスは「全交流電源喪

失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗」のみであることから，こ

れを重要事故シーケンスとして選定する。 

(c) 全交流電源喪失＋直流電源喪失 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源と全ての直流電源が

喪失し炉心損傷に至るものである。 

また，本事故シーケンスグループには津波特有の事故シーケンスが

含まれているが，これについてはその対策が止水対策であり，事象進

展に応じた重大事故等対処設備の有効性の確認には適さないと判断

したため，重要事故シーケンスとして選定しないものとした。 

発生原因が津波特有の事故シーケンス以外には，本事故シーケンス

グループに係る事故シーケンスは「外部電源喪失＋直流電源喪失」の

みであることから，これを重要事故シーケンスとして選定する。なお，
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全ての直流電源喪失により非常用ディーゼル発電機(DG)を起動でき

なくなることから，「外部電源喪失＋直流電源喪失」により，全交流

動力電源喪失となる。 

(d) 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源喪失と同時に逃がし

安全弁 1 個が開状態のまま固着することにより，原子炉隔離時冷却系

も機能喪失し炉心損傷に至るものである。 

本事故シーケンスグループに係る事故シーケンスは「全交流電源喪

失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗」のみであることから，こ

れを重要事故シーケンスとして選定する。 

d.  崩壊熱除去機能喪失 

起因事象発生後の事象進展が早いと考えられる過渡事象（原子炉水位

低下の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定）を起因とし，逃がし安全

弁の再閉失敗を含まない，「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」を選定する。 

逃がし安全弁の再閉失敗を含まないシーケンスとした理由は，逃がし

安全弁の再閉失敗を含まないシーケンスと逃がし安全弁の再閉失敗を

含むシーケンスを比較した場合，逃がし安全弁の再閉失敗を含まないシ

ーケンスの方が炉心損傷頻度が高いためである。 

ここで，崩壊熱除去機能喪失については，RHR フロント系故障とサポ

ート系故障の場合で，炉心損傷防止対策が異なることを踏まえて，「過

渡事象＋崩壊熱除去失敗（RHR フロント系故障）」及び「過渡事象＋崩壊

熱除去失敗（RHR サポート系故障）」を重要事故シーケンスとする。 

なお，LOCA を起因とする事故シーケンスについては，崩壊熱除去機

能の代替手段の有効性も含めて事故シーケンスグループ「f. LOCA 時注

水機能喪失」で評価することから，本事故シーケンスグループにおける
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重要事故シーケンスの選定対象から除外している。 

e.  原子炉停止機能喪失 

起因事象発生後の出力変化及び原子炉格納容器に与えられる蒸気負

荷の観点で厳しい，過渡事象（反応度投入の観点で最も厳しく，格納容

器隔離によって炉心からの発生蒸気が全て格納容器に流入する主蒸気

隔離弁閉を選定）を起因とする，「過渡事象＋原子炉停止失敗」を重要

事故シーケンスとして選定する。 

なお，原子炉停止機能喪失に関連して抽出される事故シーケンス「大

破断 LOCA＋原子炉停止失敗」，「中破断 LOCA＋原子炉停止失敗」，「小破

断 LOCA＋原子炉停止失敗」については，反応度投入の観点では原子炉

が減圧されることから「過渡事象＋原子炉停止失敗」よりも事象進展が

緩やかな事象である。 

重大事故等対処設備である代替制御棒挿入機能に期待する場合，LOCA

と原子炉停止機能喪失が重畳する事故シーケンスは，LOCA を伴う事故

シーケンスグループに包絡される。また，LOCA と原子炉停止機能喪失

が重畳する事故シーケンスの炉心損傷頻度は他の事故シーケンスグル

ープの事故シーケンスの炉心損傷頻度と比較しても極めて小さい。 

これらを踏まえ，反応度投入の観点で最も厳しい事故シーケンスを重

要事故シーケンスとして選定した。 

f.  LOCA 時注水機能喪失 

配管破断規模の大きさによる原子炉冷却材流出流量が多く水位の低

下が早いため，原子炉注水開始までの余裕時間が短い中破断 LOCA を起

因とする。また，重畳する注水機能喪失のうち，低圧注水機能喪失につ

いては，減圧機能喪失による場合と，低圧 ECCS そのものが機能喪失す

る場合が考えられるが，減圧機能である逃がし安全弁は十分な台数が備
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えられていることを踏まえ，代替となる注水設備に要求される設備容量

の観点で厳しい低圧注水機能喪失が重畳する，「中破断 LOCA＋HPCF 注水

失敗＋低圧 ECCS 注水失敗」を重要事故シーケンスとして選定する。 

なお，上記の重要事故シーケンスは，低圧 ECCS 注水失敗が含まれて

おり，低圧 ECCS の機能喪失は残留熱除去系による崩壊熱除去機能にも

期待できないこととほぼ同義であることから，事故シーケンスグループ

「d. 崩壊熱除去機能喪失」の LOCA を起因とする事故シーケンスを包含

する。 

g.  格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA) 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）に係る事故シ

ーケンスは，「インターフェイスシステム LOCA」のみとしていることか

ら，これを重要事故シーケンスとして選定する。なお，格納容器バイパ

ス事象としては原子炉冷却材浄化系等の高圧設計の配管の原子炉格納

容器外での破断事象も想定できるが，これは PRA の検討の中で高圧設計

の配管の破損頻度が低圧設計の配管の破損頻度に比べて小さい傾向に

あることを理由に考慮の対象から除外している。 

 

なお，国内外の先進的な対策を考慮した場合であっても，全ての状況に

対応できるような炉心損傷防止対策を講じることが困難な事故シーケン

スとしては，以下の事故シーケンスが抽出されている。 

①大破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗 

②全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋原子炉停止失敗 

①については，格納容器破損防止対策により原子炉格納容器の機能に期

待できることを確認しており，これを除く事故シーケンスを対象に，重要

事故シーケンスの選定を実施している。 
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②は地震 PRA から抽出された事故シーケンスであり，炉心損傷防止対策

を講じることが困難な事故シーケンスであるが，喪失する安全機能が明確

であることから炉心損傷に直結する事故シーケンスとはしていない。この

事故シーケンスにおける原子炉停止失敗の支配的な要因は地震による炉

内構造物の損傷であるが，これは地震の最大加速度が地震発生と同時に加

わるという，現状の保守的な PRA のモデルによって評価されるものであ

り，現実的には，炉内構造物の損傷確率が高くなる加速度に到達する前に，

原子炉スクラムに至ると考えられる。 

以上のとおり，②の事故シーケンスの炉心損傷頻度は保守的に評価され

ており，現実的に想定すると，本事故シーケンスによって炉心損傷に至る

頻度は十分に小さいと判断したことから，本事故シーケンスは炉心損傷防

止対策又は格納容器破損防止対策の有効性を確認する事故シーケンスか

ら除外している。 

各事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンス及び重要事故シ

ーケンスについて整理した結果を第 1.2.2 表に示す。 

 

1.2.1.2   有効性を確認するための評価項目の設定  

「1.2.1.1 事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定」に

挙げた事故シーケンスグループについては，炉心の著しい損傷を防止するた

めの対策に対して有効性があることを確認するため，以下の評価項目を設定

する。 

(1) 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり，かつ，炉心を十

分に冷却できるものであること。具体的には燃料被覆管の最高温度が

1,200℃以下であること及び燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる

前の被覆管厚さの 15％以下であること。 
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(2) 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が，最高使用圧力

8.62MPa[gage]の 1.2 倍である 10.34MPa[gage]を下回ること。 

(3) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力は，限界圧力を下回る圧力であ

る最高使用圧力0.31MPa[gage]の 2倍の圧力0.62MPa[gage]を下回ること。 

(4) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度は，限界温度を下回る温度であ

る 200℃を下回ること。 

また，格納容器圧力逃がし装置等を使用する事故シーケンスグループの有

効性評価では，上記の評価項目に加えて，敷地境界外での実効線量を評価し，

周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないこととして，発

生事故当たり 5mSv 以下であることを確認する。 

ここで，原子炉格納容器バウンダリの健全性に対する有効性を確認するた

めの評価項目の上限については，漏えい経路になる可能性がある原子炉格納

容器バウンダリ構成部に対して，規格計算又は試験にて，柏崎刈羽原子力発

電所 6 号及び 7 号炉における仕様を踏まえた構造健全性及びシール部機能

維持の確認を行っており，継続的に評価条件を維持していく。 

ここで記載している，原子炉格納容器本体，シール部等の原子炉格納容器

バウンダリ構成部の健全性については，「付録 2 原子炉格納容器の温度及び

圧力に関する評価」に示す。 

 

1.2.2   運転中の原子炉における重大事故 

1.2.2.1   格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定  

「運転中の原子炉における重大事故」については，著しい炉心損傷の発生

後，格納容器が破損に至る可能性があると想定する格納容器破損モードを，

本原子炉施設を対象とした PRA の結果を踏まえて選定し，格納容器破損モー

ドごとに評価事故シーケンスを選定して評価を行う。 
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(1) 格納容器破損モードの抽出 

内部事象レベル 1.5PRA においては，事象進展に伴い生じる格納容器の

健全性に影響を与える負荷の分析から，格納容器破損モードの抽出を行う。 

具体的には，事象進展を炉心損傷前，原子炉圧力容器破損前，原子炉圧

力容器破損直後，原子炉圧力容器破損以降の長期の各プラント状態に分類

して，それぞれの状態で発生する負荷を抽出し，事象進展中に実施される

緩和手段等から第 1.2.6 図に示す格納容器イベントツリーを作成し，格納

容器破損モードを抽出して整理する。 

(2) 格納容器破損モードの選定 

格納容器イベントツリーにより抽出した格納容器破損モードを，事象進

展の類似性から以下の格納容器破損モードに分類する。ここで，水素燃焼

については，本原子炉施設では，運転中は原子炉格納容器内の雰囲気を窒

素で置換し，酸素濃度を低く管理しているため，PRA で定量化する格納容

器破損モードから除外しているが，有効性評価においては窒素置換の有効

性を確認する観点で，格納容器破損モードとして挙げている。 

a.  雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

b.  高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

c.  原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

d.  水素燃焼 

e.  溶融炉心・コンクリート相互作用 

また，上記に分類されない格納容器破損モードとして，以下の格納容器

破損モードを抽出している。 

・原子炉未臨界確保失敗時の過圧破損 

・過圧破損（除熱機能喪失による格納容器先行破損） 

・格納容器隔離失敗（炉心損傷の時点で何らかの要因により格納容器の隔
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離機能が失われている状態） 

・インターフェイスシステム LOCA 

・水蒸気爆発（原子炉圧力容器内での水蒸気爆発） 

原子炉未臨界確保失敗時の過圧破損，過圧破損（除熱機能喪失による格

納容器先行破損）及びインターフェイスシステム LOCA は格納容器先行破

損の事故シーケンスである。原子炉未臨界確保失敗時の過圧破損，過圧破

損（除熱機能喪失による格納容器先行破損）では炉心損傷の前に水蒸気に

よって原子炉格納容器が過圧破損し，また，インターフェイスシステム

LOCA ではインターフェイスシステム LOCA によって原子炉格納容器の隔離

機能を喪失することで，原子炉格納容器外への原子炉冷却材の流出による

原子炉建屋内の環境悪化等が生じ，原子炉注水機能の維持が困難となり，

炉心損傷に至る恐れがある。格納容器先行破損の事故シーケンスは，「運

転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」の評価において，

各々重要事故シーケンスを選定し，重大事故等防止対策の有効性を確認し

ていることから，新たな格納容器破損モードとして追加する必要はない。 

格納容器隔離失敗（炉心損傷の時点で何らかの要因により格納容器の隔

離機能が失われている状態）については，炉心損傷頻度の低減を図るとと

もに，万一の重大事故発生時に原子炉格納容器の隔離に失敗していること

の無いよう，原子炉格納容器の漏えいに対する検知性を向上させることが

有効であり，これらについては重大事故等対処設備や日常の原子炉格納容

器の圧力監視等で対応すべき事象であることから，有意な頻度又は影響を

もたらす格納容器破損モードとして新たに追加する必要はない。 

水蒸気爆発（原子炉圧力容器内での水蒸気爆発）については，発生する

可能性が極めて低いことことから，有意な頻度又は影響をもたらす格納容

器破損モードとして新たに追加する必要はない。 
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なお，原子炉格納容器下部床とドライウェル床とが同じレベルに構成さ

れている BWR MARK-Ⅰ型の格納容器に特有の事象として格納容器直接接触

（シェルアタック）があるが，本原子炉施設は RCCV 型の原子炉格納容器

であり，溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに直接接触することはない

構造であることから，評価対象として想定する格納容器破損モードとはし

ていない。 

(3) 評価事故シーケンスの選定 

格納容器破損モードごとに，有効性評価の対象とする評価事故シーケン

スを選定する。具体的には，格納容器破損モードごとに，当該破損モード

に至る可能性のある最も厳しいと考えられるプラント損傷状態（以下「PDS」

という。）を含む事故シーケンスの中から，当該破損モードの観点で厳し

い事故シーケンスを選定する。評価事故シーケンスの選定結果は以下のと

おりである。また，PDS の分類結果についての説明を第 1.2.3 表に示す。

なお，第 1.2.3 表において格納容器破損時期が炉心損傷前に分類されてい

る TW，TC，インターフェイスシステム LOCA は，格納容器先行破損の事故

シーケンスであり，著しい炉心損傷の発生後，原子炉格納容器が破損に至

る可能性があると想定する格納容器破損モードには該当しないことから，

これらの PDS は評価事故シーケンスの選定においては考慮していない。 

a.  雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

本格納容器破損モードに含まれる PDS のうち，LOCA(LOCA 後の注水失

敗による炉心損傷)は原子炉冷却材の流出を伴うことから水位低下が早

く，事象進展の観点で厳しい。頻度の観点で PDS を見ると，過圧破損で

は，長期 TB 及び TBU を PDS とした格納容器破損頻度が全体の 50%以上

を占めており，過温破損では，LOCA を PDS とした格納容器破損頻度が

全体の 50%以上を占めている。対策の観点では過圧破損に対しては原子
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炉格納容器の除熱が，過温破損に対しては損傷炉心への注水が必要とな

る。 

以上の観点を総合的に考慮すると，LOCA に ECCS 注水機能喪失及び全

交流動力電源喪失を加えることで，電源の復旧，注水機能の確保等必要

となる事故対処設備が多く，格納容器破損防止対策を講じるための対応

時間が厳しいシナリオとなる。よって，過圧及び過温への対策の有効性

を総合的に評価するため PDS として，LOCA を選定し，これに全交流動

力電源喪失事象の重畳を考慮するものとする。 

LOCA に属する事故シーケンスのうち，破断口径が大きいことから原

子炉水位の低下が早く，また，水位回復に必要な流量が大きいため，対

応時の余裕時間，必要な設備容量の観点で厳しい大破断 LOCA を起因と

し，炉心損傷防止が困難な事故シーケンスとして「1.2.1.1(3) 重要事

故シーケンスの選定」にて挙げた事故シーケンスとの包含関係や，格納

容器破損防止対策を講じるための対応時間の厳しさの観点を踏まえて，

「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を評価事故

シーケンスとして選定する。 

b.  高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱 

本格納容器破損モードに含まれる PDS のうち，長期 TB は炉心損傷に

至る前に RCIC による一時的な冷却が有効であり，起因事象発生から減

圧までの時間余裕の観点では TQUX，TBD 及び TBU が厳しい PDS となる。

高圧状態で炉心損傷に至る点では TQUX，TBD，TBU に PDS 選定上の有意

な違いは無いことから，これらのうち，本格納容器破損モードを代表す

る PDS として，TQUX を選定する。 

TQUX に属する事故シーケンスのうち，事象進展が早く，炉心溶融ま

での時間の観点で厳しい過渡事象を起因とし，逃がし安全弁の再閉失敗
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を含まない，「過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後

の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生）」を評価事故シーケンスとして選定す

る。 

逃がし安全弁の再閉失敗を含まないシーケンスとした理由は，炉心損

傷防止のために重大事故等対処設備による原子炉減圧を実施する状況

を想定した場合，事象発生時点から逃がし安全弁の再閉失敗によって減

圧されている場合の方が，減圧が完了し，高圧溶融物放出/格納容器雰

囲気直接加熱を防止できる状態となるまでの時間が短縮できると考え

られる点で対応が容易になると考えたためである。 

c.  原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

本格納容器破損モードに含まれる PDS のうち，原子炉圧力容器外の溶

融燃料－冷却材相互作用（FCI）の観点からは，原子炉格納容器下部へ

落下する溶融炉心の割合が多く，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の保

有エネルギーが大きいシーケンスが厳しくなる。原子炉圧力容器が高圧

で破損に至る場合，原子炉格納容器に放出される溶融炉心が分散され易

いと考えると，原子炉圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，原子炉

格納容器下部へ一体となって落下する溶融炉心の割合が多くなると考

えられる。また，本格納容器破損モードに対する事象の厳しさを考慮す

る上では，溶融炉心・コンクリート相互作用の緩和対策である，原子炉

格納容器下部への水張りが実施された状態を想定しているが，その一方

で，原子炉圧力容器の破損が想定される状況では，高圧溶融物放出/格

納容器雰囲気直接加熱の発生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が

実施されている。これらの状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で

破損する PDS を選定するものとし，高圧状態で破損する TQUX，TBD，TBU

及び長期 TB は選定対象から除外する。LOCA は，蒸気が急速に原子炉格
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納容器に流出するため，ジルコニウムの酸化割合が他の低圧破損シーケ

ンスより小さくなり，酸化ジルコニウム質量割合が他の低圧破損シーケ

ンスより小さくなることでデブリの内部エネルギーが小さくなると考

えられる。さらに，破断口から高温の冷却材が流出し原子炉格納容器下

部に滞留する可能性があるが，FCI による水蒸気爆発は，低温の水に落

下する場合の方が発生する可能性が高い事象であり，原子炉格納容器下

部に高温の冷却材が流入する場合には発生の可能性が低減されるもの

と考えられることから，LOCA は選定対象から除外する。よって，本格納

容器破損モードにおいて厳しい PDS として，原子炉の水位低下が早く，

原子炉圧力容器破損までの時間が短い TQUV を選定する。 

TQUV に属する事故シーケンスのうち，事象進展が早い過渡事象を起

因とし，発生頻度の観点で大きいと考えられる逃がし安全弁の再閉失敗

を含まない，「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却

失敗（＋FCI 発生）」を評価事故シーケンスとして選定する。 

d.  水素燃焼 

本原子炉施設では，原子炉格納容器内が窒素置換され，初期酸素濃度

が低く保たれている。炉心損傷に伴い，水素濃度は容易に可燃限界を超

えることから，水素燃焼防止の観点からは酸素濃度が重要となるため，

炉心損傷により放出される核分裂生成物による水の放射線分解に伴う

酸素濃度の上昇に着目する。ここで，国内外の先進的な対策を考慮して

も炉心損傷を防止することができない事故シーケンスのうち，格納容器

破損防止対策の有効性を確認する事故シーケンスとしては，大破断

LOCA と ECCS 注水機能の喪失が重畳する事故シーケンスのみが抽出され

ていることから，「a. 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」において選定した評価事故シーケンス，「大破断 LOCA＋ECCS
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注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を本格納容器破損モードの評価事

故シーケンスとして選定する。 

有効性評価にあたっては，酸素濃度の上昇に着目する観点から，ジル

コニウム－水反応による水素の過剰な発生の抑制及び水の放射線分解

に伴い発生する酸素を原子炉格納容器内に保持することによる酸素濃

度の上昇を考慮し，炉心損傷後に原子炉注水に成功し，格納容器ベント

を実施しない場合について評価するものとする。 

e.  溶融炉心・コンクリート相互作用 

本格納容器破損モードに含まれる PDS のうち，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用の観点からは，原子炉格納容器下部に落下する溶融炉心の割

合が多いシーケンスが厳しくなる。原子炉圧力容器が高圧で破損に至る

場合，原子炉格納容器に放出される溶融炉心が分散され易く，また，落

下速度が大きくなることで，原子炉格納容器下部に落下した際の粒子化

割合が高くなり，落下した溶融炉心が冷却され易いと考えると，原子炉

圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，原子炉格納容器下部へ一体と

なって落下する溶融炉心の割合が多くなると考えられる。また，原子炉

圧力容器の破損が想定される状況では，高圧溶融物放出/格納容器雰囲

気直接加熱の発生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が実施されて

いる。これらの状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損する

PDS を選定するものとし，高圧状態で破損する TQUX，TBD，TBU 及び長

期 TB は選定対象から除外する。LOCA は原子炉格納容器下部への冷却材

の流入の可能性があり，溶融炉心・コンクリート相互作用の観点で厳し

い事象とはならないと考えられるため，選定対象から除外する。よって，

本格納容器破損モードにおいて最も厳しい PDS として，原子炉の水位低

下が早く，対策実施までの時間余裕の観点から厳しい TQUV を選定する。 



1－24 

TQUV に属する事故シーケンスのうち，事象進展が早く，対応時の余

裕時間の観点で厳しい過渡事象を起因とし，発生頻度の観点で大きいと

考えられる逃がし安全弁の再閉失敗を含まない，「過渡事象＋高圧注水

失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗）」を評価

事故シーケンスとして選定する。 

格納容器破損モード及び評価事故シーケンスについて整理した結果

を第 1.2.3 表に示す。 

 

1.2.2.2   有効性を確認するための評価項目の設定 

「1.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定」に挙

げた格納容器破損モードについては，格納容器破損防止対策に対して有効性

があることを確認するため，以下の評価項目を設定する。なお，格納容器直

接接触（シェルアタック）については，BWR MARK-Ⅰ型の原子炉格納容器に

特有の格納容器破損モードであり，RCCV 型の格納容器は溶融炉心が原子炉

格納容器バウンダリに直接接触する構造ではないため，格納容器直接接触

（シェルアタック）に係る評価項目「原子炉格納容器の床上に落下した溶融

炉心が床面を拡がり原子炉格納容器バウンダリと直接接触しないこと及び

溶融炉心が適切に冷却されること」については，有効性を確認するための評

価項目として設定しない。 

(1) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が，限界圧力を下回る圧力であ

る最高使用圧力0.31MPa[gage]の 2倍の圧力0.62MPa[gage]を下回ること。 

(2) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が，限界温度を下回る温度であ

る 200℃を下回ること。 

(3) 放射性物質の総放出量は，放射性物質による環境への汚染の視点も含

め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであること。 
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(4) 原子炉圧力容器の破損までに，原子炉圧力は 2.0MPa[gage]以下に低減

されていること。 

(5) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱的・機械

的荷重によって，原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しないこと。 

(6) 原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること。具

体的には，原子炉格納容器内の酸素濃度が 5vol%以下であること。 

(7) 可燃性ガスの蓄積，燃焼が生じた場合においても，(1)の要件を満足す

ること。 

(8) 溶融炉心による浸食によって，原子炉格納容器の構造部材の支持機能が

喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

 

1.2.3   使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

1.2.3.1   想定事故 

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」について

は，本原子炉施設において，使用済燃料プール内に貯蔵されている燃料の著

しい損傷に至る可能性があると想定する以下の事故の評価を行う。  

(1) 想定事故 1 

使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，使用

済燃料プール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故 

(2) 想定事故 2 

サイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な喪失が発

生し，使用済燃料プールの水位が低下する事故 

 

1.2.3.2   有効性を確認するための評価項目 

「1.2.3.1 想定事故」に挙げた想定事故ついては，使用済燃料プールにお
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ける燃料損傷を防止するための対策に対して有効性があることを確認する

ため，以下の評価項目を設定する。 

(1) 有効燃料棒頂部が冠水していること。 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(3) 未臨界が維持されていること。 

 

1.2.4   運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

1.2.4.1   事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」につい

ては，復水器真空破壊から制御棒引抜き開始までの期間を評価対象※とし，

原子炉の水位，温度，圧力などのプラントパラメータの類似性，保守点検状

況などに応じた緩和設備の使用可能性，起因事象，成功基準に関する類似性

に応じて，プラントの状態を適切に区分する。また，区分したプラント状態

を考慮し，燃料の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故シーケンス

を，本原子炉施設を対象とした PRA の結果を踏まえ運転停止中事故シーケン

スグループにグループ化し，運転停止中事故シーケンスグループごとに，重

要事故シーケンスを選定して評価を行う。 

※：「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

に関する審査ガイド」の共通解析条件に定められている運転停止中の期間は「主発電

機の解列から，原子炉起動の過程における主発電機の併列まで」となり，本評価対象

と異なる。ただし,「主発電機の解列から復水器真空破壊まで」及び「制御棒引抜き

開始から原子炉起動の過程における主発電機の併列まで」における低出力運転時及

びプラント停止時の期間においては，給復水系を含む緩和設備の待機状態が出力運

転時とほぼ同程度であり，かつ発生する起因事象もほぼ同様であることから運転時

における内部事象レベル 1PRA の評価範囲と位置づけている。 

（添付資料 1.2.1) 

(1) 運転停止中事故シーケンスの抽出 

停止時レベル 1PRA においては，各起因事象の発生から燃料損傷に至る
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ことを防止するための緩和手段の組合せ等を第 1.2.7 図に示すイベント

ツリーで分析し，燃料損傷に至る事故シーケンスを抽出する。 

(2) 運転停止中事故シーケンスのグループ化 

PRA の結果を踏まえて抽出した事故シーケンスについて，重大事故等に

対処するための措置が基本的に同じとなるよう，燃料損傷に至る主要因の

観点から事故シーケンスを以下のように分類する。なお，反応度の誤投入

については，複数の人的過誤や機器故障が重畳しない限り反応度事故に至

る可能性はなく，また万一，反応度事故に至った場合でも，局所的な事象

で収束し，燃料の著しい破損又は大規模な炉心損傷に至ることは考え難い

ことから，停止時レベル 1PRA の起因事象から除外しているが，本事故事

象に対する対策の有効性を確認する観点や「実用発電用原子炉及びその附

属設備の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（平成 25 年 6 月

19 日原子力規制委員会決定）」にて挙げられる運転停止中事故シーケンス

グループとの包含関係も踏まえて追加する。  

a.  崩壊熱除去機能喪失 

b.  全交流動力電源喪失 

c.  原子炉冷却材の流出 

d.  反応度の誤投入 

(3) 重要事故シーケンスの選定 

運転停止中事故シーケンスグループごとに，有効性評価の対象とする重

要事故シーケンスを選定する。同じ運転停止中事故シーケンスグループに

複数の事故シーケンスが含まれる場合には，燃料損傷防止対策の実施に対

する余裕時間，燃料損傷回避に必要な設備容量及び運転停止中事故シーケ

ンスグループ内の代表性の観点で，より厳しいシーケンスを選定する。 

a.  崩壊熱除去機能喪失 
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運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの代表性の

観点から，RHR 機能喪失[フロントライン]を起因事象とする「崩壊熱除

去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・注水系失

敗」を重要事故シーケンスとして選定する。なお，原子炉補機冷却系（原

子炉補機冷却海水系を含む）の故障によって崩壊熱除去機能が喪失する

場合については，事象進展が同様となる全交流動力電源喪失において，

燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

b.  全交流動力電源喪失 

運転停止中事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの代表性の

観点から，外部電源喪失とともに非常用ディーゼル発電機が機能喪失し，

全交流動力電源喪失に至る「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除

去・注水系失敗」を重要事故シーケンスとして選定する。なお，本重要

事故シーケンスは，従属的に発生する「原子炉補機冷却機能喪失」の重

畳を考慮したものとなっている。 

c.  原子炉冷却材の流出 

事象認知までに要する時間（点検作業に伴う冷却材の流出事象は検知

が容易）や冷却材の流出量の観点から，「原子炉冷却材流出（RHR 切り替

え時のミニフロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」を重要事故

シーケンスとして選定する。なお，停止時レベル 1PRA では，RHR の原

子炉停止時冷却モードの吸込みノズルの設置位置が，有効燃料棒頂部よ

り高い位置にあり，冷却材の流出が発生したとしても燃料露出に至らな

いことから，「RHR 切り替え時のミニフロー弁操作誤り」は起因事象と

して同定していないが，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」において設定する「(2) 放射線の遮蔽が維持される水位を確保す

ること」を考慮して，あらためて起因事象として選定した。 
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d.  反応度の誤投入 

反応度の誤投入に係る事故シーケンスは「反応度の誤投入」のみであ

ることから，重要事故シーケンスとして選定する。具体的には，代表性

の観点から，「停止中に実施される試験等により，最大反応度価値を有

する制御棒 1 本が全引抜されている状態から，他の 1 本の制御棒が操作

量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，臨界近接を認知でき

ずに臨界に至る事故」を想定する。 

各運転停止中事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンス及

び重要事故シーケンスについて整理した結果を第 1.2.4 表に示す。 

 

1.2.4.2   有効性を確認するための評価項目の設定  

「1.2.4.1 事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定」に

挙げた事故シーケンスグループについては，運転停止中の原子炉における燃

料の著しい損傷を防止するための対策に対して有効性があることを確認す

るため，以下の評価項目を設定する。 

(1) 有効燃料棒頂部が冠水していること。 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(3) 未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における臨界又は燃料

の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴う臨界は除

く。）。 

 

1.3   評価に当たって考慮する事項 

1.3.1   有効性評価において考慮する措置 

グループ化した事故シーケンスごとに，関連する措置を「技術的能力に係

る審査基準への適合状況説明資料」及び「設置許可基準規則等への適合性に
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ついて（重大事故等対処設備）」との関係を含めて整理して評価を行う。評

価に当たっては，「技術的能力に係る審査基準への適合状況説明資料」で講

じることとした措置のうち，「設置許可基準規則等への適合性について（重

大事故等対処設備）」で重大事故等対策として用いたものを対象とするが，

手順及び体制としてはその他の措置との関係も含めて必要となる水源，燃料

及び電源等の資源や要員を整理し，資源及び要員の確保に関する評価を行う。 

なお，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」，「運

転中の原子炉における重大事故」，「使用済燃料プールにおける重大事故に至

るおそれがある事故」及び「運転停止中の原子炉における重大事故に至るお

それがある事故」における 1 つの事故シーケンスグループにおいて複数の対

策があり，それぞれで重要事故シーケンス等を選定していない場合には，代

表性，包絡性を整理し解析を行う。 

 

1.3.2   安全機能の喪失に対する仮定 

グループ化した事故シーケンスごとに，PRA の結果を踏まえ，起因事象の

発生に加えて想定する多重故障，共通原因故障又は系統間の機能依存性を考

慮した従属故障等の安全機能の喪失を考慮する。 

また，機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には

期待しない。 

 

1.3.3   外部電源に対する仮定 

外部電源有無の双方について考慮するが，基本的には常用系機器の機能喪

失，工学的安全施設の作動遅れ及び運転員等操作への影響を考慮して外部電

源がない場合を想定する。ただし，外部電源を考慮した方が有効性を確認す

るための評価項目に対して評価結果の余裕が小さくなるような場合は，外部
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電源がある場合を想定する。 

 

1.3.4   単一故障に対する仮定 

重大事故等は設計基準事故対処設備が多重の機能喪失を起こすことを想

定しており，さらに，重大事故等対処設備は，設計基準事故対処設備に対し

て多様性を考慮して設置していることから，重大事故等対処設備の単一故障

は仮定しない。 

 

1.3.5   運転員等の操作時間に対する仮定 

事故に対処するために必要な運転員等の手動操作については，原則として，

中央制御室での警報発信又は監視パラメータが操作開始条件に達したこと

を起点として，確実な実施のための時間余裕を含め，以下に示す時間で実施

するものとして考慮する。 

(1) 可搬型設備に関しては，事象発生から 12 時間の間は，その機能に期待

しないと仮定する。 

(2) 可搬型設備以外の操作については，実際の操作に要する時間の不確定性

を考慮し，以下の考え方に基づき設定する。 

a. 中央制御室で警報発信等を起点として実施する操作については，事象

発生後の状況の把握や他のパラメータの確認等を考慮して開始するも

のとする。 

b. 上記操作に引き続き中央制御室で実施する操作については，速やかに

操作を開始するものとし，個別の運転操作に必要な時間を考慮する。運

転員は手順書に従い，各操作条件を満たせば順次操作を実施するものと

し，有効性評価における解析の条件設定においては，各操作に必要な時

間に基づき設定する。なお，事象発生直後の輻輳している状態において
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は操作を開始するまでの余裕時間を考慮する。 

c. 現場で実施する操作については，個別の現場操作に必要な時間を考慮

する。なお，有効性評価における解析の条件設定においては，操作場所

までのアクセスルートの状況，操作場所の作業環境等を踏まえて，現場

操作に必要な時間を設定する。 

（添付資料 1.3.1) 

 

1.3.6   考慮する範囲 

有効性評価を行うに当たっては，異常状態の発生前の状態として，通常運

転範囲及び運転期間の全域について考慮し，サイクル期間中の炉心燃焼度変

化，燃料交換等による長期的な変動及び運転中予想される運転状態を考慮す

る。 

有効性評価においては，原則として事故が収束し，原子炉等が安定停止状

態等に導かれるまでを対象とするが，有効性評価における解析としては，原

子炉等が安定停止状態等に導かれることが合理的に推定可能な時点までと

し，外部支援がないものとして 7 日間の対策成立性を評価する。 

燃料の種類については，代表的に 9×9 燃料（A 型）を評価対象とする。

「事故」においては，9×9 燃料（A 型）及び 9×9 燃料（B 型）の熱水力特性

がほぼ同じであり，また，炉心全体及び局所的な核特性が混在炉心ゆえに厳

しくなることはないため，代表的に 9×9 燃料（A 型）のみ及び 9×9 燃料（B

型）のみで構成された炉心について，解析条件を厳しく与え，評価を行って

いるが，燃料の種類の違いによって解析結果に大きな差異は確認されていな

い。これらの結果を考慮して，また，本原子炉施設の重大事故等対策（設備，

手順等）の有効性を確認するという重大事故等対策の有効性評価の目的を踏

まえて，評価対象の燃料の種類は 1 つとし，代表的に 9×9 燃料（A 型）に
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ついて評価を行う。 

 

1.4   有効性評価に使用する計算プログラム 

有効性評価に使用する解析コードは，事故シーケンスの特徴に応じて，重

要現象がモデル化されており，実験等を基に妥当性が確認され，適用範囲を

含めてその不確かさが把握されているものとして，以下に示す解析コードを

使用する。また，重要事故シーケンス等に対して適用する解析コードについ

て，事故シーケンスグループ等との対応を第 1.4.1 表から第 1.4.3 表に示

す。 

ここで記載している，解析コードの妥当性確認内容や不確かさ等について

は，「付録 3 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コ

ードについて」に示す。 

（添付資料 1.4.1) 

1.4.1   SAFER 

1.4.1.1   概要 

長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER は長期間の原子炉内熱水力過渡

変化を解析するコードである。原子炉内を 9 ノードに分割し，原子炉圧力及

び各ノードの水位変化等を計算する。原子炉内冷却材量の評価に当たっては，

上部タイプレート及び炉心入口オリフィス等での気液対向流制限現象（CCFL）

及び上部プレナムにおけるサブクール域の局在化により冷却材が下部プレ

ナムに落下する現象（CCFL ブレークダウン）を考慮することができる。 

また，本コードでは，平均出力燃料集合体及び高出力燃料集合体に対して

燃料ペレット，燃料被覆管及びチャンネルボックス等の温度計算を行なう。

燃料被覆管の温度計算においては，その冷却状態に応じた熱伝達係数，燃料

棒間の輻射及び燃料棒とチャンネルボックスの輻射を考慮することができ
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る。また，燃料被覆管と冷却水又は水蒸気との化学反応（ジルコニウム－水

反応）を Baker－Just の式によって計算し，表面の酸化量を求める。さらに，

燃料棒内の圧力を計算することによって，燃料被覆管の膨れと破裂の有無を

評価し，破裂が起きた場合には，燃料被覆管の内面に対してもジルコニウム

－水反応を考慮する。 

本コードの入力は，原子炉出力，原子炉圧力等の初期条件，原子炉の幾何

学的形状及び水力学的諸量，燃料集合体及び炉心に関するデータ，プラント

過渡特性パラメータ，ECCS 等の特性，想定破断の位置及び破断面積等であ

り，出力として，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管の最高温度，燃料被

覆管酸化量等が求められる。 

 

1.4.1.2   重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じて，炉心及び原子炉圧力容器における重要現

象がモデル化されている。具体的には以下のとおりである。 

(1) 炉心 

核については，重要現象として，崩壊熱がモデル化されている。 

燃料については，重要現象として，燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移，燃料

被覆管酸化及び燃料被覆管変形がモデル化されている。 

熱流動については，重要現象として，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水

位変化）・対向流，三次元効果及び気液熱非平衡がモデル化されている。 

(2) 原子炉圧力容器 

重要現象として，冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイド

率変化，気液分離（水位変化）・対向流及び ECCS 注水（給水系・代替注水

設備含む）がモデル化されている。 
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1.4.1.3   妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するモデルの妥当性確認を

実施している。具体的には，TBL，ROSA－Ⅲ，FIST－ABWR の実験解析により

確認している。また，入力条件により不確かさを考慮しているものを除いて，

妥当性確認により，その不確かさを把握している。具体的には，第 1.4.4 表

に示すとおりである。 

 

1.4.2   CHASTE 

1.4.2.1   概 要 

炉心ヒートアップ解析コード CHASTE は，燃料ペレット，燃料被覆管，チ

ャンネルボックス等の温度計算を行うコードである。本コードは，燃料ペレ

ットを半径方向に最大 9 ノードに分割し，燃料集合体内燃料棒を 1 本毎に全

て取り扱い，その熱的相互作用（輻射等）を考慮している。また，ジルコニ

ウム－水反応を Baker－Just の式によって計算し，表面の酸化量を求める。

さらに，燃料棒内の圧力を計算することによって，燃料被覆管の膨れと破裂

の有無を評価し，破裂が起きた場合には，燃料被覆管の内面に対してもジル

コニウム－水反応を考慮する。燃料被覆管表面からの除熱に対する熱伝達係

数は，SAFER で求めた値を用いる。 

本コードの入力は，原子炉出力及び原子炉圧力の時間変化，炉心露出時間，

再冠水時間，炉心スプレイによる冷却開始時間等のプラント過渡特性，燃料

集合体及び炉心に関するデータ，並びに熱伝達係数変化であり，出力として，

燃料被覆管の最高温度及び燃料被覆管酸化量等が求められる。 

 

1.4.2.2   重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じて，炉心における重要現象がモデル化されて
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いる。具体的には以下のとおりである。 

(1) 炉 心 

核については，重要現象として，崩壊熱がモデル化されている。 

燃料については，重要現象として，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形がモデル化されている。 

 

1.4.2.3   妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するモデルの妥当性確認を

実施している。具体的には，BWR－FLECHT 実験解析，炉心冷却実験解析及び

スプレイ冷却特性実験解析により確認している。また，入力条件により不確

かさを考慮しているものを除いて，妥当性確認により，その不確かさを把握

している。具体的には，第 1.4.5 表に示すとおりである。 

 

1.4.3   REDY 

1.4.3.1   概 要 

プラント動特性解析コード REDY は，炉心，圧力容器，圧力容器内部構造

物，原子炉冷却材再循環系，主蒸気管，タービン系，原子炉格納容器等のプ

ラント全体を模擬し，6 群の遅発中性子及び反応度フィードバックを含む炉

心一点近似動特性，燃料棒の熱的動特性及び冷却材の熱水力挙動を計算する。 

本コードの入力は，原子炉出力，炉心流量等の初期条件，原子炉，主蒸気

管，原子炉格納容器等のデータ，核データ，燃料棒データ，各種制御系デー

タ等であり，出力として，原子炉出力，原子炉圧力，炉心流量，原子炉水位，

格納容器圧力，サプレッション・チェンバ・プール水温度等の時間変化が求

められる。 

なお，本コードは，従来の原子炉設置変更許可申請書において適用実績の
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あるものに，格納容器圧力，サプレッション・チェンバ・プール水温度の時

間変化を求めることができるように，格納容器モデルを追加したものである。 

 

1.4.3.2   重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じて，炉心，原子炉圧力容器及び原子炉格納容

器における重要現象がモデル化されている。具体的には，以下のとおりであ

る。 

(1) 炉 心 

核については，重要現象として核分裂出力，反応度フィードバック効果

及び崩壊熱がモデル化されている。 

熱流動については，重要現象として，沸騰・ボイド率変化がモデル化さ

れている。 

(2) 原子炉圧力容器 

重要現象として，冷却材流量変化，冷却材放出（臨界流・差圧流），ECCS

注水（給水系・代替注水設備含む）及びほう酸水の拡散がモデル化されて

いる。 

(3) 原子炉格納容器 

重要現象として，サプレッション・チェンバ・プール冷却がモデル化さ

れている。 

 

1.4.3.3   妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するモデルの妥当性確認を

実施している。具体的には，ABWR 実機試験解析，設計解析での確認等により

確認している。また，入力条件により不確かさを考慮しているものを除いて，

妥当性確認により，その不確かさを把握している。具体的には，第 1.4.6 表
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に示すとおりである。 

 

1.4.4   SCAT 

1.4.4.1   概 要 

単チャンネル熱水力解析コード SCAT は，単一チャンネルを模擬し，これ

を軸方向一次元に多ノード分割する。各ノードについて，燃料棒には半径方

向にのみ熱伝導方程式を適用して冷却材への熱伝達を計算し，チャンネル内

冷却材には，質量及びエネルギー保存則を適用して冷却材の熱水力挙動を計

算する。 

本コードの入力は，燃料集合体の幾何学的形状，軸方向出力分布等の炉心

データ，燃料集合体出力，チャンネル入口流量等の初期条件，REDY コードの

出力から得られたチャンネル入口流量等の過渡変化のデータ等であり，出力

として，GEXL 相関式に基づく限界出力比（CPR），各ノードでの冷却材流量，

クオリティ等の時間変化が求められる。 

なお，本コードは，従来の原子炉設置変更許可申請書において適用実績の

あるものに，沸騰遷移後の燃料被覆管温度を求めることができるように，沸

騰遷移後の燃料被覆管－冷却材間の熱伝達評価式とリウェット相関式を適

用している。 

 

1.4.4.2   重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じて，炉心における重要現象がモデル化されて

いる。具体的には，以下のとおりである。 

(1) 炉 心 

燃料については，重要現象として，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝

達及び沸騰遷移がモデル化されている。 
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熱流動については，重要現象として，気液熱非平衡がモデル化されてい

る。 

 

1.4.4.3   妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するモデルの妥当性確認を

実施している。具体的には，ATLAS 試験，NUPEC BWR 燃料集合体熱水力試験

により確認している。また，入力条件により不確かさを考慮しているものを

除いて，妥当性確認により，その不確かさを把握している。具体的には，第

1.4.7 表に示すとおりである。 

 

1.4.5   MAAP 

1.4.5.1   概 要 

シビアアクシデント総合解析コード MAAP は，炉心損傷を伴う事故シーケ

ンスについて，炉心損傷，圧力容器破損，格納容器破損，放射性物質の環境

放出に至るまでのプラント内の熱水力及び放射性物質挙動を解析するコー

ドである。炉心損傷後の原子炉内及び原子炉格納容器内を一次系，ドライウ

ェル，ウェットウェルに分割し，重大事故等時に想定される炉心のヒートア

ップ，燃料被覆管の酸化・破裂，炉心損傷，溶融炉心移行挙動と冷却性，水

素と水蒸気の生成，溶融炉心・コンクリート反応，格納容器圧力・温度，放

射性物質の放出と移行/沈着挙動等の諸現象がモデル化され，また，種々の

注水設備や冷却設備の特性や制御系がモデル化できるため，自動トリップや

運転員操作等によるシステム応答を含む，重大事故等時のプラント挙動の評

価が可能である。 

本コードの入力は，原子炉出力，原子炉圧力，格納容器圧力，格納容器温

度等の初期条件，原子炉の幾何学的形状及び水力学的諸量，燃料集合体及び



1－40 

炉心に関するデータ，格納容器自由空間体積，流路面積及び流路抵抗，注水

設備，減圧設備及び冷却設備の特性，想定破断の位置及び破断面積等であり，

出力として，原子炉圧力，原子炉水位，燃料温度，溶融炉心温度，格納容器

圧力，格納容器温度，コンクリート浸食量，放射性物質の格納容器内の分布

等が求められる。 

 

1.4.5.2   重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じて，炉心，原子炉圧力容器，原子炉格納容器，

原子炉圧力容器（炉心損傷後），原子炉格納容器（炉心損傷後）における重

要現象がモデル化されている。具体的には，以下のとおりである。 

(1) 炉心 

核については，重要現象として，崩壊熱がモデル化されている。 

燃料については，重要現象として，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝

達，燃料被覆管変形及び燃料被覆管酸化がモデル化されている。 

熱流動については，重要現象として，沸騰・ボイド率変化及び気液分離

（水位変化）・対向流がモデル化されている。 

(2) 原子炉圧力容器 

重要現象として，冷却材流出（臨界流・差圧流）及び ECCS 注水（給水

系・代替注水設備含む）がモデル化されている。 

(3) 原子炉格納容器 

重要現象として，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部

熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，放射線分解等による水素・酸

素発生，格納容器ベント及びサプレッション・チェンバ・プール冷却がモ

デル化されている。 

(4) 原子炉圧力容器（炉心損傷後） 
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重要現象として，リロケーション，構造材との熱伝達，原子炉圧力容器

内 FCI（溶融炉心細粒化），原子炉圧力容器内 FCI（デブリ粒子熱伝達），

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原子炉圧力容器破損及び原子炉圧力

容器内 FP 挙動がモデル化されている。 

(5) 原子炉格納容器（炉心損傷後） 

重要現象として，原子炉圧力容器外 FCI（溶融炉心細粒化），原子炉圧力

容器外 FCI（デブリ粒子熱伝達），格納容器下部床面での溶融炉心の拡が

り，溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱，溶融炉心とコンクリート

の伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生，原子炉格納容器内 FP

挙動がモデル化されている。 

 

1.4.5.3   妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するモデルの妥当性確認を

実施している。具体的には，TMI 事故解析，CORA 実験解析，HDR 実験解析，

CSTF 実験解析，ACE 実験解析，SURC－4 実験解析，PHEBUS－FP 実験解析，

ABCOVE 実験解析，感度解析等により，その不確かさを把握している。具体的

には，第 1.4.8 表に示すとおりである。 

 

1.4.6   APEX 

1.4.6.1   概 要 

反応度投入事象解析コード APEX は，熱的現象を断熱としており，炉心平

均出力の過渡変化を炉心一点近似による中性子動特性方程式で表し，出力の

炉心空間分布を二次元（R－Z）拡散方程式で表す。炉心各部分のエンタルピ

の上昇は，出力分布に比例するものとし，炉心平均エンタルピがある程度上

昇する間（エンタルピステップ）は，出力分布は一定としている。また，投
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入反応度としては，制御棒価値，スクラム反応度及びドップラ反応度を考慮

するが，このドップラ反応度は，二次元拡散計算による出力分布を考慮して

求められる。 

APEX の入力は，炉心の幾何学的形状，各種中性子断面積，拡散係数，ドッ

プラ係数，炉心動特性パラメータ等の核データ，制御棒反応度の時間変化等

であり，出力として，中性子束分布，エンタルピ分布及び炉心平均出力の時

間変化が求められる。 

APEX の出力に基づき，単チャンネル熱水力解析を行う場合には，単チャ

ンネル熱水力解析コード SCAT（RIA 用）を用いる。 

SCAT（RIA 用）は，燃料棒を燃料ペレット，ペレットと被覆管の間の空隙

部であるギャップ部，燃料被覆管で構成し，ノード毎に径方向の熱伝達を計

算する。燃料ペレット及び燃料被覆管には，径方向一次元の非定常熱伝導方

程式を適用して燃料棒内の温度分布を計算し，チャンネル内冷却材には，質

量，運動量及びエネルギー保存則を適用して冷却材の熱水力挙動を計算する。

冷却材の沸騰状態に応じた熱伝達率相関式を用いることにより，燃料棒の除

熱量を求める。 

SCAT（RIA 用）の入力は，APEX の出力から得られた炉心平均出力変化，炉

心出力分布に加え，燃料集合体幾何条件，燃料集合体熱水力データ，燃料物

性データ，ギャップ熱伝達係数，ペレット径方向出力分布，局所出力ピーキ

ング係数等であり，出力として，非断熱燃料エンタルピの時間変化が求めら

れる。 

 

1.4.6.2   重要現象のモデル化 

事故シーケンスの特徴に応じて，炉心における重要現象がモデル化されて

いる。具体的には，以下のとおりである。 
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(1) 炉 心 

核については，重要現象として，核分裂出力，出力分布変化，反応度フ

ィードバック効果及び制御棒反応度効果がモデル化されている。 

燃料については，重要現象として，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝

達及び沸騰遷移がモデル化されている。 

 

1.4.6.3   検証/妥当性確認及び不確かさの把握 

事故シーケンスの特徴に応じた重要現象に対するモデルの検証/妥当性確

認を実施している。具体的には，SPERT－ⅢE 炉心実験，実効共鳴積分測定に

関わる Hellstrand の実験式，MISTRAL 臨界試験，実機での制御棒価値測定

試験により確認している。また，入力条件により不確かさを考慮しているも

のを除いて，検証/妥当性確認により，その不確かさを把握している。具体

的には，第 1.4.9 表に示すとおりである。 

 

1.5   有効性評価における解析の条件設定の方針 

1.5.1   解析条件設定の考え方 

有効性評価における解析の条件設定については，事象進展の不確かさを考

慮して，設計値等の現実的な条件を基本としつつ，原則，有効性を確認する

ための評価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

する。この際，「1.4 有効性評価に使用する計算プログラム」において把握

した解析コードの持つ重要現象に対する不確かさや解析条件の不確かさに

よって，さらに本原子炉施設の有効性評価の評価項目となるパラメータ及び

運転員等操作時間に対する余裕が小さくなる可能性がある場合は，影響評価

において感度解析等を行うことを前提に設定する。ただし，「1.5.2 共通解

析条件」に示す解析条件については共通の条件として設定する。 
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なお，初期条件とは異常状態が発生する前の原子炉施設の状態，事故条件

とは重大事故等の発生原因となる機器の故障又は安全機能の喪失の状態，機

器条件とは重大事故等を収束させる際に使用する重大事故等対処設備の状

態，操作条件とは運転員等が重大事故等対処設備を操作可能となる状態のこ

とをいう。 

また，有効性評価においては発電所内の原子炉施設で重大事故等が同時に

発生することも想定していることから，6 号及び 7 号炉で異なる評価条件を

設定している場合は，両号炉の条件を記載する。 

（添付資料 1.5.1) 

 

1.5.2   共通解析条件 

操作条件については，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す

とおり個別に解析条件を設定するが，以下に示す解析条件は，各重要事故シ

ーケンス等においてその影響が大きく変わらないことから共通の条件とし

て設定する。また，LOCA の破断位置については，原子炉内の保有水量及び流

出量等の観点から選定する。なお，解析条件の不確かさの影響については，

グループ化した事故シーケンスごとに確認する。 

（添付資料 1.5.2) 

 

1.5.2.1   運転中の原子炉における重大事故に至るおそれのある事故 

(1) 初期条件 

a.  初期運転条件 

原子炉熱出力の初期値として，定格値(3,926MWt)，原子炉圧力（圧力

容器ドーム部）の初期値として，定格値（7.07MPa[gage]）を用いるも

のとする。また，炉心流量の初期値として，定格値である 100％流量
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(52.2×103t/h)を用いるものとする。 

b.  炉心及び燃料 

炉心及び燃料に関する解析条件の設定を以下に示す。なお，炉心に関

する条件は 9×9 燃料(A 型)を装荷した平衡サイクルを想定した値，燃

料ペレット/燃料被覆管径等の炉心及び燃料形状に関する条件は設計値

を用いるものとする。 

(a) 原子炉停止後の崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，第 1.5.1 図に示す ANSI/ANS-5.1-1979 に

基づく崩壊熱曲線を使用する。また，使用する崩壊熱は燃焼度が高く

なるサイクル末期炉心の平均燃焼度に，サイクル末期の燃焼度のばら

つきを考慮して 10％の保守性を考慮した燃焼度 33GWd/t の条件に対

応したものとする。 

(b) 最大線出力密度 

燃料棒の最大線出力密度は，設計の最大値として，44.0kW/m を用

いるものとする。 

c.  原子炉圧力容器 

原子炉水位の初期値は，通常運転水位とする。 

d.  原子炉格納容器 

(a) 容 積 

格納容器容積について，ドライウェル空間部は，内部機器，構造物

体積を除く全体積として 7,350m3，ウェットウェル空間部は，必要最

小空間部体積として 5,960m3，ウェットウェル液相部は，必要最小プ

ール水量として 3,580m3を用いるものとする。 

(b) 初期温度及び初期圧力 

格納容器の初期温度について，ドライウェル空間部温度は 57℃，
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サプレッション・チェンバ・プール水温は 35℃を用いるものとする。

また，格納容器の初期圧力は 5.2kPa[gage]を用いるものとする。 

(c) サプレッション・チェンバ・プールの初期水位 

サプレッション・チェンバ・プールの初期水位は，通常運転時の水

位として 7.05m を用いるものとする。 

(d) 真空破壊装置 

真空破壊装置の作動条件は，設計値（3.43kPa(ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ間差圧)）を用いるものとする。 

e.  外部水源の温度 

外部水源の温度について，初期温度は 50℃とし，事象発生から 12 時

間以降は 45℃，事象発生から 24 時間以降は 40℃とする。 

f.  主要機器の形状 

原子炉圧力容器，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管，格納

容器等の形状に関する条件は設計値を用いるものとする。 

(2) 重大事故等対策に関連する機器条件 

a.  安全保護系等の設定点 

原子炉緊急停止系作動回路のスクラム設定点として，以下の値を用

いるものとする。 

原子炉水位低 (レベル 3) 

セパレータスカート下端から＋62cm（遅れ時間 1.05 秒） 

タービン蒸気加減弁急速閉 

制御油圧低（4.12MPa[gage]）（遅れ時間 0.08 秒） 

炉心流量急減 

「第 3 図 炉心流量急減の解析上のスクラムの設定値」参照 

工学的安全施設作動回路等の設定点として，以下の値を用いるものと
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する。 

原子炉水位低 (原子炉隔離時冷却系（補給水機能）起動)設定点 

セパレータスカート下端から－58cm（レベル 2） 

原子炉水位低 (高圧炉心注水系起動，主蒸気隔離弁閉止)設定点 

セパレータスカート下端から－203cm（レベル 1.5） 

原子炉水位低 (低圧注水系起動，自動減圧系作動)設定点 

セパレータスカート下端から－287cm（レベル 1） 

原子炉水位低（再循環ポンプ 4 台トリップ）設定点 

セパレータスカート下端から＋62cm（レベル 3） 

原子炉水位低（再循環ポンプ 6 台トリップ）設定点 

セパレータスカート下端から－58cm（レベル 2） 

原子炉圧力高（再循環ポンプ 4 台トリップ）設定点 

原子炉圧力 7.48MPa[gage] 

ドライウェル圧力高（ECCS 起動，自動減圧系作動）設定点 

ドライウェル圧力 13.7kPa[gage] 

b.  逃がし安全弁 

逃がし安全弁の吹出し圧力及び容量（吹出し圧力における値）は，設

計値として以下の値を用いるものとする。 

第 1 段：7.51MPa[gage]×1 個，363t/h/個 

第 2 段：7.58MPa[gage]×1 個，367t/h/個 

第 3 段：7.65MPa[gage]×4 個，370t/h/個 

第 4 段：7.72MPa[gage]×4 個，373t/h/個 

第 5 段：7.79MPa[gage]×4 個，377t/h/個 

第 6 段：7.86MPa[gage]×4 個，380t/h/個 
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1.5.2.2   運転中の原子炉における重大事故 

(1) 初期条件 

1.5.2.1(1)に同じ。なお，「1.5.2.1(1)b. 炉心及び燃料」のうち，最大

線出力密度については，条件として用いていない。 

(2) 重大事故等対策に関連する機器条件 

1.5.2.1(2)に同じ。 

 

1.5.2.3   使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

(1) 初期条件 

a.  燃料崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短時間（原

子炉停止後 10 日）で取り出された全炉心分の燃料が一時保管されてい

ることを想定して，使用済燃料プールの崩壊熱は約 11MW を用いるもの

とする。 

b.  使用済燃料プール水温 

使用済燃料プールの初期水温は，運用上許容される上限温度である

65℃を用いるものとする。 

c.  使用済燃料プールのプールゲートの状態 

保有水量を厳しく見積もるため，使用済燃料プールと隣接する原子炉

ウェルとの間に設置されているプールゲートは閉状態とする。 

d.  主要機器の形状 

使用済燃料プール等の主要機器の形状に関する条件は設計値を用い

る。 

（添付資料 1.5.3) 
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1.5.2.4   運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれのある事故 

(1) 初期条件（事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」を除く） 

a.  崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，第 1.5.1 図に示す ANSI/ANS-5.1-1979 に基

づく崩壊熱曲線を使用し，崩壊熱を厳しく見積もるために，原子炉停止

1 日後の崩壊熱として約 22MW を用いるものとする。 

b.  原子炉圧力 

水位低下量を厳しく見積もるために，原子炉圧力の初期値は大気圧と

し，事象発生後も大気圧が維持されるものとする。 

c.  原子炉水温 

残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードでの炉水側の設定温度とし

て，原子炉水温の初期値は 52℃とする。 

d.  主要機器の形状 

原子炉圧力容器等の形状に関する条件は設計値を用いるものとする。 

 

1.6   解析の実施方針 

有効性評価における解析は，評価項目となるパラメータの推移のほか，事

象進展の状況を把握する上で必要なパラメータの推移について解析を実施

する。 

なお，事象進展の特徴や厳しさ等を踏まえ，解析以外の方法で原子炉等が

安定停止状態等に導かれ，評価項目を満足することが合理的に説明できる場

合はこの限りではない。 

 

1.7   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操
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作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間

余裕を評価するものとする。ここで，操作の不確かさの影響とは，運転員等

操作に対する不確かさ要因である，認知，要員配置，移動，操作所要時間，

他の並列操作有無及び操作の確実さに起因して生じる運転員等操作の開始

時間の変動が，有効性評価の成立性に与える影響のことである。 

不確かさ等の影響確認は，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さ

くなる場合に感度解析等を行う。事象推移が緩やかであり，重畳する影響因

子がないと考えられる等，影響が容易に把握できる場合は，選定している重

要事故シーケンス等の解析結果等を用いて影響を確認する。事象推移が早く，

現象が複雑である等，影響が容易に把握できない場合は，事象の特徴に応じ

て解析条件を変更した感度解析によりその影響を確認する。 

（添付資料 1.7.1) 

1.7.1   解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

「1.4 有効性評価に使用する計算プログラム」においては，重要現象とし

て評価指標及び運転操作に対する影響が大きい又は中程度と考えられる物

理現象を選定しており，そのうち第 1.7.1 表から第 1.7.3 表に示す物理現象

を有効性評価において評価項目となるパラメータに有意な影響を与えると

整理している。解析コードの不確かさは，選定している重要事故シーケンス

等における上記の物理現象に対する不確かさを考慮し，運転員等操作時間に

与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響を確認する。 

 

1.7.2   解析条件の不確かさの影響評価 

解析条件のうち，初期条件，事故条件及び機器条件の不確かさについて，

運転員等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影

響を確認する。また，解析条件である操作条件の不確かさとして，操作の不
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確かさ要因に起因して生じる運転員等操作の開始時間の変動が，操作開始時

間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響を確認する。 

 

1.7.3   操作時間余裕の把握 

解析上考慮する運転員等操作の各々について，その遅れによる影響度合い

を把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が

確認できる範囲内での操作時間余裕を確認する。 

 

1.8   必要な要員及び資源の評価方針 

1.8.1   必要な要員の評価 

発電所内の原子炉施設で重大事故等が同時期に発生することを想定した

最も厳しい状態での重大事故等対策時において，時間外，休日（夜間）にお

ける要員の確保の観点から，「技術的能力に係る審査基準への適合状況説明

資料」で整備される体制にて，対処可能であることを確認するとともに，必

要な作業が所要時間内に実施できることを確認する。 

 

1.8.2   必要な資源の評価 

発電所内の原子炉施設で重大事故等が同時期に発生することを想定した

最も厳しい状態での重大事故等対策時において，必要となる水源，燃料及び

電源の資源の確保の観点から，必要水量，燃料消費量及び電源負荷を確認す

るとともに，7 日間継続してこれらの資源が供給可能であることを評価する。

また，有効性評価において考慮されていない機器についても，使用した場合

を想定して，各資源について 7 日間継続して資源の供給が可能であることを

確認する。 
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第 1.2.1 表 有効性評価における重要事故シーケンスと技術的能力審査基準/設置許可基準規則/技術基準規則との関連(1/2) 

  

 

技術的能力審査基準 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 1.10 1.11 1.12 1.13 1.14 1.15 1.16

設置許可基準規則／技術基準規則 44条／59条 45条／60条 46条／61条 47条／62条 48条／63条 49条／64条 50条／65条 51条／66条 52条／67条 53条／68条 54条／69条 55条／70条 56条／71条 57条／72条 58条／73条 59条／74条
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2.1 高圧・低圧注水機能喪失
運転時の異常な過渡変化又は事故(LOCAを除く)の発生後，高圧注水機能が喪失し，原子炉減

圧には成功するが，低圧注水機能が喪失する事故
● ● ● ● ●

2.2 高圧注水・減圧機能喪失
運転時の異常な過渡変化又は事故(LOCAを除く)の発生後，高圧注水機能が喪失し，かつ，原

子炉減圧機能が機能喪失する事故 ●

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）
外部電源喪失発生後，非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の起動に失敗する事故 ● ● ● ● ● ●

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋ＲＣＩＣ失敗

外部電源喪失発生後，非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の起動に失敗し，かつ，原子炉隔離時冷却系の起

動に失敗する事故 ● ● ● ● ● ● ●

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋直流電源喪失
外部電源喪失発生後，非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の起動に失敗し，かつ，直流電源が喪失する事故 ● ● ● ● ● ● ●

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ喪失）＋SRV再閉失敗
外部電源喪失発生後，非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の起動に失敗し，かつ，SRV再閉に失敗する事故 ● ● ● ● ● ●

崩壊熱除去機能喪失

（取水機能が喪失した場合）

運転時の異常な過渡変化又は事故(LOCAを除く)の発生後，炉心冷却には成功するが，取水機

能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失する事故
● ● ● ● ● ●

崩壊熱除去機能喪失

（残留熱除去系が故障した場合）

運転時の異常な過渡変化又は事故(LOCAを除く)の発生後，炉心冷却には成功するが，残留熱

除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失する事故 ● ● ● ●

2.5 原子炉停止機能喪失 運転時の異常な過渡変化の発生後，原子炉停止機能が喪失する事故 ●

2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失
原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の中小規模の破断の発生

後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失し，かつ，自動減圧系が機能喪失する事故 ● ● ● ● ●

2.7
格納容器バイパス

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインター

フェイスとなる配管のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断する事故 ●

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）

代替循環冷却を使用する場合

大LOCA発生時に高圧・低圧注水機能が喪失する事故であり，代替循環冷却を使用する場合 ● ● ● ● ● ● ●

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）

代替循環冷却を使用しない場合

大LOCA発生時に高圧・低圧注水機能が喪失する事故であり，代替循環冷却を使用しない場合 ● ● ● ● ● ● ●

3.2
高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱
原子炉の出力運転中の過渡事象の発生と，原子炉への注水機能の全喪失する事故 ● ● ● ● ●

3.3
原子炉圧力容器外の

溶融燃料|冷却材相互作用

原子炉の出力運転中の過渡事象又は原子炉冷却材バウンダリを構成する配管の破断の発生と

原子炉への注水機能の全喪失する事故
● ● ● ● ●

3.4 水素燃焼 大LOCA発生時に高圧・低圧注水機能が喪失する事故であり，代替循環冷却を使用する場合 ● ● ● ● ● ● ● ●

3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用
原子炉出力運転中の過渡事象又は原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破断の発生

と原子炉への注水機能の全喪失する事故
● ● ● ● ●

4.1 想定事故１
使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プール内の水

の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故
● ● ●

4.2 想定事故２
サイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プー

ルの水位が低下する事故
● ● ●

5.1 崩壊熱除去機能喪失 原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する事故

5.2 全交流動力電源喪失
原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊熱除去機能が喪

失する事故
● ● ● ●

5.3 原子炉冷却材の流出
原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から，運転員の誤操作

等により系外への冷却材の漏えいが発生し，崩壊熱除去機能が喪失する事故

5.4 反応度の誤投入
原子炉の運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が投入されることによ

り，臨界に達する事故

事故シーケンスグループ等
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第 1.2.1 表 有効性評価における重要事故シーケンスと技術的能力審査基準/設置許可基準規則/技術基準規則との関連(2/2) 

 

  

技術的能力

審査基準
対応手段

原子炉手動スクラム ○

代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入 ○

原子炉冷却材再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制 ●

ほう酸水注入 ●

制御棒自動挿入 ○

制御棒手動挿入 ○

原子炉水位低下 ●

高圧代替注水系の中央制御室からの操作による原子炉の冷却 ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高圧代替注水系の現場操作による原子炉の冷却

原子炉隔離時冷却系の現場操作による原子炉の冷却

代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電

可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電

直流給電車による原子炉隔離時冷却系への給電

ほう酸水注入系による進展抑制

制御棒駆動水系による進展抑制 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高圧炉心注水系緊急注水 ○ ○ ○

原子炉減圧の自動化 ●

手動による原子炉減圧（逃がし安全弁による減圧）

手動による原子炉減圧（タービンバイパス弁による減圧）

可搬型直流電源設備による減圧

逃がし安全弁用可搬型蓄電池接続による減圧

代替逃がし安全弁駆動装置による減圧

高圧窒素ガスボンベの切替

代替直流電源設備による復旧　（逃がし安全弁復旧）

代替交流電源設備による復旧　（逃がし安全弁復旧）

インターフェイスシステムLOCA発生時の対応 ●

低圧代替注水系（常設）による原子炉の冷却 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉の冷却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○

消火系による原子炉の冷却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

常設代替交流電源設備による残留熱除去系（低圧注水モード）の復旧 ● ● ● ● ●

低圧代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却

低圧代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却

消火系による残存溶融炉心の冷却

常設代替交流電源設備による残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の復旧 ●

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 ● ● ●

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（電源がない場合） ● ● ●

代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 ● ● ●

代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（電源がない場合） ● ● ●

耐圧強化ベント系による減圧及び除熱 ● ● ●

耐圧強化ベント系による減圧及び除熱（電源がない場合） ● ● ●

代替原子炉補機冷却系による除熱 ● ● ● ● ● ●

代替原子炉補機冷却海水ポンプ又は大容量送水車による除熱

代替格納容器スプレイ冷却系による冷却 ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

消火系による冷却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）による冷却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

常設代替交流電源設備による残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）の復旧 ● ● ●

常設代替交流電源設備による残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）の復旧 ○ ○ ○ ● ●

ドライウェル冷却系による格納容器除熱 ○ ○ ○

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 ○ ● ○ ○ ○ ○

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（電源がない場合）

代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 ○ ● ○ ○ ○ ○

代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 （電源がない場合）

代替循環冷却系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 ● ○ ● ● ● ●

原子炉格納容器内pH制御 ○ ○ ○ ○ ○ ○

格納容器下部注水系（常設）による原子炉格納容器下部への注水 ● ● ●

格納容器下部注水系（可搬型）による原子炉格納容器下部への注水 ○ ○ ○

消火系による原子炉格納容器下部への注水 ○ ○ ○

低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 ● ● ●

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水 ● ○ ○ ○ ● ○

消火系による原子炉圧力容器への注水 ○ ○ ○ ○ ○ ○

高圧代替注水系による原子炉圧力容器への注水 ○ ○ ○

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注水

制御棒駆動水系による原子炉圧力容器への注水 ○ ○ ○

高圧炉心注水系による原子炉圧力容器への注水

原子炉格納容器内不活性化による原子炉格納容器水素爆発防止 ●

格納容器圧力逃がし装置等による水素ガス及び酸素ガスの排出 ○

可燃性ガス濃度制御系による水素濃度制御

格納容器頂部注水系による注水 ○ ○ ○

圧力抑制室プール水浄化系による注水

原子炉建屋トップベントによる水素ガスの排出

燃料プール代替注水系による常設スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへの注水 ● ●

燃料プール代替注水系による可搬型スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへの注水 ○ ○

消火系による使用済燃料プールへの注水 ○ ○

サイフォン効果による使用済燃料プール水漏えい発生時の漏えい抑制 ●

燃料プール代替注水系による常設スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへのスプレイ

燃料プール代替注水系による可搬型スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへのスプレイ

使用済燃料プール漏えい緩和

大気への拡散抑制

大容量送水車及び放水砲による大気への拡散抑制

放射性物質吸着材による海洋への拡散抑制

汚濁防止膜による海洋への拡散抑制

化学消防自動車単独または高所放水車等による泡消火

大容量送水車，放水砲，泡原液搬送車及び泡混合器による航空機燃料火災への泡消火

可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

純水補給水系（仮設発電機使用）による復水貯蔵槽への補給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

淡水貯水池から防火水槽への補給 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

淡水タンクから防火水槽への補給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

海水を利用した防火水槽への補給

淡水貯水池から淡水タンクへの補給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可搬型代替注水ポンプによる送水 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

代替原子炉補機冷却系による除熱

大気への拡散抑制

航空機燃料火災への泡消火

常設代替交流電源設備による給電 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

可搬型代替交流電源設備による給電 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

電力融通による給電

所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備による給電 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

可搬型直流電源設備による給電

直流給電車による給電

低圧電源融通による給電

代替所内電気設備による給電

燃料補給設備による給油 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

計器故障時の計測又は監視 ● ● ●

計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合の計測又は監視

全交流動力電源喪失及び直流電源喪失時における代替電源設備による給電 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

可搬型計測器によるパラメータの計測又は監視

重大事故等時のパラメータの記録

中央制御室換気空調系設備の運転手順等 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中央制御室待避室の準備手順 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中央制御室の照明を確保する手順 ○ ○ ○

中央制御室の酸素及び二酸化炭素の濃度測定と濃度管理手順

中央制御室待避室の照明を確保する手順 ○

中央制御室待避室の酸素及び二酸化炭素の濃度測定と濃度監理手順 ○

中央制御室待避室データ表示装置によるプラントパラメータ等の監視 ○

チェンジングエリアの設置及び運用手順 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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第 1.2.2 表 重要事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（1/2） 

事故シーケンス 
グループ 事故シーケンス 選定した事故シーケンス 

（重要事故シーケンス） 
高圧・低圧注水機能喪失  過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 通常停止＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 最終ヒートシンク喪失＋RCIC 失敗 

 最終ヒートシンク喪失＋SRV 再閉失敗 

 最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋RCIC 失敗 

 最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋SRV 再閉失敗 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋低

圧注水失敗 

高圧注水・減圧機能喪失  過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 通常停止＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 サポート系喪失＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋原

子炉減圧失敗 

全交流

動力電

源喪失 

全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失) 

 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)  全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失) 
全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失)＋RCIC 失敗 

 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋RCIC 失敗  全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失)＋RCIC 失敗 
全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失)＋直流電源喪失 

 外部電源喪失＋直流電源喪失※ 

 最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋直流電源喪失(電

源設備浸水) 

 外部電源喪失＋直流電源喪失※ 

全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗 

 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗  全交流電源喪失(外部電源喪失

＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗 

※直流電源喪失により非常用ディーゼル発電機(DG)を起動できなくなることから，「外部電源喪失＋直流電源喪失」により，全交流動力電源喪失となる。 
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第 1.2.2 表 重要事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（2/2） 

事故シーケンス 
グループ 事故シーケンス 選定した事故シーケンス 

（重要事故シーケンス） 
崩壊熱除去機能喪失  過渡事象＋崩壊熱除去失敗 

 過渡事象＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 

 通常停止＋崩壊熱除去失敗 

 通常停止＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 

 サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 

 サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 

 小破断 LOCA＋崩壊熱除去失敗 

 中破断 LOCA＋RHR 失敗 

 大破断 LOCA＋RHR 失敗 

 過渡事象＋崩壊熱除去失敗 

原子炉停止機能喪失  過渡事象＋原子炉停止失敗 

 小破断 LOCA＋原子炉停止失敗 

 中破断 LOCA＋原子炉停止失敗 

 大破断 LOCA＋原子炉停止失敗 

 全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋原子炉停止失敗 

 過渡事象＋原子炉停止失敗 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失  小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 

 小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋原子炉減圧失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗 

格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）  インターフェイスシステム LOCA(ISLOCA)  インターフェイスシステム LOCA(ISLOCA) 
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第 1.2.3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（1/7） 

格納容器破損モード 該当する PDS 選定した PDS 選定した PDS の考え方 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧破損） 

 TQUV 
 TQUX 
 LOCA 
 長期 TB 

 TBU 
 TBD 
 TBP 
 

 LOCA＋SBO 【事象進展(過圧・過温)緩和の余裕時間及び設備容量の厳しさ】 

 TQUX，TQUV，長期 TB，TBU，TBD，TBP の各シナリオと比較し，LOCA は原子炉冷却材

の流出を伴うことから水位低下が早く，事象進展が早い 

 過圧破損については長期 TB や TBU が支配的であることから，全交流動力電源喪失

の寄与が高い 

 過圧破損については対策として格納容器の除熱が必要となる。 

 過温破損については LOCA の寄与が高い。 

 過温破損については対策として格納容器(損傷炉心)への注水が必要となる。 

 LOCA に ECCS 注水機能喪失及び全交流動力電源喪失を加えることで，電源の復旧，

注水機能の確保等必要となる事故対処設備が多く，格納容器破損防止対策を講じる

ための対応時間が厳しいシナリオとなる。また，格納容器への注水・除熱対策の有

効性を網羅的に確認可能なシナリオとなる。なお，いずれの PDS を選定しても必要

な監視機能は維持される。 

以上より，LOCA に全交流動力電源喪失事象(SBO)を加え，過圧及び過温への対策の

有効性を総合的に評価するための PDS とする。 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過温破損） 

高圧溶融物放出/格納

容器雰囲気直接加熱 

 TQUV 
 TQUX 
 LOCA 
 長期 TB 

 TBU 
 TBD 
 TBP 

 TQUX 【事象進展緩和(減圧)の余裕時間の厳しさ】 

 長期 TB は事象初期において RCIC による冷却が有効なシーケンスであり，減圧まで

の時間余裕の観点では TQUX，TBD，TBU の方が厳しい。 

 高圧状態で炉心損傷に至る点では TQUX，TBD，TBU に PDS 選定上の有意な違いは無

い。 

以上より，最も厳しい PDS から，TQUX を代表として選定した。なお，いずれの PDS

を選定しても必要な監視機能は維持される。 
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第 1.2.3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（2/7） 

格納容器破損モード 該当する PDS 選定した PDS 選定した PDS の考え方 

原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相

互作用（FCI） 

 TQUV 
 TQUX 
 LOCA 
 長期 TB 

 TBU 
 TBD 
 TBP 

 TQUV 【事象(FCI における発生エネルギーの大きさ)の厳しさ】 

 溶融炉心落下時の発生エネルギーは，格納容器下部の水中に落下する溶融炉心の量

が多く，溶融炉心の保有エネルギーが大きいほど大きくなる。この観点から，高圧

の状態が維持される TQUX，TBD，TBU 及び長期 TB は選定対象から除外した。 

 LOCA は，炉内での蒸気の発生状況の差異から，酸化ジルコニウムの質量割合が他の

低圧破損シーケンス(TQUV，TBP)より小さくなり※，デブリの内部エネルギーが小さ

くなると考えられる。また，LOCA では破断口から高温の冷却材が流出し，原子炉格

納容器下部に滞留する。FCI は低温の水に落下する場合の方が厳しい事象であるこ

とから，LOCA を選定対象から除外した。 

 過渡事象のうち，原子炉の水位低下が早い事象を選定することで対応が厳しいシー

ケンスとなる。 

以上より，TQUV が最も厳しい PDS となる。なお，いずれの PDS を選定しても必要な

監視機能は維持される。 

※LOCA 事象は原子炉冷却材の流出を伴い，発生蒸気によるジルコニウム酸化割合が

他の低圧破損シーケンスよりも少ないため。 

溶融炉心・コンクリー

ト相互作用（MCCI） 
 TQUV 
 TQUX 
 LOCA 
 長期 TB 

 TBU 
 TBD 
 TBP 

 TQUV 【事象(MCCI に寄与する溶融炉心のエネルギーの大きさ)の厳しさ】 

 MCCI の観点からは，格納容器下部に落下する溶融炉心の割合が多くなる原子炉圧力

容器が低圧で破損に至るシーケンスが厳しい。この観点で，高圧の状態が維持され

る TQUX，TBD，TBU 及び長期 TB を選定対象から除外した。 

 LOCA は原子炉格納容器下部への冷却材の流入の可能性があり，MCCI の観点で厳し

い事象ではないと考えられるため，選定対象から除外した。 

 過渡事象のうち，原子炉の水位低下が早い事象を選定することで対応が厳しいシー

ケンスとなる。 

以上より，TQUV が最も厳しい PDS となる。なお，いずれの PDS を選定しても必要な

監視機能は維持される。 
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第 1.2.3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（3/7） 

格納容器破損モード 該当する PDS 選定した PDS 選定した PDS の考え方 

水素燃焼 － LOCA＋SBO※ 【有効性評価に関する審査ガイドの選定基準等との整合】 

 本原子炉施設では格納容器内を窒素で置換しているため，水素燃焼による格納容器破

損シーケンスは抽出されない。このため，本原子炉施設において評価することが適切

と考えられるシーケンスを選定するものとする。 

【評価において着目するパラメータ】 

 本原子炉施設では，格納容器内が窒素置換され，初期酸素濃度が低く保たれている。

また，炉心損傷に伴い，水素濃度は容易に可燃限界を超えることから，水素燃焼防止

の観点からは酸素濃度が重要になる。このため，水の放射線分解に伴う酸素濃度の上

昇に着目する。 

【本原子炉施設において評価する事故シーケンス】 

 本原子炉施設において，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防止できない

事故シーケンスであるが，格納容器においてその事象進展を緩和できる考えられる事

故シーケンスとしては，大破断 LOCA と ECCS 注水機能の喪失が重畳する事故シーケン

スが抽出されている。このため，PDS としては LOCA(大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失)

を選定することが適切と考えられる。これに加え，「雰囲気圧力・温度による静的負荷

(格納容器過圧・過温破損)」の評価事故シーケンスでは，対応の厳しさの観点で SBO の

重畳を設定していることを考慮し，LOCA(大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失)+SBO を PDS

として選定する。 
※ 格納容器破損モード「水素燃焼」は，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉が運転中，格納容器内を窒素で置換しており，酸素濃度を低く管

理しているため，酸素が可燃限界に至る可能性が十分に小さいと判断し，内部事象レベル 1.5PRA の評価対象から除外している。このため，
PRA からは PDS 及び事故シーケンスは抽出されない。
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第 1.2.3表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（4/7） 

補足：PDS の分類結果 

PDS 
格納容器 
破損時期 

圧力容器圧力 炉心損傷時期 
プラント 

損傷時点での 
電源有無 

TQUV 炉心損傷後 低圧 早期 
交流/直流 
電源有 

TQUX 炉心損傷後 高圧 早期 
交流/直流 
電源有 

長期 TB 炉心損傷後 高圧 後期 
直流電源有 
交流電源無 

TBU 炉心損傷後 高圧 早期 
直流電源有 
交流電源無 

TBP 炉心損傷後 低圧 早期 
直流電源有 
交流電源無 

TBD 炉心損傷後 高圧 早期 直流電源無 

LOCA 
・AE(大破断 LOCA) 
・S1E(中破断 LOCA) 
・S2E(小破断 LOCA) 

炉心損傷後 低圧※ 早期 
交流/直流 
電源有 

TW 炉心損傷前 － 後期 － 

TC 炉心損傷前 － 早期 － 

格納容器バイパス
(ISLOCA) 

炉心損傷前 － 早期 － 

※ S1E や S2E では，高圧状態で炉心損傷に至る場合が考えられるが，LOCA は速やかな冷却

材流出の影響を確認する PDS として，AE をその代表として扱うこととし，高圧状態かつ

早期に炉心損傷に至る事象は TQUX で代表させることとした。 

注：網掛けは格納容器破損時期が炉心損傷前であり，炉心損傷後の格納容器の機能に期待で

きないため，炉心損傷防止対策の有効性を確認する。このため，格納容器破損防止対策

の有効性評価の対象外とする PDS を示す。 
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第 1.2.3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（5/7） 

格納容器破損

モード 
選定した 

PDS 
事故シーケンス 選定した事故シーケンス 評価事故シーケンス 

雰囲気圧力・

温度による静

的負荷（格納

容 器 過 圧 破

損） 

LOCA  大破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋(デブリ冷却成功)＋RHR 失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋(デブリ冷却成功)＋RHR 失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋(デブリ冷却成功)＋RHR 失敗 

 小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心

冷却失敗＋(デブリ冷却成功)＋RHR 失敗 

 小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋(デブリ冷却成功)＋RHR 失敗 

 大破断 LOCA＋HPCF 注水失敗

＋低圧 ECCS 注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋(デブリ冷却

成功)＋RHR 失敗 

 大破断 LOCA＋ECCS 注水機能

喪失＋全交流動力電源喪失 

 

（過圧及び過温の各々におい

て，損傷炉心冷却失敗まで

は同じ事故シーケンスが選

定されている。また，対策は

損傷炉心への注水（損傷炉

心冷却）の観点で同じとな

ることから，同様の事故シ

ーケンスを選定した。これ

に加え，過圧及び過温への

対策の有効性を総合的に評

価するため，全交流動力電

源喪失の重畳を考慮する。） 

雰囲気圧力・

温度による静

的負荷（格納

容 器 過 温 破

損） 

LOCA  大破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋下部 D/W 注水失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋下部 D/W 注水失敗 

 中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋下部 D/W 注水失敗 

 小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心

冷却失敗＋下部 D/W 注水失敗 

 小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋下部 D/W 注水失敗 

 大破断 LOCA＋HPCF 注水失敗

＋低圧 ECCS 注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋下部 D/W 注

水失敗 
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第 1.2.3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（6/7） 

格納容器破損

モード 

選定した 

PDS 
事故シーケンス 選定した事故シーケンス 評価事故シーケンス 

高圧溶融物放

出 /格納 容器

雰囲気直接加

熱（DCH） 

TQUX  過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷

後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生） 

 過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失

敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生） 

 通常停止＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷

後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生） 

 通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失

敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生） 

 サポート系喪失＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉

心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生） 

 サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉

減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生） 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋

原子炉減圧失敗＋炉心損傷

後の原子炉減圧失敗（＋DCH

発生） 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋

原子炉減圧失敗＋炉心損傷

後の原子炉減圧失敗（＋DCH

発生） 

原子炉圧力容

器外の溶融燃

料－冷却材相

互作用（FCI） 

TQUV  過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷

却失敗（＋FCI 発生） 

 過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

＋損傷炉心冷却失敗（＋FCI 発生） 

 通常停止＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷

却失敗（＋FCI 発生） 

 通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

＋損傷炉心冷却失敗（＋FCI 発生） 

 サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗（＋FCI 発生） 

 サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注

水失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋FCI 発生） 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋

低圧注水失敗＋損傷炉心冷

却失敗（＋FCI 発生） 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋

低圧注水失敗＋損傷炉心冷

却失敗（＋FCI 発生） 
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第 1.2.3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）（7/7） 

格納容器破

損モード 
選定した 

PDS 
事故シーケンス 

選定した事故

シーケンス 
評価事故シーケンス 

水素燃焼 LOCA＋SBO※ 

－※ － 

 大破断 LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動

力電源喪失＋損傷炉心冷却成功＋格納容器

ベント無し（可燃限界到達まで維持） 

 

（柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉にお

いて，国内外の先進的な対策を考慮しても

炉心損傷を防止できない事故シーケンスで

あるが，格納容器においてその事象進展を

緩和できると考えられる事故シーケンスと

して抽出される「大破断 LOCA＋ECCS 機能喪

失」に，過圧・過温での評価事故シーケンス

及び対応の厳しさに鑑みて全交流動力電源

喪失（SBO）を加えたシーケンスを設定する） 

溶融炉心・

コンクリー

ト相互作用

（MCCI） 

TQUV  過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗＋

(下部 D/W 注水成功)（＋デブリ冷却失敗） 

 過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋(下部 D/W 注水成功)（＋デブリ冷却失敗） 

 通常停止＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗＋

(下部 D/W 注水成功)（＋デブリ冷却失敗） 

 通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋(下部 D/W 注水成功)（＋デブリ冷却失敗） 

 サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却

失敗＋(下部 D/W 注水成功)（＋デブリ冷却失敗） 

 サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

＋損傷炉心冷却失敗＋(下部 D/W 注水成功)（＋デブリ冷却失敗） 

・過渡事象＋高

圧 注 水 失 敗

＋ 低 圧 注 水

失 敗 ＋ 損 傷

炉 心 冷 却 失

敗 ＋ ( 下 部

D/W 注 水 成

功)（＋デブ

リ冷却失敗） 

 過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋

損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗） 

※ 格納容器破損モード「水素燃焼」は，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉が運転中，格納容器内を窒素で置換しており，酸素濃度を低く

管理しているため，酸素が可燃限界に至る可能性が十分に小さいと判断し，内部事象レベル 1.5PRA の評価対象から除外している。このた

め，PRA からは PDS 及び事故シーケンスは抽出されない。その上での PDS の選定理由は同表(3/7)参照。 
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第 1.2.4 表 重要事故シーケンスの選定（運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故） 

運転停止中 
事故シーケンス 

グループ 
事故シーケンス 選定した事故シーケンス 

（重要事故シーケンス） 

崩壊熱除去機能喪失  崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・注

水系失敗 

 崩壊熱除去機能喪失（代替除熱機能喪失[フロントライン]＋崩壊熱除去・

注水系失敗 

 崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失）＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 外部電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロント

ライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗 

全交流動力電源喪失  外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 外部電源喪失＋直流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・

注水系失敗 

原子炉冷却材の流出  原子炉冷却材流出（RHR 切り替え時のミニフロー弁操作誤り）＋崩壊熱除

去・注水系失敗 

 原子炉冷却材流出（CRD 点検（交換）時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水

系失敗 

 原子炉冷却材流出（LPRM 点検（交換）時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水

系失敗 

 原子炉冷却材流出（RIP 点検時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 原子炉冷却材流出（CUW ブロー時の操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 原子炉冷却材流出(RHR 切り替え時のミニフ

ロー弁操作誤り)＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 

（RHR 切り替え時のミニフロー弁操作誤りは，

PRA では冷却材の流出により燃料露出に至

らないため起因事象として同定していない

が，流出流量及び放射線の遮蔽維持の観点か

ら，改めて起因事象として想定する） 

反応度の誤投入  反応度の誤投入  反応度の誤投入 

 

（代表性の観点から，停止中に実施される試験

等により，最大反応度価値を有する制御棒 1

本が全引抜されている状態から，他の 1 本の

制御棒が操作量の制限を超える誤った操作

によって引き抜かれ，臨界近接を認知できず

に臨界に至る事象を想定する） 
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第 1.4.1 表 有効性評価に使用する解析コード一覧表 

－運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがあ

る事故 

事故シーケンスグループ 適用コード 

高圧・低圧注水機能喪失 SAFER 

CHASTE 

MAAP 

高圧注水・減圧機能喪失 SAFER 

MAAP 

全交流動力電源喪失 SAFER 

MAAP 

崩壊熱除去機能喪失 SAFER 

MAAP 

原子炉停止機能喪失 REDY 

SCAT 

LOCA 時注水機能喪失 SAFER 

CHASTE 

MAAP 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシステム LOCA） 

SAFER 
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第 1.4.2 表 有効性評価に使用する解析コード一覧表 

－運転中の原子炉における重大事故 

格納容器破損モード 適用コード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損） 

MAAP 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 MAAP 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 MAAP 

水素燃焼 MAAP 

溶融炉心・コンクリート相互作用 MAAP 
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第 1.4.3 表 有効性評価に使用する解析コード一覧表 

－運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれ

がある事故 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止 適用コード 

崩壊熱除去機能喪失 － 

全交流動力電源喪失 － 

原子炉冷却材の流出 － 

反応度の誤投入 APEX 

SCAT（RIA 用） 
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第 1.4.4 表 SAFER における重要現象の不確かさ等（1/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉心 

(核) 

崩壊熱 崩壊熱モデル 入力値に含まれる。 

炉心 

(燃料) 

燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移 

燃料棒表面熱伝達

モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を低めに評価する可能性があり，他の解析モ

デルの不確かさとも相まってコード全体として，スプレイ冷却のある実験結果の燃料被覆管

最高温度に比べて 10℃～50℃程度高めに評価することを確認した。また，スプレイ冷却のな

い実験結果の燃料被覆管最高温度に比べて 10℃～150℃程度高めに評価することを確認した。 

燃料被覆管酸化 ジルコニウム－水

反応モデル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱量を大きく評価するモデルを採用し，保守的

な結果を与えることを確認した。 

燃料被覆管変形 膨れ・破裂評価モデ

ル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述

のように高めに評価され，円周方向応力は燃焼期間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく

設定し保守的に評価している。従って，ベストフィット曲線を用いる場合も破裂の判定は保

守的となることを確認した。 

炉心 

(熱流動) 

沸騰・ボイド率変化， 

気液分離（水位変

化）・対向流，三次

元効果 

二相流体の流動モ

デル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，二相水位変化は，解析結果に重畳する水位振

動成分を除いて，実験結果と概ね同等の結果が得られている。 

燃料棒冷却過程において，低圧代替注水系では蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確かさとし

て+20℃～+40℃程度の不確かさがある。また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，2MPa

より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水系

の起動タイミングを早める可能性が示される。しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，水

面上に露出した上部支持格子等の構造材の温度が燃料被覆管からの輻射や過熱蒸気により上

昇し，LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸気が発生したためであり，低圧代替注水系を

注水手段として用いる事故シーケンスでは考慮する必要のない不確かさである。 

気液熱非平衡 燃料棒表面熱伝達

モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を低めに評価する可能性があり，他の解析モ

デルの不確かさとも相まってコード全体として，スプレイ冷却のある実験結果の燃料被覆管

最高温度に比べて 10℃～50℃程度高めに評価することを確認した。また，スプレイ冷却のな

い実験結果の燃料被覆管最高温度に比べて 10℃～150℃程度高めに評価することを確認した。 
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第 1.4.4 表 SAFER における重要現象の不確かさ等（2/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

原子炉圧

力容器 

(逃がし

安全弁を

含む) 

冷却材放出 

（臨界流・差圧流） 

臨界流モデル TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，圧力変化は実験結果と概ね同等の解析結

果が得られており，臨界流モデルに関して特段の不確かさを想定する必要はない。 

沸騰・凝縮・ボイド

率変化 

気液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流動モデ

ル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの二相水位（シュラウド外水位）に関する不

確かさを取り扱う。シュラウド外水位については，燃料被覆管温度及び運転員操作のどち

らに対しても二相水位及びこれを決定する二相流動モデルの妥当性の有無は重要でなく，

質量及び水頭のバランスだけで定まるコラプスト水位が取り扱えれば十分である。このた

め，特段の不確かさを考慮する必要はない。 

ECCS 注水（給水系・

代替注水設備含む） 

原子炉注水系モデル 入力値に含まれる。 
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第 1.4.5 表 CHASTE における重要現象の不確かさ等 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉心 

(核) 

崩壊熱 崩壊熱モデル 入力値に含まれる。 

炉心 

(燃料) 

燃料棒表面熱伝達 対流熱伝達モデル SAFER コードから引き継がれるため，不確かさは SAFER コードで考慮する。 

輻射熱伝達モデル 入力値に含まれる。 

燃料被覆管酸化 ジルコニウム－水反

応式 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱量を大きく評価するモデルを採用し，

保守的な結果を与えることを確認した。 

燃料被覆管変形 膨れ・破裂評価モデ

ル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に基づいて評価され，SAFER コードから

引き継ぐ対流熱伝達モデルが保守的に評価されるため燃料被覆管温度は高めに評価さ

れ，円周方向応力は燃焼期間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定し保守的に

評価している。ベストフィット曲線を用いる場合も破裂の判定は概ね保守的となるこ

とを確認した。 
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第 1.4.6 表 REDY における重要現象の不確かさ等（1/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉心 

(核) 

核分裂出力 核特性モデル 反応度フィードバック効果の不確かさに含まれる。 

反応度フィードバ

ック効果 

反応度モデル 

(ボイド・ドップラ) 

原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止の事象に対して，初期の運転状

態から炉心流量，原子炉圧力，炉心入口エンタルピ及び軸方向出力分布が変化した場

合の，炉心一点近似手法による不確かさに，反応度係数計算及び取替炉心設計段階に

おける不確かさを考慮し，反応度係数の保守因子の変動範囲の検討から，事象進展期

間にわたる保守因子の変動範囲として以下を確認した。 

 ・動的ボイド係数 ：0.68～1.53 

 ・動的ドップラ係数：0.81～1.25 

反応度モデル 

(ボロン) 

高温停止に必要なボロン反応度の不確は，平衡炉心におけるほう酸水注入系の三次元未

臨界性評価における停止余裕基準の-1.5%Δk に，炉心変更等の不確かさとして停止余裕

基準と同等の 1.5%Δk を考慮して，-3%Δk を不確かさとした。 

崩壊熱 崩壊熱モデル 学会推奨値等と崩壊熱モデル式の比較から，崩壊熱計算の不確かさが-0.1%～+0.8%であ

ることを確認した。 

炉心 

(熱流動) 

沸騰・ボイド率変化 炉心ボイド 

モデル 

設計データとの比較手法から，炉心流量補正の不確かさとして，補正なしを下限，最大

補正二次関数を上限として設定した。 

原 子 炉 圧

力容器 

(逃がし安

全弁含む) 

冷却材流

量変化 

コースト

ダウン特

性 

再循環系モデル 再循環ポンプ慣性時定数の不確かさは，再循環ポンプの設計仕様から-10%～+10%である

ことを確認した。 

自然循環

流量 

モデルの仮定に含まれる。 

冷 却 材 放 出 (臨 界

流・差圧流) 

逃がし安全弁 

モデル 

モデルにおける吹出し容量は，「日本工業規格 JISB8210」付属書記載の算出式により計

算された値をインプットデータとして用いており，吹出し容量の不確かさは-0%～

+16.6%であることを確認した。 
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第 1.4.6 表 REDY における重要現象の不確かさ等（2/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

原 子 炉 圧

力容器 

(逃がし安

全弁含む) 

ECCS 注水 

(給水系・代替注水

設備含む) 

給水系モデル 実機試験データとの比較から，主蒸気流量ゼロにおける給水エンタルピは，REDY コー

ドの方が約 60kJ/kg（約 14℃）程度高めであり，これを主蒸気流量がゼロの点での給

水エンタルピの不確かさとした。また，エンタルピが低下した給水が原子炉圧力容器

に到達する遅れ時間は，REDY コードでは厳しめに 0 秒としているが，遅れ時間 50 秒

を不確かさの下限として設定した。 

設計流量（安全要求の下限値である 182m3/h）と実力値（250m3/h）の比較により，HPCF

流量の不確かさとして，+137%を設定した。 

サプレッション・チェンバ・プール水温として保安規定で定めた上限値 35℃を設定して

いるが，設計仕様の常用温度下限 10℃を考慮して，不確かさを-25℃（-104kJ/kg）を下

限として設定した。 

ほう酸水の拡散 ほう酸水拡散モデル ABWR 向けの試験結果から，保守的な値を使用していることを確認しており，不確かさは

入力値に含まれる。 

原 子 炉 格

納容器 

サプレッション・プ

ール冷却 

格納容器モデル モデル式の確認により保守的に評価することを確認しており，不確かさはモデルの保守

性に含まれる。 
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第 1.4.7 表 SCAT における重要現象の不確かさ等 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉心 

（核） 

出力分布 

変化 

出力分布モデル 入力値に含まれる。 

炉心 

（燃料） 

燃料棒内温度変化 熱伝導モデル，燃料

ペレット－被覆管ギ

ャップ熱伝達モデル 

入力値に含まれる。 

燃料棒表面熱伝達 熱伝達モデル，リウ

ェットモデル 

NUPEC BWR 燃料集合体熱水力試験の試験解析から，沸騰遷移後の膜沸騰状態で修正

Dougall-Rohsenow 式及び相関式 2 を適用することにより，燃料被覆管温度を高めに評価す

る傾向となることを確認した。 

沸騰遷移 沸騰遷移評価モデル ATLAS 試験の測定限界出力と GEXL 相関式の予測限界出力から求められる標準偏差は 3.6％

以下であることを確認した。 

炉心 

（熱流動） 

気液熱非平衡 熱伝達モデル，リウ

ェットモデル 

NUPEC BWR 燃料集合体熱水力試験の試験解析から，沸騰遷移後の膜沸騰状態で修正

Dougall-Rohsenow 式及び相関式 2 を適用することにより，燃料被覆管温度を高めに評価す

る傾向となることを確認した。 

また，発生した過熱蒸気の影響が隣接する燃料棒に波及しないことを確認しており，不確

かさの影響は修正 Dougall-Rohsenow 式に含まれる。 
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第 1.4.8 表 MAAP における重要現象の不確かさ等（1/4） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉
心 

崩壊熱 炉心モデル（原子炉出

力及び崩壊熱） 

入力値に含まれる。 

燃料棒内温度変化 炉心モデル（炉心熱水

力モデル） 

溶融炉心の挙動モデル 

（炉心ヒートアップ） 

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素発生，炉心領域での溶融進展状態につい

て，TMI 事故分析結果と良く一致することを確認した。 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックスの温度変化につい

て，測定データと良く一致することを確認した。 

炉心ヒートアップ速度（燃料被覆管酸化が促進される場合）が早まることを想定し，仮想

的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム-水反応速度の係数を 2 倍とした感度解析に

より影響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに炉心溶融の開始時刻への影響は小さい。 

・下部プレナムへのリロケーション開始時刻への影響は小さい。 

燃料棒表面熱伝達 

燃料被覆管酸化 

燃料被覆管変形 

沸騰・ボイド率変化 炉心モデル（炉心水位

計算モデル） 

炉心損傷防止対策の有効性評価における TQUX 及び中小破断 LOCA シーケンスに対して，

MAAP コードと SAFER コードの比較を行い，以下の傾向を確認した。 

・MAAP コードでは CCFL を取り扱っていないこと等から水位変化に差異が生じた。 

・水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であり，その後の注水操作による有効燃料棒

頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である。 

気液分離（水位変

化）・対向流 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材放出（臨界

流・差圧流） 

原子炉圧力容器モデル

（破断流モデル） 

LOCA 破断口からの臨界流・差圧流による流量は保守的なモデルにより計算される。 

逃がし安全弁からの流量は，設計値に基づいて計算される。 

ECCS 注水（給水系・

代替注水設備含む） 

安全系モデル（非常用

炉心冷却系） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

注入特性は，設計値に基づいて入力値として与えている。 
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第 1.4.8 表 MAAP における重要現象の不確かさ等（2/4） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器各領域間

の流動 

格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確認されている。 

・実験解析では，格納容器圧力及び温度につい

て，温度成層化を含めて傾向は良く再現でき

ることを確認した。雰囲気からヒートシンク

への伝熱が過小に予測されている可能性が示

唆されているものの，実験体系に起因するも

のと考えられ，実機体系においてはこの種の

不確かさは小さくなると考えられる。また，非

凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果が

測定データと良く一致することを確認した。 

CSTF 実験解析により妥当性が確認され

ている。 

・実験解析では，格納容器温度及び非

凝縮性ガス濃度の挙動について，解

析結果が測定データと良く一致する

ことを確認した。 

構造材との熱伝達

及び内部熱伝導 

気液界面の熱伝達  

スプレイ冷却 安全系モデル（格納容

器スプレイ） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

スプレイ注入特性は，設計値に基づいて入力値として与えている。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平衡に至ることから伝熱モデルの不確かさに

よる解析結果への影響はない。 

放射線水分解等に

よる水素・酸素発

生 

格納容器モデル（水素

発生） 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，TMI 事故解析を通じて分析結果と良く

一致することを確認した。 

窒素置換による格納容器雰囲気の不活性化が行われており，酸素発生は水の放射線分解に起

因する。 

なお，MAAP コードは水の放射線分解による水素及び酸素の発生モデルは備えていない。 

格納容器ベント 格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル） 

MAAP コードでは格納容器ベントに関しては「格納容器各領域間の流動」と同様の計算方法が

用いられている。 

サプレッション・

プール冷却 

安全系モデル（非常用

炉心冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計値に基づいて与えている。 
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第 1.4.8 表 MAAP における重要現象の不確かさ等（3/4） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

リロケーション 溶融炉心の挙動

モデル（リロケ

ーション） 

TMI 事故解析における炉心損傷挙動について，事故分析結果と良く一致することを確認した。 

リロケーションが早まることを想定し，炉心損傷に至る温度を低下させた感度解析により影

響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスのいずれについても，炉心溶融時刻，原子炉圧力容器の破

損時刻への影響が小さいことを確認した。 

構造材との熱伝達 

原 子 炉 圧 力 容 器 内

FCI(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動

モデル（下部プ

レナムでの溶融

炉心の挙動） 

原子炉圧力容器内 FCI に影響する項目として溶融ジェット径，細粒化モデルにおけるエント

レインメント係数，デブリ粒子径をパラメータとして感度解析を行い，いずれのパラメータに

ついても原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力に対する感度は小さいことを確認した。 

原 子 炉 圧 力 容 器 内

FCI(デブリ粒子熱伝達) 

下部プレナムでの溶融炉

心の熱伝達 

溶融炉心の挙動

モデル（下部プ

レナムでの溶融

炉心挙動） 

TMI 事故解析における下部プレナムの温度挙動について，TMI 事故分析結果と良く一致するこ

とを確認した。 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限界熱流束，下部プレナムギャップ除熱

量に係る係数に対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損時期等の事象進展に対する感度

は小さいことを確認した。 

原子炉圧力容器破損 溶融炉心の挙動

モデル（原子炉

圧力容器破損モ

デル） 

原子炉圧力容器破損に影響するパラメータとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損

判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損が約 13

分早まることを確認し，原子炉圧力容器破損時期等の事象進展に対する感度は小さいことを

確認した。 

原子炉圧力容器内 FP 挙

動 

核 分 裂 生 成 物

（FP）挙動モデ

ル 

PHEBUS-FP 実験解析により，FP 放出の開始時間を良く再現できているものの，FP 放出が顕著

になる実験開始後約 11,000 秒以降は，燃料被覆管温度を高めに評価することにより，急激な

FP 放出を示す結果となった。ただし，この原因は実験における小規模な炉心体系の模擬によ

るものであり，実機の大規模な体系においてこの種の不確かさは小さくなると考えられる。 
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第 1.4.8 表 MAAP における重要現象の不確かさ等（4/4） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉圧力容器外FCI(溶

融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モ

デル（格納容器下

部での溶融炉心の

挙動） 

原子炉圧力容器外 FCI現象に関する項目として細粒化モデルにおけるエントレインメン

ト係数，冷却水とデブリ粒子の伝熱について，格納容器破損防止の「原子炉圧力容器外

の溶融燃料－冷却材相互作用」をベースとする感度解析を行い，原子炉圧力容器外 FCI

によって生じる圧力スパイクへの感度が小さいことを確認した。 原子炉圧力容器外FCI(デ

ブリ粒子熱伝達) 

格納容器下部床面での溶

融炉心の拡がり 

溶融炉心の挙動モ

デル（格納容器下

部での溶融炉心の

挙動） 

MAAP コードでは溶融炉心の拡がり実験や評価に関する知見に基づき，落下した溶融炉心

は床上全体に均一に拡がると仮定し，それを入力で与えている。 

溶融炉心と格納容器下部

プール水の伝熱 

MCCI 現象への影響の観点で，格納容器破損防止の「溶融炉心・コンクリート相互作用」

の事象をベースに感度解析を行った。評価の結果，コンクリート侵食量に対して上面熱

流束の感度が支配的であることを確認した。また，上面熱流束を下限値とした場合でも，

コンクリート侵食量が 22.5cm 程度に収まることを確認した。 

上記の感度解析は，想定される範囲で厳しい条件を与えるものであり，実機でのコンク

リート侵食量は，感度解析よりも厳しくなることはないと考えられ，これを不確かさと

して設定する。 

溶融炉心とコンクリート

の伝熱 

ACE 及び SURC-4 実験解析により，炉心デブリ堆積状態が既知である場合の炉心デブリ

とコンクリートの伝熱及びそれに伴うコンクリート浸食挙動について妥当に評価でき

ることを確認した。 

実験で確認されている浸食の不均一性については，実験における浸食のばらつきが MAAP

コードの予測値の高々±20%程度の範囲内に収まっていることから，有効性評価の保守

性の範囲に収まっていることを確認した。 

コンクリート分解及び非

凝縮性ガス発生 

原子炉格納容器内 FP 挙

動 

核分裂生成物（FP）

挙動モデル 

ABCOVE 実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確

認した。 
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第 1.4.9 表 APEX における重要現象の不確かさ等（1/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉心 

(核) 

核分裂出力 

一点近似動特性モデル(炉出力) 

出力分布は二次元拡散モデル 

核定数は三次元体系の炉心を空間効

果を考慮し二次元体系に縮約 

ドップラ反応度フィードバック及び制御棒反応度効果の不確かさに含まれ

る。 

出力分布変化 

二次元(RZ)拡散モデル 

エンタルピステップの進行に伴う相

対出力分布変化を考慮 

解析では制御棒引抜に伴う反応度印加曲線を厳しく設定し，さらに局所出

力ピーキング係数は対象領域にある燃料の燃焼寿命を考慮した最大値(燃

焼度 0GWd/t での値)を用いるといった保守的なモデルを適用していること

から，出力分布変化の不確かさは考慮しない。 

反応度フィードバ

ック効果 

ドップラ反応度フィードバック効果

は出力分布依存で考慮 

熱的現象は断熱，ボイド反応度フィ

ードバック効果は考慮しない 

ドップラ反応度フィードバックの不確かさは，Hellstrand の試験等との比

較から 7～9%であることを確認した。 

実効遅発中性子割合の不確かさは，MISTRAL 臨界試験との比較から 4%であ

ることを確認した。 

制御棒反応度効果 
三次元拡散モデル 

動特性計算では外部入力 

制御棒反応度の不確かさは，起動試験時及び炉物理試験時に行われた制御

棒価値の測定結果と解析結果の比較から 9%以下であることを確認した。 

実効遅発中性子割合の不確かさは，MISTRAL 臨界試験との比較から 4%であ

ることを確認した。 
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第 1.4.9 表 APEX における重要現象の不確かさ等（2/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 

炉心 

(燃料) 

燃料棒内温度変化 

熱伝導モデル 

燃料ペレット-被覆管ギャップ熱伝

達モデル 

「反応度投入事象評価指針」において燃料棒内メッシュの「制御棒落

下」解析結果への影響は 0%と報告されており，類似の事象である本事

故シーケンスについても，影響はほとんど生じないため,考慮しない。 

燃料棒表面熱伝達 

単相強制対流：Dittus-Boelter の式 

核沸騰状態：Jens-Lottes の式 

膜沸騰状態(低温時) : NSRR の実測

データに基づいて導出された熱伝達

相関式 

「反応度の誤投入」事象は挙動が緩やかであるために出力上昇も小さ

く，事象発生後はスクラム反応度印加により速やかに収束するため，

除熱量に不確かさがあるとしても，燃料エンタルピの最大値に対する

影響はほとんどないため，考慮しない。 

沸騰遷移 
低温時 : Rohsenow-Griffith の式及

び Kutateladze の式 

事象を通じての表面熱流束は限界熱流束に対して充分小さくなってい

ることから，沸騰遷移の判定式の不確かさが燃料エンタルピの最大値

に与える影響はほとんどないため，考慮しない。 
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第 1.7.1 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（1/3） 

評価事象 
高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全 交 流 動 力 電

源喪失 

崩壊熱除去機能

喪失 

原子炉停止機能

喪失 

LOCA時注水機能

喪失 

格納容器バイパ

ス（インターフェ

イ ス シ ス テ ム

LOCA） 

分
類 

評価指標 

 

 

 

物理現象 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

炉
心
（
核
） 

核分裂出力 － － － － 〇 － － 

出力分布変化 － － － － 〇 － － 

反応度フィードバック効果 － － － － 〇 － － 

制御棒反応度効果 － － － － － － － 

崩壊熱 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

三次元効果 － － － － 〇※1 － － 

炉
心
（
燃
料
） 

燃料棒内温度変化 － － － － 〇 － － 

燃料棒表面熱伝達 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

沸騰遷移 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

燃料被覆管酸化 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 

燃料被覆管変形 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 

三次元効果 － － － － － － － 

炉
心
（
熱
流
動
） 

沸騰・ボイド率変化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

気液分離（水位変化）・対向流 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 

気液熱非平衡 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

圧力損失 － － － － － － － 

三次元効果 〇 〇 〇 〇 〇※1 〇 〇 

○：評価項目となるパラメータに有意なを影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象  
※1 三次元効果の模擬は，REDY/SCATコード体系では困難であるため，米国において中性子束振動の評価実績のある原子炉過渡解析コード（TRAC）を使用し

て，参考的に解析して影響を確認している。 
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第 1.7.1 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（2/3） 

評価事象 
高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全 交 流 動 力 電

源喪失 

崩壊熱除去機能

喪失 

原子炉停止機能

喪失 

LOCA時注水機能

喪失 

格納容器バイパ

ス（インターフェ

イ ス シ ス テ ム

LOCA） 

分
類 

評価指標 

 

 

 

物理現象 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

冷却材流量変化 － － － － 〇 － － 

冷却材放出（臨界流・差圧流） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 

気液分離（水位変化）・対向流 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 

気液熱非平衡 － － － － － － － 

圧力損失 － － － － － － － 

構造材との熱伝達 － － － － － － － 

ECCS注水（給水系・代替注水設備含む） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ほう酸水の拡散 － － － － 〇 － － 

三次元効果 － － － － － － － 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 
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第 1.7.1 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（3/3） 

評価事象 
高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全 交 流 動 力 電

源喪失 

崩壊熱除去機能

喪失 

原子炉停止機能

喪失 

LOCA時注水機能

喪失 

格納容器バイパ

ス（インターフェ

イ ス シ ス テ ム

LOCA） 

分
類 

評価指標 

 

 

 

物理現象 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原子炉格納容器

圧力及び温度 

燃料被覆管温度 

原子炉圧力 

原
子
炉
格
納
容
器 

冷却材放出 － － － － － － － 

格納容器各領域間の流動 〇 〇 〇 〇 － 〇 － 

サプレッション・プール冷却 － 〇 〇 〇※2 〇 － － 

気液界面の熱伝達 〇 〇 〇 〇 － 〇 － 

構造材との熱伝達及び内部熱伝導 〇 〇 〇 〇 － 〇 － 

スプレイ冷却 〇 － 〇 〇 － 〇 － 

放射線水分解等による水素・酸素発生 － － － － － － － 

格納容器ベント 〇 － 〇※1 〇※2 － 〇 － 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 
※1 評価事象「全交流動力電源喪失」の有効性評価のうち「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」の事故シーケンスにおいては，格納

容器ベントによる原子炉格納容器除熱を実施せず，その有効性を確認していることから，当該の事故シーケンスにおいては，格納容器ベントは重要現

象とならない。 

※2 評価事象「崩壊熱除去機能喪失」の有効性評価では，「取水機能が喪失した場合」と「残留熱除去系が故障した場合」について有効性を確認してお

り，取水機能が喪失した場合にはサプレッション・プール冷却が，残留熱除去系が故障した場合には格納容器ベントがそれぞれ重要現象となる。 
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第 1.7.2 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故）（1/5） 

評価事象 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

高圧溶融物放出/格納

容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用 
水素燃焼 

溶融炉心・コンクリ

ート相互作用 

分
類 

評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧力及

び温度 
原子炉圧力 原子炉格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート浸食量 

炉
心
（
核
） 

核分裂出力 － － － － － 

出力分布変化 － － － － － 

反応度フィードバック効果 － － － － － 

制御棒反応度効果 － － － － － 

崩壊熱 〇 〇 〇 〇 〇 

三次元効果 － － － － － 

炉
心
（
燃
料
） 

燃料棒内温度変化 〇 〇 〇 〇 〇 

燃料棒表面熱伝達 〇 〇 〇 〇 〇 

沸騰遷移 － － － － － 

燃料被覆管酸化 〇 〇 〇 〇 〇 

燃料被覆管変形 〇 〇 〇 〇 〇 

三次元効果 － － － － － 

炉
心
（
熱
流
動
） 

沸騰・ボイド率変化 〇 〇 〇 〇 〇 

気液分離（水位変化）・対向流 〇 〇 〇 〇 〇 

気液熱非平衡 － － － － － 

圧力損失 － － － － － 

三次元効果 － － － － － 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 
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第 1.7.2 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故）(2/5) 

評価事象 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容 

器過圧・過温破損） 

高圧溶融物放出/格納

容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用 
水素燃焼 

溶融炉心・コンリー

ト相互作用 

分
類 

評価指標 

物理現象 
原子炉格納容器圧力及

び温度 
原子炉圧力 原子炉格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート浸食量 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

冷却材流量変化 － － － － － 

冷却材放出（臨界流・差圧流） － 〇 － － － 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 － － － － － 

気液分離・対向流 － － － － － 

気液熱非平衡 － － － － － 

圧力損失 － － － － － 

構造材との熱伝達 － － － － － 

ECCS注水（給水系・代替注水設備含む） 〇 － － ○ ○ 

ほう酸水の拡散 － － － － － 

三次元効果 － － － － － 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 
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第 1.7.2 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故）(3/5) 

評価事象 

雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷(格納容

器過圧・過温破損) 

高圧溶融物放出/格納

容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相

互作用 

水素燃焼 
溶融炉心・コンクリ

ート相互作用 

分
類 

評価指標 

物理現象 
原子炉格納容器圧力

及び温度 
原子炉圧力 原子炉格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート浸食量 

原
子
炉
格
納
容
器 

冷却材放出 － － － － － 

格納容器各領域間の流動 〇 － 〇 〇 － 

サプレッション・プール冷却 〇※1 － － 〇 － 

気液界面の熱伝達 〇 － － － － 

構造材との熱伝達及び内部熱伝導 〇 － － － － 

スプレイ冷却 〇 － － 〇 － 

放射線水分解等による水素・酸素発生 〇※2 － － 〇※2 － 

格納容器ベント 〇※1 － － 〇 － 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 

※1 評価事象「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の有効性評価においては，「代替循環冷却を使用する場合」と「代替循環

冷却を使用しない場合」の有効性を確認しており，代替循環冷却を使用する場合はサプレッション・プール冷却が，代替循環冷却を使用しない場合

は格納容器ベントがそれぞれ重要現象となる。 

※2 物理現象「放射線水分解等による水素・酸素発生」の評価指標への影響については，評価事象「水素燃焼」において，解析条件の不確かさとして整

理し，評価指標への影響を確認する。 
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第 1.7.2 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故）(4/5) 

評価事象 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相

互作用 

水素燃焼 
溶融炉心・コンクリ

ート相互作用 

分
類 

評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧力

及び温度 
原子炉圧力 原子炉格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート浸食量 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

リロケーション 〇※1 〇 〇 〇 〇 

原子炉圧力容器内FCI（溶融炉心細粒化） － 〇 － － － 

原子炉圧力容器内FCI（デブリ粒子熱伝達） － 〇 － － － 

溶融炉心の再臨界 － － － － － 

構造材との熱伝達 〇※1 〇 〇 〇 〇 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 〇※1 〇 － － 〇 

原子炉圧力容器破損 〇※1 〇 〇 〇 〇 

放射線水分解等による水素・酸素発生 〇※2 － － 〇※2 － 

原子炉圧力容器内FP挙動 〇 － － 〇 〇 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 

※1 評価事象「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の有効性評価では，当該物理現象の発生に至らないが，当該物理現象によ

る評価指標への影響については，評価事象「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の有効性評価の中で確認できる。 

※2 物理現象「放射線水分解等による水素・酸素発生」の評価指標への影響については，評価事象「水素燃焼」において，解析条件の不確かさとして整

理し，評価指標への影響を確認する。 
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第 1.7.2 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転中の原子炉における重大事故）(5/5) 

評価事象 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

高圧溶融物放出/格納

容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相

互作用 

水素燃焼 
溶融炉心・コンクリ

ート相互作用 

分
類 

評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧力及

び温度 
原子炉圧力 原子炉格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート浸食量 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出 － － － － － 

格納容器雰囲気直接加熱 － － － － － 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり － － － － 〇 

内部構造物の溶融，破損 － － － － － 

原子炉圧力容器外FCI（溶融炉心細粒化） 〇※1 － 〇 － 〇 

原子炉圧力容器外FCI（デブリ粒子熱伝達） 〇※1 － 〇 － 〇 

格納容器直接接触 － － － － － 

溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱 〇※1 － － － 〇 

溶融炉心とコンクリートの伝熱 〇※1 － － － 〇 

コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生 〇※1 － － 〇 〇 

溶融炉心の再臨界 － － － － － 

原子炉格納容器内FP挙動 〇 － － 〇 － 

○：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象）  －：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 

※1 評価事象「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の有効性評価では，当該物理現象の発生に至らないが，当該物理現象に

よる評価指標への影響については，評価事象「溶融炉心・コンクリート相互作用」の有効性評価の中で確認できる。



 

1－87 

第 1.7.3 表 評価項目となるパラメータに有意な影響を与える重要現象一覧 

（運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故） 

評価事象 反応度の誤投入 

分
類 

評価指標 

物理現象 燃料エンタルピ 

炉
心
（
核
） 

核分裂出力 ○ 

出力分布変化 ○ 

反応度フィードバック効果 ○ 

制御棒反応度効果 ○ 

崩壊熱 － 

三次元効果 － 

炉
心
（
燃
料
） 

燃料棒内温度変化 ○ 

燃料棒表面熱伝達 ○ 

沸騰遷移 ○ 

燃料被覆管酸化 － 

燃料被覆管変形 － 

三次元効果 － 

炉
心
（
熱
流
動
） 

沸騰・ボイド率変化 － 

気液分離（水位変化）・対向流 － 

気液熱非平衡 － 

圧力損失 － 

三次元効果 － 

(

逃
が
し
安
全
弁
含
む) 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材流量変化 － 

冷却材放出（臨界流・差圧流） － 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 － 

気液分離（水位変化）・対向流 － 

気液熱非平衡 － 

圧力損失 － 

構造材との熱伝達 － 

ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む） － 

ほう酸水の拡散 － 

三次元効果 － 

〇：評価項目となるパラメータに有意な影響を与える現象（重要現象） 
－：評価項目となるパラメータに有意な影響を与えない現象 
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(a) 高圧・低圧注水機能喪失   (b) 高圧注水・減圧機能喪失   (c) 全交流動力電源喪失   (d) 崩壊熱除去機能喪失  

(e) 原子炉停止機能喪失 

第 1.2.1 図 内部事象レベル 1PRA 用イベントツリー（1/3）

事故
シーケンス
グループ

炉心損傷なし

（ｄ）

炉心損傷なし

（ｄ）

（ａ）

（ｂ）

炉心損傷なし

（ｄ）

炉心損傷なし

（ｄ）

（ａ）

（ｂ）

（ｅ）　過渡事象＋原子炉停止失敗

　炉心損傷なし

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗

　過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

　過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗

　炉心損傷なし

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗

　炉心損傷なし

　過渡事象＋崩壊熱除去失敗

　炉心損傷なし

　過渡事象＋崩壊熱除去失敗

事故シーケンス原子炉減圧
低圧炉心

冷却
崩壊熱除去過渡事象 原子炉停止

圧力
バウンダリ

健全性

高圧炉心
冷却

事故
シーケンス
グループ

過渡事象へ

（ｃ）

（ｃ）

（ｃ）

（ｃ）

　外部電源喪失＋非常用交流電源喪失＋RCIC失敗

　外部電源喪失＋非常用交流電源喪失＋SRV再閉失敗

　外部電源喪失＋直流電源喪失

事故シーケンス

　過渡事象へ

　外部電源喪失＋非常用交流電源喪失

高圧炉心
冷却

外部電源
喪失

直流電源 交流電源
圧力

バウンダリ
健全性
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(a) 高圧・低圧注水機能喪失   (b) 高圧注水・減圧機能喪失   (d) 崩壊熱除去機能喪失 

 

第 1.2.1 図 内部事象レベル 1PRA 用イベントツリー（2/3）

　通常停止＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

　サポート系喪失＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

　通常停止＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗

　サポート系喪失＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗

（ａ）

（ｂ）

　炉心損傷なし

　通常停止＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗

　サポート系喪失＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗

炉心損傷なし

（ｄ）

　炉心損傷なし

　通常停止＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗

　サポート系喪失＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗

炉心損傷なし

（ｄ）

　通常停止＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗
　サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

　通常停止＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗
　サポート系喪失＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗

（ａ）

（ｂ）

　炉心損傷なし

　通常停止＋崩壊熱除去失敗
　サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗

炉心損傷なし

（ｄ）

　炉心損傷なし

　通常停止＋崩壊熱除去失敗
　サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗

炉心損傷なし

（ｄ）

低圧炉心
冷却

崩壊熱除去 事故シーケンス
事故

シーケンス
グループ

通常停止・
サポート系

喪失

圧力
バウンダリ
健全性

高圧炉心
冷却

原子炉減圧
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(d) 崩壊熱除去機能喪失   (e) 原子炉停止機能喪失   (f) LOCA 時注水機能喪失    

(g) 格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA) 

第 1.2.1 図 内部事象レベル 1PRA 用イベントツリー（3/3） 

　大破断LOCA＋原子炉停止失敗
　中破断LOCA＋原子炉停止失敗
　小破断LOCA＋原子炉停止失敗

　大破断LOCA＋HPCF失敗＋低圧ECCS注水失敗
　中破断LOCA＋HPCF失敗＋低圧ECCS注水失敗
　小破断LOCA＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗

　中破断LOCA＋HPCF注水失敗＋原子炉減圧失敗
　小破断LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗

（ｆ）

（ｆ）

　炉心損傷なし

　大破断LOCA＋RHR失敗
　中破断LOCA＋RHR失敗
　小破断LOCA＋崩壊熱除去失敗

炉心損傷なし

（ｄ）

　炉心損傷なし

　大破断LOCA＋RHR失敗
　中破断LOCA＋RHR失敗
　小破断LOCA＋崩壊熱除去失敗

炉心損傷なし

（ｄ）

低圧炉心
冷却

崩壊熱除去 事故シーケンス
事故

シーケンス
グループ

冷却材
喪失事象

原子炉停止
高圧炉心
冷却

原子炉減圧

（ｅ）

事故
シーケンス
グループ

（ｇ）

事故シーケンスインターフェイスシステムLOCA

　ISLOCA
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(a) 高圧・低圧注水機能喪失   (b) 高圧注水・減圧機能喪失   (c) 全交流動力電源喪失   (d) 崩壊熱除去機能喪失 

(f) LOCA 時注水機能喪失   (h) 炉心損傷直結シーケンス   E-LOCA：Excessive LOCA 

第 1.2.2 図 地震レベル 1PRA 階層イベントツリー

格納容器
バイパス

冷却材喪失
(E-LOCA)

計測・
制御系
喪失

直流
電源喪失

原子炉
補機冷却系
の喪失

交流
電源喪失

外部電源
喪失

事故シーケンス
事故

シーケンス
グループ

地震
地震

加速度大

建屋・
構築物
の損傷

　炉心損傷なし 炉心損傷なし

　過渡事象へ 過渡事象へ

　外部電源喪失へ 外部電源喪失へ

全交流電源喪失へ

最終ヒートシンク喪失
＋全交流電源喪失へ

　全交流電源喪失へ

　最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失へ

（ｈ）

（ｈ）

（ｆ）

（ｈ）

（ｈ）

　直流電源喪失

　計測・制御系喪失

　Excessive LOCA

　格納容器バイパス

　格納容器・圧力容器損傷
　原子炉建屋損傷
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※1 D/G 全台機能喪失を伴わない外部電源喪失は過渡事象として整理した。 

(a) 高圧・低圧注水機能喪失   (b) 高圧注水・減圧機能喪失   (d) 崩壊熱除去機能喪失   (e) 原子炉停止機能喪失 

(f) LOCA 時注水機能喪失 

第 1.2.3 図 地震レベル 1PRA イベントツリー（1/2）

過渡事象/

外部電源喪失※1

　Excessive LOCA （ｆ）

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 （ｂ）

　過渡事象＋原子炉停止失敗 （ｅ）

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 （ｄ）

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 （ａ）

　過渡事象＋SRV再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 （ｄ）

　炉心損傷なし 炉心損傷なし

　過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 （ｂ）

　炉心損傷なし 炉心損傷なし

　過渡事象＋崩壊熱除去失敗 （ｄ）

　過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 （ａ）

　過渡事象＋崩壊熱除去失敗 （ｄ）

　炉心損傷なし 炉心損傷なし

事故
シーケンス
グループ

　炉心損傷なし 炉心損傷なし

原子炉減圧
低圧炉心

冷却
崩壊熱除去 事故シーケンス原子炉停止

原子炉圧力制御
(逃がし安全弁開放)

原子炉圧力制御
(逃がし安全弁再閉

鎖)

高圧炉心
冷却
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※1 全交流動力電源喪失が生じた時点で最終ヒートシンク喪失も発生することから，全交流動力電源喪失の事故シーケンスとして整理した。 

(c) 全交流動力電源喪失   (e) 原子炉停止機能喪失   (f) LOCA 時注水機能喪失 

第 1.2.3 図 地震レベル 1PRA イベントツリー（2/2） 

高圧炉心

冷却
事故シーケンス

事故

シーケンス
グループ

全交流電源喪失 /
全交流電源喪失＋最終ヒートシンク喪失

原子炉停止
原子炉圧力制御

(逃がし安全弁開放)
原子炉圧力制御

(逃がし安全弁再閉鎖)

　Excessive LOCA （ｆ）

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)
　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋最終ヒートシンク喪失

※1 （ｃ）

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋RCIC失敗

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋最終ヒートシンク喪失＋RCIC失敗
※1 （ｃ）

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋原子炉停止失敗

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋最終ヒートシンク喪失＋原子炉停止失敗
※1 （ｅ）

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋SRV再閉失敗

　全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋最終ヒートシンク喪失＋SRV再閉失敗
※1 （ｃ）
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※1 内部事象のイベントツリーに包絡されるものと整理した。 

① 過渡事象   ② 最終ヒートシンク喪失(LUHS)   ③ 全交流動力電源喪失(SBO)   ④ 直流電源喪失   ⑤ 外部電源喪失 

第 1.2.4 図 津波レベル 1PRA 津波高さ別イベントツリー

津波高さ 12m 6.5m 4.8m 4.2m 3.5m 発生する起因事象 事故シーケンス 事故シーケンスグループ

以下→

以上↓
　炉心損傷なし

　過渡事象へ※1

　津波高さ
　4.2m～6.5mへ

　非常用交流電源喪失
　＋最終ヒートシンク喪失
　＋直流電源喪失①+②+③+④+⑤

①

起因となる事象発生なし

①+②+③+④

炉心損傷なし

過渡事象へ※1

①+②

①+②+③

直流電源喪失

津波高さ
4.2m～6.5mへ
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※1 イベントツリー上はシーケンスを抽出できるが，津波によって注水機能を全て喪失して炉心損傷に至るため，当該シーケンスは発生

しない。 

※2 当該ヘディングはランダム故障を考慮して設定している。これは当該ヘディングが，逃がし安全弁の逃がし弁機能又は安全弁機能に

よる，津波襲来後の過渡的な状況下での原子炉圧力制御を考慮しているものであって，少なくとも安全弁機能には期待できることを

考慮すると，津波による機能喪失は想定されないためである。当該ヘディングの非信頼度への津波による影響は無いが，全ての事故

シーケンスを抽出する観点から，ランダム故障による分岐確率(内部事象 PRA での値と同じ)を設定して分析している。 

(a) 高圧・低圧注水機能喪失   (b) 高圧注水・減圧機能喪失   (d) 崩壊熱除去機能喪失   (f) LOCA 時注水機能喪失 

第 1.2.5 図 津波レベル 1PRA イベントツリー

津波高さ
4.2m～6.5m

原子炉圧力制御
(逃がし安全弁

開放)

原子炉圧力制御
(逃がし安全弁

再閉鎖)
高圧炉心冷却 原子炉減圧 低圧炉心冷却 崩壊熱除去 事故シーケンス

事故シーケンス
グループ

炉心損傷なし

※1

最終ヒートシンク喪失＋SRV再閉失敗
最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失＋SRV再閉失敗

※1

最終ヒートシンク喪失＋RCIC失敗
最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失＋RCIC失敗

※1

炉心損傷なし

※1

（ａ）

炉心損傷なし

（ｄ）

炉心損傷なし

（ｄ）

炉心損傷なし

※1

炉心損傷なし

※1

（ｄ）

炉心損傷なし

（ｂ）

炉心損傷なし

（ｂ）

（ｆ）

（ｄ）

（ａ）

LOCA

※2 ※2 
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(a) 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損) 

(b) 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱(DCH) 

(c) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用(FCI) 

第 1.2.6 図 格納容器イベントツリー（1/2）

無 後続事象（原子炉圧力容器健全）へ

成功

無 後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

成功 有

有 （ｃ）

成功

無 後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

失敗

有 （ｃ）

無 後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

無

失敗 有 （ｂ）

有 （ｃ）

失敗 格納容器隔離失敗

プラント
損傷状態

格納容器破損モード
原子炉
減圧

原子炉
圧力容器
注水

ＦＣＩ ＤＣＨ
原子炉
圧力容器
破損

原子炉圧力容器
破損直後

格納容
器隔離

原子炉圧力容器
破損前

成功 原子炉圧力容器内で事故収束

成功

失敗 （ａ）

成功 原子炉圧力容器内で事故収束

失敗

失敗 （ａ）

格納容器破損モード

事故後期

後続事象
（原子炉圧力容器健全）

格納容器注水 長期冷却
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(a) 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損) 

(c) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用(FCI) 

(f) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

第 1.2.6 図 格納容器イベントツリー（2/2） 

成功 格納容器内で事故収束

成功

失敗 （ａ）

無

成功 失敗 （ａ），（ｆ）

有 （ｃ）

成功 （ａ）

成功 無

失敗 （ａ），（ｆ）

失敗

有 （ｃ）

成功 格納容器内で事故収束

成功

失敗 （ａ）

無

成功 失敗 （ａ），（ｆ）

失敗 有 （ｃ）

失敗 （ａ）

上部
ドライウェル

格納容器破損モード

事故後期

後続事象
（原子炉圧力容

器破損）

格納容器注水

ＦＣＩ
デブリ
冷却

長期冷却下部
ドライウェル



 

1－98 

 

 

(a) 崩壊熱除去機能喪失   (b) 全交流動力電源喪失   (c) 原子炉冷却材の流出 

 

*1 D/G 全台が機能喪失し，かつ外部電源復旧等に失敗するかどうかを示すヘディング 

*2 除熱機能(RHR，CUW)及び注水機能(HPCF，LPFL，MUWC，FP) の確保に失敗するかどう

かを示すヘディング 

*3 直流電源喪失時又は全交流電源喪失時において，HPCF，LPFL，MUW の注水機能は期待

できないが，原子炉開放中(POS B)における消火系（FP）のディーゼル駆動消火ポン

プによる原子炉ウェル・燃料プールへの注水についてのみ，エンジン駆動用蓄電池

により制御電源が供給されるため，その機能を期待する 

*4 RHR・代替除熱設備(CUW)機能喪失（フロントライン系故障）及び RHR 機能喪失（サ

ポート系故障） 

*5 RIP・CRD・LPRM 点検時，CUW ブロー時における作業・操作誤りにより冷却材流出 

*6 事象を認知し，注水に成功するかどうかを示すヘディング(除熱機能(RHR，CUW)には

期待しない)  

漏洩箇所隔離の成功・失敗により注水機能の成功基準が異なる 

第 1.2.7 図 内部事象停止時レベル 1PRA 用イベントツリー

外部電源喪失 直流電源 交流電源 
*1 崩壊熱除去・

炉心冷却 
*2,3

事故シーケンス
グループ

(b)

炉心損傷なし

(a)

炉心損傷なし

(b)

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失 *4 崩壊熱除去・炉心冷却 *2
事故シーケンス

グループ

炉心損傷なし

(a)

崩壊熱除去・炉心冷却 
*6 事故シーケンス

グループ原子炉冷却材の流出 
*5

炉心損傷なし

(c)
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第 1.5.1 図 原子炉停止後の崩壊熱 
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出力運転時に含まれる
期間

Ｓ Ａ Ｄ
出力運転時に含まれ

る期間

保安規定上の要求設備とＳＡ対策として新規に要求する設備

運転

運転→
起動→
高温
停止

冷温
停止

燃料
交換

燃料交換 起動→運転

-
3系列
動作可

能

1系運
転

1系待

機
*1

1系運
転

1系待

機
*2

1系運転

1系待機
*2 -

3

2

3

1*3

8
*3

3

ＳＡ対応として新規
に2系列確保を想定

3

*1 原子炉停止時冷却系が停止した場合においても，原子炉冷却材温度を100℃未満に保つことができる場合を除く
*2 原子炉停止時冷却系が停止した場合においても，原子炉冷却材温度を65℃以下に保つことができる場合を除く
*3 原子炉圧力が1.03MPa[gage]以上）の場合

*4 プールゲートが開放され、燃料プール代替注水系（可搬）により注水機能が確保される場合を除く
*5 6号炉及び7号炉で共用可能

冷却材温度

原子炉圧力

発電機出力

ＰＲＡ評価での設定し

たプラント状態

主復水器真空度

主要操作

原子炉内
インベントリー

1系運転

1系待機*1

非常
用炉
心冷
却系

格納容器スプ
レイ冷却系

自動減圧系

高圧炉心
注水系

低圧注水系
原子炉隔離時

冷却系

原子炉の状態

復水補給水系

非常用炉心冷却系２系列
または

非常用炉心冷却系１系列及び復水補給水系1系列
－

ＳＡ対応として新規に2系列確保を想定                  ＳＡ対応として新規に1系列確保を想定
*4

2 
*5

2

3

1*3

Ｂ Ｃ

原子炉補機冷却系 3 期待されている原子炉停止時冷却系を機能する系列

非常用ディーゼル
発電機

冷温停止

燃料交換
（原子炉水位がオーバーフロー水位付近

または
原子炉停止時冷却系が停止した場合も冷却材温度を

65℃以下に保てる期間）

1系運転原子炉停止時冷却系

3

非常用炉心冷却
系２系列
または

非常用炉心冷却
系１系列及び復
水補給水系1系

列

8
*3

3

常設代替交流電源設
備

                                                                                                   ＳＡ対応として新規に1台確保を想定
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添付資料 1.2.1 

定期検査工程の概要 

 

 

 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 定期検査工程の概要と保安規定上の要求設備 

崩壊熱除去機能喪失（RHR の故障による停止時冷却系機能喪失）及び全交

流動力電源喪失の有効性評価で想定する原子炉の状態 

原子炉冷却材の流出の有効性評価で想定する原子炉の状態 

反応度誤投入はサイクル初期を想定 
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添 1.3.1-1 

重大事故等対策の有効性評価における作業毎の成立性確認結果について 

 

 重大事故等対策の有効性評価において行われる各作業について，作業（操作）の概要，

作業（操作）時間及び操作の成立性について下記の要領で確認した。 

 個別確認結果とそれに基づく重大事故等対策の成立性確認を「表 重大事故等対策の成

立性確認」に示す。 

 

 

「操作名称」 

 

１．作業概要     ：作業項目，具体的な運転操作・作業内容，対応する事故シー

ケンスグループ等の番号 

 

２．操作時間 

  （１）想定時間   ：移動時間＋操作時間に余裕を見て 5分単位で値を設定。ただ

し，時間余裕が少ない操作については，1分単位で値を設

定。 

  （２）操作時間   ：現地への移動時間（重大事故発生時における放射線防護具着

用時間は別途確保），訓練による実績時間，模擬による想定

時間等を記載 

 

３．操作の成立性について 

  （１）状況     ：対応者，操作場所を記載 

  （２）作業環境   ：現場の作業環境について記載 

             アクセス性，重大事故等の状況を仮定した環境による影響 

暗所の場合の考慮事項 他 

 

  （３）連絡手段   ：各所との連絡手段について記載 

  （４）操作性    ：現場作業の操作性について記載 

  （５）その他    ：対応する技術的能力条文番号を記載

（要求時間） 

（実績又は模擬） 



 

 

添
1.3.1-2 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 

事故シーケンス 

No. 

（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

低圧代替注水系 

（常設）による 

原子炉注水操作 

低圧代替注水系（常設）準備操作 

 

・現場移動 

・低圧代替注水系(常設)現場ラインアップ 

 ※復水貯蔵槽吸込ライン切替 2.1 

2.3.1～4 

2.4.1 

2.6 

3.1.2 

3.1.3 

5.2 

30 分 

5.2「全交流動力電

源喪失」除く 

約 15分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型

LED 照明を作業エリ

アに配備しており，

建屋内常用照明消灯

時における作業性を

確保している。ま

た，ヘッドライト・

懐中電灯をバックア

ップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電話

設備，携帯型音声呼出電

話設備)のうち，使用可

能な設備により，中央制

御室に連絡する 

操作対象弁は通路付近にあ

り，操作性に支障はない。 

操作対象弁には，暗闇でも

識別し易いように反射テー

プを施している 

1.4 

低圧代替注水系（常設）準備操作 

 

・復水移送ポンプ起動／運転確認 

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ 

2.1｢高圧･低圧注水

機能喪失｣,2.6

｢LOCA 時注水機能喪

失｣の場合 

：4分 

 

上記以外の場合 

：15分 

約 2分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停止

により緩慢に上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響はなく，通常運

転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 低圧代替注水系（常設）注水操作 

 

・残留熱除去系 注入弁操作 

逃がし安全弁によ

る原子炉減圧操作 

原子炉急速減圧操作 

 

・逃がし安全弁 手動開放操作 

2.1 

2.3.1～4 

2.4.1 

2.4.2 

2.6 

2.7 

3.2 

5.1 

5.2 

5 分 約 1分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停止

により緩慢に上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響はなく，通常運

転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.3 

代替格納容器 

スプレイ冷却系 

による格納容器 

冷却操作 

代替格納容器スプレイ冷却系 準備操作 

 

・現場移動 

・代替格納容器スプレイ冷却系 現場ラインアップ 

 ※復水貯蔵槽吸込ライン切替 

2.4.2 

3.2 
30 分 約 15 分 

運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型

LED 照明を作業エリ

アに配備しており，

建屋内常用照明消灯

時における作業性を

確保している。ま

た，ヘッドライト・

懐中電灯をバックア

ップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電話

設備，携帯型音声呼出電

話設備)のうち，使用可

能な設備により，中央制

御室に連絡する 

操作対象弁は通路付近にあ

り，操作性に支障はない。 

操作対象弁には，暗闇でも

識別し易いように反射テー

プを施している 

1.6 
代替格納容器スプレイ冷却系 準備操作 

 

・復水移送ポンプ起動／運転確認 

・代替格納容器スプレイ冷却系ラインアップ 

2.4.2 

3.2 
30 分 約 25 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停止

により緩慢に上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響はなく，通常運

転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 
代替格納容器スプレイ冷却系 操作 

 

・残留熱除去系 スプレイ弁操作 

2.1 

2.3.4 

2.4.1 

2.4.2 

2.6 

3.1.2 

3.1.3 

3.2 

－ 

(制御盤の操作スイ

ッチによる操作で

あり簡易な操作で

あるため，操作時

間は特に設定して

いない) 

約 2分 

中央制御室の室温については，空調の停止

により緩慢に上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響はなく，通常運

転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

表 重大事故等対策の成立性確認（1/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。
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作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

復水貯蔵槽への補

給 

淡水貯水池から防火水槽への補給 

 

・現場移動 

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り 

・淡水貯水池から防火水槽への補給 

2.1 

2.3.1～4 

2.4.1 

2.4.2 

2.6 

3.1.2 

3.1.3 

3.2 

4.1 

4.2 

90 分 約 70 分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

夜間での作業の場合

は，ヘッドライト及び

懐中電灯にて作業を行

う 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備（送

受話器，電力保安

通信用電話設備，

衛星電話設備，無

線連絡設備）によ

り，緊急時対策本

部と連絡をとる 

弁の開閉操作に特殊な操作

は無く，送水ホースの接続

も汎用の結合金具（オス・

メス）であり，容易に操作

可能である。また，作業エ

リア周辺には，支障となる

設備はなく，十分な作業ス

ペースを確保している 

1.13 

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復水貯蔵槽への

補給 

 

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から

可搬型代替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続

口），ホース接続） 

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給 

2.1 

2.3.1～4 

2.4.1 

2.4.2 

2.6 

3.1.2 

3.1.3 

3.2 

5.2 

180 分 約 150 分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

車両の作業用照明・ヘ

ッドライト・懐中電

灯・LED 多機能ライトに

より，夜間における作

業性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備（送

受話器，電力保安

通信用電話設備，

衛星電話設備，無

線連絡設備）によ

り，緊急時対策本

部及び中央制御室

に適宜連絡する 

可搬型代替注水ポンプから

のホースの接続は，汎用の

結合金具（オス・メス）で

あり，容易に操作可能であ

る。また，作業エリア周辺

には，支障となる設備はな

く，十分な作業スペースを

確保している 

各機器への給油 

燃料供給準備 

 

・軽油タンクからタンクローリへの補給 

2.1 

2.3.1～4 

2.4.1 

2.4.2 

2.6 

3.1.2 

3.1.3 

3.2 

4.1 

4.2 

5.2 

4ｋL： 

90 分 

 

16ｋL：

120 分 

可搬型代替注水ポン

プ(4台)： 

180 分に 1回給油 

 

電源車(4台)： 

120 分に 1回給油 

 

ガスタービン発電機

用燃料タンク： 

540 分に 1回給油 

可搬型代替注水ポ

ンプ(4台)への給

油：約 112 分 

 

電源車(4台)への

給油：約 90分 

 

常設代替交流電源

設備（ガスタービ

ン発電機用燃料タ

ンク）への給油：

約 176 分 

緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

ベント前：高線量となること

はない（屋外のため） 

ベント後：簡易評価では，格

納容器ベント実施 2時間後の

線量は「約 200mSv/h」であ

り，作業時間は「約 15分」

であるため，「約 50mSv」の

被ばくとなる 

タンクローリ車幅灯，

車両付ライト，ヘッド

ライト，懐中電灯によ

り，夜間における作業

性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，衛

星電話設備，無線

連絡設備)のうち，

使用可能な設備に

より，緊急時対策

本部に連絡する 

複雑な操作手順はなく，タ

ンクローリの各操作（ハッ

チ開放等）も同時並行して

行える作業が主体であるた

め，操作性に支障はない 

1.14 

燃料給油作業 

 

・可搬型代替注水ポンプへの給油 

・電源車への給油 

・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油 

2.1 ※1 

2.3.1～4 

2.4.1 

2.4.2 ※1 

2.6 ※1 

3.1.2 

3.1.3 ※2 

3.2 ※3 

4.1 ※1 

4.2 ※1 

5.2 ※4 

 

※1:可搬型代替注

水ポンプのみ 

※2：可搬型代替

注水ポンプ及びガ

スタービン発電機

用燃料タンクのみ 

※3：可搬型代替

注水ポンプ及び電

源車のみ  

※4：電源車及び

ガスタービン発電

機用燃料タンクの

み 

適
宜
実
施 

緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

ベント前：高線量となること

はない（屋外のため） 

ベント後：簡易評価では，格

納容器ベント実施 2時間後の

線量は「約 200mSv/h」であ

り，作業時間は「約 15分」

であるため，「約 50mSv」の

被ばくとなる 

タンクローリ車幅灯，

車両付ライト，ヘッド

ライト，懐中電灯によ

り，夜間における作業

性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，衛

星電話設備，無線

連絡設備)のうち，

使用可能な設備に

より，緊急時対策

本部に連絡する 

複雑な操作手順はなく，タ

ンクローリの各操作（ハッ

チ開放等）も同時並行して

行える作業が主体であるた

め，操作性に支障はない 

表 重大事故等対策の成立性確認（2/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-4 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

格納容器圧力逃が

し装置等による格

納容器除熱操作 

※電源有りの場合 

格納容器ベント準備操作 

 

・ベント準備 

2.1 

2.4.2 

2.6 

3.1.3 

60 分 

60 分 

約 9分 

 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，

通常の運転操作で実施す

る操作と同様であること

から，容易に操作できる 

1.5 

1.7 

格納容器ベント準備操作 

 

・フィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り） 

60 分 約 60 分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 
通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型ＬＥ

Ｄ照明・ヘッドライト

により，夜間における

作業性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，衛星電話設

備，無線連絡設備)の

うち，使用可能な設備

により，緊急時対策本

部に連絡する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である 

格納容器ベント操作 

 

・格納容器ベント操作 

・ベント状態監視 ※    ※適宜実施 

－ 

(制御盤の操作スイッチ

による操作であり簡易

な操作であるため，操

作時間は特に設定して

いない) 

約 1分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

炉心損傷がないため、高線量

になることはない 
通常運転時と同程度 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，

通常の運転操作で実施す

る操作と同様であること

から，容易に操作できる 

60 分 

 

※3.1.3「雰囲気圧力・

温度による静的負荷(格

納容器過圧・過温破

損)(代替循環冷却を使

用しない場合)」の場合 

約 10分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

作業に要する被ばく量は

10mSv 以下となり作業可能 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，携帯型音声呼

出電話設備)のうち，

使用可能な設備によ

り，中央制御室に連絡

する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である。遠

隔（エクステンション）

操作についても，通常の

弁操作と同様であるた

め，容易に実施可能であ

る 

格納容器ベント操作 

 

・フィルタ装置水位調整 ※ 

・フィルタ装置薬液補給 ※   ※適宜実施 

適宜実施 約 60分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

炉心損傷がないため、高線量

になることはない 

 

【炉心損傷がある場合】 

作業に伴う被ばく量は約

58mSv 以下 

バッテリー内蔵型ＬＥ

Ｄ照明・ヘッドライト

により，夜間における

作業性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，衛星電話設

備，無線連絡設備)の

うち，使用可能な設備

により，緊急時対策本

部及び中央制御室に連

絡する 

送水ホースの接続は，汎

用の結合金具（オス・メ

ス）であり，また，通常

の弁操作，ならびに通常

のポンプ起動・停止操作

であるため，容易に操作

可能である。作業エリア

周辺には，支障となる設

備はなく，十分な作業ス

ペースを確保している 

格納容器圧力逃が

し装置等による格

納容器除熱操作 

※電源無しの場合 

格納容器ベント準備操作 

 

・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成） 

2.3.1～3 

60 分 約 60 分 

運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，携帯型音声呼

出電話設備)のうち，

使用可能な設備によ

り，中央制御室に連絡

する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である。遠

隔（エクステンション）

操作についても，通常の

弁操作と同様であるた

め，容易に実施可能であ

る 

1.5 

格納容器ベント準備操作 

 

・ベント準備（格納容器ベントラインナップ） 

60 分 約 20 分 

格納容器ベント準備操作 

 

・フィルタ装置水位調整準備（排水ポンプ水張り） 

60 分 約 60 分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 
通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型ＬＥ

Ｄ照明・ヘッドライト

により，夜間における

作業性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，衛星電話設

備，無線連絡設備)の

うち，使用可能な設備

により，緊急時対策本

部に連絡する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である 

格納容器ベント操作 

 

・格納容器ベント操作 

・ベント状態監視 ※    ※適宜実施 

60 分 約 10 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

炉心損傷がないため、高線量

になることはない 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，携帯型音声呼

出電話設備)のうち，

使用可能な設備によ

り，中央制御室に連絡

する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である。遠

隔（エクステンション）

操作についても，通常の

弁操作と同様であるた

め，容易に実施可能であ

る 

格納容器ベント操作 

 

・フィルタ装置水位調整 ※ 

・フィルタ装置薬液補給 ※   ※適宜実施 

適宜実施 約 60分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

炉心損傷がないため、高線量

になることはない 

バッテリー内蔵型ＬＥ

Ｄ照明・ヘッドライト

により，夜間における

作業性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受話

器，電力保安通信用電

話設備，衛星電話設

備，無線連絡設備)の

うち，使用可能な設備

により，緊急時対策本

部及び中央制御室に連

絡する 

送水ホースの接続は，汎

用の結合金具（オス・メ

ス）であり，また，通常

の弁操作，ならびに通常

のポンプ起動・停止操作

であるため，容易に操作

可能である。作業エリア

周辺には，支障となる設

備はなく，十分な作業ス

ペースを確保している 

表 重大事故等対策の成立性確認（3/15） 
注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-5 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

残留熱除去系(サ

プレッション・チ

ェンバ・プール水

冷却モード)運転

操作 

残留熱除去系 サプレッション・チェンバ・プール水冷却

モード操作 

 

・残留熱除去系 試験用調節弁操作 

2.2 

－ 

(制御盤の操作スイッチ

による操作であり簡易な

操作であるため，操作時

間は特に設定していな

い) 

約 8分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停

止により緩慢に上昇する可能性がある

が，作業に支障を及ぼす程の影響はな

く，通常運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.6 

残留熱除去系 運転モード切替操作 

 

・低圧注水モードからサプレッション・チェンバ・プール

水冷却モードへの切替 

・サプレッションプール冷却状況監視 

2.5 

－ 

(制御盤の操作スイッチ

による操作であり簡易な

操作であるため，操作時

間は特に設定していな

い) 

約 7分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停

止により緩慢に上昇する可能性がある

が，作業に支障を及ぼす程の影響はな

く，通常運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

残留熱除去系(原

子炉停止時冷却モ

ード)運転操作 

残留熱除去系 原子炉停止時冷却モード準備 

 

・原子炉停止時冷却モード ラインアップ 

・パラメータ監視 

2.2 

90 分 

90 分 約 60 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停

止により緩慢に上昇する可能性がある

が，作業に支障を及ぼす程の影響はな

く，通常運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.4 

残留熱除去系 原子炉停止時冷却モード準備 

 

・現場移動 

・残留熱除去系 電動弁隔離 

30 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う電源開放

操作と同じであり，操作性

に支障はない 

残留熱除去系 原子炉停止時冷却モード運転 

 

・原子炉停止時冷却モード起動 

・原子炉冷却材温度調整 

 

－ 

 

(制御盤の

操作スイッ

チによる操

作であり簡

易な操作で

あるため，

操作時間は

特に設定し

ていない) 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空調の停

止により緩慢に上昇する可能性がある

が，作業に支障を及ぼす程の影響はな

く，通常運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

所内蓄電式直流電

源設備切替操作(A

→A-2) 

所内蓄電式直流電源設備切替操作 

 

・蓄電池切替準備 

2.3.1 

30 分 

40 分 約 10 分 
運転員 

(現場) 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う受電切替

操作と同じであり，操作性

に支障はない 

1.14 
所内蓄電式直流電源設備切替操作 

 

・蓄電池切替操作(A→A-2) 

10 分 通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

所内蓄電式直流電

源設備切替操作

(A-2→AM) 

所内蓄電式直流電源設備切替操作 

 

・蓄電池切替準備 

2.3.1 

30 分 

45 分 約 15 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う受電切替

操作と同じであり，操作性

に支障はない 

1.14 
所内蓄電式直流電源設備切替操作 

 

・蓄電池切替操作(A-2→AM) 

15 分 

表 重大事故等対策の成立性確認（4/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-6 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

常設代替交流電源

設備からの受電操

作 

（時間余裕が長い

場合） 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・受電前準備（中央制御室） 

2.3.1 

2.3.2 

2.3.3 

20 分 

－ 

 

（全交流動力

電源喪失を仮

定している事

象発生から 24

時間後までに

本操作を実施

する必要があ

るが，十分な

操作時間があ

るため，操作

時間は特に設

定していな

い） 

約 75分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.14 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・現場移動 

・ガスタービン発電機健全性確認 

20 分 

運転員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

ヘッドライト・懐中電

灯により，夜間におけ

る作業性を確保してい

る 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

現場操作パネルでの簡易な

ボタン操作であり，操作性

に支障はない 常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機給電準備 
10 分 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機起動 
20 分 

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 

・現場移動 

・6号炉 M/C(C)(D)受電準備 

・7号炉 M/C(C)(D)受電準備 

50 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる。 

アクセスルート上に支

障となる設備はない。 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する。 

通常運転時に行う遮断器操

作と同じであり，操作性に

支障はない。 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・M/C 受電確認 
10 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・6号炉 M/C(C)(D)受電 

・6号炉 MCC(C)(D)受電 

・7号炉 M/C(C)(D)受電 

・7号炉 MCC(C)(D)受電 

20 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

操作は通常の遮断器操作と

同じであり，容易に実施可

能である 

常設代替交流電源設備運転（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機 運転状態確認 

 

※運転員による作業時間は，緊急時対策要員へのガスタービン

発電機運転状態確認を引き継ぐまでとなる 

5分 

適宜実施 

運転員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

ヘッドライト・懐中電

灯により，夜間におけ

る作業性を確保してい

る 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 操作は通常の操作と同じで

あり，容易に実施可能であ

る 

常設代替交流電源設備運転（第一ガスタービン発電機） 

・現場移動 

・ガスタービン発電機 運転状態確認 

適宜実施 
緊急時対策要員 

(現場) 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，衛

星電話設備，無線

連絡設備)のうち，

使用可能な設備に

より，緊急時対策

本部及び中央制御

室に連絡する 

表 重大事故等対策の成立性確認（5/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-7 

 

 

 

 

 

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

常設代替交流電源

設備からの受電操

作 

（時間余裕が短い

場合） 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・受電前準備（中央制御室） 

2.3.4 

2.4.1 

3.1.2 

3.1.3 

20 分 

70 分 

約 70 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.14 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・現場移動 

・ガスタービン発電機健全性確認 

20 分 

運転員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

ヘッドライト・懐中電

灯により，夜間におけ

る作業性を確保してい

る 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

現場操作パネルでの簡易な

ボタン操作であり，操作性

に支障はない 常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機給電準備 
10 分 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機起動 
20 分 

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 

・現場移動 

・6号炉 M/C(D)受電準備 

・7号炉 M/C(C)(D)受電準備 

50 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる。 

アクセスルート上に支

障となる設備はない。 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する。 

通常運転時に行う遮断器操

作と同じであり，操作性に

支障はない。 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・M/C 受電確認 
10 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・6号炉 M/C(D)受電 

・6号炉 MCC(D)受電 

・7号炉 M/C(C)(D)受電 

・7号炉 MCC(C)(D)受電 

10 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

操作は通常の遮断器操作と

同じであり，容易に実施可

能である 

常設代替交流電源設備運転（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機 運転状態確認 

 

※運転員による作業時間は，緊急時対策要員へのガスタービン

発電機運転状態確認を引き継ぐまでとなる 

25 分 

適宜実施 

運転員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

ヘッドライト・懐中電

灯により，夜間におけ

る作業性を確保してい

る 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 操作は通常の操作と同じで

あり，容易に実施可能であ

る 

常設代替交流電源設備運転（第一ガスタービン発電機） 

・現場移動 

・ガスタービン発電機 運転状態確認 

適宜実施 
緊急時対策要員 

(現場) 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，衛

星電話設備，無線

連絡設備)のうち，

使用可能な設備に

より，緊急時対策

本部及び中央制御

室に連絡する 

表 重大事故等対策の成立性確認（6/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。
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作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等から

の実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

常設代替交流電源

設備からの受電 

常設代替交流電源設備 準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・受電前準備（中央制御室） 

5.2 

20 分 

145 分 

約 145 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温について

は，空調の停止により緩慢

に上昇する可能性がある

が，作業に支障を及ぼす程

の影響はなく，通常運転状

態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非常用照明

が点灯することにより、照度は

低下するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作

は，通常の運転操作で

実施する操作と同様で

あることから，容易に

操作できる 

1.14 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・現場移動 

・ガスタービン発電機健全性確認 

20 分 

運転員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

ヘッドライト・懐中電灯によ

り，夜間における作業性を確保

している 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受話器，

電力保安通信用電話設

備，携帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用可能な

設備により，中央制御室

に連絡する 

現場操作パネルでの簡

易なボタン操作であ

り，操作性に支障はな

い 
常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機給電準備 
10 分 

常設代替交流電源設備準備操作（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機起動 
20 分 

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 

・現場移動 

・7号炉 M/C(D)受電準備 

50 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED 照明を作

業エリアに配備しており，建屋

内常用照明消灯時における作業

性を確保している。また，ヘッ

ドライト・懐中電灯をバックア

ップとして携帯している 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受話器，

電力保安通信用電話設

備，携帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用可能な

設備により，中央制御室

に連絡する 

通常運転時に行う遮断

器操作と同じであり，

操作性に支障はない 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・M/C 受電確認 
10 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温について

は，空調の停止により緩慢

に上昇する可能性がある

が，作業に支障を及ぼす程

の影響はなく，通常運転状

態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非常用照明

が点灯することにより、照度は

低下するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作

は，通常の運転操作で

実施する操作と同様で

あることから，容易に

操作できる 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・7号炉 M/C(D)受電 

・7号炉 MCC(D)受電 

10 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED 照明を作

業エリアに配備しており，建屋

内常用照明消灯時における作業

性を確保している。また，ヘッ

ドライト・懐中電灯をバックア

ップとして携帯している 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受話器，

電力保安通信用電話設

備，携帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用可能な

設備により，中央制御室

に連絡する 

操作は通常の遮断器操

作と同じであり，容易

に実施可能である 

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 

・現場移動 

・7号炉 M/C(C)受電準備 

50 分 
運転員 

(現場) 

 上記色付き部分と同様 
常設代替交流電源設備からの受電操作 

・M/C 受電確認 
10 分 

運転員 

(中央制御室) 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・7号炉 M/C(C)受電 

・7号炉 MCC(C)受電 

10 分 
運転員 

(現場) 

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 

・現場移動 

・6号炉 M/C(D)受電準備 

50 分 
運転員 

(現場) 

 上記色付き部分と同様 
常設代替交流電源設備からの受電操作 

・M/C 受電確認 
10 分 

運転員 

(中央制御室) 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・6号炉 M/C(D)受電 

・6号炉 MCC(D)受電 

10 分 
運転員 

(現場) 

常設代替交流電源設備運転（第一ガスタービン発電機） 

・ガスタービン発電機 運転状態確認 

 

※運転員による作業時間は，緊急時対策要員へのガスタービン

発電機運転状態確認を引き継ぐまでとなる 

25 分 

適宜実施 

運転員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

ヘッドライト・懐中電灯によ

り，夜間における作業性を確保

している 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受話器，

電力保安通信用電話設

備，携帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用可能な

設備により，中央制御室

に連絡する 操作は通常の操作と同

じであり，容易に実施

可能である 

常設代替交流電源設備運転（第一ガスタービン発電機） 

・現場移動 

・ガスタービン発電機 運転状態確認 

適宜実施 
緊急時対策要員 

(現場) 

通信連絡設備(送受話器，

電力保安通信用電話設

備，衛星電話設備，無線

連絡設備)のうち，使用可

能な設備により，緊急時

対策本部及び中央制御室

に連絡する 

注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。表 重大事故等対策の成立性確認（7/15） 



 

 

添
1.3.1-9 

 

   

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

常設代替交流電源

設備からの受電 

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 

・現場移動 

・6号炉 M/C(C)受電準備 

2.3.4 

2.4.1 

3.1.2 

3.1.3 

5.2 

 

50 分 

60 分 約 60 分 

運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う遮断器操

作と同じであり，操作性に

支障はない 

1.14 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・6号炉 M/C(C)受電確認 
10 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

常設代替交流電源設備からの受電操作 

・6号炉 M/C(C)受電 

・6号炉 MCC(C)受電 

10 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

操作は通常の遮断器操作と

同じであり，容易に実施可

能である 

常設代替交流電源設備 準備操作 

・現場移動 

・直流 125V 主母線盤 A受電前負荷隔離 

2.3.3 

30 分 

40 分 約 25 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う NFB 操作

と同じであり，操作性に支

障はない 常設代替交流電源設備 準備操作 

・AM用直流 125V 蓄電池から直流 125V主母線盤 A受電 
10 分 

常設代替交流電源

設備からの受電及

び低圧代替注水系

（常設）による原

子炉注水 

「低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作」及び「常設

代替交流電源設備からの受電」に示す「具体的な運転操作・作

業内容」と同様 

3.1.2 

3.1.3 

5.2 

70 分 

 

※5.2 の場合 145 分 

約 70 分 

 

※5.2 の場合約 145

分 

「低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作」及び「常設代替交流電源設備からの受電」に示す「状況」「作業環境」「連絡手段」「操作性」と同様 
1.4 

1.14 

表 重大事故等対策の成立性確認（8/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-10 

 

 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

代替原子炉補機冷

却系運転操作 

代替原子炉補機冷却系 準備操作 

 

・現場移動 

・代替原子炉補機冷却系 現場ラインアップ 

2.3.1～4 

2.4.1 

3.1.2 

3.2 

5.2 

300 分 

(5 時間) 

600 分 

(10 時間) 

約 420 分 

(約 7時間) 

運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

※炉心損傷時は原子炉建屋

（管理区域）内が高線量とな

るため，当該区域内の系統構

成の操作は実施しない 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常の弁操作であり，容易

に実施可能である 

1.5 

代替原子炉補機冷却系 準備操作 

 

・現場移動 

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り 

600 分 

(10 時間) 

緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 

【炉心損傷がない場合】 

通常運転時と同程度 

 

【炉心損傷がある場合】 

高線量となることはない 

（屋外のため） 

バッテリー内蔵型ＬＥ

Ｄ照明・ヘッドライト

により，夜間における

作業性を確保している 

アクセスルート上に支

障となる設備はない 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，衛

星電話設備，無線

連絡設備)のうち，

使用可能な設備に

より，緊急時対策

本部に連絡する 

各種ホースの接続は，汎用

の結合金具（オス・メス）

であり，容易に操作可能で

ある。 

作業エリア周辺には，支障

となる設備はなく，十分な

作業スペースを確保してい

る 

代替原子炉補機冷却系 運転 

 

・代替原子炉補機冷却系 運転状態監視 

適宜実施 

代替原子炉補機冷

却系を用いた残留

熱除去系(低圧注

水モード)運転操

作 

残留熱除去系 起動操作 

 

・残留熱除去系ポンプ起動 

2.3.1～3 15 分 約 2分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.4 

代替原子炉補機冷

却系を用いた残留

熱除去系(格納容

器スプレイモー

ド)運転操作 

格納容器スプレイ冷却系 起動操作 

 

・格納容器スプレイ弁操作 

2.3.1～3 

－ 

 

(制御盤の操作スイ

ッチによる操作で

あり簡易な操作で

あるため，操作時

間は特に設定して

いない) 

約 2分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.6 

代替原子炉補機冷

却系を用いた残留

熱除去系(サプレ

ッション・チェン

バ・プール水冷却

モード)運転操作 

残留熱除去系 起動操作 

 

・サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード起動準備 
2.3.4 

2.4.1 

10 分 

約 2分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる設

備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.6 

残留熱除去系 起動操作 

 

・サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード起動 

5分 

表 重大事故等対策の成立性確認（9/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。
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作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

代替原子炉補機

冷却系を用いた

残留熱除去系(原

子炉停止時冷却

モード)運転操作 

残留熱除去系 起動準備 

 

・原子炉停止時冷却モード 起動準備 

5.2 

20 分 

30 分 約 10 分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.4 

残留熱除去系 起動準備 

 

・原子炉停止時冷却モード 起動 

10 分 

高圧代替注水系

による原子炉注

水操作 

高圧代替注水系起動操作 

 

・高圧代替注水系系統構成 

・高圧代替注水系起動操作 

2.3.2 

2.3.3 
15 分 約 3分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.2 

高圧代替注水系による原子炉注水 

 

・高圧代替注水系 起動／停止操作 

自動減圧系起動

阻止操作 

自動減圧系 自動起動阻止 

 

・ADS 自動起動阻止 KOS「阻止」 

・ADS 起動信号リセット PB「リセット」 

2.5 
原子炉水位低(レベル 1)到達

から 30秒後まで 

自動減圧系自動起動信

号の一部である「原子

炉水位低(レベル 1)」

より早く原子炉停止機

能喪失及び格納容器圧

力高信号を確認した時

点で自動起動阻止操作

を実施することから，

想定で意図している運

転操作が実施可能 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.1 

ほう酸水注入系

運転操作 

ほう酸水注入系 起動操作 

 

・ほう酸水注入系 起動 

・注入状況監視※   ※適宜実施 

2.5 

－ 

 

(制御盤の操作スイッチによ

る操作であり簡易な操作で

あるため，操作時間は特に

設定していない) 

約 3分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.1 

高圧炉心注水系

の破断箇所隔離 

高圧炉心注水系からの漏えい停止操作(現場操作) 

・保護具装着／装着補助 

2.7 

30 分 約 10 分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.3 

高圧炉心注水系からの漏えい停止操作(現場操作) 

・現場移動 

・高圧炉心注水系 注入隔離弁閉操作 

60 分 約 60 分 
運転員 

(現場) 

操作現場の温度は 40℃程度，湿

度は 100%程度となる可能性があ

るが，保護具を装着することか

ら，問題はない 

現場の線量は最大でも約

4mSv/h であり，作業時間は

現場移動含め約 60分である

ため，約 4mSv の被ばくとな

る 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常の弁操作であり，容易

に実施可能である 

表 重大事故等対策の成立性確認（10/15） 
注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-12 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審

査 

基準 No. 
温度・湿度 放射線環境 照明 

その他 

(アクセスルート

等) 

代替循環冷却に

よる格納容器除

熱操作 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成1) 

 

・代替循環冷却運転 中央制御室ラインアップ 

3.1.2 

30 分 

120 分 

約 90 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温について

は，空調の停止により緩慢に

上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響は

なく，通常運転状態と同程度

である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，

通常の運転操作で実施す

る操作と同様であること

から，容易に操作できる 

1.7 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成1) 

 

・現場移動 

・代替循環冷却運転 現場ラインアップ 

 (低圧代替注水に影響のない部分) 

120 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型

LED 照明を作業エリ

アに配備しており，

建屋内常用照明消灯

時における作業性を

確保している。ま

た，ヘッドライト・

懐中電灯をバックア

ップとして携帯して

いる 

アクセスルート上

に支障となる設備

はない 

通信連絡設備

（送受話器，電

力保安通信用電

話設備，携帯型

音声呼出電話設

備）のうち，使

用可能な設備に

より，中央制御

室に連絡する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である。ま

た操作はすべて二次格納

施設外である 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成2) 

 

・原子炉注水／格納容器スプレイ弁切替 

120 分 

150 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温について

は，空調の停止により緩慢に

上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響は

なく，通常運転状態と同程度

である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，

通常の運転操作で実施す

る操作と同様であること

から，容易に操作できる 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成2) 

 

・復水移送ポンプ停止 

・代替循環冷却運転 中央制御室ラインアップ 

30 分 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成2) 

 

・現場移動 

・代替循環冷却運転 現場ラインアップ 

 (復水貯蔵槽吸込弁) 

30 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型

LED 照明を作業エリ

アに配備しており，

建屋内常用照明消灯

時における作業性を

確保している。ま

た，ヘッドライト・

懐中電灯をバックア

ップとして携帯して

いる 

アクセスルート上

に支障となる設備

はない 

通信連絡設備

（送受話器，電

力保安通信用電

話設備，携帯型

音声呼出電話設

備）のうち，使

用可能な設備に

より，中央制御

室に連絡する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である。ま

た操作はすべて二次格納

施設外である 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成2) 

 

・現場移動 

・代替循環冷却運転 現場ラインアップ 

 （残留熱除去系高圧炉心注水系第一止め弁，第二止め

弁） 

30 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型

LED 照明を作業エリ

アに配備しており，

建屋内常用照明消灯

時における作業性を

確保している。ま

た，ヘッドライト・

懐中電灯をバックア

ップとして携帯して

いる 

アクセスルート上

に支障となる設備

はない 

通信連絡設備

（送受話器，電

力保安通信用電

話設備，携帯型

音声呼出電話設

備）のうち，使

用可能な設備に

より，中央制御

室に連絡する 

通常の弁操作であり，容

易に実施可能である。ま

た操作はすべて二次格納

施設外である 

代替循環冷却運転開始 

 

・復水移送ポンプ起動 

・低圧注水系注入弁，格納容器スプレイ弁操作 

5分 

約 5分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温について

は，空調の停止により緩慢に

上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響は

なく，通常運転状態と同程度

である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，

通常の運転操作で実施す

る操作と同様であること

から，容易に操作できる 

代替循環冷却運転状態監視 

 

・代替循環冷却運転による原子炉・格納容器の状態監視 

適宜実施 

中央制御室の室温について

は，空調の停止により緩慢に

上昇する可能性があるが，作

業に支障を及ぼす程の影響は

なく，通常運転状態と同程度

である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、

非常用照明が点灯す

ることにより、照度

は低下するが操作に

影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，

通常の運転操作で実施す

る操作と同様であること

から，容易に操作できる 

表 重大事故等対策の成立性確認（11/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-13 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審

査 

基準 No. 
温度・湿度 放射線環境 照明 

その他 

(アクセスルート

等) 

代替循環冷却に

よる格納容器除

熱操作 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成1) 

 

・代替循環冷却運転 中央制御室ラインアップ 

3.2 

30 分 

120 分 

約 90 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非常用照明

が点灯することにより、照度は

低下するが操作に影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通常の

運転操作で実施する操作と同様

であることから，容易に操作で

きる 

1.7 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成1) 

 

・現場移動 

・代替循環冷却運転 現場ラインアップ 

 (低圧代替注水に影響のない部分) 

120 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED 照明を作

業エリアに配備しており，建屋

内常用照明消灯時における作業

性を確保している。また，ヘッ

ドライト・懐中電灯をバックア

ップとして携帯している 

アクセスルート上

に支障となる設備

はない 

通信連絡設備（送受話

器，電力保安通信用電話

設備，携帯型音声呼出電

話設備）のうち，使用可

能な設備により，中央制

御室に連絡する 

通常の弁操作であり，容易に実

施可能である。また操作はすべ

て二次格納施設外である 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成2) 

 

・復水移送ポンプ停止 

・代替循環冷却運転 中央制御室ラインアップ 

30 分 

30 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非常用照明

が点灯することにより、照度は

低下するが操作に影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通常の

運転操作で実施する操作と同様

であることから，容易に操作で

きる 

代替循環冷却運転 準備操作(系統構成2) 

 

・現場移動 

・代替循環冷却運転 現場ラインアップ 

 (復水貯蔵槽吸込弁) 

30 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED 照明を作

業エリアに配備しており，建屋

内常用照明消灯時における作業

性を確保している。また，ヘッ

ドライト・懐中電灯をバックア

ップとして携帯している 

アクセスルート上

に支障となる設備

はない 

通信連絡設備（送受話

器，電力保安通信用電話

設備，携帯型音声呼出電

話設備）のうち，使用可

能な設備により，中央制

御室に連絡する 

通常の弁操作であり，容易に実

施可能である。また操作はすべ

て二次格納施設外である 

代替循環冷却運転開始 

 

・復水移送ポンプ起動 

・格納容器スプレイ弁，格納容器下部注水弁操作 

5分 

約 5分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非常用照明

が点灯することにより、照度は

低下するが操作に影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通常の

運転操作で実施する操作と同様

であることから，容易に操作で

きる 

代替循環冷却運転状態監視 

 

・代替循環冷却運転による格納容器の状態監視 

適宜実施 

中央制御室の室温については，空

調の停止により緩慢に上昇する可

能性があるが，作業に支障を及ぼ

す程の影響はなく，通常運転状態

と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非常用照明

が点灯することにより、照度は

低下するが操作に影響ない 

周辺には支障とな

る設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通常の

運転操作で実施する操作と同様

であることから，容易に操作で

きる 

表 重大事故等対策の成立性確認（12/15） 
注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。



 

 

添
1.3.1-14 

 

  

作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

溶融炉心落下前

の格納容器下部

注水系(常設)に

よる水張り操作 

格納容器下部注水系 準備 

 

・現場移動 

 ※復水貯蔵槽吸込ライン切替 

3.2 

30 分 約 15 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 

高線量となることはない 

（二次格納施設外のため） 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

操作対象弁は通路付近にあ

り，操作性に支障はない。 

操作対象弁には，暗闇でも

識別し易いように反射テー

プを施している 

1.8 

格納容器下部注水系 準備 

 

・格納容器下部への注水準備 

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ 

40 分 約 35 分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

格納容器下部注水系操作 

 

・原子炉圧力容器破損前の初期注水操作 

－ 

 

(制御盤の操作スイッチによ

る操作であり簡易な操作で

あるため，操作時間は特に

設定していない) 

約 3分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

溶融炉心落下後

の格納容器下部

への注水操作(崩

壊熱相当の注水) 

格納容器下部注水系操作 

 

・原子炉圧力容器破損後の格納容器下部注水 

3.2 

－ 

 

(制御盤の操作スイッチによ

る操作であり簡易な操作で

あるため，操作時間は特に

設定していない) 

約 3分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

表 重大事故等対策の成立性確認（13/15） 
注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。
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作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

燃料プール代替

注水系(可搬型) 

による使用済燃

料プールへの注

水操作 

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から使用済燃料プ

ールへの補給 

(常設スプレイライン使用) 

 

・現場移動 

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給

準備 

 (可搬型代替注水ポンプ移動，ホース布設(防火水槽か

ら可搬型代替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接

続口)，ホース接続) 

4.1 

4.2 

65 分 

約 50 分 
緊急時対策要員 

(現場) 

― 

(屋外での操作) 
通常運転時と同程度 

車両の作業用照明・ヘ

ッドライト・懐中電

灯・LED 多機能ライト

により，夜間における

作業性を確保している 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，衛

星電話設備，無線

連絡設備)のうち，

使用可能な設備に

より，緊急時対策

本部に連絡する 

可搬型代替注水ポンプから

のホースの接続は，汎用の

結合金具(オス・メス)であ

り，容易に操作可能であ

る。 

作業エリア周辺には，支障

となる設備はなく，十分な

作業スペースを確保してい

る 

1.11 

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から使用済燃料プ

ールへの補給 

(常設スプレイライン使用) 

 

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給 

適宜実施 

漏えい箇所の隔

離操作 

使用済燃料プール水位低下要因調査 

 

・警報確認による要因調査 

4.2 

30 分 

60 分 － 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

1.11 

使用済燃料プール水位低下要因調査 

 

・現場移動 

・現場確認 

60 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

円滑に作業できるように，

移動経路を確保している 

使用済燃料プール漏えい箇所の隔離 

 

・電動弁の隔離 

10 分 

30 分 

約 2分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 

通常照明が消灯し、非

常用照明が点灯するこ

とにより、照度は低下

するが操作に影響ない 

周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

使用済燃料プール漏えい箇所の隔離 

 

・二次格納施設内 2階 弁室での弁操作 

30 分 約 15 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

操作対象弁は弁室にある

が，操作性に支障はない。 

操作対象弁には，暗闇でも

識別し易いように反射テー

プを施している 

表 重大事故等対策の成立性確認（14/15） 注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。
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作業項目 具体的な運転操作・作業内容 
事故シーケンス 

No.（資料 No.） 

操作・作業の 

想定時間 

(注 1) 

訓練等からの 

実績時間 
状況 

作業環境 

連絡手段 操作性 

技術的 

能力審査 

基準 No. 温度・湿度 放射線環境 照明 
その他 

(アクセスルート等) 

原子炉冷却材流

出の停止 

原子炉水位回復操作 

 

・原子炉水位，温度監視 

5.3 

適宜実施 － 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

－ 

原子炉水位回復操作 

 

・原子炉ウェル水位低下調査／隔離操作 

60 分 

60 分 － 

原子炉水位回復操作 

 

・原子炉ウェル水位低下調査／隔離操作 

50 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う電源操作

と同じであり，操作性に支

障はない 

待機中の残留熱

除去系を用いた

低圧注水モード

による注水操作 

原子炉水位回復作業 

 

・残留熱除去系(待機側) 

 低圧注水モード 起動／停止操作 

5.1 

－ 

 

(制御盤の操作スイッチによ

る操作であり簡易な操作で

あるため，操作時間は特に

設定していない) 

約 2分 
運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

－ 

待機中の残留熱

除去系を用いた

原子炉停止時冷

却モードによる

崩壊熱除去機能

復旧 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転 

 

・残留熱除去系(待機側) 

 原子炉停止時冷却モードへラインアップ 

5.1 

90 分 

95 分 約 60 分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

－ 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転 

 

・現場移動 

・残留熱除去系 電動弁隔離 

30 分 
運転員 

(現場) 
通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 

バッテリー内蔵型 LED

照明を作業エリアに配

備しており，建屋内常

用照明消灯時における

作業性を確保してい

る。また，ヘッドライ

ト・懐中電灯をバック

アップとして携帯して

いる 

アクセスルート上に

支障となる設備はな

い 

通信連絡設備(送受

話器，電力保安通

信用電話設備，携

帯型音声呼出電話

設備)のうち，使用

可能な設備によ

り，中央制御室に

連絡する 

通常運転時に行う電源開放

操作と同じであり，操作性

に支障はない 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転 

 

・残留熱除去系(待機側) 

 原子炉停止時冷却モード 起動操作 

5分 

運転員 

(中央制御室) 

中央制御室の室温については，

空調の停止により緩慢に上昇す

る可能性があるが，作業に支障

を及ぼす程の影響はなく，通常

運転状態と同程度である 

通常運転時と同程度 通常運転時と同程度 
周辺には支障となる

設備はない 
－ 

中央制御室での操作は，通

常の運転操作で実施する操

作と同様であることから，

容易に操作できる 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転 

 

・原子炉停止時冷却モード運転による原子炉状態監視 

適宜実施 

表 重大事故等対策の成立性確認（15/15） 
注 1：並行作業を含むため，必ずしも各作業時間の和が合計時間とは一致しない。
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有効性評価に使用している解析コード／評価手法の開発に係る当社の関与について 

 

重大事故等対策の有効性評価のうち，シビアアクシデント解析業務はプラントメー

カに委託しているものの，解析コード／評価手法の開発にあたっては，以下のとおり

当社としても従前より積極的に関与している。 

 

・ 各種解析コードの妥当性を審議する検討会（当時の通産省原子力発電技術顧問会

（基本設計）LOCA検討会「沸騰水側原子炉のLOCA/ECCS解析コード（SAFER）につ

いて」（昭和61年7月）等）における，検討のために必要な材料を当社より当時の

通産省に対し積極的に提供している。（SAFER，CHASTE，REDY，SCAT，APEX） 

・ 安全評価を実施する上で適切な保守性を担保しつつ最新知見に基づく合理的な評

価手法について検討した日本原子力学会標準「BWRにおける過渡的な沸騰遷移後の

燃料健全性評価基準」（2003年発行）や「統計的安全評価の実施基準」（2009年

発行）の策定にあたり，当社より委員として参画した上で，検討のために必要な

材料を積極的に提供している（REDY，SCAT）。また，シビアアクシデント解析の

知見を活用した日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした

確率論的リスク評価に関する実施基準」（レベル1及びレベル2）等の策定にあたり，

当社より委員として参画した上で，検討のために必要な材料を積極的に提供して

いる（MAAP）。 

・ アクシデントマネジメント整備の検討を開始した当初（1990年代前半）より，シ

ビアアクシデント現象の研究及びアクシデントマネジメント検討に当社より積極

的に参画し，アクシデントマネジメント策の策定，整備に対して主体的に貢献し

ている。また，福島原子力事故以降においては，福島第一事故の知見をシビアア

クシデント解析コードの改良に活用すべく，国際的な活動にも貢献している（表

１参照。MAAP）。 

・ 現在においても，以下【参考】及び表1に示す通り，通常の業務の中でシビアアク

シデント解析及び評価手法の活用及び改良に積極的に努めている。今後も不確か

さを含む現象などに対する継続的な検討を進め，さらなる知見の拡充に努めてい

く。 

 

【参考】シビアアクシデント解析の活用例 

・ シビアアクシデント解析結果を反映した運転手順書の整備と整備した手順に基づ

く机上教育及び訓練の実施，さらに，有効性評価等を踏まえた改善等を行い，継

続的に教育，訓練を実施している。また，重大事故等発生時の対応の要となる運

転員に対しては，自社のシミュレータ又はBWR運転訓練センターにおけるシミュレ

ータを活用し，シビアアクシデント時の挙動の把握・対応能力の向上に努めてい
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る。 

・ 福島原子力事故における未確認・未解明事項を調査・検討することを目的にシビ

アアクシデント解析コードMAAPを活用している。 

・ アクシデントマネジメント手順の改善及びPRA評価手法の改善のため，国内外関係

機関（EPRI，BWROG等）と協同しつつ，シビアアクシデント解析の知見をふまえた

手順及び評価手法の最新化に努めている。 

 

表１ シビアアクシデント解析コード／評価手法の開発に係る当社の関与例 

解析コード 時期 件名 

MAAP 平成4～5年度 

 

平成5年度 

平成6～7年度 

 

平成8～9年度 

 

平成13～14年度 

 

現在継続中 

アクシデントマネジメントにおける運転

操作指針の開発研究 

アクシデントマネジメント検討報告書 

アクシデントマネジメントにおける運転

操作指針の開発（フェーズⅡ） 

アクシデントマネジメントガイドライン

の高度化に関する研究 

IVR等を考慮したAMGの高度化に関する研

究 

EPRI MAAP Users Group (MUG)への参画及

びデータ提供 

OECD/NEA BSAFプロジェクトへの参画及び

データ提供 
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添付資料 1.5.1 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉の重大事故等対策の有効性評価の一般データ 

 

(1) 炉心損傷防止 

(2) 格納容器破損防止 

(3) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用(FCI) 

(4) 溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI) 

 

なお，本資料中の   の中の値は，商業機密事項に相当致しますので公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

(1)炉心損傷防止 

 

１．解析初期条件データ 

項  目 数   値 備  考 

原子炉熱出力  3926 

(100%) 

MWt 

 

設計値 

原子炉水位  
セパレータスカート下端から 

+119cm 

(通常運転水位) 

プラント仕様 

炉心流量  52.2×103 

(100%) 

t/h 設計値 

原子炉給水温度  216 ℃ 設計値 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 

 7.07 

 

MPa[gage] 

 

設計値 

主蒸気流量  7.64×103 t/h 設計値 

ヒートバランス  図１参照 
 

（各部の圧力、流量、エンタ

ルピ等のデータ） 

図１は定格運転状態の場合を提示。 

設計値 

燃料及び炉心  9×9燃料(A型)(単一炉心)  

燃料集合体数  872 

 

体 設計値 

最大線出力密度  44.0 

 

kW/m 設計値 

 
 



 

添 1.5.1-3 
 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

２． 解析に関する情報 

 

項  目 データ 備  考 

初期MCPR            1.22   設計値 

給水温度低下特性 給水加熱器出口温度、給水スパー

ジャーまでの時間遅れ特性等の

データ 

・初期給水温度から。 

MSIV閉鎖により、60秒の一次遅

れで給水温度低下。 

別添9参照。 

包絡値 

原子炉スクラム遅れ時間 0.05 秒 
注記１ 

安全保護系の遅れ時間 

設計値 

再循環ポンプトリップ台数 
7.48MPa[gage]：４ 台 

水位低L3：４ 台 

水位低L2：６ 台 

 

設定値 

再循環ポンプトリップ遅れ時間  0.2 秒 設計値 

再循環ポンプ回転数半減時間  0.68 秒 設計値 
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本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

項  目 データ 備  考 

スクラム後の事象シーケンス 
スクラム後の給水制御、圧力制

御、再循環制御等の事象シーケン

スの説明 

 

別添1参照 

事象進展による 

注記１：時間は、スクラム信号発生時刻を時刻 0と定義する。 

注記２：注入特性は、格納容器破損防止資料のⅢ.工学的安全施設等に示したデータを

提示した。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

３．幾何形状データ 

 

（１）主蒸気管、燃料棒等に関するデータ 

項  目 対  象 データ 備   考 

蒸気ドーム部出口から主蒸気隔離

弁までのデータ 

長さ、断面積(内

径)、容積、 

エレベーション 

図２参照 注記１,２ 

設計値 

主蒸気隔離弁から主蒸気加減弁ま

でのデータ 

（主蒸気ヘッダを含む） 

長さ、断面積(内

径)、容積、 

エレベーション 

図２参照 注記２ 

設計値 

主蒸気ラインからタービンバイパ

ス弁までのデータ 

長さ、断面積(内

径)、容積 

エレベーション 

図２参照 

 

注記２ 

設計値 

燃料集合体（９×９燃料(Ａ型)）の

データ 

長さ 図3-1参照 各燃料型式毎

に記載 

設計値 

蒸気ドーム部のデータ 長さ、容積 図４参照 

 

設計値 

燃料棒（９×９燃料(Ａ型)）のデー

タ 

長さ、半径、ギャッ

プ熱伝達係数（炉心

平均、ホット） 

図5-1参照 

 

各燃料型式毎

に記載 

設計値 

水位計のタップ位置 圧力容器底部から

の高さ 

  

  

  

設計値 

 

注記１：蒸気ドーム部からＭＳＩＶまでの配管長さ等のデータについては、各ライン（４

本）の個別データを提示した。 

注記２：配管の始点・終点の明確化のため名称を併せて記載した。 

（例） 蒸気ドーム部～ＭＳＩＶ入口，長さ ××mm，断面積 ××mm２・・・ 
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本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

（２）ＲＰＶに関するデータ 

項  目 対  象 寸法 

（ｍｍ） 

備   考 

原子炉のエレベーション

に関するデータ 

・蒸気ドーム頂部（ベッセル

内）高さ 

 設計値 

・蒸気乾燥器頂部高さ  設計値 

・蒸気出口ノズル中心部高及

び内径 

 

 

設計値 

・蒸気乾燥器底部高さ  設計値 

・気水分離器頂部高さ  設計値 

・通常運転水位  解析では狭帯域と広

帯域の初期水位は同

一とする。 

設計値 

・シュラウドヘッド・ドーム

頂部高さ 

 

 設計値 

・シュラウドヘッド・ドーム

底部高さ 

 

 設計値 

・上部炉心格子板底部高さ 

 

 設計値 

・TAF高さ  設計値 

・ジェットポンプ噴出ノズル

底部高さ 

 

 ＲＩＰ頂部 

設計値 

・ジェットポンプ・スロート

入口高さ 

 同上 

・BAF高さ  設計値 

・再循環水出口ノズル中心部

高さ及び内径 

 

 ＲＩＰ適用のため該

当データなし。 

設計値 

・支持板底部高さ 

 

 設計値 

・ディフューザ底部高さ 

 

 ＲＩＰ底部 

設計値 

・CRDハウジング頂部高さ 

 

 設計値 

・CRDハウジング底部高さ  設計値 

（RPV 底部からの高さ） 
 



 

添 1.5.1-7 
 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

  
項  目 対  象 体積 

（ｍ3） 

ボイド率 

（％） 

備   考 

原子炉の体積に関する

データ 

(1)下部プレナム 

・下部プレナム底部からCRD

ハウジング頂部までの体積 

 － 設計値 

・CRDハウジング頂部からディ

フューザ底部までの体積 

 － 設計値 

・ディフューザ底部から支持

板底部までの体積 

 

 － 設計値 

・支持板底部からBAFまでの体

積（シュラウド内） 

 － 設計値 

(2)炉心（チャンネル内） ・BAFからTAFまでの体積及び

平均ボイド率 

 38 設計値 

・TAFから炉心上部格子底部ま

での体積及び平均ボイド率 

 65 設計値 

(3)バイパス（シュラウ

ド内） 

・BAFからTAFまでの体積及び

平均ボイド率 

 

 0 設計値 

・TAFから炉心上部格子底部ま

での体積 

 － ＊：（2）の「TAF

から炉心上部

格子底部まで

の体積」に含ま

れる。 

設計値 

(4)上部プレナム 

 

・炉心上部格子板底部からシ

ュラウドヘッド・ドーム底部

までの体積及び平均ボイド率 

 

 60 設計値 

・シュラウドヘッド・ドーム

底部からシュラウドヘッド・

ドーム頂部までの体積及び平

均ボイド率 

 

 60 設計値 

・シュラウドヘッド・ドーム

頂部から通常水位（気水分離

器内）までの体積及び平均ボ

イド率 

 

 60 気水分離器内

の空間体積に

は分離水（戻り

水）を含む。分

離水は未飽和

水として扱う。 

設計値 

・通常運転水位から気水分離

器頂部までの体積 

 

 － 
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本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

  
項  目 対  象 体積 

（ｍ3） 

備   考 

(5)蒸気ドーム（主蒸気管体

積を除く） 

・気水分離器頂部から蒸気乾燥

器底部までの体積 

 

 設計値 

・蒸気乾燥器底部から蒸気乾燥

器頂部までの体積 

 設計値 

・蒸気乾燥器頂部から蒸気ドー

ム頂部までの体積 

 設計値 

(6)ダウンカマ（再循環配管

体積及びジェットポンプ体

積を除く） 

・支持板頂部からジェットポン

プ頂部（スロート入口）までの

体積 

 ＲＩＰのため該

当データ無し。 

設計値 

・インターナルポンプ頂部から

シュラウドヘッド・ドーム頂部

までの体積 

 設計値 

・シュラウドヘッド・ドーム部

から気水分離器頂部までの体積

（気水分離器体積を除く） 

 

 

水位より下の液

相部にはボイド

は存在しない。 

設計値 

(7)再循環配管  ・1ループの再循環配管体積 

・再循環配管の底部から頂部ま

での高さと体積の関係 

 

 ＲＩＰのため該

当データ無し。 

設計値 

(8)ジェットポンプ  ・インターナルポンプ体積 

 

 設計値 

・ディフューザ底部からスロー

ト入口までの高さと体積の関係 

 

 ＲＩＰのため該

当データ無し。 

設計値 
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本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

４．核データ・熱水力関連データ 

項  目 対  象 データ 備   考 

ボイド反応度 炉心平均ボイド率（％）と

ボイド反応度係数（(Δｋ/

ｋ)/％ボイド率）のデジタ

ル値 

 

保守係数(設置許可申請書

添付八記載の1.25倍等)に

ついても記載 

別添2 ①参照 設計値 

 

 

ドップラ反応度 燃料棒平均温度（℃）とド

ップラ反応度係数（Δ

k/k/℃）のデジタル値 

 

保守係数(設置許可申請書

添付八記載の0.9倍等)に

ついても記載 

別添 2 ②参照 
設計値 

 

 

ボロン反応度（ATWS解析用） ボロン濃度（ppm）及びボ

イド率と反応度係数（Δ

k/k/ppm））のデジタル値 

（注）ボロン濃度0～

600ppmに対して 

別添 2 ③参照 

（ボイド率の影

響は冷却材密度

の変化として考

慮，５ホウ酸ナ

トリウム濃

度:13.4wt%） 

反応度K、ボロン濃度

B、ボイド率αとし

て、 

K=f(B,α) 
のテーブルで記載 

設計値 

スクラム反応度 制御棒挿入割合とスクラ

ム反応度（＄）のデジタル

値 

 

設計用スクラム曲線 

 

別添 2 ④参照 

 

設計値 
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項  目 対  象 データ 備   考 

スクラム挿入速度 

（ABWRの仕様） 

スクラム挿入割合（％）とス

クラム時間*（秒）のデジタル

値 

     

 

SOM：0.20 秒 

60%ストローク：  

1.71 秒 

100%ストローク：  

3.70 秒 

＊：スクラム時間

はSOMを含む。 

(SOM：スクラム信

号をCRD系が受信

してから動作開

始までの時間) 

SOM～60％、60％

～100%はそれぞ

れ直線近似とし

た。 

設計値(最大圧

力) 

中性子関連 中性子寿命（μsec） 

実効遅発中性子割合β 

別添 2 ⑤参照 

 

設計値 

軸方向出力分布 SAFER、REDY 、SCATの各解析

コードで使用している平均チ

ャンネルとホッテストチャン

ネルのデジタル値 

SAFER：別添2 ⑥参照 ＊２ 

REDY：別添3 ②参照 ＊１ 

SCAT：別添3 ①参照 ＊２ 

設計値 

集合体出力 
平均チャンネルとホッテスト

チャンネル 

平均：4.4MW 

ホット： 

7.8MW（SCAT）＊３ 

8.7MW（SAFER）＊４ 

 

計算コード内部

計算値 

 
 

集合体入口流量 

 

平均チャンネルとホッテスト

チャンネル(WR流量含まず) 

平均：53.4t/h 
ホット：48.7t/h ＊５ 
SCAT：44.8t/h  

設計値 

バイパス流量率 
（WRを含む） 

平均：14％ 
ホット：15％ 

設計値 

＊１：下方ピーク（初期ボイド率を高めに設定し、過圧時の反応度印加割合を大きくし

た。） 

＊２：中央ピーク（代表的な出力分布として設定） 

＊３：初期MCPRをOLMCPRと一致するように設定。 

＊４：燃料棒本数、最大線出力密度、軸方向出力分布、有効発熱部長さに基づいて設定

し、燃料被覆管温度を厳しめに評価した。 

＊５：SAFERでは下記のように設定される。 

（全炉心流量）*（流量配分比）/（体数）－（バイパス流量）として設定される。 

SCATではホッテストチャンネル出力に応じた流量として設定される。 
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項  目 
対  象 データ 備   考 

出口クオリティ、出口ボイド率 
平均チャンネルとホ

ッテストチャンネル 

平均： 

クオリティ 16.9％ 

ボイド率  66.7％ 

ホット： 

クオリティ 25.5％ 

ボイド率  74.8％ 

設計値 

崩壊熱曲線 SA有効性評価(炉心

損傷防止)解析で用

いる崩壊熱データ 

(ANSI/ANS-5.1-1979

燃焼度33GWd/t) 

TC:別添4 

TC以外：別添5 

TC：計算コード内

部計算値 

TC以外：崩壊熱評

価式(ANSI/ANS- 

5.1-1979)による

計算値 
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５．機器特性データ他 

項  目 対  象 データ 備  考 

ジェットポンプに関するデ

ータ 

・ジェットポンプ個数 

・ジェットポンプ駆動流量 

・ジェットポンプ吐出流量 

・各部の長さ 

・各部の外径及び内径 

－ ABWRにはジェ

ットポンプ無

し。 

ＲＩＰ又は再循環ポンプの

特性データ 

・単相ホモロガス曲線 

 またはポンプQ-H特性及び

Q-T特性 

 

・トルク(Ｎｍ)､水頭(ｍ)､回

転数(rad/sec)､流量

(m3/s)､モーメント(kg-m2) 

水頭換算水密度(kg/m3) 

 

 

 

 

 

 

設計値 

ＲＩＰ又は再循環ポンプ逆

流時の特性 

・ＲＩＰ逆流時の抵抗係数 

 

 設計値 

・ＲＩＰ逆流時のポンプ回転

の取扱い＊ 

停止 ＊：ＲＩＰを逆

回転させ

るか、回転

を停止す

るか。 

設計値 

原子炉再循環流量制御系 

 

 REDYで使っている原子炉再

循環流量制御系の運転モード

(自動/手動)及び下記制御器

の特性（伝達関数ブロック図） 

・主制御器 

・流量制御器 

・速度制御器 

別添 6「再循環

流量制御系ブ

ロック図」参照 

「原子炉再循

環流量制御系

ブロック図」に

より、解析で想

定している運

転モードを提

示。 

設計値 
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項  目 対  象 データ 備  考 

原子炉給水制御系 原子炉検出水位、主蒸気流量、

給水流量を入力とし、原子炉

への給水流量を算出する３要

素制御系の制御特性（伝達関

数ブロック図） 

別添 6「給水制

御系ブロック

図」参照 

 

設計値 

原子炉圧力制御系 制御特性（伝達関数ブロック

図） 

 

TC：MSIV閉鎖に

より圧力制御

していない。 

別添6「圧力制

御系ブロック

図」参照 

設計値 

水位計 狭帯域及び広帯域水位計のタ

ップ位置と初期水位の値 

３．（１）参照 

 

セパレータス

カート下端か

ら  

（図４の⑬参

照） 

タップ位置 

 

初期水位の値 

設計値 

 
 
逃がし弁設定値 

 REDY SAFER 

開遅れ時間 0.4 秒（包絡値） 0.1 秒 

全閉－全開時間 0.15 秒 同左 

閉設定値 開設定値－0.24MPa 同左 

（表中の値は全て設計値） 

 

逃がし／安全弁 

（逃がし弁）    （安全弁）   

吹出圧力 

（MPa[gage]） 
弁個数 

容量／個（吹出

圧力において）

（t／h） 

 
吹出圧力 

（MPa[gage]） 
弁個数 

容量／個（吹出

圧力×1.03 に

おいて）（t／h） 

7.51 1 363  7.92 2 395 

7.58 1 367  7.99 4 399 

7.65 4 370  8.06 4 402 

7.72 4 373  8.13 4 406 

7.79 4 377  8.20 4 409 

7.86 4 380  （表中の値は全て設計値） 

（表中の値は全て設計値） 
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上部 

ﾀﾞｳﾝｶﾏ 

RIP RIP 下部ﾌﾟﾚﾅﾑ 

(上) 

炉心部 

・圧損： 

   中央領域:0.11 MPa 

周辺領域:0.05 MPa 

・燃料集合体内流量： 

 46.8×103t/h  

・バイパス流量： 

 5.4×103t/h  

・圧力 ：7.07MPa[gage] 

・ｾﾊﾟﾚｰﾀｷｬﾘｰｱﾝﾀﾞ率： 

       0.25   

・流量 ： 7.64×103t/h  

・ｸｫﾘﾃｨ： 1.0％  

・差圧 ：0.38MPa[gage] 

  (ﾄﾞｰﾑ部とﾀｰﾋﾞﾝ入口間) 

・流量 ： 7.78×103t/h  

・ｴﾝﾀﾙﾋﾟ： 925.7kJ/kg  

・圧力 ：7.10MPa[gage] 

・ｴﾝﾀﾙﾋﾟ： 1.49MJ/kg   

・ｵﾘﾌｨｽ圧損： 

    中央領域:0.06 MPa 

周辺領域:0.12 MPa 

・流量： 

    中央領域:60t/h(1 体) 

周辺領域:36.5t/h(1 体) 

 

・圧力 ：7.27MPa[gage] 

・ｴﾝﾀﾙﾋﾟ： 1.23MJ/kg  ・圧力 ： 7.15MPa[gage] 

・流量 ： 52.2×103t/h  

・ｴﾝﾀﾙﾋﾟ： 1.24MJ/kg    

・圧力 ： 7.37MPa[gage]  

・ｴﾝﾀﾙﾋﾟ： 1.23MJ/kg   

・燃料集合体への流量： 

     50.2×103t/h  

・炉心ﾊﾞｲﾊﾟｽへの流量： 

     2.0×103t/h  

蒸気ドーム 

ドライヤ 

セパレータ 

ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ 
下部 

ﾀﾞｳﾝｶﾏ 

上部ﾌﾟﾚﾅﾑ 

下部ﾌﾟﾚﾅﾑ(下) 

高
出
力
炉
心 

平
均
出
力
炉
心 

炉
心
バ
イ
パ
ス 

制
御
棒
案
内
管 

主蒸気配管 

給水配管 

図１．圧力容器内ヒートバランスデータ 

初期定格状態のパラメータ 

（炉心出力 100 ％、炉心流量 100 ％、蒸気ドーム圧力 7.07 MPa[gage]） 

・圧力：7.07MPa[gage] 

・圧力 ：7.10MPa[gage] 

・圧力：7.07MPa[gage] 
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図２．原子炉圧力容器から蒸気加減弁までの配管長さとエレベーション 
 

 

原子炉 
圧力容器 

主蒸気隔離弁 蒸気加減弁 主蒸気止め弁 

主蒸気ヘッダデータ 

・内径、長さ、エレベー

ション  ﾀｰﾋﾞﾝﾊﾞｲﾊﾟｽ弁 
主蒸気ヘッダ 

注記１：主蒸気ヘッダから主蒸気止め弁及びタービンバイパス弁

へのラインは同一エレベーションである。 

主蒸気配管データ 

・内径、長さ、エレベーション

バイパス配管データ 

・内径、長さ、エレベー

ション 
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項  目 ９×９燃料（Ａ型） 備  考 

Ｌ１（ｍｍ）   

Ｌ２（ｍｍ）   
Ｌ３（ｍｍ）   
Ｌ４（ｍｍ）   
Ｌ５（ｍｍ）  コーナ部曲率半径 
Ｌ６（ｍｍ）   
ギャップ  

コンダクタンス  

（Ｗ／ｍ２・Ｋ）  

平均： 

REDY 7380 W/(m2・K) 
SAFER 5678.264 W/(m2・K) 

（軸方向一定置） 

ホット： 

SAFER 別添 2参照 

SCAT 別添 3参照 

 
 

 
 
 
 

ウォーターロッド 

Ｌ３ 

Ｌ２ 

Ｌ１ 

Ｌ４ 

Ｌ６ 燃料棒 

Ｌ５ 

図 3-1 9×9 燃料（A 型）集合体略図 

 



 

 添 1.5.1-17 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

      

      

      

     

      

      

図４．蒸気ドーム周辺略図 

② LV65 

⑧ L60 
③ Ld2 

⑪ 蒸気ﾄﾞｰﾑ部（通常

水位から上の部

分）の自由空間体

積及び炉内構造

物体積（ドライヤ

を含む） 

④ Ld3 

⑨ L55 

⑤ Ld1 

⑩ L50 

⑥ DDR 

⑦ DRV 

蒸気出口 

ﾄﾞﾗｲﾔｽｶｰﾄ 

蒸気ドーム 

セパレータ 

① RSD（蒸気ドーム内径） 

⑫ 

ベッセル底部か

らの絶対高さ 

⑬ Lss 
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項  目 仕  様 入力値 備  考 

ＲPEL（ｍｍ） 燃料ペレット半径   

ＲFCI（ｍｍ） 被覆管内半径   

ＲGP（ｍｍ） ギャップ幅   

ＲFCO（ｍｍ） 被覆管外半径   

ＬF（ｍｍ） 燃料棒有効長（標準） 

燃料棒有効長（部分長） 

下端位置（部分長） 

上端位置（部分長） 

 

 

 

 

部分長の下端 /上端

位置は標準の下端を

基準（0ｍｍ）とした

ときの値とする。 
ペレット 

径方向発熱分布 
 SAFER：平坦 

SCAT：別添 3 

①参照 

 

ペレット密度      （kg/m3）   
ペレット物性値 温度（K）と熱伝導率（W/m･K）のテー

ブル 
温度（K）と比熱（J/kg･K）のテーブル 

表 5-1-1 参照 温度 300～3000K の

範囲 

被覆管密度      （kg/m3）   
被覆管物性値 温度（K）と熱伝導率（W/m･K）のテー

ブル 
温度（K）と比熱（J/kg･K）のテーブル 

表 5-1-2 参照 

 

温度 300～1100K 
（被覆管の物性値と

して現実的な範囲） 
ギャップ 

コンダクタンス 
（Ｗ／ｍ2・Ｋ） 

平均： 
 
ホット： 

図 3-1  

9×9燃料（A

型）集合体略

図参照 

集合体のギャップコ

ンダクタンスのた

め、図 3-1 への記載

とする。 

 
  

ＲFCO 

ＲFCI 

ＲREL 

燃料ﾍﾟﾚｯﾄ 

被覆管 

ＲGP 

図５-1．9×9燃料（A型）燃料棒略図 



 

 添 1.5.1-19 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
 
 
 
 
 
 

表5-1-1 ペレット物性値 ９×９燃料（Ａ型） 
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別添1

原子炉側 PCV側
シーケンス 設備 動作 設備 動作

給水制御 起因事象のため喪失 作動：PCV圧力180kPa[gage]
(起動：L8／停止：L3)

MSIV閉@水位低L1.5 停止：PCVベント
MSIV閉鎖後はSRV開閉 PCVベント 1Pd
RIP 4台トリップ@L3
RIP 6台トリップ@L2

原子炉減圧 水位低L1+ 5分後，ADS 8弁手動減圧
原子炉注水 低圧代替注水系ポンプ2台

炉心再冠水以降110m
3
/hに流量低減

起動：L3／停止：L8にて水位制御
給水制御 起因事象のため喪失 RHR-停止時冷却 冷却開始@12時間

MSIV閉@水位低L1.5 RHR-S/C冷却 冷却開始@水位高L8
MSIV閉鎖後はSRV開閉
RIP 4台トリップ@水位低L3
RIP 6台トリップ@水位低L2

原子炉減圧 水位低L1+10分後，過渡時ADS 4弁自動減圧
原子炉注水 RHR-LPFL 1系統注水
給水制御 SBOのため事故と同時に喪失 PCVベント 1Pd

事故と同時にMSIV閉 RHR-D/Wスプレイ 24.5hr
MSIV閉鎖後はSRV開閉

再循環流量制御 事故と同時に全台トリップ
原子炉減圧 24hr，SRV 2弁手動減圧

RCIC(起動／停止：L2／L8)
RHR-LPFL 1系統注水(24時間後手動起動)
低圧代替注水系ポンプ2台
起動：L3／停止：L8にて水位制御

給水制御 SBOのため事故と同時に喪失 PCVベント 1Pd
事故と同時にMSIV閉 RHR-D/Wスプレイ 24.5hr
MSIV閉鎖後はSRV開閉

再循環流量制御 事故と同時に全台トリップ
原子炉減圧 24hr，SRV 2弁手動減圧

HPAC(25分後手動起動：L2／L8)
RHR-LPFL 1系統注水(24時間後手動起動)
代替注水系ポンプ2台(起動：L3／停止：L8)

給水制御 SBOのため事故と同時に喪失 RHR(代替RCW)
-S/C冷却

冷却開始@20時間

事故と同時にMSIV閉 代替PCVスプレイ 13.7kPa[gage]到達時起動
(起動：L8／停止：L3)

MSIV閉鎖後はSRV開閉
再循環流量制御 事故と同時に全台トリップ
原子炉減圧 原子炉圧力1.03MPa[gage]，SRV 2弁手動減

RCIC(起動／停止：L2／L8)
RHR-LPFL 1系統注水(VB-1mで手動起動)
低圧代替注水系ポンプ2台
起動：L3／停止：L8にて水位制御

給水制御 起因事象のため喪失
MSIV閉@水位低L1.5
MSIV閉鎖後はSRV開閉 停止：25時間

再循環流量制御 事故と同時に全台トリップ RHR(代替RCW)
-S/C冷却

冷却開始@20時間

原子炉減圧 SRV 2弁手動減圧@3時間
RCIC(起動／停止：L2／L8)
RCIC停止：3時間
低圧代替注水系ポンプ2台

炉心再冠水以降110m
3
/hに流量低減

起動：L3／停止：L8にて水位制御
RHR-LPFL 1系統注水(VB-1mで手動起動)

給水制御 起因事象のため喪失 作動：PCV圧力180kPa[gage]
圧力制御 MSIV閉@水位高L8

RIP 4台トリップ@L3 PCVベント 1Pd
RIP 6台トリップ@L2

原子炉減圧 水位高@L8，SRV 1弁手動減圧
RCIC(起動／停止：L2／L8)
HPCF(起動／停止：L1.5／L8)

給水制御 給水流量は3要素制御。定格流量から、5秒で
68％給水流量まで低下後、復水器水位低によ
り、約173秒から5秒で給水流量0％。

RHR S/P水温度高から10分

圧力制御 MSIV閉のため、圧力制御はSRVの開閉によ
る。

再循環流量制御 MSIV閉に伴う炉圧高4台RPT後、再循環流量
制御自動により、6台RIPは最低ポンプ速度に
なる。原子炉水位L2到達により、3台RPT、6秒
後3台RPTとなる。
負荷要求偏差信号の挙動は別添９参照。

RCIC(L1.5とL1.5+50cmで維持操作)
HPCF(L1.5とL1.5+50cmで維持操作)

給水制御 外部電源喪失のため事故と同時に喪失 作動：PCV圧力180kPa[gage]
MSIV閉@水位低L1.5 (起動：L8／停止：L3)
MSIV閉鎖後はSRV開閉 停止：PCVベント

再循環流量制御 事故と同時に全台トリップ PCVベント 1Pd
原子炉減圧 水位低L1+ 5分後，ADS 8弁手動減圧
原子炉注水 低圧代替注水系ポンプ2台

炉心再冠水以降110m
3
/hに流量低減

起動：L3／停止：L8にて水位制御
給水制御 外部電源喪失のため事故と同時に喪失 除熱なし

MSIV閉@水位低L1.5
MSIV閉鎖後はSRV開閉(ただし動作しない)

再循環流量制御 事故と同時に全台トリップ
原子炉減圧 15分後SRV8弁による急速減圧

RCIC(起動／停止：L2／L8)，減圧後停止
HPCF(起動／停止：L1.5／L8)
HPCF(L1～L1.5制御，5.5時間まで)
HPCF(起動／停止：L3／L8，5.5時間以降)

代替PCVスプレイ

代替PCVスプレイ

LOCA 代替PCVスプレイ
圧力制御

TQUV

圧力制御

再循環流量制御

TQUX

原子炉注水

TC

圧力制御

原子炉注水

圧力制御

原子炉注水

原子炉注水

圧力制御

再循環流量制御

TB(SBO)
圧力制御

原子炉注水

原子炉注水

ISLOCA
(HPCF 全 周
破断)

圧力制御

圧力制御

TW
(RHR機能
喪失)

TB
(SRV1弁再
閉失敗)

再循環流量制御

水位高L8で手動起動
(起動：L8／停止：L3)

原子炉注水

TW
(取水機能
喪失)

TB
(RCIC失敗)

代替PCVスプレイ
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①ボイド反応度

保守係数： 1.25　（9×9燃料（A型））

②ドップラ係数

保守係数： 0.9　（9×9燃料（A型））

③ボロン反応度

④スクラム反応度

⑤中性子関連

⑥平均/ホッテストチャンネル軸方向分布（SAFER）
【SAFER】
軸方向ノード 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
軸方向出力分布 0.5316 0.7517 1.0342 1.2758 1.3817 1.3625 1.2208 1.0442 0.845 0.5525

ギャップコンダクタンス

ホット
9X9A
軸方向ノード 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Btu/hr-ft2-F 789.8 1143 1586.9 1959.5 2098.1 2079 1872.7 1600.9 1252.1 825.8
W/(m2-K) 4484.7 6490.3 9010.8 11126.6 11913.6 11805.1 10633.7 9090.3 7109.8 4689.1

*サイクル初期
ボロン価値（%⊿k/ppm）

9×9燃料（A型）

動特性パラメータ(遅発中性子割合)
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①
【SCAT】
軸方向ノード 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
軸方向出力分布 0.431 0.511 0.596 0.692 0.797 0.912 1.037 1.158 1.253 1.318
軸方向ノード 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
軸方向出力分布 1.363 1.393 1.403 1.378 1.333 1.268 1.193 1.118 1.048 0.972
軸方向ノード 21 22 23 24 25
軸方向出力分布 0.887 0.792 0.672 0.516 0.346

【SCAT】
半径方向出力分布

9X9A燃料

No
規格化
半径

相対出力

1 0.00 0.929
2 0.10 0.929
3 0.20 0.930
4 0.30 0.932
5 0.40 0.937
6 0.50 0.944
7 0.60 0.955
8 0.70 0.971
9 0.80 0.991
10 0.90 1.027
11 1.00 1.478

ギャップコンダクタンス

【SCAT】
単位換算 [Btu/hr-ft2-F]*5.678264

9X9A燃料
ホットロッド以外 軸方向一定値
Btu/hr-ft2-F 1900
W/(m2-K) 10788.702

ホットロッド
軸方向ノード 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Btu/hr-ft2-F 866.6 998.3 1138.2 1294.5 1545.4 1840.9 2125.8 2350.3 2615.8 2856.7
W/(m2-K) 4920.8 5668.6 6463.0 7350.5 8775.2 10453.1 12070.9 13345.6 14853.2 16221.1
軸方向ノード 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
Btu/hr-ft2-F 3020.5 3087.6 3110 3054 2912.3 2671.4 2442.3 2277.8 2148.6 1977.7
W/(m2-K) 17151.2 17532.2 17659.4 17341.4 16536.8 15168.9 13868.0 12933.9 12200.3 11229.9
軸方向ノード 21 22 23 24 25
Btu/hr-ft2-F 1780.3 1532.4 1261.6 1006.5 718.4
W/(m2-K) 10109.0 8701.4 7163.7 5715.2 4079.3

②
【REDY】
規格化高さ 相対出力
0.0 0
0.125 1.42
0.2083 1.48
0.2917 1.41
0.375 1.29
0.4583 1.19
0.5833 1.05
0.7083 0.91
0.8333 0.72
1.0 0.16

サブクール環境計算のための分布
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崩壊熱曲線（TC）
時間(s) 崩壊熱割合

0.1 0.06831
0.2 0.06746
0.3 0.06664
0.4 0.0659
0.5 0.06522
0.6 0.06459
0.7 0.06401
0.8 0.06347
0.9 0.06298

1 0.06251
2 0.0591
3 0.05692
4 0.05534
5 0.0541
6 0.05306
7 0.05216
8 0.05135
9 0.0506

10 0.04992
20 0.04488
30 0.04182
40 0.0398
50 0.03832
60 0.03715
70 0.03616
80 0.03528
90 0.03448

100 0.03374
200 0.02836
300 0.02526
400 0.02337
500 0.02215
600 0.02129
700 0.02064
800 0.0201
900 0.01964

1000 0.01923
2000 0.01615
3000 0.01416
4000 0.01282
5000 0.0119
6000 0.01124
7000 0.01074
8000 0.01035
9000 0.01003

10000 0.00976
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崩壊熱曲線（TC以外）
時間(s) 崩壊熱割合

0.1 0.06447
0.2 0.06396
0.3 0.06349
0.4 0.06305
0.5 0.06262
0.6 0.06222
0.7 0.06183
0.8 0.06145
0.9 0.06109

1 0.06074
2 0.0578
3 0.05558
4 0.05383
5 0.05239
6 0.05118
7 0.05014
8 0.04922
9 0.04841

10 0.04768
20 0.04288
30 0.04013
40 0.03819
50 0.03669
60 0.03548
70 0.03446
80 0.03359
90 0.03283

100 0.03217
200 0.02812
300 0.02602
400 0.02461
500 0.02351
600 0.02261
700 0.02183
800 0.02116
900 0.02055

1000 0.02001
2000 0.01639
3000 0.01438
4000 0.0131
5000 0.0122
6000 0.01153
7000 0.01101
8000 0.01059
9000 0.01023

10000 0.009935
20000 0.008252
30000 0.007445
40000 0.006919
50000 0.006534
60000 0.006236
70000 0.005997
80000 0.0058
90000 0.005634

100000 0.005491
200000 0.004573
300000 0.003976
400000 0.003575
500000 0.003278
600000 0.003045
700000 0.002857
800000 0.002702
900000 0.002573

1000000 0.002463
2000000 0.00183
3000000 0.001515
4000000 0.001313
5000000 0.001175
6000000 0.00107
7000000 0.0009891
8000000 0.0009206
9000000 0.0008635

10000000 0.0008127
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図  インターナルポンプ特性 

 
 
 

 ポンプ流量/台 回転数 揚程 

定格流量運転       

最大流量運転       
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図  再循環流量制御系ブロック図＊ 
＊：運転モードは自動

*1 100％出力信号は最大炉心流量に相当する。 

*2 28％出力信号は最低ポンプ速度に相当する。 

28 

*1 

*2 

  
10 

-10 

負荷要求偏差
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図  給水制御系ブロック図 

140 

2ζT 
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動作端出力信号（％） 

制御装置出力信号（％） 

給
水

流
量

信
号

（
％

）
*
 

動
作
端
入

力
信
号

（
％
）

 

* 100％出力運転状態では給水流量信号が100％になる。

ここでの100％は定格給水流量に対する割合を示す。 
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添付図  圧力制御系ブロック図（１／２） 

図１ 図２ K=6.69MPa 

K=6.69MPa 

バイパス弁 

流量（％） 

加減弁 

流量（％） 

タービン入口 
圧力(MPa) 

タービン入口 
圧力(MPa) 
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図１                               図２ 
 

添付図  圧力制御系ブロック図（２／２） 
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原子炉圧力容器概略図
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図１　　負荷要求偏差信号時間変化

図２　　給水温度時間変化
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(2)格納容器破損防止 
Ⅰ．定常運転条件等に関するデータ 

項 目 数 値 備 考 
1. 崩壊熱曲線 
(1) 崩壊熱曲線 
(2) スクラム時の炉内インベントリ(同位体

毎、非放射性物質を含む) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1.1 参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

平衡炉心サイクル末

期相当 
 

Xe 
Kr 
I 
Rb 
Cs 
Sr 
Ba 
Y 
La 
Zr 
Nb 
Mo 
Tc 
Ru 
Sb 
Te 
Ce 
Pr 
Nd 
Sm 
Np 
Pu 
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項 目 数 値 備 考 
2. 炉内相対出力分布 

(1) 径方向相対出力分布 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 軸方向相対出力分布 
 

 
図 1.2 参照 

1.1646 
1.1965 
1.1150 
1.0118 
0.5121 

 
 

図 1.3 参照 
0.0 

0.3485 
0.9670 
1.1651 
1.2385 
1.2982 
1.2647 
1.1884 
1.0691 
0.9354 
0.525 

0.0 
0.0 

設計値 
 
ﾘﾝｸﾞ 1[内側] 
ﾘﾝｸﾞ 2 
ﾘﾝｸﾞ 3 
ﾘﾝｸﾞ 4 
ﾘﾝｸﾞ 5[外側] 
 
 
 
非加熱部 
ﾉｰﾄﾞ 10[上端] 
ﾉｰﾄﾞ 9 
ﾉｰﾄﾞ 8 
ﾉｰﾄﾞ 7 
ﾉｰﾄﾞ 6 
ﾉｰﾄﾞ 5 
ﾉｰﾄﾞ 4 
ﾉｰﾄﾞ 3 
ﾉｰﾄﾞ 2 
ﾉｰﾄﾞ 1[下端] 
非加熱部 
非加熱部 
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Ⅱ．幾何形状等に関するデータ 
項 目 数 値 備 考 

1. 定常運転時の圧力、温度、湿度 
 

(1) 格納容器圧力(ドライウェル) 
(2) 格納容器温度(ドライウェル) 
(3) 格納容器湿度(ドライウェル) 
(4) ベント管圧力 
(5) ベント管温度 
(6) ベント管湿度 
(7) 格納容器圧力(ウェットウェル) 
(8) 格納容器温度(ウェットウェル) 
(9) 格納容器湿度(ウェットウェル) 
(10) サプレッション・チェンバ・プール水温度 
(11) 原子炉建屋圧力 
(12) 原子炉建屋温度 
(13) 原子炉建屋湿度 
(14) 格納容器気体成分比 
(15) 原子炉建屋気体成分比 

 

 
 

5.2kPa[gage] 
330 K 

0.2 
5.2kPa[gage] 

330 K 
0.2 

5.2kPa[gage] 
308 K 

1.0 
308 K 
大気圧 
300 K 

0.5 
窒素 100% 
窒素 80% 
酸素 20% 

 
 
 

設計値 
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項 目 数 値 備 考 
2. 容積 

(1) 原子炉圧力容器 
・自由空間体積(冷却材が無い場合、解析で

想定される空間区分毎) 
(2) ドライウェル（ベント管及び原子炉キャビ

ティを含む） 
・ ドライウェル自由空間体積 

(3) ドライウェル（ベント管及び原子炉キャビ

ティを除く） 
・ ドライウェル自由空間体積 
・ ドライウェル床からドライウェル頂部ま

での高さと自由空間体積の関係 
 

(4) 原子炉キャビティ 
・ 原子炉キャビティ自由空間体積 

 
・ 原子炉キャビティ底部からペデスタル頂

部までの高さと自由空間体積の関係 
 
 

(5) ベント管 
・ ベント管自由空間体積（プール水が無い場

合） 
(6) ウェットウェル(ABWR はアクセストンネ

ルと別々に) 
・ ウェットウェル自由空間体積（プール水が

無い場合） 
・ ウェットウェル底部からウェットウェル

頂部までの高さと自由空間体積の関係（プ

ール水が無い場合） 
・ サプレッション・チェンバ・プール水量 

(7) 原子炉建屋 
・ 原子炉建屋自由体積 
・ 原子炉建屋底部（マット）から原子炉建屋

頂部（燃料交換建屋天井）までの高さと自

由空間体積の関係 

 
 

図 2.1 参照 
 
 
 

7350m3 

 

 
5490m3 

高さ  体積 
0.0m  0.0m3 
9.0m 5490m3 

 
1648m3 

高さ  体積 
0.0m 0.0m3 
4.27m  377 m3 
8.57m  1082 m3 
14.8m 1648m3 

 
212m3 

 
 
 

5960m3 
 

高さ  体積 
0.0m 0.0 m3 

19.3m 5960m3 
3580m3 

 
86000m3 

高さ  体積 
0.0m 0.0 m3 

 57.9m   86000m3 

設計値 
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項 目 数 値 備 考 
3. 原子炉圧力容器形状に関するデータ 

(1) 内部構造材材質及び重量 
 
 
 
 
 
(2) 燃料集合体材質及び重量(ウランも含む) 
  ・燃料ペレット 
  ・燃料被覆管 
  ・チャンネルボックス 
  ・構造材 
 
 
 
 
 
(3) LOCA が起こりうる配管の口径及び位

置 
 

4. ドライウェル形状に関するデータ(ABWR は

上部、下部別々に) 
(1) ドライウェル床高さ 

 
(2) 圧力容器底部高さ 
(3) 円錐フラスタム頂部高さ 
(4) ドライウェル頂部高さ 

 
(5) ドライウェル床内径 

 
(6) 円錐フラスタム頂部内径 
(7) ドライウェル・ライナ材質及び重量 
(8) ドライウェル・ライナ厚さ 

 
 

(9) ドライウェル・ライナ（円錐フラスタム

部）とドライウェル遮へい壁との間隔 

 
(材質)  (割合) 
鉄鋼 0.74 
ｸﾛﾑ 0.18 
ﾆｯｹﾙ 0.08 

炭素      0 
989.94t 

 
UO2 
Zr 
Zr 

(材質)  (割合) 
鉄鋼 0.74 
ｸﾛﾑ 0.18 
ﾆｯｹﾙ 0.08 

265.388t 
 

312.9mm 
10.921m 

 
 
 

図 2.2①参照 
図 2.2②参照 
図 2.2③参照 
図 2.2④参照 
図 2.2⑤参照 
図 2.2⑥参照 
図 2.2⑦参照 
図 2.2⑧参照 
図 2.2⑮参照 

鋼材 
(上部)  (下部) 

  
－   
図 2.2⑯参照 

 

設計値 
 
 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
設計値 
 
上部 D/W  

下部 D/W  

 

 

上部 D/W  

下部 D/W 

上部 D/W  

下部 D/W 
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項 目 数 値 備 考 
5. ウェットウェル形状に関するデータ 

(1) ウェットウェル内径 
(2) サプレッション・チェンバ・プール水深

さ 
(3) サプレッション・チェンバ・プール水温 
(4) ウェットウェル・ライナ材質及び重量 
(5) ウェットウェル・ライナ厚さ 

 
(6) ウェットウェル・ライナとウェットウェ

ル遮へい壁との間隔 
 

6. ベント管形状に関するデータ 
(1) ベント管頂部高さ 
(2) ベント管材質及び重量 
(3) ベント管外径及び内径 
(4) ベント管長さ 
(5) ベント管本数 
(6) ベント管入口障壁の形状及びベント管と

の位置関係 
(7) ベント管出口のプール底部からの高さ 
(8) 真空破壊装置の内径 
(9) 真空破壊装置の個数 
(10) 真空破壊装置の作動条件 

 
 
 

(11) 真空破壊装置の位置（高さ） 
以下は ABWR のみ 

(12) リターンライン高さ、口径、個数 
 
 
 
 

(13) その他、上部 D/W と下部 D/W を接続す

る配管、接続口の幾何情報 
 

 
図 2.2⑱参照 
図 2.2⑨参照 

 
35℃ 
鋼材 

[壁]   
[床]  
図 2.2⑰参照 

 
 
 

図 2.2⑩参照 
  SUS 5000kg/本 

1.702m  1.2m 
図 2.2⑭参照 

10 本 
(13)と同じ 

 
図 2.2⑪参照 

 
8 本 

3.43kPa 
(ドライウェル－サ
プレッション・チェ

ンバ間差圧) 
W/W 床上： 

14.0m 
下部 D/W 床上： 

 
口径：  

 
5 本 

コネクティングベント 

高さ：  
内径：  

設計値 
 

 

 
 
 
 
 

 

 
設計値 
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項 目 数 値 備 考 
7. FCVS/耐圧強化ベントに関するデータ 

(1) ベント配管口径、位置 
 
(2) 放出高さ 
 

8. 原子炉遮へい壁形状に関するデータ 
(1) 原子炉遮へい壁頂部高さ 
(2) 原子炉遮へい壁長さ 
(3) 原子炉遮へい壁外径及び内径 
(4) 原子炉遮へい壁と圧力容器壁との間隔 
(5) 原子炉遮へい壁材質及び重量 

 
9. ペデスタル形状に関するデータ 

(1) 原子炉キャビティ床高さ 
(2) 各部の長さ 
(3) ペデスタル開口部のそれぞれの個数 

 
(4) コンクリート組成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(5) コンクリート密度 
 

(6) コンクリート融解温度 
 

(7) コンクリート凝固温度 
 

 
ベント管口径：501mm 

W/W 床上高さ：17.15m 

MAAP ﾓﾃﾞﾙ化無し 
 
 

図 2.2⑫参照 
図 2.2⑬参照 

10.66m 9.44m 
0.982m 

モルタルと鋼板 
 
 

図 2.2②参照 
図 2.2⑥参照 

真空破壊弁 8 個 
リターンライン 5 本 
玄武岩系コンクリート 

(組成)  （割合） 
SiO2   0.5484 
CaO   0.0882 
Al2O3   0.0832 
K2O   0.0539 
Na2O   0.0180 
   0.0721 
Fe2O3   0.0626 
Fe   0.0000 
Cr2O3   0.0000 
H2O   0.0586 
CO2   0.0150 
O2   0.0000 

2300kg/m3 
 

1380℃ 
 

1080℃ 
 

設計値 
 

 

 

 

設計値 

 

 

 

 

 

 

設計値 

 

 

 

 

 

文献値 

(NUREG/CR-3920) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文献値（コンクリー

ト標準示方書） 

文献値 

(NUREG/CR-2282) 
文献値 
(NUREG/CR-2282) 

MgO+MnO+TiO 
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項 目 数 値 備 考 

10. 原子炉建屋形状に関するデータ 
(1) 原子炉建屋の縦、横長さ 
(2) 原子炉建屋頂部高さ 
(3) 燃料交換建屋床高さ 
(4) 原子炉建屋マット厚さ 
(5) ウェットウェル遮へい壁厚さ 
(6) ドライウェル遮へい壁厚さ 
(7) 原子炉建屋壁ウェットウェル部厚さ 
(8) 原子炉建屋壁ドライウェル部厚さ 
(9) 燃料交換建屋床厚さ 
(10) 燃料交換建屋壁厚さ 
(11) ブローアウトパネルの個数 

位置 
開口面積 
吹出し圧力 

(12) 原子炉建屋内の開口部の個数、位置、開口

面積 
 
 
 

 
54m×57m 
EL.49700 
EL.-1700 

5.5m 
2.0m 
2.0m 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
 
 

 
無し 

 

設計値 
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Ⅲ．工学的安全施設等に関するデータ 
項 目 数 値 備 考 

1. 高圧炉心スプレイ/注水系(代替を含む)  設計値 

(1) ポンプ台数 2 台  

(2) 注水特性曲線 182～727ｍ3/ｈ 8.12～0.69MPa[dif] 

(3) 水源切り替え条件 TC：S/P 水位高（初

期水位+50mm）で水

源をCSPからS/Pへ

切り替えている。 

TC 以外では切り替

えしない。 

(4) スパージャノズル/注水高さ 10279.3ｍｍ RPV ゼロからの高

さ 

2. 低圧注水系(代替を含む)  設計値 

(1) ポンプ台数 3 台  

(2) 注水特性曲線 954ｍ3/h 0.27MPa[dif] 

(3) 注水位置 給水系：11613ｍｍ 
LPFL：10921ｍｍ 

RPV ゼロからの高

さ 

3. 低圧代替注水  設計値 

(1) ポンプ台数 2 台  

(2) 注水特性曲線 別添 7 参照  

(3) 注水位置 LPFL  

4. 原子炉隔離時冷却系  設計値 

(1) ポンプ台数 1 台  

(2) 注水特性曲線 182ｍ3/ｈ 8.12～1.03MPa[dif] 

(3) 水源切り替え条件 TC：S/P 水位高（初

期水位+50mm）で水

源をCSPからS/Pへ

切り替えている。 

TC 以外では切り替

えしない。* 

* SAFER コードは蒸気ドームの蒸気を飽和と扱い、過熱エネルギは蒸気ドームに接する水面での

冷却水の蒸発に置き換える。RCIC 注水時にダウンカマ部が未飽和の場合には蒸気への置き換え

を行わず、過熱エネルギを蓄積する。蓄積した過熱エネルギは RCIC 停止後にダウンカマ部が飽

和に復帰した時点で蒸気に置換する。このため、蒸気量増加し、RCIC 起動停止に伴う原子炉圧

力低下幅が小さくなる。  
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項 目 数 値 備 考 
(4) タービン駆動蒸気量 高圧時：18.5t/h 

低圧時：5.9ｔ/h 
 

(5) タービン駆動蒸気凝縮水の温度 下記条件時の飽和温度 
高圧：81.7kg/cm2・g 
低圧：9.5 kg/cm2・g 

 

(6) 注水位置 給水系：11613ｍｍ RPV ゼロからの高

さ 

5. 残留熱除去系熱交換器設計条件 RHR/RCW RHR/ 代

替 RCW 
設計値 

(1) 基数 3 台 1 台  

(2) 伝熱容量 8.26×106 

kcal/h/基 
交換熱量 
23MW 

 

(3) 伝熱面積 454ｍ2   

(4) 一次側定格流量 954ｍ3/h 954ｍ3/h  

(5) 二次側定格流量 1200ｍ3/h 580ｍ3/h  

(6) 一次側入口温度 52℃ 100℃  

及び出口温度 43.3℃ 79℃  

(7) 二次側入口温度 28.5℃ 35℃  

及び出口温度 35.4℃ 69℃  

6. 復水貯蔵槽  設計値 

(1) 縦/横/深さ 11500/11850/16540 
ｍｍ 

 

(2) 水量（非常用水源） 約 1700ｍ3  

(3) 水温 TC：32℃ 
TC 以外： 
0～12hr：50℃ 
12～24hr：45℃ 
24hr～：40℃ 

 

 
  



 

添 1.5.1-45 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 

項 目 数 値 備 考 

7. 格納容器スプレイ  設計値 

(1) 代替 PCV スプレイの位置（床からの高さ） 8.3ｍ  

(2) 代替 PCV スプレイの定格流量 

 

140m3/h 解析結果に応じた圧

力制御可能な流量を

設定。 

8. ADS 機能を有する逃がし安全弁の弁個数及び

容量、流路面積(代替 ADS を含む) 

 

弁：8 個 
容量：363t/ｈ 
＠7.51MPa[gage] 
流路面積：93cm2/弁 

設計値 

9. PCV 圧力と ADS 閉鎖特性の関係 

 

－  

10. 非常用ガス処理系 

(1) 系統数 

(2) 容量 

(3) フィルタが無効（破損等）になる限界圧力

降下 

(4) 除去率（物質ごと） 

(5) 除去可能な粒径の下限 

(6) 作動条件 

 

－ 解析では使用しな

い。 
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項 目 数 値 備 考 

11. プラントインターロック等に関するデータ   

(1) 高圧炉心スプレイ系の作動条件 

及び停止条件とその数値 

作動：L1.5+37 秒 
停止：L8 
(MSIV 閉 ATWS 時) 
・PCV 圧力高

(13.7kPa[gage]) 
または L1.5+24 秒で

自動起動 
 

設計値 

(2) 低圧注水系の作動条件 

及び停止条件とその数値 

作動：L1+37 秒 
停止：無し 

設計値 

(3) 低圧炉心スプレイ系の作動条件 

及び停止条件とその数値 

－ ABWR は設備として

ない。 

(4) 原子炉隔離時冷却系の作動条件 

及び停止条件とその数値 

作動：L2+30 秒 
停止：L8 
(MSIV 閉 ATWS 時) 
・PCV 圧力高

(13.7kPa[gage]) 
または L2 で自動起

動 
 

設計値 

(5) 残留熱除去系の作動条件 

及び停止条件とその数値 

TB：24hr 
TW（取水喪失）：

20hr 
(MSIV 閉 ATWS 時) 
・手動起動 
 

シナリオに基づく設定値 

訓練実績に基づく設定値 

(6) 格納容器スプレイ系の作動条件 

及び停止条件とその数値 

作動：180kPa 
停止：TW（取水喪失）

は 25hr それ以外は

ベントで停止 

設計基準事故時の最高

圧力に基づく設定値 
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項 目 数 値 備 考 

(7) ADS（自動減圧系）の作動条件 

及び停止条件とその数値 

作動：L1+30 秒 
停止：無し 
 
 

設定値 

(8) PCV ベント操作の開始条件 

及びベント経路とベント面積 

1Pd，2Pd 
W/W ベント， 
70％面積(1Pd 時) 
50％面積(2Pd 時) 

格納容器最高使用圧

力，または，最高使

用圧力の 2 倍 

(9) 全交流電源喪失時のRCIC の DC バッテリ

ーの有効時間 

 

24hr 設定値 
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項 目 数 値 備 考 
12. 破損に関連する条件 

(1) 材料溶融温度 
 ・ジルカロイ 
 ・酸化ジルコニウム 
 ・二酸化ウラン 
 ・ステンレス鋼 
 ・ステンレス鋼酸化物 
 ・Ｂ４Ｃ 

 
 

2125K 
2911K 
3113K 
1700K 
1650K 
2700K 

 
文献値(MATPRO) 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 下部ヘッド破損条件 

・貫通部毎の過温破損条件 
 
 
 
 
 
 
 
 

・下部ヘッドクリープ破損条件 
 
 
 

・Larson-Miller 評価に用いるパラメータ 
 
(3) 被覆管破損条件 
 
(4) コア・コンクリート反応条件 

 
(5) 水素燃焼条件 
 燃焼開始濃度（水素、酸素、水蒸気） 

 
 
 
 

 
貫通部における破損

モードは２種類によ

る判定を実施してい

る。 
①溶接部のせん断応

力が限界せん断応力

を超える場合 
②溶接部のひずみ量

が閾値を超えた場合 
 
クリープ破損は、

Larson-Miller パラ

メータ手法により評

価している。 
MAAP による内部計

算 
1000K 

 
1653K 

 
 
水蒸気 75%以下 
水素 4.1%以上 
酸素 5%以上 

 
解析モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実験に基づく設定値 
 
文献値 
(NUREG/CR-2282) 
 
実験に基づく設定値 
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図 1.1 崩壊熱曲線 
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図 1.2 径方向出力分布 
 

 
図 1.3 軸方向出力分布 
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図 2.1 原子炉圧力容器内自由空間体積 
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図 2.2 原子炉格納容器形状に関するデータ 
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図 2.3 格納容器ノード分割（ABWR/RCCV） 
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(3) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用(FCI) 

１． JASMINE 

１．１ 入力 

(1) 計算体系の幾何形状 

圧力容器、ペデスタル壁面、床面で形成される原形状の中から、JASMINE の計算体系にて

モデル化した部分を図１に示す。モデル化した部分は、ベデスタル内壁及び上部に位置す

るベッセル下部となる。 

 

 

RPV 上部D/W

下部
D/W

W/W

ベント管

 

 

図１ JASMINE の計算体系にてモデル化した部分 

 

 

(2)メッシュ分割 

図１に示す原形状に対する JASMINE によるメッシュ分割（メッシュ分割数及びメッシュ

寸法）、ベッセル、水面、壁面等の定義位置を図２に示す。メッシュ分割数は、JASMINE コ

ードの制限値【Ｘ方向(=30)、Ｚ方向(=40) 】以内で、均等セルになるように調整した。第

一セル幅は 900(mm)に設定している。 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 

計算モデル部分 
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mm

34 13700

33 13300 ：ベッセル下部

32 12900

31 12500 ：ジェット流入位置

30 12100

29 11700 ：水プール

28 11300

27 10800 ：水蒸気爆発源

26 10400

25 10000 ：圧力データ出力セル

24 9600

23 9200

22 8800

21 8400

20 8000

19 7600

18 7200

17 7000

16 6400

15 6000

14 5600

13 5200

12 4800

11 4400

10 4000

9 3600

8 3200

7 2800

6 2400

5 2000

4 1600

3 1200

2 800

1 400

0

     

 

 

メッシュ分割 Ｘ方向：23   Ｚ方向：34 

  

図２ JASMINE の計算体系モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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(2) 溶融物放出履歴 

表１にジェット口径、放出速度の時刻歴を示す。 

 

表１ ジェット口径、放出速度の時刻歴 

時刻[sec] ジェット流入速度[m/s] ジェット流入直径[m] 備考 

0   

 

165.45   

165.46   

 

(3) 溶融炉心の組成 

JASMINE では溶融炉心の組成を入力条件とはしていない。 

 

(4) 溶融炉心物性値 

表２に溶融炉心物性値を示す。本解析では、組み込みライブラリ(jasmine.corium2)を用

いている。JASMINE コード付属の溶融コリウム模擬のライブラリ（jasmine.corium、

jasmine.corium2、jasmine.corium3）のうち、水蒸気爆発時の発生エネルギについて最も

大きい結果を与えた jasmine.corium2 を採用した。 

 

(5) 主要入力値 

表３に主要入力値を示す。 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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表２ JASMINE 解析における物性値 

No. 項目 物性値 備考 

数値 単位 

1 溶融点  [K] 組み込みライブラリ

(jasmine.corium2)

に基づく値 

2 固相線温度  [K] 

3 液相線温度  [K] 

4 固相密度  [kg/m3] 

5 液相密度  [kg/m3] 

6 液相比熱  [J/(kg・K)] 

7 固相比熱  [J/(kg・K)] 

8  溶融潜熱  [J/kg] 

9 熱伝導率  [W/(m・K)] 

10 粘性係数  [Pa・s] 

11 表面張力  [N/m] 

12 輻射率  [-] 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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表３ JASMINE 解析における主な入力 

No. 入力 値(定義) 単位 備考 

1 初期圧力  [Pa] 

 2 プール水温  [K] 

3 落下メルト総重量  [kg] 

4 メルトジェット温度  [K] 

5 メルト放出速度※  [m/s] 

6 自由１落下距離 該当入力なし   

7 トリガリング時の先端位置 該当入力なし   

8 プール水深 2 [m] 手順書に基づく設定

値 

9 予混合時液滴径  [m] 

 

 

10 爆発後粒子径  [m] 

11 ブレークアップ係数  [-] 

12 液滴速度ファクタ  [-] 

13 トリガリング位置 ベデスタルの中心、 

底から 1m 

[m] 
プール水深の中心 

14 トリガリングタイミング 

 

[sec] 

 

15 トリガ閾値  [Pa]  

16 フラグメンタルモデル  

 

[-] 

 

 17 フラグメンテーション条件 

 

[-] 

18 フラグメンテーション係数  [-] 

19 フラグメンテーション時間  [sec] 

20 蒸発に用いられるエネルギ割合  [-] 

21 フラグメンテーションにおける

ボイド緩和係数  

[-] 

22 トリガー点圧力  [Pa]  

23 トリガー点ガス割合  

 

 

[-]  

24 トリガー点ガス温度  [K] 

 

 

※：MAAP 解析結果に基づき設定。MAAP では下部プレナムでの RPV-PCV 間差圧、水頭圧、重

力加速度により放出速度が計算されている。

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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２．AUTODYN 

２．１ 入力 

(1) 計算体系の幾何形状 

解析モデルを図 1 に示す。解析は 2 次元軸対称モデルを用い，気相部，液相部，圧力

源，鋼板部及びコンクリートをモデル化している。当該モデルは 2 次元軸対称体系であ

るため、縦リブ鋼板及び開口等は模擬していない。 

液相部

気相部

圧力源

(ガスバグ)

コンクリート

内側鋼板

外側鋼板

 

 

図 1 解析モデル（単位：mm） 

固定条件 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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(2) メッシュ分割及び拘束条件 

(3) 有限要素及び要素プロパティ 

本解析で適用した要素タイプ（AUTODYN ではソルバーと呼称）と材料特性の一覧を表

1及び表 2に示し、メッシュ図を図 2に示す。 

AUTODYN は複数のソルバーにより構成されるプログラムであり、モデル化の対象に応

じて適切なソルバーを選択することができる。本解析では、爆発現象に伴う液相－気

相部境界が大きく変動することが想定されることから、空間領域は複数物質の移流を

考慮することが可能な Multi-material-Eular ソルバーを用いた。これにより、圧力源

からのエネルギ開放に伴う水面の変動やブレークスルー等も模擬できる。 

なお、鋼板はコンクリート壁に比べ厚みが小さいためShellソルバーを用いる。Shell

ソルバーに対しては、Eular ソルバーとの相互作用を定義する境界として必要なポリゴ

ンを設定することで流体－構造間の連成解析を実現する。 

 

 

表 1 要素プロパティ一覧 

部位 ソルバー 要素幅 要素数 

コンクリート Lagrange 

(Solid 要素) 

  

内外鋼板 

（SPV490） 

Shell   

空気，水， 

エネルギーソース 

Eular 

(Multi-material) 

  

 

 

表 2 材料特性一覧 

材料 密度※1 体積 

弾性率※2 

横弾性率

※1 

降伏応力

※1 

最大引張 

強さ※1 

限界ひずみ

※1 

コンクリート    （図 3の関係式による） 

SPV490       

※1 ノミナル物性値であり 

※2 ノミナル物性値であり、下式に基づき算出したもの。 

K=E／（3×(1－2・ν)） 

E は縦弾性係数で  

νはポアソン比で 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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Euler要素部Shell要素及びLagrange要素

空気

水

圧力源(ガスバグ)

RPV

内側鋼板(Shell要素)外側鋼板(Shell要
素)

コンクリート
(Lagrange要素)

Eular要素は，構造要素の変形に伴って領域が変化するため，
構造との境界よりも広めに設定している。

要素分割

X(対称軸)

Y(径)

 

図 2 メッシュ図 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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図 3 Drucker-Prager の降伏モデルにおけるコンクリートの圧力と降伏応力の関係 

圧力(MPa)

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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(4) 圧力発生点及び圧力履歴 

圧力源（ガスバグ）の仕様を表 3 に示す。また、体積変化と圧力の関係を図 4 に示

す。 

 

(5) 表 3 ガスバグ仕様 

項 目 値 備考 

運動エネルギ   

初期半径   

初期圧力   

体積変化   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 体積変化と圧力の関係 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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(4)溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI) 

1. 計算体系の幾何形状 

 図１に MCCI における MAAP 評価モデルの概要図を示す。 

 モデル化において想定される各評価条件について以下にまとめる。 

 

 ・溶融炉心は、初期条件として溶融炉心全量が下部ドライウェル床面に均一に堆積して

いると仮定しており、溶融炉心上部には冷却材プール（約 2ｍ）が形成されている。 

 ・溶融炉心が落下する下部ドライウェル領域はペデスタル床（ ）、ペデスタル壁

（ ）により囲まれている。 

・局所形状のモデル化の扱いについては、下部ドライウェル領域内の配管、鉄筋構造物、

サンプ、スリットについてはモデル化されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ MCCI 解析モデル図 
 

 

 

2. 溶融炉心固相線・液相線 

 MAAP コードに内蔵されているものを使用している。

冷却材プール 

溶融炉心 

ペデスタル壁面 

ペデスタル床面 

下部ドライウ

ェル空間 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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表１に主要入力値を示す。 

 

表１．主要入力値 

No. 入 力 入力値 備考 

1 エントレインメント係数(Ricou-Spalding 係数)   
 

2 

溶融炉心から下部、側面、

上部クラストへの対流熱

伝達係数 

下部  

 側面  

上部   

3 上部プール水とデブリ間熱流束※1 

 

 

 

4 
コンクリート組成※2 

（玄武岩系コンクリート） 

SiO2 0.5484  文献値 

CaO 0.0882  (NUREG/CR-3920) 

Al2O3 0.0832   

K2O 0.0539   

Na2O 0.0180   

MgO+MnO+TiO2 0.0721   

Fe2O3 0.0626   

H2O 0.0586   

CO2 0.0150   

5 コンクリート特性 

コンクリート融点  
 

液相温度   

固相温度   

6 
MCCI 開始時の格納容器内

条件 

下部 D/W プール水温   

下部 D/W 気相圧力   

下部 D/W 気相温度   

※1：上部プール水とデブリ間熱伝達係数（Kutateladze 係数）という指示だが、Kutateladze

型水平平板限界熱流束相関式が適用されている間の熱伝達係数と Kutateladze 係数は同じ

ものではないため、総じて表現されている熱流束を示す。 

※2：代表的な玄武岩コンクリート組成を採用。本シナリオは浸食量が小さく、コンクリー

ト組成が異なることによる、浸食時の発生ガス量および発生ガスによる浸食挙動への影響

は小さい。 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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添付資料 1.5.2 

有効性評価における LOCA 時の破断位置及び口径設定の考え方について 

 

重大事故等対策の有効性評価において LOCA 事象を想定する場合の破断位置及び口径設定の考

え方については，以下のとおりである。 

 

１．運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

(1) LOCA 時注水機能喪失 

① 破断位置 

本事故シーケンスにおいて，燃料被覆管破裂が発生しない範囲の破断面積（1cm2）を考

慮し，非常用炉心冷却系のような大配管を除いた中小配管（計測配管を除く）のうち，水

頭圧により流出量が大きくなる原子炉圧力容器下部のドレン配管を選定した。 

 

② 破断面積 

破断面積は，炉心損傷防止対策の有効性を確認する上で，事故シーケンスグループ「LOCA

時注水機能喪失」の事象進展の特徴を代表できる破断面積 1cm2を設定している。破断面積

が大きく，炉心損傷（燃料被覆管破裂を含む）に至る場合については，「3.1 雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にて確認する。 

なお，破断面積をパラメータとした CHASTE による燃料被覆管破裂に関する感度解析の結

果を下表に示す。下表に示すとおり，本事故シーケンスにて選定した原子炉圧力容器下部

のドレン配管の破断（液相破断）については，燃料被覆管破裂が発生しない破断面積の限

界は約 5.6cm2となった。また，気相破断については高圧炉心注水系配管（HPCF 配管）及び

残留熱除去系吸込配管（RHR 吸込配管）において，破断面積がそれぞれ約 100cm2及び 420cm2

の場合でも燃料被覆管破裂が発生しないことを確認した。 

 

表 燃料被覆管破裂に関する破断面積の感度解析結果 

 破断面積 燃料被覆管最高温度 破裂の有無 

液相破断 

約 5.3cm2 約 860℃ 無 

約 5.4cm2 約 867℃ 無 

約 5.5cm2 約 873℃ 無 

約 5.6cm2 約 886℃ 無 

約 5.7cm2 約 895℃ 有 

気相破断 

HPCF 配管 

約 100cm2 

（完全破断の約 80%） 

約 879℃ 無 

RHR 吸込配管 

約 420cm2 

（完全破断の約 53%） 

約 863℃ 無 
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(2) 格納容器バイパス（インターフェースシステム LOCA）  

① 破断位置 

  原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインタ

ーフェイスとなる配管のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断する事象

を想定する。 

図 1-1 に JEAG4602 に記載されている標準 ABWR の原子炉圧力材冷却バウンダリを示す。原

子炉から原子炉格納容器外に接続する主な配管は下記のとおりとなる。 

・RCIC 蒸気配管 

・給水系注入配管 

・LPFL 注入配管 

・HPCF 注入配管 

・原子炉冷却材浄化系吸込み配管 

・炉水試料採取系吸込み配管 

・RHR 停止時冷却モード戻り配管 

・RHR 停止時冷却モード吸込み配管 

・制御棒駆動機構注入配管 

・ヘッドスプレイ配管 

・主蒸気配管 

・計測用配管 

高圧バウンダリのみで構成されている RCIC 蒸気配管，原子炉冷却材浄化系吸込み配管及び

主蒸気配管はインターフェースシステム LOCA（ISLOCA）の対象としない。発生頻度の観点か

ら，3弁以上の弁で隔離されている給水系配管及びヘッドスプレイ配管は評価の対象としない。

影響の観点から，配管の口径が小さい炉水試料採取系吸込み配管，制御棒駆動機構注入配管

及び計測用配管は評価の対象としない。また，RHR 停止時冷却モード戻り配管は，LPFL 注入

配管と共用しており評価の対象としていない。 

以上より，評価対象の配管は次の 3通りとなる。 

・LPFL 注入配管 

・RHR 停止時冷却モード吸込み配管 

・HPCF 注入配管 

このうち，有効性評価における評価対象としては，運転中に弁の開閉試験を実施する系統

のうち，ISLOCA が発生する可能性が最も高い高圧炉心注水系の注入配管とする。 

 

② 破断口径 

    系統のうち最も配管径が大きい高圧炉心注水系の吸込配管(400A 配管)とする。 
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③ 評価対象の ISLOCA 発生確率 

PRA では，主に原子炉圧力容器から低圧設計配管までの弁数及び定例試験時のヒューマ

ンエラーによる発生可能性の有無を考慮し，ISLOCA の発生確率が高いと考えられる HPCF

注入配管，RCIC 注入配管，RHR 停止時冷却モード吸込み配管について，各々の箇所での

ISLOCA 発生確率を算出している。（事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の

選定について 別添 柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 確率論的リスク評価(PRA)につ

いて 添付資料 3.1.1.b-8 及び添付資料 3.1.1.b-9 参照） 

下表の整理の通り，PRA 上は低圧設計配管までの弁数が少なく，定例試験時のヒューマ

ンエラーによる発生が考えられる HPCF 注入配管での ISLOCA 発生確率が最も高い。 

 

表 低圧設計配管までの弁数と運転中定例試験の有無 

系統 低圧設計配管までの弁数 運転中定例試験の有無 

HPCF 2 弁 有 

RCIC 3 弁*1 有 

LPFL 注入ライン*2 3 弁*1,3 有 

RHR SHC 吸込み*4 2 弁 無 

*1：RCIC 及び LPFL の A 系の注入ラインに接続する給水系の逆止弁は考慮していない。 

*2：PRA では ISLOCA 発生確率が低いこと及び残留熱除去系については RHR SHC 吸込みラインで代表さ

せるものとして，評価対象箇所からスクリーンアウトした。 

*3：低圧注水系の注入ラインは，原子炉圧力容器から数えて 2弁目までの範囲が高圧設計(87.9kg/cm2)

の配管で構成され，2 弁目以降から残留熱除去系ポンプの吐出までの範囲は中圧設計(35.0kg/cm2)

の配管で構成されており，3弁目は中圧設計のラインに設置されている。中圧設計の配管は低圧設

計の配管よりも破断確率が低いことを考慮し，3弁目についても考慮の対象とした。 

*4：残留熱除去系の吸込みラインは，原子炉圧力容器から数えて 2 弁目までの範囲が高圧設計

(87.9kg/cm2)の配管で構成され，2 弁目以降から残留熱除去系ポンプの吸込みまでの範囲は低圧設

計(14.0kg/cm2)の配管で構成されている。 

図 1-1 原子炉圧力材冷却バウンダリ 
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２．重大事故 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

① 破断位置 

破断箇所は，原子炉圧力容器内の保有水量を厳しく評価する観点から選定する。許認可

解析条件（非常用 D/G 等結果を最も厳しくする単一故障を考慮）での RPV に接続する各種

配管破断解析（SAFER による解析）において，給水配管破断（HPCF+2LPFL 作動，破断面積：

約 839cm2）に比べて RHR 配管破断（RCIC+HPCF+2LPFL 作動，破断面積：約 769cm2）は破断

面積が小さく，作動 ECCS 系統が多いにも関らず，原子炉圧力容器内の保有水量の低下は早

い。（図 2-1 参照） 

なお，原子炉圧力容器内の保有水量が最も少なくなるのは HPCF 配管破断であるが，単一

故障の想定によって健全側の HPCF の機能喪失を仮定していることから高圧注水系の作動

台数が少なく，また，配管接続位置が最も低いことにより，結果として保有水量は他の事

象に比べて最も低下するとの結果を与える。設計基準事故（原子炉冷却材の喪失）では，

この HPCF 配管破断を選定している。 

本有効性評価では，非常用炉心冷却系の機能喪失を前提としているため，破断箇所の想

定は初期の保有水量の低下が早い箇所を選定することが事象の進展の早さという点で最も

厳しい条件を与えることとなり，よって，残留熱除去系の吸込配管を破断箇所として選定

することとした。 

なお，ドレン配管破断については，破断口径が 65A と他に比べて小さいが，有効燃料棒

頂部より下部に位置する配管であり，サプレッション・チェンバ・プールを水源とする非

常用炉心冷却系のいずれかが使用可能である場合は，厳しい事象にはなり得ないものの，

炉心冠水後も継続して原子炉圧力容器から原子炉格納容器内への流出が継続することとな

る。非常用炉心冷却系の機能喪失を前提に外部水源（復水貯蔵槽）による注水を継続する

本有効性評価では，原子炉格納容器内の水位上昇を早めることとなる。本影響については

③において述べる。 

また，図 2-2 に原子炉圧力容器の断面図を示す。 
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図 2-1 各種配管破断時における原子炉圧力内容器の保有水量の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 原子炉圧力容器断面図 

 

破断箇所 破断配管位置(mm) ※1 配管口径 破断面積※2 

給水配管  EL:11613 300A 839cm2 

RHR（SHC）吸込配管 EL:10921 350A 769cm2 

LPFL 配管 EL:10921 200A 205cm2 

HPCF 配管 EL:10312 200A 127cm2 

※1 原子炉圧力容器底部から位置 

※2 スパージャ部又はノズル部で臨界流となるため，破断する配管の面積ではなくスパ

ージャ部又はノズル部の面積が破断面積となる 

 

 

LPFL配管

RHR（SHC）

吸込配管 HPCF配管

炉心

EL 11,613

EL 10,921

EL 10,312

EL 10,921

給水配管

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
保
有
水
量 

（kg） 

時間（秒） 
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② 破断口径 

配管の両端破断を想定することで，原子炉格納容器へのエネルギー放出量が大きくなる

ため，格納容器圧力・温度の観点で厳しくなる。 

   

 ③ 有効燃料棒頂部より下部での LOCA について 

大破断 LOCA の配管破断選定にあたっては，配管の両端破断を想定した上で，破断位置及

び破断面積を考慮し，原子炉圧力容器内の保有水量の観点から最も厳しい残留熱除去系の

吸込配管破断を選定している。 

一方，非常用炉心冷却系のような大口径配管は存在しないが，有効燃料棒頂部より下部

に位置する配管もある。これらは原子炉圧力容器内の保有水量の観点からは厳しくないが，

炉心冠水過程において，破断箇所から漏えいした冷却材は原子炉格納容器下部へ流入し続

けるため，当該配管が破断した場合についても考慮する必要がある。しかしながら，全般

的に静的な過圧・過温という観点では，今回選定した大破断 LOCA シナリオより格納容器圧

力・温度は緩慢に推移するため，原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断は，雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）として想定した大破断 LOCA シナリオに包

絡される事象となる。 
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有効燃料棒頂部 

約2.1m 

使用済燃料 約4.5m 

使用済 

制御棒 

約3.8m 

約4.3m 

約3.4m 放射線の遮蔽が維持される 
最低水位（10mSv/hの場合） 

約7.0m 

通常水位 

添付資料 1.5.3 

使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

（想定事故1及び2）の有効性評価における共通評価条件について 

 

1. 使用済燃料プールの概要 

 図1に使用済燃料プール等の平面図を示す。 

定期検査時において，多くの場合はプールゲートが開放され，使用済燃料プールは原子炉ウェ

ル，D/Sピット,キャスクピットと繋がっているが，有効性評価においては，プールゲートを閉鎖

している場合を想定し，原子炉ウェル，D/Sピット,キャスクピットの保有水量は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 使用済燃料プール等の平面図 

 

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位について 

図2に放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位について示す。 

放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位は，その状況（必要となる現場及び

操作する時間）によって異なる。重大事故であることを考慮し，例えば10mSv/hの場合は，通常水

位から約2.1m※下の位置より高い遮蔽水位が必要である。 

※放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プール水位の算出方法については添付資料4.1.2に示

す。 
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原子炉ウェルＤ／Ｓピット
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ピット

図2 放射線の遮蔽に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位 
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約7.0m 

③ 約3.8m 

② 

 

①  約2.1m

約4.7m 

有効燃料棒頂部冠水部※ 

放射線の遮蔽が維持される 
最低水位（10mSv/hの場合） 

使用済燃料 

使用済 

制御棒 

約4.6m 

通常水位 

3.使用済燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積について 

 図3に使用済燃料プールの高さを，表1に使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積を示す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積 

領域 
6 号炉 7 号炉 

断面積[m2] 保有水の容積[m3] 断面積[m2] 保有水の容積[m3] 

① 約 232 約 481 約 233 約 489 

② 約 232 約 1,116 約 233 約 1,115 

③ 約 104 約 488 約 105 約 489 

合計  約 2,085  約 2,093 

 

 図3に示す各領域①,②,③の保有水の容積は，使用済燃料プール容積から使用済燃料プール内の

機器の容積を除くことで算出し,使用済燃料プールの保有水が存在する高さ毎の使用済燃料プー

ルの断面積については,求めた各領域の容積から高さを除して求めた。なお，使用済燃料プールの

断面積については各領域での平均的な値を示しているが,使用済燃料プール内に設置されている

機器は②又は③の底部であるため,保有水量に対する水位の低下という観点で保守的な評価とな

っている。 

図3 6号及び7号炉の使用済燃料プールの構造高さ 

※ 有効性評価では保守的に燃料ハンドル上部

（有効燃料棒頂部より 0.1m 程度高い位置）

を有効燃料棒頂部冠水部とする 
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4.冷却機能喪失による使用済燃料プールの水温上昇と水位低下について 

使用済燃料プールの冷却機能喪失により，崩壊熱による使用済燃料プール水位の低下について，

以下の式を用いて計算を行った。事象を厳しく評価するため，使用済燃料プールの初期水温は，

運転上許容される最大水温の65℃とする。また，発生する崩壊熱は全て使用済燃料プールの水温

上昇及び蒸発に寄与するものとし，使用済燃料プールの水面及び壁面などからの放熱は考慮しな

い。さらに,注水時においては顕熱を考慮せず注水流量から崩壊熱相当の蒸発量を差し引いた分の

水が注水されることを想定した。 

 

○算定方法，算定条件 

①冷却機能喪失から沸騰までの時間 

 

 

 

②沸騰による蒸発量と沸騰開始から有効燃料棒頂部冠水部まで水位が低下するまでの時間 

 

 

 

 

 

③沸騰による使用済燃料プール水位の低下平均速度 

 

 

 

使用済燃料プールの下部は機器等が設置されており保有水が少ないため，使用済燃料プールの下部では水位低下速度は

早く，使用済燃料プールの上部では水位低下速度は遅い。有効燃料棒頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守

的に一律の水位低下速度を想定する。 

 

○算定に使用する値 

使用済燃料プール保有水 

の比熱[kJ/kg/℃]*1 

使用済燃料プールの 

保有水[m3] 

使用済燃料プールの 

保有水密度[kg/m3]*2 
使用済燃料の崩壊熱[MW] 

4.185 
6号炉：2085.14 

7号炉：2,093 
958 10.899 

 

 

 

 

※1 65℃から100℃までの飽和水の比熱のうち，最小となる65℃の値を採用。（1999 年蒸気表より） 

※2 65℃から100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる100℃の値を採用。（1999 年蒸気表より） 

※3 100℃の飽和水のエンタルピと100℃の飽和蒸気のエンタルピの差より算出。（1999 年蒸気表より） 

※4 保有水量の算出では有効燃料棒頂部冠水部として燃料ハンドル上部（有効燃料棒頂部より0.1m程度高い位置）

を設定 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定と非保守的な仮定の元の評価であるが，総合的に

使用済燃料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していないことの影響が大きく，保守的な評価となっていると

考えられる。 

 

＜保守的な仮定＞ 

蒸発潜熱[kJ/kg]*3 
通常水位から有効燃料棒頂部

冠水部までの保有水量[m3]*4 

通常水位から 

有効燃料棒頂部冠水部 

までの高低差[m] 

通常水位から2.1ｍ下までの

保有水量[m3] 

2256.47 
6号炉：1597.63 

7号炉：1604 

6号炉：6.975 

7号炉：7.017 

6号炉：481 

7号炉：489 

沸騰までの時間[h]＝ 

（100[℃]-65[℃]）×プール保有水の比熱[kJ/kg/℃]※1×プールの保有水[m3]×プールの保有水密度[kg/m3]※2 

使用済燃料の崩壊熱[MW]×103×3600 

 

1 時間あたりの沸騰による蒸発量[m3/h]＝ 

 

水位低下時間[h]＝ 

通常水位から有効燃料棒頂部冠水部までの保有水量[m3]×プール保有水密度[kg/m3]※2×蒸発潜熱[kJ/kg]※3 

使用済燃料の崩壊熱[MW]×103×3600 

使用済燃料の崩壊熱[MW]×103×3600 

プール保有水密度[kg/m3]※2×蒸発潜熱[kJ/kg]※3 

水位低下速度[m/h]＝ 
通常水位から有効燃料棒頂部冠水部までの高低差[m] 

通常水位から有効燃料棒頂部冠水部まで水位低下にかかる時間[h] 
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 ・使用済燃料プールの温度変化に対する比熱及び密度の計算にて，もっとも厳しくなる値を想定している。 

 ・使用済燃料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していない。 

＜非保守的な仮定＞ 

・簡易的な評価とするために使用済燃料プールの温度を全て均一の温度とし，プール全体が100℃に到達した時

間を沸騰開始としている。 

 

なお,注水等の操作時間余裕は充分に大きいことからこれらの評価の仮定による影響は無視できる程度だと考

える。 
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5. 燃料取出スキーム  

取出燃料 

柏崎刈羽 7号炉から発生分 柏崎刈羽 1,3,5 号炉から発生分 

冷却期間 燃料数[体] 

取出平均

燃焼度

[GWd/t] 

崩壊熱 

[MW] 
冷却期間 

燃料数 

[体] 

取出平均

燃焼度

[GWd/t] 

崩壊熱 

[MW] 

5 サイクル 

冷却済燃料 
－ － － － 2×(14 ヶ月＋70日)＋35 ヶ月 476 50 0.198 

4 サイクル 

冷却済燃料 

4×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.088 － － － － 

－ － － － 1×(14 ヶ月＋70日)＋35 ヶ月 528 50 0.277 

3 サイクル 

冷却済燃料 

3×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.112 － － － － 

－ － － － 35 ヶ月 528 50 0.404 

2 サイクル 

冷却済燃料 

2×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.167 － － － － 

1 サイクル 

冷却済燃料 

1×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.312 － － － － 

定期検査時 

取出燃料 
10 日 872 33 9.341 － － － － 

小計 － 10.020  － 0.879 

崩壊熱合計 崩壊熱:10.899 MW（燃料体数 3,236 体） 

注 1：柏崎刈羽 7 号炉の使用済燃料プールの燃料保管容量は 3,444 体（6 号炉は 3,410 体），1 取替分(208 体）の新燃料のスペースを考慮して使用済燃料の体数は

3,236 体である。6号炉と比較して貯蔵体数が多いため，評価では 7号炉の燃料の崩壊熱を使用する。 

注 2：崩壊熱は号炉間の燃料輸送を想定した設定とする。 

注 3：炉心燃料の取り出しにかかる期間（冷却期間）は過去の実績より最も短い原子炉停止後 10 日を採用する。
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6.水遮へい厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率の計算条件 

使用済燃料プール内のラックに燃料が全て満たされた状態を仮定し，その時の使用済燃

料を線源とする。 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料が満たされた状態 

○線量材質：使用済燃料及び水を考慮（密度 g/cm3） 

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，エネルギ 18 群（ORIGEN 群構造）とす

る。 

○線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算出した。 

   ・燃料照射期間：1915 日（燃焼度 50GWd/t 相当の値） 

   ・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型 （低 Gd） 

   ・濃縮度：　　（wt.%） 

   ・U重量：燃料一体あたり　　　　（kg） 

   ・停止後の期間：10 日（実績を考慮した値を設定） 

○計算モデル：直方体線源 

線量率計算は QAD-CGGP2R コードを用いており，その評価モデルを図 1に示す。また，計

算により求めた線源強度を表 1に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 1 使用済燃料の線量率計算モデル 
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表 1 使用済燃料の線源強度 
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7.水遮へい厚に対する貯蔵中の使用済制御棒の計算条件 

使用済燃料プール内の使用済制御棒を線源とする計算条件を以下に示す。 

 ○線源形状：使用済制御棒貯蔵ハンガの全てに使用済制御棒が満たされた状態 

 ○線源材料：水（密度 0.958g/cm3） 

       65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用 

 ○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線はエネルギ 18群（ORIGEN 群構造）とする 

 ○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3 領域に分割し，使用済制御棒上部は上部ロー

ラを，使用済制御棒中間部はアブソーバ管やタイロッド等を，使用済制御棒下部は下部

ローラを代表としてモデル化している。使用済制御棒中間部は制御棒を挿入時（照射期

間 426 日）にのみ，使用済制御棒上部と下部は挿入時と引き抜き時（照射期間 1278 日）

の間，炉心下部の出力ピーキングに応じた中性子が照射されるものとする。 

また，使用済燃料プールには，タイプ別でかつ，冷却期間の異なる使用済制御棒が混

在して貯蔵されていることを想定し，貯蔵使用済制御棒全体の放射能を保存して平均

した線源強度を式(1)により算出した。 

・・・
全貯蔵本数

間別の保管本数制御棒タイプ・冷却期間別の線源強度制御棒タイプ・冷却期
・平均線源強度

     

制御棒のタイプは Hf，B4C の 2タイプ，冷却期間は 0～10 サイクルの 11種類，全貯蔵本

数は 204 本とした。 

 

○計算モデル：直方体線源 

線量率計算は QAD-CGGP2R コードを用いておりその評価モデルを図 2 に示す。また，計算

により求めた線源強度を表 2 に示す。 

  

 

 

図 2 使用済制御棒の線量率計算モデル 
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表 2 使用済制御棒の線源強度 
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使用済燃料 

使用済 

制御棒 

○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率計算モデルについて 

使用済制御棒は次に示すようにステンレスの使用済制御棒ハンガにハンドル部を通し

て格納されている。評価ではこの構造材を含めた使用済制御棒設置箇所を直方体の線源

としてモデル化している。 

遮蔽計算をする際，線源材にも密度を設定することで自己遮蔽等の計算を行う。本評価

ではこちらの設定を制御棒が冠水時（①），一部露出時（②），露出時（③）のいずれにお

いても遮蔽性能の低い水として計算している。 

こちらは露出時（③）において,制御棒間等は気中とあるが，制御棒は水より密度の大

きいステンレスや炭化ホウ素（またはハフニウム）等で構成されていること，線源以外に

も使用済制御棒ハンガのような構造材があることから充分保守的なモデルとなっている。 

冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制御棒等の遮蔽効果に加えて,

制御棒間の隙間など，気中であった箇所に水が入る為、遮蔽効果はさらに高まるが,評価

においては露出時（③）と同様,水と設定して評価をすることでさらに保守的なモデルと

なっている。 

評価結果において，水位低下により使用済制御棒露出が開始した際の現場の線量率と,

完全に露出した後の現場の線量率にあまり差異がないことは，評価で上記に示す通り冠

水時（①）と露出時（③）を等しく,線源が水として計算しているためである。 

 

＜参考＞ 

一例として Co60 を線源とした時の 1/10 価層は水であると約 70cm であるのに対して,

鉄（密度：7.87kg/cm3）であると約 7.4cm となり，これらの遮蔽性能が水と比べて大きい

ことが分かる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  

使用済燃料プール 

 

事故時に操作の可能性がある作業箇所

と線源との最短距離と等しい距離を線

源の真上に置いたもの 

 

評価点 

 

水位の低下 

 

水位低下時での使用済制御棒の 
線源モデル方法について以降に詳細に示す 
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①冠水時 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②一部露出時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③露出時 

ハンガ部 

モデル化 

 

使用済制御棒の側面図 

制御棒上部 
（ハンドル等） 

平面図 

制御棒中間部
（ブレード） 

制御棒下部 
（下部ブレード等） 

・・・・ 

ハンガ部 

制御棒の線源モデル（冠水時） 

・線源モデルの形状： 
直方体 

・自己遮蔽等の遮蔽計算

に用いる密度： 
水と同等 
（密度:0.958g/cm3） 

ハンガ部 

制御棒中間部

（ブレード） 

制御棒下部 
（下部ブレード等） 

・・・・ 

制御棒上部 
（ハンドル等） 

モデル化 

ハンガ部 

制御棒中間部
（ブレード） 

制御棒下部 
（下部ブレード等） 

・・・・ 

制御棒上部 
（ハンドル等） 

モデル化 

制御棒の線源モデル（一部露出時） 

制御棒の線源モデル（露出時） 

使用済制御棒の側面図 

使用済制御棒の側面図 

・線源モデルの形状： 
直方体 

・自己遮蔽等の遮蔽計算

に用いる密度： 
水と同等 
（密度:0.958g/cm3） 

・線源モデルの形状： 
直方体 

・自己遮蔽等の遮蔽計算

に用いる密度： 
水と同等 
（密度:0.958g/cm3） 

評価点 

 

評価点 

 

評価点 

 

遮蔽の効果は水などの触

媒の通過距離等を,散乱線

は触媒の材質によるビル

ドアップ係数でその影響

を考慮する。 
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8. 線量率の評価 

線量率は，QAD-CGGP2R コードを用いて計算している。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で近似を行い，各点線源から計

算点までの媒質の通過距離から非散乱ガンマ線束を求める。これにビルドアップ係数をか

け，線源領域全空間で積分した後，線量率換算係数を掛けることで計算点での線量率を求め

る。 

QAD-CGGP2R コードでは，式(2)を用い，線量率を計算している。図 3 に QAD-CGGP2R コー

ドの計算体系を示す。 

・・・・・・・ij

)tμ(

i
2

i

ij
jj Be

Rπ4
S

FD k
kjk

 

ｊ ：エネルギ群番号（18群） 

i  ：線源点番号 

k ：領域番号（遮蔽領域） 

Fj  ：線量率換算係数 

Sij  ：i 番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけされたエネルギ j 群の点線源強

度 

Ri  ：i 番目の線源点と計算点の距離 

Bij  ：ビルドアップ係数 

μjk ：領域 k におけるエネルギ j 群のガンマ線に対する線吸収係数 

tk ：領域 k をガンマ線が透過する距離 

 

これにより求まったエネルギ第 j 群の線量率 Djから，全ての線源エネルギ群について加

えることによって全線量率を計算している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 QAD-CGGP2R コードの計算体系 

 

 

 

図 3 QAD-CGGP2R コードの計算体系 

 

9. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位について 

(1) 線量率を求める際の評価点 

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，使用済燃料プールの近接にある燃料

プール冷却浄化系の手動弁の設置箇所（想定事故1では操作しない）を考慮して，原子炉建

屋最上階の床付近とした。なお，評価では図1および図2の線量率計算モデルに示すようにプ

ール筐体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距離を入力として評価している。 

(2) 
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(2) 放射線の遮蔽が維持される水位 

想定事故1では原子炉建屋最上階での作業は不要であるため，被ばくの評価で照射時間を

想定することは困難であるが，仮に使用済燃料プールの近接にある燃料プール冷却浄化系

の手動弁の操作であっても長時間の作業とならない。そこで想定事故1の線量率は，緊急作

業時の被ばく限度（100mSv）から十分余裕のある10mSv/hとした。 

必要な遮蔽水位は下の図より柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉において約4.9mとなり，

開始水位から約2.1mが低下した水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 放射線の遮蔽が維持される水位 
 

約 4.9m 

約 2.1m 

使用済制御棒の自己遮蔽のモデルは露

出後も露出前と同様の水として評価を

しているため,ほぼ同等の値となって

いる（露出前の評価は大きな保守性を

持っている） 

通常水位 

通常水位 

有効燃料棒頂部からの水位（m） 
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2. 運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

2.1 高圧・低圧注水機能喪失 

2.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注

水失敗」，②「過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」，③「通常停止＋高

圧注水失敗＋低圧注水失敗」，④「通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」，

⑤「サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」及び⑥「サポート系喪失＋SRV 再閉失

敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，運転時の異常な過渡変化又は

設計基準事故（LOCA を除く）の発生後，高圧注水機能が喪失し，原子炉減圧には成功する

が，低圧注水機能が喪失することを想定する。このため，逃がし安全弁による圧力制御に伴

う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，

緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。

また，低圧注水機能喪失を想定することから，併せて残留熱除去系機能喪失に伴う崩壊熱除

去機能喪失を想定する。 

本事故シーケンスグループは，原子炉圧力容器内への高圧及び低圧の注水機能を喪失し

たことによって炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策

の有効性評価には，高圧注水機能又は低圧注水機能に対する重大事故等対処設備に期待す

ることが考えられる。 

ここで，高圧・低圧注水機能喪失が生じた際の状況を想定すると，事象発生後，重大事故

等対処設備によって高圧注水を実施して炉心損傷を防止する場合よりも，高圧注水に期待

せず，原子炉の減圧後，低圧注水を実施して炉心損傷を防止する場合の方が，原子炉の減圧

により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位がより早く低下することから，事

故対応として厳しいと考えられる。このことから，本事故シーケンスグループに対しては，

高圧の注水機能に期待しない対策の有効性を評価することとする。なお，高圧及び低圧の注

水機能喪失が生じ，重大事故等対処設備の注水手段としては高圧注水のみに期待可能な事

故シーケンスとして，全交流動力電源喪失時の原子炉隔離時冷却系喪失がある。これについ

ては，2.3.2 において主に高圧代替注水系の有効性を確認している。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，逃がし安全弁の手動開操作により原子炉減

圧し，減圧後に低圧代替注水系（常設）により炉心を冷却することによって炉心損傷の防止

を図る。また，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃が

し装置等及び更なる信頼性向上の観点から設置する代替格納容器圧力逃がし装置による原
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子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」における機能喪失に対して，炉心が

著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策として低圧代

替注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子炉注水手段を整備する。また，原子炉格納容

器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷却系に

よる原子炉格納容器冷却手段，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段

を整備する。これらの対策の概略系統図を図 2.1.1 から図 2.1.3 に，手順の概要を図 2.1.4

に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備

と操作手順の関係を表 2.1.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生 10時間まで

の 6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 24名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 8 名

である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5

名，緊急時対策要員（現場）は 8名である。 

また，事象発生 10時間以降に追加で必要な要員は，フィルタ装置薬液補給作業を行うた

めの参集要員 8名である。必要な要員と作業項目について図 2.1.5 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，24名で対処可能である。 

 

a. 原子炉スクラム確認 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生して原子炉がスクラムしたことを

確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等であ

る。 

 

b. 高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低（レベル2）で原子炉

隔離時冷却系，原子炉水位低（レベル1.5）で高圧炉心注水系，原子炉水位低（レベ

ル1）で低圧注水系の自動起動信号が発生するが全て機能喪失していることを確認す

る。 

高圧・低圧注水機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各系統の流量指示計

等である。 
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c. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

高圧・低圧注水機能喪失を確認後，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の準備

として，中央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ1台を追加起動し，2台運転と

する。また，原子炉注水に必要な電動弁（残留熱除去系注入弁及び残留熱除去系洗浄水

弁）が開動作可能であることを確認する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の準備が完了後，中央制御室からの遠隔操

作によって逃がし安全弁8個を手動開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力計である。 

 

d. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧代替注水系（常設）の

系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子

炉水位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル3）から原子炉水位高（レ

ベル8）の間で維持する。 

 

e. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び温度が上昇する。格納容器圧

力が0.18MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気温度が171℃に接近した場

合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格

納容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）である。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却時に，原子炉水位が原子炉

水位低（レベル3）まで低下した場合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容

器スプレイ冷却系を停止し，原子炉注水を実施する。原子炉水位高（レベル8）まで原

子炉水位が回復した後，原子炉注水を停止し，代替格納容器スプレイを再開する。 

 

f. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を実施しても，格納容器圧力

が 0.31MPa[gage]に到達した場合，原子炉格納容器二次隔離弁を中央制御室からの遠隔

操作によって中間開操作することで，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器

除熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計装

設備は，格納容器内圧力計等である。 
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格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施している間に炉心損傷

していないことを確認するために必要な計装設備は，格納容器内雰囲気放射線レベル計

等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置等のベントラインが水没

しないことを確認するために必要な計装設備は，サプレッション・チェンバ・プール水

位計等である。 

以降，炉心の冷却は，低圧代替注水系（常設）による注水により継続的に行う。 

なお，原子炉格納容器除熱は，格納容器圧力逃がし装置等により継続的に行う。 

 

2.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象（原子炉水位低下の観点で厳しい給

水流量の全喪失を選定）を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が継続さ

れる「過渡事象（給水流量の全喪失）＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」である。  

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベントが重要現象となる。よって，これら

の現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER，シビア

アクシデント総合解析コード MAAP，炉心ヒートアップ解析コード CHASTE により原子炉圧

力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度（以降，格納容器温度とは

原子炉格納容器気相部の温度を指す。）等の過渡応答を求める。 

本重要事故シーケンスでは，炉心露出時間が長く，燃料被覆管の最高温度が高くなるため，

輻射による影響が詳細に考慮される CHASTE により燃料被覆管の最高温度を詳細に評価する。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.1.2に示す。また，

主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 
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起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系，低圧注水機能として低圧

注水系の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できるものとする。 

外部電源がある場合，事象発生と同時に再循環ポンプがトリップしないことにより，原

子炉水位低（レベル 3）による原子炉スクラムまでは原子炉出力が高く維持され，原子炉

水位の低下が早いため，炉心冷却上厳しくなる。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル3）信号によるものとする。 

(b) 代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能 

原子炉水位の低下に伴い，原子炉水位低（レベル3）信号により再循環ポンプ4台を自動

停止し，原子炉水位低（レベル2）信号により残りの再循環ポンプ6台を自動停止するもの

とする。 

(c) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑

えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（8個）を使用す

るものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約5%を処理するものとする。 

(d) 低圧代替注水系（常設） 

逃がし安全弁による原子炉減圧後に，最大300m3/hにて原子炉注水し，その後は炉心を冠

水維持するように注水する。なお，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，代替格

納容器スプレイと同じ復水移送ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(e) 代替格納容器スプレイ冷却系 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格納容

器内にスプレイする。なお，代替格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ復水移送ポンプ

を用いて弁の切替えにて実施する。 

(f) 格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力逃がし装置等により，格納容器圧力 0.62MPa[gage]における最大排出流量

31.6kg/s に対して，原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約 70%開※）にて

原子炉格納容器除熱を実施する。 

※ 操作手順においては，原子炉格納容器除熱は原子炉格納容器二次隔離弁を 50％開にて開始するが，

格納容器圧力に低下傾向が確認できない場合は，増開操作を実施する。解析においては，操作手順

の考え方を踏まえ，中間開操作（流路面積約 70%開）とする。 
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ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 低圧代替注水系（常設）の追加起動及び中央制御室における系統構成は，高圧・低

圧注水系機能喪失を確認後実施するが，事象判断の時間を考慮して，事象発生から

10分後に開始するものとし，操作時間は約4分間とする。 

(b) 原子炉急速減圧操作は，中央制御室操作における低圧代替注水系（常設）の準備時

間を考慮して，事象発生から約14分後に開始する。 

(c) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，格納容器圧力が

0.18MPa[gage]に到達した場合に実施する。なお，格納容器スプレイは，格納容器圧

力が0.31MPa[gage]に到達した後，格納容器ベント実施前に停止する。 

(d) 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力が

0.31MPa[gage]に到達した場合に実施する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.1.6から図2.1.11に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係

数，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心

下部プレナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度

と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を図2.1.12から図2.1.17に，格納容器圧力，格納容器

温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.1.18から図2.1.21に示

す。 

ａ．事象進展 

給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベル 3）信号が発

生して原子炉がスクラムするが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系の起動に

失敗し，原子炉水位低（レベル 1.5）で高圧炉心注水系の起動に失敗し，原子炉水位低（レ

ベル 1）で低圧注水系の起動に失敗する。これにより，低圧注水系の吐出圧力が確保されな

いため，自動減圧系についても作動しない。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル 3）で 4台トリップし，原子炉水位低（レ

ベル 2）で残り 6台がトリップする。主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル 1.5）で全閉

する。 

事象発生から約 14分後に中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁 8個を手動開

することで，原子炉急速減圧を実施し，原子炉減圧後に低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水を開始する。 
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原子炉急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部

を下回るが，低圧代替注水系（常設）による注水が開始されると原子炉水位が回復し，炉心

は再冠水する。 

燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧により，原子炉水位が低

下し，炉心が露出することから上昇する。その結果，燃料被覆管は核沸騰冷却から蒸気冷却

となり熱伝達係数は低下する。その後，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により，

燃料の露出と冠水を繰り返すため，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率及び

熱伝達係数は増減する。炉心が再冠水すると，燃料被覆管温度は低下することから，ボイド

率は低下し，熱伝達係数は上昇する。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化する。

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸気

が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのため，

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置等に

よる原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，事象発生から約 17 時間経過した

時点で実施する。なお，原子炉格納容器除熱時のサプレッション・チェンバ・プール水位は，

真空破壊装置（約 14m）及びベントライン（約 17m）に対して，十分に低く推移するため，

真空破壊装置の健全性は維持される。 

 

※炉心露出から再冠水の過程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側は，

炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の水位より，見かけ上

高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転

員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位は，シュラウド外側の

水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近とな

った場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内

を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.1.12 に示すとおり，原子炉水位が回復するまでの間に炉

心が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇し，約 874℃に到達するが，1,200℃以

下となる。燃料被覆管の最高温度は，高出力燃料集合体にて発生している。また，燃料被覆

管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.1.6 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.51MPa[gage]以

下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.81MPa[gage]以下であり，最高使用

圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸
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気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する

が，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 144℃に抑えられる。原子炉格納容器バウ

ンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温度を下回る。 

図 2.1.7 に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が冠水し，炉

心の冷却が維持される。その後は，約 17 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉

格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.1.1） 

 

格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量の評価結果は，事象発生

から格納容器圧力逃がし装置等の使用までの時間が本事象より短く放射性物質の減衰効果

が少ない「2.3 全交流動力電源喪失」の実効線量の評価結果以下となり，5mSv を下回るこ

とから，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の評

価項目及び周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないことについて，対

策の有効性を確認した。 

 

2.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

高圧・低圧注水機能喪失では，高圧注水機能が喪失し，原子炉減圧には成功するが，低圧

注水機能が喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，

事象発生から 12時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与える

と考えられる操作として，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作（原子炉急速減圧

操作を含む），代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作及び格納容器圧

力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの

影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

 炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被覆
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管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係

数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃

料被覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはな

く，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

 炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の評

価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価する可

能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える

可能性があるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

 原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，

気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）は HDR

実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度

高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，この解

析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器

圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及び温度を操作開始の

起点としている代替格納容器スプレイ及び格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等操作

時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.1.2） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保守

性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに

評価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化に

ついて，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，

気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）は HDR

実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度

高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，この解

析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器

圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

（添付資料 2.1.2） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 
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ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.1.2に示すとおり

であり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，解

析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよう

な設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関

する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約42.0kW/m以

下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が

緩和されるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆

管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件は平

均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条件で設定

している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水

位の低下が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに伴う

原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作手順

（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プール水

位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生と同

時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低の信号でトリップすることで原子炉水位

の低下が早くなるように外部電源がある状態を解析条件に設定している。なお，外部電源

がない場合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保されることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水量が

解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠

水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であるた

め，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料2.1.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約42.0kW/m以
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下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件は平

均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条件で設定

している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水

位の低下が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和されるため，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，格納容器圧力上昇は遅くなるが，

格納容器圧力上昇は格納容器ベントにより抑制されるため，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生と同

時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低の信号でトリップすることで原子炉水位

の低下が早くなるように外部電源がある状態を解析条件に設定している。仮に事象発生

とともに外部電源喪失が発生する場合は，外部電源喪失と同時に再循環ポンプがトリッ

プするため，原子炉水位の低下が遅くなり，炉心露出時間も短くなるため，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル

発電機により電源が確保される。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水量が

解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度は低めの結果を与えることにな

るため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.1.2） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，これ

らの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に与え

る影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作（原子炉急速減圧操作を含む）

は，解析上の操作開始時間として事象発生から約14分後を設定している。運転員等操作時

間に与える影響として，高圧・低圧注水機能喪失の認知に係る確認時間及び低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水準備の操作時間は，余裕時間を含めて設定されていることか

ら，その後に行う原子炉急速減圧の操作開始時間は解析上の設定よりも若干早まる可能

性があり，原子炉注水の開始時間を早める。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析上の

操作開始時間として格納容器圧力0.18MPa［gage］到達時を設定している。運転員等操作

時間に与える影響として，実態の運転操作においては，原子炉注水を優先するため，原子
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炉水位高（レベル8）到達後に低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへ切替

えることとしており，原子炉注水の状況により格納容器スプレイの操作開始は格納容器

圧力0.18MPa[gage]付近となるが，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，解

析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性

があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に

与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，解析上の操

作開始時間として格納容器圧力0.31MPa［gage］到達時を設定している。運転員等操作時

間に与える影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器ベントの操作

実施基準（格納容器圧力0.31MPa［gage］）に到達するのは，事象発生の約17時間後であ

り，格納容器ベントの準備操作は格納容器圧力の上昇傾向を監視しながら予め操作が可

能である。また，格納容器ベント操作の操作所要時間は余裕時間を含めて設定されている

ことから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える

影響は小さい。ただし，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は，現場操作に

て対応するため，約20分程度操作開始時間が遅れる可能性があるが，格納容器限界圧力は

0.62MPa［gage］のため，原子炉格納容器の健全性という点では問題とはならない。当該

操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅

れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，

他の操作に与える影響はない。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合に

おいても，現場操作にて対応することから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料2.1.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運転員等操作時間に与え

る影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定よりも早くなる可能性があり，その場

合には燃料被覆管温度は解析結果よりも低くなり，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転員等

操作時間に与える影響として，原子炉注水の状況により格納容器スプレイの操作開始は

格納容器圧力0.18MPa［gage］付近となるが，格納容器圧力の上昇は緩やかであり，格納

容器スプレイの開始時間が早くなる場合，遅くなる場合の何れにおいても，事象進展はほ

ぼ変わらないことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，運転員等操

作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であるため，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。仮に，格納容器ベント実施時に遠隔操

作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，約20分程度操作開始時間が遅れる可能



 2.1-13 

性があり，格納容器ベント操作開始時間が遅くなった場合，格納容器圧力は0.31MPa［gage］

より若干上昇する。評価項目となるパラメータに影響を与えるが，格納容器限界圧力は

0.62MPa［gage］のため，原子炉格納容器の健全性という点では問題とはならない。 

（添付資料2.1.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，事象発生から約

19分後（操作開始時間の5分程度の時間遅れ）までに低圧代替注水系（常設）による注水

が開始できれば，燃料被覆管の最高温度は約944℃となり1,200℃以下となるため，炉心の

著しい損傷は発生せず，評価項目を満足する。また，格納容器ベントをしても敷地境界線

量は約1.4mSvであり，5mSvを下回る。事象発生から約24分後（操作開始時間の10分程度の

時間遅れ）では，炉心の著しい損傷は発生せず，評価項目を満足するが，格納容器ベント

をすると敷地境界線量は5mSvを超える。この場合，格納容器内雰囲気放射線レベル計

（CAMS）により炉心損傷の判断を行い，格納容器圧力0.62MPa［gage］にて格納容器ベン

トすることとなるため,重大事故での対策の範囲となる。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，

代替格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約10時間あり，準備時間が確保で

きるため，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作については，格

納容器ベント開始までの時間は事象発生から約17時間あり，準備時間が確保できるため，

時間余裕がある。また，遠隔操作の失敗により，格納容器ベント操作開始時間が遅れる場

合においても，格納容器圧力は0.31MPa［gage］から上昇するが，格納容器圧力の上昇傾

向は緩やかである。格納容器限界圧力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，過圧の観点

で厳しい「3.1雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」においても

事象発生約38時間であり，約20時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

（添付資料2.1.2，2.1.3） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合

においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕

がある。 
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2.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，6号及び7号炉同時の重大

事故等対策時における事象発生10時間までに必要な要員は，「2.1.1(3)炉心損傷防止対策」

に示すとおり24名である。「6.2重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明してい

る運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は8名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，必要な水源，燃料及び電

源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系による代替格

納容器スプレイについては，7日間の対応を考慮すると，号炉あたり合計約5,200m3の水が必

要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約10,400m3の水が必要である。水源

として，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有している。

これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能である。また，

事象発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，防火水槽から可搬型代替注水

ポンプによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯渇させることなく復水貯

蔵槽を水源とした7日間の注水継続実施が可能となる。ここで，復水貯蔵槽への補給の開始

を事象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備を事象発生から12時間以内に使用で

きなかった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定している

ものである。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様の対応である。 

（添付資料2.1.4） 

ｂ．燃料 

可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後か

らの可搬型代替注水ポンプの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽

油が必要となる。本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮

に外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定し，事象発生後7日間

非常用ディーゼル発電機を最大負荷で運転した場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要とな

る。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機に

よる電源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計

約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉 合計 約1,595kL） 
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6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉合計 約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，可搬型代替注水ポンプによる復水貯

蔵槽への給水，非常用ディーゼル発電機による電源供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガス

タービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.1.5） 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮に外部電源が

喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定した場合においても，6号及び 7号

炉において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル発電機負荷に含

まれることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給が可能である。 

 

2.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，高圧注水機能が喪失し，原子

炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失することで，原子炉水位の低下により炉心が露

出し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪

失」に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として低圧代替注水系（常設）及び逃

がし安全弁による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷

却系による原子炉格納容器冷却手段及び格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器

除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」の重要事故シーケンス「過渡事象（給

水流量の全喪失）＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，逃がし安全弁による原子炉減圧，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃がし

装置等による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，周辺の公衆に対

して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕
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がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，低圧代

替注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子炉注水，格納容器圧力逃がし装置等による原

子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効で

あることが確認でき，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対して有効で

ある。 
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図 2.1.1 高圧・低圧注水機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（1/3） 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

図 2.1.2 高圧・低圧注水機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（2/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 

※低圧代替注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却系は，同じ復水移送ポンプを用いて 

弁の切替えにより実施する。 
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ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

格納容器圧力逃がし装置

又は

代替格納容器圧力逃がし装置

原子炉建屋

※１

主
排
気
筒

※１耐圧強化ベント系

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

Ａ(Ｃ)

主タービン系へ

低圧代替注水系

（常設）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

防火水槽

淡水貯水池

可搬型代替注

水ポンプ

図 2.1.3 高圧・低圧注水機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（3/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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 図 2.1.4 高圧・低圧注水機能喪失時の対応手順の概要 

（約21秒後）

（約4分後）

（約9分後）

（約10分後）

（約14分後）

（約19分後）

（約20分後）

（約26分後）

（約34分後）

（約110分後）

（約10時間後）

（約17時間後）

（約17時間後）

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

による原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

による原子炉注水再開

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
原子炉注水とドライウェルスプレイを

交互に実施

格納容器圧力0.31MPa[gage]にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

ドライウェルスプレイ停止

低圧代替注水系（常設）により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低下傾向を
確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却
モードにより冷温停止状態へ，格納容器ベントは格納容器スプレイ冷却モード及びサプレッション・
チェンバ・プール水冷却モードにより冷却が可能であること及び水素濃度制御が可能であることを確認
し停止する

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

（解析上の時刻）
（0分）

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

（約12時間後）

（適時実施）

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備完了

防火水槽への補給

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※10

※8

※1

※1

※1

（約12時間後）

（適時実施）

原子炉圧力0.34MPa[gage」
急速減圧操作完了

Ⅰ

Ⅲ

格納容器圧力0.279MPa[gage]
維持不可

Ⅵ Ⅶ

※4

※3

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作

※6

Yes

No

Ⅳ

Ⅴ

※7

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅱ

Yes

No

炉心損傷なし

格納容器ベント停止Yes

No

代替注水系2台以上準備

Yes

No

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

炉心損傷防止としての流量は確保できないが制御棒駆動水ポンプによる原子炉圧力容器への注水が継続していることを確

認する。また，追加起動の準備も開始する

復水移送ポンプと同等の流量は確保できないが，消火ポンプによる代替注水も実施可能である

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水ポンプによる代替注水も実施可能である

Ⅱ

残留熱除去系Bラインを優先して使用するが，残留熱除去系Aラインからの原子炉注水も可能である

現場操作により洗浄水弁を開することにより，残留熱除去系Cライン，高圧炉心注水系B，Cラインからの原子炉注水も可

能である

Ⅲ

大容量の可搬型代替注水ポンプによる格納容器スプレイも可能である

流量は少ないが消火ポンプによる代替格納容器スプレイも実施可能である

Ⅳ

残留熱除去系Bライン以外に復水移送ポンプによる代替注水が可能な系統がある場合，原子炉注水と格納容器スプレイを

同時に実施できる

Ⅴ

格納容器ベント操作前に，原子炉圧力容器の隔離状態を確認し水位を高めに維持する。原子炉格納容器への熱放出を抑制

し圧力上昇を抑制する

Ⅵ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は、補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に

「海水」も可能である

Ⅶ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

冷却材再循環ポンプ
4台トリップ確認

冷却材再循環ポンプ
6台トリップ確認

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」
優先⑤ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先⑥ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

復水移送ポンプ以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

・消火ポンプによる代替注水

・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイ実施

原子炉水位高（レベル8）到達後

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

2台によるドライウェルスプレイ開始
可搬型代替注水ポンプによる

代替格納容器スプレイ

格納容器圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

原子炉注水とドライウェルスプレイを
並行して実施

（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※14

格納容器圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

Ⅲ

※13

※15

炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

※5

※1

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を確認する

※2
原子炉注水に必要な弁が動作可能であることを確認する

※3

急速減圧中は「水位不明判断曲線」による原子炉圧力と格納容器温度から水位不明領域に入っていないことを確認する

※4

原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃度の確

認を実施する

※5

原子炉圧力計指示0.34MPa[gage]以下により，原子炉急速減圧完了を確認する

※6

水位不明判断は以下により確認する

・水位計の電源が喪失

・指示計のバラツキが大きく有効燃料棒頂部（TAF）以上であることが判定できない

・水位不明判断曲線の水位不明領域

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない

※7

原子炉水位計（燃料域）指示により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露出時
間」の禁止領域に入っていることを確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認する

※8

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。解析上，注水

流量は約90m3/hとする。以後，本操作を繰り返す

※9

格納容器圧力計指示0.18MPa[gage]到達により，格納容器スプレイ操作を開始する

※10

ドライウェルスプレイ実施中に原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水を開始する。原子炉

水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止しドライウェルスプレイを再開する。以後，本操作を繰り返す

※11

格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器ベント操作前に格納容器スプレイを停止する

※12

格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，炉心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認し，

格納容器ベント操作を開始する

※13

優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，耐圧強化ベント系よりも高く見直しを実施する予定である

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※14

格納容器ベント実施時に格納容器内雰囲気放射線モニタ等により炉心損傷が確認された場合は，格納容器ベントを停止し，炉心損傷後の対応手順に移行

する

格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※15

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが
考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御

する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※9

※11

※12

原子炉水位低（レベル3）到達

※2

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可
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図 2.1.5 高圧・低圧注水機能喪失時の作業と所要時間(1/2) 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・給水流量の全喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・冷却材再循環ポンプトリップ確認

・原子炉隔離時冷却系

　　自動起動／機能喪失確認

・高圧炉心注水系

　　自動起動／機能喪失確認

・高圧代替注水系起動操作 解析上考慮せず

・主蒸気隔離弁全閉確認，逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

・残留熱除去系

　　自動起動／機能喪失確認

高圧／低圧注水機能喪失調査、復旧操作

（解析上考慮せず）
－ － － － － － ・給水系、原子炉隔離時冷却系、高圧炉心注水系、残留熱除去系　機能回復 対応可能な要員により対応する

低圧代替注水系（常設）　準備操作
（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・逃がし安全弁　8個

　　手動開放操作

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設）現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

高圧・低圧注水機能喪失

経過時間（分）
備考

※シュラウド内水位に基づく時間

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

操作項目

実施箇所・必要人員数

2人

C,D

2人

c,d

10分

2人

a,b
－ － － －

操作の内容

10分

低圧代替注水系（常設）　準備操作

状況判断
2人

A,B

30分

4分

事象発生

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

原子炉スクラム

プラント状況判断

約2１秒 原子炉水位低（レベル2）

約14分 急速減圧

約110分 原子炉水位高（レベル8）

約20分 低圧代替注水系（常設） 原子炉注水開始

格納容器スプレイ実施までレベル3～レベル8維持

約4分 原子炉水位低（レベル1.5）

約9分 原子炉水位低（レベル1）

5分

約19分 原子炉水位有効燃料棒頂部到達※

約34分 原子炉水位有効燃料棒頂部回復※
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図 2.1.5 高圧・低圧注水機能喪失時の作業と所要時間(2/2) 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

原子炉満水操作

（解析上考慮せず）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・原子炉注水量の増加 解析上考慮せず

サプレッション・チェンバスプレイ操作

（解析上考慮せず）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作 解析上考慮せず

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水ポンプ，可

搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

－ － － －

※1

（1人）

※1

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

－ － － － ・淡水貯水池から防火水槽への補給
一時待避前に防火水槽が枯渇しないよ

うに補給量を調整する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成） 60分

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・ベント準備（格納容器ベントライン構成）
60分

－ － － －

※2、※3

（2人）

※2、※3

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）
60分

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・格納容器ベント操作

・ベント状態監視

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント状態監視 解析上考慮せず

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・格納容器ベント操作 解析上考慮せず

－ － － － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

－ － － －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油
一時待避前に燃料が枯渇しないように

補給する

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

2人

C,D

2人

c,d

8人

（参集要員8人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

（2人）

C,D

（2人）

c,d
格納容器ベント準備操作

格納容器ベント操作

格納容器ベント操作後，適宜ベント状態監視

適宜実施

適宜実施

燃料給油準備

2人

適宜実施
作業中断

（一時待避中）
適宜実施

緊急時対策要員

（現場）

原子炉注水と格納容器スプレイの

切替えを繰り返し実施

格納容器圧力279kPa[gage]以下維持不可の場合，格納容器空間部への熱の放出を防止するため，原子炉

への注水量を増やしできるだけ高く維持する

適宜実施

淡水貯水池から防火水槽への補給

2人

※3

適宜実施
現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給

2人

※1、※2

2人

※1、※2
180分

適宜実施
現場確認中断

（一時待避中）

サプレッション・チェンバ空間温度49℃超過確認後

サプレッション・チェンバスプレイを実施する

高圧・低圧注水機能喪失

経過時間（時間）
備考

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

事象発生

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

約17時間 格納容器圧力310kPa[gage]到達

約10時間 格納容器圧力180kPa[gage]到達

約20分 低圧代替注水系（常設） 原子炉注水開始

90分

格納容器スプレイ実施までレベル3～レベル8維持 レベル3～レベル8維持
レベル8到達後格納容器スプレイ切替

レベル3到達後原子炉注水切替

90分

20分

格納容器ベント操作後，適宜ベント状態監視遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器ベントを行う。
操作は，現場への移動を含め，約5分後から開始可能である。（操作完了は，約20分後)

具体的な操作方法は，弁駆動部に設置されたエクステンションにより，二次格納施設外から手動に

て操作を行う。

10分

10分

10分

10分
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主蒸気隔離弁の閉止 

による圧力上昇 

逃がし安全弁開閉による圧力制御 

（最大値：約 7.51MPa[gage]，約 5.5 分） 

逃がし安全弁 8個による手動減圧 

（約 14 分） 

注水量が少なく，沸騰が継続している 

ため，注水された冷却材は発生蒸気の 

増加を促進し，原子炉圧力が上昇する 

炉心上部プレナム※1 

高出力燃料集合体※1 

炉心下部プレナム※1 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

手動減圧に伴う減圧沸騰 

による水位上昇 

原子炉減圧による蒸気流出 

により水位低下 

注水開始後 

徐々に水位が回復 

再冠水以降の

蒸気発生に伴

うボイド率変

化に応じた二

相水位の変化 

再冠水過程における露出

と冠水の繰り返しによる

ボイド率の増減 

※2シュラウド内外水位はボイドを含む二相水位を示しており，二相水位評価の範囲としてボイド率を 

0.9 と制限している。 

※1 SAFER では各ノード毎の水位を計算している。ここでは，炉心上部プレナムについては下限の水位(ノ

ード内水位なしの状態)，高出力燃料集合体及び炉心下部プレナムについては，上限の水位(ノード内

の満水状態)が示されている。 

図 2.1.6 原子炉圧力の推移 

図 2.1.7 原子炉水位(シュラウド内水位)の推移※2 
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図 2.1.8 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.1.9 注水流量の推移 
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図 2.1.10 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

図 2.1.11 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.1.12 燃料被覆管温度の推移 

 

 

図 2.1.13 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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（発熱部 10 分割中，下から 8番目の位置） 

炉心再冠水により 

飽和温度付近まで低下 

遷移沸騰冷却 

ボイド率増加に伴う

熱伝達係数低下 

燃料被覆管の最高温度

発生位置露出 

燃料被覆管の最高温度 

発生位置再冠水 

核沸騰冷却 
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図 2.1.14 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

 

  

図 2.1.15 高出力燃料集合体のボイド率の推移※ 
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※ 高出力燃料集合体内に水位があることから，二相水位以下のボイド率を示している。 
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図 2.1.16 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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図 2.1.18 格納容器圧力の推移 

 

 

図 2.1.19 格納容器気相部温度の推移 
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図 2.1.20 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

図 2.1.21 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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表 2.1.1 高圧・低圧注水機能喪失時における重大事故等対策について 

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉スクラム確認 
運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生し，原子炉がスクラムし

たことを確認する 
－ － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉水位による自動起動信号が発生するが，各ポンプの起動失敗又は各

ポンプの系統流量計の指示が上昇しないことにより高圧・低圧注水機能喪

失を確認する 

－ － 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

【残留熱除去系ポンプ吐出圧力計】 

高圧代替注水系による原子炉

水位回復 
高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を起動し原子炉水位を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

逃がし安全弁による原子炉急

速減圧 

高圧・低圧注水機能喪失確認後，低圧代替注水系（常設）を 2 台運転とし，

中央制御室にて逃がし安全弁 8 個を全開し，原子炉急速減圧を実施する 

復水移送ポンプ 

逃がし安全弁 
― 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，低圧代替注水系（常設）の系

統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。原子炉

水位は原子炉水位高（レベル 8）から原子炉水位低（レベル 3）の間で維持

する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA） 

代替格納容器スプレイ冷却系

による原子炉格納容器冷却 

格納容器圧力が 0.18MPa[gage]に到達した場合，代替格納容器スプレイ冷

却系により原子炉格納容器冷却を実施する。代替格納容器スプレイ中に原

子炉水位が原子炉水位低（レベル 3）まで低下した場合は，代替格納容器

スプレイを停止し原子炉注水を実施する。原子炉水位高（レベル 8）まで

回復後，原子炉注水を停止し，代替格納容器スプレイを再開する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA）  

格納容器圧力逃がし装置等に

よる原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達した場合，格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器除熱を実施する 

格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系 

代替格納容器圧力逃がし装置 

－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W）  

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C）  

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 2.1.2 主要解析条件（高圧・低圧注水機能喪失）（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER，CHASTE 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート下

端から+119cm） 
通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し,10%
の保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機
器及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構
造物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チ
ェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール水位 7.05m（NWL） 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール
水位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール水温 35℃ 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール
水温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，
事象開始 24 時間以降は 40℃） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 2.1.2 主要解析条件（高圧・低圧注水機能喪失）（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位低下の観点で厳しい事象を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 高圧注水機能及び低圧注水機能喪失 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉

心注水系の機能喪失を，低圧注水機能として低圧注

水系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源あり 

外部電源がある場合，事象発生と同時に再循環ポン

プがトリップしないことにより，原子炉水位低（レ

ベル 3）による原子炉スクラムまでは原子炉出力が

高く維持され，原子炉水位の低下が早いため，炉心

冷却上厳しくなる 
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表 2.1.2 主要解析条件（高圧・低圧注水機能喪失）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
原子炉水位低（レベル 3） 
（遅れ時間：1.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機

能 

再循環ポンプが，原子炉水位低（レベル
3）で 4台，原子炉水位低（レベル 2）で残
りの 6台がトリップ 

原子炉冷却材再循環系のインターロックとして設定 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 
7.51 MPa[gage]×1 個, 363 t/h/個 
7.58 MPa[gage]×1 個, 367 t/h/個 
7.65 MPa[gage]×4 個, 370 t/h/個 
7.72 MPa[gage]×4 個, 373 t/h/個 
7.79 MPa[gage]×4 個, 377 t/h/個 
7.86 MPa[gage]×4 個, 380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 8個を開
することによる原子炉急速減圧 
<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 
 逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉圧

力の関係から設定 

低圧代替注水系（常設） 
最大 300m3/h で注水，その後は炉心を冠水

維持可能な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 140m3/h にて原子炉格納容器内へスプレイ 
格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量を考
慮し，設定 

格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]における最大
排出流量31.6kg/sに対して，原子炉格納容
器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約70%
開）にて原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設計値として設定 

0.0
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表 2.1.2 主要解析条件（高圧・低圧注水機能喪失）（4／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

低圧代替注水系（常設）の追加起動及

び中央制御室における系統構成 
事象発生から 10 分後 

高圧・低圧注水系機能喪失を確認後実施するが，事象

判断時間を考慮して，事象発生から 10分後に開始し，

操作時間は約 4分間として設定 

原子炉急速減圧操作 事象発生から約 14分後 
中央制御室操作における低圧代替注水系（常設）の準

備時間を考慮して設定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 
格納容器圧力 0.18MPa[gage]到達時 設計基準事故時の最高圧力を踏まえて設定 

格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱操作 
格納容器圧力 0.31MPa[gage]到達時 格納容器最高使用圧力を踏まえて設定 

 

 

 



 
添 2.1.1-1

添付資料 2.1.1 

安定状態について 

 

高圧・低圧注水機能喪失時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置等，

残留熱除去系又は代替循環冷却）により，格納容器圧力及び温

度が安定又は低下傾向に転じ，また，原子炉格納容器除熱のた

めの設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な

要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

逃がし安全弁を開維持することで，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が

冠水し，炉心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から約 17時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格

納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり,格納容器

温度は 150℃を下回るとともに，ドライウェル温度は，低圧注水継続のための逃がし安全弁

の機能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，原子炉格納容器安定状態が確立さ

れる。なお,除熱機能として格納容器圧力逃がし装置等を使用するが,本事象より使用まで

の時間が短く放射性物質の減衰効果が少ない「2.3 全交流動力電源喪失」の実効線量約 4.9

×10-2mSv 以下となり，燃料被覆管破裂は発生しないため,周辺の公衆に対して著しい放射線

被ばくのリスクを与えることはなく，敷地境界での実効線量評価は 5mSv を十分に下回る。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，代替循環冷却を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行い，原子炉格納容

器を隔離することによって，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。（別

紙 1） 
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安定状態の維持について 

 

1. 安定状態の維持に関する定量評価 

 サプレッション・チェンバ水温に関する長期間解析及び残留熱除去系の復旧に関する定量

評価について示す。 

（1）サプレッション・チェンバ水温に関する長期間解析 

 代替循環冷却又は格納容器ベントを使用した場合のサプレッション・チェンバ・プール水

温の挙動を確認するため，有効性評価の対象とした事故シーケンスのうち，サプレッション・

チェンバ・プール水温が高く推移するシーケンスとして，重大事故として「格納容器過圧・

過温破損シナリオ（代替循環冷却を使用する場合及び代替循環冷却を使用しない場合）」につ

いて，運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故として，格納容器ベントを

行い，事故発生 40時間時点のサプレッション・チェンバ・プール水温が最も高い「崩壊熱除

去機能喪失（残留熱除去系の故障）シナリオ」について，サプレッション・チェンバ・プー

ル水温が約 100℃に低下するまでの長期間解析を実施した。 

 図 1.1 から図 1.3 に，格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却を使用する場合）

における格納容器圧力・温度及びサプレッション・チェンバ・プール水温の解析結果を示す。

同様に，図 1.4 から図 1.6 に，格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却を使用しな

い場合）の解析結果を，図 1.7 から図 1.9 に，崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障）

シナリオの解析結果を示す。 

 図 1.3，図 1.6，及び図 1.9 に示すように，いずれの解析結果においても事故後 7日時点で

は，サプレッション・チェンバ・プール水温は最高使用温度の 104℃（原子炉格納容器設計

条件を決定するための冷却材喪失事故時の解析結果での最高温度に余裕をもたせた温度）を

上回っているが，事故発生 7日以降の 100℃に低下するまでの全期間に亘って 150℃を下回っ

ている。トップヘッドフランジや機器搬入用ハッチに使用されている改良 EPDM 製シール材は

一般特性として耐温度性は 150℃であることから，原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め

機能は維持される。 

 したがって，事故発生 7日以降にサプレション・チェンバ・プール水温が最高使用温度を

上回っていても原子炉格納容器の健全性が問題となることはない。 

（別紙 1） 
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図 1.1 格納容器圧力の推移（格納容器過圧・過温破損シナリオ） 

（代替循環冷却を使用する場合） 

 

 

図 1.2 格納容器温度の推移（格納容器過圧・過温破損シナリオ） 

（代替循環冷却を使用する場合） 
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図 1.3 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移（格納容器過圧・過温破損シナリオ） 

（代替循環冷却を使用する場合） 
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図 1.4 格納容器圧力の推移（格納容器過圧・過温破損シナリオ） 

（代替循環冷却を使用しない場合） 
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図 1.5 格納容器温度の推移（格納容器過圧・過温破損シナリオ） 

（代替循環冷却を使用しない場合） 
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図 1.6 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移（格納容器過圧・過温破損シナリオ） 

（代替循環冷却を使用しない場合） 
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図 1.7 格納容器圧力の推移（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障）） 
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図 1.8 格納容器温度の推移（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障）） 
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図 1.9 サプレッション・チェンバ水温の推移（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障）） 
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（2）残留熱除去系の復旧に関する定量評価 

ここでは，残留熱除去系の復旧による安定状態の評価として，安定状態は確立し，炉心の

冷却は維持され，格納容器圧力及び温度は低下傾向に向かうものの，サプレッション・チェ

ンバ・プール水位が比較的高く推移する崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）を

例に評価を行った。 

図 1.10 及び図 1.11 に，格納容器圧力及びサプレッション・チェンバ・プール水温の時間

変化を，図 1.12 及び図 1.13 に，注水流量及びサプレッション・チェンバ・プール水位の時

間変化を，それぞれ事故発生後 14日間について示す。 

サプレッション・チェンバ・プール水位については，水位が真空破壊装置－1mに到達した

時点で，低圧代替注水系(常設)による原子炉注水を停止することで外部水源からの注水を制

限し，かつ，代替原子炉補機冷却系を用いた残留熱除去系による除熱により，炉心及び原子

炉格納容器の冷却を行いつつ，図 1.12 に示すように適宜サプレッション・チェンバのプール

水を水源とする残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことで，図 1.13 に

示すようにサプレッション・チェンバ・プール水位の上昇は抑制される。 

また，図 1.11 に示すように，サプレッション・チェンバ・プール水温は事象発生 20 時間

後に残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）の運転を開始した以

降，低下が継続し，事故発生 7日後までには最高使用温度(104℃)を下回る。事故発生 7日後

に残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）で運転することにより，除熱能力が改善され，

図 1.10 及び図 1.11 に示すように，格納容器圧力及びサプレッション・チェンバ・プール水

温は大幅に低下する。 

以上から，残留熱除去系の復旧により安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能で

ある。 
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図 1.10 格納容器圧力の推移 
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図 1.11 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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図 1.12 注水流量の推移 
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図 1.13 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 
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2. 残留熱除去系の復旧方法について 

 

（1）残留熱除去系の復旧方法及び予備品の確保について 

残留熱除去系の機能喪失の原因によっては，大型機器の交換が必要となり復旧に時間かか

る場合も想定されるが，予備品の活用やサイト外からの支援などを考慮すれば，1 ヶ月程度

で残留熱除去系を復旧させることが可能であると考えられる。 

残留熱除去系の復旧にあたり，原子炉補機冷却海水系，原子炉補機冷却水系については，

予備品を保有することで復旧までの時間が短縮でき，成立性の高い作業で機能回復できる機

器として，電動機を重大事故等により同時に影響を受けない場所に予備品として確保してい

る。 

一方，残留熱除去系については，防潮堤等の津波対策及び原子炉建屋内の内部溢水対策に

より区分分離されていること，さらに ABWR の残留熱除去系は 3系統あることから，東日本大

震災のように複数の残留熱除去系が同時浸水により機能喪失することはないと考えられる。 

なお，ある 1系統の残留熱除去系の電動機が浸水し，当該の残留熱除去系が機能喪失に至

った場合においても，他系統の残留熱除去系の電動機を接続することにより復旧する手順を

準備する（「1.0 重大事故対策における共通事項 添付資料 1.0.15 格納容器の長期にわたる

状態維持に係わる体制の整備について」参照）。 

 

（2）残留熱除去系の復旧手順について 

 炉心損傷又は格納容器破損に至る可能性のある事象が発生した場合に，運転員及び緊急時

対策要員により残留熱除去系を復旧するための手順を整備してきている。 

 本手順では，機器の故障個所，復旧に要する時間，炉心損傷又は格納容器破損に対する時

間余裕に応じて「恒久対策」，「応急対策」又は「代替対策」のいずれかを選択するものとし

ている。 

具体的には，故障箇所の特定と対策の選択を行い，故障箇所に応じた復旧手順にて復旧を

行う。図 2.1 に手順書の記載例を示す。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（1/8） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（2/8） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（3/8） 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（4/8） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（5/8） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（6/8） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（7/8） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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図 2.1 残留熱除去系の復旧手順書の記載例（8/8） 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 



 

添 2.1.2-1 

表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧・低圧注水機能喪失）（1／2） 

【SAFER，CHASTE】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。最確条件を包絡できる条件を設

定することにより崩壊熱を大きくするよう考慮し

ている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与え

る影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱

伝達，気液熱非

平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を低

めに評価する可能性があり，他の解析モデルの不確

かさとも相まってコード全体として，スプレイ冷却

のない実験結果の燃料被覆管最高温度に比べて

10℃～50℃程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解析

結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面

での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備

すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高め

に評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価するこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

輻射熱伝達モ

デル 

入力値に含まれる。輻射率は，1,200℃付近のジル

カロイ被覆管の酸化面における輻射率（0.7～0.8）

を踏まえて 0.67 を用いることで，輻射伝熱を小さ

くするよう考慮している。なお，輻射率 0.67 を用

いた場合の PCT は，輻射率 0.75 を用いた場合に比

べて数℃程度高くなる。また，部分長燃料棒より上

部にも出力燃料棒が存在すると仮定して輻射伝熱

を小さくするよう考慮している 

燃料棒間，燃料棒-チャンネルボックス間の輻射熱伝達を現実的に評価することから，燃料被

覆管温度に与える影響は小さい。燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

燃料棒間，燃料棒-チャンネルボックス間の輻射熱伝達を現実的に

評価することから，燃料被覆管温度に与える影響は小さい 

燃料被覆管酸

化 

ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱量

を大きく評価するモデルを採用し，保守的な結果を

与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料

被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原

子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）

に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に

保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変

形 

膨れ・破裂評価

モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に基

づいて評価され，燃料被覆管温度は上述のように高

めに評価され，円周方向応力は燃焼期間中の変化を

考慮して燃料棒内圧を大きく設定し保守的に評価

している。ベストフィット曲線を用いる場合も破裂

の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベストフィ

ット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと考える。仮に格納容

器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍を超え

る大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心損傷後の運転操作を適用する必要があり，

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器除熱操作の起点が，格納容器圧力が限界圧力に到

達するまでとなる。しかしながら，除熱操作までには本解析においても約 17 時間後の操作で

あり，十分な時間余裕があることから運転員等の判断・操作に対して問題となることはない 

破裂発生前の燃料被覆管の膨れ及び破裂発生の有無は，伝熱面積や

ギャップ熱伝達係数，破裂後の金属－水反応熱に影響を与え，燃料

被覆管の最高温度及び酸化割合に影響を与えることとなる。解析コ

ードでは，前述の判定を行うための燃料被覆管温度を高めに評価す

ることから，概ね保守的な結果を与えるものと考える 

沸騰・ボイド率

変化，気液分離

（水位変化）・

対向流，三次元

効果 

二相流体の流

動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，二

相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動成分を

除いて，実験結果と概ね同等の結果が得られている 

燃料棒冷却過程において，低圧代替注水系では蒸気

単相冷却又は噴霧流冷却の不確かさとして+20℃～

+40℃程度の不確かさがある 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，

2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに予

測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水系の起

動タイミングを早める可能性が示される。しかし，

実験で圧力低下が遅れた理由は，水面上に露出した

上部支持格子等の構造材の温度が燃料被覆管から

の輻射や過熱蒸気により上昇し，LPCS スプレイの

液滴で冷却された際に蒸気が発生したためであり，

低圧代替注水系を注水手段として用いる本事故シ

ーケンスでは考慮する必要のない不確かさである。

このため，燃料被覆管温度に大きな影響を及ぼす低

圧代替注水系の注水タイミングに特段の差異を生

じる可能性はないと考えられる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操作に与え

る影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，有効性評価

解析における燃料被覆管温度に対し，水位振動に伴うクェンチ時刻

の早期化を考慮した影響を取り込む必要があるが，炉心の著しい損

傷が発生するまで,燃料被覆管温度は解析結果に対して約 70℃の

余裕があることからその影響は小さい 

（添付資料 2.1.3） 

添付資料 2.1.2 

 
解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（高圧・低圧注水機能喪失） 



 

添 2.1.2-2 

 

表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧・低圧注水機能喪失）（2／2） 

【SAFER，CHASTE】 
分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子

炉圧

力容

器 

 沸騰・凝縮・ボ

イド率変化，気

液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの二相

水位（シュラウド外水位）に関する不確かさを取り

扱う。シュラウド外水位については，燃料被覆管温

度及び運転員操作のどちらに対しても二相水位及

びこれを決定する二相流動モデルの妥当性の有無

は重要でなく，質量及び水頭のバランスだけで定ま

るコラプスト水位が取り扱えれば十分である。この

ため，特段の不確かさを考慮する必要はない 

原子炉への注水開始は，給水喪失に伴う原子炉水位（シュラウド外水位）の低下開始を起点

として，ECCS 注水機能喪失確認及び代替低圧注水準備を速やかに開始することとなり，水位

低下挙動が早い場合であっても，これら操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変

わりはないことから，運転員等操作に与える影響はない。水位低下挙動が遅い場合において

は操作に対する時間余裕は大きくなる。なお，解析コードでは，シュラウド外水位が現実的

に評価されることから不確かさは小さい 

シュラウド外水位を適切に評価することから，有効性評価解析にお

ける燃料被覆管温度への影響は小さい 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，圧

力変化は実験結果と概ね同等の解析結果が得られ

ており，臨界流モデルに関して特段の不確かさを想

定する必要はない 

解析コードでは，原子炉からの蒸気及び冷却材流出を現実的に評価する。関連する運転操作

として急速減圧後の注水操作があるが，注水手段が確立してから減圧を行うことが手順の前

提であり，原子炉圧力及び原子炉水位の変動が運転員等操作時間に対して与える影響はない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように入

力で設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は実験

結果と良い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性評価解

析でも圧力変化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミング及び

注水流量を適切に評価するため，燃料被覆管温度への影響は小さ

い。破断口及び主蒸気逃がし弁からの流出流量は，圧力容器ノズル

又はノズルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分

な長さであることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると

考えられ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

原子炉注水系

モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基づく原子

炉圧力と注水流量の関係を使用しており，実機設備

仕様に対して注水流量を少なめに与え，燃料被覆管

温度を高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与え

る影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧・低圧注水機能喪失） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用い

ており，解析モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用

いており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確

認されており不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度

成層化を含めて傾向は適切に再

現できる 

-雰囲気からヒートシンクへの

伝熱が過小に予測されている可

能性が示唆されているものの，

実験体系に起因するものと考え

られ，実機体系においてはこの

種の不確かさは小さくなると考

えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測

定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体

としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力

及び温度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイ及び格納容器圧力逃が

し装置に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ注

入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間で

雰囲気温度と平衡に至ることか

ら伝熱モデルの不確かさの影響

はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

格納容器ベン

ト 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

以下の観点で不確かさは小さい

と判断できる 

-入力値に含まれる（ベント流

量） 

-格納容器ベントについては，設

計流量に基づいて流路面積を入

力値として与え，「格納容器各

領域間の流動」と同様の計算方

法が用いられている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧・低圧注水機能喪失）（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮した運

転管理目標値を参考に最確条件を包

絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊

熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間への影響

は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱

が緩和される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに

与える影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 

約 7.05～

7.12MPa[gage] 

（実測値） 

定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進

展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進

展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約+118cm

～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小

さい。例えば，原子炉スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通

常運転水位-約 4m であるのに対してゆらぎによる水位低下量は-約

10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小

さい。例えば，原子炉スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常

運転水位-約 4m であるのに対してゆらぎによる水位低下量は-約

10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小

さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約 91～約

110% 

（実測値） 

定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B型）

は，熱水的な特性はほぼ同等であり，

燃料棒最大線出力密度の保守性に包

含されることから，代表的に 9×9 燃

料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心となる

か，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ

同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操

作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ

同等であり，炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を包絡

できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，操作

手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被

覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運

転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度 

約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを

考慮し，10％の保守性を確保すること

で，最確条件を包絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，

発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位低下が緩和さ

れ，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに

伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇

が遅くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変

わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，

発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位低下が緩和され，

また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和されるため，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，格納容器

圧力上昇は遅くなるが，格納容器圧力上昇は格納容器ベントにより

抑制されるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全体積

から内部機器及び構造物の体積を除

いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値（内部

機器及び構造物の体積を除いた値）を

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チェン

バ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低

下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水

位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆら

ぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当

分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さ

い。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時

間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低

下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水

位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎ

による水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分で

あり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。し

たがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チェン

バ・プール水温の上限値を，最確条件

を包絡できる条件として設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納

容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格納容器ベント操

作の開始が遅くなるが，その影響は小さく，運転員等操作時間に与

える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納

容器の熱容量は大きくなり格納容器ベントに至るまでの時間が長く

なるが，その影響は小さい 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧・低圧注水機能喪失）（2/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を

与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベン

ト時間に与える影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器ベ

ントまでの圧力上昇率（平均）は 1時間あたり約 18kPa であるの

に対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり，格納容器

ベント時間が約 7分早くなる程度である。したがって，事象進展

に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベント時

間に与える影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器ベントま

での圧力上昇率（平均）は 1時間あたり約 18kPa であるのに対して，

ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が

約 7分早くなる程度である。したがって，事象進展に与える影響は

小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を

与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度と

なることから，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，運転

員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となる

ことから，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル-サプレッ

ション・チェンバ間差圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル-サプレッショ

ン・チェンバ間差圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間以

降は 45℃，事象開始 24 時

間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を

参考に最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも低

くなる可能性があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレ

イによる圧力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔に影響

するが，スプレイ間隔は原子炉水位維持操作に依存することか

ら，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも低く

なる可能性があり，炉心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあ

るが，この顕熱分の影響は小さく，燃料被覆管温度の上昇に対する

影響は小さい。 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制

効果は大きくなり，格納容器圧力逃がし装置等の操作開始時間が遅

くなるが，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量+復水貯蔵槽水

量） 

淡水貯水池及び通常運転中

の復水貯蔵槽の水量を参考

に，最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大き

くなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替注水ポンプ

による補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない 

― 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用

値を参考に，最確条件を包絡

できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は大き

くなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても燃料

は枯渇しないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

― 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧・低圧注水機能喪失）（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 起因事象 給水流量の全喪失 ― 
原子炉水位低下の観点で厳し

い事象を設定 

― ― 
安全機能の喪

失に対する仮

定 

高圧注水機能及び低圧注

水機能喪失 
― 

高圧注水機能として原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心注水

系の機能喪失を，低圧注水機能

として低圧注水系の機能喪失

を設定 

外部電源 外部電源あり ― 

炉心冷却上厳しくする観点か

ら，事象発生と同時に再循環ポ

ンプがトリップせず原子炉水

位低の信号でトリップするこ

とで原子炉水位の低下が早く

なるように外部電源がある状

態を設定 

仮に外部電源がない場合は，事象発生と同時に再循環ポンプ

がトリップし，原子炉出力が低下するため，外部電源ありを

初期条件とする 

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機により

電源が確保されることから，運転員等操作時間に与える影響

はない 

仮に外部電源がない場合は，事象発生と同時に再循環ポンプがトリップ

し，原子炉出力が低下するため，原子炉水位の低下が遅くなり，炉心露

出時間も短くなるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保

される 

機器

条件 

原子炉スクラ

ム信号 

原子炉水位低（レベル 3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 

原子炉水位低（レベル 3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考

慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替冷却材再

循環ポンプ・ト

リップ機能 

再循環ポンプが，原子炉

水位低（レベル 3）で 4

台，原子炉水位低（レベ

ル 2）で残りの 6 台がト

リップ 

再循環ポンプが，原子炉

水位低（レベル 3）で 4台，

原子炉水位低（レベル 2）

で残りの 6台がトリップ 

原子炉冷却材再循環系のイン

ターロックとして設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能

の設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 8 個開による原

子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 8 個開による原

子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づ

く蒸気流量及び原子炉圧力の

関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧代替注水

系（常設） 

最大 300m3/h で注水，そ

の後は炉心を冠水維持可

能な注水量に制御 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損

を考慮した値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原

子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作とし

て冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操

作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温

度は低めの結果を与えることになるため，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

140m3/h でスプレイ 140m3/h 以上でスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力

抑制に必要なスプレイ流量を

考慮し，設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により

圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効

果に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは

無いため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器圧力

逃がし装置等 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における

最大排出流量31.6kg/sに

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約70%開）にて

格納容器除熱 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における

最大排出流量31.6kg/sに

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約70%開）にて

格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の

設計値として設定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器ベントによる格納

容器圧力の低下が早くなり，その後の圧力挙動も低く推移す

ることになるが，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

格納容器圧力の最大値は格納容器ベント実施時のピーク圧力であるこ

とから，その後の圧力挙動の変化は，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

 



 

添 2.1.2-7 

表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（高圧・低圧注水機能喪失）（1/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメ

ータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始

時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

低圧代替

注水系（常

設）による

原子炉注

水操作（原

子炉急速

減圧操作

を含む） 

事象発生から約 14

分後 

高圧・低圧注水系機

能喪失を確認後実

施するが，事象判断

時間を考慮して，事

象発生から 10 分後

に低圧代替注水系

（常設）の追加起動

を行い，その操作終

了後（約 4分後）に

原子炉急速減圧操

作を開始すること

を設定 

【認知】 

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて ECCS

機能喪失を確認する。ECCS 機能喪失の確認時間については，詳細を以下に示す

とおり，ECCS ポンプ等の手動起動操作による確認を考慮した場合は 8 分間程度

と想定している。よって，解析上の原子炉減圧の操作開始時間の約 14 分のうち，

余裕時間を含め 10 分間を ECCS 機能喪失の確認時間と想定している 

［ECCS ポンプ等の手動起動操作による確認を考慮した場合］ 

 原子炉スクラム及びタービントリップの確認の所要時間に 1分間を想定 

 RCIC機能喪失の確認及び他のECCSの起動操作判断の所要時間に2分間を想

定 

 HPCF の 2 系列の手動起動及びその後の機能喪失の確認の所要時間に 2 分間

を想定 

 LPFL の 3 系列の手動起動及びその後の機能喪失の確認の所要時間に 3 分間

を想定 

 これらの確認時間等の合計により，ECCS ポンプ等の手動起動操作による確

認を考慮した場合に，ECCS 機能喪失の所要時間を 8分間と想定 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作は，復水補給水系の隔離弁

（1弁）の閉操作による系統構成，低圧代替注水系（常設）の追加起動であり，

何れも制御盤の操作スイッチによる操作のため，1操作に 1分間を想定し，合計

2分間であり，それに余裕時間を含めて操作時間約 4分を想定している。また，

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作が完了した後に，自動減圧

系による原子炉の急速減圧操作を行うため，原子炉の急速減圧の開始を事象発生

から約 14 分後と想定している 

【他の並列操作有無】 

事象発生直後，原子炉の停止確認後は冷却材確保としての原子炉注水を最優先に

実施するため，他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こり

にくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

ECCS 機能喪失の認知に係

る確認時間及び低圧代替

注水系（常設）による原子

炉注水準備の操作時間は，

余裕時間を含めて設定さ

れていることから，その後

に行う原子炉の急速減圧

の操作開始時間は解析上

の設定よりも若干早まる

可能性があり，原子炉への

注水開始時間を早める 

実態の操作開始時間は

解析上の設定よりも早

くなる可能性があり，そ

の場合には燃料被覆管

温度は解析結果よりも

低くなり，評価項目とな

るパラメータに対する

余裕は大きくなる 

事象発生から約 19 分後

（操作開始時間の 5 分

程度の時間遅れ）までに

低圧代替注水系（常設）

による注水が開始でき

れば，燃料被覆管の最高

温度は約 944℃となり

1,200℃を下回るため，

炉心の著しい損傷は発

生せず，評価項目を満足

する。また，格納容器ベ

ントをしても敷地境界

線量は約 1.4mSv であり

5mSv を下回る。事象発

生から約 24 分後（操作

開始時間の 10 分程度の

時間遅れ）では，炉心の

著しい損傷は発生せず，

評価項目を満足するが，

格納容器ベントをする

と敷地境界線量は 5mSv

を超える。この場合，格

納容器内雰囲気放射線

レベル計（CAMS）により

炉心損傷の判断を行い，

格納容器圧力 0.62MPa

［gage］にて格納容器ベ

ントすることとなるた

め,重大事故での対策の

範囲となる 

（添付資料 2.1.3） 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。解析上において

は，起因事象の給水流

量 の 全 喪 失 か ら 高

圧・低圧注水系機能喪

失の認知及び低圧代

替注水系（常設）によ

る原子炉注水準備後

の原子炉減圧操作ま

で約 14 分を想定して

いるところ，訓練実績

は約 9分。 

想定の範囲内で意図

している運転操作が

実施可能なことを確

認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（高圧・低圧注水機能喪失）（2/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

代替格納

容器スプ

レイ冷却

系による

格納容器

冷却操作 

格納容器圧力

0.18MPa[gage]到達時 

設計基準事故時の

最高圧力を踏まえ

て設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力 0.18MPa[gage]）に到達するの

は事象発生約 10 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知で

きる時間があるため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替は制御盤の操作スイ

ッチによる操作のため，簡易な操作である。操作時間は特に設定していないが，

格納容器の緩やかな圧力上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

原子炉への注水が優先であり，原子炉水位高（レベル 8）到達後に，低圧代替注

水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替えることとしており，原子炉注

水の状況により，格納容器スプレイの操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こり

にくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉注水を優先する

ため，原子炉水位高（レ

ベル 8）到達後に低圧代

替注水系（常設）から

代替格納容器スプレイ

へ切替えることとして

おり，原子炉注水の状

況により格納容器スプ

レイの操作開始は格納

容器圧力 0.18MPa[gag 

e]付近となるが，操作

開始時間に与える影響

は小さい。 

当該操作は，解析コー

ド及び解析条件（操作

条件を除く）の不確か

さにより操作開始時間

は遅れる可能性がある

が，中央制御室で行う

操作であり，他の操作

との重複もないことか

ら，他の操作に与える

影響はない 

原子炉注水の状況に

より格納容器スプレ

イの操作開始は格納

容 器 圧 力 0.18MPa

［gage］付近となる

が，格納容器の圧力上

昇は緩やかであり，格

納容器スプレイ開始

時間が早くなる場合，

遅くなる場合の何れ

においても，事象進展

はほぼ変わらないこ

とから，評価項目とな

るパラメータに与え

る影響は小さい 

格納容器スプ

レイ開始まで

の時間は事象

発生から約 10

時間あり準備

時間が確保で

きるため，時間

余裕がある 

中央制御室における操作のため，シ

ミュレータにて訓練実績を取得。訓

練では，格納容器圧力の上昇傾向及

び原子炉水位の状況を同時に監視

し，格納容器圧力 0.18MPa［gage］

に到達する前に，低圧代替注水系

（常設）から代替格納容器スプレイ

へ切替操作を実施，切替操作に要す

る時間は訓練実績では約 1分。想定

で意図している運転操作が実施可

能なことを確認した 

復水貯蔵

槽への補

給 

事象発生から 12 時間

後 

可搬型設備に関し

て，事象発生から

12 時間までは，そ

の機能に期待しな

いと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり十分な時間余裕が

ある 
― ― ― 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池

から防火水槽への補給と可搬型代

替注水ポンプによる防火水槽から

復水貯蔵槽への補給を並行して実

施する。淡水貯水池から防火水槽へ

の補給の系統構成は，所要時間 90

分想定のところ，訓練実績等により

約 70 分で実施可能なこと，可搬型

代替注水ポンプによる防火水槽か

ら復水貯蔵槽への補給のホース敷

設等の注水準備は，所要時間 180 分

想定のところ，訓練実績等により約

150 分で実施可能なことを確認した 

各機器へ

の給油 

（可搬型

代替注水

ポンプ） 

事象発生から 12 時間

後以降，適宜 

各機器への給油は，

解析条件ではない

が，解析で想定して

いる操作の成立や

継続に必要な操

作・作業 

各機器の使用開始

時間を踏まえて設

定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり十分な時間余裕が

ある 
― ― ― 

有効性評価では，防火水槽から復水

貯蔵槽への補給用の可搬型代替注

水ポンプ（6号及び 7号炉：各 2台）

への燃料給油を期待している。 

可搬型代替注水ポンプへの給油作

業は，所要時間 180 分想定のところ

訓練実績等では約 112 分であり，想

定の範囲内で意図している作業が

実施可能であることを確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（高圧・低圧注水機能喪失）（3/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメ

ータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

格納容器

圧力逃が

し装置等

による格

納容器除

熱操作 

格納容器圧力

0.31MPa[gage] 

到達時 

格納容器最高使用

圧力を踏まえて設

定 

【認知】 

炉心損傷前の格納容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 0.31MPa[gage]）に

到達するのは，事象発生の約 17 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇

を十分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作時間に与える影響はな

し 

【要員配置】 

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器ベントは，中央制御室における操作と

現場における操作が必要であるが，現場の操作は中央制御室で行う操作とは別の

運転員(現場)及び緊急時対策要員を配置している。当該の運転員(現場)及び緊急

時対策要員は，他の作業を兼任しているが，それら作業は事象発生の 12 時間後

までに行う作業であり，格納容器ベントの操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

運転員（現場）は，中央制御室から操作現場である二次格納施設外までのアクセ

スルートは，通常 10 分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作

所要時間を想定している。また，緊急時対策要員は，緊急時対策本部から操作現

場へ車にて移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場

合に，アクセスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセス

ルートを仮復旧できる体制としており，また，徒歩による移動を想定しても所要

時間は約 1時間であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

制御電源が使用可能な状況における炉心損傷前の格納容器ベントについて，中央

制御室における格納容器ベント準備操作は操作スイッチによる 1 弁の操作に 10

分の操作時間と 7 弁の開閉状態確認を含めて 60 分を想定し，格納容器ベント操

作は操作スイッチによる 1弁の操作に約 1分の操作時間を想定しており，十分な

時間余裕を確保している。運転員（現場）の格納容器ベント準備操作は伸縮継手

を用いた原子炉格納容器一次隔離弁の手動操作として移動時間を含めて 60 分の

操作時間を想定しており，時間余裕を確保している。緊急時対策要員（現場）の

現場における格納容器ベント準備操作（格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置

水位調整準備）は，現場での手動弁 4 個の操作に移動時間を含めて 60 分の操作

時間を想定しており，十分な時間余裕を確保している。よって，操作所要時間が

操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器ベントの操作時に，当該操作に対応する運転員，緊急時対策要員に他の

並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤

操作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低

い。また，現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施す

ることとしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる

可能性は低い。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は現場に

て格納容器ベントを行うこととしており，格納容器ベント操作の信頼性を向上し

ている。ただし，この場合，現場操作に移動を含め約 20 分の時間の増分が発生

する 

炉心損傷前の格納容器ベ

ントの操作実施基準（格納

容器圧力 0.31MPa［gage］）

に到達するのは，事象発生

の約 17 時間後であり，格

納容器ベントの準備操作

は格納容器の圧力上昇の

傾向を監視しながら予め

操作が可能である。また，

格納容器ベント操作の操

作所要時間は余裕時間を

含めて設定されているこ

とから，実態の操作開始時

間は解析上の設定とほぼ

同等であり，操作開始時間

に与える影響は小さい。た

だし，格納容器ベント実施

時に遠隔操作に失敗した

場合は，現場操作にて対応

するため，約 20 分程度操

作開始時間が遅れる可能

性があるが，格納容器限界

圧力は 0.62MPa［gage］の

ため，格納容器の健全性と

いう点では問題とはなら

ない。 

当該操作は，解析コード及

び解析条件（操作条件を除

く）の不確かさにより操作

開始時間は遅れる可能性

があるが，中央制御室で行

う操作であり，他の操作と

の重複もないことから，他

の操作に与える影響はな

い。なお，格納容器ベント

実施時に遠隔操作に失敗

した場合においても，現場

操作にて対応することか

ら，他の操作に与える影響

はない 

実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同

等であるため，評価項目

となるパラメータに与

える影響は小さい。仮

に，格納容器ベント実施

時に遠隔操作に失敗し

た場合は，現場操作にて

対応するため，約 20 分

程度操作開始時間が遅

れる可能性があり，格納

容器ベント操作開始時

間が遅くなった場合，格

納容器圧力は 0.31MPa

［gage］より若干上昇す

る。評価項目となるパラ

メータに影響を与える

が，格納容器限界圧力は

0.62MPa［gage］のため，

格納容器の健全性とい

う点では問題とはなら

ない 

格納容器ベント開始ま

での時間は事象発生か

ら約17時間あり準備時

間が確保できるため，

時間余裕がある。また，

遠隔操作の失敗によ

り，格納容器ベント操

作開始時間が遅れる場

合においても，格納容

器 圧 力 は 0.31MPa

［gage］から上昇する

が，格納容器圧力の上

昇の傾向は緩やかであ

る。格納容器限界圧力

0.62MPa［gage］に至る

までの時間は，過圧の

観点で厳しい「3.1 雰囲

気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」にお

いても事象発生約38時

間であり，約 20 時間以

上の余裕があることか

ら，時間余裕がある 

現場モックアップ等

による実績では，中央

制御室における格納

容器ベント準備操作

は操作スイッチによ

る1弁の操作に約9分

の操作時間を，格納容

器ベント操作は操作

スイッチによる1弁の

操作に約1分の操作時

間を要した。運転員

（現場）の伸縮継手を

用いた原子炉格納容

器一次隔離弁の手動

操作は，伸縮継手を用

いた他の弁の操作に

より移動時間含め約

10 分の操作時間で完

了する見込みを得た。

また，格納容器圧力逃

がし装置のフィルタ

装置水位調整は，設備

設置中のため，同様の

弁の手動操作時間を

考慮して，移動時間を

含めて 60 分の操作時

間で完了する見込み

を得た。また，格納容

器ベント実施時に遠

隔操作に失敗した場

合は現場操作にて対

応するが，移動時間を

含め約7分で操作を実

施できた。想定で意図

している運転操作が

実施可能なことを確

認した 
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添付資料 2.1.3 

減圧・注水操作が遅れる場合の影響について 

 

1.はじめに 

運転員による原子炉減圧操作が有効性評価における設定よりも遅れた場合の評価項目及

び敷地境界の実効線量への影響について評価した。 

 

2.評価項目及び敷地境界の実効線量への影響 

（1）評価項目への影響 

減圧時間を有効性評価における設定よりも5分及び10分遅延することによる評価項目（燃

料被覆管の最高温度及び酸化量）への感度解析を行った。表 1に評価結果を示す。また，燃

料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を

図 1に，操作 10 分遅れのケースにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内外水位），

燃料被覆管温度及び燃料被覆管酸化割合の推移を図 2から 5に示す。 

10 分程度の操作時間遅れの場合，燃料被覆管の破裂はベストフィット曲線で判定すると

一部で発生するものの，燃料被覆管温度 1200℃及び燃料被覆管酸化率 15%を超えることはな

い。そのため，少なくとも 10分程度の操作時間遅れでも評価項目を満足する。 

 

（2）敷地境界の実効線量への影響 

上記と同様に減圧時間を有効性評価における設定よりも 5分及び 10分遅延することによ

る敷地境界の実効線量への感度解析を行った。ここでは，燃料被覆管の破裂本数については

実機炉心設計を考慮した。表 2に評価結果を示す。 

5 分程度の操作時間遅れの場合，敷地境界での実効線量は 5mSv を下回るが，10分程度の

操作遅れの場合，格納容器圧力逃がし装置を使用しないドライウェルベントの場合，敷地境

界での実効線量は 5mSv を上回る。したがって，敷地境界での実効線量の観点からは 5分程

度の操作遅れの時間余裕がある。 

なお，10分程度の操作遅れの場合，格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）にて炉心

損傷と判断されるため，格納容器最高使用圧力（0.31MPa[gage]）での格納容器ベント操作

から格納容器限界圧力（0.62MPa[gage]）での格納容器ベント操作に移行する。 

 

3．まとめ 

5 分程度の操作時間遅れの場合，評価項目（燃料被覆管の最高温度及び酸化量）を満足し，

敷地境界での実効線量は 5mSv を下回る。一方，10分程度の操作時間遅れの場合，評価項目

を満足するが，敷地境界での実効線量は 5mSv を上回る場合がある。したがって，原子炉減

圧操作は 5分程度の時間遅れ以内に実施することが必要となる。 
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表 1：炉心の健全性に関する感度解析結果（CHASTE 解析） 

解析上の操作開始時間

からの遅れ時間 
燃料被覆管の最高温度 燃料被覆管酸化率 

5 分 約 944℃ 約 3% 

10 分 約 1056℃ 約 6% 

 

表 2：敷地境界の実効線量に関する感度解析結果 

解析上の操作

開始時間から

の遅れ時間 

ウェットウェルベント 

（格納容器圧力逃がし装置：使用） 

（ドライウェル圧力：0.31MPa[gage]） 

ドライウェルベント 

（格納容器圧力逃がし装置：未使用） 

（ドライウェル圧力：0.31MPa[gage]） 

5 分 約 4.3×10-2mSv 約 1.4mSv 

10 分 約 1.3mSv 約 36mSv 
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燃 料 被 覆 管 温 度 (℃)

GEMP731

ORNL3626

ORNL3626(照射)

GEMP683

GEVNC(0.56℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

NUREG-0630,DATA F(ORNL)

NUREG-0630,DATA H(KfK FABIOLA)

NUREG-0630,DATA I(ORNL)

NUREG-0630,DATA J(KfK)

KfK(0.8～1.6K/s)(REBEKA Single Rod)

JNES(内圧破裂試験)

NFI他(内圧破裂試験)

(N/mm2)

円

周

方

向

の

応

力

ベストフィット曲線

平均値－２σ曲線

 

 

 

 

 

図 1: 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力※の関係 

燃料被覆管の最高温度 

到達時の温度及び応力 

× 
◇ 

有効性評価設定時間 

遅れ時間 5分 

遅れ時間 10 分 □ 
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※：燃料被覆管の円周方向の応力算出方法について 

 

燃料被覆管の破裂については，SAFER の解析結果である燃料被覆管温度と燃料被覆管の円

周方向の応力の関係から判定する。 

燃料被覆管の円周方向応力σについては，次式により求められる。（下図参照） 

outin PP
t

D
2

σ  

ここで， 

D ： 燃料被覆管内径 

t ： 燃料被覆管厚さ 

Pin ： 燃料被覆管内側にかかる圧力 

Pout ： 燃料被覆管外側にかかる圧力（＝原子炉圧力） 

である。 

 

燃料被覆管内側にかかる圧力 Pin は，燃料プレナム部とギャップ部の温度及び体積より，

次式で計算される。 

p

P

PF

Fp

PF

Fp

in V
NRT

TV
TV

TV
TV

P
1

 

ここで， 

V： 体積  添字 P ： 燃料プレナム部 

T ： 温度    F ： ギャップ部 

N ： ガスモル数 

R ： ガス定数 

である。 

 

   

図:燃料棒断面図 
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図 2：操作 10分遅れのケースにおける原子炉圧力の推移 
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図 3：操作 10分遅れのケースにおける原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

炉心上部プレナム 
 
 
 
 
 
 
 
シュラウド外 
 

高出力燃料集合体 
 
 
炉心下部プレナム 

レベル 3 

レベル 2 

レベル 1.5 
レベル 1 
有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

レベル 8 



 

添 2.1.3-6 

 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

0 10 20 30 40 50 60

燃

料

被

覆

管

温

度

事 故 後 の 時 間（ｍ）

（℃）

CH8KK7LOF99AF5FR012  

図 4：操作 10分遅れのケースにおける燃料被覆管温度の推移 
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図 5：操作 10分遅れのケースにおける燃料被覆管酸化割合の推移 

 

燃料被覆管の最高温度発生（約 1056℃） 

燃料被覆管酸化割合最大値（約 6％） 
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7 日間における水源の対応について（高圧・低圧注水機能喪失） 

 

○水源 
 復水貯蔵槽水量：約1,700m3 
 淡水貯水池：約18,000m3 
 
○水使用パターン 
 ①低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 
  事象発生後，炉心冠水までは定格流量で注水する。 
  冠水後は，原子炉水位高（レベル8）～原子炉水位 
  低（レベル3）の範囲で注水する（約110m3/h）。 
 
 ②代替格納容器スプレイ冷却系による格納容器スプレイ 
  格納容器圧力が0.18MPa[gage]到達後に開始し， 

原子炉水位高（レベル8）～原子炉水位低（レベル3） 
  までの間，格納容器スプレイを実施する（140m3/h）。 
 
 ③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 
  事象発生12時間後から淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ2台を用いて130m3/hで復水貯蔵槽へ移送する。 
 
○時間評価（右上図） 
  事象発生後12時間までは復水貯蔵槽を水源として原子炉注水及び格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。事象発生
12時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。格納容器ベントと同時に格納容器スプレイを停止し，その後
は崩壊熱相当で注水することから復水貯蔵槽水量は回復し，以降安定して冷却が可能である。 

 
○水源評価結果 
  時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7日間の対応を考慮すると，6号及び7号炉のそれぞれで約5,200m3必要となる。
6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，約10,400m3必要となる。各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有する
ことから，6号及び7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量は確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である。  
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7 日間における燃料の対応について（高圧・低圧注水機能喪失） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：高圧・低圧注水機能喪失は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，外部電源喪失は想定していないが，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 758kL 

7号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能。 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 

 

 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 758kL 

6号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能。 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 

 

 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 

及びガスタービン発電

機用燃料タンク（容量約

200kL）の 

残容量（合計）は 

約 645kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

※1 事故収束に必要なディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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2.2 高圧注水・減圧機能喪失 

2.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉

減圧失敗」，②「過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」，③「通常停止

＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」，④「通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉

減圧失敗」，⑤「サポート系喪失＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」及び⑥「サポート系喪

失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」では，運転時の異常な過渡変化又は

設計基準事故（LOCA を除く）の発生後，高圧注水機能が喪失し，かつ，原子炉減圧機能が喪

失することを想定する。このため，原子炉注水ができず，逃がし安全弁による圧力制御に伴

う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，

緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉圧力容器が高圧のまま減圧できずに炉心損傷に至

る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，高圧注水

機能又は原子炉減圧機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

ここで，高圧注水・減圧機能喪失が生じた際の状況を想定すると，事象発生の後，重大事

故等対処設備によって高圧注水を実施して炉心損傷を防止する場合よりも，高圧注水に期

待せず，設計基準事故対処設備による減圧にも失敗した後に，重大事故等対処設備によって

減圧し，低圧注水に移行して炉心損傷を防止する場合の方が，原子炉の減圧により原子炉圧

力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位がより早く低下することから，事故対応として厳

しいと考えられる。このことから，本事故シーケンスグループに対しては，高圧の注水機能

に期待しない対策及び減圧機能の有効性を評価することとする。なお，高圧注水及び減圧機

能喪失が生じ，重大事故等対処設備の注水手段としては高圧注水のみに期待可能な事故シ

ーケンスとして，全交流動力電源喪失時の直流電源喪失がある。これについては，2.3.3 に

おいて主に高圧代替注水系の有効性を確認している。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全

弁により原子炉減圧し，減圧後に残留熱除去系（低圧注水モード）により炉心を冷却するこ

とによって炉心損傷の防止を図る。また，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格

納容器除熱を実施する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」における機能喪失に対して，炉心が
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著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策として代替自

動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉減圧手段，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水手段を整備する。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安

定状態に向けた対策として残留熱除去系による原子炉格納容器除熱手段を整備する。これ

らの対策の概略系統図を図 2.2.1 から図 2.2.2 に,手順の概要を図 2.2.3 に示すとともに，

重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係

を表 2.2.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，6号及び 7号炉同時の

重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計

16 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び

7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 8 名である。発電所構内に常駐し

ている要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名である。必要な要員と作業

項目について図 2.2.4 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，16名で対処可能である。 

 

a. 原子炉スクラム確認 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生して原子炉がスクラムしたことを確

認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

b. 高圧注水機能喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低（レベル2）で原子炉隔離

時冷却系，原子炉水位低（レベル1.5）で高圧炉心注水系の自動起動信号が発生するが全

て機能喪失していることを確認する。 

高圧注水機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各系統の流量指示計等である。 

原子炉水位はさらに低下し，原子炉水位低（レベル 1）で残留熱除去系（低圧注水モー

ド）が自動起動する。 

 

c. 代替自動減圧ロジック動作確認 

原子炉水位低（レベル1）到達の10分後及び残留熱除去系ポンプ運転時に代替自動減圧

ロジックにより，逃がし安全弁4個が自動で開放し，原子炉が急速減圧される。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計及び原子炉圧力計

等である。 

 

d. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 
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代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧

力が残留熱除去系（低圧注水モード）の系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，

原子炉水位が回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備

は，原子炉水位計及び残留熱除去系系統流量計等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル3）から原子炉水位高（レベ

ル8）の間で維持する。 

 

e. 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉水位維持を確認後，異なる残留熱除去

系によるサプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を開始する。 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）の運転を確認する

ために必要な計装設備は，サプレッション・チェンバ・プール水温計等である。 

 

f. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）の運転により，プ

ール水温が静定することを確認後，サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運

転以外の残留熱除去系を原子炉停止時冷却モード運転に切替える。これにより原子炉は

冷温停止状態に移行する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転を確認するために必要な計装設備は，

残留熱除去系熱交換器入口温度計等である。 

 

2.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象（原子炉水位低下の観点で厳しい給

水流量の全喪失を選定）を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が継続さ

れる「過渡事象（給水流量の全喪失）＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，サプレッション・プール冷却が重要現象となる。よって，これらの

現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER，シビアア

クシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容
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器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

 また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.2.2に示す。また，

主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系，原子炉減圧機能として

自動減圧系の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できるものとする。 

外部電源がある場合，事象発生と同時に再循環ポンプがトリップしないことにより，原

子炉水位低（レベル 3）による原子炉スクラムまでは原子炉出力が高く維持され，原子炉

水位の低下が早いため，炉心冷却上厳しくなる。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル3）信号によるものとする。 

 (b) 代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能 

原子炉水位の低下に伴い，原子炉水位低（レベル3）信号により再循環ポンプ4台を自動

停止し，原子炉水位低（レベル2）信号により残りの再循環ポンプ6台を自動停止するもの

とする。 

(c) 原子炉減圧機能 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるものとする。また，逃がし安全弁による原子炉手動減圧に失敗することを想定する。

代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉減圧は，原子炉水位低（レベル

1）到達から 10 分後に開始し，逃がし安全弁 4個により原子炉減圧する。容量として，1

個あたり定格主蒸気流量の約 5%を処理するものとする。 

(d) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

原子炉水位低（レベル 1）到達後，残留熱除去系（低圧注水モード）が自動起動し，逃

がし安全弁による原子炉減圧後に，954m3/h（0.27MPa[dif]において）にて原子炉注水す
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る。 

(e) 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード及び原子炉停止時冷

却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（サプレッション・チェンバのプール水温又

は原子炉冷却材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類にしたがって以下のとおり設定する。 

(a) 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転操作は，原子

炉水位高（レベル8）を確認後，開始する。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転操作は，原子炉圧力が0.93MPa[gage]

まで低下したことを確認後，事象発生12時間後に開始する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.2.5から図2.2.10に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係

数，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心

下部プレナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度

と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を図2.2.11から図2.2.16に，格納容器圧力，格納容器

温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.2.17から図2.2.20に示

す。 

a. 事象進展 

給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベル 3）信号が発

生して原子炉がスクラムするが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系の起動に

失敗し，原子炉水位低（レベル 1.5）で高圧炉心注水系の起動に失敗し，原子炉水位低（レ

ベル 1）で残留熱除去系（低圧注水モード）が起動する。原子炉水位低（レベル 1）到達の

10 分後に代替自動減圧ロジックにより，逃がし安全弁 4 個が開き，原子炉が急速減圧され

る。減圧後に，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水が開始される。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル 3）で 4台トリップし，原子炉水位低（レ

ベル 2）で残り 6台がトリップする。主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル 1.5）で全閉

する。 

原子炉急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料

棒頂部を下回るが，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水が開始すると原子炉

水位が回復し，炉心は再冠水する。 
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燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧により，原子炉水位が低

下し，炉心が露出することから上昇する。その結果，燃料被覆管は核沸騰冷却から蒸気冷却

となり熱伝達係数は低下する。その後，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

により，燃料の露出と冠水を繰り返すため，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド

率及び熱伝達係数は増減する。炉心が再冠水すると，燃料被覆管温度は低下することから，

ボイド率は低下し，熱伝達係数は上昇する。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化する。

また，炉心が再冠水した以降は，残留熱除去系を用いた原子炉圧力容器及び原子炉格納容器

除熱手順に従い，冷温停止状態に移行することができる。 

 

※炉心露出から再冠水の過程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側は，

炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の水位より，見かけ上

高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転

員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位は，シュラウド外側の

水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近とな

った場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内

を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.2.11 に示すとおり，原子炉水位が回復するまでの間に炉

心が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇し，約 761℃に到達するが，1,200℃以

下となる。燃料被覆管の最高温度は，高出力燃料集合体にて発生している。また，燃料被覆

管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.2.5 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]以

下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最高使用

圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.07MPa[gage]及び約

95℃に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界

温度を下回る。 

図 2.2.6 に示すとおり，残留熱除去系（低圧注水モード）による注水継続により炉心が冠

水し，炉心の冷却が維持される。その後は，12 時間後に残留熱除去系による原子炉圧力容

器及び原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持でき

る。 

（添付資料 2.2.1） 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の評
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価項目について，対策の有効性を確認した。 

 

2.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

高圧注水・減圧機能喪失では，高圧注水機能及び原子炉減圧機能が喪失することが特徴で

ある。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12時間程度までの

短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，残留

熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの

影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被

覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝

達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きく

なり燃料被覆管温度は低くなるが，原子炉注水は代替自動減圧ロジックを用いた逃が

し安全弁による原子炉減圧及び残留熱除去系の自動起動により行われ，燃料被覆管温

度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の

評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価す

る可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を

与える可能性があるが，操作手順（冠水後の流量調整操作）に変わりはないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できており，また，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与える

影響はない。 
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（添付資料 2.2.2） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保

守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高

めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化

について，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.2.2） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.2.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されるが，原子炉注水は代替自動減圧ロジックを用いた逃がし

安全弁による原子炉減圧及び残留熱除去系の自動起動により行われ，燃料被覆管温

度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩
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和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなるが，残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）への

移行は冠水後の操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生

と同時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低の信号でトリップすることで原

子炉水位の低下が早くなるように外部電源がある状態を解析条件に設定している。

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保されること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の残留熱除去系（低圧注水モード）は，本解析条件の不確かさとして，実

際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる

可能性がある。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流

量調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料2.2.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩

和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生

と同時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低の信号でトリップすることで原

子炉水位の低下が早くなるように外部電源がある状態を解析条件に設定している。

仮に事象発生とともに外部電源喪失が発生する場合は，外部電源喪失と同時に再循

環ポンプがトリップするため，原子炉水位の低下が遅くなり，炉心露出時間も短くな

るため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，外部電源がな

い場合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保される。 

機器条件の残留熱除去系（低圧注水モード）は，本解析条件の不確かさとして，実
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際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度は低めの結果

を与えることになるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 （添付資料2.2.2） 
 
ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転

操作は，解析上の操作開始時間として原子炉水位高（レベル8）到達時（事象発生か

ら約50分後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，複数の残留熱

除去系を用いて低圧注水モードによる原子炉水位維持操作とサプレッション・チェ

ンバ・プール水冷却モードの運転操作を同じ運転員が操作することから，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水冷却モードの操作開始時間は変動しうるが，その時間は短

く，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影

響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさに

より操作開始時間は早まる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作

との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料2.2.2） 

 
(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転

操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定

とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料2.2.2） 
 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転操作に

ついては，サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転開始までの時間は事象発生

から約50分後であり，運転操作が遅れる場合においても，格納容器圧力が0.31MPa[gage]に

到達するまでの時間は，事象進展が同様となる「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」に示すとお
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り約17時間であり，約16時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。また，格納容器

限界圧力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，過圧の観点で厳しい「3.1 雰囲気圧力・温

度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」においても事象発生から約38時間であり，

約37時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

（添付資料2.2.2） 

 

 (4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 
 

2.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」において，6号及び7号炉同時の重大

事故等対策時に必要な要員は，「2.2.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり16名である。「6.2 

重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等

の72名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」において，必要な水源，燃料及び電

源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，サプレッション・チェン

バのプール水を水源として注水することから，水源が枯渇することはないため，7日間の継

続実施が可能である。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様の対応である。 

 

ｂ．燃料 

本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮に外部電源が

喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定し，事象発生後7日間非常用ディー

ゼル発電機を最大負荷で運転した場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要となる。免震重要

棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供

給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽

油が必要となる。（6号及び7号炉 合計 約1,581kL）。 
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6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉 合計約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源

供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.2.3） 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮に外部電源が

喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定した場合においても，6号及び 7号

炉において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル発電機負荷に含

まれることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給が可能である。 

 

2.2.5 結論 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」では，高圧注水機能及び原子炉減圧

機能が喪失することで，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴

である。事故シーケンスグループ｢高圧注水・減圧機能喪失｣に対する炉心損傷防止対策とし

ては，初期の対策として代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉減圧手

段，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として

残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ｢高圧注水・減圧機能喪失｣の重要事故シーケンス「過渡事象（給

水流量の全喪失）＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉減圧，

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水，残留熱除去系による原子炉圧力容器及

び原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 
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以上のことから，事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」において，代替自

動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉減圧，残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効で

あることが確認でき，事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」に対して有効で

ある。 



 2.2-14 

 
 

 

 

  

※１

※２

Ｂ(Ｃ)Ａ

※１

※２残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送
ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※１

※２

Ｃ

Ｂ

※１

※２残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送
ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源
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原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧代替注水系ポンプ

図 2.2.1 高圧注水・減圧機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（1/2） 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

図 2.2.2 高圧注水・減圧機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（2/2） 

（原子炉注水，原子炉格納容器除熱及び原子炉冷却） 
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図 2.2.3 高圧注水・減圧機能喪失時の対応手順の概要 

（約21秒後）

（約4分後）

（約9分後）

（約19分後）

（約22分後）

（約26分後）

（約33分後）

（約44分後）

（約50分後）

（約12時間後）

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

原子炉自動減圧開始確認
（逃がし安全弁4個自動開）

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

残留熱除去系自動起動確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

代替自動減圧ロジック動作

（原子炉水位低（レベル1）+10分

＋残留熱除去系ポンプ運転）

残留熱除去系による原子炉注水開始

原子炉水位回復確認

（解析上の時刻）

（0分）

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

残留熱除去系により

原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

異なる残留熱除去系により
サプレッション・チェンバ・プール水冷却実施

残留熱除去系1系列

サプレッション・チェンバ・プール水冷却継続

残留熱除去系2系列

原子炉停止時冷却モード運転開始

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧完了

主蒸気隔離弁 自動「全閉」確認

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

※1

※1

※2

※9

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

制御棒駆動水ポンプが運転を継続し原子炉圧力容器への注水が継続しているこ

とを確認する。また，追加起動の準備も開始する

※5

原子炉水位計（燃料域）指示により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器

内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃度の確認を実施する

※6

原子炉水位計（燃料域）指示により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料

棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露出時間」の禁止領域に入っていることを

確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認する

※7

原子炉圧力計指示0.34MPa[gage]以下により，原子炉急速減圧完了を確認する

※8

水位不明判断は以下により確認する
・水位計の電源が喪失

・指示計のバラツキが大きく有効燃料棒頂部（TAF）以上であることが判定できない

・水位不明判断曲線の水位不明領域

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない

※9

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。原子炉水位

がレベル3到達確認後，原子炉注水を再開する。以後，本操作を繰り返す

また，異なる残留熱除去系を使用してサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードを実施

する

原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とし，原子炉格納容器はサプ
レッション・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却する。原子炉注水はサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードと適時切り替えて実施する。また機能喪失している設備
の復旧に努める

※5

高圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

Ⅰ

※4

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作Yes

No

※8

※6

高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

逃がし安全弁8弁による

原子炉急速減圧

（逃がし安全弁4弁追加開）

冷却材再循環ポンプ
4台トリップ確認

冷却材再循環ポンプ
6台トリップ確認

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

代替自動減圧ロジック阻止

※3

※7

原子炉水位低（レベル3）到達

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

※1

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を

確認する

※2

中央制御室盤にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

※3

代替自動減圧ロジックの10分間タイマー動作中に高圧注水機能が回復した場合は，代
替自動減圧ロジックの阻止操作を実施し，高圧注水系により原子炉水位が回復すること

を確認する

※4

急速減圧中は「水位不明判断曲線」による原子炉圧力と格納容器温度から水位不明領
域に入っていないことを確認する
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  図 2.2.4 高圧注水・減圧機能喪失時の作業と所要時間 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・給水流量の全喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・冷却材再循環ポンプトリップ確認

・原子炉隔離時冷却系

　　自動起動／機能喪失確認

・高圧炉心注水系

　　自動起動／機能喪失確認

・高圧代替注水系起動操作 解析上考慮せず

・主蒸気隔離弁全閉確認，逃がし安全弁による原子

炉圧力制御確認

・残留熱除去系

　　自動起動確認

高圧注水機能喪失調査、復旧操作

（解析上考慮せず）
－ － － － － －

・給水系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系

機能回復
対応可能な要員により対応する

原子炉減圧確認
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・逃がし安全弁　4個

　　自動開放確認

低圧注水モード　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系　注入弁自動開確認

・残留熱除去系　注入弁操作
残留熱除去系ポンプ（A）

残留熱除去系

　サプレッション・チェンバ・プール水冷却

モード操作

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　試験用調節弁操作 残留熱除去系ポンプ（B）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉停止時冷却モード　ラインアップ

・パラメータ監視

－ －
2人

C,D

2人

c,d
－ －

・現場移動

・残留熱除去系　電動弁隔離

残留熱除去系

　原子炉停止時冷却モード運転

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉停止時冷却モード起動

・原子炉冷却材温度調整
残留熱除去系ポンプ（C）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉停止時冷却モード　ラインアップ

・パラメータ監視

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・残留熱除去系　電動弁隔離

残留熱除去系

　原子炉停止時冷却モード運転

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉停止時冷却モード起動

・原子炉冷却材温度調整
残留熱除去系ポンプ（A）

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

2人

C,D

2人

c,d
0人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

－ 10分

残留熱除去系

　原子炉停止時冷却モード準備
残留熱除去系ポンプ（C）

低圧注水モードから原子炉停止時冷却モード切

替
残留熱除去系ポンプ（A）

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

状況判断
2人

A,B

2人

a,b
－ － －

操作項目

実施箇所・必要人員数

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員

高圧注水・減圧機能喪失

経過時間（分） 経過時間（時間）
備考

操作の内容
※シュラウド内水位に基づく時

間

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

原子炉停止時冷却モード運転を継続

サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を継続

＊2系列原子炉停止時冷却モード運転後は適宜原子炉注水実施

事象発生

10 20 30 40 50 10 12 14 18 20

原子炉スクラム

プラント状況判断

約21秒 原子炉水位低（レベル2）

約4分 原子炉水位低（レベル1.5）

約9分 原子炉水位低（レベル1）

約22分 原子炉水位有効燃料棒頂部到達(※)

約19分 代替自動減圧ロジック動作

／

60

約12時間後 残留熱除去系

原子炉停止時冷却モード

運転開始

約33分 原子炉水位有効燃料棒頂部回復(※)

約26分 低圧注水系 原子炉注水開始

適時確認

原子炉水位をレベル3～レベル8で維持

約50分 原子炉水位高（レベル8）

原子炉停止時冷却モード運

転を継続

90分

30分

90分

30分
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図 2.2.5 原子炉圧力の推移 

 

 

図 2.2.6 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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図 2.2.7 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.2.8 注水流量の推移 
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図 2.2.9 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 
図 2.2.10 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.2.11 燃料被覆管温度の推移 

 

 
図 2.2.12 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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図 2.2.13 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

 

 
図 2.2.14 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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図 2.2.15 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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図 2.2.16 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

燃料被覆管の最高温度及び
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図 2.2.17 格納容器圧力の推移 

 

 

図 2.2.18 格納容器気相部温度の推移 
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図 2.2.19 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

図 2.2.20 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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表 2.2.1 高圧注水・減圧機能喪失時における重大事故等対策について 

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム確認 
運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生し，原子炉

がスクラムしたことを確認する 
－ － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

高圧注水機能喪失確認 

原子炉水位による自動起動信号が発生するが，各ポンプの起

動失敗又は各ポンプの系統流量計の指示が上昇しないこと

により高圧注水機能喪失を確認する。残留熱除去系（低圧注

水モード）は原子炉水位低（レベル 1）にて自動起動するが，

原子炉圧力が高いため原子炉注水はできない 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 － 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

高圧代替注水系による

原子炉注水 

高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を起動し原子炉水

位を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

代替自動減圧ロジック

動作確認 

原子炉水位低（レベル 1）到達の 10 分後及び残留熱除去系ポ

ンプ運転時に代替自動減圧ロジックにより，逃がし安全弁 4

個が開き，原子炉急速減圧する 

逃がし安全弁 

代替自動減圧ロジック 
－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

残留熱除去系（低圧注

水モード）による原子

炉注水 

原子炉圧力の急速減圧により，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）の系統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉水

位が回復する。原子炉水位は原子炉水位高（レベル 8）から

原子炉水位低（レベル 3）の間で維持する 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 － 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

残留熱除去系（サプレ

ッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード）運

転 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉水位維持を確

認後，異なる残留熱除去系によりサプレッション・チェンバ・

プール水冷却モードの運転を開始する 

【残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード）】 
－ 

【残留熱除去系系統流量計】 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）運

転 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モ

ード）の運転により，プール水温度が静定することを確認後，

サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転以外の

残留熱除去系を原子炉停止時冷却モード運転に切替える 

【残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）】 － 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

【残留熱除去系系統流量計】 

【残留熱除去系熱交換器入口温度計】 

 【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 2.2.2 主要解析条件（高圧注水・減圧機能喪失）（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータ
スカート下端から+119cm） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し,10％の保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器及び構造物の
体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造物の体積を除
いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッ
ション・チェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール水位 7.05m（NWL） 通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール水温 35℃ 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水温の上限値と

して設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 
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表 2.2.2 主要解析条件（高圧注水・減圧機能喪失）（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位低下の観点で厳しい事象を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 高圧注水機能及び減圧機能喪失 
高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の

機能喪失を，減圧機能として自動減圧系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源あり 

外部電源がある場合，事象発生と同時に再循環ポンプがトリッ

プしないことにより，原子炉水位低（レベル 3）による原子炉

スクラムまでは原子炉出力が高く維持され，原子炉水位の低下

が早いため，炉心冷却上厳しくなる 
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表 2.2.2 主要解析条件（高圧注水・減圧機能喪失）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
原子炉水位低（レベル 3） 
（遅れ時間：1.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

代替冷却材再循環ポンプ・
トリップ機能 

再循環ポンプが，原子炉水位低（レベル 3）で 4台，原
子炉水位低（レベル 2）で残りの 6台がトリップ 

原子炉冷却材再循環系のインターロックとして
設定 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 
7.51 MPa[gage]×1 個, 363 t/h/個 
7.58 MPa[gage]×1 個, 367 t/h/個 
7.65 MPa[gage]×4 個, 370 t/h/個 
7.72 MPa[gage]×4 個, 373 t/h/個 
7.79 MPa[gage]×4 個, 377 t/h/個 
7.86 MPa[gage]×4 個, 380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設
定 

代替自動減圧ロジックによる逃がし安全弁の 4 個開によ
る原子炉急速減圧 
作動時間：原子炉水位低（レベル 1）到達から 10分後 
作動数：4個 
<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原

子炉圧力の関係から設定 
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表 2.2.2 主要解析条件（高圧注水・減圧機能喪失）（4／4） 
項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード） 

原子炉水位低（レベル 1）にて自動起動 

954m3/h（0.27MPa[dif]において）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）の設計値 

として設定 

 

残留熱除去系（サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水

冷却モード及び原子炉停止

時冷却モード） 

熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレッション・チェンバ

のプール水温又は原子炉冷却材温度 52℃，海水温度

30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

残留熱除去系（サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水

冷却モード）運転操作 

原子炉水位高（レベル 8）到達時 

原子炉水位制御（レベル 3～レベル 8）を踏ま

え，原子炉注水による炉心冠水確認後の操作と

して設定 

残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）運転操作 
事象発生から 12 時間後 

運転停止後の原子炉停止時冷却モードの運転開

始時間の実績に基づき設定 
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添付資料 2.2.1 

 

安定状態について 

 

高圧注水・減圧機能喪失時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置等，

残留熱除去系又は代替循環冷却）により，格納容器圧力及び温

度が安定又は低下傾向に転じ，また，原子炉格納容器除熱のた

めの設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な

要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

逃がし安全弁を開維持することで，残留熱除去系（低圧注水モード）による注水継続によ

り炉心が冠水し，炉心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から 12 時間後に残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を開

始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり，格納容器温度は 150℃を

下回るとともに，ドライウェル温度は，低圧注水継続のための逃がし安全弁の機能維持が

確認されている 126℃を上回ることはなく，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことによって，安定状態の維持が可能とな

る。 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧注水・減圧機能喪失）（1/2） 

【SAFER】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。最確条件を包絡できる条

件を設定することにより崩壊熱を大きくする

よう考慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱

伝達，気液熱非

平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係

数を低めに評価する可能性があり，他の解析

モデルの不確かさとも相まってコード全体と

して，実験結果の燃料被覆管最高温度に比べ

て 10℃～50℃程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することか

ら，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実

際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，原子炉注水は

代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁による原子炉減圧及び残留熱除去系の自

動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評

価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸

化 

ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発

熱量を大きく評価するモデルを採用し，保守

的な結果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果

は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は

低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（冠水後の流量

調整操作）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に保

守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変

形 

膨れ・破裂評価

モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応

力に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上

述のように高めに評価され，円周方向応力は

燃焼期間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大

きく設定し保守的に評価している。ベストフ

ィット曲線を用いる場合も破裂の判定は概ね

保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベス

トフィット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと考え

る。仮に格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相当のγ

線線量率の 10 倍を超える大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心損傷後の運

転操作を適用する必要があり，格納容器圧力逃がし装置等による格納容器除熱操作の

起点が，格納容器圧力が限界圧力に到達するまでとなる。しかしながら，本解析にお

いてはサプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転により格納容器圧力逃が

し装置等による格納容器除熱操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

破裂発生前の被覆管の膨れ及び破裂発生の有無は，伝熱面積やギャッ

プ熱伝達係数，破裂後の金属－水反応熱に影響を与え，燃料被覆管の

最高温度及び酸化割合に影響を与えることとなる。解析コードでは，

前述の判定を行うための燃料被覆管温度を高めに評価することから，

概ね保守的な結果を与えるものと考える 

沸騰・ボイド率

変化，気液分離

（水位変化）・

対向流，三次元

効果 

二相流体の流

動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，実験結果と概ね同等の結果

が得られている 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲで

は，2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を

早めに予測する傾向を呈しており，解析上，

低圧注水系の起動タイミングを早める可能性

が示される。しかし，実験で圧力低下が遅れ

た理由は，水面上に露出した上部支持格子等

の構造材の温度が燃料被覆管からの輻射や過

熱蒸気により上昇し，LPCS スプレイの液滴で

冷却された際に蒸気が発生したためであり，

低圧注水系を注水手段として用いる本事故シ

ーケンスでは考慮する必要のない不確かさで

ある。このため，燃料被覆管温度に大きな影

響を及ぼす低圧注水系の注水タイミングに特

段の差異を生じる可能性はないと考えられる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操作

に与える影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい 

添付資料 2.2.2 
解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（高圧注水・減圧機能喪失） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧注水・減圧機能喪失）（2/2） 

【SAFER】 
分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子

炉圧

力容

器 沸騰・凝縮・ボ

イド率変化，気

液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマ

の二相水位（シュラウド外水位）に関する不

確かさを取り扱う。シュラウド外水位につい

ては，燃料被覆管温度及び運転員操作のどち

らに対しても二相水位及びこれを決定する二

相流動モデルの妥当性の有無は重要でなく，

質量及び水頭のバランスだけで定まるコラプ

スト水位が取り扱えれば十分である。このた

め，特段の不確かさを考慮する必要はない 

原子炉減圧及び注水開始は自動起動であるため，運転員等操作に与える影響はない 
シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

圧力変化は実験結果と概ね同等の解析結果が

得られており，臨界流モデルに関して特段の

不確かさを想定する必要はない 

原子炉減圧及び注水開始は自動起動であるため，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように入力

で設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は実験結果

と良い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性評価解析でも

圧力変化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミング及び注水流量

を適切に評価するため，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

破断口及び主蒸気逃がし弁からの流出流量は，圧力容器ノズルまたは

ノズルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考えられ，

平衡均質臨界流モデルを適用可能である 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

原子炉注水系

モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基づ

く原子炉圧力と注水流量の関係を使用してお

り，実機設備仕様に対して注水流量を少なめ

に与え，燃料被覆管温度を高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧注水・減圧機能喪失） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用

いており，解析モデルの不確

かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に

用いており，解析モデルの不

確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ 

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が

確認されており不確かさは小

さい 

-格納容器圧力及び温度は，温

度成層化を含めて傾向は適切

に再現できる 

-雰囲気からヒートシンクへ

の伝熱が過小に予測されてい

る可能性が示唆されるもの

の，実験体系に起因するもの

と考えられ，実機体系におい

てはこの種の不確かさは小さ

くなると考えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，

測定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できており，また，格納容器圧力及

び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与

える影響はない 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

サプレッショ

ン・プール冷却 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計

値に基づき入力値に与えられ

ており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧注水・減圧機能喪失）（1/3） 

 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 原子炉熱出力 3,926MWt 
3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の
崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間
への影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説
明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱が
緩和される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与え
る影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動
を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた
め事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影
響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え
うるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に
与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート

下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動
を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して
非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下
量は通常運転水位-約 4mであるのに対してゆらぎによる水位低
下量は-約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に
与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え
うるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。
例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位-約 4m
であるのに対してゆらぎによる水位低下量は-約 10mm であり非常に小
さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となる
パラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

(定格流量（100%）) 

定格流量の約 91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期
に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与え
る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子
炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さ
く，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B

型）は，熱水的な特性はほぼ同等

であり，燃料棒最大線出力密度の

保守性に包含されることから，代

表的に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心とな
るか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性
はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，
運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，
それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同
等であり，炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパ
ラメータに与える影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，
原子炉注水は代替自動減圧ロジックを用いた逃がし安全弁に
よる原子炉減圧及び残留熱除去系の自動起動により行われ，燃
料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はな
いため，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，
評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつ

きを考慮し，10％の保守性を確保

することで，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなる
ため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位低下
が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和
され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，
格納容器圧力上昇が遅くなるが，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モードへの移行は冠水後の操作であるため，運転
員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発
生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位低下が緩和され，ま
た，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに伴う原子
炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が遅くなり，
評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全

体積から内部機器及び構造物の

体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える
影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は
なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える
影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は
なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動
を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プー
ル水位低下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例
えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分である
のに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の
熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約
0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響
は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え
うるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分
の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時
（7.05m）の熱容量は約 3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによ
る水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，
その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがっ
て，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与
える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～約 35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件とし

て設定 

最確条件とした場合には解析条件で設定している水温よりも
低くなるため，格納容器圧力の上昇が遅くなる。サプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モード運転への移行は冠水後の操
作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなり，格納容器圧
力は僅かに低くなるが，評価項目となるパラメータに与える影響は小
さい 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧注水・減圧機能喪失）（2/3） 
 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える

影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピ

ーク値に達するまでの圧力上昇率（平均）は 12 時間あたり約

59kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa

であり非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，

事象発生から格納容器圧力が初期ピーク値に達するまでの圧力上昇率

（平均）は 12 時間あたり約 59kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧

力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，事象進展に与え

る影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽

和温度となることから，初期温度が事象進展に与える影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることか

ら，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ

間差圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用値を

参考に，最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は

大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定し

ても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない 

－ 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（高圧注水・減圧機能喪失）（3/3） 

 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 

起因事象 給水流量の全喪失 － 
原子炉水位低下の観点で厳し

い事象を設定 

－ － 

安全機能の喪失に

対する仮定 

高圧注水機能及び減圧

機能喪失 
－ 

高圧注水機能として原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心注水

系の機能喪失を，減圧機能とし

て自動減圧系の機能喪失を設

定 

外部電源 外部電源あり － 

炉心冷却上厳しくする観点か

ら，事象発生と同時に再循環ポ

ンプがトリップせず原子炉水

位低の信号でトリップするこ

とで原子炉水位の低下が早く

なるように外部電源がある状

態を設定 

仮に外部電源がない場合は，事象発生と同時に再循環ポン

プがトリップし，原子炉出力が低下するため，外部電源あ

りを初期条件とする 

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機によ

り電源が確保されることから，運転員等操作時間に与える

影響はない 

仮に外部電源がない場合は，事象発生と同時に再循環ポンプがトリップ

し，原子炉出力が低下するため，原子炉水位の低下が遅くなり，炉心露出

時間も短くなるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保さ

れる 

機器

条件 原子炉スクラム信

号 

原子炉水位低（レベル

3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 

原子炉水位低（レベル

3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考

慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替冷却材再循環

ポンプ・トリップ

機能 

再循環ポンプが，原子炉

水位低（レベル 3）で 4

台，原子炉水位低（レベ

ル 2）で残りの 6台がト

リップ 

再循環ポンプが，原子炉

水位低（レベル 3）で 4

台，原子炉水位低（レベ

ル 2）で残りの 6台がト

リップ 

原子炉冷却材再循環系のイン

ターロックとして設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能

の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替自動減圧ロジック

による逃がし安全弁の

4個開による原子炉急

速減圧 

代替自動減圧ロジック

による逃がし安全弁の

4個開による原子炉急

速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づ

く蒸気流量及び原子炉圧力の

関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残留熱除去系（低

圧注水モード） 

原子炉水位低（レベル

1）にて自動起動 

954m3/h（0.27MPa[dif]

において）にて注水 

原子炉水位低（レベル

1）にて自動起動 

954m3/h（0.27MPa[dif]

において）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）の設計値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度

は低めの結果を与えることになるため，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない 

残留熱除去系（サ

プレッション・チ

ェンバ・プール水

冷却モード及び原

子炉停止時冷却モ

ード） 

熱交換器 1基あたり約

8MW（サプレッション・

チェンバのプール水温

又は原子炉冷却材温度

52℃，海水温度 30℃に

おいて） 

熱交換器 1基あたり約

8MW（サプレッション・

チェンバのプール水温

又は原子炉冷却材温度

52℃，海水温度 30℃に

おいて） 

残留熱除去系の設計値として

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（高圧注水・減圧機能喪失） 

 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパ

ラメータに与える

影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

残留熱除

去系（サ

プレッシ

ョン・チ

ェンバ・

プール水

冷却モー

ド）運転

操作 

原子炉水位高（レベル

8）到達時 

（約 50 分後） 

原子炉水位制御

（レベル 3～レベ

ル 8）を踏まえ，原

子炉注水による炉

心冠水確認後の操

作として設定 

【認知】 

 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉水位の上昇を継続監視すること

により，原子炉水位高（レベル 8）到達を十分に認知することができる。そのた

め，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

 中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

 中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転操作は，

制御盤の操作スイッチによる操作のため，簡易な操作である。電動弁「2 弁」の

操作が必要ではあるが，サプレッション・チェンバ・プール水温度の上昇に対し

て操作所要時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

 異なる区分の残留熱除去系の低圧注水モードで原子炉水位維持操作を実施し

ており，同じ運転員が低圧注水モードによる原子炉水位維持操作とサプレッショ

ン・チェンバ・プール水冷却モードの運転操作を実施することから，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水冷却モードの操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

 中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こ

りにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

複数の残留熱除去系を用

いて低圧注水モードによ

る原子炉水位維持操作と

サプレッション・チェン

バ・プール水冷却モード

の運転操作を同じ運転員

が操作することから，サ

プレッション・チェン

バ・プール水冷却モード

の操作開始時間は変動し

うるが，その時間は短く，

実態の操作開始時間は解

析上の設定とほぼ同等で

あり，操作開始時間に与

える影響は小さい。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は早まる

可能性があるが，中央制

御室で行う操作であり，

他の操作との重複もない

ことから，他の操作に与

える影響はない 

実態の操作開始時

間は解析上の設定

とほぼ同等である

ことから，評価項目

となるパラメータ

に与える影響は小

さい 

サプレッション・チェン

バ・プール水冷却モード運

転開始までの時間は事象発

生から約 50 分後であり，運

転操作が遅れる場合におい

て も ， 格 納 容 器 圧 力 が

0.31MPa[gage]に到達する

までの時間は，事象進展が

同様となる「2.1 高圧・低

圧注水機能喪失」に示すと

おり約 17 時間であり，約 16

時間以上の余裕があること

から，時間余裕がある。ま

た ， 格 納 容 器 限 界 圧 力

0.62MPa[gage]に到達する

までの時間は，過圧の観点

で厳しい「3.1 雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」

においても事象発生から約

38 時間であり，約 37 時間以

上の余裕があることから，

時間余裕がある 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。訓練では，原子

炉水位高（レベル 8）

到達から8分後に残留

熱除去系（サプレッシ

ョン・チェンバ・プー

ル水冷却モード）運転

操作を開始。想定で意

図している運転操作

が実施可能なことを

確認した 

残留熱除

去系（原

子炉停止

時冷却モ

ード）運

転操作 

事象発生から 12 時間

後 

運転停止後の原子

炉停止時冷却モー

ドの運転開始時間

の実績に基づき設

定 

残留熱除去系の原子炉停止時冷却モード開始までの時間は，事象発生から 12 時

間あり，時間余裕がある 
－ － － 

プラント停止時の実

績から，配管の暖気運

転を含め約 60 分で操

作開始できることを

確認した。また，系統

構成及びポンプの起

動のみであれば，約 10

分で操作可能である

ことを確認した 

残留熱除

去系の低

圧注水モ

ードから

原子炉停

止時冷却

モードへ

の切替操

作 

事象発生から 13.5 時

間後 

運転停止後の原子

炉停止時冷却モー

ドの運転開始時間

の実績に基づき設

定 

残留熱除去系を低圧注水モードから原子炉停止時冷却モードへの切替え操作開

始までの時間は，事象発生から 12 時間以上あり，時間余裕がある 
－ － － 

プラント停止時の実

績から，配管の暖気運

転を含め約 60 分で操

作開始できることを

確認した。また，系統

構成及びポンプの起

動のみであれば，約 10

分で操作可能である

ことを確認した 
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7 日間における燃料の対応について（高圧注水・減圧機能喪失） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：高圧注水・減圧機能喪失は 6号及び 7号炉を想定。 

   なお，外部電源喪失は想定していないが，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 751kL 

7 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 

 

 

 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 751kL 

6 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 

 

 

 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 

及びガスタービン発電機

用燃料タンク（容量約

200kL）の残容量（合計）

は約 659kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

※1 事故収束に必要なディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 

添
付
資
料

2.
2
.
3 



 2.3.1-1 

2.3 全交流動力電源喪失 

2.3.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失） 

2.3.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」に含まれる事故シ

ーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「全交流電源喪失

（外部電源喪失＋DG 喪失）」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」では，全交流動力

電源喪失後，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，設計基準事故対処設備として期待する期間

は運転を継続するものの，その期間を超えた後に蓄電池の直流電源供給能力が枯渇して原

子炉隔離時冷却系に期待できなくなることを想定する。このため，逃がし安全弁による圧力

制御に伴う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下する

ことから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損

傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，直流電源が枯渇

した以降の原子炉圧力容器内への注水機能を喪失したことによって炉心損傷に至る事故シ

ーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，全交流動力電源喪

失に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水によ

って事象発生 24 時間後まで炉心を冷却し，常設代替交流電源設備による給電及び残留熱除

去系（低圧注水モード），低圧代替注水系（常設）による注水の準備が完了したところで逃

がし安全弁の手動開操作により原子炉を減圧し，原子炉減圧後に残留熱除去系（低圧注水モ

ード）により炉心を冷却することによって，炉心損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機

冷却系を介した残留熱除去系，格納容器圧力逃がし装置等及び更なる信頼性向上の観点か

ら設置する代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」における機能喪失

に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の

対策として原子炉隔離時冷却系による原子炉注水手段を整備する。また，原子炉格納容器の

健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として代替原子炉補機冷却系を介した残留

熱除去系，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を整備する。これらの

対策の概略系統図を図 2.3.1.1 から図 2.3.1.4 に，手順の概要を図 2.3.1.5 に示すととも

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の
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関係を表 2.3.1.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生10時間まで

の6号及び7号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対

策要員で構成され，合計30名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長1名（6号及び7号炉兼任），当直副長2名，運転操作対応を行う運転員12名である。発

電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は5名，緊急時

対策要員（現場）は10名である。 

また，事象発生10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業等を行うた

めの参集要員34名である。必要な要員と作業項目について図2.3.1.6に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

 

a. 全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失する。これ

により所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，全交流動力電源喪失に至る。全

交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

b. 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔

離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水

位計及び原子炉隔離時冷却系系統流量計等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 2）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する。 

 

c. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動がで

きず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断

する。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機冷却系，低圧代替注水系（常

設）の準備を開始する。 

 

d. 直流電源切替 

原子炉隔離時冷却系で使用している直流電源の枯渇を防止するため，事象発生から 8

時間経過するまでに所内蓄電式直流電源設備切替（蓄電池 Aから蓄電池 A-2 に切替）を

実施する。事象発生から，19時間経過するまでに所内蓄電式直流電源設備切替（蓄電池
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A-2 から AM 用直流 125V 蓄電池に切替）を実施することにより 24 時間にわたって直流

電源の供給を行う。なお，所内蓄電式直流電源設備の切替操作を実施する際には，時間

的裕度を確保するため，原子炉水位高（レベル 8）近傍まで原子炉水位を上昇させた後，

原子炉隔離時冷却系を停止し，切替操作を実施する。 

 

e. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び温度が上昇する。格納容器圧

力が 0.31MPa[gage]に到達した場合，原子炉格納容器二次隔離弁を現場にて手動で中間

開操作することで，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計装

設備は，格納容器内圧力計等である。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施している間に炉心損傷

していないことを確認するために必要な計装設備は格納容器内雰囲気放射線レベル計

等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置等の原子炉格納容器ベン

トラインが水没しないことを確認するために必要な計装設備はサプレッション・チェン

バ・プール水位計である。 

 

f. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，代替原子炉補機冷却系を介した

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水の準備として，中央制御室からの遠

隔操作により残留熱除去系ポンプ 1台を手動起動する。代替原子炉補機冷却系を介した

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水の準備が完了した後，中央制御室か

らの遠隔操作によって逃がし安全弁 2個を手動開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力計である。 

 

g. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により,原子炉圧力が残留熱除去系（低圧注水モ

ード）の系統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備

は，原子炉水位計及び残留熱除去系系統流量計である。 

 

h. 残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱 

原子炉水位を原子炉水位高（レベル 8）まで上昇させた後，中央制御室からの遠隔操

作により残留熱除去系を低圧注水モードから格納容器スプレイモード（ドライウェル側

のみ）に切替えるとともに，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱が行
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われている場合は，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を停止する。 

残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱を確認するため

に必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量計等である。 

 

i. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

残留熱除去系の低圧注水モードから格納容器スプレイモード（ドライウェル側のみ）

への切替え後は，低圧代替注水系（常設）を用いて原子炉水位を原子炉水位低（レベル

3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子

炉水位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）等である。 

以降，炉心冷却及び原子炉格納容器除熱は，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除

去系により継続的に行う。 

 

2.3.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源喪失を起因事象とし，全ての非常用

ディーゼル発電機を喪失することで原子炉隔離時冷却系を除く注水機能を喪失する「全交

流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベント，サプレッション・プール冷却が重

要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡

変化解析コード SAFER，シビアアクシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子

炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.3.1.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 
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a. 事故条件 

(a) 起因事象 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，全交流動力電源を喪失するも

のとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源を喪失するもの

としている。 

 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，タービン蒸気加減弁急速閉信号によるものとする。 

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系は原子炉水位低（レベル 2）で自動起動し，182m3/h（8.12～

1.03MPa[dif]において）の流量で注水するものとする。 

(c) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（2個）を

使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約5%を処理するものとす

る。 

(d) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は事象発生から24時間後に手動起動し，954m3/h

（0.27MPa[dif]において）の流量で注水するものとする。 

(e) 残留熱除去系（格納容器スプレイモード） 

逃がし安全弁による原子炉減圧後，原子炉水位を原子炉水位高（レベル8）まで上昇

させた後に手動起動し，954m3/hにて原子炉格納容器内にスプレイするものとする。ま

た，伝熱容量は，熱交換器1基あたり約8MW（サプレッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度30℃において）とする。 

(f) 低圧代替注水系（常設） 

残留熱除去系の低圧注水モードから格納容器スプレイモード（ドライウェル側のみ）

への切替え後に，崩壊熱相当量で原子炉注水し，その後は炉心を冠水維持する。 

(g) 格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力逃がし装置等により，格納容器圧力 0.62MPa[gage]における最大排出流

量 31.6kg/s に対して，原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約 70%開※）

にて原子炉格納容器除熱を実施する。 
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※ 操作手順においては，原子炉格納容器除熱は原子炉格納容器二次隔離弁を 50％開にて開始するが，

格納容器圧力に低下傾向が確認できない場合は，増開操作を実施する。解析においては，操作手順

の考え方を踏まえ，中間開操作（流路面積約 70%開）とする。 

(h) 代替原子炉補機冷却系 

伝熱容量は約 23MW（サプレッション・チェンバのプール水温 100℃，海水温度 30℃

において）とする。 

 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件は，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分類

に従って以下のとおりに設定する。 

(a) 交流電源は24時間使用できないものとし，事象発生から24時間後に常設代替交流電

源設備によって交流電源の供給を開始する。 

(b) 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力が

0.31MPa[gage]に到達した場合に実施する。 

(c) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，事象発生から24時間後に開始する。 

(d) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）の起動操作は，事

象発生24時間後に開始する。 

(e) 低圧代替注水系（常設）起動操作は，事象発生から24時間後に開始する。 

(f) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（格納容器スプレイモード）の起動操

作は，事象発生から約25時間後に開始する。 

 

(3) 有効性評価（敷地境界での実効線量評価）の条件 

本重要事故シーケンスでは炉心損傷は起こらず，燃料被覆管の破裂も発生していないた

め，放射性物質の放出を評価する際は，設計基準事故時の評価手法を採用することで保守性

が確保される。このため，敷地境界での実効線量評価にあたっては，発電用軽水型原子炉施

設の安全評価に関する審査指針（原子力安全委員会 平成 2 年 8 月 30 日）に示されている

評価手法を参照した。具体的な評価条件を以下に示す。 

(a) 事故発生時の冷却材中の核分裂生成物の濃度は，運転上許容される I-131 の最大

濃度とし，その組成を拡散組成とする。これにより,事故発生時に冷却材中に存在

するよう素は，I-131 等価量で約 1.3×1012Bq となる。 

(b) 原子炉圧力の低下に伴う燃料棒からの核分裂生成物の追加放出量は，I-131につい

ては先行炉等での実測値の平均値に適切な余裕をみた値※1である3.7×1013Bqとし，

その他の核分裂生成物についてはその組成を平衡組成として求め，希ガスについ

てはよう素の2倍の放出があるものとする。これにより，原子炉圧力の低下に伴う

燃料棒からの追加放出量は，希ガスについてはγ線実効エネルギ0.5MeV換算値で

約9.9×1014Bq，よう素についてはI-131等価量で約6.5×1013Bqとなる。 
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※1 過去に実測されたI-131追加放出量から，全希ガス漏洩率（f値）1mCi/sあたりの追加放出量の出現頻

度を算出し，その97%累積出現頻度値19Ci/（mCi/s）[平均値0.37Ci/（mCi/s）]を用いて算出している。 

（1Ci = 3.7×109Bq/s） 

出典元 

・「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について」（TLR-032） 

・「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について」（HLR-021） 

(c) 燃料棒から追加放出されるよう素のうち有機よう素は4%とし，残りの96%は無機よ

う素とする。 

(d) 燃料棒から追加放出される核分裂生成物のうち，希ガスはすべて瞬時に気相部に

移行するものとする。有機よう素のうち，10%は瞬時に気相部に移行するものとし，

残りは分解するものとする。有機よう素から分解したよう素，無機よう素が気相部

にキャリーオーバーされる割合は2%とする。 

(e) 原子炉圧力容器気相部の核分裂生成物は，逃がし安全弁等を通して崩壊熱相当の

蒸気に同伴し，原子炉格納容器内に移行するものとする。この場合，希ガス及び有

機よう素は全量が，無機よう素は格納容器ベント開始までに発生する崩壊熱相当

の蒸気に伴う量が移行するものとする。 

(f) サプレッション・チェンバの無機よう素は，スクラビング等により除去されなかっ

たものが原子炉格納容器の気相部へ移行するものとする。希ガス及び有機よう素

については，スクラビングの効果を考えない。また，核分裂生成物の自然減衰は，

格納容器ベント開始までの期間について考慮する。 

(g) 敷地境界における実効線量は，内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる

実効線量の和として計算し，よう素の内部被ばくによる実効線量は，主蒸気隔離弁

閉止後のよう素の内部被ばくによる実効線量を求める以下の式（1）で，また，希

ガスのγ線外部被ばくによる実効線量は，放射性気体廃棄物処理施設の破損時の

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める以下の式（2）で計算する。 

 

HI2 ＝ R ･ H∞ ･ χ/Q ･ QＩ  ・・・・・・・・・・・・・  （1） 

R      ：呼吸率（m3/s） 

呼吸率Ｒは，事故期間が比較的短いことを考慮し，小児の呼吸率（活

動時）0.31m3/hを秒当たりに換算して用いる。 

H∞     ：よう素（I-131）を1Bq吸入した場合の小児の実効線量（1.6×10-7Sv/Bq） 

χ/Q   ：相対濃度（s/m3） 

QI      ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq） 

（I-131等価量－小児実効線量係数換算） 

 

Hγ ＝ K ･ D/Q ･ Qγ         ・・・・・・・・・・・・・ （2） 

K      ：空気吸収線量から実効線量当量への換算係数 

（K＝1Sv/Gy） 
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D/Q    ：相対線量（Gy/Bq） 

Qγ     ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

 

(h) 大気拡散条件については，格納容器圧力逃がし装置を用いる場合は，格納容器圧力

逃がし装置排気管放出，実効放出継続時間 1時間の値として，相対濃度（χ/Q）を

1.2×10-5（s/m3），相対線量（D/Q）を 1.9×10-19（Gy/Bq）とし，耐圧強化ベント系

を用いる場合は，主排気筒放出，実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度

（χ/Q）は 6.2×10-6（s/m3），相対線量（D/Q）は 1.2×10-19（Gy/Bq）とする。 

(i) サプレッション・チェンバ内でのスクラビング等による除染係数は 10，格納容器

圧力逃がし装置による除染係数は 1,000，排気ガスに含まれるよう素を除去するた

めのよう素フィルタによる除染係数は 50 とする。 

（添付資料 2.3.1.1） 

 

(4) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※2，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.3.1.7から図2.3.1.12に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝

達係数，燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応

力の関係，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率

及び炉心下部プレナム部のボイド率の推移を図2.3.1.13から図2.3.1.18に，格納容器圧力，

格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.3.1.19から図

2.3.1.22に示す。 

a. 事象進展 

全交流動力電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉信号が発生して原子炉がスクラム

し，また，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動して原子炉水位は

維持される。 

所内蓄電式直流電源設備は，負荷切離しを行わずに 8時間，その後，必要な負荷以外を

切離すことで更に 16 時間の合計 24 時間にわたり，重大事故等の対応に必要な設備に電

源を供給できるものとする。この間，原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で

の自動起動及び原子炉水位高（レベル 8）でのトリップを繰り返すことによって，原子炉

水位は適切に維持される。 

（添付資料 2.3.1.2，2.3.1.3） 

 

事象発生から 24 時間経過した時点で，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を

開始し，その後，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁 2 個を手動開すること
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で，原子炉の急速減圧を実施し，原子炉減圧後に残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原子

炉水位は低下するが，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水が開始されると

原子炉水位が回復する。 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸気

が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのた

め，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，

事象発生から約 16時間経過した時点で実施する。また，原子炉格納容器除熱時のサプレ

ッション・チェンバ・プール水位は，真空破壊装置（約 14m）及びベントライン（約 17m）

に対して，十分に低く推移するため，真空破壊装置の機能は維持される。この点と，蒸気

の流入によってサプレッション・チェンバ・プール水温が上昇することを考慮し，その確

実な運転継続を確保する観点から，原子炉隔離時冷却系の水源は復水貯蔵槽とする。常設

代替交流電源設備による電源供給を開始した後は，ベントラインを閉じて，代替原子炉補

機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を行うものとする。 

※2 シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド

外側の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉

水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・

狭帯域）の水位は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示

した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視す

る。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュ

ラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.3.1.13 に示すとおり，初期値を上回ることなく，1,200℃

以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%

以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.3.1.7 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]

以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧

力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最

高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する

蒸気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇

するが，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 142℃

に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温

度を下回る。 

（添付資料 2.3.1.4） 
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図 2.3.1.8 に示すとおり，原子炉隔離時冷却系による注水継続により炉心が冠水し，炉

心の冷却が維持される。その後は，約 16 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱を開始し，さらに代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原

子炉格納容器除熱を実施することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.3.1.5） 

 

格納容器圧力逃がし装置によるベント時の敷地境界での実効線量の評価結果は約 9.9

×10-3mSv であり，5mSv を下回る。また，耐圧強化ベント系によるベント時の敷地境界で

の実効線量の評価結果は約 4.9×10-2mSv であり，5mSv を下回る。いずれの場合も周辺の

公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の

評価項目及び周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないことについて，

対策の有効性を確認した。 

 

2.3.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとす

る。 

「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」では，全交流動力電源喪失後，原子炉隔離

時冷却系が自動起動し，設計基準事故対処設備として期待する期間は運転を継続するもの

の，その期間を超えた後に蓄電池の直流電源供給能力が枯渇して原子炉隔離時冷却系に期

待できなくなることが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象

発生から 12時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考

えられる操作として，所内蓄電式直流電源設備切替操作（A→A-2），格納容器圧力逃がし装

置等による原子炉格納容器除熱操作，所内蓄電式直流電源設備切替操作（A-2→AM）及び代

替原子炉補機冷却系運転操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの

影響評価は以下のとおりである。 

a. 運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被

覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝

達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きく
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なり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の

評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価す

る可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を

与える可能性があるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等操作時間に与

える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.1.6） 

 

b. 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保

守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高

めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化

について，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.1.6） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

a. 初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 
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初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.3.1.2に示すと

おりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくな

るような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなるこ

とから，格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作手順（格納容器圧力に応じて格納容器

ベントを実施すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

機器条件の残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）は，本解

析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として冠水維持可能な注

水量に制御するが，注水後の流量調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

（添付資料2.3.1.6） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されると考えられるが，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回る

ことなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ること

はないことから，上記の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること
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から，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなり，

格納容器圧力の上昇は遅くなるが，格納容器圧力の上昇は格納容器ベントにより抑

制されるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

機器条件の残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）は，解析

条件の不確かさとして，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原

子炉水位の回復が早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

（添付資料2.3.1.6） 

 

b. 操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の所内蓄電式直流電源設備切替操作（A→A-2）は，解析上の操作開始時間

として事象発生から8時間経過するまでを設定している。運転員等操作時間に与える

影響として，本操作は停電切替操作であり，負荷である原子炉隔離時冷却系の停止操

作が必要となることから，原子炉水位の状況により切替操作の操作開始時間は変動

する可能性があるが，炉心は冠水維持されるため問題とならない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，解析上

の操作開始時間として格納容器圧力0.31MPa［gage］到達時を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器

ベントの操作実施基準（格納容器圧力0.31MPa［gage］）に到達するのは，事象発生

の約16時間後であり，格納容器ベント準備操作は格納容器圧力上昇の傾向を監視し

ながら予め実施可能である。また，格納容器ベント操作も同様に格納容器圧力の上昇

の傾向を監視しながら予め準備が可能である。よって，実態の操作開始時間は解析上

の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。操作開始時間が遅れ

た場合においても，格納容器限界圧力は0.62MPa［gage］のため，原子炉格納容器の

健全性という点では問題とはならない。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作

条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室の

運転員とは別に現場操作を行う運転員及び緊急時対策要員を配置しており，他の操

作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の所内蓄電式直流電源設備切替操作（A-2→AM）は，解析上の操作開始時

間として事象発生から19時間経過するまでを設定している。運転員等操作時間に与

える影響として，本操作は停電切替操作であり，負荷である原子炉隔離時冷却系の停
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止操作が必要となることから，原子炉水位の状況により切替操作の操作開始時間は

変動する可能性があるが，炉心は冠水維持されるため問題とならない。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，解析上の操作開始時間として事象

発生から24時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替原子

炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に10時間，その後の作業に10時間の合

計20時間を想定しているが，準備操作が想定より短い時間で完了する可能性がある

ため，操作開始時間が早まる可能性があり，格納容器圧力及び温度を早期に低下させ

る。 

（添付資料2.3.1.6） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の所内蓄電式直流電源設備切替操作（A→A-2）は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定から変動する可能性があるが，

直流電源設備は原子炉注水等のサポート設備であり，操作開始時間が変動しても，枯

渇しなければ評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等で

あることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の所内蓄電式直流電源設備切替操作（A-2→AM）は，運転員等操作時間に

与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定から変動する可能性がある

が，直流電源設備は原子炉注水等のサポート設備であり，操作開始時間が変動しても，

枯渇しなければ評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の設定から早まる可能性がある。この場合，格納

容器圧力及び温度を早期に低下させる可能性があり，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。なお，常設代替交流電源設備からの受電を事象発生から24

時間後に制限する場合，代替原子炉補機冷却系運転操作開始時間のみが早まったと

しても，常設代替交流電源設備から受電する設備を運転できないため，評価項目とな

るパラメータに影響しない。 

（添付資料2.3.1.6） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の所内蓄電式直流電源設備切替操作（A→A-2）については，原子炉水位高（レ

ベル8）到達後に原子炉隔離時冷却系が停止した際に切替操作を実施するが，原子炉水位

高（レベル8）から有効燃料棒頂部まで原子炉水位が低下するには約1時間以上あり，準備
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時間が確保できるため，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作については，格

納容器ベント開始までの時間は事象発生から約16時間あり，準備時間が確保できるため，

時間余裕がある。また，格納容器ベント操作開始時間が遅れる場合においても，格納容器

圧力は0.31MPa［gage］から上昇するが，格納容器圧力の上昇の傾向は緩やかである。格

納容器限界圧力0.62MPa[gage]に至るまでの時間は，過圧の観点で厳しい「3.1 雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」においても事象発生約38時間であ

り，約20時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

操作条件の所内蓄電式直流電源設備切替操作（A-2→AM）については，原子炉水位高（レ

ベル8）到達後に原子炉隔離時冷却系が停止した際に切替操作を実施するが，原子炉水位

高（レベル8）から有効燃料棒頂部まで原子炉水位が低下するには約1時間以上あり，準備

時間が確保できるため，時間余裕がある。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作については，事象想定として常設代替交流

電源設備からの受電を事象発生から24時間後としており，4時間程度の準備時間が確保で

きるため，時間余裕がある。 

（添付資料2.3.1.6） 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合

においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕

がある。 

 

2.3.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」において，6号及

び7号炉同時の重大事故等対策時における事象発生10時間までに必要な要員は，「2.3.1.1 

(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり30名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の

評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は34名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」において，必要な

水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以
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下に示す。 

 

a. 水源 

原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7日間の

対応を考慮すると，号炉あたり約1,600m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を

考慮すると，合計約3,200m3の水が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約

1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有している。これにより，6号及び7号炉の同

時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能である。また，事象発生12時間以降に淡水貯

水池の水を防火水槽に移送し，防火水槽から可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽へ

の給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯渇させることなく復水貯蔵槽を水源とした7日間の

注水継続実施が可能となる。ここで，復水貯蔵槽への補給の開始を事象発生12時間後とし

ているが，これは，可搬型設備を事象発生から12時間以内に使用できなかった場合におい

ても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定しているものである。 

（添付資料 2.3.1.7） 

 

b. 燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後からの運転

を想定すると，7日間の運転継続に6号及び7号炉において合計約860kLの軽油が必要とな

る。可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後

からの可搬型代替注水ポンプの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kL

の軽油が必要となる。また，代替原子炉補機冷却系専用の電源車については，保守的に事

象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約37kLの軽油が必要

となる。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発

電機による電源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継

続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉合計 約1,027kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及びガスタービン発電機用燃料タンク（約

200kL）にて合計約 2,240kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であることから，

常設代替交流電源設備による電源供給，可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給

水，代替原子炉補機冷却系の運転，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機によ

る電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が

可能である。 

（添付資料 2.3.1.8） 

 

c. 電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負荷として，6

号及び7号炉で約2,379kW（6号炉：約1,181kW，7号炉：約1,198kW）必要となるが，常設代
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替交流電源設備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能で

ある。また，蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を想定しても，不要な

直流負荷の切離し及び蓄電池の切替等を行うことにより，事象発生後24時間の直流電源

供給が可能である。 

（添付資料 2.3.1.2,2.3.1.9） 

 

2.3.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」では，全交流動力

電源喪失後，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，設計基準事故対処設備として期待する期間

は運転を継続するものの，その期間を超えた後に蓄電池が枯渇して原子炉隔離時冷却系が

機能喪失することで，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴で

ある。事故シーケンスグループ｢全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）｣に対する炉心損

傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔離時冷却系等による原子炉注水手段，安定

状態に向けた対策として残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水手段，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段及び代替原

子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除

熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ｢全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）｣の重要事故シーケン

ス「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，蓄電池の容量増強に伴う原子炉隔離時冷却系の長時間運転，逃が

し安全弁による原子炉減圧，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱，代替原子炉補機

冷却系を介した残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱を実施

することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は評価項目を満足している。また，安定状態を

維持できる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，周辺の公衆に対

して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 
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重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」

において，原子炉隔離時冷却系等による原子炉注水，格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であ

ることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）」

に対して有効である。  
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図 2.3.1.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（1/4） 

（原子炉注水） 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1.2 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（2/4） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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図 2.3.1.3 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（3/4） 

（原子炉急速減圧，原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

 

 

図 2.3.1.4 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（4/4） 

（原子炉格納容器除熱） 

格納容器スプレイ・ヘッダ

　　

Ｂ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

低圧代替注水系

（常設）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

復水貯蔵槽

防火水槽

淡水貯水池

Ａ

残留熱除去系ポンプ

代替原子炉補機
冷却系

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

給水系より

残留熱除去系ポンプ

復水移送
ポンプ

Ａ(Ｃ)

可搬型代替

注水ポンプ

　　

Ｂ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

Ａ

残留熱除去系ポンプ

代替原子炉補機
冷却系

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

給水系より

残留熱除去系ポンプ

※残留熱除去系は，原子炉 

水位がレベル 8に到達し 

た時点で，低圧注水モード 

から格納容器スプレイ 

モードに運転を切替える。 

※残留熱除去系の低圧注水 

モードとサプレッション 

・チェンバ・プール水冷却 

モードを切替えて，原子炉 

水位をレベル 3～レベル 8 

の範囲で維持する。 
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（解析上の時間）

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（約50分後）

（約8時間後）

（約16時間後）

（約19時間後）

（約24時間後）

（約24時間後）

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプにより
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

※10

優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，耐圧強化ベント系よりも高く見直しを実施する予定である

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※11

格納容器ベント実施時に格納容器内雰囲気放射線モニタ等により炉心損傷が確認された場合は，炉心損傷後の対応手順に移行する

格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※12

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。

フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装

置への薬品注入を適宜実施する

※13

所内蓄電式直流電源設備を蓄電池A-2からAM用直流125V蓄電池に切り替える

※14

残留熱除去系準備完了後，「S/P熱容量温度制限」により急速減圧する。急速減圧必要最低弁数2個での減圧を評価している。また，実際の操作では原子炉隔離時冷

却系の運転を継続し低圧注水系へ移行するが，評価上原子炉隔離時冷却系は停止し，かつ原子炉水位レベル2及びレベル1.5での自動起動も考慮しない

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

回復は解析上
考慮せず

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系(常設）
復水移送ポンプ

2台注水準備が完了

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

所内蓄電式直流電源設備切替

格納容器圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※3

※1

※2

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービンバイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

Ⅱ

所内蓄電式直流電源設備切替

※7

※13

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

格納容器圧力13.7ｋPa[gage]到達
原子炉隔離時冷却系水源自動切替

「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系水源手動切替
「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

（約24時間後）

（約24時間後）

炉心損傷なし

Yes

No

格納容器ベント停止

※11

※4

※5

※6

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

Ⅵ

炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損
傷後の対応手順に移行する

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

Ⅰ

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する。

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

優先⑤ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先⑥ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

※8

※9

※10

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

全交流動力電源喪失時に，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉注水ができない場合は，常設代替

交流電源設備による非常用電源が回復後，高圧炉心注水系を無冷却水の状態で短時間起動し，原子炉注水することが

可能である

Ⅱ

第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する

緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅲ

消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合、低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅳ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能で

ある
純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の

他に「海水」も可能である

Ⅴ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施す

る

Ⅵ

残留熱除去系のラインを優先して使用するが，現場操作で洗浄水弁を開することにより，高圧炉心注水系Ｂライン

からの原子炉注水も可能である

Ⅶ

代替格納容器スプレイ冷却系（復水移送ポンプ）及び消火系での代替格納容器スプレイ冷却系の使用も可能である

恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，可搬型代替注水ポンプによるスプレイを実施する

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備完了

可搬型代替注水ポンプ
による

復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から防火水槽への
補給準備

（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備完了

防火水槽への
補給

Ⅳ Ⅴ

（約12時間後） （約12時間後）

（適時実施）（適時実施）

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

第一ガスタービン発電機以外による非常用電源供給
・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※12

Ⅲ

残留熱除去系（A）を使用した
低圧代替注水準備

※1

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧系

統（6.9kV）の母線が使用不能となった場合

※2

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※3

原子炉隔離時冷却系はレベル2からレベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※4

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧系統（6.9kV）の電源

回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断する

※5

サプレッションプール水位高NWL+50mm到達中に，格納容器圧力高13.7kPa[gage]信号が発生すると，原子炉隔離

時冷却水ポンプの吸込弁が自動で切り替わる。具体的には，サプレッション・チェンバ側吸込弁が「全開」し，

復水貯蔵槽側吸込弁が「全閉」することにより切り替わる

※6

原子炉格納容器除熱機能が喪失している場合は，原子炉隔離時冷却系の水源は復水貯蔵槽とする。実際の操作

においては，自動切替前に原子炉隔離時冷却系水源切替SWを「CSP」位置にすることにより，自動切替を阻止する

ことができる

※7

所内蓄電式直流電源設備を蓄電池Aから蓄電池A-2へ切り替える

※8

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※9

格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器スプレイを停止し，炉

心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

原子炉注水を低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプから残留熱除去系
(B)に切り替え，原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷
却を交互に実施する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧
後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とす
る

格納容器圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却系
にてドライウェルスプレイ開始

Ⅶ

「格納容器圧力0.18MPa[gage]」以上

代替格納容器スプレイ冷却系（復水移送ポンプ）
によるドライウェルスプレイ

可搬型代替注水ポンプによる

代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる

代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅶ

※17

残留熱除去系による格納容器冷却可能確認後
格納容器圧力逃がし装置又は

耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

※14

原子炉注水を残留熱除去系（B）から低圧代替注水系
（常設）復水移送ポンプに切替

※15

※16

タービン蒸気加減弁急速閉動作

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発電機と同

等の電源供給開始不可

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

※15

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施するため，原子炉注水を低圧代替注水系に切り替える

※16

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。以後，本操作を繰り返す

※17

格納容器圧力計指示0.18MPa[gage]確認し格納容器スプレイ操作を開始する

図 2.3.1.5 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の対応手順の概要 
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  図 2.3.1.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の作業と所要時間（1/2） 

 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・全交流電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・主蒸気隔離弁全閉確認，逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

・交流電源駆動による原子炉注水機能喪失確認

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

－ － － － － － ・非常用ディーゼル発電機　機能回復

－ － － － － － ・外部電源　回復

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － ・受電前準備（中央制御室）

・放射線防護装備準備

・現場移動

・受電前準備（現場）

・放射線防護装備準備

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認
実際は事象直後より対応する

・ガスタービン発電機給電準備 実際は事象直後より対応する

・放射線防護装備準備

・蓄電池切替準備

・蓄電池切替操作（A→A-2） 蓄電池Aから蓄電池A-2へ切替える

（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ

・放射線防護装備準備

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り
・作業時間10時間

・放射線防護装備準備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から可搬型代

替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

※2

（1人）

※4

※2

（1人）

※4

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成）
交 流 動 力 電 源 喪 失 が 長 期 に 及 ぶ 場

合 に 実 施 す る

－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントライン構成）

－ － － －

※3、※5

（2人）

※6

※3、※5

（2人）

※6

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

全交流動力電源喪失

経過時間（分） 経過時間（時間）
備考

10 20 30 40 50 60

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

対応可能な要員により対応する

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

2人

A,B

2人

a,b
－ － － － 10分

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）

状況判断

－ －
常設代替交流電源設備　準備操作

　（第一ガスタービン発電機）

20分

－ －

4人

C,D

E,F

4人

c,d

e,f

10分

50分

（2人）

C,D
－

－ －

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － －

－ －

13人

（参集）

※1

13人

（参集）

※1

所内蓄電式直流電源設備切替操作 － －
（2人）

E,F

（2人）

e,f

2人

※2，※3 180分

適宜実施

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

2人

※5

90分

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ － － －

2人

※2，※3

適宜実施

格納容器ベント準備操作

（2人）

E,F

（2人）

e,f

60分

60分

60分

90分

適宜実施

燃料給油準備 － － － －
2人

※7

事象発生

７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16

原子炉スクラム

プラント状況判断

約3分 原子炉水位低（レベル2）

／

約16時間
格納容器圧力

310kPa[gage]到達

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水

約8時間 直流電源切替

10分

30分

20分

330分＋待避時間30分

10分

300分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

この時間内に実施
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図 2.3.1.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時の作業と所要時間（2/2） 

 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・ベント準備

－ － － －

※6

（2人）

※6

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント状態監視

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・格納容器ベント操作

－ － － － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

－ － － －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － － － －

※1

（13人）

※7，※8

※1

（13人）

※7，※8

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り
・作業時間10時間

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・電源車への給油

代替原子炉補機冷却系　運転 － － － －

※8

（3人）

※8

（3人）

・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視

・放射線防護装備準備

・蓄電池切替準備

・蓄電池切替操作（A-2→AM用）

・放射線防護装備準備

・ガスタービン発電機起動

（2人）

C,D
－ － ・ガスタービン発電機　運転状態監視

・放射線防護装備準備

・ガスタービン発電機　運転状態監視

（1人）

B

（1人）

b
－ － ・M/C　受電確認

・放射線防護装備準備

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

－

(4人)

c,d

e,f

・7号炉　M/C（C）（D）　受電

・7号炉　MCC（C）（D）　受電

残留熱除去系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系ポンプ起動

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・逃がし安全弁　2個　手動開放操作

・低圧注水モードによる原子炉注水

（１人）

B

（１人）

b
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）　ラインアップ

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設）　現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

低圧注水モードから

低圧代替注水系（常設）切替

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・低圧注水モードによる原子炉注水停止

・低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

格納容器ベント停止操作 － －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・格納容器ベント停止操作

格納容器スプレイ冷却系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・格納容器スプレイ弁操作

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・燃料プール冷却浄化系熱交換器冷却水側1系隔離

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（１人）

B

（１人）

b
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（１人）

B

（１人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ － － －

※4

（1人）

※4

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － － ・淡水貯水池から防火水槽への補給
一時待避前に防火水槽が枯渇しないよ

うに補給量を調整する

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油
一時待避前に燃料が枯渇しないように

補給する

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a.b

4人

C,D,E, F

4人

c,d,e,f

全交流動力電源喪失

経過時間（時間）
備考

（2人）

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

格納容器ベント準備操作

60分

60分

60分

格納容器ベント操作

作業中断

（一時待避中）

※7

（2人）

90分

適宜実施

適宜実施

所内蓄電式直流電源設備切替操作 － －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ －

2人

蓄電池A-2からAM用蓄電池へ切り替え

る

事象発生19時間後

常設代替交流電源設備　準備操作

　（第一ガスタービン発電機）
－ －

（2人）

C,D
－ － －

常設代替交流電源設備　運転

　（第一ガスタービン発電機）
－ － －

－

常設代替交流電源設備による受電操作 － －

－ －

(2人)

E,F
－

低圧代替注水系（常設）　準備操作

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・代替原子炉補機冷却系が供給していない側の燃料プール冷却浄化系熱交換器を隔離する 60分

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

※5

（2人）

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

※7

（2人）

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

10人

（参集要員34人）

適宜実施

120分

適宜実施

格納容器ベント操作後，適宜ベント状態監視

10分

20分

15分

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

約16時間 格納容器圧力310kPa[gage]到達

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水
原子炉隔離時冷却系での注水は，復水移送ポンプによる注水準備完了を確認するまで実施

30分

20分

適宜実施

約24時間

ガスタービン発電機による給電開始、

残留熱除去系ポンプ起動

約19時間 直流電源切替

約24時間
原子炉急速減圧

30分

15分

30分

5分

原子炉水位はレベル3～レベル8維持

格納容器圧力は13.7～180kPa[gage]維持

30分

30分

10分

10分

5分

5分

270分＋待避時間30分

10分

10分

10分

10分

適宜

実施

15分
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図 2.3.1.7 原子炉圧力の推移 

 

 

図 2.3.1.8 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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原子炉隔離時冷却系起動／停止により原子炉炉内の 

蒸気発生量が増減するため，原子炉圧力の上昇／低下を 

繰り返し，原子炉圧力上昇時は逃がし安全弁開閉により 

原子炉圧力が制御される 

（最大値：約 7.52MPa[gage]，約 28 分） 

逃がし安全弁 2個による手動減圧 

（24 時間） 

炉心上部プレナム 

高出力燃料集合体 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

原子炉隔離時冷却系起動／停止による 

原子炉水位の維持 

（m） 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 
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図 2.3.1.9 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.3.1.10 注水流量の推移 
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原子炉隔離時冷却系起動／停止 

による原子炉水位の維持 

原子炉隔離時冷却系 

低圧代替注水系（常設） 

原子炉水位の上昇は確認できないものの，ボイド率

が増加しているため，減圧沸騰が発生している 

残留熱除去系 

（低圧注水モード） 

（m） 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 
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図 2.3.1.11 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 
図 2.3.1.12 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.3.1.13 燃料被覆管温度の推移 

 

 
図 2.3.1.14 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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燃料被覆管温度もこれに追従する変化を繰り返す 

（燃料被覆管温度は初期値を上回らない） 
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（最高温度：約 310℃） 
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1
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10000

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600

燃 料 被 覆 管 温 度 (℃)

 GEMP731

 ORNL3626

ORNL3626(照射)

 GEMP683

GEVNC(0.56℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

 NUREG-0630,DATA F(ORNL)

 NUREG-0630,DATA H(KfK FABIOLA)

 NUREG-0630,DATA I(ORNL)

 NUREG-0630,DATA J(KfK)

KfK(0.8～1.6K/s)(REBEKA Single Rod)

JNES(内圧破裂試験)

NFI他(内圧破裂試験)

(N/mm2)

円

周

方

向

の

応

力
ベストフィット曲線

平均値－２σ曲線

図 2.3.1.15 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

燃料被覆管の最高温度 

到達時の温度及び応力 × 
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図 2.3.1.16 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

 

  

図 2.3.1.17 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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図 2.3.1.18 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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図 2.3.1.19 格納容器圧力の推移 

 

 

図 2.3.1.20 格納容器気相部温度の推移 
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最高温度:約 142℃ 
（約 25 時間） 
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図 2.3.1.21 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

図 2.3.1.22 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移
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表 2.3.1.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）時における炉心損傷防止対策 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

：有効性評価上考慮しない操作 

判断及び操作 操作 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失及び

原子炉スクラム確認 

外部電源喪失と非常用ディーゼル発電機が全て機能喪失し全交

流動力電源喪失となり，原子炉がスクラムしたことを確認する 
所内蓄電式直流電源設備 － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

原子炉隔離時冷却系によ

る原子炉注水 

原子炉水位低（レベル 2）信号により原子炉隔離時冷却系が自動

起動し原子炉注水を開始する。これにより原子炉水位は回復し，

以後原子炉水位低（レベル 2）から原子炉水位高（レベル 8）の

間で維持する 

【原子炉隔離時冷却系】 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

高圧代替注水系による原

子炉注水 

高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を手動起動し原子炉

水位を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

直流電源切替 

原子炉隔離時冷却系で使用している直流電源の枯渇を防止する

ため，蓄電池の切替えを実施し 24 時間にわたって直流電源の供

給を行う 

所内蓄電式直流電源設備 － － 

格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器

除熱 

格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達した場合，格納容器圧力逃

がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施する 

格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系 

代替格納容器圧力逃がし装置 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C） 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W）  

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C）  

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

逃がし安全弁による原子

炉急速減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，残留熱除去系ポ

ンプを手動起動し，逃がし安全弁 2 個による手動減圧を行う 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 

－ 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

残留熱除去系（低圧注水

モード）による原子炉注

水 

原子炉急速減圧により，残留熱除去系の系統圧力を下回ると，代

替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）に

よる原子炉注水を実施する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 
代替原子炉補機冷却系 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

残留熱除去系（格納容器

スプレイモード）による

原子炉格納容器除熱 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，格納容器圧力が

0.18MPa[gage]に到達した場合，残留熱除去系（格納容器スプレ

イモード）による原子炉格納容器除熱を実施する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（格納容器スプレイモ

ード）】 

代替原子炉補機冷却系 

【残留熱除去系系統流量計】 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C） 

ドライウェル雰囲気温度計 

サプレッション・チェンバ気体温度計 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉水位回復後，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を実施する。原子炉水位は

原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で

維持する 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 
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表 2.3.1.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（1/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 通常運転水位（セパレータスカート下端から+119cm） 通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考

慮し,10%の保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 

ドライウェル内体積の設計値（全体積

から内部機器及び構造物の体積を除い

た値） 

格納容器容積（ウェットウェ

ル） 

空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部
機器及び構造物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プ

ール水位 
7.05m（NWL） 

通常運転時のサプレッション・チェン

バ・プール水位として設定 
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表 2.3.1.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（2/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

サプレッション・チェンバ・プール

水温 
35℃ 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール

水温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，

事象開始 24 時間以降は 40℃） 
復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 

事
故
条
件 

起因事象 外部電源喪失 
送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，

外部電源を喪失するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 全交流動力電源喪失 
全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定

して設定 

外部電源 外部電源なし 
起因事象として，外部電源を喪失するものとして

設定 
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表 2.3.1.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（3/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
タービン蒸気加減弁急速閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 
安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）

にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51MPa[gage]×1個, 363t/h/個 

7.58MPa[gage]×1個, 367t/h/個 

7.65MPa[gage]×4個, 370t/h/個 

7.72MPa[gage]×4個, 373t/h/個 

7.79MPa[gage]×4個, 377t/h/個 

7.86MPa[gage]×4個, 380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 2個を

開放することによる原子炉急速減圧 
<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 

 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉圧力

の関係から設定 
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表 2.3.1.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（4/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

残留熱除去系（低圧注水

モード） 

事象発生 24 時間後に手動起動し，954m3/h

（0.27MPa[dif]において）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）の設計値として設定 

低圧代替注水系（常設） 炉心を冠水維持可能な注水量で注水 崩壊熱相当量の注水量として設定 

残留熱除去系（格納容器

スプレイモード） 

・原子炉減圧後，原子炉水位を原子炉水位高

（レベル 8）まで上昇させた後に手動起動

し，954m3/h にて原子炉格納容器内にスプ

レイ 

・伝熱容量は，熱交換器 1基あたり約 8MW（サ

プレッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 

格納容器圧力逃がし装

置等 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]における最大

排出流量31.6kg/sに対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作（流路面積約70%開）

にて原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設計値として設定 

代替原子炉補機冷却系 
約 23MW（サプレッション・チェンバのプー

ル水温 100℃，海水温度 30℃において） 
代替原子炉補機冷却系の設計値として設定 

残留熱除去系ポンプ 
1 台による注水特性 
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表 2.3.1.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（5/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

常設代替交流電源設備からの受電 事象発生 24 時間後 本事故シーケンスの前提条件として設定 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格

納容器除熱操作 
格納容器圧力 0.31MPa[gage]到達時 格納容器最高使用圧力を踏まえて設定 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作 事象発生 24 時間後 
常設代替交流電源設備からの受電後とし

て設定 

代替原子炉補機冷却系運転操作 事象発生 24 時間後 
常設代替交流電源設備からの受電後とし

て設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去

系（低圧注水モード）運転操作 
事象発生 24 時間後 

常設代替交流電源設備からの受電後とし

て設定 

低圧代替注水系（常設）起動操作 事象発生 24 時間後 
常設代替交流電源設備からの受電後とし

て設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去

系（格納容器スプレイモード）運転操作 
事象発生約 25時間後 

常設代替交流電源設備からの受電後とし

て設定 
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【事象の概要】
１．全交流動力電源喪失が発生するが，原子炉隔離時冷却系により原子炉への注水は継続され，炉心冠水は維持される。

発生した蒸気は逃がし安全弁を通じてサプレッション・チェンバ（S/C）に移行する。
２．全交流動力電源喪失発生から約16時間後，格納容器圧力0.31MPa[gage]到達により格納容器ベントを実施する。

【評価結果】
敷地境界での実効線量は，5mSvに対して十分小さい。（ドライウェル，サプレッション・チェンバのいずれの
ベントラインを経由した場合であっても，原子炉圧力容器から逃がし安全弁を経由し，サプレッション・チェンバ
に排出された気体を排出するため，サプレッション・チェンバでのスクラビング効果に
期待できる。このため，敷地境界での実効線量は同じ値となる。
なお，LOCA時注水機能喪失においては，破断口より原子炉格納容器内に直接蒸気が
排出されるものの，格納容器スプレイによる除染係数(DF)100に期待できるため，
サプレッション・チェンバでの
スクラビング効果より大きな効果を
得ることができる。

水蒸気水蒸気

水蒸気水
蒸
気

水蒸気

原子炉格納容器

よう素・希ガスを
含む蒸気

原子炉建屋

注水

格納容器ベント開始までに
炉水中の無機よう素が気相
部に移行する割合：6.21%

追加放出された有機よう素
のうち，気相部へ移行する
割合：10%

追加放出分
希ガス 約9.9×1014Bq
よう素 約6.5×1013Bq
(無機：96%, 有機：4%)

炉水中の核分裂生成物
よう素 約1.3×1012Bq

S/Cの除染係数(DF) 10※

(希ガス及び有機よう素は，
この効果を考えない。)
※ Standard Review Plan 6.5.5に
基づき設定

格納容器圧力逃がし装置
の除染係数(DF) 1000
(希ガス及び有機よう素は，
この効果を考えない。)

格納容器圧力逃がし装置から放出する場合
相対濃度(χ/Q) 約1.2×10-5(s/m3)
相対線量(D/Q) 約1.9×10-19(Gy/Bq)

排気筒から放出する場合
相対濃度(χ/Q) 約6.2×10-6(s/m3)
相対線量(D/Q) 約1.2×10-19(Gy/Bq)

敷地境界での実効線量
約4.9×10-2 mSv

よう素：約4.3×10-2 mSv
希ガス：約5.8×10-3 mSv

敷地境界での実効線量
約9.9×10-3 mSv

よう素：約7.0×10-4 mSv
希ガス：約9.2×10-3 mSv

よう素フィルタ
の除染係数(DF)
50
(有機よう素のみ
この効果を考え
る。)

敷地境界での実効線量評価について 

 

添
付
資
料

2.
3
.
1.
1 



 

添
2.3.1.1-2 

核分裂生成物の環境中への放出について 
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添付資料 2.3.1.2 

蓄電池による給電時間評価結果について（6号炉） 

 

非常用の常設直流電源設備として直流 125V 蓄電池 4 系統，常設代替直流電源設備として

直流 125V 蓄電池 1系統を有している。 

原子炉隔離時冷却系の運転操作に係る負荷は直流 125V 主母線盤 6A に接続されており，非

常用の常設直流電源設備である直流 125V 蓄電池 6A より給電される。全交流動力電源喪失

時においては，同蓄電池からの電源供給により，原子炉隔離時冷却系が起動し，原子炉注水

が行われる。電源供給開始から 8時間後に，負荷制限を実施して電源を非常用の常設直流電

源設備である直流 125V 蓄電池 6A-2 に切替え 11 時間稼働する。その後，電源を常設代替直

流電源設備である AM 用直流 125V 蓄電池に切替え 5時間稼働する。 

上記運転方法に必要な負荷容量が直流 125V 蓄電池 6Aで約 5,866Ah，直流 125V 蓄電池 6A-

2 で約 3,572Ah，AM 用直流 125V 蓄電池で約 2,786Ah であることに対し，蓄電池容量が直流

125V 蓄電池 6A で約 6,000Ah，直流 125V 蓄電池 6A-2 で約 4,000Ah，AM 用直流 125V 蓄電池

で約 3,000Ah であることから，電源供給開始から 24 時間にわたって全交流動力電源喪失時

の対応に必要な設備に電源供給が可能である。 

 

(1) 非常用の常設直流電源設備仕様 

名称：直流 125V 蓄電池 6A 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 6,000Ah 

設置場所：コントロール建屋地下中 2階（T.M.S.L.+0.1m） 

 

名称：直流 125V 蓄電池 6A-2 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 4,000Ah 

設置場所：コントロール建屋地下 1階（T.M.S.L.+6.5m） 

 

(2) 常設代替直流電源設備仕様 

名称：AM用直流 125V 蓄電池 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 3,000Ah 

設置場所：原子炉建屋 4階（T.M.S.L.+31.7m） 
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図 2.3.1.2-1 直流 125V 蓄電池 6A，6A-2，AM 用直流 125V 蓄電池 負荷曲線  

0～1分 1～480分 480～481分 481～720分 720～1140分 1140～1141分 1141分～1440分

遮断器引き外し 1400

D/G初期励磁 1300

バイタル交流電源A 1200

非常用照明 1100

計測制御設備（非常用ガス処理系A，残留熱除去系A） 1000

原子炉隔離時冷却系真空ポンプ用電動機 900

原子炉隔離時冷却系復水ポンプ用電動機 800

原子炉隔離時冷却系電動弁用電動機 700

計測制御設備（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系） 600

500

400

300

200

100

0

原子炉隔離時冷却系真空ポンプ用電動機 1100

原子炉隔離時冷却系復水ポンプ用電動機 1000

原子炉隔離時冷却系電動弁用電動機 900

計測制御設備（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系） 800

700

600

500

400

300

200

100

0

原子炉隔離時冷却系真空ポンプ用電動機 1100

原子炉隔離時冷却系復水ポンプ用電動機 1000

原子炉隔離時冷却系電動弁用電動機 900

計測制御設備（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系） 800

格納容器圧力逃がし装置 700

代替格納容器圧力逃がし装置 600

高圧代替注水系 500

400

300

200

100

0

Ａ
Ｍ
用
直
流
１
２
５
Ｖ
蓄
電
池

負荷名称

経過時間

負荷電流[A]

直
流
１
２
５
Ｖ
蓄
電
池
６
Ａ

直
流
１
２
５
Ｖ
蓄
電
池
６
Ａ
―
２

1361A

540A

154A

6,000Ah

4,000Ah

3,000Ah

：直流125V蓄電池6Aから電源供給する負荷

：直流125V蓄電池6A，直流125V蓄電池6A-2，

及びAM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷

・遮断器引き外し完了

・D/G初期励磁完了

・原子炉隔離時冷却系
起動完了

・一部不要負荷切り離し

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）
を6A→6A-2に変更

蓄電池切替（6A→6A-2）

826A

225A

：直流125V蓄電池6A，直流125V蓄電池6A-2，

及びAM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷

・原子炉隔離時冷却系

起動完了

蓄電池切替（6A→6A-2） 蓄電池切替（6A-2→AM用）

35A

861A

260A

：直流125V蓄電池6A，直流125V蓄電池6A-2，

及びAM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷
：AM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷

蓄電池切替（6A-2→AM用）

8時間 12時間 19時間 24時間

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）

を6A→6A-2に変更

・原子炉隔離時冷却系

起動完了

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）

を6A-2→AM用に変更

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）

を6A-2→AM用に変更

直流 125V 蓄電池 6A,6A-2 が使用できない場合には 
逃がし安全弁制御を負荷とし，5.4A 追加される 
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図 2.3.1.2-2 直流電源単線結線図（6号炉） 
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兼用している設備 設計基準事故
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重大事故等

対処設備
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蓄電池による給電時間評価結果について（7号炉） 

 

非常用の常設直流電源設備として直流 125V 蓄電池 4 系統，常設代替直流電源設備として

直流 125V 蓄電池 1系統を有している。 

原子炉隔離時冷却系の運転操作に係る負荷は直流 125V 主母線盤 7A に接続されており，非

常用の常設直流電源設備である直流 125V 蓄電池 7A より給電される。全交流動力電源喪失

時においては，同蓄電池からの電源供給により，原子炉隔離時冷却系が起動し，原子炉注水

が行われる。電源供給開始から 8時間後に，負荷制限を実施して電源を非常用の常設直流電

源設備である直流 125V 蓄電池 7A-2 に切替え 11 時間稼働する。その後，電源を常設代替直

流電源設備である AM 用直流 125V 蓄電池に切替え 5時間稼働する。 

上記運転方法に必要な負荷容量が直流 125V 蓄電池 7Aで約 5,919Ah，直流 125V 蓄電池 7A-

2 で約 3,795Ah，AM 用直流 125V 蓄電池で約 2,886Ah であることに対し，蓄電池容量が直流

125V 蓄電池 7A で約 6,000Ah，直流 125V 蓄電池 7A-2 で約 4,000Ah，AM 用直流 125V 蓄電池

で約 3,000Ah であることから，電源供給開始から 24 時間にわたって全交流動力電源喪失時

の対応に必要な設備に電源供給が可能である。 

 

(1) 非常用の常設直流電源設備仕様 

名称：直流 125V 蓄電池 7A 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 6,000Ah 

設置場所：コントロール建屋地下中 2階（T.M.S.L.+0.2m） 

 

名称：直流 125V 蓄電池 7A-2 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 4,000Ah 

設置場所：コントロール建屋地下 1階（T.M.S.L.+6.5m） 

 

(2) 常設代替直流電源設備仕様 

名称：AM用直流 125V 蓄電池 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 3,000Ah 

設置場所：原子炉建屋 4階（T.M.S.L.+31.7m） 
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図 2.3.1.2-3 直流 125V 蓄電池 7A，7A-2，AM 用直流 125V 蓄電池 負荷曲線  

0～1分 1～480分 480～481分 481～720分 720～1140分 1140～1141分 1141分～1440分

遮断器引き外し 1400

D/G初期励磁 1300

バイタル交流電源A 1200

非常用照明 1100

計測制御設備（非常用ガス処理系A，残留熱除去系A） 1000

原子炉隔離時冷却系真空ポンプ用電動機 900

原子炉隔離時冷却系復水ポンプ用電動機 800

原子炉隔離時冷却系電動弁用電動機 700

計測制御設備（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系） 600
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原子炉隔離時冷却系電動弁用電動機 900

計測制御設備（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系） 800

格納容器圧力逃がし装置 700

代替格納容器圧力逃がし装置 600
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1428A

543

160A

6,000Ah

4,000Ah

3,000Ah

蓄電池切替（7A→7A-2）

939A

239A

蓄電池切替（7A-2→AM用）蓄電池切替（7A→7A-2）

34A

973A

273A

蓄電池切替（7A-2→AM用）

24時間12時間 19時間8時間

：直流125V蓄電池7Aから電源供給する負荷

：直流125V蓄電池7A，直流125V蓄電池7A-2，

及びAM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷

：直流125V蓄電池7A，直流125V蓄電池7A-2，

及びAM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷

：直流125V蓄電池7A，直流125V蓄電池7A-2，

及びAM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷
：AM用直流125V蓄電池から電源供給する負荷

・一部不要負荷切り離し

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）
を7A→7A-2に変更

・遮断器引き外し完了

・D/G初期励磁完了

・原子炉隔離時冷却系
起動完了

・原子炉隔離時冷却系

起動完了

・原子炉隔離時冷却系

起動完了

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）

を7A→7A-2に変更 ・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）

を7A-2→AM用に変更

・原子炉隔離時冷却系，計測制御設備

（原子炉隔離時冷却系，自動減圧系）

を7A-2→AM用に変更

直流 125V 蓄電池 7A,7A-2 が使用できない場合には 
逃がし安全弁制御を負荷とし，3.0A 追加される 
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図 2.3.1.2-4 直流電源単線結線図（7号炉）
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添付資料 2.3.1.3 

 

全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却系の 

24 時間継続運転が可能であることの妥当性について 

 

有効性評価の全交流動力電源喪失（以下「SBO」という。）時において，交流電源が喪失し

ている 24時間，原子炉隔離時冷却系（以下「RCIC」という。）を用いた原子炉注水に期待し

ている。 

RCIC の起動から 24時間の継続運転のために直流電源を必要とする設備は，計測制御設備

の他，電動弁及び真空ポンプ並びに復水ポンプの電動機である。図 1に RCIC の系統構成の

概略を示す。事故時には直流電源の容量以外にもサプレッション・チェンバ（以下「S/C」

という。）の圧力及び水温の上昇や中央制御室・RCIC 室温の上昇が RCIC の継続運転に影響

することも考えられるため，その影響についても確認した（表 1参照）。 

表1に記載したそれぞれの要因はRCICの24時間継続運転上の制約とならないことから，

本有効性評価においてこの機能に期待することは妥当と考える。 

 

以 上
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表 1 RCIC 継続運転の評価（1/2） 

RCIC 継続運転 

制約要因 
概要 評価 

S/C 水温上昇 S/C のプール水の水温が上昇し，RCIC ポンプ

のキャビテーションやポンプ軸受けの潤滑油

冷却機能を阻害する場合，RCIC ポンプの運転

に影響を与える可能性が考えられる 

RCIC ポンプの第一水源は復水貯蔵槽（以下「CSP」という。）であるが，LOCA 信号（L1.5

又は D/W 圧力高）かつ S/C 水位高信号の入力により，第二水源である S/C に水源が切

替わる。一方で，SBO 時には S/C のプール水の冷却ができず，水温上昇が想定される

ため，水源については運転員による中央制御室からの遠隔操作により再度 CSP に切

替えることとなる。したがって，S/C のプール水の水温上昇が RCIC 継続運転に与え

る影響はない。なお，CSP は淡水貯水池の水を可搬型代替注水ポンプ等により補給す

るため水源が枯渇することはない 

S/C 圧力上昇 RCIC タービン保護のため，S/C 圧力 0.34 

MPa[gage]にて，RCICタービン排気圧力高トリ

ップインターロックが動作し，RCIC の運転が

停止する可能性が考えられる 

SBO 時に RCIC による原子炉注水を継続した場合の S/C 圧力推移を評価した結果，事

象発生から約 16 時間後（最大圧力である炉心損傷前ベント直前）の S/C 圧力は約

0.31MPa[gage]であり，RCIC タービン排気圧力高トリップインターロック設定圧力を

下回る。したがって，S/C 圧力上昇が RCIC 継続運転に与える影響はない 

中央制御室温上昇 中央制御室の RCIC の制御盤の設計で想定し

ている環境の最高温度は 40℃である。SBO で

は換気空調系が停止するため，中央制御室の

室温が 40℃を超える可能性が考えられる 

中央制御室内の制御盤からの発熱と中央制御室躯体からの放熱の熱バランスから，換

気空調系停止後の中央制御室の最高温度は約 38℃（補足資料参照）と評価され，制

御盤の設計上想定している環境温度の上限値である 40℃※1 を下回る。したがって，

中央制御室の室温上昇が RCIC 継続運転に与える影響はない 

※1使用環境の温度が 40℃を超えた場合であっても，直ちに動作不良等を引き起こすものではない。 
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表 1 RCIC 継続運転の評価（2/2） 

RCIC 継続運転 

制約要因 
概要 評価 

RCIC ポンプ室の室温

上昇 

RCIC のポンプ，電気制御系統，弁，

タービン等の設計で想定している環

境の最高温度は，事象発生から 24 時

間後では 66℃を想定している。SBO

では換気空調系が停止しているた

め，RCIC 室温が 66℃を超える可能性

が考えられる 

RCIC 室内の発熱と RCIC 室部屋の放熱・吸熱の熱バランスから，換気空調系停止後の RCIC 室の

最高温度は約 54℃（補足資料参照）と評価され，RCIC 系の設計上想定している環境温度の上限

値である 66℃を下回る。したがって，RCIC 室温上昇が RCIC 継続運転に与える影響はない。 

なお，RCICタービン軸受けからの蒸気漏えいを防止しているバロメトリック・コンデンサはSBO

時であっても直流電源により機能維持されるため，蒸気漏えいについても問題とならない。 

また，直流電源喪失時におけるRCIC運転についても福島第一原子力発電所2号炉での実績※2よ

り，運転員が地震発生から約12時間後のRCIC室に入室できていたことや，3月13日の計装設備点

検で原子炉建屋に入域できたことが確認されているため，軸受けから原子炉建屋への大量の蒸

気の漏えいにより，RCICの継続運転や現場作業が困難になることはないと考えられる 

※2福島原子力事故調査報告書 別紙 2「福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所における対応状況について（平成 24 年 6月版）」
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図 1 RCIC 系統構成概略図 

 

サプレッション・チェンバ 
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全交流動力電源喪失時における RCIC 室・中央制御室の温度上昇について 

 

1.温度上昇の評価 

(1)評価の流れ 

全交流動力電源喪失時には換気空調系による除熱が行われないため，評価対象の部屋

の温度変化は，タービンや配管などの室内の熱源から受ける熱量（室内熱負荷）と隣の部

屋への放熱（躯体放熱）のバランスによって決定される（図1参照）。 

換気空調系停止後，室温が上昇を始め，最終的には室内熱負荷と躯体放熱のバランス

により平衡状態となる。 

 

 

コンクリート壁 評価対象の部屋(高温側) 隣接する部屋(低温側) 

温
度

（
℃

）
 

評価する部屋の温度 

隣接する部屋の温度 

空気→コンクリート 

間における熱伝達 

コンクリート内部 

における熱伝導 

コンクリート→空気 

間における熱伝達 

位置（m） 

盤や照明 

による 

発熱 

熱の移動 

図1 室温評価における温度分布と熱の移動の概要図 

添付資料 2.3.1.3 補足資料 
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(2)評価条件 

評価条件を以下にまとめる。 

・評価対象とする部屋の条件：表1参照 

・評価対象の部屋に隣接する部屋の温度 

： 一般エリア  40℃ 

                           屋外        32℃（夏期設計外気温） 

S/C         138℃（有効性評価 SBO時の最高温度） 

                           地中        18℃ 

・壁－空気の熱伝達率：  W/m2℃（無換気状態）[出典：空気調和衛生工学便覧] 

・コンクリート熱伝導率：  W/m℃[出典：空気調和衛生工学便覧] 

 

表1 評価する部屋の条件（6号炉の場合） 

 

 

(3)評価結果 

全交流電源喪失時において，事象発生後24時間のRCIC室最高温度は約54℃，中央制御

室の最大温度は約38℃となり，設計で考慮している温度を超過しないため，RCIC運転継続

に与える影響はない。 

 

以 上 

 

中央制御室 RCIC室
発熱負荷［W］

容積[m
3
]

熱容量[kJ/℃]
初期温度[℃] 26 40
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逃がし安全弁に係る解析と実態の違い及びその影響について 

 

1．逃がし安全弁について 

逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を防止するため原子炉

格納容器内の主蒸気管に設置されている。排気は，排気管により，サプレッション・チェン

バのプール水面下に導き凝縮されるようにしている。逃がし安全弁は，バネ式（アクチュエ

ータ付）で，アクチュエータにより逃がし弁として作動させることもできるバネ式安全弁で

ある。すなわち，逃がし安全弁は，バネ式の安全弁に，外部から強制的に開閉を行うアクチ

ュエータを取り付けたもので，蒸気圧力がスプリングの設定圧力に達すると自動開閉する

ほか，外部信号によってアクチュエータのピストンに窒素ガスを供給して弁を強制的に開

放することができる。逃がし安全弁は 18 個からなり，次の機能を有している。 

 

（１） 逃がし弁機能 

 本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるため，原子炉圧力高の信号によりアクチュエータのピストンを駆動して強

制的に開放する。18 個の逃がし安全弁は，全てこの機能を有している。 

（２） 安全弁機能 

 本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるため，逃がし弁機能のバックアップとして，圧力の上昇に伴いスプリング

に打ち勝って自動開放されることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷

な圧力変化の場合にも原子炉圧力が最高使用圧力の 1.1 倍を超えないように設計さ

れている。18個の逃がし安全弁は，全てこの機能を有している。 

（３） 自動減圧機能 

 自動減圧機能は，非常用炉心冷却系の一部であり，原子炉水位低とドライウェル

圧力高の同時信号により，ピストンを駆動して逃がし安全弁を強制的に開放し，LOCA

時等に原子炉圧力を速やかに低下させて，低圧注水系の早期の注水を促す。18個の

逃がし安全弁のうち，8個がこの機能を有している。 

（４） その他の機能 

 原子炉停止後，熱除去源としての復水器が何らかの原因で使用不能な場合に，崩

壊熱により発生した蒸気を除去するため，中央制御室からの遠隔手動操作で逃がし

安全弁を開放し，原子炉圧力を制御することができる。18個の逃がし安全弁は，全

てこの機能を有している。 

 

 表 1に，逃がし安全弁の吹き出し圧力を示す。 

  

添付資料 2.3.1.4 
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表 1．逃がし安全弁の逃がし弁機能及び安全弁機能の吹き出し圧力 

 

（逃がし弁機能の吹き出し圧力） 

吹出圧力 

(MPa[gage]) 
弁個数 

容量／個 

(t/h) 
備考 

7.51 1 363 P 

7.58 1 367 J 

7.65 4 370 B,G,M,S 

7.72 4 373 D,E,K,U 

7.79 4 377 C,H,N,T 

7.86 4 380 A,F,L,R 

 

（安全弁機能の吹き出し圧力） 

吹出圧力 

(MPa[gage]) 
弁個数 

容量／個 

(t/h) 
備考 

7.92 2 395 P,J 

7.99 4 399 B,G,M,S 

8.06 4 402 D,E,K,U 

8.13 4 406 C,H,N,T 

8.20 4 409 A,F,L,R 

 

※：囲み文字は，自動減圧機能付きの逃がし安全弁を示す。 
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2．逃がし安全弁の作動用の窒素の供給について 

逃がし安全弁の機能のうち，バネ式の安全弁機能以外の「逃がし弁機能」，「自動減圧機能」

及び「その他の機能」は，弁の開閉のためにアクチュエータを作動するため，窒素を消費す

る。表 2に逃がし安全弁（ADS 機能付き）及び逃がし安全弁（ADS 機能なし）の動作回数及

びアキュムレータ容量を示す。 

 

表 2．逃がし安全弁の動作回数（外部からの窒素供給なしの場合） 

 
動作回数 

使用する 

アキュムレータ 
概略図 

逃がし安全弁 

（ADS 機能付き） 

1 回 

（ドライウェル最高使用圧力

（310kPa[gage]） 

又は 

5 回 

（ドライウェル通常圧力

（13.7kPa[gage］以下） 

ADS 機能用 

アキュムレータ 

（200 L） 
図 1 参照 

1 回 

（ドライウェル通常圧力

（13.7kPa[gage］以下） 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

（15 L） 

逃がし安全弁 

（ADS 機能なし） 

1 回 

（ドライウェル通常圧力

（13.7kPa[gage］以下） 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

（15 L） 

図 2 参照 

 

逃がし安全弁のアキュムレータへ窒素ガスを供給する設備は，常用系と非常用系から構

成されている。常用系はフィルタ，減圧弁等により構成し，窒素ガスは不活性ガス系より供

給される。非常用系は窒素ガスボンベ，減圧弁等から構成され，独立した A系，B系の 2系

列から成る高圧窒素ガス供給系及び代替高圧窒素ガス供給系より供給される。また，常用系

と非常用系の間にはタイラインを設け，通常時は，非常用系へも常用系の不活性ガス系から

供給される。図 3に系統構成図を示す。 

LOCA 後等の長期冷却時には，逃がし安全弁（ADS 機能付き）のアキュムレータに対し，窒

素ガスを供給する。このとき常用系が健全であれば，常用系から供給するが，常用系が機能

を喪失した場合は，非常用系の圧力低下の信号により連絡弁を閉じ，非常用系（窒素ガスボ

ンベ）より供給する。 
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図 1．逃がし安全弁（ADS 機能付き）概略図 
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図 2．逃がし安全弁（ADS 機能なし） 
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図 3．高圧窒素ガス供給系及び代替高圧窒素ガス供給系 系統概要図 

 

3．常用系の高圧窒素ガス供給系が機能喪失した場合の有効性評価への影響について 

有効性評価の全交流動力電源喪失シナリオにおいて，逃がし弁機能の最低設定圧力

（7.51MP[gage］）にて原子炉を圧力制御することを前提としている。しかしながら，不活性

ガス系からの窒素供給が機能喪失し，各逃がし弁用のアキュムレータに窒素が供給されな

いまま，長期間の事故により各弁のアキュムレータ内の窒素を消費した場合，最終的に安全

弁機能の最低設定圧力（7.92MPa[gage］）で圧力は制御されることとなる。 

上記の状態においても，原子炉隔離時冷却系による注水は可能であり，原子炉系の最高使

用圧力（8.62MPa[gage］）以下での制御されるため問題とならない。 

図 4 から図 7 に安全弁機能を使用した場合の全交流動力電源喪失時の感度解析の結果を

示す。図 4 に示すとおり，原子炉から発生する崩壊熱が蒸気として原子炉格納容器に排気さ

れるタイミングの差異は生じるが，圧力制御を目的とした逃がし安全弁の開閉の影響は軽

微で，格納容器ベント（1Pd 到達）の実施時期を含めて原子炉格納容器除熱への影響はない。 

また，低圧注水等に移行するための急速減圧は，自動減圧用のアキュムレータを用いるた

め，逃がし弁用のアキュムレータ内の窒素の消費の状況に係わらず操作は可能であり，逃が

し安全弁の吹出圧力が 7.51MP[gage］から 7.92MPa[gage］に上昇することで，急速減圧時の

減圧前の圧力が上昇するが，減圧時間に対する影響は軽微で，図 6に示すとおり燃料被覆管

温度に対しても有為な影響はない。 
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図 5．原子炉水位の変化 

逃がし弁機能にて原子炉圧力を制御するケース 

図 6．高出力燃料集合体の燃料被覆管の温度の変化 

安全弁機能にて原子炉圧力を制御するケース 
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4．逃がし安全弁の原子炉圧力制御に係る実態と解析の違い 

常用系の高圧窒素ガス供給系が使用可能であれば，逃がし安全弁の逃がし弁機能のアキ

ュムレータに，不活性ガス系から窒素が供給され，逃がし弁機能の最低設定圧力の

7.51MPa[gage］で原子炉の圧力は制御される。地震等により，常用系が使用不可の場合は，

7.51MPa[gage］から徐々に吹出圧力が上昇し，最終的には安全弁機能の最低設定圧力の

7.92MPa[gage］で圧力は制御される。 

有効性評価では，逃がし弁機能の最低設定圧力（7.51MPa[gage］）で原子炉を圧力制御す

ることを前提に解析しているが，実態の運用としては，事故時運転操作手順書（徴候ベース）

に定めるとおり，逃がし安全弁による減圧にあたっては，サプレッション・チェンバ・プー

ル水温の上昇を均一にするため，水温を監視しながら，なるべく離れた排気管クエンチャ位

置の弁を順次開放することとしている。なお，安全弁機能で圧力制御される場合においても

逃がし安全弁のうち安全弁機能の最低設定圧力（7.92MPa[gage］）を有する弁は 2 個あり，

図 8に示すように当該弁はサプレッション・チェンバ・プールの対角位置に設置されている

ことから，安全弁機能による原子炉圧力制御のため繰り返し動作しても，原子炉から放出さ

れる水蒸気が 1カ所に偏らないよう考慮されている。 

 

5．原子炉圧力制御に係るサプレッション・チェンバ・プールの温度成層化の影響 

「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて 第 5 部 

MAAP 別添 1（補足）圧力抑制プール（S/C）の温度成層化の影響について」（以下「解析コ

ード資料」という。）にて，温度成層化の発生可能性について福島事故を踏まえた考察を纏

めており，これを踏まえ，ABWR におけるサプレッション・チェンバ・プールの温度成層化

の影響について，以下に述べる。 

解析コード資料で参照した 2F-4 の逃がし安全弁の排気管のクエンチャ及び原子炉隔離時

冷却系排気スパージャの位置関係は図 9 と同様な位置関係であり，事故シーケンスグルー

プ「全交流動力電源喪失」のように，原子炉隔離時冷却系の間欠運転によって原子炉水位を

維持しつつ，逃がし安全弁で原子炉圧力の制御を行う場合には，原子炉隔離時冷却系が停止

している間の逃がし安全弁の動作に伴う撹拌効果により，温度成層化の発生の可能性は小

さくなる。 

一方，原子炉隔離時冷却系を停止し，逃がし安全弁による原子炉の減圧状態を維持して低

圧代替注水系（常設）を用いた原子炉注水を行う場合には，サプレッション・チェンバ・プ

ールの温度成層化の発生の可能性はあるが，図 9 に示すとおり柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の

逃がし安全弁クエンチャの排気口はサプレッション・チェンバ・プールの底部から約 2m程

度の下部の位置に設置されていることから，この付近を境に上下の温度差が発生したとし

ても，サプレッション・チェンバ・プール水の多くを上部の温度が高い層が占めるため，解

析コード資料で参照した 2F-4 と同様に格納容器圧力に対する影響は小さいものと考えられ

る。 
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図 8．サプレッション・チェンバ・プール内の逃がし安全弁クエンチャの配置図 
 

 
図 9．サプレッション・チェンバ・プール内の逃がし安全弁クエンチャ及び原子炉隔離時

冷却系排気スパージャの配置図 
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添付資料 2.3.1.5 

安定状態について 

 

全交流動力電源喪失時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用いた炉心冷

却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備がその後も機能維

持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ

想定される事象悪化のおそれがない場合，安定停止状態が確立されたものと

する。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用いた

原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置等，残留熱除去系又

は代替循環冷却）により，格納容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に

転じ，また，原子炉格納容器除熱のための設備がその後も機能維持でき

ると判断され，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想

定される事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたものとす

る。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持される。そして，事

象発生 24 時間以降は常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始した後，原子炉減圧し，

その後，逃がし安全弁を開維持することで，低圧代替注水系（常設）による注水継続により，引き

続き炉心冠水が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から約 16 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器

除熱を開始し，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始後に代替原子炉補機冷却系を

介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定

又は低下傾向になり，格納容器温度は 150℃を下回るとともに，ドライウェル温度は，低圧注水継

続のための逃がし安全弁の機能維持が確認されている 126℃を下回り，原子炉格納容器安定状態が

確立される。なお,除熱機能として格納容器圧力逃がし装置等を使用するが，実効線量は約4.9×10-

2mSv 以下となり，燃料被覆管破裂は発生しないため,周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリ

スクを与えることはなく，敷地境界での実効線量評価は 5mSv を十分に下回る。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源を供給

可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことによって，安定状態維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（1/2） 

【SAFER】 

 

  

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 
入力値に含まれる。最確条件を包絡できる条件を
設定することにより崩壊熱を大きくするよう考
慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ
メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となる
パラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱伝
達，気液熱非平
衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱伝
達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を
低めに評価する可能性があり，他の解析モデルの
不確かさとも相まってコード全体として，スプレ
イ冷却のない実験結果の燃料被覆管最高温度に
比べて 10℃～50℃程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価するこ
とから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よ
って，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，
操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはなく，燃料被覆
管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作
時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，
有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目と
なるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸化 
ジルコニウム－
水反応モデル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱
量を大きく評価するモデルを採用し，保守的な結
果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析
結果は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆
管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（減
圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはないことから，運転員等操作
時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に保守的な
結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパ
ラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変形 
膨れ・破裂評価モ
デル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に
基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述のよう
に高めに評価され，円周方向応力は燃焼期間中の
変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定し保守
的に評価している。ベストフィット曲線を用いる
場合も破裂の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定として
ベストフィット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるも
のと考える。仮に格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準
事故相当のγ線線量率の 10 倍を超える大量の燃料被覆管破裂を計測した場合に
は，炉心損傷後の運転操作を適用する必要があり，格納容器圧力逃がし装置等に
よる格納容器除熱操作の起点が，格納容器圧力が限界圧力に到達するまでとな
る。しかしながら，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることは
なく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ること
はないことから運転員等の判断・操作に与える影響はない 

燃料被覆管温度を高めに評価することから破裂判定は厳しめの結果を与え
る 
なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはなく，炉
心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはな
いことから影響を与えることはない 

沸騰・ボイド率変
化，気液分離 
（水位変化）・対
向流，三次元効果 

二相流体の流動
モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，実験結果と概ね同等の結果が得

られている 
また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，
2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに
予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水系
の起動タイミングを早める可能性が示される。し
かし，実験で圧力低下が遅れた理由は，水面上に
露出した上部支持格子等の構造材の温度が燃料
被覆管からの輻射や過熱蒸気により上昇し，LPCS 
スプレイの液滴で冷却された際に蒸気が発生し
たためであり，低圧注水系を注水手段として用い
る本事故シーケンスでは考慮する必要のない不
確かさである。このため，燃料被覆管温度に大き
な影響を及ぼす低圧注水系の注水タイミングに
特段の差異を生じる可能性はないと考えられる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転
操作に与える影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい 
本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはなく，炉心は冠
水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないこと
から影響を与えることはない 

添付資料 2.3.1.6 
解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（2/2） 

【SAFER】 

 

  

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子炉
圧力容
器 

沸騰・凝縮・ボイ
ド率変化，気液分
離（水位変化）・
対向流 

二相流体の流動
モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの二
相水位（シュラウド外水位）に関する不確かさを
取り扱う。シュラウド外水位については，燃料被
覆管温度及び運転員操作のどちらに対しても二
相水位及びこれを決定する二相流動モデルの妥
当性の有無は重要でなく，質量及び水頭のバラン
スだけで定まるコラプスト水位が取り扱えれば
十分である。このため，特段の不確かさを考慮す
る必要はない 

原子炉隔離時冷却系による注水は自動起動であるため，運転員等操作時間に与え
る影響はない 
原子炉減圧後の注水開始は，原子炉水位（シュラウド外）低下挙動が早い場合で
あっても，これら操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わり
はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。水位低下挙動が遅い場
合においては操作に対する時間余裕は大きくなる。なお，解析コードでは，シュ
ラウド外水位は現実的に評価されることから不確かさは小さい 
 

シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となるパラメータに
与える影響は小さい 
なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはなく，炉
心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはな
いことから影響を与えることはない 

冷却材放出（臨界
流・差圧流） 

臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，
圧力変化は実験結果と概ね同等の解析結果が得
られており，臨界流モデルに関して特段の不確か
さを想定する必要はない 

解析コードでは，原子炉からの蒸気及び冷却材流出を現実的に評価する。関連す
る運転操作として急速減圧後の注水操作があるが，注水手段が確立してから減圧
を行うことが手順の前提であり，原子炉圧力及び原子炉水位の変動が運転員等操
作時間に対して与える影響はない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように入力で設定
するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は実験結果と良い一致を
示す臨界流モデルを適用している。有効性評価解析でも圧力変化を適切に評
価し，原子炉への注水のタイミング及び注水流量を適切に評価するため，評
価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
破断口及び主蒸気逃がし弁からの流出流量は，圧力容器ノズル又はノズルに
接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さであることか
ら，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考えられ，平衡均質臨界流モ
デルを適用可能である 
なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはなく，炉
心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはな
いことから影響を与えることはない 

ＥＣＣＳ注水（給
水系・代替注水設
備含む） 

原子炉注水系モ
デル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基づく原
子炉圧力と注水流量の関係を使用しており，実機
設備仕様に対して注水流量を少なめに与え，燃料
被覆管温度を高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ
メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となる
パラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，

解析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 
ＥＣＣＳ注水（給水系・

代替注水設備含む） 

安全系モデル 

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用いてお

り，解析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領域間の流

動 

格納容器モデ

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確認されて

おり不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度成層化

を含めて傾向は適切に再現できる 

-雰囲気からヒートシンクへの伝熱が過

小に予測されている可能性が示唆され

るものの，実験体系に起因するものと考

えられ，実機体系においてはこの種の不

確かさは小さくなると考えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測定デー

タと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格

納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWRの

格納容器内の区画とは異なる等，この解析で確認された不確かさは小

さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び

温度の傾向を適切に再現できているため，原子炉格納容器内温度及び

圧力を起点としている原子炉格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割

程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては

格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい 

構造材との熱伝達及び

内部熱伝導 

気液界面の熱伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ注入特性） 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気

温度と平衡に至ることから伝熱モデル

の不確かさによる解析結果への影響は

ない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

格納容器ベント 

格納容器モデ

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

以下の観点で不確かさは小さいと判断

できる 

-入力値に含まれる（ベント流量） 

-格納容器ベントについては，設計流量

に基づいて流路面積を入力値として与

え，「格納容器各領域間の流動」と同様

の計算方法が用いられている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

サプレッション・プー

ル冷却 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計値に基づ

き入力値に与えられており，解析モデル

の不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の

崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間

への影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説

明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱が緩和さ

れる。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，最

大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた

め事象進展に及ぼす影響はなく，運転員等操作時間に与える影

響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して

非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下

量は通常運転水位-約4mであるのに対してゆらぎによる水位低

下量は-約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に

与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，スク

ラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位-約 4m であるのに対して

ゆらぎによる水位低下量は-約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象

進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期

に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与え

る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子炉はス

クラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B

型）は，熱水的な特性はほぼ同等

であり，燃料棒最大線出力密度の

保守性に包含されることから，代

表的に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心とな

るか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性

はほぼ同等であり，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，それら

の混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，炉

心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい 

最大線出力密度 44.0kW/m 
約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和される

が，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に

変わりはなく，燃料被覆管温度を起点とする運転員等操作は

ないため，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されると考えられるが，

原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるた

め，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから，上記の不

確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉停止後の崩

壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつ

きを考慮し，10％の保守性を確保

することで，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなる

ため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低

下が緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなるこ

とから，格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作手順（格納容器

圧力に応じて格納容器ベントを実施すること）に変わりはない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する

蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴う原

子炉冷却材の放出も少なくなり，格納容器圧力上昇は遅くなるが，格納容器

圧力上昇は格納容器ベントにより抑制されるため，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない 

格納容器容積（ド

ライウェル） 
7,350m3 

7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値

（全体積から内部機器及び構造

物の体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積（ウ

ェットウェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッション・

チェンバ・プール

水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・

プール水位低下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さ

い。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分

であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-

0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は

通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象

進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱容量は通常

水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約

3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m

分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程

度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい 

サプレッション・

チェンバ・プール

水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件とし

て設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，

格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格納容器

ベント操作の開始が遅くなるが，その影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納容器の熱

容量は大きくなり格納容器ベントに至るまでの時間が長くなるが，その影響

は小さい 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（2/3） 

項目 
解析条件（初期条件、事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納

容器ベント時間に与える影響は小さい。例えば，事象発生か

ら格納容器ベントまでの圧力上昇率（平均）は 1時間あたり

約 19kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約

2kPa であり，格納容器ベント時間が約 7分早くなる程度であ

る。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベント時間に与え

る影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器ベントまでの圧力上昇

率（平均）は 1時間あたり約 19kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧

力上昇量は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が約 7分早くなる程度で

ある。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽

和温度となることから，初期温度が事象進展に与える影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることか

ら，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッ

ション・チェンバ間差圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッ

ション・チェンバ間差圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温度 

50℃（事象開始 12 時間以降

は 45℃，事象開始 24 時間以

降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参

考に最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも

低くなる可能性があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器ス

プレイによる圧力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔

に影響するが，スプレイ間隔は原子炉水位維持操作に依存する

ことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも低くなるこ

とがあり，原子炉水位挙動に影響する可能性があるが，この顕熱分の影響

は小さい。また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力

抑制効果は大きくなり，格納容器圧力逃がし装置等の操作開始時間が遅く

なるが，その影響は小さく評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い 

外部水源の容量 約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋復水貯

蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の

復水貯蔵槽の水量を参考に，最

確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替注水ポン

プによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

（軽油タンク容量＋ガスタ

ービン発電機用燃料タンク

容量） 

通常時の軽油タンク及びガス

タービン発電機用燃料タンク

の運用値を参考に，最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても

燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

－ 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件、事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 
起因事象 外部電源喪失 － 

送電系統又は所内主発電設

備の故障等によって，外部

電源を喪失するものとして

設定 － － 

安全機能の喪失

に対する仮定 
全交流電源喪失 － 

全ての非常用ディーゼル発

電機の機能喪失を想定して

設定 

外部電源 外部電源なし － 
起因事象として，外部電源

を喪失するものとして設定 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外部電

源がある場合については考慮しない 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外部電源がある場

合については考慮しない 

機器

条件 
原子炉スクラム

信号 

タービン蒸気加減弁急速閉（遅

れ時間：0.08 秒） 

タービン蒸気加減弁急速閉（遅れ

時間：0.08 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を

考慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉隔離時冷

却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて

自 動 起 動 182m3/h （ 8.12 ～

1.03MPa[dif]において）注水 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動

起動 182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]

において）注水 

原子炉隔離時冷却系の設計

値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機

能の設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし安全

弁の2個開による原子炉急速減

圧 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の

2個開による原子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基

づく蒸気流量及び原子炉圧

力の関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残 留 熱 除 去 系

（低圧注水モー

ド） 

事象発生 24 時間後に手動起動

し，954m3/h（0.27MPa[dif]）に

て注水 

事象発生 24 時間後に手動起動し，

954m3/h（0.27MPa[dif]）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード）の設計値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子

炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として，

冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作で

あるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として，冠水維持可能な注水量

に制御するが，注水後の流量調整操作であるため，運転員等操作時間に与

える影響はない 

低圧代替注水系

（常設） 

炉心を冠水維持可能な注水量

で注水 

炉心を冠水維持可能な注水量で注

水 

崩壊熱相当量の注水量とし

て設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子

炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として，

冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作で

あるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として，冠水維持可能な注水量

に制御するが，注水後の流量調整操作であるため，運転員等操作時間に与

える影響はない 

残 留 熱 除 去 系

（格納容器スプ

レイモード） 

・原子炉減圧後，原子炉水位を

原子炉水位高（レベル 8）ま

で上昇させた後に手動起動

し，954m3/h にてスプレイ 

・伝熱容量は，熱交換器 1基あ

たり約 8MW（サプレッション・

チェンバのプール水温 52℃，

海水温度 30℃において） 

・原子炉減圧後，原子炉水位を原

子炉水位高（レベル 8）まで上

昇させた後に手動起動し，

954m3/h にてスプレイ 

・伝熱容量は，熱交換器 1基あた

り約 8MW（サプレッション・チ

ェンバのプール水温 52℃，海水

温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値とし

て設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧

力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

また，伝熱容量は，解析条件と最確条件は同様であることから，

事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響

はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効果

に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは無い

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

また，伝熱容量は，解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展

に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器圧力逃

がし装置等 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]

における最大排出流量

31.6kg/sに対して，原子炉格

納容器二次隔離弁の中間開操

作（流路面積約70%開）にて格

納容器除熱 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]に

おける最大排出流量31.6kg/sに対

して，原子炉格納容器二次隔離弁

の中間開操作（流路面積約70%

開）にて格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等

の設計値として設定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器ベントによる格納容

器圧力の低下が早くなり，その後の圧力挙動も低く推移するこ

とになるが，運転員等操作時間に与える影響はない 

格納容器圧力の最大値は格納容器ベント実施時のピーク圧力であること

から，その後の圧力挙動の変化は，評価項目となるパラメータに対して与

える影響はない 

代替原子炉補機

冷却系 

約23MW（サプレッション・チ

ェンバのプール水温100℃，海

水温度30℃において） 

約23MW（サプレッション・チェン

バのプール水温100℃，海水温度

30℃において） 

代替原子炉補機冷却系の設

計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（1/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余

裕 
訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

常 設 直 流

電 源 切 替

操作 

（A→A-2） 

事象発生8時間

経過するまで 

常設直流電源（A→

A-2）切替は，解析

条件ではないが，

解析で想定してい

る操作の成立や継

続に必要な作業。

直流電源が枯渇し

ないよう設定 

【認知】 

常設直流電源（A→A-2）切替は，全交流電源喪失から事象発生 8時間経過するまでであ

り，経過時間を認識しながら対応操作を実施するため，認知遅れにより操作開始時間に

与える影響はなし 

【要員配置】 

本切替操作は現場操作であり，中央制御室の運転員とは別に現場操作を行う運転員を配

置している。当該運転員は，事象発生 1時間後までは常設代替交流電源設備の準備操作

を行うが，その後，事象発生 8時間後までは重複する他の作業はないため，操作開始時

間に与える影響はない 

【移動】 

中央制御室から操作現場であるコントロール建屋地下 1階及び原子炉建屋地下 1階の切

替盤までのアクセスルートは，コントロール建屋及び原子炉建屋の非管理区域のみであ

り，通常 15 分程度で移動可能であるが，余裕を含めて 30 分の移動時間を想定している。

また，アクセスルート上にアクセスを阻害する設備はなく，操作開始時間に与える影響

はない 

【操作所要時間】 

本切替操作はスイッチ 2 箇所の操作であり，4 分程度で操作可能であるが，余裕を含め

て 15 分の操作時間を想定している。よって，操作開始時間に与える影響はない 

【他の並列操作有無】 

本切替操作は停電切替操作となるため，負荷である原子炉隔離時冷却系の停止操作が必

要となる。このため，原子炉水位維持の観点から，原子炉水位（レベル 8）にて原子炉

隔離時冷却系が停止した際に本切替操作を行う等，安全側の操作を臨機に行うため，原

子炉水位の状況等により，操作開始時間が変動しうる 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとしてお

り，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

本操作は停電切替操作で

あり，負荷である原子炉

隔離時冷却系の停止操作

が必要となることから，

原子炉水位の状況により

切替操作の操作開始時間

は変動する可能性がある

が，炉心は冠水維持され

るため問題とならない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定から

変動する可能

性があるが，直

流電源設備は

原子炉注水等

のサポート設

備であり，操作

開始時間が変

動しても，枯渇

しなければ評

価項目となる

パラメータに

与える影響は

ない 

原子炉水位

高（レベル 8）

到達後に原

子炉隔離時

冷却系が停

止した際に

切替操作を

実施するが，

原子炉水位

高（レベル 8）

から有効燃

料棒頂部ま

で原子炉水

位が低下す

るには約1時

間以上あり，

準備時間が

確保できる

ため，時間余

裕がある 

現場モックアップ等による実績では，常設

直流電源（A→A-2）切替操作は，移動時間を

含め約 15 分で操作可能なことを確認した 

復 水 貯 蔵

槽 へ の 補

給 

事象発生から

12 時間後 

可搬型設備に関し

て，事象発生から

12 時間までは，そ

の機能に期待しな

いと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池から防

火水槽への補給と可搬型代替注水ポンプに

よる防火水槽から復水貯蔵槽への補給を並

行して実施する。淡水貯水池から防火水槽

への補給の系統構成は，所要時間 90 分想定

のところ，訓練実績等により約 70 分で実施

可能なこと，可搬型代替注水ポンプによる

防火水槽から復水貯蔵槽への補給のホース

敷設等の注水準備は，所要時間 180 分想定

のところ，訓練実績等により約 150 分で実

施可能なことを確認した 

各 機 器 へ

の給油 

（ 可 搬 型

代 替 注 水

ポンプ，電

源 車 及 び

常 設 代 替

交 流 電 源

設備） 

事象発生から

12 時間後以降，

適宜 

各機器への給油

は，解析条件では

ないが，解析で想

定している操作の

成立や継続に必要

な操作・作業 

各機器の使用開始

時間を踏まえて設

定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯蔵槽

への補給用の可搬型代替注水ポンプ（6号及

び 7 号炉：各 2 台），代替原子炉補機冷却

系用の電源車（6号及び 7号炉：各 2台）及

び常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉

で 1台）への燃料給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，所

要時間 180 分想定のところ訓練実績等では

約 112 分，電源車への給油作業は，所要時

間 120 分想定のところ訓練実績等では約 90

分，常設代替交流電源設備への給油作業は，

所要時間 540 分想定のところ訓練実績等で

は約 176 分であり，想定の範囲内で意図し

ている作業が実施可能であることを確認し

た 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（2/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

格 納 容 器

圧 力 逃 が

し 装 置 等

に よ る 格

納 容 器 除

熱操作 

格納容器圧力

0.31MPa[gage] 

到達時 

格納容器最高使用

圧力を踏まえて設

定 

【認知】 

炉心損傷前の格納容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 0.31MPa[gage]）に

到達するのは，事象発生の約 16 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇

を十分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響

はなし 

【要員配置】 

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器ベントは，中央制御室における状態監

視と現場における操作が必要であるが，現場の操作は中央制御室で行う操作とは

別の運転員（現場）及び緊急時対策要員を配置している。当該の運転員（現場）

及び緊急時対策要員は，他の作業を兼任しているが，それら作業は事象発生の 12

時間後までに行う作業であり，格納容器ベントの準備操作及び開始操作に与える

影響はなし。よって，格納容器ベントの操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

運転員（現場）は，中央制御室から操作現場である二次格納施設外までのアクセ

スルートは，通常 10 分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作

所要時間を想定している。二次格納施設内までのアクセスルートは，通常 10 分

程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作所要時間を想定してい

る。また，緊急時対策要員は，緊急時対策本部から操作現場へ車にて移動するこ

とを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，アクセスルート

の被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルートを仮復旧できる

職直の体制としており，また，徒歩による移動を想定しても所要時間は約 1時間

であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

全交流動力電源喪失時の炉心損傷前の格納容器ベントについて，運転員（現場）

の格納容器ベント準備操作は伸縮継手を用いた原子炉格納容器一次隔離弁の手

動操作として移動時間を含めて 60 分の操作時間を想定しており，時間余裕を確

保している。また，二次格納施設内で電動弁の手動操作に移動時間を含めて 60 分

の操作時間を想定しており，時間余裕を確保している。緊急時対策要員（現場）

の格納容器ベント準備操作（格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置水位調整準

備）は，現場での手動弁 4 個の操作に移動時間を含めて 60 分の操作時間を想定

しており，時間余裕を確保している。また，格納容器ベント開始操作は，運転員

（現場）による格納容器ベント操作は伸縮継手を用いた原子炉格納容器二次隔離

弁の手動操作であり，本操作は，格納容器圧力の上昇傾向を監視したうえで，予

め準備し格納容器圧力 0.31 MPa[gage]到達時に実施する。よって，操作所要時間

が操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器ベントの操作時に，当該操作に対応する運転員，緊急時対策要員に他の

並列操作はなく，操作時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとし

ており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低

い。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は現場にて格納容器

ベントを行うこととしており，格納容器ベント操作の信頼性を向上している。た

だし，この場合，現場操作に移動を含め約 20 分の時間の増分が発生する 

炉心損傷前の格納容器

ベントの操作実施基準

（ 格 納 容 器 圧 力

0.31MPa［gage］に到達

するのは，事象発生の

約 16 時間後であり，格

納容器ベント準備操作

は格納容器の圧力上昇

の傾向を監視しながら

予め操作が可能であ

る。また，格納容器ベン

ト操作も同様に格納容

器の圧力上昇の傾向を

監視しながら予め準備

が可能である。よって，

実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時

間に与える影響は小さ

い。操作開始時間が遅

れた場合においても，

格納容器限界圧力は

0.62MPa[gage]のため，

格納容器の健全性とい

う点では問題とならな

い。 

当該操作は，解析コー

ド及び解析条件（操作

条件を除く）の不確か

さにより操作開始時間

は遅れる可能性がある

が，中央制御室の運転

員とは別に現場操作を

行う運転員及び緊急時

対策要員を配置してお

り，他の操作との重複

もないことから，他の

操作に与える影響はな

い 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目となるパ

ラメータに与える影

響は小さい 

格納容器ベント開始

までの時間は事象発

生から約16時間あり，

準備時間が確保でき

るため，時間余裕があ

る。また，格納容器ベ

ント操作開始時間が

遅れる場合において

も，格納容器圧力は

0.31MPa［gage］から上

昇するが，格納容器圧

力の上昇の傾向は緩

やかである。 

格 納 容 器 限 界 圧 力

0.62MPa[gage]に至る

までの時間は，過圧の

観点で厳しい「3.1 雰

囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」にお

いても事象発生約 38

時間であり，約 20 時

間以上の余裕がある

ことから，時間余裕が

ある 

現場モックアップ等による

実績では，運転員（現場）の

伸縮継手を用いた原子炉格

納容器一次隔離弁の手動操

作は，伸縮継手を用いた他

の弁の操作により移動時間

含め約 10 分の操作時間で

完了する見込みを得た。二

次格納施設内で電動弁の手

動操作は，移動時間含め約

35分の操作時間で完了する

見込みを得た。格納容器圧

力逃がし装置のフィルタ装

置水位調整は，設備設置中

のため，同様の弁の手動操

作時間を考慮して，移動時

間を含めて 60 分の操作時

間で完了する見込みを得

た。また，格納容器ベント操

作は，伸縮継手を用いた原

子炉格納容器二次隔離弁の

手動操作を移動時間含め約

10分の操作時間で完了する

見込みを得た。 

よって，想定で意図してい

る運転操作が実施可能なこ

とを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（3/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメ

ータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

常設代替

直流電源

切替操作

（A-2→ 

AM） 

事象発生19時間経過

するまで 

常設直流電源（A-2

→AM）切替は，解析

条件ではないが，

解析で想定してい

る操作の成立や継

続に必要な作業。

直流電源が枯渇し

ないよう設定 

【認知】 

常設直流電源（A-2→AM）切替は，全交流電源喪失から事象発生 19 時間経過する

までであり，経過時間を認識しながら対応操作を実施するため，認知遅れにより

操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

本切替操作は現場操作であり，中央制御室の運転員とは別に現場操作を行う運転

員を配置している。当該運転員は，事象発生 19 時間後頃に重複する他の作業は

ないため，操作開始時間に与える影響はない 

【移動】 

中央制御室から操作現場であるコントロール建屋地下 1階及び原子炉建屋地下 1

階の切替盤までのアクセスルートは，コントロール建屋及び原子炉建屋の非管理

区域のみであり，通常 15 分程度で移動可能であるが，余裕を含めて 30 分の移動

時間を想定している。また，アクセスルート上にアクセスを阻害する設備はなく，

操作開始時間に与える影響はない 

【操作所要時間】 

本切替操作はスイッチ 2箇所の操作であり，4分程度で操作可能であるが，余裕

を含めて 10 分の操作時間を想定している。よって，操作開始時間に与える影響

はない 

【他の並列操作有無】 

本切替操作は停電切替操作となるため，負荷である原子炉隔離時冷却系の停止操

作が必要となる。このため，原子炉水位維持の観点から，原子炉水位（レベル 8）

にて原子炉隔離時冷却系が停止した際に本切替操作を行う等，安全側の操作を臨

機に行うため，原子炉水位の状況等により，操作開始時間が変動しうる 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することと

しており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は

低い 

本操作は停電切替操作で

あり，負荷である原子炉隔

離時冷却系の停止操作が

必要となることから，原子

炉水位の状況により切替

操作の操作開始時間は変

動する可能性があるが，炉

心は冠水維持されるため

問題とならない 

実態の操作開始時間は

解析上の設定から変動

する可能性があるが，直

流電源設備は原子炉注

水等のサポート設備で

あり，操作開始時間が変

動しても，枯渇しなけれ

ば評価項目となるパラ

メータに与える影響は

ない 

原子炉水位高（レベル

8）到達後に原子炉隔

離時冷却系が停止し

た際に切替操作を実

施するが，原子炉水位

高（レベル 8）から有

効燃料棒頂部まで原

子炉水位が低下する

には約 1 時間以上あ

り，準備時間が確保で

きるため，時間余裕が

ある 

現場モックアップ等

による実績では，常設

直流電源（A-2→AM）切

替操作は，移動時間を

含め約 15 分で操作可

能なことを確認した 

常設代替

交流電源

設備から

の受電 

事象発生 24 時間後 

本事故シーケンス

の前提条件として

設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕

がある 
－ － － 

訓練実績等より，運転

員による常設代替交

流電源設備の起動操

作，並びに現場及び中

央制御室の運転員に

よる受電前準備及び

受電操作を並行して

実施し，想定と同じ約

70 分で常設代替交流

電源設備からの受電

が実施可能であるこ

とを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（4/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメー

タに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始

時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

代 替原子

炉 補機冷

却 系運転

操作 

事象発生 24 時間後 

常設代替交流電源

設備からの受電後

として設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の

電源回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより代替原子炉

補機冷却系の準備を開始する手順としている。そのため，認知遅れにより操作時

間に与える影響はなし 

【要員配置】 

代替原子炉補機冷却系の準備操作は，現場にて原子炉補機冷却水系の系統構成を

行う運転員と，代替原子炉補機冷却系の移動，付設を行う専任の緊急時対策要員

（事故後 10 時間以降の参集要員）が配置されている。現場運転員は，代替原子

炉補機冷却系運転のための系統構成を行っている期間，他の操作を担っていな

い。よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

代替原子炉補機冷却系に用いる代替熱交換器車，電源車等は車両であり，牽引又

は自走にて作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起

因事象の場合に，アクセスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要

なアクセスルートを仮復旧できる宿直の体制としており，操作開始時間に与える

影響はなし 

【作業所要時間】 

緊急時対策要員の準備操作は，各機器の設置作業及び弁・スイッチ類の操作に移

動時間を含めて 10 時間の作業時間を想定しているが，訓練実績を踏まえると，

より早期に準備操作が完了する見込みである。また，運転員の行う現場系統構成

は，操作対象が 20 弁程度であり，操作場所は原子炉建屋及びタービン建屋海水

熱交換器エリアの現場全域となるが，1弁あたりの操作時間に移動時間含めて 10

分程度を想定しており，これに余裕を含めて 5時間の操作時間を想定している。

作業途中の格納容器ベント実施に伴う一時退避（想定約 30 分間）を踏まえても，

解析上の想定より操作開始時間は早まる可能性がある 

【他の並列操作有無】 

緊急時対策要員による準備操作及び現場運転員の系統構成は並列操作可能なた

め，両者が干渉して操作開始時間が遅くなることはない。よって，操作開始時間

に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとし

ており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低

い 

代替原子炉補機冷却系の

準備は，緊急時対策要員

の参集に 10 時間，その後

の作業に10時間の合計20

時間を想定しているが，

準備操作が想定より短い

時間で完了する可能性が

あるため，操作開始時間

が早まる可能性があり，

格納容器の温度及び圧力

を早期に低下させる 

操作条件の代替原子炉補

機冷却系運転操作は，運

転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作

開始時間は解析上の設定

から早まる可能性があ

る。この場合，格納容器圧

力及び温度を早期に低下

させる可能性があり，評

価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくな

る。なお，常設代替交流電

源設備からの受電を事象

発生から24時間後に制限

する場合，代替原子炉補

機冷却系運転操作開始時

間のみが早まったとして

も，常設代替交流電源設

備から受電する設備を運

転できないため，評価項

目となるパラメータに影

響しない 

事象想定として常設

代替交流電源設備か

らの受電を事象発生

から 24 時間後として

おり，4 時間程度の準

備時間が確保できる

ため，時間余裕がある 

訓練実績等より，代替

原子炉補機冷却系の

移動・配置，フランジ

接続，及び電源車のケ

ーブル接続等を含め，

想定より早い約7時間

で代替原子炉補機冷

却系が運転開始可能

であることを確認し

た 

代 替原子

炉 補機冷

却 系を介

し た残留

熱 除去系

（ 低圧注

水モード）

運転操作 

事象発生 24 時間後 

常設代替交流電源

設備からの受電後

として設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕

がある 
－ － － 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。訓練では，残留

熱除去系（低圧注水モ

ード）による原子炉注

水の系統構成に必要

な弁の操作は約 2分。

想定で意図している

運転操作が実施可能

なことを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失））（5/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメー

タに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作 

条件 

逃がし安

全弁によ

る手動原

子炉減圧

操作 

事象発生 24 時間後 

常設代替交流電源

設備からの受電後

として設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕

がある 
－ － － 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。訓練では，復水

移送ポンプの起動を

確認し，逃がし安全弁

による原子炉減圧操

作開始まで約 1分。想

定で意図している運

転操作が実施可能な

ことを確認した 

低圧代替

注水系（常

設）による

原子炉注

水操作 

事象発生 24 時間後 

常設代替交流電源

設備からの受電後

として設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕

がある 
－ － － 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。訓練では，低圧

代替注水系（常設）に

よる原子炉注水の系

統構成に約 2分。想定

で意図している運転

操作が実施可能なこ

とを確認した 

代替原子

炉補機冷

却系を介

した残留

熱除去系

（格納容

器スプレ

イモード）

運転操作 

事象発生約 25 時間

後 

常設代替交流電源

設備からの受電後

として設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕

がある 
－ － － 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。訓練では，残留

熱除去系ポンプを起

動し，格納容器スプレ

イモードのための系

統構成に約 2分。想定

で意図している運転

操作が実施可能なこ

とを確認した 

 



 

 

添
2.3.1.7-1 

7日間における水源の対応について（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）） 
 
 
 
○水源 
 復水貯蔵槽水量：約1,700m3 
 淡水貯水池：約18,000m3 
 
○水使用パターン 
 ①原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 
  事象発生後24時間は原子炉隔離時冷却系 

による原子炉注水を実施する。 
  （原子炉水位高（レベル8）～原子炉水位低（レベル2） 
  の間で注水する） 
 
 ②低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 
  事象発生から24時間後の原子炉減圧後は， 

低圧代替注水系（常設）により注水する。 
 
 ③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 
  事象発生12時間後から淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 
  防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ2台を用いて130m3/hで復水貯蔵槽へ移送する。 
 
○時間評価（右上図） 
 事象発生後12時間までは復水貯蔵槽を水源として，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。 
事象発生12時間後からは，復水貯蔵槽への補給を開始するため復水貯蔵槽水量は回復し，以降安定して冷却が可能である。 

 
○水源評価結果 
 時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7 日間の対応を考慮すると，6 号及び 7 号炉のそれぞれで約 1,600m3 必要と
なる。6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，約 3,200m3必要となる。各号炉の復水貯蔵槽に 1,700m3及び淡水貯水池に 18,000m3の水を
保有することから，6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量は確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である。 
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2.3.1.8-1 

7 日間における燃料の対応について（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）） 

プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 948kL 

6 号及び 7 号炉軽油タンク各

約1,020kL及びガスタービン

発電機用燃料タンク約 200kL

の容量（合計）は 

約 2,240kL であり， 

7 日間対応可能。 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 
空冷式ガスタービン発電機 3台起動。※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,705L/h×24h×7 日×3台＝859,320L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 事象発生直後～事象発生後 7日間 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 
 

  

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間     
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 

及びガスタービン発電機用

燃料タンクの 

残容量（合計）は 

約 1,213kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

※1 事故収束に必要な空冷式ガスタービン発電機は 1台で足りるが，保守的にガスタービン発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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常設代替交流電源設備の負荷（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）） 

 

<6 号及び 7号炉>  
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負荷積算イメージ 

負荷容量（ｋW）

3500

3000

2500
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30 3424 25 26 27 28 36 37 3831 32 3329 35

6号炉残留熱除去系ポンプ起動

約1,639kW

約2,072kW

約1,099kW(6号機：約551kW，7号機：約548kW)

順次起動(6号炉／7号炉毎)
・充電器
・交流120V中央制御室計測用分電盤
・大容量可搬型空調機
・復水移送ポンプ（2台）
・非常用照明
・非常用ガス処理系排風機
・その他

ガスタービン発電機の連続定格容量2,950kW

ガスタービン発電機の最大容量3,600kW

最大容量
約2,673kW

約2,179kW
約2,360kW

約2,461kW
約2,379kW

7号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動

約2,069kW

約2,246kW

7号炉残留熱除去系ポンプ起動

6号炉燃料プール
冷却浄化ポンプ
起動

6号炉 7号炉

直流125V充電器盤A 約94kW 約94kW

直流125V充電器盤A-2 約56kW 約56kW

AM用直流125V充電器盤 約41kW 約41kW

直流125V充電器盤B 約98kW 約98kW

交流120V中央制御室計測用
分電盤A,B

約29kW 約23kW

大容量可搬型空調機 3kW 3kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

残留熱除去系ポンプ 540kW 540kW

(起動時) （973kW） （1034kW）

非常用照明 約24kW 約27kW

非常用ガス処理系排風機 22kW 15kW

燃料プール冷却浄化ポンプ 90kW 110kW

(起動時) (181kW) (192kW)

その他 約74kW 約81kW

小計 約1,181kW 約1,198kW

合計（連続最大負荷）
(最大負荷)

約2,379kW
(約2,673 kW)



 2.3.2-1 

2.3.2 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗 

2.3.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗」に含

まれる事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「全交

流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗」では，

全交流動力電源喪失と同時に原子炉隔離時冷却系が機能喪失することを想定する。このた

め，逃がし安全弁による圧力制御に伴う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減

少し，原子炉水位が低下することから，緩和措置がとられない場合には原子炉水位の低下に

より炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，唯一の原子炉注

水手段である原子炉隔離時冷却系が機能喪失したことによって炉心損傷に至る事故シーケ

ンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，全交流動力電源喪失時

における原子炉隔離時冷却系に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，高圧代替注水系による原子炉注水によって

24 時間後まで炉心を冷却し，常設代替交流電源設備による給電及び残留熱除去系（低圧注

水モード），低圧代替注水系（常設）による注水の準備が完了したところで，逃がし安全弁

の手動開操作により原子炉を減圧し，原子炉減圧後に残留熱除去系（低圧注水モード）によ

り炉心を冷却することによって，炉心損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機冷却系を介

した残留熱除去系，格納容器圧力逃がし装置等及び更なる信頼性向上の観点から設置する

代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗」にお

ける機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする

ため，初期の対策として高圧代替注水系による原子炉注水手段を整備する。また，原子炉格

納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として代替原子炉補機冷却系を介

した残留熱除去系，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を整備する。

これらの対策の概略系統図を図 2.3.2.1 から図 2.3.2.4 に，手順の概要を図 2.3.2.5 に示

すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操

作手順の関係を表 2.3.2.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生10時間まで

の6号及び7号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対
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策要員で構成され，合計30名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長1名（6号及び7号炉兼任），当直副長2名，運転操作対応を行う運転員12名である。発

電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は5名，緊急時

対策要員（現場）は10名である。 

また，事象発生10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業等を行うた

めの参集要員34名である。必要な要員と作業項目について図2.3.2.6に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

 

a. 全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失する。これ

により所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，全交流動力電源喪失に至る。全

交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムしたことを確認する。同時に原子炉隔

離時冷却系が機能喪失し，設計基準事故対処設備の注水機能を全て喪失する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

原子炉隔離時冷却系の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，原子炉隔離時冷

却系系統流量計である。 

 

b. 高圧代替注水系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，中央制御室からの遠隔操作によって高

圧代替注水系を手動起動し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉水位回復後は，運転員による高圧代替注水系の蒸気入口弁の手動開閉操作によ

って炉心を冠水維持可能な範囲に制御する。なお原子炉水位の制御に必要な弁の電源は

常設代替直流電源設備から供給される。 

高圧代替注水系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計

及び高圧代替注水系系統流量計等である。 

 

c. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

早期の電源回復不能判断及び対応準備については，2.3.1.1 (3) c と同じ。 

 

d. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱については，2.3.1.1 (3) e と

同じ。 

 

e. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧については，2.3.1.1 (3) f と同じ。 
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f. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，2.3.1.1 (3) gと同じ。 

 

g. 残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱 

残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱については，

2.3.1.1 (3) hと同じ。 

 

h. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，2.3.1.1 (3) iと同じ。 

 

2.3.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源喪失を起因事象とし，全ての非常用

ディーゼル発電機を喪失することで原子炉隔離時冷却系を除く注水機能を喪失し，その上，

原子炉隔離時冷却系を喪失し，全ての注水機能を喪失する「全交流電源喪失（外部電源喪失

＋DG喪失）＋RCIC 失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベント，サプレッション・プール冷却が重

要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡

変化解析コード SAFER，シビアアクシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子

炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.3.2.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

a. 事故条件 
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(a) 起因事象 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，全交流動力電源を喪失するも

のとする。同時に，原子炉隔離時冷却系についても機能喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源を喪失するもの

としている。 

 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムはタービン蒸気加減弁急速閉信号によるものとする。 

(b) 高圧代替注水系 

運転員による高圧代替注水系の蒸気入口弁の遠隔での手動開閉操作によって注水す

る。本評価では設計値である 182m3/h（8.12MPa[dif]において）～114m3/h（1.03MPa[dif]

において）に対し，保守的に 20%減の流量で注水するものとした。 

(c) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（2個）を

使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約5%を処理するものとす

る。 

(d) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は事象発生から24時間後に手動起動し，954m3/h

（0.27MPa[dif]において）の流量で注水するものとする。 

(e) 残留熱除去系（格納容器スプレイモード） 

逃がし安全弁による原子炉減圧後，原子炉水位を原子炉水位高（レベル 8）まで上昇

させた後に手動起動し，954m3/h にて原子炉格納容器にスプレイするものとする。ま

た，伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（サプレッション・チェンバのプール水

温 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

(f) 低圧代替注水系（常設） 

残留熱除去系の低圧注水モードから格納容器スプレイモード（ドライウェル側のみ）

への切替え後に，崩壊熱相当量で原子炉注水し，その後は炉心を冠水維持する。 

(g) 格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力逃がし装置等により，格納容器圧力 0.62MPa[gage]における最大排出流

量 31.6kg/s に対して，原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約 70%開※）

にて原子炉格納容器除熱を実施する。 
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※ 操作手順においては，原子炉格納容器除熱は原子炉格納容器二次隔離弁を 50％開にて開始するが，

格納容器圧力に低下傾向が確認できない場合は，増開操作を実施する。解析においては，操作手順

の考え方を踏まえ，中間開操作（流路面積約 70%開）とする。 

(h) 代替原子炉補機冷却系 

伝熱容量は約 23MW（サプレッション・チェンバのプール水温 100℃，海水温度 30℃

において）とする。 

 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件は，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分類

に従って以下のとおりに設定する。 

(a) 高圧代替注水系による原子炉注水操作は，事象判断の時間を考慮して事象発生から

10分後に開始するものとし，操作時間は，原子炉隔離時冷却系の機能喪失のみなら

ず，直流電源喪失時を考慮しても中央制御室内で十分対応可能と考えられる操作の

時間余裕を考慮して15分間とする。 

(b) 交流電源は24時間使用できないものとし，事象発生から24時間後に常設代替交流電

源設備によって交流電源の供給を開始する。 

(c) 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力が

0.31MPa[gage]に到達した場合に実施する。 

(d) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，事象発生から24時間後に開始する。 

(e) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）の起動操作は，事

象発生から24時間後に開始する。 

(f) 低圧代替注水系（常設）起動操作は，事象発生から24時間後に開始する。 

(g) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（格納容器スプレイモード）の起動操

作は，事象発生から約25時間後に開始する。 

 

(3) 有効性評価（敷地境界での実効線量評価）の条件 

有効性評価（敷地境界での実効線量評価）の条件は，2.3.1.2(3)と同じ。 

 

(4) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.3.2.7から図2.3.2.12に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝

達係数，燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応

力の関係，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率

及び炉心下部プレナム部のボイド率の推移を図2.3.2.13から図2.3.2.18に，格納容器圧力，

格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.3.2.19から図
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2.3.2.22に示す。 

a. 事象進展 

全交流動力電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉信号が発生して原子炉がスクラム

し，また，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系の自動起動に失敗した後，高

圧代替注水系を手動起動することにより原子炉水位は維持される。 

事象発生から 24 時間経過した時点で，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を

開始し，その後，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁 2 個を手動開すること

で，原子炉の急速減圧を実施し，原子炉減圧後に残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原子

炉水位は低下するが，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水が開始されると

原子炉水位が回復する。 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸気

が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのた

め，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，

事象発生から約 16時間経過した時点で実施する。なお，原子炉格納容器除熱時のサプレ

ッション・チェンバ・プール水位は，真空破壊装置（約 14m）及びベントライン（約 17m）

に対して，十分に低く推移するため，真空破壊装置の健全性は維持される。常設代替交流

電源設備による電源供給を開始した後は，ベントラインを閉じて，代替原子炉補機冷却系

を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を行うものとする。 

※ シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド

外側の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉

水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・

狭帯域）の水位は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示

した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視す

る。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュ

ラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.3.2.13 に示すとおり，初期値を上回ることなく，1,200℃

以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%

以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.3.2.7 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]

以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧

力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最

高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する
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蒸気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇

するが，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 146℃

に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温

度を下回る。 

図 2.3.2.8 に示すとおり，高圧代替注水系による注水継続により炉心が冠水し，炉心の

冷却が維持される。その後は，約 16 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格

納容器除熱を開始し，さらに代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉

格納容器除熱を実施することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.3.1.5） 

 

格納容器圧力逃がし装置によるベント時の敷地境界での実効線量の評価結果は約

9.9×10-3mSv であり，5mSv を下回る。また，耐圧強化ベント系によるベント時の敷地境界

での実効線量の評価結果は約 4.9×10-2mSv であり，5mSv を下回る。いずれの場合も周辺

の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の

評価項目及び周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないことについて，

対策の有効性を確認した。 

 

2.3.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗」では，全交流動力電源喪失と

同時に原子炉隔離時冷却系が機能喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認

する運転員等操作は，事象発生から 12時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展

に有意な影響を与えると考えられる操作として，高圧代替注水系による原子炉注水操作，格

納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作及び代替原子炉補機冷却系運転操

作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおける解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価につ

いては，「2.3.1.3(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価」と同じ。 

（添付資料 2.3.2.2） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 
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a. 初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

本重要事故シーケンスにおける初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する

機器条件に係る不確かさの影響評価については，「2.3.1.3(2)ａ. 初期条件，事故条件

及び重大事故等対策に関連する機器条件」と同じ。 

（添付資料2.3.2.2） 

 
b. 操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の高圧代替注水系による原子炉注水操作は，解析上の操作開始時間とし

て事象発生から25分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原子

炉隔離時冷却系の機能喪失のみならず，直流電源喪失時を考慮しても中央制御室内

で十分対応可能と考えられる操作の時間として設定されていることから，操作開始

時間は解析上の設定よりも早まる可能性があり，原子炉注水の開始時間を早める。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，解析上

の操作開始時間として格納容器圧力0.31MPa［gage］到達時を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器

ベントの操作実施基準（格納容器圧力0.31MPa［gage］）に到達するのは，事象発生

の約16時間後であり，格納容器ベント準備操作は格納容器圧力上昇の傾向を監視し

ながら予め操作が可能である。また，格納容器ベント操作も同様に格納容器圧力上昇

の傾向を監視しながら予め準備が可能である。よって，実態の操作開始時間は解析上

の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。また，操作開始時間

が遅れた場合においても，格納容器限界圧力は0.62MPa［gage］のため，原子炉格納

容器の健全性という点では問題とはならない。当該操作は，解析コード及び解析条件

（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制

御室の運転員とは別に現場操作を行う運転員及び緊急時対策要員を配置しており，

他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，解析上の操作開始時間として事象

発生から24時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替原子

炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に10時間，その後の作業に10時間の合

計20時間を想定しているが，準備操作が想定より短い時間で完了する可能性がある

ため，操作開始時間が早まる可能性があり，格納容器圧力及び温度を早期に低下させ
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る。 

（添付資料2.3.2.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 
操作条件の高圧代替注水系による原子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定よりも早くなる可能性があるが，操

作開始時間が早くなった場合においても原子炉水位が有効燃料棒頂部を下回らない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等で

あることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の設定から早まる可能性がある。この場合，格納

容器圧力及び温度を早期に低下させる可能性があり，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。なお，常設代替交流電源設備からの受電を事象発生から24

時間後に制限する場合，代替原子炉補機冷却系運転操作開始時間のみが早まったと

しても，常設代替交流電源設備から受電する設備を運転できないため，評価項目とな

るパラメータに影響しない。 

（添付資料2.3.2.2） 
 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の高圧代替注水系による原子炉注水操作については，事象発生から50分後（操作

開始時間の25分程度の時間遅れ）までに高圧代替注水系による注水が開始できれば，燃料被

覆管の最高温度は約859℃となり1,200℃を下回るため，炉心の著しい損傷は発生しない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作については，格納

容器ベント開始までの時間は事象発生から約16時間あり，準備時間が確保できるため，時間

余裕がある。また，格納容器ベント操作開始時間が遅れる場合においても，格納容器圧力は

0.31MPa［gage］から上昇するが，格納容器圧力の上昇の傾向は緩やかである。格納容器限

界圧力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，過圧の観点で厳しい「3.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」においても事象発生約38時間であり，約20時

間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作については，事象想定として常設代替交流電

源設備からの受電を事象発生から24時間後としており，4時間程度の準備時間が確保できる

ため，時間余裕がある。 

（添付資料2.3.2.2） 



 2.3.2-10

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

2.3.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗」におい

て，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時における事象発生10時間までに必要な要員は，

「2.3.2.1 (3)炉心損傷防止対策」に示すとおり30名である。「6.2 重大事故等対策時に必

要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能であ

る。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は34名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗」におい

て，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。そ

の結果を以下に示す。 

 

a. 水源 

高圧代替注水系，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水に必要な水量は，2.3.1.4(2) 

a.「水源」の必要水量と同じであり，必要な水源は確保可能である。 

 

b. 燃料 

2.3.1.4(2) b.「燃料」と同じであり，常設代替交流電源設備による電源供給，可搬型

代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水，代替原子炉補機冷却系の運転，免震重要棟内

緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機

による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

 

c. 電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故対策等に必要な負荷として，6

号及び7号炉で約2,379kW（6号炉：約1,181kW，7号炉：約1,198kW）必要となるが，常設代

替交流電源設備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能で
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ある。また，蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を想定しても，事象発

生後24時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料2.3.1.2,2.3.1.9） 

 

2.3.2.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗」では，

全交流動力電源喪失と同時に原子炉隔離時冷却系が機能喪失することで，原子炉水位の低

下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ｢全交

流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗｣に対する炉心損傷防止対策としては，初

期の対策として高圧代替注水系による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として残留

熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，格納容器

圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段及び代替原子炉補機冷却系を介した残留

熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ｢全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗｣の重要事

故シーケンス「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC失敗」について有効性評価

を行った。 

 

上記の場合においても，高圧代替注水系による原子炉注水，逃がし安全弁による原子炉減

圧，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，格納

容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱

除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心

損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，周辺の公衆に対

して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 
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以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋

RCIC失敗」において，高圧代替注水系等による原子炉注水，格納容器圧力逃がし装置等によ

る原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有

効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪

失）＋RCIC失敗」に対して有効である。  
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図 2.3.2.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（1/4） 

（原子炉注水） 

 

 

 

 

 

図 2.3.2.2 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（2/4） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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図 2.3.2.3 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（3/4） 

（原子炉急速減圧，原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

 

図 2.3.2.4 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（4/4） 

（原子炉格納容器除熱） 
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図 2.3.2.5 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の対応手順の概要 

（解析上の時間）

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（約25分後）

（約16時間後）

（約24時間後）

（約24時間後）

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

回復は解析上
考慮せず

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

2台注水準備が完了

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

格納容器圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

可搬型代替注水ポンプの
準備完了

可搬型代替注水ポンプ
による

復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から防火水槽への
補給準備

（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備完了

防火水槽への
補給

※1

※2

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービンバイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

Ⅱ

Ⅰ

Ⅲ Ⅳ

フィルタ装置排水ポンプ水張り

（約12時間後） （約12時間後）

（適時実施）（適時実施）

（約24時間後）

（約24時間後）

炉心損傷なし

Yes

No

格納容器ベント停止

※8

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

Yes

No

Ⅴ

炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損
傷後の対応手順に移行する

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する。

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

優先⑤ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先⑥ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

※6

※7

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する

緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ
消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅲ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海

水」も可能である

Ⅳ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅴ

残留熱除去系のラインを優先して使用するが，現場操作で洗浄水弁を開することにより，高圧炉心注水系Bラインからの原

子炉注水も可能である

Ⅵ

代替格納容器スプレイ冷却系（復水移送ポンプ）及び消火系での代替格納容器スプレイ冷却系の使用も可能である

恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，可搬型代替注水ポンプによるスプレイを実施する

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

ガスタービン発電機以外による非常用電源供給
・第一ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※9

高圧代替注水系
起動準備操作開始

早期の電源回復不能と判断

高圧代替注水系による
原子炉注水開始

原子炉水位回復確認

原子炉水位高（レベル8）にて
高圧代替注水系による

原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル2）にて
高圧代替注水系による

原子炉注水再開
＊以後，レベル2からレベル8を維持

※1

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧系統（6.9kV）の母線

が使用不能となった場合

※2

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※3

高圧代替注水系起動準備には原子炉隔離時冷却系との蒸気供給ライン隔離確認または隔離操作を含。

※4

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧系統（6.9kV）の電源回復ができない場

合，早期の電源回復不可と判断する

※5

高圧代替注水系は，原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル2到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確

認後，原子炉注水を停止する

※6

格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器スプレイを停止し，炉心損傷がないこと

を格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

※7

優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，耐圧強化ベント系よりも高く見直しを実施する予定である

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※8

格納容器ベント実施中に炉心損傷が確認された場合は，格納容器ベントを停止し，炉心損傷後の対応手順に移行する。格納容器

ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※5

※4※3

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプにより
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

格納容器圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却系

にてドライウェルスプレイ開始

Ⅵ
格納容器圧力0.18MPa[gage]以上

代替格納容器スプレイ冷却系（復水移送ポンプ）
によるドライウェルスプレイ

可搬型代替注水ポンプによる

代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる

代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅵ

※14

残留熱除去系による格納容器冷却可能確認後
格納容器圧力逃がし装置又は

耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

※11

原子炉注水を残留熱除去系（B）から低圧代替注水系
（常設）復水移送ポンプに切替

※12

残留熱除去系（A）を使用した
低圧代替注水準備

※13

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※9

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮すること

により水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェン

バ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※10

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※11

残留熱除去系準備完了後，「S/P熱容量温度制限」により急速減圧する。急速減圧必要最低弁数2個での減圧を評価している。

また，実際の操作では原子炉隔離時冷却系の運転を継続し低圧注水系へ移行するが，評価上原子炉隔離時冷却系は停止し，か

つ原子炉水位レベル2及びレベル1.5での自動起動も考慮しない

※12

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施するため，原子炉注水を低圧代替注水系に切り替える

※13

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注

水を停止する。以後，本操作を繰り返す

※14

格納容器圧力計指示0.18MPa[gage]確認し格納容器スプレイ操作を開始する

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発電機と同

等の電源供給開始不可

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

※10

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

原子炉注水を低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプから残留熱除去系
(B)に切り替え，原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷
却を交互に実施する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧
後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とす
る
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図 2.3.2.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の作業と所要時間（1/2） 

 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・全交流動力電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・交流電源駆動による原子炉注水機能喪失確認

・主蒸気隔離弁全閉確認，逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

・原子炉隔離時冷却系機能喪失確認

原子炉隔離時冷却系機能喪失調査、復旧操作

（解析上考慮せず）
－ － － － － － ・原子炉隔離時冷却系　機能回復 対応可能な要員により対応する

－ － － － － － ・非常用ディーゼル発電機　機能回復

－ － － － － － ・外部電源　回復

高圧代替注水系起動操作
（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － －

・高圧代替注水系系統構成

・高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による原子炉注水
（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － － ・高圧代替注水系　起動／停止操作

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － ・受電前準備（中央制御室）

高圧代替注水系による原子炉注水を優

先して実施する

・放射線防護装備準備

・現場移動

・受電前準備（現場）

・放射線防護装備準備

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認
実際は事象直後より対応する

・ガスタービン発電機給電準備 実際は事象直後より対応する

（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ

・放射線防護装備準備

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り
・作業時間10時間

・放射線防護装備準備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代

替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

※2

（1人）

※4

※2

（1人）

※4

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成）
交 流 動 力 電 源 喪 失 が 長 期 に 及 ぶ 場

合 に 実 施 す る

－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントライン構成）

－ － － －

※3、※5

（2人）

※6

※3、※5

（2人）

※6

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

全交流動力電源喪失（＆原子炉隔離時冷却系機能喪失時）

経過時間（分） 経過時間（時間）
備考

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）
対応可能な要員により対応する

状況判断
2人

A,B

2人

a,b
－ － －

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水

15分

10分

常設代替交流電源設備　準備操作

　（第一ガスタービン発電機）
－ －

20分

－ －

4人

C,D

E,F

4人

c,d

e,f

10分

50分

（2人）

C,D
－

－

180分

適宜実施

2人

※2，※3

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － －

－ －

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ －

－ －

13人

（参集）

※1

13人

（参集）

※1

2人

※2，※3

－ －

適宜実施

格納容器ベント準備操作

60分

燃料給油準備 － － － －
2人

※7

（2人）

E,F

（2人）

e,f

2人

※5

90分淡水貯水池から防火水槽への補給 － －

60分

60分

90分

適宜実施

事象発生

10 20 30 40 ９ 10 11 12 13 14 15 16

原子炉スクラム

プラント状況判断

約3分 原子炉水位低（レベル2）

／

約16時間

格納容器圧力

310kPa[gage]到達

330分＋待避時間30分

300分

10分

20分

10分

10分

10分

10分

10分

この時間内に実施



 

 

2.3.2-17 

 

図 2.3.2.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時の作業と所要時間（2/2） 

 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・高圧代替注水系

　　原子炉注水確認

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・ベント準備

－ － － －

※6

（2人）

※6

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント状態監視

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・格納容器ベント操作

－ － － － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

－ － － －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － － － －

※1

（13人）

※8，※9

※1

（13人）

※8，※9

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り
・作業時間10時間

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・電源車への給油

代替原子炉補機冷却系　運転 － － － －

※9

（3人）

※9

（3人）

・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視

・放射線防護装備準備

・ガスタービン発電機起動

（2人）

C,D
－ － ・ガスタービン発電機　運転状態監視

・放射線防護装備準備

・ガスタービン発電機　運転状態監視

（1人）

B

（1人）

b
－ － ・M/C　受電確認

(4人)

c,d

e,f

・放射線防護装備準備

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

－

(4人)

c,d

e,f

・7号炉　M/C（C）（D）　受電

・7号炉　MCC（C）（D）　受電

残留熱除去系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系ポンプ起動

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・逃がし安全弁　2個　手動開放操作

・低圧注水モードによる原子炉注水

（１人）

B

（１人）

b
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）　ラインアップ

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設）　現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

低圧注水モードから

低圧代替注水系（常設）切替

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・低圧注水モードによる原子炉注水停止

・低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

格納容器ベント停止操作 － －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・格納容器ベント停止操作

格納容器スプレイ冷却系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・格納容器スプレイ弁操作

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・燃料プール冷却浄化系熱交換器冷却水側１系隔離

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（１人）

B

（１人）

b
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（１人）

B

（１人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ － － －

※4

（1人）

※4

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － － ・淡水貯水池から防火水槽への補給
一時待避前に防火水槽が枯渇しないよ

うに補給量を調整する

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油
一時待避前に燃料が枯渇しないように

補給する

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a.b

4人

C,D,E,F

4人

c,d,e,f

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

※5

（2人）

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

※7

（2人）

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

10人

（参集要員34人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

常設代替交流電源設備による受電操作 － －

－ －

(2人)

E,F

－

低圧代替注水系（常設）　準備操作

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・代替原子炉補機冷却系が供給していない側の燃料プール冷却浄化系熱交換器を隔離する 60分

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

適宜実施

常設代替交流電源設備　準備操作

　（第一ガスタービン発電機）
－ －

（2人）

C,D
－ － －

（2人）

常設代替交流電源設備　運転

　（第一ガスタービン発電機）
－ － －

－ ２人

格納容器ベント準備操作

60分

60分

60分

格納容器ベント操作

作業中断

（一時待避中）

※8

（2人）

90分

適宜実施

全交流動力電源喪失（＆原子炉隔離時冷却系機能喪失時）

経過時間（時間）
備考

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

120分

適宜実施

格納容器ベント操作後，適宜ベント状態監視

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

約16時間 格納容器圧力310kPa[gage]到達

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水
高圧代替注水系での注水は、復水移送ポンプによる注水準備完了を確認するまで実施

15分

30分

30分

15分

5分

原子炉水位はレベル3～レベル8維持

格納容器圧力は13.7～180kPa[gage]維持

約24時間

ガスタービン発電機による給電開始，

残留熱除去系ポンプ起動

約24時間

原子炉急速減圧

30分

30分

20分

適宜実施

5分

10分

20分

10分

10分

270分＋待避時間30分

10分

10分

10分

適宜

実施

5分

適宜実施
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図 2.3.2.7 原子炉圧力の推移 

 

 

図 2.3.2.8 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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（ｍ）

SA3KK7SBO99AF86J012

高圧代替注水系起動／停止により原子炉炉内の蒸気発生量が 

増減するため，原子炉圧力の上昇／低下を繰り返し， 

原子炉圧力上昇時は逃がし安全弁開閉により原子炉圧力が 

制御される 

（最大値：約 7.52MPa[gage]，約 16 分） 

逃がし安全弁 2個による手動減圧 

（24 時間） 

 

炉心上部プレナム 

高出力燃料集合体 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

高圧代替注水系起動／停止による 

原子炉水位の維持 

原子炉減圧による 

蒸気流出により水位低下 

注水開始後 

水位回復 （m） 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 
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図 2.3.2.9 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.3.2.10 注水流量の推移 
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レベル 2 

レベル 1.5 
レベル 1 
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有効燃料棒底部 

レベル 8 

高圧代替注水系起動／停止 

による原子炉水位の維持 

原子炉減圧による 

蒸気流出により水位低下 
注水開始後 

水位回復 

高圧代替注水系 

低圧代替注水系（常設） 

残留熱除去系 
（低圧注水モード） 

原子炉水位の上昇は確認できないものの，ボイド率

が増加しているため，減圧沸騰が発生している 

（m） 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 
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図 2.3.2.11 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 
図 2.3.2.12 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.3.2.13 燃料被覆管温度の推移 

 

 
図 2.3.2.14 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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原子炉減圧による 

飽和温度の低下 
原子炉圧力の変化に応じて飽和温度が変化し， 

燃料被覆管温度もこれに追従する変化を繰り返す 

（燃料被覆管温度は初期値を上回らない） 

 

核沸騰冷却（ボイド率に対応した値）

燃
料
被
覆

管
の
最

高
温
度 

（℃） 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

（最高温度：約 310℃） 
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1

10

100

1000

10000

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600

燃 料 被 覆 管 温 度 (℃)

 GEMP731

 ORNL3626

ORNL3626(照射)

 GEMP683

GEVNC(0.56℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

 NUREG-0630,DATA F(ORNL)

 NUREG-0630,DATA H(KfK FABIOLA)

 NUREG-0630,DATA I(ORNL)

 NUREG-0630,DATA J(KfK)

KfK(0.8～1.6K/s)(REBEKA Single Rod)

JNES(内圧破裂試験)

NFI他(内圧破裂試験)

図 2.3.2.15 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

燃料被覆管の最高温度 

到達時の温度及び応力 × 

円
周
方
向
の
応
力 

（N/mm2） 
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図 2.3.2.16 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

 

 

図 2.3.2.17 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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図 2.3.2.18 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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図 2.3.2.19 格納容器圧力の推移 

 

 

図 2.3.2.20 格納容器気相部温度の推移 
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格納容器圧力上昇 
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ドライウェル温度は以下により 

初期温度から急激に上昇する 

・主蒸気隔離弁の閉止により，原子炉圧力及び 

原子炉内飽和温度が上昇する 

これに伴い原子炉圧力容器表面温度が上昇 

・ドライウェル冷却系の停止 
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図 2.3.2.21 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

図 2.3.2.22 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移
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真空破壊装置 
（約 14m） 

格納容器ベント（約 16 時間） 

による水位低下 

原子炉内の蒸気が流入

するため水位が上昇 

ベントライン 
（約 17m） 

格納容器ベント（約 16 時間） 
による圧力低下により飽和温度
が低下 

高圧代替注水系起動／停止に伴う 
蒸気発生量の増減に応じて原子炉圧力容器 
から流出する蒸気の凝縮に伴う水温変化 

原子炉減圧に伴う 
水温上昇 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位

（m） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
温

（℃） 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 
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表 2.3.2.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋RCIC 失敗時における炉心損傷防止対策 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失及び原子

炉スクラム確認 

外部電源喪失と非常用ディーゼル発電機が全て機能喪失し全交流動力電源喪

失となり，原子炉がスクラムしたことを確認する 
所内蓄電式直流電源設備 － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

高圧代替注水系による原子炉

注水 

事象発生後に原子炉隔離時冷却系の自動起動が確認できない場合，高圧代替

注水系を手動起動し原子炉注水を開始する。これにより原子炉水位は回復し，

以後炉心を冠水維持可能な範囲に制御する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

格納容器圧力逃がし装置等に

よる原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達した場合，格納容器圧力逃がし装置等

による原子炉格納容器除熱を実施する 

格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系 

代替格納容器圧力逃がし装置 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W）  

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C）  

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

逃がし安全弁による原子炉急

速減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，残留熱除去系ポンプを手動起

動し，逃がし安全弁 2 個による手動減圧を行う。 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 

― 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水 

原子炉急速減圧により，残留熱除去系の圧力を下回ると，代替原子炉補機冷

却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を実施する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 
代替原子炉補機冷却系 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

残留熱除去系（格納容器スプレ

イモード）による原子炉格納容

器除熱 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，格納容器圧力が 0.18MPa[gage]

に到達した場合，残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格

納容器除熱を実施する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（格納容器スプレイモード）】 
代替原子炉補機冷却系 

【残留熱除去系系統流量計】 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

ドライウェル雰囲気温度計 

サプレッション・チェンバ気体温度計 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉水位回復後，低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水を実施する。原子炉水位は原子炉水位低（レベル

3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 
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表 2.3.2.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（1/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 通常運転水位（セパレータスカート下端から+119cm） 通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを

考慮し,10％の保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 

ドライウェル内体積の設計値（全体

積から内部機器及び構造物の体積を

除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内
部機器及び構造物の体積を除いた
値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール

水位 
7.05m（NWL） 

通常運転時のサプレッション・チェ

ンバ・プール水位として設定 
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表 2.3.2.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（2/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

サプレッション・チェンバ・プール

水温 
35℃ 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール

水温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，

事象開始 24 時間以降は 40℃） 
復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 

事
故
条
件 

起因事象 外部電源喪失 
送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，

外部電源を喪失するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 

全交流動力電源喪失 
全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定

して設定 

原子炉隔離時冷却系機能喪失 本事故シーケンスにおける前提条件 

外部電源 外部電源なし 
起因事象として，外部電源を喪失するものとして

設定 
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表 2.3.2.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（3/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
タービン蒸気加減弁急速閉 
（遅れ時間：0.08 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

高圧代替注水系 

原子炉水位低（レベル 2）にて手動起動，原子

炉水位高（レベル 8）にて手動停止 

設計値である 182m3/h（8.12MPa[dif]において）

～114m3/h（1.03MPa[dif]において）に対し，保

守的に 20%減の流量にて注水 

高圧代替注水系の設計値に対し，保守的に 20%減の流量を設定 

 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51 MPa[gage]×1個, 363t/h/個 

7.58 MPa[gage]×1個, 367t/h/個 

7.65 MPa[gage]×4個, 370t/h/個 

7.72 MPa[gage]×4個, 373t/h/個 

7.79 MPa[gage]×4個, 377t/h/個 

7.86 MPa[gage]×4個, 380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 2 個を開する

ことによる原子炉急速減圧 

<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 

 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉圧力の関係

から設定 

高圧代替注水系ポンプ 
による注水特性 

原
子
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圧

力
（

M
P
a
[
d
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f
]
）
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（
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h
）
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表 2.3.2.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（4/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド） 

事象発生 24 時間後に手動起動し，

954m3/h（0.27MPa[dif]において）に

て注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）の設計値として設定 

 

低圧代替注水系（常設） 炉心を冠水維持可能な注水量で注水 崩壊熱相当量の注水量として設定 

残留熱除去系（格納容器スプ

レイモード） 

・原子炉減圧後，原子炉水位を原子炉

水位高（レベル 8）まで上昇させた

後に手動起動し，954m3/h にてスプ

レイ 

・伝熱容量は，熱交換器 1基あたり約

8MW（サプレッション・チェンバの

プール水温 52℃，海水温度 30℃に

おいて） 

残留熱除去系の設計値として設定 

 
  

残留熱除去系ポンプ 
1 台による注水特性 
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表 2.3.2.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（5/6） 
項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]におけ

る最大排出流量31.6kg/sに対して，原

子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約70%開）にて原子炉格納

容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設計値として設定 

代替原子炉補機冷却系 

約 23MW（サプレッション・チェンバの

プール水温 100℃，海水温度 30℃にお

いて） 

代替原子炉補機冷却系の設計値として設定 
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表 2.3.2.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（6/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

高圧代替注水系の起動操作 事象発生 25 分後 

事象判断の時間を考慮して事象発生から 10 分後に開始するもの

とし，操作時間は，原子炉隔離時冷却系の機能喪失のみならず，

直流電源喪失時を考慮しても中央制御室内で十分対応可能と考え

られる操作の時間余裕を考慮して 15 分間を設定 

常設代替交流電源設備からの受電 事象発生 24 時間後 本事故シーケンスの前提条件として設定 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉

格納容器除熱操作 

格納容器圧力

0.31MPa[gage]到達時 
格納容器最高使用圧力を踏まえて設定 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作 事象発生 24 時間後 常設代替交流電源設備からの受電後として設定 

代替原子炉補機冷却系準備操作 事象発生 24 時間後 常設代替交流電源設備からの受電後として設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除

去系（低圧注水モード）運転操作 
事象発生 24 時間後 常設代替交流電源設備からの受電後として設定 

低圧代替注水系（常設）起動操作 事象発生 24 時間後 常設代替交流電源設備からの受電後として設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除

去系（格納容器スプレイモード）運転操

作 

事象発生約 25時間後 常設代替交流電源設備からの受電後として設定 
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添付資料 2.3.2.1 

 

全交流動力電源喪失時において高圧代替注水系の 

24 時間運転継続に期待することの妥当性について 

 

有効性評価「全交流動力電源喪失（以下「SBO」という。）」では，高圧代替注水系（以下

「HPAC」という。）を用いた事象発生から 24時間の原子炉注水に期待している。 

HPAC が起動から 24時間運転を継続するために必要な直流電源は，AM 用直流 125V 蓄電池

より供給され，その容量は「添付資料 2.3.1.2」にて確認している。なお，HPAC の系統構成

の概略を図 1に示す。 

直流電源の容量以外にも，事故時にはサプレッション・チェンバ（以下「S/C」という。）

の圧力及び水温の上昇や中央制御室・HPAC 室の温度上昇が HPAC の運転継続に影響すること

も考えられるため，ここではそれらの影響についても確認した（表 1参照）。 

表 1 に記載したそれぞれの要因は，HPAC の 24 時間運転継続の制約とならないことから，

本有効性評価において HPAC に期待することは妥当と考える。 

 

以 上
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表 1 HPAC 運転継続の制約要因の評価 

HPAC 運転継続 

制約要因 
概要 評価 

S/C 水温上昇 
HPAC は復水貯蔵槽を水源とするため，S/C のプール

水の温度上昇の影響はない 
左記の理由により，評価不要である 

S/C 圧力上昇 

S/C圧力上昇はHPACタービンの排気圧上昇に関係す

るが，事故時の予期せぬトリップを防止するため，

HPAC はタービン排気圧高による自動停止のインタ

ーロックを持たない設計としている 

左記の理由により，評価不要である 

中央制御室の温度上昇 

中央制御室の HPAC の制御盤の設計で想定している

環境の最高温度は 40℃である。SBO では換気空調系

が停止するため，中央制御室の室温が 40℃を超える

可能性が考えられる 

中央制御室内の制御盤からの発熱と中央制御室躯体からの放熱の熱バラン

スから，換気空調系停止 24 時間後の中央制御室の最高温度は約 38℃（補足

資料参照）であり，制御盤の設計上想定している環境温度の上限値である

40℃※1を下回る。したがって，中央制御室の温度上昇が HPAC の運転継続に

与える影響はない 

HPAC ポンプ室の温度上

昇 

HPAC のポンプ，弁，タービン，計装品等の設計で想

定している環境の最高温度は，66℃（初期 6時間ま

で 100℃，それ以降は 66℃の設計）を想定している。

SBO では換気空調系が停止しているため，HPAC 室温

が 66℃を超える可能性が考えられる 

HPAC 室内の発熱と HPAC 室の放熱・吸熱の熱バランスから，換気空調系停止

24 時間後の HPAC 室の最高温度は約 55℃（補足資料参照）と評価され，HPAC

系の設計上想定している環境温度の上限値である 66℃を下回る。したがっ

て，HPAC 室の温度上昇が HPAC の運転継続に与える影響はない 

※1使用環境の温度が 40℃を超えた場合であっても，直ちに動作不良等を引き起こすものではない。 
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サプレッション・チェンバ

原
子
炉
圧
力
容
器

復 水
貯蔵槽

ドライウェル

原子炉格納容器

AOAO

MOMO
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図 1 高圧代替注水系系統概要図 



 

添 2.3.2.1 補足-1 

全交流動力電源喪失時における HPAC 室の温度上昇について 

 

1.温度上昇の評価 

（1）評価の流れ 

全交流動力電源喪失時には換気空調系による除熱が行われないため，評価対象の部屋

の温度変化は，タービンや配管などの室内の熱源から受ける熱量（室内熱負荷）と隣の部

屋への放熱（躯体放熱）のバランスによって決定される。 

ここでは，添付資料2.3.1.3 補足資料と同様の方法を用いてHPAC室温を評価した。 

 

（2）評価条件 

評価条件を以下にまとめる。 

・評価対象とする部屋の条件：表1，表2参照 

・評価対象の部屋に隣接する部屋の温度 

： 一般エリア  40℃ 

： S/C         138℃ 

 

・壁－空気の熱伝達率：  W/m2℃（無換気状態）[出典：空気調和衛生工学便覧] 

・コンクリート熱伝導率：  W/m℃[出典：空気調和衛生工学便覧] 

 

 

表1 評価する部屋の条件（7号炉の場合） 

 

 

 

 

 

 

     ※発熱負荷は機器や配管からの伝熱を考慮 

 

 

 

表2 評価する部屋の寸法（7号炉の場合） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 2.3.2.1 補足資料 

    

HPAC室
発熱負荷　[W]

容積　[m3]
熱容量　[kJ/℃]
初期温度 [℃] 40



 

添 2.3.2.1 補足-2 

（3）評価結果 

全交流動力電源喪失時において，事故後24時間のHPAC室の最高温度は約55℃となり，設

計で考慮している温度※を超過しないため，HPAC運転継続に与える影響はない。 

※HPAC室  :（HPACのポンプ，弁，タービン，計装品等） 

:  66℃（初期6時間まで100℃，それ以降は66℃の設計） 

 

以 上 



 

 添 2.3.2.2-1

 

表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（1/2） 

【SAFER】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 
入力値に含まれる。最確条件を包絡できる条件
を設定することにより崩壊熱を大きくするよう
考慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメ
ータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と
なるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱
伝達，気液熱非
平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱
伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を
低めに評価する可能性があり，他の解析モデル
の不確かさとも相まってコード全体として，ス
プレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管最高温
度に比べて 10℃～50℃程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価すること
から，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，
実際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順
（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操
作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える
影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評
価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，
評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸
化 

ジルコニウム
－水反応モデ
ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱
量を大きく評価するモデルを採用し，保守的な
結果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結
果は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温
度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（減圧後
速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に
与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に保守
的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目
となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変
形 

膨れ・破裂評価
モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に
基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述のよ
うに高めに評価され，円周方向応力は燃焼期間
中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定し
保守的に評価している。ベストフィット曲線を
用いる場合も破裂の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベ
ストフィット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと
考える。仮に格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相
当のγ線線量率の 10 倍を超える大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心
損傷後の運転操作を適用する必要があり，格納容器圧力逃がし装置等による格納容
器除熱操作の起点が，格納容器圧力が限界圧力に到達するまでとなる。しかしなが
ら，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはなく，炉心は冠水
維持されるため，燃料被覆管温度は初期値を上回ることはないことから運転員等の
判断・操作に対して影響を与えることはない 

燃料被覆管温度を高めに評価することから破裂判定は厳しめの結果を
与える 
なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはな
く，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管温度は初期値を上回ること
はないことから影響を与えることはない 

沸騰・ボイド率
変化，気液分離
（水位変化）・
対向流，三次元
効果 

二相流体の流
動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，実験結果と概ね同等の結果が

得られている。 
また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，
2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに
予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水系
の起動タイミングを早める可能性が示される。
しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，水面上
に露出した上部支持格子等の構造材の温度が燃
料被覆管からの輻射や過熱蒸気により上昇し，
LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸気が発
生したためであり，低圧注水系を注水手段とし
て用いる本事故シーケンスでは考慮する必要の
ない不確かさである。このため，燃料被覆管温度
に大きな影響を及ぼす低圧注水系の注水タイミ
ングに特段の差異を生じる可能性はないと考え
られる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操
作に与える影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい 
本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはなく，炉心
は冠水維持されるため，燃料被覆管温度は初期値を上回ることはないこ
とから影響を与えることはない 

 

添付資料 2.3.2.2 
解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋RCIC 失敗） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（2/2） 

【SAFER】 

 

 

  

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子
炉圧
力容
器 

沸騰・凝縮・ボ
イド率変化，気
液分離（水位変
化）・対向流 

二相流体の流
動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの
二相水位（シュラウド外水位）に関する不確かさ
を取り扱う。シュラウド外水位については，燃料
被覆管温度及び運転員操作のどちらに対しても
二相水位及びこれを決定する二相流動モデルの
妥当性の有無は重要でなく，質量及び水頭のバ
ランスだけで定まるコラプスト水位が取り扱え
れば十分である。このため，特段の不確かさを考
慮する必要はない 

高圧代替注水系の起動操作は，給水喪失に伴う原子炉水位の低下開始を起点とし
て，原子炉隔離時冷却系機能喪失確認後に速やかに開始することとなり，原子炉水
位（シュラウド外）低下挙動が早い場合であっても，これら操作手順（速やかに注
水手段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響
はない。 
原子炉減圧後の注水開始は，原子炉水位（シュラウド外）低下挙動が早い場合であ
っても，これら操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはな
いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。水位低下挙動が遅い場合にお
いては操作に対する時間余裕は大きくなる。なお，解析コードでは，シュラウド外
水位は現実的に評価されることから不確かさは小さい 
 

シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となるパラメー
タに与える影響は小さい 
なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはな
く，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管温度は初期値を上回ること
はないことから影響を与えることはない 

冷却材放出（臨
界流・差圧流） 

臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，
圧力変化は実験結果と概ね同等の解析結果が得
られており，臨界流モデルに関して特段の不確
かさを想定する必要はない 

解析コードでは，原子炉からの蒸気及び冷却材流出を現実的に評価する。関連する
運転操作として急速減圧後の注水操作があるが，注水手段が確立してから減圧を行
うことが手順の前提であり，原子炉圧力及び原子炉水位の変動が運転員等操作時間
に与える影響はない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように入力で
設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は実験結果と良
い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性評価解析でも圧力変
化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミング及び注水流量を適切に
評価するため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
破断口及び主蒸気逃がし弁からの流出流量は，圧力容器ノズル又はノズ
ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さである
ことから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考えられ，平衡均
質臨界流モデルを適用可能である。 
なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはな
く，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管温度は初期値を上回ること
はないことから影響を与えることはない 

ＥＣＣＳ注水
（給水系・代替
注水設備含む） 

原子炉注水系
モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基づく
原子炉圧力と注水流量の関係を使用しており，
実機設備仕様に対して注水流量を少なめに与
え，燃料被覆管温度を高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメ
ータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と
なるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用い

ており，解析モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ

メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル 

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用

いており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ

メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確

認されており不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度

成層化を含めて傾向は適切に再

現できる 

-雰囲気からヒートシンクへの

伝熱が過小に予測されている可

能性が示唆されているものの，

実験体系に起因するものと考え

られ，実機体系においてはこの

種の不確かさは小さくなると考

えられる。 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測

定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧

力を１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区

画とは異なる等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定され

る。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できてい

るため，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている格納容器圧力逃が

し装置に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度

高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，この解析

で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧

力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ注

入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間で

雰囲気温度と平衡に至ることか

ら伝熱モデルの不確かさによる

解析結果への影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ

メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

格納容器ベン

ト 

格納容器モデ

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

以下の観点で不確かさは小さい

と判断できる 

-入力値に含まれる（ベント流

量） 

-格納容器ベントについては，設

計流量に基づいて流路面積を入

力値として与え，「格納容器各領

域間の流動」と同様の計算方法

が用いられている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ

メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

サプレッショ

ン・プール冷却 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計値

に基づき入力値に与えられてお

り，解析モデルの不確かさの影

響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラ

メータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後
の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操
作時間への影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩
壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱が緩和

される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して
変動を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御
されるため事象進展に及ぼす影響はなく，運転員等操作時
間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下端

から約+118cm～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して
変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量
に対して非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉
水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるのに対してゆ
らぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。し
たがって，事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操作
時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，

スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるのに

対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。したが

って，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約 91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後
早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進
展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響
は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子炉は

スクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B
型）は，熱水的な特性はほぼ同等
であり，燃料棒最大線出力密度
の保守性に包含されることか
ら，代表的に 9×9 燃料（A 型）
を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心
となるか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱
水力特性はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さ
いことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，それ

らの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，

炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

最大線出力密度 44.0kW/m 
約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和される
が，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）
に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点として
いる運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与える
影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されると考えられる

が，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持され

るため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから，上

記の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉停止後の

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつ

きを考慮し，10％の保守性を確

保することで，最確条件を包絡

できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくな
るため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水
位の低下が緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少
なくなることから，格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作
手順（格納容器圧力に応じて格納容器ベントを実施するこ
と）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える
影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生す

る蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなり，格納容器圧力上昇は遅くなるが，格

納容器圧力上昇は格納容器ベントにより抑制されるため，評価項目となる

パラメータに与える影響はない 

格納容器容積（ド

ライウェル） 
7,350m3 

7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値

（全体積から内部機器及び構造

物の体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与
える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積（ウ

ェットウェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与
える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッション・

チェンバ・プール

水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・

チェンバ・プール水位として設

定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して
変動を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェン
バ・プール水位低下分の熱容量は通常水位時に対して非常
に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約
3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分
（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，
その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さ
い。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員
等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱容量

は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容

量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水

位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時

の約 0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さ

く，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

サプレッション・

チェンバ・プール

水温 

35℃ 
約 30℃～約 35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・

チェンバ・プール水温の上限値

を，最確条件を包絡できる条件

として設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるた
め，格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び
格納容器ベント操作の開始が遅くなるが，その影響は小さ
く，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納容器の

熱容量は大きくなり格納容器ベントに至るまでの時間が長くなるが，その

影響は小さい 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（2/3） 

項目 
解析条件（初期条件、事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納

容器ベント時間に与える影響は小さい。例えば，事象発生か

ら格納容器ベントまでの圧力上昇率（平均）は 1時間あたり

約 19kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約

2kPa であり，格納容器ベント時間が約 7分早くなる程度であ

る。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベント時間に与え

る影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器ベントまでの圧力上昇

率（平均）は 1時間あたり約 19kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧

力上昇量は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が約 7分早くなる程度で

ある。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変

動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽

和温度となることから，初期温度が事象進展に及ぼす影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることか

ら，初期温度が事象進展に及ぼす影響は小さく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッシ

ョン・チェンバ間差圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッシ

ョン・チェンバ間差圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温度 

50℃（事象開始 12 時間以降は

45℃，事象開始 24 時間以降は

40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を

参考に最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも

低くなる可能性があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器ス

プレイによる圧力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔

に影響するが，スプレイ間隔は原子炉水位維持操作に依存する

ことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも低くなるこ

とがあり，原子炉水位挙動に影響する可能性があるが，この顕熱分の影響

は小さい。また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力

抑制効果は大きくなり，格納容器圧力逃がし装置の操作開始時間が遅くな

るが，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容量 約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋復水貯蔵

槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中

の復水貯蔵槽の水量を参考

に，最確条件を包絡できる

条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替注水ポン

プによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

（軽油タンク容量＋ガスター

ビン発電機用燃料タンク容量） 

通常時の軽油タンク及びガ

スタービン発電機用燃料タ

ンクの運用値を参考に，最

確条件を包絡できる条件を

設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても

燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

－ 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（3/3） 

 

  

項目 
解析条件（初期条件、事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 
起因事象 外部電源喪失 － 

送電系統又は所内主発

電設備の故障等によっ

て，外部電源を喪失する

ものとして設定 

－ － 

安全機能の喪失

に対する仮定 

全交流電源喪失 － 

全ての非常用ディーゼ

ル発電機の機能喪失を

想定して設定 

原子炉隔離時冷却系機能喪失 － 
本事故シーケンスにお

ける前提条件 

外部電源 外部電源なし － 

起因事象として，外部電

源を喪失するものとし

て設定 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外部電

源がある場合については考慮しない 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外部電源がある場

合については考慮しない 

機器

条件 
原子炉スクラム

信号 

タービン蒸気加減弁急速閉（遅

れ時間：0.08 秒） 

タービン蒸気加減弁急速閉（遅れ

時間：0.08 秒） 

安全保護系等の遅れ時

間を考慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

高圧代替注水系 

原子炉水位低（レベル 2）にて

手動起動 182m3/h（8.12[dif]に

おいて）～114m3/h（1.03MPa 

[dif]において）に対し，保守的

に 20%減の流量で注水 

原子炉水位低（レベル 2）にて手動

起動 182m3/h（8.12[dif]において）

～114m3/h（1.03MPa 

[dif]において）で注水 

高圧代替注水系の設計

値に対し，保守的に 20%

減の流量を設定 

解析条件と最確条件の流量に差異があっても，レベル 2～レベ

ル 8で原子炉水位を制御する操作は同様であることから，事象

進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

レベル 2～レベル 8で原子炉水位が制御されることから，事象進展に与え

る影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし

弁機能の設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし安全

弁の2個開による原子炉急速減

圧 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の

2個開による原子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値

に基づく蒸気流量及び

原子炉圧力の関係から

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残 留 熱 除 去 系

（低圧注水モー

ド） 

事象発生 24 時間後に手動起動

し，954m3/h（0.27MPa[dif]）に

て注水 

事象発生 24 時間後に手動起動し，

954m3/h（0.27MPa[dif]）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水

モード）の設計値として

設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子

炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として冠

水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であ

るため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度

は低めの結果を与えることになるため，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる 

低圧代替注水系

（常設） 

炉心を冠水維持可能な注水量

で注水 

炉心を冠水維持可能な注水量で注

水 

崩壊熱相当量の注水量

として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子

炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作として冠

水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であ

るため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度

は低めの結果を与えることになるため，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる 

残 留 熱 除 去 系

（格納容器スプ

レイモード） 

・原子炉減圧後，原子炉水位を

原子炉水位高（レベル 8）ま

で上昇させた後に手動起動

し，954m3/h にてスプレイ 

・伝熱容量は，熱交換器 1基あ

たり約 8MW（サプレッション・

チェンバのプール水温 52℃，

海水温度 30℃において） 

・原子炉減圧後，原子炉水位を原

子炉水位高（レベル 8）まで上

昇させた後に手動起動し，

954m3/h にてスプレイ 

・伝熱容量は，熱交換器 1基あた

り約 8MW（サプレッション・チ

ェンバのプール水温 52℃，海水

温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値

として設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧

力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

また，伝熱容量は，解析条件と最確条件は同様であることから，

事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響

はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効果

に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは無い

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

また，伝熱容量は，解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展

に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器圧力逃

がし装置等 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]

における最大排出流量

31.6kg/sに対して，原子炉格

納容器二次隔離弁の中間開操

作（流路面積約70%開）にて格

納容器除熱 

格納容器圧力が0.62MPa[gage]に

おける最大排出流量31.6kg/sに対

して，原子炉格納容器二次隔離弁

の中間開操作（流路面積約70%

開）にて格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装

置等の設計値として設

定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器ベントによる格納容

器圧力の低下が早くなり，その後の圧力挙動も低く推移するこ

とになるが，運転員等操作時間に与える影響はない 

格納容器圧力の最大値は格納容器ベント実施時のピーク圧力であること

から，その後の圧力挙動の変化は，評価項目となるパラメータに対して与

える影響はない 

代替原子炉補機

冷却系 

約23MW（サプレッション・チ

ェンバのプール水温100℃，海

水温度30℃において） 

約23MW（サプレッション・チェン

バのプール水温100℃，海水温度

30℃において） 

代替原子炉補機冷却系

の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（1/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

高圧代替

注水系に

よる原子

炉注水操

作 

事象発生から

25 分後 

事象発生後，10 分

間は運転員による

操作に期待しない

ことに加え，原子

炉隔離時冷却系の

機能喪失のみなら

ず，直流電源喪失

時を考慮しても中

央制御室内で十分

対応可能と考えら

れる操作の時間余

裕として，15 分を

設定 

【認知】 

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて高圧注水系（原

子炉隔離時冷却系（RCIC），高圧炉心冷却系（HPCF））機能喪失を確認する。解析上は

事象発生後，10 分間は運転員による操作に期待しないこととしているが，高圧注水系ポ

ンプ等の手動起動操作による確認を考慮した場合は，高圧注水系機能喪失の確認時間

は，以下に示すとおり 5分間程度と想定している。よって，操作開始時間は早くなる可

能性がある 

［高圧注水系ポンプ等の手動起動操作による確認を考慮した場合］ 

 原子炉スクラム及びタービントリップの確認の所要時間に 1分間を想定 

 RCIC 機能喪失の確認及び他の ECCS の起動操作判断の所要時間に 2分間を想定 

 HPCF の 2 系列の手動起動及びその後の機能喪失の確認の所要時間に 2分間を想定 

 これらの確認時間等の合計により，高圧注水系ポンプ等の手動起動操作による確認

を考慮した場合に，高圧注水系機能喪失の所要時間を 5分間と想定 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開

始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

高圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作は，系統構成のための 3弁の開閉

操作及び高圧代替注水系（常設）の手動起動である。何れも制御盤の操作スイッチによ

る操作のため，1 操作に 1 分間を想定し，合計の操作時間を 4 分間と想定している。こ

れに余裕時間を含めて操作時間を 15 分間と想定している。よって，操作開始時間は早く

なる可能性がある 

【他の並列操作有無】 

事象発生直後，原子炉の停止確認後は冷却材確保としての原子炉注水を最優先に実施す

るため，他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，

そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。なお，高圧代替注水系は，

原子炉水位（レベル 2）から原子炉水位（レベル 8）まで手動にて原子炉水位制御を行う

が，運転員は事象の発生十分に認知しており，当該作業を誤る可能性は低い 

原子炉隔離時冷却系の

機能喪失のみならず，直

流電源喪失時を考慮し

ても中央制御室内で十

分対応可能と考えられ

る操作の時間余裕を考

慮して設定されている

ことから，操作開始時間

は解析上の設定よりも

早まる可能性があり，原

子炉への注水開始時間

を早める 

実態の操作開始時間

は解析上の設定より

も早くなる可能性が

あるが，操作開始時

間が早くなった場合

も原子炉水位が有効

燃料棒頂部を下回ら

ないことから，評価

項目となるパラメー

タに与える影響はな

い 

事象発生から

50分後（操作開

始時間の 25 分

程度の時間遅

れ）までに高圧

代替注水系に

よる注水が開

始できれば，燃

料被覆管の最

高 温 度 は 約

859 ℃ と な り

1,200℃を下回

るため，炉心の

著しい損傷は

発生しない 

中央制御室における操作のため，シ

ミュレータにて訓練実績を取得。訓

練では，起因事象の全交流動力電源

喪失後 3 分で高圧代替注水系の起動

操作を開始。想定で意図している運

転操作が実施可能なことを確認した 

復水貯蔵

槽への補

給 

事象発生から

12 時間後 

可搬型設備に関し

て，事象発生から

12 時間までは，そ

の機能に期待しな

いと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池

から防火水槽への補給と可搬型代替

注水ポンプによる防火水槽から復水

貯蔵槽への補給を並行して実施す

る。淡水貯水池から防火水槽への補

給の系統構成は，所要時間 90 分想定

のところ，訓練実績等により約 70 分

で実施可能なこと，可搬型代替注水

ポンプによる防火水槽から復水貯蔵

槽への補給のホース敷設等の注水準

備は，所要時間 180 分想定のところ，

訓練実績等により約 150 分で実施可

能なことを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（2/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不

確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目と

なるパラメ

ータに与え

る影響 

操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操

作開始時間 

条件設定の

考え方 

操作

条件 

各機器へ

の給油 

（可搬型

代替注水

ポンプ，

電源車及

び常設代

替交流電

源設備） 

事象発生か

ら 12 時間

後以降，適

宜 

各機器への

給油は，解析

条件ではな

いが，解析で

想定してい

る操作の成

立や継続に

必要な操作・

作業 

各機器の使

用開始時間

を踏まえて

設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯蔵槽

への補給用の可搬型代替注水ポンプ（6号及

び 7 号炉：各 2 台），代替原子炉補機冷却

系用の電源車（6号及び 7号炉：各 2台）及

び常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉

で 1台）への燃料給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，所

要時間 180 分想定のところ訓練実績等では

約 112 分，電源車への給油作業は，所要時

間 120 分想定のところ訓練実績等では約 90

分，常設代替交流電源設備への給油作業は，

所要時間 540 分想定のところ訓練実績等で

は約 176 分であり，想定の範囲内で意図し

ている作業が実施可能であることを確認し

た 

格納容器

圧力逃が

し装置等

による格

納容器除

熱操作 

格納容器圧

力 0.31MPa 

[gage]到達

時 

格納容器最

高使用圧力

を踏まえて

設定 

【認知】 

炉心損傷前の格納容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 0.31MPa[gage]）に到達するのは，事象

発生の約 16 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知できる時間があるため，認

知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器ベントは，中央制御室における状態監視と現場における

操作が必要であるが，現場の操作は中央制御室で行う操作とは別の運転員（現場）及び緊急時対策要

員を配置している。当該の運転員（現場）及び緊急時対策要員は，他の作業を兼任しているが，それ

ら作業は事象発生の 12 時間後までに行う作業であり，格納容器ベントの準備操作及び開始操作に与

える影響はなし。よって，格納容器ベントの操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

運転員（現場）は，中央制御室から操作現場である二次格納施設外までのアクセスルートは，通常 10

分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作所要時間を想定している。二次格納施設内

までのアクセスルートは，通常 10 分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作所要時

間を想定している。また，緊急時対策要員は，緊急時対策本部から操作現場へ車にて移動することを

想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，アクセスルートの被害があっても，ホイ

ールローダ等にて必要なアクセスルートを仮復旧できる職直の体制としており，また，徒歩による移

動を想定しても所要時間は約 1時間であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

全交流動力電源喪失時の炉心心損傷前の格納容器ベントについて，運転員（現場）の格納容器ベント

準備操作は伸縮継手を用いた原子炉格納容器一次隔離弁の手動操作として移動時間を含めて 60分の

操作時間を想定しており，時間余裕を確保している。また，二次格納施設内で電動弁の手動操作に移

動時間を含めて 60 分の操作時間を想定しており，時間余裕を確保している。緊急時対策要員（現場）

の格納容器ベント準備操作（格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置水位調整準備）は，現場での手

動弁 4個の操作に移動時間を含めて 60 分の操作時間を想定しており，時間余裕を確保している。ま

た，格納容器ベント開始操作は，運転員（現場）による格納容器ベント操作は伸縮継手を用いた原子

炉格納容器二次隔離弁の手動操作であり，本操作は，格納容器圧力の上昇傾向を監視したうえで，予

め準備し格納容器圧力 0.31MPa[gage]到達時に実施する。よって，操作所要時間が操作開始時間に与

える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器ベントの操作時に，当該操作に対応する運転員，緊急時対策要員に他の並列操作はなく，操

作時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は

起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。なお，格納容器ベント実施時に遠

隔操作に失敗した場合は現場にて格納容器ベントを行うこととしており，格納容器ベント操作の信

頼性を向上している。ただし，この場合，現場操作に移動を含め約 20 分の時間の増分が発生する 

炉心損傷前の格納容器ベン

トの操作実施基準（格納容

器圧力 0.31MPa［gage］）に

到達するのは，事象発生の

約 16 時間後であり，格納容

器ベント準備操作は格納容

器の圧力上昇の傾向を監視

しながら予め操作が可能で

ある。また，格納容器ベント

操作も同様に格納容器の圧

力上昇の傾向を監視しなが

ら予め準備が可能である。

よって，実態の操作開始時

間は解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時間に

与える影響は小さい。また，

操作開始時間が遅れた場合

においても，格納容器限界

圧力は 0.62MPa[gage]のた

め，格納容器の健全性とい

う点では問題とならない。 

当該操作は，解析コード及

び解析条件（操作条件を除

く）の不確かさにより操作

開始時間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室の運転

員とは別に現場操作を行う

運転員及び緊急時対策要員

を配置しており，他の操作

との重複もないことから，

他の操作に与える影響はな

い 

実態の操作

開始時間は

解析上の設

定とほぼ同

等であるこ

とから，評

価項目とな

るパラメー

タに与える

影響はない 

格納容器ベント開始

までの時間は事象発

生から約 16 時間あ

り，準備時間が確保

できるため，時間余

裕がある。また，格

納容器ベント操作開

始時間が遅れる場合

においても，格納容

器 圧 力 は 0.31MPa

［gage］から上昇す

るが，格納容器圧力

の上昇の傾向は緩や

かである。 

格納容器限界圧力

0.62MPa[gage] に 至

るまでの時間は，過

圧の観点で厳しい

「3.1 雰囲気圧力・

温度による静的負荷

（格納容器過圧・過

温破損）」において

も事象発生約 38 時

間であり，約 20 時間

以上の余流があるこ

とから，時間余裕が

ある 

現場モックアップ等による実績では，運転

員（現場）の伸縮継手を用いた原子炉格納容

器一次隔離弁の手動操作は，伸縮継手を用

いた他の弁の操作により移動時間含め約 10

分の操作時間で完了する見込みを得た。二

次格納施設内で電動弁の手動操作は，移動

時間含め約35分の操作時間で完了する見込

みを得た。格納容器圧力逃がし装置のフィ

ルタ装置水位調整は，設備設置中のため，同

様の弁の手動操作時間を考慮して，移動時

間を含めて60分の操作時間で完了する見込

みを得た。また，格納容器ベント操作は，伸

縮継手を用いた原子炉格納容器二次隔離弁

の手動操作を移動時間含め約10分の操作時

間で完了する見込みを得た。 

よって，想定で意図している運転操作が実

施可能なことを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（3/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確か

さ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラメ

ータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 

条件設定の考

え方 

操作

条件 

常 設 代 替

交 流 電 源

設 備 か ら

の受電 

事象発生 24 時

間後 

本事故シーケ

ンスの前提条

件として設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕がある － － － 

訓練実績等より，運転員

による常設代替交流電源

設備の起動操作，並びに

現場及び中央制御室の運

転員による受電前準備及

び受電操作を並行して実

施し，想定と同じ約 70 分

で常設代替交流電源設備

からの受電が実施可能で

あることを確認した 

代 替 原 子

炉 補 機 冷

却 系 運 転

操作 

事象発生 24 時

間後 

常設代替交流

電源設備から

の受電後とし

て設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復が

できない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより代替原子炉補機冷却系の準備を開

始する手順としている。そのため，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

代替原子炉補機冷却系の準備操作は，現場にて原子炉補機冷却水系の系統構成を行う運転

員と，代替原子炉補機冷却系の移動，付設を行う専任の緊急時対策要員（事故後 10 時間以

降の参集要員）が配置されている。現場運転員は，代替原子炉補機冷却系運転のための系統

構成を行っている期間，他の操作を担っていない。よって，操作開始時間に与える影響はな

し 

【移動】 

代替原子炉補機冷却系に用いる代替熱交換器車，電源車等は車両であり，牽引又は自走にて

作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，アク

セスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルートを仮復旧でき

る宿直の体制としており，操作開始時間に与える影響はなし 

【作業所要時間】 

緊急時対策要員の準備操作は，各機器の設置作業及び弁・スイッチ類の操作に移動時間を含

めて 10 時間の作業時間を想定しているが，訓練実績を踏まえると，より早期に準備操作が

完了する見込みである。また，運転員の行う現場系統構成は，操作対象が 20 弁程度であり，

操作場所は原子炉建屋及びタービン建屋海水熱交換器エリアの現場全域となるが，1弁あた

りの操作時間に移動時間含めて 10 分程度を想定しており，これに余裕を含めて 5時間の操

作時間を想定している。作業途中の格納容器ベント実施に伴う一時退避（想定約 30 分間）

を踏まえても，解析上の想定より操作開始時間は早まる可能性がある 

【他の並列操作有無】 

緊急時対策要員による準備操作及び現場運転員の系統構成は並列操作可能なため，両者が

干渉して操作開始時間が遅くなることはない。よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとしており，誤

操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

代替原子炉補機冷却系

の準備は，緊急時対策要

員の参集に 10 時間，そ

の後の作業に 10 時間の

合計 20 時間を想定して

いるが，準備操作が想定

より短い時間で完了す

る可能性があるため，操

作開始時間が早まる可

能性があり，格納容器の

温度及び圧力を早期に

低下させる 

操作条件の代替原子炉

補機冷却系運転操作

は，運転員等操作時間

に与える影響として，

実態の操作開始時間は

解析上の設定から早ま

る可能性がある。この

場合，格納容器圧力及

び温度を早期に低下さ

せる可能性があり，評

価項目となるパラメー

タに対する余裕は大き

くなる。なお，常設代替

交流電源設備からの受

電を事象発生から24時

間後に制限する場合，

代替原子炉補機冷却系

運転操作開始時間のみ

が早まったとしても，

常設代替交流電源設備

から受電する設備を運

転できないため，評価

項目となるパラメータ

に影響しない 

事象想定として常設

代替交流電源設備か

らの受電を事象発生

から 24 時間後として

おり，4 時間程度の準

備時間が確保できる

ため，時間余裕がある 

訓練実績等より，代替原

子炉補機冷却系の移動・

配置，フランジ接続，及び

電源車のケーブル接続等

を含め，想定より早い約 7

時間で代替原子炉補機冷

却系が運転開始可能であ

ることを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋RCIC 失敗）（4/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパラメータ

に与える影響 

操作時間

余裕 
訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 代替原子炉補機冷

却系を介した残留

熱除去系（低圧注水

モード）運転操作 

事象発生 24 時

間後 

常設代替交流電源設

備からの受電後とし

て設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から

時間余裕がある 
－ － － 

中央制御室における操作のため，シミュ

レータにて訓練実績を取得。訓練では，残

留熱除去系ポンプを起動し，低圧注水モ

ードのための系統構成に約 2 分。想定で

意図している運転操作が実施可能なこと

を確認した 

逃がし安全弁によ

る手動原子炉減圧

操作 

事象発生 24 時

間後 

常設代替交流電源設

備からの受電後とし

て設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から

時間余裕がある 
－ － － 

中央制御室における操作のため，シミュ

レータにて訓練実績を取得。訓練では，復

水移送ポンプの起動を確認し，逃がし安

全弁による原子炉減圧操作開始まで約 1

分。想定で意図している運転操作が実施

可能なことを確認した 

低圧代替注水系（常

設）による原子炉注

水操作 

事象発生 24 時

間後 

常設代替交流電源設

備からの受電後とし

て設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から

時間余裕がある 
－ － － 

中央制御室における操作のため，シミュ

レータにて訓練実績を取得。訓練では，低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水の

系統構成に約 2 分。想定で意図している

運転操作が実施可能なことを確認した 

代替原子炉補機冷

却系を介した残留

熱除去系（格納容器

スプレイモード）運

転操作 

事象発生約 25

時間後 

常設代替交流電源設

備からの受電後とし

て設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から

時間余裕がある 
－ － － 

中央制御室における操作のため，シミュ

レータにて訓練実績を取得。訓練では，残

留熱除去系ポンプを起動し，格納容器ス

プレイモードのための系統構成に約 2分。

想定で意図している運転操作が実施可能

なことを確認した 



 2.3.3-1 

2.3.3 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失 

2.3.3.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋直流電源喪失」

に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

「外部電源喪失＋直流電源喪失」※1である。 

※1 全ての直流電源喪失により非常用ディーゼル発電機を起動できなくなることから，「外部電源喪失＋直流電源喪

失」により，必然的に全交流動力電源喪失となる。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋直流電源喪失」

では，全交流動力電源喪失と同時に直流電源が失われることを想定する。このため，直流電

源喪失に伴い原子炉隔離時冷却系が機能喪失して原子炉注水ができず，逃がし安全弁によ

る圧力制御に伴う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低

下することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，

炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，直流電源喪失に

より原子炉隔離時冷却系が機能喪失したことによって炉心損傷に至る事故シーケンスグル

ープである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，全交流動力電源喪失時における

直流電源喪失に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，高圧代替注水系による原子炉注水によって

24 時間後まで炉心を冷却し，常設代替交流電源設備による給電及び残留熱除去系（低圧注

水モード），低圧代替注水系（常設）による注水の準備が完了したところで逃がし安全弁の

手動開操作により原子炉を減圧し，原子炉減圧後に残留熱除去系（低圧注水モード）により

炉心を冷却することによって，炉心損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機冷却系を介し

た残留熱除去系，格納容器圧力逃がし装置等及び更なる信頼性向上の観点から設置する代

替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋直流電源喪失」

における機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能と

するため，初期の対策として高圧代替注水系による原子炉注水手段を整備する。また，原子

炉格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として代替原子炉補機冷却系

を介した残留熱除去系，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を整備

する。これらの対策の概略系統図を図 2.3.3.1 から図 2.3.3.4 に，手順の概要を図 2.3.3.5

に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備

と操作手順の関係を表 2.3.3.1 に示す。 



 2.3.3-2 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生10時間まで

の6号及び7号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対

策要員で構成され，合計30名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長1名（6号及び7号炉兼任），当直副長2名，運転操作対応を行う運転員12名である。発

電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は5名，緊急時

対策要員（現場）は10名である。 

また，事象発生10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業等を行うた

めの参集要員34名である。必要な要員と作業項目について図2.3.3.6に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

 

a. 全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認※2 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失※3する。こ

れにより所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，全交流動力電源喪失に至る。

全交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムする。同時に直流電源が機能喪失し，

これによって原子炉隔離時冷却系が機能喪失することで，設計基準事故対処設備の注水

機能を全て喪失する。 

※2  直流電源喪失時には平均出力領域モニタ等による原子炉スクラムの確認はできないが，直流電源

が失われることで，スクラムパイロット弁が無励磁となるため原子炉のスクラムに至る。また，

原子炉スクラムに失敗している場合には逃がし安全弁によるサプレッション・チェンバへの蒸気

放出が頻繁に発生するため，その動作状況から原子炉スクラム失敗を推定できるものと考える。 

※3 本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスは 2.3.3.2 の通り，「外部電源喪失＋直流電源喪

失」であるが，全ての直流電源喪失により非常用ディーゼル発電機を起動できなくなることから，

「外部電源喪失＋直流電源喪失」により，必然的に全交流動力電源喪失となる。 

 

b. 高圧代替注水系による原子炉注水 

高圧代替注水系による原子炉水注水については，2.3.2.1 (3) b と同じ。 

 

c. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

直流電源喪失により各種制御電源を喪失し，中央制御室からの電源回復が困難となる

ため，早期の交流電源回復不可と判断する。これにより，常設代替交流電源設備，代替

原子炉補機冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を開始する。 

 

d. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱については，2.3.1.1 (3) e と

同じ。 

 

e. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 
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逃がし安全弁による原子炉急速減圧については，2.3.1.1 (3) f と同じ。 

 

f. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，2.3.1.1 (3) g と同

じ。 

 

g. 残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱 

残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱については，

2.3.1.1 (3) h と同じ。 

 

h. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，2.3.1.1 (3) i と同じ。 

 

2.3.3.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源喪失を起因事象とし，全ての直流電

源を喪失することにより全ての非常用ディーゼル発電機及び全ての注水機能を喪失する

「外部電源喪失＋直流電源喪失」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベント，サプレッション・プール冷却が重

要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡

変化解析コード SAFER，シビアアクシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子

炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する解析条件は表2.3.2.2と同じ。また，主要な解析条件につ

いて，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 
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a. 事故条件 

(a) 起因事象 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての直流電源が機能喪失するものとする。これにより，全ての非常用ディーゼル発

電機及び直流電源を制御電源としている原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものとす

る。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源を喪失するもの

としている。 

 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

重大事故等対策に関連する機器条件は，2.3.2.2 (2) b と同じ。 

 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

重大事故等対策に関連する操作条件は，2.3.2.2 (2) cと同じ。 

 

(3) 有効性評価（敷地境界での実効線量評価）の条件 

有効性評価（敷地境界での実効線量評価）の条件は，2.3.1.2 (3)と同じ。 

 

(4) 有効性評価の結果 

有効性評価の結果は，2.3.2.2 (4)と同じ。 

 

2.3.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間の余裕を評価するものとす

る。 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋直流電源喪失」

は，全交流動力電源喪失と同時に直流電源が機能喪失することが特徴であるが，対応操作が

同様であることから，不確かさの影響評価の観点では 2.3.2.3 と同じ。 

 

2.3.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失」に

おいて，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時において事象発生10時間までに必要な要員

は，「2.3.3.1 (3)炉心損傷防止対策」に示すとおり30名である。「6.2 重大事故等対策時
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に必要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能

である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は34名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

必要な資源の評価結果は，2.3.2.4 (2)と同じ。 

 

2.3.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失」で

は，全交流動力電源喪失と同時に直流電源が喪失し，これにより原子炉隔離時冷却系が機能

喪失することで，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴である。

事故シーケンスグループ｢全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失｣に対す

る炉心損傷防止対策としては，初期の対策として高圧代替注水系による原子炉注水手段，安

定状態に向けた対策として残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水手段，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段及び代替

原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器

除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失」の

重要事故シーケンス「外部電源喪失＋直流電源喪失」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，高圧代替注水系による原子炉注水，逃がし安全弁による原子炉減

圧，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，格納

容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱

除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心

損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，長期的に

は安定状態を維持できる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，周辺の公衆に対

して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕
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がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋

直流電源喪失」において，高圧代替注水系等による原子炉注水，格納容器圧力逃がし装置等

による原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対し

て有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋

DG喪失）＋直流電源喪失」に対して有効である。  
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図 2.3.3.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失時の 

重大事故等対処設備の概略系統図(1/4) 

（原子炉注水） 

 

 

 

 

図 2.3.3.2 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失時の 

重大事故等対処設備の概略系統図(2/4) 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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図 2.3.3.3 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失時の 

重大事故等対処設備の概略系統図(3/4) 

（原子炉急速減圧，原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

 

図 2.3.3.4 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失時の 

重大事故等対処設備の概略系統図(4/4) 

（原子炉格納容器除熱） 
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図 2.3.3.5 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失)＋直流電源喪失時の対応手順の概要 

（解析上の時間）

（0分）

（約10分後）

（約25分後）

（約16時間後）

（約24時間後）

（約24時間後）

全交流動力電源喪失発生

原子炉スクラム・タービントリップ

交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系
制御電源喪失により機能喪失

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

回復は解析上
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常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による
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※1

主蒸気隔離弁「全閉」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御

早期の電源回復不能と判断

フィルタ装置排水ポンプ水張り
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（適時実施）（適時実施）
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※10

直流電源回復操作を実施

回復は解析上
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Ⅴ

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する。

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

優先⑤ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」）

優先⑥ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」）

※8

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する

緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ
消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する
恒設設備による原子炉への注水が実施できない場合、低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅲ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は、補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが、可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能である

Ⅳ
「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅴ

残留熱除去系ラインを優先して使用するが、現場操作で洗浄水弁を開することにより、高圧炉心注水系Bラインからの原子炉注水も可能である

Ⅵ

代替格納容器スプレイ冷却系（復水移送ポンプ）及び消火系での代替格納容器スプレイ冷却系の使用も可能である
恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合、可搬型代替注水ポンプによるスプレイを実施する

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

ガスタービン発電機以外による非常用電源供給

・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※11

高圧代替注水系
起動準備操作開始

高圧代替注水系による
原子炉注水開始

原子炉水位回復確認 炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損傷
後の対応手順に移行する原子炉水位高（レベル8）にて

高圧代替注水系による
原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル2）にて
高圧代替注水系による

原子炉注水再開
＊以後，レベル2からレベル8を維持

直流A系電源復旧準備

AM用直流電源設備による
直流A系電源回復操作

直流電源喪失発生

※2

※1

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となった場合

※2

全交流電源喪失および蓄電池の機能喪失により直流電源喪失を想定する

※3

高圧代替注水系起動準備には原子炉隔離時冷却系との蒸気供給ライン隔離確認または隔離操作を含む

※4

主蒸気隔離弁制御電源喪失により全閉を想定する

※5

直流電源喪失により，各種制御電源が喪失するため中央制御室からの電源回復操作が困難であるため，早期の電源回復不可と判断する

※6

高圧代替注水系は，原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル2到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する

※7

格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器スプレイを停止し，炉心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

※4

※5

※6

※9

※7

Ⅰ

Ⅲ Ⅳ

Ⅱ

※3

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプにより
原子炉水位レベル3からレベル8を維持する

格納容器圧力13.7kPa[gage]以下になったら
負圧になる前に格納容器スプレイを停止する

残留熱除去系（B） 格納容器スプレイ冷却系

にてドライウェルスプレイ開始

Ⅵ

格納容器圧力0.18MPa[gage]以上

代替格納容器スプレイ冷却系（復水移送ポンプ）
によるドライウェルスプレイ

可搬型代替注水ポンプによる

代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる

代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅵ

※15

残留熱除去系による格納容器冷却可能確認後
格納容器圧力逃がし装置又は

耐圧強化ベント系による
格納容器ベント停止

残留熱除去系（B） 低圧注水系準備完了

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉減圧

残留熱除去系（B） 低圧注水系
による原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
原子炉注水停止

※12

原子炉注水を残留熱除去系（B）から低圧
代替注水系（常設）復水移送ポンプに切替

※13

残留熱除去系（A）を使用した
低圧代替注水準備

※14

※16

※17

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

※8

優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，耐圧強化ベント系よりも高く見直しを実施する予定である

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※9

代替格納容器圧力逃がし装置を使用する場合は常設代替直流電源AM用蓄電池に切り替える必要がある

※10

格納容器ベント実施時に格納容器内雰囲気放射線モニタ等により炉心損傷が確認された場合は，格納容器ベントを停止し，炉心損傷後の対応手順に移行する

格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※11

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水位を監視

し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※12

残留熱除去系準備完了後，「S/P熱容量温度制限」により急速減圧する。急速減圧必要最低弁数2個での減圧を評価している。また，実際の操作では原子炉隔離時冷却系の運転を継続し低圧注

水系へ移行するが，評価上原子炉隔離時冷却系は停止し，かつ原子炉水位レベル2及びレベル1.5での自動起動も考慮しない

※13

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施するため，原子炉注水を低圧代替注水系に切り替える

※14

原子炉水位計（広帯域）指示によりレベル3達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。以後，本操作を繰り返す

※15

格納容器圧力計指示0.18MPa[gage]確認し格納容器スプレイ操作を開始する

※16

交流及び直流電源喪失によりスクラム回路の制御電源が喪失し，スクラムパイロット弁が開し制御棒がスクラム動作をする

※17

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発電機と同等の電源供

給開始不可

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

原子炉注水を低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプから残留熱除去系
(B)に切り替え，原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷
却を交互に実施する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧
後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とす
る
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責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・全交流動力電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・主蒸気隔離弁全閉確認，逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

・交流電源駆動による原子炉注水機能喪失確認

・直流電源喪失確認

・原子炉隔離時冷却系機能喪失確認

直流電源機能喪失調査，復旧操作

（解析上考慮せず）
－ － － － － － ・直流電源　機能回復 対応可能な要員により対応する

－ － － － － － ・非常用ディーゼル発電機　機能回復

－ － － － － － ・外部電源　回復

高圧代替注水系起動操作
（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － －

・高圧代替注水系系統構成

・高圧代替注水系起動操作

高圧代替注水系による原子炉注水
（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － － ・高圧代替注水系　起動／停止操作

・放射線防護装備準備

・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ

・放射線防護装備準備

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り
・作業時間10時間

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － ・受電前準備（中央制御室）

（2人）

C,D

（2人）

c,d

・現場移動

・直流125V主母線盤A受電前負荷隔離

代替交流電源設備からの交流電源受電

までに実施する

（2人）

C,D

（2人）

c,d
・AM用直流125V蓄電池→直流125V主母線盤A受電

代替交流電源設備からの交流電源受電

までに実施する

2人

E,F

2人

e,f
・放射線防護装備準備

（4人）

C,D

E,F

（4人）

c,d

e,f

・現場移動

・受電前準備（現場）

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認
実際は事象直後より対応する

・ガスタービン発電機給電準備 実際は事象直後より対応する

・放射線防護装備準備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から可搬型代

替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

※2

（1人）

※4

※2

（1人）

※4

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

・放射線防護装備準備

・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成）
交 流 動 力 電 源 喪 失 が 長 期 に 及 ぶ 場

合 に 実 施 す る

・ベント準備（格納容器ベントライン構成）

－ －

※3、※5

（2人）

※6

※3、※5

（2人）

※6

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

90分

適宜実施

燃料給油準備 － － － －
2人

※7

適宜実施

格納容器ベント準備操作 － －

（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ －

60分

60分

10分

60分

2人

※2，※3 180分

適宜実施

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

2人

※5

90分

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ － － －

2人

※2，※3

330分＋待避時間30分

常設代替交流電源設備　準備操作

　（第一ガスタービン発電機）
－ －

― ―

（2人）

C,D
－

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － －

－ －

13人

（参集）

※1

13人

（参集）

※1

2人

C,D

2人

c,d

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水

15分

10分

－ －

－

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）
対応可能な要員により対応する

状況判断
2人

A,B

2人

a,b
－ － －

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

全交流動力電源喪失（＆直流電源喪失喪失時）

経過時間（分） 経過時間（時間）
備考

6010 20 30 40 50

事象発生

９ 10 11 12 13 14 15 16

原子炉スクラム

プラント状況判断

約3分 原子炉水位低（レベル2）

約16時間

格納容器圧力

310kPa[gage]到達

8 9 10 11 12 13 14 15 16

／

20分

50分

30分

10分

10分

20分

10分

10分

10分

10分

300分

10分

10分

この時間内に実施

図 2.3.3.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失)＋直流電源喪失時の作業と所要時間（1/2） 
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図 2.3.3.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失)＋直流電源喪失時の作業と所要時間(2/2) 

 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・ベント準備

－ － － －

※6

（2人）

※6

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント状態監視

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・格納容器ベント操作

－ － － － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

－ － － －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給

中央制御室からの連絡を受けて現場操

作を実施する

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － － － －

※1

（13人）

※8，※9

※1

（13人）

※8，※9

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り
・作業時間10時間

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タ

ンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・電源車への給油

代替原子炉補機冷却系　運転 － － － －

※9

（3人）

※9

（3人）

・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視

・放射線防護装備準備

・ガスタービン発電機起動

（2人）

C,D
－ － ・ガスタービン発電機　運転状態監視

・放射線防護装備準備

・ガスタービン発電機　運転状態監視

（1人）

B

（1人）

b
－ － ・M/C（D系）　受電確認

・放射線防護装備準備

・M/C（D系）　受電

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・M/C（C系）　受電確認

－ －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ －

・M/C（C系）　受電

・MCC（C系）　受電

残留熱除去系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系ポンプ起動

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・逃がし安全弁　2個　手動開放操作

・低圧注水モードによる原子炉注水

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）　ラインアップ

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設）　現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

低圧注水モードから

低圧代替注水系（常設）切替

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・低圧注水モードによる原子炉注水停止

・低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

格納容器ベント停止操作 － －
（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ － ・格納容器ベント停止操作

格納容器スプレイ冷却系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・格納容器スプレイ弁操作

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・燃料プール冷却浄化系熱交換器冷却水側１系隔離

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ － － －

※4

（1人）

※4

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － － ・淡水貯水池から防火水槽への補給
一時待避前に防火水槽が枯渇しないよ

うに補給量を調整する

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油
一時待避前に燃料が枯渇しないように

補給する

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a.b

4人

C,D,E,F

4人

c,d,e,f

※7

（2人）

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

10人

（参集要員34人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

※5

（2人）

現場確認中断

（一時待避中）
適宜実施

低圧代替注水系（常設）　準備操作

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・代替原子炉補機冷却系が供給していない側の燃料プール冷却浄化系熱交換器を隔離する 60分

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

常設代替交流電源設備による受電操作

常設代替交流電源設備による受電操作 － －

－ －
（2人）

E,F

（2人）

c,d

2人

常設代替交流電源設備　準備操作

　（第一ガスタービン発電機）
－ －

（2人）

C,D
－ － －

常設代替交流電源設備　運転

　（第一ガスタービン発電機）
－ － －

－

適宜実施

適宜実施

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

（2人）

作業中断

（一時待避中）

※8

（2人）

90分

格納容器ベント準備操作

60分

60分

60分

格納容器ベント操作

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

全交流動力電源喪失（＆直流電源喪失喪失時）

経過時間（時間）
備考

120分

適宜実施

格納容器ベント操作後，適宜ベント状態監視

10分

10分

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

約16時間 格納容器圧力310kPa[gage]到達

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水
原子炉隔離時冷却系での注水は，復水移送ポンプによる注水準備完了を確認するまで実施

15分

30分

30分

15分

5分

原子炉水位はレベル3～レベル8維持

格納容器圧力は13.7～180kPa[gage]維持

約24時間

ガスタービン発電機による給電開始、

残留熱除去系ポンプ起動

約24時間

原子炉急速減圧

30分

30分

20分

適宜実施

5分

10分

10分

10分

10分

10分

適宜

実施

5分

270分＋待避時間30分

適宜実施
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表 2.3.3.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋直流電源喪失時における炉心損傷防止対策 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 

判断及び操作 操作 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失及び原子炉

スクラム確認 

外部電源喪失と非常用ディーゼル発電機が全て機能喪失し全交流動力電源喪

失となり，原子炉はスクラムするが，直流電源喪失により平均出力領域モニタ

等による確認ができない。原子炉圧力の推移，および逃がし安全弁の動作状況

等により原子炉の停止状態を推定する 

所内蓄電式直流電源設備 

逃がし安全弁 
－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

高圧代替注水系による原子炉注

水 

事象発生後に原子炉隔離時冷却系の自動起動が確認できない場合，高圧代替

注水系を手動起動し原子炉注水を開始する。これにより原子炉水位は回復し，

以後炉心を冠水維持可能な範囲に制御する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

格納容器圧力逃がし装置等によ

る原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達した場合，格納容器圧力逃がし装置等に

よる原子炉格納容器除熱を実施する 

格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系 

代替格納容器圧力逃がし装置 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W） 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C） 

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

逃がし安全弁による原子炉急速

減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，残留熱除去系ポンプを起動し，

逃がし安全弁 2 個による手動減圧を行う 

所内蓄電式直流電源設備 

逃がし安全弁 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 

― 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水 

原子炉急速減圧により，残留熱除去系の圧力を下回ると，代替原子炉補機冷却

系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を実施する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 
代替原子炉補機冷却系 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

残留熱除去系（格納容器スプレイ

モード）による原子炉格納容器除

熱 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，格納容器圧力が 0.18MPa[gage]

に到達した場合，残留熱除去系（格納容器スプレイモード）による原子炉格納

容器除熱を実施する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（格納容器スプレイ

モード）】 

代替原子炉補機冷却系 

【残留熱除去系系統流量計】 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

ドライウェル雰囲気温度計 

サプレッション・チェンバ気体温度計 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉水位回復後，低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水を実施する。原子炉水位は原子炉水位低（レベル 3）

から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 
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2.3.4 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗 

2.3.4.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」に

含まれる事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「全

交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の考え方 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」で

は，全交流動力電源喪失後と同時に逃がし安全弁 1個が開状態のまま固着し，蒸気駆動の注

水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下することで，原子炉注水機能を喪失すること

を想定する。このため，開状態のまま固着した逃がし安全弁からの蒸気流出により原子炉圧

力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，緩和措置がとられない場合

には原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 
本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，逃がし安全弁 1

個が開固着したことによって，蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下

することで原子炉注水機能を喪失し，炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。この

ため，重大事故等対策の有効性評価には，全交流動力電源喪失に加えて逃がし安全弁 1個が

開固着した場合に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，逃がし安全弁 1個の開固着によって，蒸気

駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下するまでの間は原子炉隔離時冷却系

により炉心を冷却し，原子炉隔離時冷却系による注水停止後は，常設代替交流電源設備によ

る給電及び低圧代替注水系（常設）により炉心を冷却することによって炉心損傷の防止を図

る。また，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び代替原子炉補機冷却

系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施する。 

ただし，本事故シーケンスグループは，「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び

格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」の主要解析条件である，「交流動

力電源は 24 時間使用できないものとする」という条件の有無によって，炉心損傷防止の成

否が変わることを踏まえ，本条件を除外して有効性評価を実施する。なお，本条件を除外し

ない場合，本事故シーケンスグループの評価は「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスの評価に包絡される。 

（添付資料 2.3.4.1） 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」に

おける機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とす
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るため，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水手段，常設代替交流電源設備による給電手段を整備する。また，原子炉格納容器の健全性

を長期的に維持するため，安定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷却系によ

る原子炉格納容器冷却手段及び代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉

格納容器除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を図 2.3.4.1 から図 2.3.4.4 に，

手順の概要を図 2.3.4.5 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大

事故等対策における設備と操作手順の関係を表 2.3.4.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生10時間まで

の6号及び7号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対

策要員で構成され，合計30名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長1名（6号及び7号炉兼任），当直副長2名，運転操作対応を行う運転員12名である。発

電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は5名，緊急時

対策要員（現場）は10名である。 

また，事象発生10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業を行うため

の参集要員26名である。必要な要員と作業項目について図2.3.4.6に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

 

a. 全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失する。これ

により，所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，全交流動力電源喪失に至る。

全交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

b. 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔

離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水

位計及び原子炉隔離時冷却系系統流量計である。 

原子炉水位回復後は，逃がし安全弁 1個の開固着によって，原子炉隔離時冷却系が動

作できない範囲に原子炉圧力が低下するまでの間は，原子炉水位を原子炉水位低（レベ

ル 2）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する。 

 

c. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

早期の電源回復不能判断及び対応準備については，2.3.1.1 (3) c と同じ。 
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d. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水の準備として，中央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ 2 台を手動

起動する。また，原子炉注水に必要な電動弁（残留熱除去系注入弁及び残留熱除去系洗

浄水弁）が開動作可能であることを確認する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の準備完了後，原子炉圧力の低下に伴う原

子炉隔離時冷却系による原子炉注水停止を確認した時点で，中央制御室からの遠隔操作

によって逃がし安全弁 2個を手動開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力計である。 

 

e. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧代替注水系（常設）の

系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子

炉水位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する。 

 

f. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び温度が上昇する。格納容器圧

力が 0.18MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気温度が 171℃に接近した場

合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納

容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）等である。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却時に，原子炉水位が原子炉水

位低（レベル 3）まで低下した場合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器

スプレイ冷却系を停止し，原子炉注水を実施する。原子炉水位高（レベル 8）まで原子

炉水位が回復した後，原子炉注水を停止し，代替格納容器スプレイを再開する。 

 

g. 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が完了後，中央制御室からの遠隔

操作により残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転を開

始する。 

サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を確認するために必要な計装設

備は，サプレッション・チェンバ・プール水温計等である。 
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h. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

サプレッション・チェンバ・プール水位が真空破壊装置-1m に到達後,低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水を停止し，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低

圧注水モード）による原子炉注水を開始する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備

は,原子炉水位計及び残留熱除去系系統流量計等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で

維持する。原子炉水位高（レベル 8）まで原子炉水位が回復した後，原子炉注水を停止

し，サプレッション・チェンバ・プール水冷却モードの運転を再開する。 

 

2.3.4.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

（1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源喪失を起因事象とし，全ての非常用

ディーゼル発電機を喪失することで原子炉隔離時冷却系を除く注水機能を喪失し，逃がし

安全弁の再閉失敗により蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下した後

は，原子炉隔離時冷却系を喪失し，全ての注水機能を喪失する「全交流電源喪失（外部電源

喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，サプレッション・プール冷却が重要現象となる。よ

って，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード

SAFER，シビアアクシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆

管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.3.4.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 
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a. 事故条件 

(a) 起因事象 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，全交流動力電源を喪失するも

のとする。同時に，逃がし安全弁 1個の開固着が発生するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源を喪失するも

のとしている。 

 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，タービン蒸気加減弁急速閉信号によるものとする。 

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で自動起動し，182m3/h

（8.12MPa[dif]～1.03MPa[dif]において）の流量で注水するものとする。 

(c) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上

昇を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（2個）

を使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約5%を処理するもの

とする。 

(d) 低圧代替注水系（常設） 

原子炉減圧後に，最大300m3/hで原子炉注水し，その後は炉心を冠水維持するよう

に注水する。なお，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，代替格納容器スプ

レイと同じ復水移送ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(e) 代替格納容器スプレイ冷却系 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格

納容器内にスプレイする。なお，代替格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ復水移

送ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(f) 代替原子炉補機冷却系 

伝熱容量は約 23MW（サプレッション・チェンバのプール水温 100℃，海水温度 30℃

において）とする。 

(g) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，サプレッション・チェンバ・プール水位が真

空破壊装置-1m に到達した時点で手動起動し，954m3/h（0.27MPa[dif]において）の流

量で注水するものとする。 
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(h) 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレッション・チェンバのプール水温 52℃，

海水温度 30℃において）とする。 

 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す

分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，事象発生から70分後に常設代替交流電源設備によって供給を開始する。 

(b) 低圧代替注水系（常設）起動操作は，事象発生から70分後の常設代替交流電源設備

からの給電の直後に開始する。 

(c) 逃がし安全弁による原子炉の急速減圧操作は，原子炉隔離時冷却系が動作できない

範囲に原子炉圧力が低下し，原子炉隔離時冷却系が停止した時点で開始する。 

(d) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，原子炉水位高（レ

ベル8）に到達した場合に開始する。なお，格納容器スプレイは，事象発生から約25

時間後に停止する。 

(e) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード運転は，事象発生から20時間後に開始する。 

(f) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

は，サプレッション・チェンバ・プール水位が真空破壊装置-1m に到達後に開始す

る。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流出流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移

を図2.3.4.7から図2.3.4.12に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における

熱伝達係数，燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向

の応力の関係，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイ

ド率及び炉心下部プレナム部のボイド率の推移を図2.3.4.13から図2.3.4.18に，格納容器

圧力，格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.3.4.19

から図2.3.4.22に示す。 

※ シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側

の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位計（広

帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水

位は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位

が有効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位

計（燃料域）はシュラウド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 
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a. 事象進展 

全交流動力電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉信号が発生して原子炉がスクラム

し，また，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動して原子炉水位は

維持される。 

事象発生から 70 分経過した時点で，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開

始する。逃がし安全弁（1個）が開固着しているため，蒸気の流出が継続し，事象発生か

ら約 1.5 時間が経過した時点で原子炉隔離時冷却系が動作できない範囲まで原子炉圧力

が低下する。このため，原子炉隔離時冷却系が停止した時点で原子炉急速減圧及び低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水を開始する。原子炉急速減圧は，中央制御室からの遠

隔操作によって，逃がし安全弁 2 個を手動開することで実施する。逃がし安全弁（1 個）

の開固着及び原子炉急速減圧による原子炉冷却材の流出により原子炉水位が低下するが，

有効燃料棒頂部を下回ることはなく，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により，

原子炉水位は回復する。 

燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧による原子炉水位の

低下に伴って上昇するが，燃料被覆管では核沸騰冷却が継続するため熱伝達係数は変化

しない。このため，燃料被覆管温度が上昇することは無く，原子炉減圧による飽和温度の

低下に伴って燃料被覆管温度は低下する。 

全交流動力電源喪失に伴い，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で

崩壊熱により発生する蒸気が，原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温

度が徐々に上昇する。そのため，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却

及び事象発生から 20 時間後からは，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による

原子炉格納容器除熱を行う。 

なお，サプレッション・チェンバ・プール水位が真空破壊装置-1m に到達した場合は，

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉

格納容器冷却を停止し，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉注水

及び原子炉格納容器除熱を交互に実施することで，サプレッション・チェンバ・プールの

水位上昇を抑制しつつ，原子炉水位維持及び原子炉格納容器除熱を行う。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.3.4.13 に示すとおり，初期値を上回ることなく，1,200℃

以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%

以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.3.4.7 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]

以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧

力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最

高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 
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また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する

蒸気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇

するが，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び代替原子炉補機冷

却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格納

容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 144℃に抑え

られる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温度を下

回る。 

図 2.3.4.8 に示すとおり，原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による注水

継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持される。その後は，20 時間後に代替原子炉

補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態

が確立し，また，安定状態を維持できる。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の

評価項目について，対策の有効性を確認した。 

 

2.3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗では，事象発生直後の原子炉隔

離時冷却系による炉心冷却には成功するが，逃がし安全弁の再閉失敗による原子炉圧力の

低下により，原子炉隔離時冷却系の注水機能を喪失することが特徴である。また，不確かさ

の影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間程度までの短時間に期待する操作

及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，常設代替交流電源設備から

の受電操作，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作，逃がし安全弁による原子炉減

圧操作，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作及び代替原子炉補機

冷却系運転操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおける解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価につ

いては，「2.3.1.3(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価」と同じ。 

（添付資料 2.3.4.2） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

本重要事故シーケンスにおける初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する

機器条件に係る不確かさの影響評価については，「2.3.1.3(2)ａ. 初期条件，事故条件



 2.3.4-9 

及び重大事故等対策に関連する機器条件」と同じ。 

（添付資料2.3.4.2） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作は，解析上の操作開始時間とし

て事象発生から70分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実態

の運転操作は，認知に10分間，移動に10分間，操作所要時間に50分間の合計70分間で

あり，解析上の操作開始時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，解析上の操作開始時間として

事象発生から約1.5時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

実態の運転操作においては，原子炉水位維持を優先するため，原子炉水位高（レベル

8）到達後に原子炉隔離時冷却系から低圧代替注水系（常設）に切替えるための原子

炉減圧操作を行うこととしており，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の状況に

より原子炉減圧の操作開始時間は変動する可能性があるが，原子炉水位の維持の点

では問題とならない。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析

上の操作開始時間として格納容器圧力13.7kPa［gage］到達後の原子炉水位高（レベ

ル8）到達時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操

作においては原子炉注水を優先するため，原子炉水位高（レベル8）到達後に低圧代

替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへ切替えることとしており，原子炉注水

の状況により格納容器スプレイの操作開始は格納容器圧力13.7kPa[gage]到達後の

原子炉水位高（レベル8）到達付近となるが，操作開始時間に与える影響はない。当

該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時

間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もない

ことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，解析上の操作開始時間として事象

発生から20時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替原子

炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に10時間，その後の作業に10時間の合

計20時間を想定しているが，準備操作が想定より短い時間で完了する可能性がある
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ため，操作開始時間が早まる可能性があり，格納容器圧力及び温度を早期に低下させ

る。 

（添付資料2.3.4.2） 
 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，実態の操作開始時間が早まった場合，原子炉減圧時点の崩壊熱が高くなる

が，燃料被覆管の冠水は維持されるため，その影響は小さい。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，原子炉注水の状況により格納容器スプレイの操

作開始は格納容器圧力13.7kPa[gage]到達後の原子炉水位高（レベル8）到達付近とな

るが格納容器圧力の上昇は緩やかであり，格納容器スプレイ開始時間が早くなる場

合，遅くなる場合の何れにおいても，事象進展はほぼ変わらないことから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の設定から早まる可能性があり，格納容器圧力及

び温度等を早期に低下させる可能性がある。 

（添付資料2.3.4.2） 
 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対し

て，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示

す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作については，初期の原子炉隔離時

冷却系による注水可能継続時間（約1.5時間）内に低圧代替注水系（常設）の運転に必

要な常設代替交流電源設備からの受電を実施することで炉心損傷を回避することが可

能であり，事象発生から時間余裕がある。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作については，低圧代替注水系（常設）

への移行は，初期の原子炉隔離時冷却系による注水可能継続時間（約1.5時間）内に実

施することで炉心損傷を回避することが可能であり，事象発生から時間余裕がある。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，

格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約2時間あり，準備時間が確保できる

ため，時間余裕がある。 
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操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作については，代替原子炉補機冷却系運転

開始までの時間は，事象発生から20時間あり，準備時間が確保できるため，時間余裕が

ある。また，運転操作が遅れる場合においても，限界圧力0.62MPa[gage]に至るまでの

時間は，過圧の観点で厳しい「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」においても事象発生から約38時間であり，約18時間以上の余裕があること

から，時間余裕がある。 

（添付資料2.3.4.2） 

(4)まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に

与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。そ

の結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮

した場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価

項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

には時間余裕がある。 

 

2.3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」に

おいて，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時において事象発生10時間までに必要な要員

は，「2.3.4.1 (3) 炉心損傷防止対策」に示すとおり30名である。｢6.2 重大事故等対策時

に必要な要員の評価結果｣で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能

である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は26名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」に

おいて，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，

その結果を以下に示す。 

 

a. 水源 

原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器ス

プレイ冷却系による格納容器スプレイについては，7日間の対応を考慮すると，号炉あた

り合計約3,400m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約

6,800m3の水が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池

に18,000m3の水を保有している。これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必
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要な水源は確保可能である。また，事象発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移

送し，防火水槽から可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水

貯蔵槽を枯渇させることなく復水貯蔵槽を水源とした7日間の注水継続が可能となる。こ

こで，復水貯蔵槽への補給の開始を事象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備

を事象発生から12時間以内に使用できなかった場合においても，その他の設備にて重大

事故等に対応できるよう設定しているものである。 

（添付資料 2.3.4.3） 

 

b. 燃料 

2.3.1.4 (2) b.「燃料」と同じであり，常設代替交流電源設備による電源供給，可搬型

代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水，代替原子炉補機冷却系の運転，免震重要棟内

緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機

による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

 

c. 電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負荷として，6

号及び7号炉で約2,379kW（6号炉：1,181kW 7号炉：1,198kW）必要となるが，常設代替交

流電源設備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

（添付資料 2.3.4.4） 

 

2.3.4.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」で

は，全交流動力電源喪失と同時に逃がし安全弁1個が開状態のまま固着し，蒸気駆動の注水

系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下することで，原子炉注水機能を喪失し，原子炉水

位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ

「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」に対する炉心損傷防止対策と

しては，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水手段，安定状態に向けた対策として，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器

冷却手段及び代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱手段

を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」の

重要事故シーケンス「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」について

有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注
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水，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び代替原子炉補機冷却系を

介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷すること

はない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，長期的に

は安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋

SRV再閉失敗」において，原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，代替原子炉補機冷却系を介し

た残留熱除去系による原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シ

ーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流電源喪失

（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV再閉失敗」に対して有効である。 
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図 2.3.4.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（1/4） 

（原子炉注水） 

 

 

 

 
 

図 2.3.4.2 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（2/4） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 
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図 2.3.4.3 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（3/4） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

 

 

 

 

図 2.3.4.4 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時の 

重大事故等対処設備の概略系統図（4/4） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

Ｃ

A

Ｂ

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

復水移送ポンプ常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

低圧代替注水系（常設）

B(C)

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

代替原子炉

補機冷却系

防火水槽

淡水貯水池

可搬型代替注

水ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

Ｃ

Ｂ

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

代替原子炉

補機冷却系

A

※残留熱除去系の低圧注水モードとサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードを切替えて，原子

炉水位をレベル 3～レベル 8の範囲で維持する。 



 

 

2.3.4-16 

図 2.3.4.5 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時の対応手順の概要 

（解析上の時間）

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（約90分後）

（約2時間後）

（約20時間後）

（約25時間後）

Ⅱ

Ⅲ

※1

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高

圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となった場合

※2

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※3

逃がし安全弁による原子炉圧力制御は，原子炉圧力の推移により確認する。原子炉圧力が逃がし安全弁の

設定圧力以下まで低下することにより異常を認知する

※4

原子炉隔離時冷却系はレベル2～レベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※5

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧系統（6.9ｋV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断する

※6

逃がし安全弁の「開固着」は原子炉圧力の低下及び逃がし安全弁排気管温度の推移等により確認すること

ができる。実際は，逃がし安全弁の開閉操作を実施して「開固着」復帰を試みる

※7

解析上，原子炉圧力1.03MPa[gage]にて原子炉隔離時冷却系機能喪失を想定する
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交流電源駆動ポンプによる
原子炉注水機能喪失を確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

回復は解析上
考慮せず

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による

復水貯蔵槽への補給

※4

淡水貯水池から防火水槽への
補給準備

（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への
補給

※1

※2

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービンバイパス弁「不動作」

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

早期の電源回復不能と判断

Ⅳ
Ⅴ

高圧代替注水系
起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

（約12時間後） （約12時間後）

（適時実施）（適時実施）

※5

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は炉心損
傷後の対応手順に移行する

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

Ⅰ

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

第一ガスタービン発電機以外による非常用電源供給

・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

逃がし安全弁設定圧力以下まで
原子炉圧力低下を確認

逃がし安全弁開固着確認

原子炉圧力低下継続確認

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水開始確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

による原子炉注水停止

原子炉隔離時冷却系機能喪失確認後
中央制御室での逃がし安全弁2個による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
2台によるドライウェルスプレイ開始

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水再開

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
原子炉注水とドライウェルスプレイを交互に実施

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水及びドライウェルスプレイ停止

残留熱除去系による

サプレッション・チェンバ・プール水冷却開始

残留熱除去系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モードによる原子炉格納容器冷却を継続する。また機能喪
失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止
時冷却モードにより冷温停止状態とする

※3

※6

【有効性評価の対象とはしていないが、他に取り得る手段】

Ⅰ

全交流動力電源喪失時に，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉注水ができない場合は，常設代替交流電源設備に

よる非常用電源が回復後，高圧炉心注水系を無冷却水の状態で短時間起動し，原子炉注水することが可能である

Ⅱ
第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する
緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅲ
消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅳ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる
純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も

可能である

Ⅴ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅵ

代替格納容器スプレイとして消火系も使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，可搬型代替注水ポンプによるスプレイを実施する

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

原子炉圧力1.03MPa[gage]
原子炉隔離時冷却系機能喪失

※7

（約70分後）

タービン蒸気加減弁急速閉動作

※8

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

残留熱除去系による原子炉注水とサプレッション・

チェンバ・プール水冷却モードを交互に実施

サプレッション・チェンバ・プール水位
真空破壊装置-1ｍ到達

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン

発電機と同等の電源供給開始不可

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

2台注水準備が完了
（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

Ⅵ

（約20時間後）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台によるドラ

イウェルスプレイ可能

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No
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図 2.3.4.6 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時の作業と所要時間 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・全交流動力電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・逃がし安全弁「開固着」確認

・交流電源駆動による原子炉注水機能喪失確認

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

－ － － － － － ・非常用ディーゼル発電機　機能回復

－ － － － － － ・外部電源　回復

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ ・受電前準備（中操）

・放射線防護装備準備

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認

・ガスタービン発電機給電準備

・ガスタービン発電機起動

2人

E,F

4人

c,d

e,f

・放射線防護装備準備

（2人）

E,F
－

・現場移動

・6号炉　M/C（D）受電準備

－

(4人)

c,d

e,f

・現場移動

・７号炉　M/C（C）（D）受電準備

－ －
（2人）

C,D
－ － － ・ガスタービン発電機　運転状態確認

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・ガスタービン発電機　運転状態確認

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

－ － －

(4人)

c,d

e,f

－ －
・7号炉　M/C（C）（D）　受電

・7号炉　MCC（C）（D）　受電

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ（B,C）起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ

交流電源回復前から通信手段確保等

の作業を実施する

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設）　現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － －
（2人）

E,F
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（C）受電準備

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・6号炉　M/C（C）　受電確認

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・逃がし安全弁　2個　手動開放操作

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

6号 7号 6号 7号 6号 7号

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

・放射線防護装備準備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動,ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注

水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

※1

（1人）

※1

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ

・放射線防護装備準備

・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・電源車への給油

代替原子炉補機冷却系　運転 － － － －

※4

（3人）

※4

（3人）

・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視

・サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード　起動準備

・サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード　起動

残留熱除去系　原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

残留熱除去系

サプレッション・チェンバ・プール水冷却操作

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　サプレッション・チェンバ・プール水冷却弁操作

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・燃料プール冷却浄化系熱交換器冷却水側1系隔離

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

4人

C,D,E,F

4人

c,d,e,f

適宜実施

10人

（参集要員26人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

燃料給油準備 － － － －

2人

レベル8まで注水後は，適宜原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードの切替えを繰り返し実施

原子炉水位はレベル3～レベル8維持

適宜実施

適宜実施

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・代替原子炉補機冷却系が供給していない側の燃料プール冷却浄化系熱交換器を隔離する

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

13人

（参集）

※3，※4

13人

（参集）

※3，※4 10時間

※3

（2人）
適宜実施

適宜実施

残留熱除去系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

代替原子炉補機冷却系　準備操作 － －

（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

－ －

2人

※1，※2 180分

適宜実施

※2

（2人）

適宜実施

120分

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － － 2人

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復水貯蔵

槽への補給
－ － － －

2人

※1，※2

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

経過時間（時間）
備考

18 20 22 24 26 28

低圧代替注水系（常設）　準備操作

30分

50分

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

常設代替交流電源設備運転

　　　（第一ガスタービン発電機）

　　25分

2人

10分

適時実施

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

10分

15分

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備　準備操作

　　　　　（第一ガスタービン発電機）
－ － －

20分

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － － － －

10分

50分

50分

－ －
2人

C,D

10分

20分

10分

状況判断
2人

A,B

2人

a.b
－ － － － 10分

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

全交流動力電源喪失（＆逃がし安全弁漏えい）

経過時間（分）
備考

10 20 30 40 50 60 13070 80 90 100 110 120
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事象発生

2 4 6 8 10 12 14
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格納容器スプレイ停止

原子炉隔離時冷却系での注水は、原子炉圧力1.03MPaまで実施
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サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード開始
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レベル8まで注水後は，適宜原子炉注水と格納容器スプレイの切り替えを繰り返し実施

原子炉水位はレベル3～レベル8維持

5分

90分

300分

90分

約70分

低圧代替注水系(常設） 注水準備完了

原子炉水位は

レベル3～レベル8維持

5分

約2時間

格納容器スプレイ開始

約90分

原子炉圧力1.03MPa原子炉隔離時冷却系機能喪失

原子炉急速減圧開始

30分

30分

60分

20分

10分

10分

10分

10分

10分

10分
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図 2.3.4.7 原子炉圧力の推移 

 

 

図 2.3.4.8 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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図 2.3.4.9 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.3.4.10 注水流量の推移  
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図 2.3.4.11 逃がし安全弁からの蒸気流出流量の推移 

 

 
図 2.3.4.12 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.3.4.13 燃料被覆管温度の推移 

 

図 2.3.4.14 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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到達時の温度及び応力 × 

図 2.3.4.15 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係 
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図 2.3.4.16 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

 

 
図 2.3.4.17 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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図 2.3.4.18 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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図 2.3.4.19 格納容器圧力の推移 

 

図 2.3.4.20 格納容器気相部温度の推移 
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図 2.3.4.21 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

図 2.3.4.22 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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表 2.3.4.1 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗時における炉心損傷防止対策 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

：有効性評価上考慮しない操作 

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失及び原子炉

スクラム確認 

外部電源喪失と非常用ディーゼル発電機が全て機能喪失し全

交流動力電源喪失となり，原子炉がスクラムしたことを確認

する 

所内蓄電式直流電源設備 － 
平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

原子炉隔離時冷却系による原子

炉注水 

原子炉水位低（レベル 2）信号により原子炉隔離時冷却系が自

動起動し原子炉注水を開始する。これにより原子炉水位は回

復し，以後原子炉水位低（レベル 2）から原子炉水位高（レベ

ル 8）の間で維持する 

【原子炉隔離時冷却系】 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

高圧代替注水系による原子炉注

水 

高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を手動起動し原子

炉水位を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

逃がし安全弁による原子炉急速

減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，復水移送ポン

プを手動起動し，逃がし安全弁 2 個による手動減圧を行う 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

復水移送ポンプ 

― 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水 

原子炉急速減圧により，低圧代替注水系（常設）の圧力を下回

ると，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始する。

原子炉水位は原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA） 

代替格納容器スプレイ冷却系に

よる原子炉格納容器冷却 

原子炉水位が，原子炉水位高（レベル 8）に到達した場合，代

替格納容器スプレイ冷却系により原子炉格納容器冷却を実施

する。代替格納容器スプレイ中に原子炉水位が原子炉水位低

（レベル 3）まで低下した場合は，代替スプレイを停止し原子

炉注水を実施する。原子炉水位高（レベル 8）まで回復後，原

子炉注水を停止し，代替スプレイを再開する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

残留熱除去系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷却モード）

運転 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，代替原子炉補

機冷却系を介した残留熱除去系によるサプレッション・チェ

ンバ・プール水冷却モード運転を開始する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・

プール水冷却モード）】 

代替原子炉補機冷却系 
【残留熱除去系系統流量計】 

サプレッション・チェンバ・プール水温計 

残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水 

サプレッション・チェンバ・プール水位が，真空破壊装置－1m

に到達した場合，低圧代替注水系（常設）による注水を停止

し，残留熱除去系の低圧注水モード運転による原子炉注水を

開始する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 
代替原子炉補機冷却系 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 
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表 2.3.4.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（1/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 通常運転水位（セパレータスカート下端から+119cm） 通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度に 10%の保守性を

考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から

内部機器及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器
及び構造物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プー

ル水位 
7.05m（NWL） 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・

プール水位として設定 
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表 2.3.4.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（2/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

サプレッション・チェンバ・プール

水温 
35℃ 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール

水温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，

事象開始 24 時間以降は 40℃） 
復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 

事
故
条
件 

起因事象 外部電源喪失 
送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，

外部電源を喪失するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 

全交流電源喪失 
全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定

し設定 

逃がし安全弁 1個開固着 本事故シーケンスにおける前提条件 

外部電源 外部電源なし 
起因事象として，外部電源を喪失するものとして

設定 
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表 2.3.4.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（3/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
タービン蒸気加減弁急速閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 
安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動起動

182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）に

て注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51MPa[gage]×1個, 363t/h/個 

7.58MPa[gage]×1個, 367t/h/個 

7.65MPa[gage]×4個, 370t/h/個 

7.72MPa[gage]×4個, 373t/h/個 

7.79MPa[gage]×4個, 377t/h/個 

7.86MPa[gage]×4個, 380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動圧機能付き逃がし安全弁の 2個を開す

ることによる原子炉急速減圧 

<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気量の関係> 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉圧力

の関係から設定 
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表 2.3.4.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（4/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

低圧代替注水系（常設） 
最大 300m3/h で注水，その後は炉心

を冠水維持可能な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 
140m3/h にて原子炉格納容器内にス

プレイ 

格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量を考慮し設

定 

代替原子炉補機冷却系 

約 23MW（サプレッション・チェン

バのプール水温 100℃，海水温度

30℃において） 

代替原子炉補機冷却系の設計値として設定 
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表 2.3.4.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（5/6） 
項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

サプレッション・チェンバ・プール

水位が真空破壊装置-1m に到達した

時点で手動起動し，954m3/h

（0.27MPa[dif]）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）の設計値として設定 

 

残留熱除去系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷却モード） 

熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレ

ッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 

残留熱除去系ポンプ 
1 台による注水特性 
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表 2.3.4.2 主要解析条件（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（6/6） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

常設代替交流電源設備からの受電 事象発生 70 分後 全交流動力電源喪失時の訓練実績を踏まえて設定 

低圧代替注水系（常設）起動操作 
常設代替交流電源設備による交流電源

の供給開始後 
常設代替交流電源設備からの受電後として設定 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧操

作 

原子炉隔離時冷却系が動作できない範

囲に原子炉圧力が低下し，原子炉隔離

時冷却系が停止した時点 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水確保を

踏まえて設定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 
原子炉水位高（レベル 8）到達時 

原子炉水位制御（レベル 3～レベル 8）が可能で

あり，原子炉格納容器除熱機能が喪失し設計基準

事故時の最高圧力に到達することを踏まえて設定 

代替原子炉補機冷却系運転操作 事象発生 20 時間後 代替原子炉補機冷却系の準備期間を考慮して設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱

除去系（サプレッション・チェンバ・

プール水冷却モード）運転操作 

事象発生 20 時間後 
代替原子炉補機冷却系及び残留熱除去系による原

子炉格納容器除熱機能回復を踏まえて設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱

除去系（低圧注水モード）運転操作 

サプレッション・チェンバ・プール水

位が，真空破壊装置-1m に到達した時

点 

格納容器圧力抑制機能維持を踏まえて設定 
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添付資料 2.3.4.1 

 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失） 

＋SRV 再閉失敗」の特徴及び対応の基本的考え方 

 

1. 本事故シーケンスグループの特徴 

事故シーケンスグループ「全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗」で

は，全交流動力電源喪失と同時に逃がし安全弁 1個が開状態のまま固着し，蒸気駆動の注水

系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下することで，原子炉注水機能を喪失することを

想定する。このため，開状態のまま固着した逃がし安全弁からの蒸気流出により原子炉圧力

容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，緩和措置がとられない場合に

は，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，逃がし安全弁 1

個が開状態のまま固着したことによって，蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉

圧力が低下することで原子炉注水機能を喪失し，炉心損傷に至る事故シーケンスグループ

である。このため，重大事故等対策の有効性評価には，全交流動力電源喪失に加えて逃がし

安全弁 1 個が開状態のまま固着した場合に対する重大事故等対処設備に期待することが考

えられる。 

しかしながら，本事故シーケンスグループに対して，「実用発電用原子炉に係る炉心損傷

防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」

という。）の事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の主要解析条件である，事象

発生から 24 時間は交流動力電源に期待しないという条件及び有効性評価全体の基本的な評

価条件として設定している可搬型設備の使用開始時間を事象発生から 12時間後とするとい

う条件を設定すると，代替の注水手段を講じることができず，炉心損傷を防止することがで

きない。 

本事故シーケンスグループは，全ての設計基準事故対処設備の注水機能を失うこと及び

原子炉圧力容器からの蒸気の流出が継続し，原子炉隔離時冷却系が運転できない範囲まで

原子炉圧力が低下するという点で，大口径の配管の破断による LOCA と設計基準事故対処設

備の注水機能の喪失が重畳する事故シーケンスと同じ事象進展上の特徴を有している。 

大口径の配管の破断による LOCA と設計基準事故対処設備の注水機能の喪失が重畳する事

故シーケンス「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失」は，国内外の先進的な対策を考慮しても

炉心損傷を防止できない事故シーケンスであることから，格納容器破損防止対策の有効性

を評価する事故シーケンスと整理している。 

このため，「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失」と同じ事象進展上の特徴を有する本事故シ

ーケンスグループについても，格納容器破損防止対策の有効性を確認する事故シーケンス

グループと整理し，起点のプラント損傷状態を「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流

電源喪失」※とした「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価

事故シーケンスに含めて評価する。なお，原子炉圧力容器からの蒸気の流出（原子炉水位の

低下速度）の観点では，蒸気が流出する際の口径の観点で大破断 LOCA の方が厳しいこと及

びプラント損傷状態に全交流電源喪失を含めたことから，「雰囲気圧力・温度による静的負
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荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスに本事故シーケンスは包絡される。 

※プラント損傷状態には，PRA から抽出された「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失」に全交流電源喪失を

加えているが，これは全交流電源喪失を加えることで電源復旧等の対応が生じ，重大事故等対処設備

の有効性を総合的に評価する上で効果的なシナリオになるためである。 

 

2. 実際に対応可能な時間内での交流動力電源の復旧に期待する場合 

一方，事象発生から 24時間は交流動力電源に期待しないという審査ガイドの条件を除外

し，実際に対応可能な時間内での交流動力電源の復旧に期待する場合には，本事故シーケン

スグループに対しても炉心損傷を防止できる。 

事象発生から 24 時間は交流動力電源に期待しないという審査ガイドの条件は，全交流電

源喪失時に原子炉隔離時冷却系の運転が可能な事故シーケンスに対して，直流電源設備の

増強等による原子炉隔離時冷却系の長時間運転の有効性を確認するシナリオに誘導する観

点での条件であると考えられる。そのため，逃がし安全弁 1個が開状態で固着することによ

る原子炉圧力の低下により原子炉隔離時冷却系の長時間運転に期待できない本事故シーケ

ンスグループに対しては，非常に厳しい条件となる。また，審査ガイドでは，PWR の全交流

動力電源喪失に対する主要解析条件として，RCPシールLOCAが発生しない場合に対しては，

全交流動力電源が 24 時間使用できないものとしているが，RCP シール LOCA が発生する場合

に対してはこれを主要解析条件としていない。本事故シーケンスグループは全交流動力電

源喪失と，原子炉圧力が速やかに低下する規模の原子炉冷却材の流出が重畳する点で，PWR

における全交流動力電源喪失と RCP シール LOCA が重畳する場合と類似の事故条件と考えら

れる。このことから，本事故シーケンスグループにおいて，実際に対応可能な時間内での交

流動力電源の復旧に期待することは，PWR における全交流動力電源喪失の扱いと同等と考え

る。 

 

3. 可搬型設備の速やかな接続に期待する場合 

可搬型設備の使用開始時間の条件は事象発生から 12 時間後としているが，原子炉圧力が

約 1MPa（原子炉隔離時冷却系の設計上の運転圧力の下限）まで低下する，事象発生から約

90 分で可搬型代替注水ポンプによる原子炉注水を開始できるとした場合，交流動力電源が

24 時間使用できない場合であっても，2.の実際に対応可能な時間内で交流動力電源を復旧

する場合において，低圧代替注水系（常設）を用いる場合と同様に炉心損傷を防止すること

ができる。 

 

4. 本事故シーケンスグループの評価条件 

本事故シーケンスグループは審査ガイドの主要解析条件「交流動力電源は 24 時間使用で

きないものとする」の有無及び有効性評価全体の基本的な評価条件として設定している可

搬型設備の使用開始時間を事象発生から 12時間後とするという条件によって，炉心損傷防

止の成否が変わるものであることから，審査ガイドの全交流動力電源喪失についての BWR 及

び PWR の記載を考慮し，実際に対応可能な時間内での交流動力電源の復旧に期待した場合

について，有効性評価を実施することとした。 

 

以上 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（1/2） 

【SAFER】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 
入力値に含まれる。最確条件を包絡できる条件を設定するこ

とにより崩壊熱を大きくするよう考慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱

伝達，気液熱非

平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を低めに評価

する可能性があり，他の解析モデルの不確かさとも相まって

コード全体として，スプレイ冷却のない実験結果の燃料被覆

管最高温度に比べて 10℃～50℃験程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解

析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表

面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注

水に移行すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管

温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温

度を高めに評価することから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸

化 

ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱量を大きく評

価するモデルを採用し，保守的な結果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃

料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，

原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行

すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及

び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高め

に評価することから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる 

燃料被覆管変

形 

膨れ・破裂評価

モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に基づいて評

価され，燃料被覆管温度は上述のように高めに評価され，円

周方向応力は燃焼期間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大き

く設定し保守的に評価している。ベストフィット曲線を用い

る場合も破裂の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベストフィ

ット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと考える。仮に格納

容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍を

超える大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心損傷後の運転操作を適用する必要

があり，代替原子炉補機冷却系による格納容器除熱操作の起点が，格納容器圧力が限界圧力

に到達するまでとなる。しかしながら，除熱操作までには本解析においても 20 時間後の操

作であり，十分な時間余裕があることから運転員等の判断・操作に対して問題となることは

ない 

燃料被覆管温度を高めに評価することから破裂判定は
厳しめの結果を与える 

なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下

回ることはなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆

管温度は初期値を上回ることはないことから影響を与

えることはない 

沸騰・ボイド率

変化，気液分離

（水位変化）・

対向流，三次元

効果 

二相流体の流

動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，二相水位変化

は，解析結果に重畳する水位振動成分を除いて，実験結果と

概ね同等の結果が得られている燃料棒冷却過程において，低

圧代替注水系では蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確かさと

して+20℃～+40℃程度の不確かさがある 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，2MPa より低

い圧力で系統的に圧力低下を早めに予測する傾向を呈してお

り，解析上，低圧注水系の起動タイミングを早める可能性が

示される。しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，水面上

に露出した上部支持格子等の構造材の温度が燃料被覆管から

の輻射や過熱蒸気により上昇し，LPCS スプレイの液滴で冷却

された際に蒸気が発生したためであり，低圧代替注水系を注

水手段として用いる本事故シーケンスでは考慮する必要のな

い不確かさである。このため，燃料被覆管温度に大きな影響

を及ぼす低圧代替注水系の注水タイミングに特段の差異を生

じる可能性はないと考えられる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操作に与え

る影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，

有効性評価解析における燃料被覆管温度に対し，水位振

動に伴うクェンチ時刻の早期化を考慮した影響を取り

込む必要があるが，炉心の著しい損傷が発生するまで, 

燃料被覆管温度は余裕があることからその影響は小さ

い 

本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回る

ことはなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管温

度は初期値を上回ることはないことから影響を与える

ことはない 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG喪失)＋SRV 再閉失敗） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（2/2） 

【SAFER】 

 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子

炉圧

力容

器 

沸騰・凝縮・ボ

イド率変化，気

液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマ

の二相水位（シュラウド外水位）に関する不

確かさを取り扱う。シュラウド外水位につい

ては，燃料被覆管温度及び運転員操作のどち

らに対しても二相水位及びこれを決定する二

相流動モデルの妥当性の有無は重要でなく，

質量及び水頭のバランスだけで定まるコラプ

スト水位が取り扱えれば十分である。このた

め，特段の不確かさを考慮する必要はない 

初期の注水開始は自動起動であるため，運転員等操作に与える影響はない。原子炉減圧後

の注水開始は，水位低下挙動が早い場合であっても，これら操作手順（減圧後速やかに低

圧注水に移行すること）に変わりはないことから，運転員等操作に与える影響はない。水

位低下挙動が遅い場合においては操作に対する時間余裕は大きくなる。なお，解析コード

では，シュラウド外水位は現実的に評価されることから不確かさは小さい 

 

シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となるパラメー
タに与える影響は小さい 

なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることはな

く，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管温度は初期値を上回ること

はないことから影響を与えることはない 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析におい

て，圧力変化は実験結果と概ね同等の解析結

果が得られており，臨界流モデルに関して特

段の不確かさを想定する必要はない 

解析コードでは，原子炉からの蒸気及び冷却材流出を現実的に評価する。関連する運転操作

として急速減圧後の注水操作があるが，注水手段が確立してから減圧を行うことが手順の

前提であり，原子炉圧力及び原子炉水位の変動が運転員等操作時間に対して与える影響は

ない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように入力で

設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は実験結果と良

い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性評価解析でも圧力変

化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミング及び注水流量を適切に

評価するため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

破断口及び主蒸気逃がし弁からの流出流量は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さである

ことから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考えられ，平衡均

質臨界流モデルを適用可能である 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

原子炉注水系

モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基づ

く原子炉圧力と注水流量の関係を使用してお

り，実機設備仕様に対して注水流量を少なめ

に与え，燃料被覆管温度を高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出

力及び崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モデルの不確かさの影響は

ない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

原子炉圧

力容器 
ＥＣＣＳ注水（給

水系・代替注水設

備含む） 

安全系モデル 

（非常用炉心冷却系） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

保守的な注水特性を入力値に用いており，解析モデルの不確かさの影響

はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

原子炉格

納容器 格納容器各領域間

の流動 

格納容器モデル 

（格納容器の熱水力

モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確認されており不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度成層化を含めて傾向は適切に再現でき

る 

-雰囲気からヒートシンクへの伝熱が過小に予測されている可能性が示

唆されているものの，実験体系に起因するものと考えられ，実機体系に

おいてはこの種の不確かさは小さくなると考えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向

が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異な

る等，この解析で確認された不確かさは小さくなるもの

と推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び

温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力

及び温度を操作開始の起点としている代替格納容器ス

プレイに係る運転員等操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程

度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されてい

るが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，この解析で確認さ

れた不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱伝達

及び内部熱伝導 

気液界面の熱伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器スプレイ） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

入力値に含まれる（スプレイ注入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平衡に至ることから伝熱

モデルの不確かさによる解析結果への影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

サプレッション・

プール冷却 

安全系モデル（非常用

炉心冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計値に基づき入力値に与えられており，解析

モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱が

緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，最

大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱

が緩和される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに

与える影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に

与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進

展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下端

から約+118cm～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。

例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約

4m であるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常

に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小

さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水

位－約 4m であるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm で

あり非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約 91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子

炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さ

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は

小さく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B

型）は，熱水的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違

いは燃料棒最大線出力密度の保

守性に包含されることから，代表

的に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等で

あり，事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に

与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ

同等であり，炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，操作手

順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはなく，燃料

被覆管温度を起点とする運転員等操作はないため，運転員等操作時間

に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつ

きを考慮し，10％の保守性を確保

することで，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発

生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和され，

また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに伴う原

子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が遅くな

るが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，

発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和さ

れ，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全

体積から内部機器及び構造物の

体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分

の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時

（7.05m）の熱容量は約 3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによ

る水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，

その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下

分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位

時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎに

よる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であ

り，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。した

がって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件とし

て設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなるため，格

納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ操作の開始が遅くなる

が，その影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなるため，

格納容器の熱容量は若干大きくなり除熱が必要となるまでの時間が

長くなるが，その影響は小さい 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（2/3） 

  

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧

力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響

は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピーク値

に達するまでの圧力上昇率（平均）は 1時間あたり約 13kPa（約

20 時間で約 270kPa）であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇

量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，事象進展に与え

る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例

えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピーク値に達するまでの圧力

上昇率（平均）は 1時間あたり約 13kPa（約 20 時間で約 270kPa）であ

るのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さ

い。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温

度として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温

度となることから，初期温度が事象進展に及ぼす影響は小さく，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となること

から，初期温度が事象進展に及ぼす影響は小さく，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッ

ション・チェンバ間差圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッ

ション・チェンバ間差圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温度 

50℃（事象開始 12 時間以降

は 45℃，事象開始 24 時間

以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度

を参考に最確条件を包絡

できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性

があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧

力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔に影響する。し

かし本解析ではスプレイ間隔は炉心冠水操作に依存しているこ

とから運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性があ

り，炉心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕熱分

の影響は小さく，燃料被覆管に対する影響は小さい。 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効

果は大きくなるため，格納容器圧力上昇の程度は小さくなるが，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容量 約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋復水貯

蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転

中の復水貯蔵槽の水量を

参考に，最確条件を包絡

できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替注水ポン

プによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

（軽油タンク容量＋ガスタ

ービン発電機用燃料タンク

容量） 

通常時の軽油タンク及び

ガスタービン発電機用燃

料タンクの運用値を参考

に，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても

燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

－ 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（3/3） 

  

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 起因事象 外部電源喪失 － 

送電系統又は所内主発電設備の故

障等によって，外部電源を喪失す

るものとして設定 

－ － 

安全機能の喪失

に対する仮定 

全交流電源喪失 － 
全ての非常用ディーゼル発電機の

機能喪失を想定して設定 

逃がし安全弁 1弁開固着 － 
本事故シーケンスにおける前提条

件 

外部電源 外部電源なし － 
起因事象として，外部電源を喪失

するものとして設定 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外

部電源がある場合については考慮しない 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外部電源が

ある場合については考慮しない 

機器

条件 

原子炉スクラム

信号 

タービン蒸気加減弁急速閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 

タービン蒸気加減弁急速閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考慮し

て設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉隔離時冷

却系 

原子炉水位低（レベル 2）

にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）にて注水 

原子炉水位低（レベル 2）

にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値とし

て設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設

計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし安

全弁の 2 個開による原子炉

急速減圧 

自動減圧機能付き逃がし安

全弁の 2 個開による原子炉

急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸

気流量及び原子炉圧力の関係から

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧代替注水系

（常設） 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能な

注水量に制御 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能な

注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損を考

慮した値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原

子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作と

して冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調

整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管

温度は低めの結果を与えることになるため，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる 

代替格納容器ス

プレイ冷却系 
140m3/h にてスプレイ 140m3/h 以上にてスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力抑制

に必要なスプレイ流量を考慮し，

設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減によ

り圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑

制効果に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に

変わりは無いため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替原子炉補機

冷却系 

約23MW（サプレッション・

チェンバのプール水温

100℃，海水温度30℃にお

いて） 

約23MW（サプレッション・

チェンバのプール水温

100℃，海水温度30℃にお

いて） 

代替原子炉補機冷却系の設計値と

して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧注水系（残留

熱除去系（低圧注

水モード）） 

S/C水位が「真空破壊装置-

1m」到達時に手動起動し，

954m3/h（0.27MPa[dif]）

にて注水 

S/C水位が「真空破壊装置-

1m」到達時に手動起動し，

954m3/h（0.27MPa[dif]）

にて注水 

低圧注水系（残留熱除去系（低圧注

水モード））の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残留熱除去系（サ

プレッション・チ

ェンバ・プール水

冷却モード） 

熱交換器1基あたり約8MW

（サプレッション・チェン

バのプール水温52℃，海水

温度30℃において） 

熱交換器1基あたり約8MW

（サプレッション・チェン

バのプール水温52℃，海水

温度30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（1/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操

作開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

常 設 代

替 交 流

電 源 設

備 か ら

の受電 

事象発生 70

分後に受電

完了（事象発

生 60 分後に

操作開始） 

全交流動力電源喪

失時の訓練実績を

踏まえて設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができない場合，早期の電源回復不可

と判断し，これにより常設代替交流電源設備の準備を開始する手順としている。この認知に係る時間として 10 分間を想定して

いる。そのため，認知遅れ等により操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

常設代替交流電源設備からの受電操作のために，中央制御室及び現場にて常設代替交流電源設備からの受電準備を行う運転員

と，常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員が配置されている。受電準備を行う運転員は，常設代替交流電源設備か

らの受電準備ための負荷切離し操作を行っている期間，他の操作を担っていない。このため，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はなし 

【移動】 

受電準備を行う運転員は，中央制御室から操作現場である原子炉建屋地下 1 階まで通常 5 分間程度で移動可能であるが，移動

時間としては余裕を含めて 10 分間を想定している。起動操作等を行う運転員は，屋外に移動するが，移動時間としては徒歩の

所要時間に余裕を加味し 10 分間を想定している。このため，移動が操作開始時間に与える影響はない 

【操作所要時間】 

起動操作等を行う運転員，受電準備を行う運転員及び運転員（中央制御室）の操作内容及び操作所要時間は以下のとおり。こ

れらの作業は並行して行うため，操作所要時間は最長で 50 分間となる。 

［起動操作等を行う運転員：操作所要時間；合計 40 分間］ 

 常設代替交流電源設備の起動前の油漏れ，配電盤等の健全性確認の所要時間に 10 分間を想定 

 燃料バルブの開操作，給・排気扉開操作等の常設代替交流電源設備の起動準備の所要時間に 10 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動，起動後の運転確認及び常設代替交流電源設備側の遮断操作の所要時間に 20 分間を想定 

［受電準備を行う運転員：操作所要時間；合計 50 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切離し操作を行う。操作対象が 20 個程度であり，1個あ

たりの操作時間に移動時間含めて 2分間程度を想定し，操作の所要時間は 40 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動及び緊急用交流高圧母線の遮断器の投入後の非常用交流高圧電源母線の受電操作の所要時間

に 10 分間を想定 

［運転員（中央制御室）：操作所要時間；合計 30 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切離し 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための操作スイッチの引き保持等の所要時間に 20 分間を想定 

 非常用交流高圧電源母線の受電操作後に，中央制御室での受電確認及び低圧代替注水系（常設）の注水準備操作の所要時間

に 10 分間を想定 

【他の並列操作有無】 

上述のとおり，起動操作等を行う運転員と受電準備を行う運転員の並列操作はあるが，それを加味して操作の所要時間を算定

しているため，操作開始時間に与える影響はない 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等

により操作時間が長くなる可能性は低い 

実態の運転操作は，認

知に 10 分間，移動に

10 分間，操作所要時間

に50分間の合計70分

間であり，解析上の受

電完了時間とほぼ同

等であり，操作開始時

間に与える影響は小

さい 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

常設代替交流

電源設備から

の受電操作に

ついては，初期

の原子炉隔離

時冷却系によ

る注水可能継

続時間（約 1.5

時間）内に低圧

代替注水系（常

設）の運転に必

要な常設代替

交流電源設備

からの受電を

実施すること

で炉心損傷を

回避すること

が可能であり，

事象発生から

時間余裕があ

る 

訓練実績等よ

り，運転員によ

る常設代替交

流電源設備の

起動操作，並び

に現場及び中

央制御室の運

転員による受

電前準備及び

受電操作を並

行して実施し，

想定と同じ約

70 分で常設代

替交流電源設

備からの受電

が実施可能で

あることを確

認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（2/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 運転員等操作時間に与える影響 
評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操

作開始時間 
条件設定の考え方 

操

作

条

件 

低圧代替注水

系（常設）起動

操作 

常設代替交

流電源設備

による交流

電源の供給

開始後 

常設代替交流電源設

備からの受電後とし

て設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕

がある 
－ － － 

中央制御室における操作のた

め，シミュレータにて訓練実績

を取得。訓練では，低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水

の系統構成に約 2分。想定で意

図している運転操作が実施可

能なことを確認した 

逃がし安全弁

による原子炉

減圧操作 

事象発生約

1.5 時間後 

低圧代替注水系（常

設）による原子炉注

水の準備完了後，原

子炉圧力の低下に伴

う原子炉隔離時冷却

系により原子炉注水

が停止する時点 

【認知】 

低圧代替注水系（常設）起動操作完了から時間余裕があること及び事故時の重要

監視パラメータとして原子炉水位を継続監視しているため認知に大幅な遅れが

生じることは考えにくい。よって,認知遅れにより操作開始時間に与える影響は

なし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作は制御盤の操作スイッチによる操作のため，

操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の準備完了後，原子炉圧力の低下に伴

う原子炉隔離時冷却系によって原子炉注水が停止するまでに低圧代替注水系（常

設）に切替えるための原子炉減圧操作を行うこととしており，原子炉隔離時冷却

系による原子炉注水の状況により，原子炉減圧の操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こり

にくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

実態の運転操作においては，原子炉

水位維持を優先するため，原子炉水

位高（レベル 8）到達後に原子炉隔離

時冷却系から低圧代替注水系（常設）

に切替えるための原子炉減圧操作を

行うこととしており，原子炉隔離時

冷却系による原子炉注水の状況によ

り原子炉減圧の操作開始時間は変動

する可能性があるが，原子炉水位維

持の点では問題とならない 

実態の操作開始時間

が早まった場合，減

圧時点の崩壊熱が高

くなるが，燃料被覆

管の冠水は維持され

るため，その影響は

小さい 

低圧代替注水系

（常設）への移

行は，低圧代替

注水系（常設）に

よる原子炉注水

の準備完了後か

ら，原子炉圧力

の低下に伴う原

子炉隔離時冷却

系の停止までに

実施することで

炉心損傷を回避

することが可能

であり，事象発

生から時間余裕

がある 

中央制御室における操作のた

め，シミュレータにて訓練実績

を取得。訓練では，復水移送ポ

ンプの起動を確認し，逃がし安

全弁による原子炉減圧操作開

始まで約 1分。想定で意図して

いる運転操作が実施可能なこ

とを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（3/4） 

  

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操

作

条

件 

代替格納容

器スプレイ

冷却系によ

る格納容器

冷却操作 

格納容器圧力

13.7kPa[gage]

到達後の原子

炉水位高（レベ

ル 8）到達時 

（約 2時間後） 

原子炉水位制御（レベル

3～レベル 8）が可能で

あり，格納容器除熱機能

が喪失し設計基準事故

時の最高圧力に到達す

ることを踏まえて設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（13.7kPa[gage]到達後の原子炉水位高（レベ

ル 8））に到達するのは事象発生約 2 時間後であり，それまでに格納容器圧力

の上昇を十分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作開始時間に与

える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替は制御盤の操作ス

イッチによる操作のため，簡易な操作である。操作時間は特に設定していない

が，格納容器の緩やかな圧力上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

原子炉への注水が優先であり，原子炉水位高（レベル 8）到達後に，低圧代替注

水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替えることとしており，原子炉

注水の状況により，格納容器スプレイの操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こ

りにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

実態の運転操作においては

原子炉注水を優先するた

め，原子炉水位高（レベル

8）到達後に低圧代替注水

系（常設）から代替格納容

器スプレイへ切替えること

としており，原子炉注水の

状況により格納容器スプレ

イの操作開始は格納容器圧

力 13.7kPa[gage]到達後の

原子炉水位高（レベル 8）

到達付近となるが，操作開

始時間に与える影響はない 

当該操作は，解析コード及

び解析条件（操作条件を除

く）の不確かさにより操作

開始時間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室で行う

操作であり，他の操作との

重複もないことから，他の

操作に与える影響はない 

原子炉注水の状況に

より格納容器スプレ

イの操作開始は格納

容器圧力 13.7kPa[g 

age]到達後の原子炉

水位高（レベル 8）到

達付近となるが，格

納容器圧力の上昇は

緩やかであり，格納

容器スプレイ開始時

間が早くなる場合，

遅くなる場合の何れ

においても，事象進

展はほぼ変わらない

ことから，評価項目

となるパラメータに

与える影響は小さい 

格納容器スプ

レイ開始まで

の時間は事象

発生から約 2

時間あり，準備

時間が確保で

きるため，時間

余裕がある 

中央制御室における操作のため，シミュレータにて

訓練実績を取得。訓練では，復水移送ポンプの起動

を確認し，格納容器スプレイモードのための系統構

成に約 2 分。想定で意図している運転操作が実施可

能なことを確認した 

復水貯蔵槽

への補給 

事象発生から

12 時間後 

可搬型設備に関して，事

象発生から 12 時間まで

は，その機能に期待しな

いと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池から防火水槽へ

の補給と可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から

復水貯蔵槽への補給を並行して実施する。淡水貯水

池から防火水槽への補給の系統構成は，所要時間 90

分想定のところ，訓練実績等により約 70 分で実施可

能なこと，可搬型代替注水ポンプによる防火水槽か

ら復水貯蔵槽への補給のホース敷設等の注水準備

は，所要時間 180 分想定のところ，訓練実績等によ

り約 150 分で実施可能なことを確認した 

各機器への

給油 

（可搬型代

替注水ポン

プ，電源車

及び常設代

替交流電源

設備） 

事象発生から

12時間後以降，

適宜 

各機器への給油は，解析

条件ではないが，解析で

想定している操作の成

立や継続に必要な操作・

作業 

各機器の使用開始時間

を踏まえて設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯蔵槽への補給

用の可搬型代替注水ポンプ（6 号及び 7 号炉：各 2

台），代替原子炉補機冷却系用の電源車（6号及び 7

号炉：各 2台）及び常設代替交流電源設備（6号及び

7号炉で 1台）への燃料給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，所要時間180

分想定のところ訓練実績等では約 112 分，電源車へ

の給油作業は，所要時間 120 分想定のところ訓練実

績等では約 90 分，常設代替交流電源設備への給油作

業は，所要時間 540 分想定のところ訓練実績等では

約 176 分であり，想定の範囲内で意図している作業

が実施可能であることを確認した 
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表 3 操作の不確かさが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗）（4/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間

に与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始

時間 

条件設定の

考え方 

操作

条件 

代替原子炉補機

冷却系運転操作 

事象発生 20 時間

後 

代替原子炉

補機冷却系

の準備期間

を考慮して

設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができない

場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより代替原子炉補機冷却系の準備を開始する手順として

いる。そのため，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

代替原子炉補機冷却系の準備操作は，現場にて原子炉補機冷却水系の系統構成を行う運転員と，代替

原子炉補機冷却系の移動，付設を行う専任の緊急時対策要員（事故後 10 時間以降の参集要員）が配

置されている。現場運転員は，代替原子炉補機冷却系運転のための系統構成を行っている期間，他の

操作を担っていない。よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

代替原子炉補機冷却系に用いる代替熱交換器車，電源車等は車両であり，牽引又は自走にて作業現場

へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，アクセスルートの被害

があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルートを仮復旧できる宿直の体制としており，操

作開始時間に与える影響はなし 

【作業所要時間】 

緊急時対策要員の準備操作は，各機器の設置作業及び弁・スイッチ類の操作に移動時間を含めて 10

時間の作業時間を想定しているが，訓練実績を踏まえると，より早期に準備操作が完了する見込みで

ある。また，運転員の行う現場系統構成は，操作対象が 20 弁程度であり，操作場所は原子炉建屋及

びタービン建屋海水熱交換器エリアの現場全域となるが，1弁あたりの操作時間に移動時間含めて 10

分程度を想定しており，これに余裕を含めて 5時間の操作時間を想定している。作業途中の格納容器

ベント実施に伴う一時退避（想定約 30 分間）を踏まえても，解析上の想定より操作開始時間は早ま

る可能性がある 

【他の並列操作有無】 

緊急時対策要員による準備操作及び現場運転員の系統構成は並列操作可能なため，両者が干渉して

操作開始時間が遅くなることはない。よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は

起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

代替原子炉補機冷

却系の準備は，緊急

時対策要員の参集

に 10時間，その後の

作業に 10 時間の合

計 20 時間を想定し

ているが，準備操作

が想定より短い時

間で完了する可能

性があるため，操作

開始時間が早まる

可能性があり，格納

容器の圧力及び温

度を早期に低下さ

せる 

実態の操作開始

時間は解析上の

設定から早まる

可能性があり，

格納容器圧力及

び温度等を早期

に低下させる可

能性がある 

代替原子炉補機冷却

系運転開始までの時

間は，事象発生から 20

時間あり，準備時間が

確保できるため，時間

余裕がある 

また，操作が遅れる場

合においても，格納容

器 限 界 圧 力

0.62MPa[gage]に至る

までの時間は，過圧の

観点で厳しい「3.1 雰

囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」にお

いても事象発生約 38

時間であり，約 18 時

間以上の余裕がある

ことから，時間余裕が

ある 

訓練実績等より，代替原子炉

補機冷却系の移動・配置，フ

ランジ接続，及び電源車のケ

ーブル接続等を含め，想定よ

り早い約 7時間で代替原子炉

補機冷却系が運転開始可能で

あることを確認した 

代替原子炉補機

冷却系を介した

残 留 熱 除 去 系

（サプレッショ

ン・チェンバ・プ

ール水冷却モー

ド）運転操作 

事象発生 20 時間

後 

代替原子炉

補機冷却系

及び残留熱

除去系によ

る格納容器

除熱機能回

復を踏まえ

て設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運

転操作までの時間は，事象発生から 20 時間あり時間余裕がある 
－ － － 

これまでの運転実績では，残

留熱除去系ポンプを起動し，

サプレッション・チェンバ・

プール水冷却モードのための

系統構成に約 2分。想定で意

図している運転操作が実施可

能なことを確認した 

代替原子炉補機

冷却系を介した

残 留 熱 除 去 系

（低圧注水モー

ド）運転操作 

サプレッション・

チェンバ・プール

水位が真空破壊装

置-1m に到達した

時点 

（約 30 時間後） 

格納容器圧

力抑制機能

維持を踏ま

えて設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）運転操作までの時間は，事象発生か

ら約 30 時間あり時間余裕がある 
－ － － 

これまでの運転実績では，残

留熱除去系ポンプを起動し，

サプレッション・チェンバ・

プール水冷却モードのための

系統構成に約 2分。想定で意

図している運転操作が実施可

能なことを確認した 
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7 日間における水源の対応について（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗） 

○水源 

 復水貯蔵槽水量：約 1,700m3 

 淡水貯水池：約 18,000m3 

○水使用パターン 

 ①原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

  事象発生後約 3時間までは原子炉隔離時冷却系により注水し， 

その後は低圧代替注水系（常設）により注水する。 

  冠水後は，原子炉水位高（レベル 8）～原子炉水位低（レベル 3） 

の範囲で注水する（約 90m3/h）。 

 ②代替格納容器スプレイ冷却系による代替原子炉格納容器スプレイ 

  原子炉水位高（レベル 8）～原子炉水位低（レベル 3）までの間， 

代替原子炉格納容器スプレイを実施（140m3/h）。 

 ③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 

  事象発生 12 時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

  防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ 2台を用いて 130m3/h で復水貯蔵槽へ移送する。 

○時間評価（右上図） 

 事象発生 12 時間までは復水貯蔵槽を水源として原子炉注水及び代替原子炉格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。

事象発生 12 時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量は徐々に回復する。事象発生約 25時間後に格納容器スプレイを停止し，その

後は崩壊熱相当で注水することから復水貯蔵槽水量は回復し，以降安定して冷却が可能である。 

○水源評価結果 

 時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7 日間の対応を考慮すると，6 号及び 7 号炉のそれぞれで約 3,400m3 必要とな

る。6号及び 7号炉の同時被災を考慮すると，約 6,800m3必要となる。各号炉の復水貯蔵槽に約 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3の水を保有

することから，6号及び 7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である。 
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代替格納容器スプレイ冷却系により
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スプレイ停止
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常設代替交流電源設備の負荷（全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失）＋SRV 再閉失敗） 

 

<6 号及び 7号炉> 
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負荷積算イメージ 

6号炉 7号炉

直流125V充電器盤A 約94kW 約94kW

直流125V充電器盤A-2 約56kW 約56kW

AM用直流125V充電器盤 約41kW 約41kW

直流125V充電器盤B 約98kW 約98kW

交流120V中央制御室計測用
分電盤A,B

約29kW 約23kW

大容量可搬型空調機 3kW 3kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

残留熱除去系ポンプ 540kW 540kW

(起動時) （973kW） （1034kW）

非常用照明 約24kW 約27kW

非常用ガス処理系排風機 22kW 15kW

燃料プール冷却浄化ポンプ 90kW 110kW

(起動時) (181kW) (192kW)

その他 約74kW 約81kW

小計 約1,181kW 約1,198kW

合計（連続最大負荷）
(最大負荷)

約2,379kW
(約2,673 kW)

負荷容量（ｋW）

3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

経過時間（h）

30 3424 25 26 27 28 36 37 3831 32 3329 35

6号炉残留熱除去系ポンプ起動

約1,639kW

約2,072kW

約1,099kW(6号機：約551kW，7号機：約548kW)

順次起動(6号炉／7号炉毎)
・充電器
・交流120V中央制御室計測用分電盤
・大容量可搬型空調機
・復水移送ポンプ（2台）
・非常用照明
・非常用ガス処理系排風機
・その他

ガスタービン発電機の連続定格容量2,950kW

ガスタービン発電機の最大容量3,600kW

最大容量
約2,673kW

約2,179kW
約2,360kW

約2,461kW
約2,379kW

7号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動
約2,246kW

7号炉残留熱除去系ポンプ起動

6号炉燃料プール
冷却浄化ポンプ
起動
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2.4 崩壊熱除去機能喪失 

2.4.1 取水機能が喪失した場合 

2.4.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評

価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」，②「過

渡事象＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗」，③「通常停止＋崩壊熱除去失敗」，④「通常停止

＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗」，⑤「サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗」及び⑥「サポ

ート系喪失＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗」である。 

 

(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）」では，運転時

の異常な過渡変化又は設計基準事故（LOCA を除く）の発生後，炉心冷却には成功するが，

取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。このため，原子炉冷却材

温度の上昇により発生する蒸気が原子炉格納容器に放出され，格納容器圧力が上昇するこ

とから，緩和措置がとられない場合には，炉心損傷より先に原子炉格納容器が破損する。こ

れに伴って炉心冷却機能を喪失する場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心

損傷に至る。また，取水機能の喪失を想定することから，併せて非常用ディーゼル発電機も

機能喪失する。ここで，対応がより厳しい事故シーケンスとする観点から，外部電源の喪失

を設定し，全交流動力電源喪失が生じるものとした。 

本事故シーケンスグループは，取水機能を喪失したことによって最終的に炉心損傷に至

る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，取水機能

に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水によ

って原子炉水位を適切に維持しつつ，常設代替交流電源設備による給電及び低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水の準備が完了したところで，逃がし安全弁の手動開操作により

原子炉を減圧し，減圧後に低圧代替注水系（常設）により炉心を冷却することによって炉心

損傷の防止を図る。また，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，代替原

子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3)炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）」における機能

喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初

期の対策として原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子

炉注水手段を整備する。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた

対策として代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段，代替原子炉補機
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冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱手段を整備する。これらの対策の

概略系統図を図 2.4.1.1 から図 2.4.1.4 に，手順の概要を図 2.4.1.5 に示すとともに，重

大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を

表 2.4.1.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生 10時間まで

の 6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 30名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 12名

である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5

名，緊急時対策要員（現場）は 10名である。 

また，事象発生10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業を行うた

めの参集要員26名である。必要な要員と作業項目について図2.4.1.6に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シー

ケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

 

a. 全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失する。これ

により，所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，全交流動力電源喪失に至る。

全交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

b. 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔

離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水

位計及び原子炉隔離時冷却系系統流量計等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 2）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する。 

 

c. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動がで

きず，非常用高圧系統（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断

する。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機冷却系，低圧代替注水系（常

設）の準備を開始する。 

 

d. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 
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常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水の準備として，中央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ 2台を手動

起動する。また，原子炉注水に必要な電動弁（残留熱除去系注入弁及び残留熱除去系洗

浄水弁）が開動作可能であることを確認する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水停止を確認し，サプレッション・チェンバ・プ

ール水熱容量温度制限により，中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁 2個を

手動開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計測設備は，原子炉圧力計である。 

 

e. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧代替注水系（常設）の

系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子

炉水位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する。 

 

f. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び温度が上昇する。格納容器圧

力が 0.18MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気温度が 171℃に接近した場

合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納

容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）等である。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却時に，原子炉水位が原子炉水

位低（レベル 3）まで低下した場合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器

スプレイ冷却系を停止し，原子炉注水を実施する。原子炉水位高（レベル 8）まで原子

炉水位が回復した後，原子炉注水を停止し，代替格納容器スプレイを再開する。 

 

g. 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が完了後，中央制御室からの遠隔

操作によりサプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を開始する。 

サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を確認するために必要な計装設

備は，サプレッション・チェンバ・プール水温度計等である。 

 

h. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 
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サプレッション・チェンバ・プール水位が真空破壊装置-1m に到達後，低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水を停止し，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低

圧注水モード）による原子炉注水を開始する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備

は,原子炉水位計及び残留熱除去系系統流量計等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）の間

で維持する。原子炉水位高（レベル 8）まで原子炉水位が回復した後，原子炉注水を停

止し，サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を再開する。 

 

2.4.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1)有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象（原子炉水位の低下の観点で厳しい

給水流量の全喪失）を起因とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が継続される「過

渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去失敗」である。 

なお，取水機能を喪失することで，非常用ディーゼル発電機も機能喪失することから，本

評価では，より厳しい条件とする観点から外部電源の喪失も設定し，取水機能喪失に全交流

動力電源喪失が重畳するものとして，取水機能喪失時の炉心損傷防止対策の有効性を確認

する。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，サプレッション・プール冷却が重要現象となる。よ

って，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード

SAFER，シビアアクシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆

管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2)有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.4.1.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 
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(a)起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b)安全機能の喪失に対する仮定 

取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失するものとする。 

(c)外部電源 

外部電源は以下の観点により使用できないものと仮定する。 

ａ)事象の進展に対する影響 

外部電源がある場合，再循環ポンプは，事象発生と同時にトリップせず，原子炉水

位低の信号でトリップするため，外部電源が喪失し，同時に原子炉スクラム及び再循

環ポンプが全台トリップする事象に比べ，原子炉水位の低下が早く，事象初期の炉心

冷却という観点では厳しくなる。なお，本評価では，初期の炉心冠水維持は原子炉隔

離時冷却系にて行うこととなるため，その後に低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水に移行する際の原子炉減圧過程では，崩壊熱は十分減衰しており外部電源の有

無の影響は小さい。 

ｂ)重大事故等対策に対する影響 

本解析においては，取水機能の喪失を仮定しており，原子炉隔離時冷却系を除く非

常用炉心冷却系及び非常用交流電源設備は使用できない。よって，外部電源なしを仮

定することにより，常設代替交流電源設備等の更なる重大事故等対策が必要となる

ことから要員及び資源等の観点で厳しい条件となる。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a)原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムはタービン蒸気加減弁急速閉信号によるものとする。 

(b)原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で自動起動し，182m3/h（8.12～

1.03MPa[dif]において）の流量で注水するものとする。 

(c)逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（2個）

を使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約5%を処理するもの

とする。 

(d)低圧代替注水系（常設） 

原子炉減圧後に，最大300m3/hにて原子炉注水し，その後は炉心を冠水維持するよう

に注水する。なお，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，代替格納容器スプ

レイと同じ復水移送ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(e)代替格納容器スプレイ冷却系 
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格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格納

容器内にスプレイする。なお，代替格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ復水移送

ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(f)代替原子炉補機冷却系 

伝熱容量は約 23MW（サプレッション・チェンバのプール水温 100℃，海水温度 30℃

において）とする。 

(g)残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（サプレッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度 30℃において）とする。 

(h)残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，サプレッション・チェンバ・プール水位が真空

破壊装置‐1mに到達した時点で手動起動し，954m3/h（0.27MPa[dif]において）の流

量で注水するものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，事象発生70分後に常設代替交流電源設備によって交流電源の供給を開

始する。 

(b) 逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，事象発生約3時間後に開始する。 

(c) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却は，原子炉水位高（レベル

8）に到達した場合に開始する。なお，格納容器スプレイは，事象発生から約25時間

後に停止する。 

(d) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード運転は，事象発生20時間後に開始する。 

(e) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

は,サプレッション・チェンバ・プール水位が真空破壊装置-1m に到達後に開始する。 

 

(3)有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.4.1.7から図2.4.1.12に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝

達係数，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，平均出力燃料集合体のボイド率，

炉心下部プレナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管

温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を図2.4.1.13から図2.4.1.18に，格納容器圧力，

格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.4.1.19から図
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2.4.1.22に示す。 

 

a. 事象進展 

取水機能喪失に伴う全交流動力電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉信号が発生して

原子炉がスクラムし，また，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動し

て原子炉水位は維持される。再循環ポンプについては，外部電源喪失により，事象発生とと

もに 10 台全てがトリップする。 

事象発生から 70 分経過した時点で，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始

し，その後，原子炉急速減圧及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始する。原

子炉急速減圧は，中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁 2 個を手動開すること

で実施する。 

原子炉急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原子炉水位が低下し，有効燃料

棒頂部を下回るが，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が開始されると原子炉水位が

回復し，炉心は再冠水する。 

 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧により，原子炉水位が低

下し，炉心が露出することから上昇する。その結果，燃料被覆管は核沸騰冷却から蒸気冷却

となり熱伝達係数は低下する。その後，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が行われ，

炉心が再冠水すると燃料被覆管温度は低下することから，ボイド率は低下し，熱伝達係数は

上昇する。 

平均出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化す

る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸

気が，原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。その

ため代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び事象発生から 20時間経過

した時点での代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を行

う。 

※炉心露出から再冠水の過程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側は，

炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の水位より，見かけ上

高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の自動起動信号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び

運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位は，シュラウド外

側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近

となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウ

ド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

 燃料被覆管の最高温度は，図 2.4.1.13 に示すとおり，原子炉水位が回復するまでの間に
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炉心の上部が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇し，約 427℃に到達するが，

1,200℃以下となる。燃料被覆管の最高温度は，平均出力燃料集合体にて発生している。ま

た，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%以下であり，15%

以下となる。 

 原子炉圧力は，図 2.4.1.7 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]

以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力

容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最高使

用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

 また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸

気が，原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する

が，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び代替原子炉補機冷却系を

介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格納容器バウ

ンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.30MPa[gage]及び約 143℃に抑えられる。原

子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温度を下回る。 

図 2.4.1.8 に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による注水継続により約 4時間後に炉

心が冠水し，炉心の冷却が維持される。その後は，20 時間後に代替原子炉補機冷却系を介

した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安

定状態を維持できる。 

（添付資料 2.4.1.1） 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の

評価項目について，対策の有効性を確認した。 

 

2.4.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとす

る。 

崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）では，炉心冷却には成功するが，取水機

能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認

する運転員等操作は，事象発生から 12時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展

に有意な影響を与えると考えられる操作として，常設代替交流電源設備からの受電操作，低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作，逃がし安全弁による原子炉減圧操作，代替格

納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作及び代替原子炉補機冷却系運転操作

とする。 

  

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 
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本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの

影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

 炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被

覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝

達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きく

なり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の

評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価す

る可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を

与える可能性があるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイに係る運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

 （添付資料 2.4.1.2） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保

守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高

めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化

について，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を
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１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.4.1.2） 

 

 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.4.1.2に示すと

おりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくな

るような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩

和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わりはないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，全交流動力電源喪失となり事象進展が厳

しくなる外部電源なしを設定している。なお，外部電源がある場合は，原子炉水位の

低下が早くなるが，事象発生初期は高圧注水系にて原子炉水位が維持され，その後に

低圧注水系による注水に移行する際の急速減圧過程では崩壊熱は十分減衰している

ことから，事象進展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水
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量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性が

ある。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操

作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料2.4.1.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩

和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

事故条件の外部電源の有無については，全交流動力電源喪失となり事象進展が厳

しくなる外部電源なしを設定している。なお，外部電源がある場合は，原子炉水位の

低下が早くなるが，事象発生初期は高圧注水系にて原子炉水位が維持され，その後に

低圧注水系による原子炉注水に移行する際の急速減圧過程では崩壊熱は十分減衰し

ていることから，事象進展に影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度は低めの結果を与える

ことになるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.4.1.2） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作は，解析上の操作開始時間として
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事象発生から70分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運

転操作は，認知に10分間，移動に10分間，操作所要時間に50分間の合計70分間であり，

解析上の操作開始時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，解析上の操作開始時間として事

象発生から約3時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実態の

運転操作においては，原子炉水位維持を優先するため，原子炉水位高（レベル8）到達

後に原子炉隔離時冷却系から低圧代替注水系（常設）に切替えるための原子炉減圧操作

を行うこととしており，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の状況により原子炉減

圧の操作開始時間は変動する可能性があるが，原子炉水位の維持の点では問題となら

ない。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析上

の操作開始時間として格納容器圧力13.7kPa［gage］到達後の原子炉水位高（レベル8）

到達時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操作におい

ては原子炉注水を優先するため，原子炉水位高（レベル8）到達後に低圧代替注水系（常

設）から代替格納容器スプレイへ切替えることとしており，原子炉注水の状況により格

納容器スプレイの操作開始は格納容器圧力13.7kPa[gage]到達後の原子炉水位高（レベ

ル8）到達付近となるが，操作開始時間に与える影響はない。当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性がある

が，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に与え

る影響はない。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，解析上の操作開始時間として事象発

生から20時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替原子炉補

機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に10時間，その後の作業に10時間の合計20時

間を想定しているが，準備操作が想定より短い時間で完了する可能性があるため，操作

開始時間が早まる可能性があり，格納容器圧力及び温度を早期に低下させる。 

（添付資料2.4.1.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，原子炉減圧時点において崩壊熱は十分減衰していることから，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，原子炉注水の状況により格納容器スプレイの操
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作開始は格納容器圧力13.7kPa[gage]到達後の原子炉水位高（レベル8）到達付近とな

るが格納容器圧力の上昇は緩やかであり，格納容器スプレイ開始時間が早くなる場

合，遅くなる場合の何れにおいても，事象進展はほぼ変わらないことから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の設定から早まる可能性があり，格納容器圧力及

び温度等を早期に低下させる可能性がある。 

（添付資料2.4.1.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作については，低圧代替注水系（常設）の

運転に必要な常設代替交流電源設備からの受電は，初期の原子炉隔離時冷却系による注水

可能継続時間（24時間）内に実施することで炉心損傷を回避することが可能であり，事象発

生から時間余裕がある。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作については，低圧代替注水系（常設）への

移行は，初期の原子炉隔離時冷却系による注水可能継続時間（24時間）内に実施することで

炉心損傷を回避することが可能であり，事象発生から時間余裕がある。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，格

納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約5時間あり，準備時間が確保できるため，

時間余裕がある。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作については，代替原子炉補機冷却系運転開始

までの時間は，事象発生から20時間あり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。ま

た，操作が遅れる場合においても，格納容器限界圧力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，

過圧の観点で厳しい「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

においても事象発生約38時間であり，約18時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

（添付資料2.4.1.2） 

 

 (4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 
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2.4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1)必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）」において，

6号及び7号炉同時の重大事故等対策時において事象発生10時間までに必要な要員は，

「2.4.1.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり30名である。「6.2 重大事故等対策時に必要

な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は26名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2)必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果

を以下に示す。 

 

ａ．水源 

原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプ

レイ冷却系による代替格納容器スプレイについては，7日間の対応を考慮すると，号炉あた

り合計約3,500m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約7,000m3

の水が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約

18,000m3の水を保有している。これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な

水源は確保可能である。また，事象発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，

防火水槽から可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽

を枯渇させることなく復水貯蔵槽を水源とした7日間の注水継続実施が可能となる。ここで，

復水貯蔵槽への補給の開始を事象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備を事象発

生から12時間以内に使用できなかった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対

応できるよう設定しているものである。 

（添付資料2.4.1.3） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後からの運転を

想定すると，7日間の運転継続に6号及び7号炉において合計約860kLの軽油が必要となる。可

搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後からの

可搬型代替注水ポンプの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽油が

必要となる。代替原子炉補機冷却系専用の電源車については，保守的に事象発生直後からの

電源車の運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約37kLの軽油が必要となる。免

震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による

電源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約
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79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉合計 約1,027kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及びガスタービン発電機用燃料タンク（約

200kL）で合計約 2,240kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であることから，常

設代替交流電源設備による電源供給，可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水，代

替原子炉補機冷却系の運転，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源

供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能であ

る。 

（添付資料 2.4.1.4） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負荷として，6号

及び7号炉で約2,379kW（6号炉：1,181kW 7号炉：1,198kW）必要となるが，常設代替交流電

源設備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

（添付資料 2.4.1.5） 

 

2.4.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）」では，炉心

冷却には成功するが，取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失し，炉心損傷より先に原

子炉格納容器が破損し，これに伴って炉心冷却機能を喪失する場合には，原子炉水位の低下

により炉心が露出して炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ｢崩壊熱

除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）｣に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策

として原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子炉注水手

段，安定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却

手段，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱手段を整備

している。 

 

事故シーケンスグループ｢崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）｣の重要事故シ

ーケンス「過渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）及び逃がし安全弁

による原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，代替原子炉補

機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損

傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原

子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定

状態を維持できる。 

 



2.4.1-16 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場

合）」において，原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）及び逃がし安全弁による原

子炉注水，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱等の炉

心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故

シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合）」に対して有効であ

る。  
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※２

※２

原子炉隔離時冷却系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル発
電機

Gen
外部電源

※３

高圧代替注水系ポンプ

※３

Ｃ

A

Ｂ

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

復水移送ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

※１

※１

B(Ｃ)

※２

※２

原子炉隔離時冷却系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル発
電機

Gen
外部電源

※３

代替高圧注水ポンプ

※３

Ｃ

A

Ｂ

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

復水移送ポンプ

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

低圧代替注水系（常設）

代替格納容器スプレイ冷却系

B(Ｃ)

図 2.4.1.1 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の重大事故等対策の概略系統図(1/4) 

（原子炉注水及び原子炉急速減圧） 

図 2.4.1.2 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の重大事故等対策の概略系統図(2/4) 

(原子炉注水及び原子炉格納容器冷却) 

※低圧代替注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却系は，同じ復水移送ポンプを用いて 

弁の切替えにより実施する。 
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給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

Ｃ

A

Ｂ

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

復水移送ポンプ常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

低圧代替注水系（常設）

B(C)

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

代替原子炉

補機冷却系

防火水槽

淡水貯水池

可搬型代替注

水ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源

Ｃ

A

Ｂ

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

代替原子炉

補機冷却系

図 2.4.1.3 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の重大事故等対策の概略系統図(3/4) 

(原子炉注水及び原子炉格納容器除熱) 

図 2.4.1.4 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の重大事故等対策の概略系統図(4/4) 

(原子炉注水及び原子炉格納容器除熱) 

※残留熱除去系の低圧注水モードとサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードを切替えて， 

 原子炉水位をレベル 3からレベル 8の範囲で維持する。 
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 図 2.4.1.5 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の対応手順の概要 

 

（解析上の時間）

（0分）

（約3分後）

（約10分後）

（約180分後）

（約222分後）

（約229分後）

（約244分後）

（約5時間後）

（約20時間後）

（約25時間後）

Ⅶ

Ⅵ

※1

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機起動後に自動で起動する機器の確認時に，原子炉補機冷却海水系が起動していないこと

を確認する

※2

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※3

原子炉補機冷却海水系が起動できないため，非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の冷却効率が悪化する。そのため，長時間

の運転継続が不可能と判断する

※4

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機起動後に自動起動している機器の内，停止可能な機器を停止し負荷を抑制する。また，

他号機からの電力融通についても検討する

※5

原子炉隔離時冷却系はレベル2からレベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※6

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機を停止すると全交流動力電源喪失状態になるため，冷却状態を確認し停止する時期を検

討する。また，全交流動力電源喪失に備えた準備を実施する

※7

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧系統（6.9kV）の電

源回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断する

※8

代替注水系の準備は，中央制御室から容易に操作が可能であり，注水可能流量が大きい設備から準備を開始

する

※9

機能喪失した設備の復旧には不確定要素が大きいため，待機設備を優先して準備する

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

原子炉スクラム・タービントリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プール水

冷却開始

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台準備完了確認後
及び原子炉隔離時冷却系停止確認後

中央制御室での逃がし安全弁2個による
原子炉急速減圧

低圧代替注水系（復水移送ポンプ）による
原子炉注水開始確認

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水再開

代替原子炉補機冷却系準備

残留熱除去系準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
原子炉注水とドライウェルスプレイを交互に実施

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

※5

※10

※13

※14

※2

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

（約12時間後）（約12時間後）

（適時実施） （適時実施）

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

全交流動力電源喪失時に，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系による原子炉注水ができない場合は，常設代替交流電源設備による非常

用電源が回復後，高圧炉心注水系を無冷却水の状態で短時間起動し，原子炉注水することが可能である

Ⅱ

第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用ＭM/Cを受電する

緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）
常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する
（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅲ
消火系を代替注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅳ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能であ

る

Ⅴ
「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅵ
代替格納容器スプレイとして消火系も使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する
恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，可搬型代替注水ポンプによるスプレイを実施する

Ⅶ
残留熱除去系Bライン以外に復水移送ポンプによる代替注水が可能な系統がある場合，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施できる

Ⅲ

Ⅱ

Ⅳ
Ⅴ

※12

給水流量の全喪失発生外部電源喪失発生

原子炉隔離
・計装用空気喪失による主蒸気隔離弁「閉」

・高圧制御油系喪失によるタービンバイパス弁「不動作」

（約70分後）

（約20時間後）

高圧代替注水系

起動操作

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

※11

交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台準備が完了

代替注水系2台準備

代替注水系による原子炉注水

No

Yes

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台によるドラ

イウェルスプレイ可能

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

Ⅰ

※8 ※9

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機自動起動確認

自動起動機器確認時
原子炉補機冷却海水系停止を確認

交流電源回復

純水補給水系による
復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから
防火水槽への補給

第一ガスタービン発電機以外による非常用電源供給
・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

（約13秒後）

原子炉補機冷却海水系起動不可
により

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機運転継続不可判断

非常用交流電源負荷の抑制
及び

他号機からの電力融通検討

※1

※3

※4

代替原子炉補機冷却系準備が完了

タービン蒸気加減弁急速閉
動作

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
起動失敗

全交流動力電源喪失

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機停止時期検討
及び

全交流動力電源喪失対応準備

※6

早期の電源回復不能と判断

※7

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発電機と同等

の電源供給開始不可

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水及びドライウェルスプレイ停止

残留熱除去系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モードによる格納容器冷却を継続する。また機能喪失して
いる設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却
モードにより冷温停止状態とする

残留熱除去系による原子炉注水とサプレッション・

チェンバ・プール水冷却を交互に実施

サプレッション・チェンバ・プール水位
真空破壊装置-1ｍ到達

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※10

代替注水系準備完了後，「S/P熱容量温度制限」により急速減圧する。急速減圧必要最低弁数「2個」での減圧を評価している。また，実際の操作

では原子炉隔離時冷却系の運転を継続し低圧代替注水系へ移行するが，低圧代替注水系の評価上原子炉隔離時冷却系は停止し，かつ原子炉水位レベ

ル2及びレベル1.5での自動起動も考慮しない

※11

原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納容器水素・酸素濃

度の確認を実施する

※12

原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し「最長許容炉心露出

時間」の禁止領域に入っていることを確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認する

※13

格納容器圧力指示計により格納容器圧力が13.7kPa[gage]を超過し，格納容器冷却機能もないため原子炉水位確保後，代替格納容器スプレイを実

施する

※14

ドライウェルスプレイ実施中に原子炉水位計指示（広帯域）により原子炉水位がレベル3到達確認後，ドライウェルスプレイを停止し原子炉注水

を開始する

原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止しドライウェルスプレイを再開する。以後，本操作を繰り返す



 

 
 

2.4.1-20 

 
図 2.4.1.6 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の作業と所要時間（１／２） 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・給水流量の全喪失確認

・全交流電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

－ － － － － － ・非常用ディーゼル発電機　機能回復

－ － － － － － ・外部電源　回復

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ ・受電前準備（中央制御室）

・放射線防護装備準備

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認

・ガスタービン発電機給電準備

・ガスタービン発電機起動

2人

E,F

4人

c,d

e,f

・放射線防護装備準備

（2人）

E,F
－

・現場移動

・6号炉　M/C（D）受電準備

－

(4人)

c,d

e,f

・現場移動

・７号炉　M/C（C）（D）受電準備

－ －
（2人）

C,D
－ － － ・ガスタービン発電機　運転状態確認

－ － － － ・放射線防護装備準備／装備

－ － － －
・現場移動

・ガスタービン発電機　運転状態確認

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

－ － －

(4人)

c,d

e,f

－ －
・7号炉　M/C（C）（D）　受電

・7号炉　MCC（C）（D）　受電

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － －
（2人）

E,F
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（C）受電準備

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・6号炉　M/C（C）　受電確認

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ（B,C）起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ

交流電源回復前から通信手段確保等

の作業を実施する

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設） 現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）

経過時間（分）
備考

10 20 30 40 50 60 13070 80 90 100 110 120

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

状況判断
2人

A,B

2人

a.b
－ － － － 10分

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）
対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備　準備操作

　　　　（第一ガスタービン発電機）
－ － －

20分

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － － － －

10分

50分

50分

－ －
2人

C,D

10分

20分

10分

50分

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

低圧代替注水系（常設）　準備操作

30分

常設代替交流電源設備運転

　　　（第一ガスタービン発電機）

　　25分

2人

10分

適時実施

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

10分

15分

事象発生

原子炉スクラム

プラント状況判断

約3分 原子炉水位低（レベル2）

原子炉隔離時冷却系での注水は，復水移送ポンプによる注水開始を確認するまで実施

原子炉水位レベル2～レベル8で原子炉注水

約60分

ガスタービン発電機による給電開始

20分
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 図 2.4.1.6 崩壊熱除去機能喪失(取水機能が喪失した場合)時の作業と所要時間（２／２） 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

・原子炉隔離時冷却系　手動停止

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・逃がし安全弁　2個　手動開放操作

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

・放射線防護装備準備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から可搬型

代替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接

続）

※1

（1人）

※1

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・資機材配置及びホース布設，起動及び系統水張り

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・電源車への給油

代替原子炉補機冷却系　運転 － － － －
※4

（3人）

※4

（3人）

・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視

・サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード　起動準備

・サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード　起動

残留熱除去系　原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

残留熱除去系

サプレッション・チェンバ・プール水冷却操作

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　サプレッション・チェンバ・プール水冷却弁操作

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・燃料プール冷却浄化系熱交換器冷却水側1系隔離

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

4人

C,D,E,F

4人

c,d,e,f

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容 ※シュラウド内水位に基づく時間

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）

経過時間（時間）
備考

18 20 22 24 26 28

※2

（2人）

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － － 2人

原子炉水位確保可能を条件に格納容器スプレイ開始

適宜原子炉注水と格納容器スプレイの切り替えを繰り返し実施

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復水貯

蔵槽への補給
－ － － －

2人

※1，※2

2人

※1，※2
180分

適宜実施

120分

※3

（2人）
適宜実施

適宜実施

レベル8まで注水後は、適宜原子炉注水とサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードの切替えを繰り返し実施

原子炉水位はレベル3～レベル8維持

適宜実施

適宜実施

適宜実施

代替原子炉補機冷却系　準備操作

（2人）

C,D

（2人）

c,d

13人

（参集）

※3，※4

13人

（参集）

※3，※4 10時間

残留熱除去系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

10人

（その他参集26人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・代替原子炉補機冷却系が供給していない側の燃料プール冷却浄化系熱交換器を隔離する

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

燃料給油準備

2人

適宜実施

90分

適宜実施

事象発生

2 4 6 8 10 12 14

約5時間 原子炉水位高（レベル8）

約25時間
格納容器スプレイ停止

約180分 低圧代替注水系（常設） 注水準備完了、原子炉急速減圧開始

約222分 原子炉水位 有効燃料棒頂部到達※

約244分 原子炉水位 有効燃料棒頂部回復※

約229分 低圧代替注水系（常設） 原子炉注水開始

約20時間

サプレッションプール冷却開始

レベル8まで注水後は，適宜原子炉注水と格納容器スプレイの切り替えを繰り返し実施
原子炉水位はレベル3～レベル8維持

5分

5分

90分

約3分 原子炉水位低（レベル2）

300分

90分

30分

30分

60分

10分

10分

10分

10分

10分

10分
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図 2.4.1.7 原子炉圧力の推移 

 

 

図 2.4.1.8 原子炉水位(シュラウド内水位)の推移 
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原子炉隔離時冷却系起動／停止により原子炉内の蒸気発生量が増減 

するため，圧力の上昇／低下を繰り返し，圧力上昇時は逃がし 

安全弁開閉により圧力は制御される（最大値：約 7.52MPa[gage],約 8 分） 

逃がし安全弁 2個 

による手動減圧 

（約 3時間） 

原子炉隔離時冷却系は給水系から 

炉心下部を経由して炉心に冷却材を 

供給し，原子炉内に発生した蒸気を凝縮する。 

このため，冷却材が原子炉内を移行する 

時間遅れにより蒸気凝縮に遅れが生じ， 

圧力低下が遅れる 

炉心上部プレナム 

高出力燃料集合体 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

原子炉隔離時冷却系 

起動／停止による 

原子炉水位の維持 

原子炉減圧による蒸気流出 

により水位低下 

注水開始後，徐々に 

水位回復 

高出力燃料集合体は，ボイド率が 

高いため，二相水位が高くなり， 

一定値となる 

注水流量の低減 

による水位変化 
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図 2.4.1.9 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.4.1.10 注水流量の推移  
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シュラウド外 
 
 
高出力燃料集合体 
 
 
 
 
炉心下部プレナム 

レベル 3 

レベル 2 

レベル 1.5 
レベル 1 
有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

レベル 8 

原子炉の減圧により， 
ボイド率が上昇するため， 
二相水位が高くなる 

炉心冠水後，110m3/h に低減 

シュラウド外水位で冠水を判断して注水量を

変更した場合においても，既に炉心は冠水状態

にあるため，評価に影響はない 

原子炉隔離時冷却系 低圧代替注水系（常設） 
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図 2.4.1.11 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

図 2.4.1.12 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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原子炉隔離時冷却系 

起動／停止による水量増減 

注水開始による水量回復 

注水量の低減に 

より水量増加が 

緩慢となる 

原子炉隔離時冷却系の停止に伴い， 

ボイド率が増加し二相水位は上昇する

が，原子炉圧力容器内に保有する冷却材

量は減少する 

原
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圧
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図 2.4.1.13 燃料被覆管温度の推移 

 

 

図 2.4.1.14 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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図 2.4.1.15 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

 

図 2.4.1.16 平均出力燃料集合体のボイド率の推移 
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図 2.4.1.17 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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図 2.4.1.19 格納容器圧力の推移 

 

 

図 2.4.1.20 格納容器気相部温度の推移 
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図 2.4.1.21 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

図 2.4.1.22 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移
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表 2.4.1.1 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）における重大事故等対策について 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 

 

 

判断及び操作 手順 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失及び原子

炉スクラム確認 

外部電源喪失と非常用ディーゼル発電機が全て機能喪

失し全交流動力電源喪失となり，原子炉がスクラムし

たことを確認する 
所内蓄電式直流電源設備 － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

原子炉隔離時冷却系による原

子炉注水 

原子炉水位低（レベル 2）信号により原子炉隔離時冷却

系が自動起動し原子炉注水を開始する。これにより原

子炉水位は回復し，以後原子炉水位低（レベル 2）から

原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する 

【原子炉隔離時冷却系】 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

高圧代替注水系による原子炉

水位注水 

高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を起動し原

子炉水位を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 

所内蓄電式直流電源設備 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

逃がし安全弁による原子炉急

速減圧 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，復水移

送ポンプを起動し，逃がし安全弁 2 個による手動減圧

を行う 

常設代替交流電源設備 

逃がし安全弁 

復水移送ポンプ 

－ 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水 

原子炉急速減圧により，低圧代替注水系（常設）の系

統圧力を下回ると，低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水を開始する。原子炉水位は原子炉水位低（レ

ベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

代替格納容器スプレイ冷却系

による原子炉格納容器冷却 

原子炉水位が，原子炉水位高（レベル 8）に到達した場

合，代替格納容器スプレイ冷却系により原子炉格納容

器冷却を実施する。代替格納容器スプレイ中に原子炉

水位が原子炉水位低（レベル 3）まで低下した場合は，

代替スプレイを停止し原子炉注水を実施する。原子炉

水位高（レベル 8）まで回復後，原子炉注水を停止し，

代替スプレイを再開する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

サプレッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード運転 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，代替原

子炉補機冷却系を介した残留熱除去系によるサプレッ

ション・チェンバ・プール水冷却モード運転を開始す

る 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（サプレッション・チ

ェンバ・プール水冷却モード）】 

代替原子炉補機冷却系 
【残留熱除去系系統流量計】 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

残留熱除去系の低圧注水モー

ド運転による原子炉注水 

サプレッション・チェンバ・プール水位が，真空破壊

装置-1m に到達した場合，低圧代替注水系（常設）によ

る注水を停止し，残留熱除去系の低圧注水モード運転

による原子炉注水を開始する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 
代替原子炉補機冷却系 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 
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表 2.4.1.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（1／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート下
端から+119cm） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10％
の保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機
器及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構
造物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チ
ェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール水
位 

7.05m（NWL） 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール水
温 

35℃ 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，
事象開始 24 時間以降は 40℃） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 2.4.1.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（2／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位の低下の観点で厳しい事象を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 崩壊熱除去機能喪失 
取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失するも

のとして設定 

外部電源 外部電源なし 

取水機能の喪失により非常用ディーゼル発電機が機

能喪失することから，外部電源なしの場合の方が，

全交流動力電源喪失となり，要員及び資源等の観点

で厳しいことから設定 
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表 2.4.1.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（3／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
タービン蒸気加減弁急速閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 
安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）にて

注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51 MPa[gage]×1 個, 363 t/h/個 

7.58 MPa[gage]×1 個, 367 t/h/個 

7.65 MPa[gage]×4 個, 370 t/h/個 

7.72 MPa[gage]×4 個, 373 t/h/個 

7.79 MPa[gage]×4 個, 377 t/h/個 

7.86 MPa[gage]×4 個, 380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 2個を開す
ることによる原子炉急速減圧 
<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 

 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉

圧力の関係から設定 
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表 2.4.1.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（4／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

低圧代替注水系（常設） 
最大 300m3/h で注水，その後は炉心

を冠水維持可能な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 
140m3/h にて原子炉格納容器内へスプ

レイ 

格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，

設定 

代替原子炉補機冷却系 

約 23MW（サプレッション・チェンバ

のプール水温 100℃，海水温度 30℃

において） 

代替原子炉補機冷却系の設計値として設定 

残留熱除去系（サプレッショ

ン・チェンバ・プール水冷却

モード） 

熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレ

ッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド） 

サプレッション・チェンバ・プール

水位が真空破壊装置-1m に到達した

時点で手動起動し，954m3/h

（0.27MPa[dif]）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）の設計値として設定 
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2.4.1-36 

表 2.4.1.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（5／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

常設代替交流電源設備からの受電 事象発生 70 分後 全交流動力電源喪失時の訓練実績を踏まえて設定 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作 事象発生約 3時間後 
低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作後，

原子炉水位がレベル 8に到達した時点 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 

格納容器圧力 13.7kPa[gage]到達後の
原子炉水位高（レベル 8）到達時 

原子炉水位制御（レベル 3からレベル 8）が可能で

あり，原子炉格納容器除熱機能が喪失し設計基準事

故時の最高圧力に到達することを踏まえて設定 

代替原子炉補機冷却系運転操作 事象発生 20 時間後 代替原子炉補機冷却系の準備期間を考慮して設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱

除去系によるサプレッション・チェン

バ・プール水冷却モード運転操作 

事象発生 20 時間後 
代替原子炉補機冷却系及び残留熱除去系による原子

炉格納容器除熱機能回復を踏まえて設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱

除去系の低圧注水モード運転操作 

サプレッション・チェンバ・プール水

位が，真空破壊装置-1m に到達した時

点 

格納容器圧力抑制機能維持を踏まえて設定 
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添付資料 2.4.1.1 

安定状態について 

 

崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置

等，残留熱除去系又は代替循環冷却）により，格納容器圧力及

び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，原子炉格納容器除熱

のための設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象

悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

逃がし安全弁を開維持することで，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が

冠水し，炉心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から 20時間後に代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系

による原子炉格納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向

になり，格納容器温度は 150℃を下回るとともに，ドライウェル温度は，低圧注水継続のた

めの逃がし安全弁の機能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，原子炉格納容

器安定状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことによって，安定状態の維持が可能とな

る。（添付資料 2.1.1 別紙 1） 



 

 
添 2.4.1.2-1

表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（1/2） 

【SAFER】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。最確条件を包絡できる

条件を設定することにより崩壊熱を大き

くするよう考慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与え

る影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱

伝達，気液熱非

平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達

係数を低めに評価する可能性があり，他の

解析モデルの不確かさとも相まってコー

ド全体として，スプレイ冷却のない実験結

果の燃料被覆管最高温度に比べて 10℃～

50℃程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，解析

結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面

での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水

に移行すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高め

に評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価する

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸

化 

ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及

び発熱量を大きく評価するモデルを採用

し，保守的な結果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料

被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子

炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行する

こと）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に

保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変

形 

膨れ・破裂評価

モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向

応力に基づいて評価され，燃料被覆管温度

は上述のように高めに評価され，円周方向

応力は燃焼期間中の変化を考慮して燃料

棒内圧を大きく設定し保守的に評価して

いる。ベストフィット曲線を用いる場合も

破裂の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベストフィ

ット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと考える。仮に格納容

器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍を超え

る大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心損傷後の運転操作を適用する必要があり，

代替原子炉補機冷却系による格納容器除熱操作の起点が，格納容器圧力が限界圧力に到達す

るまでとなる。しかしながら，除熱操作までには本解析においても 20 時間後の操作であり，

十分な時間余裕があることから運転員等の判断・操作に対して問題となることはない 

破裂発生前の被覆管の膨れ及び破裂発生の有無は，伝熱面積やギ

ャップ熱伝達係数，破裂後の金属－水反応熱に影響を与え，燃料被

覆管最高温度及び酸化割合に影響を与えることとなる。解析コー

ドでは，前述の判定を行うための燃料被覆管温度を高めに評価す

ることから，概ね保守的な結果を与えるものと考える 

沸騰・ボイド率

変化，気液分離

（水位変化）・

対向流，三次元

効果 

二相流体の流

動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析にお

いて，二相水位変化は，解析結果に重畳す

る水位振動成分を除いて，実験結果と概ね

同等の結果が得られている 

燃料棒冷却過程において，低圧代替注水系

では蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確

かさとして+20℃～+40℃程度の不確かさ

がある 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲ

では，2MPa より低い圧力で系統的に圧力低

下を早めに予測する傾向を呈しており，解

析上，低圧注水系の起動タイミングを早め

る可能性が示される。しかし，実験で圧力

低下が遅れた理由は，水面上に露出した上

部支持格子等の構造材の温度が燃料被覆

管からの輻射や過熱蒸気により上昇し，

LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸

気が発生したためであり，低圧代替注水系

を注水手段として用いる本事故シーケン

スでは考慮する必要のない不確かさであ

る。このため，燃料被覆管温度に大きな影

響を及ぼす低圧代替注水系の注水タイミ

ングに特段の差異を生じる可能性はない

と考えられる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操作に与え

る影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，有効性評

価解析における燃料被覆管温度に対し，水位振動に伴うクェンチ

時刻の早期化を考慮した影響を取り込む必要があるが，炉心の著

しい損傷が発生するまで余裕があることからその影響は小さい 

  

添付資料 2.4.1.2 

 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（2/2） 

【SAFER】 
分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子

炉圧

力容

器 沸騰・凝縮・ボ

イド率変化，気

液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカ

マの二相水位（シュラウド外水位）に関す

る不確かさを取り扱う。シュラウド外水位

については，燃料被覆管温度及び運転員操

作のどちらに対しても二相水位及びこれ

を決定する二相流動モデルの妥当性の有

無は重要でなく，質量及び水頭のバランス

だけで定まるコラプスト水位が取り扱え

れば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない 

初期の注水開始は自動起動であるため，運転員等操作に与える影響はない。原子炉減圧後の

注水開始は，水位低下挙動が早い場合であっても，これら操作手順（減圧後速やかに低圧注

水に移行すること）に変わりはないことから，運転員等操作に与える影響はない。水位低下

挙動が遅い場合においては操作に対する時間余裕は大きくなる。なお，解析コードでは，シ

ュラウド外水位は現実的に評価されることから不確かさは小さい 

シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析にお

いて，圧力変化は実験結果と概ね同等の解

析結果が得られており，臨界流モデルに関

して特段の不確かさを想定する必要はな

い 

解析コードでは，原子炉からの蒸気及び冷却材流出を現実的に評価する。関連する運転操作

として急速減圧後の注水操作があるが，注水手段が確立してから減圧を行うことが手順の前

提であり，原子炉圧力及び原子炉水位の変動が運転員等操作時間に対して与える影響はない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように

入力で設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は

実験結果と良い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性

評価解析でも圧力変化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミ

ング及び注水流量を適切に評価するため，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

破断口及び主蒸気逃がし弁からの流出流量は，圧力容器ノズル又

はノズルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分

な長さであることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できる

と考えられ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

原子炉注水系

モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基

づく原子炉圧力と注水流量の関係を使用

しており，実機設備仕様に対して注水流量

を少なめに与え，燃料被覆管温度を高めに

評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与え

る影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用い

ており，解析モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル 

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用

いており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確

認されており不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度

成層化を含めて傾向は適切に再

現できる 

-雰囲気からヒートシンクへの

伝熱が過小に予測されている可

能性が示唆されているものの，

実験体系に起因するものと考え

られ，実機体系においてはこの

種の不確かさは小さくなると考

えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測

定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及

び温度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイに係る運転員等操作時間

に与える影響は小さい 

HDR実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1割

程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体として

は格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ注

入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間で

雰囲気温度と平衡に至ることか

ら伝熱モデルの不確かさによる

解析結果への影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

サプレッショ

ン・プール冷却 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計値

に基づき入力値に与えられてお

り，解析モデルの不確かさの影

響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮

した運転管理目標値を参考に

最確条件を包絡できる条件を

設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩

壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間へ

の影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱

が緩和される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与

える影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた

め事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影

響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に

与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して

非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量

は通常運転水位－約 4m であるのに対してゆらぎによる水位低

下量は－約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に

与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－

約 4mであるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mmであり非

常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期

に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与え

る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子

炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さ

く，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9 燃料（A 型）と 9×9 燃料

（B 型）は，熱水的な特性はほ

ぼ同等であり，その他の核的特

性等の違いは燃料棒最大線出

力密度の保守性に包含される

ことから，代表的に 9×9 燃料

（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心とな

るか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性

はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同

等であり，炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件

を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，

操作手順（減圧後速やかに低圧注水に移行すること）に変わり

はなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばら

つきを考慮し，10％の保守性を

確保することで，最確条件を包

絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるた

め，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下

が緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和

され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，

格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作手順（減圧後速やかに低

圧注水に移行すること）に変わりはないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発

生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和され，

また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに伴う原

子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が遅くな

り，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値

（全体積から内部機器及び構

造物の体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計

値（内部機器及び構造物の体積

を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・

チェンバ・プール水位として設

定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プー

ル水位低下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例

えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるの

に対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱

容量は約 20m3 相当分であり，その低下割合は通常水位時の約

0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響

は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分

の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時

（7.05m）の熱容量は約 3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによ

る水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，

その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・

チェンバ・プール水温の上限値

を，最確条件を包絡できる条件

として設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなるた

め，格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ操作の開

始が遅くなるが，その影響は小さく，運転員等操作時間に与え

る影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなるため，格

納容器の熱容量は若干大きくなり除熱が必要となるまでの時間が長

くなるが，その影響は小さい 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響

は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピーク値

に達するまでの圧力上昇率（平均）は 1時間あたり約 15kPa（約

20 時間で約 290kPa）であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇

量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，事象進展に与え

る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さ

い。例えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピーク値に達するま

での圧力上昇率（平均）は 1時間あたり約 15kPa（約 20 時間で約

290kPa）であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であ

り非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温

度となることから，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となること

から，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間以

降は 45℃，事象開始 24時

間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参

考に最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性

があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧

力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔に影響する。し

かし本解析ではスプレイ間隔は炉心冠水操作に依存しているこ

とから運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性があ

り，炉心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕熱分

の影響は小さく，燃料被覆管に対する影響は小さい。 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効

果は大きくなるため，格納容器圧力上昇の程度は小さくなるが，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量+復水

貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の

復水貯蔵槽の水量を参考に，最

確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替注水ポン

プによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

（軽油タンク容量+ガス

タービン発電機用燃料タ

ンク容量） 

通常時の軽油タンク及びガス

タービン発電機用燃料タンク

の運用値を参考に，最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は大

きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても

燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

－ 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（3/3） 

 

 

 

 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 起因事象 給水流量の全喪失 － 
原子炉水位の低下の観点で厳

しい事象を設定 

－ － 
安全機能の喪

失に対する仮

定 

崩壊熱除去機能喪失 － 

取水機能の喪失により崩壊熱

除去機能が喪失するものとし

て設定 

外部電源 外部電源なし － 

取水機能の喪失により非常用

ディーゼル発電機が機能喪失

することから，外部電源なしの

場合の方が，全交流動力電源喪

失となり，事象進展が厳しいこ

とから設定 

仮に，外部電源がある場合は，原子炉水位の低下が早くな

るが，事象発生初期は高圧注水系にて原子炉水位が維持さ

れ，その後に低圧注水系による注水に移行する際の急速減

圧過程では崩壊熱は十分減衰していることから，事象進展

に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

仮に，外部電源がある場合は，原子炉水位の低下が早くなるが，事象発生

初期は高圧注水系にて原子炉水位が維持され，その後に低圧注水系による

注水に移行する際の急速減圧過程では崩壊熱は十分減衰していることか

ら，事象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影

響はない 

機器

条件 
原子炉スクラ

ム信号 

タービン蒸気加減弁急速

閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 

タービン蒸気加減弁急速

閉 

（遅れ時間：0.08 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考

慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉隔離時

冷却系 

原子炉水位低（レベル

2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）にて注水 

原子炉水位低（レベル

2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値

として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能

の設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 2 個開による原

子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 2 個開による原

子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づ

く蒸気流量及び原子炉圧力の

関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧代替注水

系（常設） 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損

を考慮した値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度

は低めの結果を与えることになるため，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

140m3/h にてスプレイ 
140m3/h 以上にてスプレ

イ 

格納容器雰囲気温度及び圧力

抑制に必要なスプレイ流量を

考慮し，設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減によ

り圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効果

に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは無い

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替原子炉補

機冷却系 

約23ＭＷ（サプレッショ

ン・チェンバのプール水

温100℃，海水温度30℃

において） 

約23ＭＷ（サプレッショ

ン・チェンバのプール水

温100℃，海水温度30℃

において） 

代替原子炉補機冷却系の設計

値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残留熱除去系

（サプレッシ

ョン・チェン

バ・プール水冷

却モード） 

熱交換器1基あたり約8MW

（サプレッション・チェ

ンバのプール水温52℃，

海水温度30℃において） 

熱交換器1基あたり約8MW

（サプレッション・チェ

ンバのプール水温52℃，

海水温度30℃において） 

残留熱除去系の設計値として

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残留熱除去系

（低圧注水モ

ード） 

S/C水位が「真空破壊装

置-1m」到達時に手動起

動し，954m3/h（0.27MPa 

[dif]）にて注水 

S/C水位が「真空破壊装

置-1m」到達時に手動起

動し，954m3/h（0.27MPa 

[dif]）にて注水 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（1/4） 

 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時

間に与える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実勢等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始

時間 
条件設定の考え方 

操

作

条

件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常設代替

交流電源

設備から

の受電 

事象発生70分後に

受電完了（事象発

生60分後に操作開

始） 

全交流動力電源喪失

時の訓練実績を踏ま

えて設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができない場合，早期の電源

回復不可と判断し，これにより常設代替交流電源設備の準備を開始する手順としている。この認知に係る時間として

10 分間を想定している。そのため，認知遅れ等により操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

常設代替交流電源設備からの受電操作のために，中央制御室及び現場にて常設代替交流電源設備からの受電準備を行

う運転員と，常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員が配置されている。受電準備を行う運転員は，常設代替

交流電源設備からの受電準備ための負荷切離し操作を行っている期間，他の操作を担っていない。このため，要員配置

が操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

受電準備を行う運転員は，中央制御室から操作現場である原子炉建屋地下 1 階まで通常 5 分間程度で移動可能である

が，移動時間としては余裕を含めて 10 分間を想定している。起動操作等を行う運転員は，屋外に移動するが，移動時

間としては徒歩の所要時間に余裕を加味し 10 分間を想定している。このため，移動が操作開始時間に与える影響はな

い 

【操作所要時間】 

起動操作等を行う運転員，受電準備を行う運転員及び運転員（中央制御室）の操作内容及び操作所要時間は以下のとお

り。これらの作業は並行して行うため，操作所要時間は最長で 50 分間となる。 

［起動操作等を行う運転員：操作所要時間；合計 40 分間］ 

 常設代替交流電源設備の起動前の油漏れ，配電盤等の健全性確認の所要時間に 10 分間を想定 

 燃料バルブの開操作，給・排気扉開操作等の常設代替交流電源設備の起動準備の所要時間に 10 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動，起動後の運転確認及び常設代替交流電源設備側の遮断操作の所要時間に 20 分間を

想定 

［受電準備を行う運転員：操作所要時間；合計 50 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切離し操作を行う。操作対象が 20 個程度であ

り，1個あたりの操作時間に移動時間含めて 2分間程度を想定し，操作の所要時間は 40 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動及び緊急用交流高圧母線の遮断器の投入後の非常用交流高圧電源母線の受電操作の

所要時間に 10 分間を想定 

［運転員（中央制御室）：操作所要時間；合計 30 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切離し 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための操作スイッチの引き保持等の所要時間に 20 分

間を想定 

 非常用交流高圧電源母線の受電操作後に，中央制御室での受電確認及び低圧代替注水系（常設）の注水準備操作の

所要時間に 10 分間を想定 

【他の並列操作有無】 

上述のとおり，起動操作等を行う運転員と受電準備を行う運転員の並列操作はあるが，それを加味して操作の所要時

間を算定しているため，操作開始時間に与える影響はない 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，

誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

実態の運転操作

は，認知に 10 分

間，移動に 10 分

間，操作所要時

間に 50分間の合

計 70 分間であ

り，解析上の受

電完了時間とほ

ぼ同等であり，

操作開始時間に

与える影響は小

さい 

 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

低圧代替注水

系（常設）の運

転に必要な常

設代替交流電

源設備からの

受電は，初期

の原子炉隔離

時冷却系によ

る注水可能継

続時間（24 時

間）内に実施

することで炉

心損傷を回避

することが可

能であり，事

象発生から時

間余裕がある 

訓練実績等よ

り，運転員に

よる常設代替

交流電源設備

の起動操作，

並びに現場及

び中央制御室

の運転員によ

る受電前準備

及び受電操作

を並行して実

施し，想定と

同じ約 70 分

で常設代替交

流電源設備か

らの受電が実

施可能である

ことを確認し

た 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（2/4） 

 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始

時間 
条件設定の考え方 

操

作

条

件 低圧代替注

水系（常設）

起動操作 

常設代替交流電源

設備による交流電

源の供給開始後 

常設代替交流電源

設備からの受電後

として設定 

常設代替交流電源設備からの受電までの時間想定として，事象発生から時間余裕が

ある 
－ － － 

中央制御室における操作

のため，シミュレータに

て訓練実績を取得。訓練

では，低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水の

系統構成に約 2 分。想定

で意図している運転操作

が実施可能なことを確認

した 

逃がし安全

弁による原

子炉減圧操

作 

事象発生約 3 時間

後 

低圧代替注水系

（常設）起動操作

後，原子炉水位が

レベル 8 に到達し

た時点 

【認知】 

低圧代替注水系（常設）起動操作完了から時間余裕があること及び事故時の重要監視

パラメータとして原子炉水位を継続監視しているため認知に大幅な遅れが生じるこ

とは考えにくい。よって,認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作は制御盤の操作スイッチによる操作のため，操

作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位維持を優先するため，原子炉水位高（レベル 8）到達後に原子炉隔離時冷

却系から低圧代替注水系（常設）に切替えるための原子炉減圧操作を行うこととして

おり，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の状況により，原子炉減圧の操作開始時

間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりに

くく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

実態の運転操作におい

ては，原子炉水位維持を

優先するため，原子炉水

位高（レベル 8）到達後

に原子炉隔離時冷却系

から低圧代替注水系（常

設）に切替えるための原

子炉減圧操作を行うこ

ととしており，原子炉隔

離時冷却系による原子

炉注水の状況により原

子炉減圧の操作開始時

間は変動する可能性が

あるが，原子炉水位維持

の点では問題とならな

い 

原子炉減圧時点にお

いて崩壊熱は十分減

衰していることから，

評価項目となるパラ

メータに与える影響

は小さい 

低圧代替注水系（常

設）への移行は，初期

の原子炉隔離時冷却

系による注水可能継

続時間（24 時間）内に

実施することで炉心

損傷を回避すること

が可能であり，事象発

生から時間余裕があ

る 

中央制御室における操作

のため，シミュレータに

て訓練実績を取得。訓練

では，復水移送ポンプの

起動を確認し，逃がし安

全弁による原子炉減圧操

作開始まで約 1 分。想定

で意図している運転操作

が実施可能なことを確認

した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（3/4） 

 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始

時間 
条件設定の考え方 

操

作

条

件 

代替格納容

器スプレイ

冷却系によ

る格納容器

冷却操作 

格 納 容 器 圧 力

13.7kPa[gage]到達

後の原子炉水位高

（レベル 8）到達時

（約 5時間後） 

原子炉水位制御

（レベル 3～レベ

ル 8）が可能であ

り，格納容器除熱

機能が喪失し設計

基準事故時の最高

圧力に到達するこ

とを踏まえて設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（13.7kPa[gage]到達後の原子炉水位高（レ

ベル 8））に到達するのは事象発生約 5 時間後であり，それまでに格納容器

圧力の上昇を十分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作開始時

間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していること

から，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替は制御盤の操作

スイッチによる操作のため，簡易な操作である。操作時間は特に設定してい

ないが，格納容器の緩やかな圧力上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

原子炉への注水が優先であり，原子炉水位高（レベル 8）到達後に，低圧代替

注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替えることとしており，原

子炉注水の状況により，格納容器スプレイの操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起

こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

 

実態の運転操作におい

ては原子炉注水を優先

するため，原子炉水位高

（レベル 8）到達後に低

圧代替注水系（常設）か

ら代替格納容器スプレ

イへ切替えることとし

ており，原子炉注水の状

況により格納容器スプ

レイの操作開始は格納

容器圧力 13.7kPa[gage]

到達後の原子炉水位高

（レベル 8）到達付近と

なるが，操作開始時間に

与える影響はない。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れ

る可能性があるが，中央

制御室で行う操作であ

り，他の操作との重複も

ないことから，他の操作

に与える影響はない 

原子炉注水の状況に

より格納容器スプレ

イの操作開始は格納

容器圧力「13.7kPa[g 

age]」到達後の原子炉

水位高（レベル 8）到

達付近となるが，格納

容器の圧力上昇は緩

やかであり，格納容器

スプレイ開始時間が

早くなる場合，遅くな

る場合の何れにおい

ても，事象進展はほぼ

変わらないことから，

評価項目となるパラ

メータに与える影響

は小さい 

格納容器スプ

レイ開始まで

の時間は事象

発生から約 5

時間あり，準備

時間が確保で

きることから，

時間余裕があ

る 

中央制御室における操作のため，シミュレータ

にて訓練実績を取得。訓練では，復水移送ポン

プの起動を確認し，格納容器スプレイモードの

ための系統構成に約 2分。想定で意図している

運転操作が実施可能なことを確認した 

復水貯蔵槽

への補給 

事象発生から 12 時

間後 

可搬型設備に関し

て，事象発生から

12 時間までは，

その機能に期待し

ないと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕があ

る 
－ － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池から防火水

槽への補給と可搬型代替注水ポンプによる防

火水槽から復水貯蔵槽への補給を並行して実

施する。淡水貯水池から防火水槽への補給の系

統構成は，所要時間 90 分想定のところ，訓練

実績等により約 70 分で実施可能なこと，可搬

型代替注水ポンプによる防火水槽から復水貯

蔵槽への補給のホース敷設等の注水準備は，所

要時間 180 分想定のところ，訓練実績等により

約 150 分で実施可能なことを確認した 

各機器への

給油 

（可搬型代

替注水ポン

プ，電源車

及び常設代

替交流電源

設備） 

事象発生から 12 時

間後以降，適宜 

各機器への給油

は，解析条件では

ないが，解析で想

定している操作の

成立や継続に必要

な操作・作業。 

各機器の使用開始

時間を踏まえて設

定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕があ

る 
－ － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯蔵槽への

補給用の可搬型代替注水ポンプ（6 号及び 7 号

炉：各 2台），代替原子炉補機冷却系用の電源

車（6 号及び 7 号炉：各 2 台）及び常設代替交

流電源設備（6 号及び 7 号炉で 1 台）への燃料

給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，所要時

間 180 分想定のところ訓練実績等では約 112

分，電源車への給油作業は，所要時間 120 分想

定のところ訓練実績等では約 90 分，常設代替

交流電源設備への給油作業は，所要時間 540 分

想定のところ訓練実績等では約 176 分であり，

想定の範囲内で意図している作業が実施可能

であることを確認した 



 

 
添 2.4.1.2-10 

表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（4/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 

条件設定の

考え方 

操

作

条

件 

代替原子炉補機

冷却系運転操作 
事象発生 20 時間後 

代替原子炉

補機冷却系

の準備期間

を考慮して

設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源

回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより代替原子炉補機冷却

系の準備を開始する手順としている。そのため，認知遅れにより操作時間に与える影

響はなし 

【要員配置】 

代替原子炉補機冷却系の準備操作は，現場にて原子炉補機冷却水系の系統構成を行

う運転員と，代替原子炉補機冷却系の移動，付設を行う専任の緊急時対策要員（事故

後 10 時間以降の参集要員）が配置されている。現場運転員は，代替原子炉補機冷却

系運転のための系統構成を行っている期間，他の操作を担っていない。よって，操作

開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

代替原子炉補機冷却系に用いる代替熱交換器車，電源車等は車両であり，牽引又は自

走にて作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象

の場合に，アクセスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセス

ルートを仮復旧できる宿直の体制としており，操作開始時間に与える影響はなし 

【作業所要時間】 

緊急時対策要員の準備操作は，各機器の設置作業及び弁・スイッチ類の操作に移動時

間を含めて 10 時間の作業時間を想定しているが，訓練実績を踏まえると，より早期

に準備操作が完了する見込みである。また，運転員の行う現場系統構成は，操作対象

が 20 弁程度であり，操作場所は原子炉建屋及びタービン建屋海水熱交換器エリアの

現場全域となるが，1 弁あたりの操作時間に移動時間含めて 10 分程度を想定してお

り，これに余裕を含めて 5 時間の操作時間を想定している。作業途中の格納容器ベ

ント実施に伴う一時退避（想定約 30 分間）を踏まえても，解析上の想定より操作開

始時間は早まる可能性がある 

【他の並列操作有無】 

緊急時対策要員による準備操作及び現場運転員の系統構成は並列操作可能なため，

両者が干渉して操作開始時間が遅くなることはない。よって，操作開始時間に与える

影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとして

おり，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

代替原子炉補機冷却系

の準備は，緊急時対策要

員の参集に 10 時間，そ

の後の作業に 10 時間の

合計 20 時間を想定して

いるが，準備操作が想定

より短い時間で完了す

る可能性があるため，操

作開始時間が早まる可

能性があり，格納容器の

圧力及び温度を早期に

低下させる 

実態の操作開始時間

は解析上の設定から

早まる可能性があ

り，格納容器圧力及

び温度等を早期に低

下させる可能性があ

る 

代替原子炉補機

冷却系運転開始

までの時間は，

事象発生から 20

時間あり，準備

時間が確保でき

ることから，時

間余裕がある。 

また，操作が遅

れる場合におい

ても，格納容器

限 界 圧 力

0.62MPa［gage］

に至るまでの時

間は，過圧の観

点で厳しい「3.1

雰囲気圧力・温

度による静的負

荷（格納容器過

圧・過温破損）」

においても事象

発生約 38時間で

あり，約 18 時間

以上の余裕があ

ることから，時

間余裕がある 

訓練実績等より，代替原子炉補機

冷却系の移動・配置，フランジ接

続及び電源車のケーブル接続等

を含め，想定より早い約 7時間で

代替原子炉補機冷却系が運転開

始可能であることを確認した 

代替原子炉補機

冷却系を介した

残 留 熱 除 去 系

（サプレッショ

ン・チェンバ・プ

ール水冷却モー

ド）運転操作 

事象発生 20 時間後 

代替原子炉

補機冷却系

及び残留熱

除去系によ

る格納容器

除熱機能回

復を踏まえ

て設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水

冷却モード）運転操作までの時間は，事象発生から 20 時間あり時間余裕がある 
－ － － 

これまでの運転実績では，残留熱

除去系ポンプを起動し，サプレッ

ション・チェンバ・プール水冷却

モードのための系統構成に約 2

分。想定で意図している運転操作

が実施可能なことを確認した 

代替原子炉補機

冷却系を介した

残 留 熱 除 去 系

（低圧注水モー

ド）運転操作 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水位

が真空破壊装置-1m

に到達した時点 

（約 35 時間後） 

格納容器圧

力抑制機能

維持を踏ま

えて設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（低圧注水モード）運転操作までの時間

は，事象発生から約 35 時間あり時間余裕がある 
－ － － 

これまでの運転実績では，残留熱

除去系ポンプを起動し，サプレッ

ション・チェンバ・プール水冷却

モードのための系統構成に約 2

分。想定で意図している運転操作

が実施可能なことを確認した 
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2.4.1.3-1 

7 日間における水源の対応について（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

 

○水源 

 復水貯蔵槽水量：約 1,700m3 

 淡水貯水池：約 18,000m3 

 

○水使用パターン 

 ①原子炉隔離時冷却系，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

  事象発生後約 3時間までは原子炉隔離時冷却系により注水し， 

その後は低圧代替注水系（常設）により注水する。 

  冠水後は，原子炉水位高（レベル 8）～原子炉水位低（レベル 3） 

の範囲で注水する（約 110m3/h）。 

 ②代替格納容器スプレイ冷却系による代替原子炉格納容器スプレイ 

  原子炉水位高（レベル 8）～原子炉水位低（レベル 3）までの間， 

代替原子炉格納容器スプレイを実施（140m3/h）。 

 ③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 

  事象発生 12 時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

  防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ 2台を用いて 130m3/h で復水貯蔵槽へ移送する。 

 

○時間評価（右上図） 

 事象発生 12 時間までは復水貯蔵槽を水源として原子炉注水及び代替原子炉格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。

事象発生 12 時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。事象発生約 25 時間後に格納容器スプレイを停止し，

その後は崩壊熱相当で注水することから復水貯蔵槽水量は回復し，以降安定して冷却が可能である。 

 

○水源評価結果 

 時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7 日間の対応を考慮すると，6 号及び 7 号炉のそれぞれで約 3,500m3 必要とな

る。6号及び 7号炉の同時被災を考慮すると，約 7,000m3必要となる。各号炉の復水貯蔵槽に約 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3の水を保有

することから，6号及び 7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である。 

添
付
資
料

2.
4
.
1.
3 



 

 

添
2.4.1.4-1 

7 日間における燃料の対応について（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 
号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 

7 日間の 

軽油消費量 

約 948kL 

6 号及び 7 号炉軽油タン

ク各約 1,020kL 及びガス

タービン発電機用燃料タ

ンク約 200kL の容量（合

計）は約 2,240kL であり，

7日間対応可能。 

空冷式ガスタービン発電機 3台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,705L/h×24h×7 日×3台＝859,320L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間     
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 

及びガスタービン発電機

用燃料タンクの 

残容量（合計）は 

約 1,213kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

 

※1 事故収束に必要な空冷式ガスタービン発電機は 1台で足りるが，保守的にガスタービン発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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2.4.1.5-1 

常設代替交流電源設備の負荷（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

 

<6 号及び 7号炉>  
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4
.
1.
5 

6号炉 7号炉

直流125V充電器盤A 約94kW 約94kW

直流125V充電器盤A-2 約56kW 約56kW

AM用直流125V充電器盤 約41kW 約41kW

直流125V充電器盤B 約98kW 約98kW

交流120V中央制御室計測用
分電盤A,B

約29kW 約23kW

大容量可搬型空調機 3kW 3kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

残留熱除去系ポンプ 540kW 540kW

(起動時) （973kW） （1034kW）

非常用照明 約24kW 約27kW

非常用ガス処理系排風機 22kW 15kW

燃料プール冷却浄化ポンプ 90kW 110kW

(起動時) (181kW) (192kW)

その他 約74kW 約81kW

小計 約1,181kW 約1,198kW

合計（連続最大負荷）
(最大負荷)

約2,379kW
(約2,673 kW)

負荷積算イメージ 

負荷容量（ｋW）

3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

経過時間（h）

2014 282410 16 182 22 264 6 8 3012

6号炉残留熱除去系ポンプ起動

約1,639kW

約2,072kW

約1,099kW(6号機：約551kW，7号機：約548kW)

順次起動(6号炉／7号炉毎)
・充電器
・交流120V中央制御室計測用分電盤
・大容量可搬型空調機
・復水移送ポンプ（2台）
・非常用照明
・非常用ガス処理系排風機
・その他

ガスタービン発電機の連続定格容量2,950kW

ガスタービン発電機の最大容量3,600kW

最大容量
約2,673kW

7号炉残留熱除去系ポンプ起動

約2,269kW

約2,360kW

約2,461kW
約2,379kW

6号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動

7号炉燃料プール
冷却浄化ポンプ起動

約2,179kW
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2.4 崩壊熱除去機能喪失 

2.4.2 残留熱除去系が故障した場合 

2.4.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評

価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」，②「過

渡事象＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗」，③「通常停止＋崩壊熱除去失敗」，④「通常停止

＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗」，⑤「サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗」及び⑥「サポ

ート系喪失＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗」である。 

 

(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」では，

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故（LOCA を除く）の発生後，炉心冷却には成功す

るが，残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。このため，原

子炉冷却材温度の上昇により発生する蒸気が逃がし安全弁により原子炉格納容器に放出さ

れ，格納容器圧力が上昇することから，緩和措置がとられない場合には，炉心損傷より先に

原子炉格納容器が破損する。これに伴って炉心冷却機能を喪失する場合には，原子炉水位の

低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，残留熱除去系が故障したことによって最終的に炉心損傷

に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，残留

熱除去系の有する炉心冷却及び原子炉格納容器除熱機能に対する重大事故等対処設備に期

待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系に

より炉心を冷却することによって炉心損傷の防止を図る。また，代替格納容器スプレイ冷却

系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃がし装置等及び更なる信頼性向上の観点か

ら設置する代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3)炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」におけ

る機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするた

め，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水手段を整

備する。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として代替

格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段，格納容器圧力逃がし装置等によ

る原子炉格納容器除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を図 2.4.2.1 から図

2.4.2.3に，手順の概要を図2.4.2.4に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。

また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を表 2.4.2.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生 10時間まで
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の 6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 24名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 8 名

である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5

名，緊急時対策要員（現場）は 8名である。 

また，事象発生 10時間以降に追加で必要な要員は，フィルタ装置薬液補給作業を行うた

めの参集要員 8名である。必要な要員と作業項目について図 2.4.2.5 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，24名で対処可能である。 

 

a. 原子炉スクラム確認 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生して原子炉がスクラムしたことを

確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

b. 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔

離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，原子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水

位計及び原子炉隔離時冷却系系統流量計等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 2）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する。 

 

c. 残留熱除去系機能喪失確認 

原子炉隔離時冷却系運転により，サプレッション・チェンバ・プール水温が上昇する

ため，残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードを起動する

が，残留熱除去系の故障によりサプレッション・チェンバのプール水の冷却は失敗する。 

残留熱除去系の故障を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系ポンプ吐出圧

力計等である。 

 

d. 逃がし安全弁による原子炉減圧 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故により，主復水器による原子炉減圧ができ

ないため，中央制御室からの遠隔操作によって主蒸気隔離弁を手動で全閉し，かつ，逃

がし安全弁を手動開操作し原子炉を減圧する。 

原子炉減圧を確認するために必要な計測設備は，原子炉圧力計である。 

 

e. 高圧炉心注水系による原子炉注水 
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原子炉圧力が低下するため，原子炉隔離時冷却系系統流量が低下し原子炉水位低（レ

ベル 1.5）で高圧炉心注水系が自動起動し，原子炉水位は回復する。 

高圧炉心注水系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，高圧炉心注水

系系統流量計等である。 

原子炉水位回復確認後，原子炉隔離時冷却系は停止する。 

 

f. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び温度が上昇する。格納容器圧

力が 0.18MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気温度が 171℃に接近した場

合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納

容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）である。 

 

g. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を継続しても，格納容器圧力

が 0.31MPa[gage]に到達した場合，原子炉格納容器二次隔離弁を中央制御室からの遠隔

操作によって中間開操作することで，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器

除熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計装

設備は，格納容器内圧力計等である。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施している間に炉心損傷

していないことを確認するために必要な計装設備は，格納容器内雰囲気放射線レベル計

等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置等のベントラインが水没

しないことを確認するために必要な計装設備は，サプレッション・チェンバ・プール水

位計等である。 

以降，炉心の冷却は，高圧炉心注水系による注水により継続的に行う。 

なお，原子炉格納容器除熱は，格納容器圧力逃がし装置等により継続的に行う。 

 

2.4.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1)有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象（原子炉水位の低下の観点で厳しい

給水流量の全喪失を選定）を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が継続

される「過渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸
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騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベントが重要現象となる。よって，これら

の現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER，シビア

アクシデント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納

容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2)有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.4.2.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a)起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b)安全機能の喪失に対する仮定 

残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失するものとする。 

(c)外部電源 

外部電源は以下の観点により使用できるものと仮定する。 

 

ａ)事象の進展に対する影響 

外部電源がある場合，再循環ポンプは，事象発生と同時にトリップせず，原子炉水位低

の信号でトリップするため，外部電源が喪失し，同時にスクラム及び再循環ポンプが全台

トリップする事象に比べ，原子炉水位の低下が早く，事象初期の炉心冷却という観点では

厳しくなる。なお，本評価では，初期の炉心冠水維持は高圧注水系にて行うこととなるた

め，その後に低圧注水系の注水に移行する際の減圧過程では，崩壊熱は十分減衰しており

外部電源の有無の影響は小さい。 

ｂ)重大事故等対策に対する影響 

本解析においては，残留熱除去系の喪失を仮定しており，非常用交流電源設備は使用可

能であることから，外部電源の有無によって，常設代替交流電源設備等更なる重大事故等

対策が必要となることはない。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 
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(a)原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは原子炉水位低（レベル3）信号によるものとする。 

(b)代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能 

  原子炉水位の低下に伴い，原子炉水位低（レベル3）信号により再循環ポンプ4台を自

動停止し，原子炉水位低（レベル2）信号により残りの再循環ポンプ6台を自動停止す

るものとする。 

(c)原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で自動起動し，182m3/h（8.12～

1.03MPa[dif]において）の流量で注水するものとする。 

(d)高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系が原子炉水位低（レベル 1.5）で自動起動し，727m3/h（0.69MPa[dif]

において）の流量で注水するものとする。 

(e)逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（1個）

を使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約5%を処理するもの

とする。 

(f)代替格納容器スプレイ冷却系 

格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格納

容器内にスプレイする。 

(g)格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力逃がし装置等により，格納容器圧力 0.62MPa[gage]における最大排出流

量 31.6kg/s に対して，原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約 70%開※）

にて原子炉格納容器除熱を実施する。 

※ 操作手順においては，原子炉格納容器除熱は原子炉格納容器二次隔離弁を 50％開にて開始するが，

格納容器圧力に低下傾向が確認できない場合は，増開操作を実施する。解析においては，操作手順

の考え方を踏まえ，中間開操作（流路面積約 70%開）とする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，サプレッション・チェンバ・プール水温が

49℃に到達した場合に実施する。 

(b) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，格納容器圧力が

0.18MPa[gage]に到達した場合に実施する。なお，格納容器スプレイは，格納容器圧

力が0.31MPa[gage]に到達した後，格納容器ベント実施前に停止する。 

(c) 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力が
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0.31MPa[gage]に到達した場合に実施する。 

 

(3)有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.4.2.6から図2.4.2.11に，燃料被覆管温度，高出力燃料集合体のボイド率及び炉心下部プ

レナム部のボイド率の推移を図2.4.2.12から図2.4.2.14に，格納容器圧力，格納容器温度，

サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図2.4.2.15から図2.4.2.18に示す。 

 

a. 事象進展 

給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベル 3）信号が発

生して原子炉がスクラムし，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動し

て，原子炉水位は適切に維持される。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル 3）で 4台トリップし，原子炉水位低（レ

ベル 2）で残り 6台がトリップする。 

原子炉水位が回復した時点で，残留熱除去系の早期復旧が期待できないことを考慮して，

中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁 1 個を手動開することで，原子炉を減圧

する。原子炉減圧後も原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を継続し，原子炉水位低（レベ

ル 1.5）で高圧炉心注水系が自動起動した後，原子炉隔離時冷却系を手動停止する。その後

は，高圧炉心注水系による原子炉注水によって，原子炉水位は適切に維持される。 

高出力燃料集合体のボイド率については，原子炉減圧により増加する。また，高圧炉心注

水系による原子炉注水時に，炉心上部プレナム部の蒸気が凝縮され，原子炉が減圧されるこ

とにより，一時的に増加する。 

炉心下部プレナム部のボイド率については，原子炉減圧により増加する。また，高圧炉心

注水系による原子炉注水時に原子炉減圧の影響を受け，一時的に増加する。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸

気が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのた

め，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，事象発生から約 22 時間経過

した時点で実施する。なお，原子炉格納容器除熱時のサプレッション・チェンバ・プール水

位は，真空破壊装置（約 14m）及びベントライン（約 17m）に対して，十分に低く推移する

ため，真空破壊装置の健全性は維持される。 

※シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の

水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の自動起動信号となる原子炉水位計（広

帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位

は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有

効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃
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料域）はシュラウド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管

の最高温度は，図 2.4.2.12 に示すとおり初期値を上回ることはなく，1,200℃以下となる。

また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1％以下であり，

15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.4.2.6 に示すとおり逃がし安全弁の作動により，7.07MPa[gage]以下

に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器

底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.37MPa[gage]以下であり，最高使用圧

力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸

気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する

が，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 144℃に抑えられる。原子炉格納容器バウ

ンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温度を下回る。 

図 2.4.2.7 に示すとおり，高圧炉心注水系による注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷

却が維持される。その後は，約 22時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容

器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.4.2.1） 

 

格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量の評価結果は，事象発生

から格納容器圧力逃がし装置等の使用までの時間が本事象より短く放射性物質の減衰効果

が少ない「2.3 全交流動力電源喪失」の実効線量の評価結果以下となり，5mSv を下回るこ

とから，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の評

価項目及び周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないことについて，対

策の有効性を確認した。 

 

2.4.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）では，炉心冷却には成功するが，残

留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失することが特徴である。また，不確かさの影

響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間程度までの短時間に期待する操作及び
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事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，逃がし安全弁による原子炉減圧

操作，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃が

し装置等による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

 炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被

覆管温度に比べて 10℃～150℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝

達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きく

なり燃料被覆管温度は低くなるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注

水系の自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の

評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価す

る可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を

与える可能性があるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動

起動により行われることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイ及び格納容器圧力逃がし装置に

係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.4.2.2） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保

守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高

めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化

について，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 
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原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.4.2.2） 

 

 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.4.2.2に示すと

おりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくな

るような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水

系の自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなるこ

とから，格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作手順（格納容器圧力に応じて格納容器

ベントを実施すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生

と同時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低の信号でトリップすることで原

子炉水位の低下が早くなるように外部電源がある状態を解析条件に設定している。

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機より電源が供給されることか
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ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の高圧注水系は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析より

多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後

の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であるた

め，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料2.4.2.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されると考えられるが，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回る

ことなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ること

はないことから，上記の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなり，

格納容器圧力上昇は遅くなるが，格納容器圧力上昇は格納容器ベントにより抑制さ

れるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生

と同時に再循環ポンプがトリップせず原子炉水位低の信号でトリップすることで原

子炉水位の低下が早くなるように外部電源がある状態を解析条件に設定している。

仮に事象発生とともに外部電源喪失が発生する場合は，外部電源喪失と同時に再循

環ポンプがトリップするため，原子炉水位の低下が遅くなり，炉心露出時間も短くな

るため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，外部電源がな

い場合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保される。 

機器条件の高圧注水系は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析より

多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復が早くなり，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.4.2.2） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 
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(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，解析上の操作開始時間として

サプレッション・チェンバ・プール水温49℃到達時を設定している。運転員等操作時

間に与える影響として，実態の運転操作においては，事故時の重要監視パラメータと

してサプレッション・チェンバ・プール水温を継続監視しており，また，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水温の上昇は緩やかであることから，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，

解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間が遅れる

可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，

他の操作に与える影響はない。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析

上の操作開始時間として格納容器圧力0.18MPa[gage]到達時を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器

スプレイの操作実施基準（格納容器圧力0.18MPa[gage]）に到達するのは，事象発生

の約10時間後であり，格納容器スプレイの準備操作は格納容器圧力の上昇傾向を監

視しながら予め操作が可能であることから，実態の操作開始時間は解析上の設定と

ほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，解析コード及び

解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間が遅れる可能性があるが，

中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に与える

影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，解析上

の操作開始時間として格納容器圧力0.31MPa［gage］到達時を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器

ベントの操作実施基準（格納容器圧力0.31MPa［gage］）に到達するのは，事象発生

の約22時間後であり，格納容器ベントの準備操作は格納容器圧力の上昇傾向を監視

しながら予め操作が可能である。また，格納容器ベント操作の操作所要時間は余裕時

間を含めて設定されていることから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。ただし，格納容器ベント実施時に遠

隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，約20分程度操作開始時間が遅

れる可能性があるが，格納容器限界圧力は0.62MPa[gage]のため，原子炉格納容器の

健全性の点では問題とならない。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を

除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操

作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。なお，

格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合においても，現場操作にて対応す

ることから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料2.4.2.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 
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操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等

であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等で

あることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。仮に，格納容器ベ

ント実施時に遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，約20分程度操

作開始時間が遅れる可能性があり，格納容器ベント操作開始時間が遅くなった場合，

格納容器圧力は0.31MPa［gage］より若干上昇する。評価項目となるパラメータに影

響を与えるが，格納容器限界圧力は0.62MPa［gage］のため，原子炉格納容器の健全

性という点では問題とはならない。 

（添付資料2.4.2.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作については，初期の原子炉隔離時冷却

系による注水継続が可能な時間（24時間）内に実施することで炉心損傷を回避することが

可能であり，事象発生から時間余裕がある。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，

格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約10時間あり，準備時間が確保できる

ため，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作については，格

納容器ベント開始までの時間は事象発生から約22時間あり，準備時間が確保できるため，

時間余裕がある。また，遠隔操作の失敗により，格納容器ベント操作開始時間が遅れる場

合においても，格納容器圧力は0.31MPa［gage］から上昇するが，格納容器圧力の上昇の

傾向は緩やかである。格納容器限界圧力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，過圧の観

点で厳しい「3.1雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において

も事象発生約38時間であり，約16時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

（添付資料2.4.2.2） 

 

 (4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与

える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結
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果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した

場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

 

2.4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1)必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」におい

て，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時における事象発生10時間までに必要な要員は，

「2.4.2.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり24名である。「6.2 重大事故等対策時に必要

な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は8名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2)必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」におい

て，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その

結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却

系による代替格納容器スプレイについては，7日間の対応を考慮すると，号炉あたり合計約

6,200m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計12,400m3の水が必要

である。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保

有している。これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能で

ある。また，事象発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，防火水槽から可搬

型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯渇させること

なく復水貯蔵槽を水源とした7日間の注水継続が可能となる。ここで，復水貯蔵槽への補給

の開始を事象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備を事象発生から12時間以内に

使用できなかった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定し

ているものである。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様の対応である。 

（添付資料 2.4.2.3） 

 

ｂ．燃料 

可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後か

らの可搬型代替注水ポンプの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽
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油が必要となる。本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮

に外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定し，事象発生後7日間

非常用ディーゼル発電機が最大負荷で運転した場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要とな

る。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機に

よる電源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計

約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉合計 約1,595kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉合計 約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，可搬型代替注水ポンプによる復水貯

蔵槽への給水，非常用ディーゼル発電機による電源供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガス

タービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.4.2.4） 

 

ｃ．電源 

 本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮に外部電源が

喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定した場合においても，6号及び 7号

炉において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル発電機負荷に含

まれることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給が可能である。 

 

2.4.2.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」では，

炉心冷却には成功するが，残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失し，炉心損傷よ

り先に原子炉格納容器が破損し，これに伴って炉心冷却機能を喪失する場合には，原子炉水

位の低下により炉心が露出して炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグルー

プ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」に対する炉心損傷防止対策とし

ては，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水手段，安

定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段，

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」の重要

事故シーケンス「過渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去失敗」について有効性評価を

行った。 

 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水，代替

格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃がし装置等による原

子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子
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炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，周辺の公衆に対

して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障し

た場合）」において，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水，格納容器

圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故

シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能

喪失（残留熱除去系が故障した場合）」に対して有効である。  
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非常用ディーゼル発
電機

Gen
外部電源格納容器スプレイ・ヘッダ

図 2.4.2.1 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の 

重大事故等対策の概略系統図（1/3） 

（原子炉減圧及び原子炉注水） 

図 2.4.2.2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の 

重大事故等対策の概略系統図（2/3） 

（原子炉減圧，原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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図 2.4.2.3 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の 

重大事故等対策の概略系統図（3/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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図 2.4.2.4 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の対応手順の概要 

（解析上の時間）

（0分）

（約21秒後）

（約10分後）

（約20分後）

（約62分後）

（約62分後）

（約62分後）

（約349分後）

（約350分後）

（約10時間後）

（約22時間後）

（約22時間後）
Ⅴ

Yes

代替格納容器スプレイ冷却系
（復水移送ポンプ）による
ドライウェルスプレイ停止

代替格納容器スプレイ冷却系

（復水移送ポンプ）による
ドライウェルスプレイ開始

Ⅳ

格納容器圧力0.18MPa[gage]
到達

可搬型代替注水ポンプによる
代替格納容器スプレイ

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器スプ
レイと同等の流量確保不可

Ⅳ

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替スプレイ系準備

代替格納容器スプレイ冷却系による
ドライウェルスプレイ実施

No

給水流量の全喪失発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位回復確認

代替格納容器スプレイ冷却系
（復水移送ポンプ）準備

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

主蒸気隔離弁を手動「全閉」

原子炉水位高（レベル8）にて

原子炉隔離時冷却系自動停止確認
＊以後，レベル2からレベル8で原子炉注水

サプレッション・チェンバ・プール水温上
昇により中央制御室での逃がし安全弁1個

による原子炉減圧

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系の流量が減少

原子炉水位回復確認

格納容器圧力0.31MPa[gage]にて
格納容器ベント実施

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉隔離時冷却系停止

高圧炉心注水系により
原子炉水位をレベル3からレベル8で維持

サプレッション・チェンバ・プール水冷却のため
残留熱除去系起動

残留熱除去系機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

復水器真空度維持
タービンバイパス弁にて

原子炉減圧

主復水器
使用不可

Yes

No

※1

※4

※6

※9

※10

※7

※2

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

（約12時間後）
（約12時間後）

（適時実施）
（適時実施）

高圧注水系により原子炉水位を維持し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低下傾向を確
認する。また原子炉注水は高圧注水系から代替低圧注水系に切り替えることができる。また
機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器は原子炉停止時冷却モード
により冷温停止状態へ，格納容器ベントは格納容器スプレイ冷却モード及びサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却が可能であること及び水素濃度制御が可能で
あることを確認し停止する

Ⅱ

Ⅲ

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧代替注水系 起動

No原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

※8

残留熱除去系機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

残留熱除去系早期復旧不可
※3

炉心損傷なし

Yes

No

格納容器ベント停止

※15

炉心損傷無し

継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

※5

冷却材再循環ポンプ
4台トリップ確認

冷却材再循環ポンプ
6台トリップ確認

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給
淡水タンクから
防火水槽への補給

格納容器圧力0.279MPa[gage]
維持不可

原子炉満水操作

「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する。

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」
優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」
優先⑤ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」
優先⑥ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

Yes

No

※14

高圧注水機能以外による原子炉注水

・制御棒駆動水ポンプ原子炉注水

Ⅰ

※12

※13

※16

※7

評価上逃がし安全弁1個を「開」保持し減圧する

※8

実際は原子炉隔離時冷却系の流量低下前に，高圧炉心注水系を起動させ原子炉注水を開始するが，評価上原子炉水位

低信号により高圧炉心注水系が自動起動し原子炉注水が開始されることとする

※9

中央制御室盤にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

※10

高圧注水機能により原子炉水位の回復を確認し原子炉隔離時冷却系を停止する

※11

原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子炉水位をレベル3からレベル8に維持する

※12

格納容器圧力計指示180kPa[gage]到達により，格納容器スプレイ操作を開始する

※13

格納容器圧力計指示310kPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器スプレイを停止し，炉心損傷

がないことを格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

※14

優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，耐圧強化ベント系よりも高く見直しを実施する予

定である

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※15

格納容器ベント実施時に格納容器内雰囲気放射線モニタ等により炉心損傷が確認された場合は，格納容器ベントを停

止し，炉心損傷後の対応手順に移行する

※16

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮す

ることにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッ

ションプールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

制御棒駆動水ポンプが運転を継続し原子炉圧力容器への注水が継続していることを確認する。また，追加起動の準備も開始する

Ⅱ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」

も可能である

Ⅲ
「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅳ

消火系を代替格納容器スプレイ冷却系として使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による格納容器スプレイが実施できない場合，可搬型代替注水ポンプによるスプレイを実施する

Ⅴ
格納容器ベント操作前に，原子炉圧力容器の隔離状態を確認し水位を高めに維持する。原子炉格納容器への熱放出を抑制し圧力

上昇を抑制する

※11

原子炉水位低（レベル3）到達

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

※1

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認

する

※2

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を確認する

※3

中央制御室にて機器故障警報等により起動操作ができない場合，早期復旧不可と判断する

※4

原子炉隔離時冷却系はレベル2からレベル8の範囲で原子炉圧力容器へ注水する

※5

機能喪失した設備の復旧には不確定要素が大きいため，待機設備を優先して準備する

※6

主復水器が使用可能であれば，主蒸気隔離弁「開」のままタービンバイパス弁で減圧する
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責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・給水流量の全喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・冷却材再循環ポンプトリップ確認

原子炉注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉隔離時冷却系

　　原子炉注水確認

残留熱除去系機能喪失確認
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（A）（B）（C）

　　手動起動操作／機能喪失確認

残留熱除去系機能喪失調査、復旧操作

（解析上考慮せず）
－ － － － － － ・残留熱除去系　機能回復 対応可能な要員により対応する

原子炉減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・逃がし安全弁　1個　手動開放操作

高圧注水機能　起動確認
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・高圧炉心注水系

　　自動起動確認

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・代替格納容器スプレイ冷却系　ラインアップ

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －

・現場移動

・代替格納容器スプレイ冷却系　現場ラインアップ

　　　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

・放射線防護装備準備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から可搬型

代替注水ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接

続）

※1

（1人）

※1

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給
一時待避前に防火水槽が枯渇しな

いように補給量を調整する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成） 60分

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・ベント準備（格納容器ベントライン構成）
60分

－ － － －

※2，※3

（2人）

※2，※3

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）
60分

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・格納容器ベント操作

・ベント状態監視

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント状態監視 解析上考慮せず

－ －
2人

C,D

2人

c,d
－ － ・格納容器ベント操作 解析上考慮せず

－ － － － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定

中央制御室からの連絡を受けて現

場操作を実施する

－ － － －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給

中央制御室からの連絡を受けて現

場操作を実施する

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽

油タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油
一時待避前に燃料が枯渇しないよ

うに補給する

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

2人

C,D

2人

c,d

適宜実施
一時

待避

8人

（参集要員8人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数

2人

燃料給油準備 － － － －

適宜実施
一時

待避

格納容器ベント準備操作

格納容器ベント操作

適宜

実施

適宜

実施

適宜

実施

（2人）

C,D

（2人）

c,d

180分

適宜実施
一時

待避

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

2人

※3

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給
－ － － －

2人

※1，※2

代替格納容器スプレイ冷却系　準備操作

2人

C,D

2人

c,d

状況判断

2人

※1，※2

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

2人

A,B

2人

a,b
－ － － －

10分

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）

経過時間（分） 経過時間（時間）
備考

原子炉水位レベル3～レベル8維持

原子炉水位レベル2～レベル8で

原子炉注水

事象発生

10 20 2 4 6 8 10 12 20 22 24

原子炉スクラム

プラント状況判断

約21秒 原子炉水位低（レベル2）

約10時間 格納容器圧力180kPa[gage]到達

約62分

サプレッションプール水温 49℃到達

／

約349分 原子炉水位低（レベル1.5）

10分

格納容器ベント操作後，

適宜ベント状態監視

5分

90分

30分

約22時間

代替格納容器スプレイ停止

格納容器圧力

310kPa[gage]到達

復水移送ポンプトリップ水位
付近でスプレイ停止

90分

20分

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器ベントを行う。

操作は，現場への移動を含め，約5分後から開始可能である。（操作

完了は，約20分後)

具体的な操作方法は，弁駆動部に設置されたエクステンションによ

り，二次格納施設外から手動にて操作を行う。

格納容器ベント操作後，

適宜ベント状態監視

10分

10分

10分

10分

30分

10分

図 2.4.2.5 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の作業と所要時間 
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図 2.4.2.6 原子炉圧力の推移 

 

 

図 2.4.2.7 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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逃がし安全弁による 

手動減圧（約 1時間） 

高圧炉心注水系による 

原子炉注水の停止／再開 

に伴う原子炉圧力変化 

炉心上部プレナム 

高出力燃料集合体 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

高圧炉心注水系による 

原子炉注水の停止／再開 

に伴う原子炉圧力変化 

 

高圧炉心注水系の注水により，炉心上部 

プレナム部の蒸気が凝縮し減圧され， 

ボイド率が増加し，水位が低下する 

（最大値：約 7.07MPa[gage]） 

（原子炉圧力は初期値を上回らない） 
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図 2.4.2.8 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

  

図 2.4.2.9 注水流量の推移 
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シュラウド外 
 
 
高出力燃料集合体 
 
 
 
 
炉心下部プレナム 

レベル 3 

レベル 2 

レベル 1.5 
レベル 1 
有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 
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図 2.4.2.10 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

図 2.4.2.11 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.4.2.12 燃料被覆管温度の推移 

 

 

図 2.4.2.13 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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原子炉圧力の変化に応じて飽和温度が変化し 

燃料被覆管温度もこれに追従する変化を繰り返す 

（燃料被覆管温度は初期値を上回らない） 
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高圧炉心注水系の注水により

炉心上部プレナムの蒸気が凝

縮され，原子炉減圧されるこ

とでボイド率が増加 

（ドライアウトが発生） 

（最高温度：約 310℃） 
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図 2.4.2.14 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

 

図 2.4.2.15 格納容器圧力の推移 
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図 2.4.2.16 格納容器気相部温度の推移 

 

 

図 2.4.2.17 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 
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図 2.4.2.18 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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表 2.4.2.1 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム確認 
運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生

し，原子炉がスクラムしたことを確認する 
－ － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉水位低（レベル 2）信号により原子炉隔離時冷

却系が自動起動し原子炉注水を開始する。これによ

り原子炉水位は回復し，以後原子炉水位低（レベル

2）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する 

【原子炉隔離時冷却系】 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

高圧代替注水系による原子炉注水 
原子炉隔離時冷却系機能喪失確認後，高圧代替注水

系を起動し原子炉水位を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

残留熱除去系機能喪失確認 

原子炉隔離時冷却系の運転によりサプレッション・

チェンバ・プール水温が上昇するため，残留熱除去

系によるサプレッション・チェンバ・プール水冷却

モード運転のための起動操作を実施するが，残留熱

除去系故障により起動失敗する 

－ － 
【残留熱除去系ポンプ吐出圧力計】 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

逃がし安全弁による原子炉減圧 
主蒸気隔離弁を手動で全閉し，逃がし安全弁による

原子炉減圧を実施する 
逃がし安全弁 － 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

高圧炉心注水系による原子炉注水 

原子炉減圧に伴い原子炉隔離時冷却系の流量が低下

し原子炉水位が低下する。原子炉水位低（レベル1.5）

にて高圧炉心注水系が自動起動し，原子炉水位は回

復する 

【高圧炉心注水系】 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却 

格納容器圧力が0.18MPa[gage]到達した場合，代替格

納容器スプレイ冷却系により原子炉格納容器冷却を

実施する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱 

格納容器圧力が0.31MPa[gage]到達した場合，格納容

器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実

施する 

格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系 

代替格納容器圧力逃がし装置 

－ 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W） 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C） 

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 2.4.2.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（1／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER 
原子炉格納容器側：MAAP 

－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート下
端から+119cm） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0 kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10%の
保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器
及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造
物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チ
ェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール

水位 
7.05m（NWL） 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール

水温 
35℃ 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，

事象開始 24 時間以降は 40℃） 
復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 2.4.2.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（2／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位の低下の観点で厳しい事象を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 崩壊熱除去機能喪失 
残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失す

ると設定 

外部電源 外部電源あり 

外部電源がある場合，事象発生と同時に再循環ポン

プがトリップしないことにより，原子炉水位低（レ

ベル 3）による原子炉スクラムまでは原子炉出力が

高く維持され，原子炉水位の低下が早いため，炉心

冷却上厳しくなる 
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表 2.4.2.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（3／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
原子炉水位低（レベル 3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 
安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機

能 

再循環ポンプが，原子炉水位低（レベ

ル 3）で 4台，原子炉水位低（レベル

2）で残りの 6台がトリップ 

原子炉冷却材再循環系のインターロックとして設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動起

動 

182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]におい

て）にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

 

高圧炉心注水系 

原子炉水位低（レベル 1.5）にて自動

起動 

727m3/h（0.69MPa[dif]において）に

て注水 

高圧炉心注水系の設計値として設定 
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表 2.4.2.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（4／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 
7.51MPa[gage]×1 個, 363t/h/個 
7.58MPa[gage]×1 個, 367t/h/個 
7.65MPa[gage]×4 個, 370t/h/個 
7.72MPa[gage]×4 個, 373t/h/個 
7.79MPa[gage]×4 個, 377t/h/個 
7.86MPa[gage]×4 個, 380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁 1個を開す
ることによる原子炉減圧 

<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 

 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉

圧力の関係から設定 

代替格納容器スプレイ冷却系 140m3/h にて原子炉格納容器内へスプレイ 
格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量を

考慮し，設定 

格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力が 0.62MPa[gage]における最

大排出流量 31.6kg/s に対して，原子炉格

納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積

約 70%開）にて原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設計値として設定 

 

 

0

100

200

300

400

500

0 2 4 6 8 10

蒸

気

流

量

原 子 炉 圧 力（MPa[abs]）

（t/h）



 

 

2.4.2-32 
 

表 2.4.2.2 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（5／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作 
サプレッション・チェンバ・プール水

温 49℃到達時 

高温待機運転中のサプレッション・チェンバ・プー

ル水最高温度（蒸気凝縮能力維持）を踏まえて設定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 
格納容器圧力 0.18MPa[gage]到達時 設計基準事故時の最高圧力を踏まえて設定 

格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱操作 
格納容器圧力 0.31MPa[gage]到達時 格納容器最高使用圧力を踏まえて設定 

 



 
添 2.4.2.1-1

添付資料 2.4.2.1 

安定状態について 

 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置等，

残留熱除去系又は代替循環冷却）により，格納容器圧力及び温

度が安定又は低下傾向に転じ，また，原子炉格納容器除熱のた

めの設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な

要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

逃がし安全弁を開維持することで，高圧炉心注水系による注水継続により炉心が冠水し，

炉心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から約 22 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格

納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり,格納容器

温度は 150℃を下回るとともに，ドライウェル温度は，低圧注水継続のための逃がし安全

弁の機能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，原子炉格納容器安定状態が確

立される。なお,除熱機能として格納容器圧力逃がし装置等を使用するが,本事象より使用

までの時間が短く放射性物質の減衰効果が少ない「2.3 全交流動力電源喪失」の実効線量

約 4.9×10-2mSv 以下となり，燃料被覆管破裂は発生しないため,周辺の公衆に対して著し

い放射線被ばくのリスクを与えることはなく，敷地境界での実効線量評価は 5mSv を十分に

下回る。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，代替循環冷却を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行い，原子炉格納容

器を隔離することによって，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。（添

付資料 2.1.1 別紙 1） 



 

 
添 2.4.2.2-1

表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

【SAFER】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。最確条件を包絡できる

条件を設定することにより崩壊熱を大き

くするよう考慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱

伝達，気液熱非

平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達

係数を低めに評価する可能性があり，他の

解析モデルの不確かさとも相まってコー

ド全体として，実験結果の燃料被覆管最高

温度に比べて 10℃～150℃高めに評価す

る。 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～150℃高めに評価することか

ら，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際

の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，原子炉注水は原子

炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開

始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評

価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸

化 

ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及

び発熱量を大きく評価するモデルを採用

し，保守的な結果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は

燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低く

なり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却

系及び高圧炉心注水系の自動起動により行われることから，運転員等操作時間に与える

影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に保守

的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変

形 

膨れ・破裂評価

モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向

応力に基づいて評価され，燃料被覆管温度

は上述のように高めに評価され，円周方向

応力は燃焼期間中の変化を考慮して燃料

棒内圧を大きく設定し保守的に評価して

いる。ベストフィット曲線を用いる場合も

破裂の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベスト

フィット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと考える。仮

に格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相当のγ線線量率

の 10 倍を超える大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心損傷後の運転操作を

適用する必要があり，格納容器圧力逃がし装置等による格納容器除熱操作の起点が，格

納容器圧力が限界圧力に到達するまでとなる。しかしながら，本シナリオでは原子炉水

位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高

温度は初期値を上回ることはないことから運転員等の判断・操作に対して影響を与える

ことはない 

燃料被覆管温度を高めに評価することから破裂判定は厳しめの結果を

与える 

なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，

炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回るこ

とはないことから影響を与えることはない 

沸騰・ボイド率

変化，気液分離

（水位変化）・

対向流，三次元

効果 

二相流体の流

動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析にお

いて，二相水位変化は，実験結果と概ね同

等の結果が得られている 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操作に

与える影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい 

本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は

冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはな

いことから影響を与えることはない 

原子

炉圧

力容

器 沸騰・凝縮・ボ

イド率変化，気

液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカ

マの二相水位（シュラウド外水位）に関す

る不確かさを取り扱う。シュラウド外水位

については，燃料被覆管温度及び運転員操

作のどちらに対しても二相水位及びこれ

を決定する二相流動モデルの妥当性の有

無は重要でなく，質量及び水頭のバランス

だけで定まるコラプスト水位が取り扱え

れば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない 

原子炉への初期注水は自動起動であるため，運転員等操作に与える影響はない 

シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい 

なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，

炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回るこ

とはないことから影響を与えることはない 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析にお

いて，圧力変化は実験結果と概ね同等の解

析結果が得られており，臨界流モデルに関

して特段の不確かさを想定する必要はな

い 

解析コードでは，原子炉からの蒸気及び冷却材流出を現実的に評価する。主蒸気逃がし

弁流量の変動により原子炉圧力及び原子炉水位の変動が生じる可能性があるが，その影

響は小さく運転員等操作時間に対して与える影響はない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるように入力で

設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流出は実験結果と良

い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性評価解析でも圧力変

化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミング及び注水流量を適切に

評価するため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

なお，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，

炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回るこ

とはないことから影響を与えることはない 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

原子炉注水系

モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基

づく原子炉圧力と注水流量の関係を使用

しており，実機設備仕様に対して注水流量

を少なめに与え，燃料被覆管温度を高めに

評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

 

添付資料 2.4.2.2 

 
解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用い

ており，解析モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル 

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用

いており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確

認されており不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度

成層化を含めて傾向は適切に再

現できる 

-雰囲気からヒートシンクへの

伝熱が過小に予測されているも

のの，実験体系に起因するもの

と考えられ，実機体系において

はこの種の不確かさは小さくな

るものと考えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測

定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及

び温度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイ及び格納容器圧力逃がし

装置に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ注

入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間で

雰囲気温度と平衡に至ることか

ら伝熱モデルの不確かさの影響

はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

格納容器ベン

ト 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

以下の観点で不確かさは小さい

と判断できる 

-入力値に含まれる（ベント流

量） 

-格納容器ベントについては，設

計流量に基づいて流路面積を入

力値として与え，「格納容器各

領域間の流動」と同様の計算方

法が用いられている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮

した運転管理目標値を参考に

最確条件を包絡できる条件を

設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の
崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間
への影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説
明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱が
緩和される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える
影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動
を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた
め事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影
響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう
るが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与え
る影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動
を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して
非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量
は通常運転水位－約 4m であるのに対してゆらぎによる水位低
下量は－約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に
与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう
るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例
えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m で
あるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さ
い。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラ
メータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期
に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与え
る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子炉
はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，
評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料

（B型）は，熱水的な特性はほ

ぼ同等であり，その他の核的

特性等の違いは燃料棒最大線

出力密度の保守性に包含され

ることから，代表的に 9×9燃

料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心とな
るか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性
はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，
運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心となるか，
それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同等
であり，炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメ
ータに与える影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件

を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，
原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動
起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としてい
る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影
響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されると考えられる
が，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持さ
れるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことか
ら，上記の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばら

つきを考慮し，10％の保守性

を確保することで，最確条件

を包絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなる
ため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低
下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなるこ
とから，格納容器圧力上昇が遅くなるが，操作手順（格納容器
圧力に応じて格納容器ベントを実施すること）に変わりはない
ことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生
する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和され，それ
に伴う原子炉冷却材の放出も少なくなり，格納容器圧力上昇は遅くなる
が，格納容器圧力上昇は格納容器ベントにより抑制されるため，評価項
目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値

（全体積から内部機器及び構

造物の体積を除いた値）を設

定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える
影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな
く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計

値（内部機器及び構造物の体

積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える
影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな
く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・プール水位 
7.05m（NWL） 

約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッショ

ン・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動
を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・プール水位低下
分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常
水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対して，
ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約
20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と
非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，
運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう
るが，ゆらぎによるサプレッション・プール水位低下分の熱容量は通常
水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は
約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位
-0.04m 分）の熱容量は約 20m3 相当分であり，その低下割合は通常水位
時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は
小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

サプレッショ

ン・プール水温 
35℃ 

約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッショ

ン・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件と

して設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなる
ため，格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格
納容器ベントの操作開始時間が遅くなるが，その影響は小さ
く，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなるため，格納
容器の熱容量は大きくなり格納容器ベントに至るまでの時間が長くな
るが，その影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小
さい 

 



 

 
添 2.4.2.2-4

表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（2/3）  

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が

格納容器ベント時間に与える影響は小さい。例えば，事象

発生から格納容器ベントまでの圧力上昇率（平均）は 1 時

間あたり約 14kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上

昇量は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が約 9 分早く

なる程度である。したがって，事象進展に与える影響は小

さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベント時間に与える影

響は小さい。例えば，事象発生から格納容器ベントまでの圧力上昇率（平

均）は 1時間あたり約 14kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量

は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が約 9分早くなる程度である。した

がって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイによ

り飽和温度となることから，初期温度が事象進展に与える

影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることから，初

期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間

以降は 45℃，事象開始

24 時間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参

考に最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可

能性があり，格納容器スプレイによる圧力抑制効果は大き

くなるため格納容器圧力上昇の程度は小さくなる。格納容

器スプレイ及び格納容器ベント操作は事象発生から約 10

時間後以降の操作であり，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性があり，炉

心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕熱分の影響は小

さく，燃料被覆管温度の上昇に与える影響は小さい。また，格納容器圧力

上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効果は大きくなるため，格

納容器圧力上昇の程度は小さくなり，格納容器圧力逃がし装置の操作開始

時間が遅くなるが，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋復水

貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の

復水貯蔵槽の水量を参考に，最

確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替

注水ポンプによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用値

を参考に，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想

定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

－ 



 

 
添 2.4.2.2-5

表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（3/3） 

 

 

  

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 起因事象 給水流量の全喪失 － 

全給水流量の喪失が発生し，原

子炉への給水はできないもの

として設定 
－ － 

安全機能の喪

失に対する仮

定 

崩壊熱除去機能喪失 － 

残留熱除去系の故障により崩

壊熱除去機能が喪失するもの

として設定 

外部電源 外部電源あり － 

炉心冷却上厳しくする観点か

ら，事象発生と同時に再循環ポ

ンプがトリップせず原子炉水

位低の信号でトリップするこ

とで原子炉水位の低下が早く

なるように外部電源がある状

態を設定 

仮に外部電源がない場合は，事象発生と同時に再循環ポン

プがトリップし，原子炉出力が低下するため，外部電源あ

りを初期条件とする 

なお，外部電源がない場合は非常用ディーセル発電機によ

り電源が確保されることから，運転員等操作時間に与える

影響はない 

仮に外部電源がない場合は，事象発生と同時に再循環ポンプがトリップし，

原子炉出力が低下するため，原子炉水位の低下が遅くなり，炉心露出時間

も短くなるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

なお，外部電源がない場合は非常用ディーゼル発電機により電源が供給さ

れる 

機器

条件 

原子炉スクラ

ム信号 

原子炉水位低（レベル 3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 

原子炉水位低（レベル 3） 

（遅れ時間：1.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考

慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替冷却材再

循環ポンプ・ト

リップ機能 

再循環ポンプが，原子炉

水位低（レベル 3）で 4台，

原子炉水位低（レベル 2）

で残りの 6台がトリップ 

再循環ポンプが，原子炉

水位低（レベル 3）で 4台，

原子炉水位低（レベル 2）

で残りの 6台がトリップ 

原子炉冷却材再循環系のイン

ターロックとして設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉隔離時

冷却系 

原子炉水位低（レベル

2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）にて注水 

原子炉水位低（レベル

2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値

として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

高圧炉心注水

系 

原子炉水位低（レベル

1.5）にて自動起動 

727m3/h （0.69MPa[dif]に

おいて）にて注水 

原子炉水位低（レベル

1.5）にて自動起動 

727m3/h （0.69MPa[dif]に

おいて）にて注水 

高圧炉心注水系の設計値とし

て設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復が早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能

の設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 1 個開による原

子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 1 個開による原

子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づ

く蒸気流量及び原子炉圧力の

関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

140m3/h スプレイ 140m3/h 以上でスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力

抑制に必要なスプレイ流量を

考慮し，設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減によ

り圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりは無

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効果

に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは無い

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器圧力

逃がし装置等 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における

最大排出流量31.6kg/sに

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約70%開）に

て格納容器除熱 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における

最大排出流量31.6kg/sに

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約70%開）に

て格納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の

設計値として設定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器ベントによる格

納容器圧力の低下が早くなり，その後の圧力挙動も低く推

移することになるが，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

格納容器圧力の最大値は格納容器ベント実施時のピーク圧力であることか

ら，その後の圧力挙動の変化は，評価項目となるパラメータに対して与え

る影響はない 
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 表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（1/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転等操作時間に与え

る影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実勢等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

逃がし安

全弁によ

る原子炉

減圧操作 

サプレッション・プー

ル水温度 49℃到達時 

高温待機運転中の

プール水最高温度

（蒸気凝縮能力維

持）を踏まえて設

定 

【認知】 

事故時の重要監視パラメータとしてサプレッション・プール水温度を継続監視してお

り，また，サプレッション・プール水温度の上昇は緩やかであることから，認知遅れに

より操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作

開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作は制御盤の操作スイッチによる操作のため，操作開

始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

原子炉隔離時冷却系の運転に加え高圧炉心注水系が自動起動可能な状態であり，原子炉

水位の状況に関わらず原子炉減圧操作が実施可能であることから，操作開始時間に与え

る影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

事故時の重要監視パラ

メータとしてサプレッ

ション・プール水温度を

継続監視しており，ま

た，サプレッション・プ

ール水温度の上昇は緩

やかであることから，実

態の操作開始時間は解

析上の設定とほぼ同等

であり，操作開始時間に

与える影響は小さい。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間が遅れ

る可能性があるが，中央

制御室で行う操作であ

り，他の操作との重複も

ないことから，他の操作

に与える影響はない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

初期の原子炉

隔離時冷却系

による注水継

続が可能な時

間（24 時間）内

に実施するこ

とで炉心損傷

を回避するこ

とが可能であ

り，事象発生か

ら時間余裕が

ある 

中央制御室における操作のた

め，シミュレータにて訓練実績

を取得。訓練では，事象発生後

6分で残留熱除去系の不具合を

確認し，原子炉隔離時冷却系に

よる原子炉注水の維持及び原

子炉圧力の低下傾向を確認し，

サプレッション・プールの熱容

量曲線到達前に原子炉の急速

減圧を行うことを確認した。想

定で意図している運転操作が

実施可能なことを確認した 

代替格納

容器スプ

レイ冷却

系による

格納容器

冷却操作 

格納容器圧力 

0.18MPa[gage] 

到達時 

（約 10 時間後） 

設計基準事故時の

最高圧力を踏まえ

て設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力 0.18MPa[gage]）に到達するのは事象

発生約 10 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知できる時間があ

るため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作

開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

代替格納容器スプレイへは制御盤の操作スイッチによる操作のため，簡易な操作であ

る。操作時間は特に設定していないが，格納容器の緩やかな圧力上昇に対して操作開始

時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

高圧炉心注水系にて原子炉への注水を行っているが，代替格納容器スプレイ冷却系は並

行して実施可能なため，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

炉心損傷前の格納容器

スプレイの操作実施基

準 （ 格 納 容 器 圧 力

0.18MPa[gage]）に到達

するのは，事象発生の約

10 時間後であり，格納

容器スプレイの準備操

作は格納容器の圧力上

昇の傾向を監視しなが

ら予め操作が可能であ

ることから，実態の操作

開始時間は解析上の設

定とほぼ同等であり，操

作開始時間に与える影

響は小さい。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間が遅れ

る可能性があるが，中央

制御室で行う操作であ

り，他の操作との重複も

ないことから，他の操作

に与える影響はない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

格納容器スプ

レイ開始まで

の時間は事象

発生から約 10

時間あり，準備

時間が確保で

きるため，時間

余裕がある 

中央制御室における操作のた

め，シミュレータにて訓練実績

を取得。訓練では，格納容器圧

力の上昇傾向及び原子炉水位

の状況を同時に監視し，格納容

器圧力 0.18MPa［gage］に到達

する前に，低圧代替注水系（常

設）から代替格納容器スプレイ

へ切替操作を実施，切替操作に

要する時間は訓練実績では約 1

分。想定で意図している運転操

作が実施可能なことを確認し

た 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（2/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

復水貯蔵

槽への補

給 

事象発生から 12 時

間後 

可搬型設備に関し

て，事象発生から 12

時間までは，その機

能に期待しないと仮

定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕があ

る 
－ － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水

池から防火水槽への補給と可搬型

代替注水ポンプによる防火水槽か

ら復水貯蔵槽への補給を並行して

実施する。淡水貯水池から防火水

槽への補給の系統構成は，所要時

間 90 分想定のところ，訓練実績等

により約 70 分で実施可能なこと，

可搬型代替注水ポンプによる防火

水槽から復水貯蔵槽への補給のホ

ース敷設等の注水準備は，所要時

間 180 分想定のところ，訓練実績

等により約 150 分で実施可能なこ

とを確認した 

各機器へ

の給油 

（可搬型

代替注水

ポンプ） 

事象発生から 12 時

間後以降，適宜 

各機器への給油は，

解析条件ではない

が，解析で想定して

いる操作の成立や継

続に必要な操作・作

業 

各機器の使用開始時

間を踏まえて設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕があ

る 
－ － － 

有効性評価では，防火水槽から復

水貯蔵槽への補給用の可搬型代替

注水ポンプ（6号及び 7号炉：各 2

台）への燃料給油を期待している。 

可搬型代替注水ポンプへの給油作

業は，所要時間 180 分想定のとこ

ろ訓練実績等では約112分であり，

想定の範囲内で意図している作業

が実施可能であることを確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（3/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

格納容器

圧力逃が

し装置等

による格

納容器除

熱操作 

格納容器圧力

0.31MPa[gage] 

到達時 

格納容器最高使用

圧力を踏まえて設

定 

【認知】 

炉心損傷前の格納容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 0.31MPa[gage]）に到

達するのは，事象発生の約 22 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十

分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器ベントは，中央制御室における操作と

現場における操作が必要であるが，現場の操作は中央制御室で行う操作とは別の

運転員（現場）及び緊急時対策要員を配置している。当該の運転員（現場）及び緊

急時対策要員は，他の作業を兼任しているが，それら作業は事象発生の 12 時間後

までに行う作業であり，格納容器ベントの操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

運転員（現場）は，中央制御室から操作現場である二次格納施設外までのアクセス

ルートは，通常 10 分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作所要

時間を想定している。また，緊急時対策要員は，緊急時対策本部から操作現場へ車

にて移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，ア

クセスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルートを

仮復旧できる宿直の体制としており，また，徒歩による移動を想定しても所要時間

は約 1時間であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

制御電源が使用可能な状況における炉心損傷前の格納容器ベントについて，中央

制御室における格納容器ベント準備操作は操作スイッチによる 1弁の操作に 10分

の操作時間と 7弁の開閉状態確認を含めて 60 分を想定し，格納容器ベント操作は

操作スイッチによる 1 弁の操作に約 1 分の操作時間を想定しており，時間余裕を

確保している。運転員（現場）の格納容器ベント準備操作は伸縮継手を用いた原子

炉格納容器一次隔離弁の手動操作として移動時間を含めて60分の操作時間を想定

しており，時間余裕を確保している。緊急時対策要員（現場）の現場における格納

容器ベント準備操作（格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置水位調整準備）は，

現場での手動弁 4個の操作に移動時間を含めて 60 分の操作時間を想定しており，

時間余裕を確保している。よって，操作所要時間が操作開始時間に与える影響はな

し 

【他の並列操作有無】 

格納容器ベントの操作時に，当該操作に対応する運転員，緊急時対策要員に他の並

列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操

作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。ま

た，現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施すること

としており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は

低い。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は現場にて格納容器

ベントを行うこととしており，格納容器ベント操作の信頼性を向上している。ただ

し，この場合，現場操作に移動を含め約 20 分の時間の増分が発生する 

炉心損傷前の格納容

器ベントの操作実施

基準（格納容器圧力

0.31MPa［gage］）に

到達するのは，事象

発生の約 22 時間後

であり，格納容器ベ

ントの準備操作は格

納容器圧力の上昇傾

向を監視しながら予

め操作が可能であ

る。また，格納容器

ベント操作の操作所

要時間は余裕時間を

含めて設定されてい

ることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定とほぼ同等

であり，操作開始時

間に与える影響は小

さい。ただし，格納

容器ベント実施時に

遠隔操作に失敗した

場合は，現場操作に

て対応するため，約

20 分程度操作開始

時間が遅れる可能性

があるが，格納容器

限 界 圧 力 は

0.62MPa[gage] の た

め，格納容器の健全

性の点では問題とな

らない 

当該操作は，解析コ

ード及び解析条件

（操作条件を除く）

の不確かさにより操

作開始時間は遅れる

可能性があるが，中

央制御室で行う操作

であり，他の操作と

の重複もないことか

ら，他の操作に与え

る影響はない。なお，

格納容器ベント実施

時に遠隔操作に失敗

した場合において

も，現場操作にて対

応することから，他

の操作に与える影響

はない 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であるため，評

価項目となるパラメ

ータに与える影響は

小さい。仮に，格納容

器ベント実施時に遠

隔操作に失敗した場

合は，現場操作にて対

応するため，約 20 分

程度操作開始時間が

遅れる可能性があり，

格納容器ベント操作

開始時間が遅くなっ

た場合，格納容器圧力

は 0.31MPa［gage］よ

り若干上昇する。評価

項目となるパラメー

タに影響を与えるが，

格納容器限界圧力は

0.62MPa［gage］のた

め，格納容器の健全性

という点では問題と

はならない 

格納容器ベント開始

までの時間は事象発

生から約 22 時間あ

り，準備時間が確保

できるため，時間余

裕がある。また，遠

隔操作の失敗によ

り，格納容器ベント

操作開始時間が遅れ

る場合においても，

格 納 容 器 圧 力 は

0.31MPa［gage］から

上昇するが，格納容

器圧力の上昇の傾向

は緩やかである。格

納 容 器 限 界 圧 力

0.62MPa［gage］に至

るまでの時間は，過

圧の観点で厳しい

「3.1 雰囲気圧力・

温度による静的負荷

（格納容器過圧・過

温破損）」において

も事象発生約 38 時

間であり，約 16 時間

以上の余裕があるこ

とから，時間余裕が

ある。 

現場モックアップ等による

実績では，中央制御室にお

ける格納容器ベント準備操

作は操作スイッチによる 1

弁の操作に約 9 分の操作時

間を，格納容器ベント操作

は操作スイッチによる 1 弁

の操作に約 1 分の操作時間

を要した。運転員（現場）の

伸縮継手を用いた原子炉格

納容器一次隔離弁の手動操

作は，伸縮継手を用いた他

の弁の操作により移動時間

含め約 10 分の操作時間で

完了する見込みを得た。ま

た，格納容器圧力逃がし装

置のフィルタ装置水位調整

は，設備設置中のため，同様

の弁の手動操作時間を考慮

して，移動時間を含めて 60

分の操作時間で完了する見

込みを得た。また，格納容器

ベント実施時に遠隔操作に

失敗した場合は現場操作に

て対応するが，移動時間を

含め約 7 分で操作を実施で

きた。想定で意図している

運転操作が実施可能なこと

を確認した 
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2.4.2.3-1 

7 日間における水源の対応について（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

 

○水源 

 復水貯蔵槽水量：約1,700m3 

 淡水貯水池：約18,000m3 
 

○水使用パターン 

①原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系による原子炉注水 

 事象発生後に原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系により注水する。 

 

②代替格納容器スプレイ冷却系による代替原子炉格納容器スプレイ 

 格納容器圧力が0.18MPa[gage]となった以降に代替格納容器スプレイ 

冷却系による代替原子炉格納容器スプレイを実施する（140m3/h）。 

 

③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 

 事象発生12時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

 防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ2台を用いて130m3/hで復水貯蔵槽 

へ移送する。 

 

○時間評価（右上図） 

  事象発生12時間までは復水貯蔵槽を水源として原子炉注水及び代替原子炉格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。

事象発生12時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。格納容器スプレイ停止後に格納容器ベントを実施し，

その後は崩壊熱相当で注水することから復水貯蔵槽水量は回復し，以降安定して冷却が可能である。 

 

○水源評価結果 

  時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7日間の対応を考慮すると，6号及び7号炉のそれぞれで約6,200m3必要となる。

6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，約12,400m3必要となる。各号炉の復水貯蔵槽に1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有するこ

とから，6号及び7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である。 
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2.4.2.4-1 

7 日間における燃料の対応について（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

    なお，外部電源喪失は想定していないが，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 
号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 758kL 

7 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能。 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  
2 台起動。 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h 負荷時を想定日×3台＝750,960L 

 
 
 
 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 758kL 

6 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能。 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A2 級）  
2 台起動。 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h 負荷時を想定日×3台＝750,960L 

 
 
 
 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

 

5 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 
軽油消費量 
約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 
及びガスタービン発電機
用燃料タンク（容量約
200kL）の残容量（合計）
は約 645kL であり， 
7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
437L/h×24h×7 日＝73,416L 
モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

※1 事故収束に必要なディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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2.5  原子炉停止機能喪失 

2.5.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に含まれる事故シーケンスは，｢1.2 評

価対象の整理及び評価項目の設定｣に示すとおり，①「過渡事象＋原子炉停止失敗」，②「小

破断 LOCA＋原子炉停止失敗」，③「中破断 LOCA＋原子炉停止失敗」及び④「大破断 LOCA＋

原子炉停止失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」では，運転時の異常な過渡変化の発生後，

原子炉停止機能が喪失することを想定する。このため，原子炉は臨界状態を継続し，原子炉

出力が高い状態が維持されることから，緩和措置がとられない場合には，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉停止機能を喪失したことによって最終的に炉心損

傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，原

子炉停止機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，代替制御棒挿入機能による原子炉停止又は

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能によって原子炉出力を低下させること等によって

炉心の著しい損傷の防止を図り，ほう酸水注入系による炉心へのほう酸水の注入によって

原子炉停止する。また，残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」における機能喪失に対して，炉心が著し

い損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策として代替制御棒

挿入機能による原子炉停止又は代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能及びほう酸水注入

系による炉心へのほう酸水の注入手段を整備し，原子炉水位の制御には原子炉隔離時冷却

系及び高圧炉心注水系を用いる。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，安定状態

に向けた対策として残留熱除去系による原子炉格納容器除熱手段を整備する。ただし，重要

事故シーケンスに対する有効性評価では，保守的に代替制御棒挿入機能には期待しないも

のとする。これらの対策の概略系統図を図 2.5.1 から図 2.5.3 に，手順の概要を図 2.5.4 に

示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と

操作手順の関係を表 2.5.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，6号及び 7号炉同時の

重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計

12 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び

7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 4 名である。発電所構内に常駐し

ている要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名である。必要な要員と作業
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項目について図 2.5.5 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，12名で対処可能である。 

 

a． 原子炉スクラム失敗確認 

運転時の異常な過渡変化の発生に伴い，原子炉がスクラムすべき状況にもかかわら

ず，制御棒が原子炉へ挿入されない場合，原子炉スクラム失敗を確認する。 

原子炉スクラムの失敗を確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等

である。 

また，主蒸気隔離弁の閉止による原子炉圧力高信号により再循環ポンプ 4 台がトリ

ップし，炉心流量が低下し，原子炉出力が低下する。 

主蒸気隔離弁の閉止によりタービン駆動給水ポンプはトリップするが，電動駆動給

水ポンプが自動起動して給水を継続する。主蒸気遮断により給水加熱喪失の状態とな

り，給水温度が低下するため，徐々に出力が増加する傾向となる。 

 

b． 格納容器圧力上昇による高圧・低圧注水系起動確認 

逃がし安全弁の作動により，格納容器圧力が上昇し，ドライウェル圧力高（13.7kPa 

[gage]）により，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系及び低圧注水系が自動起動する。 

高圧・低圧注水系の起動を確認するために必要な計装設備は，各系統の流量指示計等

である。 

 

c． 原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉水位維持 

主蒸気隔離弁の閉止により，復水器ホットウェルの水位が低下し給復水ポンプがト

リップする。これにより給水流量の全喪失となり，原子炉水位は低下するが，原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水が継続しているため炉心の冠水は維

持される。 

なお，ここでの原子炉水位の低下に伴い，原子炉水位低（レベル 2）で再循環ポンプ

6台がトリップし，炉心流量が低下し，原子炉出力が低下する。 

この後は，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の流量を調整することにより原

子炉水位低（レベル 1.5）付近で水位を維持する。 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉水位の維持を確認するために

必要な計装設備は，原子炉水位計及び各系統の流量指示計等である。 

 

d． 自動減圧系の自動起動阻止 

ドライウェル圧力高（13.7kPa[gage]）信号と原子炉水位低（レベル 1）信号の両方

が 30秒継続した場合であって，高圧炉心注水系又は低圧注水系ポンプが 1台以上運転

している（各ポンプの吐出側の系統圧力が設定値を超えている）場合，自動減圧系が自
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動起動する。 

原子炉スクラム失敗時に自動減圧系が自動起動すると，高圧炉心注水系及び低圧注

水系から大量の冷水が注水され，出力の急激な上昇に繋がるため，自動減圧系の起動阻

止スイッチを用いて自動減圧系の自動起動を未然に阻止する。 

 

e． ほう酸水注入系による原子炉未臨界操作 

再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制確認後，ほう酸水注入系を中央制御室から

の遠隔操作により手動起動し，炉心へのほう酸水の注入を開始する。ほう酸水の注入に

より，中性子束が徐々に減少し原子炉は未臨界に至る。 

原子炉の未臨界確保を確認するために必要な計装設備は，起動領域モニタ等である。 

 

f. 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転による原子炉

格納容器除熱 

事象発生直後からの逃がし安全弁の作動により，サプレッション・チェンバ・プール

水温が上昇して 49℃に到達し，その後もサプレッション・チェンバ・プール水温は上

昇し続ける。このため，ほう酸水注入系の手動起動と同時に，中央制御室からの遠隔操

作により残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）の運転を開

始し，原子炉格納容器除熱を開始する。 

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計装設備は，残留

熱除去系系統流量計及びサプレッション・チェンバ・プール水温度計である。 

 

2.5.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象（反応度印加の観点で最も厳しい主

蒸気隔離弁の誤閉止を選定）を起因事象とし，原子炉圧力上昇による反応度印加に伴う出力

抑制の観点で厳しくなる「過渡事象（主蒸気隔離弁の誤閉止）＋原子炉停止失敗」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における核分裂出力，出力分布変化，反応度フィードバ

ック効果（ボイド・ドップラ / ボロン），崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移，沸騰・ボイド率変化，気液熱非平衡，原子炉圧力容器における冷却材流量変化，

冷却材放出（臨界流・差圧流），ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む），ほう酸水の拡散，

原子炉格納容器におけるサプレッション・プール冷却が重要現象となる。よって，これらの

現象を適切に評価することが可能であるプラント動特性解析コード REDY，単チャンネル熱

水力解析コード SCAT により中性子束，平均表面熱流束，燃料被覆管温度，炉心流量，原子

炉圧力，原子炉水位，サプレッション・チェンバ・プール水温，格納容器圧力等の過渡応答

を求める。 
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また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.5.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

a． 事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，主蒸気隔離弁の誤閉止が発生するものとする。 

(b) 安全機能等の喪失に対する仮定 

1) 原子炉停止機能喪失として原子炉スクラム失敗を仮定する。 

2) 手動での原子炉スクラムは実施できないものと仮定する。 

3) 代替制御棒挿入機能は保守的に作動しないものとする。 

(c) 評価対象とする炉心の状態 

評価対象とする炉心の状態は，平衡炉心のサイクル末期とする。これは，サイクル

末期の方がサイクル初期に比べてボイド反応度印加割合が大きく，保守的な評価と

なることを考慮してサイクル末期として設定したものである。 

（添付資料 2.5.1） 

(d) 外部電源 

外部電源は使用できるものとする。外部電源がある場合，事象発生と同時に再循環

ポンプがトリップしないことにより，原子炉出力が高く維持されることから，格納容

器圧力及びサプレッション・チェンバ・プール水温の上昇の観点で事象進展が厳しく

なる。 

 

b． 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能は，原子炉圧力高（7.48MPa[gage]）又は

原子炉水位低（レベル 3）信号により再循環ポンプ 4台がトリップし，原子炉水位低

（レベル 2）信号により残り再循環ポンプ 6 台がトリップするものとする。なお，4

台以上の再循環ポンプがトリップした際に残りの再循環ポンプの運転速度を 5%/秒

で速やかに低下させる高速ランバック機能については，保守的に使用できないもの

と仮定する。 

また，再循環ポンプが 2 台以上トリップしている状態で運転点が運転特性図上の

高出力-低炉心流量領域に入った場合に作動する選択制御棒挿入についても使用で
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きないものと仮定する。 

(b) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上

昇を抑えるものとする。また，逃がし安全弁（8個）は，容量として，1個あたり定

格主蒸気流量の約5%を処理するものとする。 

(c) 電動駆動給水ポンプ 

主蒸気隔離弁の閉止によりタービン駆動給水ポンプがトリップした後，電動駆動

給水ポンプが自動起動するものとする。 

(d) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系は原子炉水位低（レベル 2）又はドライウェル圧力高（13.7kPa 

[gage]）で自動起動し，182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）の流量で給水するも

のとする。 

(e) 高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系は原子炉水位低（レベル 1.5）又はドライウェル圧力高（13.7kPa 

[gage]）で自動起動し，182～727m3/h（8.12～0.69MPa[dif]において）の流量で給水

するものとする。 

(f) ほう酸水注入系 

ほう酸水注入系は原子炉スクラムの失敗を確認後，10 分間が経過した時点で手動

起動し，190L/分の流量及びほう酸濃度 13.4%で注入するものとする。 

(g) 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

c． 重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件は，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示

す分類にしたがって以下のとおりに設定する。 

(a) 自動減圧系の自動起動阻止 

自動減圧系の自動起動阻止は，原子炉が停止できない場合にドライウェル圧力高

（13.7kPa[gage]）及び原子炉水位低（レベル1）によって自動減圧系の自動起動信号

が発信されることを阻止することを手順に定めている。本評価では運転員による自

動減圧系の自動起動を阻止する操作に期待している。 

（添付資料2.5.2） 

(b) ほう酸水注入系及び残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モ

ード）の手動起動 

本評価では，ほう酸水注入系は原子炉スクラムの失敗を確認後，10分間が経過した

時点で手動起動することとしている。残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プ
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ール水冷却モード）は，サプレッション・チェンバのプール水の平均温度が49℃に到

達することをもって実施することとしており，サプレッション・チェンバ・プール水

温が49℃に到達した時点から，10分間が経過した時点で残留熱除去系（サプレッショ

ン・チェンバ・プール水冷却モード）を手動起動することとしている。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける中性子束，平均表面熱流束，炉心流量，原子炉蒸気流量，

給水流量，非常用炉心冷却系の流量，原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外）※1，逃がし

安全弁の流量，平均炉心ボイド率，燃料被覆管温度，熱伝達係数及びクオリティの推移を図

2.5.6 から図 2.5.20 に，サプレッション・チェンバ・プール水温及び格納容器圧力の推移

を図 2.5.21 に示す。 

※1 非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態にお

いて主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）はシュラウド外側の水位であることからシュラ

ウド外側の水位を示した。 

 

a． 事象進展 

主蒸気隔離弁の誤閉止の発生後，主蒸気隔離弁閉信号が発生するものの，この信号

による原子炉スクラムに失敗する。主蒸気隔離弁が閉止されると原子炉圧力が上昇

し，これによるボイドの減少によって正の反応度が印加され，中性子束が増加すると

ともに平均表面熱流束が上昇し，これに伴い燃料棒表面で沸騰遷移が生じるため，燃

料被覆管の温度が一時的に約 750℃まで上昇する。約 2秒後に原子炉圧力高信号で代

替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能により再循環ポンプ 4 台がトリップする。な

お，本評価では保守的に期待していない代替制御棒挿入機能は，本来この原子炉圧力

高信号（7.48MPa[gage]）で作動する。 

主蒸気隔離弁の閉止により，タービン駆動給水ポンプはトリップするが，電動駆動

給水ポンプが自動起動して給水が継続される。炉心流量の低下に伴い中性子束及び

平均表面熱流束も低下するが，再循環ポンプの運転速度が最低となり，炉心流量が安

定した後は徐々に出力が増加する。これは，主蒸気が遮断されているため，給水温度

が低下し，サブクールの大きい冷却材が給水される給水加熱喪失の状態となるため

である。また，出力上昇の過程では逃がし安全弁の開閉が生じるため，中性子束及び

平均表面熱流束が変動し，これに伴い燃料棒表面で沸騰遷移が生じるため，燃料被覆

管の温度が一時的に約 920℃まで上昇する。 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の作動により主蒸気がサプレッション・チェンバへ

流入するため，サプレッション・チェンバ・プール水位が上昇し，事象発生から約 24

秒後に高圧炉心注水系の水源が復水貯蔵槽からサプレッション・チェンバのプール

水へと自動で切り替わる。合わせて格納容器圧力も上昇するため，事象発生から約 34

秒後にドライウェル圧力高信号（13.7kPa[gage]）によって原子炉隔離時冷却系の水
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源がサプレッション・チェンバのプール水へと自動で切り替わるとともに，原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心注水系及び低圧注水系が起動する。サプレッション・チェンバ・

プール水温も上昇し，事象発生から約 43 秒後にサプレッション・チェンバ・プール

水温が 49℃に到達し，その後も上昇傾向が継続する。 

事象発生から約 173 秒後に復水器ホットウェルの水位低下により電動駆動給水ポ

ンプがトリップするため，原子炉水位が低下し，事象発生から約 191 秒後に原子炉水

位低（レベル 2）信号で代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能によって残り 6台の

再循環ポンプがトリップする。原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子

炉注水が継続しているため，炉心は冠水維持される。その後は，原子炉隔離時冷却系

及び高圧炉心注水系の運転員操作により，原子炉水位低（レベル 1.5）付近で原子炉

水位を維持する。 

事象発生から約 11分後（原子炉スクラムの失敗確認から 10分後），手動操作によ

りほう酸水注入系による炉心へのほう酸水の注入を開始する。同時に（サプレッショ

ンプール水温高到達から 10 分後）残留熱除去系ポンプ 3台によるサプレッション・

チェンバ・プール水冷却モードも手動起動する。ほう酸水の注入開始後，中性子束は

徐々に減少し，未臨界に至る。その後は，原子炉水位及びサプレッション・チェンバ

のプール水の冷却を維持する。 

 

b． 評価項目等 

燃料被覆管の温度は，図 2.5.11 に示すとおり，給水加熱喪失の状態によって出力

が増加し，沸騰遷移が生じる期間が最も厳しく，事象発生から約 175 秒で最高の約

920℃に到達するが，1,200℃以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著

しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.5.9 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 8.92MPa 

[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力

と原子炉圧力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 9.22MPa[gage]）

以下であり，最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，ほう酸水注入系と残留熱除去系の起動後も，格納容器圧力及びサプレッショ

ン・チェンバ・プール水温は緩やかに上昇するが，それぞれ約 0.19MPa[gage]，約 113℃

以下に抑えられ，原子炉格納容器バウンダリの限界圧力（0.62MPa[gage]）及び限界

温度（200℃）を下回る。 

ほう酸水注入系による炉心へのほう酸水の注入によって中性子束は徐々に減少し，

未臨界に至る。その後は，原子炉水位及びサプレッション・チェンバのプール水の冷

却を維持することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から
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(4)の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

 

2.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとす

る。 

原子炉停止機能喪失では，運転時の異常な過渡変化の発生後，原子炉停止機能を喪失する

ことが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12時

間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作

として，自動減圧系の自動起動阻止操作，ほう酸水注入系運転操作及び残留熱除去系（サプ

レッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における出力分布変化の不確かさとして，解析コードでは保守的に中央ピーク

に基づく軸方向出力分布を代表的に与えるため，解析結果は燃料被覆管温度を高めに

評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，燃料被覆管温度

をパラメータとして操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料棒内温度変化の不確かさとして，解析コードでは燃料ペレットと

燃料被覆管間のギャップ熱伝達係数を高めに設定するため，解析結果は燃料被覆管温

度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，燃料

被覆管温度をパラメータとして操作開始の起点としている運転員等操作はないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは保守的な熱伝達モ

デル等を採用しているため，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可

能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低く

なるが，燃料被覆管温度をパラメータとして操作開始の起点としている運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における沸騰遷移の不確かさとして，解析コードは沸騰遷移が生じやすい条件

として SLMCPR で沸騰遷移が発生するよう設定しているため，解析結果は燃料被覆管温

度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，燃料

被覆管温度をパラメータとして操作開始の起点としている運転員等操作はないことか
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ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

原子炉圧力容器におけるほう酸水の拡散の不確かさとして，解析コードは保守的な

値を用いているため，実際の炉心内におけるほう酸水の拡散は早く，ボロン反応度印加

割合が大きくなり未臨界までの時間が早くなるが，ほう酸水の注入開始以降に実施す

る運転操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.5.3） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における出力分布変化の不確かさとして，解析コードは保守的に中央ピークに

基づく軸方向出力分布を代表的に与えることにより燃料被覆管温度を高めに評価し，

有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料棒内温度変化の不確かさとして，解析コードは燃料ペレットと燃

料被覆管間のギャップ熱伝達係数を高めに設定することにより燃料被覆管温度を高め

に評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは保守的な熱伝達モ

デル等により燃料被覆管温度を高めに評価することから，有効性評価解析でも燃料被

覆管温度を高めに評価するため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

炉心における沸騰遷移の不確かさとして，解析コードは沸騰遷移が生じやすい条件

設定により燃料被覆管温度を高めに評価する可能性があり，有効性評価解析でも燃料

被覆管温度を高めに評価する可能性があることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

原子炉圧力容器におけるほう酸水の拡散の不確かさとして，解析コードはほう酸水

の拡散に関して保守的な値を用いているため，未臨界までの時間を遅く評価し，サプレ

ッション・チェンバ・プール水温及び格納容器圧力を高めに評価することから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.5.3，2.5.4） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.5.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 
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(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の炉心流量は，解析条件の「52,200t/h（定格流量（100%））」に対して

最確条件は「定格流量の約91%～約110%」である。炉心流量が少ない場合は相対的に

ボイド率が高くなるため，主蒸気隔離弁の閉止による圧力上昇時に印加される正の

ボイド反応度が大きくなり，事象進展に影響を与え，運転員等操作時間に影響を与え

る。よって，炉心流量が少ない場合の感度解析を「(3) 感度解析」にて実施する。 

初期条件の最小限界出力比は，解析条件の「1.22」に対して最確値は「1.22以上」

であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，解析条件よりも大きくな

るため，燃料被覆管温度の上昇は緩和されるが，燃料被覆管温度をパラメータとして

操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の「44.0kW/m」に対して最確条件は「約

42.0kW/m以下」であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被

覆管温度の上昇は緩和されるが，燃料被覆管温度をパラメータとして操作開始の起

点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の核データ（動的ボイド係数）は，解析条件の「平衡サイクル末期の値の

1.25倍」に対して最確条件は「平衡サイクル初期から末期の値」であり，本解析条件

の不確かさとして，最確条件とした場合，動的ボイド係数の絶対値が小さくなるため

燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，これによるプラント挙動への影響は小さく，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。なお，解析コードの不確かさ等を考慮して

設定している動的ボイド係数の保守因子の大きさは，本重要事故シーケンスの事象

進展に応じて変動しうるが，動的ボイド係数の保守因子の変動に動的ドップラ係数

の保守因子の変動も考慮して厳しい組み合せとした場合においても，プラント挙動

への影響は小さいことが確認されている（「付録3 重大事故等対策の有効性評価に係

るシビアアクシデント解析コードについて」）。 

初期条件の核データ（動的ドップラ係数）は，解析条件の「平衡サイクル末期の値

の0.9倍」に対して最確条件は「平衡サイクル初期から末期の値」であり，本解析条

件の不確かさとして，最確条件とした場合，動的ドップラ係数の絶対値が大きくなる

ため燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，これによるプラント挙動への影響は小

さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。なお，解析コードの不確かさ等を考

慮して設定している動的ドップラ係数の保守因子に関しては，核データ（動的ボイド

係数）に記載のとおりプラント挙動への影響は小さいことが確認されている（「付録

3 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」）。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 
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事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生

と同時に再循環ポンプがトリップせず，また，電動駆動給水ポンプによる原子炉圧力

容器への低温の給水が継続することにより，原子炉出力が高く維持されることから，

格納容器圧力及びサプレッション・チェンバ・プール水温の上昇の観点で厳しくなる

よう外部電源がある状態を解析条件に設定している。なお，外部電源がない場合は非

常用ディーゼル発電機により電源が確保されることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

機器条件の主蒸気隔離弁の閉止は，解析条件の「閉止時間：3秒」に対して最確条

件は「閉止時間：3秒以上4.5秒以下」であり，本解析条件の不確かさとして，解析条

件で設定している主蒸気隔離弁の閉止時間を長くした場合，初期の原子炉圧力上昇

により印加される反応度は小さくなるが，事象発生から極短時間での動作であり，運

転員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料2.5.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の炉心流量は，解析条件の「52,200t/h（定格流量（100%））」に対して

最確条件は「定格流量の約91%～110%」である。炉心流量が少ない場合は相対的にボ

イド率が高くなるため，主蒸気隔離弁の閉止による圧力上昇時に印加される正のボ

イド反応度が大きくなる等により，評価項目となるパラメータに影響を与える。よっ

て，炉心流量が少ない場合（定格流量の90%）の感度解析を「(3) 感度解析」にて実

施する。 

初期条件の最小限界出力比は，解析条件の「1.22」に対して最確値は「1.22以上」

であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の「44.0kW/m」に対して最確条件は「約

42.0kW/m以下」であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被

覆管温度の上昇は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

初期条件の核データ（動的ボイド係数）は，解析条件の「平衡サイクル末期の値の

1.25倍」に対して最確条件は「平衡サイクル初期から末期の値」であり，本解析条件

の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇は緩和されることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，解析コードの不確

かさ等を考慮して設定している動的ボイド係数の保守因子の大きさは，本重要事故

シーケンスの事象進展に応じて変動しうるが，動的ボイド係数の保守因子の変動に

動的ドップラ係数の保守因子の変動も考慮して厳しい組み合せとした場合において

も，評価項目となるパラメータに対する影響は小さいことを確認している（「付録3 

重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」）。 
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初期条件の核データ（動的ドップラ係数）は，解析条件の「平衡サイクル末期の値

の0.9倍」に対して最確条件は「平衡サイクル初期から末期の値」であり，本解析条

件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇は緩和されること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

解析コードの不確かさ等を考慮して設定している動的ドップラ係数の保守因子に

関しては，核データ（動的ボイド係数）に記載のとおり評価項目となるパラメータに

対する影響は小さいことを確認している（「付録3 重大事故等対策の有効性評価に係

るシビアアクシデント解析コードについて」）。 

事故条件の外部電源の有無については，炉心冷却上厳しくする観点から，事象発生

と同時に再循環ポンプがトリップせず，また，電動駆動給水ポンプによる原子炉圧力

容器への低温の給水が継続することにより，原子炉出力が高く維持されることから，

格納容器圧力及びサプレッション・チェンバ・プール水温の上昇の観点で厳しくなる

よう外部電源がある状態を解析条件に設定している。仮に事象発生とともに外部電

源喪失が発生する場合は，外部電源喪失と同時に再循環ポンプがトリップし，電動駆

動給水ポンプによる原子炉圧力容器への給水も行われず，原子炉出力が低くなるた

め，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，外部電源がない場

合は非常用ディーゼル発電機により電源が確保される。 

機器条件の主蒸気隔離弁の閉止は，解析条件の「閉止時間：3秒」に対して最確条

件は「閉止時間：3秒以上4.5秒以下」であり，本解析条件の不確かさとして，解析条

件で設定している主蒸気隔離弁の閉止時間を長くした場合，初期の原子炉圧力上昇

により印加される反応度は小さくなり，初期の原子炉出力上昇が小さくなるため，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.5.3，2.5.8） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の自動減圧系の自動起動阻止操作は，解析上の操作開始時間として原子

炉水位低（レベル1）到達後30秒以内を設定している。運転員等操作時間に与える影

響として，ほう酸水注入系の起動操作，制御棒の挿入操作等他の事象収束のための操

作を並行して行うため，操作開始時間は変動しうるが，本操作が遅れないようにタイ

マー動作の警報が発報すること及び運転員は2名で対応することから，操作が遅れる
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可能性は低く，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間

に与える影響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件の不確かさ（操作条件

を除く）により，操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であ

り，他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件のほう酸水注入系運転操作は，解析上の操作開始時間として原子炉スク

ラムの失敗を確認した後から10分後を設定している。運転員等操作時間に与える影

響として，状態把握の時間及び操作時間に余裕を含めて解析上は10分間を想定して

いるが，制御棒挿入失敗が確認され次第，ほう酸水注入系の起動操作を優先して速や

かに実施する手順となっていること，また，本操作は中央制御室内での簡易なスイッ

チ操作であることから，操作開始時間は解析上の設定よりも早まる可能性があり，原

子炉圧力容器へのほう酸水注入系による注水開始時間を早める。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転

操作は，解析上の操作開始時間としてサプレッション・チェンバ・プール水温49℃到

達後10分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，ほう酸水注入系

の起動操作，制御棒の挿入操作等他の事象収束のための操作を並行して行うことも

踏まえて，状況把握の時間及び操作時間に時間余裕を含めて設定されていることか

ら，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影

響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件の不確かさ（操作条件を除く）に

より，操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操

作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料2.5.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の自動減圧系の自動起動阻止操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない。操作条件のほう酸水注入系運転操作は，操作の不

確かさが操作開始時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定よ

りも早くなる可能性があり，格納容器圧力及び温度は解析結果よりも低くなる可能

性があり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，燃料被覆管

温度は，ほう酸水注入系運転操作開始前に最大となることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転

操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定

とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料2.5.3） 

 

(3) 感度解析 
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解析条件の不確かさにより，初期条件の炉心流量が最確条件のうち最小（定格流量の90%）

となる場合には，評価項目となるパラメータに影響を与えることから，本重要事故シーケン

スにおいて感度解析を行う。その結果は，燃料被覆管の最高温度は約1060℃となる。

「2.5.2(3) 有効性評価の結果」で示す最高温度約920℃に比べて上昇するものの，1,200℃

を下回っている。また，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力の最高値は約

9.12MPa[gage]となる。「2.5.2(3) 有効性評価の結果」で示す最高値約9.08MPa[gage]に比

べて上昇するものの，最高使用圧力の1.2倍（10.34MPa[gage]）を下回っている。なお，そ

の他の評価項目である，燃料被覆管の酸化量，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び

サプレッション・チェンバ・プール水温については，「2.5.2(3) 有効性評価の結果」で示

す最高値と同じ。 

（添付資料2.5.5） 

 

(4) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の自動減圧系の自動起動阻止操作については，自動減圧系の自動起動阻止操作

が行われなかった場合でも，自動減圧系の作動による減圧開始から低圧注水系による原子

炉注水が開始されるまでには，低圧注水系による注水が可能な圧力に原子炉が減圧される

までの時間があり，この間に自動起動阻止操作又は開放された逃がし安全弁の閉止操作を

実施することで低圧注水系による原子炉注水を防止でき，実際にはこの間についても操作

時間として確保できることから，時間余裕がある。 

ほう酸水注入系運転操作は事象発生直後に開始する操作としている。ほう酸水注入系の

運転開始時間は，主にサプレッション・チェンバ・プール水温及び格納容器圧力に影響する

が，事象発生から10分後に操作を開始した場合でも，格納容器圧力及び格納容器温度の最大

値は原子炉格納容器の限界圧力及び限界温度をそれぞれ下回ることから、事象発生から10

分以上の時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転操作に

ついては，サプレッションプール水温高警報の発報から10分程度あり，操作時間が確保でき

ることから，時間余裕がある。 

（添付資料2.5.3，2.5.9） 

 

(5) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ
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メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

2.5.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」において，6号及び7号炉同時の重大事故

等対策時に必要な要員は，「2.5.1(3) 炉心損傷防止対策」に示すとおり12名である。「6.2 

重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等

の72名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」において，必要な水源，燃料及び電源は，

「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果を以下に示す。 

 

a． 水源 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水については，サプレッ

ション・チェンバのプール水を水源として注水することから，水源が枯渇することは

ないため，7日間の継続実施が可能である。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様の対応となる。 

 

b． 燃料 

本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮に外部

電源が喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定し，事象発生後7日間

非常用ディーゼル発電機を最大負荷で運転した場合，号炉あたり約751kLの軽油が必

要となる。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポス

ト用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日

間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉合計 約1,581kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉 合計 約 2,040kL）

の軽油を保有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電

機による電源供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供

給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能

である。 

 

c． 電源 

本重要事故シーケンスの評価では外部電源の喪失は想定していないが，仮に外部

電源が喪失して非常用ディーゼル発電機による電源供給を想定した場合においても，

6号及び 7号炉において重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼ
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ル発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給が可能

である。 

 

2.5.5 結論 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」では，運転時の異常な過渡変化の発生後，

原子炉停止機能を喪失し，反応度制御や原子炉水位の維持に失敗し，炉心損傷に至ることが

特徴である。事故シーケンスグループ｢原子炉停止機能喪失｣に対する炉心損傷防止対策と

しては，初期の対策として代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能による炉心流量の低減，

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉水位の維持，ほう酸水注入系による

炉心へのほう酸水の注入手段，安定状態に向けた対策として残留熱除去系による原子炉格

納容器除熱手段を整備している。また，重要事故シーケンスに対する有効性評価では使用で

きないものと仮定したものの，原子炉停止機能のバックアップとして代替制御棒挿入機能，

手動での原子炉スクラムの手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ｢原子炉停止機能喪失｣の重要事故シーケンス「過渡事象（主蒸気

隔離弁の誤閉止）＋原子炉停止失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能による炉心流量の低減，

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉水位の維持，ほう酸水注入系による

炉心へのほう酸水の注入，残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施することにより，

炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

なお，解析条件の不確かさ等を考慮して感度解析を実施しており，いずれの場合において

も評価項目を満足することを確認している。 

（添付資料2.5.5，2.5.6，2.5.7，2.5.8） 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員にて確保可能である。また，必要な水源，燃料

及び電源を供給可能である。 
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以上のことから，事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」において，原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉水位の維持，ほう酸水注入系による炉心へのほ

う酸水の注入，残留熱除去系による原子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した

重要事故シーケンス対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「原子炉停

止機能喪失」に対して有効である。  
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図 2.5.1 原子炉停止機能喪失時の重大事故等対策等の概略系統図（1/3） 

（原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

図 2.5.2 原子炉停止機能喪失時の重大事故等対策等の概略系統図（2/3） 

（原子炉未臨界操作，原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

  

※1

※1

原子炉隔離時冷却系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

※2

高圧代替注水系ポンプ

※2

高圧炉心注水系ポンプ

Ｂ

高圧炉心注水系ポンプ

Ｃ

※1

※1

原子炉隔離時冷却系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

※2

高圧代替注水系ポンプ

※2

高圧炉心注水系ポンプ高圧炉心注水系ポンプ

Ｃ Ｂ

A

残留熱除去系ポンプ

B(C）

※3

ほう酸水

貯蔵タンク

A{B}

※3

ほう酸水注入ポンプ
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図 2.5.3 原子炉停止機能喪失時の重大事故等対策等の概略系統図（3/3） 

（原子炉注水，原子炉格納容器除熱及び原子炉冷却） 

※１

※２

Ｃ

Ｂ

※１

※２残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送
ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源

Ａ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧代替注水系ポンプ
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図 2.5.4 原子炉停止機能喪失における操作概要 

（解析上の時間）

（約0分）

（約24秒後）

（約34秒後）

（約43秒後）

（約173秒後）

（約191秒後）

（約215秒後）

（約239秒後）

（約4分後）

（約11分後）

（約22分後）

ほう酸水全量注入完了確認
（ほう酸水貯蔵タンクレベル0m3）

ほう酸水注入ポンプ手動停止
原子炉未臨界確認

原子炉出力低下に伴い原子炉水位回復
原子炉水位レベル1.5以上に維持

ほう酸水注入開始確認

ほう酸水注入ポンプ手動起動

原子炉水位回復確認
原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）以上に維持

自動減圧系自動起動阻止
・ADS自動起動阻止KOS「阻止」切替
・ADS自動起動阻止位置警報発生確認

・ADS起動信号リセットPB「リセット」

ADS論理タイマ動作

警報発生確認

タービン駆動給水ポンプトリップ
電動駆動給水ポンプ自動起動

タービントリップ確認

残留熱除去系による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却開始

原子炉出力低下に伴い
サプレッション・チェンバ・プール水温度低下開始確認

制御棒挿入操作

高圧炉心注水系自動起動を確認
原子炉注水流量確認

残留熱除去系自動起動を確認
最小流量運転確認※4 ※5

※6

※7

※8

※9

※11

※12

Ⅰ

※10

回復は解析上
考慮せず

原子炉隔離時冷却系水源自動切替
「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

高圧炉心注水系および
原子炉隔離時冷却系水源手動切替

「サプレッション・チェンバ」→「復水貯蔵槽」

高圧代替注水系 起動

No

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

（約27分後）

主蒸気隔離弁全閉発生

原子炉スクラム失敗確認

原子炉水位低下

サプレッションプール水温度高高
49℃到達

復水器ホットウェル水位低低以下
給復水ポンプトリップ

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

逃がし安全弁による
原子炉圧力制御確認

高圧注水系により原子炉水位を維持し，原子炉格納容器はサプレッショ
ン・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却を継続する。原子炉圧力
容器を減圧し原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態とする。また
機能喪失している設備の復旧に努め，制御棒の挿入機能を復旧し全挿入
する

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

原子炉隔離時冷却系自動起動を確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位レベル3からレベル8維持

原子炉スクラム信号発生

サプレッション・チェンバ・プール水位
+50mm到達

高圧炉心注水系水源自動切替
「復水貯蔵槽」→「サプレッション・チェンバ」

原子炉隔離時冷却系
による

原子炉注水確認

手動スクラムボタンによる
手動スクラム実施

原子炉モードスイッチ
「運転」→「停止」

（2.7秒後）

炉心損傷無し継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する

手動スクラムボタンによる
スクラム成功は解析上考慮せず

原子炉モードスイッチによる
スクラム成功は解析上考慮せず

冷却材再循環ポンプ
4台トリップ確認

冷却材再循環ポンプ
6台トリップ確認

※2

※1

全制御棒が全挿入位置又は16ステップ（最大未臨界引き抜き位置）まで挿入されていない

場合，原子炉スクラム失敗と判断する

※2

冷却材再循環ポンプトリップによる選択制御棒挿入には期待しない。また，残り6台の冷

却材再循環ポンプの最低速度ランバックにも期待しない

※3

中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により

起動を確認する

※4

中央制御室盤にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力，流量指示計等にて起動を確認する

※5

中央制御室盤にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する。

原子炉圧力が高いため注入弁は開かず最小流量運転となる

※6

ドライウェル圧力高及び原子炉水位低（レベル1）の両方が検出されると警報が発生する。

30秒間継続後，高圧炉心注水系または残留熱除去系の吐出圧力確立により自動減圧系が動作

する

※7

自動減圧系動作により原子炉圧力容器は急激に減圧され，低圧注水系統から大量の冷水が

注入し，炉心ボイドを急激に潰し大きな正の反応度印加を引き起こす可能性があるため，自

動減圧系が動作する前に自動起動阻止を実施する

※8

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系により原子炉注水しているが，原子炉出力が高い

ため原子炉水位レベル1.5以上に維持できない。そのため，原子炉水位計（燃料域）により

有効燃料棒頂部（TAF）以上を維持する

※9

原子炉スクラム失敗確認からほう酸水注水系起動を判断する

※10

ほう酸水の原子炉注入開始は，ほう酸水貯蔵タンクの水位低下及び原子炉出力低下により

確認する

※11

ほう酸水注入により原子炉出力が低下するため徐々に原子炉水位が上昇する。原子炉出力

を維持するため原子炉水位レベル1.5以上を維持する

※12

ほう酸水全量注入は約165分以内になる設計である

※13

原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子炉水位をレベル3からレベル8に維持する

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】
Ⅰ

制御棒挿入操作には以下の手段がある
・「代替制御棒挿入回路」の手動作動
・スクラムテストスイッチによるペアロッドスクラム
・スクラムパイロット弁励磁コイル用ヒューズ引き抜き
・制御棒電動挿入

※13

原子炉圧力高信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動

※3

※1

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

原子炉水位低信号により
代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能作動
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図 2.5.5 原子炉停止機能喪失時の作業と所要時間 

 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・主蒸気隔離弁　全閉確認，逃がし安全弁によ

る原子炉圧力制御確認

・原子炉スクラム失敗確認

・タービントリップ確認

・原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，残留

熱除去系　自動起動確認

・冷却材再循環ポンプトリップ確認

・給復水ポンプトリップ、原子炉水位低下確認

自動減圧系　自動起動阻止
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・ADS自動起動阻止KOS「阻止」

・ADS起動信号リセットPB「リセット」

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・低圧注水モード→サプレッション・チェン

バ・プール水冷却モード

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・サプレッションプール冷却状況監視

ほう酸水注入系　起動操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・ほう酸水注入系　起動

・注入状況監視

－ － － － － －
・代替制御棒挿入機能起動

・制御棒電動挿入操作

－ － － － － －
・現場移動

・スクラムパイロット弁電磁弁の電源切

・原子炉隔離時冷却系　流量調整

・高圧炉心注水系　流量調整

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b
0人 0人

有効燃料棒頂部以上に維持

原子炉出力低下に伴う水位回復後は、原子炉水位レベル1.5以上維持

有効燃料棒頂部以上に維持

原子炉出力低下に伴う水位回復後は、原子炉水位レベル1.5以上維持

0人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

原子炉水位調整操作
（1人）

A
（1人）

a
－ － － －

10分

残留熱除去系　運転モード切

替操作

適宜実施

ほう酸水全量注入完了まで運転継続

制御棒手動挿入、復旧操作

（解析上考慮せず）

対応可能な要員により

対応する

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

状況判断
2人

A,B

2人

a,b
－ － － －

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

原子炉停止機能喪失

経過時間（分）
備考

事象発生

２ ４ ６ ８ 10 12 14 16 18 20 22 24

原子炉スクラム失敗確認

プラント状況判断

約34秒 格納容器圧力高（13.7kPa[gage]）到達

約239秒 原子炉水位低（レベル1）

約43秒 サプレッションプール水温度高高（49℃）到達

約173秒 給復水ポンプトリップ（復水器ホットウェル水位低低による）

約191秒 原子炉水位低（レベル2）

約215秒 原子炉水位低（レベル1.5）

30秒

3系統ともサプレッション・チェンバ・

プール水冷却モードへ切り替え
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図 2.5.6 中性子束, 平均表面熱流束, 炉心流量の推移（事象発生から 400 秒後まで） 

 

 

 

図 2.5.7 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から 400 秒後まで） 

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

原子炉圧力が高
めに推移してい

ることを受けた，
出力を抑えるた
めの制御による

炉心流量減少 

主蒸気隔離弁の閉止直後の

中性子束の最大値：306（%） 

主蒸気隔離弁閉により，タービン

駆動給水ポンプはトリップする
が，電動駆動給水ポンプが自動起
動して給水が継続する 

圧力上昇と流

量低下に伴う
出力変動 

逃がし安全弁の
閉止による圧力

上昇に伴う出力
上昇 

再循環ポンプ 4
台トリップに

伴う流量急減
後，フィードバ
ック制御によ

り流量増加，こ
れに伴う出力
上昇 

主蒸気隔離弁の閉止によ
る圧力上昇に伴うボイド
急減により出力上昇 

熱流束は出力変
動に追随するよ
うに変動 

再循環ポンプ 4 台トリッ
プに伴うボイド急増によ

る出力下降 

給水加熱喪失によ
る出力上昇及び逃
がし安全弁の開閉

による圧力変動に
伴う出力変動 

再循環ポンプ 6 台ト

リップによる流量減
少 

逃がし安全弁
第 5 段開，第
6 段閉で一旦

バランス 

流量減少及び
圧力変動によ

り，出力は変動
しながら低下 

主蒸気隔離弁の閉止による主蒸気遮断により
低下するが，圧力上昇に伴う逃がし安全弁の
開放により上昇，出力変動にあわせて圧力も

変動するため，蒸気流量も変動する 

主復水器の水位低下に

より電動駆動給水ポン
プがトリップする 

逃がし安全弁の
開閉に伴う蒸気

流量の変動 

1. 中性子束       （%） 

2. 平均表面熱流束 （%） 

3. 炉心流量       （%） 
 

1. 原子炉蒸気流量 （%） 

2. 給水流量       （%） 
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図 2.5.8 原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の流量の推移 

（事象発生から 400 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.9 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）, 逃がし安全弁の 

流量の推移（事象発生から 400 秒後まで）  

事象発生からの時間（s） ※ 100%は定格給水流量 
（7.64×103t/h）を示す。

タービン駆
動給水ポン

プ・トリップ
により水位
減少 

代替冷却材再循環ポンプ・ト
リップ機能によるボイド発生
により一時的に水位上昇 

主蒸気隔離弁の
閉止により圧力
上昇，代替冷却材

再循環ポンプ・ト
リップ機能によ
る出力低下によ

り一旦圧力も低
下するものの，そ
の後の出力上昇
で再び上昇する 

出 力 低 下
に よ り 発

生 蒸 気 が
減少し，圧
力も低下 

給水加熱喪失により出力が増加傾向

となり，高圧のままであるため，逃
がし安全弁が開閉を繰り返し，圧力
（逃がし安全弁の流量）が変動 

復水器ホットウェルの水

位低下により電動駆動給
水ポンプがトリップし，水
位低下 

電動駆動給水ポンプ起

動により水位安定 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉隔離時冷却系 （%） 

2. 高圧炉心注水系    （%） ※ 

1. 原子炉圧力変化                  （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

3. 逃がし安全弁流量                 （%） 

最高圧力:約 8.92MPa(約 19 秒後) 

有効燃料棒頂部 
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図 2.5.10 炉心平均ボイド率の推移（事象発生から 400 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

1. 炉心平均ボイド率  （%） 
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図 2.5.11 燃料被覆管温度※の推移（第 4スペーサ，事象発生から 400 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.12 燃料被覆管温度※の推移 

（第 1から第 4スペーサ，事象発生から 400 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

 

(スペーサ位置) 

第 1 スペーサ 

第 2 スペーサ 

第 3 スペーサ 

第 4 スペーサ 

第 5 スペーサ 

第 6 スペーサ 

第 7 スペーサ 

事象発生からの時間（s） 

※ 第 5 スペーサ位置では 
沸騰遷移は発生して 
いない。 
 

※ 

※ 燃料被覆管については，外面より内面の方が高い温度となるものの，今回の評価が燃料の著しい損傷

の有無（重大事故防止）を確認していることに鑑み，燃料が露出し燃料温度が上昇した場合に，酸化

によって破損が先行すると考えられる燃料被覆管表面で燃料被覆管の最高温度を評価している。 

出力上昇による沸騰遷移に

より燃料被覆管の最高温度

は上昇し，代替冷却材再循環

ポンプ・トリップ機能による

出力低下によってリウェッ

トすることで燃料被覆管の

最高温度は低下する。 

電動駆動給水ポンプのトリップによる原子炉水

位の低下により再循環ポンプがトリップし，炉心

流量が急速に減少することで沸騰遷移が生じる。

これに伴い燃料被覆管の最高温度は上昇するが，

炉心流量の急減によるボイドの増加に伴う反応

度投入により，出力が低下するため，燃料被覆管

の最高温度も低下する。 

出力は逃がし安全弁の開閉による原子炉圧力の

変動を受けて変動しながら低下し，これに伴って

沸騰遷移とリウェットを繰り返す。 

給水加熱喪失に伴う出力上昇を受けて沸

騰遷移が生じ，燃料被覆管の最高温度が上

昇し，逃がし安全弁の開放に伴う出力低下

によってリウェットし，燃料被覆管の最高

温度が低下する。 

1. 第 1 スペーサ 

2. 第 2 スペーサ 

3. 第 3 スペーサ 

4. 第 4 スペーサ 

燃料被覆管の最高温度発生 

（約 920℃，約 175 秒） 
主蒸気隔離弁の閉止による出

力上昇に伴う沸騰遷移による

温度上昇（約 750℃，約 6秒） 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 
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図 2.5.13 熱伝達係数（燃料被覆管の最高温度の発生位置）の推移 

（事象発生から 400 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.14 クオリティ（燃料被覆管の最高温度の発生位置）の推移 

（事象発生から 400 秒後まで）  

1. クオリティ(燃料被覆管の最高温度の発生位置) 

2. 限界クオリティ 

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

熱
伝
達
係
数 

ク
オ
リ
テ
ィ 

（W/（m2・K）） 

（-） 
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図 2.5.15 中性子束の推移（事象発生から 40 分後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.16 炉心流量の推移（事象発生から 40 分後まで）  

事象発生からの時間（m） 

事象発生からの時間（m） 

1. 中性子束  （%） 

1. 炉心流量  （%） 

主蒸気隔離弁の閉止による原子炉圧力の上昇に

伴うボイドの減少によって出力が上昇 

主蒸気隔離弁の閉止による給水加熱喪失

によって出力が上昇 

ほう酸水注入系によるほう酸水の注

入と炉心流量の減少によって出力が

低下 

原子炉圧力高信号による代替冷却材再

循環ポンプ・トリップ機能（再循環ポン

プ 4 台がトリップ）により炉心流量が

減少 

再循環ポンプ 6 台の最低ポン

プ速度での運転による炉心流

量の静定 

原子炉水位低（レベル 2）信号による

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機

能（再循環ポンプ 6台がトリップ）に

より炉心流量が減少 

 

低水位維持操作による原子炉水位

低下により，炉心流量が減少 
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図 2.5.17 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から 40分後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.18 原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の流量の推移 

（事象発生から 40分後まで） 

事象発生からの時間（m） 

事象発生からの時間（m） 
※ 100%は定格タービン蒸気 

流量（7.64×103 t/h）を示す。

※ 復水器ホットウェル水位低信号を受けて停止
する。実機でも数秒の時間遅れしかないこと

を踏まえ，今回の評価では，低圧復水ポンプ, 
高圧復水ポンプ，電動駆動給水ポンプの停止
を同時刻としている。 

 

1. 原子炉蒸気流量 （%） 

2. 給水流量       （%） 

1. 原子炉隔離時冷却系 （%） 

2. 高圧炉心注水系    （%） ※ 

逃がし安全弁の開放に

より蒸気流量が増加 

逃がし安全弁の開閉によ

り蒸気流量が変動 

タービン駆動給水ポンプのトリップによる給水流量の減少

及び電動駆動給水ポンプの起動による給水流量の増加 

電動駆動給水ポンプのトリップ

による給水流量の減少※ 

ドライウェル圧力高信号によ

る非常用炉心冷却系の起動 

原子炉水位維持操作に伴

う非常用炉心冷却系の流

量調整 
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図 2.5.19 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移 

（事象発生から 40分後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.20 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移（事象発生から 40 分後まで） 

事象発生からの時間（m） 

事象発生からの時間（m） 

1. 原子炉圧力変化                  （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

1. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

主蒸気隔離弁の閉止によ

る原子炉圧力の上昇 

逃がし安全弁の開閉による

蒸気流量の変動 

蒸気流量の増加による原

子炉水位の低下 

出力低下及び非常用炉心冷

却系の起動による原子炉水

位の回復 

給水の停止による原子炉

水位の低下 

ほう酸水注入系の起動によ

る反応度抑制効果を受けた

原子炉水位の回復 

非常用炉心冷却系の流量調整

に伴う原子炉水位の変動 

L3 
 
L2 
 

L1.5 

L1 
有効燃料棒頂部 
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図 2.5.21 サプレッション・チェンバ・プール水温, 格納容器圧力の推移 

（事象発生から 40分後まで） 

 

事象発生からの時間（m） 

1. サプレッション・チェンバ・プール水温 （℃） 

2. 格納容器圧力 （×0.005MPa） 

電動駆動給水ポンプの停止による原

子炉水位の低下を受けた蒸気流量の

減少により，サプレッション・チェン

バ・プール水温の上昇率が緩和 

逃がし安全弁の開放によるサプレッショ

ン・チェンバへの蒸気放出により，サプレ

ッション・チェンバ・プール水温及び格納

容器圧力が上昇 

ほう酸水注入系と炉心流量

の減少によって出力が低下

し，蒸気流量が減少すること

により，サプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上昇率

が緩和 
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表 2.5.1 原子炉停止機能喪失における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム失敗確認 
運転時の異常な過渡変化の発生に伴い，原子炉がスクラムすべき状況にもかかわ

らず，制御棒が原子炉へ挿入されない場合，原子炉スクラム失敗を確認する 

代替冷却材再循環ポンプ・トリッ

プ機能 
－ 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

格納容器圧力上昇による高圧・低

圧注水系起動確認 

逃がし安全弁の作動により，格納容器圧力が上昇し，ドライウェル圧力高（13.7 

kPa[gage]）により，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系及び低圧注水系が自動

起動する 

逃がし安全弁 

【原子炉隔離時冷却系】 

【高圧炉心注水系】 

【残留熱除去系（低圧注水モード）】 

－ 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

【残留熱除去系ポンプ吐出圧力計】 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心

注水系による原子炉水位維持 

主蒸気隔離弁の閉止により，復水器ホットウェルの水位が低下し給復水ポンプが

トリップする。これにより給水流量の全喪失となり，原子炉水位は低下するが，

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水が継続しているため

炉心の冠水は維持される 

【原子炉隔離時冷却系】 

【高圧炉心注水系】 

復水貯蔵槽 

代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

高圧代替注水系による原子炉水位

維持 
高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を起動し，原子炉水位を維持する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量 

復水貯蔵槽水位計(SA） 

自動減圧系の自動起動阻止 

原子炉スクラム失敗時に自動減圧系が自動起動すると，高圧炉心注水系及び低圧

注水系から大量の冷水が注水され，出力の急激な上昇に繋がるため，自動減圧系

の起動阻止スイッチを用いて自動減圧系の自動起動を未然に阻止する 

自動減圧系の起動阻止スイッチ － 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

ほう酸水注入系による原子炉未臨

界操作 

ほう酸水注入系を中央制御室からの遠隔操作により手動起動し，炉心へのほう酸

水の注入を開始する 
ほう酸水注入系 － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

残留熱除去系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷却モード）

運転による原子炉格納容器除熱 

中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系によるサプレッション・チェン

バ・プール水冷却モード運転を開始し，原子炉格納容器除熱を開始する 

【残留熱除去系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷却モード）】 
－ 

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

【残留熱除去系系統流量計】 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない設備 
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表 2.5.2 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（1/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード プラント動特性：REDY － 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常水位（セパレータスカート

下端から+119cm） 
通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52.2×103t/h 定格炉心流量として設定 

主蒸気流量 7.64×103t/h 定格主蒸気流量として設定 

給水温度 215℃ 
初期温度 215℃から主蒸気隔離弁閉に伴う給水加熱喪失の後，200 秒程度で 57℃

まで低下し，その後は 57℃一定に設定 

燃料及び炉心 9×9燃料（A型）（単一炉心） 
9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B型）の熱水力的な特性はほぼ同等であること

から，代表的に 9×9燃料（A型）を設定 

核データ（動的ボイド係数） サイクル末期の値の 1.25 倍 サイクル末期の方がサイクル初期に比べてボイド反応度印加割合が大きく，保守

的な評価となることから，サイクル末期として設定 核データ（動的ドップラ係数） サイクル末期の値の 0.9 倍 

ドライウェル空間容積 7,350m3 ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器及び構造物の体積を除いた値） 

サプレッション・チェンバ容積 
空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 
ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造物の体積を除いた値） 

サプレッション・チェンバ・プ

ール水温 
35℃ 通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水温の上限値として設定 

復水貯蔵槽水温 32℃ － 

事
故
条
件 

起因事象 主蒸気隔離弁の全弁閉止 炉心への反応度印加の観点で厳しい過渡事象として設定 

安全機能等の喪失に対する仮定 

原子炉停止機能 

手動での原子炉スクラム 

代替制御棒挿入機能 

バックアップも含めた全ての制御棒挿入機能の喪失を設定 

評価対象とする炉心の状態 平衡炉心のサイクル末期 
サイクル初期に比べてボイド反応度印加割合が大きく，保守的な評価となること

を考慮して設定 

外部電源 外部電源あり 

外部電源が使用できる場合，再循環ポンプは事象発生と同時にトリップしないた

め，原子炉出力が高く維持されることから，格納容器圧力及びサプレッション・

チェンバ・プール水温上昇の観点で事象進展が厳しくなることを考慮して設定 
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表 2.5.2 主要解析条件（原子炉停止機能喪失)（2/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 主蒸気隔離弁閉 － 

主蒸気隔離弁の閉止に要する時間 3 秒 設計上の下限値（最も短い時間）として設定 

代替冷却材再循環ポンプ・トリッ

プ機能 

再循環ポンプが，原子炉圧力高

（7.48MPa[gage]）で 4台，原子炉水

位低（レベル 2）で残りの 6台がトリ

ップ 

原子炉冷却材再循環系のインターロックとして設定 

原子炉圧力高設定点 7.48MPa[gage] 再循環ポンプ 4台トリップの設計値 

ドライウェル圧力高設定点 13.7kPa[gage] 非常用炉心冷却系ポンプの起動信号等の設計値 

原子炉水位低（レベル 2）設定点 セパレータスカート下端から-58cm 
再循環ポンプ 6台トリップ等の設計値 

（セパレータスカート下端は原子炉圧力容器底部から+1223cm） 

原子炉水位低（レベル 1.5）設定点 セパレータスカート下端から-203cm 
高圧炉心注水系起動信号等の設計値 

（セパレータスカート下端は原子炉圧力容器底部から+1223cm） 

原子炉水位低（レベル 1）設定点 セパレータスカート下端から-287cm 
自動減圧系起動信号等の設計値 

（セパレータスカート下端は原子炉圧力容器底部から+1223cm） 

再循環ポンプ・トリップの作動遅

れ時間 
0.2 秒 － 

原子炉再循環流量制御系 

自動運転モード 

高速ランバック機能には使用できな

いものと仮定する 

－ 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の

動作設定値 

逃がし弁機能 

7.51MPa[gage]×1個, 363t/h/個 

7.58MPa[gage]×1個, 367t/h/個 

7.65MPa[gage]×4個, 370t/h/個 

7.72MPa[gage]×4個, 373t/h/個 

7.79MPa[gage]×4個, 377t/h/個 

7.86MPa[gage]×4個, 380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 
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表 2.5.2 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（3/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉隔離時冷却系 

・原子炉水位低（レベル 2）又はドライウェル圧

力高信号（13.7kPa[gage]）によって自動起動 

・注水遅れ時間 30秒 

・注水流量 182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]におい

て） 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

 

高圧炉心注水系 

・原子炉水位低（レベル 1.5）又はドライウェル

圧力高信号（13.7kPa[gage]）によって自動起

動 

・注水遅れ時間 24秒（設計値の 37秒から D/G の

起動遅れ 13 秒を除いた値） 

・注水流量 182～727m3/h（8.12～0.69MPa[dif]に

おいて） 

高圧炉心注水系の設計値として設定 

 

ほう酸水注入系 
・注水流量 190 リットル/分 

・ほう酸濃度 13.4w% 
ほう酸水注入系の設計値として設定 

残留熱除去系（サプレッ

ション・チェンバ・プー

ル水冷却モード） 

・熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレッション・

チェンバのプール水温 52℃，海水温度 30℃に

おいて） 

残留熱除去系の設計値として設定 
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表 2.5.2 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（4/5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

自動減圧系の自動起動阻止操作 
・自動減圧系の自動起動阻止操作に成功する

ものとし，自動減圧系は動作しない 

・急速減圧による大量の冷水注入による反応

度上昇防止を踏まえ，自動減圧系起動信号

発生後，逃がし安全弁の開放までの 30秒の

間に自動減圧系の自動起動阻止操作を設定 

ほう酸水注入系運転操作 
・原子炉スクラムの失敗を確認した後から 10

分後に起動 

・原子炉スクラムの失敗を確認した後から，

運転員の操作余裕として 10 分を考慮した値 

残留熱除去系（サプレッション・チェ

ンバ・プール水冷却モード）運転操作 

・サプレッション・チェンバ・プール水温が

49℃に到達した後から 10分後に起動 

・サプレッションプール水温高警報設定値

（49℃）到達から，運転員の操作余裕とし

て 10分を考慮した値 

 

 

表 2.5.2 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（5/5） 

項目 主要解析条件・相関式 条件設定の考え方 

解析コード SCAT（ホットバンドル解析） － 

最小限界出力比（MCPR） 1.22 通常運転時の MCPR の下限値 

最大線出力密度（MLHGR） 44kW/m 通常運転時の MLHGR の上限値 

BT 判定（時刻） GEXL 相関式 － 

BT 後の被覆管表面熱伝達率 修正 Dougall-Rohsenow 式 － 

リウェット相関式 学会標準における相関式 2 － 
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添付資料 2.5.1 

 

評価対象の炉心を平衡炉心のサイクル末期とすることの妥当性 

 

 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）では，評価対象

の炉心を平衡炉心のサイクル末期としている。この評価条件とした理由を以下に示す。 

プラントの動特性の評価では，動的ボイド係数が重要なパラメータとなる。原子炉圧力の

上昇等によって炉心のボイド率が低下した場合，動的ボイド係数の絶対値が大きいほど，炉

心に印加される正の反応度が大きくなり，出力増加量を厳しくする。 

動的ボイド係数は，減速材ボイド係数を遅発中性子発生割合（β値）で除した値であり，

動的ボイド係数は一般にサイクル末期の方が絶対値が大きい。また，今回の評価ではボイド

率が40%から55%程度で推移することから，動的ボイド係数はサイクル末期の方が絶対値が

大きい。サイクル初期とサイクル末期の遅発中性子発生割合（β値）を表1に，今回の評価

におけるボイド率の推移を図1に，減速材ボイド係数を図2に，動的ボイド係数を図3に示す。 

上記の通り，サイクル末期の方がサイクル初期に比べてボイド反応度印加割合が大きく，

保守的な評価となることを考慮し，評価対象の炉心を平衡炉心のサイクル末期とした。 

 

以上 
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表1 サイクル初期とサイクル末期の遅発中性子発生割合（β値） 

 平衡炉心サイクル初期 平衡炉心サイクル末期 

遅発中性子発生割合（β値） 0.0060 0.0053 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ベースケースにおける炉心平均ボイド率の推移（事象発生から 250 秒後まで） 

事象発生からの時間（s） 



 

添
2.5.1-3 

図 2 減速材ボイド係数（9×9燃料（A型）取替炉心） 図 3 動的ボイド係数（9×9燃料（A型）取替炉心） 
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添付資料 2.5.2 

 

自動減圧系の自動起動阻止操作の考慮について 

 

1. 自動減圧系の自動起動阻止操作について 

自動減圧系は，ドライウェル圧力高（13.7kPa）信号が発生し，原子炉水位低（レベル1）

信号が発生すると自動起動信号が発信され，発信から30秒の時間遅れの後，高圧炉心注水ポ

ンプ又は低圧注水ポンプの吐出圧力が確立している場合に作動する。 

自動減圧系の作動によって急激に原子炉圧力容器が減圧された場合，高圧炉心注水系，低

圧注水系によって，炉心に大量の低温の水が注入される。これは，制御棒等による未臨界が

確保されていない原子炉に対しては，炉心のボイドの急激な潰れに伴う急激な出力上昇を

もたらすこととなる。 

この急激な出力上昇を防ぐために，原子炉スクラム失敗時に自動減圧系の自動起動を阻

止するための起動阻止スイッチを設けており，手順書の整備及び継続的な訓練を実施して

いる。これを考慮し，本評価では運転員による自動減圧系の自動起動を阻止する操作に期待

している。 

 

2. 自動減圧系の自動起動阻止操作に関する訓練について 

本事象では，事象発生から約4分で自動減圧系の自動起動信号が発信されるため，その後

30秒の間に自動減圧系の自動起動阻止操作を実施することとしている。これは事象発生か

ら10分以内の操作であり，他の操作では見込んでいる運転員操作までの10分の時間余裕を

考慮していない。 

本操作は制御棒挿入失敗事象が発生した場合の重要な操作であり，運転員の訓練を重ね

ている操作であるが，他の操作と同様に10分の時間余裕を条件とすると評価に組み込むこ

とができず，炉心損傷防止の手順に沿った有効性評価とならない。 

このため，本操作に関しては，その操作が容易なスイッチ操作であること，本操作の重要

性を訓練で繰り返し運転員に周知していること，本操作の判断の余裕として与えられてい

る30秒であること等を考慮し，事象発生から10分以内の操作であるものの，設計の思想通り

に評価に見込むものとした。なお、運転員の手順書においては自動減圧系の自動起動信号が

発信する前に，それに至る可能性がある場合は自動起動阻止操作を実施することを定めて

いる。 

 

以上 
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表 1-1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉停止機能喪失）（1/2） 

【REDY】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 
核分裂出力 核特性モデル 考慮しない 反応度フィードバック効果の不確かさに含まれる 反応度フィードバック効果の不確かさに含まれる 

反応度フィー

ドバック効果 

反応度モデル

（ボイド・ドッ

プラ） 

動的ボイド係数 

：0.68～1.53 

動的ドップラ係数 

：0.81～1.25 

反応度モデル等の仮定の不確かさについては、「表 2 解析条件を最確条件とした場合

の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響」の核データ（動的ボ

イド係数）及び核データ（動的ドップラ係数）の項にて述べる 

反応度モデル等の仮定の不確かさについては、「表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操

作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響」の核データ（動的ボイド係数）及び核データ

（動的ドップラ係数）の項にて述べる 

反応度モデル

（ボロン） 

高温停止に必要なボロン

反応度：-3%Δk 

ほう酸水の拡散の違いにより，ボロン反応度印可割合が変わり，未臨界までの時間に影

響するが，SLC 操作開始時間に与える影響はない 

反応度モデル（ボロン）の不確かさが評価パラメータに与える影響が小さいことを確認している（重

大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY）） 

崩壊熱 崩壊熱モデル 1 秒後+0.8%/-0.1% 
崩壊熱モデルによる不確かさの影響は小さく，挙動が大幅に変わることはないことか

ら，運転員操作時間等に与える影響はない 

崩壊熱モデルの不確かさが評価パラメータに与える影響が小さいことを確認している（重大事故等

対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY）） 

沸騰・ボイド率

変化 

炉心ボイドモデ

ル 

炉心流量補正 

：補正無し/最大補正

二次関数 

炉心ボイドモデル等の影響は，原子炉出力変化に影響を及ぼし，燃料被覆管温度，サプ

レッション・チェンバ・プール水温度や水位変化に影響すると考えられる。しかしなが

ら，その影響は小さく，多少の挙動の変化は運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心ボイドモデル等の仮定の不確かさにより，補正量が大きい方が，炉心流量が小さくなった場合

に炉心ボイド率を少なめに模擬することから原子炉出力を高めに評価し，燃料被覆管温度を厳しめ

に評価するが，感度解析（重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードにつ

いて（第３部 REDY））結果より，評価パラメータに与える影響が小さいことを確認している 

原子炉圧

力容器 
冷却材流量変

化（強制循環

時） 

再循環モデル 
再循環ポンプ慣性時定数 

：＋10%／－10% 

再循環ポンプ慣性時定数の影響は，再循環ポンプトリップ時の炉心流量，原子炉出力変

化に影響するが，事象発生初期短時間の影響であり，運転員操作の起点となるサプレッ

ション・チェンバ・プール水温や原子炉水位変化に影響を与えるものではないため，運

転員等操作時間に与える影響はない 

冷却材流量変化（強制循環時）速度が小さいと原子炉バウンダリ圧力が高く評価され，大きいと燃

料被覆管温度が高く評価されるが，感度解析（重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデ

ント解析コードについて（第３部 REDY））結果より，評価パラメータに与える影響が小さいことを

確認している 

冷却材流量変

化（自然循環

時） 

再循環モデル モデルの仮定に含まれる 

自然循環流量は，再循環ポンプトリップ後の炉心流量変化として，原子炉出力変化に影

響し，サプレッション・チェンバ・プール水温や水位変化に影響する可能性があるが，

実機試験との比較による妥当性評価において挙動は良く再現されていることから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい 

冷却材流量変化（自然循環時）が大きいと燃料被覆管温度が高くなる可能性はあるが，実機試験と

の比較による妥当性評価において挙動は良く再現されていることから，評価パラメータに与える影

響は小さい 

冷却材（臨界

流・差圧流） 

逃がし安全弁モ

デル 

逃がし弁流量 

：＋16.6% 

逃がし弁流量が多くなると，原子炉水位の低下やサプレッション・チェンバ・プール水

温の上昇が早くなるなどの影響が考えられるが，感度解析（重大事故等対策の有効性評

価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY））結果より，評価パ

ラメータに与える影響が小さいことを確認しており，運転員等操作時間に与える影響は

小さい 

冷却材放出量が小さいと，原子炉圧力及び燃料被覆管温度が高く評価されるが，下限値を使用して

いるため不確かさについては考慮不要。冷却材放出量が大きいと，格納容器圧力及び格納容器プー

ル水温度が高く評価される可能性があるが，感度解析（重大事故等対策の有効性評価に係るシビア

アクシデント解析コードについて（第３部 REDY））結果より，評価パラメータに与える影響が小さ

いことを確認している 

  

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（原子炉停止機能喪失） 
添付資料 2.5.3 
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表 1-1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉停止機能喪失）（2/2） 

【REDY】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子炉圧

力容器 

ECCS 注水（給水

系・代替注水設

備含む） 

給水系モデル 

給水エンタルピ 

(1) 給水温度（主蒸気流量零

で）：－60kJ/kg（－14℃） 

(2) 遅れ時間：＋50 秒 

給水エンタルピの低下が早くなると，給水加熱喪失による出力上昇が早くなり，サプレッション・

チェンバ・プール水温の上昇が早くなることが考えられるが，感度解析（重大事故等対策の有効

性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY））結果より，評価パラメ

ータに与える影響が小さいことを確認しており，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

事象発生初期の給水温度低下による出力上昇により燃料被覆管温度が高くなる可

能性，また，給水流量や ECCS 流量が多いと格納容器圧力とサプレッション・チェ

ンバ・プール水温に影響を与える可能性があるが，感度解析（重大事故等対策の有

効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY））結果よ

り，評価パラメータに与える影響が小さいことを確認している 

高圧炉心注水系流量：＋137% 

高圧炉心注水系の流量が増加すると原子炉水位が高めに維持されることで，発生蒸気量が増加

し，サプレッション・チェンバ・プール水温の上昇が早くなることが考えられるが，感度解析（重

大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY））結

果より，評価パラメータに与える影響が小さいことを確認しており，運転員等操作時間に与える

影響は小さい 

サプレッション・チェンバのプ

ール水の初期エンタルピ：－

104kJ/kg（－25℃） 

初期のサプレッション・チェンバ・プール水温（初期エンタルピ）が低いと，サプレッションプ

ール水温度高に到達する時間が遅れることが考えられるが，感度解析（重大事故等対策の有効性

評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第３部 REDY））結果より，評価パラメー

タに与える影響が小さいことを確認しており，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

ほう酸水の拡散 
ほう酸水拡散

モデル 
保守的値を使用 

解析コードは保守的な値を用いているため，実際の炉心内におけるほう酸水の拡散は早く，ボロ

ン反応度印加割合が大きくなり未臨界までの時間が早くなるが，ほう酸水注入開始以降に実施す

る運転操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードはほう酸水の拡散に関して保守的な値を用いているため，未臨界までの

時間を遅く評価し，サプレッション・チェンバ・プール水温及び格納容器圧力を高

めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕は評価

結果より大きくなる 

原子炉格

納容器 

サ プ レッ シ ョ

ン・プール冷却 

格納容器モデ

ル 
モデルの仮定に含まれる 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える

影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメ

ータに与える影響」にて確認 
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表 1-2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉停止機能喪失） 

【SCAT】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

出力分布変化 出力分布モデル 

入力値に含まれる。解析コードでは保守的に中央ピ

ークに基づく軸方向出力分布を代表的に入力する

ため，燃料被覆管温度は高く評価される 

解析コードでは保守的に中央ピークに基づく軸方向出力分布を代表的に入力す

るため，燃料被覆管温度は高く評価される。このため，実際の燃料被覆管温度は

解析コードによる評価結果よりも低くなるが，燃料被覆管温度をパラメータとし

て操作開始の起点としていないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは保守的に中央ピークに基づく軸方向出力分布を代表的に入

力することにより燃料被覆管温度を高く評価することから，評価項目とな

るパラメータに対する実際の安全余裕は評価結果より大きくなる 

燃料棒内温度

変化 

熱伝導モデル，燃料ペ

レット-被覆管ギャッ

プ熱伝達モデル 

入力値に含まれる。解析コードでは燃料ペレットと

燃料被覆管間のギャップ熱伝達係数を高めに入力

するため，過渡的な遷移沸騰時の燃料被覆管温度は

高めに評価されるが有意ではない 

解析コードでは燃料ペレットと燃料被覆管間のギャップ熱伝達係数を高めに入

力するため，過渡的な遷移沸騰時の燃料被覆管温度は高く評価される。このため，

実際の燃料被覆管温度は解析コードによる評価結果よりも低くなるが，燃料被覆

管温度をパラメータとして操作開始の起点としていないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない 

解析コードでは燃料ペレットと燃料被覆管間のギャップ熱伝達係数を高め

に入力することにより過渡的な遷移沸騰時の燃料被覆管温度を高く評価す

ることから，評価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕は評価結

果より大きくなるものの有意ではない 

燃料棒表面熱

伝達 

熱伝達モデル 

リウェットモデル 

解析コードは燃料棒表面熱伝達を概ね保守的に評

価する相関式（修正 Dougall-Rohsenow 式）を採用し

たことに加えて輻射熱伝達を無視しているため燃

料棒表面の熱伝達係数は概ね小さく評価される 

解析コードでは，燃料棒表面熱伝達を概ね保守的に評価する相関式（修正

Dougall-Rohsenow 式）を採用し，輻射熱伝達を無視しているため，燃料棒表面の

熱伝達係数は概ね小さく評価される。このため，実際の燃料棒表面での熱伝達は

解析コードによる評価結果よりも大きめとなり，燃料被覆管温度は解析コードに

よる評価結果よりも低めとなるが，燃料被覆管温度をパラメータとして操作開始

の起点としていないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料棒表面熱伝達を概ね保守的に評価する相関式の採用

及び輻射熱伝達を無視した取扱いにより燃料被覆管温度を概ね高く評価す

ることから，評価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕は評価結

果より大きくなる。なお，燃料被覆管温度が概ね高く評価されるため，リ

ウェット時刻は遅く評価されるが，更に保守的な取扱いとして，リウェッ

トを考慮しない場合を仮定しても評価項目となるパラメータは評価項目の

要件を満足する 

（添付資料 2.5.4） 

沸騰遷移 沸騰遷移評価モデル 

入力条件に含まれる。解析コードでは沸騰遷移が生

じ易い条件として，初期条件を運転制限 MCPR とな

るバンドル出力，バンドル流量とし，SLMCPR を基準

に沸騰遷移の発生及び沸騰遷移位置を判定するよ

う設定しているため，燃料被覆管温度は概ね高めに

評価される 

解析コードでは沸騰遷移が生じ易い条件として，初期条件を運転制限 MCPR とな

るバンドル出力，バンドル流量とし，SLMCPR を基準に沸騰遷移の発生及び沸騰

遷移位置を判定するよう設定しているため，燃料被覆管温度は概ね高めに評価さ

れる。このため，実際の燃料被覆管温度は解析コードによる評価結果よりも低く

なるが，燃料被覆管温度をパラメータとして操作開始の起点としていないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは沸騰遷移が生じやすい条件設定によって燃料被覆管温度を

概ね高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する実際の

安全余裕は評価結果より大きくなる 

気液熱非平衡 
熱伝達モデル， 

リウェットモデル 

解析コードでは沸騰遷移後の熱伝達を概ね保守的

に評価する相関式（修正 Dougall-Rohsenow 式）を適

用し，加えて輻射熱伝達を無視しているため，蒸気

温度を飽和として熱伝達を取り扱っても燃料被覆

管温度は概ね高めに評価される。このため，燃料被

覆管温度に対する気液の熱的非平衡の影響を概ね

保守的に取り扱っているとしてよい 

解析コードでは沸騰遷移後の熱伝達を概ね保守的に評価する相関式（修正

Dougall-Rohsenow 式）を適用し，加えて輻射熱伝達を無視しているため，気液の

熱的非平衡の影響を概ね保守的に取り扱えることから，燃料被覆管温度は概ね高

めに評価される。しかしながら，燃料被覆管温度をパラメータとして操作開始の

起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

解析コードでは概ね保守的に評価する相関式（修正 Dougall-Rohsenow 式）

を適用し，輻射熱伝達を無視することで，気液の熱的非平衡の影響を概ね

保守的に取り扱うことができ，燃料被覆管温度を概ね高めに評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕は評価結果より

大きくなる 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉停止機能喪失）（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

原子炉熱出力 3,926MWt 
3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度が緩和される。最確条件とした

場合の運転員等操作時間への影響は，最大線出力密度にて説明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度緩和される。最確条件とした

場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，最大線出力密度に

て説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に

与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 通常運転水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例

えば，事象発生約 300秒後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m

であるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小

さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間

に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，事象発生約 300 秒後の原子炉水位の低下量は通常運転水

位－約 4mであるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mmであ

り非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化し，炉心流量が少ない場合は相対

的にボイド率が高くなるため，主蒸気隔離弁の閉止による圧力上昇時に

印加される正のボイド反応度が大きくなり，事象進展に影響を与え，運

転員等操作時間に影響を与える 

炉心の反応度補償のため初期値は変化し，炉心流量が少ない場合は相

対的にボイド率が高くなるため，主蒸気隔離弁の閉止による圧力上昇

時に印加される正のボイド反応度が大きくなる等により，評価項目と

なるパラメータに影響を与える 

（添付資料 2.5.4） 

給水温度 約 215℃ 
約 216～218℃ 

（実測値） 

初期温度 215℃から主蒸気隔離弁

の閉止に伴う給水加熱喪失の後，

200 秒程度で 57℃まで低下し，そ

の後は 57℃一定に設定 

最確条件とした場合は、給水温度が高くなることから、負の反応度投入

となり出力が低くなるが、その影響は小さいため事象進展に与える影響

はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合は、給水温度が高くなることから、負の反応度投

入となり出力が低くなるが、その影響は小さく，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない 

燃料及び炉心 
9×9燃料（A型）（単

一炉心） 
装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B

型）は，熱水力的な特性はほぼ同

等であり，ともに修正 Dougall-

Rohsenow 式及び相関式 2 の保守

性に概ね包含されることから，代

表的に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等であ

り，事象進展に与える影響は大きくないことから，運転員等操作時間に

与える影響は有意とならない 

（重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コード

について（第４部 SCAT））） 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同

等であり，ともに炉心動特性及びポスト BT 挙動の評価特性に主に由

来する安全余裕に概ね包含されることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は有意とならない 

（重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コー

ドについて（第４部 SCAT））） 

最小限界出力比 1.22 
約 1.30 以上 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，解析条件よりも大きくなるため，燃料被覆管温度

の上昇幅等は緩和されるが，燃料被覆管温度をパラメータとして操作開

始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇幅等は緩和されることか

ら，評価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕は評価結果よ

り大きくなる 

最大線出力密度 44.0kW/m 
約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度上昇は緩和されるが，燃料被覆管

温度をパラメータとして操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度上昇は緩和されることから，評

価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕は評価結果より大

きくなる 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉停止機能喪失）（2/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

核データ 

（動的ボイド係

数） 

サイクル末期の値の

1.25 倍 
－ 

反応度印加割合が大きくなるよ

う保守的な条件として設定 

最確条件とした場合，動的ボイド係数の絶対値が小さくなるため燃料被覆管温度上昇

は緩和されるが，これによるプラント挙動への影響は小さく，運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。なお，解析コードの不確かさ等を考慮して設定している動的ボイド係

数の保守因子の大きさは，本重要事故シーケンスの事象進展に応じて変動しうるが，動

的ボイド係数の保守因子の変動に動的ドップラ係数の保守因子の変動も考慮して厳し

い組み合せとした場合においても，プラント挙動への影響は小さいことが確認されて

いる（「付録 3 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードに

ついて」） 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度上昇は緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する実際の安全余裕は評価結果より大きくなる。なお，解析コードの不確かさ等を考慮して設

定している動的ボイド係数の保守因子の大きさは，本重要事故シーケンスの事象進展に応じて変

動しうるが，動的ボイド係数の保守因子の変動に動的ドップラ係数の保守因子の変動も考慮して

厳しい組み合せとした場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを

確認している（「付録 3 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードにつ

いて」） 

最確条件とした場合，動的ドップラ係数の絶対値が大きくなるため燃料被覆管温度上

昇は緩和されるが，これによるプラント挙動への影響は小さく，運転員等操作時間に与

える影響は小さい。なお，解析コードの不確かさ等を考慮して設定している動的ドップ

ラ係数の保守因子に関しては，核データ（動的ボイド係数）に記載のとおりプラント挙

動への影響は小さいことが確認されている（「付録 3 重大事故等対策の有効性評価に

係るシビアアクシデント解析コードについて」） 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度上昇は緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する実際の安全余裕は評価結果より大きくなる。なお，解析コードの不確かさ等を考慮して設

定している動的ドップラ係数の保守因子に関しては，核データ（動的ボイド係数）に記載のとお

り評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認している（「付録 3 重大事故等対

策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」） 

核データ 

（動的ドップラ

係数） 

サイクル末期の値の

0.9 倍 
－ 

ドライウェル空

間容積 
7,350m3 

7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全

体積から内部機器及び構造物の

体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，運転員等操

作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない 

サプレッション・

チェンバ容積 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，運転員等操

作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない 

サプレッション・

チェンバ・プール

水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆらぎに

よるサプレッション・チェンバ・プール水位の低下分の熱容量は通常水位時に対して非

常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対し

て，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，

その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与

える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆらぎによるサプ

レッション・チェンバ・プール水位の低下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例え

ば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下

分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%

程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい 

サプレッション・

チェンバ・プール

水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件とし

て設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，サプレッションプール

水温度高に到達する時間が遅れることが考えられるが，事象初期の温度上昇に対して

その影響は僅かであり，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，原子炉格納容器の熱容量は大きく

なり除熱が必要となるまでの時間が長くなるが，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。原子炉への ECCS による注水に伴う反応度印加の観点では，最確条件の方がサプレッション・

チェンバ・プール水温が低いため，解析条件よりも高い反応度を印加することとなるが，最確条

件と解析条件の差は僅かであり，原子炉への注水流量の観点では給水系が支配的であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は無視できる 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆらぎに

よる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が

初期ピークに達するまでの圧力上昇率（平均）は,事象発生約 1500 秒後で約 550kPa で

あるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，

事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆらぎによる格納

容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピークに達す

るまでの圧力上昇率（平均）は,事象発生約 1500 秒後で約 550kPa であるのに対して，ゆらぎによ

る圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，格納容器

温度は飽和温度となることから，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，格納容器温度は飽

和温度となることから，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい 

外部水源の温度 32℃ 
約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考

に保守的に低めの値を設定 

当該解析では極めて短時間（約 24 秒）にサプレッション・チェンバのプール水に自動

で切り替わることから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

当該解析では極めて短時間（約 24秒）にサプレッション・チェンバのプール水に自動で切り替わ

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

（添付資料 2.5.5） 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉停止機能喪失）（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 起因事象 主蒸気隔離弁の全弁閉止 － 
炉心への反応度印加の観点で厳しい過渡事

象として設定 

－ － 

安全機能等の喪失に対す

る仮定 

原子炉停止機能，手動での原子炉スク

ラムおよび代替制御棒挿入機能の喪失 
－ 

バックアップを含めた全ての制御棒挿入機

能の喪失を設定 

評価対象とする炉心の状

態 
平衡炉心のサイクル末期 － 

サイクル初期に比べてボイド反応度印加割

合が大きく，保守的な評価となることを考

慮して設定 

外部電源 外部電源あり － 

外部電源がある場合，再循環ポンプは，事

象発生と同時にトリップせず，原子炉出力

が高く維持されることから，原子炉格納容

器の圧力，サプレッション・チェンバ・プ

ール水温の上昇の観点で事象進展が厳しく

なることを考慮して設定 

仮に事象発生とともに外部電源喪失が発生す

る場合は，外部電源喪失と同時に再循環ポンプ

がトリップし，電動駆動原子炉給水ポンプによ

る原子炉への給水も行われないため，事象進展

が緩やかとなり，事故発生直後の運転員等操作

に若干の時間余裕が生じる 

仮に事象発生とともに外部電源喪失が発生する場合は，外部電源

喪失と同時に再循環ポンプがトリップし，電動駆動原子炉給水ポ

ンプによる原子炉への給水も行われず，原子炉出力が低くなるた

め，評価項目となるパラメータに対する実際の安全余裕が評価結

果より大きくなる 

（添付資料 2.5.7） 

機器

条件 

主蒸気隔離弁の閉止 閉止時間：3秒 閉止時間：3秒以上 4.5 秒以下 設計値のうち最短時間を保守的に設定 

解析条件で設定している主蒸気隔離弁の閉止

時間を長くした場合，初期の原子炉圧力上昇に

より印加される反応度は小さくなるが，事象発

生から極短時間での動作であり，運転員等操作

時間に与える影響は小さい 

解析条件で設定している主蒸気隔離弁の閉止時間を長くした場

合，初期の原子炉圧力上昇により印加される反応度は小さくな

り，初期の原子炉出力上昇が小さくなるため，評価項目となるパ

ラメータに対する実際の安全余裕は評価結果より大きくなる 

冷却材ポンプ 4 台トリッ

プ信号 

7.48MPa[gage] 

遅れ時間：0.2 秒 

7.48MPa[gage] 

遅れ時間：0.2 秒 

冷却材再循環ポンプ 4台トリップの設計値

として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

冷却材ポンプ 6 台トリッ

プ信号 
原子炉水位低（レベル 2）到達時 原子炉水位低（レベル 2）到達時 

冷却材再循環ポンプ 6台トリップ等の設計

値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

高圧炉心注水系起動信号 
ドライウェル圧力高到達時 

原子炉水位低（レベル 1.5）到達時 

ドライウェル圧力高到達時 

原子炉水位低（レベル 1.5）到達時 

高圧炉心注水系起動信号等の設計値として

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動起動， 

182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）

にて注水 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動

起動，182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]

において）にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

（添付資料 2.5.6） 

高圧炉心注水系 

原子炉水位低（レベル 1.5）にて自動起

動，727m3/h（0.69MPa[dif]において）に

て注水 

原子炉水位低（レベル 1.5）にて自

動起動，727m3/h（0.69MPa[dif]にお

いて）にて注水 

高圧炉心注水系の設計値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の

保守性）であっても，反応度印加として寄与す

る給水流量に対する割合は小さく，運転員等操

作時間に与える影響は小さい 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性）であって

も，反応度印加として寄与する給水流量に対する割合は小さく，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

（添付資料 2.5.6） 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値とし

て設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

ほう酸水注入系 
注入流量：190 リットル/分 

ほう酸濃度：13.4% 

注入流量：190 リットル/分 

ほう酸濃度：13.4% 
ほう酸水注入系の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

残留熱除去系（サプレッ

ション・チェンバ・プー

ル水冷却モード） 

熱交換器 1基あたり約 8MW（サプレッシ

ョン・チェンバのプール水温 52℃，海

水温度 30℃において） 

熱交換器 1 基あたり約 8MW（サプレ

ッション・チェンバのプール水温

52℃，海水温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事

象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間

に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

  



 添 2.5.3-7

 

表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（原子炉停止機能喪失）（1/2） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパ

ラメータに与える

影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

自動減圧

系起動阻

止操作 

原子炉水位低

（レベル 1）到

達後 30 秒以内 

急速減圧による大

量の冷水注入によ

る反応度上昇防止

を踏まえ，自動減

圧系起動信号発生

後，逃がし安全弁

の開放までの30秒

の間に自動減圧系

起動阻止操作を設

定 

【認知】 

自動減圧系起動信号の一部である「原子炉水位低（レベル 1）」は，事故時の

重要監視パラメータである原子炉水位を継続監視しているため認知に大幅な遅

れが生じることは考えにくい。さらに，運転員の認知を助けるために原子炉水

位による複数の警報と，自動減圧系起動 30 秒タイマー動作の警報が発報する。

よって,認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していること

から，操作時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作時間に与える影響なし 

【操作所要時間】 

自動減圧系起動阻止操作は制御盤の操作スイッチを 2 つ操作する必要がある

が，簡単な操作であるため，操作所要時間が操作開始時間に与える影響なし 

【他の並列操作有無】 

原子炉停止機能喪失の初期は，パラメータ監視とともに，ほう酸水注入系の

起動操作，制御棒の挿入操作が並行して行われているため，操作開始時間は変

動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起

こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

ほう酸水注入系の起動操作，制御

棒の挿入操作等他の事象収束のた

めの操作を並行して行うため，操

作開始時間は変動しうるが，本操

作が遅れないようにタイマー動作

の警報が発報すること及び運転員

は 2 名で対応することから，操作

が遅れる可能性は低く，実態の操

作開始時間は解析上の設定とほぼ

同等であり，操作開始時間に与え

る影響は小さい。 

当該操作は，解析コード及び解析

条件の不確かさ（操作条件を除く）

により，操作開始時間は遅れる可

能性があるが，中央制御室で行う

操作であり，他の操作との重複も

ないことから，他の操作に与える

影響はない 

実態の操作開始時

間は解析上の設定

とほぼ同等である

ことから，評価項

目となるパラメー

タに与える影響は

小さい 

自動減圧系起動阻止操作が行われなかった場

合でも，自動減圧系の作動による減圧開始か

ら低圧注水系による原子炉注水が開始される

までには低圧注水系による注水が可能な圧力

に原子炉が減圧されるまでの時間があり，こ

の間に自動起動阻止操作を実施することで低

圧注水系による原子炉注水を防止でき，実際

にはこの間についても操作時間として確保で

きるため，時間余裕がある。 

運転状態の原子炉圧力(約 7MPa)から逃がし

安全弁 8 個で減圧する場合について，同操作

を実施している 2.1 高圧・低圧注水機能喪失

を参照すると，原子炉圧力(図 2.1.6 参照)は

逃がし安全弁 8 個による減圧開始後約 160 秒

で約 2MPa まで低下している。このことから，

自動減圧系の作動により逃がし安全弁 8 個に

よる減圧が開始された場合であっても，減圧

開始から約 160 秒の間に自動減圧系の自動起

動阻止操作を実施することで，低圧注水系に

よる原子炉注水を防止できる 

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，原子炉水位

低（レベル 1）よ

り早く原子炉停

止機能喪失及び

格納容器圧力高

信号を確認した

時点で自動減圧

系起動阻止操作

を実施。想定で

意図している運

転操作が実施可

能なことを確認

した 

ほう酸水

注入系運

転操作 

原子炉スクラ

ムの失敗を確

認した後から

10 分 

原子炉スクラムの

失敗を確認した後

から，運転員の操

作余裕として10分

を考慮して設定 

【認知】 

原子炉スクラムが成功しているかは，スクラム警報の発生の有無・制御棒の

挿入状態・中性子束の減少により確認するが，これらは中央制御室の大型表示

盤等で容易に確認することができる。制御棒の挿入状態は「全制御棒全挿入」

表示によって確認可能であり，中性子束の減少は，原子炉スクラムが成功して

いれば平均出力領域モニタの指示が急激に低下するため容易に確認することが

できる。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していること

から，操作時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作時間に与える影響なし 

【操作所要時間】 

ほう酸水注入系起動操作は制御盤の操作スイッチによる簡単な操作であるた

め，操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

原子炉停止機能喪失の初期は，パラメータ監視とともに，ほう酸水注入系の

起動操作，サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転操作，制御棒

の挿入操作，原子炉水位制御操作が並行して行われているため，操作開始時間

は変動しうる。ただし，並列操作の中でも，手順では制御棒挿入失敗が確認さ

れ次第速やかにほう酸水注入系の起動操作を優先する手順となっている。 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起

こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

状態把握の時間及び操作時間に余

裕を含めて解析上は10分間を想定

しているが，制御棒挿入失敗が確

認され次第，ほう酸水注入系の起

動操作を優先して速やかに実施す

る手順となっていること，また，本

操作は中央制御室内での簡易なス

イッチ操作であることから，操作

開始時間は解析上の設定よりも早

まる可能性があり，原子炉へのほ

う酸水注入系による注水開始時間

を早める。 

当該操作は，操作手順に変わりが

なく，パラメータを起点としてい

ない操作であることから，解析コ

ード及び解析条件の不確かさ（操

作条件を除く）による操作開始時

間に与える影響はない。また，当該

操作は，中央制御室で行う操作で

あり，他の操作と重複もないこと

から，他の操作に与える影響はな

い 

実態の操作開始時

間は解析上の設定

よりも早くなる可

能性があり，格納

容器圧力及び温度

は解析結果よりも

低くなる可能性が

あることから，評

価項目となるパラ

メータに対する余

裕が大きくなる 

なお，燃料被覆管

温度は，ほう酸水

注入系運転操作開

始前に最大となる

ことから影響はな

い 

ほう酸水注入系運転操作は事象発生直後に開

始する操作としている。ほう酸水注入系の運

転開始時間は，主にサプレッション・チェン

バ・プール水温及び格納容器圧力に影響する

が，事象発生から 10 分後に操作を開始した場

合でも，格納容器圧力及び格納容器温度の最

大値は原子炉格納容器の限界圧力及び限界温

度をそれぞれ下回ることから、事象発生から

10 分以上の時間余裕がある 

（添付資料 2.5.9） 

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タにて訓練実績

を取得。訓練で

は，原子炉停止

機能喪失を確認

し約 3 分でほう

酸水注入系運転

操作を開始。想

定で意図してい

る運転操作が実

施可能なことを

確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（原子炉停止機能喪失）（2/2） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 運転員等操作時間に与える影響 
評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開

始時間 
条件設定の考え方 

操作条件 

残留熱除去

系（サプレ

ッション・

チェンバ・

プール水冷

却モード）

運転操作 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ・プ

ール水温 49℃到

達後 10 分 

サプレッションプール

水温度高警報設定値

（49℃）到達から，運転

員の操作余裕として 10

分を考慮した値 

【認知】 

原子炉停止機能喪失時に原子炉出力が高く，かつ原子炉が隔離状態にあ

る場合はサプレッション・チェンバ・プール水温の上昇は重要な監視パラメ

ータであり，認知遅れにより操作開始時間与える影響はない 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐している

ことから，操作時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響なし 

【操作所要時間】 

サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転は制御盤の操作スイ

ッチによる簡単な操作であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

原子炉停止機能喪失の初期は，パラメータ監視とともに，ほう酸水注入系

の起動操作，制御棒の挿入操作，原子炉水位制御操作が並行して行われてい

るため，操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作

は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低

い 

ほう酸水注入系の起動操作，制御

棒の挿入操作等他の事象収束の

ための操作を並行して行うこと

も踏まえて，状況把握の時間及び

操作時間に余裕時間を含めて設

定されていることから，実態の操

作開始時間は解析上の設定とほ

ぼ同等であり，操作開始時間に与

える影響は小さい 

当該操作は，解析コード及び解析

条件の不確かさ（操作条件を除

く）により，操作開始時間は遅れ

る可能性があるが，中央制御室で

行う操作であり，他の操作との重

複もないことから，他の操作に与

える影響はない 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目となるパ

ラメータに与える影

響は小さい 

サプレッションプー

ル水温度高警報の発

報から 10 分程度あ

り，操作時間が確保

できるため，時間余

裕がある 

中央制御室における

操作のため，シミュレ

ータにて訓練実績を

取得。訓練では，サプ

レッションプール水

温度高警報の発報か

ら約7分で残留熱除去

系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷

却モード）運転を開

始。想定で意図してい

る運転操作が実施可

能なことを確認した 
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添付資料 2.5.4 
 

リウェットを考慮しない場合の燃料被覆管温度への影響 

 

1. リウェットの考慮と燃料被覆管温度への影響 

有効性評価では，炉心の著しい損傷を防止する対策の有効性を確認するための評価項目

として，「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり，かつ，炉心を十分に冷却

できるものであること。」が挙げられており，その要件として，「燃料被覆管の最高温度が

1200℃以下であること。」及び「燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の被覆管

厚さの 15%以下であること。」（以下「炉心冷却の要件」という。）が定められている。 

原子炉停止機能喪失の有効性評価おける燃料被覆管温度の上昇は，原子炉圧力の上昇や，

原子炉圧力容器へのサブクールの大きな冷却材の注入等，反応度投入に伴う出力上昇によ

り，燃料被覆管表面での沸騰遷移（ドライアウト）が生じる状況下で確認される。 

ドライアウトに至り，急激に上昇した燃料被覆管温度は，再び冷却材によって冷却される

ことで急激に低下するが，燃料被覆管温度が上昇している途中で冷却材によって冷却され

る場合，冷却に転じる時点の燃料被覆管温度はリウェットのモデルの影響を大きく受ける

こととなる。 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉の有効性評価「原子炉停止機能喪失」では，リウェッ

ト評価に日本原子力学会標準における相関式2を用いている。「原子炉停止機能喪失」の様

な燃料被覆管温度が高温となる範囲でも相関式2の保守性は維持されるものと考えるが，一

方で，相関式2によるリウェット時刻の予測が及ぼす影響を確認しておくことは重要と考え

られる。このため，ここではリウェットを考慮しない条件での燃料被覆管温度を評価し，そ

の最高温度を確認した。 

 

2. 評価条件 

リウェットを考慮しないものとし，初期炉心流量を90%及び100%とした場合について評価

した。その他の条件については，今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケー

ス」という。）と同じである。 

 

3. 評価結果 

リウェットを考慮しないものとし，初期炉心流量を 90%及び 100%とした場合の燃料被覆

管温度の評価結果を図 1 及び図 2 に，ベースケースの燃料被覆管温度の評価結果を図 3 に

示す。また，評価結果のまとめを表 1に示す。 

リウェットを考慮しない場合，事象発生の起因としている主蒸気隔離弁の閉止に伴う反

応度投入により，事象発生直後に燃料被覆管表面での沸騰遷移（ドライアウト）が生じ，リ

ウェットに伴う大幅な温度低下が生じることなく燃料被覆管温度の高い状態が継続する。

その後，復水器ホットウェルの水位低下に伴う電動駆動給水ポンプの停止，それに伴う原子

炉水位の低下（レベル 2）による原子炉冷却材再循環ポンプ 6台のトリップにより，原子炉
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の出力が抑制され，燃料被覆管表面が冠水することで，事象発生から約 230 秒後に燃料被覆

管温度は大幅に低下する。 

燃料被覆管の最高温度は，リウェットを考慮しないことによってベースケースに比べて

高い値となるが，炉心冷却の要件の 1 つである 1200℃を下回る。また，燃料被覆管の酸化

量は，リウェットを考慮しないことによって燃料被覆管表面が高温で維持される時間が長

くなるため，ベースケースに比べて大きな値となるが，炉心冷却の要件の 1つである 15%を

下回る。 

また，リウェットを考慮しない場合について，初期炉心流量の違いの影響を確認すると，

初期炉心流量が 90%の場合の方が，燃料被覆管の最高温度及び燃料被覆管の酸化量のいずれ

も厳しい結果となったが，その幅は燃料被覆管の最高温度において約 30℃，燃料被覆管の

酸化量において約 0.4%であり，リウェットを考慮しないことで燃料被覆管の最高温度が約

230℃，燃料被覆管の酸化量が約 2.9%増加したことに比べるとその変化幅は小さく，いずれ

も炉心冷却の要件を満たしていることから，特別な対応が必要となるものでは無いと考え

る。 

以上の結果より，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉では，リウェットを考慮しない

ものとし，初期炉心流量を 90%及び 100%とした場合について，原子炉停止機能喪失事象への

炉心損傷防止対策の有効性を評価しても炉心冷却の要件を満足することを確認した。した

がって，柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉では，リウェットのモデルの精度に係らず，

有効性評価「原子炉停止機能喪失」において炉心冷却の要件を満足することが可能である。 

 

以 上
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表1 リウェット考慮の有無による評価項目への影響 

項目 感度解析 ベースケース 評価項目 

リウェット 考慮せず 相関式 2 － 

初期炉心流量(%) 90 100 100 － 

燃料被覆管の最高温度(℃) 約 1180 約 1150 約 920 1200℃以下 

燃料被覆管の酸化量(%) 約 4.3 約 3.9 1%以下 
酸化反応が著しくなる前の

燃料被覆管厚さの15%以下 
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図 1 燃料被覆管温度の推移 

（リウェット考慮せず，初期炉心流量 90%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 燃料被覆管温度の推移 

（リウェット考慮せず，初期炉心流量 100%）  
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図 3 燃料被覆管温度※2の推移（ベースケース） 

 

 

事象発生からの時間（s） 

 

(スペーサ位置) 

第 1 スペーサ 

第 2 スペーサ 

第 3 スペーサ 

第 4 スペーサ 

第 5 スペーサ 

第 6 スペーサ 

第 7 スペーサ 

※1 第 5 スペーサ位置では 
沸騰遷移は発生して 
いない。 

 

※1 

※2 燃料被覆管については，外面より内面の方が高い温度となるものの，今回の評価が燃料の著しい損傷の

有無（炉心損傷防止）を確認していることに鑑み，燃料が露出し燃料温度が上昇した場合に，酸化によ

って破損が先行すると考えられる燃料被覆管表面で燃料被覆管温度を評価している。 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 
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添付資料 2.5.5 

 

初期炉心流量の相違による評価結果への影響 

 

1. はじめに 

今回の申請では，通常運転時における代表的な状態として，初期炉心流量を100%として解

析を実施している。また，再循環ポンプの運転台数は10台，再循環ポンプのスピードは，10

台で炉心流量100%に対応する速度としている。一方，定格熱出力100%の場合，柏崎刈羽原子

力発電所6号及び7号炉では炉心流量を90%まで下げて運転することができる。 

初期炉心流量が少ない場合，初期炉心流量が多い場合に比べて相対的にボイド率が高い

ため，主蒸気隔離弁の閉止による圧力上昇時に印加される正のボイド反応度が大きくなる

等の影響が考えられる。 

このため初期炉心流量の評価結果への影響を確認する観点から，今回の申請と同等の条

件で，初期炉心流量を90%とした場合の評価を実施した。 

 

2. 評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）の評価条件に対

して，初期炉心流量を90%（再循環ポンプ10台で炉心流量90%に対応する速度）に変更した以

外は，ベースケースの評価条件と同じである。 

 

3. 評価結果（再循環ポンプのスピード（初期炉心流量）が与える影響） 

ベースケースと同等の条件で初期炉心流量を90%とした場合の評価結果を図1から図12に

示す。また，評価結果のまとめを表1に示す。 

初期炉心流量を90%としたケースでは，初期ボイド率が高く，主蒸気隔離弁の閉止による

圧力上昇時に印加される正のボイド反応度が大きくなるため出力が高くなり，炉心で発生

する蒸気量が増加し，圧力ピークが高くなる。その後の出力上昇時（約50秒から約180秒の

間）も，逃がし安全弁閉により圧力が上昇する際，炉心流量が低い方が印加される正のボイ

ド反応度が大きいことから，中性子束が高めに推移する。また，90%炉心流量の場合の方が，

中性子束が高めに推移することから発生蒸気が多くなり，水位低下が早くなるため，原子炉

水位低（レベル2）による冷却材再循環ポンプ6台トリップのタイミングが早まる。 

ベースケースと比較すると燃料被覆管の最高温度に大きな違いが見られるが，これは上

述の通り，出力上昇時（約50秒から約180秒の間）に中性子束が高めに推移することによる

影響と考える。 

なお，再循環流量制御系を手動モードとした場合，再循環ポンプ4台トリップ後の整定出

力，整定流量は，初期炉心が100%の場合は整定出力79%，整定流量66%となり，初期炉心が90%

の場合は整定出力約79%，整定流量約59%となる。 
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4.まとめ 

初期炉心流量を90%とした場合，燃料被覆管の最高温度及び原子炉冷却材圧力バウンダリ

にかかる圧力は，初期炉心流量を100%とした場合に比べて高い値を示したが，評価項目とな

るパラメータの最大値は評価項目を満足することを確認した。 

以上 
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表1 初期炉心流量の相違による評価項目への影響 

項目 感度解析 ベースケース 評価項目 

初期炉心流量（%） 90 100 － 

燃料被覆管の最高温度（℃） 約 1060 約 920 1200℃以下 

燃料被覆管の酸化量（%） 1%以下 1%以下 
酸化反応が著しくなる前の 

燃料被覆管厚さの15%以下 

原子炉冷却材圧力バウンダリに 

かかる圧力（MPa[gage]） 
約 9.12 約 9.08 

10.34MPa[gage]（最高使用 

圧力の1.2倍）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリに 

かかる圧力（MPa[gage]） 
約0.19 約0.19 

0.62MPa[gage] 

（限界圧力）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリの温度

（サプレッション・チェンバ・プ

ール水温（℃）） 

約113 約113 200℃（限界温度）を下回る 
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図 1 中性子束, 平均表面熱流束の推移（事象発生から 250 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 炉心流量の推移（事象発生から 250 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 中性子束       （%） 

2. 平均表面熱流束 （%） 

1. 炉心流量  （%） 
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図 3 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から 250 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 逃がし安全弁, 原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の 

流量の推移（事象発生から 250 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

※ 100%は定格給水流量 

（7.64×103t/h）を示す。 

1. 逃がし安全弁     （%） 

2. 原子炉隔離時冷却系 （%） 
3. 高圧炉心注水系    （%） 

※ 

1. 原子炉蒸気流量 （%） 

2. 給水流量       （%） 
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図 5 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移 

（事象発生から 250 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 燃料被覆管温度の推移（事象発生から 550 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉圧力変化                  （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

3. 第 3 スペーサ 

4. 第 4 スペーサ 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 
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図 7 中性子束, 平均表面熱流束の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 炉心流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 中性子束       （%） 

2. 平均表面熱流束 （%） 
 

1.  炉心流量  （%） 
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図 9 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 逃がし安全弁, 原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の 

流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

※ 100%は定格給水流量 

（7.64×103t/h）を示す。 

1. 逃がし安全弁     （%） 

2. 原子炉隔離時冷却系 （%） 
3. 高圧炉心注水系    （%） 

※ 

1. 原子炉蒸気流量 （%） 

2. 給水流量       （%） 
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図 11 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移 

（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 サプレッション・チェンバ・プール水温, 格納容器圧力の推移 

（事象発生から 2500 秒後まで）

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉圧力変化                  （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

1. サプレッション・チェンバ・プール水温 （℃） 

2. 格納容器圧力 （×0.005MPa） 
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添付資料 2.5.6 

 

原子炉注水に使用する水源とその水温の影響 

 

1. はじめに 

今回の評価では，事象発生から約24秒後に高圧炉心注水系の水源がサプレッション・チェ

ンバ・プール水位の上昇によって，約34秒後に原子炉隔離時冷却系の水源がサプレッショ

ン・チェンバ・プール水位の上昇及びドライウェル圧力高信号（13.7kPa[gage]）によって，

復水貯蔵槽からサプレッション・チェンバに自動で切替わる。高圧炉心注水系及び原子炉隔

離時冷却系による注水開始は事象発生から約1分程度経過した時点であるため，高圧炉心注

水系及び原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・チェンバとして評価している。 

一方，今回の評価では期待していないが，一旦自動で復水貯蔵槽からサプレッション・チ

ェンバに切り替わった高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系の水源は，中央制御室にお

ける運転員の操作によって復水貯蔵槽に戻すことができる。サプレッション・チェンバ・プ

ール水温は逃がし安全弁を介した原子炉圧力容器からの蒸気流入により上昇していくが，

復水貯蔵槽の水温は常温程度であるため，反応度印加の観点では水源を復水貯蔵槽とする

場合の方が厳しい。 

このため，サプレッション・チェンバ・プール水位高到達から10分後に中央制御室におけ

る運転員の操作によって，高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッショ

ン・チェンバから復水貯蔵槽に切替える場合を想定した場合について評価し，復水貯蔵槽の

水温が各パラメータの挙動に与える影響を確認した。 

 

2. 評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）の評価条件に対

して，サプレッション・チェンバ・プール水位高から600秒後に，サプレッション・チェン

バから復水貯蔵槽へ水源を切替える操作を追加した以外は，ベースケースにおける評価条

件と同等である。 

 

3. 評価結果 

評価結果を図1から図6に示す。また，評価結果のまとめを表1に示す。 

サプレッション・チェンバ・プール水位高から600秒後（事象発生から約624秒）で高圧炉

心注水系及び原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・チェンバから復水貯蔵槽に切

替えると，炉心に注入する水の温度が低くなるため，ベースケースに比べて炉心入口のサブ

クールが高くなり，出力が高めに推移する。 

ベースケースに比べて出力が高めに推移するため，サプレッション・チェンバへの蒸気の

流入量が多くなるが，サプレッション・チェンバのプール水を水源として使用しないため，

サプレッション・チェンバの水量が多く維持される。このため，サプレッション・チェンバ・

プール水温の上昇が抑制されたものと考えるが，ベースケースの場合との差は僅かである。 
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なお，燃料被覆管の温度は，サプレッション・チェンバから復水貯蔵槽へ水源を切替える

操作の前に燃料被覆管の最高温度に到達するため，ベースケースと変わらない。燃料被覆管

の酸化量についても同様である。また，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力も，水源

を切替える操作の前にピークに達するため，ベースケースと変わらない。 

 

4. まとめ 

サプレッション・チェンバ・プール水位高から600秒後に，サプレッション・チェンバか

ら復水貯蔵槽へ水源を切替える操作を追加した場合について評価した結果，評価項目とな

るパラメータの最大値はベースケースとほぼ同じであり，評価項目を満足することを確認

した。 

 

以上 
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表1 水源切替操作の有無による評価項目への影響 

項目 
感度解析 

（水源切替操作有） 

ベースケース 

（水源切替操作無） 
評価項目 

燃料被覆管の最高温度（℃） －※ 約 920 1200℃以下 

燃料被覆管の酸化量（%） － 1%以下 
酸化反応が著しくなる前の

燃料被覆管厚さの15%以下 

原子炉冷却材圧力バウンダリ

にかかる圧力（MPa[gage]） 
－※ 約 9.08 

10.34MPa[gage]（最高使用 

圧力の1.2倍）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリに

かかる圧力（MPa[gage]） 
約0.19 約0.19 

0.62MPa[gage] 

（限界圧力）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリの

温度（サプレッション・チェ

ンバ・プール水温（℃）） 

約112 約113 200℃（限界温度）を下回る 

※ 水源切替操作前に最大値を示すパラメータであることから，評価を省略した。 
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図 1 中性子束, 平均表面熱流束の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 炉心流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 中性子束       （%） 

2. 平均表面熱流束 （%） 

1. 炉心流量  （%） 
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図 3 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 逃がし安全弁, 原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の 

流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

※ 100%は定格給水流量 
（7.64×103t/h）を示す。 

1. 逃がし安全弁     （%） 
2. 原子炉隔離時冷却系 （%） 
3. 高圧炉心注水系    （%） 

1. 原子炉蒸気流量 （%） 

2. 給水流量       （%） 

※ 
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図 5 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移 

（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 サプレッション・チェンバ・プールの水温, 格納容器圧力の推移 

（事象発生から 2500 秒後まで）

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉圧力変化                  （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

1. サプレッション・チェンバ・プール水温 （℃） 

2. 格納容器圧力 （×0.005MPa） 
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添付資料 2.5.7 

 

高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系の運転可能性に関する水源の水温の影響 

 

 

今回の評価では，事象発生から約24秒後に高圧炉心注水系の水源がサプレッション・チェ

ンバ・プール水位の上昇によって，約34秒後に原子炉隔離時冷却系の水源がサプレッショ

ン・チェンバ・プール水位の上昇及びドライウェル圧力高信号（13.7kPa[gage]）によって，

復水貯蔵槽からサプレッション・チェンバに自動で切替わる。高圧炉心注水系及び原子炉隔

離時冷却系による注水開始は事象発生から約1分程度経過した時点であるため，高圧炉心注

水系及び原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・チェンバとして評価している。 

本事象では，サプレッション・チェンバ・プール水温が事象発生と同時に急激に上昇し，

事象発生から3分程度で77℃，11分程度で100℃を上回り，最高で約113℃まで上昇する。原

子炉隔離時冷却系の最高使用温度は77℃，高圧炉心注水系の最高使用温度は100℃であるこ

とから，評価上，最高使用温度を上回る温度領域での運転を設定している。このため，原子

炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系について，今回の温度領域での運転の健全性を検討する。 

 

(1) 高圧炉心注水系の運転可能性に関する検討 

高圧炉心注水系の水源をサプレッション・チェンバとした場合，サプレッション・チェン

バ・プール水温の上昇に伴うポンプのキャビテーションが想定されるものの，サプレッショ

ン・チェンバ内が飽和蒸気圧条件となることから，NPSHの観点では高圧炉心注水系の運転継

続に問題ないものと考える。 

また，今回の評価では，一部を除いて運転員の操作に，起点となる事象の発生から600秒

の時間余裕を見込むこととしている。高圧炉心注水系は事象発生から約24秒後に水源が復

水貯蔵槽からサプレッション・チェンバに自動で切替わるが，この自動切替から600秒後に

高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・チェンバから復水貯蔵

槽に切替える操作を想定する場合，切換時点の温度は100℃未満であるため，高圧炉心注水

系を最高使用温度未満で運転した場合の評価となる。なお，評価結果は添付資料2.5.6の通

りであり，評価項目を満足することを確認している。 

 

(2) 原子炉隔離時冷却系の運転可能性に関する検討 

原子炉隔離時冷却系については，事象発生から 3 分程度でサプレッション・チェンバ・

プール水温が原子炉隔離時冷却系の最高使用温度である 77℃を超えるため，サプレッショ

ン・チェンバから復水貯蔵槽への水源切替操作への期待については考慮していない。 

なお，サプレッション・チェンバ・プール水温が 77℃を超えた場合に原子炉隔離時冷却

系が停止すると仮定した場合について評価したところ，サプレッション・チェンバ・プー

ル水温は原子炉隔離時冷却系が運転を継続するとした場合に比べて緩やかに上昇し，かつ，

最高温度も低く抑えられることを確認した。評価結果を図 1 から図 6 に示す。また，評価
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結果のまとめを表 1に示す。 

また，福島第一原子力発電所 2 号炉では，平成 23 年 3 月 11 日に発生した事故の際，サ

プレッション・チェンバを水源とした状態で長時間運転を継続している。福島第一原子力

発電所 2 号炉の原子炉隔離時冷却系がサプレッション・チェンバを水源として運転してい

た期間（平成 23年 3月 12 日 5時から 14 日 9 時頃）のサプレッション・チェンバ・プール

水温は，ドライウェル圧力を水蒸気の飽和温度と考える場合，今回の評価での最高温度で

ある 113℃を超えていたものと推定され，また，平成 23 年 3 月 14 日 7 時に計測されたサ

プレッション・チェンバ・プール水温も 146℃であったことから，原子炉隔離時冷却系は，

サプレッション・チェンバ・プール水温が 113℃程度であったとしても，運転を継続できる

可能性があると考える。 

 

以上 
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表1 水源切替操作及び原子炉隔離時冷却系の運転状態による評価項目への影響 

項目 

感度解析 

（水源切替操作有, サプレ

ッション・チェンバ・プー

ル水温77℃で原子炉隔離時

冷却系の運転停止） 

ベースケース 

（水源切替操作無, 

原子炉隔離時冷却

系の運転継続） 

評価項目 

燃料被覆管の最高温度（℃） 約 910 約 920 1200℃以下 

燃料被覆管の酸化量（%） － 1%以下 

酸化反応が著しく

なる前の燃料被覆

管厚さの15%以下 

原子炉冷却材圧力バウンダリに 

かかる圧力（MPa[gage]） 
－※ 約 9.08 

10.34MPa[gage]

（最高使用圧力の

1.2倍）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリに 

かかる圧力（MPa[gage]） 
約0.15 約0.19 

0.62MPa[gage]

（限界圧力）を下

回る 

原子炉格納容器バウンダリの温

度（サプレッション・チェン

バ・プール水温（℃）） 

約104 約113 
200℃（限界温

度）を下回る 

※ 原子炉隔離時冷却系の運転停止前に最大値を示すパラメータであることから，評価を

省略した。 
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図 1 中性子束, 平均表面熱流束の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 炉心流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 中性子束       （%） 

2. 平均表面熱流束 （%） 

1. 炉心流量  （%） 
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図 3 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 逃がし安全弁, 原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の 

流量の推移（事象発生から 2500 秒後まで） 

  

1. 逃がし安全弁     （%） 
2. 原子炉隔離時冷却系 （%） 
3. 高圧炉心注水系    （%） 

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

※ 100%は定格給水流量 
（7.64×103t/h）を示す。 

※ 

1. 原子炉蒸気流量 （%） 

2. 給水流量       （%） 



 

 添 2.5.7-6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移 

（事象発生から 2500 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 サプレッション・チェンバ・プール水温, 格納容器圧力の推移 

（事象発生から 2500 秒後まで）

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉圧力変化                  （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化 （×5cm） 

1. サプレッション・チェンバ・プール水温 （℃） 

2. 格納容器圧力 （×0.005MPa） 
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添付資料 2.5.8 

 

外部電源の有無による評価結果への影響 

 

1. はじめに 

今回の評価では，外部電源は喪失しない条件としており，給水系の機能や再循環ポンプの

機能は喪失しない。ここでは，外部電源が喪失した場合を仮定し，外部電源の有無が評価結

果に与える影響を確認した。 

 

2 .評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）の評価条件に対

して，外部電源の有無以外は，ベースケースにおける評価条件と同等である。 

 

3. 評価結果 

評価結果を図1から図12に示す。また，評価結果のまとめを表1に示す。 

主蒸気隔離弁の閉止動作開始と同時に，外部電源が喪失するため，MGセットがついていな

い4台の再循環ポンプがトリップし，その後，MGセット付きの再循環ポンプ6台が約3秒後に

トリップする。これにより，ベースケースに比べて出力上昇が抑えられることから，事象初

期の出力上昇による燃料被覆管温度の上昇は，ベースケースの一次ピーク（約770℃）以下

に抑えられる。原子炉圧力については，主蒸気隔離弁の閉止による上昇後，逃がし弁の開動

作により低下する。炉心流量減少により原子炉出力が低下するため，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリにかかる圧力の最大値はベースケースと比べて低くなる。 

また，外部電源喪失により給水流量が喪失して原子炉水位は低下する。水位の低下に伴い

出力が低下することから，ベースケースで見られた給水加熱喪失状態による出力上昇は発

生しない。サプレッション・チェンバへ放出される蒸気量もベースケースと比較して少ない

ことにより，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力，温度の最大値はベースケースと比べ

て低くなる。 

 

4. まとめ 

外部電源の有無による評価結果への影響を確認した結果，全ての評価項目のパラメータ

について，ベースケースよりも低い値を示した。 

また，外部電源が有ることにより使用可能となる給水系，再循環ポンプについては，これ

らの機能が有る方が事象は厳しくなることから，重大事故等対処設備として位置付ける必

要はない。 

 

以上 
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表1 外部電源の有無による評価項目への影響 

項目 
感度解析 

（外部電源無） 

ベースケース 

（外部電源有） 
評価項目 

燃料被覆管の最高温度（℃） 約 690 約 920 1200℃以下 

燃料被覆管の酸化量（%） 1%以下 1%以下 
酸化反応が著しくなる前の

燃料被覆管厚さの15%以下 

原子炉冷却材圧力バウンダリ

にかかる圧力（MPa[gage]） 
約 8.42 約 9.08 

10.34MPa[gage]（最高使用 

圧力の1.2倍）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリに 

かかる圧力（MPa[gage]） 
約0.08 約0.19 

0.62MPa[gage] 

（限界圧力）を下回る 

原子炉格納容器バウンダリの

温度（サプレッション・チェ

ンバ・プール水温（℃）） 

約85 約113 200℃（限界温度）を下回る 
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図1 中性子束の推移（事象発生から250秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 炉心流量の推移（事象発生から250秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 中性子束（感度解析）    （%） 

2. 中性子束（ベースケース） （%） 

1. 炉心流量 （感度解析）    （%） 

2. 炉心流量 （ベースケース） （%） 
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図3 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から250秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 逃がし安全弁，原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の 

流量の推移（事象発生から250秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 逃がし弁流量（感度解析）         （%） 

2. 原子炉隔離時冷却系（感度解析）    （%） 

3. 高圧炉心注水系（感度解析）        （%） 

4. 逃がし弁流量（ベースケース）      （%） 

5. 原子炉隔離時冷却系（ベースケース） （%） 

6. 高圧炉心注水系（ベースケース）    （%） 

※ 

※ 100%は定格給水流量 
（7.64×103t/h）を示す。 

1. 原子炉蒸気流量（感度解析）    （%） 

2. 給水流量（感度解析）         （%） 

3. 原子炉蒸気流量（ベースケース） （%） 

4. 給水流量（ベースケース）      （%） 
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図 5 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の 

流量の推移（事象発生から 250 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6 燃料被覆管温度の推移（事象発生から400秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉圧力変化（感度解析）                     （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（感度解析）    （×5cm） 

3. 原子炉圧力変化（ベースケース）                  （×0.01MPa） 

4. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（ベースケース） （×5cm） 

3. 第 3 スペーサ 

4. 第 4 スペーサ 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 
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図7 中性子束の推移（事象発生から2500秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 炉心流量の推移（事象発生から2500秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 中性子束（感度解析）    （%） 

2. 中性子束（ベースケース） （%） 

1. 炉心流量 （感度解析）    （%） 

2. 炉心流量 （ベースケース） （%） 
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図9 原子炉蒸気流量, 給水流量の推移（事象発生から2500秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 逃がし安全弁，原子炉隔離時冷却系, 高圧炉心注水系の 

流量の推移（事象発生から2500秒後まで）  

1. 逃がし弁流量（感度解析）         （%） 

2. 原子炉隔離時冷却系（感度解析）    （%） 

3. 高圧炉心注水系（感度解析）        （%） 

4. 逃がし弁流量（ベースケース）      （%） 

5. 原子炉隔離時冷却系（ベースケース） （%） 

6. 高圧炉心注水系（ベースケース）    （%） 

事象発生からの時間（s） 

※ 

※ 100%は定格給水流量 
（7.64×103t/h）を示す。 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉蒸気流量（感度解析）    （%） 

2. 給水流量（感度解析）         （%） 

3. 原子炉蒸気流量（ベースケース） （%） 

4. 給水流量（ベースケース）      （%） 
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図 11 原子炉圧力, 原子炉水位（シュラウド外水位）の 

流量の推移（事象発生から2500秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 サプレッション・チェンバ・プール水温, 格納容器圧力の推移 

（事象発生から2500秒後まで）

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

1. 原子炉圧力変化（感度解析）                     （×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（感度解析）    （×5cm） 

3. 原子炉圧力変化（ベースケース）                  （×0.01MPa） 

4. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（ベースケース） （×5cm） 

1. サプレッション・チェンバ・プール水温（感度解析）    （℃） 

2. 格納容器圧力（感度解析）                      （×0.005MPa） 

3. サプレッション・チェンバ・プール水温（ベースケース） （℃） 

4. 格納容器圧力（ベースケース）                   （×0.005MPa） 
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添付資料2.5.9 

 

SLC 起動を手動起動としていることについての整理 

 

1. SLC 起動を自動化する場合と手動起動とする場合の効果の違いに関する整理 

原子炉停止機能喪失事象発生時の操作は，事故時運転操作手順書（徴候ベース）に規定さ

れており，原子炉停止機能喪失事象の確認後にほう酸水注入系（以下「SLC」という。）起動，

制御棒手動挿入，原子炉水位低下操作により反応度を抑制する（同時に実行できない場合は

上記の順番で操作する）。 

SLC については，有効性評価「原子炉停止機能喪失」においてその反応度抑制効果を確認

しているが，図 1に示す通り，その効果は約 10分程度の時間遅れを伴うゆっくりとしたも

のである。事象発生後，炉心流量が低下し，出力が数%まで低下し，比較的安定な状態にな

った頃に漸くその効果が確認されるものであり，事象初期の急激な出力変動に対応できる

ものでは無い。このことを踏まえると，仮に自動起動によって速やかに起動しても，運転員

によって手動起動しても，事象初期の急激な出力変動に対応できるものではなく，その効果

に大きな違いは無い。また，手順書上は原子炉停止機能喪失事象への対応の中で最も優先度

の高い操作と位置付けており，訓練においても事象発生から約 1～2分での操作実施を確認

していることから，運転員の操作についても大きな遅れを伴うものでは無い。 

また，早く出力を抑制することにより，サプレッション・チェンバへの蒸気の流入量を低

減し，サプレッション・チェンバの温度上昇を抑制する効果に期待できるが，SLC 起動操作

に約 10 分の操作遅れを見込んだ有効性評価においてもサプレッション・チェンバの最高温

度は約 113℃であり，限界温度までに十分な余裕がある。このことから，サプレッション・

チェンバの温度上昇の抑制の観点でも，手動起動による多少の操作の時間遅れは問題とな

らない。 

これらのことから SLC については，手動起動とすることで仮に自動化した場合に比べて

時間遅れが生じるとしても，その効果に大きな違いは表れず，手動起動であっても自動化し

た場合とほぼ同等の対応になっているものと整理できる。 

 

2. SLC の起動を自動化した場合に対する懸念 

SLC を手動起動させると，原子炉冷却材浄化系は自動隔離される。これは原子炉冷却材浄

化系が運転していると同系統のフィルタ・デミネラライザがほう酸を除去してしまい，反応

度抑制に支障をきたすためである。この点を現行手順では，SLC 手動起動をトリガーとして

直ちに原子炉冷却材浄化系の停止を確認するという，一連の操作・確認手順をとしている。

SLC を自動起動させる場合には，起動を知らせる警報などが原子炉冷却材浄化系隔離確認の

トリガーとなると考えられるが，原子炉停止機能喪失事象発生時の慌ただしい状況下で，万
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一 SLC 自動起動の警報に気づかず，これに原子炉冷却材浄化系の自動隔離失敗が重畳した

場合，ほう酸が除去されてしまい，反応度抑制に支障をきたすおそれが生じる。 

また，SLC が自動起動した時点で何らかの理由により原子炉水位が原子炉水位高（レベル

8）を超えているような場合には，注入したほう酸水が逃がし安全弁を通じてサプレッショ

ン・チェンバに排出されてしまい反応度抑制に支障をきたすおそれが生じる。 

以上の通り，SLC の起動は関連する設備やパラメータの状態を認識しながら実施する必要

性が高いと考えており，運転員の判断で実施する操作としておくことが望ましいと考える。 

 

3. 結論 

1. の通り，SLC については，手動起動の場合と自動化した場合の効果に大きな違いが表

れないこと及び 2. の通り，自動化に際しての懸念も残るため，現状は手動起動としている。 

 

 

【参考】SLC 自動起動に関する海外の状況 

SLC の自動起動は米国の一部のプラントにおいて採用されている。米国 ABWR の Design 

Control Document によると，以下の条件での自動起動インターロックが設定されている。 

・ 「原子炉圧力高」+「SRNM がダウンスケール設定値を下回っていないこと」の AND 条

件成立から 3分 

・ 「原子炉水位低（レベル 2）」+「SRNM がダウンスケール設定値を下回っていないこ

と」の AND 条件成立から 3分 

・ 「手動 ARI/FMCRD run-in 信号」+「SRNM がダウンスケール設定値を下回っていない

こと」の AND 条件成立から 3 分 

上記の通り，SLC の自動起動には 3分の運転員の確認時間が含まれており，運転員による

確認に期待したインターロックであることを考慮すると，運転員の対応としては手動起動

と大きな違いは無いものと考える。尚，米国においても SLC の自動起動を採用しているのは

一部のプラントに留まっている。 

 

以 上 
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図 1 原子炉停止機能喪失事象発生時の SLC 及び水位低下操作による反応度抑制 

 

緩やかな出力低下 

中
性
子
束 

事故後の時間（m） 
約 11 分：SLC 注入開始 約 22 分：水位低下操作開始 
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2.6 LOCA 時注水機能喪失 

2.6.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評

価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋低圧

注水失敗」，②「小破断 LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗」，③「中破断 LOCA＋HPCF 注

水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗」及び④「中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋原子炉減圧失敗」であ

る。 

また，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」からも LOCA を起因とする事故シ

ーケンスとして，⑤「小破断 LOCA＋崩壊熱除去失敗」及び⑥「中破断 LOCA＋RHR 失敗」が

抽出された。 

なお，大破断 LOCA を起因とする事故シーケンスについては，炉心損傷を防止することが

できないため，格納容器破損防止対策を講じて，その有効性を確認する。 

 

(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」では，原子炉の出力運転中に原子炉冷

却材圧力バウンダリを構成する配管の中小破断の発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能

が喪失することを想定する。このため，破断箇所からの原子炉冷却材の流出により，原子炉

水位が低下することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位低下により炉心が露

出し，炉心損傷に至る。また，低圧注水機能喪失を想定することから，併せて残留熱除去系

機能喪失に伴う崩壊熱除去機能喪失を想定する。 

本事故シーケンスグループは，小破断 LOCA 又は中破断 LOCA が発生し，同時に高圧及び

低圧の注水機能を喪失したことによって炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。

このため，重大事故等対策の有効性評価には，小破断 LOCA 又は中破断 LOCA 発生時の高圧

注水機能又は低圧注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

ここで，小破断 LOCA 又は中破断 LOCA 発生後に高圧・低圧注水機能喪失が生じた際の状

況を想定すると，事象発生の後，重大事故等対処設備によって高圧注水を実施して炉心損傷

を防止することも考えられるが，重大事故等対処設備である高圧代替注水系は蒸気駆動の

設備であり，小破断 LOCA 又は中破断 LOCA が発生している状況では，その運転継続に対す

る不確かさが大きい。このことから，高圧代替注水系には期待せず，低圧注水機能に対する

重大事故等対処設備の有効性を評価することとする。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，逃がし安全弁の手動開操作により原子炉を

減圧し，減圧後に低圧代替注水系（常設）により炉心を冷却することによって炉心損傷の防

止を図る。また，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃

がし装置等及び更なる信頼性向上の観点から設置する代替格納容器圧力逃がし装置による

原子炉格納容器除熱を実施する。 
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(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」における機能喪失に対して，炉心が著

しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策として低圧代替

注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子炉注水手段を整備する。また，原子炉格納容器

の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷却系によ

る原子炉格納容器冷却手段，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を

整備する。これらの対策の概略系統図を図 2.6.1 から図 2.6.3 に，手順の概要を図 2.6.4 に

示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と

操作手順の関係を表 2.6.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生 10時間まで

の 6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 24名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作対応を行う運転員 8 名

である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5

名，緊急時対策要員（現場）は 8名である。 

また，事象発生 10時間以降に追加で必要な要員は，フィルタ装置薬液補給作業を行うた

めの参集要員 8名である。必要な要員と作業項目について図 2.6.5 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，24名で対処可能である。 

 

a. 外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の中小破断の発

生と同時に外部電源喪失となり，原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

b. 高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔

離時冷却系，原子炉水位低（レベル 1.5）で高圧炉心注水系，原子炉水位低（レベル 1）

で残留熱除去系（低圧注水モード）の自動起動信号が発生するが全て機能喪失している

ことを確認する。 

高圧・低圧注水機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各系統の流量指示計等

である。 

 

c. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

高圧・低圧注水機能喪失を確認後，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の準備
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として，中央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ 1 台を追加起動し，2台運転

とする。また，原子炉注水に必要な電動弁（残留熱除去系注入弁及び残留熱除去系洗浄

弁）が開動作可能であることを確認する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の準備が完了後，中央制御室からの遠隔操

作によって逃がし安全弁 8 個を開操作し原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力計である。 

 

d. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧代替注水系（常設）の

系統圧力を下回ると，原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子

炉水位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レ

ベル 8）の間で維持する。 

 

e. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び温度が上昇する。格納容器圧

力が 0.18MPa[gage]に到達した場合又はドライウェル雰囲気温度が 171℃に接近した場

合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納

容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）である。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却時に，原子炉水位が原子炉水

位低（レベル 3）まで低下した場合は，中央制御室からの遠隔操作により代替格納容器

スプレイ冷却系を停止し，原子炉注水を実施する。原子炉水位高（レベル 8）まで原子

炉水位が回復した後，原子炉注水を停止し，代替格納容器スプレイを再開する。 

 

f. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を実施しても，格納容器圧力

が 0.31MPa[gage]に到達した場合，原子炉格納容器二次隔離弁を中央制御室からの遠隔

操作によって中間開操作することで，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器

除熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計装

設備は，格納容器内圧力計等である。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施している間に炉心損傷

していないことを確認するために必要な計装設備は格納容器内雰囲気放射線レベル計
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等である。 

サプレッション・チェンバ側から格納容器圧力逃がし装置等のベントラインが水没し

ないことを確認するために必要な計装設備はサプレッション・チェンバ・プール水位計

等である。 

以降，炉心の冷却は，低圧代替注水系（常設）による注水により継続的に行う。 

なお，原子炉格納容器除熱は，格納容器圧力逃がし装置等により継続的に行う。 

 

2.6.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，中破断 LOCA を起因事象とし，全ての注水機

能を喪失する「中破断 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗」である。なお，中破断

LOCA は，破断口からの原子炉格納容器への蒸気の流出に伴う原子炉圧力の低下により，原

子炉隔離時冷却系の運転に期待できない規模の LOCA と定義していることから，本評価では

原子炉隔離時冷却系の運転にも期待しないものとする。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果，原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位

変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）

並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベントが重要現象となる。よって，これら

の現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER，シビア

アクシデント総合解析コード MAAP，炉心ヒートアップ解析コード CHASTE により原子炉圧

力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

本重要事故シーケンスでは，炉心露出時間が長く，燃料被覆管の最高温度が高くなるため，

輻射による影響が詳細に考慮される CHASTE により燃料被覆管の最高温度を詳細に評価する。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表2.6.2に示す。また，

主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 
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破断箇所は原子炉圧力容器下部のドレン配管（配管断面積約 26cm2）とし，破断面積

を 1cm2とする。 

（添付資料 2.6.1） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系，低圧注水機能として

残留熱除去系（低圧注水モード）の機能が喪失するものとする。また，原子炉減圧機能

として自動減圧系の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源なしの場合は，給復水系による給水がなく，事象進展が厳しくなることから，

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によって給電を行う

ものとする。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，事象発生と同時に想定している外部電源喪失に起因する再循環

ポンプトリップに伴う炉心流量急減信号によるものとする。 

(b) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇

を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（8 個）

を使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約 5%を処理するもの

とする。 

(c) 低圧代替注水系（常設） 

逃がし安全弁による原子炉減圧後に，最大300m3/hにて原子炉に注水し，その後は炉

心を冠水維持するように注水する。なお，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

は，代替格納容器スプレイと同じ復水移送ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(d) 代替格納容器スプレイ冷却系 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格

納容器内にスプレイする。なお，代替格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ復水移

送ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(e) 格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力逃がし装置等により，格納容器圧力 0.62MPa[gage]における最大排出流

量 31.6kg/s に対して，原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約 70%開※）

にて原子炉格納容器除熱を実施する。 

※ 操作手順においては，原子炉格納容器除熱は原子炉格納容器二次隔離弁を 50％開にて開始するが，

格納容器圧力に低下傾向が確認できない場合は，増開操作を実施する。解析においては，操作手順

の考え方を踏まえ，中間開操作（流路面積約 70%開）とする。 
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ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 低圧代替注水系（常設）の起動及び中央制御室における系統構成は，高圧・低圧注

水機能喪失を確認後実施するが，事象判断の時間を考慮して，事象発生から14分後

に開始するものとし，操作時間は約4分間とする。 

(b) 原子炉急速減圧操作は，中央制御室操作における低圧代替注水系（常設）の準備時

間を考慮して，事象発生から約18分後に開始する。 

(c) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，格納容器圧力が

0.18MPa[gage]に到達した場合に実施する。なお，格納容器スプレイは，格納容器圧

力が0.31MPa[gage]に到達した後，格納容器ベント実施前に停止する。 

(d) 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力が

0.31MPa[gage]に到達した場合に実施する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.6.6 から図 2.6.11 に，燃料被覆管温度，燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達

係数，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉

心下部プレナム部のボイド率，破断流量の推移及び燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃

料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を図 2.6.12 から図 2.6.18 に，格納容

器圧力，格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図 2.6.19

から図 2.6.22 に示す。 

 

a. 事象進展 

事象発生後に外部電源喪失となり，炉心流量急減信号が発生して原子炉がスクラムする

が，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系の自動起動に失敗し，原子炉水位低（レ

ベル 1.5）で高圧炉心注水系の自動起動に失敗し，原子炉水位低（レベル 1）で残留熱除去

系（低圧注水モード）の自動起動に失敗する。これにより，残留熱除去系（低圧注水モード）

の吐出圧力が確保されないため，自動減圧系についても作動しない。 

再循環ポンプについては，外部電源喪失により，事象発生とともに 10 台全てがトリップ

する。主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル 1.5）で全閉する。 

事象発生から約 18分後に中央制御室からの遠隔操作によって逃がし安全弁 8個を手動開

することで，原子炉急速減圧を実施し，原子炉減圧後に，低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水を開始する。 
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原子炉急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部

を下回るが，低圧代替注水系（常設）による注水が開始すると原子炉水位が回復し，炉心は

再冠水する。 

燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧により，原子炉水位が低

下し，炉心が露出することから上昇する。その結果，燃料被覆管は核沸騰冷却から蒸気冷却

となり熱伝達係数は低下する。その後，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により，

燃料の露出と冠水を繰り返すため，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率及び

熱伝達係数は増減する。炉心が再冠水すると，燃料被覆管温度は低下することから，ボイド

率は低下し，熱伝達係数は上昇する。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化する。

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸気

が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのため，

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置等に

よる原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，事象発生から約 17 時間経過した

時点で実施する。なお，原子炉格納容器除熱時のサプレッション・チェンバ・プール水位は，

真空破壊装置（約 14m）及びベントライン（約 17m）に対して，十分に低く推移するため，

真空破壊装置の健全性は維持される。 

 

※炉心露出から再冠水の過程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側は，

炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の水位より，見かけ上

高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の自動起動信号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び

運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位は，シュラウド外

側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近

となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウ

ド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.6.12 に示すとおり，原子炉水位が回復するまでの間に炉

心が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇し，約 821℃に到達するが，1,200℃以

下となる。燃料被覆管の最高温度は，高出力燃料集合体にて発生している。また，燃料被覆

管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.6.6 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]以

下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最高使用

圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸
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気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する

が，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 144℃に抑えられる。原子炉格納容器バウ

ンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限界温度を下回る。 

図 2.6.7 に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が冠水し，炉

心の冷却が維持される。その後は，約 17 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉

格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.6.2） 

 

格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量の評価結果は，事象発生

から格納容器圧力逃がし装置等の使用までの時間が本事象より短く放射性物質の減衰効果

が少ない「2.3 全交流動力電源喪失」の実効線量の評価結果以下となり，5mSv を下回るこ

とから，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の評

価項目及び周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないことについて，対

策の有効性を確認した。 

 

2.6.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

LOCA 時注水機能喪失では，原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る配管の中小破断の発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失し，かつ，自動減圧系が

機能喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発

生から 12 時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考え

られる操作として，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作（原子炉急速減圧操作を

含む），代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃が

し装置等による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおける解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価につ

いては，「2.1.3(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価」と同じ。 

（添付資料2.6.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 
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ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.6.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わ

りはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下は緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩

和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器圧力，格納容器温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象については，非常用炉心冷却系のような大口径配管を除いた

中小配管（計測配管を除く）のうち，流出量が大きくなる箇所として有効燃料棒頂部

より低い位置にある配管を選定し，破断面積は，炉心損傷防止対策の有効性を確認す

る上で，事故シーケンスグループ「LOCA時注水機能喪失」の事象進展の特徴を代表で

きる破断面積1cm2を設定している。なお，CHASTE解析によれば，破断面積が5.6cm2ま

では，燃料被覆管破裂を回避することができ，原子炉急速減圧の開始時間は約16分後

となる。本解析（破断面積が1cm2）における原子炉急速減圧の開始時間は約18分後で

あり，運転員等操作時間に与える影響は小さい。破断面積が大きく，炉心損傷（燃料

被覆管破裂を含む）に至る場合については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」の対応となる。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳しくする観点から，給復水系

による給水が無くなる外部電源がない状態を解析条件に設定している。なお，外部電

源がある場合は，外部電源から電源が供給されることから，原子炉圧力容器への給水
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機能は維持され，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性が

ある。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操

作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料2.6.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下は緩和され，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩

和されるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，格納容

器圧力上昇は遅くなるが，格納容器圧力上昇は格納容器ベントにより抑制されるた

め，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

事故条件の起因事象については，非常用炉心冷却系のような大口径配管を除いた

中小配管（計測配管を除く）のうち，流出量が大きくなる箇所として有効燃料棒頂部

より低い位置にある配管を選定し，破断面積は，炉心損傷防止対策の有効性を確認す

る上で，事故シーケンスグループ「LOCA時注水機能喪失」の事象進展の特徴を代表で

きる破断面積1cm2を設定している。なお，CHASTE解析によれば，破断面積が5.6cm2ま

では，燃料被覆管破裂を回避することができ，燃料被覆管の最高温度は約886℃とな

る。破断面積が大きく，炉心損傷（燃料被覆管破裂を含む）に至る場合については，

「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の対応となる。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳しくする観点から，給復水系

による給水が無くなる外部電源がない状態を解析条件として設定している。なお，外

部電源がある場合は，給復水系による原子炉圧力容器への給水は維持されるため，事

象進展が緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料被覆管温度は低めの結果を与える

ことになるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.6.3，2.6.4） 
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ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作（原子炉急速減圧操作を

含む）は，解析上の操作開始時間として事象発生から約18分後を設定している。運転

員等操作時間に与える影響として，高圧・低圧注水機能喪失の認知に係る確認時間及

び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作時間は，余裕時間を含めて設

定されていることから，その後に行う原子炉急速減圧の操作開始時間は解析上の設

定よりも若干早まる可能性があり，原子炉注水の開始時間を早める。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析

上の操作開始時間として格納容器圧力0.18MPa［gage］到達時を設定している。運転

員等操作時間に与える影響として，実態の運転操作においては，原子炉注水を優先す

るため，原子炉水位高（レベル8）到達後に低圧代替注水系（常設）から代替格納容

器スプレイへ切替えることとしており，原子炉注水の状況により格納容器スプレイ

の操作開始は格納容器圧力0.18MPa[gage]付近となるが，操作開始時間に与える影響

は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作と

の重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，解析上

の操作開始時間として格納容器圧力0.31MPa［gage］到達時を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，実態の運転操作においては，炉心損傷前の格納容器

ベントの操作実施基準（格納容器圧力0.31MPa［gage］）に到達するのは，事象発生

の約17時間後であり，格納容器ベントの準備操作は格納容器圧力の上昇傾向を監視

しながら予め操作が可能である。また，格納容器ベント操作の操作所要時間は余裕時

間を含めて設定されていることから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。ただし，格納容器ベント実施時に遠

隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，約20分程度操作開始時間が遅

れる可能性があるが，格納容器限界圧力は0.62MPa[gage]のため，原子炉格納容器の

健全性という点では問題とならない。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条

件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行

う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。な
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お，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合においても，現場操作にて対応

することから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料2.6.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運転員等操作時間に

与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定よりも早まる可能性があり，

その場合には燃料被覆管温度は解析結果よりも低くなり，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，原子炉水位の状況により格納容器スプレイの操

作開始は格納容器圧力0.18MPa[gage]付近となるが，格納容器圧力の上昇は緩やかで

あり，格納容器スプレイ開始時間が早くなる場合，遅くなる場合の何れにおいても，

事象進展はほぼ変わらないことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等で

あるため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。仮に，格納容器ベント

実施時に遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，約20分程度操作開

始時間が遅れる可能性があり，格納容器ベント操作開始時間が遅くなった場合，格納

容器圧力は0.31MPa［gage］より若干上昇する。評価項目となるパラメータに影響を

与えるが，格納容器限界圧力は0.62MPa［gage］のため，原子炉格納容器の健全性と

いう点では問題とはならない。 

（添付資料2.6.3） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，事象進展が同様と

なる「高圧・低圧注水機能喪失」においては，操作開始時間の5分程度の時間遅れまでに低

圧代替注水系（常設）による注水が開始できれば，炉心の著しい損傷は発生せず，評価項目

を満足する。また，格納容器ベントをしても敷地境界線量は1.4mSvであり，5mSvを下回る。

操作開始時間の10分程度の時間遅れでは，炉心の著しい損傷は発生せず，評価項目を満足す

るが，格納容器ベントをすると敷地境界線量は5mSvを超える。この場合，格納容器内雰囲気

放射線レベル計（CAMS）により炉心損傷の判断を行い，格納容器圧力0.62MPa［gage］にて

格納容器ベントすることとなるため,重大事故での対策の範囲となる。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，代
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替格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約10時間あり，準備時間が確保できる

ため，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作については，格納

容器ベント開始までの時間は事象発生から約17時間あり，準備時間が確保できるため，時間

余裕がある。また，遠隔操作の失敗により，格納容器ベント操作開始時間が遅れる場合にお

いても，格納容器圧力は0.31MPa［gage］から上昇するが，格納容器圧力の上昇傾向は緩や

かである。格納容器限界圧力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，過圧の観点で厳しい「3.1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」においても事象発生約38時

間であり，約20時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

（添付資料2.1.3，2.6.3） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

2.6.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「LOCA時注水機能喪失」において，6号及び7号炉同時の重大事故

等対策時における事象発生10時間までに必要な要員は，「2.6.1(3)炉心損傷防止対策」に示

すとおり24名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運

転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は8名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「LOCA時注水機能喪失」において，必要な水源，燃料及び電源は，

「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系による格納容

器スプレイについては，7 日間の対応を考慮すると，号炉あたり合計約 5,400m3の水が必要

となる。6号及び 7号炉の同時被災を考慮すると，合計約 10,800m3の水が必要である。水源

として，各号炉の復水貯蔵槽に約 1,700m3 及び淡水貯水池に約 18,000m3 の水を保有してい
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る。これにより，6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能である。

また，事象発生 12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，防火水槽から可搬型代

替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯渇させることなく

復水貯蔵槽を水源とした 7日間の注水継続実施が可能となる。ここで，復水貯蔵槽への補給

の開始を事象発生 12 時間後としているが，これは，可搬型設備を事象発生から 12 時間以

内に使用できなかった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設

定しているものである。 

（添付資料 2.6.5） 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後7日間最大負荷で運転し

た場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要となる。可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽

への給水については，保守的に事象発生直後からの可搬型代替注水ポンプの運転を想定す

ると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急時対策所

用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6

号及び7号炉合計 約1,595kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉合計 約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，可搬型代替注水ポンプによる復水貯

蔵槽への給水，非常用ディーゼル発電機による電源供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガス

タービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 2.6.6） 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，各号炉の非常用ディーゼル発電機によって給電

を行うものとする。 

 

2.6.5 結論 

事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」では，原子炉の出力運転中に原子炉冷

却材圧力バウンダリを構成する配管の中小破断の発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能

が喪失し，かつ，自動減圧系が機能喪失することで，破断箇所から原子炉冷却材が流出して

水位が低下することで炉心が露出し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグ

ループ「LOCA 時注水機能喪失」に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として低

圧代替注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策とし

て代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段，格納容器圧力逃がし装置
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等による原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「LOCA時注水機能喪失」の重要事故シーケンス「中破断LOCA＋

HPCF注水失敗＋低圧ECCS注水失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，逃がし安全弁による原子炉減圧，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び格納容器圧力逃

がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，周辺の公衆に対

して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」において，低圧代替

注水系（常設）及び逃がし安全弁による原子炉注水及び格納容器圧力逃がし装置等による原

子炉格納容器除熱等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効で

あることが確認でき，事故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」に対して有効であ

る。 

 



2.6-16 

 

図 2.6.1 LOCA 時注水機能喪失の重大事故等対策の概略系統図（1/3） 

（原子炉急速減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

図 2.6.2 LOCA 時注水機能喪失の重大事故等対策の概略系統図（2/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 

  

※1

※2

Ｃ

Ａ Ｂ

※1

※2
残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器
主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

Ａ(Ｃ)

低圧代替注水系

（常設）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

破断箇所

原子炉冷却材浄化系へ

防火水槽

淡水貯水池

外部電源

可搬型代替注

水ポンプ

残留熱除去系
ポンプ

復水移送
ポンプ

原子炉格納容器

Ｂ

原子炉建屋

逃がし安全弁

Ａ(Ｃ)

主タービン系へ

低圧代替注水系

（常設）

代替格納容器スプレイ冷却系
非常用ディーゼル

発電機

Gen

防火水槽

淡水貯水池

外部電源

原子炉圧力容器

原子炉冷却材浄化系へ

破断箇所

格納容器スプレイ・ヘッダ

復水貯蔵槽

可搬型代替注

水ポンプ

※低圧代替注水系(常設)と代替格納容器スプレイ冷却系は，同じ復水移送ポンプを用いて 

弁の切替えにより実施する。 



2.6-17 

 

 

図 2.6.3 LOCA 時注水機能喪失の重大事故等対策の概略系統図（3/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

残留熱除去系
ポンプ

復水移送
ポンプ

原子炉格納容器
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格納容器圧力逃がし装置
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 図 2.6.4 LOCA 時注水機能喪失(中小破断 LOCA)の対応手順の概要 

（約60秒後）

（約8分後）

（約13分後）

（約14分後）

（約18分後）

（約23分後）

（約24分後）

（約30分後）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（約37分後）

（約103分後）

（約10時間後）

（約17時間後）

（約17時間後）

炉心流量急減動作

原子炉スクラム・タービントリップを確認

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

高圧給水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水開始
原子炉水位回復確認

原子炉水位高（レベル8）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

による原子炉注水停止

原子炉水位低（レベル3）にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

による原子炉注水再開

原子炉水位高（レベル8）到達後

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

2台によるドライウェルスプレイ開始

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水とドライウェルスプレを交互に

実施

格納容器圧力0.31MPa[gage]にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ

によるドライウェルスプレイ停止

高圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能喪失を確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

（解析上の時刻）
（0分）

中小LOCA発生
外部電源喪失発生

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能作動値に到達

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認

逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能作動値に到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
到達

原子炉水位有効燃料棒頂部（TAF）
回復

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

（約12時間後）

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

（適時実施）

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

※1

※1
※2

※1
※2

※8

※9

原子炉圧力0.34MPa[gage]
急速減圧操作完了

（約12時間後）

（適時実施）

※1 中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を確認する

※2 実際は格納容器圧力高により自動起動信号が発生し機能喪失を確認するが，解析上では考慮しない

※3 代替注水系の準備は，中央制御室から容易に操作が可能であり，注水可能流量が大きい設備から準備する

※4 急速減圧中は「水位不明判断曲線」による原子炉圧力と格納容器温度から水位不明領域に入っていないことを確認する

※5 原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）到達を確認した場合は，格納容器内雰囲気モニタ（CAMS）等により格納

容器水素・酸素濃度の確認を実施する

※6 水位不明判断は以下により確認する

・水位計の電源が喪失

・指示計のバラツキが大きく有効燃料棒頂部（TAF）以上であることが判定できない

・水位不明判断曲線の水位不明領域

・凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない

※7 原子炉水位計（燃料域）により有効燃料棒頂部（TAF）回復を確認した場合は，有効燃料棒頂部（TAF）以下継続時間を測定し

「最長許容炉心露出時間」の禁止領域に入っていることを確認する。燃料の健全性を格納容器内雰囲気放射線モニタ等により確

認する

※8 原子炉水位がレベル3到達確認後，原子炉注水を開始し，原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止する。以後，本操

作を繰り返す

※9 ドライウェルスプレイ実施中に原子炉水位計（広帯域）により原子炉水位がレベル3到達確認後，ドライウェルスプレイを停止

し原子炉注水を開始する

原子炉水位がレベル8到達確認後，原子炉注水を停止しドライウェルスプレイを再開する。以後，本操作を繰り返す

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位を維持し、格納容器ベントによる格納容器圧力の

低下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後、原子炉圧力容器

は原子炉停止時冷却モードにより冷温停止状態へ、格納容器ベントは格納容器スプレイ冷却

モード及びサプレッション・チェンバ・プール水冷却モードにより冷却が可能であること及

び水素濃度制御が可能であることを確認し停止する

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

炉心損傷防止としての流量は確保できないが制御棒駆動水ポンプが再起動し，原子炉への注水が継続していることを確認する。また，

追加起動の準備も開始する

復水移送ポンプと同等の流量は確保できないが，消火ポンプによる代替注水も実施可能である

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水ポンプによる代替注水も実施可能である

Ⅱ

残留熱除去系Bラインを優先して使用するが，残留熱除去系Aラインからの原子炉注水も可能である

現場操作により洗浄水弁を開することにより，残留熱除去系Cライン，高圧炉心注水系B，Cラインからの原子炉注水も可能である

Ⅲ

大容量の可搬型代替注水ポンプによる格納容器スプレイも可能である

流量は少ないが消火ポンプによる代替格納容器スプレイも実施可能である

Ⅳ
残留熱除去系Bライン以外に復水移送ポンプによる代替注水が可能な系統がある場合，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施で

きる

Ⅴ

格納容器ベント操作前に，原子炉の隔離状態を確認し水位を高めに維持する。原子炉格納容器への熱放出を抑制し圧力上昇を抑制する

Ⅵ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能

である

Ⅶ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

※5

※4

原子炉水位判明
（水位不明ではない）

原子炉満水操作
Yes

No

格納容器圧力0.279MPa[gage]
維持不可

Ⅶ

※6

※7

フィルタ装置

排水ポンプ水張り

高圧代替注水系

起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

Ⅱ

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ
2台注水準備完了

代替注水系2台以上準備

Yes

No

Ⅰ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ2台による
ドライウェルスプレイ可能

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ1台
又は

その他代替格納容器スプレイ準備

代替格納容器スプレイによる
ドライウェルスプレイ実施

Yes

No

※3

可搬型代替注水ポンプによる
代替格納容器スプレイ

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
による原子炉注水とドライウェルスプレを並行して実施

（異なる供給ラインがある場合）

原子炉満水操作
格納容器圧力0.31MPa[gage]にて

格納容器ベント実施

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給
淡水タンクから

防火水槽への補給

格納容器圧力0.18MPa[gage]
到達

消火ポンプによる
代替格納容器スプレイ

復水移送ポンプによる代替格納容器ス
プレイと同等の流量確保不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同等の流量確保ま
たは注水開始不可

サプレッション・チェンバ空間部温度49℃
超過確認後

サプレッションチェンバスプレイ実施

炉心損傷なし

Yes

No

格納容器ベント停止

Yes

No
「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する。

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「耐圧強化ベント系」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「耐圧強化ベント系」「ドライウェル側ベント」

優先⑤ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先⑥ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

※10

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※12

※11

※13

※14

Ⅲ

※15

※16

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉・格納容器の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

※10 優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，耐圧強化ベント系よりも高く見直しを実施する予定である。

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※11 格納容器ベント実施時に格納容器内雰囲気放射線モニタ等により炉心損傷が確認された場合は，格納容器ベントを停止し，炉心

損傷後の対応手順に移行する

格納容器ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスパージを実施する

※12 格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することによ

り水位が上昇することが考えられる。フィルタ装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プー

ルへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適宜実施する

※13 原子炉圧力指示計0.34MPa[gage]以下により，原子炉急速減圧完了を確認する

※14 格納容器圧力指示計0.18MPa[gage]により，格納容器スプレイ操作を開始する

※15 格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，格納容器ベント操作前に格納容器スプレイを停

止する

※16 格納容器圧力計指示0.31MPa[gage]到達（格納容器最高使用圧力到達）により，炉心損傷がないことを格納容器内雰囲気放射線

モニタ等により確認し，格納容器ベント操作を開始する

炉心損傷無し

継続確認

炉心損傷を確認した場合は
炉心損傷後の対応手順に移行する
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図 2.6.5 LOCA 時注水機能喪失の作業と所要時間(1/2) 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・外部電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・非常用ディーゼル発電機起動確認

・原子炉隔離時冷却系

　　自動起動／機能喪失確認

・高圧炉心注水系

　　自動起動／機能喪失確認

・高圧代替注水系起動操作 解析上考慮せず

高圧／低圧注水機能喪失　調査，復旧操作

（解析上考慮せず）
－ － － － － － ・原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，残留熱除去系　機能回復 対応可能な要員により対応する

低圧注水機能　起動確認
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系

　　自動起動／機能喪失確認

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）　ラインアップ

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －

・現場移動

・低圧代替注水系（常設）　現場ラインアップ

※復水貯蔵槽吸込ライン切替

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・逃がし安全弁　8個　手動開放操作

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

操作の内容

10分

低圧代替注水系（常設）　準備操作

※シュラウド内水位に基づく時間

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員

ＬＯＣＡ時注水機能喪失

経過時間（分）
備考

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

状況判断
2人

A,B

2人

a,b
－ － － －

操作項目

実施箇所・必要人員数

2人

C,D

2人

c,d

10分

30分

4分

事象発生

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

原子炉スクラム

プラント状況判断

約60秒 原子炉水位低（レベル2）

約18分 原子炉急速減圧

約103分 原子炉水位高（レベル8）

約13分 原子炉水位低（レベル1）

約8分 原子炉水位低（レベル1.5）

格納容器スプレイ実施までレベル3～レベル8維持

約24分 低圧代替注水系 原子炉注水開始

約23分 原子炉水位有効燃料棒頂部到達※

約37分 原子炉水位有効燃料棒頂部回復※

5分

1分
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図 2.6.5 LOCA 時注水機能喪失の作業と所要時間(2/2) 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動，ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水ポ

ンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

－ － － －

※1

（1人）

※1

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給
一時待避前に防火水槽が枯渇しないように補給量を

調整する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント準備（格納容器ベントバウンダリ構成） 60分

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・ベント準備（格納容器ベントライン構成）
60分

－ － － －

※2，※3

（2人）

※2，※3

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）
60分

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・格納容器ベント操作

・ベント状態監視

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント状態監視 解析上考慮せず

－ －
2人

C,D

2人

c,d
－ － ・格納容器ベント操作 解析上考慮せず

－ － － － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定
中央制御室からの連絡を受けて現場操作を実施する

－ － － －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給 中央制御室からの連絡を受けて現場操作を実施する

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給 タンクローリ残量に応じて適宜軽油タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油 一時待避前に燃料が枯渇しないように補給する

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

2人

C,D

2人

c,d

継続実施
作業中断

（一時待避中）

8人

（参集要員8人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

格納容器ベント準備操作

格納容器ベント操作

格納容器ベント操作後，

適宜ベント状態監視

適宜実施

適宜実施

燃料給油準備 － － － －

（2人）

C,D

（2人）

c,d

2人

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

2人

※3

継続実施
現場確認中断

（一時待避中）

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復

水貯蔵槽への補給

2人

※1，※2

2人

※1，※2 180分

継続実施
現場確認中断

（一時待避中）

格納容器圧力180kPa[gage]到達後は，適宜原子炉注水と

格納容器スプレイの切り替えを繰り返し実施

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

ＬＯＣＡ時注水機能喪失

経過時間（時間）
備考

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

事象発生

２ ４ ６ ８ 10 12 14 16 18 20 22 24

約17時間
格納容器圧力310kPa[gage]到達

約10時間

格納容器圧力180kPa[gage]到達約24分 低圧代替注水系（常設） 原子炉注水開始

90分

格納容器スプレイ実施までレベル3～レベル8維持 レベル3～レベル8維持
レベル8到達後格納容器スプレイ切替

レベル3到達後原子炉注水切替

90分

20分

格納容器ベント操作後，適宜ベント状態監視5分
遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器ベントを行う。

操作は，現場への移動を含め，約5分後から開始可能である。（操作完了は，約20分後)

具体的な操作方法は，弁駆動部に設置されたエクステンションにより，二次格納施設外から手動に

て操作を行う。

30分

30分

10分

10分

10分

10分
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図 2.6.6 原子炉圧力の推移 
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主蒸気隔離弁の閉止 

による圧力上昇 

逃がし安全弁開閉による圧力制御 

（最大値：約 7.52MPa[gage]，約 11 分） 

逃がし安全弁 8個による手動減圧 

（約 18 分） 

注水量が少なく，減圧沸騰が継続して 

いるため，注水された原子炉冷却材は 

発生蒸気の増加を促進し，原子炉圧力が

上昇する 

炉心上部プレナム 

高出力燃料集合体 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

手動減圧に伴う減圧沸騰 

による水位上昇 

原子炉減圧による蒸気流出 

により水位低下 

注水開始後，徐々に水位が回復 

図 2.6.7 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 
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図 2.6.8 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.6.9 注水流量の推移 
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図 2.6.10 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

 

図 2.6.11 原子炉圧力容器内の保有水量の推移  
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図 2.6.12  燃料被覆管温度の推移 

 

 

図 2.6.13 燃料被覆管の最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 
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図 2.6.14 燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率の推移 
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図 2.6.16 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

 

 

図 2.6.17 破断流量の推移 
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図 2.6.19 格納容器圧力の推移 

 

 

図 2.6.20 格納容器気相部温度の推移 
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図 2.6.21 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

図 2.6.22 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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表 2.6.1 LOCA 時注水機能喪失（中小破断 LOCA）における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

外部電源喪失及び原子炉スク

ラム確認 

原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の

中小破断発生後に外部電源喪失となり，原子炉がスクラムしたことを

確認する 

【非常用ディーセル発電機】 － 
平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉水位による自動起動信号が発生するが，各ポンプの自動起動失

敗又は各ポンプの系統流量計の指示が上昇しないことにより高圧・低

圧注水機能喪失を確認する 

－ － 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

【残留熱除去系ポンプ吐出圧力計】 

高圧代替注水系による原子炉

注水 

高圧・低圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を起動し，原子炉水位

を回復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

逃がし安全弁による原子炉急

速減圧 

高圧・低圧注水機能喪失確認後，低圧代替注水系（常設）を 2 台運転と

し，中央制御室にて逃がし安全弁を全開し，原子炉急速減圧する 

復水移送ポンプ 

逃がし安全弁 
－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，低圧代替注水系（常設）の

系統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復する。

原子炉水位は原子炉水位高（レベル 8）から原子炉水位低（レベル 3）

の間で維持する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA） 

代替格納容器スプレイ冷却系

による原子炉格納容器冷却 

格納容器圧力が 0.18MPa[gage]に到達した場合，代替格納容器スプレイ

冷却系により原子炉格納容器冷却を実施する。代替格納容器スプレイ

中に原子炉水位が原子炉水位低（レベル 3）まで低下した場合は，代替

格納容器スプレイを停止し原子炉注水を実施する。原子炉水位高（レ

ベル 8）まで回復後，原子炉注水を停止し，代替格納容器スプレイを再

開する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA）  

格納容器圧力逃がし装置等に

よる原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達した場合，格納容器圧力逃がし装

置等による原子炉格納容器除熱を実施する 

格納容器圧力逃がし装置 

耐圧強化ベント系 

代替格納容器圧力逃がし装置 

－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W）  

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C）  

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 2.6.2 主要解析条件（LOCA 時注水機能喪失）（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：SAFER，CHASTE 

原子炉格納容器側：MAAP 
－ 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート下

端から+119cm） 
通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10%の

保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器

及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造

物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッション・チ

ェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール

水位 
7.05m（NWL） 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水

位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール

水温 
35℃ 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水

温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，

事象開始 24 時間以降は 40℃） 
復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 2.6.2 主要解析条件（LOCA 時注水機能喪失）（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 
原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断 

破断面積は 1cm2 

中小破断 LOCA に対する条件を下記に基づき設定 

・破断箇所は非常用炉心冷却系のような大配管を除いた中小

配管（計測配管を除く）のうち，流出量が大きくなる箇所とし

て有効燃料棒頂部より低い位置にある配管を選定。原子炉圧

力容器下部のドレン配管の破断 LOCA は，液相の流出が長期的

に継続し，原子炉の高圧状態が維持されるため，注水のための

原子炉減圧が必要となり，厳しい事象となる 

・破断面積は炉心損傷防止対策の有効性を確認する上で，事

故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」の事象進展の

特徴を代表できる破断面積として 1cm2を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 
高圧注水機能，低圧注水機能及び原子炉

減圧機能喪失 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系

の機能喪失を，低圧注水機能として残留熱除去系（低圧注水

モード）の機能喪失を設定。原子炉減圧機能として自動減圧

系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 

外部電源の有無を比較し，外部電源なしの場合は給復水系に

よる給水がなく，事象進展が厳しいため，外部電源なしを設

定 
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表 2.6.2 主要解析条件（LOCA 時注水機能喪失）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
炉心流量急減 
（遅れ時間：2.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 
7.51 MPa[gage]×1 個, 363 t/h/個 
7.58 MPa[gage]×1 個, 367 t/h/個 
7.65 MPa[gage]×4 個, 370 t/h/個 
7.72 MPa[gage]×4 個, 373 t/h/個 
7.79 MPa[gage]×4 個, 377 t/h/個 
7.86 MPa[gage]×4 個, 380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 8個
を開することによる原子炉急速減圧 
<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 

 

 逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉

圧力の関係から設定 

低圧代替注水系（常設） 
最大 300m3/h で注水，その後は炉心を冠

水維持するよう注水 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 140m3/h にてスプレイ 
格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を
考慮し，設定 

格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力が 0.62MPa[gage]における
最大排出流量 31.6kg/s に対して，原子
炉格納容器二次隔離弁の中間開操作
（流路面積約 70%開）にて原子炉格納容
器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設定値として設定 
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表 2.6.2 主要解析条件（LOCA 時注水機能喪失）（4／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

低圧代替注水系（常設）の追加起動及

び中央制御室における系統構成 
事象発生から 14 分後 

高圧・低圧注水機能喪失を確認後実施するが，事象

判断時間を考慮して，事象発生から 14分後に開始

し，操作時間は約 4分間として設定 

原子炉急速減圧操作 事象発生から約 18分後 
中央制御室操作における低圧代替注水系（常設）の

準備時間を考慮して設定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 
格納容器圧力 0.18MPa[gage]到達時 設計基準事故時の最高圧力を踏まえて設定 

格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱操作 
格納容器圧力 0.31MPa[gage]到達時 格納容器最高使用圧力を踏まえて設定 
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添付資料 2.6.1 

中小破断 LOCA の事象想定について 

 

1．「LOCA 時注水機能喪失」（中小破断 LOCA）の事象進展 

中小破断 LOCA では，シナリオの前提条件として全 ECCS が機能喪失するとしていること

から，事象直後から原子炉注水ができず原子炉水位の低下が早い※1。また，サプレッション・

チェンバ・プールを介さずに原子炉格納容器内に冷却材が漏えいすることから，格納容器圧

力の上昇も早く格納容器ベントを実施する※2ことになる。 

※1 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水は事象発生の約 24 分後から始まり，注水開始の 1分前に

原子炉水位は有効燃料棒頂部（以下「TAF」という。）まで低下している。 

※2 事象発生後，約 17 時間後に格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達し格納容器ベントを実施する。 

 

2．中小破断 LOCA の評価に関連する規定と評価の考え方 

中小破断 LOCA を評価するにあたり，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及

び設備基準に関する規則の解釈」及びそれに対する「審査ガイド」に基づき，以下の条件を

満たす必要がある。 

①燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること。 

②燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの15%以下であること 

 ③格納容器圧力逃がし装置を使用する事故シーケンスグループの有効性評価では，敷地

境界での実効線量を評価し，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与え

ないこと（発生事故当たり概ね5mSv以下） 

 

中小破断LOCAの評価では，1．で述べた事象進展のとおり，①,②の要件を満たす破断（破

断面積）であっても，燃料被覆管の破裂を伴う場合は，③の要件を満たすことができなくな

るため，炉心損傷防止としての有効性を評価するにあたっては，燃料被覆管の破裂を引き起

こさないことを判定の目安※3としている。 

 

※3 炉心損傷の判断は，格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて行う。ドライウェル又は

サプレッション・チェンバ内のγ線線量率の状況を確認し，設計基準事故相当のγ線線量率の10

倍を超えた場合に炉心損傷と判断する。また，CAMSが使用不能の場合は「原子炉圧力容器表面温

度：300℃以上」を判断基準として手順に追加する方針である。 

 

3．中小破断 LOCA の評価 

（1）中小破断 LOCA の解析条件設定について 

2．で述べた評価の考え方に基づき，解析条件は低圧代替注水系（常設）の原子炉注水に

より燃料被覆管破裂を回避できる範囲を設定することとした。中小破断 LOCA の破断想定箇

所としては，TAF を境に，上部配管と下部配管の二つに分けられるが，冷却材の流出量が最

も大きくなる箇所は水頭がかかり，かつ，液相部である下部配管となる。よって，原子炉圧

力容器下部のドレン配管に 1cm2の破断が生じることを解析条件として設定した。 
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なお，解析条件の設定に際しては SAFER の PCT 評価結果を参考に燃料被覆管破裂が発生

する配管破断面積の目安を設定し（1cm2），有効性評価結果は，これに基づく CHASTE の詳細

な評価結果を示している。図１に破断面積 1cm2と 5.6cm2のパラメータ推移の比較を示す。

なお，CHASTE 評価によれば，多少大きめの破断面積（5.6cm2まで）では，燃料被覆管破裂を

回避することは可能であり，図１に示すように事象の進展について大きく差が生じるもの

ではない。また，運転員操作である原子炉減圧の開始時間についてもほぼ同等であり，LOCA

時の運転員操作（原子炉水位の低下を確認し，ECCS 機能喪失を確認した上で，速やかに原

子炉減圧及び低圧代替注水を開始すること）は変わることはなく，1cm2の破断面積は本事象

の特徴を代表できる条件であると考える。 

 

（2）炉心損傷防止対策が有効である破断面積について 

(1)に示すとおり，原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断面積が 5.6cm2までは炉心損傷

防止対策が有効であり，同様の注水設備で炉心損傷防止対策が有効という観点で，TAF 以上

の位置に接続された配管（RHR 配管）に適用するとその破断面積は約 420cm2となる。この破

断面積（約 420cm2）は，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

で解析条件としている RHR 吸込配管完全破断の約半分の面積に相当するものであり，図２

に示すとおり，低圧代替注水系（常設）により燃料被覆管破裂を回避できる。 

PRA では NUREG-1150 の定義と同様に漏えいを表 1 のとおりに分類しており，125A(約

126cm2)以上の配管破断は大破断 LOCA と定義されることから，炉心損傷防止対策が有効であ

る TAF 以上の位置に接続された配管の破断面積は，大破断 LOCA 相当となる。一方，TAF 以

下の配管の LOCA は，破断面積が小さく，表 1（NUREG-1150 の定義）では気相破断や液相破

断の区別がないため，破断面積としては小破断 LOCA 相当となる。しかしながら，液相の流

出が長期的に継続し，さらに TAF 以上の配管と異なり原子炉の高圧状態が維持されるため，

注水のための原子炉減圧が必要となることから，事象進展の厳しさとしては中破断 LOCA 相

当となる。 

上記より，炉心損傷防止対策が有効である破断面積 LOCA の範囲は， 

・TAF 以下の配管では 5.6cm2以下の破断面積の LOCA 

・TAF 以上の配管では約 420cm2以下の破断面積の LOCA 

となる。 

また，破断面積が，炉心損傷防止対策が有効である破断面積より大きい場合，操作に要す

る時間を考慮すると，自動起動のインターロックがなければ炉心損傷の回避は困難であり，

炉心損傷回避が困難なシナリオとして，大破断 LOCA での原子炉格納容器の過圧・過温防止

のシナリオにて包絡すると整理としている。 
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表1 LOCA関連事象の分類定義

 

 

原子炉圧力容器下部のドレン配管破断のような TAF 以下に存在する配管の破断は，液相

破断 LOCA となり，RHR 配管のような TAF 以上に存在する配管の破断は最終的に気相破断

LOCA となる。両事象では起因事象が異なるため，プラントパラメータ（原子炉圧力，原子

炉水位等）の推移が異なり，かつ，運転員による事象緩和のための操作の開始時間も異なる

ことから，単純に両事象の厳しさを比較するのは困難である。 

しかしながら，ここでは液相破断 LOCA と気相破断 LOCA の事象の厳しさを比較するため，

流出量による比較を行う。各破断 LOCA による流出量は次式により算出を行った。 

 

・RHR 配管破断 LOCA の流出量 

＝ 破断口からの液相流出（RHR 配管上部の保有水のみ）＋ 崩壊熱による蒸発分 

 

・ドレン配管破断の流出量 

＝ 破断口からの液相流出（ボトムからの継続流出）＋ 崩壊熱による蒸発分 
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図 3 に各破断 LOCA の崩壊熱による蒸発分を含めた流出量の比較を示した。図 3 に示すと

おり，ドレン配管破断 LOCA は液相の流出が長期的に継続するため，合計の流出量は RHR 配

管破断 LOCA より大きくなり，厳しい事象となる。 

 

(3) 原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断に伴う炉心損傷の発生頻度について 

 原子炉圧力バウンダリの溶接箇所において配管の破断が起こり，LOCA が発生することを

想定し，かつ，非常用炉心冷却系による LOCA 発生後の事象緩和に期待できないものとして

炉心損傷頻度を算出した（式 1）。なお，LOCA 発生頻度及び全非常用炉心冷却系機能喪失確

率は PRA で用いた値とした。表 2 に各系統の配管口径別の溶接線数と炉心損傷頻度につい

て示す。 

 原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断により LOCA が発生し，非常用炉心冷却系による

事象緩和ができず炉心損傷に至る頻度は 3.1×10-10[/炉年]である。なお，破断面積 5.6cm2

以下の LOCA は，炉心損傷防止可能であるため，実態の炉心損傷に至る頻度は 3.1×10-10[/

炉年]より小さくなる。 

また，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防ぐことができない大破断 LOCA に

ついては，PRA において，炉心損傷頻度は 5.0×10-10[/炉年]としている。なお，破断面積

420cm2以下の LOCAは，炉心損傷防止可能であるため，実態の炉心損傷に至る頻度は 5.0×10-

10[/炉年]より小さくなる。したがって，原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断により発

生する LOCA で炉心損傷に至る頻度は十分に小さいものであると整理される。 

 

・CUW ボトムドレン配管の破断による炉心損傷頻度 
＝∑CUW ボトムドレン配管の機能維持に係る溶接線数

原子炉圧力容器バウンダリでの全溶接線数
× 各 発生頻度 × 全 機能喪失確率 

                                  ・・・・・（式 1） 
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表 2 各系統における溶接線と LOCA 後炉心損傷頻度 

系統 

小破断 LOCA 中破断 LOCA 

溶接線

数※1 

配管破断
発生頻度 
[/炉年] 

全 ECCS
喪失確率 

炉心損傷 
頻度※5 
[/炉年] 

溶接線
数※1 

配管破断
発生頻度 
[/炉年] 

全 ECCS
喪失確率 

炉心損傷 
頻度※5 
[/炉年] 

HPCF(B) 25※2 2.8×10-5 -※6 

炉心損傷に

至らない 

25※2 1.9×10-5 -※6 

炉心損傷に

至らない 

HPCF(C) 8 8.8×10-6 -※6 8 6.0×10-6 -※6 

RCIC 128※3 1.4×10-4 -※6 128※3 9.6×10-5 -※6 

LPFL(A) 26※4 2.9×10-5 -※6 26※4 2.0×10-5 -※6 

LPFL(B) 19 2.1×10-5 -※6 19 1.5×10-5 -※6 

LPFL(C) 17 1.9×10-5 -※6 17 1.3×10-5 -※6 

CUW ボト
ムドレン 
配管 

21 2.3×10-5 4.0×10-7 9.2×10-12 20 1.5×10-5 2.0×10-5 3.0×10-10 

その他の
原子炉 
圧力バウ
ンダリ 

30 3.3×10-5 -※6 
炉心損傷に

至らない 
26 2.0×10-5 -※6 

炉心損傷に

至らない 

合計 274 3.0×10-4   269 2.0×10-4   

※1 溶接線数はクラス 1機器の検査カテゴリ B-F 及び B-J から抽出 
※2 HPCF(B)に合流する SLC の配管を考慮 
※3 主蒸気系及び給水系の溶接部のうち，RCIC の機能喪失に繋がる箇所を考慮 
※4 給水系の溶接部のうち，LPFL(A)の機能喪失に繋がる箇所を考慮 
※5 全ての非常用炉心冷却系の機能喪失により，事象緩和ができずに炉心損傷に至る 
※6 CUW ボトムドレン配管の破断による炉心損傷頻度の算出には不必要のため，記載せず 
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  破断面積：1cm2   破断面積：5.6cm2 

 
原子炉圧力 

 
          原子炉圧力 

 
  原子炉水位(シュラウド内外水位) 

 
原子炉水位(シュラウド内外水位) 

 
       燃料被覆管温度 

 
           燃料被覆管温度 

 

図１ 破断面積 1cm2と 5.6cm2のパラメータ推移の比較
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原子炉減圧開始時間 約 18 分 原子炉減圧開始時間 約 16 分 
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     原子炉圧力 

 
        原子炉水位(シュラウド内外水位) 

 
        燃料被覆管温度 

 

図２ RHR 吸込配管が破断面積約 420cm2で破断した場合のパラメータ推移 
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図 3 崩壊熱による蒸発分を含めた液相破断 LOCA と気相破断 LOCA の流出量の比較 

 

＜気相破断 LOCA＞ 
RHR 配管の破断を想定すると，崩壊熱による

蒸発分に加えて，破断口から約 135.8ｔの水が

流出し得る。 
(水位が RHR 破断口に到達すると破断口から

の冷却材の流出は停止) 

＜液相破断 LOCA＞ 
原子炉圧力容器下部のドレン配管の破断(破断面

積 5.6cm2)を想定すると，崩壊熱による蒸発分に

加えて，破断口から定格圧力にて 78.5t/h の流量

で水が流出する。 
(原子炉圧力容器の下部に存在する配管の破断の

ため，冷却材の流出は継続) 

液相破断 LOCA は液相の流出が長

期的に継続するため，合計の流出量

は気相破断 LOCA より大きくなる。 
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４．国内外の先進的な対策との比較 
炉心損傷防止対策が有効である破断面積以上の LOCA に対しては，重大事故等対処設備に

よる炉心損傷の回避は困難であるが，対策が「十分な対策が計画されていること」（国内外

の先進的な対策と同等のものが講じられていること）を確認する必要がある。 

着眼点として，「著しい炉心損傷」をもたらすような配管破断が生じた場合でも炉心損傷

を回避できる大容量かつ即時の原子炉注水手段，LOCA 時のペースの速い格納容器圧力上昇

を抑制し格納容器ベントを回避できる格納容器除熱手段が必要となる。 

柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉と欧米のプラントで講じられている諸対策を，LOCA 以外の事故

シーケンスグループも含めて対比したものを別表 1に示す。 

別表 1 に示すとおり，LOCA 以外の事故シーケンスグループも含め，基本的に全ての機能

に対して国外と同等の対策を講じてきている。特に，高圧注水機能の強化策である蒸気駆動

の高圧代替注水系（HPAC）は，国外では見られない対策であり，時間余裕の小さい事象初期

に重要な高圧注水機能の多重性を向上させる点，駆動源の多様性を向上させる点で有用な

対策となっている。 

しかしながら，LOCA が生じた場合に燃料被覆管破裂を確実に回避できる大容量かつ即時

の原子炉注水手段（インターロックを備えている等）や，LOCA 時のペースの速い格納容器

圧力上昇を抑制し格納容器ベントを回避できる格納容器除熱手段については，確認されな

かった。 

 
表 原子炉への注水機能の整理 

 

駆動源 

原子炉の状態 

電動 蒸気駆動 ディーゼル駆動 

SBO では給電され

た後に機能する 

大規模な LOCA を除

き事象初期から機能

する 

LOCA も含む各

事象で機能する 

原子炉

が高圧 

大破断LOCAを除く

と事象初期は高圧

→時間余裕の小さ

い事象初期に重要 

・HPCF×2 

・CRD 

・給復水系 

・RCIC 

・HPAC（当社） 
－ 

原子炉

が低圧 

大破断LOCAを除く

と原子炉減圧後に

必要 

・LPFL×3 

・MUWC×3 

・消防車 

（蒸気駆動は不適） ・消火ポンプ 

 
 

以 上 
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別表-1 米国・欧州での重大事故対策に関する設備例の比較(1/3) 

【 】：設計基準事故対処設備，※：有効性評価において有効性を評価した対策，下線：電力自主対策 

 
柏崎刈羽

6号炉及び7号炉
米国 ドイツ スウェーデン フィンランド

・低圧代替注水系(復水補給水

系)(常設)※
・高圧代替注水系(HPAC)

・ディーゼル駆動消火ポンプ(燃
料貯蔵タンク+燃料供給系有。水

源：防火用水タンク、飲料水系)
・高圧サービス水系(RHR経
由)(水源：池、非常用冷却塔)
・CRDポンプ

・復水ポンプ
・RHRSW(RHR経由)

・独立非常用系の中圧ポンプ(専
用電源・専用ヒートシンク有)
・サービス水系(水源：河川)
・復水系(給水ポンプバイパスラ

イン追設)
・インターナルポンプ・ｼｰﾙ水系

－
・火災用ポンプ+ブースターポン

プ(専用電源有)

　欧米では、注水ポンプの追加設置または炉心注水機能を有さない既設
ポンプに炉心注水機能を追加する等による炉心冷却手段を整備してい
る。
　当社においては、復水移送ポンプによる炉心冷却手段を整備してい
る。また、自主的対策としてRCICとは別の蒸気駆動による高圧代替注水

系の設置を計画している。

・低圧代替注水系(可搬型)
　(消防車) － ・可搬式消火ポンプ － ・可搬ポンプ導入

　欧州では、炉心冷却手段として可搬型ポンプを整備している。
　当社においても同様に炉心冷却手段として消防車および接続口を整備
している。

・格納容器圧力逃がし装置※
・耐圧強化ベント系
・代替格納容器圧力逃がし装置
・代替循環冷却

・W/Wベント

・原子炉冷却材浄化系によるS/P
除熱

・独立非常用系の専用ヒートシ
ンク
・フィルタベント
・必須サービス水系による除熱
(ヒートシンク：川、地下水、冷

却塔)

・フィルタベント
・フィルタベント
・代替最終ヒートシンクの導入

　米国においては、大気を最終ヒートシンクとする耐圧強化ラインから
のベントを整備している。また、欧州においては、河川、地下水、大気
を最終ヒートシンクとする熱交換器やポンプ等を含む独立非常用系や大
気を最終ヒートシンクとするフィルタ付きベントを整備している。
　当社においては、多重性及び独立性を考慮して、大気を最終ヒートシ
ンクとする耐圧強化ベント系、フィルタベント及び代替フィルタベント
を整備している。

・代替原子炉補機冷却系 － － － －
　当社においては、海を最終ヒートシンクとする可搬型の代替原子炉補
機冷却設備および接続口を整備している。

格納容器注水
(格納容器スプレイ)

・低圧格納容器スプレイ冷却系
(復水補給水系)※

・ディーゼル駆動消火ポンプ
・可搬型ポンプ(大規模損壊)

・サービス水系(D/W,W/Wスプレ

イ可)
・可搬型消火ポンプ(S/P注水)

・ディーゼル駆動バックアップ
ポンプ
・消防車

・火災防護系によるスプレイ(専
用電源
　有,外部水源使用可)

　欧米では、注水ポンプの追設または格納容器注水機能を有さない既設
ポンプに格納容器注水機能を追加する等による格納容器注水手段を整備
している。
　当社においては、復水移送ポンプによる格納容器注水手段を整備して
いる。

給水源

・CSPへの水の補給※

　-防火水槽

　-淡水貯水池

　-海水

・CSTへの水の補給

　-処理水：脱塩水貯蔵タンク,復
水器H/W,燃料プール,他ユニット

貯蔵タンク
　-非処理水：消火用水系,公共の

消火水,水道水等

　-RWSTからの補給

　-他ユニットCSTからの補給

・防火用水タンク
・飲料水系

・CSTへの補給

　-消火水系からの補給

・脱塩水タンクへの補給
　-脱塩水系からの補給

　-消火系からの補給

・消火系への補給
　-純水系からの補給(重力による

移送)

・脱塩水タンク(既設設備の水源)
への補給
　-消火系からの補給

・Korvensuo原水池(火災系の水

源)

　欧米においては、淡水タンクのほか、河川やため池等の代替補給水源
からの給水が可能である。
　当社においては、防火槽、淡水貯水池のほか、代替補給水源として海
水の給水が可能である。

まとめ

【・LPFL】※

・低圧代替注水系(復水補給水

系)(常設)※
・高圧代替注水系(HPAC)
・低圧代替注水系(可搬型)
　(消防車)

原子炉減圧

・減圧自動化ロジック※
・減圧機能の信頼性向上
　-予備高圧窒素ボンベ配備

　-窒素供給圧の調整機能

　-可搬型代替直流電源からの給

電

・過渡時減圧自動化ロジック
・減圧機能の信頼性向上
　-ADS作動のための追加電源
(DC)の設置

　-ADS作動のための窒素ボンベ

の設置
　-ADS作動のためのケーブル性

能の確保

・多重化炉容器減圧系(S/R弁11
弁のうち3弁に電動弁によるバイ

パスライン設置)
・過渡時の減圧自動ロジック

・減圧機能の信頼性向上
　-S/RVへのバックアップ用窒素

ボンベ
　-消火系からの水圧による開

　欧米においては、過渡事象時の減圧自動化ロジックを整備するととも
に、S/R弁駆動用の予備窒素ボンベや電源の整備等による減圧機能の信頼

性向上手段を整備している。
　当社においても、過渡事象時の減圧自動化ロジックの整備や、S/R弁駆

動用の予備窒素ボンベや電源の整備等による減圧機能の信頼性向上手段
を整備している。

【・原子炉補機冷却/冷却海水

系】※

・格納容器圧力逃がし装置
・耐圧強化ベント系
・代替格納容器圧力逃がし装置
・代替循環冷却

・代替原子炉補機冷却系 － － － －

給水源 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

まとめ

対策の概要分類
事故

シーケンス
グループ

想定する機能
重大事故等対策にかかる設備

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

１ 高圧・低圧
注水機能喪失

炉心冷却

最終ヒートシンク

２ 高圧注水・
減圧機能喪失

炉心冷却 １と同様

最終ヒートシンク
１と同様

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

１と同様 － １と同様 １と同様

１と同様 １と同様 １と同様
１と同様
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別表-1 米国・欧州での重大事故対策に関する設備例の比較(2/3) 

【 】：設計基準事故対処設備，※：有効性評価において有効性を評価した対策，下線：電力自主対策 

 
・原子炉隔離時冷却系(24Hまで)
※
・低圧代替注水系(復水補給水

系)(常設)(24H以降)※
・高圧代替注水系(HPAC)

・ディーゼル駆動消火ポンプ(燃
料貯蔵タンク+燃料供給系有。水

源：防火用水タンク、飲料水系)
・SBOの影響を受けないポンプ

によるサービス水系から給水系
を通っての注水(水源：河川,湖,
貯水池,海など)
・原子炉隔離時冷却系の手動起
動(大規模損壊)

・独立非常用系の中圧ポンプ(専
用電源・専用ヒートシンク有) １と同様 １と同様

　全交流電源喪失を想定し、欧米では、電源に依存しない注水ポンプ又
は専用の電源を有する注水ポンプの追設による全交流電源喪失時の注水
手段を整備している。
　当社においては、空冷式ガスタービン発電機による復水移送ポンプへ
の給電手段を整備している。また、電源対策が達成できない場合に備え
て、RCICの手動起動手順を整備している。さらに、自主的対策として電

源に依存しない蒸気駆動の高圧代替注水ポンプの設置を計画している。

・低圧代替注水系(可搬型)
　(消防車) － ・可搬式消火ポンプ － ・可搬ポンプ導入

　欧州では、炉心冷却手段として可搬型ポンプを整備している。
　当社においても同様に炉心冷却手段として消防車および接続口を整備
している。

原子炉減圧

・減圧機能の信頼性向上
　-予備高圧窒素ボンベ配備

　-窒素供給圧の調整機能

　-可搬型代替直流電源からの給

電

・減圧機能の信頼性向上
　-ADS作動のための追加電源

(DC)の設置

　-ADS作動のための窒素ボンベ

の設置
　-ADS作動のためのケーブル性

能の確保

２と同様 － ２と同様

　欧米では、全交流電源喪失時の減圧機能の信頼性向上手段として、S/R
弁駆動用の予備窒素ボンベおよび電源の整備等を実施している。
　当社においても、全交流電源喪失を想定して、S/R弁駆動用の予備窒素

ボンベおよび電源の整備による減圧機能の信頼性向上手段を整備してい
る。

・格納容器圧力逃がし装置
・耐圧強化ベント系
・代替格納容器圧力逃がし装置
・代替循環冷却

１と同様 １と同様 １と同様 １と同様

・代替原子炉補機冷却系※ － － － －

給水源 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

・常設代替交流電源設備※
　(空冷式ガスタービン発電機)

・非常用ディーゼル発電機の追
加設置
・ガスタービン発電機の使用

・独立非常用系のディーゼル発
電機

・ガスタービン発電機 (4日分の

燃料有)

・非常用ディーゼル発電機の信
頼性向上
　-起動用バッテリー追設

　-燃料タンクの購入

　-非常用ディーゼル発電機更新

に合わせて、除熱系2系統(海
水、空冷)設置

・非常用ディーゼル発電機の新
設(独立建屋に設置)
・ガスタービン発電機(100%×2
台,9日分の燃料有)

　米国においては、ディーゼル発電機の追加設置等を実施している。ま
た、欧州においては、非常用ディーゼル発電機とは別の独立非常用の
ディーゼル発電機等を設置すると共に、既設の非常用ディーゼル発電機
の冷却系の最終ヒートシンクの多様化(水冷、空冷)を実施している。

　当社においては、常設の代替交流電源として、空冷式ガスタービン発
電機3台(6,7号炉共用で1台,予備2台)を高台(標高35m)に設置している。

・可搬型代替交流電源設備
　(電源車) ・可搬型ディーゼル発電機 ・可搬型ディーゼル発電機 ・可搬型ディーゼル発電機

・SA用可搬型ディーゼル発電機

(FP系→PCV注水への弁操作用)

　欧米においては、可搬型の交流代替電源である可搬型ディーゼル発電
機を配備している。
　当社においても同等の設備を配備しており、常設代替交流電源設備が
機能しない場合にも、原子炉の安全停止に必要な電源を供給可能であ
る。

・号炉間電源融通
・ユニット間での交流電源接続
・水力発電ユニットの使用

・ユニット間での交流電源接続
・第3の送電線(地中埋設 )
・余熱除去系1系統と外部電源を

結線

・小型可搬DG×3台(サイト外保

管)

・ユニット間の交流電源接続
・近隣水力発電所からの受電
・地域電力会社からの受電(容量

が限定的)

　欧米においては、ユニット間での電源接続を整備している。
　当社においても同等の手段を整備している。

・常設代替直流電源設備※
 (不要負荷切り離し無しで8時
間、切り離し後残り16時間の計

24時間給電)

・バッテリー容量増加
・非安全関連バッテリーの設置
(安全系バッテリーの負荷軽減の

ため)
・バッテリー容量の増強

・不要負荷の切り離しによる蓄
電池容量保持

－
　欧米においては、既設蓄電池容量の増加、給電時間延長対策として、
負荷切り離しによる蓄電池容量確保手段を整備している。
　当社においても同等の手段を整備している。

・蓄電池(重大事故等対処用)追設

・可搬型代替直流電源設備
・携帯型バッテリーによる所内
バッテリーの再充電

・可搬型ディーゼル発電機によ
る充電

・SA設備への給電バッテリー
・充電用可搬型発電機
・充電用可搬型整流器

　米国においては、携帯型バッテリーによる蓄電池充電手段を整備して
いる。また、欧州においては、可搬型発電機による蓄電池充電手段を整
備している。
　当社においては、重大事故等対策用に蓄電池を追設するとともに、可
搬型バッテリーを整備している。

まとめ

最終ヒートシンク

３ 全交流動力
電源喪失

炉心冷却

１と同様

代替電源設備
(交流電源)

代替電源設備
(直流電源)

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。
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別表-1 米国・欧州での重大事故対策に関する設備例の比較(3/3) 

【 】：設計基準事故対処設備，※：有効性評価において有効性を評価した対策，下線：電力自主対策 

 
 

【・RCIC】※

・低圧代替注水系(復水補給水

系)(常設)※
・高圧代替注水系(HPAC)
・低圧代替注水系(可搬型)
　(消防車) － ３と同様 － ３と同様

原子炉減圧 ３と同様 ３と同様 ２と同様 － ２と同様 ３と同様

・格納容器圧力逃がし装置
・耐圧強化ベント系
・代替格納容器圧力逃がし装置
・代替循環冷却

１と同様 １と同様 １と同様 １と同様

・代替原子炉補機冷却系※ － － － －

格納容器注水
(格納容器スプレイ) １と同様 １と同様 １と同様 － １と同様 １と同様

給水源 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

代替電源設備
(交流電源)

・常設代替交流電源設備※
　(空冷式ガスタービン発電機)
・可搬型代替交流電源設備
　(電源車)
・号炉間電源融通

３と同様 ３と同様 ３と同様 ３と同様 ３と同様

まとめ

【・RCIC】※

【・HPCF】※

・低圧代替注水系(常設)※
　(復水補給水系)
・高圧代替注水系(HPAC)
・低圧代替注水系(可搬型)
　(消防車)

原子炉減圧 ３と同様 ３と同様 ２と同様 － ２と同様 ３と同様

最終ヒートシンク １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

格納容器注水
(格納容器スプレイ) １と同様 １と同様 １と同様 － １と同様 １と同様

給水源 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

まとめ

炉心冷却 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

原子炉減圧 ３と同様 ３と同様 ２と同様 － ２と同様 ３と同様

最終ヒートシンク １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

格納容器注水
(格納容器スプレイ) １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

給水源 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様 １と同様

まとめ

原子炉停止

・代替制御棒挿入機能(ARI)
・代替冷却材再循環ポンプ・ト
リッ
　プ機能(RPT)
・ほう酸水注入系(SLC)※

・代替制御棒挿入回路
・SLCSのホウ酸濃度の増加(AB-
03,8)
・SLCSの自動起動

・CRD系、原子炉冷却材浄化系

によるホウ酸水注入
・ATWS-RPTの設置

・MSIV閉後のATWS時の炉圧高

で給水ポンプトリップロジック
を追加

・SLC(手動起動)

・バックアップ・スクラム回路
(制御棒の電動挿入、再循環ポン

プ減速)
・SLC手動起動

・SLC自動起動

・SLC
　欧米においては、代替制御棒挿入回路および代替再循環ポンプ・ト
リップ回路の設置やSLC等を整備している。

　当社においても、欧米と同等の設備を整備している。

まとめ

炉心冷却 ４－２と同様 既存設備で対応
-

(情報なし)
-

(情報なし)
-

(情報無し)

　米国においては、炉心冷却は既存設備を用いて実施することとなって
いる。
　当社においても、既存設備を用いた炉心冷却を実施することとしてい
る。

格納容器バイパス防止

・インターフェイスシステム
LOCAの検知・隔離(既設の計

装・設備から兆候を検知)
・原子炉減圧・水位制御の手順
整備

・ISLOCAの早期検出・隔離(既
設の計装・設備から兆候を検知)
・原子炉の減圧

・隔離弁の自動閉止あるいは代
替隔離弁の閉止による格納容器
隔離の確保

-
(情報なし)

－
(情報なし)

　米国においては、インターフェイスシステムLOCAの早期検出・隔離

手段を整備している。また欧州におていては、格納容器隔離手段として
代替隔離弁を設置している。
　当社においては、インターフェイスシステムLOCAの早期検出・隔離

手段を整備している。また、原子炉減圧及び水位制御により、流出量を
低減する手段を整備している。

まとめ

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

１と同様 １と同様

４-１ 崩壊熱除去機能喪失
(取水機能喪失)
(SBO重畳想定)

炉心冷却

３と同様

最終ヒートシンク

３と同様

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

６

３と同様 １と同様

３と同様

１と同様

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

４-２ 崩壊熱除去機能喪失
(RHR機能喪失)

炉心冷却

原子炉停止機能喪失

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

－ １と同様 １と同様

７ インターフェイスシ
ステムLOCA

上述の調査結果より、国外の既設プラントで整備されている対策が、柏崎刈羽6号炉及び7号炉においても整備されていることを確認した。

５ LOCA時注水機能喪

失
(外部電源喪失重畳)
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添付資料 2.6.2 

安定状態について 

 

LOCA 時注水機能喪失時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置

等，残留熱除去系又は代替循環冷却）により，格納容器圧力及

び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，原子炉格納容器除熱

のための設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象

悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

逃がし安全弁を開維持することで，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が

冠水し，炉心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から約 17 時間後に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格

納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり,格納容器

温度は 150℃を下回るとともに，ドライウェル温度は，低圧注水継続のための逃がし安全

弁の機能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，原子炉格納容器安定状態が確

立される。なお,除熱機能として格納容器圧力逃がし装置等を使用するが,本事象より使用

までの時間が短く放射性物質の減衰効果が少ない「2.3 全交流動力電源喪失」の実効線量

約 4.9×10-2mSv 以下となり，燃料被覆管破裂は発生しないため,周辺の公衆に対して著し

い放射線被ばくのリスクを与えることはなく，敷地境界での実効線量評価は 5mSv を十分に

下回る。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，代替循環冷却を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行い，さらに原子炉

格納容器を隔離することによって，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能とな

る。（添付資料 2.1.1 別紙 1） 
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表 1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（LOCA 時注水機能喪失）（1/2） 

【SAFER，CHASTE】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 
崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。最確条件を包絡できる条件を設
定することにより崩壊熱を大きくするよう考慮し
ている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ
に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評
価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱
伝達，気液熱非
平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱
伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数を低
めに評価する可能性があり，他の解析モデルの不確
かさとも相まってコード全体として，スプレイ冷却
のない実験結果の燃料被覆管最高温度に比べて
10℃～50℃程度高めに評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～50℃高めに評価することから，
解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃
料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注
水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている
運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を
高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高めに評
価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大
きくなる 

輻射熱伝達モ
デル 

入力値に含まれる。輻射率は，1,200℃付近のジルカ
ロイ被覆管の酸化面における輻射率（0.7～0.8）を
踏まえて 0.67 を用いることで，輻射伝熱を小さく
するよう考慮している。なお，輻射率 0.67 を用い
た場合の PCT は，輻射率 0.75 を用いた場合に比べ
て数℃程度高くなる。また，部分長燃料棒より上部
にも出力燃料棒が存在すると仮定して輻射伝熱を
小さくするよう考慮している 

燃料棒間，燃料棒-チャンネルボックス間の輻射熱伝達を現実的に評価することから，燃
料被覆管温度に与える影響は小さい。燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転
員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

燃料棒間，燃料棒-チャンネルボックス間の輻射熱伝達を現実
的に評価することから，燃料被覆管温度に与える影響は小さい 

燃料被覆管酸
化 

ジルコニウム
－水反応モデ
ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及び発熱量
を大きく評価するモデルを採用し，保守的な結果を
与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は
燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低く
なり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性があるが，操作手順（速やかに注水手段を
準備すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱
量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価するこ
とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管変
形 

膨れ・破裂評価
モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力に基
づいて評価され，燃料被覆管温度は上述のように高
めに評価され，円周方向応力は燃焼期間中の変化を
考慮して燃料棒内圧を大きく設定し保守的に評価
している。ベストフィット曲線を用いる場合も破裂
の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定としてベスト
フィット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果を与えるものと考える。仮
に格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，設計基準事故相当のγ線線量率
の 10 倍を超える大量の燃料被覆管破裂を計測した場合には，炉心損傷後の運転操作を
適用する必要があり，格納容器圧力逃がし装置等による格納容器除熱操作の起点が，格
納容器圧力が限界圧力に到達するまでとなる。しかしながら，除熱操作までには本解析
においても約 17 時間後の操作であり，十分な時間余裕があることから運転員等の判断・
操作に対して問題となることはない 

破裂発生前の燃料被覆管の膨れ及び破裂発生の有無は，伝熱面
積やギャップ熱伝達係数，破裂後の金属－水反応熱に影響を与
え，燃料被覆管最高温度及び酸化割合に影響を与えることとな
る。解析コードでは，前述の判定を行うための燃料被覆管温度
を高めに評価することから，概ね保守的な結果を与えるものと
考える 

沸騰・ボイド率
変化，気液分離
（水位変化）・
対向流，三次元
効果 

二相流体の流
動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，二

相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動成分を

除いて，実験結果と概ね同等の結果が得られている 

燃料棒冷却過程において，低圧代替注水系では蒸気

単相冷却又は噴霧流冷却の不確かさとして+20℃～

+40℃程度の不確かさがある 
また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，
2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに予
測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水系の起
動タイミングを早める可能性が示される。しかし，
実験で圧力低下が遅れた理由は，水面上に露出した
上部支持格子等の構造材の温度が燃料被覆管から
の輻射や過熱蒸気により上昇し，LPCS スプレイの液
滴で冷却された際に蒸気が発生したためであり，低
圧代替注水系を注水手段として用いる本事故シー
ケンスでは考慮する必要のない不確かさである。こ
のため，燃料被覆管温度に大きな影響を及ぼす低圧
代替注水系の注水タイミングに特段の差異を生じ
る可能性はないと考えられる 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることから運転操作に
与える影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，有効性

評価解析における燃料被覆管温度に対し，水位振動に伴うクェ

ンチ時刻の早期化を考慮した影響を取り込む必要があるが，炉

心の著しい損傷が発生するまで,燃料被覆管温度は解析結果に

対して約 120℃の余裕があることからその影響は小さい 
（添付資料 2.1.3） 

  

添付資料 2.6.3 

 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（LOCA 時注水機能喪失） 
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1－1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（LOCA 時注水機能喪失）（2/2） 

【SAFER，CHASTE】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子
炉圧
力容
器 

沸騰・凝縮・ボ
イド率変化，気
液分離（水位変
化）・対向流 

二相流体の流
動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの二相
水位（シュラウド外水位）に関する不確かさを取り
扱う。シュラウド外水位については，燃料被覆管温
度及び運転員操作のどちらに対しても二相水位及
びこれを決定する二相流動モデルの妥当性の有無
は重要でなく，質量及び水頭のバランスだけで定ま
るコラプスト水位が取り扱えれば十分である。この
ため，特段の不確かさを考慮する必要はない 

原子炉への注水開始は，給水喪失に伴う原子炉水位（シュラウド外水位）の低下開始を
起点として，ECCS 注水機能喪失確認及び代替低圧注水準備を速やかに開始することとな
り，水位低下挙動が早い場合であっても，これら操作手順（速やかに注水手段を準備す
ること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。水位低下挙
動が遅い場合においては操作に対する時間余裕は大きくなる。なお，解析コードでは，
シュラウド外水位は現実的に評価されることから不確かさは小さい 
 

シュラウド外水位を適切に評価することから，評価項目となる
パラメータに与える影響は小さい 

冷却材放出（臨
界流・差圧流） 

臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，圧
力変化は実験結果と概ね同等の解析結果が得られ
ており，臨界流モデルに関して特段の不確かさを想
定する必要はない 

解析コードでは，原子炉からの蒸気および冷却材流出を現実的に評価する。関連する運
転操作として急速減圧後の注水操作があるが，注水手段が確立してから減圧を行うこと
が手順の前提であり，原子炉圧力および原子炉水位の変動が運転員等操作時間に対して
与える影響はない 

主蒸気逃がし弁流量は，設定圧力で設計流量が放出されるよう
に入力で設定するため不確かさの影響はない。破断口からの流
出は実験結果と良い一致を示す臨界流モデルを適用している。
有効性評価解析でも圧力変化を適切に評価し，原子炉への注水
のタイミング及び注水流量を適切に評価するため，評価項目と
なるパラメータに与える影響は小さい。破断口及び主蒸気逃が
し弁からの流出流量は，圧力容器ノズルまたはノズルに接続す
る配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さであるこ
とから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考えられ，
平衡均質臨界流モデルを適用可能である 

ＥＣＣＳ注水
（給水系・代替
注水設備含む） 

原子炉注水系
モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に基づく原子
炉圧力と注水流量の関係を使用しており，実機設備
仕様に対して注水流量を少なめに与え，燃料被覆管
温度を高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ
に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評
価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 
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表 1－2 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（LOCA 時注水機能喪失） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用い

ており，解析モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器 ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル 

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用

いており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確

認されており不確かさは小さい 

-格納容器圧力及び温度は，温度

成層化を含めて傾向は適切に再

現できる 

-雰囲気からヒートシンクへの

伝熱が過小に予測されている可

能性が示唆されているものの，

実験体系に起因するものと考え

られ，実機体系においてはこの

種の不確かさは小さくなると考

えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，測

定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイ及

び格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１

割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体と

しては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ注

入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間で

雰囲気温度と平衡に至ることか

ら伝熱モデルの不確かさの影響

はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

格納容器ベン

ト 

格納容器モデ

ル 

（格納容器の

熱水力モデル） 

以下の観点で不確かさは小さい

と判断できる 

-入力値に含まれる（ベント流

量） 

-格納容器ベントについては，設

計流量に基づいて流路面積を入

力値として与え，「格納容器各

領域間の流動」と同様の計算方

法が用いられている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメー

タに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（LOCA 時注水機能喪失）（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 原子炉熱出力 3,926MWt 
3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱

が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱

が緩和される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与

える影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 

約 7.05～

7.12MPa[gage] 

（実測値） 

定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進

展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に

与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約+118cm

～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小

さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水

位－約 4m であるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm で

あり非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運

転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－

約 4mであるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mmであり非

常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約 91～約

110% 

（実測値） 

定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子

炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さ

く，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B

型）は，熱水的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違

いは燃料棒最大線出力密度の保

守性に包含されることから，代表

的に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等

であり，事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同

等であり，炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 
設計の最大値として設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，操作

手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆

管温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度 

約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつ

きを考慮し，10％の保守性を確保

することで，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，

発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下は緩和さ

れ，また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力上昇が

遅くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発

生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下は緩和され，

また，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和されるため，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，格納容器圧力

上昇は遅くなるが，格納容器圧力上昇は格納容器ベントにより抑制さ

れるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全

体積から内部機器及び構造物の

体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下

分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位

時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎに

よる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であ

り，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。した

がって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与え

る影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

うるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分

の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時

（7.05m）の熱容量は約 3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによ

る水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，

その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件とし

て設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納

容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格納容器ベント操

作の開始が遅くなるが，その影響は小さく，運転員等操作時間に与

える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納容

器の熱容量は大きくなり格納容器ベントに至るまでの時間が長くな

るがその影響は小さい 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（LOCA 時注水機能喪失）（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が

格納容器ベント時間に与える影響は小さい。例えば，事象

発生から格納容器ベントまでの圧力上昇率（平均）は 1 時

間あたり約 18kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上

昇量は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が約 7 分早く

なる程度である。したがって，事象進展に与える影響は小

さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベント時間に与える影

響は小さい。例えば，事象発生から格納容器ベントまでの圧力上昇率（平

均）は 1時間あたり約 18kPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量

は約 2kPa であり，格納容器ベント時間が約 7分早くなる程度である。した

がって，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイによ

り飽和温度となることから，初期温度が事象進展に与える

影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることから，初

期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間以

降は 45℃，事象開始 24時

間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参

考に最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よ

りも低くなる可能性があり，格納容器圧力上昇に対する格

納容器スプレイによる圧力抑制効果は大きくなり，間欠ス

プレイの間隔に影響するが，スプレイ間隔は原子炉水位維

持操作に依存することから，運転員等操作時間に与える影

響は小さい 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも低くなる可

能性があり，炉心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕

熱分の影響は小さく，燃料被覆管温度の上昇に与える影響は小さい。 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効果は

大きくなり，格納容器圧力逃がし装置等の操作開始時間が遅くなるが，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋復水

貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の

復水貯蔵槽の水量を参考に，最

確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替

注水ポンプによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用値

を参考に，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想

定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

－ 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（LOCA 時注水機能喪失）（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 

起因事象 
原子炉圧力容器下部のド

レン配管の破断（1cm²） 
－ 

破断箇所は非常用炉心冷却系のような大

配管を除いた中小配管（計測配管を除く）

のうち，流出量が大きくなる箇所として

有効燃料棒頂部より低い位置にある配管

を選定。原子炉圧力容器下部のドレン配

管の破断 LOCA は，液相の流出が長期的に

継続し，原子炉の高圧状態が維持される

ため，注水のための原子炉減圧が必要と

なり，厳しい事象となる。破断面積は，炉

心損傷防止対策の有効性を確認する上

で，事故シーケンスグループ「LOCA 時注

水機能喪失」の事象進展の特徴を代表で

きる破断面積として 1cm2を設定。 

破断面積は，炉心損傷防止対策の有効性を確認する上で，事

故シーケンスグループ「LOCA 時注水機能喪失」の事象進展

の特徴を代表できる破断面積として 1cm2を設定している。

なお，CHASTE 解析によれば，破断面積が 5.6cm2までは，燃

料被覆管破裂を回避することができ，原子炉急速減圧の開

始時間は約 16 分後となる。本解析（破断面積が 1cm2）にお

ける原子炉急速減圧の開始時間は約 18 分後であり，運転員

等操作時間に与える影響は小さい。破断面積が大きく，炉心

損傷（燃料被覆管破裂を含む）に至る場合については，「3.1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」の対応となる 

破断面積によって原子炉圧力容器からの冷却材の流出量が変

わり，初期の原子炉水位低下挙動に影響を与える。破断面積は，

炉心損傷防止対策の有効性を確認する上で，事故シーケンスグ

ループ「LOCA 時注水機能喪失」の事象進展の特徴を代表できる

破断面積として 1cm2を設定している。なお，CHASTE 解析によれ

ば，破断面積が 5.6cm2までは，燃料被覆管破裂を回避すること

ができ，燃料被覆管の最高温度は約 886℃となる。破断面積が

大きく，炉心損傷（燃料被覆管破裂を含む）に至る場合につい

ては，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」の対応となる 

安全機能の喪

失に対する仮

定 

高圧注水機能，低圧注水機

能喪失及び減圧機能喪失 
－ 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系

及び高圧炉心注水系の機能喪失を，低圧

注水機能として残留熱除去系（低圧注水

モード）の機能喪失を設定。原子炉減圧機

能として，自動減圧系の機能喪失を設定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 

外部電源の有無を比較し，外部電源なし

の場合は給復水系による給水がなく，事

象進展が厳しいため，外部電源なしを設

定 

仮に，外部電源がある場合は，外部電源から電源が供給され

ることから，原子炉への給水機能は維持され，運転員等操作

時間に与える影響はない 

仮に，外部電源がある場合は，外部電源から電源が供給される

ことから，原子炉への給水機能は維持され，事象進展に与える

影響はなく，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きく

なる 

機器

条件 
原子炉スクラ

ム信号 

炉心流量急減 

（遅れ時間：2.05 秒） 

炉心流量急減 

（遅れ時間：2.05 秒） 
安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値を

設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 8 個開による原

子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃がし安

全弁の 8 個開による原子炉

急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量

及び原子炉圧力の関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧代替注水

系（常設） 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能な

注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した

値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原

子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作と

して冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調

整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），燃料

被覆管温度は低めの結果を与えることになるため，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

140m3/h にてスプレイ 140m3/h 以上でスプレイ 
格納容器雰囲気温度及び圧力抑制に必要

なスプレイ流量を考慮し，設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減によ

り圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧

力抑制効果に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩

壊熱量に変わりは無いため，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない 

格納容器圧力

逃がし装置等 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における，

最大排出流量31.6kg/s に

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約70%開）にて

格納容器除熱 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における，

最大排出流量31.6kg/s に

対して，原子炉格納容器二

次隔離弁の中間開操作（流

路面積約70%開）にて格納

容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設計値とし

て設定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器ベントによる格

納容器圧力の低下が早くなり，その後の圧力挙動も低く推

移することになるが，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

格納容器圧力の最大値は格納容器ベント実施時のピーク圧力

であることから，その後の圧力挙動の変化は，評価項目となる

パラメータに対して与える影響はない 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（LOCA 時注水機能喪失）（1/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 

条件設定の考え

方 

操作

条件 

低 圧 代 替

注水系（常

設）による

原 子 炉 注

水操作（原

子 炉 急 速

減 圧 操 作

を含む） 

事象発生から約 18 分

後 

高圧・低圧注水

機能喪失を確認

後実施するが，

事象判断時間を

考慮して，事象

発生から 14 分後

に低圧代替注水

系（常設）の追

加起動を行い，

その操作終了後

（約 4分後）に

原子炉急速減圧

操作を開始する

ことを設定 

【認知】 

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて ECCS 機

能喪失を確認する。ECCS 機能喪失の確認時間については，詳細を以下に示すとお

り，ECCS ポンプ等の手動起動操作による確認を考慮した場合は 8 分間程度と想定

している。よって，解析上の原子炉減圧の操作開始時間の約 18 分間のうち，余裕

時間を含め 14 分間を ECCS 機能喪失の確認時間と想定している 

［ECCS ポンプ等の手動起動操作による確認を考慮した場合］ 

 原子炉スクラム，タービントリップ及び非常用ディーゼル発電機の自動起動

の確認の所要時間に 1分間を想定 

 RCIC 機能喪失の確認及び他の ECCS の起動操作判断の所要時間に 2 分間を想

定 

 HPCF の 2 系列の手動起動及びその後の機能喪失の確認の所要時間に 2 分間を

想定 

 LPFL の 3 系列の手動起動及びその後の機能喪失の確認の所要時間に 3 分間を

想定 

 これらの確認時間等の合計により，ECCS ポンプ等の手動起動操作による確認

を考慮した場合に，ECCS 機能喪失の所要時間を 8分間と想定 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作は，復水補給水系の隔離弁（1

弁）の閉操作による系統構成，低圧代替注水系（常設）の追加起動であり，何れも

制御盤の操作スイッチによる操作のため，1操作に 1分間を想定し，合計 2分間で

あり，それに余裕時間を含めて操作時間約 4分を想定している。また，低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水準備の操作が完了した後に，自動減圧系による原子

炉の急速減圧操作を行うため，原子炉の急速減圧の開始を事象発生から約 18 分後

と想定している 

【他の並列操作有無】 

事象発生直後，原子炉の停止確認後は冷却材確保としての原子炉注水を最優先に実

施するため，他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりに

くく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

ECCS 機能喪失の認知に

係る確認時間及び低圧

代替注水系（常設）によ

る原子炉注水の操作時

間は，余裕時間を含めて

設定されていることか

ら，その後に行う原子炉

の急速減圧の操作開始

時間は解析上の設定よ

りも若干早まる可能性

があり，原子炉への注水

開始を早める 

実態の操作開始時間

は解析上の設定より

も早まる可能性があ

り，その場合には燃

料被覆管温度は解析

結果よりも低くな

り，評価項目となる

パラメータに対する

余裕は大きくなる 

事象進展が同様となる

「高圧・低圧注水機能喪

失」においては，操作開始

時間の 5 分程度の時間遅

れまでに低圧代替注水系

（常設）による注水が開

始できれば，炉心の著し

い損傷は発生せず，評価

項目を満足する。また，格

納容器ベントをしても敷

地境界線量は1.4mSvであ

り，5mSv を下回る。操作

開始時間の10分程度の時

間遅れでは，炉心の著し

い損傷は発生せず，評価

項目を満足するが，格納

容器ベントをすると敷地

境界線量は 5mSv を超え

る。この場合，格納容器内

雰囲気放射線レベル計

（CAMS）により炉心損傷

の判断を行い，格納容器

圧力 0.62MPa［gage］にて

格納容器ベントすること

となるため,重大事故で

の対策の範囲となる 

（添付資料 2.1.3） 

中央制御室における

操作のため，シミュ

レータにて訓練実績

を取得。起因事象の

給水流量の全喪失か

ら高圧・低圧注水機

能喪失の認知及び低

圧代替注水系（常設）

による原子炉注水準

備後の原子炉減圧操

作まで，訓練実績は

約 9分。 

想定の範囲内で意図

している運転操作が

実施可能なことを確

認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（LOCA 時注水機能喪失）（2/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 

操作時間

余裕 
訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開

始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

代替格納

容器スプ

レイ冷却

系による

格納容器

冷却操作 

格 納 容 器 圧 力

0.18MPa[gage]到

達時 

設計基準事故時の

最高圧力を踏まえ

て設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力 0.18MPa[gage]）に到達するのは

事象発生 10 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知できる時

間があるため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，

操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替は制御盤の操作スイッ

チによる操作のため，簡易な操作である。操作時間は特に設定していないが，格納

容器の緩やかな圧力上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

原子炉への注水が優先であり，原子炉水位高（レベル 8）到達後に，低圧代替注水

系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替えることとしており，原子炉注水の

状況により，格納容器スプレイの操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりに

くく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉注水を優先するた

め，原子炉水位高（レベル

8）到達後に低圧代替注水

系（常設）から代替格納容

器スプレイへ切替えるこ

ととしており，原子炉注

水の状況により格納容器

スプレイの操作開始は格

納 容 器 圧 力

「0.18MPa[gage]付近」と

なるが，操作開始時間に

与える影響は小さい。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れる

可能性があるが，中央制

御室で行う操作であり，

他の操作との重複もない

ことから，他の操作に与

える影響はない 

原子炉注水の状況に

より格納容器スプレ

イの操作開始は格納

容器圧力｢0.18MPa 

[gage]付近 ｣となる

が，格納容器の圧力上

昇は緩やかであり，格

納容器スプレイ開始

時間が早くなる場合，

遅くなる場合の何れ

においても，事象進展

はほぼ変わらないこ

とから，評価項目とな

るパラメータに与え

る影響は小さい 

格納容器

スプレイ

開始まで

の時間は

事象発生

から約 10

時 間 あ

り，準備

時間が確

保できる

ため，時

間余裕が

ある 

中央制御室における操作のため，シミ

ュレータにて訓練実績を取得。訓練で

は，格納容器圧力の上昇傾向及び原子

炉水位の状況を同時に監視し，格納容

器圧力 0.18MPa［gage］に到達する前

に，低圧代替注水系（常設）から代替

格納容器スプレイへ切替操作を実施，

切替操作に要する時間は訓練実績で

は約 1分。想定で意図している運転操

作が実施可能なことを確認した 

復水貯蔵

槽への補

給 

事象発生から 12

時間後 

可搬型設備に関し

て，事象発生から

12 時間までは，そ

の機能に期待しな

いと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池か

ら防火水槽への補給と可搬型代替注

水ポンプによる防火水槽から復水貯

蔵槽への補給を並行して実施する。淡

水貯水池から防火水槽への補給の系

統構成は，所要時間 90 分想定のとこ

ろ，訓練実績等により約 70 分で実施

可能なこと，可搬型代替注水ポンプに

よる防火水槽から復水貯蔵槽への補

給のホース敷設等の注水準備は，所要

時間 180 分想定のところ，訓練実績等

により約150分で実施可能なことを確

認した 

各機器へ

の給油 

（可搬型

代替注水

ポンプ） 

事象発生から 12

時間後以降，適宜 

各機器への給油

は，解析条件では

ないが，解析で想

定している操作の

成立や継続に必要

な操作・作業 

各機器の使用開始

時間を踏まえて設

定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯

蔵槽への補給用の可搬型代替注水ポ

ンプ（6 号及び 7 号炉：各 2 台）への

燃料給油を期待している。 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業

は，所要時間 180 分想定のところ訓練

実績等では約 112 分であり，想定の範

囲内で意図している作業が実施可能

であることを確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（LOCA 時注水機能喪失）（3/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時間 条件設定の考え方 

操作

条件 

格納容器

圧力逃が

し装置等

による格

納容器除

熱操作 

格納容器圧力

0.31MPa[gage] 

到達時 

格納容器最高使用

圧力を踏まえて設

定 

【認知】 

炉心損傷前の格納容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 0.31MPa[gage]）に到

達するのは，事象発生の約 17 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十

分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器ベントは，中央制御室における操作と現

場における操作が必要であるが，現場の操作は中央制御室で行う操作とは別の運転

員（現場）及び緊急時対策要員を配置している。当該の運転員（現場）及び緊急時

対策要員は，他の作業を兼任しているが，それら作業は事象発生の 12 時間後まで

に行う作業であり，格納容器ベントの操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

運転員（現場）は，中央制御室から操作現場である二次格納施設外までのアクセス

ルートは，通常 10 分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作所要

時間を想定している。また，緊急時対策要員は，緊急時対策本部から操作現場へ車

にて移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，ア

クセスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルートを仮

復旧できる宿直の体制としており，また，徒歩による移動を想定しても所要時間は

約 1時間であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

制御電源が使用可能な状況における炉心損傷前の格納容器ベントについて，中央制

御室における格納容器ベント準備操作は操作スイッチによる 1 弁の操作に 10 分の

操作時間と 7 弁の開閉状態確認を含めて 60 分を想定し，格納容器ベント操作は操

作スイッチによる 1弁の操作に約 1分の操作時間を想定しており，時間余裕を確保

している。運転員（現場）の格納容器ベント準備操作は伸縮継手を用いた原子炉格

納容器一次隔離弁の手動操作として移動時間を含めて 60 分の操作時間を想定して

おり，時間余裕を確保している。緊急時対策要員（現場）の格納容器ベント準備操

作（格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置水位調整準備）は，現場での手動弁 4

個の操作に移動時間を含めて 60 分の操作時間を想定しており，時間余裕を確保し

ている。よって，操作所要時間が操作時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器ベントの操作時に，当該操作に対応する運転員，緊急時対策要員に他の並

列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操

作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。ま

た，現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することと

しており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低

い。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に失敗した場合は現場にて格納容器ベ

ントを行うこととしており，格納容器ベント操作の信頼性を向上している。ただし，

この場合，現場操作に移動を含め約 20 分の時間の増分が発生する 

炉心損傷前の格納容器

ベントの操作実施基準

（ 格 納 容 器 圧 力

0.31MPa［gage］）に到

達するのは，事象発生の

約 17 時間後であり，格

納容器ベントの準備操

作は格納容器の圧力上

昇の傾向を監視しなが

ら予め操作が可能であ

る。また，格納容器ベン

ト操作の操作所要時間

は余裕時間を含めて設

定されていることから，

実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時間

に与える影響は小さい。

ただし，格納容器ベント

実施時に遠隔操作に失

敗した場合は，現場操作

にて対応するため，約

20 分程度操作開始時間

が遅れる可能性がある

が，格納容器限界圧力

は，0.62MPa[gage]のた

め，格納容器の健全性と

いう点では問題とはな

らない。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れ

る可能性があるが，中央

制御室で行う操作であ

り，他の操作との重複も

ないことから，他の操作

に与える影響はない。な

お，格納容器ベント実施

時に遠隔操作に失敗し

た場合においても，現場

操作にて対応すること

から，他の操作に与える

影響はない 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であるため，評

価項目となるパラメ

ータに与える影響は

小さい。仮に，格納容

器ベント実施時に遠

隔操作に失敗した場

合は，現場操作にて対

応するため，約 20 分

程度操作開始時間が

遅れる可能性があり，

格納容器ベント操作

開始時間が遅くなっ

た場合，格納容器圧力

は 0.31MPa［gage］よ

り若干上昇する。評価

項目となるパラメー

タに影響を与えるが，

格納容器限界圧力は

0.62MPa［gage］のた

め，格納容器の健全性

という点では問題と

はならない 

格納容器ベント開

始までの時間は事

象発生から約17時

間あり，準備時間

が確保できるた

め，時間余裕があ

る。また，遠隔操作

の失敗により，格

納容器ベント操作

開始時間が遅れる

場合においても，

格納容器圧力は

0.31MPa［gage］か

ら上昇するが，格

納容器圧力の上昇

の傾向は緩やかで

ある。 

格納容器限界圧力

0.62MPa［gage］に

至るまでの時間

は，過圧の観点で

厳しい「3.1 雰囲

気圧力・温度によ

る静的負荷（格納

容器過圧・過温破

損）」においても事

象発生約38時間で

あり，約 20 時間以

上の余裕があるこ

とから，時間余裕

がある 

現場モックアップ等によ

る実績では，中央制御室

における格納容器ベント

準備操作は操作スイッチ

による 1 弁の操作に約 9

分の操作時間を，格納容

器ベント操作は操作スイ

ッチによる 1 弁の操作に

約 1 分の操作時間を要し

た。運転員（現場）の伸縮

継手を用いた原子炉格納

容器一次隔離弁の手動操

作は，伸縮継手を用いた

他の弁の操作により移動

時間含め約10分の操作時

間で完了する見込みを得

た。また，格納容器圧力逃

がし装置のフィルタ装置

水位調整は，設備設置中

のため，同様の弁の手動

操作時間を考慮して，移

動時間を含めて60分の操

作時間で完了する見込み

を得た。また，格納容器ベ

ント実施時に遠隔操作に

失敗した場合は現場操作

にて対応するが，移動時

間を含め約 7 分で操作を

実施できた。想定で意図

している運転操作が実施

可能なことを確認した 
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LOCA 事象の破断面積に係る感度解析について 

 

LOCA 事象の破断面積によって流出量は変化し，初期の原子炉水位低下挙動に影響

を与えうることから，LOCA 事象の破断面積をパラメータとした CHASTE による燃料被

覆管破裂に関する感度解析を実施した。 

感度解析の結果，下表に示すとおり，本事故シーケンスにて選定した原子炉圧力容

器下部のドレン配管の破断（液相破断）については，燃料被覆管破裂が発生しない破

断面積の限界は 5.6cm2 となった。また，気相破断については高圧炉心注水系配管

（HPCF 配管）及び残留熱除去系吸込配管（RHR 吸込配管）において，破断面積がそれ

ぞれ約 100cm2及び 420cm2の場合でも燃料被覆管破裂が発生しないことを確認した。 

 

表 燃料被覆管破裂に関する破断面積の感度解析結果 

 破断面積 燃料被覆管の最高温度 破裂の有無 

液相破断 

5.3cm2 約 860℃ 無 

5.4cm2 約 867℃ 無 

5.5cm2 約 873℃ 無 

5.6cm2 約 886℃ 無 

5.7cm2 約 895℃ 有 

気相破断 

HPCF 配管 

約 100cm2 

（完全破断の約 80%） 

約 879℃ 無 

RHR 吸込配管 

約 420cm2 

（完全破断の約 53%） 

約 863℃ 無 
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7 日間における水源の対応について（LOCA 時注水機能喪失）  

 

○水源 
 復水貯蔵槽水量：約1,700m3 
 淡水貯水池：約18,000m3 
 
○水使用パターン 

①低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 
 事象発生後に原子炉冠水までは定格流量で注水する。 
 冠水後は，原子炉水位高（レベル8）～原子炉水位低 
（レベル3）の範囲で注水する（約110m3/h）。 
 
②代替格納容器スプレイ冷却系による代替格納容器スプレイ 
 格納容器圧力が0.18MPa[gage]到達後に開始し， 
原子炉水位高（レベル8）～原子炉水位低（レベル3） 
までの間，代替格納容器スプレイを実施する（140m3/h）。 

  
③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 
 事象発生12時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 
防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ2台を用いて130m3/hで復水貯蔵槽へ給水する。 

 
○時間評価（右上図） 
  事象発生12時間までは復水貯蔵槽を水源として原子炉注水及び代替格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。事象発
生12時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。格納容器ベントと同時に格納容器スプレイを停止し，その
後は崩壊熱相当で注水することから復水貯蔵槽水量は回復し，以降安定して冷却が可能である。  

 
○水源評価結果 
  時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7日間の対応を考慮すると，6号及び7号炉のそれぞれで約5,400m3必要となる。
6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，約10,800m3必要となる。各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有する
ことから，6号及び7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である。  
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7 日間における燃料の対応について（LOCA 時注水機能喪失） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：LOCA 時注水機能喪失は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

    なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 
号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 758kL 

7 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  
2 台起動。 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

 
 
 
 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 758kL 

6 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  
2 台起動。 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

 
 
 
 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

 

5 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 
軽油消費量 
約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 
及びガスタービン発電機
用燃料タンク（容量約
200kL）の 
残容量（合計）は 
約 645kL であり， 
7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
437L/h×24h×7 日＝73,416L 
モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

※1 事故収束に必要なディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

2.7.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」におい

て，炉心損傷防止対策の有効性を確認する事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評

価項目の設定」に示すとおり，「インターフェイスシステム LOCA」（インターフェイスシス

テム LOCA の発生後，隔離できないまま炉心損傷に至るシーケンス）である。 

 

(2)事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」では，

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインタ

ーフェイスとなる配管のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断する事

象を想定する。このため，破断箇所から原子炉冷却材が流出し，原子炉水位が低下すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に

至る。 

本事故シーケンスグループは，インターフェイスシステム LOCA の発生により，最終的に

炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価に

は，インターフェイスシステム LOCA に対する重大事故等対処設備及びインターフェイスシ

ステム LOCA の発生箇所の隔離に期待することが考えられる。 

ここで，インターフェイスシステム LOCA が生じた際の状況を想定すると，原子炉を減圧

した後，低圧注水機能による原子炉注水を実施することも考えられるが，本事故シーケンス

グループにおいては，低圧の注水機能による原子炉への注水には期待せず，高圧の注水機能

に対する有効性を評価することとする。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系に

より炉心を冷却することによって炉心損傷の防止を図り，また，逃がし安全弁によって原子

炉を減圧することによる原子炉冷却材の漏えいの抑制及びインターフェイスシステム LOCA

の発生箇所の隔離によって，原子炉格納容器外への原子炉冷却材の流出の防止を図る。また，

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を実施する。 

 

(3)炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」におけ

る機能喪失に対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするた

め，初期の対策として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水手段，逃が

し安全弁による原子炉減圧手段を整備する。また，原子炉格納容器の健全性を維持するため，

安定状態に向けた対策として残留熱除去系による原子炉格納容器の除熱手段を整備する。

これらの対策の概略系統図を図 2.7.1 から図 2.7.3 に，手順の概要を図 2.7.4 に示すとと



2.7-2 

もに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順

の関係を表 2.7.1 に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて,6 号及び 7 号炉同時の

重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計

20 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び

7号炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 12名である。発電所構内に常駐し

ている要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名である。必要な要員と作業

項目について図 2.7.5 に示す。 

 

a. インターフェイスシステム LOCA 発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のイ

ンターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断

することで，インターフェイスシステム LOCA が発生する。 

 

b. 外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 

事象発生後に外部電源喪失が発生し，原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

c. 原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低(レベル 2)で原子炉隔離

時冷却系，原子炉水位低（レベル 1.5）で高圧炉心注水系が自動起動する。 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動起動を確認するために必要な計装設

備は，各系統の流量指示計等である。 

また，主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル 1.5）で全閉するが，破断口から原子

炉冷却材の流出が継続しているため，原子炉圧力及び原子炉水位は低下し続け，原子炉

水位低（レベル 1）で残留熱除去系（低圧注水モード）が自動起動する。 

 

d. 中央制御室での高圧炉心注水系隔離失敗 

中央制御室からの遠隔操作により高圧炉心注水系の隔離操作を実施するが，高圧炉

心注入隔離弁の閉操作に失敗する。 

高圧炉心注水系の隔離失敗を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計及び

原子炉圧力計である。 

 

e. 逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

高圧炉心注水系の隔離が失敗するため，破断箇所からの漏えい量を抑制するため原

子炉を急速減圧する。 
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原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力計である。 

また，原子炉圧力低下により原子炉隔離時冷却系が停止するが，健全側の高圧炉心

注水系による原子炉注水が継続されるため，原子炉水位は維持される。 

 

f. 残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転 

原子炉急速減圧によりサプレッション・チェンバ・プール水温度が 35℃を超えた時

点で，健全な高圧炉心注水系による原子炉注水が維持されていることを確認後，残留

熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を開始する。 

残留熱除去系（サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード）運転を確認するた

めに必要な計装設備は，サプレッション・チェンバ・プール水温度計等である。 

 

g. 原子炉水位維持 

原子炉圧力低下に伴い，健全側高圧炉心注水系の流量が増加し原子炉水位は回復す

るが，破断箇所からの漏えい抑制のため，破断箇所の隔離が終了するまで原子炉水位

は高圧炉心注水系ノズル部以下で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計及び高圧炉心

注水系系統流量計である。 

 

h. 現場操作での高圧炉心注水系隔離操作 

破断箇所からの漏えい抑制が継続し，現場操作により高圧炉心注入隔離弁の全閉操

作を実施し，高圧炉心注水系を隔離する。 

高圧炉心注水系の隔離を確認するための計装設備は，原子炉水位計である。 

 

i. 高圧炉心注水系隔離後の水位維持 

高圧炉心注水系の隔離が成功した後は，健全な高圧炉心注水系により，原子炉水位

を原子炉水位低（レベル 3）から原子炉水位高（レベル 8）の間で維持する。 

原子炉水位の維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計及び高圧炉心

注水系系統流量計である。 

 

2.7.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1)有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系

統で，高圧設計部分と低圧設計部分とのインターフェイスが，直列に設置された 2つの隔離

弁のみで隔離された系統において，隔離弁が両弁ともに破損または誤開放することで，低圧

設計部分が加圧される「インターフェイスシステム LOCA」である。 



2.7-4 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡，沸

騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・

対向流，三次元効果並びに原子炉圧力容器における沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水

位変化）・対向流，冷却材放出（臨界流・差圧流），ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む）

が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長期間熱水力

過渡変化解析コード SAFER により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等の過渡応答を

求める。 

 また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2)有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表 2.7.2 に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a)起因事象 

破断箇所は，運転中に弁の開閉試験を実施する系統のうち，インターフェイスシステ

ム LOCA が発生する可能性が最も高い高圧炉心注水系の吸込配管とする。破断面積は，

低圧設計部の耐圧バウンダリとなる箇所に対して，実耐力を踏まえた評価を行った

結果，1cm2を超えないことを確認しているが，保守的に 10cm2とする。なお，有効性

評価の事象進展解析は，炉心冷却を厳しくする観点から高圧炉心注水系の吸込配管

の全周破断を想定し，高圧炉心注水系スパージャから破断口に至る経路のうち，高圧

炉心注水系ノズル部において臨界流が生じるとし，破断面積を約 127cm2とする。 

（添付資料 2.7.1） 

(b)安全機能の喪失に対する仮定 

インターフェイスシステム LOCA が発生した側の高圧炉心注水系が機能喪失するもの

とする。 

(c)外部電源 

外部電源なしの場合は，給復水系による給水がなく，事象進展が厳しくなることから，

外部電源は事象発生と同時に喪失することとし，非常用ディーゼル発電機によって

給電を行うものとする。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a)原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，事象発生と同時に想定している外部電源喪失に起因する再循環
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ポンプトリップに伴う炉心流量急減信号によるものとする。 

 

(b)原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル 2）で自動起動し，182m3/h（8.12～

1.03MPa[dif]において）の流量で給水するものとする。 

(c)高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系が原子炉水位低（レベル 1.5）で自動起動し，727m3/h（0.69MPa[dif]

において）の流量で給水するものとする。 

(d)逃がし安全弁 

原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（8個）を使用するものとし，容量と

して，1個あたり定格主蒸気流量の約 5%を処理するものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す

分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作は，事象発生から15分後に開始するものと

する。 

(b) 高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，インターフェイスシステムLOCA発生時の現

場環境条件を考慮し，事象発生から4.5時間後に開始するものとし，操作時間は60分

間とする。 

（添付資料2.7.1） 

 

(3)有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内及びシュラウド内

外）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を図

2.7.6 から図 2.7.11 に，燃料被覆管温度，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プレナ

ム部のボイド率の推移を図 2.7.12 から図 2.7.14 に示す。 

 

a. 事象進展 

事象発生後に外部電源喪失となり，炉心流量急減信号が発生して原子炉はスクラムし，ま

た，原子炉水位低（レベル 2）で原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉水位低（レベル

1.5）で高圧炉心注水系が自動起動する。 

再循環ポンプについては，外部電源喪失により，事象発生とともに 10 台全てがトリップ

する。主蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル 1.5）で全閉する。 

破断口から原子炉冷却材が流出することにより原子炉水位は低下するが，原子炉隔離時

冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水を開始すると原子炉水位が回復する。 
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事象発生 15 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に失敗するため，中央制御室から

の遠隔操作によって逃がし安全弁 8個を手動開することで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材

の漏えいの抑制を図る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものの，健

全側の高圧炉心注水系による原子炉注水の継続により，原子炉水位を維持する。 

事象発生 5.5 時間後，現場操作により高圧炉心注水系の破断箇所を隔離した後は，健全側

の高圧炉心注水系により原子炉水位は適切に維持される。 

高出力燃料集合体のボイド率については，原子炉減圧により増加する。また，高圧炉心

注水系による原子炉注水が継続され，その原子炉圧力変化により増減する。 

炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化する。 

その後は，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱手順に従い，冷温

停止状態に移行することができる。 

 

※シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の

水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の自動起動信号となる原子炉水位計（広

帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位

は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有

効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃

料域）はシュラウド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.7.12 に示すとおり，初期値を上回ることなく，1,200℃以

下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1％以

下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.7.6 に示すとおり，約 7.07MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却

材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差（高々約

0.3MPa）を考慮しても，約7.37MPa[gage]以下であり，最高使用圧力の1.2倍（10.34MPa[gage]）

を下回る。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，通常停止で経験する範囲

と同程度であり，限界圧力及び限界温度を下回る。 

中央制御室からの遠隔操作による高圧炉心注水系の破断箇所隔離には失敗するが，逃が

し安全弁による原子炉減圧を実施し破断箇所からの原子炉冷却材の漏えい抑制を図り，健

全側の高圧炉心注水系による原子炉注水を継続することで，炉心の冷却が維持される。その

後は，現場操作にて高圧炉心注水系の破断箇所を隔離し，健全側の高圧炉心注水系による原

子炉注水及び残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱を開始すること

で安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 2.7.2） 

 

本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(4)の評
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価項目について，対策の有効性を確認した。 

 

2.7.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）では，原子炉冷却材圧力バウンダ

リと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のう

ち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断し，原子炉格納容器外へ原子炉冷却

材が流出することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発

生から 12 時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考え

られる操作として，逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作及び高圧炉心注水系の破断箇

所隔離操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

 炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは実験結果の燃料被

覆管温度に比べて 10℃～150℃高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝

達係数を小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きく

なり燃料被覆管温度は低くなるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注

水系が自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量及び発熱量の

評価について保守的な結果を与えるため，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価す

る可能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を

与える可能性があるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動

起動により実施され運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

（添付資料 2.7.3） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，実験解析では熱伝達モデルの保

守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析でも燃料被覆管温度を高
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めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードでは，燃料被覆管の酸化

について，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与え，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.7.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表2.7.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水

系が自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩和されるが，操作手順（炉心冠水操作）に変わりはない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量は，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳しくする観点から，給復水系

による給水がなくなる外部電源がない状態を解析条件に設定している。なお，外部電

源がある場合は，外部電源から電源が供給されることから，原子炉圧力容器への給水

機能は維持され，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系は，本解析条件の不確かさと

して，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は

早くなる可能性がある。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注

水後の流量調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 
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（添付資料2.7.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の最大線出力密度は，解析条件の44.0kW/mに対して最確条件は約

42.0kW/m以下であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合，燃料被覆

管温度の上昇が緩和されると考えられるが，原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回る

ことなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ること

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉の水位低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなるが，

本重要事故シーケンスは格納容器バイパス事象であるため，評価項目となるパラメ

ータに与える影響はない。 

事故条件の外部電源の有無については，事象進展を厳しくする観点から，給復水系

による給水がなくなる外部電源がない状態を解析条件に設定している。仮に，外部電

源がある場合は，外部電源から電源が供給されることから，原子炉圧力容器への給水

機能は維持され，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系は，本解析条件の不確かさと

して，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復が

早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料2.7.3） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，解析上の操作開始時間として

事象発生から15分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，破断箇

所の隔離操作の失敗の認知により原子炉減圧の操作開始時間は変動する可能性があ

るが，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水により，炉心は冠水

維持されるため，原子炉水位維持の点では問題とならない。 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，解析上の操作開始時間として

事象発生から4.5時間を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，隔離
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操作を実施すべき弁を容易に認知でき，現場での操作場所は漏えい箇所と異なる場

所にあり，漏えいの影響を受けにくいため，実態の操作開始時間は解析上の設定とほ

ぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。 

（添付資料2.7.3） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，実態の操作開始時間が早まった場合，減圧時点の崩壊熱が高くなるが，原

子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の原子炉注水により，炉心は冠水維持される

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，運転員等操作時間に与える影

響として，隔離操作の有無に関わらず，健全側の高圧炉心注水系の原子炉注水継続に

より，炉心は冠水維持されるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料2.7.3） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁による手動原子炉減圧操作については，原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心注水系の原子炉注水により，炉心は冠水維持されることから，時間余裕がある。 

操作条件の高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作は，隔離操作の有無に関わらず，健全側の

高圧炉心注水系の原子炉注水継続により，炉心は冠水維持されるため，時間余裕がある。 

（添付資料2.7.3） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

2.7.4 必要な要員及び資源の評価 

(1)必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）」におい

て，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時に必要な要員は，「2.7.1(3)炉心損傷防止対策」

に示すとおり20名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明してい
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る運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能である。 

(2)必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）」におい

て，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，その

結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

インターフェイスシステム LOCA の発生後の隔離までの各号炉における流出量は，約

1,500m3となる。6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，流出量は合計約 3,000m3となる。

水源として各号炉の復水貯蔵槽に約 1,700m3 及び淡水貯水池に約 18,000m3 の水を保有して

いる。インターフェイスシステム LOCA により復水貯蔵槽が使用できない場合においても，

各号炉のサプレッション・チェンバに約 3,600m3の水を保有しており，高圧炉心注水系によ

る原子炉注水は，サプレッション・チェンバのプール水を水源として注水することから，水

源が枯渇することはない。これにより 6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮しても，必要な水

量が確保可能であり，7日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後7日間最大負荷で運転し

た場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービ

ン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後から

の運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉

合計 約1,581kL）。 

6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉合計 約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源

供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

(添付資料 2.7.4) 

 

c．電源 

 外部電源は事象発生と同時に喪失することとし，各号炉の非常用ディーゼル発電機によ

って給電を行うものとする。 

 

2.7.5 結論 

事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）」では，

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインタ

ーフェイスとなる配管のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断するこ
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とで，原子炉格納容器外へ原子炉冷却材が流出することで，原子炉水位の低下により炉心が

露出し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ｢格納容器バイパス(イ

ンターフェイスシステム LOCA)｣に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として原

子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水手段，逃がし安全弁による原子炉

減圧手段，安定状態に向けた対策として残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格

納容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ｢格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）｣の重要事

故シーケンス「インターフェイスシステムLOCA」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水，残留

熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱を実施することにより，炉心損傷

することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステ

ムLOCA）」において，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系による原子炉注水，逃がし安

全弁による原子炉急速減圧，残留熱除去系による原子炉圧力容器及び原子炉格納容器除熱

等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認で

き，事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステムLOCA）」に対

して有効である。  
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図 2.7.1 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時の重大事故等対策の概略系統図（1/3） 

（原子炉注水） 

 

 

  

図 2.7.2 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時の重大事故等対策の概略系統図（2/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 

  

※2

※2

原子炉隔離時冷却系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機
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※3

高圧代替注水系ポンプ

※3

A C

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

※1

※1

C

B

※4

高圧炉心注水系ポンプ
※4

破断箇所

開固着

誤開放
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※2

原子炉隔離時冷却系ポンプ

給水系
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原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

※3

高圧代替注水系ポンプ

※3

A C

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

※1

※1

C

B

※4

高圧炉心注水系ポンプ
※4

破断箇所

開固着

誤開放
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図 2.7.3 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時の重大事故等対策の概略系統図（3/3） 

（原子炉注水，原子炉格納容器除熱及び原子炉冷却） 

 

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

A

C

残留熱除去系ポンプ

残留熱除去系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

C

B

高圧炉心注水系ポンプ

破断箇所

開固着

隔離操作弁
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図 2.7.4 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時の対応手順の概要 

（解析上の時間）

（約0分）

（約60秒後）

（約120秒後）

（約180秒後）

（約10分後）

（約15分後）

（約20分後）

（約5.5時間後）

原子炉スクラム・タービントリップを確認

原子炉水位低下継続確認

高圧炉心注水系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位低下継続確認

原子炉水位を
レベル1からレベル1.5で維持

炉心流量急減動作

原子炉水位低（レベル2）
高圧給水機能設備作動値に到達

原子炉隔離時冷却系自動起動確認
原子炉注水流量確認

原子炉水位低（レベル1.5）
高圧注水機能設備作動値に到達

高圧炉心注水系自動起動確認
（ISLOCA発生側）

高圧炉心注水ポンプ吸込圧力低により
トリップ確認

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

ISLOCA発生を確認

主蒸気隔離弁自動「全閉」確認

※4

※5

※8

補足２

ISLOCA発生時の漏洩量抑制のため圧力容器への注水ノズルの高さ以下に

維持することが好ましい

下記に各ノズル高さと原子炉水位の基準を示す

レベル2 ・・・・・・・・・・・-590mm

給水ノズル ・・・・・・・・・-629mm

低圧炉心注水ノズル ・・・・・-1321mm

高圧炉心注水ノズル ・・・・・・-1930mm

レベル1.5 ・・・・・・・・・・-2040mm

レベル1 ・・・・・・・・・・-2880mm

有効燃料棒頂部(TAF)  ・・・・・-3190mm

定例試験開始
「高圧炉心注水系電動弁手動全開全閉試験」

高圧炉心注入隔離弁全開試験時
HPCFポンプ吸込圧力高警報発生

高圧炉心注水ポンプ吐出圧力上昇確認
系統過圧発生確認

外部電源喪失発生
ISLOCA発生

原子炉水位低（レベル1）
低圧注水機能設備作動値に到達

残留熱除去系自動起動を確認
最小流量運転確認

原子炉圧力低下継続確認

※1

※2

※6

補足１

ISLOCA発生は以下のパラメータにより確認する

・高圧注水系の注水継続でも原子炉水位の上昇が見られない・・・・・・・LOCA事象と確認

・原子炉隔離状態にも関わらず原子炉圧力の低下が継続する・・・・・・・LOCA事象と確認

・原子炉圧力の低下に比べ格納容器圧力・温度の上昇が少ない・・・・・・格納容器外での漏えいと確認

・高圧炉心注水系の系統過圧が運転員の対応なしに低下している・・・・・高圧炉心注水系統での漏えいが考えられる

・高圧炉心注水ポンプ室床漏えい警報発生・・・・・・・・・・・・・・・高圧炉心注水ポンプ室内での漏えいが考えられる

・原子炉建屋サンプポンプ運転頻度増加・・・・・・・・・・・・・・・・原子炉建屋内での漏えいが考えられる

・原子炉建屋各放射線モニタ指示値上昇・・・・・・・・・・・・・・・・原子炉建屋内での一次系統水の漏えいが考えられる

HPCFポンプ吸込圧力高
警報クリア

※3

Yes

No

※1 高圧炉心注水ポンプ吸込圧力計は現場計器のため，中央制御室で監視できる高圧炉心注水ポンプ吐出圧力計指

示が通常値を超えた事で「系統過圧」であると判断できる

※2 シナリオ解析上，高圧炉心注水系の系統過圧対応として，高圧炉心注入隔離弁の閉操作と同時に外部電源喪失

が発生し当該弁の電源が喪失する。非常用ディーゼル発電機により電源が復旧しても10分後から隔離操作を開始

することとする。また，ISLOCA事象も発生することとする

※3 ISLOCA事象発生により系統圧力が低下し警報がクリアする

※4 中央制御室にて機器ランプ表示，タービン回転数，ポンプ吐出圧力，流量指示計等により起動を確認する

※5 中央制御室にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

※6 中央制御室にて機器ランプ表示，ポンプ吐出圧力指示計等にて起動を確認する

原子炉圧力が高いため注入弁は開かず最小流量運転となる

※7 複数のパラメータによりISLOCA発生を確認する（補足1）

※7

高圧代替注水系 起動

No
原子炉隔離時冷却系

による
原子炉注水確認

Yes

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

中央制御室での逃がし安全弁8個
による

原子炉急速減圧

中央制御室からの遠隔操作による
高圧炉心注入ポンプ吸込弁「全閉」

復水貯蔵槽側吸込弁
「閉」

Yes

No

復水貯蔵槽水源ポンプ
水源切替

※9

高圧炉心注入ポンプ
サプレッションプール吸込弁「全閉」

（ポンプ水源側）

高圧炉心注入ポンプ
復水貯蔵槽側吸込弁「全閉」

高圧注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・チェンバ・
プール水冷却モード起動後原子炉圧力容器を減圧する。減圧後，原子炉
停止時冷却モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏洩水を排水処理する

原子炉圧力静定後
上昇傾向確認

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

※10

※11

電動弁手動操作による
隔離操作成功

格納容器内にて
高圧炉心注入系手動隔離弁「全閉」

格納容器窒素ガスパージ操作
Yes

No

原子炉水位を
レベル3からレベル8で維持

高圧炉心注水系により原子炉水位を維持し，サプレッション・
チェンバ・プール水冷却モードを継続する。原子炉停止時冷却
モードにより冷温停止状態とする
原子炉建屋内のサーベイを実施し，漏洩水を排水処理する

※11

本評価においては，高圧炉心注水系のISLOCA事象
を想定しているが，残留熱除去系等において
ISLOCA事象が発生した場合，同様の対応を取るこ
とにより事象を収束させることができる 凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

中央制御室での遠隔操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

中央制御室からの
遠隔隔離操作失敗

残留熱除去系2系列による
サプレッション・チェンバ・プール水冷却

開始

原子炉建屋内にて電動弁手動操作による
高圧炉心注入隔離弁「全閉」

※8 ISLOCAによる漏洩量抑制のため，隔離操作が完了するまで原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子炉水位をレ

ベル1からレベル1.5を維持する（補足2）

※9 サプレッション・チェンバ・プール水位が上昇すると，高圧炉心注水系の水源は復水貯蔵槽からサプレッショ

ン・チェンバ・プールに切り替わる。また，原子炉水位低（レベル1.5）信号発生により，原子炉隔離時冷却系の

水源もサプレッション・チェンバ・プールに切り替わる

※10 原子炉隔離が完了するため原子炉圧力の低下が止まり，上昇傾向に変わる

※11 原子炉水位計（広帯域）を確認し，原子炉水位をレベル3からレベル8に維持をする

原子炉圧力低下により
原子炉隔離時冷却系隔離
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図 2.7.5 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時の作業と所要時間 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・高圧炉心注水系吸込配管破断確認

・外部電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

・非常用ディーゼル発電機　自動起動確認

・原子炉隔離時冷却系　自動起動確認

・高圧炉心注水系（健全側）

　　自動起動確認

・高圧炉心注水系（不具合発生側）

　　自動起動／機能喪失確認

・残留熱除去系　自動起動確認

高圧炉心注水系からの漏えい停止操作

（中央制御室操作）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・高圧炉心冷却系　注入隔離弁閉操作

原子炉急速減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・逃がし安全弁　8個

　　手動開放操作

残留熱除去系　サプレッション・チェンバ・

プール水冷却モード操作

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・残留熱除去系　試験用調節弁操作

原子炉水位調整操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・高圧炉心注水系（健全側）

4人

C,D

E,F

4人

c,d

e,f

・保護具装着／装着補助

（2人）

C,D

（2人）

c,d

・現場移動

・高圧炉心冷却系　注入隔離弁閉操作

原子炉水位調整操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・高圧炉心注水系（健全側）

必要人員数　合計
2人

A,B

2人

a,b

4人

C,D,E,F

4人

c,d,e,f

レベル3～レベル8維持

0人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

レベル1～レベル1.5　維持

60分

高圧炉心注水系からの漏えい停止操作

（現場操作）
－ － － －

サプレッション・チェンバ・プール水冷却モード運転を継続

状況判断
2人

A,B

2人

a,b
－ － － － 10分

5分 注入隔離弁全閉失敗を想定

5分

号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

8 9 10

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

24 2 3 4 5 612

指揮者

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

経過時間（分） ／　　　　　　　　　　　経過時間（時間）
備考

2 4 6 8 10 14 16 18 20 22 7

事象発生

原子炉スクラム

プラント状況判断

約60秒 原子炉水位低（レベル2）

約120秒 原子炉水位低（レベル1.5）

約15分 原子炉急速減圧

約180秒 原子炉水位低（レベル1）

約5.5時間 高圧炉心注水系からの漏えい停止

30分
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図 2.7.6 原子炉圧力の推移 

図 2.7.7 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移 

主蒸気隔離弁 

の閉止による 

圧力上昇 高圧炉心注水系配管破断 

による減圧 

（最大値：約 7.07MPa[gage]） 

（原子炉圧力は初期値を上回らない） 

逃がし安全弁 8 個による手動減圧 

（15 分） 

炉心上部プレナム 

高出力燃料集合体 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

手動減圧に伴う減圧沸騰

による水位上昇 破断口隔離による

水位上昇 
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図 2.7.8 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 2.7.9 注水流量の推移 
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図 2.7.10 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

 

図 2.7.11 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
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図 2.7.12 燃料被覆管温度の推移 

 

 

図 2.7.13 高出力燃料集合体のボイド率の推移 
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図 2.7.14 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 
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表 2.7.1 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）における重大事故等対策について(1/2) 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

インターフェイスシステム LOCA 発生 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と

低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の故障

等により低圧設計部分が過圧され破断することで，インターフェイ

スシステム LOCA が発生する 

― ― ― 

外部電源喪失及び原子炉スクラム確認 外部電源喪失が発生し，原子炉がスクラムしたことを確認する 【非常用ディーセル発電機】 － 
平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水

系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低(レベル

2)で原子炉隔離時冷却系，原子炉水位低(レベル 1.5)で高圧炉心注水

系が自動起動し原子炉注水を開始する。また，主蒸気隔離弁が全閉

するが，破断口から原子炉冷却材の流出が継続しているため原子炉

圧力及び原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低(レベル 1)にて残留

熱除去系（低圧注水モード）が自動起動する 

【原子炉隔離時冷却系】 

【高圧炉心注水系】 

【残留熱除去系(低圧注水モー

ド)】 

（主蒸気隔離弁） 

復水貯蔵槽 

－ 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

【残留熱除去系ポンプ吐出圧力計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

高圧代替注水系による原子炉水位回復 
高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を起動し原子炉水位を回

復する 

高圧代替注水系 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧代替注水系系統流量計 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

中央制御室での高圧炉心注水系隔離失

敗 

中央制御室からの遠隔操作により高圧炉心注水系の隔離操作を実施

するが，高圧炉心注入隔離弁の閉操作に失敗し，高圧炉心注水系の

隔離に失敗する 

― ― 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧 
高圧炉心注水系の隔離に失敗するため，破断箇所からの漏えい量を

抑制するため原子炉を急速減圧する 
逃がし安全弁 ― 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

残留熱除去系（サプレッション・チェン

バ・プール水冷却モード）運転による原

子炉格納容器除熱 

原子炉急速減圧によりサプレション・チェンバ・プール水温度が 35℃

を超えた時点で，残留熱除去系によるサプレッション・チェンバ・プ

ール水冷却モード運転を開始する 

【残留熱除去系(サプレッショ

ン・チェンバ・プール水冷却モー

ド)】 

― 

サプレッション・チェンバ・プール水温

度計 

【残留熱除去系系統流量計】 

原子炉水位維持 

原子炉圧力低下に伴い，健全側高圧炉心注水系の流量が増加し原子

炉水位は回復するが，破断箇所からの漏えい抑制のため高圧炉心注

水系ノズル部以下で維持する 

【高圧炉心注水系】 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

 （ ）：設計基準対処施設 

：有効性評価上考慮しない操作    
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表 2.7.1 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）における重大事故等対策について(2/2) 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉水位維持 

原子炉圧力低下に伴い，健全側高圧炉心注水系の流量が増加し原子

炉水位は回復するが，破断箇所からの漏えい抑制のため高圧炉心注

水系ノズル部以下で維持する 

【高圧炉心注水系】 

復水貯蔵槽 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

現場操作での高圧炉心注水系隔離操作 
破断箇所からの漏えい抑制を継続し，現場操作により高圧炉心注入

隔離弁の全閉操作を実施し，高圧炉心注水系を隔離する 
― ― 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

高圧炉心注水系隔離後の水位維持 

高圧炉心注水系の隔離に成功した後は，健全な高圧炉心注水系によ

り，原子炉水位を原子炉水位低(レベル 3)から原子炉水位高(レベル

8)の間で維持する 

【高圧炉心注水系】 － 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

 （ ）：設計基準対処施設 

：有効性評価上考慮しない操作    
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表 2.7.2 主要解析条件（格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA））（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード SAFER － 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート下

端から+119cm） 
通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 10℃ 熱平衡計算による値 

燃料 9×9燃料（A型） － 

最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10％の

保守性を考慮 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，

事象開始 24 時間以降は 40℃） 
復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 2.7.2 主要解析条件（格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA））（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 
高圧炉心注水系の吸込配管の破断 

破断面積は約 127cm2 

炉心冷却を厳しくする観点から高圧炉心注水系の吸

込配管の全周破断を想定した破断面積を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 
インターフェイスシステム LOCA が発

生した側の高圧炉心注水系の機能喪失 

インターフェイスシステム LOCA が発生した側の高圧

炉心注水系が機能喪失するものとして設定 

外部電源 外部電源なし 

外部電源の有無を比較し，外部電源なしの場合は給

復水系による給水がなく，事象進展が厳しいため，

外部電源なしを設定 
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表 2.7.2 主要解析条件（格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 
炉心流量急減 

（遅れ時間：2.05 秒） 
安全保護系等の遅れ時間を考慮して設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa[dif]において）

にて注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

 

高圧炉心注水系 

原子炉水位低（レベル 1.5）にて自動起動 

727m3/h（0.69MPa[dif]において）にて注

水 

高圧炉心注水系の設計値として設定 

 

逃がし安全弁 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 8個を
開することによる原子炉急速減圧 
<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係> 

 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉

圧力の関係から設定 
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表 2.7.2 主要解析条件(格納容器バイパス(インターフェイスシステム LOCA))(4／4) 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作 事象発生 15 分後 
事象発生15分後に中央制御室からの破断箇所の

隔離操作に失敗するものとして設定 

高圧炉心注水系の破断箇所隔離操作 事象発生 5.5 時間後 

破断面積 10cm2 のインターフェイスシステム

LOCA 発生時における原子炉建屋原子炉区域の現

場環境条件を考慮し，運転員の現場移動時間及

び操作時間等を踏まえて設定 
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添付資料 2.7.1 

 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の破断面積及び現場環境等について 

 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の破断箇所は，運転中に弁の開閉試験を実施する

系統のうち，インターフェイスシステム LOCA が発生する可能性が最も高い高圧炉心注水系

の吸込配管としている。ここでは，低圧設計部となっている配管及び弁，計装設備の耐圧バ

ウンダリとなる箇所に対して，各構造の実耐力を踏まえた評価を行い，破断面積の評価及び

インターフェイスシステム LOCA 発生時の現場環境への影響について評価する。 

 

(1)想定するインターフェイスシステム LOCA 及び低圧設計部における過圧条件について 

申請解析と同様に，高圧炉心注水系の電動弁開閉試験にて，原子炉注入逆止弁が故障によ

り開固着しており，原子炉注入電動弁が誤動作した場合，高圧炉心注水系の低圧設計部であ

るポンプ吸込配管の過圧を想定する。 

低圧設計部の配管等に対しては，運転中の原子炉圧力（約 7.2MPa）及び水頭による圧力

を考慮し，7.5MPa の圧力が伝搬するものとして低圧設計部の構造健全性について評価を行

うこととする。 

隔離弁によって高圧設計部分と低圧設計部分が物理的に分離されている状態から，隔離

弁が開放すると，高圧設計部分から低圧設計部分に水が移動し，配管内の圧力は最終的にほ

ぼ等しい圧力で落ち着く。高圧設計部分が原子炉圧力容器に連通している場合，最終的な配

管内の圧力は原子炉圧力とほぼ等しくなる。 

隔離弁の急激な開動作（以下「急開」という。）を想定した場合，高圧設計部分及び原子

炉圧力容器内から配管の低圧設計部分に流れ込む水の慣性力により，配管内の圧力が一時

的に原子炉圧力よりも大きくなることが知られている。この現象は水撃作用と呼ばれる※1。

しかし，隔離弁が緩やかな開動作をする場合，水撃作用による圧力変化は小さく，配管内の

圧力が原子炉圧力を大きく上回ることはない。 

電動仕切弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるため，機械的要因では急開と

なり難い。また，電動での開弁速度は，約 6秒となっており，電気的要因では急開とならな

いことから，誤開を想定した場合，水撃作用による圧力変化が大きくなるような急開となら

ない。 

文献※1によると，配管端に設置された弁の急開，急閉により配管内で水撃作用による圧力

変化が大きくなるのは，弁の開放時間もしくは閉止時間（T）において，圧力波が長さ（L）

の管路内を往復するのに要する時間（μ）より短い場合であるとされている。 
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ここで（α）は管路内の流体を伝わる圧力波の伝播速度であり，音速とみなすことができ，

配管長（L）を実機の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水配管の配管長※2を元に保守的

に 100m※3とし，水の音速（α）を 1,500m/s※4とすると，管路内を圧力波が往復する時間（μ）

は約 0.14 秒となる。即ち，弁開放時間（T）を残留熱除去系（低圧注水モード）の電動仕切

弁の約 6 秒とすると水撃作用による大きな圧力変化は生じることはなく，低圧設計部分の

機器に原子炉圧力を大きく上回る荷重がかかることはないこととなる。 

なお，仮に高圧炉心注水系の電動弁開閉に伴う水撃作用が生じた場合であっても，極めて

短時間（数秒間）に起きる現象であり，かつ，大幅な圧力上昇を引き起こすことは考えにく

い。さらにこの時の配管内の流体は，一次冷却材（288℃）の水が低圧部まで到達せず低温

の状態であると推測され，温度による影響（熱伸び等）を受けることはない。 

また，次項にて示す強度評価において，例えば配管について最も厳しい No.①の管の最小

厚さ（ts）8.31mm での許容圧力は約 10MPa（1次一般膜応力 0.6Su 適用値）であり十分な余

裕がある。さらに，設計引張強さ（Su）までの余裕を考えると，さらなる余裕が含まれるこ

ととなる。 

よって，この影響は無視し得る程小さいものと考え，構造健全性評価としては考慮しない

こととする。 

 

※1：水撃作用と圧力脈動〔改訂版〕第 2編「水撃作用」（（財）電力中央研究所 元特任研

究員 秋元徳三） 

※2：高圧注水系の原子炉圧力容器開口部から低圧設計部分の末端の逆止弁までの長さは約

70m 

※3：配管長を実機より長く設定することは相対的に弁の開放時間を短く評価することにな

り，水撃作用の発生条件に対し保守的となる。 

※4：圧力 7.2MPa[abs]，水温 38℃の場合，水の音速は約 1,540m/s となる。 
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(2)構造健全性評価の対象とした機器等について 

 高圧炉心注水系の低圧設計部において圧力バウンダリとなる範囲を抽出し，具体的には

下記対象範囲について評価を行った。 

 a)配管（ドレン／ベント，計装配管等の小口径配管も対象に含む） 

 b)計装設備（ポンプ吸込側に設置されている圧力計） 

 c)弁（圧力バウンダリとなる弁） 

 d)フランジ部（ボルトの伸びによる漏えい量評価を実施） 

 e)ポンプ（ポンプ吸込側の低圧設計部） 

 具体的な対象箇所については図 1から図 5に示す。 

  



添 2.7.1-4 
 

 

図 1 評価対象配管範囲 

 

図 2 評価対象の計装設備 
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図 3 評価対象弁 

 

 

図 4 評価対象フランジ 
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図 5 評価対象ポンプ 
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(3)構造健全性評価の結果 

 各機器等に対する評価結果について以下に示す。 

破断が想定される箇所としては計装設備であり，また，フランジ部についてもボルトの伸

びによる漏えいが想定されるものの，合計でも漏えい面積は 1cm2 を超えることはないとの

結果となった。 

 

ａ)配管 

No. 
圧力 

（MPa） 

温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

公称厚さ 

（mm） 
材料 

ts 

（mm） 

t 

（mm） 

判定※1 

(ts≧t) 

① 

7.5 288 

406.4 9.5 
STPT42 

（STPT410） 
8.31 6.22※2 ○ 

② 406.4 12.7 
STPT42 

（STPT410） 
11.11 6.22※2 ○ 

③ 27.2 3.9 
STPT42 

（STPT410） 
3.40 0.97 ○ 

④ 60.5 5.5 
STPT42 

（STPT410） 
4.81 2.14 ○ 

⑤ 34.0 4.5 
STPT42 

（STPT410） 
3.93 1.21 ○ 

⑥ 

17.3 2.3 

SUS304TP 

2.0 0.6 

○ 9.52 2.0 2.0 0.4 

9.52 1.3 1.3 0.4 

※1：管の最小厚さ（ts）が管の計算上必要な厚さ（t）以上であること 

※2：1次一般膜応力 0.6Su 適用値 

 

ｂ)計装設備 

No. 
圧力 

（MPa） 

計装設備耐圧 

（MPa） 
判定 破断想定箇所 

開口面積 

（cm2） 

① 

（E22-PT-001） 
7.5 

3.67 × 
漏えい 

なし※1 
－ 

② 

（E22-PI-002） 
1.65 × 

破断 

（Φ5導圧） 
約 0.2 

※1：計装設備内部のダイヤフラムは破損する可能性はあるものの，その外側の高圧フラン

ジ面は約 15MPa までの耐圧構造であるため，外部への漏えいはないと判断した。 
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ｃ)弁 

No. 弁 No. 
圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

口径 

(A) 
型式 材料 

ts 

（mm） 

t 

（mm） 

判定※1 

（ts≧t） 

① E22-F002 

7.5 288 

400 TCH SCPL1 22.0 7.8*2 ○ 

② E22-F007 400 CH SCPL1 20.0 7.8*2 ○ 

③ E22-F020 20/50 RV.VS SCPH2 9.0 4.8 ○ 

④ E22-F012 50 GL S28C 8.5 5.4 ○ 

⑤ 

E22-F027 

20 GL S28C 6.7 4.5 ○ 

E22-F500 

E22-F515 

E22-F516 

E22-F700 

※1：必要最小厚さ（ts）が最小厚さ（t）以上であること 

※2：t=Pd/（2S-1.2P）を適用 

 

ｄ)フランジ部 

No. 
圧力 

（MPa） 

伸び量（mm） 
内径 

（mm） 

全部材 

伸び量 

（mm） 

漏えい 

面積

（cm2） 

+ 

⊿L1 

- 

⊿L0 

+ 

⊿L2 

- 

⊿L3 

- 

⊿L4 

- 

⊿L5 

① 

7.5 

0.10 0.07 0.31 0.30 - 0.01 432 0.03 

約 0.7 ② 0.11 0.08 0.36 0.30 0.04 0.03 432 0.02 

③ 0.01 0.02 0.13 0.12 - 0.01 49 -0.01 

⊿L1：荷重によるボルト伸び量 

⊿L0：初期締付によるボルト伸び量 

⊿L2：ボルト熱伸び量 

⊿L3：フランジ熱伸び量 

⊿L4：オリフィス熱伸び量 

⊿L5：ガスケット内外輪熱伸び量 
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図 6 各部材の伸び方向及び伸び時隙間想定位置 

 

ｅ)ポンプ 

No. 計算部位 
圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

公称厚さ 

（mm） 
材料 

ts 

（mm） 

t 

（mm） 

判定※1 

（ts≧t） 

① 

ディス 

チャージ 

ケーシング 

7.5 288 

38.0 
SFVC2B/ 

SGV410 
34.5 15.7※2 ○ 

アウター 

ケーシング 
19.0 SGV410 14.0 13.2※2 ○ 

吸込み口 38.0 SFVC2B 36.9 15.7※2 ○ 

ケーシング 

カバー 
165.0 SFVC2B 158.7 

138.8

※2 
○ 

管台 3.9 STPT410 3.4 1.0 ○ 

※1：最小厚さ（ts）が管の計算上必要な厚さ（t）以上であること 

※2：1 次一般膜応力 Su適用値 

 

計算部位 
圧力 

（MPa） 

温度 

（℃） 

引張応力 

（MPa） 
材料 

許容引張応力 

（MPa） 
判定 

耐圧ボルト 7.5 288 277 SCM435 508※1 ○ 

※1：1 次一般膜応力 0.6Su 適用値 

  



添 2.7.1-10 
 

計算 

部位 

圧力 

（MPa） 

伸び量（mm） 
内径 

（mm） 

全部材 

伸び量 

（mm） 

漏えい 

面積

（cm2） 

+ 

⊿L1 

- 

⊿L0 

+ 

⊿L2 

- 

⊿L3 

- 

⊿L4 

- 

⊿L5 

フラン

ジ部 
7.5 0.20 0.12 0.28 0.28 0.00 0.00 1636 0.08 約 0.00※1 

⊿L1：荷重によるボルト伸び量 

⊿L0：初期締付によるボルト伸び量 

⊿L2：ボルト熱伸び量 

⊿L3：フランジ熱伸び量 

⊿L4：オリフィス熱伸び量 

⊿L5：ガスケット内外輪熱伸び量 

※1：Oリングのつぶししろを確保しているため漏えいには至らない 

 

(4)インターフェイスシステム LOCA における破断面積の設定 

(3)で述べたとおり，高圧炉心注水系の電動弁開閉試験にて，原子炉注入逆止弁が故障に

より開固着し，原子炉注入電動弁が誤操作又は誤動作した場合，高圧炉心注水系の低圧設計

のポンプ吸込配管の過圧を想定しても，その漏えい面積は 1cm2を超えることはない。 

そこで，インターフェイスシステム LOCA における破断面積は，保守的な想定とはなるが

フランジ部の漏えい面積として保守的に 10cm2を想定することとする。 

他の非常用炉心冷却系においてインターフェイスシステム LOCA が発生する可能性は本系

統と比較して系統構成が異なるためその発生可能性は極めて小さくなるが，本漏えい面積

の評価結果によれば，同様な非常用炉心冷却系への過圧が起きた場合においても，漏えいは

フランジ部又は計装設備からの漏えいに留まり，加えて，残留熱除去系の吐出側は，ポンプ

吐出圧力設計（3.4MPa）であり，吐出側において顕著な漏えいが発生する可能性は小さい。

よって，仮に他の非常用炉心冷却系において過圧事象が生じた場合においても，漏えいの規

模は本評価における想定と同程度に留まるものと考えられる。 

なお，有効性評価の事象進展解析は，炉心冷却を厳しくする観点から高圧炉心注水系の吸

込配管の全周破断を想定し，高圧炉心注水系スパージャから破断口に至る経路のうち，高圧

炉心注水系ノズル部において臨界流が生じるとし，破断面積を約 127cm2とする。 

 

(5)現場の想定 

 ・評価の想定と事故進展解析 

 インターフェイスシステム LOCA による炉心内の挙動は，今回想定する破断面積（10cm2）

による一次冷却材の流出量が，両端破断を仮定したインターフェイスシステム LOCA の解析

に包絡されることから省略する。 

ここでは破断面積 10cm2のインターフェイスシステム LOCA 発生時の現場環境（原子炉建

屋内）に着眼し評価を行った。評価条件を表 1に示す。また，評価に使用する原子炉建屋の
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ノード分割モデルを図 1に示す。 

 事象進展解析（MAAP）の実施に際して主要な仮定を以下に示す。 

前提条件：外部電源あり，インターフェイスシステム LOCA 時破断面積 10cm2， 

健全側高圧注水系による注入 

事象進展：弁誤開又はサーベイランス時における全開誤操作（連続開） 

      （この時内側テスタブルチェッキも同時に機能喪失（全開）） 

・状況判断の開始（弁の開閉状態確認，HPCF 室漏えい検出，ポンプ吐出圧

力，エリアモニタ指示値上昇） 

約 10分後：手動スクラム 

約 15分後：高圧炉心注水系の手動起動 

約 20分後：急速減圧 

約 5.5 時間後：インターフェイスシステム LOCA 発生箇所隔離 

 

・評価の結果 

○温度・湿度・圧力の想定 

主要なパラメータの時間変化を図 2から図 4に示す。 

原子炉建物内の温度は，事象発生直後は上昇するものの 20分後に原子炉減圧した後は低

下する。また，弁隔離操作のためにアクセスする弁室の温度も同様に，原子炉減圧操作後に

低下した後，約 40℃程度で推移する。湿度については破断箇所からの漏えいが継続するた

め高い値で維持されるものの，原子炉減圧及び破断箇所隔離操作を実施することで，約 5.5

時間以降低下する傾向にある。圧力については破断直後に上昇するもののブローアウトパ

ネルが開放され，その後は大気圧相当となる。 

 

○冷却材漏えいによる影響 

破断面積 10cm2のインターフェイスシステム LOCA に伴う原子炉建屋内への原子炉内及び

復水貯蔵槽からの漏えい量は，原子炉圧力容器及び復水貯蔵槽からの流出量を考慮しても

最大で約 200m3/h であり，高圧炉心注入ポンプ吸込弁または復水貯蔵槽側吸込弁の閉止や原

子炉水位を漏えい配管の高さ付近で維持することでさらに漏えい量を少なくすることがで

きる。 

破断した系統の区分と他区分の非常用炉心冷却系が機能喪失に至る約 2,000m3（浸水高さ

約 3m）に到達するには 10 時間以上の十分な時間余裕がある。 

 

○現場の線量率の想定について 

・評価の想定 

原子炉格納容器バウンダリが喪失することで，原子炉圧力容器から直接的に放射性物

質が原子炉建屋原子炉区域内に放出される。 

漏えいした冷却材中から気相へと移行される放射性物質及び燃料から追加放出される
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放射性物質が原子炉建屋から漏えいしないという条件で現場の線量率について評価した。 

評価上考慮する核種は現行許認可と同じものを想定し（詳細は表 2，3参照），全希ガス

漏えい率（f値）については，近年の運転実績データの最大値である 3.7×108Bq/s を採用

して評価する。なお，この値は現行許認可ベースの f値はこの値にさらに一桁余裕を見た

10 倍の値である。これに伴い，原子炉建屋内へ放出される放射性物質量は，許認可評価

の MSLBA（主蒸気管破断事故）時に追加放出される放射性物質量の 1/10 となる。なお，

冷却材中に存在する放射性物質量は，追加放出量の数％程度であり大きな影響はない。ま

た，現場作業の被ばくにおいては，放射線防護具（酸素呼吸器等）を装備することにより

内部被ばくの影響が無視できるため，外部被ばくのみを対象とした。  
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・評価の方法 

  原子炉建屋内の空間線量率は，以下のサブマージョンモデルにより計算する。 

    D = 6.2 × 10 ∙ / ∙ ∙ ∙ ∙ 3600 
ここで， 

 D  ：放射線量率（Gy/h） 

 6.2 × 10  ：サブマージョンモデルによる換算係数 ∙ ∙∙ ∙  

  ：原子炉区域内放射能量（Bq：γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

 /  ：原子炉区域内気相部容積（86,000m3） 

  ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

   ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10-3/m） 

 R  ：評価対象部屋の空間容積と等価な半球の半径（m） 

  ：評価対象エリア（原子炉建屋地上 1階）の容積（2,500m3） 

R = ∙ ∙  

・評価の結果 

評価結果を図 5に示す。外部被ばくは最大でも約 15mSv/h 程度であり，時間減衰によっ

てその線量率も低下するため，線量率の上昇が現場操作や期待している機器の機能維持

を妨げることはない。 

なお，事故時には原子炉建屋内に漏えいした放射性物質の一部がブローアウトパネル

を通じて環境へ放出されるが，中央制御室換気空調系の換気口の位置はプルームの広が

りを取り込みにくい箇所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量に取り込むことはな

いと考えられる（図 6）。さらに，これらの事故時においては原子炉区域排気放射能高の

信号により中央制御室換気空調系が非常時運転モード（循環運転）となるため，中操に

いる運転員は過度な被ばくの影響を受けることはない。 

 

(6)現場の隔離操作 

 現場での高圧炉心注水隔離弁の隔離操作が必要となった場合，運転員は床漏えい検知器

やサンプポンプの起動頻度増加などにより現場状態を把握するとともに，換気空調系によ

る換気や破断からの蒸気の漏えいの低減（原子炉減圧や原子炉停止時冷却（実施可能な際に

おいて））等を行うことで現場環境の改善を行う。 

 現場の温度は 3 時間程度で約 40℃程度まで低下することから，酸素呼吸器及び耐熱服等

の防護装備の着用を実施することで現場での隔離操作は実施可能である。 

 

(7)まとめ 

(5)，(6)で示した評価結果より，破断面積 10cm2のインターフェイスシステム LOCA 発生

による現場の温度上昇は小さく（3時間程度で 40℃程度）, また，現場線量率についても
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15mSv/h 以下であることから現場操作の妨げとならず，また設備の機能も維持される。 

なお，他の系統において漏えいが生じた場合においても，現場の温度上昇及び現場線量

率は本評価結果と同程度となると考えられる。 

 

表 1 破断面積 10cm2のインターフェイスシステム LOCA 時における温度・湿度・圧力の評価条件 

項目 内容 根拠 

外部電源 外部電源あり 事象発生時に定格運転中を想定 

漏えい箇所 高圧炉心注水（B）ポンプ室 

漏えいを想定した高圧炉心注水系の低

圧設計部（計装設備やフランジ部等）

の設置場所 

漏えい面積 高圧炉心冷却系配管：10cm2（1.0×10-3m2） 
圧力応答評価に基づき評価された漏え

い面積に十分に余裕をとった値 

事故シナリオ 

事象発生 10 分後に手動スクラムし，事象発

生 15 分後に高圧炉心注水系（1台）を手動

起動 

事象認知及び操作時間に余裕をもった

値 

事象発生 20 分後に手動減圧（逃がし安全弁

8個） 

事象認知及び操作時間に余裕をもった

値 

水位回復後は崩壊熱除去相当の注水を実施

し破断配管の高さにて水位制御 

漏えい量低減のために実施する操作を

想定 

サプレッション・チェンバ・プール冷却系

は急速減圧後（30 分） 

減圧実施によるサプレッション・チェ

ンバのプール水の温度上昇を抑えるた

めの操作を想定 

事象発生約 5.5 時間後にインターフェイス

システム LOCA 発生箇所隔離 

運転員の現場移動時間及び操作時間等

を踏まえて設定 

原子炉建屋への流出経路条

件 

原子炉格納容器及び原子炉建屋からの漏え

いなし 
保守的に考慮しない 

評価コード MAAP 4 － 

原子炉建屋モデル 分割モデル 現実的な伝搬経路を想定 

原子炉建屋壁からの放熱 考慮しない 保守的に考慮しない 

原子炉スクラム 事象発生 10 分後に手動スクラム 事象認知に余裕をもった値 

主蒸気隔離弁 原子炉水位 L1.5 にて自動閉 インターロック設定値 

高圧炉心注水系の水源 復水貯蔵槽 高圧炉心注水系設計条件 

復水貯蔵槽の水温 

0～12 時間：50℃ 

12～24 時間：45℃ 

24 時間以降：40℃ 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 

ブローアウトパネル 

開放圧力 
3.4kPa[gage] ブローアウトパネル設定値 
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表 2 評価条件（f値，追加放出量）  

 

 

項目 評価ケース 
現行許認可ベース 

（参考） 

f 値 
3.7×108Bq/s 

（現行許認可の 1/10） 
3.7×109Bq/s 

追加放出量（Bq） 
（γ線 0.5MeV 換算値） 

2.28×1014 2.28×1015 
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表 3 インターフェイスシステム LOCA 時の追加放出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核種 
収率 
（%） 

崩壊定数 
（d-1） 

γ 線実効エネルギ 
（MeV） 

追加放出量（Bq） 
追加放出量（Bq） 

（γ 線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

I-131 2.84 8.60E-02 0.381 3.70E+12 2.82E+12 

I-132 4.21 7.30 2.253 5.48E+12 2.47E+13 

I-133 6.77 8.00E-01 0.608 8.82E+12 1.07E+13 

I-134 7.61 1.90E+01 2.75 9.91E+12 5.45E+13 

I-135 6.41 2.52 1.645 8.35E+12 2.75E+13 

Br-83 0.53 6.96 0.0075 6.90E+11 1.04E+10 

Br-84 0.97 3.14E+01 1.742 1.26E+12 4.40E+12 

Mo-99 6.13 2.49E-01 0.16 7.99E+12 2.56E+12 

Tc-99m 5.40 2.76 0.13 7.04E+12 1.83E+12 

ハロゲン等 
合計 

－  － 5.32E+13 1.29E+14 

Kr-83m 0.53 9.09 0.0025 1.38E+12 6.90E+09 

Kr-85m 1.31 3.71 0.159 3.41E+12 1.09E+12 

Kr-85 0.29 1.77E-04 0.0022 2.25E+11 9.91E+08 

Kr-87 2.54 1.31E+01 0.793 6.62E+12 1.05E+13 

Kr-88 3.58 5.94 1.95 9.33E+12 3.64E+13 

Xe-131m 0.04 5.82E-02 0.02 1.04E+11 4.17E+09 

Xe-133m 0.19 3.08E-01 0.042 4.95E+11 4.16E+10 

Xe-133 6.77 1.31E-01 0.045 1.76E+13 1.59E+12 

Xe-135m 1.06 6.38E+01 0.432 2.76E+12 2.39E+12 

Xe-135 6.63 1.83 0.25 1.73E+13 8.64E+12 

Xe-138 6.28 7.04E+01 1.183 1.64E+13 3.87E+13 

希ガス 
合計 

－ － － 7.56E+13 9.93E+13 

ハロゲン等 
＋希ガス 

－ － － 1.29E+14 2.28E+14 
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図 1 インターフェイスシステム LOCA における原子炉建屋ノード分割モデル 
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図 2 原子炉建屋内の温度の時間変化（インターフェイスシステム LOCA） 

図 3 原子炉建屋内の湿度の時間変化（インターフェイスシステム LOCA） 
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原子炉急速減圧（20 分後）により原

子炉圧力容器内から原子炉建屋への

漏えいする蒸気量は低下する 

原子炉急速減圧や破断位置以下での水位

調整により，蒸気等の溢水量を低減させ

る。また，残留熱除去系（サプレッション・

チェンバ・プール水冷却モード）により，

格納容器圧力の上昇を抑制することで原

子炉圧力容器内から発生した蒸気の多く

はサプレッション・チェンバへと移行す

るため，さらに現場の環境が改善される。 

原子炉棟その他 

弁室(B) 

HPCF(B)ポンプ室 

原子炉棟その他 

弁室(B) 

HPCF(B)ポンプ室 
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図 4 原子炉建屋内の圧力の時間変化（インターフェイスシステム LOCA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 原子炉建屋内立入り開始時間と線量率の関係（インターフェイスシステム LOCA） 
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10 

破断発生に伴う原子炉建屋内の圧力上昇は

ブローアウトパネルの開放により緩和され

るため,原子炉建屋内の圧力はほぼ大気圧

程度で維持される 

原子炉棟その他 

弁室(B) 

HPCF(B)ポンプ室 
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（ａ）平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）断面図 

 

図 6 原子炉建屋／中央制御室の配置と換気口・ブローアウトパネルの位置関係 

（インターフェイスシステム LOCA） 
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添付資料 2.7.2 

安定状態について 

 

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時の安定状態については以下のとお

り。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：炉心冠水後に，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた原子炉格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置

等，残留熱除去系又は代替循環冷却）により，格納容器圧力及

び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，原子炉格納容器除熱

のための設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象

悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生 5.5 時間後に高圧炉心注水系の破断箇所を現場操作にて隔離されることで漏え

いが停止し，健全側の高圧炉心注水系による注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が

維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を開始することで，冷温停止状態に移行するこ

とができ，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことによって，安定状態の維持が可能とな

る。 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（インターフェイスシステム LOCA） 

【SAFER】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。最確条件を包絡でき

る条件を設定することにより崩壊熱を大

きくするよう考慮している 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となる

パラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

燃料棒表面熱

伝達，気液熱非

平衡，沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝

達係数を低めに評価する可能性があり，

他の解析モデルの不確かさとも相まって

コード全体として，実験結果の燃料被覆

管最高温度に比べて 10℃～150℃高めに

評価する 

解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて 10℃～150℃高めに評価

することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さく評価する可能

性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きくなり燃料被覆管

温度は低くなるが，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系

の自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

実験解析では熱伝達モデルの保守性により燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評

価解析でも燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる 

燃料被覆管酸

化 

ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

燃料被覆管温度が高温になる程酸化量及

び発熱量を大きく評価するモデルを採用

し，保守的な結果を与える 

解析コードは酸化量及び発熱量の評価について保守的な結果を与えるた

め，解析結果は燃料被覆管酸化を大きく評価する可能性がある。よって，実

際の燃料被覆管温度は低くなり，原子炉水位挙動に影響を与える可能性が

あるが，原子炉への注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の自動

起動により実施され運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない 

解析コードでは，燃料被覆管の酸化について，酸化量及び発熱量に保守的な結果を与

え，燃料被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる 

燃料被覆管変

形 

膨れ・破裂評価

モデル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方

向応力に基づいて評価され，燃料被覆管

温度は上述のように高めに評価され，円

周方向応力は燃焼期間中の変化を考慮し

て燃料棒内圧を大きく設定し保守的に評

価している。ベストフィット曲線を用い

る場合も破裂の判定は概ね保守的となる 

解析コードでは，燃料被覆管温度を高めに評価することから，破裂の判定

としてベストフィット曲線を用いる場合においても概ね保守的な判定結果

を与えるものと考える。仮に大量の燃料被覆管破裂が発生した場合には，

炉心損傷後の運転操作を適用する必要があり，格納容器圧力逃がし装置等

による格納容器除熱操作の起点が，格納容器圧力が限界圧力に到達するま

でとなる。しかしながら，本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を

下回ることなく，炉心は冠水維持されるため，燃料被覆管の最高温度は初

期値を上回ることはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

燃料被覆管温度が高めに評価されることから，破裂判定は厳しめの結果を与えるが，

本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持され

るため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから評価項目となる

パラメータに影響を与えることはない 

沸騰・ボイド率

変化，気液分離

（水位変化）・

対向流，三次元

効果 

二相流体の流

動モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析にお

いて，二相水位変化は，実験結果と概ね

同等の結果が得られている 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であることか

ら運転操作に与える影響は原子炉圧力容器の分類にて示す 

炉心内の二相水位変化を概ね同等に評価することから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい 

本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持され

るため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから評価項目となる

パラメータに影響を与えることはない 

原子

炉圧

力容

器 沸騰・凝縮・ボ

イド率変化，気

液分離（水位変

化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウン

カマの二相水位（シュラウド外水位）に

関する不確かさを取り扱う。シュラウド

外水位については，燃料被覆管温度及び

運転員操作のどちらに対しても二相水位

及びこれを決定する二相流動モデルの妥

当性の有無は重要でなく，質量及び水頭

のバランスだけで定まるコラプスト水位

が取り扱えれば十分である。このため，

特段の不確かさを考慮する必要はない 

原子炉注水開始は自動起動であるため，運転員等操作に与える影響はない 

本シナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持され

るため，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから評価項目となる

パラメータに影響を与えることはない 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析にお

いて，圧力変化は実験結果と概ね同等の

解析結果が得られており，臨界流モデル

に関して特段の不確かさを想定する必要

はない 

原子炉注水開始は自動起動であるため，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

破断口からの流出は実験結果と良い一致を示す臨界流モデルを適用している。有効性

評価解析でも圧力変化を適切に評価し，原子炉への注水のタイミング及び注水流量を

適切に評価するため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。なお，本シ

ナリオでは原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるた

め，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから評価項目となるパラ

メータに影響を与えることはない 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

原子炉注水系

モデル 

入力値に含まれる。各系統の設計条件に

基づく原子炉圧力と注水流量の関係を使

用しており，実機設備仕様に対して注水

流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を

高めに評価する 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となる

パラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（インターフェイスシステム LOCA） 添付資料 2.7.3 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（インターフェイスシステム LOCA）（1/2） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮

した運転管理目標値を参考に

最確条件を包絡できる条件を

設定 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後

の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等操

作時間への影響は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩

壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱が緩和

される。最確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御

されるため事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時

間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉

水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるのに対してゆ

らぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。し

たがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作

時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，

スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるのに

対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。したが

って，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%））  

定格流量の約91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後

早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進

展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子炉は

スクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9 燃料（A 型）と 9×9 燃料

（B 型）は，熱水的な特性はほ

ぼ同等であり，燃料棒最大線出

力密度の保守性に包含される

ことから，代表的に 9×9 燃料

（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心

となるか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱

水力特性はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さ

いことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，それ

らの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，

炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

最大線出力密

度 
44.0kW/m 

約 42.0kW/m 以下 

（実績値） 

設計目標値を参考に最確条件

を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和される

が，原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系

の自動起動により行われ，燃料被覆管温度を操作開始の起

点としている運転員等操作はないため，運転員等操作時間

に与える影響はない 

最確条件とした場合，燃料被覆管温度の上昇が緩和されると考えられるが，

原子炉水位は有効燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持されるた

め，燃料被覆管の最高温度は初期値を上回ることはないことから，上記の

不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばら

つきを考慮し，10％の保守性を

確保することで，最確条件を包

絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくな

るため，発生する蒸気量は少なくなることから，原子炉水

位の低下は緩和され，原子炉水位の低下が緩和されるが，

操作条件（炉心冠水操作）に変わりはないことから，運転

員等操作条件に与える影響はない  

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生す

る蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩和され，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなるが，本重要事故シーケンスは格納容器

バイパス事象であるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間以

降は 45℃，事象開始 24時

間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参

考に最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よ

りも低くなる可能性があるため，原子炉注水による炉心冷

却効果は高くなるが，操作手順（炉心を冠水維持する操作）

に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よりも低くなる可

能性があるため，原子炉水位回復までの挙動に影響する可能性はあるが，

この顕熱分の影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋復水

貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の

復水貯蔵槽の水量を参考に，最

確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの消防車によ

る補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員等

操作時間に対する影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用値

を参考に，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想

定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に

対する影響はない 

－ 



 

添 2.7.3-3 
 

 

表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（インターフェイスシステム LOCA）（2/2） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 
起因事象 

高圧炉心注水系の吸込配

管の破断（約 127cm2） 
－ 

炉心冷却を厳しくする観点か

ら高圧炉心注水系の吸込配管

の全周破断を想定した破断面

積を設定 
－ － 

安全機能の喪

失に対する仮

定 

インターフェイスシステ

ム LOCA が発生した側の

高圧炉心注水系の機能喪

失 

－ 

インターフェイスシステム

LOCA が発生した側の高圧炉心

注水系が機能喪失するものと

して設定 

外部電源 外部電源なし － 

事象進展を厳しくする観点か

ら，給復水系による給水がなく

なる外部電源なしを設定 

仮に，外部電源がある場合は，外部電源から電源が供給さ

れることから，原子炉への給水機能は維持され，運転員等

操作時間に与える影響はない 

仮に，外部電源がある場合は，外部電源から電源が供給されることから，

原子炉への給水機能は維持され，事象進展に与える影響はなく，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

機器

条件 原子炉スクラ

ム信号 

炉心流量急減 

（遅れ時間：2.05 秒） 

炉心流量急減 

（遅れ時間：2.05 秒） 

安全保護系等の遅れ時間を考

慮して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉隔離時

冷却系 

原子炉水位低（レベル 2）

にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）注水 

原子炉水位低（レベル 2）

にて自動起動 

182m3/h（8.12～1.03MPa 

[dif]において）注水 

原子炉隔離時冷却系の設計値

として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復が早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

高圧炉心注水

系 

原子炉水位低（レベル

1.5）にて自動起動 

727m3/h （0.69MPa[dif]

において）にて注水 

原子炉水位低（レベル

1.5）にて自動起動 

727m3/h （0.69MPa[dif]に

おいて）にて注水 

高圧炉心注水系の設計値とし

て設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復が早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

逃がし安全弁 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 8個開による原

子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃がし

安全弁の 8個開による原

子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づ

く蒸気流量及び原子炉圧力の

関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 3  運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（格納容器バイパス） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメー

タに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時間 条件設定の考え方 

操作

条件 

逃がし安

全弁によ

る原子炉

急速減圧

操作 

事象発生 15 分後 

事象発生 15 分後に

中央制御室からの破

断箇所の隔離操作に

失敗するものとして

設定 

【認知】 

高圧炉心注水系の電動弁の開閉試験にて発生した事象であり，隔離箇所の認知及

びその隔離操作の失敗の認知についても容易であり，認知の遅れから操作開始時

間に与える影響なし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作は制御盤の操作スイッチによる操作のため，

操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

原子炉減圧操作時に，当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時

間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こり

にくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

破断箇所の隔離操作の失

敗の認知により原子炉減

圧の操作開始時間は変動

する可能性があるが，原子

炉隔離時冷却系及び高圧

炉心注水系による原子炉

注水により，炉心は冠水維

持されるため，原子炉水位

維持の点では問題となら

ない 

実態の操作開始時間が早

まった場合，減圧時点の崩

壊熱が高くなるが，原子炉

隔離時冷却系及び高圧炉

心注水系の原子炉注水に

より，炉心は冠水維持され

るため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は

ない 

原子炉隔離時冷却

系及び高圧炉心注

水系の原子炉注水

により，炉心は冠水

維持されることか

ら，時間余裕がある 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータにて訓

練実績を取得。訓

練では，逃がし安

全弁による原子炉

減圧操作開始まで

約 1 分。想定で意

図している運転操

作が実施可能なこ

とを確認した 

高圧炉心

注水系の

破断箇所

隔離操作 

事象発生 5.5 時間後に

隔離完了（事象発生

4.5 時間後に操作開

始） 

破断面積 10cm2 のイ

ンターフェイスシス

テム LOCA 発生時に

おける原子炉建屋原

子炉区域の現場環境

条件を考慮し，運転

員の現場移動時間及

び操作時間等を踏ま

えて設定 

【認知】 

 高圧炉心注水系の電動弁の開閉試験にて発生した事象であり，隔離箇所の認知

することは容易であり，認知の遅れから操作開始時間に与える影響なし 

【要員配置】 

 現場操作のため，中央制御室の運転員とは別に現場操作を行う運転員を配置し

ている。現場運転員は，高圧炉心注水系の破断箇所の隔離操作を行っている期間，

他の操作を担っていない。よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

 運転員（現場）は中央制御室から操作現場である原子炉建屋１階までのアクセ

スルートは通常 7分程度で移動可能であるが，それに余裕時間を加えて操作所要

時間を想定している。このため，移動が操作開始時間に与える影響はない 

【操作所要時間】 

 誤動作した電動弁を閉める操作であり，簡単な操作であるため操作所要時間が

操作開始時間に与える影響なし 

【他の並列操作有無】 

 隔離操作時に，当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作時間に

与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

 現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，2人 1組で実施するこ

ととしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能

性は低い 

高圧炉心注水系の破断箇

所隔離操作は隔離操作を

実施すべき弁を容易に認

知でき，現場での操作場所

は漏えい箇所と異なる場

所にあり，漏えいの影響を

受けにくいため，実態の操

作開始時間は解析上の設

定とほぼ同等であり，操作

開始時間に与える影響は

小さい 

隔離操作の有無に関わら

ず，健全側の高圧炉心注水

系の原子炉注水継続によ

り，炉心は冠水維持される

ため，評価項目となるパラ

メータに与える影響はな

い 

隔離操作の有無に

関わらず，健全側の

高圧炉心注水系の

原子炉注水継続に

より，炉心は冠水維

持されるため，時間

余裕がある 

現場モックアップ

等による実績で

は，高圧炉心注入

隔離弁の電動弁手

動閉操作に，状況

確認及び移動時間

を含め約 1 時間で

完了する見込みを

得た。 

よって，想定で意

図している運転操

作が実施可能なこ

とを確認した 

 



 

 

添
2.7.4-1 

7 日間における燃料の対応について（インターフェイスシステム LOCA） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：インターフェイスシステム LOCA は 6 号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

    なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 
号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 751kL 

7 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 
 
 
 

 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 751kL 

6 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 
 
 
 

 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 
軽油消費量 
約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 
及びガスタービン発電機
用燃料タンク（容量約
200kL）の 
残容量（合計）は 
約 659kL であり， 
7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

※1 事故収束に必要なディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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3. 重大事故 

3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

3.1.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1)格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に

至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示す

とおり，TQUV，TQUX，LOCA，長期 TB，TBU，TBP 及び TBD である。 

 

(2)格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」で

は，運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故又は全交流動力電源喪失が発生すると

ともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられな

い場合には，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱

によって発生した水蒸気，金属－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等の蓄積によっ

て，原子炉格納容器内の雰囲気圧力・温度が緩慢に上昇し，原子炉格納容器の過圧・過温に

より原子炉格納容器破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，損傷炉心の冷却のための低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却，また，代替循

環冷却又は格納容器圧力逃がし装置及び更なる信頼性向上の観点から設置する代替格納容

器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱によって原子炉格納容器破損及び放射性物質

の異常な水準での敷地外への放出の防止を図る。 

本格納容器破損モードは，原子炉格納容器バウンダリに対する過圧・過温の観点で厳しい

事象であり，代替循環冷却の使用可否により，格納容器圧力・温度等の挙動が異なることが

想定されるため，代替循環冷却を使用する場合と使用しない場合の両者について，格納容器

破損防止対策の有効性評価を行う。 

なお，本格納容器破損モードの評価では重大事故等対処設備に期待しており，原子炉圧力

容器破損に至ることはないが，重大事故等対処設備に期待せず原子炉圧力容器破損に至る

場合については，「3.2 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」,「3.3 原子炉圧力容器

外の溶融燃料-冷却材相互作用」,「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にて確認する。 
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3.1.2 代替循環冷却を使用する場合 

3.1.2.1 格納容器破損防止対策 

 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」で

想定される事故シーケンスに対して，原子炉格納容器の破損を防止し，かつ，放射性物質が

異常な水準で敷地外へ放出されることを防止するため，格納容器圧力及び温度の上昇を抑

制し，初期の対策として低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備する。また，

安定状態に向けた対策として代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段

及び代替循環冷却による原子炉格納容器除熱手段を整備する。 

本格納容器破損モードに対応する対策の概略系統図を図 3.1.2.1 から図 3.1.2.3 に，手

順の概要を図 3.1.2.4 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策における設備と操作手順の関係を表 3.1.2.1 に示す。 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，事象発生 10 時間までの 6

号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策

要員で構成され，合計 30 名※である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員

は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 12名で

ある。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名，

緊急時対策要員（現場）は 10名※である。 

また，事象発生 10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業等を行う

ための参集要員 36名である。必要な要員と作業項目について図 3.1.2.5 に示す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を評価事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

 

※有効性評価で考慮しない作業（格納容器頂部注水）に必要な要員 4名を含めると，緊急時対策要員（現

場）が 14 名，合計が 34 名になる。 

 

a. 原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系機能喪失確認 

運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失又は全交流動力電源喪失が発生して原子

炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失を確認する。 

非常用炉心冷却系の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各系統の流量指示

計等である。 

なお，対応操作は，原子炉水位，格納容器圧力等の徴候に応じて行うため，今回想定

している破断面積や破断位置が異なる場合，破断位置が特定できない場合においても，

対応する操作手順に変更はない。 
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b. 全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能喪失する。これ

により所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，全交流動力電源喪失に至る。 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができず，非常用高

圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電源回復不可と判断する。これによ

り，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を

開始する。 

 

c. 炉心損傷確認 

大破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失するため，原子

炉水位は急激に低下し，炉心が露出することで炉心損傷に至る。炉心損傷の判断は，ド

ライウェル又はサプレッション・チェンバ内のγ線線量率が設計基準事故相当のγ線線

量率の 10倍を超えた場合とする。 

炉心損傷を確認するために必要な計装設備は，格納容器内雰囲気放射線レベル計であ

る。 

（添付資料 3.1.2.1） 

また，炉心損傷判断後は，原子炉格納容器内の pH制御のため薬品注入の準備を行う。

サプレッション・チェンバのプール水の pH を 7 以上に制御することで，分子状無機よ

う素の生成が抑制され，その結果，有機よう素の生成についても抑制される。これによ

り，環境中への有機よう素の放出量を低減させることができる。なお，有効性評価にお

いては，pH 制御には期待しない。 

 

d. 常設代替交流電源設備による交流電源供給及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を開始し，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水を開始する。これにより，原子炉圧力容器破損に至ることなく，原子炉水位

が回復し，炉心は冠水する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，復水

補給水系流量計（原子炉圧力容器）等である。 

なお，大破断 LOCA により格納容器温度が上昇し，ドライウェル雰囲気温度計の指示

が原子炉圧力の飽和温度を超えている場合は，水位不明と判断する。 

水位不明判断に必要な計装設備は，原子炉圧力計及びドライウェル雰囲気温度計であ

る。 

水位不明と判断した場合，原子炉水位は，崩壊熱及び原子炉注水流量から推定手段を

使用し把握することができる。具体的には，直前まで把握していた原子炉水位を起点と

し，原子炉注水流量と崩壊熱除去に必要な水量の差を算出し，その差分を原子炉圧力容
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器水量レベル換算から原子炉水位変化量を求めることにより，原子炉水位を推定するこ

とができる。 

 

e. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放出されるため，格納容器圧力及び温度が

徐々に上昇する。原子炉格納容器の雰囲気を冷却するため，中央制御室からの遠隔操作

により復水移送ポンプ 2 台を使用した代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納

容器冷却を実施する。崩壊熱及び原子炉注水流量による原子炉水位推定により炉心の冠

水を確認した後，ドライウェル雰囲気温度計を用いて格納容器気相部温度が約 190℃超

過を確認した場合又は格納容器内圧力計を用いて格納容器圧力が 0.465MPa[gage]に到

達を確認した場合，代替格納容器スプレイ冷却系により原子炉格納容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及び復水補給水流量計（原子炉格納容器）である。 

また，代替格納容器スプレイと同時に原子炉格納容器内の pH 制御のため薬品注入を

実施する。 

炉心を冠水維持できる範囲（原子炉水位低（レベル 1）から破断口ノズル高さ）を，

崩壊熱及び原子炉注水流量からの原子炉水位推定により確認し，原子炉注水と代替格納

容器スプレイの切替えを繰り返し行う。 

 

f. 代替循環冷却による原子炉格納容器除熱 

代替原子炉補機冷却系の準備が完了した後，代替循環冷却実施の準備のため，低圧代

替注水系（常設）の最大流量にて原子炉注水を実施し水位を回復する。崩壊熱及び原子

炉注水流量からの原子炉水位推定により破断口ノズル高さまで水位回復後，代替格納

容器スプレイに切替え，最大流量にてスプレイを行うことで原子炉格納容器冷却を実

施する。 

崩壊熱及び原子炉注水流量からの原子炉水位推定により原子炉水位低（レベル 1）に

到達した時点で，復水移送ポンプを停止し，代替循環冷却運転準備を実施する。復水移

送ポンプを停止している期間は可搬型代替注水ポンプによる原子炉への注水を実施し，

水位の回復を図る。 

代替循環冷却運転準備が完了した後，可搬型代替注水ポンプによる原子炉注水を停

止し，代替原子炉補機冷却系を用いた代替循環冷却による原子炉格納容器除熱を開始

する。代替循環冷却の循環流量は，原子炉注水と格納容器スプレイに復水補給水系流量

計（原子炉圧力容器）及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）を用いて，原子炉注

入弁と格納容器スプレイ弁を中央制御室からの遠隔操作により流量分配し，それぞれ

連続注水及び連続スプレイする。 

代替循環冷却が使用できる場合には，格納容器圧力逃がし装置等よりも優先して使用
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する。 

代替循環冷却の運転による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子炉水

位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）等であり，原子炉格納容器除熱を確認

するために必要な計装設備は，格納容器内圧力計及びサプレッション・チェンバ・プー

ル水温度計等である。 

 

3.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過圧及び過温への対策の有効性を総合的に評価す

る観点から，プラント損傷状態を LOCA に全交流動力電源喪失事象を加えた状態とし，中小

破断 LOCA に比べて破断口径が大きいことから事象進展が早く，格納容器圧力，温度上昇の

観点で厳しい大破断 LOCA を起因とする，「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失+全交流動力電

源喪失」である。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉

圧力容器内 FP挙動並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱

伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，サプレッション・プール冷却，炉

心損傷後の原子炉格納容器内 FP 挙動が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であるシビアアクシデント総合解析

コード MAAP により原子炉水位，燃料最高温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答

を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表3.1.2.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，大破断 LOCA が発生するものとする。破断箇所は，原子炉圧力容器

内の保有水量を厳しく評価するため，残留熱除去系の吸込配管とする。 

（添付資料 1.5.2） 
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(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，全交流動力電源を喪失するも

のとする。さらに非常用炉心冷却系が機能喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失するとともに，全て

の非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定する。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

   (a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，格納容器圧力高信号を想定し，事象の発生と同時に発生するもの

とする。 

(b) 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

     最大300m3/hにて原子炉注水し，その後は炉心を冠水維持するように注水する。なお，

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，代替格納容器スプレイと同じ復水移送

ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(c) 代替格納容器スプレイ冷却系 

     格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格納

容器内にスプレイする。なお，代替格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ復水移送

ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(d) 代替循環冷却 

   代替循環冷却の循環流量は，全体で約 190m3/h とし，原子炉注水へ約 90m3/h，格納

容器スプレイへ約 100m3/h にて流量分配し，それぞれ連続注水及び連続スプレイする

ものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，常設代替交流電源設備によって供給を開始し，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作は，事象発生70分後から開始する。 

(b) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，炉心冠水後，格納

容器温度が約190℃に到達した場合又は格納容器内圧力計を用いて格納容器圧力が

0.465MPa[gage]に到達を確認した場合に開始する。なお，格納容器スプレイは，代

替循環冷却運転準備時に停止する。 

(c) 代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作は，代替原子炉補機冷却系の準備時間

等を考慮し，事象発生約22.5時間後から開始する。なお，代替原子炉補機冷却系運
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転操作は事象発生20時間後から開始する。 

 

(3)有効性評価（Cs-137 の放出量評価）の条件 

  (a)原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいについて考慮する。漏えい量の評価

条件は以下のとおりとする。 

a)原子炉格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい率をもと

に評価する。 

b)原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，原子

炉建屋の換気空調系停止時における原子炉建屋から大気中への漏えい率を 10%/

日（一定）とした。 

c)原子炉建屋内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での粒子状

物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

(添付資料 3.1.2.7) 

(4) 有効性評価の結果 

 本評価事故シーケンスにおける原子炉水位（シュラウド内外），注水流量，原子炉圧力容

器内の保有水量の推移を図3.1.2.6から図3.1.2.8に，燃料最高温度の推移を図3.1.2.9に，

格納容器圧力，格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図

3.1.2.10から図3.1.2.13に示す。 

 

a. 事象進展 

大破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失するため，原子炉水

位は急速に低下する。水位低下により炉心は露出し，事象発生から約 0.3 時間後に燃料被覆

管の最高温度は 1,000K（727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最高温度は

事象発生から約 0.4 時間後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約 0.7 時間後に燃料温

度は約 2,500K（2,227℃）に到達する。事象発生から 70 分後，常設代替交流電源設備によ

る電源供給を開始し，復水移送ポンプ 2台を用いた低圧代替注水系（常設）による注水を開

始することによって，原子炉圧力容器破損に至ることなく，原子炉水位は回復し，炉心は再

冠水する。 

原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放出されるため，格納容器圧力及び温度は徐々

に上昇する。そのため，代替格納容器スプレイを間欠的に実施することによって，格納容器

圧力及び温度の上昇を抑制する。 

事象発生から約 22.5 時間経過した時点で，代替原子炉補機冷却系による代替循環冷却を

開始する。代替循環冷却により，原子炉圧力容器は破断口より溢水状態となり，原子炉格納

容器は除熱効果により格納容器圧力及び温度の上昇が抑制され，その後，徐々に低下する。 

（添付資料 3.1.2.2,3.1.2.3） 

b. 評価項目等 

格納容器圧力は，図 3.1.2.10 に示すとおり，原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放
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出されるため徐々に上昇するが，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却

及び代替循環冷却による原子炉格納容器除熱を行うことによって,圧力上昇は抑制される。

その結果，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値は約 0.60MPa[gage]となり，限

界圧力 0.62MPa[gage]を超えることはない。なお，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力

が最大となる事象開始約 12 時間後において，水の放射線分解によって発生する水素及び酸

素は，原子炉格納容器内の非凝縮ガスに占める割合の 1%以下であるため，その影響は無視

しうる程度である。 

格納容器温度は，図 3.1.2.11 に示すとおり，原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放

出されるため徐々に上昇し，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び

代替循環冷却による原子炉格納容器除熱を行うことによって，温度上昇は抑制される。その

結果，原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）の最大値は約 165℃となり,限

界温度 200℃を超えない。なお，事象開始直後，破断口から流出する過熱蒸気により一時的

に格納容器気相部温度は約 207℃となるが，この時の原子炉格納容器バウンダリにかかる温

度（壁面温度）は約 144℃であり，限界温度 200℃を超えない。 

（添付資料 3.1.2.2） 

図 3.1.2.6 に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が冠水し，

炉心の冷却が維持される。その後は，図 3.1.2.10 及び図 3.1.2.11 に示すとおり，代替循環

冷却の運転により，原子炉格納容器除熱に成功し，格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する

ことで安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。事象を通じて限界圧力に到達せず，

格納容器圧力逃がし装置等を使用することなく，原子炉格納容器が過圧・過温破損に至らな

いことを確認した。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」のうち，(1)，(2)及び

(7)の評価項目について対策の有効性を確認した。(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの蓄積

については，金属－水反応等によって発生した可燃性ガスの蓄積を考慮しても，原子炉格納

容器が過圧・過温破損に至らないことをもって，その影響について確認した。 

また，(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの燃焼については，「3.4 水素燃焼」において，

可燃性ガスである酸素濃度が可燃限界に至らないことをもって，可燃性ガスの燃焼が生じ

ないことを確認している。 

（添付資料 3.1.2.4,3.1.2.5,3.1.2.6） 

なお，原子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい量は

制限され，また，大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。これは，原子炉建屋内に

漏えいした放射性物質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子炉

建屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着し除去されると考えられ

るためである。仮に原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいを想定すると，漏えい量

は約 0.016TBq（7 日間）となり，「3.1.3 代替循環冷却をしない場合」の評価結果に比べて

十分に小さな値となる。このことから，原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量は
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「3.1.3 代替循環冷却をしない場合」の評価結果に対して無視できる程度である。 

（添付資料 3.1.2.7） 

 

3.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場

合））では，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱に

よって発生した蒸気，金属－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することが

特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間程度

までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，

常設代替交流電源設備からの受電操作，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作，代

替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作，代替原子炉補機冷却系運転操

作及び代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

 炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度は小さい

ことが確認されている。原子炉注水操作については，ECCS による炉心への注水機能が

喪失したと判断した場合，速やかに低圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の確

保含む）を行う手順となっており，燃料被覆管温度等のパラメータを操作開始の起点と

している操作ではないことから，運転員等操作に与える影響はない。また，格納容器ス

プレイ操作については，炉心ヒートアップの感度解析では，格納容器内温度及び圧力挙

動への影響は小さいことが確認されていることから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

 炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である SAFER コードとの比較により，急速減圧後の水位上昇及び蒸気流

出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すこと，その後の注水操作によ

る有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は SAFER コードと同等であることが確認されて



3.1.2-9 

いる。原子炉注水操作については，ECCS による炉心への注水機能が喪失したと判断し

た場合，速やかに低圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の確保含む）を行う手

順となっており，原子炉水位を操作開始の起点としている操作ではないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

 原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイに係る運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

（添付資料 3.1.2.8） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，格納容器内温度及び圧力挙動への影

響は小さいことが確認されており，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器

内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較においては，短期的な挙動は緩慢な挙

動とはなるが，模擬できており，また，長期的な挙動は崩壊熱の影響が支配的となるた

め，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.1.2.8） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表3.1.2.2に示すと
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おりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくな

るような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，原子炉冷却材の放出も少なくなる

ことから，格納容器圧力及び温度上昇が遅くなるが，操作手順（原子炉水位が破断口

高さ到達後に低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへ切替えること）に

変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復が早くなる可能性が

ある。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操

作であるため,運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の代替循環冷却は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析よ

り多い場合，原子炉水位の回復は早くなり，格納容器の圧力抑制効果は大きくなるが, 

操作手順に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.1.2.8） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，原子炉冷却材の放出も少なくなる

ことから，格納容器圧力及び温度上昇が遅くなるため，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性が

あるが，格納容器圧力及び温度上昇に有意な影響を与えないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の代替循環冷却は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水量が解析よ

り多い場合，原子炉水位の回復は早くなり，格納容器の圧力抑制効果は大きくなるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料3.1.2.8） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，
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「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から70分後を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，常設代替交流電源設備からの受電操作につ

いて，実態の運転操作は，認知に10分間，移動に10分間，操作所要時間に50分間の合

計70分間であり，解析上の受電完了時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影

響は小さい。低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，常設代替交

流電源設備からの受電操作と同時に実施するため，受電操作の影響を受けるが，実態

の操作時間は，解析上の操作開始時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響

は小さい。 

 操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析

上の操作開始時間として炉心冠水後，格納容器温度約190℃到達時を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，解析結果は炉心冠水前に既に格納容器温度

は約190℃を超えており，実態の操作も解析上も原子炉水位が破断口高さ到達後に低

圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへ切替えることとしており，実態の

操作開始時間は，解析上の想定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さ

い。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作

開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複

もないことから，他の操作に与える影響はない。 

 操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，解析上の操作開始時間として事象

発生から20時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替原子

炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に10時間，その後の作業に10時間の合

計20時間を想定しているが，準備操作が想定より短い時間で完了する可能性がある

ため，操作開始時間が早まる可能性があり，格納容器圧力及び温度を早期に低下させ

る。 

 操作条件の代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作は，解析上の操作開始時

間として事象発生から20時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響と

して，代替循環冷却運転は事象発生約22.5時間後に開始することとしているが，余裕

時間を含めて設定されているため操作の不確かさが操作開始時間に与える影響は小

さい。また，本操作の操作開始時間は，代替原子炉補機冷却系の準備期間を考慮して

設定したものであり，代替原子炉補機冷却系の操作開始時間が早まれば，本操作の操
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作開始時間も早まる可能性があり，代替循環冷却の運転開始時間を早める。 

（添付資料3.1.2.8） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析

上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，原子炉注水の状況により格納容器スプレイの操

作開始は炉心冠水後，格納容器温度約190℃到達後となり，実態の操作開始時間は解

析上の想定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，実態の操作開始時間は解析上の設定から早まる可能性があり，この場合，格納

容器圧力及び温度等を早期に低下させる可能性があることから，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる。 

操作条件の代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作は，運転員等操作時間に

与える影響として，代替原子炉補機冷却系の操作開始時間が早まった場合には，本操

作も早まる可能性があり，この場合，格納容器圧力及び温度等を早期に低下させる可

能性があることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料3.1.2.8） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作については，事象発生から90分後（操作開始時間の20分程度の遅れ）までに

常設代替交流電源設備からの受電操作を行い低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が

開始できれば，評価項目を満足する結果となり，時間余裕がある。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，

事象発生から90分後（操作開始時間の20分程度の遅れ）に低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水を開始した場合の解析では，格納容器スプレイ開始のタイミングは約2.3時間

後であることから，現行の2時間に対して約20分程度の準備時間を確保できるため，時間

余裕がある。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作及び代替循環冷却による原子炉格納容器除

熱操作については，代替原子炉補機冷却系運転開始までの時間は，事象発生から20時間あ
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り，代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作開始までの時間は事象発生から約22.5

時間あり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。なお，本操作が大幅に遅れるよ

うな事態になった場合でも，格納容器限界圧力に到達しないよう継続して低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系による格納容器スプレイ及び

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を行うこととなる。格納容器限界圧

力0.62MPa［gage］に至るまでの時間は，事象発生約38時間であり，約15時間以上の余裕

があることから，時間余裕がある。 

（添付資料3.1.2.8，3.1.2.9） 

 

 (4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与

える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結

果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した

場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

 

3.1.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損)」に

おいて，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時において事象発生10時間までの必要な要員

は，「3.1.2.1格納容器破損防止対策」に示すとおり30名である。「6.2 重大事故等対策時

に必要な要員の評価結果」で説明している，運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能

である。なお，有効性評価で考慮しない作業（格納容器頂部注水）に必要な要員を4名含め

た場合でも対処可能である。 

また，事象発生 10時間以降に必要な参集要員は 36名であり，発電所構外から 10時間以

内に参集可能な要員の 106 名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に

おいて，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，

その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系による代替格

納容器スプレイについては，7日間の対応を考慮すると，号炉あたり約2,800m3の水が必要と
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なる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約5,600m3の水が必要である。水源とし

て，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有している。これ

により，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能である。また，事象

発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，防火水槽から可搬型代替注水ポン

プによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯渇させることなく復水貯蔵槽

を水源とした7日間の注水継続実施が可能である。ここで，復水貯蔵槽への補給の開始を事

象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備を事象発生から12時間以内に使用できな

かった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定しているため

である。 

（添付資料 3.1.2.10） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後からの運転を

想定すると，7日間の運転継続に6号及び7号炉において合計約860kLの軽油が必要となる。可

搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後からの

運転を想定して，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽油が必要となる。代替原子炉補機

冷却系専用の電源車については，保守的に事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の

運転継続に号炉あたり約37kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急時対策所用ガスター

ビン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後か

らの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号

炉合計 約1,027kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及びガスタービン発電機用燃料タンク（約

200kL）にて合計約 2,240kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であることから，

常設代替交流電源設備による電源供給，可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水，

代替原子炉補機冷却系の運転，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電

源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能で

ある。 

（添付資料 3.1.2.11） 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故対策等に必要な負荷として，6号

及び7号炉で約1,299kW（6号炉：641kW 7号炉：658kW）必要となるが，常設代替交流電源設

備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

（添付資料 3.1.2.12） 

3.1.2.5 結論 

 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」で
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は，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱によって

発生した水蒸気，金属－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することによっ

て，格納容器内雰囲気圧力・温度が緩慢に上昇し，原子炉格納容器の過圧・過温により原子

炉格納容器破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対する格納容器破損防止対策としては，初期の対策

として低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として代替格

納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段及び代替循環冷却による原子炉格納

容器除熱手段等を整備している。 

 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の

評価事故シーケンス「大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失+全交流動力電源喪失」について，代

替循環冷却を使用する場合の有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレ

イ冷却系による原子炉格納容器冷却，代替循環冷却による原子炉格納容器除熱を実施する

ことにより，原子炉格納容器冷却及び除熱が可能である。 

その結果，格納容器圧力逃がし装置等を使用せず，事象を通じて限界圧力に到達すること

はなく，金属－水反応等により可燃性ガスの蓄積が生じた場合においても原子炉格納容器

バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持でき

る。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」において，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格納容器冷却，代替循環冷却による原子炉格納容器除熱等の格納容器

破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容

器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対して有

効である。 
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※2残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

Ｂ(Ｃ)

低圧代替注水系

（常設）

復水貯蔵槽

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

※1

格納容器スプレイ・ヘッダ

破断箇所

防火水槽

淡水貯水池

可搬型代替注

水ポンプ

残留熱除去系
ポンプ

復水移送
ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

原子炉建屋

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

Ｂ(Ｃ)

主タービン系へ

低圧代替注水系（常設）

代替格納容器スプレイ冷却系

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

格納容器スプレイ・ヘッダ

防火水槽

淡水貯水池

可搬型代替注

水ポンプ

図 3.1.2.1 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」時の使用系統概要（代替循環冷却を使用する場合）（1/3） 

（原子炉注水） 

図 3.1.2.2 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」時の使用系統概要（代替循環冷却を使用する場合）（2/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 

※低圧代替注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却系は，同じ復水移送ポンプを用いて 

弁の切替えにより実施する。 
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残留熱除去
系ポンプ

復水移送ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

原子炉建屋

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

B(C)

主タービン系へ

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

格納容器スプレイ・ヘッダ

代替原子炉
補機冷却系

可搬型代替交流
電源設備（電源車）

ＳＰＨタイラインへ

サプレッション・チェンバ・プールへ

Ｂ

高圧炉心注水系ポンプ

サプレッションプール
浄化用ポンプ

※1

※1

残留熱除去
系ポンプ

A

給水系より

※2
※2

代替循環冷却系

図 3.1.2.3 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」時の使用系統概要（代替循環冷却を使用する場合）（3/3） 

（原子炉格納容器除熱） 
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（解析上の時間）

（約0分）

（約10分後）

ＥＯＰ

（約0.3時間後）

EOP

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（約70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

（約20時間後）

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

冷却材喪失（大破断）発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

原子炉冠水確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした原子炉冠水確認まで
注入実施後，サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系
（復水移送ポンプ）準備が完了

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
原子炉注水を停止し，ドライウェルスプレイを開始する

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

※9

早期の電源回復不能と判断

※14

Ⅰ

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による格納容器頂部注水

可搬型代替注水ポンプの準備
（格納容器頂部注水系準備）

格納容器上部雰囲気温度
171℃超過確認

Ⅱ

※8

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

ドライウェルスプレイから原子炉注水へ切り替える

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
または外部電源による

交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

回復は解析上
考慮せず

※10
※11

代替原子炉補機冷却系準備

※6

※7

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※1 ※1 ※1

※2

※3

※4

レベル1までの推定した時間経過後，
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

サプレッション・チェンバスプレイから原子炉注水へ切り替える

レベル1を起点とした原子炉冠水確認まで
注入実施後，ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

※15

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施 ※17

※9

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）を起点とした場合，レベル1までは4310mm。約30分でレベル1に到達すると推定される

※10

原子炉水位が有効燃料棒頂部（TAF）以上（水位計監視不能時は崩壊熱除去に必要な流量以上）及び，原子炉圧力容器下鏡部温300℃未満により損傷炉

心冷却成功と判断する

※11

原子炉圧力容器健全確認は，圧力容器破損判断パラメータにより判断する（補足1）

※12

格納容器温度計にて確認する

※13

格納容器スプレイにより格納容器温度は低下するが，格納容器頂部の冷却を促進させるため可搬代替注水ポンプによる格納容器頂部への注水を実施す

る

※14

高圧炉心注水ノズル（10312mm（圧力容器基準点より））と、原子炉水位レベル1（9358mm（圧力容器基準点より））の差から容量を求め，その時の必

要注水量から原子炉水位（レベル１）に到達する時間を求める。例えば、原子炉停止４時間後の必要注水量が40m3/hであった場合，ノズルからレベル１

の容量が約28m3であるため約42分でレベル1に到達すると推定する

なお，原子炉停止時冷却系出口ノズル（10921mm（圧力容器基準点より））の場合，約1時間8分でレベル1に到達すると推定される

※15

復水移送ポンプによるドライウェルスプレイに合わせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，ドライウェル側格納容器薬品注入

を実施する

※16

サプレッションプールへの薬品注入のためにサプレッション・チェンバスプレイを実施する

※17

復水移送ポンプによるサプレッション・チェンバスプレイに合わせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，サプレッションチェ

ンバ側格納容器薬品注入を実施する

※18

代替循環運転切替時のバックアップとして消防車による代替注水機能を確保し，切替に伴う復水移送ポンプ停止時に注水を実施する

※19

復水移送ポンプを停止しないと実施できない系統構成があるため一時復水移送ポンプを停止する

※16

第一ガスタービン発電機以外による非常用電源供給
・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発

電機と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同
等の流量確保または注水開始不可

※13

※5

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回

想定している破断規模・破断位置が異なる場合，および，破断位置が特定できな

い場合においても，対応する操作手順に変更はない

格納容器内水素・酸素濃度計
（CAMS）再起動

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ
第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する
緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）
常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ
消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅲ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能である

Ⅳ
「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅴ
代替循環冷却運転以外に徐熱機能が回復しないことを確認し代替循環冷却運転を開始する

※12

代替循環冷却運転継続

格納容器圧力0.62MPa[gage]
到達時間予測

代替循環冷却運転による
格納容器スプレイ停止

可搬型代替注水系による注水

格納容器圧力0.62MPa[gage]
到達時間予測

防火水槽への補給
開始

代替循環冷却運転可能

代替循環冷却運転により
格納容器圧力下降

代替循環冷却運転による原子炉格納容器冷却により格納容器圧力が105kPa[gage]（FCS運転時の制限圧力）

以下になったことを確認後，可燃性ガス濃度制御系（FCS）を起動し水素濃度を制御する

復水貯蔵槽への補給
停止

低圧代替注水系（可搬型）準備

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水

防火水槽への補給停止

代替循環冷却運転準備
（系統構成1）

代替循環冷却運転準備
（復水移送ポンプ停止）

パラメータの継続監視
（水素、酸素濃度等）

代替循環冷却運転準備
（系統構成2）

代替循環冷却運転開始
（復水移送ポンプ起動）

代替循環冷却運転による
除熱実施判断

格納容器内酸素濃度
可燃限界濃度到達

可能性なし

※18

※18

※19

Ⅴ

代替循環冷却運転により

格納容器圧力下降

代替循環冷却運転

運転継続

代替原子炉補機冷却系

準備が完了

No

Yes

Yes

No

Yes

No

格納容器圧力逃がし装置等による
格納容器ベント操作

機能喪失設備の復旧
または

格納容器圧力逃がし装置等による
原子炉格納容器除熱

使用済燃料プール冷却

開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態
が静定後，使用済燃料プール冷却を再開

する

中央制御室 陽圧操作

中央制御室待避室準備操作

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

Ⅲ Ⅳ

（約12時間後） （約12時間後）

（適宜実施）（適宜実施）

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給
淡水タンクから防火水槽への補給

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

※1

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を確認する

※2

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となった場合

※3

非常用炉心冷却系の機能喪失及び，全交流電源喪失により原子炉への注水機能が喪失する

※4

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧系統（6.9kV）の電源回復ができない場合に早期の電源回復不能と判断する

※5

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※6

格納容器内雰囲気放射線レベル計指示とSOP導入条件判断図により炉心損傷を確認する。例えば原子炉停止30分後の場合，格納容器内雰囲気放射線レベル計指示がドライウェ

ル放射線レベル計：6.0E+00Sv/h，サプレッション・チェンバ放射線レベル計：7.0E+00Sv/hを超えた場合，炉心損傷発生と判断する。なお，解析においては1000K(727℃)到達を

炉心損傷開始としている

※7

炉心損傷確認後，格納容器pH制御のため薬品（水酸化ナトリウム）注入準備を実施する

※8

低圧代替注水量から「崩壊熱除去に必要な注水量」を引いて、圧力容器の単位容量から原子炉水位の上昇率を求める。例えば，低圧代替注水流量が300m3/h，原子炉停止1時間

後の必要注水量が60m3/hであるため，圧力容器単位容量29.34m3/mより8.1m/hの上昇率になる

補足１
事故の起因事象判定（LOCA事象or過渡起因事象）
［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］

かつ
［上部ドライウェル圧力が「0.15MPａ[gage]以上」］

上記の条件が満たされる場合は「LOCA事象起因」と判定する
条件が満たされない場合は「過渡起因事象」と判定する。
（本シナリオでは「LOCA事象」を想定している）

LOCA事象起因時のパラメータ変化は以下の条件によって変わる
・下部ドライウェルに水位が有る場合（LOCA①時と表記）
・下部ドライウェルに水位が無い場合（LOCA②時と表記）

【圧力容器破損判断パラメータ】
・ 「過渡起因事象」時

原子炉圧力の「急激な低下」
上部ドライウェル圧力の「急激な上昇」
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」

・「LOCA①」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な低下」
サプレッションプール水温度の「急激な上昇」

・「LOCA②」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」
上部ドライウェル水素濃度の「上昇」

【圧力容器破損徴候パラメータ】
・「過渡起因事象」，「LOCA①，②」時

原子炉水位下降（水位が確認されていた場合）
制御棒位置の指示値喪失数増加
原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加

【圧力容器破損判断後の再確認パラメータ】
・「過渡起因事象」時

［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］
かつ

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」］
・「LOCA①、②」時

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」
かつ

サプレッションプール水温5℃以上上昇]
または

［下部ドライウェルガス温度が300℃以上］

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

No

Yes

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度

約2500K(約2227℃)到達

図 3.1.2.4 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」時の対応手順の概要（代替循環冷却を使用する場合） 
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責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・給水流量の全喪失確認

・全交流動力電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

－ － － － － － 非常用ディーゼル発電機　機能回復 対応可能な要員により対応する

－ － － － － － 外部電源　回復 対応可能な要員により対応する

高圧／低圧注水機能喪失調査、復旧

操作

（解析上考慮せず）

－ － － － － －
・給水系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，残留熱除去

系　機能回復
対応可能な要員により対応する

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － － ・受電前準備（中央制御室）

・放射線防護装備準備／装備

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認

・ガスタービン発電機給電準備

・ガスタービン発電機起動

－ －
2人

E,F

4人

c,d

e,f

－ － ・放射線防護装備準備／装備

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（D）受電準備

－ － －

(4人)

c,d

e,f

－ －
・現場移動

・7号炉　M/C（C）（D）受電準備

－ －
（2人）

C,D
－ － － ・ガスタービン発電機　運転状態確認

－ － － － ・放射線防護装備準備／装備

－ － － －
・現場移動

・ガスタービン発電機　運転状態確認

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

－ － －

(4人)

c,d

e,f

－ －
・7号炉　M/C（C）（D）　受電

・7号炉　MCC（C）（D）　受電

中央制御室照明確保

（解析上考慮せず）

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・蓄電池内蔵照明の点灯確認

・可搬型照明の設置、点灯
要員を確保して対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ（B，C）起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ

交流電源回復前から通信手段確保等の

作業を実施する

－ － －
（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・7号炉低圧代替注水系（常設） 現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

－ － － － ・MCR系　隔離弁操作 交流電源回復により遠隔操作可能な場合は遠隔にて隔離操作を実施する

－ － － － ・中央制御室可搬型陽圧化空調機ブロアユニット起動

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・中央制御室待避室照明確保

・中央制御室待避室データ表示装置起動操作
要員を確保して対応する

－ － －
（2人）

e,f
－ － ・中央制御室待避室空気ボンベ陽圧化装置空気供給元弁開 要員を確保して対応する

格納容器薬品注入操作

（解析上考慮せず）
－ －

（2人）

E,F

（2人）

c,d
－ － ・格納容器スプレイに合わせた薬品注入 要員を確保して対応する

常設代替交流電源設備からの受電準

備操作
－ －

（2人）

C,D
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（C）受電準備

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・6号炉　M/C（C）　受電確認

－ －
（2人）

C,D
－ － －

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

低圧代替注水系（常設）　準備操作 － －
（2人）

C,D
－ － －

・現場移動

・6号炉低圧代替注水系（常設） 現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

中央制御室　圧力調整

（中央制御室可搬型陽圧化空調機ブ

ロアユニット起動）

（解析上考慮せず）

（2人）

C,D

（2人）

e,f

30分

30分

中央制御室待避室の準備操作

（解析上考慮せず）

10分

要員を確保して対応する

30分

30分

格納容器スプレイに合わせて実施

50分

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

10分

15分

低圧代替注水系（常設）　準備操作

30分

炉心冠水後，原子炉注水と格納容器スプレイ切替

原子炉注水と格納容器スプレイ切替

15分

10分

20分

常設代替交流電源設備からの受電準

備操作

10分

50分

50分

常設代替交流電源設備運転

　　　（第一ガスタービン発電機）

25分

2人

10分

適時実施

－ 10分

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）

常設代替交流電源設備準備操作

　　（第一ガスタービン発電機）

20分

－ －
2人

C,D
－ －

状況判断
2人

A,B

2人

a.b
－ － －

－

10分

20分

号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

310 320

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

80 90 100 110 120

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者

250 260 270 280 290 300190 200 210 220 230 240130 140 150 160 170 18070

格納容器過圧・過温破損

経過時間（分）
備考

10 20 30 40 50 60

約60分 ガスタービン発電機による給電開始

約70分 原子炉注水開始

約260分 6号炉復水貯蔵槽水源切替完了

事象発生

原子炉スクラム

プラント状況判断

約0.3時間 炉心損傷開

約0.4時間 燃料被覆管温度1200℃到達

約0.7時間 燃料温度約2500K(約2227℃)到達

図 3.1.2.5 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」時の作業と所要時間 

（代替循環冷却を使用する場合）（1/2） 
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図 3.1.2.5 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」時の作業と所要時間 

（代替循環冷却を使用する場合）（2/2） 
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図 3.1.2.6 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 3.1.2.7 注水流量の推移 

循環冷却による原子炉内への注水（90m3/h）開始によって 
シュラウド内水位が上昇 

シュラウド内水位 

シュラウド外水位 

冠水後は，原子炉注水量を 90m3/h に低減し， 
破断口～レベル 1水位で原子炉内への間欠注水を実施 

低圧代替注水系（常設）による原子炉

内への注水により水位回復 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

破断口高さ 

レベル 1 

原子炉注水開始 
（低圧代替注水系（常設）の最大流量） 

冠水後は，原子炉注水量を 
90m3/h に低減（間欠運転） 

冠水後は格納容器スプレイ 
140m3/h 間欠運転 

原子炉注水 90m3/h 

格納容器スプレイ 100m3/h 

循環冷却による， 
格納容器スプレイ及び原子炉注水 

代替原子炉補機冷却系の準備が完了した後， 
低圧代替注水系（常設）の最大流量にて注水を実施し， 

その後，格納容器スプレイの最大流量にてスプレイを実施。 

原
子
炉
水

位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
） 

（m） 

注
水
流
量 

（t/h） 
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図 3.1.2.8 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

 

 

図 3.1.2.9 燃料最高温度の推移 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉内への注水により増加 

約 22.5 時間後，代替循環冷却運転を開始するため， 

その後，一定保有水量で推移 

破断口～レベル 1 水位で原子炉内への間欠注水を実施

するため，増減を繰返す 

原子炉水位が有効燃料棒底部まで低下し燃料温度が上昇 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
保
有
水
量 

（t） 

燃
料
最
高
温
度 

（℃） 

事故後の時間（h） 
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図 3.1.2.10 格納容器圧力の推移 

 

図 3.1.2.11 格納容器気相部温度の推移 

 

 

 

残留熱除去系配管破断による炉内蒸気の 
流入により，格納容器内圧力上昇 

再冠水後，代替格納容器スプレイ 
間欠運転を開始 

約 22.5 時間後，代替循環冷却による 

格納容器スプレイ（連続運転） 

に切替えるため，圧力が低下 

残留熱除去系配管破断による炉内蒸気流入により， 

格納容器内温度上昇 

再冠水後，代替格納容器スプレイの 

間欠運転を開始し，温度低下 

約 22.5 時間後，代替循環冷却による格納容器スプレイ（連続運転） 

に切替えるため，温度が低下 

格納容器限界温度 200℃ 

格納容器限界圧力 0.62MPa 格
納
容
器
圧
力 

(MPa[gage]) 

格
納
容
器
気
相
部
温
度 

(℃) 

最大圧力 約 0.60MPa[gage]（約 12 時間後） 

最高温度 約 207℃（壁面温度 約 144℃）（約 41 分後） 

壁面最高温度 約 165℃（約 12 時間後） 
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図 3.1.2.12 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

図 3.1.2.13 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 

 

低圧代替注水系（常設）注水により，水位上昇 

代替格納容器スプレイ注水間欠運転により 

水位増減を繰り返す 

ベントライン（約 17m） 

真空破壊装置（約 14m） 

残留熱除去系配管破断により，炉内

蒸気が流出し，水温が徐々に上昇 

約 22.5 時間後，代替循環冷却運転開始により， 
熱交換器通水による格納容器スプレイで 
緩やかに水温上昇 

サ
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表 3.1.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時における重大事故等対策について 

（代替循環冷却を使用する場合） 

判断及び操作 操作 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム確認 
運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失又は全交流動力電源

喪失が発生して原子炉がスクラムしたことを確認する 
－ － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

非常用炉心冷却系機能喪失確認 非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失を確認する － － 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

【残留熱除去系系統流量計】 

全交流動力電源喪失及び早期の

電源回復不能判断並びに対応準

備 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が

機能喪失する。これにより所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不

能となり，全交流動力電源喪失に至る 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動

ができず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，

早期の電源回復不可と判断する。これにより，常設代替交流電源

設備，代替原子炉補機冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を

開始する 

所内蓄電式直流電源設備 ― ― 

炉心損傷確認 

大破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が

喪失するため，原子炉水位は急激に低下し炉心が露出することで

炉心損傷に至ることを確認する 

－ － 
格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W）  

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C）  

常設代替交流電源設備による交

流電源供給及び低圧代替注水系

（常設）による原子炉水位回復 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水を開始する 

ドライウェル雰囲気温度が原子炉圧力の飽和温度を超えた場合水

位不明と判断する。崩壊熱及び原子炉注水量による推定手段を使

用し，原子炉水位を推定する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA） 

ドライウェル雰囲気温度計 

代替格納容器スプレイ冷却系に

よる原子炉格納容器冷却 

格納容器温度が約 190℃に到達した場合，推定手段により炉心の

冠水を確認後，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容

器冷却を実施する。推定手段により炉心を冠水維持できる範囲で，

原子炉注水と代替格納容器スプレイを交互に実施する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

ドライウェル雰囲気温度計 

格納容器内圧力計（D/W） 

格納容器内圧力計（S/C） 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA）  

代替循環冷却による原子炉注水，

原子炉格納容器除熱 

事象発生から 20 時間経過した時点で，代替原子炉補機冷却系によ

る代替循環冷却を開始し，原子炉注水及び原子炉格納容器除熱を

開始する。代替循環冷却ラインの再循環流量は，原子炉注水と格

納容器スプレイに流量分配し，それぞれ連続注水及び連続スプレ

イする。代替循環冷却が使用できる場合には，格納容器圧力逃が

し装置等よりも優先して，代替循環冷却を優先して使用する。 

復水移送ポンプ 

代替原子炉補機冷却系 

可搬型代替注水ポンプ

(A-2 級) 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

サプレッション・チェンバ・プール水温度計 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）  

復水補給水系流量計（原子炉格納容器）  

 【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 3.1.2.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用する場合）（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード MAAP － 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート
下端から+119cm） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

燃料 9×9燃料（A型） － 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10％の
保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器
及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造
物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・
チェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール水位 7.05m（NWL） 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール水温 35℃ 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は
45℃，事象開始 24時間以降は
40℃） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 3.1.2.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用する場合）（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 
大破断 LOCA 

残留熱除去系の吸込配管の破断 

原子炉圧力容器内の保有水量が厳しい箇所として

設定 

安全機能の喪失に対する仮定 
全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧注水機能喪失 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定

し，設定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧

炉心注水系の機能喪失を，低圧注水機能として低

圧注水系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 外部電源が喪失するものとして設定 
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表 3.1.2.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用する場合）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 事象発生と同時に原子炉スクラム 
事象発生と同時に原子炉スクラムするものとして

設定 

低圧代替注水系（常設） 
最大 300m3/h で注水，その後は炉心を

冠水維持するよう注水 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として

設定 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 140m3/h にてスプレイ 
格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量

を考慮し，設定 

代替循環冷却 

循環流量は，全体で約 190m3/h とし，

原子炉注水へ約 90m3/h，格納容器スプ

レイへ約 100m3/h に流量を分配 

代替循環冷却の設計値として設定 
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表 3.1.2.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用する場合）（4／4）  

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

常設代替交流電源設備からの受電及び

低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作 

事象発生 70 分後 
全交流動力電源喪失時の訓練実績を踏まえて設

定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 

炉心冠水後，格納容器温度が約 190℃到

達時 
格納容器限界温度到達防止を踏まえて設定 

代替原子炉補機冷却系運転操作 事象発生 20 時間後 
代替原子炉補機冷却系の準備期間を考慮して設

定 

代替循環冷却による原子炉格納容器除

熱操作 
事象発生約 22.5 時間後 

代替原子炉補機冷却系の準備時間を考慮して設

定 
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添付資料 3.1.2.1 

 

炉心損傷の判断基準及び炉心損傷判断前後の運転操作の差異について 

 

1．炉心損傷の判断基準 

1．1 炉心損傷の判断基準について 

炉心損傷に至るケースとしては，注水機能喪失により原子炉水位が有効燃料棒頂部（TAF）

以上に維持できない場合において，原子炉水位が低下し，炉心が露出し冷却不全となる場合

が考えられる。 

 事故時運転操作手順書（徴候ベース）では，原子炉への注水系統を十分に確保できず原子

炉水位が TAF 未満となった際に，格納容器内雰囲気放射線レベル計（CAMS）を用いて，ドラ

イウェル又はサプレッション・チェンバ内のγ線線量率の状況を確認し，図 1に示す設計

基準事故相当のγ線線量率の 10 倍を超えた場合を，炉心損傷開始の判断としている。 

 炉心損傷等により燃料被覆管から原子炉内に放出される希ガス等の核分裂生成物が，逃

がし安全弁等を介して原子炉格納容器内に流入する事象進展をふまえて，原子炉格納容器

内のγ線線量率の値の上昇を，運転操作における炉心損傷の判断及び炉心損傷の進展割合

の推定に用いているものである。 

 また，福島事故時に原子炉水位計，格納容器内雰囲気放射線レベル計等の計装設備が使用

不能となり，炉心損傷を迅速に判断できなかったことに鑑み，格納容器内雰囲気放射線レベ

ル計に頼らない炉心損傷の判断基準について検討しており，その結果，格納容器内雰囲気放

射線レベル計の使用不能の場合は，「原子炉圧力容器表面温度：300℃以上」を炉心損傷の判

断基準として手順に追加する方針である。 

 原子炉圧力容器表面温度は，炉心が冠水している場合には，SRV 動作圧力（安全弁機能の

最大 8.20MPa［gage］）における飽和温度約 298℃を超えることはなく，300℃以上にはなら

ない。一方，原子炉水位の低下により炉心が露出した場合には過熱蒸気雰囲気となり，温度

は飽和温度を超えて上昇するため，300℃以上になると考えられる。上記より，炉心損傷の

判断基準を 300℃以上としている。 

なお，炉心損傷判断は格納容器内雰囲気放射線レベル計が使用可能な場合は，当該の計装

設備にて判断を行う。 
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（1）ドライウェルの γ線線量率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）サプレッション・チェンバのγ 線線量率 

 

図 1 重大事故導入条件判断図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は商業機密又は防護上の観点から公開できません。 
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1．2 炉心損傷の判断基準の根拠について 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故時の格納容器内雰囲気放射線レベル計γ線線量率

（追加放出時）以上でなければならない。一方，基準を高めに設定すると判定が遅れるこ

とが懸念されるため，高すぎる設定値は判断基準として適さない。 

炉心損傷開始の判断は，上述のとおり格納容器内雰囲気放射線レベル計のγ線線量率が

設計基準事故（追加放出）の10倍を越えた場合であり，この設定値は，全燃料中に含まれ

る希ガスの0.1％相当が原子炉格納容器内に放出された場合のγ線線量率よりも低い，余

裕のある値となっている。 

上記より炉心損傷判断としては，設計基準事故を超える事象について，設計基準事故のγ

線線量率より高く，かつ判定遅れが生じない基準として，設計基準事故（追加放出）の 10

倍を判断目安としている。 

 

1．3 格納容器内雰囲気放射線レベル計について 

格納容器内雰囲気放射線レベル計のγ線線量率の測定レンジは，10-2～105Sv/h であり，

この測定レンジにおいて，「設計基準事故における燃料からの追加放出による放射線量率」，

「重大事故時の炉心損傷の判断目安（追加放出の 10 倍）」並びに「大破断 LOCA＋ECCS 注水

機能喪失＋全交流動力電源喪失のシーケンスにおける最大放射線量率」を測定可能である。

（表 1参照） 

格納容器内雰囲気放射線レベル計は，連続計測しており，計装設備の指示値は換算不要で

図 1の炉心損傷の判断目安と対比可能であるため，指示値が上昇すれば，すぐに炉心損傷を

判断可能と考える。格納容器内雰囲気放射線レベル計の検出器は，ドライウェル内の対角位

置に 2 カ所，サプレッション・チェンバ内の気相部の対角位置に 2 カ所の合計 4 カ所に設

置している。炉心損傷後の核分裂生成物の原子炉内から原子炉格納容器への移行は，大破断

LOCA 等，直接ドライウェル側に放出される場合と，原子炉圧力容器が健全で逃がし安全弁

を介してサプレッション・チェンバ側に放出される場合があるが，いずれの場合においても，

炉心損傷時は希ガス等が急激に放出されるため，格納容器内雰囲気放射線レベル計にて炉

心損傷に伴うγ線線量率の上昇を測定可能と考える。 

また，炉心の損傷割合と燃料被覆管から放出される希ガス等の放出割合は比例すると仮

定し，手順では原子炉停止後の経過時間とγ線線量率により炉心損傷の進展割合を推定す

ることとしている。 
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表 1．格納容器内雰囲気放射線レベル計による炉心損傷の判断 

検出パラメータ及び検出方法 
炉心損傷 

の判断 

格納容器 

ベント 

設計基準事故の追加放出 

10-2～100 Sv/h 程度 

原子炉停止後の経過時間が， 

0.1 時間後から 100 時間後の値 

CAMS※ 無 1Pd 

炉心損傷の判断目安 

（設計基準事故の 10 倍） 

10-1～101 Sv/h 程度 

原子炉停止後の経過時間が， 

0.1 時間後から 100 時間後の値 

CAMS※ 有 2Pd 

審査ガイドによる制限 

敷地境界での実効線量を評価し，周辺の

公衆に対して著しい放射線被ばくのリ

スクを与えないこと 

（発生事故あたり概ね 5mSv 以下） 

－ － － 

CAMS 使用不能時の炉心損傷判断の基準 300℃以上 RPV 表面温度 有 2Pd 

「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流

動力電源喪失のシーケンス」における最大放

射線量率 

（早期に炉心損傷したほうが核分裂生成物の

減衰が少なく放射線量率は高くなる傾向にあ

り，重大事故の中でも早期に炉心損傷する

例） 

104 Sv/h 程度 

（事故後の最大値） 
CAMS※ 有 2Pd 

※CAMS 計測レンジ（計装設備の仕様）：10-2～105 Sv/h 
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2．炉心損傷判断前後における運転操作の差異 

2．1 原子炉への注水について 

BWR の場合，事故時の対応は，原子炉注水が最優先であり，炉心損傷の判断の前後でその

対応のマネージメントが大きく変わるものではない。原子炉に注水することで，炉心損傷前

であれば，冷却による炉心損傷の発生防止が図られ，また，炉心損傷後であれば，冷却によ

る炉心損傷の進展の抑制及び原子炉圧力容器の破損防止が図られる。 

 

2．2 格納容器ベント及び格納容器スプレイについて 

炉心損傷後の格納容器ベントは，その実施の判断基準は，炉心損傷前の 1Pd（格納容器最

高使用圧力：0.31MPa[gage］）に対し，炉心損傷後は 2Pd（格納容器限界圧力：0.62MPa[gage］）

に変更となる。炉心損傷前は環境へ放出される核分裂生成物の放出量が低く，原子炉格納容

器の健全性を確保することを目的に設計上の最高使用圧力（1Pd）を実施基準としているが，

炉心損傷後は，より長く原子炉格納容器内で核分裂生成物を保持した方が減衰により環境

へ放出する放射能量を低減できることから，格納容器限界圧力（2Pd）を実施基準としてい

るためである。 

また，格納容器ベントの判断基準が変わることで，格納容器スプレイの判断基準も変更と

なる。原子炉スクラム後における，炉心損傷の前後の格納容器ベント及び格納容器スプレイ

の実施基準の差異を表 2に示す。 

なお，炉心損傷前の 1Pd の格納容器ベント中には，炉心の健全性を確認するため，格納容

器内雰囲気放射線レベル計のγ線線量率を監視し，γ線線量率が設計基準事故（追加放出）

と同等の値を示した場合には，一旦，格納容器ベント操作を中断し，その後は炉心損傷後の

実施基準に基づき対応する。 
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表 2．炉心損傷判断前後における格納容器スプレイ及び格納容器ベントの実施基準の差異 

 炉心損傷前 炉心損傷後 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ 

（圧力基準） 

設計基準事故時の最高圧力は，ドライウェル：0.25MPa[gage]，サプレ

ッション・チェンバ：0.18MPa[gage]であり，これらの圧力以下に維持

できない場合は，原子炉格納容器の健全性を維持し，原子炉格納容器か

らの放射性物質の漏えいを可能な限り抑えるために，格納容器スプレイ

を行う。 

 

（温度基準） 

格納容器最高使用温度は，ドライウェル：171℃，サプレッション・チ

ェンバ：104℃であり，空間温度がこれらの温度に到達する前に格納容

器スプレイを行う。 

（圧力基準） 

炉心損傷後の格納容器スプレイは，格納容器限界圧力（2Pd）の

0.62MPa[gage] 以 下 に 制 御 す る こ と を 目 的 に ， 格 納 容 器 圧 力 が

0.465MPa[gage]（1.5Pd）に到達した時点で開始し，0.39MPa[gage]に低下し

た時点で停止する。間欠運転とするのは，格納容器スプレイにより原子炉格

納容器内の水位を上昇させることで，ベントラインの閉塞等が生じること及

び原子炉格納容器の空間容積を減少させ圧力の上昇を早めることから，結果

として，格納容器ベントに至る時間が早まるためである。 

 

（温度基準） 

格納容器限界温度の 200℃に至らないように，ドライウェル及びサプレッシ

ョン・チェンバ・プールの空間温度が 190℃以上となった場合に，格納容器

スプレイを行う。 

 

加えて，炉心損傷後は，原子炉格納容器内で発生する無機よう素の発生の抑

制を目的に，格納容器スプレイ時に水酸化ナトリウムを注入する。 

格
納
容
器
ベ
ン
ト 

サプレッション・チェンバ圧力が 0.279MPa[gage]（格納容器圧力制限

値）以下に維持できなければ，原子炉格納容器空間部へ直接放出される

熱を抑制することを目的に，原子炉を満水とし，さらに格納容器圧力が

上昇し，格納容器最高使用圧力の 0.31MPa[gage]に到達する場合には，

原子炉格納容器の健全性を維持するために，ウェットウェルベントを優

先として格納容器圧力逃がし装置等により格納容器ベントを行う。 

格納容器限界圧力の 0.62MPa[gage]に到達すると予測される場合には，原子

炉格納容器の過圧による破損を防止することを目的に，ウェットウェルベン

トを優先として格納容器圧力逃がし装置等により格納容器ベントを行う。 
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3．MAAP 解析における炉心損傷判定値と運転操作における炉心損傷判断基準について 

 

有効性評価の MAAP 解析においては，炉心損傷の解析上の判定基準を，有効性評価の評価

項目（「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価

に関する審査ガイド」を踏まえた要件）の 1,200℃（1,473K）よりも低い，1,000K（727℃）

に設定している。 

この 1,000K は，PHEBUS-FPT0 実験で，燃料被覆管温度が約 1,000K に達したときに核分裂

生成物の放出開始が観察されたことを踏まえ設定されたものである。 

一方，実際の運転操作においては，炉心損傷の状況を直接的に監視可能な計装設備は原子

炉内に設置されておらず，このため，燃料の損傷により放出される希ガス等のγ線線量率の

上昇を，格納容器内雰囲気放射線レベル計によって監視し，運転操作における炉心損傷の判

断に用いている。 
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添付資料 3.1.2.2 

 

格納容器気相部温度が原子炉格納容器の健全性に与える影響について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

 

1.はじめに 

有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において，

格納容器気相部温度は，一時的に格納容器限界温度の 200℃を超える評価となっている。こ

こでは，これが原子炉格納容器の健全性に与える影響について考察する。 

 

2.原子炉格納容器の健全性に与える影響について 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」における，原子炉格納

容器の気相部と壁面温度の推移を図 1に示す。 

事象開始後，破断口から流出する蒸気により，格納容器気相部温度が上昇し，格納容器ス

プレイの間欠的な実施により，温度上昇は抑制されるものの，一時的に 200℃以上に到達す

る評価となる。 

格納容器温度によって健全性への影響を受ける部位としては，フランジ部等に用いられ

ているシール材であると考えられる。シール材は格納容器壁面温度に近い雰囲気に曝され

るため，図 1に示すとおり，気相部温度が一時的に 200℃を超えたとしてもシール材温度が

200℃に到達することはない。シール材については「柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号

炉 格納容器限界温度・圧力に関する評価結果」において，原子炉格納容器内を 200℃，2Pd

に模擬したシール材性能試験にて 7 日間の格納容器の閉じ込め機能を評価しているため問

題はない。 

 

3.まとめ 

 格納容器気相部温度は 200℃を若干超えるものの，壁面温度は格納容器限界温度の 200℃

以上には到達しない。このため，原子炉格納容器の健全性に問題はない。 
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図 1 原子炉格納容器気相部温度と壁面温度の推移 

気相部最高温度 約 207℃  

壁面最高温度 約 165℃  

気相部最高温度時における壁面温度 約 144℃ 
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添付資料 3.1.2.3 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における 

炉心の損傷状態及び損傷炉心の位置について 

 

1.はじめに 

有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事

故シーケンスでは，事象発生約 0.3 時間後に燃料被覆管の最高温度は 1,000K（727℃）に到

達し，炉心損傷が開始する。事象発生 70 分後からの低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水により，炉心は再冠水される。上記により，炉心は下部プレナム部に移行することなく，

原子炉圧力容器内に保持される。ここでは，本事象における炉心の損傷状態，損傷炉心の位

置及びシュラウドへの熱影響について評価結果を示す。 

 

2.評価結果 

(1) 炉心の損傷状態 

図 1 に事象開始後 70 分及び終状態の炉心損傷状態を示す。 

(2) 損傷炉心の位置 

図 2 に各部（炉心位置，下部プレナム）における炉心重量の時間変化の推移を示す。図 2

に示すとおり，炉心は炉心位置に保持される。 

 (3) シュラウドへの熱影響 

終状態においても，溶融プールは炉心の外周部に至っておらず，シュラウドへの熱影響は

ない。 

 

3.まとめ 

有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事

故シーケンスにおいて，炉心損傷に至るものの，再冠水により炉心は下部プレナム部に移行

することなく，原子炉圧力容器内に保持される。 
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図 1 炉心の損傷状態 

 

図 2 各部（炉心位置，下部プレナム）における炉心重量の時間変化

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

13 0 0 0 0 1 13 0 0 0 0 0 上部タイプレート部

12 0 0 0 0 1 12 0 0 0 0 0

11 0 0 0 0 1 11 0 0 0 0 0

10 0 0 0 0 1 10 0 0 0 0 0

9 0 0 0 0 1 9 0 0 0 0 4

8 0 0 0 0 1 8 0 0 0 0 4

7 4 4 4 4 1 7 4 4 4 4 4

6 4 4 4 4 1 6 4 4 4 4 4

5 4 4 4 4 4 5 5 5 5 5 4

4 4 4 4 4 4 4 5 5 4 4 4

3 4 4 4 4 1 3 4 4 4 4 1

2 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 下部タイプレート部

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 炉心支持板部

径方向

軸
方
向

軸
方
向

径方向

軸方向

径方向

損傷状態のモデル

０：燃料なし（崩落）
１：通常燃料
２：破損燃料が堆積（燃料棒形状は維持）
３：溶融した燃料が被覆管表面を流下し，燃料棒表面で冷えて固まり燃料棒外径が増加
４：燃料棒外径がさらに増加し，燃料で流路が閉塞
５：溶融プール形成

事象開始後 70分 終状態 

損傷状態のモデル 
 
0：燃料なし（空洞） 
1：燃料が自立した状態 
2：燃料が崩壊した状態 
3：流路が減少した状態 
4：流路が閉塞した状態 
5：溶融プール状態 
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添付資料 3.1.2.4 

安定状態について（代替循環冷却を使用する場合） 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において代替循環冷却を

使用する場合における安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，重大事故等対処設備を用いた損傷炉心冷却により，損傷

炉心の冠水が維持でき，また，冷却のための設備がその後も機能維持

できると判断され，かつ必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじ

め想定される事象悪化のおそれがない場合，安定停止状態が確立され

たものとする。 

原子炉格納容器安定状態：損傷炉心を冠水させた後に，重大事故等対処設備を用いた原子炉

格納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置又は代替循環冷却）

により，格納容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，

除熱のための設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，

必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象

悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

低圧代替注水系（常設）による注水継続により損傷炉心が冠水し，損傷炉心の冷却が維持さ

れ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，事象発生から約 22.5 時間後に代替循環冷却による原子炉格納容器除熱

を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり，格納容器温度は 150℃

を下回り，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源

を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の格納容器破損防止対策により安定状態を維持できる。 

代替循環冷却を用いて又は残留熱除去系機能を復旧させ，除熱を行うことにより，安定状態

の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。安定状態の維持に関する具体的な要件は以

下のとおり。 

① 原子炉格納容器除熱機能として代替循環冷却使用又は残留熱除去系復旧による冷却への

移行 

② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系の復旧及

び原子炉格納容器内への窒素封入（パージ） 

③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等の復旧 

④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震力に対す

る原子炉格納容器の頑健性の確保 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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添付資料 3.1.2.5 

 

原子炉格納容器内に存在する亜鉛の反応により発生する水素の影響について 

 

1．はじめに 

平成 23 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震後，福島第二原子力発電所 1,2,4 号炉の原

子炉格納容器（PCV）内の水素濃度が 5%程度まで上昇していることが確認され，その原因を

調査したところ，PCV 内のグレーチングに塗布しているローバル（常温亜鉛めっき）から発

生した水素の影響によるものと推定されている。 

 ここでは，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において，同様の事象が発生した場合

の影響評価を実施する。 

 

2．影響評価 

(1) 水素の発生量の評価 

原子炉格納容器内のグレーチングの亜鉛めっきの反応により，水素が発生する可能性が

ある。グレーチングの亜鉛めっきが全て反応することを想定して，水素発生総量を概略

評価した。 

 

 a.グレーチングの亜鉛めっきの条件 

・上部ドライウェル グレーチング表面積：3,200m2 

・サプレッション・チェンバ・プール グレーチング表面積：1,100m2
 

 

・亜鉛めっき膜厚：80μm 

（JIS H8641-2007記載の溶解亜鉛めっき厚判定基準値（最大値）76μmより設定,6号及

び7号炉においても本JISに基づき亜鉛めっきを実施）  

・亜鉛密度：7.2g/cm3（JIS H8641-2007 記載値） 

 

 b.評価結果 

  <亜鉛量> 

原子炉格納容器内のグレーチングに用いられる亜鉛量は，約2,500kgとなる。  

・上部ドライウェル部：1,843kg（＝3,200m2×80μm×7.2g/cm3） 

・サプレッション・チェンバ・プール部：634kg（＝1,100m2×80μm×7.2g/cm3） 

   

 <水素発生量> 

  亜鉛は，以下の化学反応によって水素を発生する。 

   

  ・Zn + H2O  → ZnO + H2↑ 
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亜鉛 1mol より水素が 1mol 発生するため，発生する水素ガス量は約 77kg（≒56.8+19.5），

水素ガス体積（標準状態）は約 850Nm3（≒631+217）となる。なお，格納容器過圧・過温破

損シナリオにて発生する水素ガス量は約 600kg であることから，グレーチングの亜鉛めっ

きから発生する水素ガス量は十分に小さい値となっている。 

 

・ドライウェル部： 

 56.8kg （=1,843,000g／65.4g/mol×2.016g/mol）  

631Nm3（=1,843,000g／65.4g/mol×0.0224Nm3/mol）  

・サプレッション・チェンバ・プール部： 

19.5kg （=634,000g／65.4g/mol×2.016g/mol）  

217Nm3（=634,000g／65.4g/mol×0.0224Nm3/mol） 

 

(2)格納容器圧力への影響について 

 格納容器圧力への影響評価にあたり，全交流動力電源喪失シナリオを例として評価を実

施する。表 1 に全交流動力電源喪失シナリオにおける格納容器ベント前における格納容器

気相部のモル分率を示す。 

格納容器気相部のモル分率から考えると，格納容器ベント実施時（0.31MPa）には，窒素 

約 0.024MPa，蒸気 約 0.285MPa を示す。亜鉛の反応により生じる水素 77kg を考慮した場合

は，窒素 約 0.024MPa，蒸気 約 0.282MPa，水素 約 0.003MPa となる。これより，全交流動

力電源喪失シナリオにおいて，格納容器圧力は窒素及び原子炉内で崩壊熱により発生し原

子炉格納容器内に流入する蒸気の影響が大きいと考えられ，グレーチングの亜鉛の反応で

発生する水素はほぼ影響を及ぼさない。 

 

表 1：格納容器気相部のモル分率 

 窒素 水蒸気 水素 

モル

分率 

水素を考慮
しない 

約 0.08 約 0.92 0 

水素を考慮
する 

約 0.076 約 0.91 約 0.01 

 

(3)水素燃焼への影響について 

 水素及び酸素の可燃限界は，水素濃度 4vol%以上かつ酸素濃度 5vol%以上である。BWR の

ドライウェル内は窒素ガスにより不活性化されており，本反応では酸素の発生はないこと

から，本反応単独での水素の燃焼は発生しないものと考える。 

 

3．まとめ 

原子炉格納容器内のグレーチングの亜鉛めっきに含まれる亜鉛が全て反応することを想
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定すると，約 77kg の水素が発生する可能性がある。 

しかし，全交流動力電源喪失のシナリオにおいて，格納容器圧力は，ほぼ窒素と崩壊熱に

より発生する蒸気の影響に左右されるため，亜鉛の反応により発生する水素は，格納容器圧

力に対して有意な影響はないと考えられる。 

また，水素燃焼の観点においても，BWR のドライウェル内は窒素ガスにより不活性化され

ており，本反応では酸素の発生はないことから有意な影響はないと考えられる。 
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添付資料 3.1.2.6 

非凝縮性ガスの影響について 

 

1．はじめに 

格納容器過圧・過温破損を防止するための対策の確認においては，MAAP コードを使用し

て「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を仮定したシナリオにて評価

を実施している。MAAP コードの水素発生量に関する妥当性については，TMI 及び PHEBUS 試

験により確認しており，当該解析に MAAP コードを用いることは妥当である[1]。 

ただし，MELCOR コードのように，流路閉鎖が発生しにくい（水素が発生しやすい）と仮

定した場合においても，評価に有意な影響がないことを確認するため，感度解析を実施した。 

 

2．解析条件 

・流体が閉鎖部分を通過できなくなるとするノードの空隙率（ポロシティ）：0.0 

（申請解析ではポロシティ：0.1 以下） 

 

図 1 に示すように，炉心内でデブリの移行（リロケーション）が発生し，それが冷却材

流路に堆積して閉塞を起こした場合，MAAP 解析では流路閉塞を起こしたノードの空隙率

（ポロシティ）が 0.1 以下になるとそのノードは完全に閉塞したものとみなされ，それ以

降は流体が閉塞部分を通過することができなくなる。一方 MELCOR 解析の場合，流路閉塞

を起こしたノードの空隙率の最小値は 0.05 に設定されており，完全閉塞は発生しない。 

したがって，流路閉塞した場合，炉心で発生する非凝縮性ガスは MAAP の方が少なくなる

傾向にある。このため，上記の条件にて，水素発生量を多めに見積もる感度解析を行うこ

ととする。なお，ポロシティの設定以外については申請解析と同様とした。 

 

3．解析結果 

 図 2 から図 6 に評価結果を示す。図 2 より，申請解析での水素発生量が約 592kg に対し

て感度解析では約 670kg と水素発生量は約 12%増加しているが，図 3に示すとおり格納容器

圧力の制御は可能であり，保守的な条件として非凝縮性ガスが増加するような場合におい

ても，当該操作に大きな影響はない。 

 

[1] 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第 5 部 

MAAP） 

 

以上 
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図 1 炉心内流路閉塞モデルの概念図 

（「MAAP5.01 及び MELCOR2.1 を用いた軽水炉代表プラントの過酷事故解析」， 

電力中央研究所，平成 26 年 6月 抜粋） 
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大破断 LOCA（申請解析：空隙率 0.1 以下で完全閉塞） 

 

大破断 LOCA（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞） 

 

図 2 水素発生量比較 
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大破断 LOCA（申請解析：空隙率 0.1 以下で完全閉塞） 

大破断 LOCA（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞） 

 

図 3 格納容器圧力の比較 
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大破断 LOCA（申請解析：空隙率 0.1 以下で完全閉塞） 

大破断 LOCA（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞） 

 

図 4 格納容器温度の比較 
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大破断 LOCA（申請解析：空隙率 0.1 以下で完全閉塞） 

 

大破断 LOCA（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞） 

 

図 5 ドライウェル気相濃度の比較 
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大破断 LOCA（申請解析：空隙率 0.1 以下で完全閉塞） 

大破断 LOCA（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞） 

図 6 ウェットウェル気相濃度の比較 
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添付資料 3.1.2.7 

 

原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想定した場合

でも，原子炉格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られている。 

この評価結果に照らして原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量を考える。原

子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい量は制限され，

漏えいした水蒸気は原子炉建屋内で凝縮し，原子炉建屋空間部が加圧されることはないと

考えられる。また，原子炉建屋内の換気空調系は停止しており，原子炉建屋内空間部と外気

との圧力差が生じにくく，原子炉建屋内外での空気のやりとりは殆どないものと考えられ

る。さらに，原子炉格納容器内から原子炉建屋に漏えいした粒子状放射性物質は，原子炉建

屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着するものと考えられる。 

これらのことから，原子炉格納容器が健全である場合は，原子炉格納容器から原子炉建屋

内に漏えいした放射性物質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，原子炉建屋内で除去され

るため，大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。 

 

以下では，上述の状況に係わらず，保守的に原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏え

いを仮定した場合の放出量を示す。 

 

1.評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失

＋全交流動力電源喪失」に対し，代替循環冷却によって原子炉格納容器除熱を実施する

場合について評価する。 

(2) 格納容器からの漏えい量は，MAAP 解析上で格納容器圧力に応じて漏えい率が変化する

ものとし，開口面積は以下のように設定する。 

 ・1Pd 以下 ：0.9Pd で 0.4%/日 相当 

 ・1～2Pd ：2.0Pd で 1.3%/日 相当 

(3) 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，原子炉建屋の

換気空調系停止時の原子炉建屋から大気中への漏えい率を 10%/日（一定）とした。（詳

細は「3.補足事項」参照） 

(4) 原子炉建屋内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での粒子状物質

の除去効果は保守的に考慮しない。 

 

2.評価結果 

原子炉建屋から大気中への放射性物質（Cs-137）の漏えい量は約 0.016TBq（7 日間）とな

る。 

格納容器が健全であるため，格納容器から原子炉建屋への漏えい量は制限され，更に原子

炉建屋から大気中への漏えいにおいても一定の漏えい率に制限されるため，放射性物質の

漏えい量は抑制される。 

この評価結果は「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」に示すドライウェルのラインを

経由した場合の放出量約 2.0TBq（7日間）に比べて十分に小さい。 
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3.補足事項 

 

原子炉建屋から大気中への漏えい率は，建屋周辺の風速によって原子炉建屋内と建屋外

に差圧が生じ，放射性物質を含む原子炉建屋内の気体が建屋外へ漏えいすると仮定して評

価する。 

 

(1)式に建屋周辺の風速と建屋差圧(風荷重)の関係を示す。 

 

ΔP = -C×ρ×v2/2 ・・・（1） 

 

ΔP : 風荷重 （kg/m2） 

C : 風力係数 （-0.4） 

ρ : 空気密度 （0.125kgs2/m4：大気圧 101kPa，大気温度 15℃） 

v : 風速 （3.1m/s） 

（敷地内で観測した 1985 年 10 月～1986 年 9 月の地上高 10m 風速観測結果か

ら，平均風速である 3.1m/s を選定） 

出典：建築学便覧Ⅱ 構造 

 

次に，差圧と原子炉建屋の漏えい率の相関式を（2）式に示す。 

 

f ∝ √ΔP ・・・（2） 

 

f : 原子炉建屋の漏えい率 （回/日） 

ΔP : 差圧 （mmH2O） 

なお，1mmH2O=1kg/m2 

 

原子炉建屋は，建屋負圧 6.4mmH2O で漏えい率が 0.5 回/日以下になるように設計されてい

るため，実風速による建屋差圧と漏えい率の関係は（3）式のようになる。 

 

f1 = f0×√（ΔP1/ΔP0） ・・・（3） 

 

f1 : 実風速時の漏えい率（回/日） 

f0 : 原子炉建屋の設計漏えい率（0.5 回/日） 

ΔP1 : 実風速時の建屋差圧（0.3mmH2O） 

ΔP0 : 原子炉建屋の設計建屋差圧（6.4mmH2O） 

 

以上より，建屋周辺の風速によって生じる原子炉建屋からの漏えい率は 0.1 回/日となる。 

 

以上 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場合）））（1/2） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解

析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒内温度

変化 

炉心モデル

（炉心熱水力

モデル） 

溶融炉心の挙

動モデル 

（炉心ヒート

アップ） 

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時

の水素発生，炉心領域での溶融進展状態

について，TMI 事故分析結果と良く一致す

ることを確認した 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制

御棒及びチャンネルボックスの温度変化

について，測定データと良く一致するこ

とを確認した 

炉心ヒートアップ速度（燃料被覆管酸化

が促進される場合）が早まることを想定

し，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，

ジルコニウム-水反応速度の係数を 2倍と

した感度解析により影響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに炉

心溶融の開始時刻への影響は小さい 

・下部プレナムへのリロケーション開始時

刻への影響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び CORA 実験についての

再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆管表

面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度は小さいことが確認されている。原子炉注

水操作については，ECCS による炉心への注水機能が喪失したと判断した場合，速やかに低

圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の確保含む）を行う手順となっており，燃料被

覆管温度等のパラメータを操作開始の起点としている操作ではないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。また，格納容器スプレイ操作については，炉心ヒートアップの

感度解析では，格納容器内温度及び圧力挙動への影響は小さいことが確認されていること

から，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び

CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの

感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，格納

容器内温度及び圧力挙動への影響は小さいことが確認されており，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料棒表面熱

伝達 

燃料被覆管酸

化 

燃料被覆管変

形 

沸騰・ボイド率

変化 
炉心モデル（炉

心水位計算モ

デル） 

MAAP コードと SAFER コードの比較を行

い，以下の傾向を確認 

・MAAP コードでは CCFL を取り扱っていな

いこと等から水位変化に差異が生じた 

・水位低下幅は MAAP コードの方が保守的

であり，その後の注水操作による有効燃

料棒頂部までの水位回復時刻は両コー

ドで同等である 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモデル

が精緻である SAFER コードとの比較により，急速減圧後の水位上昇及び蒸気流出の継続に

よる水位低下についてより緩慢な挙動を示すこと，その後の注水操作による有効燃料棒頂

部までの水位回復時刻は SAFER コードと同等であることが確認されている。原子炉注水操

作については， ECCS による炉心への注水機能が喪失したと判断した場合，速やかに低圧代

替注水系（常設）による炉心注水（電源の確保含む）を行う手順となっており，原子炉水位

を操作開始の起点としている操作ではないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動について原

子炉圧力容器内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較におい

ては，短期的な挙動は緩慢な挙動とはなるが，模擬できており，ま

た，長期的な挙動は崩壊熱の影響が支配的となるため，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい 
気液分離（水位

変化）・対向流 

原子

炉圧

力容

器 

ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用いており，

解析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場合））） 

添付資料 3.1.2.8 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場合）））（2/2） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ 

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が

確認されており不確かさは小

さい 

-格納容器圧力及び温度は，

温度成層化を含めて傾向は適

切に再現できる 

-雰囲気からヒートシンクへ

の伝熱が過小に予測されてい

る可能性が示唆されているも

のの，実験体系に起因するも

のと考えられ，実機体系にお

いてはこの種の不確かさは小

さくなると考えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，

解析結果は測定データと良く

一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価

する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，この解析で確認された不確かさ

は小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現でき

ているため，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイに係る運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格

納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR

の格納容器内の区画とは異なる等，この解析で確認された不確かさ

は小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧

力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ

注入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間

で雰囲気温度と平衡に至るこ

とから伝熱モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響」に

て確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

サプレッショ

ン・プール冷却 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

ポンプ流量及び除熱量は設計

値に基づき入力値に与えられ

ており，解析モデルの不確か

さの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響」に

て確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器

（炉

心損

傷

後） 

原子炉圧力容

器内 FP 挙動 

核分裂生成物

（FP）挙動モデ

ル 

PHEBUS-FP 実験解析により，

FP 放出の開始時間を良く再

現できているものの，FP 放

出が顕著になる実験開始後約

11,000 秒以降は，燃料被覆

管温度を高めに評価すること

により，急激な FP 放出を示

す結果となった。ただし，こ

の原因は実験における小規模

な炉心体系の模擬によるもの

であり，実機の大規模な体系

においてこの種の不確かさは

小さくなると考えられる 

大破断 LOCA 時における運転員の操作は，ECCS による炉心への注水機能が喪失したと判断した場合，事

象進展が極めて早い（水位低下）大破断 LOCA であっても，速やかに代替注水系による炉心注水（電源の

確保含む）を行うこととしており，炉心損傷後の圧力容器内 FP のパラメータを起点とした操作ではない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

代替循環冷却を用いることにより，格納容器ベントを回避できるた

め，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子

炉格

納容

器

（炉

心損

傷

後） 

原子炉格納容

器内 FP 挙動 

核分裂生成物

（FP）挙動モデ

ル 

ABCOVE 実験解析により，格

納容器内のエアロゾル沈着挙

動を適正に評価できることを

確認した 

炉心損傷後の格納容器内 FP のパラメータを起点とした操作はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない 

FP 挙動の差異により格納容器内温度及び圧力挙動に影響を与えるが，温度及び圧力は崩壊熱による水蒸

気発生が支配的な要因であり影響は極めて小さい。さらに，格納容器圧力及び温度を起点とする操作と

して，代替格納容器スプレイ，格納容器圧力逃がし装置の操作があるが，事象発生から約 2 時間後以降

の操作であり，多少の挙動の変化が運転員等操作時間に影響を与えることはない 

代替循環冷却を用いることにより，格納容器ベントを回避できるた

め，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

 



 

添 3.1.2.8-3 

表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場合）））（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮

した運転管理目標値を参考に

最確条件を包絡できる条件を

設定 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和され

る。最確条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，

原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確条件と

した場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，原子炉停止後の崩

壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧

されるため事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時

間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧されるため事象進展に与える

影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下

端 か ら 約 +118cm ～ 約

+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位とし

て設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，大破断 LOCA 発生後の原子

炉水位の低下量は約 20 分で通常運転水位－約 4m であるの

に対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常

に小さい。従って，事象進展に与える影響は小さく，運転

員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，

大破断LOCA発生後の原子炉水位の低下量は約20分で通常運転水位－約4m

であるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さ

い。従って，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい  

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後

早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進

展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原子炉は

スクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9 燃料（A 型）と 9×9 燃料

（B 型）は，熱水的な特性はほ

ぼ同等であり，燃料棒最大線出

力密度の保守性に包含される

ことから，代表的に 9×9 燃料

（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心

となるか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱

水力特性はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さ

いことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，それ

らの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，

事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばら

つきを考慮し，10％の保守性を

確保することで，最確条件を包

絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくな

るため，原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納

容器圧力及び温度上昇が遅くなるが，操作手順（原子炉水

位が破断口高さ到達後に低圧代替注水系（常設）から代替

格納容器スプレイへ切替えること）に変わりはないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，原子炉

冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度上昇が遅くな

るため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値

（全体積から内部機器及び構

造物の体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計

値（内部機器及び構造物の体積

を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・

チェンバ・プール水位として設

定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェン

バ・プール水位低下分の熱容量は通常水位時に対して非常

に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3

相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常

水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下

割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。従って，

事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える

影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱容量

は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容

量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水

位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時

の約 0.6%程度と非常に小さい。従って，事象進展に与える影響は小さく，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・

チェンバ・プール水温の上限値

を，最確条件を包絡できる条件

として設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるた

め，格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイの操

作の開始が遅くなるが，その影響は小さく，運転員等操作

時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，格納容器の

熱容量は大きくなり，格納容器内温度の上昇は遅くなるが，その影響は小

さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場合）））（2/3） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与

える影響は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が

初期ピーク値に達するまでの圧力上昇率（平均）は 1 時間

あたり約 50kPa（約 10.3 時間で約 0.56MPa）であるのに対

して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さ

い。従って，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，事

象発生から格納容器圧力が初期ピーク値に達するまでの圧力上昇率（平均）

は 1時間あたり約 50kPa（約 10.3 時間で約 0.56MPa）であるのに対して，

ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。従って，事象進展

に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度と

して設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイによ

り飽和温度となることから，初期温度が事象進展に与える

影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることから，初

期温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間以

降は 45℃，事象開始 24時

間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参

考に最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可

能性があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイ

による圧力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔に

影響する。しかし本解析ではスプレイ間隔は炉心冠水操作

に依存していることから運転員等操作時間に与える影響は

小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性があり，炉

心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕熱分の影響は小

さく，燃料被覆管温度の上昇に与える影響は小さい 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効果は

大きくなり，格納容器の圧力上昇は遅くなるが，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量+復水

貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の

復水貯蔵槽の水量を参考に，最

確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替

注水ポンプによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

（軽油タンク容量+ガス

タービン発電機用燃料タ

ンク容量） 

通常時の軽油タンク及びガス

タービン発電機用燃料タンク

の運用値を参考に，最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想

定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

－ 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用する場合）））（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 

起因事象 

大破断 LOCA 

（残留熱除去系の吸込配

管の破断） 

－ 
原子炉圧力容器内の保有水量

が厳しい箇所として設定 
－ － 

安全機能の喪

失に対する仮

定 

全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧注

水機能喪失 

－ 

全ての非常用ディーゼル発電

機の機能喪失を想定し，設定 

高圧注水機能として原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心注水

系の機能喪失を，低圧注水機能

として低圧注水系の機能喪失

を設定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 
外部電源なしを重畳させるこ

とでより厳しい状態を設定 

仮に，外部電源がある場合は，注水開始時間が早くなり，

格納容器圧力・温度の挙動は低く推移することから，運転

員等操作時間に対する余裕は大きくなる 

仮に，外部電源がある場合は，注水開始時間が早くなり，格納容器圧力・

温度の挙動は低く推移することから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる 

機器

条件 
原子炉スクラ

ム信号 

事象発生と同時に原子炉

スクラム 

事象発生と同時に原子炉

スクラム 

事象発生と同時に原子炉スク

ラムするものとして設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧代替注水

系（常設） 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損

を考慮した値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため,運転員等操作時間に与える影響は小

さい 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復は早くなる可能性があるが，格納容器圧力及び温度上昇に有意な影響を

与えないことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

140m3/h でスプレイ 140m3/h 以上でスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力

抑制に必要なスプレイ流量を

考慮し，設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減によ

り圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効果

に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは無い

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

代替循環冷却 

循環流量は，全体で約

190m3/hとし，原子炉へ約

90m3/h，格納容器スプレ

イへ約100m3/hにて流量分

配 

循環流量は，全体で約

190m3/hとし，原子炉へ約

90m3/h，格納容器スプレ

イへ約100m3/hにて流量分

配 

代替循環冷却の設計値として

設定 

実際の注水量が解析より多い場合，原子炉水位の回復は早

くなり，格納容器の圧力抑制効果は大きくなるが, 操作手

順に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない 

実際の注水量が解析より多い場合，原子炉水位の回復は早くなり，格納容

器の圧力抑制効果は大きくなることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用する場合）（1/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の

不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目と

なるパラメ

ータに与え

る影響 

操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操

作開始時間 

条件設定の

考え方 

操作

条件 

常設代替

交流電源

設備から

の受電及

び低圧代

替注水系

（常設）

による原

子炉注水 

事 象 発 生

70 分後 

全交流動力

電源喪失時

の訓練実績

を踏まえて

設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができない場合，早期の電

源回復不可と判断し，これにより常設代替交流電源設備及び低圧代替注水系（常設）の準備を開始する手順としてい

る。この認知に係る時間として 10 分間を想定している。そのため，認知遅れ等により操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

常設代替交流電源設備からの受電操作のために，中央制御室及び現場にて常設代替交流電源設備からの受電準備を

行う運転員と，常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員が配置されている。受電準備を行う運転員は，常設

代替交流電源設備からの受電準備ための負荷切り離し操作を行っている期間，他の操作を担っていない。このため，

要員配置が操作開始時間に与える影響はなし。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，中

央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

常設代替交流電源設備からの受電準備を行う運転員は，中央制御室から操作現場である原子炉建屋地下 1 階まで通

常 5 分間程度で移動可能であるが，移動時間としては余裕を含めて 10 分間を想定している。起動操作等を行う運転

員は，屋外に移動するが，移動時間としては徒歩の所要時間に余裕を加味し 10 分間を想定している。このため，移

動が操作開始時間に与える影響はない。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については中央制御室

内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員，受電準備を行う運転員及び運転員（中央制御室）の操作内容及び

操作所要時間は以下のとおり。これらの作業は並行して行うため，操作所要時間は最長で 50 分間となる 

［起動操作等を行う運転員：操作所要時間；合計 40 分間］ 

 常設代替交流電源設備の起動前の油漏れ，配電盤等の健全性確認の所要時間に 10 分間を想定 

 燃料バルブの開操作，給・排気扉開操作等の常設代替交流電源設備の起動準備の所要時間に 10 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動，起動後の運転確認及び常設代替交流電源設備側の遮断操作の所要時間に 20 分

間を想定 

［受電準備を行う運転員：操作所要時間；合計 50 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し操作を行う。操作対象が 20 個程度

であり，1個あたりの操作時間に移動時間含めて 2分間程度を想定し，操作の所要時間は 40 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動及び緊急用交流高圧母線の遮断器の投入後の非常用交流高圧電源母線の受電操作

の所要時間に 10 分間を想定 

［運転員（中央制御室）：操作所要時間；合計 30 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための操作スイッチの引き保持等の所要時間に 20

分間を想定 

 非常用交流高圧電源母線の受電操作後に，中央制御室での受電確認及び低圧代替注水系（常設）の注水準備操

作の所要時間に 10 分間を想定 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作は，復水補給水系の隔離弁（1弁）の閉操作による系統構成，

低圧代替注水系（常設）の追加起動であり，何れも中央制御室における制御盤の操作スイッチによる操作のため，1

操作に 1分間を想定し，合計 2分間であり，それに余裕時間を含めて操作時間 5分を想定 

【他の並列操作有無】 

常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員と受電準備を行う運転員の並列操作はあるが，それを加味して操

作の所要時間を算定しているため，操作開始時間に与える影響はない。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作は，常設代替交流電源設備からの受電操作における非常用母線への受電操作と同時に実施する 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，

誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。また，中央制御室内の制御盤操作は，操作スイッチによる簡易な

操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

常設代替交流電源設備から

の受電操作について実態の

運転操作は，認知に 10 分

間，移動に 10 分間，操作所

要時間に 50 分間の合計 70

分間であり，解析上の受電

完了時間とほぼ同等であ

り，操作開始時間に与える

影響は小さい 

低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作について

は，常設代替交流電源設備

からの受電操作と同時に実

施するため，受電操作の影

響を受けるが，実態の操作

時間は，解析上の操作開始

時間とほぼ同等であり，操

作開始時間に与える影響は

小さい 

実態の操作

開始時間は

解析上の設

定とほぼ同

等であるこ

とから，評価

項目となる

パラメータ

に与える影

響は小さい 

事象発生から

90分後（操作開

始時間の 20 分

程度の遅れ）ま

でに常設代替

交流電源設備

からの受電操

作を行い低圧

代替注水系（常

設）による原子

炉注水が開始

できれば，評価

項目を満足す

る結果となり，

時間余裕があ

る 

（ 添 付 資 料

3.1.2.9） 

常設代替交流電源設

備からの受電操作

は，訓練実績等より，

運転員による常設代

替交流電源設備の起

動操作，並びに現場

及び中央制御室の運

転員による受電前準

備及び受電操作を並

行して実施し，想定

と同じ約 70 分で常

設代替交流電源設備

からの受電が実施可

能であることを確認

した。 

低圧代替注水系（常

設）の操作は中央制

御室における操作の

ため，シミュレータ

にて訓練実績を取

得。訓練では，復水

移送ポンプを起動

し，低圧代替注水系

（常設）の原子炉注

水のための系統構成

を約 2分で実施。 

常設代替交流電源設

備からの受電操作と

本操作を並行して実

施することで事象発

生後 70 分に原子炉

注水操作の開始が実

施可能なことを確認

した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用する場合）（2/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となるパラメー

タに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 

条件設定の考え

方 

操作

条件 

代 替 格 納

容 器 ス プ

レ イ 冷 却

系 に よ る

格 納 容 器

冷却操作 

炉心冠水後，格納容

器温度約 190℃到達時 

格納容器限界温

度到達防止を踏

まえて設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（炉心冠水後かつ格納容器温度約 190℃）に到達す

るのは事象発生約 2 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知で

きる時間があるため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替は制御盤の操作スイッチ

による操作のため，簡易な操作である。操作時間は特に設定していないが，格納容器

の緩やかな圧力上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

原子炉への注水が優先であり，原子炉水位が破断口高さ到達後に，低圧代替注水系

（常設）から代替格納容器スプレイへの切替えることとしており，原子炉注水の状況

により，格納容器スプレイの操作開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりに

くく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

解析結果は炉心冠水前に

既に格納容器温度は約

190℃を超えており，実態

の操作も解析上も原子炉

水位が破断口高さ到達後

に低圧代替注水系（常設）

から代替格納容器スプレ

イへ切替えることとして

おり，実態の操作開始時

間は，解析上の想定とほ

ぼ同等であり，操作開始

時間に与える影響は小さ

い 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れる

可能性があるが，中央制

御室で行う操作であり，

他の操作との重複もない

ことから，他の操作に与

える影響はない 

原子炉注水の状況により

格納容器スプレイの操作

開始は炉心冠水後，格納

容器温度約 190℃到達後

となり，実態の操作開始

時間は解析上の想定とほ

ぼ同等であることから，

評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい 

事象発生から 90 分後

（操作開始時間の 20 分

程度の遅れ）に低圧代替

注水系（常設）による原

子炉注水を開始した場

合の解析では，格納容器

スプレイ開始のタイミ

ングは約 2.3 時間後で

あることから，現行の 2

時間に対して約 20 分程

度の準備時間を確保で

きるため，時間余裕があ

る（添付資料 3.1.2.9） 

中央制御室に

おける操作の

ため，シミュレ

ータにて訓練

実績を取得。訓

練では，復水移

送ポンプの起

動を確認し，代

替格納容器ス

プレイ冷却系

による格納容

器冷却のため

の系統構成に

約 2分。想定で

意図している

運転操作が実

施可能なこと

を確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用する場合）（3/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 

操作時間

余裕 
訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

復 水 貯 蔵

槽 へ の 補

給 

事象発生から

12 時間後 

可搬型設備に関して，

事象発生から 12 時間ま

では，その機能に期待

しないと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池から防

火水槽への補給と可搬型代替注水ポンプに

よる防火水槽から復水貯蔵槽への補給を並

行して実施する。淡水貯水池から防火水槽

への補給の系統構成は，所要時間 90 分想定

のところ，訓練実績等により約 70 分で実施

可能なこと，可搬型代替注水ポンプによる

防火水槽から復水貯蔵槽への補給のホース

敷設等の注水準備は，所要時間 180 分想定

のところ，訓練実績等により約 150 分で実

施可能なことを確認した 

各 機 器 へ

の給油 

（ 可 搬 型

代 替 注 水

ポンプ，電

源 車 及 び

常 設 代 替

交 流 電 源

設備） 

事象発生から

12 時間後以

降，適宜 

各機器への給油は，解

析条件ではないが，解

析で想定している操作

の成立や継続に必要な

操作・作業。各機器の

使用開始時間を踏まえ

て設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯蔵槽

への補給用の可搬型代替注水ポンプ（6号及

び 7 号炉：各 2 台），代替原子炉補機冷却

系用の電源車（6号及び 7号炉：各 2台）及

び常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉

で 1台）への燃料給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，所

要時間 180 分想定のところ訓練実績等では

約 112 分，電源車への給油作業は，所要時

間 120 分想定のところ訓練実績等では約 90

分，常設代替交流電源設備への給油作業は，

所要時間 540 分想定のところ訓練実績等で

は約 176 分であり，想定の範囲内で意図し

ている作業が実施可能であることを確認し

た 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用する場合）（4/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパ

ラメータに与える

影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

代 替 原 子

炉 補 機 冷

却 系 運 転

操作 

事象発生 20 時

間後 

代替原子炉補機冷却系

の準備期間を考慮して

設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回

復ができない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより代替原子炉補機冷却系

の準備を開始する手順としている。そのため，認知遅れにより操作時間に与える影響

はなし 

【要員配置】 

代替原子炉補機冷却系の準備操作は，現場にて原子炉補機冷却水系の系統構成を行う

運転員と，代替原子炉補機冷却系の移動，付設を行う専任の緊急時対策要員（事故後

10 時間以降の参集要員）が配置されている。現場運転員は，代替原子炉補機冷却系運

転のための系統構成を行っている期間，他の操作を担っていない。よって，操作開始

時間に与える影響はなし 

【移動】 

代替原子炉補機冷却系に用いる代替熱交換器車，電源車等は車両であり，牽引または

自走にて作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象

の場合に，アクセスルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセス

ルートを仮復旧できる宿直の体制としており，操作開始時間に与える影響はなし 

【作業所要時間】 

緊急時対策要員の準備操作は，各機器の設置作業及び弁・スイッチ類の操作に移動時

間を含めて 10 時間の作業時間を想定しているが，訓練実績を踏まえると，より早期に

準備操作が完了する見込みである。また，運転員の行う現場系統構成は，操作対象が

20 弁程度であり，操作場所は原子炉建屋及びタービン建屋海水熱交換器エリアの現場

全域となるが，1弁あたりの操作時間に移動時間含めて 10 分程度を想定しており，こ

れに余裕を含めて 5 時間の操作時間を想定している。作業途中の格納容器ベント実施

に伴う一時退避（想定約 30 分間）を踏まえても，解析上の想定より操作開始時間は早

まる可能性がある 

【他の並列操作有無】 

緊急時対策要員による準備操作及び現場運転員の系統構成は並列操作可能なため，両

者が干渉して操作開始時間が遅くなることはない。よって，操作開始時間に与える影

響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしてお

り，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

代替原子炉補機冷却系

の準備は，緊急時対策

要員の参集に 10 時間，

その後の作業に 10時間

の合計 20時間を想定し

ているが，準備操作が

想定より短い時間で完

了する可能性があるた

め，操作開始時間が早

まる可能性があり，格

納容器圧力及び温度を

早期に低下させる 

実態の操作開始時

間は解析上の設定

から早まる可能性

があり，この場合，

格納容器の圧力及

び温度等を早期に

低下させる可能性

があることから，

評価項目となるパ

ラメータに対する

余裕は大きくなる 

代替原子炉補機冷却系運

転開始までの時間は，事象

発生から 20 時間あり，代

替代替循環冷却による格

納容器除熱操作開始まで

の時間は事象発生から約

22.5 時間あり，準備時間

が確保できるため，時間余

裕がある。なお，本操作が

大幅に遅れるような事態

になった場合でも，格納容

器限界圧力に到達しない

よう継続して低圧代替注

水系（常設）による原子炉

注水，代替格納容器スプレ

イ冷却系による格納容器

スプレイ及び格納容器圧

力逃がし装置による原子

炉格納容器除熱を行うこ

ととなる。格納容器限界圧

力 0.62MPa[gage]に至る

までの時間は，事象発生約

38 時間後であり，約 15 時

間以上の余裕があること

から，時間余裕がある 

訓練実績等より，代

替原子炉補機冷却系

の移動・配置，フラ

ンジ接続，及び電源

車のケーブル接続等

を含め，想定より早

い約 7 時間で代替原

子炉補機冷却系が運

転開始可能であるこ

とを確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用する場合）（5/5） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時間 
条件設定の考え

方 

操作

条件 

代替循環

冷却によ

る格納容

器除熱操

作 

事象発生約 22.5 時間

後 

代替原子炉補機

冷却系の準備期

間を考慮して設

定 

【認知】 

残留熱除去系による格納容器除熱機能喪失を確認した後，故障原因調査・機能回復操作を実

施と並行して，機能回復が遅れることを想定し代替循環冷却運転の準備を判断するため，認

知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

代替循環冷却準備操作は，中央制御室における操作と現場における操作が必要であるが，現

場の操作は運転員とは別の緊急時対策要員（事故後 12 時間以降の参集要員）を配置してお

り，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

運転員による現場移動は，照明喪失・資機材の転倒等によりアクセスに支障が出る場合があ

るが，事象発生 20 時間超の時間余裕があるため予め移動しておくことも可能であり，操作

開始時間に与える影響はなし。 

【作業所要時間】 

中央制御室における操作は，事前準備としての系統構成操作，代替循環冷却運転開始直前操

作（代替循環冷却運転準備操作の系統構成のうち，事故後 22 時間後以降の復水移送ポンプ

の全停に係る操作）及び代替循環冷却運転開始操作の 3操作がある。事前準備としての系統

構成操作は事故後 22 時間後迄に予め行うもので操作時間に余裕を確保している。代替循環

冷却運転開始直前操作は，復水移送ポンプ 2台の停止操作に約 2分を想定しており，電動弁

7弁の操作に約 7分を想定し，30 分間の操作時間に余裕を確保している。運転開始操作は復

水移送ポンプ 1台起動と同時に 1弁による原子炉への注水操作を約 1分と想定し，2台目の

起動と同時に 1弁による格納容器スプレイ操作を約 1分と操作しており，5分間の操作時間

に余裕を確保している 

運転員による現場操作は，事前準備としての系統構成操作と代替循環冷却運転開始直前操

作の 2操作がある。事前準備としての系統構成（操作対象弁数は約 10 弁を想定に必要な所

要時間を約 2 時間と想定しており，20 時間後までの時間余裕を確保している。また，事故

後 20 時間後以降の 2時間に行う現場の系統構成は，復水貯蔵槽出口弁 2弁の閉操作に約 30

分，復水移送ポンプ最小流量バイパス弁 3弁閉操作に約 3分を想定しており，事故後 22 時

間後まで移動時間，余裕時間を含め操作時間を確保している。代替循環冷却運転開始直前操

作は復水貯蔵槽出口弁 1 弁の閉操作に約 15 分，退避時間に約 10 分を想定しておりこれに

余裕時間を含め 30 分間の操作時間を確保している 

また，代替循環冷却運転開始直前操作にて復水移送ポンプを停止している 30 分間に緊急時

対策要員により可搬型代替注水ポンプを用いて原子炉への注水を行う。復水移送ポンプ停

止前にホース敷設等の準備をしておき，復水移送ポンプ停止後に約 10 分で系統構成を行い，

その後約 20 分間の注水を行う。 

【他の並列操作有無】 

運転員による現場操作は，代替原子炉補機冷却系の系統構成と並列操作する可能性がある

が，本操作に 18 時間の余裕があるため操作開始時間に与える影響はなし。緊急時対策要員

には他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし。また，本操作の操作開始時間

は，代替原子炉補機冷却系の準備期間を考慮して設定したものであり，代替原子炉補機冷却

系の操作開始時間が早まれば，本操作の開始時間も早まる可能性がある 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こ

りにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。また，現場操作は，

操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こ

りにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

代替循環冷却運転は事

故後約 22.5 時間後に開

始することとしている

が，余裕時間を含めて設

定されているため操作

の不確かさが操作開始

時間に与える影響は小

さい。また，本操作の操

作開始時間は，代替原子

炉補機冷却系の準備期

間を考慮して設定した

ものであり，代替原子炉

補機冷却系の操作開始

時間が早まれば，本操作

の開始時間も早まる可

能性があり，代替循環冷

却の運転開始時間を早

める 

代替原子炉補機冷却

系の操作開始時間が

早まった場合には，

本操作も早まる可能

性があり，この場合，

格納容器圧力及び温

度等を早期に低下さ

せる可能性があるこ

とから，評価項目と

なるパラメータに対

する余裕は大きくな

る 

代替原子炉補機冷却系

運転開始までの時間は，

事象発生から 20 時間あ

り，代替代替循環冷却に

よる格納容器除熱操作

開始までの時間は事象

発生から約 22.5 時間あ

り，準備時間が確保でき

るため，時間余裕があ

る。なお，本操作が大幅

に遅れるような事態に

なった場合でも，格納容

器限界圧力に到達しな

いよう継続して低圧代

替注水系（常設）による

原子炉注水，代替格納容

器スプレイ冷却系によ

る格納容器スプレイ及

び格納容器圧力逃がし

装置による原子炉格納

容器除熱を行うことと

なる。 

格 納 容 器 限 界 圧 力

0.62MPa［gage］に至るま

での時間は，事象発生約

38 時間であり，約 15 時

間以上の余裕があるこ

とから，時間余裕がある 

現場モックアップ

等による実績で

は，代替循環冷却

による格納容器除

熱操作の中で操作

時間の時間的制約

が厳しい代替循環

冷却運転開始直前

操作の所要時間

は，復水貯蔵槽出

口弁 1 弁の閉操作

及び操作終了後の

現場運転員の退避

時間を合わせて約

21 分。他の操作は

事故後20時間後又

は22時間後までに

予め準備が可能で

あることを踏まえ

ると，想定で意図

している運転操作

が実施可能なこと

を確認した 



 

添 3.1.2.9-1 

添付資料 3.1.2.9 

注水操作が遅れる場合の影響について 

1．はじめに 

評価事故シーケンス「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」では，大

破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失するため，原子炉水位は

急速に低下する。原子炉水位低下により炉心は露出し，事象発生約 0.3 時間後に燃料被覆管

の最高温度は 1,000K（727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。有効性評価では，事象発生

から 70 分経過した時点で，常設代替交流電源設備による電源供給を開始し，低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水を開始することによって，原子炉圧力容器破損に至ることなく，

原子炉水位は回復し，炉心は再冠水する評価結果となっている。 

本事象進展について，運転員による原子炉注水操作が有効性評価よりも遅れた場合の評

価項目への影響について評価した。 

 

2．評価項目への影響 

操作遅れを想定し，注水開始時間を有効性評価における設定よりも 20 分遅延（事象発生

90 分後に原子炉注水を開始）した場合について，原子炉圧力容器の健全性及び格納容器破

損防止対策の有効性に係る感度解析を行った。 

（1）原子炉圧力容器の健全性への影響 

原子炉圧力容器の健全性の観点から，炉心内でのデブリの移行（リロケーション）※の

発生有無を評価した。表 1に感度解析の評価結果を示す。また，操作 20分遅れのケース

の原子炉水位及び注水流量の推移を図 1，2に示す。 

操作 20 分遅れの場合においても，損傷した燃料は炉心位置に保持され，リロケーショ

ンは発生しないことから，原子炉圧力容器の健全性は確保される。 

 

※ここで言うリロケーションとは，炉心損傷後，溶融炉心が炉心下部プレナムに移行した状態

を指す。 

 

（2）格納容器破損防止対策の有効性への影響 

格納容器破損防止対策の有効性の観点から，格納容器スプレイ開始時間及び格納容器

限界圧力・限界温度の到達時間を評価した。表 2に感度解析の評価結果を示す。また，操

作 20分遅れのケースにおける格納容器圧力及び格納容器温度の推移を図 3，4に示す。 

操作 20 分遅れの場合においても，原子炉注水開始の遅れに伴い格納容器スプレイの開

始時間は遅くなるが，図 3，4に示すとおり，格納容器スプレイ開始後は格納容器の圧力・

温度は制御される。また，代替循環冷却の使用不能を想定した場合，格納容器限界圧力に

到達する時間は，有効性評価のケースと同じ約 38時間後であり，格納容器圧力及び温度

の上昇傾向への影響はほぼない。 
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3．まとめ 

 操作 20分遅れの場合においても，有効性評価のケースと同様に，原子炉圧力容器の健全

性及び格納容器破損防止対策の有効性は維持される。したがって，原子炉注水操作は，有効

性の確認された 20分程度の遅れの余裕がある。 

 

表 1．原子炉圧力容器の健全性に関する感度解析結果 

ケース 損傷炉心の位置 

有効性評価のケース 

（事象発生 70分後に原子炉注水開始） 

炉心位置に保持 

（リロケーションは発生しない） 

操作 20 分遅れのケース 

（事象発生 90分後に原子炉注水開始） 

炉心位置に保持 

（リロケーションは発生しない） 

 

 

 

表 2．格納容器破損防止対策の有効性に関する感度解析結果 

ケース 格納容器スプレイ開始時間 

格納容器限界圧力・限界温度

の到達時間 

（格納容器ベント開始時間） 

有効性評価のケース 

（事象発生 70分後に 

原子炉注水開始） 

約 2.0 時間後 

約 38 時間後 

（格納容器限界圧力

0.62MPa[gage]に到達） 

操作 20 分遅れのケース 

（事象発生 90分後に 

原子炉注水開始） 

約 2.3 時間後 

約 38 時間後 

（格納容器限界圧力

0.62MPa[gage]に到達） 
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図 1．操作 20分遅れのケースにおける原子炉水位の推移 

図 2．操作 20分遅れのケースにおける注水流量の推移 
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図 3．操作 20分遅れのケースにおける格納容器圧力の推移 

 

 

図 4．操作 20分遅れのケースにおける格納容器温度の推移 



 

 

添
3.1.2.10-1 

7 日間における水源の対応について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）：代替循環冷却を使用する場合） 

  

○水源 

 復水貯蔵槽水量：約 1,700m3 

 淡水貯水池：約 18,000m3  

○水使用パターン 

①低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

  事象発生 70 分後から低圧代替注水系（常設）により注水する。 

  冠水後は，破断口～原子炉水位低（レベル 1）の範囲で注水す 

る（約 90m3/h）。 

 ②代替格納容器スプレイ冷却系による代替格納容器スプレイ 

  原子炉水位が破断口～原子炉水位低（レベル 1）の範囲で， 

  代替格納容器スプレイを実施（140m3/h）。 

 ③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 

  事象発生 12 時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

  防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ 2台を用いて 130m3/h で復水貯蔵槽へ給水する。 

④代替循環冷却準備（MUWC 全停）の影響緩和のための措置 

  事象発生 20 時間後から，低圧代替注水系（常設）において，原子炉圧力容器内へ全力注水（最大 300m3/h）を 0.1 時間行う。その後，代

替格納容器スプレイ冷却系に切替えを行い，最大流量（160m3/h）で 1.9 時間，代替格納容器スプレイを実施する。 

○時間評価（右上図） 

  事象発生 12 時間後までは復水貯蔵槽を水源として炉注水及び代替格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。事象

発生 12 時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。事象発生後約 22.5 時間後から，代替循環冷却の運転

を開始し，以降は原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内を除熱により安定して冷却することが可能である。  

○水源評価結果 

  時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7 日間の対応を考慮すると，6 号及び 7 号炉のそれぞれで約 2,800m3 必要

となる。6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，約 5,600m3必要とされる。各号炉の復水貯蔵槽に 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3

の水を保有することから，6号及び 7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能で

ある。 
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3.1.2.11-1 

7 日間における燃料の対応について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）：代替循環冷却を使用する場合） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：格納容器過圧・過温破損は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 
号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 

7 日間の 

軽油消費量 

約 948kL 

6 号及び 7 号炉軽油タン

ク各約 1,020kL 及びガス

タービン発電機用燃料タ

ンク約 200kL の容量（合

計）は 

約 2,240kL であり， 

7 日間対応可能。 

空冷式ガスタービン発電機 3台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,705L/h×24h×7 日×3台＝859,320L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間     
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり，7 日間

対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 

及びガスタービン発電機

用燃料タンクの 

残容量（合計）は 

約 1,213kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

※1 事故収束に必要な空冷式ガスタービン発電機は 1台で足りるが，保守的にガスタービン発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要なディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的にディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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常設代替交流電源設備の負荷（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） ：代替循環冷却を使用する場合） 

 

<6 号及び 7号炉> 
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負荷容量（ｋW）

3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

経過時間（h）

2 4 6 8 14 16 18 2012 242210 26 28 30

約1,099kW(6号機：約551kW，7号機：約548kW)

順次起動(6号炉／7号炉毎)
・充電器

・交流120V中央制御室計測用分電盤
・大容量可搬型空調機
・復水移送ポンプ（2台）
・非常用照明
・非常用ガス処理系排風機
・その他

ガスタービン発電機の連続定格容量2,950kW

ガスタービン発電機の最大容量3,600kW

最大容量
約1,381kW

約1,280kW

約1,189kW

約1,299kW

6号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動

7号炉燃料プール
冷却浄化ポンプ起動

6号炉 7号炉

直流125V充電器盤A 約94kW 約94kW

直流125V充電器盤A-2 約56kW 約56kW

AM用直流125V充電器盤 約41kW 約41kW

直流125V充電器盤B 約98kW 約98kW

交流120V中央制御室計測用
分電盤A,B

約29kW 約23kW

大容量可搬型空調機 3kW 3kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

非常用照明 約24kW 約27kW

非常用ガス処理系排風機 22kW 15kW

燃料プール冷却浄化ポンプ 90kW 110kW

(起動時) (181kW) (192kW)

その他 約74kW 約81kW

小計 約641kW 約658kW

合計（連続最大負荷）
(最大負荷)

約1,299kW
(約1,381 kW)

負荷積算イメージ 
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3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合 

3.1.3.1 格納容器破損防止対策 

 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」で

想定される事故シーケンスに対して，代替循環冷却を使用しない場合を想定し，代替循環冷

却以外の設備による格納容器破損防止対策の有効性を評価する。 

本格納容器破損モードに対応する対策の概略系統図を図 3.1.3.1 から図 3.1.3.3 に，手

順の概要を図 3.1.3.4 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策における設備と操作手順の関係を表 3.1.3.1 に示す。 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，事象発生 10 時間までの 6

号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策

要員で構成され，合計 30 名※である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員

は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 12名で

ある。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名，

緊急時対策要員（現場）は 10名※である。 

また，事象発生 10時間以降に追加で必要な要員は，フィルタ装置薬液補給作業を行うた

めの参集要員 8名である。必要な要員と作業項目について図 3.1.3.5 に示す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を評価事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，30名で対処可能である。 

※有効性評価で考慮しない作業（格納容器頂部注水）に必要な要員 4名を含める

と，緊急時対策要員（現場）が 14名，合計が 34名になる。 

 

a. 原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系機能喪失確認 

原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系機能喪失確認については，3.1.2.1 a.と同

じ。 

 

b. 全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備 

全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備については，

3.1.2.1 b.と同じ。 

 

c. 炉心損傷確認 

炉心損傷確認については，3.1.2.1 c.と同じ。 

 

d. 常設代替交流電源設備による交流電源供給及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水については，3.1.2.1 d.と同じ。 
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e. 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却については，3.1.2.1 e.と同

じ。 

 

f. 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱 

格納容器圧力が，限界圧力 0.62MPa[gage]に接近した場合，原子炉格納容器一次隔離

弁を原子炉建屋内の二次格納施設外からの人力操作によって全開することで，格納容器

圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計装

設備は，格納容器内圧力計等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器逃がし装置等のベントラインが水没しな

いことを確認するために必要な計装設備はサプレッション・チェンバ・プール水位計等

である。 

以降，損傷炉心の冷却は，低圧代替注水系（常設）による注水により継続的に行う。 

なお，原子炉格納容器除熱は，格納容器圧力逃がし装置等により継続的に行う。 

 

3.1.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

 本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 評価対象

の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過圧及び過温への対策の有効性を総合的に評価

する観点から，プラント損傷状態を LOCA に全交流動力電源喪失事象を加えた状態とし，中

小破断 LOCA に比べて破断口径が大きいことから事象進展が早く，格納容器圧力及び温度上

昇の観点で厳しい大破断 LOCA を起因とする，「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失+全交流動

力電源喪失」である。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉

圧力容器内 FP挙動並びに原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱

伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベント，炉心損傷後の原

子炉格納容器内 FP挙動が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であるシビアアクシデント総合解析

コード MAAP により原子炉水位，燃料最高温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答

を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び
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操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

 本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表3.1.3.2に示す。ま

た，主要な解析条件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，大破断 LOCA が発生するものとする。破断箇所は，原子炉圧力容器

内の保有水量を厳しく評価するため，残留熱除去系の吸込配管とする。 

（添付資料 1.5.2） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，全交流動力電源が喪失するも

のとする。さらに非常用炉心冷却系が機能喪失するものとする。なお，代替循環冷却は

使用しないものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失するとともに，全て

の非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定する。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

   (a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，格納容器圧力高信号を想定し，事象の発生と同時に発生するもの

とする。 

(b) 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

     最大300m3/hにて原子炉注水，その後は炉心を冠水維持するよう注水する。なお，低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，代替格納容器スプレイと同じ復水移送ポ

ンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

(c) 代替格納容器スプレイ冷却系 

     格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，140m3/h にて原子炉格納

容器内へスプレイする。なお，代替格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ復水移送

ポンプを用いて弁の切替えにて実施する。 

 (d) 格納容器圧力逃がし装置等 

   格納容器圧力逃がし装置等により，格納容器圧力 0.62MPa[gage]における最大排出流

量 31.6kg/s に対して，原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操作（流路面積約 50%開）

にて原子炉格納容器除熱を実施する。 
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ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，常設代替交流電源設備によって供給を開始し，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作は，事象発生70分後から開始する。 

(b) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，炉心冠水後，格納

容器温度が約190℃に到達した場合に開始する。なお，格納容器ベントに伴うサプレ

ッション・チェンバ・プール水位上昇を考慮しても，サプレッション・チェンバ・

プール水位がベントライン-1mを超えないように格納容器スプレイを停止する。 

(c) 格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力が

0.62MPa[gage]に接近した場合に実施する。 

 

(3) 有効性評価（Cs-137 の放出量評価）の条件 

(a) 格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置を用いた場合の総放

出量については，炉心に内蔵されている核分裂生成物が事象進展に応じた割合で，

原子炉格納容器内に放出され，サプレッション・チェンバ又はドライウェルのベ

ントラインを通じて格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置

に至るものとする。 

格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置に到達した核分裂

生成物は，格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置内のフィル

タによって除去された後，格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし

装置排気管から放出される。 

 

 (b) 格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置を用いた場合の Cs-

137 放出量は，以下の式で計算される。 

 

Cs-137 の放出量（Bq） = f_Cs × Bq_Cs-137 ×（1/DF） 

f_Cs = f_CsOH + （M_I / M_Cs） × （W_Cs / W_I） × （f_CsI - f_CsOH） 

 

f_Cs：原子炉格納容器からのセシウムの放出割合 

f_CsI：原子炉格納容器からの CsI の放出割合（MAAP コードでの評価値） 

f_CsOH：原子炉格納容器からの CsOH の放出割合（MAAP コードでの評価値） 

M_I：ヨウ素の初期重量（kg） 

M_Cs：セシウムの初期重量（kg） 

W_I：ヨウ素の分子量（kg/kmol） 

W_Cs：セシウムの分子量（kg/kmol） 
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Bq_Cs137：Cs-137 の炉内内蔵量（Bq） 

            DF：格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置の除染係数 

  

    (c) 格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置による粒子状放射性

物質に対する除染係数は 1,000 とする。 

 

    (d) 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいについても考慮する。漏えい量の

評価条件は以下のとおりとする。 

a)原子炉格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい率をもと

に評価する。 

b)原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，原子

炉建屋の換気空調系停止時における原子炉建屋から大気中への漏えい率を

10%/日（一定）とした。 

c)原子炉建屋内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での粒子

状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

 （添付資料 3.1.3.1，3.1.3.2） 

(4) 有効性評価の結果 

 本評価事故シーケンスにおける原子炉水位（シュラウド内外），注水流量，原子炉圧力容

器内の保有水量の推移を図3.1.3.6から図3.1.3.8に，燃料最高温度の推移を図3.1.3.9に，

格納容器圧力，格納容器温度，サプレッション・チェンバ・プール水位及び水温の推移を図

3.1.3.10から図3.1.3.13に示す。 

 

a. 事象進展 

大破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失するため，原子炉水

位は急速に低下する。水位低下により炉心は露出し，事象発生から約 0.3 時間後に燃料被覆

管の最高温度は 1,000K（727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最高温度は

事象発生から約 0.4 時間後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約 0.7 時間後に燃料温

度は約 2,500K（2,227℃）に到達する。事象発生から 70 分後，常設代替交流電源設備によ

る電源供給を開始し，復水移送ポンプ 2台を用いた低圧代替注水系（常設）による注水を開

始することによって，原子炉圧力容器破損に至ることなく，水位は回復し，炉心は再冠水す

る。 

原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放出されるため，格納容器圧力及び温度は徐々

に上昇する。そのため，代替格納容器スプレイを間欠的に実施することによって，格納容器

圧力及び温度の上昇を抑制することができる。ベントラインの水没防止のために，格納容器

ベントに伴うサプレッション・チェンバ・プール水位の上昇を考慮しても，サプレッション・

チェンバ・プール水位がベントライン-1m を超えないように格納容器スプレイを停止するこ

とから，格納容器圧力は上昇し，事象発生から約 38 時間経過した時点で限界圧力に接近す
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る。限界圧力接近時点で，格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置による

原子炉格納容器除熱を実施し，格納容器圧力及び温度を低下させる。その後，溶融炉心から

の放熱によって格納容器温度は上昇傾向が継続するが，崩壊熱の減少に伴い，事象発生から

約 43時間経過した時点で低下傾向に転じて，その後は徐々に低下する。格納容器圧力につ

いても同様に徐々に低下する。 

（添付資料 3.1.2.2,3.1.2.3） 

b. 評価項目等 

格納容器圧力は，図 3.1.3.10 に示すとおり，原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放

出されるため徐々に上昇するが，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却

及び限界圧力に接近した場合に格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行

うことによって,原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値は，限界圧力

0.62MPa[gage]を超えることはない。なお，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最大

となる事象開始約 38 時間後において，水の放射線分解によって発生する水素及び酸素は，

原子炉格納容器内の非凝縮ガスに占める割合の 2%以下であるため，その影響は無視しうる

程度である。 

格納容器温度は，図 3.1.3.11 に示すとおり，原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放

出されるため徐々に上昇するが，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却

及び格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格

納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）の最大値は約 165℃となり,限界温度 200℃を超

えない。なお，事象開始直後，破断口から流出する過熱蒸気により一時的に格納容器気相部

温度は約 207℃となるが，この時の原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）は

約 144℃であり，限界温度 200℃を超えない。 

サプレッション・チェンバのベントラインを経由した場合の格納容器圧力逃がし装置又

は代替格納容器圧力逃がし装置による大気中への Cs-137 の総放出量は約 1.4×10-3TBq（7

日間）であり，100TBq を下回る。 

ドライウェルのベントラインを経由した場合の格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容

器圧力逃がし装置による大気中への Cs-137 の総放出量は約 2.0TBq（7 日間）であり，100TBq

を下回る。 

なお，原子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい量は

制限され，また，大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。これは，原子炉建屋内に

漏えいした放射性物質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子炉

建屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着し除去されると考えられ

るためである。仮に原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいを想定すると，漏えい量

は約 0.017TBq（7 日間）となり，ドライウェルのベントラインを経由した場合の評価結果に

比べて十分に小さな値となる。このことから，原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏え

い量はドライウェルのベントラインを経由した場合の評価結果に対して無視できる程度で
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あり，これらを加えた場合でも大気中への Cs-137 の総放出量は約 2.0TBq（7 日間）で変わ

りなく，100TBq を下回る。 

（添付資料 3.1.3.1，3.1.3.2） 

 

図 3.1.3.6 に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による注水継続により炉心が冠水し，

炉心の冷却が維持される。その後は，図 3.1.3.10 に示すとおり，限界圧力接近時点で，格

納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，

また，安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」のうち，(1)，(2)及び

(3)の評価項目について対策の有効性を確認した。 

（添付資料 3.1.3.3） 

 

3.1.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用しない

場合））では，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱

によって発生した蒸気，金属－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積すること

が特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12時間程

度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作とし

て，常設代替交流電源設備からの受電操作，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作，

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作及び格納容器圧力逃がし装置

等による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

 炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度は小さい

ことが確認されている。原子炉注水操作については，ECCS による炉心への注水機能が

喪失したと判断した場合，速やかに低圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の確

保含む）を行う手順となっており，燃料被覆管温度等のパラメータを操作開始の起点と
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している操作ではないことから，運転員等操作に与える影響はない。また，格納容器ス

プレイ操作については，炉心ヒートアップの感度解析では，格納容器内温度及び圧力挙

動への影響は小さいことが確認されていることから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

 炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は SAFER コードとの比較により，急速減圧後の

水位上昇及び蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すこと，そ

の後の注水操作による有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は SAFER コードと同等であ

ることが確認されている。原子炉注水操作については，ECCS による炉心への注水機能

が喪失したと判断した場合，速やかに低圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の

確保含む）を行う手順となっており，原子炉水位を操作開始の起点としている操作では

ないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイ及び格納容器圧力逃がし装置に

係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内 FP 挙動の不確かさとして，

核分裂生成物（FP）挙動モデルは FP 放出の開始時間に関する基本的なモデルについて

は PHEBUS-FP 実験解析において，実機体系により妥当性が確認されているが，燃料被覆

管破裂後の FP放出挙動に関しては小規模体系の模擬性が原因によるものであり，実機

の大規模な体系においてこの種の不確かさは小さくなると考えられるが，炉心損傷後

の圧力容器内 FP 放出を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。また，炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉

格納容器 FP 挙動の不確かさとして，核分裂生成物（FP）挙動モデルは ABCOVE 実験解析

により，格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認しているが，

炉心損傷後の格納容器内 FP を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.1.3.4） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。また，炉心ヒートアップに関す
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るモデルに対する感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，格納

容器内温度及び圧力挙動への影響は小さいことが確認されていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器

内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較においては，短期的な挙動は緩慢な挙

動とはなるが，模擬できており，また，長期的な挙動は崩壊熱の影響が支配的となるた

め，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）

は HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を

１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる

等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体とし

ては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内 FP 挙動及び炉心損傷後の原

子炉格納容器内 FP挙動の不確かさとして，核分裂生成物（FP）挙動モデルは，PHEBUS-

FP 実験解析により，原子炉圧力容器内への FP 放出の開始時間を適切に再現できること

が確認されている。PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂後の FP 放出について実

験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測

され，実機の大規模な体系においてこの種の不確かさは小さくなると考えられる。また，

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器内 FP挙動の不確かさとして，核

分裂生成物（FP）挙動モデルは，ABCOVE 実験解析により原子炉格納容器内のエアロゾ

ル沈着挙動を適正に評価できることが確認されている。したがって，Cs-137 の観点で

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。なお，本評価事故シーケンスにおけ

る格納容器逃がし装置等による Cs-137 の総放出量は，評価項目（100TBq を下回ってい

ること）に対して，サプレッション・チェンバのベントラインを経由した場合は約

1.4×10-3TBq（7日間），ドライウェルのベントラインを経由した場合は約 2.0TBq（7日

間）であり，評価項目に対して余裕がある。 

（添付資料 3.1.3.4） 

 

 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表3.1.3.2に示すと

おりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくな
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るような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，原子炉冷却材の放出も少なくなる

ことから，格納容器圧力及び温度上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格納容器ベ

ント操作の開始が遅くなるが，操作手順に変わりはないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性が

ある。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量調整操

作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.1.3.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，原子炉冷却材の放出も少なくなる

ことから，格納容器圧力及び温度上昇が遅くなるが，格納容器圧力及び温度の上昇は

格納容器スプレイ及び格納容器ベントにより抑制されるため，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，本解析条件の不確かさとして，実際の注水

量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回復は早くなる可能性が

あるが，格納容器圧力及び温度上昇に有意な影響を与えないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない。 

（添付資料3.1.3.4） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 
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 操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から70分後を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，常設代替交流電源設備からの受電操作につ

いて，実態の運転操作は，認知に10分間，移動に10分間，操作所要時間に50分間の合

計70分間であり，解析上の受電完了時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影

響は小さい。低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，常設代替交

流電源設備からの受電操作と同時に実施するため，受電操作の影響を受けるが，実態

の操作時間は，解析上の操作開始時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響 

は小さい。 

 操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，解析

上の操作開始時間として炉心冠水後，格納容器温度約190℃到達時を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，解析結果は炉心冠水前に既に格納容器温度

は約190℃を超えており，実態の操作も解析上も原子炉水位が破断口高さ到達後に低

圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへ切替えることとしており，実態の

操作開始時間は，解析上の想定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さ

い。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作

開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作との重複

もないことから，他の操作に与える影響はない。 

 操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，解析上

の操作開始時間として格納容器圧力0.62MPa[gage]接近時を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，炉心損傷後の格納容器ベントの操作実施基準（格納容

器圧力0.62MPa[gage]）に到達するのは，事象発生の約38時間後であり，格納容器ベ

ントの準備操作は格納容器圧力の上昇傾向を監視しながら予め操作が可能である。

また，格納容器ベント操作の操作所要時間は余裕時間を含めて設定されていること

から，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，格納容器圧力

0.62MPa[gage]に至るまでに確実に原子炉格納容器除熱操作をすることが可能であ

るため，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件

（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制

御室の運転員とは別に現場操作を行う運転員及び緊急時対策要員を配置しており，

他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料3.1.3.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析

上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 
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操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，原子炉注水の状況により格納容器スプレイの操

作開始は炉心冠水後，格納容器温度約190℃到達後となり，実態の操作開始時間は解

析上の想定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作は，運転員

等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等で

あることから，格納容器圧力0.62MPa[gage]に至るまでに確実に原子炉格納容器除熱

操作をすることが可能であるため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

（添付資料3.1.3.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作については，事象発生から90分後（操作開始時間の20分程度の遅れ）までに

常設代替交流電源設備からの受電操作を行い低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が

開始できれば，評価項目を満足する結果となり，時間余裕がある。なお，格納容器ベント

時におけるCs放出量については燃料損傷の程度の影響を受けるが，格納容器ベント開始

時間はほぼ同等であるため，放出量に与える影響は小さい。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作については，

事象発生から90分後（操作開始時間の20分程度の遅れ）に低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水を開始した場合の解析では，格納容器スプレイ開始のタイミングは約2.3時間

後であることから，現行の2時間に対して約20分程度の準備時間を確保できるため，時間

余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱操作については，格

納容器ベント開始までの時間は事象発生から約38時間後の操作であり，準備時間が確保

できるため，時間余裕がある。 

（添付資料3.1.3.4，3.1.2.9） 

 

 (4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与

える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結

果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した

場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目と
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なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

 

3.1.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に

おいて，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時における事象発生10時間までに必要な要員

は，「3.1.3.1格納容器破損防止対策」に示すとおり30名である。「6.2 重大事故等対策時

に必要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の72名で対処可能

である。有効性評価で考慮しない作業（格納容器頂部注水）に必要な要員を4名含めた場合

でも対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は8名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に

おいて，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価を行い，

その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系による代替格

納容器スプレイについては，7日間の対応を考慮すると，号炉あたり約7,300m3の水が必要と

なる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約14,600m3の水が必要である。水源とし

て，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の水を保有している。これ

により，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能である。また，事象

発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，防火水槽から可搬型代替注水ポン

プによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯渇させることなく復水貯蔵槽

を水源とした7日間の注水継続実施が可能である。ここで，復水貯蔵槽への補給の開始を事

象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備を事象発生12時間以内に使用できなかっ

た場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定しているためであ

る。 

（添付資料 3.1.3.5） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後からの運転を

想定して，7日間の運転継続に6号及び7号炉において合計約860kLの軽油が必要となる。可搬
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型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後からの運

転を想定して，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急

時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

ては，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要

となる。（6号及び7号炉合計 約953kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及びガスタービン発電機用燃料タンク（約

200kL）で合計約 2,240kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であることから，常

設代替交流電源設備による電源供給，可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水，免

震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト

用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 3.1.3.6） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負荷として，6号

及び7号炉で約1,299kW（6号炉：641kW 7号炉：658kW）必要となるが，常設代替交流電源設

備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

（添付資料 3.1.3.7） 

3.1.3.5 結論 

 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」で

は，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱によって

発生した水蒸気，金属－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することによっ

て，格納容器内雰囲気圧力・温度が緩慢に上昇し，原子炉格納容器の過圧・過温により原子

炉格納容器破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対する格納容器破損防止対策としては，初期の対策

として低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策として代替格

納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却手段，格納容器圧力逃がし装置及び更な

る信頼性向上の観点から設置する代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱

手段を整備している。 

 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の

評価事故シーケンス「大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失+全交流動力電源喪失」について，代

替循環冷却を使用しない場合を想定し，格納容器圧力逃がし装置等を使用する場合の有効

性評価を行った。 

 

上記の場合においても，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレ

イ冷却系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除

熱を実施することにより，原子炉格納容器雰囲気の冷却及び除熱が可能である。 
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その結果，金属－水反応等により可燃性ガスの蓄積が生じた場合においても原子炉格納

容器バウンダリにかかる圧力及び温度，放射性物質の総放出量は，評価項目を満足している。

また，安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」において，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格納容器冷却，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱

等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効であることが確

認でき，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

に対して有効である。 
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※１

※２

Ｃ

Ａ Ｂ

※２残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

Ｂ(Ｃ)

低圧代替注水系（常設）

復水貯蔵槽

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源

※１
破断箇所

※1

※2

Ｃ

Ａ Ｂ

※2残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

復水移送ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

Ｂ(Ｃ)

低圧代替注水系（常設）

復水貯蔵槽

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

※1

格納容器スプレイ・ヘッダ

破断箇所

防火水槽

淡水貯水池

代替格納容器スプレイ冷却系

可搬型代替注

水ポンプ

図 3.1.3.1 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」時の使用系統概要（代替循環冷却を使用しない場合）（1/3） 

（原子炉注水） 

図 3.1.3.2 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」時の使用系統概要（代替循環冷却を使用しない場合）（2/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 

※低圧代替注水系（常設）と代替格納容器スプレイ冷却系は，同じ復水移送ポンプを用いて 

弁の切替えにより実施する。 
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残留熱除去系
ポンプ

復水移送
ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

格納容器圧力逃がし装置

又は

代替格納容器圧力逃がし装置

原子炉建屋

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

Ｂ(Ｃ)

主タービン系へ

低圧代替注水系（常設）

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

防火水槽

淡水貯水池

可搬型代替注

水ポンプ

図 3.1.3.3 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」時の使用系統概要（代替循環冷却を使用しない場合）（3/3） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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（解析上の時間）

（約0分）

（約10分後）

（約0.3時間後）

（約0.4時間後）

（約0.7時間後）

（約70分後）

（約2時間後）

（約2時間後）

（約38時間後）

（約38時間後）

原子炉圧力－ドライウェル温度による
「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

炉心損傷確認

格納容器薬品注入準備

冷却材喪失（大破断）発生

原子炉スクラム・タービントリップを確認

全交流動力電源喪失発生

原子炉への注水機能喪失を確認

原子炉冠水確認

（破断口からの流出をサプレッション・チェンバ・プール水位上昇傾向変化により確認）

または

（原子炉水位の上昇率からレベル1以上に回復していることを推定する）

原子炉注水停止後の水位低下量を
崩壊熱より計算し高圧炉心注水ノズルを起点とし

レベル1までの時間を推定する

レベル1を起点とした原子炉冠水確認まで
注入実施後，サプレッション・チェンバスプレイに切り替える

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる原子炉注水開始
（崩壊熱と注水流量から原子炉水位の上昇率を求める）

損傷炉心冷却成功確認
原子炉圧力容器健全確認

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

炉心損傷開始

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる
原子炉注水を停止し，ドライウェルスプレイを開始する

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

※9

早期の電源回復不能と判断

※14

Ⅰ

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による格納容器頂部注水

可搬型代替注水ポンプの準備
（格納容器頂部注水系準備）

格納容器上部雰囲気温度
171℃超過確認

Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

※8

格納容器温度190℃超過確認

レベル1までの推定した時間経過後，
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

ドライウェルスプレイから原子炉注水へ切り替える

（約12時間後） （約12時間後）

（適宜実施）（適宜実施）

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機
または外部電源による
交流電源回復操作を実施

回復は解析上
考慮せず

回復は解析上
考慮せず

※10
※11

※6

※7

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ
第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する
緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する

（電源容量により使用できる設備が限られる）
常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ
消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅲ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる。

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である。

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能であ

る

Ⅳ
「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅴ
代替循環冷却運転以外に徐熱機能が回復しないことを確認し代替循環冷却運転を開始する

フィルタ装置排水ポンプ水張り

高圧給水機能喪失を確認 高圧注水機能喪失を確認 低圧注水機能喪失を確認

格納容器圧力高13.7kPa[gage]
到達

※1 ※1 ※1

※2

※3

※4

レベル1までの推定した時間経過後，
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

サプレッション・チェンバスプレイから原子炉注水へ切り替える

レベル１を起点とした原子炉冠水確認まで
注入実施後，ドライウェルスプレイに切り替える

ドライウェル側
格納容器薬品注入実施

※15

サプレッション・チェンバ側
格納容器薬品注入実施

※17

※1

中央制御室盤にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計等にて機能喪失を確認する

※2

外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となった場合

※3

非常用炉心冷却系の機能喪失及び，全交流動力電源喪失により原子炉への注水機能が喪失する

※4

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施出来ず非常用高圧系統（6.9kV）の電源回復ができない場合に早期の電源回復不能と判断する

※5

復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む

※6

格納容器雰囲気放射線レベル計指示とSOP導入条件判断図により炉心損傷を確認する。例えば原子炉停止30分後の場合，格納容器雰囲気放射線レベル計指示がドライウェル放

射線レベル計：6.0E+00Sv/h，サプレッション・チェンバ放射線レベル計：7.0E+00Sv/hを超えた場合，炉心損傷発生と判断する。なお，解析においては1000K(727℃)到達を炉心

損傷開始としている

※7

炉心損傷確認後，格納容器pH制御のため薬品（水酸化ナトリウム）注入準備を実施する

※8

低圧代替注水量から崩壊熱除去に必要な注水量を引いて，圧力容器の単位容量から原子炉水位の上昇率を求める。例えば，低圧代替注水流量が300m3/h，原子炉停止１時間後

の必要注水量が60m3/hであるため，圧力容器単位容量29.34m3/mより8.1m/hの上昇率になる

※9

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）を起点とした場合，レベル1までは4310mm。約30分でレベル1に到達すると推定される

※10

原子炉水位が有効燃料棒頂部（TAF）以上（水位計監視不能時は崩壊熱除去に必要な流量以上）及び，原子炉圧力容器下鏡部温300℃未満により損傷炉心冷却成功と判断する

※11

原子炉圧力容器健全確認は，圧力容器破損判断パラメータにより判断する（補足1）

※12

格納容器温度計にて確認する

※13

格納容器スプレイにより格納容器温度は低下するが，格納容器頂部の冷却を促進させるため可搬代替注水ポンプによる格納容器頂部への注水を実施する

※14

高圧炉心注水ノズル（10312mm（圧力容器基準点より））と，原子炉水位レベル1（9358mm（圧力容器基準点より））の差から容量を求め，その時の必要注水量から原子炉水位

（レベル1）に到達する時間を求める。例えば，原子炉停止4時間後の必要注水量が40m3/hであった場合，ノズルからレベル1の容量が約28m3であるため約42分でレベル1に到達す

ると推定する

なお，原子炉停止時冷却系出口ノズル10921mm（圧力容器基準点より）の場合，約1時間8分でレベル1に到達すると推定される

※15

復水移送ポンプによるドライウェルスプレイに合わせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，ドライウェル側格納容器薬品注入を実施する

※16

サプレッションプールへの薬品注入のためにサプレッション・チェンバスプレイを実施する

※17

復水移送ポンプによるサプレッション・チェンバスプレイに合わせて，復水移送ポンプ吸込み配管に薬品を注入することにより，サプレッションチェンバ側格納容器薬品注入

を実施する

※18

格納容器ベント実施を見据えて，サプレッションチェンバベント管が水没しないように外部水源からの格納容器スプレイを停止する

※19

格納容器圧力計指示0.62MPa[gage]接近（格納容器限界圧力到達前）により，格納容器ベント操作を開始する

※20

優先順位については，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い，見直しを実施する予定である

また，代替格納容器圧力逃がし装置の完成に伴い優先順位を変更しても，本有効性評価には影響を与えることはない

※21

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置には，原子炉格納容器からの蒸気が凝縮することにより水位が上昇することが考えられる。フィルタ

装置の水位を監視し，上限水位に到達した場合にサプレッション・チェンバ・プールへのドレン移送によりフィルタ装置水位を制御する。また，フィルタ装置への薬品注入を適

宜実施する

※16

第一ガスタービン発電機以外による非常用電源供給
・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給
淡水タンクから防火水槽への補給

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発電機

と同等の電源供給開始不可

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と同
等の流量確保または注水開始不可

※13

※5

対応操作は，原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，今回

想定している破断規模・破断位置が異なる場合，および，破断位置が特定できな

い場合においても，対応する操作手順に変更はない

代替循環冷却準備

代替循環冷却運転開始

Ⅴ

格納容器圧力0.62MPa[gage]
接近

サプレッション・チェンバ・プール水位外部水源注水制限にて
低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプによる

ドライウェルスプレイ停止 ※18

低圧代替注水系(常設）による原子炉注水を継続し，格納容器ベントによる格納容器圧力の低

下傾向を確認する。また機能喪失している設備の復旧に努める
機能喪失していた設備の復旧後，格納容器ベントは格納容器スプレイ冷却モード及びサプレッ

ション・チェンバ・プール水冷却モードにより格納容器冷却が可能であること，及び水素濃度制
御が可能であることを確認し停止する
原子炉格納容器を格納容器スプレイ冷却モード及びサプレッション・チェンバ・プール水冷却

モードにより冷却し，格納容器が十分に冷却された後，原子炉注水を低圧代替注水系(常設）か
ら低圧注水系へ切り替える

Yes

No「格納容器圧力逃がし装置」

「サプレッション・チェンバ側ベント」

以下の優先順位で格納容器ベントを実施する。

優先② 「格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

優先③ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「サプレッション・チェンバ側ベント」

優先④ 「代替格納容器圧力逃がし装置」「ドライウェル側ベント」

※20

フィルタ装置排水操作
フィルタ装置薬品注入操作

※19

※12

※21

補足１
事故の起因事象判定（LOCA事象or過渡起因事象）
［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］

かつ
［上部ドライウェル圧力が「0.15MPａ[gage]以上」］

上記の条件が満たされる場合は「LOCA事象起因」と判定する
条件が満たされない場合は「過渡起因事象」と判定する。
（本シナリオでは「LOCA事象」を想定している）

LOCA事象起因時のパラメータ変化は以下の条件によって変わる
・下部ドライウェルに水位が有る場合（LOCA①時と表記）
・下部ドライウェルに水位が無い場合（LOCA②時と表記）

【圧力容器破損判断パラメータ】
・ 「過渡起因事象」時

原子炉圧力の「急激な低下」
上部ドライウェル圧力の「急激な上昇」
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」

・「LOCA①」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な低下」
サプレッションプール水温度の「急激な上昇」

・「LOCA②」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」
上部ドライウェル水素濃度の「上昇」

【圧力容器破損徴候パラメータ】
・「過渡起因事象」，「LOCA①，②」時

原子炉水位下降（水位が確認されていた場合）
制御棒位置の指示値喪失数増加
原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加

【圧力容器破損判断後の再確認パラメータ】
・「過渡起因事象」時

［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］
かつ

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」］
・「LOCA①、②」時

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」
かつ

サプレッションプール水温5℃以上上昇]
または

［下部ドライウェルガス温度が300℃以上］

中央制御室 陽圧操作

中央制御室待避室準備操作

中央制御室待避室陽圧化操作

解析上
考慮せず

代替原子炉補機冷却系準備

使用済燃料プール冷却

開始

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態
が静定後，使用済燃料プール冷却を再開

する

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

燃料被覆管温度1200℃到達

燃料温度

約2500K(約2227℃)到達

図 3.1.3.4 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」時の対応手順の概要（代替循環冷却を使用しない場合） 
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責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・給水流量の全喪失確認

・全交流動力電源喪失確認

・原子炉スクラム・タービントリップ確認

－ － － － － － 非常用ディーゼル発電機　機能回復 対応可能な要員により対応する

－ － － － － － 外部電源　回復 対応可能な要員により対応する

高圧／低圧注水機能喪失調査、復旧

操作

（解析上考慮せず）

－ － － － － －
・給水系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，残留熱除去

系　機能回復
対応可能な要員により対応する

（2人）

A,B

（2人）

a,b
－ － － － ・受電前準備（中央制御室）

・放射線防護装備準備／装備

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認

・ガスタービン発電機給電準備

・ガスタービン発電機起動

－ －
2人

E,F

4人

c,d

e,f

－ － ・放射線防護装備準備／装備

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（D）受電準備

－ － －

(4人)

c,d

e,f

－ －
・現場移動

・7号炉　M/C（C）（D）受電準備

－ －
（2人）

C,D
－ － － ・ガスタービン発電機　運転状態確認

－ － － － ・放射線防護装備準備／装備

－ － － －
・現場移動

・ガスタービン発電機　運転状態確認

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

E,F
－ － －

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

－ － －

(4人)

c,d

e,f

－ －
・7号炉　M/C（C）（D）　受電

・7号炉　MCC（C）（D）　受電

中央制御室照明確保

（解析上考慮せず）

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・蓄電池内蔵照明の点灯確認

・可搬型照明の設置、点灯
要員を確保して対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ（B，C）起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）ラインアップ

交流電源回復前から通信手段確保等の

作業を実施する

－ － －
（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・7号炉低圧代替注水系（常設） 現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

－ － － － ・MCR系　隔離弁操作 交流電源回復により遠隔操作可能な場合は遠隔にて隔離操作を実施する

－ － － － ・中央制御室可搬型陽圧化空調機ブロアユニット起動

（1人）

B

（1人）

b
－ － － －

・中央制御室待避室照明確保

・中央制御室待避室データ表示装置起動操作
要員を確保して対応する

－ － －
（2人）

e,f
－ － ・中央制御室待避室空気ボンベ陽圧化装置空気供給元弁開 要員を確保して対応する

格納容器薬品注入操作

（解析上考慮せず）
－ －

（2人）

E,F

（2人）

c,d
－ － ・格納容器スプレイに合わせた薬品注入 要員を確保して対応する

常設代替交流電源設備からの受電準

備操作
－ －

（2人）

C,D
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（C）受電準備

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・6号炉　M/C（C）　受電確認

－ －
（2人）

C,D
－ － －

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

低圧代替注水系（常設）　準備操作 － －
（2人）

C,D
－ － －

・現場移動

・6号炉低圧代替注水系（常設） 現場ラインアップ

　※復水貯蔵槽吸込ライン切替

中央制御室　圧力調整

（中央制御室可搬型陽圧化空調機ブ

ロアユニット起動）

（解析上考慮せず）

（2人）

C,D

（2人）

e,f

30分

30分

中央制御室待避室の準備操作

（解析上考慮せず）

10分

要員を確保して対応する

30分

30分

格納容器スプレイに合わせて実施

50分

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

常設代替交流電源設備からの受電操作

10分

10分

10分

15分

低圧代替注水系（常設）　準備操作

30分

炉心冠水後，原子炉注水と格納容器スプレイ切替

原子炉注水と格納容器スプレイ切替

15分

10分

20分

常設代替交流電源設備からの受電準

備操作

10分

50分

50分

常設代替交流電源設備運転

　　　（第一ガスタービン発電機）

25分

2人

10分

適時実施

－ 10分

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）

常設代替交流電源設備準備操作

　　（第一ガスタービン発電機）

20分

－ －
2人

C,D
－ －

状況判断
2人

A,B

2人

a.b
－ － －

－

10分

20分

号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

310 320

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

80 90 100 110 120

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者

250 260 270 280 290 300190 200 210 220 230 240130 140 150 160 170 18070

格納容器過圧・過温破損

経過時間（分）
備考

10 20 30 40 50 60

約60分 ガスタービン発電機による給電開始

約70分 原子炉注水開始

約260分 6号炉復水貯蔵槽水源切替完了

事象発生

原子炉スクラム

プラント状況判断

約0.3時間 炉心損傷開

約0.4時間 燃料被覆管温度1200℃到達

約0.7時間 燃料温度約2500K(約2227℃)到達

図 3.1.3.5 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」時の作業と所要時間 

（代替循環冷却を使用しない場合）（1/2） 
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 図 3.1.3.5 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」時の作業と所要時間 

（代替循環冷却を使用しない場合）（2/2） 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

代替格納容器スプレイ冷却系　操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　スプレイ弁操作

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・可搬型代替注水ポンプによる格納容器頂部注水

・放射線防護装備準備／装備

・可搬型代替注水ポンプによる格納容器頂部への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水

ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

（2人） （2人） ・可搬型代替注水ポンプによる格納容器頂部への補給

（2人）

E,F

（2人）

e,f
－ －

・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ
要員を確保して対応する

・放射線防護装備準備／装備

・現場移動

・資機材配置及びホース布設、起動及び系統水張り
要員を確保して対応する

代替原子炉補機冷却系　運転（解析

上考慮せず）
－ － － － （3人） （3人） ・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視 要員を確保して対応する

－ － － － （2人） （2人） ・可搬型代替注水ポンプによる使用済燃料プールへの補給 ・再起動準備として使用済燃料プールへの補給を実施する
燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系系統構成 ・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離を実施する

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

B

（1人）

b
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

・放射線防護装備準備／装備

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への注水準備

　（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水

ポンプ，可搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

－ － － －

※1

（1人）

※1

（1人）

・可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への補給
格納容器ベント前に待避準備及び待避を実施する

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給 タンクローリ残量に応じて適宜軽油タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油
格納容器ベント前にガスタービン発電機用燃料タンクが枯渇しないよ

うに給油する

・放射線防護装備準備／装備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

格納容器ベント前に待避準備及び待避を実施する

一時待避前に防火水槽が枯渇しないように補給量を調整する

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる

中央制御室待避室の陽圧化

（解析上考慮せず）
－ － －

（2人）

c,d
－ －

・中央制御室待避室空気ボンベ陽圧化装置空気供給弁開

・中央制御室待避室陽圧調整

格納容器ベント実施の30分前または格納容器ベント操作に運転員が現

場への移動を開始した場合に実施する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・ベント準備

－ － － －

※3，※４

（2人）

※3，※４

（2人）

・フィルタ装置水位調整準備

　（排水ポンプ水張り）
格納容器ベント前に待避準備及び待避を実施する

（1人）

A

（1人）

a
－ － ・ベント状態監視 待避所へ待避しベント状態を監視する。

・放射線防護装備準備／装備

・格納容器ベント操作 格納容器ベント操作後待避所へ待避する

－ － （2人） （2人）
・フィルタ装置水位調整

・フィルタ装置pH測定
中操からの連絡を受けて現場操作を実施する

－ －
4人

（参集）

4人

（参集）
・フィルタ装置薬液補給 中操からの連絡を受けて現場操作を実施する

・放射線防護装備準備／装備

・軽油タンクからタンクローリへの補給 タンクローリ残量に応じて適宜軽油タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

格納容器ベント前に待避準備及び待避を実施する

一時待避前に燃料が枯渇しないように補給する

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる

必要人員数　合計
2人

A, B

2人

a, b

4人

C, D , E , F

4人

c, d , e , f

※　有効性評価で考慮しない作業を含めると要員は「14人(参集要員34人）」となる

格納容器過圧・過温破損

経過時間（時間）
備考

12 16 20 24 28 32 36 40 44

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

代替原子炉補機冷却系　準備操作

（解析上考慮せず）
－ －

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

適宜原子炉注水と格納容器スプレイの切り替えを繰り返し実施

格納容器頂部注水

（解析上考慮せず）

注水量および上部ドライウェル温度変化により格納容器頂部注水

を調整する

要員を確保して対応する

－ － － －

2人 2人

現場確認中断

（一時待避中）

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）
・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開

する

・必要に応じて使用済燃料プールへの補給を依頼する

可搬型代替注水ポンプによる防火水

槽から復水貯蔵槽への補給

－ － － －

2人

※1，※2

－ －

2人

※1，※2

現場確認中断

（一時待避中）

現場確認中断

（一時待避中）

13人

（参集）

13人

（参集）
10時間

※2

（2人）

※3

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

2人

※4

現場確認中断

（一時待避中）

格納容器ベント準備操作

－ －

適宜実施

（2人）

E,F

（2人）

e,f

適宜実施

格納容器ベント操作

－ －

適宜実施

作業中断

（一時待避中）

10人※

（参集要員8人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

燃料給油準備 － － － －

2人

炉心冠水後は，適宜原子炉注水と格納容器スプレイの切り替えを繰り返し実施

事象発生

2 4 6

約0.3時間 炉心損傷開始

約2時間 炉心冠水確認

約38時間

格納容器圧力 限界圧力到達

約70分 原子炉注水開始

60分

60分

60分

60分

適宜実施

一
時
待
避

適宜実施

一
時
待
避

90分

適宜実施
一
時
待

一
時
待
避

90分

適宜実施
一
時
待

300分

適宜実施

一
時
待
避

30分

30分

30分

一
時
待
避

180分

5分

10分

10分

10分

10分

10分

10分

適宜実施

120分



 

3.1.3-21 

 

図 3.1.3.6 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

図 3.1.3.7 注水流量の推移 
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図 3.1.3.8 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

 

 

図 3.1.3.9 燃料最高温度の推移 
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図 3.1.3.10 格納容器圧力の推移 

 

 

図 3.1.3.11 格納容器気相部温度の推移 
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図 3.1.3.12 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

図 3.1.3.13 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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表 3.1.3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時における重大事故等対策について 

（代替循環冷却を使用しない場合） 

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム確認 
運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失又は全交流動力電源喪失

が発生して原子炉がスクラムしたことを確認する 
－ － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

非常用炉心冷却系機能喪失確認 非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失を確認する － － 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 

【残留熱除去系系統流量計】 

全交流動力電源喪失及び早期の電源回

復不能判断並びに対応準備 

外部電源が喪失するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機が機能

喪失する。これにより所内高圧系統（6.9kV）の母線が使用不能となり，

全交流動力電源喪失に至る 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動がで

きず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電

源回復不可と判断する。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子

炉補機冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を開始する 

所内蓄電式直流電源設備 ― ― 

炉心損傷確認 

大破断LOCA時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失す

るため，原子炉水位は急激に低下し炉心が露出することで炉心損傷に

至ることを確認する 

－ － 
格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W）  

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C）  

常設代替交流電源設備による交流電源

供給及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉水位回復確認 

常設代替交流電源設備による交流電源供給後，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水を開始する 

ドライウェル雰囲気温度が原子炉圧力の飽和温度を超えた場合水位不

明と判断する。崩壊熱及び原子炉注水量による推定手段を使用し，原

子炉水位を推定する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）  

復水貯蔵槽水位計（SA） 

ドライウェル雰囲気温度計 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却 

格納容器温度が約 190℃に到達した場合，推定手段により炉心冠水を確

認後，代替格納容器スプレイ冷却系により原子炉格納容器冷却を実施

する 

推定手段により炉心を冠水維持できる範囲で，原子炉注水と代替格納

容器スプレイを交互に実施する 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

ドライウェル雰囲気温度計 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA）  

格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱 

格納容器圧力が 0．62MPa[gage]に接近した場合，格納容器圧力逃がし

装置等による原子炉格納容器除熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置 

代替格納容器圧力逃がし装置 
－ 

格納容器内圧力計（D/W）  

格納容器内圧力計（S/C）  

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

フィルタ装置水位計 

フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧計 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 3.1.3.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用しない場合）（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード MAAP － 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカート下
端から+119cm） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

燃料 9×9燃料（A型） － 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10％の
保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器
及び構造物の体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造
物の体積を除いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa 
（ドライウェル－サプレッション・チ
ェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プール水

位 
7.05m（NWL） 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
位として設定 

サプレッション・チェンバ・プール水

温 
35℃ 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水
温の上限値として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12時間以降は 45℃，
事象開始 24 時間以降は 40℃） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 3.1.3.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用しない場合）（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

起因事象 
大破断 LOCA 

残留熱除去系の吸込配管の破断 

原子炉圧力容器内の保有水量が厳しい箇所として

設定 

安全機能の喪失に対する仮定 
全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧注水機能喪失 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定

し，設定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧

炉心注水系の機能喪失を，低圧注水機能として低

圧注水系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 外部電源が喪失するものとして設定 
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表 3.1.3.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用しない場合）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 事象発生と同時に原子炉スクラム 
事象発生と同時に原子炉スクラムするものとして

設定 

低圧代替注水系（常設） 
最大 300m3/h で注水，その後は炉心を

冠水維持するよう注水 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として

設定 

 

代替格納容器スプレイ冷却系 140m3/h にてスプレイ 
格納容器温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量

を考慮し，設定 

格納容器圧力逃がし装置等 

格納容器圧力が 0.62MPa[gage]におけ

る最大排出流量 31.6kg/s に対して，

原子炉格納容器二次隔離弁の中間開操

作（流路面積約 50%開）にて原子炉格

納容器除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の設定値として設定 

0.0
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表 3.1.3.2 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却を使用しない場合）（4／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

常設代替交流電源設備からの受電及び

低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作 

事象発生 70 分後 
全交流動力電源喪失時の訓練実績を踏まえて設

定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作 

炉心冠水後，格納容器温度が約 190℃到

達時 
格納容器限界温度到達防止を踏まえて設定 

格納容器圧力逃がし装置等による原子

炉格納容器除熱操作 
格納容器圧力が 0.62MPa[gage]接近時 格納容器限界圧力到達防止を踏まえて設定 

 



 

 
添 3.1.3.1-1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において代替循環冷却を使

用しない場合における Cs-137 放出量評価について 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において代替循環冷却を

使用しない場合における Cs-137 の放出量は以下のとおりとなる。 

なお，Cs-137 の炉内内蔵量の評価の前提条件を表 1に示す。 

 

(1) Cs-137 の放出量（TBq）の算出 

 Cs-137 の放出量は，以下の式により算出される。 

大気中への Cs-137 の放出量（Bq） = f_Cs × Bq_Cs-137 ×（1/DF）  ・・・・ （1） 

 

一方，原子炉格納容器からのセシウムの放出割合（f_Cs）は，CsI 及び CsOH の放出割合

より，以下の式により算出される。なお，Cs-137 の炉内内蔵量は ORIGEN コード，原子炉格

納容器からの CsI 及び CsOH の放出割合は MAAP コードにて算出している。 

 

f_Cs  = （M_CsI + M_CsOH ） / M_Cs                ・・・・ （2） 

M_CsI = W_Cs × （M_I / W_I） × f_CsI       ・・・・ （3） 

M_CsOH = （M_Cs - W_Cs×（M_I / W_I）） × f_CsOH     ・・・・（4） 

   

（2）～（4）式より 

f_Cs = f_CsOH + （M_I / M_Cs） × （W_Cs / W_I） × （f_CsI - f_CsOH） ・・（5） 

     

f_Cs：原子炉格納容器からのセシウムの放出割合 

f_CsI：原子炉格納容器からの CsI の放出割合 ※ 

f_CsOH：原子炉格納容器からの CsOH の放出割合 ※ 

M_CsI：CsI に含まれる Cs 量 

M_CsOH：CsOH に含まれる Cs 量 

M_I：よう素の初期重量 = 29.1 kg 

M_Cs：セシウムの初期重量 = 382.9 kg 

W_I：よう素の分子量 = 131 （kg/kmol） 

W_Cs：セシウムの分子量 = 133 （kg/kmol） 

Bq_Cs137：Cs-137 の原子炉圧力容器内内蔵量（Bq） = 5.2×1017 

DF：格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置の除染係数 = 1000 

 

※原子炉格納容器内のエアロゾル状の放射性物質の低減効果（サプレッション・チェンバ

のスクラビングによる除染係数等）を考慮した MAAP コードでの評価値（別紙参照） 

添付資料 3.1.3.1 



 

 
添 3.1.3.1-2 

(2) 計算結果 

サプレッション・チェンバのラインを経由し，格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容

器圧力逃がし装置を用いた場合のCs-137の放出量は（1），（5）式より以下のとおりとな

る。 

f_Cs = f_CsOH + （M_I / M_Cs） × （W_Cs / W_I） × （f_CsI - f_CsOH） 

f_Cs = 2.706×10-6+ （29.1 / 382.9）×（133 / 131）×（1.308×10-6 – 2.706×10-6） 

= 2.60×10-6 

 

Cs-137 の放出量（Bq） = f_Cs × Bq_Cs-137 × （1/DF） 

= 2.60×10-6× 5.2×1017 × （1/1000） 

= 約 1.4×10-3 TBq 

 

ドライウェルのラインを経由し，格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし

装置を用いた場合のCs-137の放出量は（1），（5）式より以下のとおりとなる。 

f_Cs = f_CsOH + （M_I / M_Cs） × （W_Cs / W_I） × （f_CsI - f_CsOH） 

f_Cs = 3.908×10-3+ （29.1 / 382.9）×（133 / 131）×（2.503×10-3 – 3.908×10-3） 

= 3.80×10-3 

Cs-137 の放出量（Bq） = f_Cs × Bq_Cs-137 × （1/DF） 

= 3.80×10-3× 5.2×1017 × （1/1000） 

= 約2.0TBq 

 

表 1 Cs-137 の炉内内蔵量の評価の前提条件 

項目 値 設定根拠 

運転時間（h） 

1 サイクル：10,000h（416 日） 

2 サイクル：20,000h 

3 サイクル：30,000h 

4 サイクル：40,000h 

5 サイクル：50,000h 

1サイクル13ヶ月（395日）

を考慮して，燃料の最高取

出燃焼度に余裕を持たせ

長めに設定 

取替炉心の燃料装荷割合 

1 サイクル：0.229 （200 体） 

2 サイクル：0.229 （200 体） 

3 サイクル：0.229 （200 体） 

4 サイクル：0.229 （200 体） 

5 サイクル：0.084 （72 体） 

取替炉心の燃料装荷割合

に基づく 

（ABWR の値を用いて， 

炉心内蔵量を計算し，熱出

力3,926MWで規格化する。） 
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大破断 LOCA 時における放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合について 

 

 図 1 に，NUREG-1465 における放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合（BWR プラン

ト，Early In-Vessel）と，大破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が

喪失するシナリオの MAAP 解析における放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合を示す。

図 1から分かるとおり，よう素及びセシウムの原子炉格納容器内への放出割合については，

MAAP 解析の方が NUREG-1465 より大きくなっている。希ガスについては，MAAP 解析では全量

が原子炉格納容器内に放出されてはいないが，これは損傷炉心の終状態においても，炉心内

に健全な状態の燃料が一部残されるためである（添付資料 3.1.2.3）。 

 MAAP 解析においては，放射性物質が原子炉格納容器内に放出された後，原子炉格納容器

内に放出された放射性物質は，希ガスを除き，格納容器スプレイやサプレッション・チェン

バ・プールでのスクラビング等により除去される。このため，格納容器ベント実施後，事象

発生後 7日間で原子炉格納容器外に放出されるよう素及びセシウムの放出割合は，10-6オー

ダーとなる。 

 なお，中・低揮発性の核種グループについては，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故で

の観測事実をふまえ，格納容器ベント実施後に格納容器外に放出される割合について，MAAP

解析の結果から得られたセシウムの原子炉格納容器外への放出割合及び NUREG-1465 におけ

る原子炉格納容器内への放出割合の比（例 セシウム：0.25 に対しランタノイド：0.0002）

を利用して放出割合を評価し，中央制御室の居住性評価や現場の作業環境評価に用いてい

る。 

 

図 1 原子炉格納容器内への放出割合の比較 
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添付資料 3.1.3.2 

 

原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想定した場合

でも，原子炉格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られている。 

この評価結果に照らして原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量を考える。原

子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい量は制限され，

漏えいした水蒸気は原子炉建屋内で凝縮し，原子炉建屋空間部が加圧されることはないと

考えられる。また，原子炉建屋内の換気空調系は停止しており，原子炉建屋内空間部と外気

との圧力差が生じにくく，原子炉建屋内外での空気のやりとりは殆どないものと考えられ

る。さらに，原子炉格納容器内から原子炉建屋に漏えいした粒子状放射性物質は，原子炉建

屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着するものと考えられる。 

これらのことから，原子炉格納容器が健全である場合は，原子炉格納容器から原子炉建屋

内に漏えいした放射性物質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，原子炉建屋内で除去され

るため，大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。 

 

以下では，上述の状況に係わらず，保守的に原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏え

いを仮定した場合の放出量を示す。 

 

１．評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失

＋全交流動力電源喪失」に対し，格納容器ベントによって原子炉格納容器除熱を実施す

る場合について評価する。 

(2) 格納容器からの漏えい量は，MAAP 解析上で格納容器圧力に応じて漏えい率が変化する

ものとし，開口面積は以下のように設定する。 

 ・1Pd 以下 ：0.9Pd で 0.4%/日 相当 

 ・1～2Pd ：2.0Pd で 1.3%/日 相当 

(3) 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，原子炉建屋の

換気空調系停止時の原子炉建屋から大気中への漏えい率を 10%/日（一定）とした。（詳

細は「3.補足事項」参照） 

(4) 原子炉建屋内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での粒子状物質

の除去効果は保守的に考慮しない。 

 

２．評価結果 

原子炉建屋から大気中への放射性物質（Cs-137）の漏えい量は約 0.017TBq（7 日間）とな

る。 

格納容器が健全であるため，格納容器から原子炉建屋への漏えい量は制限され，更に原子

炉建屋から大気中への漏えいにおいても一定の漏えい率に制限されるため，放射性物質の

漏えい量は抑制される。 

この評価結果は「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」に示すドライウェルのラインを

経由した場合の放出量約 2.0TBq（7日間）に比べて十分に小さい。 
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３．補足事項 

 

原子炉建屋から大気中への漏えい率は，建屋周辺の風速によって原子炉建屋内と建屋外

に差圧が生じ，放射性物質を含む原子炉建屋内の気体が建屋外へ漏えいすると仮定して評

価する。 

 

（1）式に建屋周辺の風速と建屋差圧（風荷重）の関係を示す。 

 

ΔP = -C×ρ×v2/2 ・・・（1） 

 

ΔP : 風荷重 （kg/m2） 

C : 風力係数 （-0.4） 

ρ : 空気密度 （0.125kgs2/m4：大気圧 101kPa，大気温度 15℃） 

v : 風速 （3.1m/s） 

（敷地内で観測した 1985 年 10 月～1986 年 9 月の地上高 10m 風速観測結果か

ら，平均風速である 3.1m/s を選定） 

出典：建築学便覧Ⅱ 構造 

 

次に，差圧と原子炉建屋の漏えい率の相関式を（2）式に示す。 

 

f ∝ √ΔP ・・・（2） 

 

f : 原子炉建屋の漏えい率 （回/日） 

ΔP : 差圧 （mmH2O） 

なお，1mmH2O=1kg/m2 

 

原子炉建屋は，建屋負圧 6.4mmH2O で漏えい率が 0.5 回/日以下になるように設計されてい

るため，実風速による建屋差圧と漏えい率の関係は（3）式のようになる。 

 

f1 = f0×√（ΔP1/ΔP0） ・・・（3） 

 

f1 : 実風速時の漏えい率 （回/日） 

f0 : 原子炉建屋の設計漏えい率 （0.5 回/日） 

ΔP1 : 実風速時の建屋差圧 （0.3mmH2O） 

ΔP0 : 原子炉建屋の設計建屋差圧 （6.4mmH2O） 

 

以上より，建屋周辺の風速によって生じる原子炉建屋からの漏えい率は 0.1 回/日となる。 

 

以上 
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 添付資料 3.1.3.3 

安定状態について（代替循環冷却を使用しない場合） 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において代替循環冷却を

使用しない場合における安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，重大事故等対処設備を用いた損傷炉心冷却により，損傷炉

心の冠水が維持でき，また，冷却のための設備がその後も機能維持でき

ると判断され，かつ必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合，安定停止状態が確立されたものと

する。 

原子炉格納容器安定状態：損傷炉心を冠水させた後に，重大事故等対処設備を用いた原子炉格

納容器除熱機能（格納容器圧力逃がし装置又は代替循環冷却）によ

り，格納容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，除熱の

ための設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要

員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれ

がない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

低圧代替注水系（常設）による注水継続により損傷炉心が冠水し，損傷炉心の冷却が維持され，

原子炉安定停止状態が確立される。 

 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

炉心冷却を継続し，格納容器圧力 0.62MPa[gage]到達までに格納容器圧力逃がし装置等による

原子炉格納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり，格

納容器温度は 150℃を下回り，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源を

供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の格納容器破損防止対策により安定状態を維持できる。 

代替循環冷却又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行い，原子炉格納容器を隔離することに

よって，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。安定状態の維持に関する具

体的な要件は以下のとおり。 

① 原子炉格納容器除熱機能として代替循環冷却又は残留熱除去系復旧による冷却への移行 

② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系の復旧及び

原子炉格納容器内への窒素封入（パージ） 

③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等の復旧 

④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震力に対する原

子炉格納容器の頑健性の確保              （添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用しない場合）））（1/2） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 

炉心モデル（原

子炉出力及び

崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解

析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒内温度

変化 

炉心モデル

（炉心熱水力

モデル） 

溶融炉心の挙

動モデル 

（炉心ヒート

アップ） 

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時

の水素発生，炉心領域での溶融進展状態

について，TMI 事故分析結果と良く一致す

ることを確認した 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制

御棒及びチャンネルボックスの温度変化

について，測定データと良く一致するこ

とを確認した 

炉心ヒートアップ速度（燃料被覆管酸化

が促進される場合）が早まることを想定

し，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，

ジルコニウム-水反応速度の係数を 2倍と

した感度解析により影響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに運

転員操作の起点となる炉心溶融の開始

時刻への影響は小さい 

・下部プレナムへのリロケーション開始時

刻への影響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び CORA 実験についての

再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆管表

面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度は小さいことが確認されている。原子炉注

水操作については，ECCS による炉心への注水機能が喪失したと判断した場合，速やかに低

圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の確保含む）を行う手順となっており，燃料被

覆管温度等のパラメータを操作開始の起点としている操作ではないことから，運転員等操

作に与える影響はない。また，格納容器スプレイ操作については，炉心ヒートアップの感度

解析では，格納容器内温度及び圧力挙動への影響は小さいことが確認されていることから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び

CORA 実験についての再現性が確認されている。また，炉心ヒートア

ップに関するモデルに対する感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆

管表面積感度解析）では，格納容器内温度及び圧力挙動への影響は

小さいことが確認されていることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい 

燃料棒表面熱

伝達 

燃料被覆管酸

化 

燃料被覆管変

形 

沸騰・ボイド率

変化 
炉心モデル（炉

心水位計算モ

デル） 

MAAP コードと SAFER コードの比較を行

い，以下の傾向を確認 

・MAAP コードでは CCFL を取り扱っていな

いこと等から水位変化に差異が生じた 

・水位低下幅は MAAP コードの方が保守的

であり，その後の注水操作による有効燃

料棒頂部までの水位回復時刻は両コー

ドで同等である 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は SAFER コードとの比較により，急速減圧後の水位上昇

及び蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すこと，その後の注水操

作による有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は SAFER コードと同等であることが確認され

ている。原子炉注水操作については，ECCS による炉心への注水機能が喪失したと判断した

場合，速やかに低圧代替注水系（常設）による炉心注水（電源の確保含む）を行う手順とな

っており，原子炉水位を操作開始の起点としている操作ではないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動について原

子炉圧力容器内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較におい

ては，短期的な挙動は緩慢な挙動とはなるが，模擬できており，ま

た，長期的な挙動は崩壊熱の影響が支配的となるため，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい 
気液分離（水位

変化）・対向流 

原子

炉圧

力容

器 
ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替

注水設備含む） 

安全系モデル

（非常用炉心

冷却系） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

保守的な注水特性を入力値に用いており，

解析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与

える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用しない場合））） 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用しない場合）））（2/2） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子

炉格

納容

器 

格納容器各領

域間の流動 

格納容器モデ 

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が

確認されており不確かさは小

さい 

-格納容器圧力及び温度は，

温度成層化を含めて傾向は適

切に再現できる 

-雰囲気からヒートシンクへ

の伝熱が過小に予測されてい

る可能性が示唆されているも

のの，実験体系に起因するも

のと考えられ，実機体系にお

いてはこの種の不確かさは小

さくなると考えられる 

-非凝縮性ガス濃度の挙動は，

解析結果は測定データと良く

一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価

する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，この解析で確認された不確かさ

は小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現でき

ているため，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている代替格納容器スプレイ及び格納容器圧

力逃がし装置に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格

納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR

の格納容器内の区画とは異なる等，この解析で確認された不確かさ

は小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧

力及び温度の傾向を適切に再現できているため，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

構造材との熱

伝達及び内部

熱伝導 

気液界面の熱

伝達 

スプレイ冷却 

安全系モデル 

（格納容器ス

プレイ） 

安全系モデル

（代替注水設

備） 

入力値に含まれる（スプレイ

注入特性）  

スプレイの水滴温度は短時間

で雰囲気温度と平衡に至るこ

とから伝熱モデルの不確かさ

の影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響」に

て確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

格納容器ベン

ト 

格納容器モデ

ル（格納容器の

熱水力モデル） 

以下の観点で不確かさは小さ

いと判断できる 

-入力値に含まれる（ベント

流量） 

-格納容器ベントについては，

設計流量に基づいて流路面積

を入力値として与え，「格納容

器各領域間の流動」と同様の

計算方法が用いられている 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響」に

て確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

原子

炉圧

力容

器

（炉

心損

傷

後） 

原子炉圧力容

器内 FP 挙動 

核分裂生成物

（FP）挙動モデ

ル 

PHEBUS-FP 実験解析により，

FP 放出の開始時間を良く再

現できているものの，FP 放

出が顕著になる実験開始後約

11,000 秒以降は，燃料被覆

管温度を高めに評価すること

により，急激な FP 放出を示

す結果となった。ただし，こ

の原因は実験における小規模

な炉心体系の模擬によるもの

であり，実機の大規模な体系

においてこの種の不確かさは

小さくなると考えられる 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは FP 放出の開始時間に関する基本的なモデルについては PHEBUS-FP 実験

解析において，実機体系により妥当性が確認されているが，燃料被覆管破裂後の FP 放出挙動に関しては

小規模体系の模擬性が原因によるものであり，実機の大規模な体系においてこの種の不確かさは小さく

なると考えられるが，炉心損傷後の圧力容器内 FP 放出を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは，PHEBUS-FP 実験解析により，原子

炉圧力容器内へのFP放出の開始時間を適切に再現できることが確認

されている。PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂後の FP 放出

について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規

模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこ

の種の不確かさは小さくなると考えられる 

原子

炉格

納容

器

（炉

心損

傷

後） 

原子炉格納容

器内 FP 挙動 

核分裂生成物

（FP）挙動モデ

ル 

ABCOVE 実験解析により，格

納容器内のエアロゾル沈着挙

動を適正に評価できることを

確認した 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは ABCOVE 実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評

価できることを確認しているが，炉心損傷後の格納容器内 FP を操作開始の起点としている運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは，ABCOVE 実験解析により格納容器

内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることが確認されてい

る。したがって，Cs-137 の観点で評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。なお，本評価事故シーケンスにおける格納容器逃

がし装置等による Cs-137 の総放出量は，評価項目（100TBq を下回っ

ていること）に対して，サプレッション・チェンバのラインを経由し

た場合は約 1.4×10-3TBq（7 日間）であり，評価項目に対して余裕が

ある 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用しない場合）））（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 原子炉熱出力 3,926MWt 
3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た運転管理目標値を参考に最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。

最確条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，原子炉停

止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最

確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，

原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～約 7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧される

ため事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える

影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を

与えうるが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧されるため事

象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える

影響はない 

原子炉水位 通常運転水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート下端

から約+118cm～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して

非常に小さい。例えば，大破断 LOCA 発生後の原子炉水位の低下

量は約 20分で通常運転水位－約 4mであるのに対してゆらぎに

よる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。従って，事象

進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は

小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を

与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常

に小さい。例えば，大破断 LOCA 発生後の原子炉水位の低下量は約

20 分で通常運転水位－約 4m であるのに対してゆらぎによる水位

低下量は－約 10mm であり非常に小さい。従って，事象進展に与え

る影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い  

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%）） 

定格流量の約 91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期

に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与え

る影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に

原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影

響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B

型）は，熱水的な特性はほぼ同等

であり，燃料棒最大線出力密度の

保守性に包含されることから，代

表的に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心とな

るか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性

はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心となる

か，それらの混在炉心となるが，何れの型式も燃料の熱水力特性は

ほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉停止後

の崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd/t 

ANSI/ANS-5.1-1979 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつ

きを考慮し，10％の保守性を確保

することで，最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなる

ため，原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧

力及び温度上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格納容器ベ

ント操作の開始が遅くなるが，操作手順に変わりはないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるた

め，原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び

温度上昇が遅くなるが，格納容器の圧力及び温度の上昇は格納容

器スプレイ及び格納容器ベントにより抑制されるため，評価項目

となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ドライウェ

ル） 

7,350m3 
7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全

体積から内部機器及び構造物の

体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積

（ウェットウ

ェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を

除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水位 

7.05m（NWL） 
約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動

を与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プー

ル水位低下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例

えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3,600m3相当分である

のに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の

熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約

0.6%程度と非常に小さい。従って，事象進展に与える影響は小

さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を

与えうるが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位

低下分の熱容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常

水位時（7.05m）の熱容量は約 3,600m3相当分であるのに対して，

ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3

相当分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に

小さい。従って，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい 

サプレッショ

ン・チェンバ・

プール水温 

35℃ 
約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件とし

て設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなる

ため，格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格

納容器ベント操作の開始が遅くなるが，その影響は小さく，運

転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも若干低くなるた

め，格納容器の熱容量は若干大きくなり格納容器ベントに至るま

での時間が長くなるが，その影響は小さく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 
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項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が

格納容器ベント時間に与える影響は小さい。例えば，事象

発生から格納容器圧力が初期ピーク値に達するまでの圧力

上昇率（平均）は 1時間あたり約 50kPa（約 10.3 時間で約

0.56MPa）であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約

2kPa であり非常に小さい。従って，事象進展に与える影響

は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇量が格納容器ベント時間に与える影響

は小さい。例えば，事象発生から格納容器圧力が初期ピーク値に達するまで

の圧力上昇率（平均）は 1時間あたり約 50kPa（約 10.3 時間で約 0.56MPa）

であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。

従って，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，格納容器温度は格納容器スプレイによ

り飽和温度となることから，初期温度が事象進展に与える

影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となることから，初期

温度が事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差

圧） 

3.43kPa 

（ドライウェル－サプレッ

ション・チェンバ間差圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温

度 

50℃（事象開始 12 時間以

降は 45℃，事象開始 24時

間以降は 40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を

参考に設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可

能性があり，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイ

による圧力抑制効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔に

影響する。しかし本解析ではスプレイ間隔は炉心冠水操作

に依存していることから運転員等操作時間に与える影響は

小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性があり，炉心

の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕熱分の影響は小さ

く，燃料被覆管温度の上昇に与える影響は小さい。 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効果は大

きくなり，格納容器圧力逃がし装置の操作開始時間が遅くなるが，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の容

量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量+復水貯

蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中

の復水貯蔵槽の水量を参考

に，最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替

注水ポンプによる補給により復水貯蔵槽は枯渇しないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

（軽油タンク容量+ガスタ

ービン発電機用燃料タンク

容量） 

通常時の軽油タンク及びガ

スタービン発電機用燃料タ

ンクの運用値を参考に，最確

条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕

は大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想

定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

－ 
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表 2  解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却を使用しない場合）））（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 
起因事象 

大破断 LOCA 

（残留熱除去系の吸込配

管の破断） 

－ 
原子炉圧力容器内の保有水量

が厳しい箇所として設定 
－ － 

安全機能の喪

失に対する仮

定 

全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧注

水機能喪失 

－ 

全ての非常用ディーゼル発電

機の機能喪失を想定し，設定 

高圧注水機能として原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心注水

系の機能喪失を，低圧注水機能

として低圧注水系の機能喪失

を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

外部電源 外部電源なし － 
外部電源なしを重畳させるこ

とでより厳しい状態を設定 

仮に，外部電源がある場合は，注水開始時間が早くなり，

格納容器圧力・温度の挙動は低く推移することから，運転

員等操作時間に対する余裕は大きくなる 

仮に，外部電源がある場合は，注水開始時間が早くなり，格納容器圧力・

温度の挙動は低く推移することから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる 

機器

条件 
原子炉スクラ

ム信号 

事象発生と同時に原子炉

スクラム 

事象発生と同時に原子炉

スクラム 

事象発生と同時に原子炉スク

ラムするものとして設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

低圧代替注水

系（常設） 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

最大 300m3/h で注水，その

後は炉心を冠水維持可能

な注水量に制御 

設計値に注入配管の流路圧損

を考慮した値として設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性がある。冠水後の操作

として冠水維持可能な注水量に制御するが，注水後の流量

調整操作であるため,運転員等操作時間に与える影響はな

い 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性の保守性），原子炉水位の回

復は早くなる可能性があるが，格納容器圧力及び温度上昇に有意な影響を

与えないことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

代替格納容器

スプレイ冷却

系 

140m3/h にてスプレイ 140m3/h 以上でスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力

抑制に必要なスプレイ流量を

考慮し，設定 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減によ

り圧力抑制効果に影響を受けるが，操作手順に変わりはな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

スプレイ流量は運転員による調整が行われ，その増減により圧力抑制効果

に影響を受けるものの，格納容器内に蓄積される崩壊熱量に変わりは無い

ため，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器圧力

逃がし装置等 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における

最大排出流量31.6kg/sに

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約50%開）に

て除熱 

格納容器圧力が

0.62MPa[gage]における

最大排出流量31.6kg/sに

対して，原子炉格納容器

二次隔離弁の中間開操作

（流路面積約50%開）に

て除熱 

格納容器圧力逃がし装置等の

設計値として設定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器ベントによる格

納容器圧力の低下が早くなり，その後の圧力挙動も低く推

移することになるが，運転員等操作時間に与える影響はな

い 

格納容器圧力の最大値は格納容器ベント実施時のピーク圧力であることか

ら，その後の圧力挙動の変化は，評価項目となるパラメータに対して与え

る影響はない 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用しない場合）（1/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の

不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目と

なるパラメ

ータに与え

る影響 

操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操

作開始時間 

条件設定の

考え方 

操作

条件 

常設代替交

流電源設備

からの受電

及び低圧代

替 注 水 系

（常設）に

よる原子炉

注水 

事象発生70

分後 

全交流動力

電源喪失時

の訓練実績

を踏まえて

設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができない場合，早期の電

源回復不可と判断し，これにより常設代替交流電源設備及び低圧代替注水系（常設）の準備を開始する手順として

いる。この認知に係る時間として 10 分間を想定している。そのため，認知遅れ等により操作時間に与える影響は

なし 

【要員配置】 

常設代替交流電源設備からの受電操作のために，中央制御室及び現場にて常設代替交流電源設備からの受電準備を

行う運転員と，常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員が配置されている。受電準備を行う運転員は，常

設代替交流電源設備からの受電準備ための負荷切り離し操作を行っている期間，他の操作を担っていない。このた

め，要員配置が操作開始時間に与える影響はなし。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作について

は，中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に与える影響は

なし 

【移動】 

常設代替交流電源設備からの受電準備を行う運転員は，中央制御室から操作現場である原子炉建屋地下 1階まで通

常 5 分間程度で移動可能であるが，移動時間としては余裕を含めて 10 分間を想定している。起動操作等を行う運

転員は，屋外に移動するが，移動時間としては徒歩の所要時間に余裕を加味し 10 分間を想定している。このため，

移動が操作開始時間に与える影響はない。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については中央制

御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員，受電準備を行う運転員及び運転員（中央制御室）の操作内容及

び操作所要時間は以下のとおり。これらの作業は並行して行うため，操作所要時間は最長で 50 分間となる 

［起動操作等を行う運転員：操作所要時間；合計 40 分間］ 

 常設代替交流電源設備の起動前の油漏れ，配電盤等の健全性確認の所要時間に 10 分間を想定 

 燃料バルブの開操作，給・排気扉開操作等の常設代替交流電源設備の起動準備の所要時間に 10 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動，起動後の運転確認及び常設代替交流電源設備側の遮断操作の所要時間に 20 分

間を想定 

［受電準備を行う運転員：操作所要時間；合計 50 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し操作を行う。操作対象が 20 個程

度であり，1個あたりの操作時間に移動時間含めて 2分間程度を想定し，操作の所要時間は 40 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動及び緊急用交流高圧母線の遮断器の投入後の非常用交流高圧電源母線の受電操

作の所要時間に 10 分間を想定 

［運転員（中央制御室）：操作所要時間；合計 30 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための操作スイッチの引き保持等の所要時間に

20 分間を想定 

 非常用交流高圧電源母線の受電操作後に，中央制御室での受電確認及び低圧代替注水系（常設）の注水準備

操作の所要時間に 10 分間を想定 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作は，復水補給水系の隔離弁（1弁）の閉操作による系統構成，

低圧代替注水系（常設）の追加起動であり，何れも中央制御室における制御盤の操作スイッチによる操作のため，

1操作に 1分間を想定し，合計 2分間であり，それに余裕時間を含めて操作時間 5分を想定 

【他の並列操作有無】 

常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員と受電準備を行う運転員の並列操作はあるが，それを加味して操

作の所要時間を算定しているため，操作開始時間に与える影響はない。また，低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水操作は，常設代替交流電源設備からの受電操作における非常用母線への受電操作と同時に実施する 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにく

く，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。また，中央制御室内の制御盤操作は，操作スイッチによる

簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

常設代替交流電源設備から

の受電操作について実態の

運転操作は，認知に 10 分

間，移動に 10 分間，操作所

要時間に 50 分間の合計 70

分間であり，解析上の受電

完了時間とほぼ同等であ

り，操作開始時間に与える

影響は小さい 

低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作は，常設

代替交流電源設備からの受

電操作と同時に実施するた

め，受電操作の影響を受け

るが，実態の操作時間は，解

析上の操作開始時間とほぼ

同等であり，操作開始時間

に与える影響は小さい 

実態の操作

開始時間は

解析上の設

定とほぼ同

等であるこ

とから，評価

項目となる

パラメータ

に与える影

響は小さい 

事象発生から

90 分後（操作

開始時間の 20

分程度の遅れ）

までに常設代

替交流電源設

備からの受電

操作を行い低

圧代替注水系

（常設）による

原子炉注水が

開始できれば，

評価項目を満

足する結果と

なり，時間余裕

がある 

なお，格納容器

ベント時にお

ける Cs 放出量

については燃

料損傷の程度

の影響を受け

るが，格納容器

ベント開始時

間はほぼ同じ

であるため，放

出量に与える

影響は小さい 

（ 添 付 資 料

3.1.2.9） 

常設代替交流電

源設備からの受

電操作は，訓練実

績等より，運転員

による常設代替

交流電源設備の

起動操作，並びに

現場及び中央制

御室の運転員に

よる受電前準備

及び受電操作を

並行して実施し，

想定と同じ約 70

分で常設代替交

流電源設備から

の受電が実施可

能であることを

確認した。 

低圧代替注水系

（常設）の操作は

中央制御室にお

ける操作のため，

シミュレータに

て訓練実績を取

得。訓練では，復

水移送ポンプを

起動し，低圧代替

注水系（常設）の

原子炉注水のた

めの系統構成を

約 2分で実施。 

常設代替交流電

源設備からの受

電操作と本操作

を並行して実施

することで事象

発生後 70 分に原

子炉注水操作の

開始が実施可能

なことを確認し

た 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用しない場合）（2/4） 

項目 

解析条件（操作条件）

の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパ

ラメータに与える

影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の

操作開始

時間 

条件設定

の考え方 

操作

条件 

代替格納

容器スプ

レイ冷却

系による

格納容器

冷却操作 

炉心冠水

後，格納

容器温度

約 190℃到

達時 

格納容器

限界温度

到達防止

を踏まえ

て設定 

【認知】 

格納容器スプレイの操作実施基準（炉心冠水後かつ格納容器温度約 190℃）に到達するのは事象発生約

2時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知できる時間があるため，認知遅れにより

操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に与

える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）から代替格納容器スプレイへの切替は制御盤の操作スイッチによる操作のた

め，簡易な操作である。操作時間は特に設定していないが，格納容器の緩やかな圧力上昇に対して操

作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

原子炉への注水が優先であり，原子炉水位が破断口高さ到達後に，低圧代替注水系（常設）から代替

格納容器スプレイへの切替えることとしており，原子炉注水の状況により，格納容器スプレイの操作

開始時間は変動しうる 

【操作の確実さ】 

中央制御室内の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため誤

操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

 

解析結果は炉心冠水

前に既に格納容器温

度は約 190℃を超えて

おり，実態の操作も解

析上も原子炉水位が

破断口高さ到達後に

低圧代替注水系（常

設）から代替格納容器

スプレイへ切替える

こととしており，実態

の操作開始時間は，解

析上の想定とほぼ同

等であり，操作開始時

間に与える影響は小

さい 

当該操作は，解析コー

ド及び解析条件（操作

条件を除く）の不確か

さにより操作開始時

間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室で

行う操作であり，他の

操作との重複もない

ことから，他の操作に

与える影響はない 

原子炉注水の状況

により格納容器ス

プレイの操作開始

は炉心冠水後，格

納 容 器 温 度 約

190℃到達後とな

り，実態の操作開

始時間は解析上の

想定とほぼ同等で

あることから，評

価項目となるパラ

メータに与える影

響は小さい 

事象発生から 90分後（操作開

始時間の 20分程度の遅れ）に

低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を開始した場

合の解析では，格納容器スプ

レイ開始のタイミングは約

2.3 時間後であることから，

現行の 2 時間に対して約 20

分程度の準備時間を確保で

きるため，時間余裕がある 

（添付資料 3.1.2.9） 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータにて訓

練実績を取得。訓

練では，復水移送

ポンプの起動を確

認し，代替格納容

器スプレイ冷却系

による格納容器冷

却のための系統構

成に約 2 分。想定

で意図している運

転操作が実施可能

なことを確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用しない場合）（3/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の

操作開始

時間 

条件設定の考え方 

操作

条件 

復水貯蔵槽

への補給 

事象発生

から 12 時

間後 

可搬型設備に関して，事

象発生から 12 時間まで

は，その機能に期待しな

いと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水

貯水池から防火水槽への補

給と可搬型代替注水ポンプ

による防火水槽から復水貯

蔵槽への補給を並行して実

施する。淡水貯水池から防火

水槽への補給の系統構成は，

所要時間 90分想定のところ，

訓練実績等により約 70 分で

実施可能なこと，可搬型代替

注水ポンプによる防火水槽

から復水貯蔵槽への補給の

ホース敷設等の注水準備は，

所要時間 180 分想定のとこ

ろ，訓練実績等により約 150

分で実施可能なことを確認

した 

各機器への

給油 

（可搬型代

替注水ポン

プ及び常設

代替交流電

源設備） 

事象発生

から 12 時

間後以

降，適宜 

各機器への給油は，解析

条件ではないが，解析で

想定している操作の成立

や継続に必要な操作・作

業。 

各機器の使用開始時間を

踏まえて設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から 12 時間あり時間余裕がある － － － 

有効性評価では，防火水槽か

ら復水貯蔵槽への補給用の

可搬型代替注水ポンプ（6 号

及び 7号炉：各 2台）及び常

設代替交流電源設備（6 号及

び 7号炉で 1台）への燃料給

油を期待している。 

可搬型代替注水ポンプへの

給油作業は，所要時間 180 分

想定のところ訓練実績等で

は約 112 分，常設代替交流電

源設備への給油作業は，所要

時間 540分想定のところ訓練

実績等では約 176 分であり，

想定の範囲内で意図してい

る作業が実施可能であるこ

とを確認した 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（代替循環冷却を使用しない場合）（4/4） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の

操作開始

時間 

条件設定の考え方 

操作

条件 

格納容器圧

力逃がし装

置等による

格納容器除

熱操作 

格納容器

圧力

0.62MPa[g

age] 

到達時 

格納容器限界圧力到達防

止を踏まえて設定 

【認知】 

炉心損傷後の格納容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 0.62MPa[gage]）に到達するのは，

事象発生の約 38 時間後であり，それまでに格納容器圧力の上昇を十分に認知できる時間がある

ため，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

格納容器圧力逃がし装置等による格納容器ベントは，中央制御室における操作と現場における

操作が必要であるが，現場の操作は中央制御室で行う操作とは別の緊急時対策要員を配置して

いる。当該緊急時対策要員は，復水貯蔵槽への補給作業を兼任しているが，それら作業は事象

発生の約 38 時間後までに行う作業であり，格納容器ベントの操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

緊急時対策要員は，緊急時対策本部から操作現場へ車にて移動することを想定している。仮に

地震等の外部事象が起因事象の場合に，アクセスルートの被害があっても，ホイールローダ等

にて必要なアクセスルートを仮復旧できる宿直の体制としており，また，徒歩による移動を想

定しても所要時間は約 1時間であり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

緊急時対策要員による現場における格納容器ベント準備操作（格納容器圧力逃がし装置のフィ

ルタ装置水位調整準備）は，現場での手動弁 4個の操作及び操作に係る移動の時間を含めて 60

分間を想定している。また，中央制御室の運転員による格納容器ベント準備操作は，他系統と

の隔離操作及び隔離確認と 1弁の遠隔開操作に，余裕時間を含め 60 分間の操作時間を想定して

いる。何れも準備操作として予め行うため，操作開始時間に与える影響はなし 

現場運転員による格納容器ベント操作は，伸縮継手を用いた 1 弁の手動操作であり，移動時間

及び余裕時間を含め 60 分間を想定している。本操作は，格納容器圧力の上昇傾向を監視した上

で，格納容器圧力が 0.62MPa[gage]に到達する予定時刻の 60 分以上前から実施する。よって，

操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器ベントの操作時に，当該操作に対応する運転員，緊急時対策要員に他の並列操作はな

く，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こり

にくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。また，現場操作は，操作

の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，

誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。なお，格納容器ベント実施時に遠隔操作に

失敗した場合は現場にて格納容器ベントを行うこととしており，格納容器ベント操作の信頼性

を向上している。ただし，この場合，現場操作に移動を含め約 20 分の時間の増分が発生する 

炉心損傷後の格納容器

ベントの操作実施基準

（ 格 納 容 器 圧 力

0.62MPa[gage]）に到達

するのは，事象発生の約

38 時間後であり，格納

容器ベントの準備操作

は格納容器の圧力上昇

の傾向を監視しながら

予め操作が可能である。

また，格納容器ベント操

作の操作所要時間は余

裕時間を含めて設定さ

れていることから，実態

の操作開始時間は解析

上の設定とほぼ同等で

あり，格納容器圧力

0.62MPa[gage]に至るま

でに確実に原子炉格納

容器除熱操作をするこ

とが可能であるため，操

作開始時間に与える影

響は小さい。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れ

る可能性があるが，中央

制御室の運転員とは別

に現場操作を行う運転

員及び緊急時対策要員

を配置しており，他の操

作との重複もないこと

から，他の操作に与える

影響はない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，格納

容 器 圧 力

0.62MPa[gage]

に至るまでに

確実に原子炉

格納容器除熱

操作をするこ

とが可能であ

るため，評価項

目となるパラ

メータに与え

る影響は小さ

い 

格納容器ベント

開始までの時間

は事象発生から

約 38時間後の操

作であり，準備

時間が確保でき

るため，時間余

裕がある 

現場モックアップ等

による実績では，格納

容器ベント準備操作

の原子炉格納容器二

次隔離弁の伸縮継手

による開操作に，状況

確認及び移動時間を

含め約 10 分の操作時

間で完了する見込み

を得た。格納容器圧力

逃がし装置のフィル

タ装置水位調整は，設

備設置中のため，同様

の弁の手動操作時間

を考慮して，移動時間

を含めて 60 分の操作

時間で完了する見込

みを得た。また，格納

容器ベント操作は，伸

縮継手を用いた原子

炉格納容器一次隔離

弁の手動操作であり，

伸縮継手を用いた他

の弁の操作により移

動時間含め約 10 分の

操作時間で完了する

見込みを得た。 

よって，想定で意図し

ている運転操作が実

施可能なことを確認

した 
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復水貯蔵槽水量

復水貯蔵槽への補給開始

　（130m
3
/h）

低圧代替注水系（常設）により原子炉注水開始
↓

格納容器スプレイ停止
↓

代替格納容器スプレイ冷却系により格納容器スプレイ開始
↓

7 日間における水源の対応について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） ：代替循環冷却を使用しない場合） 

 

○水源 

 復水貯蔵槽水量：約 1,700m3 

 淡水貯水池：約 18,000m3 

○水使用パターン 

①低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

  事象発生 70 分後から低圧代替注水系（常設）により注水する。 

  冠水後は，破断口～原子炉水位低（レベル 1）の範囲で注水す 

る（約 90m3/h）。 

 ②代替格納容器スプレイ冷却系による代替格納容器スプレイ 

  原子炉水位が破断口～原子炉水位低（レベル 1）の範囲で，代 

替格納容器スプレイを実施（140m3/h）。 

 ③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 

  事象発生 12 時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

  防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ 2台を用いて 130m3/h で復水貯蔵槽へ給水する。 

○時間評価（右上図） 

  事象発生 12 時間までは復水貯蔵槽を水源として炉注水及び代替格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。事象発

生 12 時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。格納容器スプレイ停止後に格納容器ベントを実施し，

その後は崩壊熱相当で注水することから復水貯蔵槽の水位は回復し，以降安定して冷却が可能である。 

○水源評価結果 

  時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7 日間の対応を考慮すると，6 号及び 7 号炉のそれぞれで約 7,300m3 必要

となる。6号及び 7号炉の同時被災を考慮すると，約 14,600m3必要とされる。各号炉の復水貯蔵槽に 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3

の水を保有することから，6号及び 7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能で

ある。
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7 日間における燃料の対応について（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）：代替循環冷却を使用しない場合） 
プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：格納容器過圧・過温破損は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 

7 日間の 

軽油消費量 

約 874kL 

6 号及び 7 号炉軽油タ

ンク各約 1,020kL 及び

ガスタービン発電機用

燃料タンク約 200kL の

容 量 （ 合 計 ） は 約

2,240kL であり，7日間

対応可能。 

空冷式ガスタービン発電機 3台起動。 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,705L/h×24h×7 日×3台＝859,320L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

6 号炉 

 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  

2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量

は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

  

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量

は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

  

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量

は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

  

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量

は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

  

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間     

7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量

は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 

及びガスタービン発電

機用燃料タンクの 

残容量（合計）は 

約 1,287kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

 

※1 事故収束に必要な空冷式ガスタービン発電機は 1台で足りるが，保守的に空冷式ガスタービン発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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3.1.3.7-1 

 

常設代替交流電源設備の負荷（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） ：代替循環冷却を使用しない場合） 

 

<6 号及び 7号炉> 

 

 

 

 

添
付
資
料

3.
1
.
3.
7 

負荷容量（ｋW）

3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

経過時間（h）

2 4 6 8 14 16 18 2012 242210 26 28 30

約1,099kW(6号機：約551kW，7号機：約548kW)

順次起動(6号炉／7号炉毎)
・充電器

・交流120V中央制御室計測用分電盤
・大容量可搬型空調機
・復水移送ポンプ（2台）
・非常用照明
・非常用ガス処理系排風機
・その他

ガスタービン発電機の連続定格容量2,950kW

ガスタービン発電機の最大容量3,600kW

最大容量
約1,381kW

約1,280kW

約1,189kW

約1,299kW

6号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動

7号炉燃料プール
冷却浄化ポンプ起動

6号炉 7号炉

直流125V充電器盤A 約94kW 約94kW

直流125V充電器盤A-2 約56kW 約56kW

AM用直流125V充電器盤 約41kW 約41kW

直流125V充電器盤B 約98kW 約98kW

交流120V中央制御室計測用
分電盤A,B

約29kW 約23kW

大容量可搬型空調機 3kW 3kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

非常用照明 約24kW 約27kW

非常用ガス処理系排風機 22kW 15kW

燃料プール冷却浄化ポンプ 90kW 110kW

(起動時) (181kW) (192kW)

その他 約74kW 約81kW

小計 約641kW 約658kW

合計（連続最大負荷）
(最大負荷)

約1,299kW
(約1,381 kW)

負荷積算イメージ 
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3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

3.2.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に至る可能性のあるプ

ラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり TQUX，長期 TB，

TBU 及び TBD である。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，運転時の異常な

過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の

喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられない場合には，原子炉圧力容器が高い圧力の

状況で損傷し，溶融炉心，水蒸気及び水素が急速に放出され，原子炉格納容器に熱的・機械

的な負荷が発生して原子炉格納容器破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，溶融炉心，水蒸気及び水素の急速な放出に伴い

原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が加えられることを防止するため，原子炉圧力容器の

破損までに逃がし安全弁の手動開操作により原子炉減圧を実施することによって，原子炉

格納容器の破損を防止する。 

また，原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が落下する時点で，原子炉格納容器下部に溶融

炉心の冷却に十分な原子炉格納容器下部水位及び水量を確保し，かつ，溶融炉心の落下後は，

格納容器下部注水系（常設）によって溶融炉心を冷却するとともに，代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格納容器冷却及び代替循環冷却又は格納容器圧力逃がし装置及び更な

る信頼性向上の観点から設置する代替格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱

を実施する。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，重大事故等対処設備による

原子炉注水機能についても使用できないものと仮定し，原子炉圧力容器の破損に至るもの

とする。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で想定される事故シー

ケンスに対して，原子炉圧力が高い状況で原子炉圧力容器が損傷し，溶融炉心，水蒸気及び

水素が急速に放出され，原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が発生することに対して，原

子炉減圧を可能とするため，逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧手段を整備する。 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格納容器冷却手段及び代替循環冷却による原子炉格納容器除熱手段又

は格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を整備する。なお，これらの原

子炉圧力容器の破損以降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 
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雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである。 

本格納容器破損モードの防止及びそれ以降の一連の対応も含めた重大事故等対策の概要

を以下の aから iに示すとともに，aから iの重大事故等対策についての設備と操作手順の

関係を表 3.2.1 に示す。aから iの重大事故等対策のうち，本格納容器破損モードに関する

重大事故等対策は以下の aから e及び gである。 

本格納容器破損モードの防止及びそれ以降の一連の対応も含めた重大事故等対策の概略

系統図を図 3.2.1 から図 3.2.4 に，手順の概要を図 3.2.5 に示す。図 3.2.1 から図 3.2.4 の

うち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策の概略系統図は図 3.2.1 及び図 3.2.3

である。 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて 6 号及び 7 号炉同時の重大

事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計 28

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び 7

号炉兼任），当直副長 2名，運転操作を行う運転員 12 名である。発電所構内に常駐している

要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名，緊急時対策要員（現場）は 8名

である。 

また，事象発生 10時間以降に追加で必要な要員は，代替原子炉補機冷却系作業等を行う

ための参集要員 26名※1である。必要な要員と作業項目について図 3.2.6 に示す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を評価事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，28名で対処可能である。 

※1 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは取水機能の喪失を伴うものではないが，必要な要員

の評価においては，保守的に代替原子炉補機冷却系の使用を想定した。 

 

ａ．原子炉スクラム確認 

運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生し，原子炉がスクラムしたこ

とを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

 

ｂ．高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低で非常用炉心冷却系の自動

起動信号が発生するが，全ての非常用炉心冷却系が機能喪失していることを確認する。 

非常用炉心冷却系の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各系統の流量指示

計等である。 

 

ｃ．炉心損傷確認 

高圧・低圧注水機能喪失により原子炉水位がさらに低下し，炉心が露出し，炉心損傷し

たことを確認する。炉心損傷の判断は，ドライウェル又はサプレッション・チェンバ内の

γ線線量率が設計基準事故相当のγ線線量率の 10倍を超えた場合とする。 
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炉心損傷を確認するために必要な計装設備は，格納容器内雰囲気放射線レベル計であ

る。 

また，炉心損傷判断後は，原子炉格納容器内の pH 制御のため薬品注入の準備を行う。

サプレッション・チェンバのプール水の pHを 7以上に制御することで，分子状無機よう

素の生成が抑制され，その結果，有機よう素の生成についても抑制される。これにより，

環境中への有機よう素の放出量を低減させることができる。なお，有効性評価においては，

pH 制御には期待しない。 

 

ｄ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

原子炉水位の低下が継続し，有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到

達した時点で，原子炉注水の手段が全くない場合でも，中央制御室からの遠隔操作によっ

て手動操作により逃がし安全弁 2 個を開放し，原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位計及び原子炉圧力計

である。 

 

ｅ．代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却 

原子炉圧力容器下鏡部温度 300℃到達により溶融炉心の下部プレナムへの移行（以下，

「リロケーション」という。）を確認した場合，格納容器圧力 465kPa[gage]到達を確認し

た場合又は格納容器温度 190℃到達を確認した場合には，原子炉格納容器の雰囲気を冷却

するため，中央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ 2 台を使用した代替格納容

器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を実施する。 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を確認するために必要な計装

設備は，ドライウェル雰囲気温度計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）等である。 

また，代替格納容器スプレイと同時に原子炉格納容器内の pH 制御のため薬品注入を実

施する。 

 

ｆ．原子炉格納容器下部への注水 

原子炉への注水手段がないため，炉心が溶融してリロケーションする。 

リロケーションを確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力容器下鏡部温度計で

ある。 

原子炉圧力容器下鏡部温度 300℃到達によりリロケーションを確認した場合，原子炉圧

力容器破損に備えて中央制御室からの遠隔操作によって格納容器下部注水系（常設）によ

る格納容器下部への注水を実施する。この場合の注水は，原子炉格納容器下部への水張り

が目的であるため，原子炉格納容器下部への総注水量が 180m3に到達し，原子炉格納容器

下部の水位が 2m以上であることを確認した後，原子炉格納容器下部への注水を停止する。 

原子炉格納容器下部への注水を確認するために必要な計装設備は，復水補給水系流量
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計（原子炉格納容器）及び格納容器下部水位計である。 

また，原子炉格納容器下部への注水と同時に原子炉格納容器内の pH制御のため薬品注

入を実施する。 

 

ｇ．原子炉圧力容器破損確認 

原子炉圧力容器の破損を直接確認する計装設備はないため，複数のパラメータの変化

傾向により判断する。 

原子炉圧力容器の破損の徴候として，原子炉水位の低下，制御棒位置の指示値喪失数増

加，原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加といったパラメータの変化が生じる。

また，原子炉圧力の急激な低下，ドライウェル圧力の急激な上昇，原子炉格納容器下部の

雰囲気温度の急激な上昇といったパラメータの変化によって原子炉圧力容器の破損を判

断する。 

これらにより原子炉圧力容器の破損を判断した後は，原子炉圧力と上部格納容器圧力

の差圧が 0.10MPa[gage]以下であること及び原子炉格納容器下部の雰囲気温度が飽和温

度以上であることで原子炉圧力容器の破損を再確認する。 

 

ｈ．溶融炉心への注水 

原子炉圧力容器が破損し，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下した後は，格納容器下

部注水系（常設）による格納容器下部注水を崩壊熱相当の流量にて継続して行う。 

格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水を確認するために必要な計装設備

は，復水補給水系流量計（原子炉格納容器）等である。 

格納容器下部注水系（常設）により溶融炉心の冷却が継続して行われていることは，格

納容器下部水位計により確認することができる。また，格納容器下部水位計による監視が

できない場合，以下の条件により把握することができる。 

 原子炉格納容器下部の雰囲気温度が飽和温度程度で推移していること 

 原子炉格納容器上部の雰囲気温度が飽和温度程度で推移していること 

 原子炉格納容器内の水素濃度の上昇が停止すること 

これらは，短時間ではなく数時間の推移を確認する。 

さらに，サプレッション・チェンバ・プール水位がリターンライン高さ（NWL+約 1.5m）

を超えていることを，サプレッション・チェンバ・プール水位計により確認できる場合，

リターンラインを通してサプレッション・チェンバのプール水が原子炉格納容器下部に

流入することにより，溶融炉心の冷却が行われていることを推定することができる。 

 

ｉ．代替循環冷却による溶融炉心冷却及び原子炉格納容器除熱※2 

代替原子炉補機冷却系の準備が完了した後，復水移送ポンプを停止し，代替循環冷却の

運転の準備を実施する。代替循環冷却の運転の準備が完了した後，代替原子炉補機冷却系
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を用いた代替循環冷却による溶融炉心冷却及び原子炉格納容器除熱を開始する。代替循

環冷却の循環流量は，復水補給水流量計及び復水補給水系流量計（原子炉格納容器）を用

いて原子炉注入弁と格納容器スプレイ弁を中央制御室から遠隔操作することで，格納容

器下部注水と格納容器スプレイに分配し，それぞれ連続で格納容器下部注水及び格納容

器スプレイを実施する。 

代替循環冷却の運転による溶融炉心冷却を確認するために必要な計装設備は，復水補

給水流量計（原子炉格納容器）等であり，原子炉格納容器除熱を確認するために必要な計

装設備は，格納容器内圧力計及びサプレッション・チェンバ・プール水温度計等である。 

※2 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは取水機能の喪失を伴うものではないが，代替循環

冷却による除熱量の評価においては，保守的に代替原子炉補機冷却系の設計値を用いた。 

 

3.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷状態を TQUX とし，事象進展が早く

炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗

を含まず高圧状態が維持される「過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後

の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生）」である。 

本評価事故シーケンスは「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の格納容器破損防

止対策の有効性を評価するためのシーケンスであることから，炉心損傷までは事象を進展

させる前提での評価となる。このため，前提とする事故条件として，全ての原子炉注水機能

が使用できないものと仮定し，さらに，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生防

止を確認する観点から，原子炉圧力容器の破損に至るものとしている。 

本評価において，仮に原子炉注水に期待できる場合には，原子炉圧力容器が破損するまで

の時間の遅れや原子炉格納容器下部への落下量の抑制等，事象進展の緩和に期待できると

考えられるが，これらの不確かさを包絡するものとして，本評価では，重大事故等対処設備

による原子炉注水機能は使用しないとの前提で，評価することとした。 

なお，格納容器過圧・過温破損の観点については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」にて示したとおり，LOCA をプラント損傷状態とする評価事

故シーケンスで確認している。これは，過圧の観点では LOCA によるドライウェルへの蒸気

の放出及び原子炉注水による蒸気の発生が重畳する事故シーケンスへの対応が最も厳しい

ためであり，過温の観点では，事象初期に炉心が露出し過熱状態に至る事故シーケンスへの

対応が最も厳しいためである。また，本格納容器破損モードを評価する上では，原子炉圧力

容器が高圧の状態で破損に至る事故シーケンスを選定する必要があることから，LOCA をプ

ラント損傷状態とする事故シーケンスは，本格納容器破損モードの評価事故シーケンスに

は適さない。 

本格納容器破損モードの評価事故シーケンスに示される，炉心損傷前に原子炉減圧に失
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敗し，炉心損傷後に再度原子炉減圧を試みる状況としては，炉心損傷前の段階で全ての低圧

注水機能が失われることで「2.2 高圧注水・減圧機能喪失」に示した代替自動減圧ロジック

が作動せず，全ての低圧注水機能が失われている場合の手順に従って原子炉減圧しないま

ま炉心損傷に至る状況が考えられる。 

手順上，全ての低圧注水機能が失われている状況では，原子炉水位が有効燃料棒底部から

有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点までは原子炉を減圧しない。この原子炉減

圧のタイミングは，原子炉水位が有効燃料棒頂部以下となった場合，原子炉減圧を遅らせた

方が原子炉圧力容器の破損に至る時間を遅らせることができる一方で，ジルコニウム－水

反応が著しくなる前に原子炉を減圧することで水素の発生量を抑えられることを考慮して

設定したものである。また，代替自動減圧ロジックは低圧注水系の起動が作動条件の 1つで

あるため，低圧注水系が失われている状況では作動しない。 

これを考慮し，本評価では評価事故シーケンスに加えて全ての低圧注水機能も失われて

いる状況を想定した。 

なお，この評価事故シーケンスは，「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」の評価事故シーケンスと同じ事故シーケンス

である。本格納容器破損モードではプラント損傷状態を TQUX とし，「3.3 原子炉圧力容器

外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」ではプラン

ト損傷状態を TQUV としており，異なるプラント状態を選定している。 

TQUX と TQUV では喪失する設計基準事故対処設備が異なり，原子炉減圧について，TQUV で

は設計基準事故対処設備である逃がし安全弁の機能に期待し，TQUX では重大事故等対処設

備としての逃がし安全弁の機能に期待する点が異なる。手順に従う場合，TQUV では原子炉

減圧機能は維持されているが低圧注水機能を喪失しているため，原子炉水位が有効燃料棒

底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点で逃がし安全弁の手動開操作に

よって原子炉を減圧することとなる。また，TQUX は高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱に進展し得るとして選定したプラント損傷状態であるが，重大事故等対処設備として

の逃がし安全弁に期待し，原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位

置に到達した時点で逃がし安全弁の手動開操作によって原子炉を減圧することにより，高

圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生防止を図る。 

以上のとおり，どちらのプラント損傷状態であっても事象発生から原子炉減圧までの対

応は同じとなり，運転員等操作時間やパラメータの変化も同じとなる。また，原子炉減圧以

降も，溶融炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各格納容器破損モードを，定められた一

連の手順に従って防止することとなる。このことから，格納容器破損モード「高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶

融炉心・コンクリート相互作用」については，１つの評価事故シーケンスへの一連の対応の

中で各格納容器破損モードに対する格納容器破損防止対策の有効性を評価する。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，
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燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流及

び原子炉圧力容器における冷却材放出（臨界流・差圧流），炉心損傷後のリロケーション，

構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原子炉圧力容器破損が重要現象と

なる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であるシビアアクシデント総合解析

コード MAAP により原子炉圧力等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンス対する初期条件も含めた主要な解析条件を表 3.2.2 に示す。また，

主要な解析条件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能等の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の機能喪失を，低圧

注水機能として低圧注水系の機能喪失を想定する。さらに低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水にも期待しないものとする。これは，炉心損傷前には原子炉を減圧で

きない状況を想定するためである。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

本評価事故シーケンスへの事故対応に用いる設備は非常用高圧母線に接続されて

おり，非常用ディーゼル発電機からの電源供給が可能であるため，外部電源の有無は

事象進展に影響を与えないが，非常用ディーゼル発電機に期待する場合の方が燃料

の観点で厳しいことを踏まえ，外部電源なしとして設定する。 

(d) 高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏洩等による影響 

原子炉圧力を厳しく評価するため，高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏洩

等は，考慮しないものとする。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，主蒸気隔離弁閉信号によるものとする。 

(b) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上
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昇を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き逃がし安全弁（2個）

を使用するものとし，容量として，1個あたり定格主蒸気流量の約 5%を処理するもの

とする。 

(c) 格納容器下部注水系（常設） 

原子炉圧力容器の破損前に，格納容器下部注水系（常設）により，90m3/h で原子炉

格納容器下部に注水し，水位約 2mの水張りを実施するものとする。 

原子炉圧力容器が破損して溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下した後は，格納

容器下部注水系（常設）により崩壊熱相当の注水を行うものとする。 

なお，代替循環冷却への系統構成の切り替えのため，復水移送ポンプを停止してい

る間は，可搬型代替注水ポンプを用いて崩壊熱相当の注水を行うものとする。 

(d) 代替格納容器スプレイ冷却系 

原子炉圧力容器の破損前は，代替格納容器スプレイ冷却系により 70m3/h で原子炉

格納容器内にスプレイする。原子炉圧力容器の破損後は，格納容器圧力の抑制に必要

なスプレイ流量を考慮し，130m3/h 以上で原子炉格納容器内にスプレイする。 

(e) 代替循環冷却※3 

代替循環冷却ラインの循環流量は，原子炉格納容器上部に約 140m3/h，原子炉格納

容器下部に約 50m3/h で，それぞれ連続スプレイ及び連続注水を実施する。 

※3 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは原子炉補機冷却系の機能喪失を伴うものでは

ないが，代替循環冷却による除熱量の評価においては，保守的に代替原子炉補機冷却系の設計

値を用いた。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件は，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分類

に従って以下のとおり設定する。 

(a) 原子炉急速減圧操作 

原子炉急速減圧操作は，全ての原子炉注水機能が喪失している場合の運転手順に

従い，原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの10%上の位置に到達した

時点で開始する。 

(b) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作（原子炉圧力容器の

破損前の原子炉格納容器冷却） 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却は，原子炉圧力容器下鏡

部温度が300℃に到達したことを確認して開始する。 

(c) 原子炉格納容器下部への注水操作（原子炉圧力容器の破損前の先行水張り） 

原子炉格納容器下部への注水操作は，原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達し

たことを確認して開始する。 

(d) 原子炉格納容器下部への注水操作（原子炉圧力容器の破損後の注水） 

原子炉圧力容器の破損を確認した場合に開始する。 
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(e) 代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作（原子炉圧力容器の

破損後の原子炉格納容器冷却） 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却は，格納容器圧力が

465kPa[gage]又は格納容器温度が190℃に到達した場合に開始する。なお，格納容器

スプレイは，事象発生から約20時間後に停止する。 

(f) 代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作※4 

代替循環冷却による原子炉格納容器除熱操作は，代替原子炉補機冷却系の準備時

間等を考慮し，事象発生の 20.5 時間後から開始する。 

※4 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは原子炉補機冷却系の機能喪失を伴うものでは

ないが，代替循環冷却における除熱は保守的に代替原子炉補機冷却系を用いて実施するものと

し，除熱操作の開始は，代替原子炉補機冷却系の準備に要する時間を設定した。 

 

(3) 有効性評価（Cs-137 の放出量評価）の条件 

(a)原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏洩について考慮する。漏洩量の評価条件

は以下のとおりとする。 

a)原子炉格納容器からの漏洩量は，格納容器圧力に応じた設計漏洩率をもとに評

価する。 

b)原子炉建屋から大気中に漏洩する放射性物質を保守的に見積もるため，原子炉

建屋の換気空調系停止時における原子炉建屋から大気中への漏洩率を 10%/日

（一定）とした。 

c)原子炉建屋内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での粒子

状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

（添付資料 3.2.3） 

 

(4) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位，格納容器圧力，格納容器温度，

サプレッション・チェンバ・プール水位の推移を図3.2.7から図3.2.11に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全ての設計基準事故対処設備による原子炉注水機能が喪失し，重大事故等

対処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定することから，原子

炉水位は急速に低下する。水位低下により炉心が露出し，事象発生から約 1.0 時間後に炉

心損傷に至る。原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達

した時点（事象発生から約 1.4 時間後）で，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全

弁 2 個を手動開することで，原子炉急速減圧を実施する。原子炉減圧後の低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水は実施しないものと仮定するため，事象発生から約 7.0 時間後

に原子炉圧力容器の破損に至る。 

事象発生から約 3.7 時間後，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で，格
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納容器下部注水系（常設）による原子炉圧力容器の破損前の原子炉格納容器下部への水張

りを開始すると同時に，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却を行う

ことにより格納容器温度の上昇を抑制する。格納容器下部注水系（常設）による注水流量

を約 90m3/h とし，約 2時間の注水を実施することで原子炉格納容器下部に 2m 以上の水位

を確保し，事象発生から約 5.7 時間後に原子炉格納容器下部への水張りを停止する。 

原子炉圧力容器が破損し，溶融炉心が原子炉格納容器下部の水位約 2m の水中に落下す

る際に，溶融炉心から冷却材への伝熱が起こり，水蒸気が発生することに伴う圧力上昇が

生じる。 

溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下した後は，格納容器下部注水系（常設）により原

子炉格納容器下部に崩壊熱相当の注水を継続的に行い，溶融炉心を冷却する。 

崩壊熱が原子炉格納容器内に蒸気として放出されるため，格納容器圧力は急激に上昇

する。格納容器圧力が 465kPa[gage]に到達した時点で代替格納容器スプレイ冷却系の流

量を 130m3/h 以上にすることにより，格納容器圧力及び温度の上昇は抑制される。 

事象発生から 20.5 時間が経過した時点で，代替原子炉補機冷却系による代替循環冷却

を開始する。代替循環冷却により，格納容器圧力及び温度の上昇は抑制され，その後，徐々

に低下するとともに，原子炉格納容器下部の溶融炉心は安定的に冷却される。 

なお，事象発生から約 7.0 時間後の原子炉圧力容器の破損までは，逃がし安全弁によっ

て原子炉圧力を 2.0MPa 以下に維持することが必要となるが，炉心損傷後の原子炉圧力容

器から逃がし安全弁を通ってサプレッション・チェンバへ放出される高温流体や格納容

器温度等の熱的影響を考慮しても，逃がし安全弁は確実に開状態を維持することが可能

である。 

（添付資料 3.2.1） 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉圧力容器の破損時の原子炉圧力は約 0.2MPa[gage]であり，2.0MPa[gage]以下に

低減されている。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(4)の評価項

目について対策の有効性を確認した。なお，本評価事故シーケンスと同じ評価事故シーケ

ンスで，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(5)及び(8)の評価項

目を評価しているが，その評価結果については「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却

材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」において評価項目を満足する

ことを確認している。 

また，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の評価項

目については「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

いて，選定された評価事故シーケンスに対して対策の有効性を確認しているが，溶融炉心

が原子炉格納容器下部に落下した場合については，本評価において，「1.2.2.2 有効性を
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確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について対策の有効性を

確認できる。 

ここで，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(3)の評価項目に

ついて，本評価についての対策の有効性を確認する。本評価では，原子炉格納容器が健全

であるため，原子炉格納容器から原子炉建屋への漏洩量は制限され，また，大気中へは殆

ど放出されないものと考えられる。これは，原子炉建屋内に漏洩した放射性物質は，原子

炉建屋内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子炉建屋内での重力沈降や水蒸気

の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着すると考えられるためである。仮に原子炉建屋から大

気中への放射性物質の漏洩を想定すると，漏洩量は約 2.4×10-3TBq（7 日間）となり，

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(3)の評価項目を満足する。

この評価結果は「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」の評価結果に比べて十分に小さ

な値であることから，原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏洩量は「3.1.3 代替循環

冷却を使用しない場合」の評価結果に対して無視できる程度であることを確認できる。 

（添付資料 3.2.2，3.2.3） 

 

3.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱では，重大事故等対処設備を含む全ての原子

炉注水機能が喪失して炉心損傷に至り，原子炉圧力容器が破損する前に手動操作により原

子炉減圧を行うことが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象

発生から 12時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考

えられる操作として，原子炉急速減圧操作及び代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉

格納容器冷却操作（原子炉圧力容器の破損前の原子炉格納容器冷却）とする。 

ここで，本評価事故シーケンスの有効性評価における不確かさとしては，炉心溶融開始後

の溶融炉心の移動（リロケーション）が挙げられる。これに対しては，原子炉水位を監視し，

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に達した時点で原子炉

急速減圧を行うといった，徴候を捉えた対応を図ることによって，リロケーションが発生す

る前に速やかに 2.0MPa[gage]を十分下回る圧力まで原子炉を減圧可能であることを確認し

ている。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本格納容器破損モードにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 
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ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び炉心

下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されてい

る。本評価事故シーケンスにおいては，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉への注

水機能が喪失することを想定しており，最初に実施すべき操作は原子炉水位が有効燃

料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点の原子炉減圧操作とな

り，燃料被覆管温度等によるパラメータを操作開始の起点としている操作ではないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である SAFER コードとの比較により，急速減圧後の水位上昇及び蒸気流

出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されており，原子

炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達する時間が早ま

る可能性があるが，数分程度の差違であることから運転員等操作時間に与える影響は

小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱伝達の不確

かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。ま

た，炉心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器の破損時間に対する感度は小

さいことが確認されている。本評価事故シーケンスでは，リロケーションが発生する前

に運転員等操作により原子炉の急速減圧を実施することから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

（添付資料 3.2.4） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び炉心

下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されてい

る。本評価事故シーケンスでは，運転員等操作による原子炉急速減圧により原子炉圧力

容器の破損時の原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に低減しており，上記の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響はないこと及び原子炉急速減圧操作後に原子炉圧力は速

やかに低下することから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である SAFER コードとの比較により，原子炉急速減圧後の水位上昇及び

蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されており，

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達する時間が

早まる可能性があるが，数分程度の差違であること及び原子炉急速減圧操作後に原子

炉圧力は速やかに低下することから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱伝達の不確

かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，炉

心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器の破損時間に対する感度は小さいこ

とを確認している。本評価事故シーケンスでは，リロケーションが発生する前に運転員

等操作により原子炉急速減圧操作を実施し，操作開始後原子炉圧力は速やかに低下す

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料 3.2.4） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表3.2.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなるため，

原子炉水位の低下が緩やかになり，有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの10%上の

位置到達を操作開始の起点としている原子炉急速減圧操作の開始が遅くなる。 

（添付資料3.2.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなる。本評価事故シーケンスでは，運転員等操
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作による原子炉急速減圧により，原子炉圧力容器の破損時の原子炉圧力を

2.0MPa[gage]以下に低減しており，最確条件とした場合には原子炉水位の低下が緩

やかになり，原子炉急速減圧操作の開始が遅くなるが，原子炉圧力容器の破損時間に

ついても遅くなると考えられること，原子炉急速減圧開始後に原子炉圧力は速やか

に低下することから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料3.2.4） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉急速減圧操作は，解析上の操作開始時間として原子炉水位が有

効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの10%上の位置に到達した時点で開始（事象発生

から約1.4時間後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉

水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの10%上の位置に到達するまでには事

象発生から約1.4時間の時間余裕があり，また，原子炉急速減圧操作は原子炉水位の

低下傾向を監視しながら予め準備が可能であることから，実態の操作開始時間は解

析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，解

析コード及び解析条件の不確かさ（操作条件を除く）により操作開始時間は遅れる可

能性があるが，中央制御室で行う作業であり，他の操作との重複もないことから，他

の操作に与える影響はない。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作（原子炉

圧力容器の破損前の原子炉格納容器冷却）は，解析上の操作開始時間として原子炉圧

力容器下鏡部温度が300℃に到達したことを確認して開始（事象発生から約3.7時間

後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉圧力容器下鏡部

温度が300℃に到達するまでには事象発生から約3.7時間の時間余裕があり，また，代

替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は原子炉圧力容器下鏡温

度を監視しながら予め準備が可能であることから，実態の操作開始時間は解析上の

設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。当該操作は，解析コー

ド及び解析条件の不確かさ（操作条件を除く）により操作開始時間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室で行う作業であり，また，他の並列操作を加味して操作の所要時

間を算定しているため，他の操作に与える影響はない。 
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（添付資料3.2.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉急速減圧操作における，運転員等操作時間に与える影響につい

ては，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作（原子炉

圧力容器の破損前の原子炉格納容器冷却）における，運転員等操作時間に与える影響

については，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.2.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の原子炉急速減圧操作については，原子炉圧力容器の破損までに完了する必要

があるが，原子炉圧力容器の破損までの時間は事象発生から約7.0時間あり，準備時間が確

保できるため，時間余裕がある。 

操作条件の代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作（原子炉圧力容

器の破損前の原子炉格納容器冷却）については，原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達

後，速やかに実施することが望ましいが，原子炉圧力容器の破損前は，本操作が実施できな

いものと仮定しても，格納容器圧力及び格納容器温度が格納容器限界圧力及び格納容器限

界温度に到達することは無く，逃がし安全弁による減圧機能維持も可能であることから，時

間余裕がある。 

（添付資料3.2.4） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.2.4 要員及び資源の確保 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」において，6号及び 7
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号炉同時の重大事故等対策時に必要な要員は，「3.2.1(3) 格納容器破損防止対策」に示す

とおり 28名であり，「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している当

直長，当直副長，運転員及び緊急時対策要員等の 72 名で対処可能である。 

また，事象発生 10時間以降に必要な参集要員は 26名であり，発電所構外から 10時間以

内に参集可能な要員の 106 名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」において，必要な水源，

燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に

示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉格納容器下部への注水及び代替格納容器スプレイ

冷却系による代替格納容器スプレイは，7日間の対応を考慮すると，号炉あたり合計約

2,600m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約5,200m3の水が

必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の

水を保有している。これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確

保可能である。また，事象発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽に移送し，防火水

槽から可搬型代替注水ポンプによる復水貯蔵槽への給水を行うことで，復水貯蔵槽を枯

渇させることなく復水貯蔵槽を水源とした7日間の注水継続実施が可能となる。ここで，

復水貯蔵槽への補給の開始を12時間としているが，これは，可搬型設備を12時間以内に使

用できなかった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定し

ているものである。 

（添付資料 3.2.5） 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事故発生後 7 日間最大負荷で運

転した場合，号炉あたり約 751kL の軽油が必要となる。可搬型代替注水ポンプによる復水

貯蔵槽への給水については，保守的に事象発生直後からの可搬型代替注水ポンプの運転

を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約 7kL の軽油が必要となる。本評価事故シ

ーケンスの評価では取水機能の喪失は想定していないが，仮に取水機能が喪失して代替

原子炉補機冷却系による原子炉格納容器除熱を想定し，事象発生後 7 日間代替原子炉補

機冷却系専用の電源車を運転した場合，号炉あたり約 37kL の軽油が必要となる。免震重

要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電

源供給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約

79kL の軽油が必要となる。（6号及び 7号炉 合計 約 1,669kL） 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 号炉合計約 2,040kL）の軽
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油を保有しており，これらの使用が可能であることから，可搬型代替注水ポンプによる復

水貯蔵槽への給水，非常用ディーゼル発電機による電源供給，代替原子炉補機冷却系の運

転，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 3.2.6） 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，各号炉の非常用ディーゼル発電機によって給

電を行うものとする。 

 

3.2.5 結論 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，運転時の異常な

過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の

喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器が高い圧力の状況で損傷し，溶融炉心，水蒸気

及び水素が急速に放出され，原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が発生して原子炉格納容

器破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱」に対する格納容器破損防止対策としては，逃がし安全弁による原子炉減圧手段を整

備している。 

 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，プラント損傷状

態をTQUXとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因事

象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が維持される「過渡事象＋高圧注水失敗＋

原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH発生）」を評価事故シーケンスとし

た。 

 

上記の場合においても，逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧により，原子炉圧力

容器の破損時の原子炉圧力を2.0MPa[gage]以下に低減することができる。また，安定状態を

維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 
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以上のことから，格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」にお

いて，逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧の格納容器破損防止対策は，選定した評

価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱」に対して有効である。 
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図 3.2.1 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の 

重大事故等対処設備の概略系統図 

（原子炉減圧） 

 

 
図 3.2.2 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の 

重大事故等対処設備の概略系統図 

（原子炉圧力容器破損前の原子炉減圧，原子炉格納容器冷却及び格納容器下部注水） 

※1

※2

Ｃ

Ａ Ｂ

※1

※2

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器
主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

Ａ(Ｃ)

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

復水移送ポンプ

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

※1

※2

Ｃ

Ａ Ｂ

※1

※2

原子炉隔離時冷却系ポンプ

高圧炉心注水系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器
主タービン系へ

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

Ａ(Ｃ)

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

格納容器下部注水系

（常設）

復水移送ポンプ

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

代替格納容器スプレイ冷却系

格納容器スプレイ・ヘッダ
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図 3.2.3 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の 

重大事故等対処設備の概略系統図 

（原子炉圧力容器破損後の原子炉減圧，原子炉格納容器冷却及び格納容器下部注水） 

 

 

 
 

図 3.2.4 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の 

重大事故等対処設備の概略系統図 

（代替循環冷却による溶融炉心冷却，原子炉格納容器除熱） 

残留熱除去
系ポンプ

復水移送ポンプ

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

Ｂ

原子炉建屋

逃がし安全弁

復水貯蔵槽

A(C)

主タービン系へ

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

格納容器スプレイ・ヘッダ

代替原子炉
補機冷却系

可搬型代替交流
電源設備（電源車）

ＳＰＨタイラインへ

サプレッション・チェンバ・プールへ

Ｂ

高圧炉心注水系ポンプ

サプレッションプール
浄化用ポンプ

※1

※1

残留熱除去
系ポンプ

A

給水系より

※2
※2

代替循環冷却系
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図 3.2.5 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の対応手順の概要 

（解析上の時間）

（約0分）

（約1時間後）

（約1.4時間後）

（約3.7時間後）

（約5.7時間後）

（約7時間後）

（約8時間後）

（約8時間後）

（約20時間後）

（約20.5時間後）

※1

中央制御室にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計にて機能喪失を確認する

※2

代替原子炉注水弁（残留熱除去系注入弁）動作不能により低圧代替注水系機能喪失を確認する

※3

原子炉注水可能な系統がある場合は急速減圧操作を実施する

※4

格納容器内雰囲気放射線レベル計指示とSOP導入条件判断図により炉心損傷を確認する。例えば，原子炉停止1時間後の場合,格納容器内雰囲気放射線レベル

計指示がドライウェル放射線レベル計：4.5E+00Sv/h，サプレッション・チェンバ放射線レベル計：5.5E+00Sv/hを超えた場合，炉心損傷発生と判断する

※5
「原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から有効燃料棒長さ+10%」とは，原子炉水位計（燃料域）にて-3340mmを示す

※6

原子炉水位が原子炉水位計（燃料域）にて有効燃料棒頂部（TAF）未満及び，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃未満により損傷炉心冷却未達成と判断する

※7

原子炉水位が原子炉水位計（燃料域）にて有効燃料棒頂部（TAF）未満，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃到達及び，原子炉への注水不能により損傷炉心冷

却失敗と判断する

※8

原子炉圧力容器健全確認は，圧力容器破損判断パラメータにより判断する（補足1）

溶融炉心落下

原子炉圧力容器破損

原子炉スクラム・タービントリップを確認

高圧注水機能喪失を確認

原子炉圧力容器破損を判断

格納容器下部注水系（常設）復水移送ポンプ
により格納容器下部に崩壊熱相当量を注水

炉心損傷確認

格納容器下部注水系（常設）復水移送ポンプ１台（90m3/h）

による格納容器下部注水開始

回復は解析上
考慮せず

炉心損傷開始

格納容器下部総注水量180m3（水位約2ｍ）
到達後，格納容器下部注水系停止

原子炉水位有効燃料棒底部（BAF）から
有効燃料棒長さ+10%

到達

中央制御室での逃がし安全弁2個
による原子炉急速減圧

原子炉圧力容器下鏡温度300℃到達

溶融炉心によるコンクリート浸食停止

低圧注水機能喪失を確認
回復は解析上
考慮せず

※1

全ての設備による原子炉注水失敗を確認

※4

※5

損傷炉心冷却未達成と判断
※6

損傷炉心冷却失敗と判断
※7

※8

Ⅰ

Ⅳ

Ⅴ

代替循環冷却運転による格納容器スプレイおよび格納容器下部注水を継続し，

機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後，原子炉圧力容器への注水及び

原子炉格納容器の冷却を実施する
格納容器頂部注水操作について実施判断基準値を超えた場合は速やかに実施

する

Ⅴ

※1

高圧／低圧注水機能
回復操作

回復は解析上
考慮せず

低圧代替注水機能喪失を確認
回復は解析上

考慮せず
※2

※3

代替注水系起動

・制御棒駆動水ポンプによる原子炉注水

・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

ドライウェルクーラによる格納容器除熱

消火系による格納容器下部注水

消火系による格納容器下部注水

高圧代替注水系
起動操作

高圧代替注水系による
原子炉注水は解析上考慮せず

外部電源喪失発生 主蒸気隔離弁全閉発生

主蒸気隔離弁閉
原子炉スクラム信号発生

格納容器圧力0.465MPa[gage]

到達

低圧代替注水系（常設）復水移送ポンプ
2台によるドライウェルスプレイ開始

（格納容器下部注水継続）

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

代替循環冷却系
運転開始

原子炉圧力容器破損時

原子炉圧力2.0MPa[gage]以下

水蒸気発生に伴う格納容器圧力上昇
（溶融燃料－冷却材相互作用）

原子炉格納容器バウンダリ機能維持

格納容器限界圧力以下

可搬型代替注水ポンプの準備
（復水貯蔵槽への補給準備）

可搬型代替注水ポンプの
準備が完了

可搬型代替注水ポンプ
による復水貯蔵槽補給

（約12時間後）

（適宜実施）

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

（約12時間後）

（適宜実施）

純水補給水系による

復水貯蔵槽への補給

淡水タンクから

防火水槽への補給

復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

格納容器過温防止スプレイ実施
※9

※9

逃がし安全弁による原子炉減圧状態を維持するために格納容器過温防止スプレイを実施する

スプレイ流量は，格納容器過温抑制スプレイ流量70m3/hとする

※10

原子炉圧力容器破損以降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである

復水移送ポンプ

1台追加起動・2台運転確認

格納容器スプレイによる

格納容器薬品注入

格納容器下部注水による

格納容器薬品注入

※10

代替循環冷却運転

運転継続可能

格納容器圧力逃がし装置等による

格納容器ベント実施

補足１
事故の起因事象判定（LOCA事象or過渡起因事象）

［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］
かつ

［上部ドライウェル圧力が「0.15MPａ[gage]以上」］

上記の条件が満たされる場合は「LOCA事象起因」と判定する
条件が満たされない場合は「過渡起因事象」と判定する
（本シナリオでは「過渡起因事象」を想定している）

LOCA事象起因時のパラメータ変化は以下の条件によって変わる
・下部ドライウェルに水位が有る場合（LOCA①時と表記）
・下部ドライウェルに水位が無い場合（LOCA②時と表記）

【圧力容器破損判断パラメータ】
・「過渡起因事象」時

原子炉圧力の「急激な低下」
上部ドライウェル圧力の「急激な上昇」
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」

・「LOCA①」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な低下」
サプレッションプール水温度の「急激な上昇」

・「LOCA②」時
下部ドライウェルガス温度の「急激な上昇」
上部ドライウェル水素濃度の「上昇」

【圧力容器破損徴候パラメータ】
・「過渡起因事象」，「LOCA①，②」時

原子炉水位下降（水位が確認されていた場合）
制御棒位置の指示値喪失数増加
原子炉圧力容器下鏡部温度の指示値喪失数増加

【圧力容器破損判断後の再確認パラメータ】
・「過渡起因事象」時

［原子炉圧力と上部ドライウェル圧力の差圧が「0.10MPa[gage]以下」］
かつ

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」］
・「LOCA①，②」時

［下部ドライウェルガス温度が「飽和温度以上」
かつ

サプレッションプール水温5℃以上上昇]
または

［下部ドライウェルガス温度が300℃以上］

Yes

No

（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

Ⅱ
Ⅲ

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

炉心損傷防止としての流量は確保できないが制御棒駆動水ポンプが再起動し，原子炉圧力容器への注水が継続していることを確認する。

また，追加起動の準備も開始する

消火系による代替原子炉注水も使用することができるため消火ポンプ運転状態について確認する

恒設設備による原子炉圧力容器への注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する

Ⅱ

純水補給水系による復水貯蔵槽への補給も実施できる

純水補給水系から補給する場合は，補給ルートが異なるため可搬型代替注水ポンプと同時に補給することも可能である

純水補給水系から補給する場合の水源は「純水タンク」であるが，可搬型代替注水ポンプの水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能で

ある

Ⅲ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

Ⅳ

ドライウェルクーラ代替除熱運転を実施する

Ⅴ

消火系による格納容器下部注水も可能である。また，可搬型代替注水ポンプによる格納容器下部注水も可能であり，この場合水源は淡水

以外に海水も使用することが可能である

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

非常用ディーゼル発電機自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認
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図 3.2.6 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」時の作業と所要時間
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図 3.2.7 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.8 原子炉水位の推移 

  

シュラウド内水位 

シュラウド外水位 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

逃がし安全弁からの蒸気放出により原子炉水位が低下 

炉心下部プレナム水位 

炉心支持板の破損に伴って

炉心下部プレナム水が蒸発

し原子炉水位が低下 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器の破損 

(約 0.2MPa[gage]) 

リロケーションによる原子炉圧力上昇 
逃がし安全弁

開閉による原

子炉圧力制御 

逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧 

2.0MPa[gage] 

溶融炉心の状態変化に

より見かけ上の原子炉

水位が上昇している 

原
子
炉
圧
力 

（MPa[gage]） 

原
子
炉
水
位 

（m） 

炉心下部プレナムの水

は蒸発しているが，落下

した溶融炉心の堆積に

より，見かけ上の原子炉

水位が表示されている 

原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達した時

点で逃がし安全弁 2 個の開

放による原子炉減圧により

原子炉水位が低下 

原子炉圧力容器の破損に

より炉心下部プレナムの

原子炉冷却材が原子炉格

納容器下部に落下 

（最大圧力 約 7.8MPa[gage]，約 3.1 秒） 

約 2.9MPa[gage](約 3.5 時間後) 
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図 3.2.9 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.10 格納容器温度の推移 

  

事故後の時間（h） 

格
納
容
器
圧
力 

格納容器限界圧力 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格

納容器下部注水）への系統構成切替に伴

うスプレイ停止により格納容器圧力上昇 

逃がし安全弁 2 個の開放に

より格納容器圧力上昇 

原子炉圧力容器の破損及び原子炉格納容器下

部へのデブリ落下による格納容器圧力上昇 

事故後の時間（h） 

格
納
容
器
温
度 

サプレッション･チェンバ（気相） 

格納容器限界温度 

ドライウェル 

サプレッション･チェンバ（液相） 

（℃） 

（MPa[gage]） 

代替格納容器スプレイ等による格納容器圧力抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器圧力低下 

代替格納容器スプレイ等による格納容器温度抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ

及び格納容器下部注水）への系統

構成切替に伴うスプレイ停止に

より格納容器温度上昇 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器温度低下 

最大圧力 約 0.55MPa[gage]（約 28 時間後） 

最高温度 約 168℃（約 54 時間後） 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納容器下部注水）

開始までの最高温度 約 151℃（約 20.5 時間後） 
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図 3.2.11 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

事故後の時間（h） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位 

ベントライン 
（約 17m） 

真空破壊装置 
（約 14m） 

サプレッション･チェンバ 

※ サプレッション・チェンバ 

床面を 0m とした。 

（m） 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格

納容器下部注水）への系統構成切替に伴

い水位の上昇が停止 
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表 3.2.1 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時における重大事故等対策について（1/2） 

判断及び操作※ 操作 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

a.原子炉スクラム確認 
運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生し，原子炉がスク

ラムしたことを確認する 
－ － 

平均出力領域モニタ 

起動領域モニタ 

b.高圧・低圧注水機能
喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続け，原子炉水位低で非常用炉心

冷却系の自動起動信号が発生するが，全ての非常用炉心冷却系が機能喪失
していることを確認する 

－ － 

【原子炉隔離時冷却系系統流量計】 

【高圧炉心注水系系統流量計】 
【残留熱除去系ポンプ吐出圧力計】 

高圧代替注水系による
原子炉注水 

高圧代替注水系を起動し原子炉水位を回復する 
高圧代替注水系 
復水貯蔵槽 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 
高圧代替注水系系統流量計 
復水貯蔵槽水位計（SA） 

c.炉心損傷確認 
高圧・低圧注水機能喪失により原子炉水位がさらに低下し，炉心が露出し，

炉心損傷したことを確認する 
－ － 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（D/W） 

格納容器内雰囲気放射線レベル計（S/C） 

d.逃がし安全弁による
原子炉急速減圧 

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達
した時点で，原子炉注水の手段が全くない場合でも，中央制御室からの遠
隔操作によって手動操作により逃がし安全弁 2 個を開放し，原子炉を急速

減圧する 

逃がし安全弁 － 

原子炉水位計（SA） 
原子炉水位計 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

e.代替格納容器スプレ

イ冷却系による原子
炉格納容器冷却 

原子炉圧力容器下鏡部温度 300℃到達によりリロケーションを確認した場
合，格納容器圧力 465kPa 到達を確認した場合又は格納容器温度 190℃到達

を確認した場合には原子炉格納容器の雰囲気を冷却するため，中央制御室
からの遠隔操作により復水移送ポンプ 2 台を使用した代替格納容器スプレ
イ冷却系による原子炉格納容器冷却を実施する 

復水移送ポンプ 
復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力容器温度計 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 
格納容器内圧力計（D/W） 
格納容器内圧力計（S/C） 

ドライウェル雰囲気温度計 
復水貯蔵槽水位計（SA） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効評価上考慮しない操作 
※ 項目 a～iは，3.2.1 (3)に示す重大事故等対策の概要の各項目に対応 
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表 3.2.1 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時における重大事故等対策について（2/2） 

判断及び操作※1 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

f.原子炉格納容器下部
への注水 

原子炉圧力容器下鏡部温度300℃到達によりリロケーションを確認
した場合，原子炉圧力容器破損に備えて中央制御室からの遠隔操作

によって格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部への注水
を実施する。この場合の注水は，原子炉格納容器下部への水張りが
目的であるため，原子炉格納容器下部への総注水量が 180m3に到達

した後，原子炉格納容器下部への注水を停止する 

復水移送ポンプ 
復水貯蔵槽 

－ 

原子炉圧力容器温度計 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 
格納容器下部水位計 
復水貯蔵槽水位計（SA） 

g.原子炉圧力容器破損
確認 

原子炉圧力容器の破損を直接確認する計装設備はないため，複数の
パラメータの変化傾向により判断する 

－ － 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 
原子炉圧力容器温度計 
原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 
格納容器内圧力計（D/W） 
ドライウェル雰囲気温度計 

h.溶融炉心への注水 
原子炉圧力容器が破損し，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下し
た後は，格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水を崩
壊熱相当の流量にて継続して行う 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 
－ 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 

復水貯蔵槽水位計（SA） 

i.代替循環冷却による
溶融炉心冷却及び原
子炉格納容器除熱※2 

代替原子炉補機冷却系による代替循環冷却を開始し，溶融炉心冷却

及び原子炉格納容器除熱を開始する。代替循環冷却の循環流量は，
格納容器下部注水と格納容器スプレイに復水補給水流量計を用い
ることによって流量分配し，それぞれ連続注水及び連続スプレイす

る 

復水移送ポンプ 
代替原子炉補機

冷却系 

復水補給水系流量計（原子炉格納容器） 
格納容器内圧力計（D/W） 
格納容器内圧力計（S/C） 

ドライウェル雰囲気温度計 
サプレッション・チェンバ・プール水温度計 
サプレッション・チェンバ・プール水位計 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効評価上考慮しない操作 
※1 項目 a～iは，3.2.1 (3)に示す重大事故等対策の概要の各項目に対応 

※2 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは取水機能の喪失を伴うものではないが，代替循環冷却による除熱量の評価においては， 

保守的に代替原子炉補機冷却系の設計値を用いた。 
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表 3.2.2 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（1／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード MAAP － 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,926MWt 定格原子炉熱出力として設定 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 定格原子炉圧力として設定 

原子炉水位 
通常水位（セパレータスカート下端から
+119cm） 

通常運転時原子炉水位として設定 

炉心流量 52,200t/h 定格流量として設定 

燃料 9×9燃料（A型） － 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI/ANS-5.1-1979 
燃焼度 33GWd/t 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，10%の保守性を考慮 

格納容器容積（ドライウェル） 7,350m3 
ドライウェル内体積の設計値（全体積から内部機器及び構造物の
体積を除いた値） 

格納容器容積（ウェットウェル） 
空間部：5,960m3 
液相部：3,580m3 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及び構造物の体積を除
いた値） 

真空破壊装置 
3.43kPa（ドライウェル－サプレッショ
ン・チェンバ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 

サプレッション・チェンバ・プー
ル水位 

7.05m（NWL） 通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水位として設定 

サプレッション・チェンバ・プー
ル水温 

35℃ 
通常運転時のサプレッション・チェンバ・プール水温の上限値と
して設定 

格納容器圧力 5.2kPa 通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

外部水源の温度 
50℃（事象開始 12 時間後以降は 45℃，
事象開始 24 時間以降は 40℃） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 
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表 3.2.2 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（2／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

溶融炉心からプール水への熱流束 800kW/m2相当（圧力依存あり） 過去の知見に基づき事前水張りの効果を考慮して設定 

コンクリートの種類 玄武岩系コンクリート 使用している骨材の種類から設定 

コンクリート以外の構造材の扱い 
内側鋼板，外側鋼板は考慮する 
リブ鋼板，ベント管は考慮しない 

リブ鋼板については，コンクリートによって周囲を囲まれており，コ
ンクリートよりも融点が高いことから保守的に考慮しない 
ベント管を考慮する場合，管内の水による除熱効果が考えられるた
め，保守的にベント管については考慮しないものとした 

事
故
条
件 

起因事象 給水流量の全喪失 原子炉水位の低下の観点で厳しい事象を設定 

安全機能等の喪失に対する仮定 
高圧注水機能，低圧注水機能 
低圧代替注水系（常設）機能喪失 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心注水系の機能
喪失を，低圧注水機能として低圧注水系及び低圧代替注水系（常設）
の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 

本評価事故シーケンスへの事故対応に用いる設備は非常用高圧母線
に接続されており，非常用ディーゼル発電機からの電源供給が可能
であるため，外部電源の有無は事象進展に影響を与えないが，非常用
ディーゼル発電機に期待する場合の方が資源の観点で厳しいことを
踏まえ，外部電源なしとして設定 

高温ガスによる配管等のクリープ
破損や漏洩等 

考慮しない 原子炉圧力を厳しく評価するものとして設定 
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表 3.2.2 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（3／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

原子炉スクラム信号 事象発生と同時に原子炉スクラム 事象発生と同時に原子炉スクラムするものとして設定 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51MPa[gage]×1個, 363t/h/個 

7.58MPa[gage]×1個, 367t/h/個 

7.65MPa[gage]×4個, 370t/h/個 

7.72MPa[gage]×4個, 373t/h/個 

7.79MPa[gage]×4個, 377t/h/個 

7.86MPa[gage]×4個, 380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値として設定 

自動減圧機能付き逃がし安全弁の 2個の

開放による原子炉急速減圧 

<原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気量の関係> 

 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉圧力

の関係から設定 

代替格納容器スプレイ冷却系 

70m3/h（原子炉圧力容器の破損前） 

130m3/h 以上（原子炉圧力容器の破損後の

圧力抑制） 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量を考慮

して設定 

格納容器下部注水系（常設） 

90m3/h（事前水張り時） 

原子炉圧力容器破損以降は，崩壊熱相当

の注水量 

原子炉圧力容器の破損の事前の検知から破損までの時間

余裕に基づき約 2m水張り可能な流量として設定 

原子炉圧力容器破損以降は，溶融炉心冷却が継続可能な

流量として設定 

代替循環冷却 

総循環流量：190m3/h 

格納容器スプレイ：約 140m3/h 

原子炉格納容器下部：約 50m3/h 

格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量及び原

子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却に必要な注

水量を考慮して設定 
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表 3.2.2 主要解析条件（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱）（4／4） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

原子炉急速減圧操作 
原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒

の長さの 10%高い位置に到達した時点 

炉心損傷後の酸化反応の影響緩和を考

慮し設定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格

納容器冷却操作（原子炉圧力容器の破損前の原

子炉格納容器冷却） 

原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達した

ことを確認して開始 

格納容器圧力及び温度の抑制効果を踏

まえて設定 

原子炉格納容器下部への注水操作（原子炉圧力

容器の破損前の先行水張り） 

原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達した

ことを確認して開始 

炉心損傷後の原子炉圧力容器の破損に

よる溶融炉心・コンクリート相互作用

の影響緩和を考慮し設定 

原子炉格納容器下部への注水操作（原子炉圧力

容器の破損後の注水） 
原子炉圧力容器の破損を確認した場合 

炉心損傷後の原子炉圧力容器の破損に

よる溶融炉心・コンクリート相互作用

の影響緩和を考慮し設定 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格

納容器冷却操作（原子炉圧力容器の破損後の原

子炉格納容器冷却） 

格納容器圧力が 465kPa[gage]又は格納容器温

度が 190℃に到達した場合に開始 

格納容器圧力及び温度の抑制効果を踏

まえて設定 

代替循環冷却よる原子炉格納容器除熱操作※ 事象発生から 20.5 時間後 
代替原子炉補機冷却系の準備時間等を

考慮し設定 

 ※ 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは原子炉補機冷却系の機能喪失を伴うものではないが，代替循環冷却における除熱は保守的に代替原子炉補機冷却系を用いて実施するもの

とし，除熱操作の開始は，代替原子炉補機冷却系の準備に要する時間を設定した。 
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添付資料 3.2.1 

 

高温環境下での逃がし安全弁の開保持機能維持について 

 

原子炉水位が有効燃料棒頂部を下回り，炉心損傷に至るような状況では，原子炉圧力容器(以下

「RPV」という。)内の気相温度は飽和蒸気温度を大きく超える。高圧溶融物放出/格納容器雰囲気

直接加熱(以下「DCH」という。)を防止するためには，その様な環境下でも逃がし安全弁(以下「SRV」

という。)を開保持し，RPV 内の圧力を 2MPa 以下の低圧に維持する必要がある。 

図 1に示す通り，SRV は本体部と補助作動装置から構成されている。「4.本体部の温度上昇によ

る影響」に示す通り，本体部では温度上昇は問題にならないが，補助作動装置の温度が上昇する

と，電磁弁又はピストンのシール部が熱によって損傷し，SRV の機能維持に影響を及ぼす恐れがあ

る。 

SRV については以下の環境条件における機能維持を確認している。 

 

・171℃において 3時間継続の後 160℃において 3時間継続 

 

ここでは，炉心損傷後，DCH 防止のために原子炉の減圧を継続している環境下で想定される SRV

の温度を評価し，上記の条件と比較することで，SRV の健全性を評価する。 

 

1. 評価方法 

MAAP 解析によって得られた DCH 対応シナリオでの RPV 内気相温度とドライウェル内気相温度を

環境温度条件として，三次元熱流動解析コード(STAR-CCM+)により，SRV の温度を評価した。 

三次元熱流動解析では，RPV の温度条件が厳しくなる評価点を設定し定常解析を実施した。ま

た，RPV 破損直前には RPV 内の気相温度が急激に上昇することから，これに追従する SRV の温度

上昇をより現実的に評価するため，RPV 内の気相温度が急激に上昇する時間幅に対する非定常解

析を実施した。 

 

2. 評価条件 

(1) 温度条件 

図 2,3 に RPV 内気相平均温度とドライウェル内気相平均温度の MAAP 解析結果を示す。MAAP の

解析結果を踏まえ，表 1及び以下に示す通り，2通りの評価条件を設定した。 

① 事象発生から 6時間後までの範囲を代表する温度条件として，同範囲内での RPV 内気相平均

温度とドライウェル内気相平均温度のそれぞれについて最も厳しい温度を適用した温度条

件。定常解析によって評価する。 

② RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の急激な上昇を考慮した温度条件として，RPV 内の気相温

度が急激に上昇する時間幅での RPV 内の気相温度の変化とドライウェル内気相平均温度の

最も厳しい温度を適用した温度条件。非定常解析によって評価する。 
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(2) 評価モデル 

自動減圧(ADS)機能付きの SRV の中で，電磁弁やピストンのシール部の温度条件が厳しい弁を評

価する観点から，電磁弁の設置角度が排気管に最も近い弁を評価対象弁とした。また，図 4,5 の

ように開状態と閉状態を交互に並べた形でモデル化している。実機では離れた位置の SRV2 個を操

作するが，解析では評価体系の側面を周期境界としており，保守的に 1 個おきに開動作するモデ

ルとしている。 

 

3. 評価結果 

評価結果を表 2 及び図 6,7 に示す。事象発生から 6 時間後までの範囲を代表する温度条件とし

て設定した①の温度条件では，補助作動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は 160℃を

約 10℃下回った。また，RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の急激な上昇を考慮した②の温度条件

では，補助作動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は 160℃を約 10℃下回った。 

SRV に対する機能確認試験では，初期の熱負荷として，171℃を与えており，この試験実績を踏

まえると，DCH 防止のために原子炉減圧を継続している状況下でも SRV の機能を維持可能※であ

る。①は最も厳しい温度を設定して実施した定常解析であり，実際に SRV が経験する温度は更に

低い値になるものと考えられる。 

以上の通り，炉心損傷後，DCH 防止のために原子炉の減圧を継続している状況を想定した環境下

でも，SRV の機能を維持できると考える。 

 

※ SRV は，「171℃において 3 時間継続の後 160℃において 3 時間継続」という環境条件で

の機能維持が試験によって確認されている。この初期の熱負荷(171℃において 3 時間継

続)をアレニウス則に基づき 160℃の熱負荷に換算すると，160℃において約 4.6 時間継

続となり，これを後段の試験時間と合計すると約 7.6 時間は機能維持が可能となる。 

 

4. 本体部の温度上昇による影響 

閉状態の SRV が強制開するためには，補助作動装置の駆動力が SRV 本体の抵抗力を上回る必要

がある。SRV 本体の抵抗力に対する温度上昇の影響は表 3 のとおり，いずれも温度上昇によって

抵抗力が低下するよう設計上配慮されており，温度上昇が強制開の妨げとなることはない。 

 

以 上 
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表 1 三次元熱流動解析での温度条件 

 

温度条件①【定常解析】 

(事象発生から 6時間後までの 

範囲を代表する温度条件) 

温度条件②【非定常解析】 

(RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の 

急激な上昇を考慮した温度条件) 

RPV 内 

気相平均温度 
約 589℃ 約 510℃→約 626℃ 

ドライウェル内 

気相平均温度 
約 111℃ 約 116℃ 

 

 

表 2 三次元熱流動解析での評価結果 

 

温度条件①【定常解析】 

(事象発生から 6時間後までの 

範囲を代表する温度条件) 

温度条件②【非定常解析】 

(RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の 

急激な上昇を考慮した温度条件) 

下部コイル 

ハウジング 

最高温度※ 

約 150℃ 約 150℃ 

ピストン部 

最高温度 
約 149℃ 約 147℃ 

※ADS 機能付電磁弁設置位置 

 

 

表 3 SRV 本体の抵抗力に対する温度上昇の影響 

項目 温度上昇の影響 

SRV スプリング閉止力 
温度上昇に伴い，低下する方向にある。また，補助作動装置の

駆動力はスプリング閉止力に対して十分な力量を有している。 

弁棒・アジャスタリング

摺動抵抗 

主蒸気流路から離れた位置にあり，温度上昇幅は小さく，SRV 強

制開機能には影響を及ぼさない。 

弁棒・ネッキブッシュ摺

動抵抗 

弁棒は SUS431，ネッキブッシュはニッケルブロンズと，入熱時

に隙間が拡大する材料の組み合わせとなっており，ネッキブッ

シュによる弁棒拘束は発生しない。 

バランスピストン・ブッ

シュ摺動抵抗 

バランスピストンは SUS403，ブッシュはニッケルブロンズと，

入熱時に隙間が拡大する材料の組み合わせとなっており，ブッ

シュによる弁棒拘束は発生しない。 

弁体(ガイド部)・ガイド

摺動抵抗 

主蒸気温度上昇に伴い拡大するため，温度上昇に伴うガイドに

よる弁体拘束は発生しない。 
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図 1a SRV 構造図(断面図) 

弁体ガイド 
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図 1c SRV 構造図(平面図詳細) 

図 1b SRV 構造図(側面図詳細) 
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図 2 RPV 内気相平均温度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ドライウェル内気相平均温度の推移 

  

温
度

(°C
) 

温度条件① 
(0h～6.0h 最大値：約 589 °C) 

SRV 開閉による 
圧力制御 

温度条件② 
(急激な温度上昇開始～RPV 破損直前 
：約 510 °C～約 626 °C, 約 35 分間, 
下部プレナムの冷却材の蒸発に伴う 
溶融炉心からの輻射による温度上昇) 

事故後の時間(h) 

温
度

(°C
) 

事故後の時間(h) 

温度条件① 
(0h～6.0h 最大値：約 111 °C) 

温度条件② 
(6.0h～RPV 破損直前：約 116 °C) 

RPV 破損 

RPV 破損 
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図 4 モデル化範囲と境界条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 モデル図と断面メッシュ図 
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図 6 解析結果(温度条件①) 
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図 7 解析結果(温度条件②) 
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代替格納容器スプレイを実施した場合の逃がし安全弁の温度 

 

添付資料 3.2.1 の評価では，原子炉の減圧を継続している状況での代替格納容器スプレイを実

施していないが，これを実施することで，逃がし安全弁の温度の大幅な低下に期待できる。この

ため，今後初期水張り等の格納容器への注水は可能なものの，原子炉に注水できない状況下では，

格納容器内の温度・圧力を緩和する観点から，予め格納容器(ドライウェル)スプレイを実施する

手順とする。ここでは，代替格納容器スプレイに期待した場合の逃がし安全弁の温度を示す。 

 

1. 評価方法 

代替格納容器スプレイを実施していない場合(添付資料 3.2.1)と同じ。 

 

2. 評価条件 

(1) 温度条件 

図 1, 2 に原子炉圧力容器内気相平均温度とドライウェル内気相平均温度の MAAP 解析結果を示

す。MAAP の解析結果を踏まえ，表 1及び以下に示す通り，2点の評価条件を設定した。 

① 事象発生から 6時間後までの範囲を代表する温度条件として，代替格納容器スプレイ及び下

部ドライウェル初期水張り開始前を考慮した温度条件 

② 6時間後から溶融炉心落下直前までを代表する温度条件として原子炉圧力容器破損直前の原

子炉圧力容器内の気相温度の急激な上昇を考慮した温度条件 

(2) 評価モデル 

代替格納容器スプレイを実施していない場合と同じ。 

 

3. 評価結果 

評価結果を表 2及び図 3, 4 に示す。いずれの温度条件でも，補助作動装置の電磁弁及びピスト

ンのシール部の温度は 160℃を大幅に下回った。 

以上の通り，炉心損傷後，DCH 防止のために原子炉の減圧を継続している状況を想定した環境下

で代替格納容器スプレイを実施する場合，SRV の温度が大幅に低減されること確認した。 

 

以 上 

添付資料 3.2.1 別添 1 
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表 1 三次元熱流動解析での温度条件 

 

温度条件①【定常解析】 

(事象発生から 6時間後までの 

範囲を代表する温度条件) 

温度条件②【非定常解析】 

(RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の急

激な上昇を考慮した温度条件) 

原子炉圧力容器内 

気相平均温度 
約 645℃ 約 533℃→約 645℃ 

ドライウェル内 

気相平均温度 
約 99℃ 約 84℃ 

 

表 2 三次元熱流動解析での評価結果 

 

温度条件① 

(事象発生から 6時間後までの 

範囲を代表する温度条件) 

温度条件② 

(RPV 破損直前の RPV 内の気相温度

の急激な上昇を考慮した温度条件) 

下部コイルハウジング 

最高温度※ 
約 146℃ 約 120℃ 

ピストン部最高温度 約 145℃ 約 120℃ 

※ADS 機能付電磁弁設置位置 

 

 

 

事故後の時間(h) 

事故後の時間(h) 

図 1 原子炉圧力容器内気相平均温度の推移 

温
度

(°C
) 

温
度

(°C
) 

温度条件① 
(RPV 破損直前：約 645 °C) 

SRV 開閉による 
圧力制御 

ドライウェルスプレイ

開始に伴う温度低下 

温度条件① 
(下鏡温度 300 °C 到達に伴うペデスタル注水,  

ドライウェルスプレイ開始前：99 °C) 

温度条件② 
(6 時間後から RPV 破損まで

の間の最高温度：約 84 °C) 

図 2 ドライウェル内気相平均温度の推移 

RPV 
破損 

RPV 
破損 

温度条件② 
(急激な温度上昇開始～RPV 破損直前 
：約 533 °C～約 645 °C, 約 25 分間, 
下部プレナムの冷却材の蒸発に伴う 
溶融炉心からの輻射による温度上昇) 
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図 3 解析結果(温度条件①) 



 

 添 3.2.1 別添 1-4 

 

図 4 解析結果(温度条件②) 
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添付資料 3.2.2 

 

格納容器破損モード「DCH」,「FCI」,「MCCI」の評価事故シーケンスの位置付け 

 

 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱(DCH)」,「原子炉圧力容器外の

溶融燃料-冷却材相互作用(FCI)」,「溶融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)」については，各プ

ラント損傷状態(PDS)に対応する各重要事故シーケンス及び雰囲気圧力・温度による静的負荷の評

価事故シーケンスへの重大事故等防止対策の有効性評価の結果等から，重大事故等対処設備に期

待する場合，炉心損傷あるいはリロケーションまでに事象の進展を停止し，これらの現象の発生

を防止することが出来る。 

しかしながら，格納容器破損モード「DCH」,「FCI」,「MCCI」は，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」(以下「解釈」という。)第 37 条 2-

1(a)において，必ず想定する格納容器破損モードとして定められている。このため，今回の評価

では重大事故等対処設備の一部に期待しないものとして，各物理化学現象に伴う格納容器破損が

懸念される状態に至る評価事故シーケンスを設定している。 

一方，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」に

ついては，事故シーケンス選定のプロセスにおいて，国内外の先進的な対策と同等な対策を講じ

ても炉心損傷を防止できない事故シーケンスとして抽出された、「大破断 LOCA+ HPCF 注水失敗+低

圧 ECCS 注水失敗」を評価事故シーケンスとして選定し，重大事故等防止対策の有効性を評価して

いる。 

以上の通り，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」

は重大事故等防止対策に期待して評価し，解釈第 37 条 2-3(a)～(c)の評価項目に対する重大事故

等防止対策の有効性を評価しており，格納容器破損モード「DCH」,「FCI」,「MCCI」は，評価を成

立させるために，重大事故等対処設備の一部に期待しないものとして，解釈第 37 条 2-3(d), (e), 

(i)の評価項目に対する重大事故等防止対策の有効性を評価している。 

 

以 上 
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添付資料 3.2.3 

 

原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

 

 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想定した場合でも，

原子炉格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られている。 

この評価結果に照らして原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量を考える。原子炉格

納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい量は制限され，漏えいした

水蒸気は原子炉建屋内で凝縮し，原子炉建屋空間部が加圧されることはないと考えられる。また，

原子炉建屋内の換気空調系は停止しており，原子炉建屋内空間部と外気との圧力差が生じにくく，

原子炉建屋内外での空気のやりとりは殆どないものと考えられる。さらに，原子炉格納容器内か

ら原子炉建屋に漏えいした粒子状放射性物質は，原子炉建屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴

い，原子炉建屋内に沈着するものと考えられる。 

これらのことから，原子炉格納容器が健全である場合は，原子炉格納容器から原子炉建屋内に

漏えいした放射性物質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，原子炉建屋内で除去されるため，

大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。 

 

以下では，上述の状況に係わらず，保守的に原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいを

仮定した場合の放出量を示す。 

 

１．評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧

失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋DCH 発生）」について評価する。 

(2) 格納容器からの漏えい量は，MAAP 解析上で格納容器圧力に応じて漏えい率が変化するものと

し，開口面積は以下のように設定する。 

・1Pd 以下 ：0.9Pd で 0.4%/日 相当 

・1～2Pd  ：2.0Pd で 1.3%/日 相当 

(3) 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，原子炉建屋の換気

空調系停止時の原子炉建屋から大気中への漏えい率を 10%/日（一定）とした。(詳細は「３.

補足事項」参照) 

(4) 原子炉建屋内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での粒子状物質の除去

効果は保守的に考慮しない。 

 

２．評価結果 

原子炉建屋から大気中への放射性物質(Cs-137)の漏えい量は 2.4×10-3TBq（7 日間）となる。 

格納容器が健全であるため，格納容器から原子炉建屋への漏えい量は制限され，更に原子炉建

屋から大気中への漏えいにおいても一定の漏えい率に制限されるため，放射性物質の漏えい量は

抑制される。 

この評価結果は「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」に示すドライウェルのラインを経由し

た場合の放出量 2.0TBq に比べて十分に小さい。 
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３．補足事項 

 

原子炉建屋から大気中への漏えい率は，建屋周辺の風速によって原子炉建屋内と建屋外に差圧

が生じ，放射性物質を含む原子炉建屋内の気体が建屋外へ漏えいすると仮定して評価する。 

 

(1)式に建屋周辺の風速と建屋差圧(風荷重)の関係を示す。 

 

ΔP = -C×ρ×v2/2 ・・・(1) 

 

ΔP : 風荷重 (kg/m2) 

C  : 風力係数 (-0.4) 

ρ  : 空気密度 (0.125kgs2/m4：大気圧 101kPa，大気温度 15℃) 

v  : 風速 (3.1m/s) 

(敷地内で観測した 1985 年 10 月～1986 年 9 月の地上高 10m 風速観測結果から，平均

風速である 3.1m/s を選定) 

出典：建築学便覧Ⅱ 構造 

 

次に，差圧と原子炉建屋の漏えい率の相関式を(2)式に示す。 

 

f ∝ √ΔP ・・・(2) 

 

f  : 原子炉建屋の漏えい率 (回/日) 

ΔP : 差圧 (mmH2O) 

なお，1mmH2O=1kg/m2 

 

原子炉建屋は，建屋負圧 6.4mmH2O で漏えい率が 0.5 回/日以下になるように設計されているた

め，実風速による建屋差圧と漏えい率の関係は(3)式のようになる。 

 

f1 = f0×√(ΔP1/ΔP0) ・・・(3) 

 

f1  : 実風速時の漏えい率 (回/日) 

f0  : 原子炉建屋の設計漏えい率 (0.5 回/日) 

ΔP1 : 実風速時の建屋差圧 (0.3mmH2O) 

ΔP0 : 原子炉建屋の設計建屋差圧 (6.4mmH2O) 

 

以上より，建屋周辺の風速によって生じる原子炉建屋からの漏えい率は 0.1 回/日となる。 

 

以上 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響について(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱) 

 

表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱)(1/2) 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 
炉心モデル(原子炉

出力及び崩壊熱) 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モデルの不確かさの影響

はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目

となるパラメータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒内温

度変化 

炉心モデル(炉心熱

水力モデル) 

溶融炉心の挙動モ

デル(炉心ヒートア

ップ) 

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素発生，炉心領域での

溶融進展状態について，TMI 事故分析結果と一致することを確認した 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックス

の温度変化について，測定データと良く一致することを確認した 

炉心ヒートアップ速度(燃料被覆管酸化が促進される場合)が早まるこ

とを想定し，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム-水反応

速度の係数を 2倍とした感度解析により影響を確認した 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに炉心溶融の開始時刻への影響は

小さい 

・下部プレナムへのリロケーション開始時刻にも影響は小さい 

炉心ヒートアップの感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆管表面積感

度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び下部プレナムへのリロ

ケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されている。本

評価事故シーケンスにおいては，重大事故等対処設備を含む全ての原

子炉への注水機能が喪失することを想定しており，最初に実施すべき

操作は原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10％高

い位置に到達した時点の減圧操作となり，燃料被覆管温度等によるパ

ラメータを操作開始の起点としている操作ではないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び

CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感

度解析（ヒートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶

融時間に対する感度及び下部プレナムへのリロケーション開始時間に

対する感度は小さいことが確認されている。本評価事故シーケンスで

は，運転員等操作による原子炉急速減圧により原子炉圧力容器破損時

の原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に低減しており，上記の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響はないこと及び原子炉急速減圧操作後

に原子炉圧力は速やかに低下することから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない 

燃料棒表面

熱伝達 

燃料被覆管

酸化 

燃料被覆管

変形 

沸騰・ボイ

ド率変化 

炉心モデル(炉心水

位計算モデル) 

MAAP コードと SAFER コードの比較を行い，以下の傾向を確認 

・MAAP コードでは CCFL を取り扱っていないこと等から水位変化に差

異が生じた 

・水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であり，その後の注水操作に

よる有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉

圧力容器内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較により，急速

減圧後の水位上昇及び蒸気流出の継続による水位低下についてより

緩慢な挙動を示すことが確認されており，原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの 10%高い位置に到達する時間が早まる可能

性があるが，数分程度の差違であることから運転員等操作時間に与え

る影響は小さい 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉

圧力容器内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較により，急速

減圧後の水位上昇及び蒸気流出の継続による水位低下についてより緩

慢な挙動を示すことが確認されており，原子炉水位が有効燃料棒底部

から有効燃料棒の長さの 10%高い位置に到達する時間が早まる可能性

があるが，数分程度の差違であること及び原子炉急速減圧操作後に原

子炉圧力は速やかに低下することから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい 

気 液 分 離

( 水 位 変

化)・対向流 

原子炉圧

力容器 
冷却材放出

(臨界流・差

圧流) 

原子炉圧力容器モ

デル(破断流モデ

ル) 

・モデルに含まれる(逃し安全弁からの流量は，設計値に基づいて計算

される) 

・逃がし安全弁からの流量は，設計値に基づいて計算される 

冷却材放出(臨界流・差圧流)を起点に操作開始する運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

冷却材放出(臨界流・差圧流)を起点に操作開始する運転員等操作はな

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

  

添付資料 3.2.4 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱)(2/2) 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子炉圧

力 容 器

( 炉 心 損

傷後) 

リロケーション 

溶融炉心の挙動モ

デル(リロケーシ

ョン) 

・TMI 事故解析における炉心損傷挙動について，事故分析

結果と一致することを確認 

・リロケーションが早まることを想定し，炉心損傷に至る

温度を低下させた感度解析により影響を確認 

・TQUV，大破断 LOCA のいずれも，炉心溶融時刻，原子炉

圧力容器の破損時刻への影響が小さいことを確認 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。また，

炉心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小

さいことが確認されている。本評価事故シーケンスでは，リロケーションが発

生する前に運転員等操作により原子炉急速減圧を実施することから，運転員等

操作時間に与える影響はない 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認され

ており，炉心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損

時間に対する感度は小さいことを確認している。本評価事故シー

ケンスでは，リロケーションが発生する前に運転員等操作により

原子炉急速減圧操作を実施し，操作開始後原子炉圧力は速やかに

低下することから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い 

構造材との熱伝達 

原子炉圧力容器内 FCI

（溶融炉心細粒化） 

溶融炉心の挙動モ

デル(下部プレナ

ムでの溶融炉心挙

動) 

原子炉圧力容器内 FCI に影響する項目として溶融ジェッ

ト径，細粒化モデルにおけるエントレインメント係数，デ

ブリ粒子径をパラメータとして感度解析を行い，いずれの

パラメータについても原子炉圧力容器破損時点での原子

炉圧力に対する感度は小さいことを確認 

原子炉圧力容器内 FCI を起点に操作開始する運転員等操作はないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない 

原子炉圧力容器内 FCI を起点に操作開始する運転員等操作はな

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
原子炉圧力容器内 FCI

（デブリ粒子熱伝達） 

下部プレナムでの溶

融炉心の熱伝達 

・TMI 事故解析における下部プレナムの温度挙動につい

て，TMI 事故分析結果と一致することを確認 

・下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限

界熱流束，下部プレナムギャップ除熱量に係る係数に対

する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損時期等の事象

進展に対する感度は小さいことを確認 

下部プレナムと炉心デブリの熱伝達に関する感度解析より，原子炉圧力容器破

損時間等の事象進展に対する感度が小さく，下部ヘッドの温度上昇を起点とす

る補給水ポンプによる原子炉格納容器下部注水操作の開始に与える影響は小さ

い。さらに，下部ヘッド温度上昇(300℃到達)は事象発生開始から，約 3.7 時間

後の操作であり，多少の挙動の差異が生じた場合においても十分な時間余裕が

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない 

下部プレナムと炉心デブリの熱伝達に関する感度解析より，原子

炉圧力容器破損時間等の事象進展に対する感度が小さいことが

確認されていることから，解析コードの不確かさが評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい 

原子炉圧力容器破損 

溶融炉心の挙動モ

デル(原子炉圧力

容器破損モデル) 

原子炉圧力容器破損に影響するパラメータとして，制御棒

駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み(しきい値)に対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破

損が約 13 分早まることを確認 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ(しきい値)に

対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損が約 13 分早まることを確認した

が，本評価においては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポンプによる

原子炉格納容器下部注水操作の開始(約 3.7 時間後)から，原子炉圧力容器破損

(約 7.0 時間後)までに下部ペデスタル注水を完了する必要があるが，注水必要

時間 2 時間に対して下部ヘッド温度 300℃到達から原子炉圧力容器破損までは

約 3 時間あることから多少の挙動の差異が生じた場合においても十分な時間余

裕があり，運転員等操作時間に与える影響はない 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひず

み(しきい値)に対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損が約

13 分早まることを確認したが，溶融燃料の落下時間という点で

は影響は小さく，解析コードの不確かさが評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱)(1/2) 

項目 
解析条件(初期条件，事故条件)の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 原子炉熱出力 3,926MWt 
3,924MWt 以下 

(実績値) 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮した運転

管理目標値を参考に最確条件を包絡で

きる条件を設定 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和され

る。最確条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，原

子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確条件と

した場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，原子炉停止後の崩

壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

(実測値) 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，運転中の圧力変動により解析条

件に対して変動を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁

により制御されるため事象進展に及ぼす影響はなく，運転

員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，運転中の圧力変動により解析条件に対して変動

を与えうるが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展

に影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

(セパレータスカー

ト下端から+119cm) 

通常運転水位 

(セパレータスカート下端から

約+118cm～約+120cm) 

(実測値) 

通常運転時の原子炉水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，スクラム 10 分後の原子炉

水位の低下量は通常運転水位－約4mであるのに対してゆら

ぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。した

がって，事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操作時間

に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，

スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるの

に対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。した

がって，事象進展に影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい 

炉心流量 52,200t/h(100%) 
定格流量の約 91～約 110% 

(実測値) 
定格流量として設定 

事象発生後早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流

量が事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操作時間に

与える影響は小さい 

事象発生後早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に

及ぼす影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料(A 型) 装荷炉心ごと 

9×9 燃料(A 型)と 9×9 燃料(B 型)は，

熱水的な特性はほぼ同等であり，その他

の核的特性等の違いは燃料棒最大線出

力密度の保守性に包含されることから，

代表的に 9×9燃料(A 型)を設定 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心

となるか，それらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水

力特性はほぼ同等であり，事象進展に及ぼす影響は小さい

ことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心となるか，そ

れらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，

炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい 

原子炉停止後の崩壊

熱 
燃焼度 33GWd/t 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

(実績値) 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考

慮し，10%の保守性を確保することで，最

確条件を包絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくな

るため，原子炉水位の低下が緩やかになり，発生する蒸気量

は少なくなることから，有効燃料棒底部から有効燃料棒の

長さの 10%高い位置到達を操作開始の起点としている原子

炉急速減圧操作の開始が遅くなる 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなる。本評価事故

シーケンスでは，運転員等操作による原子炉急速減圧により原子炉圧力容

器破損時の原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に低減しており，最確条件と

した場合には原子炉水位の低下が緩やかになり，原子炉急速減圧操作の開

始が遅くなるが，原子炉圧力容器破損時間についても遅くなると考えられ

ること，原子炉急速減圧開始後は原子炉圧力は速やかに低下することか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積(ドラ

イウェル) 
7,350m3 

7,350m3 

(設計値) 

ドライウェル内体積の設計値(全体積か

ら内部機器及び構造物の体積を除いた

値)を設定 

本シナリオは原子炉圧力容器内挙動を対象としているた

め，原子炉格納容器側の条件による直接的な影響はない 

本シナリオは原子炉圧力容器内挙動を対象としているため，原子炉格納容

器側の条件による直接的な影響はない 

格納容器容積(ウェ

ットウェル) 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

(設計値) 

ウェットウェル内体積の設計値(内部機

器及び構造物の体積を除いた値)を設定 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水位 
7.05m(NWL) 

約 7.01m～約 7.08m 

(実測値) 

通常運転時のサプレッション・チェン

バ・プール水位として設定 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水温 
35℃ 

約 30℃～35℃ 

(実測値) 

通常運転時のサプレッション・チェン

バ・プール水温の上限値を，最確条件を

包絡できる条件として設定 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

(実測値) 
通常運転時の格納容器圧力として設定 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

(実測値) 
通常運転時の格納容器温度として設定 

真空破壊装置 

3.43kPa(ドライウェ

ル－サプレッショ

ン・チェンバ間差圧) 

3.43kPa(ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ間差圧) 

(設計値) 

真空破壊装置の設定値 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱)(2/2) 

項目 
解析条件(初期条件，事故条件)の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

外部水源の温度 

50℃（事象開始 12 時

間以降は 45℃，事象開

始 24 時 間 以 降 は

40℃）） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性が

あり，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制

効果は大きくなり，間欠スプレイの間隔に影響する。しかし本解析

ではスプレイ間隔は炉心冠水操作に依存していることから運転員

等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなる可能性があり，炉

心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあるが，この顕熱分の影響は小

さく，燃料被覆管温度の上昇に与える影響は小さい 

また，格納容器圧力上昇に対する格納容器スプレイによる圧力抑制効果は

大きくなり，格納容器の圧力上昇は遅くなるが，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい 

外部水源の容量 約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量+復

水貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の復水貯蔵槽の水

量を参考に，最確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大きく

なる。また，事象発生 12 時間後からの可搬型代替注水ポンプによ

る補給により復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

(軽油タンク容量) 

通常時の軽油タンクの運用値を参考に，最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕が大きく

なる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても燃料は枯

渇しないことから，運転員等操作時間に対する影響はない 

－ 

事故

条件 起因事象 全給水喪失 － 原子炉水位の低下の観点で厳しい事象を設定 
起因事象として LOCA 等の原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失を仮定

した場合は減圧操作が不要となる 

起因事象として LOCA等の一次冷却材圧力バウンダリ喪失を仮定した場合は

減圧操作が不要となる 

安全機能等の喪

失に対する仮定 

高圧注水機能，低圧注

水機能 

低圧代替注水系(常

設)機能喪失 

－ 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び

高圧炉心注水系の機能喪失を，低圧注水機能

として低圧注水系及び低圧代替注水系(常設)

の機能喪失を設定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 

本評価事故シーケンスへの事故対応に用いる

設備は非常用高圧母線に接続されており，非

常用ディーゼル発電機からの電源供給が可能

であるため，外部電源の有無は事象進展に影

響を与えないが，非常用ディーゼル発電機に

期待する場合の方が資源の観点で厳しいこと

を踏まえ，外部電源なしとして設定 

高温ガスによる

配管等のクリー

プ破損や漏洩等 

考慮しない 
発生する可能性は否

定できない 
原子炉圧力を厳しく評価するものとして設定 

1F 事故に対する炉心・格納容器の状態の推定の評価において，炉

内核計装配管のドライチューブ，逃がし安全弁のフランジガスケッ

ト部等からの気相漏えいの可能性について言及されている。本仮定

を本シナリオに対して考慮した場合，原子炉圧力を減圧させること

となるため，減圧の規模によっては原子炉減圧操作をしなくとも，

高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱を回避する可能性がある 

事象進展に対する影響としては，気相部漏えいは原子炉水位が TAF

を十分下回った以降の炉心ヒートアップによる影響と推定でき，本

シナリオでは BAF+10%位置にて減圧操作を実施することから考え

ると，事象進展に対する影響は小さい 

1F 事故に対する炉心・格納容器の状態の推定の評価において，炉内核計装

配管のドライチューブ，逃がし安全弁のフランジガスケット部等からの気

相漏えいの可能性について言及されている。本仮定を本シナリオに対して

考慮した場合，原子炉圧力を減圧させることとなるため，減圧の規模によっ

ては原子炉減圧操作をしなくとも，高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加

熱を回避する可能性がある 

事象進展に対する影響としては，気相部漏えいは原子炉水位が TAF を十分

下回った以降の炉心ヒートアップによる影響と推定でき，本シナリオでは

BAF+10%位置にて減圧操作を実施することから考えると，事象進展に対する

影響は小さいと考えられ，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

機器

条件 
原子炉スクラム

信号 

事象発生と同時に原

子炉スクラム 

事象発生と同時に原

子炉スクラム 

事象発生と同時に原子炉スクラムするものと

して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値を設定 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃

がし安全弁の2個開に

よる原子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃

がし安全弁の2個開に

よる原子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び

原子炉圧力の関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

代替格納容器ス

プレイ冷却系 
70m3/h でスプレイ 

70m3/h 以上でスプレ

イ 

格納容器温度の抑制に必要なスプレイ流量を

考慮して設定 

本シナリオは原子炉圧力容器内挙動を対象としているため，原子炉

格納容器側の条件による直接的な影響はない 

本シナリオは原子炉圧力容器内挙動を対象としているため，原子炉格納容

器側の条件による直接的な影響はない 
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表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱)(1/2) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

原子炉急速減

圧操作 

原子炉水位が

有効燃料棒底

部から有効燃

料棒の長さの

10%高い位置に

到達した時点

で開始(事象発

生から約 1.4

時間後) 

炉心損傷後の酸化

反応の影響緩和を

考慮し設定 

【認知】 

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%高い位置に到達した時点に達

するまでには事象発生から約 1.4 時間の時間余裕があり，原子炉水位は事故時の重要監

視パラメータとして継続監視しているため，認知に大幅な遅れを生じることは考えにく

い。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開

始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

逃がし安全弁による原子炉減圧操作は制御盤の操作スイッチによる操作のため，操作開

始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

逃がし安全弁手動開放の操作時に，当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，

操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，

そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉水位が有効燃料棒底部から有

効燃料棒の長さの10％高い位置に到

達するまでには事象発生から約 1.4

時間の時間余裕があり，また，原子

炉急速減圧操作は原子炉水位の低下

傾向を監視しながら予め準備が可能

であることから，実態の操作開始時

間は解析上の設定とほぼ同等であ

り，操作開始時間に与える影響は小

さい 

当該操作は，解析コード及び解析条

件の不確かさ（操作条件を除く）に

より操作開始時間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室で行う作業であ

り，他の操作との重複もないことか

ら，他の操作に与える影響はない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

原子炉急速減圧操作に

ついては，原子炉圧力容

器破損までに完了する

必要があるが，原子炉圧

力容器破損までの時間

は事象発生から約 7.0

時間あり，準備時間が確

保できるため，時間余裕

がある 

中央制御室における操作のた

め，シミュレータにて訓練実績

を取得。訓練では，原子炉水位

が有効燃料棒底部から有効燃

料棒の長さの 10％高い位置に

到達後，速やかに逃がし安全弁

による減圧操作を開始。想定で

意図している運転操作が実施

可能なことを確認した 

代替格納容器

スプレイ冷却

系による原子

炉格納容器冷

却操作（原子炉

圧力容器の破

損前の原子炉

格納容器冷却） 

 

原子炉圧力容

器下鏡部温度

が300℃に到達

したことを確

認して開始(事

象発生から約

3.7 時間後) 

 

格納容器圧力及び

温度の抑制効果を

踏まえて設定 

 

【認知】 

代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作は，原子炉圧力容器下鏡部

温度が 300℃に到達したことを確認して開始するが，損傷炉心への注水による冷却性を

確認するため，原子炉圧力容器下鏡部温度は継続監視しており，認知に大幅な遅れが生

じることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開

始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

低圧代替注水系（常設）準備操作は，復水補給水系の隔離弁（1 弁）の閉操作による系

統構成，低圧代替注水系（常設）ポンプの追加起動であり，何れも中央制御室における

制御盤の操作スイッチによる操作のため，1操作に 1分間を想定し，合計 2分間であり，

それに余裕時間を含めて操作時間 5分を想定 

【他の並列操作有無】 

原子炉格納容器下部への注水操作（原子炉圧力容器の破損前の先行水張り）を行う運転

員と代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作を行う運転員の並列

操作はあるが，それを加味して操作の所要時間を算定しているため，操作開始時間に与

える影響はない。原子炉格納容器下部への注水操作（原子炉圧力容器の破損前の先行水

張り）及び代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却操作の操作所要時間

はそれぞれ 2分であり，合計 4分であることから，代替格納容器スプレイ冷却系による

原子炉格納容器冷却操作の操作所要時間の 5分に含まれる。このため，操作開始時間に

与える影響はない 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は

起こりにくく，そのため誤操作により操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃

に到達するまでには事象発生から約

3.7 時間の時間余裕があり，また，代

替格納容器スプレイ冷却系による原

子炉格納容器冷却操作は原子炉圧力

容器下鏡温度を監視しながら予め準

備が可能であることから，実態の操

作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であり，操作開始時間に与える影

響は小さい 

当該操作は，解析コード及び解析条

件の不確かさ（操作条件を除く）に

より操作開始時間は遅れる可能性が

あるが，中央制御室で行う作業であ

り，また，他の並列操作を加味して

操作の所要時間を算定しているた

め，他の操作に与える影響はない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格

納容器冷却操作につい

ては，原子炉圧力容器下

鏡部温度が 300℃に到

達後，速やかに実施する

ことが望ましいが，原子

炉圧力容器の破損前は，

本操作が実施できない

ものと仮定しても，格納

容器圧力及び格納容器

温度が格納容器限界圧

力及び格納容器限界温

度に到達することは無

く，逃がし安全弁による

減圧機能維持も可能で

あることから，時間余裕

がある 

中央制御室における操作のた

め，シミュレータにおける同様

の代替格納容器スプレイ冷却

系による原子炉格納容器冷却

操作についての訓練実績を確

認。訓練では，代替格納容器ス

プレイ冷却系による原子炉格

納容器冷却操作が必要な際に，

速やかに代替格納容器スプレ

イ冷却系による原子炉格納容

器冷却操作を開始。想定で意図

している運転操作が実施可能

なことを確認した 

 



 

 添 3.2.4-6 

表 3 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱)(2/2) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 運転員等操作時間に与える影響 
評価項目となるパラメー

タに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時間 条件設定の考え方 

操作

条件 

復水貯蔵槽へ

の補給 
事象発生から 12 時間後 

可搬型設備に関して，事象発生か

ら 12 時間までは，その機能に期

待しないと仮定 

復水貯蔵槽への補給までの時間

は，事象発生から 12 時間あり時間

余裕がある 

－ － － 

復水貯蔵槽への補給は，淡水貯水池から防火水槽への補給

と可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から復水貯蔵槽

への補給を並行して実施する。淡水貯水池から防火水槽へ

の補給の系統構成は，所要時間 90 分想定のところ，訓練

実績等により約 70 分で実施可能なこと，可搬型代替注水

ポンプによる防火水槽から復水貯蔵槽への補給のホース

敷設等の注水準備は，所要時間 180 分想定のところ，訓練

実績等により約 150 分で実施可能なことを確認した 

各機器への給

油（可搬型代替

注水ポンプ及

び電源車※） 

事象発生から12時間後以

降，適宜 

各機器への給油は，解析条件では

ないが，解析で想定している操作

の成立や継続に必要な操作・作業 

各機器の使用開始時間を踏まえ

て設定 

各機器への給油開始までの時間

は，事象発生から約 12 時間あり時

間余裕がある 

－ － － 

有効性評価では，防火水槽から復水貯蔵槽への補給用の可

搬型代替注水ポンプ（6号及び 7号炉：各 2台），代替原

子炉補機冷却系用の電源車（6号及び 7号炉：各 2台）へ

の燃料給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，所要時間 180 分想

定のところ訓練実績等では約 112 分，電源車への給油作業

は，所要時間 120 分想定のところ訓練実績等では約 90 分

であり，想定の範囲内で意図している作業が実施可能であ

ることを確認した 

※ 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスは原子炉補機冷却系の機能喪失を伴うものではないが，代替循環冷却における除熱は保守的に代替原子炉補機冷却系を用いて実施するものとしていることから，代替原子炉補機冷却系の運転のための電源車への給油を設定した。 



 

 

添
3.2.5-1 

7 日間における水源の対応について(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱) 

 

○水源 

復水貯蔵槽水量：約 1,700m3 

淡水貯水池：約 18,000m3 

○水使用パターン 

①格納容器下部注水 

原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で開始 

(90m3/h で 2 時間) 

原子炉圧力容器破損後は崩壊熱相当で注水。 

②代替格納容器スプレイ冷却系による代替格納容器スプレイ 

原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で 

開始(70m3/h）。 

原子炉圧力容器破損以降，465kPa[gage]に到達以降は 

130m3/h 以上で注水。 

③淡水貯水池から復水貯蔵槽への移送 

事象発生 12 時間後から，淡水貯水池の水を防火水槽へ移送する。 

防火水槽からは可搬型代替注水ポンプ 2台を用いて 130m3/h で復水貯蔵槽へ給水する。 

○時間評価(右上図) 

事象発生 12 時間までは復水貯蔵槽を水源として格納容器下部注水及び代替格納容器スプレイを実施するため，復水貯蔵槽水量は減少する。事象発生 12

時間後から復水貯蔵槽への補給を開始するため，水量の減少割合は低下する。事象発生約 20.5 時間後以降は，サプレッション・チェンバのプール水を水

源とした循環冷却を実施することにより水量の減少は停止する。 

○水源評価結果 

時間評価の結果から復水貯蔵槽が枯渇することはない。また，7 日間の対応を考慮すると，6 号及び 7 号炉のそれぞれで約 2,600m3必要となる。6 号及

び 7号炉の同時被災を考慮すると，約 5,200m3必要とされる。各号炉の復水貯蔵槽に 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3の水を保有することから，6号

及び 7号炉の同時被災を考慮した場合も必要水量を確保可能であり，安定して冷却を継続することが可能である 
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添
3.2.6-1 

7 日間における燃料の対応について(高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱) 

プラント状況：6号及び 7号炉運転中。1～5号炉停止中。 

事象：高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱は 6号及び 7号炉を想定 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 
7 日間の 

軽油消費量 

約 795kL 

7 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ 

(A-2 級) 2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 
7 日間の 

軽油消費量 

約 795kL 

6 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動。 ※1 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

復水貯蔵槽給水用 可搬型代替注水ポンプ 

(A-2 級) 2 台起動。 

18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動。

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

1 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

2 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

3 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

4 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

5 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能。 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動。 ※2 

(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後～事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7号炉軽油タンク及び

ガスタービン発電機用燃

料タンク（容量約 200kL）

の残容量(合計)は 

約 571kL であり， 

7 日間対応可能。 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動。(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

※1 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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 3.3-1 

3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

3.3.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に至る可能性のあ

るプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，TQUV，

TQUX，LOCA，長期 TB，TBU 及び TBP である。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では，運転時の異

常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用

炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられない場合には，溶

融炉心と原子炉圧力容器外の原子炉冷却材が接触して一時的な格納容器圧力の急上昇が生

じ，このときに発生するエネルギーが大きい場合に構造物が破壊され原子炉格納容器破損

に至る。 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による水蒸気爆発事象については，これ

までに実ウランを用いて種々の実験が行われている。水蒸気爆発は，溶融炉心が水中に落下

した際に形成される蒸気膜が，何らかの外乱によって崩壊した際に，瞬時の圧力伝播を生じ，

大きなエネルギーを発生させる事象である。ただし，外部からの強制的なトリガを与えない

限り水蒸気爆発は発生しないという結果が得られている。原子炉格納容器下部に張られた

水は準静的であり，外部トリガが与えられる状況は考えにくい。また，外部トリガを与えた

場合でも水蒸気爆発に至らなかったケースが複数確認されている。水蒸気爆発が発生した

場合においても機械的エネルギーへの変換効率は小さく，大規模な水蒸気爆発には至って

いないことから，実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて小さいと考えら

れる。 

また，水蒸気爆発とは別に，溶融炉心から原子炉冷却材への伝熱によって水蒸気が発生す

ることに伴う急激な格納容器圧力の上昇（以下，「圧力スパイク」と言う。）が発生する。上

記のとおり，現実的には水蒸気爆発が発生する可能性は極めて小さいと考えられることか

ら，本評価では，圧力スパイクについてその影響を評価する。 

（添付資料 3.3.1, 3.3.2） 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉格納容器を冷却及び除熱し，溶融炉心か

ら原子炉格納容器下部の原子炉冷却材への伝熱による，水蒸気発生に伴う格納容器圧力の

上昇を抑制することにより，原子炉格納容器の破損を防止する。 

また，溶融炉心の落下後は，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び

代替循環冷却又は格納容器圧力逃がし装置及び更なる信頼性向上の観点から設置する代替

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を実施する。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，重大事故等対処設備による



 3.3-2 

原子炉注水機能についても使用できないものと仮定する。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」で想定される事故

シーケンスに対して，原子炉格納容器下部への溶融炉心落下を想定するが，この状況では，

原子炉格納容器下部における「溶融炉心・コンクリート相互作用」を緩和する観点から，溶

融炉心落下前に格納容器下部注水系（常設）による原子炉格納容器下部への水張りが行われ

ている。このため，本格納容器破損モードへの格納容器破損防止対策ではないものの，溶融

炉心落下時には原子炉格納容器下部に水が張られた状態を想定する。なお，この水張り深さ

は，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に伴う圧力スパイク及び水蒸気爆発

の発生を仮定した場合の影響を小さく抑えつつ，「溶融炉心・コンクリート相互作用」の緩

和効果に期待できる深さを考慮して約 2m としている。 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格納容器冷却手段及び代替循環冷却による格納容器除熱手段又は格納

容器圧力逃がし装置等による格納容器除熱手段を整備する。なお，これらの原子炉圧力容器

破損以降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気圧力・温

度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モードによる原

子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の

重大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)の

a から iに示している。このうち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)に示す f及び gである。なお，fの

原子炉格納容器下部への注水は，原子炉格納容器下部における「溶融炉心・コンクリート相

互作用」を緩和する観点から実施するものであるが，原子炉格納容器下部に溶融炉心が落下

した際の「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」への影響も考慮して原子炉格納

容器下部への注水量及び原子炉格納容器下部の水位を定めていることから，本格納容器破

損モードの対策として整理した。 

（添付資料 3.3.3） 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モードによる原

子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の

重大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す図

3.2.1 から図 3.2.4 である。このうち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策の概

略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す図 3.2.2 及び図 3.2.3

である。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要な要員と作業項目は「3.2 高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 
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3.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷状態を TQUV とし，事象進展が早く

炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗

を含まない，「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋FCI 発生）」

である。ここで，逃がし安全弁再閉失敗を含まない事故シーケンスとした理由は，プラント

損傷状態が TQUV であるため，事故対応に及ぼす逃がし安全弁再閉の成否の影響は小さいと

考え，発生頻度の観点で大きい事故シーケンスを選定したためである。 

また，1.2.2.1(3)c に示す通り，プラント損傷状態の選定では，水蒸気爆発に対する条件

設定の厳しさを考慮し，溶融炉心の内部エネルギーの観点でより厳しいと考えられる TQUV

を選定した。一方，プラント損傷状態を LOCA とする場合，事象発生直後から原子炉冷却材

が原子炉格納容器内に流出するため原子炉圧力容器破損までの時間が短くなる。この時の

圧力スパイクへの影響については，解析条件のうち初期条件の不確かさとして評価する。 

なお，この評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」及

び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」と同じ事故シーケンスである。本格納容器破損

モード及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」ではプラント損傷状態を TQUV とし，

「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」ではプラント損傷状態を TQUX としてお

り，異なるプラント状態を選定している。しかしながら，どちらのプラント損傷状態であっ

ても原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点で

逃がし安全弁の手動開操作によって原子炉を減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶融

炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各格納容器破損モードを，定められた一連の手順

に従って防止することとなる。このことから，これらの格納容器破損モードについては同じ

事故シーケンスで評価する。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器における炉心損傷後のリロケーション，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝

達，原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容器における炉心損傷後の原子炉圧力容器外FCI(溶

融炉心細粒化)，原子炉圧力容器外FCI(デブリ粒子熱伝達)が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であるシビアアクシデント総合解析

コードMAAPにより格納容器圧力等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 
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本評価事故シーケンスの有効性評価の条件については，「3.2高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱」の条件と同じである。 

 

(3) 有効性評価の結果 

原子炉圧力，原子炉水位，格納容器圧力，格納容器温度，格納容器下部の水位を図3.3.1

から図3.3.5に示す。 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

 

ｂ．評価項目等 

圧力スパイクによって原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値は，約

0.47MPa[gage]に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力は，格納容器限界

圧力の 0.62MPa[gage]を下回るため，原子炉格納容器バウンダリの機能は維持される。 

圧力スパイクによって原子炉格納容器バウンダリにかかる温度の最大値は，約 146℃に

抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる温度は，格納容器限界温度の 200℃を下

回るため，原子炉格納容器バウンダリの機能は維持される。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(5)の評価項

目について対策の有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)及び(2)の評価項目については「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」にて評価項目を満足することを確認している。また，「1.2.2.2 

有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(4)及び（8）の評価項目の評価結果につ

いては「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.5 溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」にて評価項目を満足することを確認している。 

 

3.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用では，重大事故等対処設備を含む全ての

原子炉注水機能が喪失して炉心損傷及び原子炉圧力容器破損に至り，溶融炉心が原子炉格

納容器下部の水中に落下して大きいエネルギーを発生することが特徴である。また，不確か

さの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12時間程度までの短時間に期待する操

作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，溶融炉心落下前の格納容

器下部注水（常設）による水張り操作とする。 

ここで，本評価事故シーケンスの有効性評価における不確かさとしては，リロケーション，

溶融炉心落下速度，細粒化量及び原子炉格納容器下部のプール水とデブリ粒子の伝熱が挙

げられる。これまでの FCI 実験の知見からは，実機条件においては，原子炉格納容器の損傷
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に至る大規模な原子炉圧力容器外の溶融炉心－冷却材相互作用の発生の可能性は低いと考

えられる。なお，一部の UO2混合物を用いた実験において実機条件よりも高い溶融物温度の

条件ではあるがトリガなしで水蒸気爆発が発生している例が報告されており水蒸気爆発の

発生に係る不確かさは大きいと考えられることから，水蒸気爆発が発生した場合の影響評

価を実施し，原子炉格納容器の構造健全性に影響がないことを確認している。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び炉心

下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されてい

る。本評価事故シーケンスにおいては，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉への注

水機能が喪失することを想定しており，最初に実施すべき操作は原子炉水位が有効燃

料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点の原子炉減圧操作とな

り，燃料被覆管温度等によるパラメータを操作開始の起点としている操作ではないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，原子炉圧力容器下鏡部温度が

300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水張り操作，原子炉圧力容器破損

時点で原子炉格納容器下部への注水操作を実施するが，リロケーション開始時間に対

する感度は小さく，また，溶融炉心が炉心下部プレナムへリロケーションした際の原子

炉圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度を操

作開始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水張り操作の開始に与える影響

は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である SAFER コードとの比較により，原子炉急速減圧後の水位上昇及び

蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されており，

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達する時間が

早まる可能性があるが，数分程度の差違であることから運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱伝達の不確
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かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。ま

た，炉心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小さ

いことが確認されている。リロケーションの影響を受ける可能性がある操作としては，

原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水

張り操作があるが，溶融炉心が炉心下部プレナムへリロケーションした際の原子炉圧

力容器下鏡部温度の上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度を操作開

始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水張り操作の開始に与える影響は小

さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の不

確かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。

また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により，原子炉圧力容器

破損時間に対する感度が小さいことが確認されている。炉心下部プレナムでの溶融炉

心の熱伝達の不確かさの影響を受ける可能性がある操作としては，原子炉圧力容器下

鏡部温度が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水張り操作があるが，

溶融炉心が炉心下部プレナムへリロケーションした際の原子炉圧力容器下鏡部温度の

上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度を操作開始の起点としている

原子炉格納容器下部への初期水張り操作の開始に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさとして，制御

棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いるしきい値（最大ひずみ）に関する感度

解析より，最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破損時間が早まることが確

認されているが，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いこととから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさとして，

溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数，デブリ粒子径の感度解析

より，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクに与える感

度が小さいことが確認されている。また，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作

用に対する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.3.4，3.3.5） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，格納容器圧力挙動への影響は小さい

ことが確認されており，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし
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て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動について原子炉圧力容器

内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較においては，短期的な挙動は緩慢な挙

動とはなるが，模擬できており，また，長期的な挙動は崩壊熱の影響が支配的となるた

め，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱伝達の不確

かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，炉

心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小さいこと

が確認されている。また，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による原子炉

格納容器圧力上昇に対する感度が小さいことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の不

確かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，

炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により，原子炉圧力容器破損

時間に対する感度が小さいことが確認されていることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさとして，制御

棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いるしきい値（最大ひずみ）に関する感度

解析より，最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破損時間が早まることが確

認されているが，早まる時間はわずかであり，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさとして，

エントレインメント係数，デブリ粒子径の感度解析より，原子炉圧力容器外の溶融燃料

－冷却材相互作用による圧力スパイクに与える感度が小さいことが確認されているこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.3.4，3.3.5） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表3.2.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件
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は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩やかになり，有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達を操作開始の起点としている原子炉急速減圧操作の開始が遅くな

る。また，原子炉圧力容器破損に至るまでの事象進展が緩やかになり，原子炉格納容

器下鏡部温度300℃到達を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水

張り操作の開始が遅くなる。初期条件の外部水源の温度は，解析条件の50℃（事象開

始12時間以降は45℃，事象開始24時間以降は40℃）に対して最確条件は約30℃～約

50℃であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合には原子炉格納容器

下部への注水温度が低くなり，原子炉圧力容器破損時のプール水温度が低くなる可

能性があるが，注水温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はできないものとして給水流量

の全喪失を設定している。起因事象として大破断LOCAを仮定した場合，原子炉圧力容

器破損のタイミングは早くなるが，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としてい

る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.3.4，3.3.6） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギーが小さ

くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の外部水源の温度は，解析条件の50℃（事象開始12時間以降は45℃，事象

開始24時間以降は40℃）に対して最確条件は約30℃～約50℃であり，本解析条件の不

確かさとして，最確条件とした場合には原子炉格納容器下部への注水温度が低くな

り，原子炉圧力容器破損時における原子炉格納容器下部のプール水温度が低くなる

可能性があるが，原子炉格納容器下部のプール水温度が低い場合は発生する蒸気量

の低下が考えられ，圧力スパイクによる格納容器圧力上昇が緩和されることから，評

価項目となるパラメータ対する余裕は大きくなる。一方，トリガリングの発生を前提

とした水蒸気爆発の観点では，低い水温は厳しめの評価を与えるが，水蒸気爆発解析

コードによる評価では原子炉格納容器下部のプール水温度を32℃とした評価として

おり，その場合においても原子炉格納容器の構造健全性に影響がないことを確認し

ている。 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はできないものとして給水流量

の全喪失を設定している。起因事象として大破断LOCAを仮定した場合，原子炉冷却材
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圧力バウンダリからの原子炉冷却材の放出によって格納容器圧力が上昇することに

加え，原子炉圧力容器破損のタイミングが早くなり，圧力スパイクの最大値が本評価

の結果に比べて高い値となる可能性が考えられることから，事故シーケンスを「大破

断LOCA+ECCS注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの評価条件と同様に重大事

故等対処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定して感度解

析を実施した。この場合，事象発生から約6.4時間後に原子炉圧力容器破損に至り，

圧力スパイクの最大値は約0.48MPa[gage]となったが，圧力スパイクの最大値は本評

価の結果と同程度であり，限界圧力の0.62MPa[gage]以下であることから，評価項目

を満足する。 

（添付資料3.3.4，3.3.6） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作は，解

析上の操作時間として原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達した時点で開始（事

象発生から約3.7時間後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達するまでに事象発生から約3.7時間の時間

余裕があり，また，格納容器下部注水操作は原子炉圧力容器下鏡部温度を監視しなが

ら溶融炉心の原子炉格納容器下部への移行を判断し，水張り操作を実施することと

しており，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与

える影響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確

かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室の運転員とは別に現

場操作を行う運転員及び緊急時対策要員を配置しており，他の操作との重複もない

ことから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料3.3.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
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（添付資料3.3.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作については，

原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達するまでの時間は事象発生から約3.7時間あり，

格納容器下部注水操作は原子炉圧力容器下鏡部温度の上昇傾向を監視しながら予め準備が

可能である。また，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃到達時点での中央制御室における格納

容器下部への注水操作の操作時間は約5分間であり，事象発生から約5.7時間後の水張り完

了から，事象発生から約7.0時間後の原子炉圧力容器破損までの時間を考慮すると，格納容

器下部注水操作は操作遅れに対して1時間程度の時間余裕がある。 

（添付資料3.3.4） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.3.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じであ

ることから，必要な要員及び資源の評価は3.2.4と同じである。 

 

3.3.5 結論 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では，運転時の異

常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用

炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，溶融炉心と原子炉圧力容器外の原子

炉冷却材が接触して一時的な圧力の急上昇が生じ，このときに発生するエネルギーが大き

い場合に構造物が破壊され原子炉格納容器が破損することが特徴である。 

 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では，プラント損

傷状態をTQUVとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起

因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋

損傷炉心冷却失敗（＋FCI発生）」を評価事故シーケンスとして有効性評価を行った。 
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上記の場合には，水蒸気発生によって圧力スパイクが発生するが，原子炉格納容器バウン

ダリにかかる圧力は，格納容器限界圧力の0.62MPa[gage]を下回るため，原子炉格納容器バ

ウンダリの機能は維持される。また，安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」

において，原子炉格納容器バウンダリの機能は，選定した評価事故シーケンスに対して有効

であることが確認でき，格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作

用」に対して有効である。  
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図 3.3.1 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.2 原子炉水位の推移  

シュラウド内水位 

シュラウド外水位 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

逃がし安全弁からの蒸気放出により原子炉水位が低下 

炉心下部プレナム水位 
炉心下部プレナム水が蒸発

し原子炉水位が低下 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器の破損 

(約 0.2MPa[gage]) 

 

リロケーションによる原子炉圧力上昇 
逃がし安全弁

開閉による原

子炉圧力制御 

逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧 

2.0MPa[gage] 

溶融炉心の状態変化に

より見かけ上の原子炉

水位が上昇している 

原
子
炉
圧
力 

（MPa[gage]） 

原
子
炉
水
位 

（m） 

炉心下部プレナムの水

は蒸発しているが，落下

した溶融炉心の堆積に

より，見かけ上の原子炉

水位が表示されている 

原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達した時

点で逃がし安全弁 2 個の開

放による原子炉減圧により

原子炉水位が低下 

原子炉圧力容器の破損に

より炉心下部プレナムの

原子炉冷却材が原子炉格

納容器下部に落下 

（最大圧力：約 7.8MPa[gage]，約 3.1 秒） 

約 2.9MPa[gage](約 3.5 時間後) 
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図 3.3.3 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.4 格納容器温度の推移 

  

格納容器限界圧力 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容器下部への 

溶融炉心落下による格納容器圧力上昇 

最大圧力 約 0.47MPa[gage]（約 7時間後） 

溶融炉心の炉心下部プレナムへの落下

（リロケーション） 

逃がし安全弁 2 個の開放に

より格納容器圧力上昇 

格
納
容
器
圧
力 

（MPa[gage]） 

事故後の時間（h） 

格
納
容
器
温
度 

（℃） 

格納容器限界温度 

逃がし安全弁 2個の 

開放により格納容器 

圧力上昇 

溶融炉心の炉心下部プレナム

への落下（リロケーション） 

ドライウェルスプレイ開始 

に伴う格納容器温度低下 

 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容器下部への 

溶融炉心落下による格納容器温度上昇 

最大温度 約 146℃（約 7時間後） 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ（気相） 

サプレッション・チェンバ（液相） 
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図 3.3.5 格納容器下部水位の推移 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力 

容器破損 

原子炉格納容器下部への 

水張り開始 
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2m で注水停止 
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納
容
器
下
部
水
位 

（m） 蒸気凝縮に伴う 

水位形成 



 添 3.3.1-1

添付資料 3.3.1 

 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（炉外 FCI）に関する知見の整理 

 

 

1. 炉外 FCI の概要 

炉外 FCI は，溶融炉心が原子炉圧力容器の破損口から放出された際に，溶融炉心と原子

炉圧力容器外の冷却水が接触して一時的な圧力の急上昇が生じる事象である。このときに

発生するエネルギーが大きいと構造物が破壊され原子炉格納容器が破損する可能性がある。

この圧力上昇については激しい水蒸気生成による場合（圧力スパイク）に加えて水蒸気爆

発によって衝撃波が生じる場合が考えられるが，これまでの知見から，水蒸気爆発の発生

の可能性は極めて低いと考えられている。FCI に関するこれまでの知見の概要を次に整理す

る。 

 

2. 過去の実験結果の整理[1] 

過去に実施された比較的大規模な実験の概要及び結果を以下に示す。 

 

2.1 FARO 実験 

FARO 実験は，イタリアのイスプラ研究所において実施された実験で，圧力容器内での FCI

を調べることを主な目的とした試験である。多くの実験は高圧・飽和水条件で実施されて

いるが，圧力容器外を対象とした低圧・サブクール水条件の実験も実施されている。 

図 2.1 に試験装置の概要図を示す。試験装置は主にるつぼと保温容器で構成されている。

るつぼ内で溶融させたコリウムを一度リリースベッセルに保持し，その底部にあるフラッ

プを開放することにより溶融コリウムを水プールに落下させる。溶融物落下速度は，リリ

ースベッセルの圧力を調整することにより調整可能である。 

実験は，酸化物コリウム（80wt% UO2+20wt% ZrO2）又は金属 Zr を含むコリウム（77wt% 

UO2+19wt% ZrO2+4wt% Zr）を用いて実施された。 

表 2.1 に試験条件及び試験結果を示す。 

結果として，いずれの実験においても，水蒸気爆発の発生は確認されなかった。 

溶融コリウムの粒子化量について，高圧条件・低サブクール水条件においては水深約 1m

の場合で溶融コリウムの約半分が粒子化し，残りはジェット状でプール底面に衝突し，パ

ンケーキ状に堆積したとの結果が得られている。また，低圧条件・サブクール水条件では，

全てのコリウムは粒子化した。 

さらに，粒子の質量中央径は 3.2mm～4.8mm であり，試験パラメータ（初期圧力，水深，

コリウム落下速度，サブクール度）に依存しないことが報告されている。 
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2.2 COTELS 実験 

COTELS 実験は，（財）原子力発電技術機構により実施された実験であり，圧力容器底部が

溶融破損して溶融コリウムが原子炉格納容器床面上の水プールに落下した場合の水蒸気爆

発の発生有無を調べることを目的に実施された。図 2.2 に実験装置の概要図を示す。実験

は，重大事故時の溶融コリウム成分を模擬するため，比較的多くの金属成分を含む模擬コ

リウム（55wt% UO2+5wt% ZrO2+25wt% Zr+15wt% SUS）が用いられた。また，多くの実験ケー

スはプール水深 40cm，飽和水温度で実施されている 

表 2.2 に実験条件及び結果を示す。 

結果として，いずれの実験においても，水蒸気爆発の発生は確認されなかった。 

プールに落下した溶融コリウムはほとんどが粒子化し，落下速度が大きいケースでは，

全てのコリウムが粒子化するとの結果が得られている。 

また，コリウム落下速度の大きいケースを除いて，粒径分布に大きな差はなく，質量中

央径で 6 mm 程度であり，落下速度が大きいケースでは粒子径は小さくなっている。 

 

2.3 KROTOS 実験 

KROTOS 実験はイスプラ研究所で実施された実験であり，FARO 実験が高圧条件を主目的と

して実施されたのに対して，KROTOS 実験では，低圧・サブクール水を主として実施が行わ

れている。 

図2.3に実験装置の概要図を示す。本実験では摸擬コリウムとしてUO2混合物（80% UO2+20% 

ZrO2）又はアルミナを用いた実験を行っている。また，外部トリガ装置によりトリガを与え

ることで，水蒸気爆発を誘発させる実験も実施されている。 

表 2.3 に実験条件及び結果を示す。 

アルミナを用いた実験では，サブクール水（ケース 38, 40, 42, 43, 49）の場合，外部

トリガ無しで水蒸気爆発が発生，低サブクール水（ケース 41, 44, 50, 51）の場合，外部

トリガがある場合（ケース 44）に水蒸気爆発が発生した。一方，UO2混合物を用いた実験で

は，サブクール度が 4～102K の場合，外部トリガ無しでは水蒸気爆発が発生せず，外部ト

リガありの場合でも，溶融物の重量が大きい，又は，水プールのサブクール度が高い場合

（ケース 52）に水蒸気爆発が観測されている。 

これらの差異として，粒子径はアルミナの8～17mmに対しUO2混合物は1～1.7mmであり，

UO2混合物の方が小さく，粒子化直後の表面積が大きいため粗混合時に水プールが高ボイド

率となり，トリガの伝播を阻害した可能性がある。また，アルミナは比重が小さいことか

ら水面近傍でブレークアップし，径方向に拡がったことによりトリガが伝搬しやすくなっ

たと考えられている。一方，UO2混合物は，粒子表面と水が接触した直後に表面が固化する

ことにより蒸気膜が崩壊した際の微粒子化が起こりにくく，これが一つの要因となって水

蒸気爆発の発生を阻害すると考えられる。 
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2.4 TROI 実験 

TROI 実験[2]は，韓国原子力研究所（KAERI）で実施されている実験であり，2007 年から

2012 年までは，KROTOS 実験とともに OECD/NEA の SERENA プロジェクトとして実施された実

験である。実験装置の概要図を図 2.4 に示す。また，実験条件及び実験結果を表 2.4 に示

す。 

ZrO2を用いた実験では外部トリガリングを与えていないが，圧力スパイクや水蒸気爆発が

発生した実験がある。一方，UO2/ZrO2の混合物を用いた実験では，異なった条件による内部

トリガリングを発生させるため又は外部トリガリングによる水蒸気爆発時の発生エネルギ

ーを変えるため，混合物の割合，水深及び混合物量等の様々な条件により実験を実施し，

数ケースでは水蒸気爆発が発生している。TROI 実験で得られた主な知見は以下のとおりで

ある。 

・自発的な水蒸気爆発が生じた実験は，融点を大きく上回る過熱度を溶融物に対して与え

るなどの実機と異なる条件であり，その他の実験では自発的な水蒸気爆発は生じていな

い。 

・水深が深い場合（130cm）には，内部トリガリングによる水蒸気爆発は発生していない。

水深が深いことにより，溶融物粒子が底部に到達するまでの沈降時間が長くなり，溶融

物粒子が固化しやすい状況となる。このため，溶融物粒子が底部に接触することで発生

するトリガリングの可能性は低減する可能性がある[3]。 

 

3. まとめ 

上記の実験結果から，UO2を用いた実験では，外部トリガを与えた一部の場合及び融点を

大きく上回る過熱度を溶融物に対して与えた場合を除いて炉外 FCI における水蒸気爆発は

確認されていない。 

KROTOS 実験の実験 No. 52（表 2.3 参照）が，外部トリガを与えた中で水蒸気爆発が確認

されている実験結果である。KROTOS 実験の実験 No. 52 の実験結果は，他の外部トリガを与

えた実験結果と比較してサブクール度が高いが，FARO 実験の実験 No. L-31, L-33（表 2.1

参照）と同等のサブクール度であることから，サブクール度が高い場合であっても外部ト

リガが与えられない限り水蒸気爆発が発生する可能性は低いと考える。また，溶融炉心が

落下する際の原子炉格納容器下部は準静的な状態と考えられることから，外部トリガが与

えられる可能性は考えにくく炉外 FCI が発生する可能性は小さいものと考える。 

TROI 実験では UO2 混合物を用いた場合でもトリガなしで水蒸気爆発が発生している例

（TROI-10,12,13,14）が報告されている。TROI-10,12 は，溶融物温度が 3800K 程度の高い

温度での実験条件である。また，TROI-13,14 の溶融物温度は，それぞれ 2600K，3000K であ

るが，TROI-13 では，温度計測に問題があり実際には 3500K 以上と推測されている。また，

TROI-14 では，二つの温度計が異なる最高温度（4000K,3200K）を示しており，温度計測の

不確かさが大きいとされている。以上を踏まえると，TROI 実験の溶融物温度はかなり高い
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実験条件と考えられ，他の実験で想定しているような実機条件に近い溶融物温度では水蒸

気爆発の発生可能性は十分小さいと考えられる。 
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Nucl. Eng. Des., 222, 1-15, 2003 
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図 2.1 FARO 試験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 COTELS 試験装置
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図 2.3 KROTOS 試験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 TROI 試験装置
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表 2.1 FARO 試験の試験条件及び FCI 発生の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2 COTELS 試験の試験条件及び FCI 発生の有無発生の有無 

No.
溶融

コリウム
※

溶融物質量
[kg]

溶融物温度
[K]

溶融物落下
粒径[mm]

雰囲気圧力
[MPa]

水深[m] サブクール度
[K]

FCI発生の
有無

L-06 A 18 2923 100 5.0 0.87 0 無

L-08 A 44 3023 100 5.8 1.00 12 無

L-11 B 151 2823 100 5.0 2.00 2 無

L-14 A 125 3123 100 5.0 2.05 0 無

L-19 A 157 3073 100 5.0 1.10 1 無

L-20 A 96 3173 100 2.0 1.97 0 無

L-24 A 177 3023 100 0.5 2.02 0 無

L-27 A 129 3023 100 0.5 1.47 1 無

L-28 A 175 3052 100 0.5 1.44 1 無

L-29 A 39 3070 100 0.2 1.48 97 無

L-31 A 92 2990 100 0.2 1.45 104 無

L-33 A 100 3070 100 0.4 1.60 124 無

※ A：80wt% UO2+20wt% ZrO2

B：77wt% UO2+19wt% ZrO2+4wt% Zr

No.
溶融

コリウム
※

溶融物質量
[kg]

雰囲気圧力
[MPa]

水深[m]
サブクール度

[K]
FCI発生の

有無

A1 C 56.3 0.20 0.4 0 無

A4 C 27.0 0.30 0.4 8 無

A5 C 55.4 0.25 0.4 12 無

A6 C 53.1 0.21 0.4 21 無

A8 C 47.7 0.45 0.4 24 無

A9 C 57.1 0.21 0.9 0 無

A10 C 55.0 0.47 0.4 21 無

A11 C 53.0 0.27 0.8 86 無

※ C：55wt% UO2+5wt% ZrO2+25wt% Zr+15wt% SUS
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表 2.3 KROTOS 試験の試験条件及び FCI 発生の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.4 TROI 試験の試験条件及び FCI 発生の有無[2][3][4][5] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.
溶融

コリウム
溶融物質量

[kg]
溶融物温度

[K]
雰囲気圧力

[MPa]
水深[m]

サブクール度
[K]

外部トリガ
の有無

FCI発生の
有無

38 アルミナ 1.53 2665 0.10 1.11 79 無 有

40 アルミナ 1.47 3073 0.10 1.11 83 無 有

41 アルミナ 1.43 3073 0.10 1.11 5 無 無

42 アルミナ 1.54 2465 0.10 1.11 80 無 有

43 アルミナ 1.50 2625 0.21 1.11 100 無 有

44 アルミナ 1.50 2673 0.10 1.11 10 有 有

49 アルミナ 1.47 2688 0.37 1.11 120 無 有

50 アルミナ 1.70 2473 0.10 1.11 13 無 無

51 アルミナ 1.79 2748 0.10 1.11 5 無 無

37 コリウム※ 3.22 3018 0.10 1.11 77 有 無

45 コリウム※ 3.09 3106 0.10 1.14 4 有 無

47 コリウム※ 5.43 3023 0.10 1.11 82 有 無

52 コリウム※ 2.62 3023 0.20 1.11 102 有 有

※ コリウム：80% UO2+20% ZrO2

（注 1）参考文献[4]によれば温度計測に問題があり，実際には 3500K 程度以上と推測されている。 

（注 2）参考文献[4]によれば二つの温度計が異なる最高温度（4000K，3200K）を示しており，計測の不確かさが大きいとされている。 
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添付資料 3.3.2 

 

水蒸気爆発の発生を仮定した場合の原子炉格納容器の健全性への影響評価 

 

 

1. 評価の目的 

溶融炉心が原子炉圧力容器の破損口から落下した際に水蒸気爆発が発生する可能性は，

これまでの知見からも極めて低いと考えられる。しかしながら，水蒸気爆発が発生した場

合についても考慮し，原子炉格納容器の健全性に対する影響を確認しておくことは，原子

炉格納容器下部への水張り等の格納容器破損防止対策の適切性を確認する上でも有益な参

考情報になると考える。このため，ここでは溶融炉心落下時の水蒸気爆発の発生を仮定し，

水蒸気爆発が生じた際の原子炉格納容器の健全性を評価した。 

 

2. 評価に用いた解析コード等 

水蒸気爆発の影響を評価するにあたっては，溶融燃料－冷却材相互作用によって発生す

るエネルギー，発生エネルギーによる圧力伝播挙動および構造応答が重要な現象となる。

よって，これらの現象を適切に評価することが可能である水蒸気爆発解析コード JASMINE，

構造応答解析コード AUTODYN-2D により圧力伝播挙動及び構造応答，格納容器圧力等の過渡

応答を求める。また，これらの解析コードへの入力条件は，シビアアクシデント総合解析

コード MAAP を用いて評価した，「3.3 炉外の溶融燃料-冷却材相互作用」の評価結果を用い

た。 

 

3. 評価条件 

評価条件を表 1 に示す。溶融炉心が原子炉圧力容器の破損口から落下する際には，溶融

炉心・コンクリート相互作用の緩和策として，原子炉格納容器下部に水位 2m の水張りが実

施されているものとした。 

 

4. 評価結果 

水蒸気爆発に伴うエネルギー及び原子炉格納容器下部内側鋼板の応力の推移を図 1 及び

図 2に示す。 

水蒸気爆発の発生を想定した場合に原子炉格納容器下部ドライウェルの水に伝達される

運動エネルギーの最大値は，約 7MJ である。このエネルギーを入力とし，原子炉格納容器

下部内側鋼板にかかる応力を解析した結果，原子炉格納容器下部の内側鋼板にかかる応力

は約 10MPa となった。これは降伏応力の 490MPa 未満であり，弾性範囲内にあるため，原子

炉格納容器のバウンダリ機能は維持される。 

これにより，水蒸気爆発の発生を想定した場合であっても，原子炉格納容器下部の内側

鋼板にかかる応力は降伏応力未満であり，弾性範囲内にあるため，原子炉格納容器バウン

ダリの機能を維持できることを確認した。 

 

以上 
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図 1 水蒸気爆発によるエネルギーの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 原子炉格納容器下部内側鋼板の応力の推移 

この結果を用い，AUTODYN-2D で応力を解析 
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表 1 主要解析条件（原子炉圧力容器外の溶融炉心－冷却材相互作用（水蒸気爆発の評価）） 

解析コード 項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

MAAP※ 原子炉圧力容器の破損径 0.2m 制御棒駆動機構ハウジング 1本の外径として設定 

JASMINE 

ペデスタル水深 2m 

溶融炉心－コンクリート相互作用による格納容器破損防止対策として，落下

した溶融炉心を微粒子化し，十分な除熱量を確保するため，予め水張りを行

うものとして手順上定めている値。 

原子炉格納容器下部への水

張りに用いる水の温度 
32℃ 

外部水源の水温に対し，溶融炉心－コンクリート相互作用による水蒸気爆発

を評価する上で保守的な値となるよう，低めの水温に設定 

粗混合粒子径 4mm FARO 試験結果におけるデブリ粒径分布をもとに設定 

爆発計算時の微粒子径 50μm FARO，KROTOS 等の各種試験結果におけるデブリ粒径分布をもとに設定 

AUTODYN-2D 
溶融炉心－冷却材相互作用

による発生エネルギー 

JASMINE の解析結果を

もとに設定 
－ 

※「3.3 炉外の溶融燃料-冷却材相互作用」と重複する条件を除く。
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添付資料 3.3.3 

 

原子炉格納容器下部への水張り実施の適切性 

 

 

炉心溶融が進展し，溶融炉心が原子炉圧力容器（以下「RPV」という。)底部から流出するよう

な場合には，原子炉格納容器内で発生する種々の現象の発生を防止あるいは影響を緩和すること

で，格納容器の破損を防止することが重要なマネジメントとなる。RPV の外において発生する現

象のうち，溶融炉心・コンクリート相互作用（以下｢MCCI｣という。)に対してはその影響緩和の手

段として，格納容器下部ドライウェルへの溶融炉心落下前の水張り（以下｢初期水張り｣という。）

が有効な対策となる。一方，初期水張りによって，RPV 外の溶融燃料－冷却材相互作用（以下｢FCI｣

という。）による水蒸気爆発のリスクが生じ，初期水張りの水深によって想定される影響の程度

は変化すると考えられることから，初期水張りを実施する場合には，両者の影響を考慮して水位

を決定する必要がある。以下に初期水張りにおける水位設定の考え方を示す。 

 

1. 格納容器下部ドライウェルへの水張りの FCI に対する影響 

FCIとして生じる現象としては，急激な水蒸気発生に伴う格納容器内圧力の急激な上昇（以下｢圧

力スパイク｣という。）及び水蒸気爆発がある。 

水蒸気爆発については，UO2主体の溶融物が水中に落下した場合に水蒸気爆発が発生した実験例

は僅かであること及び，水蒸気爆発が発生した実験は，外部トリガを意図的に与えた場合，又は

溶融物の温度が溶融炉心の温度を上回る程の極端に大きな過熱度で実験した場合に限られること

を確認している。[1- 4] これらを考慮すると，実機で水蒸気爆発が生じる可能性は小さいと考える。

しかしながら，仮に水蒸気爆発が発生した場合を想定すると，水深が深い方が粗混合が促進され，

発生する機械エネルギーが大きくなることから，構造壁への衝撃荷重が大きくなると考えられる。 

圧力スパイクは，初期水張りの水位が高い場合，水の顕熱による熱の吸収が増加することで圧

力スパイクのピークが小さくなる効果と，溶融炉心の粗混合量が増加することで水への伝熱量が

増加し，圧力スパイクのピークが高くなる効果が考えられる。 

 

2. 格納容器下部ドライウェルへの水張りの MCCI に対する影響 

格納容器下部ドライウェルへの初期水張りに失敗し，溶融炉心落下後に注水を開始した場合，

これまでの知見[5- 10]からは，溶融炉心上部にクラストが形成され，溶融炉心の冷却が阻害される

可能性が考えられる。 

一方，初期水張りを実施することで，溶融物落下時に溶融炉心が粒子化されるため，クラスト

の形成によるデブリ内部への熱の閉じ込めを抑制することができ，デブリ上面からの除熱と落下

時の溶融炉心の急速な冷却（デブリクエンチ）に期待できる。[11- 13] 

 

3. 初期水張りの水位について 

（1） 水位の設定 
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1.及び 2.に示した通り，初期水張りの水位は，FCI の水蒸気爆発による格納容器への影響の観

点では低い方が良く，FCI の圧力スパイク及び MCCI による格納容器への影響の観点では高い方が

良い。ABWR においては，従来の炉型に比較して格納容器下部ドライウェルの床面積が広いため，

溶融炉心が拡がった際に溶融炉心上面からの除熱に寄与する面積が大きく，また，溶融炉心が格

納容器下部に落下した際の堆積高さが低いため，MCCI が緩和され易いという特徴がある。 

以上を踏まえ，6号及び 7号炉においては，FCI の水蒸気爆発が発生した場合の影響を小さく抑

えつつ，FCI の圧力スパイクを考慮しても原子炉格納容器バウンダリの機能が維持され，MCCI 緩

和のための溶融炉心の粒子化の効果に期待できる水位として，初期水張り水位を 2m に設定してい

る。初期水張り水位 2m における FCI, MCCI の影響や，水張りの実施可能性ついては，FCI, MCCI

各事象の有効性評価で示したとおり，問題が無いものと考えている。 

 

（2） 水位の設定根拠 

a. FCI の影響の観点 

1. に示した通り，実機では水蒸気爆発が発生する可能性は小さい。しかしながら，仮に FCI

の発生を前提とした場合，格納容器下部ドライウェルの水位について，水位が高い方が溶融炉

心の細粒化割合が大きくなる傾向がある。この場合，細粒化した粒子から水への伝熱量が多く

なるので，水蒸気爆発に伴い格納容器下部ドライウェルに与えられる荷重は大きくなる。この

ことから，格納容器下部ドライウェルの水深が 2mより深い場合の影響を評価し，問題が無いこ

とを確認している。この詳細は 4. に示す。 

 

b. MCCI の影響の観点 

初期水張りの水深に応じて溶融炉心の一部が水中で粒子化し，急速冷却されることを考慮し

た上で，粒子化しなかった溶融炉心によって形成される連続層の高さを評価し，この連続層の

冷却性の観点から，初期水張りの水深の妥当性を確認した。評価条件を以下に示す。 

 

・溶融炉心の水中での粒子化割合の評価には，MAAP コードにも用いられている Ricou- 

Spalding 相関式[14]を用いた。 

・RPV の破損形態は制御棒駆動機構ハウジング 1 本の逸出を想定し，溶融物流出に伴う破損

口の拡大を考慮した溶融炉心流出質量速度とした。 

・粒子化した溶融炉心が連続層の上部に堆積した状態である，粒子状ベッドの冷却性につい

ては，Lipinski 0-D モデルを使用して評価している。粒子状ベッドのドライアウト熱流束

と堆積したコリウムが床に均一に広がったと仮定した場合の崩壊熱除去に必要な熱流束

（図 1 参照）を比較すると，粒子状ベッドのドライアウト熱流束（0.8MW/m2以上）は崩壊

熱除去に必要な熱流束（全炉心落下で約 0.36MW/m2）よりも十分に大きく，粒子状ベッドの

冷却可能性は極めて高いことから，連続層から水への崩壊熱除去を妨げないものとした。 

・ 落下した溶融炉心は格納容器下部床上を広がると考えられるが，これまでの実験データを

元にした解析[15]によると，初期水張りがある場合，溶融炉心の広がり距離は落下量等にも

よるが 5m程度となるという結果が得られている。6号及び 7号炉の格納容器下部の半径は
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約 5.3m であることから，水張りしている場合でもほぼ床全面に広がる可能性が高いと考え，

溶融炉心の広がり面積を格納容器下部床全面（約 88m2）とした。 

 

また，初期水張りの水位を決定する上での設定目安は以下の通りとした。 

 

・連続層が安定クラストとなり，水が連続層内に浸入せず，連続層の熱伝導が除熱の律速条

件になると仮定して評価したところ，連続層厚さ 15cm までは，連続層が安定クラスト化し

ていても連続層上面からの除熱によってコンクリートを分解温度以下に維持できる（MCCI

の進展を防止可能）という結果（図 2参照）が得られたため，連続層厚さが 15cm となる水

深を初期水張りの設定目安とした。 

 

上記の評価条件を元に，水張り水深と溶融炉心落下量をパラメータとして，連続層堆積高さ

を評価した。評価結果を図 3に示す。 

評価結果を上記の初期水張りの水位の設定目安に照らすと，初期水張りの水位が 2m 程度の場

合，溶融炉心落下量が全炉心の 70%であれば連続層の高さを 15cm 以下にすることができ，初期

水張りの水位が3m程度の場合，溶融炉心落下量が全炉心の100%の場合でも連続層の高さが15cm

以下になることを確認した。 

以上の結果を考慮し，初期水張りの水位は 2m としている。有効性評価では溶融炉心が全量落

下するものとして評価しているものの，落下割合には不確かさがあることや溶融炉心落下後に

は崩壊熱相当の注水を実施する手順としていること及び実機スケールではクラストへの水の浸

入に期待できるという知見を踏まえると，現状の初期水張りの水位の設定は妥当と考える。ま

た，2mの初期水張りについては，事象発生から溶融炉心落下までの時間余裕の中で十分に対応

可能な操作である。 

また，柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉について，MCCI に対して保守的な評価条件を設

定した上で，初期水張りの有効性を感度解析によって確認している。初期水張りの水位を 2mと

した場合について，溶融炉心は全量落下するものとし，溶融炉心の崩壊熱を事象発生から 6 時

間後として，上面熱流束を格納容器圧力への依存性を考慮しない 800kW/m2相当とした場合であ

っても，MCCI による浸食量は数 cm（床面 5cm，壁面 2cm）であり，初期水張りが遅れた場合を

想定し，初期水張りの水位を 1m とした場合であっても MCCI による浸食量は数 cm（床面 7cm，

壁面 4cm）に留まることを確認していることから，現状の初期水張りの水位の設定に問題は無

いものと考える。感度解析の結果を図 4に示す。 

 

c. まとめ 

FCI については，これまでの試験結果から，実機において格納容器の破損に至るような大規

模な RPV 外での水蒸気爆発の発生の可能性は小さいと考える。また，FCI の発生を前提とした

評価においても，格納容器下部ドライウェルの構造損傷に伴う格納容器の破損には至らず，ま

た，十分な余裕があることを確認しており，格納容器下部への初期水張りの有無及びその水位

が，格納容器の健全性に影響を与えるものではないと判断している。 
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上記を踏まえ，格納容器下部ドライウェルに溶融炉心が落下する状況に対しては，格納容器

下部ドライウェルに 2mの初期水張りまで注水を実施する運用としている。 

 

4. 格納容器下部の水位上昇の影響 

事故対応の中で格納容器スプレイを実施すると，リターンラインを通じたサプレッション・チ

ェンバ・プールからの流入やベント管を通じた流入によって冷却材が格納容器下部ドライウェル

に流れ込み，下部ドライウェル水位を上昇させる場合がある。ここでは，FCI の有効性評価で設

定した RPV 破損に至るシナリオにおいて，格納容器下部ドライウェルへの初期水張りの水位が上

昇していた場合を想定し，その際の FCI への影響を評価した。 

 

a．評価条件 

溶融炉心が格納容器下部ドライウェルに落下する前に，格納容器下部にリターンラインまでの

高さ（7m）の水位が形成されているものとした。その他の解析条件は，添付資料 3.3.2 において

設定した評価条件と同様とした。 

 

b．評価結果 

水蒸気爆発による影響と，水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力スパイク）による影響を評

価した。以下にその結果を示す。 

 

（1）水蒸気爆発 

水蒸気爆発によって格納容器下部の水に伝達される運動エネルギーの評価結果を図 5 に示

す。最大値は約 27MJ であり，水位 2m の場合（約 7MJ）と比べて約 4倍に増加している。 

このエネルギーを入力とした応力の解析結果を図 6 に示す。格納容器下部ドライウェルの

内側鋼板の最大応力は約 80MPa であり，水位 2mの場合の約 10MPa と比べて約 8倍に増加して

いるが，格納容器下部ドライウェルの内側鋼板の降伏応力（490MPa）を十分に下回っており，

格納容器破損に至るおそれはないと考える。 

また，初期水張りの水位が上昇すると，水面と RPV 底部の距離が短くなる。このことによ

り，水蒸気爆発に伴う瞬間的な水面の上昇が生じた際に，水面が RPV 底部に到達することに

よって，RPV 底部に圧力波が伝搬し，RPV の支持構造に影響を及ぼすことが懸念される。しか

しながら，溶融炉心の落下による水位上昇分は約 0.5m であること，及び，JASMINE 解析によ

ると水蒸気爆発による発生運動エネルギーがピークになる 0.1 秒以内での平均ボイド率は

20%程度（初期水張り水位 2m の条件での評価結果より）であることを考慮すると，初期水張

り水位 2mの場合，水位は約 3m（溶融炉心の堆積による水位上昇分の 0.5m と初期水張り水位

2m の 20%分である 0.4m の水位上昇を想定）までの上昇と想定される。溶融炉心の落下による

水位上昇分及び平均ボイド率について同様と考えると，初期水張り水位 7mの場合，水位は約

9m（溶融炉心の堆積による水位上昇分の 0.5m と初期水張り水位 7m の 20%分である 1.4m の水

位上昇を想定）までの上昇と想定される。水位の上昇が 9m程度であれば，格納容器下部ドラ

イウェル床面から RPV 底部までの高さ約 10.6m に対して余裕があることから，RPV 底部に直
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接的に液相中の圧力波が伝播することは無いと考える。 

水蒸気爆発が発生した際の気相部の挙動については，JASMINE コードを用い，添付資料

3.3.2 の評価条件における，原子炉格納容器下部の空間部での格納容器圧力及びボイド率変

化を評価した。評価結果を図 7 に示す。水蒸気爆発時の粗混合粒子の細粒化と伝熱により，

爆発源の膨張に伴う圧力波が伝播する。圧力波は減衰するため，原子炉圧力容器底部に到達

する時点では 0.30MPa[abs]以下となる。0.30MPa 程度の圧力波によって原子炉圧力容器が損

傷に至ることは想定し難いことから，圧力波による原子炉圧力容器への影響は無視できる程

度と考える。原子炉格納容器への影響については，原子炉格納容器の構造上，原子炉格納容

器下部において発生した圧力波が減衰されないまま原子炉格納容器上部に到達することは考

えにくいが，仮に 0.30MPa 程度の圧力波が原子炉圧力容器上部の壁面に到達しても，原子炉

格納容器の限界圧力（0.62MPa[gage]）未満であることから，原子炉格納容器が破損に至るこ

とは無い。また，ボイド率からは水蒸気爆発に伴う水位の変化は 1m 未満であることが確認で

きることから，水面の上昇による原子炉圧力容器への影響は無いものと考えられる。 

 

（2）圧力スパイク 

格納容器圧力の評価結果を図 8 に示す。RPV が破損して，溶融炉心が格納容器下部ドライ

ウェルの水中に落下する際に圧力スパイクが生じているが，圧力スパイクのピーク圧力は約

0.30MPa であり，水位 2mの場合の約 0.47MPa よりも低くなっている。 

この理由としては，初期水張り水位の上昇によって格納容器下部ドライウェルの水量が多

くなり，溶融炉心の粗混合量が増加し，水への伝熱量が増加したものの，落下した溶融炉心

の周囲のサブクール状態の水量が増加したことによる効果が，溶融炉心落下時の水温上昇と

それに伴う蒸気発生を緩和する側に作用し，ピーク圧力が抑制された可能性が考えられる。 

 

以上の結果から，格納容器下部ドライウェルの水位を現状の初期水張りの水位である 2m 以上に

上昇させた場合であっても，FCI によって格納容器が破損に至る恐れは無いと考える。このこと

から事故対応におけるドライウェルスプレイ等の運転操作に対して，FCI の観点からの制約は生

じない。 

 

5. 結論 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉においては，FCI が発生した場合の影響を低減しつつ，

溶融炉心の粒子化の効果等による MCCI の影響緩和を期待できる水位として，初期水張り水位を

2m に設定している。また，事故対応におけるドライウェルスプレイ等の運転操作により，格納容

器下部ドライウェルの水位が上昇した場合であっても格納容器が破損に至る恐れはない。 

 

以 上 
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図 1 格納容器下部ドライウェルへの溶融炉心落下割合に対する 
連続層堆積高さと単位面積当たりの発熱量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 ハードクラスト形成時のコンクリート侵食評価例※2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 水張り水深と連続層堆積高さの関係※ 
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※1 溶融炉心の堆積により生

じた連続層厚さ。図中の他

の評価結果に付記されて

いる値についても同じ。 
※2 クラスト表面は沸騰曲線

による熱伝達を仮定，クラ

スト内は熱伝導による温

度勾配を考慮 
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※ 本評価では，RPV 下部の貫通口で

最大の径である CRD ハウジング 1
本をデブリジェット径として想定

しているが，実際には溶融炉心落下

量が少ない場合は破断口径が小さ

く，デブリジェット径が小さくなる

傾向を示すと考えられる。また，

Ricou-Spalding の式ではデブリジ

ェット径が小さいほど粒子化割合

が大きくなる。溶融炉心落下量と，

破断口径のとの相関を現実的に考

えると，本評価では保守的に CRD
ハウジング 1 本としているが，溶融

炉心落下量が少ない場合には破断

口径が小さくなり，より多くの割合

が粒子化し，連続層堆積厚さが低下

する傾向となるものと考えられる。 

※1 
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(a) 初期水張り水位 2 m の場合（溶融炉心の崩壊熱：事象発生から 
6 時間後，上面熱流束：800kW/m2相当（圧力依存無し）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 初期水張り水位 1 m の場合（溶融炉心の崩壊熱：事象発生から 
6 時間後，上面熱流束：800kW/m2相当（圧力依存無し）） 

 
図 4 格納容器下部壁面及び床面の浸食量の推移
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図 5 水蒸気爆発によるエネルギーの変化（初期水張り水位 7 m） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 水蒸気爆発による格納容器下部内側鋼板の応力の変化（初期水張り水位 7 m） 
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ペデスタル中心からの距離 (m) 
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図 7 原子炉格納容器下部の空間部の格納容器圧力及びボイド率の変化 
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図 8 格納容器圧力の推移（初期水張り水位 7m） 
 

(格納容器限界圧力：0.62MPa[gage]) 

SRV2 弁開による

格納容器圧力上昇 

溶融炉心の下部プレナムへの落下 
(リロケーション) 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器破損及び下部 D/W へ

のデブリ落下による圧力上昇 
(ピーク圧力：約 0.30MPa[gage]) 

0.5 

 

 

0.4 

 

 

0.3 

 

 

0.2 

 

 

0.1 

 

 

0 

格
納
容
器
圧
力

(M
Pa

[g
ag

e]
) 

時間(h) 



 

 添 3.3.4-1

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用） 

 

表１ 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 
崩壊熱 

炉心モデル（原子炉出

力及び崩壊熱） 
保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モデルの不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメ

ータに与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となる

パラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒内温度変化 

炉心モデル（炉心熱水

力モデル） 

溶融炉心の挙動モデル 

（炉心ヒートアップ） 

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素発生，炉心領域での溶融進

展状態について，TMI 事故分析結果と良く一致することを確認した 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックスの温度

変化について，測定データと良く一致することを確認した 

炉心ヒートアップ速度（燃料被覆管酸化が促進される場合）が早まることを

想定し，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム-水反応速度の係数

を 2倍とした感度解析により影響を確認した 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに炉心溶融の開始時刻への影響は小さい 

・下部プレナムへのリロケーション開始時刻への影響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び CORA 実験に

ついての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒートアップ

時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び下部プレ

ナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されている。

本評価事故シーケンスにおいては，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉への

注水機能が喪失することを想定しており，最初に実施すべき操作は原子炉水位が

有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%高い位置に到達した時点の減圧操作

となり，燃料被覆管温度等によるパラメータを操作開始の起点としている操作で

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び CORA 実

験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒー

トアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度

及び下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいこと

が確認されている。本評価事故シーケンスでは，運転員等操作による原子炉

急速減圧により原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に

低減しており，上記の不確かさが運転員等操作時間に与える影響はないこと

及び原子炉急速減圧操作後に原子炉圧力は速やかに低下することから，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 

燃料棒表面熱伝達 

燃料被覆管酸化 

燃料被覆管変形 

沸騰・ボイド率変化 

炉心モデル（炉心水位

計算モデル） 

MAAP コードと SAFER コードの比較を行い，以下の傾向を確認 

・MAAP コードでは CCFL を取り扱っていないこと等から水位変化に差異が生

じた 

・水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であり，その後の注水操作による有

効燃料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内

のモデルが精緻である SAFER コードとの比較により，急速減圧後の水位上昇及び

蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されて

おり，原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%高い位置に到達

する時間が早まる可能性があるが，数分程度の差違であることから運転員等操作

時間に与える影響は小さい 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動について原子炉圧

力容器内のモデルが精緻である SAFER コードとの比較においては，短期的な

挙動は緩慢な挙動とはなるが，模擬できており，また，長期的な挙動は崩壊

熱の影響が支配的となるため，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい 

気液分離（水位変化）・

対向流 

原子炉格

納容器 

格納容器各領域間の流

動 

格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル） 

HDR 実験解析により妥当性が確認されており不確かさは小さい 

-非凝縮性ガス濃度の挙動についての解析結果は測定データと良く一致する 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力

を１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画と

は異なる等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推定される。し

かし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できているが，格

納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないため，運転

員等操作時間に与える影響はない 

HDR 実験解析では区画によって格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器

圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されているが，BWR の格納容器内

の区画とは異なる等，この解析で確認された不確かさは小さくなるものと推

定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現

できているため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉圧

力容器 

（炉心損

傷後） 

リロケーション 

溶融炉心の挙動モデル

（リロケーション） 

・TMI 事故解析における炉心損傷挙動について，事故分析結果と一致するこ

とを確認 

・リロケーションが早まることを想定し，炉心損傷に至る温度を低下させた

感度解析により影響を確認 

・TQUV，大破断 LOCA のいずれも，炉心溶融時刻，原子炉圧力容器の破損時刻

への影響が小さいことを確認 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。また，炉

心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小さい

ことが確認されている。本評価事故シーケンスでは，リロケーションが発生する

前に運転員等操作により原子炉急速減圧を実施することから，運転員等操作時間

に与える影響はない 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，炉心

崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小

さいことを確認している。本評価事故シーケンスでは，リロケーションが発

生する前に運転員等操作により原子炉急速減圧操作を実施し，操作開始後原

子炉圧力は速やかに低下することから，評価項目となるパラメータに与える

影響はない 
構造材との熱伝達 

原子炉圧力容器破損 

溶融炉心の挙動モデル

（原子炉圧力容器破損

モデル） 

原子炉圧力容器破損に影響するパラメータとして，制御棒駆動機構ハウジン

グ溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に対する感度解析を行

い，原子炉圧力容器破損が約 13 分早まることを確認した 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）に

対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損が約 13 分早まることを確認したが，

本評価においては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポンプによる格納容

器下部注水操作の開始（約 3.7 時間後）から，原子炉圧力容器破損（約 7.0 時間

後）までに下部ペデスタル注水を完了する必要があるが，注水必要時間 2時間に

対して下部ヘッド温度 300℃到達から原子炉圧力容器破損までは約 3時間あるこ

とから多少の挙動の差異が生じた場合においても十分な時間余裕があり，運転員

等操作時間に与える影響はない 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（しきい

値）に対する感度解析を行い，原子炉圧力容器破損が約 13 分早まることを

確認したが，溶融炉心の落下時間という点では影響は小さく，解析コードの

不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉格

納容器（炉

心損傷後） 

原子炉圧力容器外 FCI

（溶融炉心細粒化） 溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融炉心挙動） 

原子炉圧力容器外 FCI 現象に関する項目として細粒化モデルにおけるエント

レインメント係数，冷却水とデブリ粒子の伝熱について，「原子炉圧力容器

外の溶融燃料－冷却材相互作用」をベースとする感度解析を行い，原子炉圧

力容器外 FCI によって生じる圧力スパイクへの感度が小さいことを確認した 

下部ペデスタルへの水張り以降において，原子炉圧力容器外 FCI によって生じる

圧力スパイクに対する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない 

原子炉圧力容器外FCI現象に関する項目として細粒化モデルにおけるエント

レインメント係数，冷却水とデブリ粒子の伝熱に関して感度解析を行い，原

子炉圧力容器外 FCI により生じる圧力スパイクへの感度が小さく，解析コー

ドの不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

（添付資料 3.3.5） 

原子炉圧力容器外 FCI

（デブリ粒子熱伝達） 
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表２ 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用）（1/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 原子炉熱出力 3,926MWt 
3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮した

運転管理目標値を参考に最確条件

を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確条件と

した場合の運転員等操作時間への影響は，原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確条件

とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，原子炉停止後

の崩壊熱にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与える影

響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に与え

る影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下端

から約+118cm～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として設

定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，

スクラム10分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約4mであるのに

対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。したが

って，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は

小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例

えば，スクラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m で

あるのに対してゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さ

い。したがって，事象進展に影響は小さく，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい 

炉心流量 52,200t/h（100%） 
定格流量の約 91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

事象発生後早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に

与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

事象発生後早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展

与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9 燃料（A 型）と 9×9 燃料（B

型）は，熱水的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違

いは燃料棒最大線出力密度の保守

性に包含されることから，代表的

に 9×9燃料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9 燃料の A 型又は B 型の炉心となるか，そ

れらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，

事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，そ

れらの混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，

炉心冷却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい 

原子炉停止後の崩壊

熱 
燃焼度 33GWd/t 

平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつき

を考慮し，10%の保守性を確保する

ことで，最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生す

る蒸気量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩やかになり，有効

燃料棒底部から有効燃料棒の長さの10%高い位置到達を操作開始の起点と

している原子炉急速減圧操作の開始が遅くなる。また，原子炉圧力容器破

損に至るまでの事象進展が緩やかになり，原子炉圧力容器下鏡部温度

300℃到達を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水張

り操作及び原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている原子炉格納

容器下部への注水操作の開始が遅くなる 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，溶融

炉心の持つエネルギーが小さくなることから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる 

格納容器容積（ドラ

イウェル） 
7,350m3 

7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全

体積から内部機器及び構造物の体

積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積（ウェ

ットウェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値

（内部機器及び構造物の体積を除

いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水位 
7.05m（NWL） 

約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうる

が，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱容量

は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱

容量は約 3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通

常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常

水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影

響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱

容量は通常水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）

の熱容量は約 3600m3相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分

（通常水位-0.04m 分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は

通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与え

る影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

サプレッション・チ

ェンバ・プール水温 
35℃ 

約 30℃～約 35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チ

ェンバ・プール水温の上限値を，

最確条件を包絡できる条件として

設定 

運転員等操作としては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポンプ

による格納容器下部注水操作の開始となるが，本パラメータによる影響を

受けることはなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件は解析条件で設定している水温よりも低くなるため，圧力スパ

イクへの影響としては，発生する蒸気量の低下が考えられるが，評価項

目となるパラメータに対する影響は小さい 
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表２ 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用）（2/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 

通常運転時の格納容器圧力

として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えう

るが，ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，

事象発生から圧力容器破損までの圧力上昇率（平均）は約 7 時間で約

0.47MPa であるのに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非

常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生

から圧力容器破損までの圧力上昇率（平均）は約 7 時間で約 0.47MPa である

のに対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したが

って，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 

通常運転時の格納容器温度

として設定 

運転員等操作としては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポン

プによる格納容器下部注水操作の開始となることから本パラメータに

よる影響を受けることはなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎによる格納容器温度の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生

から圧力容器破損までの温度上昇率は約 7 時間で約 50℃であるのに対して，

ゆらぎによる温度上昇量は約 3℃であり非常に小さい。したがって，事象進展

に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa（ドライウェ

ル － サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ間差圧） 

3.43kPa（ドライウェ

ル － サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ間差圧） 

（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，運

転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

外部水源の温度 

50℃（事象開始 12 時

間以降は 45℃，事象開

始 24 時 間 以 降 は

40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を

参考に最確条件を包絡でき

る条件を設定 

運転員等操作としては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポン

プによる格納容器下部注水操作の開始となることから本パラメータに

よる影響を受けることはなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

下部ペデスタルへの注水温度が低い場合，圧力スパイクへの影響としては，

発生する蒸気量の低下が考えられるが，評価項目となるパラメータに対する

影響は小さい 

一方，トリガリングの発生を前提とした水蒸気爆発という点では，低い水温

は厳しめの評価を与えるが，水蒸気爆発解析コードを用いた評価は 32℃を前

提としており，その場合でも問題ないことを確認している 

外部水源の容量 約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋

復水貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中

の復水貯蔵槽の水量を参考

に，最確条件を包絡できる

条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕が大きくな

る。また，事象発生 12 時間後からの消防車による補給により復水貯蔵

槽は枯渇しないことから，運転員操作に対する影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用

値を参考に，最確条件を包

絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕が大きくな

る。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても燃料は枯渇しな

いことから，運転員操作に対する影響はない 

－ 
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表２ 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用）（3/3） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

事故

条件 

起因事象 全給水喪失 － 原子炉水位の低下の観点で厳しい事象を設定 

起因事象として LOCA 等の原子炉冷却材圧力バウン

ダリ喪失を仮定した場合，原子炉圧力容器破損のタ

イミングは早くなるが，代表プラントに対する解析

では大破断LOCAと TQUVの破損時間は30分程度の差

であり，この程度の挙動の差が運転員等操作に対し

て影響を与えることはない 

起因事象として大破断 LOCA を仮定した場合，原子炉冷却材圧力バウンダリから

の原子炉冷却材の放出によって格納容器圧力が上昇することに加え，原子炉圧力

容器破損のタイミングが早くなり，圧力スパイクの最大値が高い値となる可能性

が考えられることから，起因事象を大破断 LOCA とした場合の感度解析を実施し，

圧力スパイクの最大値が評価項目を満足することを確認している 

（添付資料 3.3.6） 

安全機能の

喪失に対す

る仮定 

高圧注水機能，低圧注水

機能 

低圧代替注水系（常設）

機能喪失 

－ 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉

心注水系の機能喪失を，低圧注水機能として低圧注水

系及び低圧代替注水系（常設）の機能喪失を設定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 

本評価事故シーケンスへの事故対応に用いる設備は

非常用高圧母線に接続されており，非常用ディーゼル

発電機からの電源供給が可能であるため，外部電源の

有無は事象進展に影響を与えないが，非常用ディーゼ

ル発電機に期待する場合の方が資源の観点で厳しい

ことを踏まえ，外部電源なしとして設定 

機器

条件 

原子炉スク

ラム信号 

事象発生と同時に原子

炉スクラム 

事象発生と同時に原子

炉スクラム 

事象発生と同時に原子炉スクラムするものとして設

定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進

展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える

影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全

弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進

展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える

影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃が

し安全弁の 2 個開によ

る原子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃が

し安全弁の 2 個開によ

る原子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び原子炉

圧力の関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進

展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える

影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 
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表３ 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目となるパ

ラメータに与える

影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

溶 融 炉 心

落 下 前 の

格 納 容 器

下 部 注 水

系（常設）

に よ る 水

張り操作 

原子炉圧力容

器下鏡温度が

300℃に到達し

た時点で開始。 

90m3/h で 2 時

間注水し，格納

容器下部に水

位 2m の水張り

を行う（事象発

生から約 3.7

時間後） 

炉心損傷後の原子

炉圧力容器破損に

よる溶融炉心・コ

ンクリート相互作

用の影響緩和を考

慮し設定 

【認知】 

格納容器下部への注水操作は，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達したことを確認して開始するが，損

傷炉心への注水による冷却性を確認するため，原子炉圧力容器下鏡温度は継続監視しており，認知に大幅な

遅れが生じることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

格納容器下部への注水操作は，中央制御室にて操作を行う運転員（中央制御室）と現場にて操作を行う運転

員（現場）を各々配置しており，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室から操作現場である廃棄物処理建屋地下 3階までのアクセスルートは，コントロール建屋のみで

あり，通常 5 分間程度で移動可能であるが，余裕を含めて 10 分間の移動時間を想定している。また，アク

セスルート上にアクセスを阻害する設備はなく，よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

中央制御室における格納容器下部への注水操作は，復水補給水系の 2弁の開操作による注水であり，制御盤

のスイッチによる操作のため 1操作に 1分間を想定し，合計 2分間であり，それに余裕時間を含めて操作時

間 5分間を想定している。格納容器下部への注水量調整は，制御盤の操作スイッチにて弁の開度調整を行い，

約 2 時間の注水で格納容器下部に水位 2m の水張りを行うが，水張り中の操作は適宜流量を監視し，流量調

整をするのみであるため，操作開始時間に与える影響はなし。運転員（現場）は，廃棄物処理建屋地下 3

階の手動弁について，2 個の操作に上述の移動時間を含めて 30 分の操作時間を想定しており，時間余裕を

確保している。これらの操作は，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達する前に事前に準備可能なことか

ら，操作開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器下部への注水操作時に，当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える

影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，その

ため誤操作により操作時間が長くなる可能性は低い。また，現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全の

ため 2人 1組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，誤操作により操作時間が長くなる可能性

は低い 

原子炉圧力容器下鏡温度が

300℃に到達するまでに事象

発生から約3.7時間の時間余

裕があり，また，格納容器下

部注水操作は原子炉圧力容

器下鏡温度を監視しながら

溶融炉心の下部ペデスタル

内への移行を判断し，水張り

操作を実施することとして

おり，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等で

あり，操作開始時間に与える

影響は小さい。 

当該操作は，解析コード及び

解析条件（操作条件を除く）

の不確かさにより操作開始

時間は遅れる可能性がある

が，中央制御室の運転員とは

別に現場操作を行う運転員

及び緊急時対策要員を配置

しており，他の操作との重複

もないことから，他の操作に

与える影響はない 

実態の操作開始時

間は解析上の設定

とほぼ同等である

ことから，評価項

目となるパラメー

タに与える影響は

小さい 

原子炉圧力容器下鏡

温度が300℃に到達す

るまでの時間は事象

発生から約 3.7 時間

あり，また，格納容器

下部注水操作は原子

炉圧力容器下鏡温度

の上昇傾向を監視し

ながら予め準備が可

能である。また，原子

炉圧力容器下鏡部温

度300℃到達時点での

中央制御室における

格納容器下部への注

水操作の操作時間は

約 5分間であり，事象

発生から約 5.7 時間

後の水張り完了から，

事象発生から約 7.0

時間後の原子炉圧力

容器破損までの時間

を考慮すると，格納容

器下部注水操作は操

作遅れに対して 1 時

間程度の時間余裕が

ある 

中央制御室にお

ける操作のため，

シミュレータに

て訓練実績を取

得。訓練では，原

子炉圧力容器下

鏡 部 温 度 が

300℃に到達後，

速やかに格納容

器下部注水系（常

設）による水張り

操作を開始。想定

で意図している

運転操作が実施

可能なことを確

認した 
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添付資料 3.3.5 

 

エントレインメント係数の圧力スパイクに対する影響 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7 号炉（ABWR, RCCV 型格納容器）について，原子炉圧力

容器外の溶融燃料-冷却材相互作用における圧力スパイクに対して不確かさを有すると考

えられるパラメータのうち，エントレインメント係数を変化させた場合の影響を確認した。

確認結果を以下に示す。 

 

(1) 評価条件 

・エントレインメント係数を除き，今回の申請において示した解析ケース（以下「ベー

スケース」という。）と同じ評価条件とした。 

・表 1 に感度解析の条件を示す。エントレインメント係数は，ベースケースでは MAAP

推奨範囲( ～ )のうちおよそ中間となる を設定しているが，感度解析

ケースでは，MAAP の当該係数の推奨範囲のうち最大値( )と，最小値( )を設

定した。 

 

(2) 評価結果 

表2及び図1～3にベースケース及びエントレインメント係数についての感度解析の

結果を示す。感度解析の結果，事象発生約 7 時間後に原子炉圧力容器の破損が発生し

た直後の格納容器圧力は，感度解析ケース(最大値)の方が僅かに大きい結果となった

が，格納容器限界圧力(0.62MPa[gage])は下回る結果となった。 

 

(3) 結論 

エントレインメント係数を変動させた場合であっても，圧力スパイクのピークが限

界圧力(0.62MPa[gage])を下回ることを確認した。 

また，ABWR, RCCV 型格納容器の場合についても，エントレインメント係数の圧力ス

パイクに対する感度は小さく，その不確かさが有効性評価の結果に与える影響は小さ

いことを確認した。 

 

以 上 
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表 1 解析条件のまとめ 

条件 ベースケース 感度解析ケース 

エントレインメント係数    

設定根拠 
MAAP 推奨値の 

ノミナル値 

MAAP 推奨範囲の 

最小値 

MAAP 推奨範囲の 

最大値 

 

 

表 2 解析結果のまとめ 

事象 ベースケース 
感度解析ケース 

(最小値) 

感度解析ケース 

(最大値) 

炉心損傷 約57分 約57分 約57分 

炉心支持板破損 約 3.3 時間 約 3.3 時間 約 3.3 時間 

RPV 破損 約7時間 約 7時間 約 7時間 

PCV ベント 約 9時間 約 9時間 約 10 時間 

溶融炉心落下によ

る PCV ピーク圧力 
約 0.467MPa[gage] 約 0.370MPa[gage] 約 0.536MPa[gage] 
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図 1 格納容器圧力の時間的変化(ベースケース) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 格納容器圧力の時間的変化(感度解析ケース(最小値)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 格納容器圧力の時間的変化(感度解析ケース(最大値))
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約 0.370MPa[gage] 

格納容器限界圧力 0.620MPa[gage] 

ドライウェル 
サプレッション・チェンバ 

約 0.467MPa[gage] 

事故後の時間（h） 
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添付資料 3.3.6 

 

プラント損傷状態を LOCA とした場合の圧力スパイクへの影響 

 

 

1. 評価の目的 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）では，格納容

器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価事故シーケンスの

プラント損傷状態として，水蒸気爆発に対する条件設定の厳しさを考慮し，溶融炉心の内

部エネルギーの観点でより厳しいと考えられる TQUV を選定しており，起因事象としては原

子炉水位の低下の観点で最も厳しい給水流量の全喪失を設定している。 

一方，起因事象として大破断 LOCA を仮定した場合，原子炉冷却材圧力バウンダリからの

原子炉冷却材の放出によって格納容器圧力が上昇することに加え，原子炉圧力容器破損の

タイミングが早くなり，圧力スパイクの最大値がベースケースに比べて高い値となる可能

性が考えられる。 

このため，解析条件のうち初期条件の不確かさとして，起因事象が大破断 LOCA の場合の

圧力スパイクへの影響を確認する。 

 

2. 評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下の通り。この他の評価条件は，ベースケー

スの評価条件と同等である。 

・起因事象を大破断LOCAとし，事故シーケンスを「大破断LOCA+ECCS注水機能喪失」とし

た。 

・格納容器温度制御の観点で評価上の必要が生じたため，格納容器温度が190℃に到達し

た場合には流量70m3/hでのドライウェルスプレイを実施し，格納容器温度が171℃に到

達した時点でドライウェルスプレイを停止するものとした。 

 

3. 評価結果 

格納容器圧力の評価結果を図 1に示す。 

事象発生から約6.4時間後に原子炉圧力容器破損に至り，圧力スパイクのピーク値

は約0.48MPa[gage]となったが，圧力スパイクの最大値はベースケースの結果と同程

度であり，格納容器限界圧力の0.620MPa[gage]を下回るため，原子炉格納容器バウン

ダリの機能は維持されることを確認した。 

 

以 上 



 

 
添 3.3.6-2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 格納容器圧力の推移 

格納容器限界圧力 0.620MPa[gage] 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容器下部への 

溶融炉心落下による格納容器圧力上昇 

0.48MPa[gage]（約 6.4 時間後） 

溶融炉心の炉心下部プレナムへの落下 

（リロケーション） 

格
納
容
器
圧
力 

（MPa[gage]） 

格納容器スプレイ 

（70m3/h）開始 
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3.4 水素燃焼 

3.4.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「水素燃焼」に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」からは抽出されない。これは 6 号及び 7 号炉では原子炉格

納容器内を窒素で置換しているため，原子炉格納容器内の気体の組成が可燃限界に至る事

故シーケンスが抽出されないためである。このため，「水素燃焼」の観点で 6号及び 7号炉

において評価することが適切と考えられる評価事故シーケンスを選定し，7日以内に可燃限

界に至らないことを確認する。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応，水の放射線分解，金属腐

食及び溶融炉心・コンクリート相互作用等によって発生する水素によって原子炉格納容器

内の水素濃度が上昇し，水の放射線分解によって発生する酸素によって原子炉格納容器内

の酸素濃度が上昇する。このため，緩和措置がとられない場合には，ジルコニウム－水反応

等によって発生する水素と原子炉格納容器内の酸素が反応することによって激しい燃焼が

生じ，原子炉格納容器破損に至る。 

本格納容器破損モードは，窒素置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化によって，

原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃限界に到達することを防止することによ

り，原子炉格納容器の破損を防止する。また，溶融炉心・コンクリート相互作用による水素

発生に対しては「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」のとおり，原子炉格納容器下部注

水によって水素発生を抑制する。 

なお，6号及び 7号炉において重大事故が発生した場合，ジルコニウム－水反応によって

水素濃度は 13vol%を大きく上回る。このため，本格納容器破損モードによる原子炉格納容

器の破損を防止する上では，酸素濃度が可燃限界に到達することを防止することが重要で

あり，格納容器破損モード「水素燃焼」を評価する上では，水の放射線分解，金属腐食及び

溶融炉心・コンクリート相互作用等による水素発生の影響は小さい。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「水素燃焼」で想定される事故シーケンスに対しては，窒素置換によ

る原子炉格納容器内雰囲気の不活性化により，水素燃焼による格納容器破損を防止する。 

3.4.2 に示すとおり，格納容器破損モード「水素燃焼」において評価対象とした事故シー

ケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，

「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」と同じであることから，格納容器破損防止対策は

3.1.2.1 と同じである。 
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3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防

止することができない事故シーケンスのうち，格納容器においてその事象進展を緩和でき

ると考えられる事故シーケンス「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失+全交流動力電源喪失」で

ある。 

この事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」の評価事故シーケンスと同じであることから，本格納容器破損モードの評価事故シー

ケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，

「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」と同じ事故シーケンスとした。また，評価事故シー

ケンスを「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」の評価事故シーケンスとしない理由は，

「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」では格納容器圧力逃がし装置等に期待すること

で，格納容器内の気体が排出され，水素濃度及び酸素濃度が大幅に低下するとともに，その

後は崩壊熱により発生する水蒸気が原子炉格納容器内を満たすことで，原子炉格納容器内

での水素燃焼の可能性が無視できる状態となるためである。 

（添付資料 3.4.1） 

 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器における冷却材放出（臨界流・差圧流），ECCS 注水（給水系・代替注水設備

含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器内 FP 挙動並びに原子炉格納容器における格納容器各

領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，サプ

レッション・プール冷却及び炉心損傷後の原子炉格納容器内 FP挙動が重要現象となる。よ

って，これらの現象を評価することが可能であるシビアアクシデント総合解析コード MAAP

により格納容器圧力，格納容器温度，原子炉格納容器内の気相濃度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響範囲として，本評価事故シーケンスにお

ける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」と同じであることから，有効性評価

の条件は 3.1.2.2 (2)と同じである。この他に，格納容器破損モード「水素燃焼」を評価す

る上で着目すべき主要な解析条件を表 3.4.1 に示す。また，初期条件も含めた主要な解析条

件について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 
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ａ．初期条件 

(a) 初期酸素濃度 

原子炉格納容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によって発生する水素及び酸素

を考慮することとする。原子炉格納容器の初期酸素濃度は，運転上許容される上限の

3.5vol%とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，MAAP による評価結果と全炉心

内のジルコニウム量の 75%が水と反応した場合について，水素燃焼の観点から厳しい値

を考慮し，MAAP による評価結果から得られた値を用いた。これは，窒素置換による原

子炉格納容器内雰囲気の不活性化によって運転中の格納容器内の酸素濃度が低く管理

されていること及び MAAP による評価結果であっても水素濃度が 13vol%を超えること

を考慮すると，酸素濃度の上昇の観点から厳しいシーケンスとすることが適切と考え

たためである。仮に全炉心内のジルコニウム量の 75%が水と反応した場合に相当する水

素が発生した場合，原子炉格納容器内の水素濃度が増加するため，相対的に水の放射線

分解で発生する酸素の濃度は低下する。 

(b) 水素ガス及び酸素ガスの発生割合 

水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の発生量は，MAAP で得られる崩壊熱

をもとに評価する。ここで，水素及び酸素の発生割合（G値（100eV あたりの分子発生

量），以下，「G値」という。）は，それぞれ 0.06，0.03 とする。また，原子炉冷却材に

よる放射線エネルギーの吸収割合は，原子炉圧力容器内については，β線，γ 線とも

に 10%，原子炉圧力容器外の核分裂生成物については，β線，γ線ともに 100%とした。 

（添付資料 3.4.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」と同じであることから，有効性評価

の結果は 3.1.2.2 (4)と同じである。この他に，格納容器破損モード「水素燃焼」を評価す

る上で着目すべき評価結果として，格納容器圧力，格納容器温度，ドライウェル及びサプレ

ッション・チェンバの気相濃度（ウェット条件，ドライ条件）の推移を図 3.4.1 から図 3.4.6

に，事象発生から 7日後（168 時間後）の酸素濃度を表 3.4.2 に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象進展は 3.1.2.2 (3) a と同じである。 
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上記の事象進展に伴い，主に炉心の露出から炉心再冠水までの間に，全炉心のジルコニ

ウムの約 16.6%が水と反応して水素が発生する。また，炉心再冠水に伴い，事象発生から

約 2.5 時間後にジルコニウム-水反応は停止する。発生した水素は原子炉圧力容器内で発

生する蒸気とともに，破断口から上部ドライウェルに流入する。また，原子炉圧力容器内

及びサプレッション・チェンバにおける核分裂生成物による水の放射線分解により水素

及び酸素が発生する。代替循環冷却による原子炉格納容器除熱の開始後は，サプレッショ

ン・チェンバ内で蒸気の凝縮が進むことに伴い，原子炉格納容器内の酸素濃度が相対的に

上昇する。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉格納容器内の水素濃度は，ウェット条件においても事象発生直後から 13vol%を

上回るが，ウェット条件における酸素濃度は，酸素の蓄積が最も進む事象発生から 7日後

においても約 3.4vol%であり，可燃限界を下回る。 

ドライ条件における酸素濃度について，事象発生の約 5時間後から約 18時間後までの

間，ドライウェルにおける酸素濃度が可燃限界である 5.0vol%を上回る。この間は，LOCA

後のブローダウンによって，ドライウェルに存在する非凝縮性ガスが水蒸気とともにサ

プレッション・チェンバに送り込まれ，破断口から供給される水蒸気でドライウェル内が

満たされるため，ウェット条件ではドライウェル内のほぼ 100%が水蒸気となっている。

ほぼ 100%が水蒸気であるため，ドライ条件での気体組成は水の放射線分解によって生じ

る水素及び酸素が支配的となるが，そのウェット条件での濃度は 1vol%未満である。また，

ドライウェルにおける水素及び酸素の分圧は非常に小さく，水蒸気が凝縮してドライウ

ェルの圧力が低下する場合には，サプレッション・チェンバから酸素濃度が 5.0vol%未満

の気体が流入するため，この間においてドライウェルの酸素濃度が現実に可燃限界であ

る 5.0vol%を上回ることは無い。事象発生の約 18 時間後以降は，ドライ条件を仮定して

も酸素濃度は 5.0vol%未満で推移し，事象発生から 7日後の酸素濃度は約 3.9vol%である。

従って，格納容器スプレイの誤動作などにより水蒸気量が低下しても，可燃限界である

5.0vol%に達することはない。 

なお，基本的に，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉水位の低下や損傷炉心へ

の注水により多量の水蒸気が発生するため，原子炉格納容器内がドライ条件となること

は考えにくい。このため，水素燃焼による爆轟の可能性の有無は，ウェット条件における

気相濃度において判断することが妥当であると考える。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)の評価項

目について対策の有効性を確認した。また，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(7)の評価項目について，可燃性ガスの燃焼が生じないことを確認した。

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(7)の評価項目のうち，可燃

性ガスの蓄積による(1)の評価項目への影響については，評価事故シーケンス及び格納容
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器破損防止対策が同じである「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」にて評価項目を満足することを

確認している。 

なお，本評価は選定された評価事故シーケンスに対する，「1.2.2.2 有効性を確認する

ための評価項目の設定」に示す(6)の評価項目について対策の有効性を評価するものであ

り，原子炉格納容器下部に溶融炉心が落下しない場合の評価であるが，溶融炉心が原子炉

格納容器下部に落下した場合の溶融炉心・コンクリート相互作用による水素発生の影響

については，「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」において，「1.2.2.2 有効性を確

認するための評価項目の設定」に示す(6)及び(7)の評価項目について対策の有効性を確

認できる。 

（添付資料 3.4.3） 

 

3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」と同じであることから，解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価は「3.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの

影響評価」と同様である。よって以下では，格納容器破損モード「水素燃焼」を評価する上

で着目すべき不確かさの影響評価結果を示す。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおける，解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価は，

「3.1.2.3(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価」と同様である。 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，「3.1.2.3(2)ａ. 初

期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件」と同様であるが，本評価事

故シーケンスを評価する上で，事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関

する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の初期酸素濃度は，解析条件の3.5vol%に対して最確条件は約1～2vol%で

あり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合には初期酸素濃度が低くな

るため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃度推移が低く抑

えられるが，本評価事故シーケンスにおいては原子炉格納容器内の酸素濃度を操作

開始の起点とした運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は
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ない。 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，解析条件の全炉

心内のジルコニウムの約16.6%が水と反応して発生する水素量に対して最確条件は

事象進展に依存するものであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合

には水素発生量が変動する可能性があるが，本評価事故シーケンスでは，水素発生量

を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

事故条件の水の放射線分解によるG値は，解析条件の水素：0.06分子/100eV，酸素：

0.03分子/100eVに対して最確条件は同じであるが，本解析条件の不確かさとして，G

値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が大幅に増加する場合，原子

炉格納容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性がある。その場合に

は，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベント系又は代替格納容器圧力逃がし装置を

使用し，原子炉格納容器内の気体を排出する必要がある。なお，格納容器圧力逃がし

装置及び代替格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等の操作については，「3.1.3 代

替循環冷却を使用しない場合」において，成立性を確認している。また，耐圧強化ベ

ント系を用いる場合は，予め不活性ガスによる大気開放ラインのパージを実施する

他は概ね同様の対応となる。 

（添付資料3.4.4） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の初期酸素濃度は，解析条件の3.5vol%に対して最確条件は約1～2vol%で

あり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合には初期酸素濃度が低くな

るため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格納容器内の酸素濃度推移が低く抑

えられることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，解析条件の全炉

心内のジルコニウムの約16.6%が水と反応して発生する水素量に対して最確条件は

事象進展に依存するものであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合

には水素発生量が変動する可能性がある。炉心内のジルコニウム－水反応による水

素発生量は，運転員等操作である低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開

始時間に依存して変動するが，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始

時間については，「3.1.2.3(2)ｂ. 操作条件」にて解析上の操作開始時間と実態の操

作開始時間はほぼ同等と評価しており，炉心内のジルコニウム－水反応による水素

発生量に与える影響は小さい。また，仮に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

の操作開始が大幅に早まった場合，全炉心内のジルコニウムの約18.2%が水と反応し，

炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は1割程度増加するが，ウェット条

件における酸素濃度は，酸素の蓄積が最も進む事象発生から7日後においても約
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3.6vol%であり，可燃限界を下回る。また，本評価における酸素濃度と同等の値であ

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の水の放射線分解によるG値は，解析条件の水素：0.06分子/100eV，酸素：

0.03分子/100eVに対して最確条件は同じであるが，本解析条件の不確かさとして，G

値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が大幅に増加する場合，原子

炉格納容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性がある。その場合に

は，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベント系又は代替格納容器圧力逃がし装置を

使用し，原子炉格納容器内のガスを排出することが可能であるため，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

なお，G値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が大幅に増加する場

合として，G値を設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能評価に用

いている，水素：0.4分子/100eV，酸素：0.2分子/100eVとした場合について感度解析

を実施した。原子炉格納容器内の酸素濃度は，ウェット条件において事象発生から約

51時間で5vol%に到達するが，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベント系又は代替

格納容器圧力逃がし装置を用いた原子炉格納容器内の気体の排出操作には十分な時

間余裕がある。5vol%到達時点で原子炉格納容器内の気体の排出操作を実施すると，

水蒸気とともに非凝縮性ガスが原子炉格納容器外に押し出され，また，原子炉格納容

器内は，原子炉冷却材の蒸発によって発生する水蒸気で満たされるため，原子炉格納

容器内の水素濃度及び酸素濃度はほぼ0vol%まで低下する。格納容器圧力逃がし装置

等による対応が生じる場合，その対応フローは「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」

と同じであり，格納容器圧力逃がし装置等の操作が必要となる時間は，「3.1.3 代替

循環冷却を使用しない場合」よりも，本感度解析による評価結果の方が遅いことから，

水素燃焼を防止する観点での事故対応は十分に可能と考える。大気中へのCs-137の

総放出量の観点でも，本感度解析による評価結果の方が，事象発生から原子炉格納容

器内の気体の排出操作までの時間が長いことから，「3.1.3 代替循環冷却を使用しな

い場合」の評価結果である約2.0TBqを超えることは無く，評価項目である100TBqを十

分に下回る。 

（添付資料3.4.1，3.4.4, 3.4.5） 

 

ｂ．操作条件 

本評価事故シーケンスにおける操作条件は，「3.1.2.3(2)ｂ. 解析条件」と同様であ

る。 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

本評価事故シーケンスにおける操作時間余裕の把握は「3.1.2.3(3) 操作時間余裕の把握」
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と同様である。 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却を使用する場合」と同じであることから，必要な要員

及び資源の評価は 3.1.2.4 と同じである。 

 

3.4.5 結論 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応等によって発生した水素と，

水の放射線分解によって発生した酸素が原子炉格納容器内で反応することによって激しい

燃焼が生じ，原子炉格納容器が破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「水素燃

焼」に対する格納容器破損防止対策としては，窒素置換による原子炉格納容器内雰囲気の不

活性化を実施している。 

 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防

止することができない事故シーケンスのうち，格納容器においてその事象進展を緩和でき

ると考えられる評価事故シーケンス「大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失+全交流動力電源喪失」

について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，窒素置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化により，酸素

濃度が可燃限界である5vol%以下となることから，水素燃焼に至ることは無く，評価項目を

満足している。また，安定状態を維持できる。 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，
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必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，格納容器破損モード「水素燃焼」において，窒素置換による原子炉格納

容器内雰囲気の不活性化等の格納容器破損防止対策は，評価事故シーケンスに対して有効

であることが確認でき，格納容器破損モード「水素燃焼」に対して有効である。 
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図 3.4.1 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2 格納容器気相部温度の推移 

残留熱除去系配管破断による原子炉内からの 

蒸気の流入により，格納容器圧力が上昇 ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

20 時間後，代替循環冷却への切替えに伴い， 

30 分間格納容器スプレイを停止するため格納容器圧力が 

上昇するものの，代替循環冷却開始後は格納容器スプレイを 

連続運転に切替えるため，格納容器圧力が低下 

格納容器限界圧力 0.62MPa 
格
納
容
器

圧
力 

再冠水後，代替格納容器スプレイ 
間欠運転を開始 

事故後の時間（h） 

再冠水後，代替格納容器スプレイ 
間欠運転を開始し，温度低下 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ（気相部） 

格納容器限界温度 200℃ 
格
納
容
器

気
相
部

温
度 

残留熱除去系配管破断による原子炉内からの 

蒸気の流入により，格納容器温度が上昇 

事故後の時間（h） 

20 時間後，代替循環冷却への切替えに伴い，30 分間格納容

器スプレイを停止するため格納容器温度が上昇するものの，

代替循環冷却開始後は格納容器スプレイを連続運転に切替

えるため，格納容器温度が低下 

（MPa[gage]） 

（℃） 

最大圧力 約 0.60MPa[gage] 

最高温度 約 207℃（壁面温度 約 144℃） 
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図 3.4.3 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.4 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

事故後の時間（h） 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
気
相
濃
度 

事故後の時間（h） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度 

LOCA 後のブローダウンによって，ドライウェルに存在する非凝縮性ガス

が水蒸気とともにサプレッション・チェンバに送り込まれ，水蒸気がス

クラビングによって凝縮されることにより，サプレッション・チェンバ

内は非凝縮性ガスの濃度が高い状態となる。また，ドライウェルが原子

炉圧力容器からの水蒸気の放出によって加圧され，サプレッション・チ

ェンバよりも圧力が高い間は非凝縮性ガスがサプレッション・チェンバ

に集中することとなる。 

格納容器スプレイによってドライウェルの圧力が低下し，こ

の時点でサプレッション・チェンバとの間の真空破壊装置が

開放されるため，サプレッション・チェンバの気体がドライ

ウェルに流入し，非凝縮性ガスの濃度が上昇し始める。 

水蒸気 

水蒸気 

窒素 

窒素 

水素 

水素 

酸素 

酸素 

酸素可燃限界（5vol%） 

可燃限界 

水蒸気 

窒素 

水素 

酸素 

可燃限界 

水素 

窒素 

酸素 水蒸気 

酸素可燃限界（5vol%） 

（vol%） 

（vol%） 



 

3.4-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.5 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.6 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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開放されるため，サプレッション・チェンバの気体がドライ

ウェルに流入することでドライウェルの気体組成がサプレ

ッション・チェンバの気体組成とほぼ同じになる。 

LOCA 後のブローダウンによって，ドライウェルに存在する非凝縮性ガスが水蒸気とともにサプレッション・

チェンバに送り込まれるため，事象発生から数時間後のドライウェルの気体濃度はほぼ 100%が水蒸気とな

る。このため，ドライ条件での気体組成は水の放射線分解によって生じる水素及び酸素が支配的となるが，

そのウェット条件での濃度は 1vol%未満であり，ドライウェルの圧力が低下すればサプレッション・チェン

バから気体が流入することから，この時点でのドライ条件が成立することは現実には起こり得ない。 
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表 3.4.1 主要解析条件（水素燃焼） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

初期酸素濃度 3.5vol% 保安規定をもとに設定（運転上許容されている値の上限） 

事
故
条
件 

炉心内のジルコニウム－水反

応による水素発生量 

全炉心内のジルコニウムの約 16.6%が

水と反応して発生する水素量 
MAAP による評価結果 

水の放射線分解による G値 
水素：0.06 分子/100eV 

酸素：0.03 分子/100eV 
重大事故時における原子炉格納容器内の条件を考慮して設定 

 

 

 

表 3.4.2 事象発生から 7日後（168 時間後）の酸素濃度※ 

 

 

 

 

※ 全炉心内のジルコニウム量の約 16.6%が反応した場合 

 

 ウェット条件（vol%） ドライ条件（vol%） 

ドライウェル 約 2.3 約 3.7 

サプレッション・チェンバ 約 3.4 約 3.9 
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添付資料 3.4.1 
 

G 値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響 
 
1. はじめに 
今回の評価では，電力共同研究[1, 2]の結果を踏まえ，水の放射線分解における水素及び酸

素のG値をG(H2) = 0.06, G(O2) = 0.03としている。今回の評価で用いたG値は過去の複数回

の実験によって測定した値であり，重大事故環境下での水の放射線分解の評価に適した値

と考えるが，実験においてもG値にはばらつきが確認されたこと及び事故時の原子炉格納容

器内の環境には不確かさがあることを考慮すると，G値については不確かさを考慮した取り

扱いが特に重要となる。 
実際の事故対応において，何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇

する場合，事象発生から7日が経過する前に酸素濃度が5vol%を上回る可能性が考えられる。

ここでは何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場合を想定し，

酸素濃度の上昇速度の変化が評価結果及び事故対応に与える影響を確認した。 
なお，基本的に，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉水位の低下や損傷炉心への

注水により多量の水蒸気が発生するため，原子炉格納容器内がドライ条件となることは考

えにくい。このため，水素燃焼による爆轟の可能性の有無は，ウェット条件における気相濃

度によって判断した。 
 
2. 評価条件 
今回の申請において示した解析ケース(以下「ベースケース」という。)の評価条件に対す

る変更点は以下の通り。この他の評価条件は，ベースケースと同等である。 
・水の放射線分解における水素及び酸素のG値をG(H2) = 0.4, G(O2) = 0.2とした。この値

は設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能を評価する際に用いてい

る値であり，設計基準事故環境下に対しても一定の保守性を有する値である。設計基準

事故環境下に比べ，重大事故環境下ではG値が低下する傾向にあることから，重大事故

環境下におけるG値の不確かさとして考慮するには十分に保守的な値である。 
・原子炉格納容器内の初期酸素濃度はベースケースと同様3.5vol%とした。柏崎刈羽原子

力発電所6号及び7号炉の運転実績では，運転中の原子炉格納容器内の酸素濃度は1～
2vol%程度であり，3.5vol%となることは想定し難いが，保守的に保安規定に定める運

転上の制限の値とした。 
・事象発生から7日が経過する前に，水素濃度及び酸素濃度がともに可燃限界を上回る場

合には，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベント系又は代替格納容器圧力逃がし装置

(以下「格納容器圧力逃がし装置等」という。)によって原子炉格納容器内の気体を環境

中に排出し，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を低減する。 
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3. 評価結果 
評価結果を図1から図4に示す。また，評価結果のまとめを表1に示す。ウェット条件にお

いて，酸素濃度は事象発生から約51時間後に5vol%に到達した。このため，本評価では酸素

濃度が5vol%に到達した約51時間時点でウェットウェルベントを実施した。その結果，原子

炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度は大幅に低下し，水素濃度及び酸素濃度は可燃限界

未満に抑制された。 
 
4. まとめ 
何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場合の評価結果への影

響を確認した結果，評価項目となる酸素濃度は，事象発生から7日が経過する前に5vol%に

到達するが，格納容器圧力逃がし装置等による環境中への原子炉格納容器内の気体の排出

によって水素濃度及び酸素濃度を可燃限界未満に抑制できることを確認した。 
今回の感度解析に用いたG値は十分に保守的と考えられる値を用いたことから，仮に事故

に至った場合でも，水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇速度は今回の感度解析の結果を

十分下回るものと考えられるが，仮に酸素濃度の上昇速度が今回の感度解析の結果の通り

であっても，格納容器圧力逃がし装置等による環境中への原子炉格納容器内の気体の排出

までには約51時間の時間余裕があることを確認した。 
約51時間後の時点で、仮にサプレッション・チェンバのベントラインを経由し耐圧強化ベ

ント系による排出を実施した場合であっても，Cs-137の総放出量は，本評価と同じ「大破断

LOCA+ECCS注水機能喪失+全交流動力電源喪失」を評価事故シーケンスとしている「3.1 
雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」の「3.1.3 代替循環冷却を使

用しない場合」において示した値を下回る※。 
※「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」では，事象発生から約38時間後のベントを想定し，サプレ

ッション・チェンバのベントラインを経由した場合の格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力

逃がし装置による大気中へのCs-137の7日間(事象発生から168時間後まで)の総放出量を1.4×10-3 
TBqと評価している。ここで仮に格納容器圧力逃がし装置又は代替格納容器圧力逃がし装置を使用し

ないものとし，その除染係数1000を見込まない場合，Cs-137の7日間(事象発生から168時間後まで)の
総放出量は1.4 TBqとなる。本評価で仮定した格納容器内の気体を排出する時間は事象発生から約51
時間後であり，「3.1.3 代替循環冷却を使用しない場合」において想定したベントの時間である約38
時間後よりも遅く，時間経過に伴いCs-137の格納容器内壁面等への沈着やサプレッション・チェンバ・

プール水への取り込みが進むことから，本評価におけるCs-137の7日間(事象発生から168時間後まで)
の総放出量は1.4 TBqよりも小さな値となる。 

また，排出開始後数時間で酸素濃度は1vol%以下に低下することから，その時点で排出操

作を停止することにより，Cs-137の総放出量を更に低減することができる。 

格納容器圧力逃がし装置等による対応が生じる場合，その対応フローは大破断LOCA後に

格納容器圧力逃がし装置等を使用するケースと同じであり，前述のケースよりも格納容器

圧力逃がし装置等による環境中への原子炉格納容器内の気体の排出までの時間余裕が確保
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されることから，水素燃焼を防止する観点での事故対応は十分に可能と考える。環境中に放

出される核分裂生成物(Cs-137)の観点でも，大破断LOCA後により短い時間(事象発生から

約38時間)で格納容器圧力逃がし装置等による排出を実施する場合について評価し，評価項

目である100 TBqを十分に下回ることを確認していることから，格納容器圧力逃がし装置等

による対応は可能と考える。 
 

以 上 
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表1 G値の変更に伴う評価項目への影響 

項目 感度解析 
(G(H2) = 0.4, G(O2) = 0.2) 

ベースケース 
(G(H2) = 0.06, G(O2) = 0.03) 評価項目 

酸素濃度 
(ドライウェル) 

事象発生から約 51 時間後にサ

プレッション・チェンバにおい

て 5vol%に到達するが，約 51
時間時点でのウェットウェル

ベント実施によって，ドライウ

ェル及びサプレッション・チェ

ンバともに 5vol%未満に低減 

約 2.3vol% 
(事象発生から 168 時間後) 

5vol%以下 

酸素濃度 
(サプレッション・チェンバ) 

約 3.4vol% 
(事象発生から 168 時間後) 
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図 1 格納容器圧力の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2 格納容器気相部温度の推移 
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残留熱除去系配管破断による炉内蒸気の 
流入により，格納容器圧力が上昇 

ドライウェル 
サプレッション・チェンバ 

格納容器限界圧力 0.62 MPa 

再冠水後，代替格納容器 
スプレイ間欠運転を開始 

事故後の時間(h) 

再冠水後，代替格納容器スプレイの 
間欠運転を開始することで温度が低下 

ドライウェル 
サプレッション・チェンバ(気相部) 

格納容器限界温度 200 °C 

格
納
容
器
気

相
部
温

度
(°C

) 

残留熱除去系配管破断による炉内蒸気 
流入により，格納容器気相部温度が上昇 

事故後の時間(h) 

約 51 時間後，S/C 気相部の酸素濃度が 5vol%
に到達するためウェットウェルベントを実施。

これに伴い格納容器圧力が低下 

約 51 時間後，S/C 気相部の酸素濃度が 5vol%
に到達するためウェットウェルベントを実施。

これに伴い格納容器内圧力が低下 

約 20 時間後，循環冷却への切り替えに伴い， 
約 30 分間格納容器スプレイを停止するため圧力が 
上昇するものの，循環冷却開始後は格納容器スプレイを 
連続運転に切り替えるため，圧力が低下 

約 20 時間後，循環冷却への切り替えに伴い， 
約 30 分間格納容器スプレイを停止するため温度が 
上昇するものの，循環冷却開始後は格納容器スプレイを 
連続運転に切り替えるため，温度が低下 
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図 3 ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 
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LOCA 後のブローダウンによって，

D/Wに存在する非凝縮性ガスが水蒸気

とともに S/C に送り込まれ，水蒸気が

スクラビングによって凝縮されること

により，S/C 内は非凝縮性ガスの濃度

が高い状態となる。また，D/W が RPV
からの水蒸気の放出によって加圧さ

れ，S/C よりも圧力が高い間は非凝縮

性ガスが S/C に集中することとなる。 

ドライウェル(D/W)スプレイによって

D/W の圧力が低下し，この時点でサプ

レッション・チェンバ(S/C)との間の真

空破壊弁が開放されるため，S/C の気

体が D/W に流入し，非凝縮性ガスの濃

度が上昇し始める。 

約 51 時間後，S/C 気相部の酸素濃度が 5vol%に

到達するためウェットウェルベントを実施。これ

に伴い原子炉格納容器内の気体が原子炉格納容

器外に排出され，非凝縮性ガスの濃度が低下，ベ

ント後も原子炉格納容器内で発生し続ける水蒸

気の濃度が上昇する。 

約 51 時間後，S/C 気相部の酸素濃度が 5vol%に到達

するためウェットウェルベントを実施。これに伴い原

子炉格納容器内の気体が原子炉格納容器外に排出さ

れ，非凝縮性ガスの濃度が低下，ベント後も原子炉格

納容器内で発生し続ける水蒸気の濃度が上昇する。 

(5vol%) 

(5vol%) 
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添付資料 3.4.2 
 

水の放射線分解の評価について 
 
1．水の放射線分解の考慮 
水が γ 線等の放射線エネルギーを吸収すると非常に短時間の間に水の放射線分解が起こ

り，H(水素原子)，OH ラジカル，eaq+(水和電子)，HO2ラジカル，H+(水素イオン)及び分子

生成物の H2，H2O2(過酸化水素)を生じる。また，これら反応と並行して以下の化学反応が

生じ，H2が OH ラジカルと反応して水に戻る等の再結合反応が起こる。なお，酸素は過酸

化水素の分解によって生成される。 

OHHOHH 22        式① 

OHOHOHH 222       式② 
OHOHH 2           式③ 

格納容器破損モード「水素燃焼」における重大事故等対策の有効性評価では，水の放射線

分解による水素および酸素の生成をモデル化している。 
柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉は，運転中，格納容器内が窒素で置換されている。

炉心損傷に至った場合及びその後の圧力容器破損後には，水-ジルコニウム反応やコア・コ

ンクリート反応等，水素については多量に放出されるメカニズムが考えられるものの，酸素

に関しては水の放射線分解が支配的な生成プロセスである。水素に関しては上記の反応に

よって比較的短時間で可燃限界の濃度を超えることから，格納容器内の気体の濃度を可燃

限界以下に維持する観点では酸素濃度を低く維持することが重要となる。 
以下では，この酸素の支配的な生成プロセスである水の放射線分解について，本評価で用

いた考え方を示す。 
 
2．水の放射線分解による水素及び酸素量の計算 
水の放射線分解による水素および酸素の生成量は以下の式(1)で算出している。 

tGEQn decay 2319 1002.6
1

1001060.1
      (1) 

式(1)のパラメータは以下の通り。 
Δn  ：水の放射線分解による水素(酸素)発生量 [mol] 
Qdecay ：崩壊熱 [W] 
E   ：放射線吸収割合 [-] 

－炉内   ： β線，γ線ともに 10% 
－FP    ： β線，γ線ともに 100% 

G   ：実効 G 値 [分子／100eV] 
－水素   ： G(H2) = 0.06 
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－酸素   ： G(O2) = 0.03 
Δt   ：タイムステップ [sec] 

 
放射線吸収割合について，炉内については，炉心から放出される放射線が水に吸収される

割合を解析によって評価した結果を保守的に考慮して 10%とした。また，FP については水

中に分散していることを考慮し，保守的に放射線のエネルギーの 100%が水の放射線分解に

寄与するものとした。 
今回は β線及び γ線を考慮の対象とし，α線については考慮の対象としていない。α線に

ついては飛程が短いため，大部分が溶融炉心等に吸収されるものと考え，α線による水の放

射線分解への寄与は無視できるものとした。また，本評価では電力共同研究(以下「電共研」

という。)において求めた G 値を用いているが，これは γ線源による照射によって得られた

実験結果である。β線は γ線に比べて飛程が短いことから溶融炉心等に吸収され易く，γ線

源による実験結果の G 値を β 線に対して適用することは，放射線分解に伴う水素及び酸素

濃度を多く見積もる点で保守的な取り扱いと考えられる。 
放射線の吸収エネルギー100eV 当りに生成する原子・分子数を G 値と呼ぶ。G 値には水

の放射線による分解作用のみを考慮した初期 G 値と，これに加えて放射線分解による生成

物が再結合して水分子等に戻る等の化学反応の効果を考慮した実効 G 値がある。 
照射が始まり，放射線分解による生成物が増加すると，その生成物の濃度に応じて生成物

が再結合して水に戻る等の化学反応も増加するため，水素分子及び酸素分子の生成割合は

照射初期から徐々に低下する。水素や酸素の濃度の，水の吸収線量との関係の傾向は，一時

的に水素や酸素の濃度の上昇ピークが現れるのでは無く，水素や酸素の濃度の上昇が徐々

に抑制されていく形の曲線となる。格納容器内の濃度上昇というマクロな現象を評価する

観点では再結合等の化学反応の効果を含めた実効 G 値を用いることが適切と考えられるた

め，本評価では実効 G 値を用いる。また，実効 G 値には電共研の実験結果[1]に基づく値を

用いた。これについては次項に示す。 
 
3．実効 G 値の設定について 
3．1 実効 G 値の設定根拠とした電共研の実験結果[1] 
本評価における実効 G 値の設定根拠とした電共研「事故時放射線分解に関する研究」[1]

の実験結果を図 1 に示す。電共研の実験では，苛酷事故の際の格納容器内の環境を想定し

た。図 1 は，非沸騰条件において，よう素イオン濃度を炉心インベントリの 50%に相当す

る濃度とし，水-ジルコニウム反応割合は 5.5%とした場合の吸収線量と酸素濃度の相関を示

している。 
実効 G 値は吸収線量が 10×103 Gy での傾きから求めた。この吸収線量は事象発生から

約 1.4 時間後までのサプレッション・プールでの吸収線量に相当する。実効 G 値は吸収線

量の増加とともに傾きが小さくなる傾向にあることから，事象発生から約 1.4 時間後の実効
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G 値を本評価で用いることは保守的であり妥当と考える。 
 
3．2 実効 G 値に影響を及ぼす因子 
水の放射線分解によって生成した水素や過酸化水素は，OH ラジカルを介した再結合反応

によって水に戻るが，このとき OH ラジカルと反応し易い物質の存在や，沸騰等による生

成物の気相への移行があると，再結合反応が阻害され，水素分子及び酸素分子が生成される。

このため，実効 G 値はこれらの因子によって変化する。 
実効 G 値に影響を及ぼす因子としては，よう素等の不純物濃度，液相中の水素分子の濃

度といった化学的因子の他に，ガスの気液移行速度(沸騰，非沸騰の違い)といった物理的因

子がある。 
本評価における実効 G 値の設定根拠とした電共研の実験結果に対して上記の因子の影響

を考慮する際に参照した電共研の実験結果を次に示す。また，電共研の実験結果と本評価に

おける各因子の相違と影響をまとめた結果を表 1 に示す。 
 
(1) よう素の影響 
体系中によう素等の不純物が存在すると，以下の化学反応が生じ，OH ラジカルが OH－

となるため，OH ラジカルを介した式①の再結合反応を阻害し，水素分子の増加と同時に水

素原子の生成が減少する。水素原子の減少により式②の反応が減少することで過酸化水素

の加水分解が促進され，酸素の生成量が増大するものと考えられる。 
-- OHIOHI       式④ 

水中のよう素濃度を変化させた場合の酸素の発生割合を図 2 に示す。液相単相条件下に

おいて，よう素イオン濃度は炉心インベントリの 0～100%に相当する濃度とした。図 2 の

通り，水中のよう素イオン濃度が高いほど，吸収線量に対する酸素の発生割合が高い。 
なお，よう素以外の不純物として，ホウ素，鉄，銅を添加した場合の酸素の発生割合を図

3 に示す。図 3 の通り，不純物の添加による酸素の発生割合への影響は見られない。 
以上の結果から，よう素濃度に関して本評価における条件とほぼ同等の実験の結果から

求めた実効 G 値を用いることは妥当と考える。 
 
(2) 溶存水素濃度の影響 
液相中の水素濃度が増加すると，OH ラジカルを介した再結合反応が進み，その結果，水

素と酸素の生成量が減少すると考えられる。 
水中の水素濃度を変化させた場合の酸素の発生割合を図 4 に示す。液相単相条件下にお

いて，初期水素濃度は水-ジルコニウム反応割合が 0～50%で生成した場合の水素濃度に相

当する気相中濃度の気液平衡濃度とした。図 4 の通り，水中の水素濃度が高いほど，吸収線

量に対する酸素の発生割合が低い。 
したがって，水の放射線分解が進行し，液相中の水素濃度が上昇すると実効 G 値は徐々
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に減少すると考えられる。また，水-ジルコニウム反応によって発生する水素が液相中に溶

解し，液相中の水素濃度が上昇する場合にも実効 G 値は減少すると考えられる。 
よって，炉心損傷事故の状況としては比較的少ないと考えられる水-ジルコニウム反応割

合 5.5%に相当する溶存水素濃度の実験結果から求めた実効 G 値を用いることは妥当と考

える。 
 
(3) 初期酸素濃度の影響 
初期酸素濃度を変化させた場合の酸素の発生割合を図 3 に示す。図 3 の通り，初期酸素

濃度が高い程，吸収線量に対する酸素の発生割合が増加する傾向であるが，その変化は僅か

であり，初期酸素濃度数 vol%程度では酸素の発生割合に大きく影響するものではないと考

える。 
 
(4) 沸騰，非沸騰状態の影響 
非沸騰の場合には，水素及び酸素ガスが比較的長期間液相に滞在できるため，再結合反応

が起こりやすく，水素と酸素の生成量が減少すると考えられる。一方，液相が沸騰している

場合には，生成された水素及び酸素ガスがボイドに移行し短期間で気相に放出されるため，

再結合反応が非沸騰状態に比べ起こりにくく，水素と酸素の生成量が増加すると考えられ

る。 
沸騰状態における酸素濃度の変化を図 5 に示す。よう素イオン濃度を炉心インベントリ

の 50%に相当する濃度とし，初期水素濃度は水-ジルコニウム反応割合が 5.0%で生成した

場合の水素濃度に相当する気相中濃度の気液平衡濃度とした。図 5 の通り，沸騰状態であ

っても，吸収線量に対する酸素の発生割合は極めて低い。 
上記の結果に加え，本評価条件では，大部分の領域・期間が非沸騰状態であると考えられ

ることから，非沸騰状態の実効 G 値を採用することは妥当と考える。 
 
(5) 温度の影響 
温度を室温(25°C)から 70°C まで変化させた場合の酸素濃度の変化を図 6 に示す。図 6 の

とおり，温度が高くなるほど再結合反応が促進されるため，実効 G 値は小さくなる傾向と

なっている。また，オークリッジ国立研究所(ORNL)による照射試験[2]でも，図 7 のとおり，

温度依存性について同様の傾向が示されている 
本評価条件では，温度は室温を上回るため，室温での電共研の実験結果に基づく実効 G

値を用いることは保守的であり妥当と考える。 
 
(6) pH の影響 

pH を 4, 6.5, 10 とした場合の酸素濃度の変化を図 8 に示す。図 8 の通り，酸素の実効 G
値への pH の影響は小さいことが確認された。[1] これは，水素の再結合反応に pH が寄与し
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ないためと考えられる。 
以上の結果から、中性条件下の試験で求めた実効 G 値を用いることは妥当と考える。 

 
3．3 実効 G 値への不純物の影響についての電共研の追加実験結果[4] 
電共研「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研究」[4]では，電線被覆

材等に起因する有機物の影響について追加実験を行っており，有機物をエタノールで模擬

して液相中に添加し，酸素濃度の変化を測定している。実験結果は図 9, 10 のとおり，実効

G 値を低減する効果があることが確認されている。これは，エタノールは放射線場では OH
ラジカルと反応してエタノールラジカルとなり，還元剤として働いて酸素を消費する反応

に寄与するためである。 

OHCHOHCHOHOHCHCH 2323     式⑤ 

2323 HOCOHCHOCHOHCH       式⑥ 
その他の不純物と合わせて影響をまとめた結果を表 2 に示す。なお，通常の想定濃度範

囲では，OH ラジカルの反応速度の観点から，実効 G 値への影響はヨウ素イオンが支配的

となることから，ヨウ素イオンで不純物を代表させている。 
 
4．格納容器内の酸素・水素濃度の評価方法 
放射線分解を考慮した格納容器内の酸素・水素濃度の評価方法は次の通り。また，格納容

器内の酸素・水素濃度の評価の流れを図 11 に示す。 
・MAAP 解析から得られる各コンパートメントの窒素モル数から，格納容器の初期酸素

濃度を 3.5vol%としたときの酸素モル数と窒素モル数を計算する。 
・各コンパートメントにおける崩壊熱から，水の放射線分解による酸素発生量と水素発生

量を計算する。 
・上記を重ね合わせることにより，格納容器内の気相濃度を計算する。 
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表 1 各種パラメータが酸素の実効 G 値に与える影響 

パラメータ 
電共研の 
実験 

今回申請に 
おける評価 酸素の実効 G 値への影響と保守性 

吸収線量 ～1×104 Gy サプレッション・プ

ールでの吸収線量

は事象発生から約

1.4 時間後に 1×104 

Gy を超える。 

水素の実効 G 値は吸収線量が多いほど小さくなる

傾向があり，[1,2] 酸素の実効 G 値についても同様

の傾向であることを確認している。[1] 酸素濃度の

長期(7 日間)の推移を見る観点では，事故進展を考

えた上で事象発生から約 1.4 時間後の吸収線量に

相当する(1×104Gy)で求めた実効 G 値を用いるこ

とは，保守的であり妥当と考える。(図 1 参照) 
よう素放出割

合 
50% 
(立地審査指

針における

仮想事故条

件を設定) 

約 84% 水素の実効 G 値はよう素濃度が高いほど大きくな

る傾向があり，[1,3] 酸素の実効 G 値についても同

様の傾向であることを確認している。[1] しかしな

がら，図 2 を参照すると，左記の程度の割合の相

違であれば，G 値(測定データの傾き)に大きな違い

は表れないと考えられることから，今回申請にお

ける評価において，電共研の実験結果に基づく実

効 G 値を用いることは妥当と考える。 
水-ジルコニウ

ム反応割合(溶
存水素濃度) 

5.5% 約 16.6% 水素の実効 G 値は溶存水素濃度が高いほど小さく

なる傾向があり，[1,3] 酸素の実効 G 値についても

同様の傾向であることを確認している。[1]このこ

とから，水-ジルコニウム反応割合が小さい電共研

の実験結果に基づく実効 G 値を用いることは妥当

と考える。(図 4 参照) 
初期酸素濃度 1.5vol% 3.5vol% 初期酸素濃度が高いほど酸素の実効 G 値は大きく

なる傾向があるものの，その変化は僅かであり，初

期酸素濃度数 vol%程度では酸素の実効 G 値に大

きく影響するものではないと考える。(図 3 参照) [1] 
沸騰・非沸騰 非沸騰状態 炉内：沸騰状態 

サプレッション・プ

ール：非沸騰状態 

沸騰状態では酸素の実効 G 値はほぼ 0 となる傾向

がある。このことから，非沸騰状態での電共研の実

験結果に基づく実効 G 値を用いることは妥当と考

える。(図 5 参照)[1] 
温度 室温 室温以上 温度が高いほど，再結合反応が促進されるため実

効 G 値は小さくなる傾向がある。事故時には温度

は室温を上回るため，室温での電共研の実験結果

に基づく実効 G 値を用いることは保守的であり妥

当と考える。(図 6, 7 参照)[1,2] 
pH 中性 事故対応の中で変

動する可能性があ

る。 

酸素の実効 G 値に対する pH の影響は小さい。こ

のため，中性条件下の試験で求めた電共研の実験

結果に基づく実効 G 値を用いることは妥当と考え

る。(図 8 参照)[1] 
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表 2 よう素以外の不純物が酸素の実効 G 値に与える影響 

物質 発生原因 
シビアアクシデント環

境下における発生量 
酸素の実効 G 値への影響 

金属イオン等 
(Fe, Cu) 

炉内構造物 等 0 ～ 2 ppm 
(TMI-2 事故時の冷却材

中不純物濃度や BWR
プラント通常運転時に

おける金属濃度等の評

価を参考に設定) 

よう素存在条件下において，金属イオ

ン等(Fe, Cu, B)が添加された場合，OH
ラジカルと反応して酸素の実効 G 値は

僅かに大きくなるものの，顕著な影響

は見られないことを確認。[1] (図 3 参照) 

ホウ酸 制御棒材の酸

化，MCCI 時の

化学反応 

約 1×10-3 mol/l 
(格納容器内での想定発

生量と S/C 液相体積か

ら概算) 

水のpHに影響するが，pHの違いによ

る実効G値への影響は小さい。[1] 

コンクリート 主成分のSiO2, 
CaO, Al2O3, 
MgOなどが

MCCI時に放出 

安定な酸化物でエアロ

ゾルとして挙動し，水

にはほとんど溶けない 

安定な酸化物でエアロゾルとして挙動

し，水にはほとんど溶けないので，放

射線分解への影響は小さい。また，

MCCI時にCO2が発生し水のpHに影響

するが，pHの変化によるG値への影響

は小さい。[1,4] 
有機物 電線被覆材など

の熱分解や放射

線分解 

約1.1×10-6 mol/l 
(格納容器内での想定発

生量とS/C液相体積か

ら概算) 

酸素を消費する反応に寄与し，実効G
値を低減する。[4] 
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図 1 本評価における実効 G 値の設定根拠とした電共研の実験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(よう素濃度を変化させた場合) 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素
濃
度

(×
10

-4
 m

ol
/l)

 

気相中の O2濃度 
(液相換算) 

液相中の O2濃度 

気相中及び液相中の
O2濃度の和 G(O2) = 0.03 

試験条件 
初期水素濃度  ：水-ジルコニウム 

反応割合 5.5%相当 
初期酸素濃度  ：1.5vol%(気相中) 
初期よう素濃度 ：50%放出相当 
温度     ：室温 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素
濃
度
変
化
量

(×
10

-5
 m

ol
/l)

 

試験条件 
初期酸素濃度  ：3.5vol%(気相中) 
初期よう素濃度 ：0～100%(0～4.1×10-5 mol/l)放出相当 
温度     ：室温 

1 M = 1 mol/l 

[I－]0 = 1×10-4 M 
1.5×10-5 M 

6×10-6 M 

1.8×10-6 M 

6×10-7 M 

0 M(純水) 
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図 3 溶存酸素濃度及び不純物(Fe, Cu, B)の有無と吸収線量の関係 
(酸素濃度及び不純物(Fe, Cu, B)の添加量を変化させた場合) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(溶存水素濃度を変化させた場合) 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素
生
成
量

(×
10

-4
 m

ol
/l)

 
気相中の O2濃度 

(括弧内は液相中の濃度を示す。1 M = 1 mol/l) 

試験条件 
初期水素濃度  ：水-ジルコニウム反応割合 0%相当 
初期酸素濃度  ：0.5～3.0vol%(0.6～3.9×10-5 mol/l)相当 
初期よう素濃度 ：50%放出相当 
温度     ：室温 

初期酸素濃度：3.0vol% 
(3.9×10-5 mol/l) 

Fe, Cu, B を 2 ppm 添加 

初期酸素濃度：2.0vol% 
(2.7×10-5 mol/l) 

Fe, Cu, B を 1 ppm 添加 

初期酸素濃度：0.5vol% 
(0.6×10-5 mol/l) 

Fe, Cu, B 添加なし 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素

濃
度
変
化
量

(×
10

-5
 m

ol
/l)

 

試験条件 
初期水素濃度  ：水-ジルコニウム反応割合 

0～50%(0～6.7×10-4 mol/l)相当 
初期酸素濃度  ：3.5vol%(気相中) 
初期よう素濃度 ：50%放出相当 
温度     ：室温 

1 M = 1 mol/l 

[H2]0 = 0 M 

6.2×10-5 M 

1.5×10-4 M 

2.8×10-4 M 
3.9×10-4 M 
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図 5 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(沸騰状態) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(温度を変化させた場合) 
 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素

濃
度

(×
10

-4
 m

ol
/l)

 

気相中の O2濃度 
(液相換算) 

液相中の O2濃度 

気相中及び液相中
の O2濃度の和 G(O2) ≒ 0 

試験条件 
初期水素濃度  ：水-ジルコニウム 

反応割合 5.0%相当 
初期酸素濃度  ：2.0vol%(気相中) 
初期よう素濃度 ：50%放出相当 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素

濃
度

(×
10

-5
 m

ol
/l)

 

試験条件 
初期水素濃度  ：水-ジルコニウム 

反応割合 0.73%相当 
初期酸素濃度  ：3.5vol%(気相中) 
初期よう素濃度 ：50%放出相当 
温度     ：室温(25 °C～70 °C) 
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図 7 水素発生量と吸収線量の関係(温度を変化させた場合) - ORNL による試験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(pH を変化させた場合) 

吸収線量(×103 Gy) 

酸
素
濃
度

(×
10

-4
 m

ol
/l)

 

pH = 4 

pH = 6.5 

pH = 10 

試験条件 
初期水素濃度  ：水-ジルコニウム 

反応割合 0.67%相当 
初期酸素濃度  ：3.3vol%(気相中) 
初期よう素濃度 ：50%放出相当 
温度     ：室温(25 °C) 
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図 9 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(エタノール添加なし) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(エタノール添加あり)  
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図 11 水素・酸素濃度の評価フロー図 
 



 
添 3.4.3-1

添付資料 3.4.3 
安定状態について 

 
水素燃焼時の安定状態については以下のとおり。 
原子炉格納容器安定状態：本評価では，事象発生から約 20時間で代替原子炉補機冷却系

を接続し，代替循環冷却による原子炉格納容器除熱を実施す

る。これにより，7日後まで格納容器ベントを実施しない状態

で原子炉格納容器の機能を維持可能な事象進展となっている。 

【安定状態の維持について】 

本評価における格納容器ベントを実施しない状態を 7 日後以降も継続する場合，酸素

濃度は事象発生から約15日後にサプレッション・チェンバにおいて可燃限界に到達する。 

このため，事象発生から 7 日間が経過した以降も水素濃度及び酸素濃度を監視すると

ともに，状況に応じて酸素濃度の低減（可燃性ガス濃度制御系の運転等）を行い，原子炉

格納容器内が可燃限界の濃度に到達することを防止する。また，重大事故等対処設備以外

の設備の機能の復旧等も考慮し，格納容器圧力及び温度の低下操作や原子炉格納容器内

の窒素置換を試みる。これらの対応が困難であり，原子炉格納容器内の水素及び酸素濃度

が可燃限界に到達する場合については，格納容器ベントにより，その水素及び酸素濃度を

低減することにより安定状態を維持できる。 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響について(水素燃焼) 

 

表１ 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(水素燃焼) 

項目 
解析条件(初期条件，事故条件)の不確かさ 条件設定の 

考え方 

運転員等操作時間に 

与える影響 
評価項目となるパラメータに与える影響 

解析条件 最確条件 

初期

条件 

初期酸素濃度 3.5vol% 約 1～2vol% 

保安規定をもと

に設定(運転上

許容されている

値の上限) 

最確条件とした場合には初期酸素濃度が低くなるた

め，本評価事故シーケンスにおける格納容器内の酸素

濃度推移が低く抑えられるが，本評価事故シーケンス

においては格納容器内の酸素濃度を操作開始の起点と

した運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

最確条件とした場合には初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シ

ーケンスにおける格納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

事故

条件 

炉心内の金属

－水反応によ

る水素発生量 

全炉心内のジルコニ

ウムの約 16.6%が水

と反応して発生する

水素量 

事象進展による 
MAAP による評価

結果 

最確条件とした場合には水素発生量が変動する可能性

があるが，本評価事故シーケンスでは，水素発生量を

操作開始の起点としている運転員等操作はないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には水素発生量が変動する可能性がある。炉心内

の金属－水反応による水素発生量は，運転員等操作である低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水の操作開始時間に依存して変動するが，

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始時間については，

「3.1.2.3(2)b. 操作条件」にて解析上の操作開始時間と実態の操作

開始時間はほぼ同等と評価しており，炉心内の金属－水反応による水

素発生量に与える影響は小さい。 

水の放射線分

解による水素

及び酸素の発

生割合 

水素： 

0.06 分子/100eV 

酸素： 

0.03 分子/100eV 

水素： 

0.06 分子/100eV 

酸素： 

0.03 分子/100eV 

苛酷事故時にお

ける格納容器内

の条件を考慮し

て設定 

G 値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生

量が大幅に増加する場合，格納容器内の酸素濃度が可

燃領域又は爆轟領域となる可能性がある。その場合に

は，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベント系又は

代替格納容器圧力逃がし装置を使用し，格納容器内の

ガスを排出する必要がある。 

G 値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が大幅に増

加する場合，格納容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可

能性がある。その場合には，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベン

ト系又は代替格納容器圧力逃がし装置を使用し，格納容器内の気体を

排出することが可能であるため，評価項目となるパラメータに与える

影響はない 

(添付資料 3.4.1) 

添付資料 3.4.4 
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添付資料 3.4.5 
 

原子炉注水開始時間の評価結果への影響 
 
1. はじめに 
今回の評価では，運転操作手順書等を踏まえ，原子炉圧力容器への注水開始時刻を事象発

生から70分後としている。実際の事故対応においては原子炉圧力容器への注水開始時刻が

早まる可能性も想定されるが，この場合水素燃焼のリスクの観点では，原子炉圧力容器への

注水開始時刻が早まることでジルコニウム-水反応による水素発生量が抑制され，相対的に

酸素の濃度が高くなることで水素濃度及び酸素濃度がともに可燃限界に到達する可能性が

考えられる。ここでは原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まった場合を想定し，原子炉圧

力容器への注水開始時刻が評価結果に与える影響を確認した。 
 
2 .評価条件 
今回の申請において示した解析ケース(以下「ベースケース」という。)の評価条件に対す

る変更点は以下の通り。この他の評価条件は，ベースケースと同等である。 
・原子炉圧力容器への注水開始時刻を事象発生から30分後とした。30分は今後の更なる

事故対応能力の改善を見据えて設定した値である。 
・格納容器圧力制御の観点で評価上の必要が生じたため，D/Wスプレイの流量を155 m3/h
とした。D/Wスプレイの流量をベースケースの140 m3/hよりも増加させることで，水

蒸気の凝縮及びS/C気相部容積の低下が考えられるが，酸素濃度の評価の観点では保守

的な結果を与えると考えられる。 
 
3. 評価結果 
評価結果を図1から図4に示す。また，評価結果のまとめを表1に示す。各パラメータの推

移はベースケースとほぼ同等となり，事象発生から7日後の酸素濃度も5vol%未満となった。 
 
4. まとめ 
原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まることによる評価結果への影響を確認した結果，

評価項目となるパラメータである酸素濃度は，ベースケースと同等となった。このことから，

実際の事故対応においては原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まった場合においても水

素燃焼のリスクの観点での事故対応への影響は無い。 
 

以 上 
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表1 原子炉圧力容器への注水開始時刻の変更に伴う評価項目への影響 

項目 
原子炉圧力容器への注水開始時刻 

評価項目 感度解析 
(事象発生から30分後) 

ベースケース 
(事象発生から70分後) 

全炉心のジルコニウムの 
酸化割合 約 18.2% 約 16.6% 

－ 
ジルコニウム-水反応による 

水素発生量 約 625kg 約 570kg 

酸素濃度 
(ドライウェル) 

約 2.2vol% 
(事象発生から 168 時間後) 

約 2.3vol% 
(事象発生から 168 時間後) 

5vol%以下 
酸素濃度 

(サプレッション・チェンバ) 
約 3.6vol% 

(事象発生から 168 時間後) 
約 3.4vol% 

(事象発生から 168 時間後) 
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図 1 格納容器圧力の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2 格納容器温度の推移 

格
納
容
器
圧
力

(M
Pa

[g
ag

e]
) 

残留熱除去系配管破断による炉内蒸気の 
流入により，格納容器圧力が上昇 

ドライウェル 
サプレッション・チェンバ 

20 時間後，循環冷却による 
格納容器スプレイ(連続運転)に 
切り替えることで圧力が低下 

格納容器限界圧力 0.62MPa 

再冠水後，代替格納容器 
スプレイ間欠運転を開始 

事故後の時間(h) 

再冠水後，代替格納容器スプレイの 
間欠運転を開始することで温度が低下 

20 時間後，循環冷却による格納容器スプレイ 
(連続運転)に切り替えることで温度が低下 

ドライウェル 
サプレッション・チェンバ(気相部) 

格納容器限界温度 200 °C 

格
納
容

器
温

度
(°C

) 

残留熱除去系配管破断による炉内蒸気 
流入により，格納容器温度が上昇 

事故後の時間(h) 
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図 3 ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

事故後の時間(h) 
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ラ
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ェ
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) 

事故後の時間(h) 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度

(v
ol

%
) LOCA 後のブローダウンによって，D/W に存在する非凝縮性ガスが

水蒸気とともに S/C に送り込まれ，水蒸気がスクラビングによって凝

縮されることにより，S/C内は非凝縮性ガスの濃度が高い状態となる。

また，D/W が RPV からの水蒸気の放出によって加圧され，S/C より

も圧力が高い間は非凝縮性ガスが S/C に集中することとなる。 

ドライウェル(D/W)スプレイによって D/W の圧力が低下し，

この時点でサプレッション・チェンバ(S/C)との間の真空破壊

弁が開放されるため，S/C の気体が D/W に流入し，非凝縮

性ガスの濃度が上昇し始める。 

代替循環冷却による除熱

に伴い S/C 圧力が低下

し，S/C 液相部が沸騰 

(5vol%) 

(5vol%) 
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3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

3.5.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に至る可能性のあるプラント損

傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，TQUV，TQUX，LOCA，

長期 TB，TBU 及び TBP である。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，運転時の異常な過渡変化，

原子炉冷却材喪失事故又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等

の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられない場合には，原子炉圧力容器

内の溶融炉心が原子炉格納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって，

原子炉格納容器下部のコンクリートが浸食され，原子炉格納容器の構造材の支持機能を喪

失し，原子炉格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が落下する

時点で，原子炉格納容器下部に溶融炉心の冷却に十分な原子炉格納容器下部の水位及び水

量を確保し，かつ，溶融炉心の落下後は，格納容器下部注水系（常設）によって溶融炉心を

冷却することにより，原子炉格納容器の破損を防止するとともに，溶融炉心・コンクリート

相互作用による水素発生を抑制する。 

また，溶融炉心の落下後は，代替格納容器スプレイ冷却系による原子炉格納容器冷却及び

代替循環冷却又は格納容器圧力逃がし装置及び更なる信頼性向上の観点から設置する代替

格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器除熱を実施する。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，重大事故等対処設備による

原子炉注水機能についても使用できないものと仮定する。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」で想定される事故シーケンスに

対して，原子炉格納容器下部のコンクリートの浸食による原子炉圧力容器の支持機能喪失

を防止するため，格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水手段を整備する。 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，代替格納容器スプレイ

冷却系による原子炉格納容器冷却手段及び代替循環冷却による原子炉格納容器除熱手段又

は格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱手段を整備する。なお，これらの原

子炉圧力容器破損以降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モードによる原

子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の
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重大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)の

a から iに示している。このうち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1.(3)に示す fから hである。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モードによる原

子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以降の対応を含めた一連の

重大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す図

3.2.1 から図 3.2.4 に示している。このうち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対

策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す図 3.2.2 及び図

3.2.3 である。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要な要員と作業項目は「3.2 高

圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

 

3.5.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷状態を TQUV とし，事象進展が早く

炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗

を含まない「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失

敗）」である。ここで，逃がし安全弁再閉失敗を含まない事故シーケンスとした理由は，プ

ラント損傷状態が TQUV であるため，事故対応に及ぼす逃がし安全弁再閉の成否の影響は小

さいと考え，発生頻度の観点で大きい事故シーケンスを選定したためである。 

また，1.2.2.1(3)e に示す通り，プラント損傷状態の選定では，LOCA と TQUV を比較し，

LOCA の場合はペデスタルに冷却材が流入することで溶融炉心・コンクリート相互作用が緩

和される可能性等を考慮し，より厳しいと考えられる TQUV を選定した。 

なお，この評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」及

び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価事故シーケンスと同じ事故

シーケンスである。本格納容器破損モード及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材

相互作用」ではプラント損傷状態を TQUV とし，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱」ではプラント損傷状態を TQUX としており，異なるプラント状態を選定している。し

かしながら，どちらのプラント損傷状態であっても原子炉水位が有効燃料棒底部から有効

燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点で逃がし安全弁の手動開操作によって原子炉

を減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各

格納容器破損モードを，定められた一連の手順に従って防止することとなる。このことから，

これらの格納容器破損モードについては同じ事故シーケンスで評価する。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，

原子炉圧力容器における炉心損傷後の ECCS 注水(給水系・代替注水設備含む)，リロケーシ
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ョン，構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原子炉圧力容器破損，原子

炉圧力容器内 FP 挙動及び原子炉格納容器における炉心損傷後の原子炉圧力容器外 FCI(溶

融炉心細粒化)，原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達)，格納容器下部床面での溶融炉

心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水の伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コ

ンクリート分解及び非凝縮性ガス発生が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であるシビアアクシデント総合解析

コード MAAP により原子炉格納容器下部の壁面及び床面のコンクリートの浸食量等の推移を

求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価事故シーケン

スにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

有効性評価の条件は，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じで

ある。これに加え，初期条件の初期酸素濃度及び事故条件の水素ガス及び酸素ガスの発生割

合は，「3.4 水素燃焼」と同じである。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位，格納容器圧力，格納容器温度，

ドライウェル及びサプレッション・チェンバの気相濃度，サプレッション・チェンバ・プー

ル水位，格納容器下部水位，溶融炉心・コンクリート相互作用による原子炉格納容器床面及

び壁面の浸食量の推移を図3.5.1から図3.5.11に示す。 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

 

ｂ．評価項目等 

溶融炉心落下前の原子炉格納容器下部への水張り及び溶融炉心落下後の原子炉格納容

器下部への注水の継続によって，原子炉格納容器下部のコンクリートの浸食量は床面及

び壁面共に 0cm に抑えられ，原子炉格納容器下部の溶融炉心は適切に冷却される。 

原子炉格納容器下部壁面の浸食については，約 1.67m の厚さの内側鋼板及びコンクリ

ート部を貫通して，外側鋼板まで到達しない限り，原子炉圧力容器の支持機能は維持され

る。原子炉格納容器下部壁面のコンクリートの浸食量は 0cm に抑えられるため，原子炉圧

力容器の支持機能を維持できる。 

原子炉格納容器下部床面の浸食については，原子炉格納容器下部の床面のコンクリー

ト厚さが約 7.1m であり，原子炉格納容器下部床面のコンクリートの浸食量は 0cm に抑え

られるため，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 
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また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生は，原子炉格納容器下

部のコンクリートの浸食量が 0cm であるため，無視できる。このため，溶融炉心・コンク

リート相互作用による可燃性ガスの発生が格納容器圧力及び気相濃度に与える影響は無

い。なお，原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の本評価における水素濃度は，ドライ

ウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件で 13.4vol%以上，ドライ条件で 34.6vol%

以上となり，13vol%を上回る。一方，酸素濃度は水の放射線分解によって徐々に上昇する

ものの，事象発生から 7 日後（168 時間後）においても酸素濃度はウェット条件で約

2.1vol%，ドライ条件で約 2.6vol%であり，可燃限界である 5vol%を下回る。このため，原

子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは無い。 

その後は，原子炉格納容器下部に崩壊熱相当の流量での格納容器下部注水を継続して

行うことで，安定状態が確立し，また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 3.5.1） 

 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(8)の評価項

目について対策の有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)及び(2)の評価項目については「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」にて評価項目を満足することを確認している。また，

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(4)及び(5)の評価項目の評

価結果については「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」にて評価項目を満足することを確認している。 

なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)の評価項目につ

いては「3.4 水素燃焼」において，(7)の評価項目については「3.1 雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において，それぞれ選定された評価事故シー

ケンスに対して対策の有効性を確認しているが，溶融炉心が原子炉格納容器下部に落下

した場合については，本評価において，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(6)及び(7)の評価項目について対策の有効性を確認できる。 

 

3.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

溶融炉心・コンクリート相互作用では，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉注水機能

が喪失して炉心損傷に至り，溶融炉心が原子炉格納容器下部へ落下してコンクリートを浸

食することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から

12 時間程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考えられる

操作として，溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作及び溶融炉心

落下後の原子炉格納容器下部への注水操作とする。 
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ここで，本評価事故シーケンスの有効性評価における不確かさとしては，炉心溶融開始後

の溶融炉心の移動（リロケーション），初期水張りされた原子炉格納容器下部へ落下した溶

融炉心の粒子化，落下した溶融炉心の拡がり，溶融炉心から水への熱伝達及びコンクリート

浸食が挙げられる。炉心溶融開始後の溶融炉心の移動（リロケーション）に対しては，原子

炉圧力容器下鏡部温度を監視し，300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水張

りを行い，原子炉格納容器下部への溶融炉心の落下に対しては，原子炉格納容器下部の雰囲

気温度，格納容器圧力等を監視し，原子炉圧力容器破損を認知して原子炉格納容器下部への

注水を行うといった徴候を捉えた対応を図ることによって，溶融炉心を確実に冷却できる

ことを確認している。また，本評価事故シーケンスの評価では，溶融炉心から水への熱伝達

（上面熱流束）が本物理現象に対して影響が大きいことを踏まえて，上面熱流束に対する影

響評価を実施する。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析コー

ド及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確かさの影響

評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び炉心

下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されてい

る。本評価事故シーケンスにおいては，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉への注

水機能が喪失することを想定しており，最初に実施すべき操作は原子炉水位が有効燃

料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達した時点での原子炉減圧操作と

なり，燃料被覆管温度等によるパラメータを操作開始の起点としている操作ではない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，原子炉圧力容器下鏡部温度が

300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水張り操作，原子炉圧力容器破損

時点で原子炉格納容器下部への注水操作を実施するが，リロケーション開始時間に対

する感度は小さく，また，溶融炉心が炉心下部プレナムへリロケーションした際の原子

炉圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻であること及び原子炉圧力容器破損時の原子炉格

納容器圧力上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度及び原子炉圧力容

器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水張り操作及び原子

炉圧力容器破損時の原子炉格納容器下部への注水操作の開始に与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし
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て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である SAFER コードとの比較により，原子炉急速減圧後の水位上昇及び

蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されており，

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達する時間が

早まる可能性があるが，数分程度の差異であることから運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱伝達の不確

かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。ま

た，炉心崩壊に至る温度の感度解析により原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小

さいことが確認されている。リロケーションの影響を受ける可能性がある操作として

は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期

水張り操作があるが，溶融炉心が炉心下部プレナムへリロケーションした際の原子炉

圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度を操作

開始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水張り操作の開始に与える影響は

小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の不

確かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。

また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により，原子炉圧力容器

破損時間に対する感度が小さいことが確認されている。炉心下部プレナムでの溶融炉

心の熱伝達の不確かさの影響を受ける可能性がある操作としては，原子炉圧力容器下

鏡部温度が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部への初期水張り操作があるが，

溶融炉心が炉心下部プレナムへリロケーションした際の原子炉圧力容器下鏡部温度の

上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度を操作開始の起点としている

原子炉格納容器下部への初期水張り操作の開始に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさとして，制御

棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いるしきい値（最大ひずみ）に関する感度

解析より，最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破損時間が早まることが確

認されているが，原子炉圧力容器破損（事象発生から約 7時間後）に対して，十数分早

まる程度であること，また，原子炉圧力容器破損時の原子炉格納容器圧力上昇は急峻で

あり，原子炉格納容器下部への注水は中央制御室から速やかに実施可能な操作である

ことから，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部注水

操作の開始に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさとして，

溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数等の感度解析より，原子炉

圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクに与える感度が小さいこ

とが確認されている。また，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用に対する運
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転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器下部床面での溶融炉心の拡が

り及び溶融炉心と原子炉格納容器下部のプール水の伝熱の不確かさとして，エントレ

インメント係数，上面熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数の感度解析を

踏まえ，不確かさに関する感度解析パラメータを組合せたケースについて感度解析を

実施した。感度解析の結果，コンクリート浸食量に対して上面熱流束の感度が支配的で

あることが確認されているが，コンクリート浸食を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融炉心とコンクリート伝熱，コンクリート

分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさとして，ACE 及び SURC 実験解析より溶融炉心と

コンクリートの伝熱及びそれに伴うコンクリート浸食挙動について妥当に評価できる

ことが確認されている。また，溶融炉心とコンクリートの伝熱及び非凝縮性ガス発生に

対する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.5.2） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管

変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現

性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒ

ートアップ時の燃料被覆管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び炉心

下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は小さいことが確認されてお

り，また，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施されてい

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不確かさとし

て，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内の

モデルが精緻である SAFER コードとの比較により，原子炉急速減圧後の水位上昇及び

蒸気流出の継続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されており，

原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%上の位置に到達する時間が

早まる可能性があるが，数分程度の差異であること及び原子炉圧力容器破損時点で原

子炉格納容器下部に初期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱伝達の不確

かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，炉

心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は小さいこと

を確認しており，また，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが

実施されていることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
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炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の不

確かさとして，溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，

炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により，原子炉圧力容器破損

時間に対する感度が小さいことが確認されている。また，原子炉圧力容器破損時点で原

子炉格納容器下部に初期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさとして，制御

棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いるしきい値（最大ひずみ）に関する感度

解析より，最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容器破損時間が早まることが確

認されているが，原子炉圧力容器破損（事象発生から約 7時間後）に対して，早まる時

間はわずかであり，破損時間がわずかに早まった場合においても，原子炉格納容器下部

に初期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確かさとして，

エントレインメント係数の感度解析より，溶融炉心の細粒化割合がコンクリート浸食

に与える感度は小さいことが確認されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器下部床面での溶融炉心の拡が

り及び溶融炉心と原子炉格納容器下部のプール水の伝熱の不確かさとして，エントレ

インメント係数，上面熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数の感度解析を

踏まえ，コンクリートの浸食量について支配的な上面熱流束についての感度解析を実

施した。感度解析の結果，コンクリートの浸食量は床面で約 5cm，壁面で約 2cm に抑え

られ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。なお，本感度解析ケー

スでは，溶融炉心・コンクリート相互作用によって約 60kg の可燃性ガス及びその他の

非凝縮性ガスが発生するが，本評価においてもジルコニウム－水反応によって約

1400kg の水素が発生することを考慮すると，溶融炉心・コンクリート相互作用による

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生が，可燃性ガスの燃焼の可能

性に及ぼす影響について，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の

原子炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件

で 13.4vol%以上，ドライ条件で 34.6vol%以上となり，13vol%を上回る。このことから，

本感度解析において評価した，溶融炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃

性ガスの発生量を，本評価の結果に加えて気相濃度を評価しても，原子炉格納容器内で

の可燃性ガスの燃焼の可能性には影響しない。 

なお，溶融炉心・コンクリート相互作用によって生じる約 60kg の気体の内訳は，可

燃性ガスである水素が約 55kg，一酸化炭素が約 5kg，その他の非凝縮性ガスである二酸
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化炭素が 1kg 未満である。ジルコニウム－水反応によって発生する水素も考慮すると，

原子炉格納容器内に存在する可燃性ガスとしては水素が支配的であり，一酸化炭素及

び二酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，溶融炉心・コンクリート相互作用で

は酸素は発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスは原子炉

格納容器内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケースの溶融炉心・

コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガスの発生量を本評価の結果に加えて

気相濃度を評価する場合，原子炉格納容器内の酸素濃度は 3.5.2 (3) b にて示した酸

素濃度（ウェット条件で 2.1vol%，ドライ条件で 2.6vol%）以下になるものと考えられ

る。このため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは無い。 

（添付資料 3.5.2，3.5.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表3.2.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項

目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなること

から，原子炉水位の低下が緩やかになり，原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料

棒の長さの10%上の位置に到達した時点を操作開始の起点としている原子炉急速減

圧操作の開始が遅くなるため，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。また，

原子炉圧力容器破損に至るまでの事象進展が緩やかになり，原子炉圧力容器下鏡部

温度300℃到達を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への初期水張り操

作及び原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部への注

水操作の開始が遅くなるため，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条件の800kW/m2相当（圧力依存

あり）に対して最確条件は800kW/m2相当（圧力依存あり）であり，解析条件と最確条

件は同様であることから，事象進展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

初期条件のコンクリート以外の素材の扱いは，解析条件の「内側鋼板，外側鋼板は
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考慮する。リブ鋼板，ベント管は考慮しない」に対して最確条件は「コンクリート以

外の素材を考慮する」であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合に

はコンクリートより融点が高いリブ鋼板，ベント管の管内の水による除熱の効果に

より，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリート浸食が抑制される可能性

があるが，コンクリート浸食量を操作開始の起点としている運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.5.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度33GWd/tに対して最確条件

は平均的燃焼度約30GWd/tであり，本解析条件の不確かさとして，最確条件は解析条

件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギが小さく

なることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の溶融炉心からのプールへの熱流束は，解析条件の800kW/m2相当（圧力依

存あり）に対して最確条件は800kW/m2相当（圧力依存あり）であり，解析条件と最確

条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。コンクリート浸食量に対しては上面熱流束の感度が支配的であり，

実験で確認されている浸食面における浸食の不均一性等の影響を確認する観点から

感度解析を実施した。その結果，コンクリートの浸食量は床面で約5cm，壁面で約2cm

に抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。本感度解析ケ

ースでは，溶融炉心・コンクリート相互作用によって約60kgの可燃性ガス及びその他

の非凝縮性ガスが発生するが，本評価においてもジルコニウム－水反応によって約

1400kgの水素が発生することを考慮すると，溶融炉心・コンクリート相互作用による

可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生が，可燃性ガスの燃焼の

可能性に及ぼす影響について，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落

下後の原子炉格納容器内の水素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェ

ット条件で13.4vol%以上，ドライ条件で34.6vol%以上となり，13vol%を上回る。この

ことから，本感度解析において評価した，溶融炉心・コンクリート相互作用に伴って

発生する可燃性ガスの発生量を，本評価の結果に加えて気相濃度を評価しても，原子

炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼の可能性には影響しない。なお，溶融炉心・コン

クリート相互作用によって生じる約60kgの気体の内訳は，可燃性ガスである水素が

約55kg，一酸化炭素が約5kg，その他の非凝縮性ガスである二酸化炭素が1kg未満であ

る。ジルコニウム－水反応によって発生する水素も考慮すると，原子炉格納容器内に

存在する可燃性ガスとしては水素が支配的であり，一酸化炭素及び二酸化炭素の影

響は無視できる。 



3.5-11 
 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，溶融炉心・コンクリート相互作用

では酸素は発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスは原

子炉格納容器内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケースの溶融

炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガスの発生量を，本評価の結果

に加えて気相濃度を評価する場合，原子炉格納容器内の酸素濃度は3.5.2 (3) bにて

示した酸素濃度（ウェット条件で2.1vol%，ドライ条件で2.6vol%）以下になるものと

考えられる。このため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは

無い。 

初期条件のコンクリート以外の素材の扱いは，解析条件の「内側鋼板，外側鋼板は

考慮する。リブ鋼板，ベント管は考慮しない」に対して最確条件は「コンクリート以

外の素材を考慮する」であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合に

はコンクリートより融点が高いリブ鋼板，ベント管の管内の水による除熱の効果に

より，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリート浸食が抑制される可能性

があるため，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

事故条件について，MCCIの浸食深さを評価するにあたり，事故シーケンスを「大破

断LOCA+ECCS注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの評価条件と同様に重大事

故等対処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定した場合，

原子炉圧力容器破損のタイミングが早くなるため，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響

を確認する観点から感度解析を実施した。その結果，コンクリートの浸食量は床面で

約0.5cm，壁面で0cmに抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認

した。コンクリートの浸食量が僅かであることから，本評価における溶融炉心・コン

クリート相互作用による可燃性ガスの発生量は格納容器内の気相濃度に影響を与え

ない。このため，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの蓄積及び燃焼

による格納容器圧力への影響は無く，格納容器内の気体組成の推移は3.5.2 (3) bと

同じとなる。なお，本評価における原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃

度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，ウェット条件で13.4vol%以上，ドライ

条件で34.6vol%以上となり，13vol%を上回る。一方，酸素濃度はウェット条件で

2.1vol%以下，ドライ条件で2.6vol%以下であり，爆轟を防止可能な値である5vol%を

下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは無い。 

（添付資料3.5.2，3.5.3） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示
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す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作は，解

析上の操作時間として原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達した時点で開始（事

象発生から約3.7時間後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達するまでに事象発生から約3.7時間の時間

余裕があり，また，格納容器下部注水操作は原子炉圧力容器下鏡部温度を監視しなが

ら溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行を判断し，水張り操作を実施することとし

ており，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時間に与え

る影響は小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確か

さにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室の運転員とは別に現場

操作を行う運転員を配置しており，他の操作との重複もないことから，他の操作に与

える影響はない。 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への格納容器下部注水系（常設）

による注水操作は，解析上の操作時間として原子炉圧力容器破損後（事象発生から約

7.0時間後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉圧力容

器破損までに事象発生から約7.0時間の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後の原

子炉格納容器下部への注水操作は原子炉圧力，格納容器下部の雰囲気温度及び格納

容器圧力の傾向を監視しながら原子炉圧力容器破損を判断し，注水操作を実施する

こととしており，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，操作開始時

間に与える影響は小さい。 

（添付資料3.5.2） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への格納容器下部注水系（常設）

による注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解

析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

（添付資料3.5.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対
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策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器下部注水系（常設）による水張り操作については，

原子炉圧力容器下鏡部温度が300℃に到達するまでの時間は事象発生から約3.7時間あり，

また，原子炉格納容器下部注水操作は原子炉圧力容器下鏡部温度の上昇傾向を監視しなが

ら予め準備が可能である。また，原子炉圧力容器下鏡部温度300℃到達時点での中央制御室

における格納容器下部への注水操作の操作時間は約5分間である。溶融炉心落下前の格納容

器下部注水系（常設）による水張りは約2時間で完了することから，水張りを事象発生から

約3.7時間後に開始すると，事象発生から約5.7時間後に水張りが完了する。事象発生から約

5.7時間後の水張りの完了から，事象発生から約7.0時間後の原子炉圧力容器破損までの時

間を考慮すると，格納容器下部注水操作は操作遅れに対して1時間程度の時間余裕がある。 

操作条件の溶融炉心落下後の原子炉格納容器下部への格納容器下部注水系（常設）による

注水操作については，原子炉圧力容器が破損するまでの時間は事象発生から約7.0時間あり，

また，事前に原子炉格納容器下部へ水張りを行うことから，時間余裕がある。 

（添付資料3.5.2） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与え

る影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，

解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合に

おいても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラ

メータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.5.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じであ

ることから，必要な要員及び資源の評価は3.2.4と同じである。 

 

3.5.5 結論 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，運転時の異常な過渡変化，

原子炉冷却材喪失事故又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等

の安全機能の喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内

へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって，原子炉格納容器下部のコンクリー

トが浸食され，原子炉格納容器の構造部材の支持機能を喪失し，原子炉格納容器の破損に至

ることが特徴である。格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に対する格

納容器破損防止対策としては，格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水手段を

整備している。 
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格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，プラント損傷状態をTQUV

とし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を起因事象とし，逃

がし安全弁再閉失敗を含まない「過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却

失敗（＋デブリ冷却失敗）」を評価事故シーケンスとして有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部注水を実施する

ことにより，溶融炉心の冷却が可能である。その結果，侵食の不均一性等の不確かさを考慮

しても，コンクリートの浸食量は床面で約5cm，壁面で約2cmに抑えられ，原子炉格納容器の

構造材の支持機能を維持できる。また，安定状態を維持できる。 

（添付資料3.5.3） 

 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える

影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕

がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」において，格

納容器下部注水系（常設）による格納容器下部への注水等の格納容器破損防止対策は，選定

した評価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「溶融炉

心・コンクリート相互作用」に対して有効である。 



 

3.5-15 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.1 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.2 原子炉水位の推移 

  

シュラウド内水位 

シュラウド外水位 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

逃がし安全弁からの蒸気放出により原子炉水位が低下 

炉心下部プレナム水位 

炉心支持板の破損に伴って

炉心下部プレナム水が蒸発

し原子炉水位が低下 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器の破損 

リロケーションによる原子炉圧力上昇 

逃がし安全弁

開閉による原

子炉圧力制御 

逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧 

2.0MPa[gage] 

溶融炉心の状態変化に

より見かけ上の原子炉

水位が上昇している 

原
子
炉
圧
力 

（MPa[gage]） 

原
子
炉
水
位 

（m） 

炉心下部プレナムの水

は蒸発しているが，落下

した溶融炉心の堆積に

より，見かけ上の原子炉

水位が表示されている 

原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達した時

点で逃がし安全弁 2 個の開

放による原子炉減圧により

原子炉水位が低下 

原子炉圧力容器の破損に

より炉心下部プレナムの

原子炉冷却材が原子炉格

納容器下部に落下 



 

3.5-16 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.3 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.4 格納容器温度の推移 

  

事故後の時間（h） 

格
納
容
器
圧
力 

格納容器限界圧力 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格

納容器下部注水）への系統構成切替に伴

うスプレイ停止により格納容器圧力上昇 

逃がし安全弁 2 個の開放に

より格納容器圧力上昇 

原子炉圧力容器の破損及び原子炉格納容器下

部へのデブリ落下による格納容器圧力上昇 

事故後の時間（h） 

格
納
容
器
温
度 

サプレッション･チェンバ（気相） 

格納容器限界温度 

ドライウェル 

サプレッション･チェンバ（液相） 

（℃） 

（MPa[gage]） 

代替格納容器スプレイ等 

による格納容器圧力抑制 
代替循環冷却（格納容器スプ

レイ及び格納容器下部注水）

による格納容器圧力低下 

代替格納容器スプレイ等による格納容器温度抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ

及び格納容器下部注水）への系統

構成切替に伴うスプレイ停止に

より格納容器温度上昇 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器温度低下 
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図 3.5.5 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.6 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

  

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

炉心損傷により水素が原子炉圧力容器からサプレッ

ション・チェンバに流れ込み，真空破壊装置を介し

てドライウェル内に流入し，水素濃度が上昇 

※ 

炉心損傷により水素が原子炉圧力容

器からサプレッション・チェンバに

流れ込むため，水素濃度が上昇 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容

器下部への溶融炉心の落下に伴い生じ

る水蒸気によって水蒸気の濃度が上昇 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

※ 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容

器下部への溶融炉心の落下に伴い生じ

る水蒸気によって水蒸気の濃度が上昇 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
気
相
濃
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プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度 

（vol%） 

（vol%） 

原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の

水素濃度の最低値約 13.4vol%（7.8h） 

酸素可燃限界（5vol%） 

酸素可燃限界（5vol%） 
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図 3.5.7 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.8 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 

  

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

※ 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

※ 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
気
相
濃
度 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度 

（vol%） 

（vol%） 

原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の

水素濃度の最低値約 34.6vol%（7.2～9.0h） 

酸素可燃限界（5vol%） 

酸素可燃限界（5vol%） 
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図 3.5.9 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.10 格納容器下部水位の推移 

  

事故後の時間（h） 

原子炉圧力 

容器破損 

原子炉格納容器下部水位 

2m で注水停止 格
納
容
器
下
部
水
位 

（m）※ 

※ 格納容器下部床面を 0m とした。 
格納容器下部床面はサプレッション・ 

チェンバ床面より約 1.6m 高い 

代替格納容器スプレイ等による格納

容器圧力抑制に伴う水位変動 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納容器下

部注水）開始に伴いドライウェル及びサプレッシ

ョン・チェンバの差圧が拡がり，リターンライン

からサプレッション・チェンバに冷却材が流入 

ドライウェル及びサプレッション・

チェンバの差圧が縮小し，サプレッ

ション・チェンバ・プール水位と格

納容器下部水位がほぼ等しくなる 

事故後の時間（h） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位 

ベントライン 
（約 17m） 

真空破壊装置 
（約 14m） 

サプレッション･チェンバ 

※ サプレッション・チェンバ 

床面を 0m とした。 

（m） 
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図 3.5.11 格納容器下部壁面及び床面の浸食量の推移 

 

原子炉圧力容器破損後からの時間（h） 

原子炉格納容器下部床面及び壁面の浸食量（0cm） 
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融
炉
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添付資料 3.5.1 
安定状態について 

 
溶融炉心・コンクリート相互作用時の安定状態については以下のとおり。 
原子炉格納容器安定状態：溶融炉心・コンクリート相互作用による原子炉格納容器下部床

面及び壁面の浸食が停止し，浸食の停止を継続するための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれ

がない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

格納容器下部注水系（常設）による原子炉格納容器下部への崩壊熱相当量の注水を継続す

ることにより，溶融炉心・コンクリート相互作用による原子炉格納容器下部床面及び壁面

の浸食の停止を維持でき，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

代替循環冷却を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行うことにより，安定状

態後の更なる除熱が可能となる。 

安定状態後の措置に関する具体的な要件は以下のとおり。 

① 原子炉格納容器除熱機能として代替循環冷却使用又は残留熱除去系復旧による冷却

への移行 

② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系の復旧

及び原子炉格納容器内への窒素封入（パージ） 

③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等の復旧 

④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震力に対

する原子炉格納容器の頑健性の確保 

（添付資料 2.1.1 別紙 1） 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響について（溶融炉心・コンクリート相互作用） 

 

表１ 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（溶融炉心・コンクリート相互作用）（1/3） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出力

及び崩壊熱） 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モデル

の不確かさの影響はない 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータ

に与える影響」にて確認 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び

評価項目となるパラメータに与える影響」にて確認 

燃料棒内温度変化 

炉心モデル（炉心熱水力

モデル） 

溶融炉心の挙動モデル

（炉心ヒートアップ） 

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素発

生，炉心領域での溶融進展状態について，TMI 事故分

析結果と一致することを確認した 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチ

ャンネルボックスの温度変化について，測定データ

と良く一致することを確認した 

炉心ヒートアップ速度（燃料被覆管酸化が促進され

る場合）が早まることを想定し，仮想的な厳しい振

り幅ではあるが，ジルコニウム-水反応速度の係数を

2倍とした感度解析により影響を確認した 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに炉心溶融の開

始時刻への影響は小さい 

・下部プレナムへのリロケーション開始時刻への影

響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性及び CORA 実験について

の再現性が確認されている。炉心ヒートアップの感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆

管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び下部プレナムへのリロケーシ

ョン開始時間に対する感度は小さいことが確認されている。本評価事故シーケンスにお

いては，重大事故等対処設備を含む全ての原子炉への注水機能が喪失することを想定し

ており，最初に実施すべき操作は原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの

10%高い位置に到達した時点の減圧操作となり，燃料被覆管温度等によるパラメータを

操作開始の起点としている操作ではないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。また，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器下部へ

の初期水張り操作，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部への注水操作を実施

するが，リロケーション開始時間に対する感度は小さく，また，溶融炉心が下部プレナ

ムへリロケーションした際の原子炉圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻であること及び

原子炉圧力容器破損時の原子炉格納容器圧力上昇は急峻であることから，原子炉圧力容

器下鏡部温度及び原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下

部への初期水張り操作及び原子炉圧力容器破損時の原子炉格納容器下部への注水操作

の開始に与える影響は小さい 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての

再現性及び CORA 実験についての再現性が確認されている。

炉心ヒートアップの感度解析（ヒートアップ時の燃料被覆

管表面積感度解析）では，炉心溶融時間に対する感度及び

下部プレナムへのリロケーション開始時間に対する感度は

小さいことが確認されており，また，原子炉圧力容器破損

時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施されている

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い 

燃料棒表面熱伝達 

燃料被覆管酸化 

燃料被覆管変形 

沸騰・ボイド率変化 

炉心モデル（炉心水位計

算モデル） 

MAAP コードと SAFER コードの比較を行い，以下の傾

向を確認 

・MAAP コードでは CCFL を取り扱っていないこと等

から水位変化に差異が生じた 

・水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であり，そ

の後の注水操作による有効燃料棒頂部までの水位

回復時刻は両コードで同等である 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモデ

ルが精緻である SAFER コードとの比較により，急速減圧後の水位上昇及び蒸気流出の継

続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確認されており，原子炉水位が

有効燃料棒底部から有効燃料棒の長さの 10%高い位置に到達する時間が早まる可能性が

あるが，数分程度の差違であることから運転員等操作時間に与える影響は小さい 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）は原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である SAFER コード

との比較により，急速減圧後の水位上昇及び蒸気流出の継

続による水位低下についてより緩慢な挙動を示すことが確

認されており，原子炉水位が有効燃料棒底部から有効燃料

棒の長さの 10%高い位置に到達する時間が早まる可能性が

あるが，数分程度の差違であること，原子炉圧力容器破損

時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施されている

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い 

気液分離（水位変

化）・対向流 
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表１ 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（溶融炉心・コンクリート相互作用）（2/3） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子炉圧

力容器

（炉心損

傷後） 

ＥＣＣＳ注水（給水

系・代替注水設備含

む） 

安全系モデル（非常用炉

心冷却系） 

安全系モデル（代替注水

設備） 

保守的な注水特性を入力値に用いており，解析モ

デルの不確かさの影響はない 

実機注水設備能力に対して，解析コードでは注入流量を少なめに与えるた

め，実際には解析より多く注水されることから原子炉水位の回復は早くな

る可能性があるが，本事象では原子炉への注水に期待しないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない 

注水特性は，それぞれの系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流量の

関係を入力する。実機設備に対して注入流量を少なめに与えるため，有効

性評価解析では燃料被覆管温度を高めに評価するが，本事象では原子炉へ

の注水に期待しないことから，解析コードの不確かさが評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない 

リロケーション 

溶融炉心の挙動モデル

（リロケーション） 

・TMI 事故解析における炉心損傷挙動について，

事故分析結果と一致することを確認 

・リロケーションが早まることを想定し，炉心損

傷に至る温度を低下させた感度解析により

TQUV，大破断 LOCA シーケンスのいずれについて

も，炉心溶融時刻，原子炉圧力容器の破損時刻

への影響が小さいことを確認した 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。ま

た，炉心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する

感度は小さいことが確認されている。リロケーションの影響を受ける可能

性がある操作としては，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時

点で原子炉格納容器下部への初期水張り操作があるが，溶融炉心が下部プ

レナムへリロケーションした際の原子炉圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻

であることから，原子炉圧力容器下鏡部温度を操作開始の起点としている

原子炉格納容器下部への初期水張り操作の開始に与える影響は小さい 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，炉

心崩壊に至る温度の感度解析より原子炉圧力容器破損時間に対する感度は

小さいことを確認しており，また，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納

容器下部に初期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい 構造材との熱伝達 

下部プレナムでの溶

融炉心の熱伝達 

溶融炉心の挙動モデル

（下部プレナムでの溶融

炉心挙動） 

・TMI 事故解析における下部プレナムの温度挙動に

ついて，TMI 事故分析結果と一致することを確認

した 

・下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの

間の限界熱流束，下部プレナムギャップ除熱量

に係る係数に対する感度解析を行い，原子炉圧

力容器破損時期等の事象進展に対する感度は小

さいことを確認した 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されている。ま

た，下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により，原子炉圧

力容器破損時間に対する感度が小さいことが確認されている。下部プレナ

ムでの溶融炉心の熱伝達の不確かさの影響受ける可能性がある操作として

は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達した時点で原子炉格納容器

下部への初期水張り操作があるが，溶融炉心が下部プレナムへリロケーシ

ョンした際の原子炉圧力容器下鏡部温度の上昇は急峻であることから，原

子炉圧力容器下鏡部温度を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部

への初期水張り操作の開始に与える影響は小さい 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性が確認されており，下

部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する感度解析により，原子炉圧力容器

破損時間に対する感度が小さいことが確認されている。また，原子炉圧力

容器破損時点で原子炉格納容器下部に初期水張りが実施されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉圧力容器破損 

溶融炉心の挙動モデル

（原子炉圧力容器破損モ

デル） 

原子炉圧力容器破損に影響するパラメータとし

て，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定

に用いる最大ひずみ（しきい値）に対する感度解

析を行い，原子炉圧力容器破損が約 13 分早まるこ

とを確認した 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いるしきい値（最大ひず

み）に関する感度解析より，最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容

器破損時間が早まることが確認されているが，原子炉圧力容器破損（事象

発生から約 7時間後）に対して，十数分早まる程度であること，また，原

子炉圧力容器破損時の原子炉格納容器圧力上昇は急峻であり，原子炉格納

容器下部への注水は中央制御室から速やかに実施可能な操作であることか

ら，原子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている原子炉格納容器下部

への注水操作の開始に与える影響は小さい 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いるしきい値（最大ひず

み）に関する感度解析より，最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容

器破損時間が早まることが確認されているが，原子炉圧力容器破損（事象

発生から約 7時間後）に対して，早まる時間はわずかであり，破損時間が

わずかに早まった場合においても，原子炉格納容器下部に初期水張りが実

施されていることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉圧力容器内 FP

挙動 

核分裂生成物（FP）挙動

モデル 

PHEBUS-FP 実験解析により，FP 放出の開始時間を

良く再現できているものの，FP 放出が顕著になる

実験開始後約 11,000 秒以降は，燃料被覆管温度を

高めに評価することにより，急激な FP 放出を示す

結果となった。ただし，この原因は実験の小規模

な炉心体系の模擬によるものであり，実機の大規

模な体系においてこの種の不確かさは小さくなる

と考えられる 

原子炉圧力容器内 FP 挙動と本事象に対する運転員等操作の関連はないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない 

原子炉圧力容器内 FP 挙動と MCCI による浸食深さに関連はないことから，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

  



 添 3.5.2-3

表１ 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（溶融炉心・コンクリート相互作用）（3/3） 

【MAAP】 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

原子炉

格納容

器（炉

心損傷

後） 

原子炉圧力容器外 FCI

（溶融炉心細粒化） 

溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融炉心挙動） 

原子炉圧力容器外 FCI 現象に関する項目として細粒化モデル

におけるエントレインメント係数，冷却水とデブリ粒子の伝

熱について，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作

用」をベースとする感度解析を行い，原子炉圧力容器外 FCI に

よって生じる圧力スパイクへの感度が小さいことを確認した 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用に対する運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確か

さとして，エントレインメント係数の感度解析より，溶融炉心の細粒化割合

がコンクリート浸食に与える感度は小さいことが確認されていることから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 
原子炉圧力容器外 FCI

（デブリ粒子熱伝達） 

格納容器下部床面での

溶融炉心の拡がり 

MAAP コードでは溶融炉心の拡がり実験や評価に関する知見に

基づき，落下した溶融炉心は床上全体に均一に拡がると仮定

し，それを入力で与えている 

コンクリート浸食を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

炉心損傷後の原子炉格納容器における格納容器下部床面での溶融炉心の拡

がり及び溶融炉心と格納容器下部プール水の伝熱の不確かさとして，エン

トレインメント係数，上面熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係

数の感度解析を踏まえ，コンクリートの浸食量について支配的な上面熱流

束についての感度解析を実施した結果，コンクリートの浸食量は床面で約

5cm，壁面で約 2cm に抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できるこ

とを確認した 

（添付資料 3.5.3 参照） 

溶融炉心と格納容器下

部プール水の伝熱 

MCCI 現象への影響の観点で，伝熱の不確かさは，床上に堆積

した溶融炉心温度に大きく影響し，コンクリート浸食量に大

きく影響する。 

溶融炉心とコンクリー

トの伝熱 

コンクリート分解及び

非凝縮性ガス発生 
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表２ 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（溶融炉心・コンクリート相互作用）（1/2） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 
原子炉熱出力 3,926MWt 

3,924MWt 以下 

（実績値） 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮した運転管理

目標値を参考に最確条件を包絡できる条件

を設定 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場

合の運転員等操作時間への影響は，原子炉停止後の崩壊熱にて説明する 

最確条件とした場合には原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確条件とし

た場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，原子炉停止後の崩壊熱

にて説明する 

原子炉圧力 7.07MPa[gage] 
約 7.05～7.12MPa[gage] 

（実測値） 
定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，原

子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に及ぼす影響はなく，運

転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため事象進展に影響はなく，評

価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート

下端から+119cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート下端か

ら約+118cm～約+120cm） 

（実測値） 

通常運転時の原子炉水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆ

らぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，スクラム 10

分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるのに対してゆらぎによ

る水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象進展に及ぼす

影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さい。例えば，スク

ラム 10 分後の原子炉水位の低下量は通常運転水位－約 4m であるのに対して

ゆらぎによる水位低下量は－約 10mm であり非常に小さい。したがって，事象

進展に影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

炉心流量 
52,200t/h 

（定格流量（100%））  

定格流量の約 91～約 110% 

（実測値） 
定格流量として設定 

事象発生後早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に及ぼす

影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

事象発生後早期に原子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に及

ぼす影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

燃料 9×9燃料（A型） 装荷炉心ごと 

9×9燃料（A型）と 9×9燃料（B型）は，熱

水的な特性はほぼ同等であり，その他の核的

特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保

守性に包含されることから，代表的に9×9燃

料（A型）を設定 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，それらの混

在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，事象進展に及ぼ

す影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，9×9燃料の A型又は B型の炉心となるか，それら

の混在炉心となるが，両型式の燃料の熱水力特性はほぼ同等であり，炉心冷

却性に大きな差は無いことから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい 

原子炉停止後の崩壊熱 燃焼度 33GWd/t 
平均的燃焼度約 30GWd/t 

（実績値） 

サイクル末期の燃焼度のばらつきを考慮し，

10％の保守性を確保することで，最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気

量は少なくなることから，原子炉水位の低下が緩やかになり，有効燃料棒底部か

ら有効燃料棒の長さの 10％高い位置到達を操作開始の起点としている原子炉急

速減圧操作の開始が遅くなる。また，原子炉圧力容器破損に至るまでの事象進展

が緩やかになり，原子炉圧力容器下鏡部温度 300℃到達を操作開始の起点として

いる原子炉格納容器下部への初期水張り操作及び原子炉圧力容器破損を操作開

始の起点としている原子炉格納容器下部への注水操作の開始が遅くなる 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心

の持つエネルギーが小さくなることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる 

格納容器容積（ドライ

ウェル） 
7,350m3 

7,350m3 

（設計値） 

ドライウェル内体積の設計値（全体積から内

部機器及び構造物の体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，運転員等操

作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

格納容器容積（ウェッ

トウェル） 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

空間部：5,960m3 

液相部：3,580m3 

（設計値） 

ウェットウェル内体積の設計値（内部機器及

び構造物の体積を除いた値）を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，運転員等操

作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

サプレッション・チェ

ンバ・プール水位 
7.05m（NWL） 

約 7.01m～約 7.08m 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プ

ール水位として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆ

らぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱容量は通常水位時

に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約 3600m3相当

分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m 分）の熱容量は

約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程度と非常に小さい。

したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は

小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎによるサプレッション・チェンバ・プール水位低下分の熱容量は通常

水位時に対して非常に小さい。例えば，通常水位時（7.05m）の熱容量は約

3600m3 相当分であるのに対して，ゆらぎによる水位低下分（通常水位-0.04m

分）の熱容量は約 20m3相当分であり，その低下割合は通常水位時の約 0.6%程

度と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響はなく，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい 

サプレッション・チェ

ンバ・プール水温 
35℃ 

約 30℃～35℃ 

（実測値） 

通常運転時のサプレッション・チェンバ・プ

ール水温の上限値を，最確条件を包絡できる

条件として設定 

運転員等操作としては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポンプによる

格納容器下部注水操作の開始となるが，本パラメータによる影響を受けることは

なく，運転員等操作時間に与える影響はない 

MCCI の浸食深さという観点では，直接的な影響はなく評価項目となるパラメ

ータに与える影響はない 

格納容器圧力 5.2kPa 
約 3kPa～約 7kPa 

（実測値） 
通常運転時の格納容器圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，ゆ

らぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生から圧

力容器破損までの圧力上昇率（平均）は約 7時間で約 470kPa であるのに対して，

ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，事象進展

に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与える影響は小さい 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎによる格納容器圧力の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生

から圧力容器破損までの圧力上昇率（平均）は約 7時間で約 470kPa であるの

に対して，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい 

格納容器温度 57℃ 
約 30℃～約 60℃ 

（実測値） 
通常運転時の格納容器温度として設定 

運転員等操作としては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給水ポンプによる

格納容器下部注水操作の開始となることから本パラメータによる影響を受ける

ことはなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，

ゆらぎによる格納容器温度の上昇に与える影響は小さい。例えば，事象発生

から圧力容器破損までの圧力上昇量は約 7 時間で約 50kPa であるのに対し

て，ゆらぎによる圧力上昇量は約 2kPa であり非常に小さい。したがって，事

象進展に影響は小さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

真空破壊装置 

3.43kPa（ドライウェル

－サプレッション・チ

ェンバ間差圧） 

3.43kPa（ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ間差

圧）（設計値） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，運転員等操

作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 
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表２ 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（溶融炉心・コンクリート相互作用）（2/2） 

項目 
解析条件（初期条件，事故条件）の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初期

条件 外部水源の

温度 

50℃（事象開始 12 時間以降は

45℃，事象開始 24 時間以降は

40℃） 

約 30℃～約 50℃ 

（実測値） 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に最確条件を

包絡できる条件を設定 

運転員等操作としては下部ヘッドの温度上昇を起点とする補給

水ポンプによる格納容器下部注水操作の開始となることから本

パラメータによる影響を受けることはなく，運転員等操作時間に

与える影響はない 

外部水源の温度が低い場合，MCCI の浸食深さという観点では溶融炉心か

らの上面熱流束による除熱が促進されるため，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる 

外部水源の

容量 
約 21,400m3 

21,400m3以上 

（淡水貯水池水量＋

復水貯蔵槽水量） 

淡水貯水池及び通常運転中の復水貯蔵槽の水

量を参考に，最確条件を包絡できる条件を設

定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも水源容量の余裕は大き

くなる。また，事象発生 12 時間後からの消防車による補給によ

り復水貯蔵槽は枯渇しないことから，運転員等操作時間に対する

影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用値を参考に，最確

条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量の余裕は大き

くなる。また，事象発生直後から最大負荷運転を想定しても燃料

は枯渇しないことから，運転員等操作時間に対する影響はない 

－ 

溶融炉心か

らプール水

への熱流束 

800kW/m2相当 

（圧力依存あり） 

800kW/m2相当 

（圧力依存あり） 

過去の知見に基づき事前水張りの効果を考慮

して設定 
最確条件は解析条件で設定している熱流束と同等であるが，コン

クリート浸食量を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 

コンクリート浸食量に対しては上面熱流束の感度が支配的であり，実験で

確認されている浸食面における浸食の不均一性等の影響を確認する観点

から感度解析を実施した。その結果，コンクリートの浸食量は床面で約

5cm，壁面で約 2cm に抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる

ことを確認した 

（添付資料 3.5.3 参照） 

コンクリー

トの種類 
玄武岩系コンクリ―ト 

玄武岩系コンクリ―

ト 
使用している骨材の種類から設定 

コンクリー

ト以外の素

材の扱い 

内側鋼板，外側鋼板は考慮する 

リブ鋼板，ベント管は考慮しない 

コンクリート以外の

素材を考慮する 

リブ鋼板についてはコンクリートによって周

囲を囲まれており，コンクリートよりも融点

が高いことから保守的に考慮しない 

ベント管については管内の水による除熱効果

が考えられるが，保守的にこれを考慮しない 

最確条件とした場合にはコンクリートより融点が高いリブ鋼板，

ベント管の管内の水による除熱の効果により，溶融炉心・コンク

リート相互作用によるコンクリート浸食が抑制される可能性が

あるが，コンクリート浸食量を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合にはコンクリートより融点が高いリブ鋼板，ベント管

の管内の水による除熱の効果により，溶融炉心・コンクリート相互作用に

よるコンクリート浸食が抑制される可能性があるため，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕は大きくなる 

事故

条件 

起因事象 全給水喪失 － 原子炉水位の低下の観点で厳しい事象を設定 

起因事象として LOCA 等の原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失を仮

定した場合，原子炉圧力容器破損のタイミングは早くなるが，代

表プラントに対する解析では大破断LOCAとTQUVの破損時間は約

1時間以内の差であり，この程度の挙動の差が運転員等操作時間

に対して影響を与えることはない 

MCCI の浸食深さを評価するにあたり，事故シーケンスを「大破断

LOCA+ECCS 注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの評価条件と同様

に重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使用できないも

のと仮定した場合，原子炉圧力容器破損のタイミングは早くなるため，溶

融炉心落下時の崩壊熱の影響を確認する観点から感度解析を実施した。そ

の結果，コンクリートの浸食量は床面で約 0.5cm，壁面で 0cm に抑えられ，

原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した 

また，LOCA においては原子炉格納容器下部への原子炉冷却材の流入が生

じることから，事前水張りの効果によるデブリ落下時の熱流束の向上とい

う点で，原子炉格納容器下部への注水操作に対する重要度が低くなる 

（添付資料 3.5.3 参照） 

安全機能の

喪失に対す

る仮定 

高圧注水機能，低圧注水機能 

低圧代替注水系（常設）機能喪失 
－ 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び

高圧炉心注水系の機能喪失を，低圧注水機能

として低圧注水系及び低圧代替注水系（常設）

の機能喪失を設定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 

本評価事故シーケンスへの事故対応に用いる

設備は非常用高圧母線に接続されており，非

常用ディーゼル発電機からの電源供給が可能

であるため，外部電源の有無は事象進展に影

響を与えないが，非常用ディーゼル発電機に

期待する場合の方が資源の観点で厳しいこと

を踏まえ，外部電源なしとして設定 

機器

条件 

原子炉スク

ラム信号 

事象発生と同時に原子炉スクラ

ム 

事象発生と同時に原

子炉スクラム 

事象発生と同時に原子炉スクラムするものと

して設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 

逃がし安全

弁 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし弁機能 

7.51～7.86MPa[gage] 

363～380 t/h/個 

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設計値を設定 
解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 

自動減圧機能付き逃がし安全弁

の 2個開による原子炉急速減圧 

自動減圧機能付き逃

がし安全弁の2個開に

よる原子炉急速減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく蒸気流量及び

原子炉圧力の関係から設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はな

く，運転員等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 
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表３ 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（溶融炉心・コンクリート相互作用） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与える

影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
解析上の操作開始時間 

解析上の操作

開始時間 
条件設定の考え方 

操作

条件 

溶融炉心

落下前の

格納容器

下部注水

系（常設）

による水

張り操作 

原子炉圧力容

器下鏡部温度

が300℃に到達

した時点で開

始。 

90m3/h で 2 時

間注水し，格納

容器下部に水

位 2m の水張り

を行う（事象発

生から約 3.7

時間後） 

炉心損傷後の原子

炉圧力容器破損に

よる溶融炉心・コ

ンクリート相互作

用の影響緩和を考

慮し設定 

【認知】 

格納容器下部への注水操作は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達したことを確認して開始するが，損

傷炉心への注水による冷却性を確認するため，原子炉圧力容器下鏡部温度は継続監視しており，認知に大幅

な遅れが生じることは考えにくい。よって，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

格納容器下部への注水操作は，中央制御室にて操作を行う運転員（中央制御室）と現場にて操作を行う運転員

（現場）を各々配置しており，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室から操作現場である廃棄物処理建屋地下 3 階までのアクセスルートは，コントロール建屋のみで

あり，通常 5分間程度で移動可能であるが，余裕を含めて 10 分間の移動時間を想定している。また，アクセ

スルート上にアクセスを阻害する設備はなく，よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

中央制御室における格納容器下部への注水操作は，復水補給水系の 2 弁の開操作による注水であり，制御盤

のスイッチによる操作のため 1 操作に 1 分間を想定し，合計 2 分間であり，それに余裕時間を含めて操作時

間 5分間を想定している。格納容器下部への注水量調整は，制御盤の操作スイッチにて弁の開度調整を行い，

約 2時間の注水で格納容器下部に水位 2m の水張りを行うが，水張り中の操作は適宜流量を監視し，流量調整

をするのみであるため，操作開始時間に与える影響はなし。運転員（現場）は，廃棄物処理建屋地下 3階の手

動弁について，2 個の操作に上述の移動時間を含めて 30 分の操作時間を想定しており，時間余裕を確保して

いる。これらの操作は，原子炉圧力容器下鏡部温度が 300℃に到達する前に事前に準備可能なことから，操作

開始時間に与える影響はなし 

【他の並列操作有無】 

格納容器下部への注水操作時に，当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える

影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのた

め誤操作により操作時間が長くなる可能性は低い。また，現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため

2人 1組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，誤操作により操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉圧力容器下鏡部温度

が 300℃に到達するまでに事

象発生から約 3.7時間の時間

余裕があり，また，格納容器

下部注水操作は原子炉圧力

容器下鏡部温度を監視しな

がら溶融炉心の下部プレナ

ムへの移行を判断し，水張り

操作を実施することとして

おり，実態の操作開始時間は

解析上の設定とほぼ同等で

あり，操作開始時間に与える

影響は小さい。 

当該操作は，解析コード及び

解析条件（操作条件を除く）

の不確かさにより操作開始

時間は遅れる可能性がある

が，中央制御室の運転員とは

別に現場操作を行う運転員

を配置しており，他の操作と

の重複もないことから，他の

操作に与える影響はない 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

原子炉圧力容器下鏡部温度が

300℃に到達するまでの時間は事

象発生から約 3.7 時間あり，ま

た，格納容器下部注水操作は原子

炉圧力容器下鏡部温度の上昇傾

向を監視しながら予め準備が可

能である。また，原子炉圧力容器

下鏡部温度 300℃到達時点での

中央制御室における格納容器下

部への注水操作の操作時間は約

5分間である。溶融炉心落下前の

格納容器下部注水系（常設）によ

る水張りは約 2 時間で完了する

ことから，水張りを事象発生から

約 3.7 時間後に開始すると，事象

発生から約 5.7 時間後に水張り

が完了する。事象発生から約 5.7

時間後の水張り完了から，事象発

生から約 7.0 時間後の原子炉圧

力容器破損までの時間を考慮す

ると，格納容器下部注水操作は操

作遅れに対して 1 時間程度の時

間余裕がある 

中央制御室に

おける操作の

ため，シミュレ

ータにて訓練

実績を取得。訓

練では，原子炉

圧力容器下鏡

部温度が300℃

に到達後，約 3

分間で格納容

器下部注水系

（常設）による

水張り操作を

開始。想定で意

図している運

転操作が実施

可能なことを

確認した 

溶融炉心

落下後の

格納容器

下部への

注水操作

（崩壊熱

相当の注

水） 

原子炉圧力容

器破損後（約

7.0 時間後） 

炉心損傷後の原子

炉圧力容器破損に

よる溶融炉心・コ

ンクリート相互作

用の影響緩和を考

慮し設定 

【認知】 

溶融炉心が格納容器下部に落下した後に格納容器下部へ崩壊熱相当の注水を行うが，溶融炉心の落下は，原

子炉圧力容器下鏡部温度及び格納容器圧力の監視により認知可能である。これらパラメータは原子炉圧力容

器破損判断のため継続監視しており，認知に大幅な遅れが生じることは考えにくい。よって，認知遅れにより

操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に与える影響

はなし 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

格納容器下部注水系の流量調整は，復水補給水系流量系（原子炉格納容器）の指示を監視しながら制御盤の操

作スイッチにて弁の開度調整を行い，適宜実施する。また，事前に格納容器下部へ水張りを行っていることか

ら，時間余裕がある 

【他の並列操作有無】 

当該操作時に，中央制御室の運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため誤操作等に

より操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉圧力容器破損までに

事象発生から約 7.0時間の時

間余裕があり，また，溶融炉

心落下後の格納容器下部へ

の注水操作は原子炉圧力，原

子炉原子炉格納容器下部空

間部温度及び格納容器圧力

の傾向を監視しながら原子

炉圧力容器破損を判断し，注

水操作を実施することとし

ており，実態の操作開始時間

は解析上の設定とほぼ同等

であり，操作開始時間に与え

る影響は小さい 

実態の操作開

始時間は解析

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

原子炉圧力容器破損するまでの

時間は事象発生から約 7.0 時間

あり，また，事前に格納容器下部

へ水張りを行うことから，時間余

裕がある 

中央制御室に

おける操作の

ため，シミュレ

ータにて訓練

実績を取得。訓

練では，条件成

立を前提とし

て約 3 分間で

格納容器下部

注水系（常設）

による注水操

作を開始。想定

で意図してい

る運転操作が

実施可能なこ

とを確認した 
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添付資料 3.5.3 

 

溶融炉心の崩壊熱及び溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に考慮する場合の 

原子炉格納容器下部のコンクリートの浸食量及び 

溶融炉心・コンクリート相互作用によって発生する非凝縮性ガスの影響評価 

 

1. 評価の目的 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）では，プラント損傷

状態を TQUV としており，溶融炉心から原子炉格納容器下部のプール水への熱流束の評価では熱

流束の格納容器圧力への依存性を考慮している。これは，より厳しいプラント損傷状態を設定

し，より現実的に溶融炉心からの除熱量を評価する観点で設定したものである。一方，プラント

損傷状態が LOCA の場合，TQUV の場合よりも早く原子炉圧力容器が破損に至ることを確認してい

る。これらの影響を包絡して確認する観点から，溶融炉心のプール水への熱流束及び崩壊熱をよ

り保守的に設定し，コンクリートの浸食量に対する感度を確認した。 

 

2. 評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下の通り。この他の評価条件は，ベースケースと

同等である。 

(1) 溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合 

・事故シーケンスを「大破断LOCA+ECCS注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの評価条

件と同様に重大事故等対処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定

する場合，事象発生直後から原子炉冷却材が原子炉格納容器内に流出するため，原子炉圧

力容器破損までの時間が約6.4時間となる。これを踏まえ，起因事象の不確かさを保守的に

考慮するため，溶融炉心の崩壊熱を事象発生から6時間後の値とした。 

(2) 溶融炉心の崩壊熱及びプール水への熱流束を保守的に考慮する場合 

・(1)の条件設定に加え，原子炉格納容器下部に落下した後の溶融炉心からプール水への熱流

束を800kW/m2とした。これは，Kutateladze型の水平平板限界熱流束相関式において大気圧

状態を想定した場合，溶融炉心からプール水への熱流束が800kW/m2程度であることを考慮

し，保守的に設定した値である。なお，ベースケースでは溶融炉心からプール水への熱流

束を800kW/m2相当（圧力依存有り）としている。ベースケースにおける圧力容器破損後の格

納容器圧力は，約0.4MPa以上で制御されていることから，ベースケースにおける溶融炉心

からプール水への熱流束は，約1400kW/m2（格納容器圧力約0.4MPaにおいて）以上となる。 

 

3. 評価結果 

(1) 溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合 

評価結果を図1に示す。評価の結果，コンクリートの浸食量は床面で約0.5cm，壁面で0cmに

抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。コンクリートの浸食量

が僅かであることから，本評価における溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス
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の発生量は格納容器内の気相濃度に影響を与えない。このため，溶融炉心・コンクリート相

互作用に伴う可燃性ガスの発生による格納容器圧力への影響は無く，格納容器内の気体組成

の推移はベースケース（3.5.2 (3) b 参照）と同じとなる。なお，ベースケースにおける原

子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃度は，ドライウェルにおいて最低値を示すが，

ウェット条件で13vol%以上，ドライ条件で35vol%以上※となり，ドライ条件において13vol%を

上回る。一方，酸素濃度はウェット条件で2.1vol%以下，ドライ条件で2.6vol%以下であり，

5vol%を下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは無い。 

(2) 溶融炉心の崩壊熱及びプール水への熱流束を保守的に考慮する場合 

評価結果を図2に示す。評価の結果，コンクリートの浸食量は床面で約5cm，壁面で約2cmに

抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。本感度解析ケースでは，

溶融炉心・コンクリート相互作用によって約60kgの可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが

発生するが，ベースケースでもジルコニウム－水反応によって約1400kgの水素が発生するこ

とを考慮すると，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性

ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生が，可燃性ガスの燃焼の可能性

に及ぼす影響について，原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の原子炉格納容器内の水素

濃度は，ベースケースにおいても，ウェット条件で13vol%以上，ドライ条件で35vol%以上※と

なり，ドライ条件において13vol%を上回る。このことから，本感度解析ケースの溶融炉心・

コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガスをベースケースの結果に加えたとしても，

原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼の可能性には影響しない。なお，溶融炉心・コンク

リート相互作用によって生じる約60kgの気体の内訳は，可燃性ガスである水素が約55kg，一

酸化炭素が約5kg，その他の非凝縮性ガスである二酸化炭素が1kg未満である。ジルコニウム

－水反応によって発生する水素も考慮すると，原子炉格納容器内に存在する可燃性ガスとし

ては水素が支配的であり，一酸化炭素及び二酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，溶融炉心・コンクリート相互作用では酸

素は発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスは原子炉格納容器

内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケースの溶融炉心・コンクリート

相互作用に伴って発生する可燃性ガスをベースケースの結果に加える場合，原子炉格納容器

内の酸素濃度はベースケース（3.5.2 (3) b 参照）にて示した酸素濃度（ウェット条件で

2.1vol%，ドライ条件で2.6vol%）以下になるものと考えられる。このため，原子炉格納容器

内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれは無い。 

※ 原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃度は，サプレッション・チェンバより

もドライウェルの方が概ね低く推移する。最も低い値は，ウェット条件では事象発生か

ら約7.8時間後のドライウェルにおいて約13.4vol%，ドライ条件では事象発生の約7.2時

間後から約9.0時間後のドライウェルにおいて約34.6vol%であり，最も低い値であっても

13vol%を上回ることから，水素燃焼を防止するための事故対応の観点では酸素濃度を

5vol%未満に維持することが重要となる。なお，事象発生から20.5時間後に開始する，代

替原子炉補機冷却系による代替循環冷却開始以降，原子炉格納容器内の気相濃度の変化
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が緩やかになる。サプレッション・チェンバと比較して水素濃度が概ね低く推移するド

ライウェルの水素濃度は，ウェット条件では約30vol%から徐々に上昇して168時間後に約

40vol%となり，ドライ条件では約49vol%で安定する。気相濃度の推移の詳細は図3.5.5か

ら図3.5.8参照。 

 

4. まとめ 

溶融炉心の落下時刻の不確かさや浸食面における浸食の不均一性等によって原子炉格納容器下

部のコンクリートの浸食量が増大する場合の評価結果への影響を確認した結果，評価項目となる

原子炉格納容器下部のコンクリートの浸食量は，床面で約5cm，壁面で約2cmに抑えられ，原子炉

圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生を考慮しても格納容器圧力に

与える影響は小さく，原子炉格納容器内で可燃性ガスが燃焼するおそれは無いことを確認した。 

 

以 上 
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図 1 原子炉格納容器下部壁面及び床面のコンクリートの浸食量の推移 

（溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 原子炉格納容器下部壁面及び床面のコンクリートの浸食量の推移 

（溶融炉心の崩壊熱及びプール水への熱流束を保守的に考慮する場合） 

溶融炉心がコンクリートを取り込み，溶融炉心とコンクリートの混合物の

温度がコンクリートの融点を下回り，コア・コンクリート反応が停止する。 

原子炉圧力容器破損後からの時間（h） 

格納容器下部壁面の浸食量 

（約 2cm（内側鋼板の厚さ以下）） 
格納容器下部床面の浸食量（約 5cm） 

溶融炉心がコンクリートを取り込み，溶融炉心とコンクリートの

混合物の温度がコンクリートの融点を下回り，溶融炉心・コンク

リート相互作用によるコンクリートの浸食が停止する。 

原子炉圧力容器破損後からの時間（h） 

原子炉格納容器下部床面の浸食量（約 0.44cm） 

原子炉格納容器下部壁面の浸食量（0cm） 
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4. 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

4.1 想定事故 1 

4.1.1 想定事故 1の特徴，燃料損傷防止対策 

(1)想定する事故 

 「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」において，使用済燃料プ

ールにおける燃料損傷防止対策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「想定事故 1」として「使用済燃料プ

ールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プール内の水の温度が上

昇し，蒸発により水位が低下する事故」がある。 

 

(2) 想定事故 1の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

「想定事故 1」では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失することを想定す

る。このため，使用済燃料プール水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによっ

て使用済燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置がとられない場合には，使用

済燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能を喪失したことによって燃料

損傷に至る事故を想定するものである。このため,重大事故等対策の有効性評価には使用済

燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，「想定事故 1」では，燃料プール代替注水系（可搬型）により使用済燃料プー

ルへ注水することによって，燃料損傷の防止を図る。また，燃料プール代替注水系（可搬型）

により使用済燃料プール水位を維持する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

 「想定事故 1」における機能喪失に対して，使用済燃料プール内の燃料が著しい損傷に至

ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，燃料プール代替注水系（可搬型）※1によ

る使用済燃料プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を図 4.1.1 に，手

順の概要を図 4.1.2 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故

等対策における設備と操作手順の関係を表 4.1.1 に示す。 

「想定事故1」において，6号及び7号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御

室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計18名である。その内訳は次のとおりである。

中央制御室の運転員は，当直長1名（6号及び7号炉兼任），当直副長2名※2，運転操作対応を

行う運転員2名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対

策本部要員は5名，緊急時対策要員（現場）は8名である。必要な要員と作業項目について図

4.1.3に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，18名で対処可能である。 
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※1 燃料プール代替注水系（可搬型）として, 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）を想定する。

なお，燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の注水手段が使用出来ない場合においては燃料

プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）による対応が可能である。 

※2  原子炉停止中の6号及び7号炉における体制は，必ずしも当直副長2名ではなく,当直副長1名，運転員1

名の場合もある。 

 

a. 使用済燃料プールの冷却系機能喪失確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失することにより，使用済燃料プール

水の温度が上昇する。中央制御室からの遠隔操作により使用済燃料プールの冷却系の再

起動操作が困難な場合，使用済燃料プールの冷却系機能喪失であることを確認する。 

使用済燃料プールの冷却系の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，使用済燃

料貯蔵プール水位・温度計等である。 

 

b. 使用済燃料プールの補給水系機能喪失確認 

使用済燃料プールの冷却系の機能喪失の確認後，使用済燃料プール水の温度上昇によ

る蒸発により使用済燃料プール水位が低下することが想定されるため，補給水系による

使用済燃料プールへの補給準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により使用済燃料プ

ールへの補給準備が困難な場合，使用済燃料プールの補給水系機能喪失であることを確

認する。 

使用済燃料プールの補給水系の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，使用済

燃料貯蔵プール水位・温度計等である。 

 

c. 燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給 

燃料プール代替注水系（可搬型）の準備が完了したところで，燃料プール代替注水系

（可搬型）による使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水位は回復す

る。その後，使用済燃料プールの冷却機能を復旧しつつ，燃料プール代替注水系（可搬

型）の間欠運転又は流量調整により蒸発量に応じた水量を補給することで，使用済燃料

プール水位を必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h となる通常水位から

約 2.1m 下の水位）※3より高く維持する。 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水を確認するために

必要な計装設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度計等である。 

 

※3 必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，十分余裕のある値（10mSv/h）とする。

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位から約2.1m下の位置である。 
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4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

 想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事故 1

として，「使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，使用済燃料プ

ール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」である。 

「想定事故 1」では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失に伴い使用済燃料

プール水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって使用済燃料プール水位

が緩慢に低下するが，使用済燃料プールへの注水により，使用済燃料プール水位が放射線の

遮蔽が維持される水位を確保できることを評価する。なお，使用済燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される水位を確保できることで，有効燃料棒頂部は冠水し，未臨界が維持され

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，「想定事故 1」における運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

(2) 有効性評価の条件 

 「想定事故1」に対する初期条件も含めた主要な評価条件を表4.1.2に示す。また，主要な

評価条件について，想定事故1特有の評価条件を以下に示す。 

 なお,本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳しい条件である，原子炉停止中

の使用済燃料プールを前提とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱は原子炉

停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかになること，また，より多く

の運転員による対応が可能であることから本評価に抱絡される。 

（添付資料4.1.1） 

 

a. 初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温 

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，使

用済燃料プールと隣接する原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉状

態を仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限の 65℃

とする。 

(b) 崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短時間（原子炉停止後 10

日）で取り出された全炉心分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用済燃料

プールの崩壊熱は約 11MW を用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 19m3/h である。 
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b．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール冷却浄化系，残留熱除

去系，復水補給水系，サプレッションプール浄化系等の機能を喪失するものとする。 

 (b) 外部電源 

外部電源はないものとする。 

外部電源がない場合においても，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水は可能であり，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の

評価の観点から厳しくなる外部電源がない場合を想定する。 

 

c．重大事故等対策に関連する機器条件 

 (a) 燃料プール代替注水系（可搬型） 

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）1台を使用するもの

とし，崩壊熱による使用済燃料プール水の蒸発量を上回る 80m3/h※4にて注水する。 

※4 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）

の注水容量は，ともに80m3/h(1台)である。 

 

d．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す

分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給は，緊急時対策

要員の移動，注水準備に必要な時間等を考慮して，事象発生12時間後から開始する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

 「想定事故1」における使用済燃料プール水位の推移を図4.1.4に，使用済燃料プール水位

と線量率の関係を図4.1.5に示す。 

 

a. 事象進展 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した後，使用済燃料プール水温は約 5℃/h で上昇

し，事象発生から約 7時間後に 100℃に到達する。その後，蒸発により使用済燃料プール

水位は低下し始めるが，事象発生から 12 時間経過した時点で燃料プール代替注水系（可

搬型）による使用済燃料プールへの注水を開始すると，使用済燃料プール水位が回復する。 

その後は，使用済燃料プールの冷却機能を復旧しつつ，燃料プール代替注水系（可搬型）

により，蒸発量に応じた水量を使用済燃料プールに補給し，使用済燃料プール水位を維持

する。 
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 b. 評価項目等 

使用済燃料プール水位は，図 4.1.4 に示すとおり，通常水位から約 0.4m 下まで低下す

るに留まり，有効燃料棒頂部は冠水維持される。また，使用済燃料プール水温は事象発生

約 7 時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，図 4.1.5 に示すとおり，使用済燃料プール水位が通常水位から約 0.4m 下の水位

になった場合の線量率は，約 1.0×10-3mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安と考える

10mSv/h と比べて低い値であることから，この水位において放射線の遮蔽は維持されてい

る。なお，線量率の評価点は原子炉建屋最上階の床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵されており，

必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未

臨界は維持される。 

  事象発生 12 時間後から燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの

注水を行うことで使用済燃料プール水位は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料

プールへの注水を継続することで安定状態を維持できる。 

 本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3) 

の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料4.1.3，4.1.4） 

 

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

「想定事故1」では，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失することが特徴で

ある。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，燃料プール代替注水系（可搬型）

による使用済燃料プールへの注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表4.1.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

評価条件の設定に当たっては，7号炉を代表として，評価項目となるパラメータに対す

る余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与

えると考えられる燃料の崩壊熱，事象発生前の使用済燃料プールの初期水温及び初期

水位並びにプールゲートの状態に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

 (a)運転員等操作時間へ与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約11MWに対して最確条件は約10MW以下で
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あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プール水の温度上昇及び水位低下速

度は緩やかになるが，注水操作は，燃料の崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，

冷却機能喪失による異常の認知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約27℃

～約45℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなることが考えられ，さらに時間

余裕が長くなることが考えられるが，注水操作は，燃料プール水の初期水温に応じた

対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするものである

ため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プールの水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件

での初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮した場合，有効燃料棒

頂部に低下するまでの時間は短くなるが，注水操作は，初期水位に応じた対応をとる

ものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするものであるため，運転員

等操作時間に与える影響はない。また, 初期に地震起因のスロッシングが発生した

場合は，水位低下により原子炉建屋最上階の線量が上昇するため，その現場における

長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）

による使用済燃料プールへの注水操作は，屋外から実施できるため線量の影響が小

さく, 運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉鎖に対して最確条

件はプールゲート開放であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

保有水量はプールゲート閉鎖時と比べ2倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇

及び蒸発による水位の低下速度は緩和されるが，注水操作は，プールゲートの状態に

応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするもの

であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

  (b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約11MWに対して最確条件は約10MW以下で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さな値となることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約27℃

～約45℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設

定している使用済燃料プールの水温より低くなるため，沸騰開始時間が遅くなり，水
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位低下は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。なお，自然蒸発,使用済燃料プールの水温及び温度上昇の非一様性により,評価で

想定している沸騰による水位低下開始時間より早く水位の低下が始まることも考え

られる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰による水位低下と比べて僅かであり，気

化熱により使用済燃料プール水は冷却される。また，使用済燃料プールの水温の非一

様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流により影響が小さくなることが考

えられる。さらに，仮に事象発生直後から沸騰による水位低下が開始すると想定した

場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象

発生から1日以上（10mSv/hの場合 6号及び7号炉 約1.1日），有効燃料棒頂部まで水

位が低下するまでの時間は事象発生から3日以上（6号及び7号炉 約3.5日）あり，事

象発生から12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能である

ため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の使用済燃料プールの水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件

での初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮した場合，通常水位か

ら有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は短くなるが，仮に初期水位を水位低警

報レベル（通常水位から0.3ｍ程度低下した位置※5）とした場合であっても放射線の

遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から1日以上（10mSv/h

の場合 6号及び7号炉 約1.2日），水位が有効燃料棒頂部まで低下するまでの時間は

事象発生から3日以上（6号及び7号炉 約3.7日）あり，事象発生から12時間後までに

燃料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能であるため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。また，初期に地震起因のスロッシングが発生した場合

は，使用済燃料プールの水位低下により原子炉建屋最上階の線量が上昇するため，そ

の現場における長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代替注水系（常設ス

プレイヘッダ）による使用済燃料プールへの注水操作は屋外での操作であるため，現

場操作に必要な遮蔽は維持される。事象発生12時間後から燃料プール代替注水系（常

設スプレイヘッダ）による使用済燃料プールへの注水を実施することにより，6号及

び7号炉の使用済燃料プールの水位が原子炉建屋最上階の放射線の遮蔽維持に必要

な最低水位まで回復する時間は事象発生から約18時間後（10mSv/hの場合），通常水

位まで回復する時間は事象発生から約26時間後となる。また，水位が通常水位から有

効燃料棒頂部まで低下する時間は事象発生から2日以上（6号及び7号炉 約2.2日）あ

り，事象発生から12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能

であるため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉鎖に対して最確条

件はプールゲート開放であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

保有水量はプールゲート閉鎖時と比べ2倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇
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や蒸発による水位の低下速度は緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。 

 

※5 使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA広域）の水位低の警報設定値：6号炉通常水位-225mm，

7号炉通常水位-267mm 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 (a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水操作

は，評価上の操作開始時間として事象発生から12時間後を設定している。運転員等操

作時間に与える影響として，評価上の操作開始時間を事象発生12時間後として設定

しているが，他の操作はないため，使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失

を認知した時点で注水準備に着手可能である。よって，評価上の操作開始時間に対し，

実際の操作開始時間が早くなる場合が考えられ，使用済燃料プール水位の回復を早

める。 

 

 (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水操作

は，運転員等操作時間に与える影響として，評価上の操作開始時間に対して，実際の

操作開始時間が早くなる場合が考えられ，この場合，使用済燃料プール水位の回復が

早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.1.5） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水操作につい

ては，当該操作に対する時間余裕は，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間が事象発生から1日以上（10mSv/hの場合 6号及び7号炉 約1.4日），有効燃料棒頂部ま

で水位が低下するまでの時間が事象発生から3日以上（6号及び7号炉 約3.8日）であり，こ

れに対して，事故を検知して注水を開始するまでの時間は事象発生から約12時間であるこ
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とから，時間余裕がある。 

（添付資料4.1.5） 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確か

さが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が

確認できる範囲内において，運転員等操作時間には時間余裕がある。 

 

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

「想定事故1」において，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時に必要な要員は，

「4.1.1(3)燃料損傷防止対策」に示すとおり18名である。「6.2 重大事故等対策に必要な要

員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の64名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉運転中を想定した場合，事象に

よっては，原子炉における重大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応と，「想定

事故1」の対応が，重畳することも考えられる。しかし，原子炉運転中において，使用済燃

料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いため，操作時間余裕があり（原子炉運転開始

直後を考慮しても使用済燃料プール水が100℃に到達するまで1日以上），原子炉における重

大事故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっている状態での対応と

なるため，緊急時対策要員や参集要員により対応可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

「想定事故1」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条

件にて評価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水については，7日間の

対応を考慮すると，号炉あたり合計約3,100m3必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮

すると，合計約6,200m3の水が必要である。水源として，淡水貯水池に約18,000m3の水を保有

している。これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，必要な水源は確保可能であ

る。また，事象発生12時間以降に淡水貯水池の水を防火水槽へ移送することで，防火水槽を

枯渇させることなく防火水槽を水源とした7日間の注水継続実施が可能となる。ここで，燃

料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水及び防火水槽への補給の開

始を事象発生12時間後としているが，これは，可搬型設備を12時間以内に使用できなかった

場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよう設定しているものである。 
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（添付資料4.1.6） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後7日間最大負荷で運転し

た場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要となる。燃料プール代替注水系（可搬型）による

使用済燃料プールへの注水については，保守的に事象発生直後からの可搬型代替注水ポン

プの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽油が必要となる。免震重要

棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供

給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽

油が必要となる。（6号及び7号炉 合計 約1,595kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉合計 約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源

供給，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水，免震重要棟内緊

急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機によ

る電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料4.1.7） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によって給電を行うも

のとする。 

 

4.1.5 結論 

「想定事故1」では，使用済燃料プールの冷却系が喪失し，使用済燃料プール水温が上昇

し，やがて沸騰して蒸発することによって使用済燃料プール水位が緩慢に低下することか

ら，緩和措置がとられない場合には，使用済燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃

料損傷に至ることが特徴である。「想定事故1」に対する燃料損傷防止対策としては，燃料プ

ール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水手段を整備している。 

「想定事故1」について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注

水により，使用済燃料プール水位を回復し維持することができることから，放射線の遮蔽が

維持され，かつ，燃料損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵されて

おり，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

未臨界は維持される。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界を維

持できることから評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及び評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい
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て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水等の

燃料損傷防止対策は，「想定事故1」に対して有効である。 
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図 4.1.1 想定事故 1の重要事故等対策の概略系統図 

（使用済燃料プールへの注水） 

スプレイノズル

スプレイヘッダ

スキマせき

スキマサージ

タンク

接続口

復水補給水系より

使用済燃料

原子炉建屋

非常用ディーゼル
発電機

Gen

外部電源

①燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）

（常設のスプレイヘッダ及び常設のスプレイ配管

を用いる手段）

防火水槽

淡水貯水池

②燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）

（可搬の注水口及び可搬ホースを用いる手段）

通常水位

（T.M.S.L約31.4m）

常設の箇所

可搬の箇所

原子炉建屋大物搬入扉

または

外部接続口

有効燃料棒頂部

（T.M.S.L約24.0m）

原子炉補機冷却系

残留熱除去系

熱交換器

燃料プール冷却浄化ポンプ

ろ過脱塩装置

原子炉補機冷却系

圧力抑制プール水

浄化系より

燃料プール冷却浄化系

熱交換器

残留熱除去系ポンプ

可搬型代替注

水ポンプ

可搬型代替注

水ポンプ

復水補給水系より
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図 4.1.2 想定事故 1の対応手順の概要 

 

（適宜実施）

崩壊熱除去機能復旧操作

外部電源喪失発生
（解析上の時刻）

（0分）

残留熱除去系停止，および
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

回復は解析上
考慮せず

燃料プール代替注水系（可搬型）
による使用済燃料プール注水準備

燃料プール代替注水系（可搬型）
の準備完了

使用済燃料プール水位
2.1ｍ低下（10mSv/h）

使用済燃料プール水温度

100℃到達
（約7時間後）

（約12時間後） 燃料プール代替注水系（可搬型）による
使用済燃料プール注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

（約1.4日後）

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給
<注水が実施出来なかった場合>

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）C，E復旧確認

※1

プラント前提条件
・プラント停止後10日目
・全燃料取り出し＆プールゲート「閉」
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）最大熱負荷モード運転中
・残留熱除去系（B）点検中
・残留熱除去系（C）原子炉停止時冷却モード待機中（原子炉圧力容器水抜き準備）
・燃料プール冷却浄化系運転中

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

崩壊熱除去機能喪失確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

（約10分後） 補給水注水機能復旧操作

補給水注水機能喪失確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

回復は解析上
考慮せず

（約60分後）

※2

※3 ※3

※4

※6

※5

※1

残留熱除去系（A）最大熱負荷モード再起動，残留熱除去系（C）最大熱負荷モード起動及び燃料プール冷却浄化系

再起動操作を実施する

※2

復水移送ポンプ（A，C）起動

※3

中央制御室にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統流量指示計，系統圧力指示計等にて機能喪失を確認する

※4

使用済燃料貯蔵プール水温度計により100℃を確認する

※5

使用済燃料プールへの補給は「使用済燃料プールスプレイライン」を使用する

常設スプレイ設備が使用できない場合，可搬型スプレイ設備による使用済燃料プールへの補給を実施する

※6

事故12時間後の使用済燃料プール水位は通常水位約－0.4ｍとなる

※7

使用済燃料貯蔵プール水位計にて確認するⅠ

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

圧力抑制プール水浄化系（SPCU）により「非常時補給モード」で使用済燃料プールへの注水も実施できる。水源は復水貯蔵槽またはサプレッションプールになる

消火系を燃料プール代替注水系として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する

消火系は復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である

Ⅱ

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水は「使用済燃料プールスプレイライン」以外に，復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可

能である

燃料プール代替注水系（可搬型）の水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能である

Ⅲ

「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する
燃料プール代替注水系(可搬型）による使用済燃料プールへの
注水を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧
後は，補給水系統によりスキマサージタンクへの補給を確保
し崩壊熱除去系による冷却を実施する

Ⅱ Ⅲ

（約12時間後）

（適宜実施）

（約12時間後）

復水移送ポンプ以外による使用済燃料プール注水
・圧力抑制プール水浄化系による注水
・消火ポンプによる代替注水

スプレイライン以外による使用済燃料プール注水
・復水補給水ラインを使用した注水

淡水タンクから防火水槽への補給

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

復水移送ポンプによる使用済燃料プール注水と同
等の流量確保または注水開始不可

※7

凡例
：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断



 

 
4.1-14 

 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡

者
5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・外部電源喪失確認

・使用済燃料プール冷却系停止確認

　（燃料プール冷却浄化系ポンプ、残留熱除去系ポンプ）

・非常用ディーゼル発電機　自動起動確認

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・使用済燃料プール水位、温度監視

使用済燃料プール冷却系復旧作業

（解析上考慮せず）
－ － － － － －

・使用済燃料プール冷却系　機能回復

  （燃料プール冷却浄化系ポンプ、残留熱除去系ポンプ）
対応可能な要員により対応する。

使用済燃料プール補給水系復旧作業

（解析上考慮せず）
－ － － － － －

・使用済燃料プール補給水系　機能回復

（復水補給水系）
対応可能な要員により対応する。

・放射線防護装備準備

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水ポンプ，可

搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（建屋内ホース敷設、可搬型スプレイノズル設置）

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（建屋内ホース接続）

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水ポンプ，可

搬型代替注水ポンプから建屋内ホース），ホース接続）

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タン

クから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

必要人員数　合計
1人

A

1人

a
0人 0人 8人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

2人

適宜実施

燃料給油準備 － － － －

2人

適宜実施

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

常設スプレイライン使用不可の場合要員

を確保して対応する

－ － － －

適宜実施

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から使

用済燃料プールへの補給（可搬ホース及び可

搬スプレイノズル使用）

（解析上考慮せず）

－ －

－ － － －

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

－

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から使

用済燃料プールへの補給（常設スプレイライ

ン使用）

－ － － － 2人 2人

状況判断

1人

A

1人

a
－ － －

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

想定事故1　（使用済燃料プールの冷却機能及び補給水機能の喪失）

経過時間（時間）
備考

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

90分

事象発生

1 2 3 4 8 9 10 11 12 13 14

プラント状況確認

約7時間 使用済燃料プール水温100℃到達

約12時間 使用済燃料プール補給開始

適宜実施

約60分 崩壊熱除去機能、補給水注水機能 喪失確認

10分

90分

5 6 7

約4時間 使用済燃料プール水温65℃到達

10分

10分

10分

65分

原子炉運転中における使用済燃料プールでの事故を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大事故の対応と使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれのある事故の対応が重畳することも考えられる。しかし，

使用済燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いことから時間余裕が十分長く（運転開始直後を考慮しても使用済燃料プールの保有水が100℃に到達するまで 1日以上），原子炉側の事故対応が収束に向かっている状態で

の対応となるため，緊急時対策要員や参集要員により対応可能である。 

 

図 4.1.3 想定事故 1の作業と所要時間 
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図 4.1.5 使用済燃料プール水位と線量率 

図 4.1.4 使用済燃料プール水位の推移 

使用済燃料プール水温 100℃到達 

（約 7時間後） 

燃料プール代替注水系（可搬型）による注水開始 

（事象発生 12 時間後 水位 通常水位から-0.4m） 

事象発生約 14 時間後に通常水位まで回復 

使用済燃料プール水位回復後，蒸発

量に応じた注水により水位維持 

使用済制御棒の露出開始

使用済制御棒を線源とした線量
率が支配的な水位

使用済燃料を線源とした線量率が
支配的な水位

想定事故 1

での水位の

低下 

（通常水位

から約 0.4m） 

有

効

燃

料

棒

頂

部

か

ら

の

水

位 

有効燃料棒頂部からの水位（m） 

事故後の時間（h） 

線 

 

量 

 

率 

（m） 

（mSv/h） 

通常水位 

使用済制御棒を線源とした線量
率が支配的な水位 
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表 4.1.1 想定事故 1における重大事故等対策について 

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

使用済燃料プールの冷却系機能

喪失確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失することにより，使用済

燃料プール水の温度が上昇する。中央制御室からの遠隔操作により使用済

燃料プール冷却系の再起動操作が困難な場合，使用済燃料プールの冷却系

機能喪失であることを確認する 

【非常用ディーセル発電機】 － 

【残留熱除去系系統流量計】 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

使用済燃料プールの補給水系機

能喪失確認 

使用済燃料プールの冷却系機能喪失の確認後，使用済燃料プール水温度上

昇による蒸発により使用済燃料プール水位が低下することが想定されるた

め，補給水系による使用済燃料プールへの補給準備を行う。中央制御室か

らの遠隔操作により使用済燃料プールへの補給準備が困難な場合，使用済

燃料プールの補給水系機能喪失であることを確認する 

－ － 

復水移送ポンプ吐出圧力計 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・

低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

燃料プール代替注水系（可搬型）

による使用済燃料プールへの補

給 

燃料プール代替注水系（可搬型）の準備が完了したところで，燃料プール

代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水により，使用済燃料プ

ール水位を回復する。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復旧しつつ，

蒸発量に応じた水量を補給することで，使用済燃料プール水位を維持する 

常設スプレイヘッダ 
可搬型代替注水ポンプ

(A-2 級) 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・

低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

燃料プール代替注水系（可搬型）

による使用済燃料プールへの補

給（可搬型スプレイ設備） 

常設スプレイヘッダが使用できない場合，可搬型スプレイヘッダによる燃

料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水により使用済

燃料プールの水位を回復する。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復

旧しつつ，蒸発量に応じた水量を補給することで，使用済燃料プール水位

を維持する 

－ 

可搬型スプレイヘッダ 

可搬型代替注水ポンプ 

(A-2 級) 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・

低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作 
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表 4.1.2 主要評価条件（想定事故 1）（1/2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

使用済燃料プール保有水量 約 2,093m3 ※1 
保有水を厳しく見積もるためにプールゲート閉の

状況を想定 

使用済燃料プールの初期水位 通常水位 通常水位を設定 

使用済燃料プールの初期水温 65℃ 保安規定の運転上の制限値 

燃料の崩壊熱 

 約 11MW 

【使用済燃料】 

 取出時平均燃焼度： 

・貯蔵燃料 50 GWd/t 

・炉心燃料 33 GWd/t 

原子炉停止後に最短時間（原子炉停止後 10日 
※2）で取り出された全炉心分の燃料が，過去に取

り出された貯蔵燃料と合わせて使用済燃料ラック

に最大数保管されていることを想定し，ORIGEN2

を用いて算出 

事
故
条
件 

安全機能の喪失に対する仮定 
使用済燃料プールの冷却機能及び注水

機能喪失 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として

燃料プール冷却浄化系，残留熱除去系，復水補給

水系，サプレッションプール浄化系等の機能喪失

を設定 

外部電源 外部電源なし 
外部電源の有無は事象進展に影響しないことか

ら，資源の観点で厳しい外部電源なしを設定 

※1 記載の値は 7号炉の値である。6号炉の使用済燃料プールの保有水量は 7号炉とほぼ同様であるため，評価は 7号炉の値を使用する。 

※2 柏崎刈羽原子力発電所 1号炉から 7号炉までの定期検査における実績を確認し,解列後の制御棒全挿入から原子炉開放までの最短時間である約 3日及び全燃料

取り出しの最短時間約 7日を考慮して原子炉停止後 10 日を設定。 
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表 4.1.2 主要評価条件（想定事故 1）（2/2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件 

燃料プール代替注水系（可搬

型） 
80m3/h（1台）※1にて注水 

可搬型代替注水ポンプ(A-2 級)による注水を想定 

 

設備の設計を踏まえて設定 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
操
作
条
件 

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プールへ

の補給 

事象発生から 12 時間後 
可搬型設備に関して，事象発生から 12時間まで

は，その機能に期待しないと仮定 

 

※1 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注水容量は，ともに 80m3/h(1 台)である。 
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有効燃料棒頂部 

約2.1m 

使用済燃料 約4.5m 

使用済 

制御棒 

約3.8m 

約4.3m 

約3.4m 放射線の遮蔽が維持される 
最低水位（10mSv/hの場合） 

約7.0m 

通常水位 

添付資料 4.1.1 

 

使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

 

1. 使用済燃料プールの概要 

 図1に使用済燃料プール等の平面図を示す。 

定期検査時において，多くの場合はプールゲートが開放され，使用済燃料プールは原子炉ウェ

ル，D/Sピット,キャスクピットと繋がっているが，有効性評価においては，プールゲートを閉鎖

している場合を想定し，原子炉ウェル，D/Sピット,キャスクピットの保有水量は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 使用済燃料プール等の平面図 

 

2. 放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位について 

図2に放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位について示す。 

放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位は，その状況（必要となる現場及び

操作する時間）によって異なる。重大事故であることを考慮し，例えば10mSv/hの場合は，通常水

位から約2.1m※下の位置より高い遮蔽水位が必要である。 

※放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プール水位の算出方法については添付資料4.1.2に示

す。 

 

 

 

   

 

   

  

 

 

 

  

約18m

約
1
4
m

原子炉ウェルＤ／Ｓピット

使用済燃料
貯蔵プール

使用済燃料

使用済
制御棒

キャスク
ピット

図2 放射線の遮蔽に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位 

D/Sピット 

使用済燃料 

プール 
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約7.0m 

③ 約3.8m 

② 

 

①  約2.1m

約4.7m 

有効燃料棒頂部冠水部※ 

放射線の遮蔽が維持される 
最低水位（10mSv/hの場合） 

使用済燃料 

使用済 

制御棒 

約4.6m 

通常水位 

 

3.使用済燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積について 

 図3に使用済燃料プールの高さを，表1に使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積を示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 使用済燃料プールの断面積及び保有水の容積 

領域 
6 号炉 7 号炉 

断面積[m2] 保有水の容積[m3] 断面積[m2] 保有水の容積[m3] 

① 約 232 約 481 約 233 約 489 

② 約 232 約 1,116 約 233 約 1,115 

③ 約 104 約 488 約 105 約 489 

合計  約 2,085  約 2,093 

 

 図3に示す各領域①,②,③の保有水の容積は，使用済燃料プール容積から使用済燃料プール内の

機器の容積を除くことで算出し,使用済燃料プールの保有水が存在する高さ毎の使用済燃料プー

ルの断面積については,求めた各領域の容積から高さを除して求めた。なお，使用済燃料プールの

断面積については各領域での平均的な値を示しているが,使用済燃料プール内に設置されている

機器は②又は③の底部であるため,保有水量に対する水位の低下という観点で保守的な評価とな

っている。 

図3 6号及び7号炉の使用済燃料プールの構造高さ 

※ 有効性評価では保守的に燃料ハンドル上部

（有効燃料棒頂部より 0.1m 程度高い位置）

を有効燃料棒頂部冠水部とする 
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4.想定事故1における時間余裕 

使用済燃料プールの冷却機能喪失により，崩壊熱による使用済燃料プール水位の低下について，

以下の式を用いて計算を行った。事象を厳しく評価するため，使用済燃料プールの初期水温は，

運転上許容される最大水温の65℃とする。また，発生する崩壊熱は全て使用済燃料プールの水温

上昇及び蒸発に寄与するものとし，使用済燃料プールの水面及び壁面などからの放熱は考慮しな

い。さらに,注水時においては顕熱を考慮せず注水流量から崩壊熱相当の蒸発量を差し引いた分の

水が注水されることを想定した。 

 

○算定方法，算定条件 

①冷却機能喪失から沸騰までの時間 

 

 

 

②沸騰による蒸発量と沸騰開始から有効燃料棒頂部冠水部まで水位が低下するまでの時間 

 

 

 

 

 

③沸騰による使用済燃料プール水位の低下平均速度 

 

 

 

使用済燃料プールの下部は機器等が設置されており保有水が少ないため，使用済燃料プールの下部では水位低下速度は

早く，使用済燃料プールの上部では水位低下速度は遅い。有効燃料棒頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守

的に一律の水位低下速度を想定する。 

 

○算定に使用する値 

使用済燃料プール保有水 

の比熱[kJ/kg/℃]※1 

使用済燃料プールの 

保有水[m3] 

使用済燃料プールの 

保有水密度[kg/m3]※2 
使用済燃料の崩壊熱[MW] 

4.185 
6号炉：2085.14 

7号炉：2,093 
958 10.899 

 

蒸発潜熱[kJ/kg]※3 

通常水位から有効燃料棒

頂部冠水部までの保有水

量[m3]※4 

通常水位から 

有効燃料棒頂部冠水部 

までの高低差[m] 

通常水位から2.1m下までの

保有水量[m3] 

2256.47 
6号炉：1597.63 

7号炉：1604 

6号炉：6.975 

7号炉：7.017 

6号炉：481 

7号炉：489 

※1 65℃から100℃までの飽和水の比熱のうち，最小となる65℃の値を採用。（1999 年蒸気表より） 

※2 65℃から100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる100℃の値を採用。（1999 年蒸気表より） 

※3 100℃の飽和水のエンタルピと100℃の飽和蒸気のエンタルピの差より算出。（1999 年蒸気表より） 

※4 保有水量の算出では有効燃料棒頂部冠水部として燃料ハンドル上部（有効燃料棒頂部より0.1m程度高い位置）

を設定 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定と非保守的な仮定の元の評価であるが，総合的に

使用済燃料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していないことの影響が大きく，保守的な評価となっていると

考えられる。 

沸騰までの時間[h]＝ 

（100[℃]-65[℃]）×プール保有水の比熱[kJ/kg/℃]※1×プールの保有水[m3]×プールの保有水密度[kg/m3]※2 

使用済燃料の崩壊熱[MW]×103×3600 

 

1 時間あたりの沸騰による蒸発量[m3/h]＝ 

 

水位低下時間[h]＝ 

通常水位から有効燃料棒頂部冠水部までの保有水量[m3]×プール保有水密度[kg/m3]※2×蒸発潜熱[kJ/kg]※3 

使用済燃料の崩壊熱[MW]×103×3600 

使用済燃料の崩壊熱[MW]×103×3600 

プール保有水密度[kg/m3]※2×蒸発潜熱[kJ/kg]※3 

水位低下速度[m/h]＝ 
通常水位から有効燃料棒頂部冠水部までの高低差[m] 

通常水位から有効燃料棒頂部冠水部まで水位低下にかかる時間[h] 
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＜保守的な仮定＞ 

 ・使用済燃料プールの温度変化に対する比熱及び密度の計算にて，もっとも厳しくなる値を想定している。 

 ・使用済燃料プールの水面や壁面からの放熱を考慮していない。 

＜非保守的な仮定＞ 

・簡易的な評価とするために使用済燃料プールの温度を全て均一の温度とし，プール全体が100℃に到達した時

間を沸騰開始としている。 

 

なお,注水等の操作時間余裕は充分に大きいことからこれらの評価の仮定による影響は無視できる程度だと考

える。 

 

○算定結果 

項目 6 号炉 7 号炉 

使用済燃料プール水温が 100℃に到達するまでの時間[h] 約 7 約 7 

使用済燃料の崩壊熱による使用済燃料プールの保有水の蒸散量[m3/h] 約 19 約 19 

使用済燃料プール水位が通常水位から 2.1m 低下するまでの時間[h] 約 33 約 33 

有効燃料棒頂部冠水部まで使用済燃料プール水位が低下するまでの時間[h] 約 92 約 92 

使用済燃料プール水位の低下速度[m/h] 約 0.08 約 0.08 

 

6号及び7号炉の使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，使用済燃料の崩壊熱により使用

済燃料プール温度が上昇し，事象発生から約7.5時間後に沸騰が開始され，蒸発により使用済燃料

プールの水位低下が始まる。この時の蒸発量は，約19m3/hである。 

よって，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常水位より2.1m（10mSv/hの場合）下

の位置まで低下するまでの時間は，6号及び7号炉の各号炉ともに事象発生から約33時間後であり，

重大事故等対策として期待する可搬型代替注水ポンプを用いた燃料プール代替注水系（可搬型）

による注水操作の時間余裕は十分にある。 

 

＜参考＞ 

 有効性評価では崩壊熱が厳しい定期検査中に全炉心燃料が使用済燃料プールに取り出される想

定であり，通常運転中の想定は以下の通りとなる。 

使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合，使用済燃料の崩壊熱により使用済燃料プール温

度が上昇し，約1.3日後に沸騰が開始され，その後使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な

通常水位より2.1m（10mSv/hの場合）下の位置まで低下するまでの時間は，事象発生から約4.6日

後となる。このように原子炉運転中の使用済燃料プールは，原子炉停止中の使用済燃料プールに

比べてさらに長い時間余裕がある。  

項目 6 号炉 7 号炉 

使用済燃料の崩壊熱[MW] 約 2.6 約 2.6 

使用済燃料プール水温が 100℃に到達するまでの時間[day] 約 1.3 約 1.3 

崩壊熱による使用済燃料プールの保有水の蒸散量[m3/h] 約 4.4 約 4.4 

使用済燃料プール水位が通常水位から 2.1m 低下するまでの時間[day] 約 4.6 約 4.6 

有効燃料棒頂部冠水部まで使用済燃料プール水位が低下するまでの時間[day] 約 16.4 約 16.5 

使用済燃料プール水位の低下速度[m/h] 約 0.02 約 0.02 
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5. 燃料取出スキーム  

取出燃料 

柏崎刈羽 7号炉から発生分 柏崎刈羽 1,3,5 号炉から発生分 

冷却期間 燃料数[体] 

取出平均

燃焼度

[GWd/t] 

崩壊熱 

[MW] 
冷却期間 

燃料数 

[体] 

取出平均

燃焼度

[GWd/t] 

崩壊熱 

[MW] 

5 サイクル 

冷却済燃料 
－ － － － 2×(14 ヶ月＋70日)＋35 ヶ月 476 50 0.198 

4 サイクル 

冷却済燃料 

4×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.088 － － － － 

－ － － － 1×(14 ヶ月＋70日)＋35 ヶ月 528 50 0.277 

3 サイクル 

冷却済燃料 

3×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.112 － － － － 

－ － － － 35 ヶ月 528 50 0.404 

2 サイクル 

冷却済燃料 

2×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.167 － － － － 

1 サイクル 

冷却済燃料 

1×(14 ヶ月＋70日)

＋10 日 
208 50 0.312 － － － － 

定期検査時 

取出燃料 
10 日 872 33 9.341 － － － － 

小計 － 10.020  － 0.879 

崩壊熱合計 崩壊熱:10.899 MW（燃料体数 3,236 体） 

注 1：柏崎刈羽 7 号炉の使用済燃料プールの燃料保管容量は 3,444 体（6 号炉は 3,410 体），1 取替分(208 体）の新燃料のスペースを考慮して使用済燃料の体数は

3,236 体である。6号炉と比較して貯蔵体数が多いため，評価では 7号炉の燃料の崩壊熱を使用する。 

注 2：崩壊熱は号炉間の燃料輸送を想定した設定とする。 

注 3：炉心燃料の取り出しにかかる期間（冷却期間）は過去の実績より最も短い原子炉停止後 10 日を採用する。
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｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率｣の算出について 

 

1. 使用済燃料の計算条件 

使用済燃料プール内のラックに燃料が全て満たされた状態を仮定し，その時の使用済燃料

を線源とする。 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料が満たされた状態 

○線量材質：使用済燃料及び水を考慮（密度 g/cm3） 

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，エネルギ 18 群（ORIGEN 群構造）とする。 

○線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算出した。 

   ・燃料照射期間：1915 日（燃焼度 50GWd/t 相当の値） 

   ・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型 （低 Gd） 

   ・濃縮度：　　（wt.%） 

   ・U重量：燃料一体あたり　　　　（kg） 

   ・停止後の期間：10 日（実績を考慮した値を設定） 

○計算モデル：直方体線源 

線量率計算は QAD-CGGP2R コードを用いており，その評価モデルを図 1 に示す。また，計

算により求めた線源強度を表 1に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 1 使用済燃料の線量率計算モデル 
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表 1 使用済燃料の線源強度 

 



 

添 4.1.2-3 

2. 使用済制御棒の計算条件 

使用済燃料プール内の使用済制御棒を線源とする計算条件を以下に示す。 

 ○線源形状：使用済制御棒貯蔵ハンガの全てに使用済制御棒が満たされた状態 

 ○線源材料：水（密度 0.958g/cm3） 

         65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用 

 ○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線はエネルギ 18群（ORIGEN 群構造）とする 

 ○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3 領域に分割し，使用済制御棒上部は上部ロー

ラを，使用済制御棒中間部はアブソーバ管やタイロッド等を，使用済制御棒下部は下部

ローラを代表としてモデル化している。使用済制御棒中間部は制御棒を挿入時（照射期

間 426 日）にのみ，使用済制御棒上部と下部は挿入時と引き抜き時（照射期間 1278 日）

の間，炉心下部の出力ピーキングに応じた中性子が照射されるものとする。 

また，使用済燃料プールには，タイプ別でかつ，冷却期間の異なる使用済制御棒が混

在して貯蔵されていることを想定し，貯蔵使用済制御棒全体の放射能を保存して平均し

た線源強度を式(1)により算出した。 

・・・
全貯蔵本数

間別の保管本数制御棒タイプ・冷却期間別の線源強度制御棒タイプ・冷却期
・平均線源強度

     

制御棒のタイプは Hf，B4C の 2 タイプ，冷却期間は 0～10サイクルの 11種類，全貯蔵本数

は 204 本とした。 

 

○計算モデル：直方体線源 

線量率計算は QAD-CGGP2R コードを用いておりその評価モデルを図 2 に示す。また，計算

により求めた線源強度を表 2 に示す。 

  

 

 

図 2 使用済制御棒の線量率計算モデル 
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表 2 使用済制御棒の線源強度 
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使用済燃料 

使用済 

制御棒 

○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率計算モデルについて 

使用済制御棒は次に示すようにステンレスの使用済制御棒ハンガにハンドル部を通して

格納されている。評価ではこの構造材を含めた使用済制御棒設置箇所を直方体の線源とし

てモデル化している。 

遮蔽計算をする際，線源材にも密度を設定することで自己遮蔽等の計算を行う。本評価

ではこちらの設定を制御棒が冠水時（①），一部露出時（②），露出時（③）のいずれにおい

ても遮蔽性能の低い水として計算している。 

こちらは露出時（③）において,制御棒間等は気中とあるが，制御棒は水より密度の大き

いステンレスや炭化ホウ素（またはハフニウム）等で構成されていること，線源以外にも

使用済制御棒ハンガのような構造材があることから充分保守的なモデルとなっている。 

冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制御棒等の遮蔽効果に加えて,

制御棒間の隙間など，気中であった箇所に水が入る為、遮蔽効果はさらに高まるが,評価に

おいては露出時（③）と同様, 水と設定して評価をすることでさらに保守的なモデルとな

っている。 

評価結果において，水位低下により使用済制御棒露出が開始した際の現場の線量率と,完

全に露出した後の現場の線量率にあまり差異がないことは，評価で上記に示す通り冠水時

（①）と露出時（③）を等しく,線源が水として計算しているためである。 

 

＜参考＞ 

一例として Co60 を線源とした時の 1/10 価層は水であると約 70cm であるのに対して,鉄

（密度：7.87kg/cm3）であると約 7.4cm となり，これらの遮蔽性能が水と比べて大きいこと

が分かる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  

使用済燃料プール 

 

事故時に操作の可能性がある作業箇所

と線源との最短距離と等しい距離を線

源の真上に置いたもの 

 

評価点 

 

水位の低下 

 

水位低下時での使用済制御棒の 
線源モデル方法について以降に詳細に示す 
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①冠水時 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②一部露出時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③露出時 

ハンガ部 

制御棒中間部
（ブレード） 

制御棒下部 
（下部ブレード等） 

・・・・ 

制御棒上部 
（ハンドル等） 

モデル化 

制御棒の線源モデル（一部露出時） 使用済制御棒の側面図 

・線源モデルの形状： 
直方体 

・自己遮蔽等の遮蔽計算

に用いる密度： 
水と同等 
（密度:0.958g/cm3） 

評価点 

 

ハンガ部 

制御棒中間部
（ブレード） 

制御棒下部 
（下部ブレード等） 

・・・・ 

制御棒上部 
（ハンドル等） 

モデル化 

制御棒の線源モデル（露出時） 使用済制御棒の側面図 

・線源モデルの形状： 
直方体 

・自己遮蔽等の遮蔽計算

に用いる密度： 
水と同等 
（密度:0.958g/cm3） 

評価点 

 

ハンガ部 

モデル化 

 

使用済制御棒の側面図 

制御棒上部 
（ハンドル等） 

平面図 

制御棒中間部
（ブレード） 

制御棒下部 
（下部ブレード等） 

・・・・ 

ハンガ部 

制御棒の線源モデル（冠水時） 

・線源モデルの形状： 
直方体 

・自己遮蔽等の遮蔽計算

に用いる密度： 
水と同等 
（密度:0.958g/cm3） 

評価点 

 

遮蔽の効果は水などの媒

質の通過距離等を,散乱線

は媒質の材質によるビル

ドアップ係数でその影響

を考慮する。 
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3. 線量率の評価 

線量率は，QAD-CGGP2R コードを用いて計算している。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で近似を行い，各点線源から計

算点までの媒質の通過距離から非散乱ガンマ線束を求める。これにビルドアップ係数をかけ，

線源領域全空間で積分した後，線量率換算係数を掛けることで計算点での線量率を求める。 

QAD-CGGP2R コードでは，式(2)を用い，線量率を計算している。図 3に QAD-CGGP2R コード

の計算体系を示す。 

・・・・・・・ij

)tμ(

i
2

i

ij
jj Be

Rπ4
S

FD k
kjk

 

ｊ ：エネルギ群番号（18群） 

i  ：線源点番号 

k ：領域番号（遮蔽領域） 

Fj  ：線量率換算係数 

Sij  ：i番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけされたエネルギ j群の点線源強度 

Ri  ：i 番目の線源点と計算点の距離 

Bij  ：ビルドアップ係数 

μjk ：領域 k におけるエネルギ j 群のガンマ線に対する線吸収係数 

tk ：領域 k をガンマ線が透過する距離 

 

これにより求まったエネルギ第 j 群の線量率 Dj から，全ての線源エネルギ群について加

えることによって全線量率を計算している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 QAD-CGGP2R コードの計算体系 

 

 

 

図 3 QAD-CGGP2R コードの計算体系 

 

4. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位について 

(1) 線量率を求める際の評価点 

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，使用済燃料プールの近接にある燃料プ

ール冷却浄化系の手動弁の設置箇所（想定事故1では操作しない）を考慮して，原子炉建屋最

上階の床付近とした。なお，評価では図1および図2の線量率計算モデルに示すようにプール

筐体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距離を入力として評価している。 

(2) 
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(2) 放射線の遮蔽が維持される水位 

想定事故1では原子炉建屋最上階での作業は不要であるため，被ばくの評価で照射時間を想

定することは困難であるが，仮に使用済燃料プールの近接にある燃料プール冷却浄化系の手

動弁の操作であっても長時間の作業とならない。そこで想定事故1の線量率は，緊急作業時の

被ばく限度（100mSv）から十分余裕のある10mSv/hとした。 

必要な遮蔽水位は下の図より柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉において約4.9mとなり，

開始水位から約2.1mが低下した水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 放射線の遮蔽が維持される水位 

  

約 4.9m 

約 2.1m 

使用済制御棒の自己遮蔽のモデルは露

出後も露出前と同様の水として評価を

しているため,ほぼ同等の値となって

いる（露出前の評価は大きな保守性を

持っている） 

通常水位 

通常水位 

有効燃料棒頂部からの水位（m） 
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添付資料 4.1.3 

 

安定状態について 

 

想定事故 1（使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失）の安定状態については以下

のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備

を用いた使用済燃料プールへの注水により，使用済燃料プー

ル水位を回復・維持することで，燃料の冠水，放射線遮蔽，

及び未臨界が維持され，使用済燃料プールの保有水の温度が

安定し，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじ

め想定される事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立

されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プール代替注水系（可搬型）を用いた使用済燃料プールへの注水を実施することで，

使用済燃料プール水位を回復，維持され，使用済燃料プールの安定状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電

源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水を継続し，残留

熱除去系又は燃料プール冷却浄化系を復旧し，復旧後は補給水系統等によりスキマサー

ジタンクへの補給を実施する。使用済燃料プールの保有水を残留熱除熱系等により冷却

することによって，安定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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添付資料 4.1.3 

 

柏崎刈羽 6号及び 7号炉使用済燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価 

 

柏崎刈羽 6 号及び 7 号炉の使用済燃料プールでは，ボロン添加ステンレス鋼製ラックセ

ルに燃料が貯蔵される。使用済燃料プールには，通常は限られた体数の新燃料と使用済燃料

が貯蔵されるが，臨界設計については新燃料及びいかなる燃焼度の燃料を貯蔵しても十分

安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍率として 1.30 を仮定している。また，

プール水温，ラック製造公差，ボロン添加率，ラックセル内燃料配置それぞれについて最も

結果が厳しくなる状態で評価している。 

 仮に使用済燃料プール水が沸騰や喪失した状態，燃料プール代替注水系（可搬型）による

スプレイが作動する状態を想定し，使用済燃料プールの水密度が減少した場合を考えると，

ラックセル内で中性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果がある。一方，

ラックセル間では水及びラックセルによる中性子を吸収する効果が減少するため，隣接ラ

ックへの中性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率を増加させる効果が生じる。 

 低水密度状態を想定した場合の使用済燃料プールの実効増倍率は上記の 2 つの効果のバ

ランスにより決定されるため，ラックの材質・ピッチの組み合わせによっては通常の冠水状

態と比較して臨界評価結果が厳しくなる可能性がある。 

 そこで，柏崎刈羽 6号及び 7号炉の使用済燃料プールにおいて水密度を 1.0～0.0g/cm3と

変化させて実効増倍率を計算したところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロン

の効果により，実効増倍率を増加させる効果である隣接ラックへの中性子の流れ込みが抑

制されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少する結果が得られた。この

ため，水密度が減少する事象が生じた場合でも未臨界は維持されることを確認した。 

 なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ORNL）により米国原子力規制委員会（NRC）

の原子力関連許認可評価用に作成された 3 次元多群輸送計算コードであり，米国内及び日

本国内の臨界安全評価に広く使用されている SCALE システムを用いた。 
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柏崎刈羽 6号炉 角管型ラックの計算体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

柏崎刈羽 6号炉 格子型ラックの計算体系 
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柏崎刈羽 7号炉 角管型ラックの計算体系 
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実効増倍率の水密度依存性 （6号炉） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実効増倍率の水密度依存性 （7号炉） 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1/3） 

項目 

評価条件（初期，事故及び機

器条件）の不確かさ 評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

燃料の崩

壊熱 
約 11MW 

約 10MW 以下 

（実績値） 

 

原子炉の運転停止後に取り出

された全炉心分の燃料とそれ

以前に取り出された燃料を合

わせて，使用済燃料プールの貯

蔵ラックの容量の最大数とな

るように保管した状態を設定。 

炉心燃料の冷却期間について

は過去の実績より取出期間が

最も短い 10 日を想定 

燃料の崩壊熱の計算に当たっ

ては，ORIGEN2 を用いて算出 

最確条件では評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなる

ため，使用済燃料プール水の温度上

昇及び水位低下速度は緩やかにな

るが，注水操作は，燃料の崩壊熱に

応じた対応をとるものではなく，冷

却機能喪失による異常の認知を起

点とするものであるため，運転員等

操作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プール

の水温上昇及び水位低下速度は緩やかになることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる 

使用済燃

料プール

の初期水

温 

65℃ 

約 27℃～約 45℃ 

（実測値） 

 

保安規定の設定値である 65℃

を設定 

最確条件では評価条件で設定して

いる使用済燃料プールの初期水温

より低くなるため，時間余裕が長く

なることが考えられるが，注水操作

は，使用済燃料プールの初期水温に

応じた対応をとるものではなく，冷

却機能喪失による異常の認知を起

点とするものであるため，運転員等

操作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時

間が遅くなり，水位低下は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる 

なお，自然蒸発,使用済燃料プールの水温及び温度上昇の非一様性により,評価で想定してい

る沸騰による水位低下開始時間より早く水位の低下が始まることも考えられる。しかし，自

然蒸発による影響は沸騰による水位低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プー

ル水は冷却される。また，使用済燃料プールの水温の非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆

動力とした対流により影響が小さくなることが考えられる。さらに，仮に事象発生直後から

沸騰による水位低下が開始すると想定した場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでの時間は事象発生から 1 日以上（10mSv/h の場合 6 号及び 7 号炉 約

1.1 日），有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間は事象発生から 3 日以上（6 号及び

7 号炉 約 3.5 日）あり，事象発生から 12 時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）に

よる注水が可能であるため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

 

評価条件の不確かさの影響評価について（想定事故 1） 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2/3） 

項目 

評価条件（初期，事故及び機器条

件）の不確かさ 評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

使用済燃料プ
ールの初期水
位 

通常水位 通常水位付近 設計値を設定 

評価条件での使用済燃料プールの初期水位
は通常水位を設定しているため，その変動を
考慮した場合，通常水位から有効燃料棒頂部
まで水位が低下する時間は短くなるが，注水
操作は，初期水位に応じた対応をとるもので
はなく，冷却機能喪失による異常の認知を起
点とするものであるため，運転員等操作時間
に与える影響はない 
また, 初期に地震起因のスロッシングが発
生した場合は，最大で約 3m の水位低下が発
生する（スロッシング量：6 号炉 690m3, 7 号
炉 710m3）。この場合，原子炉建屋最上階の
線量が上昇する（1.0×103mSv/h 程度※2）た
め，その現場における長時間の作業は困難で
ある。ただし，燃料プール代替注水系（常設
スプレイヘッダ）による使用済燃料プールへ
の注水操作は，屋外から実施できるため線量
の影響が小さく, 運転員等操作時間に与え
る影響はない 

評価条件での使用済燃料プールの初期水位は通常水位を設定しているため，そ
の変動を考慮した場合，通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間
は短くなるが，仮に初期水位を水位低警報レベル（通常水位から 0.3ｍ程度低
下した位置）とした場合であっても放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達
するまでの時間は事象発生から 1 日以上（10mSv/h の場合 6 号及び 7 号炉 約
1.2 日），水位が有効燃料棒頂部まで低下するまでの時間は事象発生から 3 日
以上（6 号及び 7 号炉 約 3.7 日）あり，事象発生 12 時間後までに燃料プール
代替注水系（可搬型）による注水が可能であるため，評価項目となるパラメー
タに与える影響は小さい 
また, 初期に地震起因のスロッシングが発生した場合は，最大で約 3m の水位
低下が発生する（スロッシング量：6 号炉 690m3, 7 号炉 710m3※1）。この場合，
原子炉建屋最上階の線量が上昇する（1.0×103mSv/h 程度※2）ため，その現場に
おける長時間の作業は困難である。ただし，燃料プール代替注水系（常設スプ
レイヘッダ）を用いた燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プー
ルへの注水操作は，屋外での操作であるため，原子炉建屋最上階の放射線の遮
蔽が維持される水位を下回ったとしても，現場操作に必要な遮蔽は使用済燃料
プール筐体，原子炉建屋等により維持される。事象発生 12 時間後から使用済
燃料プールへ注水することにより，原子炉建屋最上階の放射線の遮蔽が維持さ
れる最低水位まで回復する時間は事象発生から約 18 時間後（10mSv/h の場合），
通常水位まで回復する時間は事象発生から約 26 時間後となる（6 号及び 7 号炉
同様）。また，水位が有効燃料棒頂部まで低下するまでの時間は事象発生から
2 日以上（6 号及び 7 号炉 約 2.2 日）あり，事象発生から 12 時間後までに燃
料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能であるため，評価項目となる
パラメータに与える影響は小さい 

プールゲート
の状態 

プールゲート
閉鎖 
（原子炉ウェ
ル及び D/S ピ
ット，キャスク
ピットの保有
水量を考慮し
ない） 

プールゲート開放 
（原子炉ウェル及
び D/S ピット，キャ
スクピットの保有
水量を考慮） 
 

全炉心燃料取出直後で
あるため，プールゲート
は開放されていること
が想定されるが，保守的
に原子炉ウェル及び
D/S ピット，キャスクピ
ットの保有水量を考慮
しない状態を想定 

プールゲートの開放を想定した場合，保有水
量はプールゲート閉鎖時と比べ 2 倍程度と
なり，使用済燃料プールの水温上昇や蒸発に
よる水位の低下速度は緩和されるが，注水操
作は，プールゲートの状態に応じた対応をと
るものではなく，冷却機能喪失による異常の
認知を起点とするものであるため，運転員等
操作時間に与える影響はない 

プールゲートの開放を想定した場合，保有水量はプールゲート閉鎖時と比べ 2
倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇や蒸発による水位の低下速度は緩
和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 
 

外部水源の容
量 

約 18,000m3 
18,000m3以上 
（淡水貯水池水量） 

淡水貯水池の通常時の
水量を参考に，最確条件
を包絡できる条件を設
定 

最確条件とした場合には，評価条件よりも水
源容量の余裕は大きくなる。また，事象発生
12 時間後からの可搬型代替注水ポンプによ
る補給により防火水槽は枯渇しないことか
ら，運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 
（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの
運用値を参考に，最確条
件を包絡できる条件を
設定 

最確条件とした場合には，評価条件よりも燃
料容量の余裕は大きくなる。また，事象発生
直後から最大負荷運転を想定しても燃料は
枯渇しないことから，運転員等操作時間に与
える影響はない 

－ 

※1 本評価値は，使用済燃料プールへの戻り水の影響を考慮していない保守的なものであり，これらを考慮するとスロッシング量が小さくなる。 

※2 本評価値は，遮蔽の影響を考慮していない保守的なものであり，プールの躯体等が遮蔽となる場所では，線量率が小さくなる。 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（3/3） 

 
 

※1 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注水容量は，ともに 80m3/h(1 台)である。 

項目 

評価条件（初期，事故及び機器条件）

の不確かさ 評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

事

故

条

件 

安全機能の喪

失に対する仮

定 

使用済燃料プ

ール冷却機能

喪失及び注水

機能喪失 

使用済燃料プール冷

却機能喪失及び注水

機能喪失 

使用済燃料プールの冷却

機能及び補給水機能が喪

失しているものとして設

定 

評価条件と最確条件が同様であることか

ら，事象進展に影響はなく，運転員等操作

時間に与える影響はない 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進展に影響はなく，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

外部電源 外部電源なし 事故毎に変化 

外部電源がない場合と外

部電源がある場合では，事

象進展は同じであるが，資

源の評価の観点で厳しく

なる外部電源がない場合

を想定する 

外部電源がない場合と外部電源がある場

合では，外部電源がある場合と事象進展は

同じであることから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

外部電源がない場合と外部電源がある場合では，事象進展は同じであること

から，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

機

器

条

件 

燃料プール代

替注水系（可搬

型）による使用

済燃料プール

への注水流量 

最大 80m3/h 80m3/h 以上※1 

可搬型代替注水ポンプの

設計流量を基に設定 

 

 

燃料プール代替注水系（可搬型）による注

水操作は，注水流量を起点に開始する操作

ではないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない 

評価条件で設定している燃料プール代替注水系（可搬型）による注水流量は

燃料の崩壊熱に相当する保有水の蒸発速度（最大 19m3/h）より大きく，注水

操作開始以降の流量であることから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない 
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 表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1/2） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

燃料プール代

替注水系（可

搬型）による

使用済燃料プ

ールへの注水

操作 

事象発生か

ら 12 時間後 

可搬型設備に関して，事

象発生から 12 時間まで

は，その機能に期待しな

いと仮定 

【認知】 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水操作の開始は事象発生から 12 時間

後であり，それまでに外部電源喪失等による使用済

燃料プールの冷却機能又は注水機能の喪失を認知

できる時間がある 

【要員配置】 

当該操作は専任の緊急時対策要員が配置されてお

り，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

燃料プール代替注水系（可搬型）に用いる消防車は，

荒浜側高台から大湊側ヤードまで事象発生後に移

動することを想定している。仮に地震等の外部事象

が起因事象の場合に，アクセスルートの被害があっ

ても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルート

を仮復旧できる体制としており，操作開始時間に与

える影響はなし 

【操作所要時間】 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水準備は，消防車の配置，ホース敷設，

ポンプ起動及びホース接続口の弁の開操作である。 

移動時間を含め，これら準備操作に 1 時間を想定し

ている。評価上の操作開始時間を 12 時間後と設定

しているが，他の操作はないため，使用済燃料プー

ルの冷却機能又は注水機能の喪失を認知した時点

で準備が可能である。なお，その場合は実際の操作

開始時間は早くなる場合が考えられる 

【他の並列操作有無】 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水操作時に，他の並列操作はなく，操

作時間に与える影響なし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため

2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こ

りにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能

性は低い 

評価上の操作開始時

間を事象発生 12 時間

後として設定してい

るが，他の操作はない

ため，使用済燃料プー

ルの冷却機能及び注

水機能の喪失を認知

した時点で注水準備

に着手可能である。よ

って，評価上の操作開

始時間に対し，実際の

操作開始時間が早く

なる場合が考えられ，

使用済燃料プール水

位の回復を早める 

評価上の操作開始時

間に対して，実際の

操作開始時間が早く

なる場合が考えら

れ，この場合，使用済

燃料プール水位の回

復が早くなり，評価

項目となるパラメー

タに対する余裕は大

きくなる 

当該操作に対する

時間余裕は，放射線

の遮蔽が維持され

る最低水位に到達

するまでの時間が

事象発生から 1 日

以上（10mSv/h の場

合 6号及び7号炉 

約 1.4 日），有効燃

料棒頂部まで水位

が低下するまでの

時間が事象発生か

ら 3 日以上（6 号及

び7号炉 約3.8日）

であり，これに対し

て事故を検知して

注水を開始するま

での時間は事象発

生から約 12 時間で

あることから，時間

余裕がある 

燃料プール代替

注水系（可搬型）

による使用済燃

料プールへの注

水準備は，所要時

間 65 分想定のと

ころ，訓練実績等

により約 50 分で

実施可能なこと

を確認した 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2/2） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

防火水槽へ

の補給 

事象発生か

ら12時間後 

防火水槽への補給は，

評価条件ではないが，

評価で想定している操

作の成立や継続に必要

な作業 

燃料プール代替注水系

（可搬型）による使用

済燃料プールへの注水

開始時間を踏まえ設定 

防火水槽への補給までの時間は，

事象発生から約 12 時間あり操作

時間余裕がある 

－ － － 

淡水貯水池から防火水槽への補給の系

統構成は，所要時間90分想定のところ，

訓練実績等により約70分で実施可能な

ことを確認した 

各機器への

給油 

（可搬型代

替注水ポン

プ） 

事象発生か

ら12時間後

以降，適宜 

各機器への給油は，評

価条件ではないが，評

価で想定している操作

の成立や継続に必要な

操作・作業 

各機器の使用開始時間

を踏まえて設定 

各機器への給油開始までの時間

は，事象発生から約 12 時間あり

操作時間余裕がある 

－ － － 

有効性評価では，防火水槽から使用済

燃料プールへの注水用の可搬型代替注

水ポンプ（6 号及び 7 号炉：各 1 台）へ

の燃料給油を期待している 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業

は，6 号炉及び 7 号炉各 2 台の場合でも

所要時間 180 分想定のところ訓練実績

等では約 112 分であり，想定の範囲内

で意図している作業が実施可能である

ことを確認した 
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7 日間における水源の対応について（想定事故 1） 

 

○水源 

淡水貯水池：約 18,000m3 

 

○水使用パターン 

 ①可搬型代替注水ポンプによる使用済燃料プールへの注水 

  事象発生 12 時間後から最大流量 80m3/h で注水する。 

  使用済燃料プール水位が通常水位に回復した後，水位を維持出来るよう崩壊熱相当の流量（最大 19m3/h）で注水を実施する。 

 ②淡水貯水池から防火水槽への移送 

  事象発生 12 時間後から，淡水貯水池から防火水槽へつながる配管の弁を操作することで必要な水量を防火水槽へと補給する。 

 

○時間評価 

  淡水貯水池から防火水槽への移送流量は，防火水槽を水源とする可搬型代替注水ポンプによる注水流量を上回る流量で移送出来るため，

注水継続に必要な防火水槽の水を維持できる。 

 

○水源評価結果 

  事象発生 12 時間後から使用済燃料プール水位が通常水位に回復する 13.3 時間後までは 80m3/h で注水を行い，その後崩壊熱相当の流量

（19m3/h）で注水を実施するため，7日間では合計約 3,100m3の水量が必要となり，十分に水量を確保しているため対応可能である。 

  （約 80m3/h×（13.4h-12.0h）+19m3/h×（168h-13.4h）≒3,100m3） 
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7 日間における燃料の対応について（想定事故 1） 

プラント状況：1～7号炉停止中。 
事象：想定事故 1は 6号炉及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

    なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 
約 758kL 

7 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

使用済燃料プール注水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  

2 台起動 ※3 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

 
 
 

 

6 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 
約 758kL 

6 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

使用済燃料プール注水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  

2 台起動 ※3 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

 

1 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 
軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 
 
 

  

2 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 
約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 

 
 

  

3 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 
約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 

 

  

4 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 
軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 
 
 

  

5 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間     

7 日間の 

軽油消費量 
約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 

 
 

 

その他 

事象発生直後から事象発生後 7日間   

7 日間の 
軽油消費量 

約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 
及びガスタービン発電機用燃

料タンク（容量約 200kL）の 
残容量（合計）は 
約 645kL であり， 

7 日間対応可能 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 
モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 
 
 

※1 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 3台を起動させて評価した 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した 
※3 事故収束に必要な可搬型代替注水ポンプは 1台で足りるが,保守的に 2台とした 
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4.2 想定事故 2 

4.2.1 想定事故 2の特徴，燃料損傷防止対策 

(1)想定する事故 

 「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」において，使用済燃料プ

ールにおける燃料損傷防止対策の有効性を確認するために想定する事故の一つには，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「想定事故 2」として「サイフォン現

象等により使用済燃料プール内の水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料プールの水位が

低下する事故」がある。 

 

(2) 想定事故 2の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

 「想定事故 2」では，使用済燃料プールの冷却系の配管破断によるサイフォン現象等によ

り使用済燃料プール内の水の小規模な漏えいが発生するとともに，使用済燃料プール注水

機能が喪失することを想定する。このため，使用済燃料プール水位が低下することから，緩

和措置がとられない場合には，燃料は露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，使用済燃料プール水の漏えいによって燃料損傷に至る事故を想定するも

のである。このため,重大事故等対策の有効性評価には使用済燃料プール水の漏えいの停止

手段及び使用済燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考え

られる。 

したがって，「想定事故 2」では，使用済燃料プール水の漏えいの停止や，燃料プール代

替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水によって，燃料損傷の防止を図る。ま

た，燃料プール代替注水系（可搬型）により使用済燃料プール水位を維持する。 

  

(3) 燃料損傷防止対策 

 「想定事故2」における機能喪失に対して，使用済燃料プール内の燃料が著しい損傷に

至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，運転員による使用済燃料プールからの

サイフォン現象による漏えい停止手段，サイフォンブレーク孔による漏えい停止機能及び

燃料プール代替注水系（可搬型）※1による使用済燃料プールへの注水手段を整備する。これ

らの対策の概略系統図を図4.2.1に，手順の概要を図4.2.2に示すとともに，重大事故等対策

の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を表4.2.1に示

す。 

「想定事故2」において，6号及び7号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御

室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計22名である。その内訳は次のとおりである。

中央制御室の運転員は，当直長1名（6号及び7号炉兼任），当直副長2名※2，運転操作対応を

行う運転員6名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対

策本部要員は5名，緊急時対策要員（現場）は8名である。 

 必要な要員と作業項目について図 4.2.3 に示す。なお，重要事故シーケンス以外の事故
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シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した

結果，22名で対処可能である。 

 

※1 燃料プール代替注水系（可搬型）として燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）を想定する。

なお，燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の注水手段が使用出来ない場合においては燃

料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）による対応が可能である。 

※2 原子炉停止中の6号及び7号炉における体制は，必ずしも当直副長2名ではなくケースによっては当

直副長1名，運転員1名の場合もある。 

 

a. 使用済燃料プール水位低下確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が停止すると同時に，使用済燃料プールの冷却

系の配管破断によるサイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な漏え

いが発生し，使用済燃料プール水位が低下することを確認する。 

使用済燃料プールの水位低下を確認するために必要な計装設備は，使用済燃料貯蔵プ

ール水位・温度計等である。 

 

b. 使用済燃料プールの補給水系機能喪失確認 

使用済燃料プールの喪失した保有水を補給するため，補給水系による使用済燃料プー

ルへの補給準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により使用済燃料プールへの補給準

備が困難な場合，使用済燃料プールへの補給水系機能喪失であることを確認する。 

使用済燃料プールの補給水系の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，使用済

燃料貯蔵プール水位・温度計等である。 

 

c. 使用済燃料プール漏えい箇所の隔離 

使用済燃料プールの水位低下に伴い発生する警報等により，使用済燃料プールからの

漏えいを認知し，原因調査を開始する。原因調査の結果，サイフォン現象による漏えい

であることを判断し，使用済燃料プールの冷却系配管の手動弁を閉止することで，使用

済燃料プールからの漏えい箇所の隔離が完了する。 

 

d. 燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給 

燃料プール代替注水系（可搬型）の準備が完了したところで，燃料プール代替注水系

（可搬型）による使用済燃料プールへの注水を開始し，使用済燃料プール水位を回復す

る。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復旧しつつ，燃料プール代替注水系（可搬

型）の間欠運転又は流量調整により蒸発量に応じた水量を補給することで，使用済燃料

プール水位を必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h となる通常水位から

約 2.1m 下の水位）※3より高く維持する。 
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燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給を確認するために

必要な設備は，使用済燃料貯蔵プール水位・温度計等である。 

 

※3 必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，十分余裕のある値（10mSv/h）とする。

この線量率となる使用済燃料プール水位は通常水位から約2.1m下の位置である。 

 

4.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

 「想定事故 2」の評価においては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すと

おり，「サイフォン現象等により使用済燃料プール水の小規模な喪失が発生し，使用済燃料

プールの水位が低下する事故」を想定する。 

なお，使用済燃料プールの保有水の漏えいを防止するため，使用済燃料プールには排水口

を設けない設計としており，また，燃料プール冷却浄化系はスキマせきを越えてスキマサー

ジタンクに流出する水を循環させる設計とするとともに，使用済燃料プールに入る配管に

は逆止弁を設け，配管からの漏えいがあってもサイフォン現象による使用済燃料プール水

の流出を防止する設計としている。使用済燃料プールに入る配管の逆止弁は動力を必要と

しない設計であり，信頼性は十分高いと考えられるが，本想定事故では固着を想定する。 

「想定事故 2」では，残留熱除去系配管の貫通クラック形成後，サイフォン現象による使

用済燃料プール水の漏えい及び崩壊熱による使用済燃料プール水温の上昇，沸騰及び蒸発

によって使用済燃料プール水位は低下する。漏えいの隔離及び使用済燃料プールへの注水

により，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを評価

する。なお，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることで，

有効燃料棒頂部は冠水が維持される。未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製

ラックセルに貯蔵されており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によ

らず臨界未満となるため，維持される。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，「想定事故 2」における運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

（添付資料 4.1.4，4.2.1） 

 

(2) 有効性評価の条件 

 「想定事故 2」に対する初期条件も含めた主要な評価条件を表 4.2.2 に示す。また，主要

な評価条件について，「想定事故 2」特有の評価条件を以下に示す。 

 なお,本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳しい条件である，原子炉停止中

の使用済燃料プールを前提とする。原子炉運転中の使用済燃料プールは，崩壊熱は原子炉

停止中の使用済燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかになること，また，より多く
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の運転員による対応が可能であることから本評価に抱絡される。 

（添付資料4.1.1） 

 

ａ．初期条件 

(a) 使用済燃料プールの初期水位及び初期水温 

使用済燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，使

用済燃料プールと隣接する原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉状

態を仮定する。また，使用済燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限の 65℃

とする。 

(b) 崩壊熱 

使用済燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短時間（原子炉停止後 10

日）で取り出された全炉心分の燃料が一時保管されていることを想定して，使用済燃

料プールの崩壊熱は約 11MW を用いるものとする。 

  なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 19m3/h である。 

 

b．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール冷却浄化系，残留熱除

去系，復水補給水系，サプレッションプール浄化系等の機能を喪失するものとする。 

 (b) 配管破断の想定 

使用済燃料プール水位が最も低下する可能性のあるサイフォン現象として，原子炉

建屋地下階の残留熱除去系配管※4の貫通クラックを想定する。当該配管は低圧設計の

配管であることから，配管内径の 1/2 の長さと配管肉厚の 1/2 の幅を有する貫通クラ

ックを想定する。 

※4 使用済燃料プールに入る配管でサイフォン現象による漏えい発生の可能性のあるものは，燃

料プール冷却浄化系のディフューザ配管以外になく，よって当該配管に接続される系統のう

ち，配管内径や破断時の高さ等の漏えい発生時の影響を考慮して設定 

 (c) サイフォン現象による漏えい量 

燃料プール冷却浄化系及び残留熱除去系配管に設置されている逆止弁については，

燃料プール冷却浄化系の配管で想定される異物の弁への噛み込みにより固着し，逆止

弁の機能が十分に働かない状態を仮定する。このときの使用済燃料プールからのサイ

フォン現象による漏えい量は約 70m3/h となる。 

なお,評価においてはディフューザ配管に施工されているサイフォンブレーク孔の

漏えい停止効果に期待しない。 

（添付資料 4.2.2,4.2.3） 

(d) 外部電源 
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外部電源はないものとする。 

外部電源がない場合においても，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃

料プールへの注水は可能であり，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資

源の評価の観点から厳しくなる外部電源がない場合を想定する。 

 

c．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プール代替注水系（可搬型） 

使用済燃料プールへの注水は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）1台を使用するもの

とし，崩壊熱による使用済燃料プール水の蒸発量を上回る 80m3/h※5にて注水する。 

※5 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）

の注水容量は，ともに80m3/h(1台)である。 

 

d．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 使用済燃料プール漏えい箇所の隔離は，事象発生から150分後に完了する。 

(b) 燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給は，事象発生12

時間後から開始する。 

なお，サイフォンブレーク孔の効果に期待した場合においては事象発生から約100分後（6

号炉は80分後，7号炉は100分後）に漏えいが停止するため,運転員による漏えい停止操作で

の対応に比べ,その後の事象進展や評価項目となるパラメータが緩和されることから本評

価では運転員による使用済燃料プールの漏えい箇所の隔離操作による対応を示す。 

 

(3) 有効性評価の結果 

 使用済燃料プール水位の変化を図 4.2.4 に，使用済燃料プール水位と線量率の評価結果

を図 4.2.5 に示す。 

 

a. 事象進展 

 残留熱除去系配管の貫通クラック形成後，サイフォン現象によって，使用済燃料プール水

は漏えいし，使用済燃料プール水位は低下する。スキマせきを越える水がなくなるためスキ

マサージタンクの水位低下又は使用済燃料プールの水位低下に伴い発生する警報により異

常を認知する。原子炉建屋 2 階にある燃料プール冷却浄化系配管の手動弁を閉止すること

により，事象発生から 150 分後に漏えい箇所を隔離し，サイフォン現象による漏えいを停止

する。一方，使用済燃料プールの喪失した保有水を補給するため，補給水系による水の補給

準備を行うが補給水系が使用不可能な場合，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済

燃料プールへの注水準備を行う。 
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 使用済燃料プールへの注水が開始されるまで，使用済燃料プール水温は約 5℃/h で上昇

し，事象発生から約 7時間後に 100℃に達する。その後，蒸発により使用済燃料プール水位

は低下し始めるが，事象発生から 12 時間経過した時点で燃料プール代替注水系（可搬型）

による使用済燃料プールへの注水を開始すると，使用済燃料プール水位は回復する。 

その後は，使用済燃料プールの冷却系を復旧しつつ，燃料プール代替注水系（可搬型）に

より，蒸発量に応じた水量を使用済燃料プールに補給し，使用済燃料プール水位を維持する。 

 

b. 評価項目等 

使用済燃料プール水位は，図 4.2.4 に示すとおり，通常水位から約 1.2m 下の水位まで低

下するに留まり，有効燃料棒頂部は冠水維持される。使用済燃料プール水温については約 7

時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，図 4.2.5 に示すとおり，使用済燃料プール水位が通常水位から約 1.2m 下の水位

となった場合の線量率は約 1.0×10-1mSv/h 以下であり，必要な遮蔽の目安と考える

10mSv/h と比べて低い値であることから，この水位において放射線の遮蔽は維持される。

なお，線量率の評価点は原子炉建屋最上階の床付近としている。 

使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵されており，

必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，未臨

界は維持される。 

事象発生 12 時間後から燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注

水を行うことで使用済燃料プール水位は回復し，その後に蒸発量に応じた使用済燃料プー

ルへの注水を継続することで安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の評

価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料 4.1.2，4.2.4） 

 

4.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

「想定事故2」では，サイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な喪失が

発生し，使用済燃料プールの水位が低下することが特徴である。また，不確かさの影響を確

認する運転員等操作は，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水

操作及び漏えい箇所の隔離とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表4.2.2に示すとお
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りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

評価条件の設定に当たっては，7号炉を代表として原則，評価項目となるパラメータに

対する余裕が小さくなるような設定があることから,その中で事象進展に有意な影響

を与えると考えられる燃料の崩壊熱，事象発生前の使用済燃料プールの初期水温及び

初期水位，プールゲートの状態, 並びに破断箇所・状態の想定及び逆流防止用の逆止弁

の状態の影響評価の結果を以下に示す。 

 

 (a)運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約11MWに対して最確条件は約10MW以下で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プール水の温度上昇及び水位低下速

度は緩やかになるが，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの

注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は，燃料の崩壊熱に応じた対応をとるものでは

なく，冷却機能喪失又は水位低下による異常の認知を起点とするものであるため，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約27℃

～約45℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなることが考えられ，さらに時間

余裕が長くなることが考えられるが，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済

燃料プールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は，燃料プール水の初期水温に

応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失又は水位低下による異常の認知を起

点とするものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プールの水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件

での初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮した場合，有効燃料棒

頂部に低下するまでの時間は短くなるが，燃料プール代替注水系（可搬型）による使

用済燃料プールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は，初期水位に応じた対応

をとるものではなく，冷却機能喪失又は水位低下による異常の認知を起点とするも

のであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。また, 初期に地震起因のスロ

ッシングが発生した場合は，水位低下により原子炉建屋最上階の線量が上昇するた

め，その現場における長時間の作業は困難である。ただし,このような水位低下に対

してもサイフォンブレーク孔による使用済燃料プール水の漏えいの停止，原子炉建

屋最上階以外での漏えいの隔離操作及び屋外からの燃料プール代替注水系（常設ス

プレイヘッダ）による使用済燃料プールへの注水操作が実施可能であるため,現場操

作に必要な遮蔽は維持される。また，使用済燃料プール水位が有効燃料棒頂部まで低

下するまでの時間は事象発生から2日以上（6号及び7号炉 約2.2日）あり，事象発生
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から12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能であるため，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉鎖に対して最確条

件はプールゲート開放であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

保有水量はプールゲート閉鎖時と比べ2倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇

及び蒸発による水位の低下速度は緩和されるが，燃料プール代替注水系（可搬型）に

よる使用済燃料プールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は，プールゲートの

状態に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失又は水位低下による異常の認

知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 (b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約11MWに対して最確条件は約10MW以下で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さな値となることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。 

初期水温の変動を考慮した場合，評価条件として設定している初期水温より，低く

なることが考えられ，使用済燃料プールの水位低下が遅くなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。なお，自然蒸発,使用済燃料プールの水

温及び温度上昇の非一様性により,評価で想定している沸騰による水位低下開始時

間より早く水位の低下が始まることも考えられる。しかし，自然蒸発による影響は沸

騰による水位低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プール水は冷却さ

れる。また，使用済燃料プールの水温の非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力と

した対流により影響が小さくなることが考えられる。さらに，仮に事象発生直後から

沸騰による使用済燃料プールの水位低下が開始すると想定した場合であっても，使

用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から16時間以上（10mSv/hの場合，6号炉は 約16時間，7号炉は約17時間），

有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間は事象発生から3日以上（6号及び7号

炉は約3.1日）あることからと長時間を要し，事象発生から12時間後までに燃料プー

ル代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水が可能であるため, 評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期水位の変動を考慮した場合，有効燃料棒頂部まで使用済燃料プール水位が低

下するまでの時間は短くなるが，仮に初期水位を水位低警報レベル（通常水位から約

0.3m下）※6とした場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するま

での時間は20時間程度（10mSv/hの場合，6号及び7号炉 約20時間），有効燃料棒頂部

まで水位が低下するまでの時間は約3日以上（6号及び7号炉 約3.6日）と長時間を要

し，事象発生12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プー
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ルへの注水が可能であるため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。また,

初期に地震起因のスロッシングが発生していた場合において，最大で約3m程度の水

位の低下が発生する（溢水量：6号炉 690m3,7号炉 710m3）。その現場における長時間

の作業は困難となる。ただし,このような水位低下に対してもサイフォンブレーク孔

による使用済燃料プール水の漏えいの停止，原子炉建屋最上階以外での漏えいの隔

離操作及び屋外から燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料

プールへの注水操作が実施可能であるため,現場操作に必要な遮蔽は維持される。事

象発生12時間後から燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料

プールへの注水を実施することにより，6号及び7号炉の使用済燃料プールの水位が

原子炉建屋最上階の放射線の遮蔽維持に必要な最低水位まで回復する時間は事象発

生から約18時間後（10mSv/hの場合），通常水位まで回復する時間は事象発生から約

26時間後となる。また，使用済燃料プール水位が有効燃料棒頂部まで低下するまでの

時間は事象発生から2日以上（6号及び7号炉 約2.2日）あり，事象発生から12時間後

までに燃料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能であるため，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

プールゲートの状態の変動を考慮した場合,プールゲート開放時は原子炉ウェル，

蒸気乾燥器・気水分離器ピット（D/Sピットという）及びキャスクピットの保有水を

考慮すると使用済燃料プールの保有水量は多くなることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなるが，有効燃料棒頂部まで使用済燃料プール水位が

低下するまでに十分な時間余裕があることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。 

破断個所・状態の想定及び逆流防止用の逆止弁の状態の変動を考慮した場合，配管

全周破断，逆止弁全開固着と想定した場合は漏えい量が多くなり，漏えい箇所隔離操

作までの時間余裕が短くなる。ただし，サイフォン現象の継続防止用のサイフォンブ

レーク孔による漏えい停止を考慮した場合は事象進展に影響はなく，漏えい量が少

なくなることから評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

※6 使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA広域）の水位低の警報設定値：6号炉通常水位-225mm，7

号炉通常水位-267mm 

（添付資料4.2.5） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 
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 (a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の漏えい箇所の隔離操作は，評価上の操作完了時間として，事象発生から

150 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，評価上の燃料プー

ル水位低警報の確認後の補給水機能及び崩壊熱除去機能喪失確認までに余裕を含め

1時間を考慮して，その後使用済燃料プール水位低下要因調査及び漏えいの隔離操作

を実施する設定としているが，実際の操作の場合，燃料プール水位低を認知した時点

で使用済燃料プール水位低下要因調査及び漏えいの隔離操作に着手可能であり，補

給水機能及び崩壊熱除去機能喪失確認と同時に実施できるため，評価上の操作完了

時間に対し，実際の操作完了時間が早くなる場合が考えられ，使用済燃料プール水の

漏えい量が少なくなる。当該操作は，評価条件（操作条件を除く）の不確かさにより

操作完了時間は早まる可能性があるが，他の操作と重複しないことから，他の操作に

与える影響はない。 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水操作

は，評価上の操作開始時間として，事象発生から12時間後を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，評価上の操作開始時間は事象発生12時間後を設定し

ているが，他の操作はないため，使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能の喪失を

認知した時点で注水準備に着手可能であり，評価上の操作開始時間に対し，実際の操

作開始時間が早くなる場合が考えられ，使用済燃料プール水位の回復を早める。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の漏えい箇所の隔離操作は，運転員等操作時間に与える影響として，評価

上の操作完了時間に対して，実際に見込まれる操作完了時間が早くなる可能性があ

る。この場合，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間余裕は，漏

えい箇所の隔離操作に対して約7時間程度（10mSv/hの場合 6号及び7号炉 約7.1時

間），注水操作に対して約23時間程度（6号及び7号炉 約23時間）と操作に対して十

分な時間余裕をもつことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料4.2.5） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の漏えい箇所の隔離操作は，当該操作に対する時間余裕について，放射線の遮蔽

が維持される最低水位に到達するまでの時間は7時間以上（10mSv/hの場合 6号及び7号炉 

約7.1時間），有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間は23時間程度（6号及び7号炉 

約23時間）であり，これに対して，事故を検知して漏えい箇所の隔離操作の実施が完了する
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までの時間は事象発生から約150分であることから，時間余裕がある。 

 操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水操作は，当

該操作に対する時間余裕について，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間が23時間程度（10mSv/hの場合，6号炉では約23時間後，7号炉では約24時間後），有効

燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間が3日以上（6号及び7号炉 約3.4日）であり，こ

れに対して，事故を検知して注水を開始するまでの時間は事象発生から約12時間であるこ

とから，時間余裕がある。 

（添付資料4.2.5） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響，操作時間余裕及び評価条件の不確かさが評価項目となる

パラメータに与える影響を確認した。その結果，評価条件の不確かさが運転員等操作時間に

与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，運転員等操作時間には時間余裕がある。 

 

4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

「想定事故2」において6号及び7号炉同時の重大事故等対策時に必要な要員は，「4.2.1(3)

燃料損傷防止対策」に示すとおり22名である。「6.2 重大事故等対策に必要な要員の評価結

果」で説明している当直長，当直副長，運転員及び緊急時対策要員等の64名で対処可能であ

る。 

なお，今回評価した原子炉停止中ではなく，原子炉運転中を想定した場合，事象によって

は，原子炉における重大事故に至るおそれがある事故の対応の対応と使用済燃料プールに

おける重大事故想定事故2の対応が重畳することも考えられる。しかし，原子炉運転中を想

定した場合，使用済燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いため，時間余裕が十分

長く時間余裕があり（原子炉運転開始直後を考慮しても使用済燃料プールの保有水が100℃

に到達するまで最低でも1日以上），原子炉側の事故対応が収束に向かっている状態での対

応となるため，緊急時対策要員や参集要員により対応可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

「想定事故2」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条

件にて評価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 



4.2-12 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水については，7日間の

対応を考慮すると，号炉あたり約3,300m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考

慮すると，合計約6,600m3の水が必要である。水源として，淡水貯水池に約18,000m3の水量を

保有しており，必要な水源は確保可能である。また，事象発生12時間以降に淡水貯水池の水

を防火水槽に移送することで，防火水槽を枯渇させることなく防火水槽を水源とした7日間

の注水継続実施が可能となる。ここで，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プール注水及び防火水槽への補給の開始を12時間としているが，これは，可搬型設備を12時

間以内に使用できなかった場合においても，その他の設備にて重大事故等に対応できるよ

う設定しているものである。 

 （添付資料4.2.6） 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後7日間最大負荷で運転し

た場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要となる。燃料プール代替注水系（可搬型）による

使用済燃料プールへの注水については，保守的に事象発生直後からの可搬型代替注水ポン

プの運転を想定すると，7日間の運転継続に号炉あたり約7kLの軽油が必要となる。免震重要

棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供

給については，事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽

油が必要となる。（6号及び7号炉 合計 約1,595kL） 

6号及び7号炉の各軽油タンクにて約1,020kL（6号及び7号炉合計 約2,040kL）の軽油を保

有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水，免震重要棟内緊急時対

策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源

供給について，7日間の継続が可能である。 

 （添付資料4.2.7） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によって給電を行うも

のとする。 

 

4.2.5 結論 

 「想定事故 2」では，使用済燃料プールに入る配管からの漏えいが発生した際に逆止弁の

機能が十分に働かず，サイフォン現象による使用済燃料プール水の小規模な喪失が発生し，

かつ，使用済燃料プールへの水の補給にも失敗して使用済燃料プール水位が低下すること

で，やがて燃料が露出し燃料損傷に至ることが特徴である。「想定事故 2」に対する燃料損

傷防止対策としては，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水手

段を整備している。 

「想定事故2」について有効性評価を実施した。 
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上記の場合においても，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注

水により，使用済燃料プール水位を回復し維持することができることから，放射線の遮蔽が

維持され，かつ，燃料損傷することはない。 

また，使用済燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵されて

おり，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未満となるため，

未臨界は維持される。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界を維

持できることから評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水等の

燃料損傷防止対策は，「想定事故2」に対して有効である。 
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図 4.2.1 想定事故 2の重大事故等対策の概略系統図 

（使用済燃料プールへの注水） 

スプレイノズル

原子炉補機冷却系

スプレイヘッダ
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熱交換器

燃料プール冷却浄化ポンプ

ろ過脱塩装置

原子炉補機冷却系
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圧力抑制プール水

浄化系より
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非常用ディーゼル
発電機

Gen
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サイフォンブレーク孔位置

(T.M.S.L約31.0m)

固着を想定

する逆止弁

隔離操作を想定する弁

7号炉：T.M.S.L約21.0m（代表値）

6号炉：T.M.S.L約18.7m

固着を想定

する逆止弁

①燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）

（常設のスプレイヘッダ及び常設のスプレイ配管

を用いる手段）

破断箇所

(T.M.S.L約-5.7m)

燃料プール冷却浄化系

熱交換器

防火水槽

淡水貯水池

②燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）

（可搬の注水口及び可搬ホースを用いる手段）

通常水位

（T.M.S.L約31.4m）

常設の箇所

可搬の箇所

原子炉建屋大物搬入扉
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外部接続口
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図 4.2.2 想定事故 2の対応手順の概要 

 

（約0分）

（約5分後）

（約60分後）

（約90分後）

（約7時間後）

（約12時間後）

外部電源喪失発生

（解析上の時刻）

プラント前提条件
・プラント停止後10日目
・全燃料取り出し＆プールゲート「閉」
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）最大熱負荷モード運転中
・残留熱除去系（B）点検中
・残留熱除去系（C）原子炉停止時冷却モード待機中（原子炉圧力容器水抜き準備）
・燃料プール冷却浄化系運転中

使用済燃料プール水の漏えい発生
（漏えい想定箇所：残留熱除去系配管）

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止，および
燃料プール冷却浄化系停止確認

（機器作動状況，系統流量による確認）

漏えい開始により
使用済燃料プール水位低下開始

燃料プール水位低警報発生

※7

補給水注水系機能喪失により崩壊熱除去機能は水源がないため機能喪失と判断する。

※8

使用済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系からの漏えいが無いことにより，サイフォン現象により使用済燃料プール水が漏えいしていると判断する

（実際は，要因調査の際に「最大熱負荷モード」で運転していた残留熱除去系も確認するため，その時点でサイフォン現象による漏えいと判断できる）

※9

使用済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系からの漏えいの形跡が無いこと，サイフォンブレーカの露出水位付近で使用済燃料プール水位が安定していることから，サイフォン効果により使用

済燃料プール水が漏えいしていたと判断する

（実際は，要因調査の際に「最大熱負荷モード」で運転していた残留熱除去系も確認するため，その時点でサイフォン効果による漏えいと判断できる）

※10

サイフォンブレーカにより使用済燃料プールからの漏えいは停止しているが，破断箇所を系統から隔離するため弁により隔離操作を実施する

※11

使用済燃料プールへの補給は「使用済燃料プールスプレイライン」を使用する

常設スプレイ設備が使用できない場合，可搬型スプレイ設備による使用済燃料プールへの補給を実施する

※12

使用済燃料貯蔵プール水温度計により100℃を確認する

※13

事故12時間後の使用済燃料プール水位は通常水位－1.2ｍとなる

※14

事故12時間後の使用済燃料プール水位は通常水位－1.0ｍとなる

※15

使用済燃料貯蔵プール水位計にて確認する

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ
消火系を燃料プール代替注水系として使用する場合があるため消火ポンプ運転状態について確認する
消火系は復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である

Ⅱ
「床漏えい検出器」により漏えいエリアを特定できる場合もある

Ⅲ
燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水は「使用済燃料プールスプレイライン」以外に、復水補給水系を経由して使用済燃料プールへ注水することも可能である
可搬型燃料プール代替注水系の水源は「防火水槽」の他に「海水」も可能である

Ⅳ
「ろ過水タンク」からの防火水槽補給も実施できる。その際は貯水池からろ過水タンクへの補給も合わせて実施する

サイフォンブレーカ露出 ※2

漏えい開始により
スキマサージタンク水位低下開始

崩壊熱除去機能喪失確認
（補給水注水機能喪失により確認）

補給水注水機能復旧操作

補給水注水機能喪失確認
（機器作動状況，系統圧力による確認）

燃料プール代替注水系（可搬型）
による使用済燃料プール注水準備

燃料プール代替注水系（可搬型）
の準備完了

淡水貯水池から防火水槽への補給準備
（防火水槽への補給準備）

防火水槽への
補給準備が完了

防火水槽への補給

※3

※5

※7

※1

Ａ

Ⅰ

（約12時間後）
（約12時間後）

Ⅲ
Ⅳ

回復は解析上
考慮せず

回復は解析上
考慮せず

復水移送ポンプ以外による使用済燃料プール注水
・消火ポンプによる代替注水

スプレイライン以外による使用済燃料プール注水
・復水補給水ラインを使用した注水

淡水タンクから防火水槽への補給

（適宜実施）
（適宜実施）

燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への燃料補給

（約12時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

復水移送ポンプによる使用済燃料プー
ル注水と同等の流量確保不可

使用済燃料プール水位低下継続確認

使用済燃料プール廻り漏えいなし確認

サイフォン現象による
使用済燃料プール水漏えい判断

弁閉止による隔離操作

弁閉止による隔離準備

使用済燃料プール水温度

100℃到達
使用済燃料プール水位
2.1ｍ低下（10mSv/h）

使用済燃料露出
約7ｍ低下

（サイフォン現象を停止できない場合）

（約7時間後）

（約23時間後）

燃料プール代替注水系（可搬型）による
使用済燃料プール水注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

燃料プール代替注水系(可搬型）による使用済燃料プールへの注
水を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める。復旧後は，
補給水系統によりスキマサージタンクへの補給を確保し漏えい
箇所隔離状態で運転可能な系統により冷却を実施する

Ａ

使用済燃料プール水位
2.1ｍ低下（10mSv/h）

使用済燃料露出
約7ｍ低下

（使用済燃料プールへの補給ができない場合）

（約1.1日後）

（約3.6日後）

使用済燃料プール水位が
サイフォンブレーカ位置付近にて安定確認

使用済燃料プール廻り漏えいなし確認

サイフォン現象による
使用済燃料プール水漏えい判断

サイフォン現象漏えい箇所

弁閉止による隔離操作

弁閉止による隔離準備

使用済燃料プール水温度

100℃到達

燃料プール代替注水系（可搬型）による
使用済燃料プール水注水開始

使用済燃料プール水位維持の為
注水継続

※9

※12

※14

燃料プール代替注水系(可搬型）による使用済燃料プールへ
の注水を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める。
復旧後は，補給水系統によりスキマサージタンクへの補給
を確保し漏えい箇所隔離状態で運転可能な系統により冷却
を実施する

※4

※10

※15

※15

Ａ

※8

※12

※15

※15
※13

※11

使用済燃料プール水位低下要因調査

Ⅱ
※6

※1

実際は，使用済燃料プール側の水頭圧により漏洩量が抑制されることも考えられる

※2

サイフォンブレーカ位置はNWL-約40㎝

※3

復水移送ポンプ（A，C）起動確認または起動操作

※4

サイフォンブレーカ機能によりサイフォン現象の漏えいは停止し，SFP水位はサイフォンブレーカの露出水位付近で安定する

※5

中央制御室にて機器ランプ表示，機器故障警報，系統圧力指示計等にて機能喪失を確認する

※6

下記により要因調査を実施する

・「燃料プールライナドレン漏えい大」警報発生有無

＊現場のライナードレン目視箱も確認する。

・「FPCゲート／RPV・PCV間漏えい大」警報発生有無

＊現場の流量指示計及びファンネルへの流入も確認する。

・燃料プール冷却浄化系まわりの確認

（サイフォンブレーカによりサイフォン効果が停止する場合）

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断
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図 4.2.3 想定事故 2の作業と所要時間 

原子炉運転中における使用済燃料プールでの事故を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大事故の対応と使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれのある事故の対応が重畳することも考えられる。しかし，

使用済燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いことから時間余裕が十分長く（運転開始直後を考慮しても使用済燃料プールの保有水が100℃に到達するまで1日以上），原子炉側の事故対応が収束に向かっている状態での

対応となるため，緊急時対策要員や参集要員により対応可能である。 

 

／

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・外部電源喪失確認

・使用済燃料プール冷却系停止確認

　（燃料プール冷却浄化系ポンプ、残留熱除去系ポンプ）

・非常用ディーゼル発電機自動起動確認

・スキマサージタンク水位低下確認

・使用済燃料プール水位低下確認

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・使用済燃料プール水位、温度監視

使用済燃料プール補給水系復旧作業

（解析上考慮せず）
－ － － － － －

・使用済燃料プール補給水系　機能回復

（復水補給水系）
対応可能な要員により対応する。

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・警報確認による要因調査 30分

・放射線防護装備準備

・現場移動

・現場確認

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・電動弁の隔離

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・二次格納施設内2階　弁室での弁操作 30分

・放射線防護装備準備

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水ポンプ，可

搬型代替注水ポンプから接続口），ホース接続）

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（建屋内ホース敷設、可搬型スプレイノズル設置）

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（建屋内ホース接続）

・現場移動

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給準備

（可搬型代替注水ポンプ移動、ホース敷設（防火水槽から可搬型代替注水ポンプ，可

搬型代替注水ポンプから建屋内ホース），ホース接続）

・可搬型代替注水ポンプを用いた使用済燃料プール補給

・放射線防護装備準備

・現場移動

・淡水貯水池～防火水槽への系統構成，ホース水張り

・淡水貯水池から防火水槽への補給

・放射線防護装備準備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油

タンクから補給

燃料給油作業 － － － － ・可搬型代替注水ポンプへの給油

必要人員数　合計
1人

A

1人

a

2人

C,D

2人

c,d

想定事故２（サイフォン現象等によるプール水の小規模な喪失）

経過時間（分） 経過時間（時間）
備考

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

－

操作項目

実施箇所・必要人員数

指揮者

－

状況判断

1人

A

1人

a
－ －

－ －

60分

使用済燃料プール漏えい箇所の隔離

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から使用済燃

料プールへの補給（常設スプレイライン使用）
－ － － － 2人 2人

使用済燃料プール水位低下要因調査

－ －
2人

C,D

2人

c,d

適宜実施

可搬型代替注水ポンプによる防火水槽から使用済燃

料プールへの補給（可搬ホース及び可搬スプレイノ

ズル使用）

（解析上考慮せず）

－ －

－ － － －

常設スプレイライン使用不可の場合

要員を確保して対応する

－ － － －

8人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

2人

適宜実施

燃料給油準備 － － － －

2人

適宜実施

淡水貯水池から防火水槽への補給 － － － －

65分

事象発生

30 60 90 120 150 7 8 9 10 11 12 13

約5分 「燃料プール水位低」警報発生

プラント状況判断

約12時間 使用済燃料プール補給開始

約7時間 使用済燃料プール水温100℃到達

約150分 サイフォン現象による漏えい停止

約60分 補給水注水機能 喪失確認、崩壊熱除去機能 喪失確認

適宜実施

10分

90分

10分

90分

3 4 5 6

10分

10分

10分

10分
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図 4.2.4 使用済燃料プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.5 使用済燃料プール水位と線量率（想定事故 2）

使用済燃料プール水温

100℃到達 

（事象発生約 7時間後） 

燃料プール代替注水系 

（可搬型）による注水開始 

（事象発生 12 時間後 水位 

通常水位から-1.2m） 

 

事象発生約17時間後

に通常水位まで回復 

使用済燃料プール水

位回復後，蒸発量に

応じた注水により水

位維持 

弁閉止による破断箇所

の隔離操作実施 

（事象発生 150 分後 

水位 通常水位 

から-0.8m） 

使用済制御棒の露出開始

使用済制御棒を線源とした線量
率が支配的な水位

使用済燃料を線源とした線量率が
支配的な水位

想定事故 2 での

水位の低下 

（通常水位から

約 1.1m） 

有

効

燃

料

棒

頂

部

か

ら

の

水

位 

（m） 

事故後の時間（h） 

有効燃料棒頂部からの水位（m） 

線 

 

量 

 

率 

（mSv/h） 

通常水位 

使用済制御棒を線源とした線量
率が支配的な水位 
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表 4.2.1 想定事故 2における重大事故等対策について  

判断及び操作 操作 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

使用済燃料プール水位低下確認 

使用済燃料プールを冷却している系統が機能喪失すると同時に，使用済燃料

プールの冷却系の配管破断によるサイフォン現象等により使用済燃料プール

内の水の小規模な漏えいが発生し，使用済燃料プール水位が低下することを

確認する 

【非常用ディーセル発電機】 － 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料

貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

使用済燃料プールの補給水系機

能喪失確認 

使用済燃料プールの水位低下分を補給するため，補給水系による使用済燃料

プールへの補給準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により使用済燃料プ

ールへの補給準備が困難な場合，使用済燃料プールへの補給水系機能喪失で

あることを確認する 

－ － 

復水移送ポンプ吐出圧力計 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料

貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

使用済燃料プール漏えい箇所の

隔離 

使用済燃料プール又はスキマサージタンク水位低下に伴い発生する警報によ

り漏えいを認知し，原因調査を開始する。原因調査の結果，使用済燃料プー

ル本体からの漏えいでは無いことから，サイフォン現象による漏えいである

ことを判断し，使用済燃料プールの冷却系の配管の手動弁を閉止することで

漏えい箇所の隔離が完了する 

－ － 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料

貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

燃料プール代替注水系（可搬型）

による使用済燃料プールへの補

給 

燃料プール代替注水系（可搬型）の準備が完了したところで，燃料プール代

替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水により使用済燃料プー

ルの水位を回復する。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復旧しつつ，

蒸発量に応じた水量を補給することで，使用済燃料プール水位を維持する 

常設スプレイヘッダ 
可搬型代替注水ポンプ

(A-2 級) 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料

貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

燃料プール代替注水系（可搬型）

による使用済燃料プールへの補

給（可搬型スプレイ設備） 

常設スプレイヘッダが使用できない場合，可搬型スプレイ設備による燃料プ

ール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水により使用済燃

料プールの水位を回復する。その後は，使用済燃料プールの冷却系を復旧し

つつ，蒸発量に応じた水量を補給することで，使用済燃料プール水位を維持

する 

－ 

可搬型スプレイ設備 

可搬型代替注水ポンプ

(A-2 級) 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA） 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA 広域） 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料

貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

有効性評価上考慮しない操作  
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表 4.2.2 主要評価条件（想定事故 2）（1/2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

使用済燃料プールの保有水量 約 2,093m3 ※1 
保有水を厳しく見積もるためにプールゲート閉の状況

を想定 

使用済燃料プール初期水位 通常水位 通常水位を設定 

使用済燃料プール初期水温 65℃ 保安規定の運転上の制限値 

燃料の崩壊熱 

 約 11MW  

【使用済燃料】 

 取出時平均燃焼度： 

・貯蔵燃料 50 GWd/t 

・炉心燃料 33 GWd/t 

原子炉停止後に最短時間（原子炉停止後 10日※2）で取

り出された全炉心分の燃料が，過去に取り出された貯

蔵燃料と合わせて使用済燃料ラックに最大数保管され

ていることを想定し，ORIGEN2 を用いて算出 

※1 記載の値は 7号炉の値である。6号炉の使用済燃料プールの保有水量は 7号炉とほぼ同様であるため，評価は 7号炉の値を使用する。 

※2 柏崎刈羽原子力発電所 1号炉から 7号炉までの定期検査における実績を確認し,解列後の制御棒全挿入から原子炉開放までの最短時間で

ある約 3日及び全燃料取り出しの最短時間約 7日を考慮して原子炉停止後 10 日を設定。 
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表 4.2.2 主要評価条件（想定事故 2）（2/2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

安全機能の喪失に対する仮定 
使用済燃料プールの冷却機能及び注
水機能喪失 

使用済燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール冷
却浄化系，残留熱除去系，復水補給水系，サプレッションプー
ル浄化系等の機能喪失を設定 

配管破断の想定 
残留熱除去系配管の配管内径の 1/2
の長さと配管肉厚の 1/2 の幅を有す
る貫通クラック 

原子炉建屋地下階の残留熱除去系配管の貫通クラックを想定 

サイフォン現象による漏えい量 約 70m3/h 

燃料プール冷却浄化系の配管で想定される異物の弁への噛み込
みにより固着し，逆止弁の機能が十分に働かない状態を想定
し，設定 
サイフォンによる漏えいを停止させる配管の孔（サイフォンブ
レーク孔）によるサイフォンブレークに期待しないものとする 

外部電源 外部電源なし 
外部電源の有無は事象進展に影響しないことから，資源の観点
で厳しい外部電源なしを設定 

重
大
事
故
等
対

策
に
関
連
す
る

機
器
条
件 

燃料プール代替注水系（可搬
型） 

80m3/h（1台）※1にて注水 
可搬型代替注水ポンプ(A-2 級)による注水を想定 
 
設備の設計を踏まえて設定 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
操
作
条
件 

使用済燃料プール漏えい隔離 事象発生から 150 分後 

認知，現場調査，漏えい個所隔離までの操作の作業想定時間に
余裕を含めて設定 
（水位低下認知及び補給水機能及び崩壊熱除去機能喪失確認に
余裕を踏まえ 1 時間，水位低下要因調査及び現場隔離操作箇所
への移動に１時間，隔離操作実施に 30分の合計 150 分） 

燃料プール代替注水系（可搬
型）による使用済燃料プールへ
の補給 

事象発生から 12 時間後 
可搬型設備に関して，事象発生から 12時間までは，その機能
に期待しないと仮定 

※1 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注水容量は，ともに 80m3/h(1 台)である。 
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使用済燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

 

1.使用済燃料プールの概要 

添付資料4.1.1と同様である。 

 

2.放射線の遮蔽の維持に必要な使用済燃料プールの遮蔽水位について 

添付資料4.1.1と同様である。 

 

3.想定事故2における時間余裕 

図1に示すように逆止弁の異物噛み混みによる固着と配管の貫

通クラックによる破断を想定すると表1の条件より漏えい速度は 

約68m3/hとなる。 

なお，想定する異物として燃料プール冷却浄化系のろ過脱塩器の

出口ストレーナのエレメント24×110メッシュ（通過粒子径約

0.15mm）より十分大きな粒子径2.5mmを想定し，それが最も大きな

開口面積となる噛み混みを想定した。また，水位の低下に伴い水

頭圧が低下し，漏えい量が小さくなることが考えられるが，破断

直後の漏えい速度が継続する想定とした。 

 

表1 使用済燃料プール水の漏えい速度算出条件 

固着を想定 

する逆止弁 

逆止弁の 

開口面積 

貫通クラック 

の破断面積※1 

逆止弁A 42.3cm2 
12.3cm2 

逆止弁B 15.6cm2 

※1:1/4Dt（D：配管内径，t:配管肉厚）を想定 

 

配管破断が発生し，サイフォン現象により使用済燃料プールの保有水が漏えいした場合，漏え

い箇所を隔離するまでの150分間に使用済燃料プールの保有水が約170m3漏えいする。崩壊熱除去

機能の喪失に伴い，6号及び7号炉では事象発生から約7時間後に沸騰が開始し，使用済燃料プール

水位が低下する。 

使用済燃料プール水位が通常水位から放射線の遮蔽が維持される最低水位（通常水位-約2.1m）

まで低下する時間は，事象発生から6号炉では約23時間，7号炉では約24時間後であり，重大事故

等対策として期待している可搬型代替注水ポンプを用いた燃料プール代替注水系（可搬型）によ

る使用済燃料プールへの注水操作の時間余裕は十分ある。（評価結果は表2の通り） 

 

表2 崩壊熱除去機能喪失及びサイフォン現象発生時の漏えい量等評価結果 

項 目 6 号炉 7 号炉 

使用済燃料プール水温が 100℃に到達するまでの時間[h] 約 7 約 7 

サイフォン現象による使用済燃料プール水の漏えい量[m3/h] 約 68 約 68 

漏えい箇所隔離までに漏えいする使用済燃料プール水量[m3] 約 170 約 170 

崩壊熱による使用済燃料プールの保有水の蒸散量[m3/h] 約 19 約 19 

使用済燃料プール水位が通常水位から 2.1m 低下するまでの時間[h] 約 23 約 24 

残留熱除去ポンプ

残留熱除去系熱交換器

使用済燃料

固着を想定
する逆止弁Ａ

固着を想定
する逆止弁Ｂ

想定する

配管破損

箇所

図1 想定事故2の想定 

添付資料 4.2.1 
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添付資料 4.2.2 

 

想定事故 2において微開固着及びクラック破断を想定している理由 
 
 
想定事故 2 の「サイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な喪失」とし

て，燃料プール冷却浄化系（FPC 系）及び残留熱除去系（RHR 系）のサイフォン現象等の発

生防止用に設置している逆止弁の異物噛み混みによる開固着と使用済燃料プールの冷却に

用いている RHR 系の配管の貫通クラックを想定している。 
想定の根拠は以下の通りである。 
 

◯ 逆止弁の閉失敗について 
FPC 系の逆止弁は，通常はポンプからの使用済燃料プールへの注水が停止し，サイフォン

現象による逆流が発生すると閉止する。このときに開状態で固着が発生し，使用済燃料プー

ルの通常水位より低い位置で配管の破断等が発生することで漏えいが発生する。 
逆止弁は逆流による機械的な力でパッシブに作動する機器であるため十分に信頼性の高

いものである。逆止弁の閉失敗の国内一般故障率（21 カ年データ）は 2.2×10-5（デマンド）

である。過去に「1997 年 03 月 柏崎刈羽発電所 2号 残留熱除去系（B）逆止弁不具合に

伴う原子炉手動停止について」において保全不良によりこの事象が発生しているが，アクチ

ュエータを持つ当該設備特有の事象であり，FPC 系の逆止弁では同様の事象が起こらない。 
以上のように逆止弁は十分に信頼性のあるものであるため，異物の噛み混みによる固着

を想定した。 
 
◯ 配管の破断について 
FPC 系は低圧設計の配管（最高圧力 1.57MPa）であり，また取り扱う系統水の温度や放射

線量が高い環境ではないため，全周破断のような大きな破断は想定しにくい。 
そこで有効性評価の想定事故 2では，貫通クラックによる破断を想定した。 

 
以上のように逆止弁の全開固着や配管の全周破断は発生する可能性が非常に小さいと考

えられることから，逆止弁の微開固着及び配管のクラック破断を想定した。 
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6 号及び 7号炉 使用済燃料プールサイフォンブレーカについて 

 
１．サイフォンブレーカの概要 
  使用済燃料プールは，図１のように燃料プール冷却浄化系により冷却及び水質管理さ

れている。使用済燃料プール水がサイフォン効果により流出する場合は，ディフューザ配

管に設置された逆止弁によりプール水の流出を防止する設計となっている。仮に逆止弁

が機能喪失しプール水が流出した場合においても，ディフューザ配管のサイフォンブレ

ーク孔のレベルまで水位が低下した時点で，サイフォンブレーク孔から空気を吸入する

ことでサイフォン現象による使用済燃料プール水の流出を停止することが可能な設計と

なっている。 

 
 

図 1 燃料プール冷却浄化系 系統概略図 
 
 

燃料プール冷却

浄化ポンプ

スキマサージ

タンク

燃料プール冷却

浄化系熱交換器

スキマせき

使用済燃料プール

復水補給水系

M
O

残留熱除去系

復水補給水系

残留熱除去系

ディフューザ配管

及びデフューザ

燃料プール

ろ過脱塩器

燃料プール

ろ過脱塩器

AOAO

AOAO

A
O

A
O

A
O

サプレッショ ン

プール浄化系

サプレッショ ン

プール浄化系

ろ過脱塩装置

原子炉補機冷却系

原子炉補機冷却系

サイフォンブレーク孔
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２．サイフォンブレーク孔の機器仕様 
（１）サイフォンブレーク孔の寸法 

サイフォンブレーク孔は，２本のディフューザ配管（200A）それぞれに 15mmφの

開口（以下「サイフォンブレーク孔」という。）としている。 
 

（２）サイフォンブレーク孔の設置レベル 
サイフォンブレーク孔の設置レベル及び使用済燃料プール内のレベルを図２に示す。

サイフォンブレーク孔は通常水位より下方（6 号炉：412mm，7 号炉：500mm）に設

置されており，使用済燃料プール水がサイフォン効果で流出した場合においても，水位

低下をサイフォンブレーク孔のレベルまでで留めることが可能である。 
 

 
図２ 使用済燃料プール内のレベル相関図 

 
 
（３）サイフォン現象発生時の想定流出量 
   サイフォン現象が発生し，サイフォンブレーク孔まで水位が低下すると，サイフォン

ブレーク孔から空気を吸込み，配管頂部に空気が溜まり両側の配管内の水に力が伝わ

らなくなりサイフォン現象が破れる。（図３参照） 
   サイフォンブレーク孔の寸法を保守的に 13mmφ，サイフォン現象が破れるまでの

時間をサイフォンブレーク孔から吸込んだ空気が頂部を満たすまでとし，想定破断配

管を燃料プール冷却浄化系に接続する最大の残留熱除去系配管の全周破断とした場合，

６号炉及び７号炉でのサイフォン現象発生時の想定流出量は表１の通りとなる。 

制御棒貯蔵貯蔵ラック

使用済燃料ラック

通常水位

サイフォンブレーク孔

7
号
炉
：
3
3
7
0
m
m

6
号
炉
：
3
3
9
5
m
m

7
号
炉
：
5
0
0
m
m

6
号
炉
：
4
1
2
m
m

7
号
炉
：
7
0
1
7
m
m

6
号
炉
：
6
9
7
5
m
m

使用済燃料プール

スキマサージ
タンク

燃料プール
冷却浄化系
ポンプ

燃料プール
冷却浄化系
熱交換器

ディフューザ管

ディフューザー

オペレーティングフロア床面

スキマせき
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図３ サイフォン現象発生時の概念図 

 
表１ サイフォン現象発生時の想定流出量 

 流出量 ブレークまでの時間 ブレーク時の水位 
6 号炉 797.7m3/h 12.47sec 通常水位－423mm 
7 号炉 765.6m3/h 3.32sec 通常水位－503mm 

 
 

サイフォンブレーク孔

空気

ディフューザ配管

流出
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（４）想定被ばく線量率 
使用済燃料プール水が流出した場合の，原子炉建屋最上階上の被ばく線量評価結果を

図４に示す。図４より，使用済燃料プール水が通常水位より約１m 低下した場合におい

ても原子炉建屋最上階上の雰囲気線量率は 0.01mSv/h 以下となることから，使用済燃料

プールはサイフォン現象が発生した場合においても十分な遮へい水位を確保することが

可能である。 

 
図４ 原子炉建屋最上階上での被ばく線量率 
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３．サイフォンブレーク孔の健全性について 
（１）配管強度への影響について 
   ディフューザ配管は，設計・建設規格，JSME S NC1-2012 におけるクラス３配管に

該当する。クラス３配管への穴補強の適用の条件は PPD-3422 より，「(１)平板以外の

管に設ける穴であって，穴の径が 64mm 以下で，かつ，管の内径の４分の１以下の穴

を設ける場合」に該当することから，穴の補強が不要と規定されており，設計上サイフ

ォンブレーク孔設置がディフューザ配管強度へ与える影響はない。 
また，当該配管は耐震 S クラスで設計されていることから，十分な耐震性を有して

いる。 
 
（２）人的要因による機能阻害について 
   サイフォンブレーク孔は，操作や作動機構を有さない開口のみであることから，誤操

作や故障により機能喪失することはない。そのため，使用済燃料プール水のサイフォン

効果による流出が発生した場合においても，操作や作業を実施することなく，サイフォ

ンブレーク孔レベルまで水位低下することで自動的にサイフォン現象を止めることが

可能である。 
 
（３）異物による閉塞について 
   使用済燃料プールは燃料プール冷却浄化系の「スキマサージタンク」及び「ろ過脱塩

器」により，下記の不純物を除去し水質基準を満足する設計となっており，不純物によ

るサイフォンブレーク孔の閉塞を防止することが可能である。 
     ・プール水面上の空気中からの混入物 
     ・プールに貯蔵される燃料及び機器表面に付着した不純物 
     ・燃料交換時に炉心から出る腐食生成物と核分裂生成物 
     ・燃料交換作業，その他の作業の際の混入物 
     ・プール洗浄後の残留化学洗浄液またはフラッシング水 
 

a．スキマサージタンクによる異物除去について 
    スキマサージタンクには，20mm×100mm の異物混入防止ストレーナが設置され

ており，使用済燃料プール水面に浮かぶ塵等の比較的大きな不純物を除去すること

が可能である。 
b．ろ過脱塩器による異物除去について 

ろ過脱塩器は，カチオン樹脂とアニオン樹脂及びイオン交換樹脂により燃料プー

ル水を浄化する設備である。 
このろ過脱塩器の出口側には樹脂の流出を防止するために出口ストレーナが設置

されている。出口ストレーナのエレメントは 24×110 メッシュ（通過粒子径約 150
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μm 程度）であり，サイフォンブレーク孔の寸法 15mmφを閉塞させるような不純

物の除去が可能である。 
ｃ．使用済燃料プールの巡視について 

使用済燃料プールは，当直員により，１回／１日の巡視をすることとなっており，

サイフォンブレーク孔を閉塞させる可能性がある浮遊物等がないことを確認するこ

とができる。このような巡視で浮遊物等を発見・除去することにより，異物による閉

塞を防止することが可能である。 
ｄ．地震等発生時における異物による閉塞の防止について 

使用済燃料貯蔵プールの近傍は異物混入防止エリアとして設定して,原則シート養

生を実施しない運用としている（プール脇の手すり等についても同様）。ただし，定

期検査時の汚染拡大防止や作業エリア内での作業を避けることができず，プール内

への異物混入防止のために養生が必要となる場合などの理由があるときには，必要

箇所の養生を行うため，これらの養生シートがスロッシング等によりプール内に流

れ込む懸念はある。 
地震発生後は，運転員の巡視により浮遊物等を発見し，適切な除去が行われる。仮

にサイフォン現象による漏えいが発生している状況で原子炉建屋最上階の線量率が

悪化してプール内に流れ込んだ浮遊物等を除去できず，かつ浮遊物等によるサイフ

ォンブレーク孔の閉塞が発生した場合は漏えいが継続することとなる。 
ただし，スロッシングによりサイフォンブレーク孔が露出している場合において

は浮遊物等によるサイフォンブレーク孔の閉塞は発生しないと考えられる。また，サ

イフォンブレーク孔が閉塞した場合であっても原子炉建屋最上階以外の現場弁等の

閉操作を実施することで，ほとんどの箇所での漏えいの停止が可能である。 
 

（４）落下物干渉による変形 
サイフォンブレーク孔は図４に示す通り，配管鉛直部に設けられており，落下物が直

接干渉することはなく，サイフォンブレーク孔が変形して閉塞することは考えにくい。 
 
４．サイフォンブレーク孔の健全性確認方法について 
  サイフォンブレーク孔については，定期的なパトロール（１回／週）を実施し，目視に

より穴の閉塞がないことを確認する。 
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図４ サイフォンブレーク孔の設置状況 

以上 
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添付資料 4.2.4 

 

安定状態について 

 

想定事故 2（サイフォン現象等による使用済燃料プールの冷却水の喪失）の安定状態につい

ては以下のとおり。 

使用済燃料プール安定状態：設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用いた使用

済燃料プールへの注水並びに使用済燃料プール水の漏えい箇

所の隔離により使用済燃料プール水位を回復・維持すること

で，燃料の冠水，放射線遮蔽及び未臨界が維持され，使用済

燃料プールの保有水の温度が安定し，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれ

がない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

使用済燃料プールの安定状態の確立について 

弁閉止による漏えい箇所の隔離，燃料プール代替注水系（可搬型）を用いた使用済燃料プー

ルへの注水を実施することで，使用済燃料プール水位を回復，維持され，使用済燃料プール

の安定状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源を供給

可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水を継続し，残留熱

除去系又は燃料プール冷却浄化系を復旧し，復旧後は補給水系統等によりスキマサージタ

ンクへの補給を実施する。使用済燃料プールの保有水を残留熱除熱系等により冷却するこ

とによって，安定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1/4） 

項目 

評価条件（初期，事故及

機器条件） 

の不確かさ 
評価設定の考え方 

運転員等操作時間に 

与える影響 
評価項目となるパラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

燃料の崩

壊熱 
約 11MW 

約 10MW以下 

（実績値） 

原子炉の運転停止後に取り出され

た全炉心分の燃料とそれ以前に取

り出された燃料を合わせて，使用済

燃料プールの貯蔵ラックの容量の

最大数となるように保管した状態

を設定 

炉心燃料の冷却期間については過

去の実績より取出期間が最も短い

10 日を想定 

燃料の崩壊熱の計算に当たっては，

ORIGEN2 を用いて算出 

最確条件では評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなる

ため，使用済燃料プール水の温度上

昇及び水位低下速度は緩やかにな

るが，燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プールへの注

水操作及び漏えい箇所の隔離操作

は，燃料の崩壊熱に応じた対応をと

るものではなく，冷却機能喪失又は

水位低下による異常の認知を起点

とするものであるため，運転員等操

作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，使用済燃料プールの水温上昇及

び水位低下速度は緩やかになることから，評価項目となるパラメータに対する余裕が大きくなる 

使用済燃

料プール

の初期水

温 

65℃ 

約 27℃～約

45℃ 

（実測値） 

保安規定の設定値である 65℃を設

定 

最確条件では評価条件で設定して

いる使用済燃料プールの初期水温

より低くなるため，時間余裕が長く

なることが考えられるが，燃料プー

ル代替注水系（可搬型）による使用

済燃料プールへの注水操作及び漏

えい箇所の隔離操作は，使用済燃料

プール水の初期水温に応じた対応

をとるものではなく，冷却機能喪失

又は水位低下による異常の認知を

起点とするものであるため，運転員

等操作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している使用済燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時間が遅くなり，

水位低下は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕が大きくなる 

なお，自然蒸発,使用済燃料プールの水温及び温度上昇の非一様性により,評価で想定している沸騰による

水位低下開始時間より早く水位の低下が始まることも考えられる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰に

よる水位低下と比べて僅かであり，気化熱により使用済燃料プール水は冷却される。また，使用済燃料プ

ールの水温の非一様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流により影響が小さくなることが考えら

れる。さらに，仮に事象発生直後から沸騰による水位低下が開始すると想定した場合であっても，使用済

燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から 16 時間以上

（10mSv/h の場合，6 号炉は 約 16 時間，7 号炉は約 17 時間），有効燃料棒頂部まで水位が低下するまで

の時間は事象発生から 3 日以上（6 号及び 7 号炉は約 3.1 日）あることから，事象発生から 12 時間後まで

に燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水が可能であるため，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい 

  

評価条件の不確かさの影響評価について（想定事故 2） 
添
付
資
料

4.
2
.
5 



 

 

添
4.2.5-2 

表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2/4） 

項目 

評価条件（初期，事故及び機器条

件）の不確かさ 評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目パラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

プールゲ

ートの状

態 

プールゲート

閉鎖 

（原子炉ウェ

ル及び D/S ピ

ット，キャスク

ピットの保有

水量を考慮し

ない） 

プールゲート開放 

（原子炉ウェル及

び D/S ピット，キャ

スクピットの保有

水量を考慮） 

全炉心燃料取出直後であ

るため，プールゲートは開

放されていることが想定

されるが，保守的に原子炉

ウェル及び D/S ピット，キ

ャスクピットの保有水量

を考慮しない状態を想定 

プールゲートの開放を想定した場合，保有水量はプール

ゲート閉鎖時と比べ 2 倍程度となり，使用済燃料プール

の水温上昇や蒸発による水位の低下速度は緩和される

が，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は，プー

ルゲートの状態に応じた対応をとるものではなく，冷却

機能喪失又は水位低下による異常の認知を起点とする

ものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

プールゲートが開放されている場合を想定した場合，使用済燃料プール等の保有水

量は 2 倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇や蒸発による使用済燃料プール

の水位の低下速度は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

が大きくなる 

使用済燃

料プール

の水位 

通常水位 通常水位付近 設計値を設定 

評価条件での使用済燃料プールの初期水位は通常水位

を設定しているため，その変動を考慮した場合，通常水

位から有効燃料棒頂部に低下するまでの時間は短くな

るが，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃

料プールへの注水操作及び漏えい箇所の隔離操作は，使

用済燃料プールの初期水位に応じた対応をとるもので

はなく，冷却機能喪失又は水位低下による異常の認知を

起点とするものであるため，運転員等操作時間に与える

影響はない 

また, 初期に地震起因のスロッシングが発生した場合

は，最大で約 3m の水位低下が発生する（スロッシング

量：6 号炉 690m3, 7 号炉 710m3）。この場合，原子炉建

屋最上階の線量が上昇する（1.0×103mSv/h 程度※2）た

め，その現場における長時間の作業は困難となる。ただ

し，燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）によ

る使用済燃料プールへの注水操作は屋外から実施でき

るため線量の影響が小さく, 運転員等操作時間に与え

る影響はない 

評価条件での使用済燃料プールの初期水位は通常水位を設定しているため，その変

動を考慮した場合，通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間は

短くなるが，仮に使用済燃料プールの初期水位を水位低警報レベルとした場合であ

っても，使用済燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水位まで低下する

時間は事象発生から 20 時間程度（10mSv/h の場合，6 号及び 7 号炉 約 20 時間），

通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間は事象発生から 3日以

上（6 号及び 7 号炉 約 3.6 日）と長時間を要し，事象発生から 12 時間後までに燃

料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの注水が可能であること

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

また,初期に地震起因のスロッシングが発生した場合は，最大で約3mの水位低下

が発生する（スロッシング量：6号炉は690m3,7号炉は710m3※1）。この場合，原子炉建

屋最上階の線量が上昇する（1.0×103mSv/h程度※2）ため，その現場における長時間

の作業は困難となる。ただし,このような水位低下に対してもサイフォンブレーク

孔による使用済燃料プール水の漏えいの停止，原子炉建屋最上階以外での漏えいの

隔離操作及び屋外から燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済

燃料プールへの注水操作が実施可能であるため,現場操作に必要な遮蔽は維持され

る。事象発生12時間後から使用済燃料プールへ注水することにより，原子炉建屋最

上階の放射線の遮蔽が維持される最低水位まで回復する時間は事象発生から約18

時間後（10mSv/hの場合），通常水位まで回復する時間は事象発生から約26時間後と

なる（6号及び7号炉同様）。また，使用済燃料プール水位が有効燃料棒頂部まで低

下するまでの時間は事象発生から2日以上（6号及び7号炉 約2.2日）あり，事象発生

から12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による注水が可能であるため，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源

の容量 
約 18,000m3 

18,000m3以上 

（淡水貯水池水量） 

淡水貯水池の水量を参考

に，最確条件を包絡できる

条件を設定 

最確条件とした場合には，評価条件よりも水源容量の余

裕が大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの淡水

貯水池から防火水槽への補給により防火水槽は枯渇し

ないことから，運転員等操作時間与える影響はない 

－ 

燃料の容

量 
約 2,040kL 

2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運

用値を参考に，最確条件を

包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，評価条件よりも燃料容量の余

裕が大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転

を想定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない 

－ 

※1 本評価値は，保守的な使用済燃料プールへの戻り水の影響を考慮していないものであり，これらを考慮するとスロッシング量が小さくなる。 

※2 本評価値は，保守的な遮蔽の影響を考慮していないものであり，プールの躯体等が遮蔽となる場所では，線量率が小さくなる。 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（3/4） 

項目 

評価条件（初期，事故及び機器条

件）の不確かさ 評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目パラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

事

故

条

件 

破断箇所・状

態の想定 

残留熱除去系

の地下階の配

管の貫通クラ

ック形成によ

る破断 

事故毎に変化 

低圧配管であるため，全周破断

の発生は考えづらいと考え，貫

通クラック形成による破断を

想定 

（添付資料 4.2.2） 

破断面積が評価条件より大きな場合，使用済燃料プール水の

漏えい量が多くなり，通常水位から有効燃料棒頂部まで水位

が低下する時間は短くなるが，燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プールへの注水操作及び漏えい箇所の

隔離操作は，漏えい量に応じた対応をとるものではなく，冷

却機能喪失や水位低下による異常の認知を起点とするもの

であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

破断面積が評価条件より大きな場合，使用済燃料プール水の漏えい量が

多くなり，通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は短く

なる。配管の全周破断及び逆止弁の全開固着が発生して漏えいが継続す

る場合，使用済燃料プールの水位が有効燃料棒頂部に到達するまでの時

間は約 2 時間の時間余裕となり，漏えい箇所の隔離までの 150 分より短

くなる。ただし，サイフォンブレーク孔による漏えい停止を考慮した場

合は事象進展に影響はなく，漏えい量が少なくなることから評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい 

逆流防止用

の逆止弁の

状態 

破断を想定し

た箇所までの

逆止弁の微開

固着 

事故毎に変化 

逆止弁の全開固着が起こりづ

らいと考え，ごみの噛み混みに

よる微開固着を想定 

（添付資料 4.2.2） 

弁の開口面積が評価条件より大きな場合，使用済燃料プール

水の漏えい量が多くなり，通常水位から有効燃料棒頂部まで

水位が低下する時間は短くなるが，燃料プール代替注水系

（可搬型）による使用済燃料プールへの注水操作及び漏えい

箇所の隔離操作は，漏えい量に応じた対応をとるものではな

く，冷却機能喪失や水位低下による異常の認知を起点とする

ものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

弁の開口面積が評価条件より大きな場合，使用済燃料プール水の漏えい

量が多くなり，通常水位から有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は

短くなる。配管の全周破断及び逆止弁の全開固着が発生して漏えいが継

続した場合，使用済燃料プールの水位が有効燃料棒頂部に到達するまで

の時間は約 2 時間の時間余裕となり，漏えい箇所の隔離までの 150 分よ

り短くなる。ただし，サイフォンブレーク孔による漏えい停止を考慮し

た場合は事象進展に影響はなく，漏えい量が少なくなることから評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい 

サイフォン

現象の継続

防止用のサ

イフォンブ

レーク孔の

考慮 

考慮しない 考慮する 

逆止弁によるサイフォン現象

の発生の防止を設計として考

えていたため，考慮しないと設

定 

サイフォンブレーク孔を考慮した場合は使用済燃料プール

水の漏えい箇所隔離操作が不要となる 

ただし，燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水操作は漏えいの停止時間等に応じた対応を

とるものではなく，冷却機能喪失や使用済燃料プールの水位

低下による異常の認知を起点とするものであるため，運転員

等操作時間に与える影響はない 

サイフォンブレーク孔を考慮した場合は使用済燃料プール水の漏えい

箇所の隔離操作の完了より前に,漏えいが停止するため，使用済燃料プ

ール水の漏えい量が少なくなることから評価項目となるパラメータに

与える余裕は大きくなる 

安全機能の

喪失に対す

る仮定 

使用済燃料プ

ール冷却機能

喪失及び注水

機能喪失 

使用済燃料プー

ル冷却機能喪失

及び注水機能喪

失 

使用済燃料プールの冷却機能

及び補給水機能が喪失してい

るものとして設定 

評価条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

評価条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響はな

く，評価項目となるパラメータに与える影響はない 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（4/4） 

項目 

評価条件（初期，事故及び機器条

件）の不確かさ 評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目パラメータに与える影響 

評価条件 最確条件 

事

故

条

件 外部電源 外部電源なし 事故毎に変化 

外部電源がない場合と外部電

源がある場合では，事象進展は

同じであることから，資源の評

価の観点で厳しくなる外部電

源がない場合を想定する 

外部電源がない場合と外部電源がある場合では，事象進展は

同じであることから，運転員等操作時間に与える影響はない 

外部電源がない場合と外部電源がある場合では，事象進展は同じである

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

燃料プール

代替注水系

（可搬型）に

よる燃料プ

ールへの注

水流量 

最大 80m3/h 80m3/h 以上※1 
可搬型代替注水ポンプの設計

流量を基に設定 

燃料プール代替注水系（可搬型）による注水操作や漏えい箇

所の隔離操作は，注水流量を起点に開始する操作ではないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない 

評価条件で設定している燃料プール代替注水系（可搬型）による注水流

量は，燃料の崩壊熱に相当する使用済燃料プールの保有水の蒸発速度

（最大 19m3/h）より大きく，注水操作開始以降の流量であることから，

評価項目となるパラメータに与える影響はない 

※1 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ），燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の注水容量は，ともに 80m3/h(1 台)である。 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1/3） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

漏えい箇所の

隔離操作 

事象発生か

ら 150 分後 

（操作完了

時間） 

事象の認知や現場時間

を基に，さらに時間余裕

を考慮して設定 

漏えい箇所の隔離操作

についての作業時間は

中央操作室からの遠隔

操作ではなく，現場弁で

の手動閉操作を想定 

【認知】 

想定している約 70m3/h の漏えい量であれば，事象発生か

ら約 5 分後に「燃料プール水位低」警報が発生するが，評

価上はこの警報確認の開始時間を，余裕を含めて 1 時間後

と設定している。よって，評価上の警報確認の時間に対し，

実際の警報確認の時間が早くなる場合が考えられる 

【要員配置】 

使用済燃料プール水位低下要因調査及び漏えいの隔離操

作は運転員が実施する。運転員は，中央制御室に常駐して

いることから，操作時間に与える影響はなし 

【移動】 

アクセスルート上に溢水による滞留があった場合は，堰高

さ以下の水位であればアクセス可能と考える。また，原子

炉建屋管理区域の現場までのルートとしては，通路及び階

段室を通り，必要に応じて個々の区画へアクセスすること

となるが，通路はハッチ等の開口から排水されるため，滞

留水位としては堰高さ程度に抑えられ，アクセス性に影響

はない 

【操作所要時間】 

使用済燃料プール水位低下要因調査は，現場確認のための

移動及び漏えい箇所の特定に 1 時間を想定している。ま

た，漏えいの隔離操作に 30 分を操作時間として想定して

いる。評価上は，残留熱除去系配管破断を想定しているが，

隔離操作は口径 250A の配管に設置されている手動弁を 1

個の閉操作であり，余裕時間を含め 30 分で隔離可能であ

る 

【他の並列操作有無】 

使用済燃料プール水位低下要因調査時及び漏えい箇所の

隔離操作時に，当該操作に対応する運転員に他の並列操作

はなく，操作時間に与える影響はない 

【操作の確実さ】 

漏えい隔離操作等の現場操作は，操作の信頼性向上や要員

の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作

は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能

性は低い。 

評価上，「燃料プール

水位低」警報について

確認した後，補給水機

能及び崩壊熱除去機

能喪失確認までに余

裕を含め 1 時間を考

慮して，その後使用済

燃料プール水位低下

要因調査及び漏えい

の隔離操作を実施い

るが，実際の操作の 

場合，燃料プール水位

低を認知した時点で

使用済燃料プール水

位低下要因調査及び

漏えいの隔離操作に

着手可能であり，補給

水機能及び崩壊熱除

去機能喪失確認と同

時に実施できるため， 

評価上の操作完了時

間に対し，実際の操作

完了時間が早くなる 

評価上の操作完

了時間に対して，

実際の操作開始

時間が早くなる

場合が考えられ， 

この場合，使用済

燃料プール水位

の回復が早くな

り，評価項目とな

るパラメータに

対する余裕が大

きくなる 

当該操作に対する時間

余裕について，放射線の

遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでの

時間は事象発生から 7

時間以上（10mSv/h の場

合 6 号及び 7 号炉 約

7.1 時間），有効燃料棒

頂部まで水位が低下す

るまでの時間は事象 

発生から 23 時間程度

（10mSv/h の場合，6 号

炉では約23時間後，7号

炉では約 24 時間後）で

あり，これに対して，事

故を検知して操作完了

するまで時間は事象発

生から 150 分であるこ

とから，時間余裕がある 

漏えい箇所の隔離操作

は，所要時間 30 分の想

定のところ，訓練実績等

により約 15 分※1で実施

可能なことを確認した 

※1 本有効性評価で想定する箇所での漏えいが発生した場合における隔離する対象弁での時間を記載。想定する操作弁より高い位置で破断がおきた場合でもプール側の別の弁を約 25 分で隔離できるため，想定する所要時間

30 分以内に実施可能である。  
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2/3） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

燃料プ ール

代替注 水系

（可搬型）に

よる使 用済

燃料プ ール

への注 水操

作 

事象発生か

ら 12時間後 

可搬型設備に関して，

事象発生から 12時間ま

では，その機能に期待

しないと仮定 

【認知】 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水操作の開始は事象発生から12時間

後であり，それまでに外部電源喪失等による使用

済燃料プールの冷却機能又は注水機能の喪失を認

知できる時間がある 

【要員配置】 

当該操作は専任の緊急時対策要員が配置されてお

り，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

燃料プール代替注水系（可搬型）に用いる可搬型代

替注水ポンプは，荒浜側高台から大湊側ヤードま

で事象発生後に移動することを想定している。仮

に地震等の外部事象が起因事象の場合に，アクセ

スルートの被害があっても，ホイールローダ等に

て必要なアクセスルートを仮復旧できる体制とし

ており，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水準備は，可搬型代替注水ポンプの

配置，ホース敷設，ポンプ起動及びホース接続口の

弁の開操作である 

移動時間を含め，これら準備操作に 1 時間を想定

している。評価上の操作開始時間を 12 時間後と設

定しているが，他の操作はないため，使用済燃料プ

ールの冷却機能又は注水機能の喪失を認知した時

点で準備が可能である。なお，その場合は実際の操

作開始時間は早くなる場合が考えられる 

【他の並列操作有無】 

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料

プールへの注水操作時に，他の並列操作はなく，操

作時間に与える影響なし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のた

め 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は

起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くな

る可能性は低い 

評価上の操作開始時間

は12時間後を設定して

いるが，他の操作はな

いため，使用済燃料プ

ールの冷却機能又は注

水機能の喪失を認知し

た時点で注水準備に着

手可能であり，評価上

の操作開始時間に対

し，実際の操作開始時

間が早くなる場合が考

えられ，使用済燃料プ

ール水位の回復を早め

る 

評価上の操作開始時

間に対し，実際の操

作開始時間が早くな

る場合が考えられ，

この場合，使用済燃

料プール水位の回復

が早くなり，評価項

目となるパラメータ

に対する余裕が大き

くなる 

当該操作に対する時間余

裕は，放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達す

るまでの時間が事象発生

から 23 時間程度（10mSv/h

の場合， 6 号炉では約 23

時間後，7号炉では約24時

間後），有効燃料棒頂部ま

で水位が低下するまでの

時間が事象発生から 3 日

以上（6 号及び 7 号炉 約

3.4 日）であり，これに対

して，事故を検知して注水

を開始するまでの時間は

事象発生から約 12 時間で

あることから，時間余裕が

ある 

燃料プール代替注水系

（可搬型）による使用済

燃料プールへの注水準備

は，所要時間 65 分想定の

ところ，訓練実績等によ

り約50分で実施可能なこ

とを確認した 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（3/3） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時

間に与える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 

操作時

間余裕 
訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

防火水槽への

補給 

事象発生か

ら 12 時間後 

防火水槽への補給は，

評価条件ではないが，

評価で想定している操

作の成立や継続に必要

な作業 

燃料プール代替注水系

（可搬型）による使用

済燃料プールへの注水

開始時間を踏まえ設定 

防火水槽への補給までの時間は，事象発生から約 12

時間あり操作時間余裕がある 
－ － － 

淡水貯水池から防火水槽への補給の系統構成は，

所要時間 90 分想定のところ，訓練実績等により

約 70 分で実施可能なことを確認した 

各機器への給

油 

（可搬型注水

ポンプ） 

事象発生か

ら 12 時間後

以降，適宜 

各機器への給油は，評価

条件ではないが，評価で

想定している操作の成

立や継続に必要な操作・

作業 

各機器の使用開始時間

を踏まえて設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から約

12 時間あり操作時間余裕がある 
－ － － 

有効性評価では，防火水槽から使用済燃料プール

への注水用の可搬型代替注水ポンプ（6 号及び 7

号炉：各 1 台）への燃料給油を期待している。 

可搬型代替注水ポンプへの給油作業は，6 号炉及

び7号炉各2台の場合でも所要時間180分想定の

ところ訓練実績等では約 112 分であり，想定の範

囲内で意図している作業が実施可能であること

を確認した 
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7 日間における水源の対応について（想定事故 2） 

 

○水源 

淡水貯水池：約 18,000m3 

 

○水使用パターン 

 ①可搬型代替注水ポンプによる使用済燃料プールへの注水 

  事象発生 12 時間後から最大流量 80m3/h で注水する。 

  使用済燃料プール水位が通常水位に回復した後，水位を維持出来るよう崩壊熱相当の流量（最大 19m3/h）で注水を実施する。 

 ②淡水貯水池から防火水槽への移送 

  事象発生 12 時間後から，淡水貯水池から防火水槽へつながる配管の弁を操作することで必要な水量を防火水槽へと補給する。 

 

○時間評価 

  淡水貯水池から防火水槽への移送流量は，防火水槽を水源とする可搬型代替注水ポンプによる注水流量を上回る流量で移送出来るため，

注水継続に必要な防火水槽の水を維持できる。 

 

○水源評価結果 

  事象発生 12 時間後から使用済燃料プール水位が通常水位に回復する 16.4 時間後までは 80m3/h で注水を行い，その後崩壊熱相当の流量

（19m3/h）で注水を実施するため，7日間では合計約 3,300m3の水量が必要となり，十分に水量を確保しているため対応可能である。 

（約 80m3/h×（16.4h-12h）+19m3/h×（168h-16.4h）≒3,300m3） 
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7 日間における燃料の対応（想定事故 2） 
プラント状況：1～7号炉停止中。 

事象：想定事故 2は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 
約 758kL 

7 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

使用済燃料プール注水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 

2 台起動 ※3 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

 
 
 

6 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 
約 758kL 

6 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

使用済燃料プール注水用 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）  

2 台起動 ※3 
18L/h×24h×7 日×2台＝6,048L 

 

1 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 
軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 
 
 

  

2 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 
約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 

 
 

  

3 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 

軽油消費量 
約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 

 

  

4 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    

7 日間の 
軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 
 
 

  

5 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間     

7 日間の 

軽油消費量 
約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 

 
 

 

その他 

事象発生直後から事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 
約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 
及びガスタービン発電機

用燃料タンク（容量約
200kL）の 
残容量（合計）は 

約 645kL であり， 
7 日間対応可能 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

 

※1 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 3台を起動させて評価した 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した 

※3 事故収束に必要な可搬型代替注水ポンプは 1台で足りるが,保守的に 2台とした 
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5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」において，燃料損傷防止対策の有効性に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フ

ロントライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」,②「崩壊熱除去機能喪失（代替除熱機能喪失

[フロントライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」,③「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機

能喪失）＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び④「外部電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」で

ある。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

 事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失

することを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発することから，緩

和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

 本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したことによって燃料損傷に至る

事故シーケンスグループである。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策

の有効性評価には，崩壊熱除去機能に対する設備に期待することが考えられる。 

 したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常を認知して，待機中の残留熱

除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転による最終的な熱の逃がし場へ熱の輸

送を行うことにより，原子炉除熱を実施する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

 事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」における機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷

却を可能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード及び原子炉停止時冷却モード）

による原子炉注水手段及び除熱手段を整備する。また，原子炉補機冷却機能喪失により残留

熱除去機能が喪失した場合については「5.2 全交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の

有効性を確認する。これらの対策の概略系統図を図 5.1.1 及び図 5.1.2 に，手順の概要を

図 5.1.3 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策にお

ける設備と操作手順の関係を表 5.1.1 に示す。 

 本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，6号及び 7号炉同時の

重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計
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14 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び

7号炉兼任），当直副長 2名※，運転操作対応を行う運転員 6名である。発電所構内に常駐し

ている要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名である。必要な要員と作業

項目について図 5.1.4 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，14名で対処可能である。 

 

※原子炉停止中の6号及び7号炉における体制は，必ずしも当直副長2名ではなく，当直副長1名，運転員

1名の場合もある。 

 

a. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これ

により，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する。運転員は原子炉水温の上昇等を確認し，

崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊熱除去機能喪失を確認す

るために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口温度計等である。 

 

b. 逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇すること

から，原子炉を低圧状態に維持するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全

弁 1個を開操作する。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するために必要な計装設備は，原子

炉圧力計等である。 

 

c. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し原子炉水位が低下するため，中央制

御室からの遠隔操作により待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原

子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確認するために必要な計装

設備は，残留熱除去系系統流量計等である。 

 

d. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位回復後，中央制御室にて残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）へ切替を行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱除去機能回復を確認する

ために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口温度計等である。 
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5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロン

トライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，崩壊熱，原子炉冷却材の保有水

量及び注水手段の多様性の観点から，「POS A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行

状態」が有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確保に

対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プラント状態において評価項目を満足す

ることを確認することにより，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足

できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンスにおける運転

員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件 

 本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価条件を表5.1.2に示す。ま

た，主要な評価条件について，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

 (a) 原子炉圧力容器の状態  

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力容器の開放時については，

燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱

を厳しく見積もるために，原子炉停止 1日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱は

約 22MW である。 

なお，崩壊熱に相当する冷却材の蒸発量は約 37m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。また，事象発生後において，

水位低下量を厳しく見積もるために，逃がし安全弁の開操作によって原子炉圧力は大

気圧が維持されているものとする。 
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b．事故条件 

    (a) 起因事象 

   起因事象として，運転中の残留熱除去系の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

 (b) 外部電源 

外部電源はないものとする。 

外部電源がない場合においても，非常用ディーゼル発電機にて残留熱除去系による

原子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の観点

で厳しくなる外部電源がない場合を想定する。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量 

     残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は954m3/h（0.27MPa[dif]に

おいて）とする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却材温度 52℃，海水温度 30℃に

おいて）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）故障に伴う崩壊熱除去機能喪失確認を考慮し，事象発生から2時間後

に実施するものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

 本重要事故シーケンスの事象進展を図5.1.3に，原子炉水位の推移を図5.1.5に示す。 

 a. 事象進展 

事象発生後，残留熱除去系の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉水

温が上昇し，約 1時間後に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除

去系の機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知し，事象発生から約 2 時間後に

待機中の残留熱除去系ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）による注水を行う。 

 原子炉水位回復から約 90 分後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）へ切替，除熱

を開始することによって，原子炉水温は低下する。  
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b．評価項目等 

原子炉水位は，図 5.1.5 に示すとおり，有効燃料棒頂部の約 3.3m 上まで低下するに留ま

り，燃料は冠水維持される。 

原子炉圧力容器は未開放であり，必要な遮蔽が維持できる水位（必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h が維持される水位）である有効燃料棒頂部の約 2m を下回ることがないため，放射

線の遮蔽は維持される。また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨界は確保さ

れている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による除熱を継続すること

で，長期的に安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の

評価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料 5.1.4, 5.1.5, 5.1.6） 

 

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機

中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表5.1.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

ような設定があることから,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる燃

料の崩壊熱，事象発生前の原子炉初期水温，原子炉初期水位，原子炉初期圧力及び原子

炉圧力容器の状態に関する影響評価の結果を以下に示す。 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して最確条件は約 22MW 以下

であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は緩やか

になるが，注水操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失に

よる異常の認知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は約 42℃～約 48℃

であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している
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原子炉初期水温より低くなるため，時間余裕が長くなることが考えられるが，注水操作

は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は通常運

転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設

定している原子炉初期水位より高くなるため，有効燃料棒頂部まで水位が低下する時

間は長くなるが，注水操作は原子炉水位に応じた対応ではなく，崩壊熱除去機能喪失に

よる異常の認知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧であり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件と同様であるため，事象

進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が

大気圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，水位低下速度は緩やかになるが，注

水操作は原子炉初期圧力に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失によ

る異常の認知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

   初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器未開放に対して最

確条件は事故事象毎であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，原子

炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響は

なく，運転員等操作時間に与える影響はない。原子炉圧力容器開放状態の場合は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

    

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約22.4MWに対して最確条件は約22MW以下で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している燃

料の崩壊熱より小さくなり，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は緩やかになる

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。逆に原子炉停止後の

時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合は注水までの時間余裕が短くなる。スクラムに

よる原子炉停止から12時間後の燃料の崩壊熱によって原子炉注水までの時間余裕を評

価すると，必要な遮蔽が維持できる水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv/hが維持でき

る水位）である有効燃料棒頂部の約2m上の高さに到達するまでの時間及び有効燃料棒

頂部到達までの時間は3時間以上※となり，評価条件である原子炉停止1日後の評価より

時間余裕は短くなる。ただし，注水操作に対して十分な時間が確保されているため，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉初期水温は，評価条件の52℃に対して最確条件は約42℃～約48℃

であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

原子炉初期水温より低くなることから，原子炉水位の回復は早くなり，評価項目となる
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パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉初期水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は通常運

転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，最確条件では

評価条件で設定している原子炉初期水位より高くなるため，有効燃料棒頂部まで水位

が低下する時間は長くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

初期条件の原子炉初期圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧であり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件と同様であるため，事象

進展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない。仮に，原子

炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，水位低下速度は緩やかにな

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器未開放に対して最

確条件は事故事象毎であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，原子

炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響は

なく，評価項目となるパラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器開放状態の場合

は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した評価 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，評価上の操作開

始時間として，事象発生から120分を設定している。運転員等操作時間に与える影響と

して，原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認知することは容易であり，評価では

事象発生から120分後の注水操作開始を設定しているが，実際の注水操作開始時間は早

くなる場合が考えられ，原子炉水位の回復が早くなる。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，運転員等操作時



5.1-8 
 

間に与える影響として，注水開始が早くなる場合は原子炉水位の低下が抑制され，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料5.1.7） 

 (2) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作について，通常運転水

位から放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は約3時間,有効燃料棒

頂部まで水位が低下するまでの時間が約5時間であり，これに対して，事故を検知して注

水を開始するまでの時間は約120分であることから，準備時間が確保できるため，時間余

裕がある。 

（添付資料5.1.7） 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件等の不確

かさを考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間には時間余裕がある。 

 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」において，6号及び7号炉同時の重大事故等対策時において必要な要員は，

「5.1.1(3)燃料損傷防止対策」に示すとおり14名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な

要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策要員等の64名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」において，水源，燃料及び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて

評価をしている。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，必要な注水量が少なく，

また，サプレッション・チェンバのプール水を水源とすることから，水源が枯渇することは

ないため，7日間の継続実施が可能である。 
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ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後7日間最大負荷で運転し

た場合，号炉あたり約751kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービ

ン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後から

の運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉

合計 約1,581kL） 

6 号及び 7号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6号及び 7号炉合計 約 2,040kL）の軽油

を保有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源

供給，免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によって給電を行うも

のとする。 

 

5.1.5 結論 

 事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能を喪失

することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故

障による停止時冷却機能喪失）」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系による

原子炉注水手段及び除熱手段を整備している。 

 事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機

能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊熱除去機能喪失（RHR機能喪失[フロントライン]）

＋崩壊熱除去・注水系失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水及び除熱を実施することにより，

燃料損傷することはない。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保ができることから，

評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及び評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障に

よる停止時冷却機能喪失）」において，残留熱除去系による原子炉注水及び除熱等の燃料損

傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シー
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ケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」

に対して有効である。 
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図 5.1.1 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（1/2） 

（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

  

図 5.1.2 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（2/2） 

（原子炉停止時冷却） 

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

外部電源非常用ディーゼル発
電機

Gen
（Ａ，Ｃのみ）

給水系より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

Ａ Ｃ

故障想定

逃がし安全弁

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

外部電源非常用ディーゼル発
電機

Gen
（Ａ，Ｃのみ）

給水系より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

Ａ

故障想定

Ｃ

逃がし安全弁
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図 5.1.3 崩壊熱除去機能喪失時の対応手順の概要 

（解析上の時刻）

（0分）

待機していた残留熱除去系を用いた
低圧注水モードでの注水

原子炉水温100℃到達（約60分後）

原子炉水位回復確認

待機していた残留熱除去系を用いた
原子炉停止時冷却モードにより

崩壊熱除去機能復旧

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード
再起動操作

運転中の残留熱除去系故障確認

運転していた残留熱除去系
復旧操作

（約120分後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

プラント前提条件
・プラント停止後1日目
・原子炉圧力容器閉鎖中
・原子炉格納容器閉鎖中
・主蒸気隔離弁全閉
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）原子炉停止時冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）停止中
・残留熱除去系（C）低圧注水モード待機中
・原子炉水位N.W.L（通常は＋1550mm以上）

外部電源喪失発生

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※1

崩壊熱除去機能喪失を模擬するため「熱交換器出口弁開操作忘れ」及び「熱交換器出口弁開操作不能」を解析条件

とする。実際は，原子炉停止時冷却モード停止時の原子炉水最高温度を確認する。再起動後から原子炉水温度を継続

監視するため，早期に崩壊熱除去機能喪失は確認することができる

※2

約1時間後に原子炉水温が100℃に到達する

※3

1時間毎の中央制御室監視により原子炉水温度の上昇，及び崩壊熱除去機能喪失を認知する

※4

解析上，原子炉圧力容器を大気圧状態に維持するため逃がし安全弁を「開」する

※5

注水前の原子炉最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）＋3.3ｍ（レベル3－約500mm」）となる

※6

原子炉水位計（広帯域）にて原子炉水位の回復を確認する

※7

低圧注水モードで注水後，原子炉停止時冷却モードへ切り替える

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失してい
る設備の復旧に努める

回復は解析上
考慮せず

原子炉停止時冷却モード再起動時のプラント状態確認に
て「崩壊熱除去機能喪失」を確認 解析上考慮せず

※7

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断
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図 5.1.4 崩壊熱除去機能喪失時の作業と所要時間 

 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・外部電源喪失確認

・非常用ディーゼル発電機起動確認

・残留熱除去系（運転側）

　原子炉停止時冷却モード　停止確認
残留熱除去系ポンプ（A）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（運転側）

　原子炉停止時冷却モード　再起動操作
残留熱除去系ポンプ（A）

原子炉減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・逃がし安全弁1個による手動減圧操作

原子炉水位回復作業
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（待機側）

　低圧注水モード　起動／停止操作
残留熱除去系ポンプ（C）

残留熱除去系復旧操作 － － － － － － ・残留熱除去系　機能回復 対応可能な要員により対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（待機側）

　原子炉停止時冷却モードへラインナップ
残留熱除去系ポンプ（C）

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・残留熱除去系　電動弁隔離
残留熱除去系ポンプ（C）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（待機側）

　原子炉停止時冷却モード　起動操作
残留熱除去系ポンプ（C）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・原子炉停止時冷却モード運転による原子炉状

態監視
残留熱除去系ポンプ（C）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

必要人員数（7号炉）　合計 
1人

A

1人

a

2人

C,D

2人

c,d
0人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運

転

2人

C,D

2人

c,d

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施

する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

緊急時対策要員

（現場）

状況判断

1人

A

1人

a
－ － － －

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

停止中の崩壊熱除去機能喪失

経過時間（時間）

備考

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

事象発生

0.5 1 1.5 2 3 3.5 4 4.5 5 5.5

プラント状況確認（残留熱除去系故障認知）

約60分 原子炉水温100℃到達

約120分 原子炉注水開始

通常原子炉水位（NWL）まで回復後停止

2.50

5分

90分

30分

適宜実施

30分

30分

10分

5分
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図 5.1.5 原子炉水位の推移 

 

水位回復後は崩壊熱相当の注水を実施し，その後停止
時冷却モードによる崩壊熱除去を実施 
（注水により水位はただちに通常運転水位まで回復） 

原子炉水温 100℃到達 

（事象発生約 1時間後） 

低圧注水モードによる注水開始 

（事象発生 2 時間後 水位 有効燃料棒頂部から約 3.3m 上） 

有

効

燃

料

棒

頂

部

か

ら

の

水

位 

（m） 

事故後の時間（h） 
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表 5.1.1 崩壊熱除去機能喪失時における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モー

ド)の故障に伴う崩壊熱除去機能喪失

確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。

これにより，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する 

【非常用ディーセル発

電機】 
－ 

【残留熱除去系系統流量計】 

【残留熱除去系熱交換器入口温度計】 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態

維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が 100℃に到達し原子炉圧力が上昇する

ことから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御室からの遠隔操作

により逃がし安全弁 1 個を開操作する 

逃がし安全弁 ― 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

【残留熱除去系熱交換器入口温度計】 

残留熱除去系(低圧注水モード)運転に

よる原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により，原子炉冷却材が蒸発し原子炉水位が低下するため，

中央制御室からの遠隔操作により待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）

運転による原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する 

【残留熱除去系（低圧注

水モード）】 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モー

ド)運転による崩壊熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位回復後，中央制御室にて

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）へ切替を行い，崩壊熱除去機能を回復

する。 

【残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）】 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

【残留熱除去系熱交換器入口温度計】 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 
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表 5.1.2 主要評価条件（崩壊熱除去機能喪失）（1／2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

原子炉圧力容器の状態 原子炉圧力容器未開放 燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から設定 

崩壊熱 

約 22.4MW 

（9×9 燃料（A型），原子炉停止 

1 日後） 

平衡炉心燃料の平均燃焼度 33GWd/t を基に

ANSI/ANS-5.1-1979 にて算出した値 

原子炉初期水位 
通常運転水位（セパレータスカート下

端から+119cm） 
停止後 1日の水位から保守性を持たせた値 

原子炉初期水温 52℃ 

停止後 1日の実績より，原子炉は残留熱除去系の

原子炉停止時冷却モードにて冷却されているた

め，その設計温度である 52℃を設定 

原子炉初期圧力 大気圧 停止後 1日の実績による値 

事
故
条
件 

起因事象 残留熱除去系機能喪失 運転中の残留熱除去系の故障を想定 

外部電源 外部電源なし 
外部電源の有無は事象進展に影響しないことか

ら，資源の観点で厳しい外部電源なしを設定 
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表 5.1.2 主要評価条件（崩壊熱除去機能喪失）（2／2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る 

機
器
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水流量 
954m3/h にて注水 低圧注水系の設計値として設定 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード） 

熱交換器 1基あたり約 8MW（原子炉冷

却材温度 52℃，海水温度 30℃におい

て） 

残留熱除去系の設計値として設定 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
操
作
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水 
事象発生から 2時間後 

事象の認知や現場操作の時間を基に，さらに時間

余裕を考慮して設定 
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 添付資料5.1.1 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失における 

基準水位到達までの余裕時間と必要な注水量の計算方法について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失により，基準水位到達までの

余裕時間と必要な注水量について，以下の式を用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評

価するため，発生する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するものとし，原子炉

圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

 なお，5.1.2及び5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」おいて,簡易的な「１．原

子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮しない簡易計算」を用いて評価を

行っており，添付資料5.1.7及び添付資料5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価につい

て」の一部においては,未開放状態の被ばく影響をより現実に近い想定として評価するた

め，「原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した簡易計算」を用い

た。 

 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮しない簡易計算 

 原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷却材の比エンタルピの上昇

により，大気圧下と比べての原子炉冷却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力

容器の状態に依らず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷却材の蒸発量を

求めた。 

 

(1) 100℃に至るまでの時間  

100℃に至るまでの時間は次の式で求める  

t1 ＝ ( h100 － h52 ) × Vc × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) ＝ 約1.02[h] 

 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h]  

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10  

h52 ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70  

Vc  ：保有水の体積[m3] ＝    

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987  

Q  ：崩壊熱[kW] = 2.24×104   

 

 

(2)有効燃料棒頂部または放射線の遮蔽が維持される目安の水位に至るまでの時間  

崩壊熱（蒸発）によって基準水位に至るまでの時間は次の式で求める  

t = t1 + t2 ＝5.38[h] 

x0028135
四角形
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t2 ＝ ( hs － h100 ) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) ＝4.36[h] 

 

t ：基準水位に至るまでの時間[h]  

t2  ：100℃到達から基準水位に至るまでの時間[h]  

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57  

Vu  ：基準水位までの保有水の体積[m3] ＝   

ρ52  ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987  

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 (3) 必要な注水量  

崩壊熱によって喪失する冷却材を補うために必要な注水量は次の式で求める  

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) ＝約33.1[m3/h] 

 

f ：必要な注水量[m3/h]  

ρf  ：注水（飽和水）の密度[kg/m3] ＝ 988 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf  ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] ＝209.34 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 (4) 注水中の蒸発量  

注入された水を100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引いた熱が蒸発に使われるた

め，次の式で求める  

Q × 3600 ＝ F × ρf × ( h100 － hf ) ＋ S × ρf × ( hs － h100 )  

S ＝ ( Q × 3600 － F × ρf × ( h100 － hf )) ／ ( ρf × ( hs － h100 )) 

 ＝約33.1[m3/h] 

  

F ：注水量[m3/h]  

S ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf：注水（飽和水）の密度[kg/m3] ＝ 988 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] ＝209.34 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した簡易計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

x0028135
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（１）主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機能が作動する最低圧力に到達する時間等 

5.1.2及び5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」おいては原子炉圧力容器未開

放状態であるが，原子炉の大気圧状態が維持される想定にて計算を実施している。ただ

し，実操作において崩壊熱除去機能が喪失した際のSRVによる減圧操作は原子炉の注水

機能が確保された後となるため，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果に

期待でき，原子炉冷却材の蒸発量は小さくなる。 

閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式で計算できる。ここで主

蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機能が作動する最低圧力(7.51MPa[gage])に到達する

時間等を求めた。 

 

  Ms / ρs ＋ Ml / ρl ＝ Vall 

Ms ＋ Ml ＝ Mall 

Δ（hs×Vs×ρs＋hl×Vl×ρl）＝QΔt 

                      ※初期状態の各変数は[0], SRV作動圧力到達時の各変数は[1]で表す 

Ms  ，Ml ：気相部の蒸気量，液相部の水量[kg]  

 初期（大気圧，原子炉水温52℃）： 

Ms0＝約 kg(飽和蒸気圧)，Ml0＝約  kg 

Mall ：原子炉圧力容器内の蒸気及び冷却材の総量[kg] ＝約  kg 

ρs ，ρl  ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）：ρs0 ＝0.09121 kg/m3，ρl0＝987.2 kg/m3 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

ρs1  ＝40.2 kg/m3 ，ρl1＝728.9 kg/m3 

Vs  ，Vl ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

 初期（大気圧，原子炉水温52℃）：Vs 0＝約  m3 ，Vl0＝約  m3 

Vall ：原子炉圧力容器の体積[m3] ＝ 約  m3 

hs  ，hl ：飽和蒸気、水のエンタルピ[kJ/kg] 

 初期（大気圧，原子炉水温52℃）： 

hs0 ＝約2594.8 kJ/kg ，hl0＝約217.7 kJ/kg 

SRV作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温291.6℃）： 

hs1＝約2764.3kJ/kg ，hl1＝約1298.20 kJ/kg 

Q  ：崩壊熱量[kJ/s] ＝約 2.24×104 kJ/s(原子炉停止１日後) 

Δt ：事象発生後の時間[s] 

  上記式より 

    SRV作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温291.6℃）の液相部の水量[kg]  

Ml1＝約  kg 

  SRV作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温291.6℃）の液相部の体積[m3]  

Vl1＝約  m3 
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事象発生後の時間[s]   

Δt ＝約1.9×104 [s]  → 5時間以上 

 

   となり，事象発生約5時間後までに約3tの原子炉冷却材が蒸発する。ただし，熱膨張

により原子炉冷却材の体積は約140 m3増加し，原子炉水位は有効燃料棒頂部より約8m

上(通常運転水位より約4m高い位置)となる。SRV作動圧力到達時（7.51MPa[gage]）に

おいては遮蔽評価に用いている100℃の時の水の密度と比べて水の密度が約0.76倍

と減少しているため，同等の遮蔽厚さに換算した場合，有効燃料棒頂部より約6m上

(通常運転水位より約2m高い位置)となり，事象発生前と同様原子炉冷却材による放

射線の遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機能が喪失した後も，主

蒸気逃がし安全弁の作動等により原子炉内の保有水量が減少するまでの間（5時間以

上），原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

なお，原子炉停止12時間後を想定した際，上記の原子炉停止１日後と同様の評価式

を用いて，算出するとSRV作動圧力到達時（7.51MPa[gage]）までの時間は3時間以上

となる。 
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重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，「崩壊熱除去機能喪失」の

重要事故シーケンスの選定にあたっては，他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様

に，PRA の結果から抽出された事故シーケンスグループからガイドに示された着眼点を考

慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに示された着眼点に加えて

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における評価内容との差別化を図ること

を考慮し，次の事故シーケンスを選定した。 

 

・崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗 

 

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料損傷に至る重要事故シー

ケンスに対し，重大事故等対処設備を用いて燃料損傷を防止できることを確認している。

この観点では，全ての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大事故等対処設備を

用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられるが，この場合，事故シーケンスグルー

プ「全交流動力電源喪失」で選定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施することと

なる。このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有効性評価では，ガイ

ドの対策例を参照し，待機中の残留熱除去系によって崩壊熱除去機能を確保し，燃料損傷

を防止可能であることを確認している。 

 

3. プラント状態（POS）の選定 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，POS については選定していないため，有効性

評価の評価条件を設定する際に決定している。崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場

合，代替の崩壊熱除去機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとなる。

このため，POS を選定する上では崩壊熱が高く，原子炉圧力容器内の保有水量が少ないた

め，事象発生から燃料損傷までの時間余裕が厳しい POS を選定することが適切と考える。

崩壊熱の観点で最も厳しい POS は「S」であり，「S」は冷温停止への移行状態として定義

される状態である。冷温停止に移行する前の高温停止の状態は，崩壊熱除去機能及び注水

機能に対する待機要求が運転時とほぼ同等であり，この状態の評価は運転時の崩壊熱除去

機能喪失の評価に包絡されるものと考える。 

なお，原子炉圧力容器蓋閉時は原子炉圧力の上昇が考えられるが，トップベントから原

子炉の減圧ができること，急激に原子炉圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉

圧力が上昇しても逃がし安全弁で減圧できることから低圧注水系が使用できるとしてい

る。また，原子炉格納容器閉鎖時においても同様の考え方である。 

添付資料 5.1.2 



 

 添 5.1.2-2

このため，本評価における POS は，崩壊熱が高く，原子炉圧力容器内の保有水量が少な

いことに加え，冷温停止状態となることで崩壊熱除去機能及び注水機能に対する待機要求

が変化する「A」を選定している。停止時レベル 1PRA における POS の分類及び定期検査工

程を図 1に，POS の選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を表 1に示す。 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

本評価で確認している，待機中の残留熱除去系による崩壊熱除去機能確保とは別の燃料

損傷防止対策としては，復水補給水系による原子炉注水が考えられるが，これについては

「全交流動力電源喪失」で選定される重要事故シーケンスにおいて，本評価と同じ POS

「A」でその有効性を確認している。 



 

 

添
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図 1 停止時レベル 1PRA における POS の分類及び定期検査工程
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表 1 各プラント状態における評価項目に対する影響（崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失） 
  
 燃料有効長頂部の冠水

原子炉圧力容器蓋
の開閉状態

放射線の遮蔽が維持できる水位の確保 未臨界の確保

S
原子炉冷温停止への移行
状態

POS Aを想定した有効性
評価の条件に包絡
（崩壊熱や保有水量を
POS S と同等のものを
使用している為）

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

POS Aに比べ，期待できる緩和系が多く，有効性評価においては
POS S と同等の崩壊熱や保有水量を使用していることからPOS Aを
想定した有効性評価の条件に包絡される

閉鎖

原子炉が未開放であり，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾
燥器及び気水分離器の遮蔽にも期待できることから
必要な遮蔽は確保される
(添付資料5.1.6)

プラント状態POS Aに同じ

A
PCV／RPVの開放及び原子
炉ウェル満水への移行状態

-

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

有効性評価にて評価項目を満足することを確認している 閉鎖

有効性評価にて評価項目を満足することを確認してい
る
（原子炉が未開放であり，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾
燥器及び気水分離器の遮蔽にも期待できることから
必要な遮蔽は確保される(添付資料5.1.6)）

有効性評価にて評価項目を満足する
ことを確認している
制御棒引き抜きに係わる試験は「反
応度誤投入」に包絡

B1

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備
・燃料プール代替注水系（常設）
・燃料プール代替注水系（可搬）

B2

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備
・燃料プール代替注水系（可搬）

B3 閉鎖

B4 開放

C1
「全交流動力電源喪失
(POS A)」の評価に包絡
される

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

POS Sに比べ，「崩壊熱」が小さく，「保有水量」に差がない。また，
「余裕時間」が長いものの，「緩和系」も少ないことから，「崩壊熱除
去機能喪失（POS A）」には包絡されない。しかしながら，「崩壊熱」
及び「緩和系」の観点からより厳しい「全交流動力電源喪失（POS
A）」に包絡される

閉鎖

C2

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

閉鎖

D 起動準備状態

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

閉鎖

・非常用炉心冷却系（ＲＨＲ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備
・燃料プール代替注水系（常設）
・燃料プール代替注水系（可搬）

PCV／RPVの閉鎖及び起動
準備への移行状態

原子炉が未開放であり，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾
燥器及び気水分離器の遮蔽にも期待できることから
必要な遮蔽は確保される
(添付資料5.1.6)

プラント状態POS Aに同じ

POS　Aに包絡される
POS Aに比べ，「崩壊熱」が小さい，「緩和系」に差がない，「保有水
量」に差がない，「余裕時間」が長いことから，燃焼損傷防止対策の
有効性評価はPOS Aに包絡される

プラント状態（POS） 包絡事象 重大事故等対処設備等

運転停止中の評価項目

原子炉ウェル満水状態（原
子炉ウェル水抜き開始まで）

「全交流動力電源喪失
(POS A)」，及び「使用済
燃料プール　想定事故

１」に包絡※

※ＰＯＳ　Ｂ３においては
RHRが待機していないた
め,「残留熱除去機能喪
失(POS A)」には包絡さ
れないが，「全交流動力
電源喪失(POS A)」の評
価に代表される。

POS Sに比べ，崩壊熱が小さく，また保有水量が多いことから余裕
時間が長いものの，点検等により緩和系が少なくなることが考えら
れる
ただし，常設代替交流電源設備及び低圧代替注水系（常設）や燃料
プール代替注水系（可搬）を用いることで炉心損傷を回避できること
から崩壊熱の観点から厳しい「全交流動力電源喪失(POS A)」，及
び「使用済燃料プール　想定事故１」に包絡される

開放

水位低下の速いシナリオである「原子炉冷却材の流
出」にて評価し，評価項目を満足することを確認してい
る
※使用済燃料プールにおける放射線の遮蔽確保は
「使用済燃料プール　想定事故１」に包絡される

プラント状態POS Aに同じ
燃料の取出・装荷に係わる作業は
「反応度誤投入」に包絡
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添付資料 5.1.3 

 

崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失評価における崩壊熱設定の考え方 

 

 

1. 本評価における崩壊熱の設定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，「崩壊熱除去機能喪失」

および「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラム

による原子炉停止から 1日後の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による原子炉水

位の低下を評価している。 

一般に定期検査期間が数十日であることを考慮すると，原子炉停止から 1日（24 時間）

後の崩壊熱を用いることは定期検査期間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に

原子炉停止からの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価条件とな

る。 

 

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水器真空破壊のタイミング

は通常のプラント停止操作における全制御棒挿入完了から 12 時間以上後である。仮に，

原子炉スクラムによる原子炉停止から 12 時間後の崩壊熱によって原子炉注水までの時間

余裕を評価すると，有効燃料棒頂部到達まで約 3.7 時間となる。原子炉停止から 1日（24

時間）後の原子炉注水までの時間余裕が約 5.4 時間であることから，時間余裕の観点では

約 2時間短くなるが，本重要事故シーケンスにおける「崩壊熱除去機能喪失」および「全

交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉注水開始までの対応は約 2時間であることから

十分対応可能な範囲である。 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水の余裕時間に変動が生じるが，原子炉ス

クラムによる原子炉停止とし，13ヶ月運転に対して燃焼度を 10%増加させた場合の崩壊熱

を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評価では崩壊熱の減衰を考慮していな

いこと等，様々な保守性を含めた評価としていることから，本重要事故シーケンスにおい

て，原子炉注水が間に合わず，燃料損傷に至る状況は想定し難いものと考える。 

 

以 上 
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添付資料 5.1.4 

 

安定状態について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始による原子炉水位の低下が始

まるが，待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位

は回復し，炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系を原子炉停止時冷却モードに切替え，原子炉除熱を開始することで

冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源を供

給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の更なる除熱

が可能となる。 
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添付資料 5.1.5 

 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失時の格納容器の影響について 
 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき原子炉への注水を行うことで燃料の冠水

が維持されていることをもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていることを確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を

伴う臨界は除く。） 

 

この際，格納容器圧力及び温度の挙動は評価対象とはしていないが，代替原子炉補機冷却系又は格納容

器ベントによる原子炉格納容器除熱により対応することとなる。 

 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の格納容器の影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失している期間は「崩壊熱除去機能喪失」

の事象発生約 2時間後まで，「全交流動力電源喪失」の事象発生から代替原子炉補機冷却系等による崩壊

熱除去機能復旧の事象発生約 20 時間後までである。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察する。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪失後 1 時間程度で沸騰を開始した後，

水位が低下する。原子炉注水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に上昇するため,

原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内の熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容

器内の温度上昇や圧力上昇に至る。格納容器の圧力上昇が炉心損傷前ベントの基準となる 0.31MPa[gage]

に到達する時間は約 32時間程度であり，代替原子炉補機冷却系による崩壊熱除去機能復旧の時間余裕は

充分確保される。 

また，仮に原子炉補機冷却系による崩壊熱除去機能の復旧ができない場合は格納容器ベントによる除

熱を実施することとなるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作によりギャップより原

子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，格納容器内の放射性物質の量は，運転中の事

故時と比べて非常に小さく，考慮不要である。 

なお，停止中の場合パーソナルエアロック等開放により格納容器が開放されている場合も考えられる

が，この場合はパーソナルエアロック等を速やかに閉止することで，上記と同様の対応となる。 

さらに，原子炉圧力容器を開放している場合は原子炉内から放出された熱量は蒸気に伴い原子炉建屋

内に放出され，原子炉建屋壁面への吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさらに低下

していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子炉冷却材の量が増加していることから事象進

展はより緩慢となる。 
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＜参考＞ 

 運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の格納容器の圧力を MAAP により求めた。解析

条件は表 1,解析結果は表 2 及び表 3 となる。格納容器スプレイに期待するケース及び期待しないケース

の 2 ケースの評価を実施し，その結果，期待しない場合であってもベントまでの時間は事象開始から約

32 時間となった。 
 

表 1 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 項目 解析条件 

事故発生時のプラント状態 

崩壊熱 原子炉停止1日後 

原子炉圧力容器の想定 未開放  

原子炉初期水温 
52℃（残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の設計温度）  

原子炉の初期圧力 大気圧  

原子炉格納容器の想定 未開放 

原子炉格納容器の初期温度 

サプレッション・チェンバのプール 

水温：35℃ 

気相部：57℃  

原子炉格納容器の初期圧力 大気圧 

復水貯蔵槽の水温 50℃ 

事象進展 

事象開始 

・全交流電源喪失発生  

・水位低下に伴う非常用炉心冷却系

の起動は期待しない  

事象発生70分後 

・常設代替交流電源設備による電源

供給開始 

・逃がし安全弁による減圧 

・低圧代替注水系（常設）による注

水開始 

低圧代替注水系（常設） 

による原子炉注水 
125m3/h（設計値1台） 

格納容器スプレイ 

実施に期待しない, 又は 

復水移送ポンプ 1台による D/W ス

プレイ実施(100m3/h) 

ベントタイミング 

格納容器圧力0.31MPa[gage]到達，又

は 

サプレッション・チェンバ・プー

ル水位上限到達  
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表 2 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 ベントタイミング 備考 

格納容器スプレイに期待しない

ケース 
事象発生後約32時間 

格納容器圧力 0.31MPa[gage]到

達 

格納容器スプレイに期待するケ

ース 
事象発生後約44時間 

サプレッション・チェンバ・

プール水位上限到達 

 
表 3 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

分類 

事象発生 20 時間後 ベントタイミング時 

サプレッション・

チェンバ圧力

(MPa[gage]) 

サプレッション・

チェンバ温度 

(℃) 

サプレッション・

チェンバ圧力

(MPa[gage]) 

サプレッション・

チェンバ温度 

(℃) 

格納容器スプ

レイに期待し

ないケース 

0.09 111 

0.31 

(事象発生約 32 時

間後) 

145 

(事象発生約 32 時

間後) 

格納容器スプ

レイに期待す

るケース 

0.07 101 

0.22 

(事象発生約44時

間後) 

135 

(事象発生約44時

間後) 

 ※格納容器圧力及び温度はドライウェルより値が大きいサプレッション・チェンバの結果を記載 
 

以 上 
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添付資料 5.1.6 

原子炉停止中 崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失時における放射線の遮蔽維持について 
 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」，「全交流電源喪失事象」においては，原子炉未開放時を評価し

ており，原子炉上部での作業は不要であるのに加えて，事象発生から沸騰による水位低下が開始される

までの時間余裕は１時間程度あるため，作業員が現場にいた場合でも待避することが可能である。 

仮に１時間内の作業員の待避に期待せず，作業員が現場に滞在した場合においても炉内構造物や原子

炉圧力容器の上蓋により放射線は減衰されるため，必要な遮蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が確保される水位）は維持される。 

以下では原子炉停止中の原子炉開放作業の流れを整理し，各状態での原子炉未開放時における必要な

遮蔽を確保できる水位の考え方について示す。 

 

1.原子炉開放作業の流れ 

〇原子炉開放作業の流れ 

 ①原子炉開放前，コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図中の 1,2，3・4） 

原子炉を停止後，残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードで除熱可能な圧力に減圧されるまでは，

原子炉は主蒸気系を介して，復水器によって除熱される。残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードに

よる除熱を開始した後，復水器真空破壊を経て，復水器による除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温状態に向けた操作と並行して,コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の

取り外し作業を実施する。 

 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図中の 5） 

原子炉が冷温状態になった後，原子炉の水位を徐々に上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉

圧力容器蓋を開放する（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.3m 程度）。 

 

③蒸気乾燥器取り外し（図中の 6） 

水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・気水分離器（D/S）ピットへと移動する

（蒸気乾燥器は気中移動）。 

 

③水分離器取り外し（図中の 7） 

気水分離器を蒸気乾燥器・気水分離器（D/S）ピットへと移動する（気水分離器は水中移動）。 
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※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf 

公開されている沸騰水型原子炉の開放作業の流れとして「福島第二原子力発電所１号炉 原子炉開放作業の完了について」より参照 

  

柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉では気中移動  
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2.原子炉圧力容器等構造物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コンクリートハッチ 

(厚さ約   m のコンクリート) 

原子炉格納容器蓋 

(厚さ約    mm の鋼材) 

原子炉圧力容器蓋 

(厚さ約   mm の鋼材) 

蒸気乾燥器 

気水分離器 

燃料 

原子炉圧力容器フランジ 

約 8.7m 約 17.4m 

上部格子板 

約 4.4m 

通常運転水位 
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3.各状態における遮蔽維持について  

 ①-1 原子炉開放前（図中の 1） 

原子炉運転中や原子炉停止直後などは図に示すようにコンクリートハッチ，原子炉格納容器蓋及

び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，また蒸気乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため， 炉
心燃料等の線源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子炉建屋最上階での線量率は十分小さく

なる。そのため, コンクリートハッチ，原子炉格納容器蓋の開放までの間において，原子炉水位低下

に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

※ 一例として Co60 を線源とした時の

ある 

 

①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図中の 2，3・4） 

コンクリートハッチ，原子炉格納容器蓋の開放後は，これらの遮蔽効果には期待できなくなるが, 

原子炉圧力容器蓋, 蒸気乾燥器，気水分離器に期待できる。さらに原子炉圧力容器蓋の開放作業に

向けて，原子炉の水位の上昇操作を実施するため，上昇した原子炉水位の遮蔽効果にも期待できる。 

仮に原子炉水位が通常運転水位を想定し（有効燃料棒頂部から約 4.4m），後述する全交流電源喪

失事象が発生して原子炉水位が約 1.5m 低下した場合においても，遮蔽水位及び原子炉圧力容器蓋, 

蒸気乾燥器，気水分離器等の炉内構造物の遮蔽により必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※を下回る。 

※ 後述する「図 5.3.6 原子炉水位と線量率」のグラフを参照すると評価点としている燃料交換器床での線量率は

10mSv/h 程度となる。原子炉圧力容器が開放前であるため，原子炉圧力容器蓋の遮蔽に期待でき,炉心燃料や上

部格子板からの線量率は１桁程度低下する（1mSv/h 程度）。また, 蒸気乾燥器，気水分離器も炉内に設置されて

いるため，さらに線量率が低下することとなる。 

原子炉開放前なので，「図 5.3.6 原子炉水位と線量率」で想定している原子炉停止後３日後の想定より原子炉

停止後の冷却期間が短いことも考えられるが，原子炉停止後 1 日後を想定した場合であっても線量率の上昇は

数倍程度（線量率と近い減衰傾向がある崩壊熱では約 2倍）であるため，10mSv/h を下回る結果となる。 

 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図中の 5） 

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.3m 程度まで水位を上昇させた後，開放作業を実施する。

この際，水位上昇により炉心燃料や上部格子板からの放射線の影響は非常に小さくなる。また,保有

水量が多くなるため，沸騰開始までの時間はさらに長くなる（約 1.4 時間程度）。仮に後述する全交

流電源喪失事象が発生して原子炉水位が約 1.5m 低下した場合においても，遮蔽水位等により必要な

遮蔽の目安とした 10mSv/h※を超えることはない。 

※ 後述する「図 5.3.6 原子炉水位と線量率」のグラフを参照すると評価点としている燃料交換器床での線量率は，

炉心燃料や上部格子板からの線量率は 1.0×10-3mSv/h 以下となる。蒸気乾燥器及び気水分離器は水位から見て

浅い位置に設置されているため，現場の線量率上昇に寄与するが，これらは通常の移動作業でも気中や水深が

浅い位置に取り出すものであり，線源強度も燃料や上部格子板と比べて低いため， 必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h を上回るかについて確認する際は考慮不要である。 
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③蒸気乾燥器取り外し（図中の 6）及び③水分離器取り外し（図中の 7） 

蒸気乾燥器の取り出しに合わせ,水位を上昇させていく状態であり，崩壊熱除去機能喪失や全交流

動力電源喪失事象が発生した場合においても,沸騰開始及び水位低下まで十分に時間余裕があるた

め，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

 

  4.崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失時における放射線の遮蔽維持に必要な水位 

3 章での検討を踏まえ，崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失時における放射線の遮蔽維持

に必要な水位を検討する上で「①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図中

の 2，3・4）」の状態で，かつ原子炉水位は通常運転水位を想定して遮蔽維持に必要な水位について検

討した。 
以下の仮定に基づき，必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h※）を求めたところ，「有

効燃料棒頂部の約 2m 上」となった。 

※必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，十分余裕のある値（10mSv/h）とする。 

・コンクリートハッチ，原子炉格納容器蓋取り外しが完了 

・原子炉圧力容器は未開放で，蒸気乾燥器及び気水分離器は原子炉内にある状態 

（図中の 3・4と図 5 の間の状態を想定） 

・原子炉水位と線量率の関係は，後述する「図 5.3.6 原子炉水位と線量率」のグラフを参照 

・原子炉停止１日後の炉心燃料の線源強度を模擬するため，炉心燃料からの線量率を 2 倍 

  ・炉心燃料及び上部格子板からの放射線が原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器及び気水分離器の各構造

物により低減される遮蔽効果を模擬するため， 線

量率を 1/100 倍とした。 

遮蔽効果を考慮し

た構造物 
 

 

遮蔽による減衰効

果の模擬※2 

原子炉圧力容器蓋   

1/100 倍 蒸気乾燥器   

気水分離器   
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―：原子炉冷却材流出での 
水位と線量率の関係 

―：原子炉未開放状態での 
水位と線量率の関係（概算） 

 

燃料が放射線源として支配 
的な水位 

上部格子板を線源とした

線量率が支配的な水位 

燃料を線源とした線量率が

支配的な水位 

原子炉未開放状態において必要な遮蔽を確

保できる水位（目安と考える 10mSv/h※）は

有効燃料棒頂部の約 2m 上である 

図 原子炉水位と線量率 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1/2） 

項目 
評価条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ 

評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初
期
条
件 

燃料の崩壊熱 
原子炉停止後 1 日 
約 22.4MW 
（ANSI/ANS-5.1-1979） 

約 22MW 以下 
（実績値） 

平衡炉心燃料について
サイクル末期の燃焼度
に 10%の保守性を考慮
した値を想定し算出 
停止後の時間について
は，停止後の時間が短
くなるように 1 日後の
状態を想定 

最確条件では評価条件で設定している燃料の
崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温上昇及
び原子炉水位低下速度は緩やかになるが，注水
操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではな
く，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起
点とするものであるため，運転員等操作時間に
与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している燃料の崩壊熱よ
り小さくなるため，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下
速度は緩やかになることから，評価項目となるパラメー
タに対する余裕が大きくなる 
逆に原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい
場合は注水までの時間余裕が短くなる。スクラムによる
原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱によって原子
炉注水までの時間余裕を評価すると，放射線の遮蔽が維
持される最低水位に到達するまでの時間は約 2 時間，有
効燃料棒頂部到達まで約 4 時間となる。ただし,こちら
は保守的に大気圧下における蒸発による水位低下を示
しているものであり,実操作においては注水機能が確保
されるまで減圧操作を実施しないため，事故後原子炉圧
力容器の圧力は上昇し，それに伴い蒸発による水位低下
は抑制される。それらを考慮すると放射線の遮蔽が維持
される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から 3
時間以上となる※3。このため,評価条件での放射線遮蔽
維持の時間余裕である約 3 時間,有効燃料棒頂部到達ま
での時間余裕である約 5 時間より短くなるが，注水操作
（事象開始から約 2 時間後）に対して十分な時間が確保
されているため，評価項目となるパラメータに与える影
響は小さい 

原子炉初期水温 52℃ 
約 42℃～約 48℃※1 

（実績値） 

停止後1日の実績より，
原子炉は残留熱除去系
の原子炉停止時冷却モ
ードにて冷却されてい
るため，その設計温度
である 52℃を設定 

最確条件では評価条件で設定している原子炉
初期水温より低くなるため，時間余裕が長くな
ることが考えられるが，注水操作は原子炉水温
に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去
機能喪失による異常の認知を起点とするもの
であるため，運転員等操作時間に与える影響は
ない 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水温
より低くなることから，原子炉水位の回復は早くなり，
評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉初期水位 通常運転水位 通常運転水位以上 
原子炉停止初期の通常
運転水位付近にある状
態を想定 

最確条件では評価条件で設定している原子炉
初期水位より高くなるため，有効燃料棒頂部ま
で水位が低下する時間は長くなるが，注水操作
は原子炉水位に応じた対応ではなく，崩壊熱除
去機能喪失による異常の認知を起点とするも
のであるため，運転員等操作時間に与える影響
はない 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水位
より高くなるため，有効燃料棒頂部まで水位が低下する
時間は長くなることから，評価項目となるパラメータに
対する余裕は大きくなる 

原子炉初期圧力 大気圧 大気圧※2 設計値を設定 

評価条件と最確条件は同様であることから，事
象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間
に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気
圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，
水位低下速度は緩やかになるが，注水操作は原
子炉初期圧力に応じた対応をとるものではな
く，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起
点とするものであるため，運転員等操作時間に
与える影響はない 

評価条件と最確条件は同様であることから，事象進展に
与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える
影響はない 

仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時
間が遅くなり，水位低下速度は緩やかになることから，
評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

※1 原子炉停止直後,サイクル末期の停止時冷温臨界試験に向けた高温維持（80℃程度）などの特殊な場合を除く（ただし, 原子炉初期水温が 80℃の場合であっても,約 4時間以上の時間余

裕があり注水操作に対して十分な時間が確保されているため，影響はない） 

※2 原子炉停止直後,原子炉圧力容器耐圧試験などの特殊な場合を除く 

※3 添付資料 5.1.1  原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した簡易計算（原子炉圧力容器が閉鎖状態）による評価を参照 

評価条件の不確かさの影響評価について（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2/2） 

項目 
評価条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ 

評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

原子炉圧力

容器の状態 

原子炉圧力容器未開

放 
事故事象毎 

炉心の崩壊熱及び保有水量の観点か

ら設定 

原子炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同

様であるため，事象進展に与える影響はなく，運転

員等操作時間に与える影響はない 

原子炉圧力容器開放状態の場合は，原子炉減圧操作

が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，

運転員等操作時間に与える影響は小さい 

原子炉圧力容器未開放状態の場合は，評

価条件と同様であるため，事象進展に与

える影響はなく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響はない 

原子炉圧力容器開放状態の場合は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に

与える影響は小さく，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい 

燃料の容量 約 2,040kL 
2,040kL 以上 

（軽油タンク容量） 

通常時の軽油タンクの運用値を参考

に，最確条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よりも燃料容量

の余裕は大きくなる。また，事象発生直後から最大

負荷運転を想定しても燃料は枯渇しないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

事

故

条

件 

起因事象 
運転中の残留熱除去

系の機能喪失 

運転中の残留熱除去系の

機能喪失 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）1 台による原子炉の崩壊熱除去を

実施中に，残留熱除去系ポンプの故障

等による機能喪失するものとして設

定 

解析条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

解析条件と最確条件が同様であることか

ら，事象進展に影響はなく，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない 

外部電源 外部電源なし 事故毎に変化 

外部電源がない場合と外部電源があ

る場合では，事象進展は同じであるこ

とから，資源の評価の観点で厳しくな

る外部電源がない場合を想定 

外部電源がない場合と外部電源がある場合では，事

象進展は同じであることから，運転員等操作時間に

与える影響はない 

外部電源がない場合と外部電源がある場

合では，事象進展は同じであることから，

評価項目となるパラメータに与える影響

はない 

機

器

条

件 

待機中の残

留熱除去系

（低圧注水

モード）の注

水流量 

954m3/h 954m3/h 低圧注水系の設計値として設定 

解析条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

解析条件と最確条件が同様であることか

ら，事象進展に影響はなく，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない 

残留熱除去

系（原子炉停

止時冷却モ

ード） 

熱交換器1基あたり約

8MW（原子炉冷却材温

度52℃，海水温度30℃

において） 

熱交換器 1 基あたり約 8MW

（原子炉冷却材温度 52℃，

海水温度 30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 

解析条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

解析条件と最確条件が同様であることか

ら，事象進展に影響はなく，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1/2） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパ

ラメータに与える

影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

待機中の残留

熱除去系（低

圧 注 水 モ ー

ド）の注水操

作 

事象発生か

ら 120 分 

事象の認知や現場操作

の時間を基に，さらに時

間余裕を考慮して設定 

【認知】 

評価では残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障

発生から残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注

水操作の開始まで，逃がし安全弁の手動減圧操作等を含め

2 時間を設定しているが，原子炉注水の必要性を認知する

ことは容易である。よって，評価上の注水操作開始時間に

対し，実際の注水操作開始時間が早くなる場合が考えられ

る 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常

駐していることから，操作開始時間に与える影響なし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える

影響なし 

【操作所要時間】 

残留熱除去系のポンプ起動操作及び注入弁の開操作は，制

御盤の操作スイッチによる操作のため，簡易な操作であ

る。操作時間は特に設定していないが，原子炉水位の低下

に対して操作に要する時間は短い 

【他の並列操作有無】 

当該操作を実施する運転員は，残留熱除去系（低圧注水モ

ード）の注水操作時に他の並列操作はなく，操作開始時間

に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる

簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため誤操

作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

原子炉水位低下時に

原子炉注水の必要性

を認知することは容

易であり，評価では事

象発生から 120 分後

の注水操作開始を設

定しているが，実際の

注水操作開始時間は

早くなる場合が考え

られ，原子炉水位の回

復が早くなる 

注水開始が早くな

る場合は原子炉水

位の低下が抑制さ

れ，評価項目とな

るパラメータに対

する余裕は大きく

なる 

通常運転水位から

放射線の遮蔽が維

持される最低水位

に到達するまでの

時間は約 3 時間,有

効燃料棒頂部まで

水位が低下するま

での時間は約 5 時

間であり，これに対

して，事故を検知し

て注水を開始する

ま で の 時 間 は 約

120 分であること

から，準備時間が確

保できるため，時間

余裕がある 

中央制御室におけ

る操作のため，シミ

ュレータにて訓練

実績を取得。訓練で

は，残留熱除去系

（低圧注水モード）

による原子炉注水

の系統構成に必要

な弁の操作は約 2

分。想定で意図して

いる運転操作が実

施可能なことを確

認した 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2/2） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

待機中の残

留熱除去系

（原子炉停

止時冷却モ

ード）による

崩壊熱除去

機能復旧 

事象発生か

ら 3.5 時間

後 

運転手順書等を踏まえ

て設定 

残留熱除去系の低圧注水モードにより

原子炉への注水を実施していることか

ら，原子炉停止時冷却モードによる崩

壊熱除去機能復旧には時間余裕がある 

－ － － 

運転実績から，配管の暖気

運転を含め約60分で操作開

始できることを確認した。

また，系統構成及びポンプ

の起動のみであれば，約 10

分で操作可能であることを

確認した 
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 7 日間における燃料対応について（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

プラント状況：1～7号炉停止中。 

事象：崩壊熱除去機能喪失は 6号及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

    なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 751kL 

7 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 

 

 

 

6 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 

軽油消費量 

約 751kL 

6 号炉軽油タンク容量は 

約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

1 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

2 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

3 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

4 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

5 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間     
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後から事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1～7号炉軽油タンク及び

ガスタービン発電機用燃

料タンク（容量約 200kL）

の残容量（合計）は 

約 659kL であり， 

7 日間対応可能 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動。（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

 

※1 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 2台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 3台を起動させて評価した 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した 
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5.2-1 

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，燃料損傷防止対策の有効性に

含まれる事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①

「外部電源喪失＋直流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び②「外部電源喪失＋交流電

源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

 事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の運転停止中に全交流動力

電源が喪失することより，原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。この

ため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合に

は，原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

 本事故シーケンスグループは，全交流動力電源喪失したことによって燃料損傷に至る事

故シーケンスグループである。このため，運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有

効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

 したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常を認知して，常設代替交流電

源設備による電源供給，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，燃

料損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）による最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより原子炉除熱を実施す

る。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

 事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における機能喪失に対して，燃料が著し

い損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備する。ま

た，安定状態に向けた対策として代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子

炉圧力容器の除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を図 5.2.1 及び図 5.2.2 に，

手順の概要を図 5.2.3 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策における設備と操作手順の関係を表 5.2.1 に示す。 

 本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，事象発生 10 時間まで

の 6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 18名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転

員は，当直長 1名（6号及び 7号炉兼任），当直副長 2名※，運転操作対応を行う運転員 6名

である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5

名，緊急時対策要員（現場）は 4名である。 
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また，事象発生 10 時間以降に追加で必要な要員は代替原子炉補機冷却系作業を行うため

の 26名である。必要な要員と作業項目について図 5.2.4 に示す。 

 なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目と重要事故シーケ

ンスとを比較し，必要な要員数を確認した結果，18 名で対処可能である。 

 

※ 原子炉停止中の6号及び7号炉における体制は，必ずしも当直副長2名ではなく，当直副長1名，運転

員1名の場合もある。 

 

a. 全交流動力電源喪失による原子炉停止時冷却モード停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）運転停止による崩壊熱除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱除去機能喪失を確認

するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量計である。 

 

b. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動がで

きず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断

する。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機冷却系，低圧代替注水系（常

設）の準備を開始する。 

 

c. 逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止により原子炉水温が 100℃に到達

することから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御室からの遠隔操作によ

り逃がし安全弁 1個を開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による原子炉水温の上昇を確認す

るために必要な計装設備は，原子炉圧力容器温度計である。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するために必要な計装設備は，原子

炉圧力計である。 

 

d. 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中央制御室からの遠隔操作によ

り復水移送ポンプ 1台を手動起動し，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始

する。これにより，原子炉水位が回復する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，原子

炉水位計及び復水補給水系流量計（原子炉圧力容器）等である 
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e. 残留熱除去系の原子炉停止時冷却モード運転 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が完了後，中央制御室からの遠隔

操作により残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を確認するために必要な計装設

備は，残留熱除去系熱交換器入口温度計等である。 

 

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

重要事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「外部

電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

なお，5.1「崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シーケンス（「崩壊熱除去機能喪失

（補機冷却系機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び「崩壊熱除去機

能喪失（代替除熱機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」）は，事象進展

が同様なので併せて本重要事故シーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子炉冷却材及び注水手段の多様性

の観点から，「POS A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が有効燃料棒頂部

の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定

であり，当該プラントの状態において評価項目を満足することを確認することにより，運転

停止中の他のプラント状態においても，すべての評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンスにおける運転

員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作余裕時間を

評価する。 

（添付資料 5.1.1,5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

 本重要事故シーケンス対する初期条件も含めた主要な評価条件を表 5.2.2 に示す。また，

主要な評価条件について，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

 (a) 原子炉圧力容器の状態  

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力容器の開放時については，

燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱

を厳しく見積もるために，原子炉停止 1日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱は

約 22MW である。 
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なお，崩壊熱に相当する冷却材の蒸発量は約 37m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。また，事象発生後において，

水位低下量を厳しく見積もるために，逃がし安全弁の開操作によって原子炉圧力は大

気圧が維持されているものとする。 

 

b．事故条件 

(a) 起因事象 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源を喪失するものとする。 

 (b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，全交流動力電源を喪失するも

のとする。 

 (c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源が喪失するも

のとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水（常設）による原子炉注水流量 

     低圧代替注水（常設）による原子炉注水流量は 150m3/h とする。 

(b) 代替原子炉補機冷却系 

     伝熱容量は約 23MW（原子炉冷却材温度 100℃，海水温度 30℃において）とする。 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1基あたり約 8MW（原子炉冷却材温度 52℃，海水温度 30℃に

おいて）とする。 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 事象発生145分までに常設代替交流電源設備によって交流電源の供給を開始する。 

(b) 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象発生145分後から開始する。 

(c) 代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（停止時冷却モード運転）は，事象発

生20時間後から開始する。 
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(3) 有効性評価の結果 

 本重要事故シーケンスの事象進展を図5.2.3に，原子炉水位の推移を図5.2.5に示す。 

 a. 事象進展 

 事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより，原子炉水

温が上昇し，約 1時間後に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。常設代替

交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事象発生から 145 分経過した時点で，低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，原子炉水位は有効燃料棒頂部の約

2.9m 上まで低下するにとどまる。水位回復後は，蒸発量に応じた注水を実施することによ

って，原子炉水位を適切に維持することができる。 

 事象発生から 20時間経過した時点で，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系によ

る原子炉圧力容器の除熱を開始することによって，原子炉水温は低下する。 

 

b．評価項目等 

原子炉水位は，図 5.2.5 に示すとおり，有効燃料棒頂部の約 2.9m 上まで低下するに留ま

り，燃料は冠水を維持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，必要な遮蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目安とした

10mSv/h が確保される水位）である有効燃料棒頂部の約 2m を下回ることがないため，放射

線の遮蔽は維持される（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h を下回る）。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

事象発生 145 分後から，常設代替交流電源設備により電源を供給された低圧代替注水系

（常設）の安定した原子炉注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び原子炉格

納容器の安定状態を継続できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の

評価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料 5.1.5, 5.1.6, 5.2.1） 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系

等による崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運

転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 
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ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表5.2.2に示すとお

りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，

評価条件の設定に当たっては，原則，評価項目となるパラメータに対する余裕が小さく

なるような設定としていることから,その中で事象進展に有意な影響を与えると考え

られる燃料の崩壊熱，事象発生前の原子炉初期水温，原子炉初期水位，原子炉初期圧力

及び原子炉圧力容器の状態に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a)運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約22.4MWに対して最確条件は約22MW以下

であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は

緩やかになるが，注水操作や給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，

全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とする操作であるため，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期水温は，評価条件の52℃に対して最確条件は約42℃～約

48℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定

している原子炉初期水温より低くなるため，時間余裕が長くなることが考えられる

が，注水操作や給電操作は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，全交流動

力電源の喪失による異常の認知を起点とする操作であるため，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は通常

運転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条

件で設定している原子炉初期水位より高くなるため，有効燃料棒頂部まで水位が低

下する時間は長くなるが，注水操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるも

のではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とする操作であるため，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧であ

り，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件と同様であるこ

とから，事象進展に与える影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。仮

に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，水位低下速度

は緩やかになるが，注水操作や給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，

全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とする操作であるため，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器未開放に対して

最確条件は事故事象毎であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，
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原子炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与え

る影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。原子炉圧力容器開放状態の

場合は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員

等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約22.4MWに対して最確条件は約22MW以下

であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は

緩やかになることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。逆

に原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合は注水までの時間余裕が

短くなる。スクラムによる原子炉停止から12時間後の燃料の崩壊熱によって原子炉

注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目

安とした10mSv/hが確保される水位）である有効燃料棒頂部の約2mに到達するまでの

時間及び有効燃料棒頂部到達までの時間は3時間以上※となり，評価条件である原子

炉停止1日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，注水操作に対して十分な時間

が確保されているため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉初期水温は，評価条件の52℃に対して最確条件は約42℃～約

48℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定

している原子炉初期水温より低くなることから，原子炉水位の回復は早くなり，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉初期水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は通常

運転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条

件で設定している原子炉初期水位より高くなるため，有効燃料棒頂部まで水位が低

下する時間は長くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きく

なる。 

初期条件の原子炉初期圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧であ

り，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件と同様であるこ

とから，事象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，水位

低下速度は緩やかになることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器未開放に対して

最確条件は事故事象毎であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

原子炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与え

る影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器開
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放状態の場合は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した評価 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水（常設）による原子

炉注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生から145分後を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，常設代替交流電源設備からの受電操作につ

いて実態の運転操作は，10分間，移動に20分間，操作所要時間に115分間の合計145分

間であり,評価上の受電完了時間とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小

さい。低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，常設代替交流電源設備から

の受電操作と同時に実施するため，その影響を受けるが，実態の操作開始時間は，評

価上の想定とほぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，評価上の操作開始時間として，事象

発生から20時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，代替原子

炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に10時間，その後の作業に10時間の合

計20時間を想定しているが，準備操作が想定より短い時間で完了する可能性がある

ことから，操作開始時間は評価上の想定より早まる可能性がある。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は評価

上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，操作開始時間は評価上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注水をす

でに実施しているため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料5.2.2） 

  (2) 操作時間余裕の把握 
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操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作は，当該操作に対する時間余裕について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約3時間,有効燃料棒頂部まで水位

が低下するまでの時間は約5時間であり，事故を検知して注水を開始するまでの145分は

十分な時間余裕を確保できる時間である。 

 操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，事象発生後約20時間後の操作であり時

間余裕がある。仮に操作が遅れる場合は，原子炉への注水は継続する。 

（添付資料5.2.2） 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件等の不確

かさを考慮しても操作時間に対する十分な余裕時間を確保でき，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間に対して一定の時間余裕がある。 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，6号及び7号炉同時の重大事故

等対策時において事象発生10時間までの必要な要員は，「5.2.1(3)燃料損傷防止対策」に示

すとおり18名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運

転員及び緊急時対策要員等の64名で対処可能である。 

また，事象発生10時間以降に必要な参集要員は26名であり，発電所構外から10時間以内に

参集可能な要員の106名で確保可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，水源，燃料及び電源は，

「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水について，7日間の対応を考慮すると，号炉あ

たり約610m3の水が必要となる。6号及び7号炉の同時被災を考慮すると，合計約1,220m3の水

が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵槽に約1,700m3及び淡水貯水池に約18,000m3の

水量を保有している。これにより，6号及び7号炉の同時被災を考慮しても，注水によって復
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水貯蔵槽を枯渇することなく，必要な水量が確保可能であり，7日間の継続実施が可能であ

る。 

（添付資料 5.2.3） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後からの運転を

想定すると，7日間の運転継続に6号及び7号炉において合計約860kLの軽油が必要となる。代

替原子炉補機冷却設備専用の電源車については，保守的に事象発生直後からの運転を想定

すると，7日間の運転継続に号炉あたり約37kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急時対

策所用ガスタービン発電機及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，

事象発生直後からの運転を想定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。

（6号及び7号炉 合計 約1,013kL) 

6 号及び 7号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及びガスタービン発電機用燃料タンク（約

200kL）にて合計約 2,240kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であることから，

常設代替交流電源設備による電源供給，代替原子炉補機冷却系の運転，免震重要棟内緊急時

対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電

源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故対策等に必要な負荷として，6号

及び7号炉で約2,269kW（6号炉：1,126kW，7号炉：1,143kW）必要となるが，常設代替交流電

源設備は連続定格容量が2,950kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。また，

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を想定しても，不要な直流負荷の切り

離し等を行うことにより，24時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料5.2.5） 

5.2.5 結論 

 事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の運転停止中に全交流動力

電源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シ

ーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策としては，初期の対策

として，常設代替交流電源設備による交流電源供給手段，低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水手段，安定状態に向けた対策として，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系

による原子炉圧力容器の除熱手段を整備している。 

 事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンス「外部電源喪失＋

交流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源供給，低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水及び代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉圧力

容器の除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 
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その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保ができることから，

評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間及び評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，当直長，当直副長，運転員及び緊急時対策要員にて確

保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水及び代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子

炉除熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが

確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して有効である。 
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図 5.2.1 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統図（1/2） 

（原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

  

図 5.2.2 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統図（2/2） 

（原子炉停止時冷却及び原子炉注水） 

Ａ

残留熱除去系ポンプ 残留熱除去系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系

へ

低圧代替注水系（常設）

逃がし安全弁

Ｂ

復水移送
ポンプ

Ａ

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

復水貯蔵槽

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源

Ａ

Ｂ残留熱除去系ポンプ

残留熱除去系ポンプ

給水系
より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

逃がし安全弁

代替原子炉補機
冷却系

可搬型代替交流電源設備
（電源車）

常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機）

非常用ディーゼル発
電機

Gen

外部電源

低圧代替注水系（常設）

復水移送
ポンプ

Ａ

復水貯蔵槽
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図 5.2.3 全交流動力電源喪失時の対応手順の概要 

 

（解析上の時刻）

（0分）

回復は解析上
考慮せず

原子炉水温100℃到達（約60分後）

原子炉水位回復

残留熱除去系による
崩壊熱除去機能回復

全交流動力電源喪失発生

（約145分後）

中央制御室での逃がし安全弁

1個による原子炉減圧

復水移送ポンプ1台を用いた
低圧代替注水（常設）による

原子炉注水

（約20時間後）

プラント前提条件
・プラント停止後1日目
・原子炉圧力容器閉鎖中
・原子炉格納容器閉鎖中
・主蒸気隔離弁全閉
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）原子炉停止時冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）停止中
・残留熱除去系（C）低圧注水モード待機中
・原子炉水位N.W.L（通常は＋1550mm以上）

※1

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）の準備

常設代替交流電源設備
（第一ガスタービン発電機）による

非常用電源回復操作

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備

低圧代替注水系（常設）
復水移送ポンプ準備が完了

代替原子炉補機冷却系
準備

代替原子炉補機冷却系
準備が完了

残留熱除去系準備

※3

※4

※5

原子炉水位回復後は
蒸発量に応じた

原子炉注水を実施

早期の電源回復不能と判断

非常用ディーゼル発電機または外部電源による
交流電源回復操作を実施

※2（約10分後）

※1
外部電源が喪失し，かつ全ての非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗することにより，全ての所内高圧系統（6.9kV）の母

線が使用不能となった場合。

※2
中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動が実施できず，非常用高圧系統（6.9kV）の電源回復ができな

い場合，早期の電源回復不可と判断する。

※3
約1時間後に原子炉水温が100℃に到達する。

※4
解析上，原子炉圧力容器を大気圧状態に維持するため逃がし安全弁を「開」する。

※5
注水前の原子炉最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）+2.9ｍ（レベル2+約300mm）となる。

※6
復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負荷切り離しを含む。

※7
原子炉水位計（広帯域）にて水位回復を確認する。

代替原子炉補機冷却系を使用した原子炉停止時冷却モードによ
り冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める。

Ⅰ

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】

Ⅰ

消火系を代替原子炉注水として使用する場合があるため運転状態について確認する。

恒設設備による原子炉注水が実施できない場合，低圧代替注水系（可搬型）による注水を実施する。

Ⅱ

第一ガスタービン発電機が使用できない場合は第二ガスタービン発電機による緊急用M/Cを受電する。

緊急用M/Cが使用できない場合は可搬型代替交流電源設備によるP/C受電を実施する。

（電源容量により使用できる設備が限られる）

常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備による緊急用M/Cを受電する。

（電源容量により使用できる設備が限られる）

Ⅱ

復水移送ポンプ以外による原子炉注水
・消火ポンプによる代替注水
・可搬型代替注水ポンプによる代替注水

復水移送ポンプによる代替原子炉注水と
同等の流量確保または注水開始不可

第一ガスタービン発電機以外による非常用電源供給
・第二ガスタービン発電機による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備による緊急用M/C受電
・可搬型代替交流電源設備によるP/C受電

可搬型代替交流電源設備は第一ガスタービン発電
機と同等の電源供給開始不可

（約20時間後）

※6 燃料供給準備
（タンクローリ給油準備）

可搬設備への
燃料補給

（約20時間後）

タンクローリによる
給油準備完了

（適宜実施）

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

※7
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図 5.2.4 全交流動力電源喪失時の作業と所要時間(1/2) 

責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

状況判断
1人

A

1人

a
－ － － － ・全交流電源喪失確認 10分

－ － － － － － ・非常用ディーゼル発電機　機能回復

－ － － － － － ・外部電源　回復

原子炉減圧操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・逃がし安全弁 1弁による手動減圧操作 5分

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・受電前準備（中操）

・放射線防護装備準備 10分

・現場移動

・ガスタービン発電機健全性確認

・ガスタービン発電機給電準備

・ガスタービン発電機起動

・放射線防護装備準備 10分

・現場移動

・7号炉　M/C（D）受電準備

― ―
（2人）

C,D
― ― ― ・ガスタービン発電機　運転状態確認

・放射線防護装備準備／装備

・現場移動

・ガスタービン発電機　運転状態確認

－
（1人）

a
－ － － － ・M/C　受電確認

－ － －
（2人）

c,d
－ －

・7号炉　M/C（D）　受電

・7号炉　MCC（D）　受電

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － － －
（2人）

c,d
－ －

・現場移動

・7号炉　M/C（C）受電準備

－
（1人）

a
－ － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

c,d
－ －

・7号炉　M/C（C）　受電

・7号炉　MCC（C）　受電

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － －
（2人）

C,D
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（D）受電準備

（1人）

A
－ － － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

C,D
－ － －

・6号炉　M/C（D）　受電

・6号炉　MCC（D）　受電

低圧代替注水系（常設）　準備操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・復水移送ポンプ起動／運転確認

・低圧代替注水系（常設）　ラインアップ

交流電源回復前から通信手段確保等

の作業を実施する

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － －
（2人）

C,D
－ － －

・現場移動

・6号炉　M/C（C）受電準備

（1人）

A
－ － － － － ・M/C　受電確認

－ －
（2人）

C,D
－ － －

・6号炉　M/C（C）　受電

・6号炉　MCC（C）　受電

停止中の全交流動力電源喪失

備考
40 50 60 70 110 120 13080 90 100 190 200 240

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

交流電源回復操作

（解析上考慮せず）
対応可能な要員により対応する

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員

常設代替交流電源設備からの受電準備操作 － － －
2人

c,d

常設代替交流電源設備　準備操作

　　　　（第一ガスタービン発電機）

－ －
2人

C,D
－

― ― ― ― 2人

常設代替交流電源設備からの受電操作

常設代替交流電源設備からの受電操作

常設代替交流電源設備からの受電操作

常設代替交流電源設備からの受電操作

常設代替交流電源設備運転

　　　（第一ガスタービン発電機）

10 20 30

50分

－

中央制御室連絡

発電所外部連絡

10分

20分

－ －

－

50分

10分

10分

25分

経過時間（分）

適宜実施

10分

10分

10分

150 160 170 180140

20分

20分

210 220 230

50分

10分

10分

50分

10分

10分

15分

原子炉水位回復後、蒸発量に応じた注水

事象発生

プラント状況確認

約60分 原子炉水温100℃到達

約145分 原子炉注水開始

約60分 ガスタービン発電機による給電開始
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  図 5.2.4 全交流動力電源喪失時の作業と所要時間(2/2) 

6号 7号 6号 7号 6号 7号

低圧代替注水系（常設）　注水操作
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・残留熱除去系　注入弁操作

・放射線防護装備準備／装備

・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タンク

から補給

燃料給油作業 － － － － ・ガスタービン発電機用燃料タンクへの給油

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・代替原子炉補機冷却系　現場ラインアップ

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － －
・現場移動

・資機材配置及びホース布設、起動及び系統水張り

燃料給油準備 － － － － ・軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜軽油タンク

から補給

燃料給油作業 － － － － ・電源車への給油

代替原子炉補機冷却系　運転 － － － －

※2

（3人）

※2

（3人）

・代替原子炉補機冷却系　運転状態監視

残留熱除去系　起動準備
（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・原子炉停止時冷却モード　起動準備

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・原子炉停止時冷却モード　起動

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・原子炉停止時冷却モード運転による原子炉状態監視

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ － ・燃料プール冷却浄化系熱交換器冷却水側１系隔離

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成
30分

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動 30分

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

必要人員数　合計
1人

A

1人

a

2人

C,D

2人

c,d

停止中の全交流動力電源喪失

備考

15 16 17 18

代替原子炉補機冷却系　準備操作

※1

（2人）

燃料給油準備 －

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

操作項目

実施箇所・必要人員数

10時間

13人

（参集）

※1，※2

13人

（参集）

※1，※2

（2人）

C,D

（2人）

c,d

残留熱除去系　起動操作

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・代替原子炉補機冷却系が供給していない側の燃料プール冷却浄化系熱交換器を隔離する

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

4人

（その他参集26人）

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

経過時間（時間）

9 10 11 12 13 14

－ － －
2人

操作の内容

60分

300分

90分

適宜実施

適宜実施

2423

原子炉水位回復後、蒸発量に応じた注水

120分

適宜実施

19 20 21 22

約20時間 崩壊熱除去機能回復

20分

適宜実施

10分

10分

10分

10分
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図 5.2.5 原子炉水位の推移 

 

原子炉水温 100℃到達 

（事象発生約 1時間後） 

原子炉水位回復後は，原子炉圧力容器除熱機能が復旧
する 20 時間後まで崩壊熱相当の注水継続 
（事象発生約 3時間後に通常運転水位まで回復） 
 

低圧代替注水系（常設）による注水開始 

（事象発生 145 分後 水位 有効燃料棒頂部から約 2.9m 上） 

有

効

燃

料

棒

頂

部

か

ら

の

水

位 

(m） 

事故後の時間(h） 
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表 5.2.1 全交流動力電源喪失時における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全交流動力電源喪失による

原子炉停止時冷却モード停

止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊

熱除去機能が喪失する 

所内蓄電式直流電源設備 － 【残留熱除去系系統流量計】 

逃がし安全弁による原子炉

の低圧状態維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達することから，原子炉圧力

を低圧状態に維持するため逃がし安全弁1個を開操作す

る 

所内蓄電式直流電源設備 

逃がし安全弁 
－ 

原子炉圧力計（SA） 

原子炉圧力計 

原子炉圧力容器温度計 

低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ1台を手

動起動し，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を

開始する 

常設代替交流電源設備 

復水移送ポンプ 

復水貯蔵槽 

－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

復水補給水系統流量計（原子炉圧力容器） 

復水貯蔵槽水位計(SA) 

残留熱除去系による原子炉

停止時冷却モード運転 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が

完了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）運転を再開する 

常設代替交流電源設備 

【残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）】 

代替原子炉補機冷却系 
【残留熱除去系系統流量計】 

【残留熱除去系熱交換器入口温度計】 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 



 

 

5.2-18 
 

表 5.2.2 主要評価条件（全交流動力電源喪失）（1／2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

原子炉圧力容器の状態 原子炉圧力容器の未開放 燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から設定 

崩壊熱 
約 22.4MW 

（9×9 燃料（A型），原子炉停止 1日後） 

平衡炉心燃料の平均燃焼度 33GWd/t を基に ANSI/ANS-

5.1-1979 にて算出した値 

原子炉初期水位 
通常運転水位（セパレータスカート下

端から+119cm） 
停止後 1日の水位から保守性を持たせた値 

原子炉初期水温 52℃ 

停止後 1日の実績より，原子炉は残留熱除去系の原

子炉停止時冷却モードにて冷却されているため，そ

の設計温度である 52℃を設定 

原子炉初期圧力 大気圧 停止後 1日の実績による値 

外部水源の温度 50℃ 復水移送ポンプ吐出温度を参考に設定 

事
故
条
件 

起因事象 外部電源喪失 
送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外

部電源が喪失するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 全交流動力電源喪失 全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定 

外部電源 外部電源なし 
起因事象として，外部電源が喪失するものとして設

定 
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表 5.2.2 主要評価条件（全交流動力電源喪失）（2／2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
機
器
条
件 

低圧代替注水（常設）による原

子炉注水流量 
150m3/h にて原子炉注水 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として

設定 

代替原子炉補機冷却系 
約 23MW（原子炉冷却材温度 100℃，海

水温度 30℃において） 
代替原子炉補機冷却系の設計値として設定 

残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード） 

熱交換器 1基あたり約 8MW（原子炉冷

却材温度 52℃，海水温度 30℃におい

て） 

残留熱除去系の設計値として設定 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件 

常設代替交流電源設備からの受

電 
事象発生 145 分まで 全交流動力電源喪失時の訓練実績を踏まえて設定 

低圧代替注水系（常設）起動操

作 
事象発生 145 分後 常設代替交流電源設備からの受電後として設定 

代替原子炉補機冷却系運転操作 事象発生 20 時間後 代替原子炉補機冷却系の準備期間を考慮して設定 

代替原子炉補機冷却系を介した

残留熱除去系による原子炉停止

時冷却モード運転 

事象発生 20 時間後 
代替原子炉補機冷却系及び残留熱除去系による原

子炉除熱機能回復を踏まえて設定 
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添付資料 5.2.1 

 

安定状態について 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用いた

炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備がそ

の後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や資源の

枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場合，安定停

止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始による原子炉水位の低下が始ま

るが，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始した後，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水により原子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持される。 

その後，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（停止時冷却モード）により原子炉除

熱を開始することで冷温停止状態に移行することができ，原子炉安定停止状態が確立され

る。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源

を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の更なる除熱が

可能となる。 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1/2) 

項目 
評価条件(初期，事故及び機器条件)の不確かさ 

評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

燃料の崩壊熱 

原子炉停止後 1 日 

約 22.4MW 

(ANSI/ANS-5.1-1979) 

約 22MW 以下 

(実績値) 

平衡炉心燃料についてサ

イクル末期の燃焼度に

10%の保守性を考慮した値

を想定し算出 

停止後の時間については，

停止後の時間が短くなる

ように 1 日後の状態を想

定 

最確条件では評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さく

なるため，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度は緩やかにな

るが，注水操作や給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものでは

なく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とする操作

であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している燃料の崩壊熱より

小さくなるため，原子炉水温上昇及び原子炉水位低下速度

は緩やかになることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる 

逆に原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場

合は注水までの時間余裕が短くなる。スクラムによる原子

炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱によって原子炉注水

までの時間余裕を評価すると，放射線の遮蔽が維持される

最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約 2 時間，

有効燃料棒頂部到達まで約 4 時間となる。ただし,こちら

は保守的に大気圧下における蒸発による水位低下を示し

ているものであり,実操作においては注水機能が確保され

るまで減圧操作を実施しないため，事故後原子炉圧力容器

の圧力は上昇し，それに伴い蒸発による水位低下は抑制さ

れる。それらを考慮すると放射線の遮蔽が維持される最低

水位に到達するまでの時間は事象発生から3時間以上とな

る※3。このため,評価条件での放射線遮蔽維持の時間余裕

である約 3 時間,有効燃料棒頂部到達までの時間余裕であ

る約 5 時間より短くなるが，注水操作（事象開始から約 145

分後）に対して十分な時間が確保されているため，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉初期水

温 
52℃ 

約 42℃～約 48℃※1 

(実績値) 

停止後 1 日の実績より，原

子炉は残留熱除去系の原

子炉停止時冷却モードに

て冷却されているため，そ

の設計温度である 52℃を

設定 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水温より低く

なるため，時間余裕が長くなることが考えられるが，注水操作や

給電操作は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，全交流

動力電源の喪失による異常の認知を起点とする操作であるため，

運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水温よ

り低くなることから，原子炉水位の回復は早くなり，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉初期水

位 
通常運転水位 通常運転水位以上 

原子炉停止初期の通常運

転水位付近にある状態を

想定 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水位より高く

なるため，有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は長くなる

が，注水操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもので

はなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とする操

作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水位よ

り高くなるため，有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間

は長くなることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる 

原子炉初期圧

力 
大気圧 大気圧※2 設計値を設定 

評価条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影

響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。仮に，原子炉

圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，水位低

下速度は緩やかになるが，注水操作や給電操作は崩壊熱に応じた

対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認

知を起点とする操作であるため，運転員等操作時間に与える影響

はない 

評価条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与

える影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響

はない 

仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間

が遅くなり，水位低下速度は緩やかになることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

※1 原子炉停止直後,サイクル末期の停止時冷温臨界試験に向けた高温維持(80℃程度)などの特殊な場合を除く（ただし，原子炉初期水温が 80℃の場合であっても,約 4時間以上の時間余裕があり 
注水操作に対して十分な時間が確保されているため，影響はない）。 

※2 原子炉停止直後,原子炉圧力容器耐圧試験などの特殊な場合を除く。 

※3 添付資料 5.1.1  原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した簡易計算（原子炉圧力容器が閉鎖状態）による評価を参照  

 

評価条件の不確かさの影響評価について（運転停止中 全交流動力電源喪失） 



 

 

添
5.2.2-2 

 

表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2/2) 

項目 
評価条件(初期，事故及び機器条件)の不確かさ 

評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

原子炉圧力容器の

状態 

原子炉圧力容器未開

放 
事故事象毎 

炉心の崩壊熱及び保有水量の観点

から設定 

原子炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同様で

あるため，事象進展に与える影響はなく，運転員等操作

時間に与える影響はない 

原子炉圧力容器開放状態の場合は，原子炉減圧操作が不

要となるが，事象進展に与える影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい 

原子炉圧力容器未開放状態の場合は，評価条件と同

様であるため，事象進展に与える影響はなく，評価

項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉圧力容器開放状態の場合は，原子炉減圧操作

が不要となるが，事象進展に与える影響は小さく，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

外部水源の温度 50℃ 
事象毎 

約 30～50℃程度 

復水移送ポンプ吐出温度を参考に

最確条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，評価条件で設定している水温

よりも低くなる可能性があるため，原子炉水位低下速度

が緩やかになるが，注水操作や給電操作の開始は注水源

の温度に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電

源の喪失による異常の認知を起点とする操作であるた

め，運転員等操作時間に与える影響はない 

最確条件とした場合には，評価条件で設定している

水温よりも低くなる可能性があるため，原子炉水位

低下速度が緩やかになるが，その顕熱分の影響は小

さく，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい 

外部水源の容量 

復水貯蔵槽: 

約 1,700m3/ 号炉 

淡水貯水池: 

約 18,000m3 

 

復水貯蔵槽: 

約 460m3～約

1,900m3/号炉 

(実績値) 

淡水貯水池: 

約 18,000m3以上 

復水貯蔵槽は実績を参照し，現実的

な値を設定 

淡水貯水池は最確条件を包絡でき

る条件を設定 

最確条件とした場合には，評価条件よりも水源容量の余

裕は大きくなる。また，事象発生 12 時間後からの可搬

型代替注水ポンプによる補給により復水貯蔵槽は枯渇

しないことから，運転員等操作時間に与える影響はない 

－ 

燃料の容量 約 2,240kL 

2,240kL 以上 

(軽油タンク容量＋ガ

スタービン発電機用

燃料タンク容量) 

通常時の軽油タンク及びガスター

ビン発電機用燃料タンクの運用値

を参考に，最確条件を包絡できる条

件を設定 

最確条件とした場合には，評価条件よりも燃料容量の余

裕は大きくなる。また，事象発生直後から最大負荷運転

を想定しても燃料は枯渇しないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない 

－ 

事

故

条

件 

起因事象 外部電源喪失 外部電源喪失 
起因事象として，外部電源喪失が発

生するものとして設定 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない 
安全機能の喪失に

対する仮定 

外部電源喪失時に非

常用交流電源喪失 

原子炉補機冷却機能

喪失 

外部電源喪失時に非

常用交流電源喪失 

原子炉補機冷却機能

喪失 

外部電源喪失時に非常用ディーゼ

ル発電機及び原子炉補機冷却機能

が喪失するものとして設定 

外部電源 外部電源なし 事故毎に変化 

外部電源がない場合と外部電源が

ある場合では，事象進展は同じであ

ることから，資源の評価の観点で厳

しくなる外部電源がない場合を想

定 

外部電源がない場合と外部電源がある場合では，事象進

展は同じであることから，運転員等操作時間に与える影

響はない 

外部電源がない場合と外部電源がある場合では，事

象進展は同じであることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない 

機

器

条

件 

低圧代替注水(常

設)による原子炉

への注水流量 

150m3/h 150m3/h 
設計値に注入配管の流路抵抗等を

考慮した値 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない 

代替原子炉補機冷

却系 

約 23ＭＷ（原子炉冷却

材温度 100℃，海水温

度 30℃において） 

約 23ＭＷ（原子炉冷

却材温度 100℃，海水

温度 30℃において） 

代替原子炉補機冷却系の設計値と

して設定 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない 

残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モ

ード） 

熱交換器 1基あたり約

8MW（原子炉冷却材温

度52℃，海水温度30℃

において） 

熱交換器 1 基あたり

約 8MW（原子炉冷却材

温度 52℃，海水温度

30℃において） 

残留熱除去系の設計値として設定 
評価条件と最確条件が同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない 

評価条件と最確条件が同様であることから，事象進

展に影響はなく，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1/3） 

項目 

評価条件（操作条件）の 

不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 

条件設定の考

え方 

操
作
条
件 

常 設代替

交 流電源

設 備から

の 受電及

び 低圧代

替 注水系

（常設）に

よ る原子

炉注水 

事 象 発 生

145 分後 

全交流動力電

源喪失時の訓

練実績を踏ま

えて設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができない場合，早期の電源回復不

可と判断し，これにより常設代替交流電源設備及び低圧代替注水系（常設）の準備を開始する手順としている。この認知に係

る時間として 10 分間を想定している。そのため，認知遅れ等により操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

常設代替交流電源設備からの受電操作のために，中央制御室及び現場にて常設代替交流電源設備からの受電準備を行う運転

員と，常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員が配置されている。受電準備を行う運転員は，常設代替交流電源設

備からの受電準備ための負荷切り離し操作を行っている期間，他の操作を担っていない。このため，要員配置が操作開始時

間に与える影響はなし。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，中央制御室での操作のみであ

り，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

常設代替交流電源設備からの受電準備を行う運転員は，中央制御室から操作現場である原子炉建屋地下 1階まで通常 5分間

程度で移動可能であるが，移動時間としては余裕を含めて 10 分間を想定している。起動操作等を行う運転員は，屋外に移動

するが，移動時間としては徒歩の所要時間に余裕を加味し 10 分間（6号炉操作のため往復 20 分間）を想定している。この

ため，移動が操作開始時間に与える影響はない。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，中央制

御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員，受電準備を行う運転員及び運転員（中央制御室）の操作内容及び操作所要

時間は以下のとおり。これらの作業は並行して行うが，常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員は，常設代替電源設

備起動操作後に運転状態確認を行い，その後 6 号炉の常設代替交流電源設備からの受電準備及び受電操作を行うため，操作

所要時間は最長で 115 分間となる 

［起動操作等を行う運転員（6号炉）：操作所要時間；合計 65 分間］ 

 常設代替交流電源設備の起動前の油漏れ，配電盤等の健全性確認の所要時間に 10 分間を想定 

 燃料バルブの開操作，給・排気扉開操作等の常設代替交流電源設備の起動準備の所要時間に 10 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動，起動後の運転確認及び常設代替交流電源設備側の遮断操作の所要時間に 45 分間を想定 

［受電準備及び受電操作を行う運転員(7 号炉)：操作所要時間；合計 50 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し操作を行う。操作対象が 20 個程度であり，

1個あたりの操作時間に移動時間含めて 2分間程度を想定し，操作の所要時間は 40 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動及び緊急用交流高圧母線の遮断器の投入後の非常用交流高圧電源母線の受電操作の所要

時間に 10 分間を想定 

［受電準備及び受電操作を行う運転員(6 号炉)：操作所要時間；合計 50 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し操作を行う。操作対象が 20 個程度であり，

1個あたりの操作時間に移動時間含めて 2分間程度を想定し，操作の所要時間は 40 分間を想定 

 常設代替交流電源設備の起動及び緊急用交流高圧母線の遮断器の投入後の非常用交流高圧電源母線の受電操作の所要

時間に 10 分間を想定 

［運転員（中央制御室）：操作所要時間；合計 30 分間］ 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための切り離し 

 常設代替交流電源設備からの受電前準備として，負荷抑制のための操作スイッチの引き保持等の所要時間に 20 分間を

想定 

 非常用交流高圧電源母線の受電操作後に，中央制御室での受電確認及び低圧代替注水系（常設）の注水準備操作の所要

時間に 10 分間を想定 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備の操作は，復水補給水系の隔離弁（1個）の閉操作による系統構成，低圧代替

注水系（常設）の起動であり，何れも制御盤の操作スイッチによる操作のため，1操作に 1分間を想定し，合計 2分間であり，

それに余裕時間を含めて操作時間 5分を想定 

【他の並列操作有無】 

常設代替交流電源設備の起動操作等を行う運転員と受電準備を行う運転員の並列操作はあるが，それを加味して操作の所要

時間を算定しているため，操作開始時間に与える影響はない。また，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，常設

代替交流電源設備からの受電における非常用母線への受電操作と同時に実施する 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等

により操作時間が長くなる可能性は低い。また，中央制御室内の制御盤操作は，操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操

作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

常設代替交流電源設備

からの受電操作につい

て実態の運転操作は，認

知に 10 分間，移動に 20

分間，操作所要時間に

115分間の合計145分間

であり，評価上の受電完

了時間とほぼ同等であ

り，操作開始時間に与え

る影響は小さい。 

低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作

は，常設代替交流電源設

備からの受電操作と同

時に実施するため，その

影響を受けるが，実態の

操作開始時間は，評価上

の想定とほぼ同等であ

り，操作開始時間に与え

る影響は小さい 

実態の操作開

始時間は評価

上の設定とほ

ぼ同等である

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響は小

さい 

当該操作に対

する時間余裕

については，通

常運転水位か

ら放射線の遮

蔽が維持され

る最低水位に

到達するまで

の時間は事象

発生から約 3

時間,有効燃料

棒頂部まで水

位が低下する

までの時間は

約 5 時間であ

り，事故を検知

して注水を開

始するまでの

145分は十分な

時間余裕を確

保できる時間

である 

常設代替交流電源設

備からの受電操作は，

訓練実績等より，運転

員による常設代替交

流電源設備の起動操

作，並びに現場及び中

央制御室の運転員に

よる受電前準備及び

受電操作を並行して

実施し，想定と同じ約

145 分で常設代替交流

電源設備からの受電

が実施可能であるこ

とを確認した。 

低圧代替注水系（常

設）の操作は中央制御

室における操作のた

め，シミュレータにて

訓練実績を取得。訓練

では，復水移送ポンプ

を起動し，低圧代替注

水系（常設）の原子炉

注水のための系統構

成を約 2分で実施。 

常設代替交流電源設

備からの受電操作と

本操作を並行して実

施することで事象発

生後145分に原子炉注

水操作の開始が実施

可能なことを確認し

た 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2/3） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
条件設定の考え方 

操
作
条
件 

代 替 原 子

炉 補 機 冷

却 系 運 転

操作 

事象発生 20

時間後 

代替原子炉補機冷

却系の準備期間を

考慮して設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができ

ない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより代替原子炉補機冷却系の準備を開始する

手順としている。そのため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

代替原子炉補機冷却系の準備操作は，現場にて原子炉補機冷却水系の系統構成を行う運転員

と，代替原子炉補機冷却系の移動，敷設を行う専任の緊急時対策要員（事故後 10 時間以降の参

集要員）が配置されている。現場運転員は，代替原子炉補機冷却系運転のための系統構成を行

っている期間，他の操作を担っていない。よって，操作開始時間に与える影響はなし 

【移動】 

代替原子炉補機冷却系に用いる代替熱交換器車，電源車等は車両であり，牽引または自走にて

作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象の場合に，アクセ

スルートの被害があっても，ホイールローダ等にて必要なアクセスルートを仮復旧できる宿直

の体制としており，操作開始時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

緊急時対策要員の代替原子炉補機冷却系の準備操作は，各機器の設置作業及び弁・スイッチ類

の操作に移動時間を含めて 10 時間の作業時間を想定しているが，訓練実績を踏まえると，より

早期に準備操作が完了する見込みである。また，運転員の行う現場系統構成は，操作対象が 20

弁程度であり，操作場所は原子炉建屋及びタービン建屋海水熱交換器エリアの現場全域となる

が，1弁あたりの操作時間に移動時間含めて 10 分程度を想定しており，これに余裕を含めて 5

時間の操作時間を想定している。作業途中の格納容器ベント実施に伴う一時退避（想定約 30 分

間）を踏まえても，解析上の想定より操作開始時間は早まる可能性がある 

【他の並列操作有無】 

緊急時対策要員による代替原子炉補機冷却系の準備操作及び現場運転員の系統構成は並列操作

可能なため，両者の操作が干渉して操作開始時間が遅くなることはない。よって，操作開始時

間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2人 1組で実施することとしており，誤操

作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

代替原子炉補機冷却

系の準備は，緊急時

対策要員の参集に 10

時間，その後の作業

に 10 時間の合計 20

時間を想定している

が，準備操作が想定

より短い時間で完了

する可能性があるこ

とから，操作開始時

間は解析上の想定よ

り早まる可能性があ

る 

操作開始時間は解析

上の想定より早まる

可能性があるが，原

子炉への注水をすで

に実施しているた

め，評価項目となる

パラメータに与える

影響はない 

事象発生後約 20 時間

後の操作であり時間

余裕がある。仮に操

作が遅れる場合は，

原子炉への注水は継

続する 

訓練実績等より，代替原子炉補

機冷却系の移動・配置，フラン

ジ接続，及び電源車のケーブル

接続を含め，想定より早い約 7

時間で代替原子炉補機冷却系が

運転開始可能であることを確認

した 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（3/3） 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に与

える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析上の操作開始時間 

解析上の操作開始時

間 
条件設定の考え方 

操
作
条
件 

代 替 原 子

炉 補 機 冷

却 系 を 介

し た 残 留

熱 除 去 系

（ 原 子 炉

停 止 時 冷

却モード）

運転操作 

事象発生から 20 時

間後 

代替原子炉補機冷却

系および残留熱除去

系による原子炉除熱

機能回復を踏まえて

設定 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）運転操作までの時間は，事象発生から

約 20 時間あり時間余裕がある 

－ － － 

プラント停止時の実績から，配管の暖気運転を含め約 60 分で

操作開始できることを確認した。また，系統構成及びポンプの

起動のみであれば，約 10 分で操作可能であることを確認した 

各 機 器 へ

の給油 

（ 電 源 車

及 び 常 設

代 替 交 流

電源設備） 

事象発生から 20 時

間後以降，適宜 

各機器への給油は，

解析条件ではない

が，解析で想定して

いる操作の成立や継

続に必要な操作・作

業 

各機器の使用開始時

間を踏まえて設定 

各機器への給油開始までの時間は，事象発生から約 12 時

間あり時間余裕がある 
－ － － 

有効性評価では，代替原子炉補機冷却系用の電源車（6号及び

7号炉：各 2台）及び常設代替交流電源設備（6号及び 7号炉

で 1台）への燃料給油を期待している 

電源車への給油作業は，所要時間 120 分想定のところ訓練実績

等では約 90 分，常設代替交流電源設備への給油作業は，所要

時間 540 分想定のところ訓練実績等では約 176 分であり，想定

の範囲内で意図している作業が実施可能であることを確認した 
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7 日間における水源の対応について(運転停止中 全交流動力電源喪失) 

 

○水源 

復水貯蔵槽水量：約 1,700m3 

淡水貯水池：約 18,000m3 

 

○水使用パターン 

①低圧代替注水系(常設)による原子炉注水 

 最大流量 150m3/h で事象発生 145 分後以降に運転する。 

原子炉水位が通常水位まで回復後，水位を維持出来るよう 

崩壊熱に相当する水量（最大 32m3/h）の原子炉注水を実施する。 

 

○水源評価結果 

事象発生 145 分後から原子炉水位が回復する事象発生約 169 分後までは 150m3/h で原子炉注水を行い，その後，約 32m3/h で原子炉注水を実施する。事象発

生約 20 時間後に代替原子炉補機冷却系を介した崩壊熱除去機能復旧により，原子炉注水が不要になるまでに合計約 610m3の水量が必要となるが，復水貯蔵

槽に十分な水量を確保しているため対応可能である。 
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7 日間における燃料の対応（運転停止中 全交流動力電源喪失） 
プラント状況： 1～7号炉停止中。 

事象：6号炉及び 7号炉は全交流動力電源喪失を想定する。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 

   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間 

7 日間の 

軽油消費量 

約 934kL 

6，7 号炉軽油タンク各約

1,020kL 及びガスタービ

ン発電機用燃料タンク約

200kL の容量（合計）は 

約 2,240kL であり， 

7 日間対応可能 

空冷式ガスタービン発電機 3台起動 ※1 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,705L/h×24h×7 日×3台＝859,320L 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

 

 

 

6 号炉 

事象発生直後～事象発生後 7日間 

代替熱交換器車用 電源車 2台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

110L/h×24h×7 日×2台＝36,960L 

 

1 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

2 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

3 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

4 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

  

5 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間     
7 日間の 

軽油消費量 

約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 

約 632kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 

 

 

 

その他 

事象発生直後から事象発生後 7日間   

7 日間の 

軽油消費量 

約 79kL 

1 号から 7 号炉軽油タン

ク及びガスタービン発電

機用燃料タンクの残容量

（合計）は 

約 1,227kL であり， 

7 日間対応可能 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

437L/h×24h×7 日＝73,416L 

モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 

 

 

 

※1 事故収束に必要な空冷式ガスタービン発電機は 1台で足りるが，保守的に空冷式ガスタービン発電機 3台を起動させて評価した。 

※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2台を起動させて評価した。 
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常設代替交流電源設備の負荷（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

＜6号及び 7号炉＞ 
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負荷積算イメージ 

6号炉 7号炉

直流125V充電器盤A 約94kW 約94kW

直流125V充電器盤A-2 約56kW 約56kW

AM用直流125V充電器盤 約41kW 約41kW

直流125V充電器盤B 約98kW 約98kW

交流120V中央制御室計測用
分電盤A,B

約29kW 約23kW

大容量可搬型空調機 3kW 3kW

復水移送ポンプ 55kW 55kW

残留熱除去系ポンプ 540kW 540kW

(起動時) （973kW） （1034kW）

非常用照明 約24kW 約27kW

非常用ガス処理系排風機 22kW 15kW

燃料プール冷却浄化ポンプ 90kW 110kW

(起動時) (181kW) (192kW)

その他 約74kW 約81kW

小計 約1,126kW 約1,143kW

合計（連続最大負荷）
(最大負荷)

約2,269kW
(約2,563 kW)

負荷容量（ｋW）

3500

3000

2500

2000

1500

1000

500

経過時間（h）

12 242 4 6 8 10 26 28 3014 16 18 20 22

6号炉残留熱除去系ポンプ起動

約1,529kW

約1,962kW

約989kW(6号機：約496kW，7号機：約493kW)

順次起動(6号炉／7号炉毎)
・充電器
・交流120V中央制御室計測用分電盤
・大容量可搬型空調機
・復水移送ポンプ（1台）
・非常用照明
・非常用ガス処理系排風機
・その他

ガスタービン発電機の連続定格容量2,950kW

ガスタービン発電機の最大容量3,600kW

最大容量
約2,563kW

7号炉残留熱除去系ポンプ起動

約2,159kW

約2,250kW

約2,351kW

約2,269kW

6号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動

7号炉燃料プール冷却浄化ポンプ起動

約2,069kW
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5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，燃料損傷防止対策の有効性を

確認する事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①

「原子炉冷却材流出（CRD 点検（交換）時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，②「原

子炉冷却材流出（LPRM 点検（交換）時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，③「原子

炉冷却材流出（RIP 点検時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，④「原子炉冷却材流出

（CUW ブロー時の操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び⑤「原子炉冷却材流出（RHR

切り替え時のミニマムフロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，運転停止中に原子炉冷却材圧力バ

ウンダリに接続された系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材の漏えい

が発生し，崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。このため，緩和措置がとられない場

合には，原子炉冷却材の流出及び燃料の崩壊熱による蒸発に伴い原子炉冷却材が減少し，燃

料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の漏えいによって燃料損傷に至る事故シー

ケンスグループである。このため，運転停止中における燃料損傷防止対策の有効性評価には，

注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力容器からの原子炉冷却材流出の

停止や，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことで必要量の原子炉冷

却材を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。また，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）運転により最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉除熱を

行う。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

 事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における機能喪失に対して，燃料が著し

い損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，運転員による原子炉冷却材流

出の停止及び残留熱除去系による原子炉注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図

を図 5.3.1 及び図 5.3.2 に，対応手順の概要を図 5.3.3 に示すとともに，重大事故等対策

の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を表 5.3.1 に示

す。 

 本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，6号及び 7号炉同時の

重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計

14 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長 1名（6号及び
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7 号炉兼任），当直副長 2名※，運転操作対応を行う運転員 6名である。発電所構内に常駐し

ている要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5名である。必要な要員と作業

項目について図 5.3.4 に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重要事故シーケ

ンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，14名で対処可能である。 

  

※原子炉停止中の6号及び7号炉における体制は，必ずしも当直副長2名ではなくケースによっては当直

副長1名，運転員1名の場合もある 

 

a. 原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確認 

運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から，運転員の誤操作等

により系外への原子炉冷却材の漏えいが発生し，崩壊熱除去機能が喪失する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を確認するために必要な計装

設備は，原子炉水位計等である。 

 

b. 原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から漏えいしている箇所の隔離を行

うことで，原子炉冷却材流出が停止することを確認する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止を確認するために必要な

計装設備は，原子炉水位計等である。 

 

c. 残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉ウェル水位を回復するため，中央制御室から

の遠隔操作により残留熱除去系（低圧注水モード）で待機中の残留熱除去系ポンプを起

動し，原子炉注水を実施する。これにより，原子炉ウェル水位は回復する。 

 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価対

象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に伴う

原子炉冷却材の流出事象は検知が容易）や原子炉冷却材の流出量の観点から，「原子炉冷却

材流出（RHR 切り替え時のミニマムフロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

残留熱除去系は通常，3系統あるうち 1系統又は 2系統を用いて，崩壊熱除去を実施して

おり，作業や点検等に伴い系統切替を実施する場合がある。系統切替にあたって，原子炉冷

却材が系外に流出しないように系統構成を十分に確認して行うが操作の誤り等によって原

子炉冷却材が系外に流出する事象を想定している。 
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「残留熱除去系切替時のミニマムフロー弁操作誤り」は原子炉冷却材流出事象発生時の

検知が他の作業等よりも困難な事象であり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている「POS 

B 原子炉ウェル満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最も厳しい想定である。

なお，有効燃料棒頂部まで原子炉水位が低下するまでの時間余裕という観点では原子炉未

開放状態が厳しくなるが，その場合であっても 2時間以上の時間余裕※があり，かつ，原子

炉水位計による警報発生や緩和設備の自動起動などに期待できるため，原子炉開放時と比

べて速やかな検知と注水が可能であり，評価項目を満足できる。したがって，当該プラント

状態において評価項目を満足することを確認することにより，運転停止中の他のプラント

状態においても，評価項目を満足できる。 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷却材の系外流出により原子炉

水位が低下するが，有効燃料棒頂部の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さらに，

原子炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを評価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンスにおける運転

員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

 

※ 流出により通常運転水位から残留熱除去系の吸込配管の高さまで水位が低下後，蒸発により水位が有

効燃料棒頂部まで低下するまでの時間（停止 1日後想定） 

 

（添付資料 5.3.1, 5.3.2） 

 

 (2) 有効性評価の条件 

 本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価条件を表5.3.2に示す。また，

主要な評価条件について，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未開放時においては原子炉水位

計による警報発生や緩和設備の自動起動などに期待できる。また，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）の吸込配管が有効燃料棒頂部より高い位置にあるため，有効

燃料棒頂部が露出する前に流出が停止する。 

(b) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，ウェル満水の水位とし，保有水量を厳しく見積も

るため，燃料プールと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは閉を仮定す

る。また，原子炉初期水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 
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(a) 原子炉冷却材のサプレッション・チェンバへの流出量 

残留熱除去系の系統切替時の原子炉冷却材流出を想定する。具体的には，最小流量バ

イパス弁（以下，ミニマムフロー弁とする）の閉操作忘れの人的過誤による原子炉冷

却材のサプレッション・チェンバへの流出を想定し，流出量は約 87m3/h とする。 

 (b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発について 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合においても，事象発生から安定

状態に至る時間に対して，原子炉水温が 100℃に到達するまでの時間が事象発生より

5 時間以上と長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発については，考慮し

ない。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によって給電を行

うものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は 954m3/h を設定するものと

する。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する仮定」に示す分

類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 残留熱除去系（停止時冷却モード）運転中の残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁

閉止及び待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，原子炉ウ

ェル水位低下確認後，原因調査を開始し，事象発生から2時間後に実施するものとす

る。 

なお，本評価事象においては漏えい箇所の隔離が容易であるため，残留熱除去系（低

圧注水モード）による原子炉注水操作は残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁閉止

操作完了後に実施するものとしている。ただし，両操作とも水位低下を認知して実

施する操作であり, 事象によっては原子炉注水操作を残留熱除去系ポンプミニマム

フロー弁閉止操作完了前に実施することもある。 

（添付資料 5.3.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

 本重要事故シーケンスの事象進展を図5.3.3に，原子炉水位の推移を図5.3.5に，原子炉水

位と線量率の関係を図5.3.6に示す。 
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a. 事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子炉水位は低下し始めるが，原子炉

水位の低下により異常事象を認知し，事象発生から 2時間経過した時点で，待機中の残留熱

除去系ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行う。 

その後は，原子炉冷却材流出口を隔離することによって流出を止め，また，残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）運転により崩壊熱除去機能を回復する。 

線量率の評価点は原子炉建屋最上階の床付近としており，有効燃料棒頂部の約 15m 上の

水位での線量率は 1.0×10-3mSv/h 以下であり，この水位において放射線の遮蔽は維持され

ている。 

 

b．評価項目等 

原子炉水位は，図 5.3.5 に示すとおり，有効燃料棒頂部の約 15m 上まで低下するにとど

まり，燃料は冠水維持される。 

原子炉水位が有効燃料棒頂部の約15m上の場合での線量率は1.0×10－3mSv/h以下であり，

必要な遮蔽の目安と考える 10mSv/h※と比べて低い値であることから，放射線の遮蔽は維持

されている。 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による原子炉圧力容器

除熱を行うことで，安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の

評価項目について，対策の有効性を確認した。 

※必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，十分余裕のある値10mSv/hとする。この

線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約3m上（通常水位から約14m下）の位置である。 

（添付資料 5.1.6，5.3.3） 

 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項目

となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転員等操作である待機中の残留熱

除去系（低圧注水モード）により，水位を回復させることが特徴である。また，不確かさの

影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注

水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表5.3.2に示すとお
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りであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。また，

評価条件の設定に当たっては，原則，評価項目に対する余裕が小さくなるような設定と

していることから,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる事象発生前

の原子炉初期水温，原子炉初期水位及び原子炉圧力容器の状態，プールゲートの状態に

関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉初期水温は評価条件の52℃に対して最確条件は約29℃～約37℃で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している原

子炉初期水温より低くなるため，時間余裕が長くなることが考えられるが，原子炉冷却

材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であるため，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉初期水位は評価条件のウェル満水に対して最確条件は事故事象毎

に異なる。原子炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よりも原子炉初期水位は低

くなるが，既に原子炉注水を実施しており，また原子炉冷却材流出の停止のための隔離

操作は，原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であるため，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件の閉状態に対して最確条件は開状態であ

り，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している保有

水量より多くなるため，有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間余裕は長くなる

が，原子炉冷却材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作

であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態について評価条件の原子炉圧力容器の開放状態に

対して最確条件は事故事象毎に異なる。原子炉圧力容器未開放状態の場合は原子炉水位

計による警報発生及び緩和設備の自動起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まる

ため，運転員等操作時間が早くなり，原子炉圧力容器開放状態の場合は，評価条件と同

様となるが，原子炉冷却材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点と

する操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉初期水温について，評価条件の52℃に対して最確条件は約29℃～約

37℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定して

いる原子炉初期水温より低くなることから，原子炉水位の回復は早くなり，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉初期水位及び原子炉圧力容器の状態について，評価条件の原子炉圧

力容器の開放及びウェル満水に対して最確条件は事故事象毎に異なる。原子炉圧力容器
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が未開放の場合,原子炉初期水位が通常運転水位付近にある場合も想定されるが，いず

れの水位にあっても，残留熱除去系の吸込配管の高さは有効燃料棒頂部より高い位置に

あることから，原子炉冷却材の流出はその高さに到達すると停止し，また，そこから蒸

発により有効燃料棒頂部まで原子炉水位が低下するまでの時間は 2時間以上と長い（停

止 1日後想定）ため，隔離による原子炉冷却材流出の停止操作及び原子炉注水操作を行

えることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプールゲートが閉状態に対して，

最確条件は開状態であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条

件で設定している保有水量より多くなるため，有効燃料棒頂部まで低下するまでの時間

余裕は長くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，評価上の操作開始時間として，事象発

生から2時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，実操作では

運転員の残留熱除去系切替時のプラント状態確認による早期の認知に期待できるた

め,評価の想定と比べ，早く事象を認知できる可能性があり，評価上の操作開始時間

に対し，実際の原子炉冷却材流出の停止操作が早くなる場合が考えられる。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，評価上の操作

開始時間として，事象発生から120分後を設定している。運転員等操作時間に与える

影響として，原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認知することは容易であり，

評価では事象発生から120分後の原子炉注水操作開始を設定しているが，実際は，運

転員の残留熱除去系切替時のプラント状態確認による早期の認知に期待でき，その

後，速やかに原子炉注水操作を実施するため，その開始時間は早くなる場合が考えら

れる。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，運転員等操作時間に与える影響とし

て，原子炉冷却材流出の停止操作および原子炉注水開始が早くなる場合は原子炉水

位の低下が抑制され，評価項目となるパラメータに与える余裕は大きくなる。 
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操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，運転員等操作

時間に与える影響として，原子炉注水開始が早くなる場合は原子炉水位の低下が抑

制され，評価項目となるパラメータに与える余裕は大きくなる。 

（添付資料5.3.4） 

 (2) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，

対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作について，当該操作に対する時間余裕は，必要

な遮蔽が確保される最低水位に到達するまでの約13時間であり，これに対して，事故を検

知して原子炉注水を開始するまでの時間は約2時間であることから，時間余裕がある。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作について，当該操作に

対する時間余裕は，必要な遮蔽が確保される最低水位に到達するまで約13時間であり，こ

れに対して，事故を検知して原子炉注水を開始するまでの時間は約2時間であることから，

時間余裕がある。 

（添付資料5.3.4） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，評価項

目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件等の

不確かさを考慮しても操作時間に与える十分な余裕時間を確保でき，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間に対して一定の時間余裕がある。 

 

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，6号及び7号炉同時の重大事故

等対策時において必要な要員は，「5.3.1(3)燃料損傷防止対策」に示すとおり14名である。

「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員及び緊急時対策

要員等の64名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，必要な水源，燃料及び電源

は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 
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残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，必要な注水量が少なく，

また，サプレッション・チェンバのプール水を水源とすることから，枯渇することはないた

め，7日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発生後7日間最大負荷で運転し

た場合，約751kLの軽油が必要となる。免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機及

びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運転を想

定すると，7日間の運転継続に合計約79kLの軽油が必要となる。（6号及び7号炉合計 約

1,581kL） 

6号及び7号炉の各軽油タンクにて約1,020kL（6号及び7号炉合計 約2,040kL）の軽油を保

有しており，これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機による電源供給及びモニタリング・ポス

ト用発電機による電源供給について，7日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.3.5） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によって給電を行うも

のとする。 

 

5.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系統切替え操作の誤り等によって

原子炉冷却材が系外に流出することで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に

至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に対する炉心損傷

防止対策としては，残留熱除去系による原子炉注水手段を整備している。 

 事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事故シーケンス「残留熱除去系の

系統切り替え時に操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外へ流出する事故」について有

効性評価を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水を行うことにより，燃料は露出す

ることなく有効燃料棒頂部は冠水しているため，燃料損傷することはない。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持及び制御棒の全挿入状態が維持さ

れており未臨界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持

できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及び評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能である。また，
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必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系による原子炉注水等の燃料損傷防止対策は，重要事故シー

ケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」

に対して有効である。 
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残留熱除去系ポンプ

残留熱除去系ポンプ

給水系より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

Ａ Ｃ

原子炉ウェル

外部電源非常用ディーゼル発電機

Gen

（Ａ，Ｃのみ）

残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁

図 5.3.1 原子炉冷却材の流出時の重大事故等対策の概略系統図(1/2） 

（原子炉停止時冷却系統構成失敗） 

図 5.3.2 原子炉冷却材の流出時の重大事故等対策の概略系統図(2/2） 

（原子炉注水及び原子炉停止時冷却） 

残留熱除去系ポンプ
残留熱除去系ポンプ

給水系より

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

主タービン系へ

Ａ Ｃ

原子炉ウェルからの冷
却材流出

原子炉ウェル

外部電源非常用ディーゼル発電機

Gen
（Ａ，Ｃのみ）

残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁
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図 5.3.3 原子炉冷却材の流出時の対応手順の概要 

 

（解析上の時刻）

（0分） サプレッション・チェンバ・プールへの
冷却材流出による原子炉ウェル水位低下開始

サプレッション・チェンバ・プールへの
冷却材流出停止原子炉ウェル水位低下停止

低圧注水モード待機号機を起動し
原子炉ウェル注水開始

残留熱除去系最小流量バイパス弁
「開」のまま電動弁電源「切」

低圧注水機能待機号機の
原子炉停止時冷却モード切替準備完了

（約2時間後）

原子炉ウェル水位の低下を確認

残留熱除去系最小流量バイパス弁
「開」確認隔離操作実施

原子炉ウェル水位の上昇を確認

最小流量バイパス弁を全閉とした
原子炉停止時冷却モード運転号機にて

除熱継続

プラント前提条件
・原子炉ウェル満水
・全燃料装荷＆プールゲート「閉」
・非常用ディーゼル発電機（B）点検中
・残留熱除去系（A）原子炉停止時冷却モード運転中
・残留熱除去系（B）点検中
・残留熱除去系（C）低圧注水モード待機中

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード
再起動操作

外部電源喪失

非常用ディーゼル発電機（A，C）自動起動確認
非常用高圧系統（6.9kV）C，E復旧確認

非常用ディーゼル発電機運転状態確認

残留熱除去系停止確認
（機器作動状況，系統流量による確認）

低圧注水機能待機号機を
原子炉停止時冷却モードへ切替準備

原子炉停止時冷却モード
運転号機切替

原子炉ウェル水位低下調査開始

※1

※2

※3

※5

※6

※7

（約60分後）

※8

※6
1時間毎の中央制御室監視により，原子炉ウェル水位低下を検知する
実際は，原子炉停止時冷却モード切替時にプラント状態（原子炉ウェル水位，原子炉水温度等）を

確認する。そのため，早期に冷却材流出は確認することができる

※7

原子炉ウェル水位低下及びサプレッション・チェンバ・プール水位上昇により，サプレッション・

チェンバとのバウンダリ喪失を判断し，隔離操作を実施する

※8
隔離成功時の原子炉ウェル最低水位は有効燃料棒頂部（TAF）+15m（原子炉ウェルオーバーフローレ

ベル-1m）となる

なお，サプレッション・チェンバ・プールの水位上昇は約+30cmとなる

※9

原子炉ウェル水位計にて原子炉水位の上昇を確認する

原子炉停止時冷却モード停止号機を
低圧注水モード待機へ切替

原子炉停止時冷却モードにより冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧に努める

原子炉停止時冷却モード切替時の
プラント状態確認にて「原子炉ウェル水位低下」を確認 解析上考慮せず

原子炉ウェルの水頭圧により冷却材流出開始

原子炉停止時冷却モード切替時の
プラント状態確認にて「原子炉ウェル水位低下」を確認

解析上考慮せず

※4

解析上考慮せず

※4

※9

使用済燃料プール冷却 開始

原子炉の状態が静定後
使用済燃料プール冷却を再開する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現
場）のみの作業

：運転員と緊急時対策要
員(現場）の共同作業

：操作及び判断

※1

外部電源喪失により停止した側の残留熱除去系を原子炉停止時冷却モードで再起動する

※2

作業予定等による原子炉停止時冷却モード運転号機の切替を想定

※3

人的過誤を仮定するため，全閉操作後に電源を切る最小流量バイパス弁を，全開のまま電

源を切ることを想定する

※4

原子炉停止時冷却モード切替準備完了時に原子炉圧力容器からの水頭圧によりサプレッ

ション・チェンバ・プールへの流出は始まり，プラント状態（原子炉ウェル水位，原子炉水

温度等）確認により冷却材流出が確認できるが，解析上考慮しない

※5

流出量は約87m3/h。原子炉ウェル水位低下速度は約534mm/h
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責任者 1人

6号 当直副長 1人

7号 当直副長 1人

通報連絡者 5人

6号 7号 6号 7号 6号 7号

・外部電源喪失確認

・残留熱除去系（運転側）

　原子炉停止時冷却モード　停止確認
残留熱除去系ポンプ（A）

・非常用ディーゼル発電機起動確認

残留熱除去系　再起動
（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（運転側）

　原子炉停止時冷却モード　起動操作
残留熱除去系ポンプ（A）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（待機側）

　原子炉停止時冷却モードへラインナップ

残留熱除去系ポンプ（C）最小流量バイパ

ス弁「開」で電源切を想定

－ －
2人

C,D

2人

c,d
－ －

・残留熱除去系（待機側）

　現場ラインアップ
残留熱除去系ポンプ（C）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（待機側）

　原子炉停止時冷却モード　起動操作
残留熱除去系ポンプ（C）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（運転側）

　停止操作／低圧注水モード待機状態へ切替
残留熱除去系ポンプ（A）

－ －
（2人）

C,D

（2人）

c,d
－ －

・残留熱除去系（運転側）

　低圧注水モード待機状態へ切替
残留熱除去系ポンプ（A）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・原子炉水位、温度監視

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・原子炉ウェル水位低下調査／隔離操作

－ － － － ・放射線防護装備準備

－ － － － ・原子炉ウェル水位低下調査／隔離操作

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・残留熱除去系（停止側）

　　低圧注水モード　起動操作
残留熱除去系ポンプ（A）

（1人）

A

（1人）

a
－ － － －

・スキマサージタンク水位調整

・燃料プール冷却浄化系系統構成

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

（1人）

A

（1人）

a
－ － － － ・燃料プール冷却浄化系再起動

燃料プール水温「75℃」以下維持

要員を確保して対応する

必要人員数　合計
1人

A

1人

a

2人

C,D

2人

c,d

使用済燃料プール冷却　再開

（解析上考慮せず）

・再起動準備としてろ過脱塩器の隔離およびスキマサージタンクへの補給を実施

する

・燃料プール冷却浄化ポンプを再起動し使用済燃料プールの冷却を再開する

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する

0人

（　）内の数字は他の作業終了後、移動して対応する人員数。

原子炉水位回復操作

適宜監視

（2人）

C,D

（2人）

c,d

状況判断
1人

A

1人

a
－ － －

号炉毎運転操作指揮

緊急時対策要員
中央制御室連絡

発電所外部連絡

－

原子炉停止時冷却モード運転切替

運転員

（中央制御室）

運転員

（現場）

緊急時対策要員

（現場）

停止中の原子炉冷却材流出

経過時間（時間）
備考

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

当直長
中央監視

緊急時対策本部連絡

指揮者

事象発生

0 0.5 1 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5

約2時間 サプレッション・チェンバ・プールへの冷却材流出停止

約2時間 注水開始

1.5

60分

60分

90分

5分

5分

10分

50分

90分

60分

約60分 原子炉ウェル水位低下検知

30分

30分

10分

原子炉水位回復後，低圧注水モード停止5分

図 5.3.4 原子炉冷却材の流出時の作業と所要時間 
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図 5.3.5 原子炉冷却材流出における原子炉水位の変化 

流出箇所隔離及び注水開始 

（約 2時間後 有効燃料棒頂部から約 15m） 

有
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棒
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事象発生約 2.2 時間後に通常運転水位
(ウェル満水)まで回復 
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燃料が放射線源として支配 
的な水位 

図 5.3.6 原子炉水位と線量率 

上部格子板を線源とし

た線量率が支配的な水

水位の低下 

(有効燃料

棒頂部から

約 15m） 
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(mSv/h） 

燃料を線源とした線量率

が支配的な水位 
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表 5.3.1 原子炉冷却材の流出時における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉冷却材圧力バウン

ダリ外への原子炉冷却材

流出確認 

運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続

された系統から，運転員の誤操作等により系外への

原子炉冷却材の漏えいが発生し，崩壊熱除去機能が

喪失する 

【非常用ディーセル発電機】 － 

原子炉水位計（SA） 

原子水位計 

サプレッション・チェンバ・プール水位計 

原子炉冷却材圧力バウン

ダリ外への原子炉冷却材

流出停止確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統か

ら漏えいしている箇所の隔離を行うことで，原子炉

冷却材流出が停止することを確認する 

－ － 
原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

低圧注水モード運転によ

る原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉ウェル水

位を回復するため，待機していた残留熱除去系によ

る低圧注水モード運転で原子炉注水を実施する 

【残留熱除去系（低圧注水モ

ード）】 
－ 

原子炉水位計（SA） 

原子炉水位計 

【残留熱除去系系統流量計】 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 
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表 5.3.2 主要評価条件（原子炉冷却材の流出）（1／2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

原子炉圧力容器の状態 原子炉圧力容器開放 
線量率の影響を確認するため，原子炉圧力容器が開放状
態を想定 

原子炉の初期水位 ウェル満水 原子炉圧力容器が開放状態での水位を想定 

原子炉初期水温 52℃ 
残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）での炉水側
の設定温度 

原子炉初期圧力 大気圧 原子炉圧力容器開放を想定 

プールゲート 閉 保有水が少ないプールゲート閉を想定 

事
故
条
件 

原子炉冷却材のサプレッション・チ
ェンバへの流出量 

約 87m3/h 
残留熱除去系の系統切替え時の原子炉冷却材流出を想
定した値 

崩壊熱による原子炉水温の上昇 
及び蒸発 

崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸
発については，考慮しない 

原子炉水温が 100℃に到達するまでの時間が長く，事象
進展に影響しないことから設定 

外部電源 外部電源なし 
外部電源の有無は事象進展に影響しないことから，資
源の観点で厳しい外部電源なしを設定 
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表 5.3.2 主要評価条件（原子炉冷却材の流出）（2／2） 

項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水流量 
954m3/h にて注水 低圧注水系の設計値として設定 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
操
作
条
件 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水 
事象発生から 2時間後 

事象の認知や現場操作の時間を基に，時間余裕を

考慮して設定 

原子炉冷却材流出の停止 事象発生から 2時間後 
事象の認知や現場操作の時間を基に，時間余裕を

考慮して設定 

 



 
添 5.3.1-1

添付資料 5.3.1 

 

運転停止中の線量率評価について 

 
運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価では「放射線遮蔽が維持される水位を確

保すること」との基準が定められている。 

 運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」，「全交流電源喪失事象」においては，原子炉未開放時を評価

しており，原子炉上部での作業は不要であるのに加えて，事象発生から沸騰による水位低下が開始され

るまでの時間余裕は１時間程度あるため，作業員が現場にいた場合も待避することが可能である。 

また，仮に時間内の作業員の待避に期待せず，作業員が現場に滞在した場合においても炉内構造物

や原子炉圧力容器の上蓋により放射線は減衰されるため，必要な遮蔽は維持される（添付資料 5.1.6 

「原子炉停止中 崩壊熱除去機能喪失および全交流動力電源喪失時における放射線の遮蔽維持について 
」参照）。 

 運転停止中の「冷却材流出」の事故シーケンスでは崩壊熱除去機能喪失に比べて原子炉圧力容器内の

保有水量の減少が大きく，点検などに係わる原子炉冷却材流出事故は原子炉開放状態にて実施されるた

め，原子炉開放状態について評価しており，ここでは，そのときの線量率の評価を行う。 

  

（１） 炉心燃料・炉内構造物の線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。気水分離器や蒸気乾燥器についてはD/Sピット

に取り出しており，原子炉圧力容器内の保有水量を厳しく想定するために原子炉ウェルのみ考慮してい

ることからモデル化していない。 

a.炉心燃料 

計算条件を以下に示す。 

○ 線源形状：燃料集合体の全てに燃料がある状態 

○ 燃料有効長（mm）:  

○ ガンマ線エネルギ:計算に使用するガンマ線は，エネルギ18群(ORIGEN 群構造)とする。 

○ 線源材質:燃料及び水 (密度 g/cm3) 

○ 線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算出した。 

   ・燃料照射期間：1264 日(燃焼度 33GWd/t 相当の値) 

   ・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型(低 Gd) 

   ・濃縮度：　　(wt.%) 

   ・U重量：燃料一体あたり　　　　(kg) 

   ・停止後の期間：停止 3日(実績を考慮して設定した値を設定) 

○ 計算モデル：円柱線源 

線量率計算モデルを図 1に示す。また，計算により求めた線源強度を表 1に示す。 

X0014513
四角形

X0014513
四角形

x0028135
四角形

x0028135
四角形
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図 1 燃料の線量率計算モデル 

x0028135
スタンプ
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表 1 燃料の線源強度 

 
b. 上部格子板 

計算条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）：  
○ ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，主要核種 60Coを想定して1.5MeV 

とする。 

○ 線源材質： 水と同等(密度0.958g/cm3) 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（ Sv/h）より 2.1×109(Bq/cm3)と算出した。 

線量率計算モデルを図 2に示す。 

 
図 2 上部格子板の線量率計算モデル 

 

x0028135
スタンプ

x0028135
四角形

x0028135
四角形
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（２） 線量率 

線量率は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率｣の算出について」

と同様に QAD-CGGP2R コードを用いて計算している。 

評価点については保守的に燃料交換機床とした。
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添付資料 5.3.2 

 

原子炉冷却材流出評価における POS 選定の考え方 

 

1. 本評価における POS の決定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，「原子炉冷却材の流出」(以下「原子炉

冷却材流出」という。)の重要事故シーケンスの評価では，次節に示すとおり，定期検査中に実施する作

業等を確認し，原子炉冷却材の流出が生じうる作業を抽出した後，各々の作業を比較して重要事故シー

ケンスとする作業を選定した。定期検査中に各作業等が実施される時期は概ね決まっているため，POS

については，選び得る POS を比較して決定した。 

 

2. 原子炉冷却材流出評価の対象とした作業等 

重要事故シーケンスの選定にあたり，定期検査中に原子炉冷却材流出が想定され得るとして抽出した

作業等は次の 5 つである。この 5 つの作業等から，本評価では「RHR 切り替え時のミニマムフロー弁操

作誤り」を選定した。選定の理由は，発生時に想定される原子炉冷却材流出速度が大きいこと，CUW ブ

ローは原子炉水位の変化に特に注目する作業であること，他の 3事象は点検であり，発生時の検知の可

能性が本事象よりも高いと考えたことによるものである。 

・CRD 点検（交換）時の作業誤り 

・LPRM 点検（交換）時の作業誤り 

・RIP 点検時の作業誤り 

・CUW ブロー時の操作誤り 

・RHR 切替え時のミニマムフロー弁操作誤り 

 

3. POS を選定する上で考慮した点 

定期検査中にRHR切替えを実施する時期としては，RHRの運転や待機の系統を変化させる場合があり，

この作業は定期検査中のほぼ全域で生じ得る。このため，POS についてはいずれの場合も選び得る。 

その上で，本評価では POS の選定において以下の点を考慮した。 

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点では，原子炉停止後の時間が短い POS の

方が適切である。但し，POS「S」の崩壊熱で評価しても，流出による原子炉冷却材の減少に対して

崩壊熱による原子炉冷却材の減少の速度は小さい。 

(2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満水の状態が最も余裕があり，原子炉圧

力容器が通常水位(NWL)に近いほど厳しい条件となる。但し，RHR の吸込口は有効燃料棒頂部(TAF)

から約 1.7m 上にあるため，RHR の吸込口を下回った後の水位低下は崩壊熱による減少となる。こ

のため，(1)にも示したとおり，ある程度，原子炉注水までの時間余裕を確保できる。例えば，原

子炉停止から 1日後の崩壊熱を仮定すると，約 2時間の時間余裕がある。 

 

(3) 発生時の検知性 

発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止されている場合，原子炉水位を受けた
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警報発生や緩和設備の自動起動などに期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている場合，

これらの機能には期待できない。 

(4) 原子炉水位低下時の作業環境 

原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止されている場合，

原子炉水位が低下しても十分に遮蔽されるため作業環境には影響が生じないが，原子炉圧力容器の

上蓋が開放されている場合，原子炉水位が大きく低下すると十分な遮蔽効果が期待できなくなり，

作業環境への影響が表れる。 

 

4. POS の選定結果と考察 

「RHR 切り替え時のミニマムフロー弁操作誤り」は原子炉冷却材流出事象発生時の検知が他の作業等

よりも困難な事象である。このため，3節の(1)から(4)の点のうち，(3)の検知性の観点で厳しい POS を

選定することが適切と考える。この観点では，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている，POS「B」,「C」

が選定される。POS「C」は CUW ブローによる原子炉ウェルの水位低下から始まり，途中で原子炉圧力容

器の上蓋が閉止される POS であり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている状態での原子炉水位につい

て，特に注意が払われる POS であることから，本重要事故シーケンスでは，POS「B」を代表として選定

することが適切と考える。 

なお，有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放である POS「A」，

「C」，「D」の「RHR 切り替え時のミニマムフロー弁操作誤り」が厳しくなるが，その場合であっても 2時

間以上の時間余裕※があり，かつ原子炉水位計による警報発生や緩和設備の自動起動などに期待できる

ため，原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が可能である。 

 

※流出により通常運転水位から残留熱除去系の吸込配管の高さまで水位が低下後，蒸発により水位が有

効燃料棒頂部まで低下するまでの時間（停止 1日後想定） 

 

以上
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表 1 各プラント状態における評価項目に対する影響（原子炉冷却材の流出） 

 

燃料有効長頂部の冠水
原子炉圧力容器蓋

の開閉状態
放射線の遮蔽が維持できる水位の確保 未臨界の確保

S
原子炉冷温停止への移行
状態

POS Sにおいては，冷却
材流出事象の要因とな
る作業や操作を実施しな
いため，対象外

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

POS Sにおいては，冷却材流出事象の要因となる作業や操作を実
施しないため，対象外

閉鎖
POS Sにおいては，冷却材流出事象の要因となる作
業や操作を実施しないため，対象外

POS Sにおいては，冷却材流出事象
の要因となる作業や操作を実施しな
いため，対象外

A
PCV／RPVの開放及び原子
炉ウェル満水への移行状態

基本的に，冷却材流出
事象の要因となる作業
や操作を実施しない
例外的な作業として「残
留熱除去系の切り替え
操作」の実施があるが
「添付5.3.4評価条件の
不確かさについて」に包
絡される

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

有効性評価でのPOS Bの想定に比べ，原子炉未開放状態では原
子炉水位計による警報発生及び緩和設備の自動起動等により原子
炉冷却材流出の認知が早まり，運転員等操作時間が早くなるため，
「添付5.3.4評価条件の不確かさについて」にに包絡される

閉鎖

有効性評価でのPOS Bの想定に比べ，原子炉未開放
状態では原子炉水位計による警報発生及び緩和設備
の自動起動等により原子炉冷却材流出の認知が早ま
り，運転員等操作時間が早くなるため，「添付5.3.4評
価条件の不確かさについて」にに包絡される

プラント状態POS Ｂに同じ
制御棒引き抜きに係わる試験は「反
応度誤投入」に包絡

B1

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備
・燃料プール代替注水系（常設）
・燃料プール代替注水系（可搬）

B2

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備
・燃料プール代替注水系（可搬）

B3 閉鎖

B4 開放

C1

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

閉鎖

C2

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

閉鎖

D 起動準備状態

・非常用炉心冷却系（ＬＰＬＦ，ＨＰＣＦ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備

閉鎖

プラント状態（POS） 包絡事象 重大事故等対処設備等

運転停止中の評価項目

原子炉ウェル満水状態（原
子炉ウェル水抜き開始まで）

-

有効性評価にて評価項目を満足することを確認している
（有効性評価で確認している「RHR切替え時のミニマムフロー弁操
作誤り」に他の冷却材流出事象（CRD点検（交換）時の作業誤り，
LPRM点検（交換）時の作業誤り，RIP点検時の作業誤り，CUWブ
ロー時の操作誤り）は包絡される）

開放
有効性評価にて評価項目を満足することを確認してい
る
（有効性評価で確認している「RHR切替え時のミニマ
ムフロー弁操作誤り」に他の冷却材流出事象（CRD点
検（交換）時の作業誤り，LPRM点検（交換）時の作業
誤り，RIP点検時の作業誤り，CUWブロー時の操作誤
り）は包絡される）

有効性評価にて評価項目を満足する
ことを確認している
燃料の取出・装荷に係わる作業は
「反応度誤投入」に包絡

・非常用炉心冷却系（ＲＨＲ）
・低圧代替注水系（常設）
・低圧代替注水系（可搬型）
・常設代替交流電源設備
・燃料プール代替注水系（常設）
・燃料プール代替注水系（可搬）

PCV／RPVの閉鎖及び起動
準備への移行状態

有効性評価でのPOS Bの想定に比べ，原子炉未開放
状態では原子炉水位計による警報発生及び緩和設備
の自動起動等により原子炉冷却材流出の認知が早ま
り，運転員等操作時間が早くなるため，「添付5.3.4評
価条件の不確かさについて」にに包絡される

プラント状態POS Ｂに同じ
制御棒引き抜きに係わる試験は「反
応度誤投入」に包絡

冷却材流出事象の要因
となる作業として「ＣＵＷ
ブロー操作」及び「残留
熱除去系の切り替え操
作」が考えられるが，原
子炉未開放状態では原
子炉水位計による警報
発生及び緩和設備の自
動起動等により原子炉
冷却材流出の認知が早
まり，運転員等操作時間
が早くなるため，「添付
5.3.4評価条件の不確か
さについて」にに包絡さ
れる

有効性評価でのPOS Bの想定に比べ，原子炉未開放状態では原
子炉水位計による警報発生及び緩和設備の自動起動等により原子
炉冷却材流出の認知が早まり，運転員等操作時間が早くなるため，

「添付5.3.4評価条件の不確かさについて」にに包絡される
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安定状態について 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，原子炉冷却材の流出が停止し，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，ま

た，冷却のための設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必

要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のお

それがない場合，安定停止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が低下するが，約 2 時間後に原子炉

冷却材の流出を停止させ，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことで原

子炉水位が回復する。その後，残留熱除去系（停止時冷却モード）に切替えて冷却することで，

冷温停止状態に移行することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及び電源を

供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の更なる除熱が可

能となる。 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1/2) 

項目 
評価条件(初期，事故及び機器条件)の不確かさ 

評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

原子炉初期水温 52℃ 
約 29℃～約 37℃ 

(実績値) 

残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モー

ド）での炉水側の設

定温度を想定 

最確条件では評価条件で設定している

原子炉初期水温より低くなるため，時間

余裕が長くなることが考えられるが，原

子炉冷却材流出の停止及び注水操作は

原子炉冷却材流出の認知を起点とする

操作であるため，運転員等操作時間に与

える影響はない 

最確条件では評価条件で設定している原子炉初期水温より

低くなることから，原子炉水位の回復は早くなり，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

原子炉初期水位 ウェル満水 事故事象毎 

原子炉圧力容器が開

放状態での水位を想

定 

原子炉ウェル水張り実施中においては，

評価条件よりも原子炉初期水位は低く

なるが，既に原子炉注水を実施してお

り，また原子炉冷却材流出の停止のため

の隔離操作は，原子炉冷却材流出の認知

を起点とする操作であるため，運転員等

操作時間に与える影響はない 

原子炉ウェルの水張り実施中においては，評価条件よりも

原子炉初期水位は低くなるが，原子炉注水が実施されてい

るため，原子炉水位の低下は起こらず，また，通常これら

の期間には残留熱除去系の切替え操作は実施しないことか

ら事象進展に与える影響はなく，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない 

原子炉圧力容器が未開放の場合,原子炉初期水位が通常運

転水位付近にある場合も想定されるが，いずれの水位にあ

っても，残留熱除去系の吸込配管の高さは有効燃料棒頂部

より高い位置にあることから，原子炉冷却材の流出はその

高さに到達すると停止し，また，そこから蒸発により有効

燃料棒頂部まで原子炉水位が低下するまでの時間は 2 時間

以上と長い（停止 1 日後想定）ため，隔離による原子炉冷

却材流出の停止操作及び原子炉注水操作を行えることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

原子炉初期圧力 大気圧 大気圧 
原子炉圧力容器の開

放を想定 

解析条件と最確条件が同様であること

から，事象進展に影響はなく，運転員

等操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件が同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない 

原子炉圧力容器の

状態 
原子炉圧力容器の開放 事故事象毎 

線量率の影響の観点

を確認するため，開

放状態を想定 

原子炉圧力容器未開放状態の場合は原

子炉水位計による警報発生及び緩和設

備の自動起動等により原子炉冷却材流

出の認知が早まるため，運転員等操作

時間が早くなり，原子炉圧力容器開放

状態の場合は，評価条件と同様である

が，原子炉冷却材流出の停止及び注水

操作は原子炉冷却材流出の認知を起点

とする操作であるため，運転員等操作

時間に与える影響はない 

原子炉圧力容器未開放状態の場合は，原子炉圧力容器等の

遮蔽に期待できるため，放射線の遮蔽を維持できる原子炉

水位の考慮が不要となり，有効燃料棒頂部の冠水維持（未

臨界維持）が評価項目となる 

原子炉圧力容器が未開放で原子炉初期水位が通常運転水位

付近にある場合も想定されるが，いずれの水位にあって

も，残留熱除去系の吸込配管の高さは有効燃料棒頂部より

高い位置にあることから，原子炉冷却材の流出はその高さ

に到達すると停止し，また，そこから蒸発により有効燃料

棒頂部まで原子炉水位が低下するまでの時間は 2 時間以上

と長い（停止 1 日後想定）ため，隔離による原子炉冷却材

流出の停止操作及び原子炉注水操作を行えることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい 

 

プールゲートの状

態 
閉 開 

保有水が少ないプー

ルゲート閉を想定 

プールゲートが開の状態では保有水量

が多くなるため，有効燃料棒頂部まで

水位が低下するまでの時間余裕は長く

なるが，原子炉冷却材流出の停止及び

注水操作は原子炉冷却材流出の認知を

起点とする操作であるため，運転員等

操作時間に与える影響はない 

プールゲートが開の状態では保有水量が多くなるため，有

効燃料棒頂部まで低下するまでの時間余裕は長くなり，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 
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評価条件の不確かさの影響評価について（運転停止中 原子炉冷却材の流出） 
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表 1 評価条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2/2) 

項目 
評価条件(初期，事故及び機器条件)の不確かさ 

評価設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
評価条件 最確条件 

初

期

条

件 

燃料の容量 約 2,040kL 2,040kL 以上 

(軽油タンク容量) 

通常時の軽油タンクの運用値を参考

に，最確条件を包絡できる条件を設定 

最確条件とした場合には，解析条件よ

りも燃料容量の余裕は大きくなる。ま

た，事象発生直後から最大負荷運転を

想定しても燃料は枯渇しないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響は

ない 

－ 

事

故

条

件 

起因事象 外部電源喪失 外部電源喪失 
起因事象として，外部電源喪失が発生

するものとして設定 

解析条件と最確条件が同様であること

から，事象進展に影響はなく，運転員等

操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件が同様であることか

ら，事象進展に影響はなく，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない 

原子炉冷却材のサ

プレッション・チ

ェンバへの流出量 

87m3/h 87m3/h 以下 

ミニフローラインに残留熱除去系ポン

プ出口圧力が掛かった場合の最大流出

量 

崩壊熱による原子

炉水温の上昇及び

蒸発 

考慮しない 考慮しない 

崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸

発は事象進展に影響しないため，考慮

しない 

外部電源 外部電源なし 事故毎に変化 

外部電源がない場合と外部電源がある

場合では，事象進展は同じであること

から，資源の評価の観点で厳しくなる

外部電源がない場合を想定 

外部電源がない場合と外部電源がある

場合では，事象進展は同じであること

から，運転員等操作時間に与える影響

はない 

外部電源がない場合と外部電源がある場合

では，事象進展は同じであることから，評

価項目となるパラメータに与える影響はな

い 

機

器

条

件 

残留熱除去系（低

圧注水モード）の

注水流量 

954m3/h 954m3/h 低圧注水系の設計値として設定 

解析条件と最確条件が同様であること

から，事象進展に影響はなく，運転員等

操作時間に与える影響はない 

解析条件と最確条件が同様であることか

ら，事象進展に影響はなく，評価項目とな

るパラメータに与える影響はない 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1/2） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となるパラ

メータに与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

原子炉冷却材

流出の停止操

作 

事象発生か

ら 2 時間後 

運転操作手順等を踏ま

えて設定 

【認知】 

評価では，1 時間毎の中央制御室監視により，原子炉ウェル水位低

下を検知することを想定している。実際は，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）切替時にプラント状態（原子炉ウェル水位，原

子炉水温等）確認により，早期に原子炉冷却材流出を認知できる可

能性がある 

【要員配置】 

運転員による操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐している

ことから，操作開始時間に与える影響なし 

【移動】 

漏えい隔離のためのミニマムフロー弁の閉操作には，原子炉建屋の

現場において当該弁の電源を復旧する必要がある。中央制御室から

原子炉建屋の現場までのアクセスルート上にアクセスを阻害する

設備はなく，操作開始時間に与える影響はない 

【操作所要時間】 

原子炉ウェル水位低下調査における，漏えい箇所の特定及び隔離に

1 時間を想定している。漏えい箇所の隔離は，現場におけるミニマ

ムフロー弁の電源復旧と中央制御室における当該弁の遠隔閉操作

である。1 弁のみの操作であり，操作開始時間に与える影響はない 

【他の並列操作有無】 

原子炉ウェル水位低下調査における漏えい箇所の特定及び隔離操

作に対応する 

運転員に他の並列操作はなく，操作時間に与える影響はない 

【操作の確実さ】 

漏えい隔離操作等の現場操作は，操作の信頼性向上や要員の安全の

ため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにくく，

誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い 

 

運転員による残留熱

除去系切替時のプラ

ント状態確認により

評価の想定より早く

事象を認知できる可

能性があり，評価上の

操作開始時間に対し，

実際の原子炉冷却材

流出の停止操作が早

くなる場合が考えら

れる 

原子炉冷却材流出の

停止操作及び原子炉

注水開始が早くなる

場合は原子炉水位の

低下が抑制され，評

価項目となるパラメ

ータに対する余裕は

大きくなる 

当該操作に対する時間

余裕は，放射線の遮蔽が

維持される最低水位に

到達するまで約 13 時間

でありこれに対して，事

故を検知して原子炉注

水を開始するまでの時

間は約 2 時間であるこ

とから，時間余裕がある 

残留熱除去系のミニ

マムフロー弁から漏

えいが発生している

ことを想定し，訓練を

実施。訓練実績では，

当該ミニマムフロー

弁の電源復旧及び閉

操作に約 5 分。想定で

意図している隔離操

作が実施可能なこと

を確認した 
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表 2 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2/2） 

項目 

評価条件（操作条件）の不確かさ 

操作の不確かさ要因 
運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 
評価上の操作開始時間 

評価上の操

作開始時間 
評価設定の考え方 

操

作

条

件 

待機中の残留 

熱除去系（低

圧 注 水 モ ー

ド）の注水操

作 

事象発生か

ら 120 分後 

事象の認知や現場操作

の時間を基に，さらに時

間余裕を考慮して設定 

【認知】 

原子炉冷却材流出時に原子炉注水の必要性を認知することは容易

であり，よって，評価上の原子炉注水操作開始時間に対し，実際の

原子炉注水操作開始時間は早くなる可能性がある 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐してい

ることから，操作開始時間に与える影響なし 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響なし 

【操作所要時間】 

残留熱除去系のポンプ起動操作及び注入弁の開操作は，制御盤の操

作スイッチによる操作のため，簡易な操作である。操作時間は特に

設定していないが，原子炉水位の低下に対して操作に要する時間は

短い 

【他の並列操作有無】 

当該操作を実施する運転員は，残留熱除去系（低圧注水モード）の

原子炉注水操作時に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影

響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操

作のため，誤操作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時

間が長くなる可能性は低い 

原子炉水位低下時に

原子炉注水の必要性

を認知することは容

易であり，評価では事

象発生から 120 分後

の原子炉注水操作開

始を設定しているが，

実際は運転員の残留

熱除去系切替時のプ

ラント状態確認によ

る早期の認知に期待

でき，その後，速やか

に原子炉注水操作を

実施するため，その開

始時間は早くなる場

合が考えられる 

原子炉注水開始

が早くなる場合

は原子炉水位の

低 下 が 抑 制 さ

れ，評価項目と

なるパラメータ

に対する余裕は

大きくなる 

当該操作に対する時間余

裕は，放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達す

るまで約 13 時間であり，

これに対して，事故を検知

して原子炉注水を開始す

るまでの時間は約 2 時間

であることから，時間余裕

がある 

中央制御室における操作

のため，シミュレータにて

訓練実績を取得。訓練で

は，残留熱除去系（低圧注

水モード）による原子炉注

水の系統構成に必要な弁

の操作は約 2 分。想定で意

図している運転操作が実

施可能なことを確認した 

  



 

 

添
5.3.5-1 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7 日間における燃料の対応(運転停止中 原子炉冷却材の流出) 
プラント状況：1～7号炉停止中。 

事象：原子炉冷却材の流出は 6号炉及び 7号炉を想定。保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとして評価する。 
   なお，全プラントで外部電源喪失が発生することとし，免震重要棟等，プラントに関連しない設備も対象とする。 

号炉 時系列 合計 判定 

7 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 751kL 

7 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

 

 
 
 
 

6 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間   
7 日間の 
軽油消費量 
約 751kL 

6 号炉軽油タンク容量は 
約 1,020kL であり， 

7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 3 台起動 ※1 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,490L/h×24h×7 日×3台＝750,960L 

  

1 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

1 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

  

2 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

2 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

  

3 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

3 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

  

4 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間    
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

4 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

  

5 号炉 

事象発生直後から事象発生後 7日間     
7 日間の 
軽油消費量 
約 632kL 

5 号炉軽油タンク容量は 
約 632kL であり， 
7 日間対応可能 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動 ※2 
(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
1,879L/h×24h×7 日×2台＝631,344L 

 
 
 
 

 

その他 

事象発生直後から事象発生後 7日間   

7 日間の 
軽油消費量 
約 79kL 

1～7 号炉軽油タンク 
及びガスタービン発電
機用燃料タンク（容量約
200kL）の残容量(合計)
は 
約 659kL であり， 
7 日間対応可能 

免震重要棟内緊急時対策所用ガスタービン発電機 1 台起動(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
437L/h×24h×7 日＝73,416L 
モニタリング・ポスト用発電機 3 台起動(燃費は保守的に最大負荷時を想定) 
9L/h×24h×7 日×3台＝4,536L 

 
 
 
 

※1 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機 は 2台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 3 台を起動させて評価した 
※2 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機 は 1台で足りるが，保守的に非常用ディーゼル発電機 2 台を起動させて評価した 
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5.4 反応度の誤投入 

5.4.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

 事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，燃料損傷防止対策の有効性を確認

する事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「反応度

の誤投入」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，運転停止中に制御棒の誤引き抜き等に

よって，燃料に反応度が投入されることを想定する。このため，緩和措置がとられない場合

には原子炉は臨界に達し，急激な反応度投入に伴う出力上昇により燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，反応度の誤投入により，原子炉が臨界に達することによっ

て，燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，運転停止中の原子炉におけ

る燃料損傷防止対策の有効性評価には，原子炉停止機能に対する設備に期待することが考

えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，異常な反応度の投入に対して制御棒引き抜

きの制限及びスクラムによる負の反応度の投入により，未臨界を確保し，燃料損傷の防止を

図る。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

 事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対しては，燃料が著しい損傷に至ることな

く，かつ，十分な冷却を可能とするため，制御棒引抜阻止機能により制御棒の引き抜きを阻

止し，出力の異常上昇を未然に防止するともに、原子炉停止機能により原子炉をスクラムし，

未臨界とする。対応手順の概要を図 5.4.1 に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に

示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を表 5.4.1 に示す。 

 本事故シーケンスにおいては，重大事故等対策はすべて自動で作動するため，対応に必要

な要員は不要である。 

 

a. 誤操作による反応度誤投入 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が投入されることにより，

臨界に達する。 

原子炉の臨界を確認するために必要な計装設備は，起動領域モニタである。 

 

b. 反応度誤投入後のスクラム 

制御棒の誤操作による反応度の投入により，原子炉周期短（原子炉周期 20 秒）信号

が発生し，制御棒の引き抜きは阻止される。さらに，原子炉周期短（原子炉周期 10 秒）
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信号が発生し，原子炉はスクラムする。制御棒が全挿入し，原子炉は未臨界状態となる。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，起動領域モニタである。 

 

5.4.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

 本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンスは，「1.2 評価

対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「停止中に実施される試験等により，最

大反応度価値を有する制御棒1本が全引き抜きされている状態から，他の1本の制御棒が操

作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，臨界近接を認知できずに臨界に至る

事故」である。 

 運転停止中の原子炉においては，不用意な臨界の発生を防止するため，停止余裕（最大反

応度価値を有する同一水圧制御ユニットに属する 1 組又は 1 本の制御棒が引き抜かれても

炉心を未臨界に維持できること）を確保できるように燃料を配置するとともに，通常は原子

炉モードスイッチを燃料交換位置として，同一水圧制御ユニットに属する 1 組又は 1 本を

超える制御棒の引き抜きを防止するインターロックを維持した状態で必要な制御棒の操作

が実施される。 

 しかしながら，運転停止中の原子炉においても，検査等の実施に伴い原子炉モードスイッ

チを起動位置として複数の制御棒の引き抜きを実施する場合がある。このような場合，制御

棒の引き抜きは原則としてノッチ又はステップ操作とし，中性子束の監視を行いながら実

施している。 

 本重要事故シーケンスでは，誤操作によって過剰な制御棒の引き抜きが行なわれること

により臨界に至る反応度が投入されるため，炉心における核分裂出力，出力分布変化，反応

度フィードバック効果，制御棒反応度効果，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，沸騰遷

移が重要現象となる。 

よって，この現象を適切に評価することが可能である反応度投入事象解析コード APEX に

より炉心平均中性子束の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケン

スにおける評価項目となるパラメータに与える影響を評価する。 

さらに，解析コード及び解析条件の不確かさのうち，評価項目となるパラメータに与える

影響があるものについては，「5.4.3(3) 感度解析」において，それらの不確かさの重畳を考

慮した影響評価を実施する。 

 

 (2) 有効性評価の条件 

 本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を表5.4.2に示す。また，

主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 
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ａ．初期条件 

(a) 炉心状態 

燃料交換後における余剰反応度の大きな炉心での事象発生を想定して，評価する炉

心状態は，平衡炉心のサイクル初期とする。 

(b) 実効増倍率 

事象発生前の炉心の実効増倍率は 1.0 とする。 

(C) 原子炉出力，原子炉圧力，燃料被覆管表面温度及び冷却材温度 

事象発生前の原子炉出力は定格値の 10-8，原子炉圧力は 0.0MPa[gage]，燃料被覆管

表面温度及び冷却材の温度は 20℃とする。また，燃料エンタルピの初期値は

8kJ/kgUO2とする。 

 

ｂ．事故条件 

 (a) 起因事象 

運転停止中の原子炉において，制御棒 1 本が全引抜されている状態から，他の 1

本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって連続的に引き抜かれる事象

を想定する。 

 

 (b) 誤引き抜きされる制御棒 

誤引き抜きされる制御棒は，事象を厳しく評価するため，最大反応度価値を有する

制御棒の斜め隣接の制御棒とする。誤引き抜きされる制御棒 1 本の反応度価値は約

1.04%Δkである。引抜制御棒反応度曲線を図 5.4.2 に示す。 

なお，通常，制御棒 1 本が全引抜されている状態の未臨界度は深く，また，仮に他

の 1本の制御棒が操作量の制限を超えた場合でも，臨界近接で引き抜かれる制御棒の

反応度価値が核的制限値を超えないよう管理※している。これらを踏まえ，本評価に

おいては，誤引き抜きされる制御棒の反応度価値が，管理値を超える事象を想定した。 

※ 臨界近接時における制御棒の最大反応度価値は 1.0%Δk 以下となるよう管理 

制御棒価値ミニマイザによる停止余裕試験モードでの面隣接制御棒選択時の引き抜き不許可

のインターロック，停止時冷温臨界試験での引き抜き制御棒価値の管理等を実施 

 

(c) 外部電源 

制御棒の引き抜き操作には，外部電源が必要となる。外部電源が失われた状態では

反応度誤投入事象が想定できないことも踏まえ，外部電源は使用できると仮定する。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

   (a) 制御棒の引抜速度 

   制御棒は，引抜速度の上限値33mm/sにて連続で引き抜かれ※，起動領域モニタの原子炉



5.4-4 

周期短信号（原子炉周期20秒）で引き抜きを阻止されるものとする。引抜制御棒反応度

曲線を図5.4.2に示す。 

(b) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，起動領域モニタの原子炉周期短信号（原子炉周期 10 秒）によるも

のとする。スクラム反応度曲線を図 5.4.3 に示す。 

※ 複数の制御棒を引き抜く試験において，対象制御棒が想定以上に引き抜かれた際も未臨界を維持

できる,又は臨界を超えて大きな反応度が投入されないと判断させる場合にのみ，制御棒の連続

引き抜きの実施が可能な手順としている。そのため，ここでは人的過誤等によって連続引き抜き

されることを想定する。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員操作に関する条件はない。 

 

(3) 有効性評価の結果 

 本重要事故シーケンスの対応手順の概要を図5.4.1に，炉心平均中性子束の推移を図

5.4.4に示す。 

 

a. 事象進展 

制御棒の引き抜き開始から約 30 秒後に起動領域モニタの原子炉周期短信号（原子炉周期

20 秒）が発生し，制御棒の引き抜きが阻止される。この時，投入される反応度は約 0.55 ド

ル（投入反応度最大値:0.34%Δk）である。反応度投入事象には至らず，燃料エンタルピ増

加に伴う燃料の破損は生じない。 

また，制御棒の引き抜き開始から約 58秒後に起動領域モニタの原子炉周期短信号（原子

炉周期 10秒）が発生して，原子炉がスクラムし，原子炉出力は定格値の約 1.0×10-4まで上

昇するにとどまる。 

（添付資料 5.4.1） 

b．評価項目等 

制御棒の引き抜きによる反応度の投入に伴い一時的に臨界に至るものの，原子炉スクラ

ムにより未臨界は確保される。なお，原子炉水位に有意な変動はないため，有効燃料棒頂部

は冠水を維持しており，放射線の遮蔽は維持される。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)から(3)の

評価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料 5.4.2） 

5.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

 評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作に与える影響，評価項目とな

るパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 
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 本重要事故シーケンスは，自動作動する安全保護系及び原子炉停止系により，自動的に制

御棒の引き抜きを阻止，原子炉をスクラムすることで，プラントを安定状態に導くことが特

徴である。このため，運転員等操作はなく，操作時間が与える影響等は不要である。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，「1.7 解析

コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであり，それらの不確か

さの影響評価は以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，運転員

等操作には期待しないため，運転員操作時間に与える影響はない。 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

ドップラ反応度フィーバックの不確かさは, 実験にて7～9%と評価されているこ

とから，これを踏まえ解析を行う必要がある。また，臨界試験との比較により,実効

遅発中性子の不確かさは約4%と評価されていることから，これを踏まえて解析を行

う必要がある。この不確かさを考慮した感度解析を「（3）感度解析」にて実施する。 

制御棒反応度の不確かさは約9%と評価されていることから，これを踏まえ解析を

行う必要がある。また，臨界試験との比較により,実効遅発中性子の不確かさは約4%

と評価されていることから，これを踏まえて解析を行う必要がある。この不確かさを

考慮した感度解析を「（3）感度解析」にて実施する。 

（添付資料 5.4.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，表5.4.2に示すと

おりである。その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる炉心状態，実効増

倍率，燃料被覆管表面温度及び冷却材温度，引き抜きされる制御棒，制御棒引き抜き

速度，制御棒引抜阻止，スクラム信号に関する影響の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，運転

員等操作には期待しないため，運転員操作時間に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心状態においては装荷炉心毎に制御棒反応度価値やスクラム反応度等の特性

が変化するため，投入反応度が大きくなる恐れはある。そのため，評価項目に対す

る余裕は小さくなることが考えられるが，「（5）評価条件の不確かさが評価項目

となるパラメータに与える影響評価」にて，投入される反応度について確認してお
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り，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    実効増倍率について0.99の場合は，臨界到達までにかかる時間が追加で必要と

なり，また投入される反応度も0.07ドルと小さくなるため，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる。 

初期出力は炉心状態毎に異なり，評価項目となるパラメータに影響を与えるた

め，その不確かさが与える影響を評価した。初期出力の不確かさにより評価項目に

対する余裕が変化するが，「（5）評価条件の不確かさが評価項目となるパラメー

タに与える影響評価」において，初期出力の不確かさの影響を確認しており，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期燃料温度は炉心状態毎に異なり，評価項目となるパラメータに影響を与え

るため，その不確かさが与える影響を評価した。初期燃料温度の不確かさにより評

価項目に対する余裕が変化するが，「（5）評価条件の不確かさが評価項目となる

パラメータに与える影響評価」において，初期燃料温度の不確かさの影響を確認し

ており，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 制御棒引抜阻止及びスクラム信号についてNMSトリップ選択スイッチが初装荷

の場合は計数率高信号による制御棒引抜阻止機能，計数率高高信号によるスクラ

ム機能に期待できる。こちらに期待した場合のスクラムまでの時間は約46秒後と

なり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

ｂ．操作条件 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，運転

員等操作には期待しないため，運転員操作に関する条件はない。 

（添付資料 5.4.3） 

 

(3) 感度解析 

解析コードの不確かさによりドップラ反応度フィードバック効果と制御棒反応度

効果は評価項目となるパラメータに影響を与えることから本重要事故シーケンスに

おいて感度解析を実施する。 

ドップラ反応度フィードバック効果を±10%とした場合においても投入される反

応度は0.55ドルとベースケースと比べて殆ど差異なく，また制御棒反応度を±10%と

した場合においても投入される反応度は0.53ドル,0.56ドルであり，これらの不確か

さを考慮しても燃料の健全性に影響がない。 

（添付資料 5.4.3) 

 

(4) 操作時間余裕の把握 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，運転員

等操作には期待しないため，操作時間余裕に関する影響はない。 



5.4-7 

 

(5)解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響評価 

解析条件の不確かさにより投入される反応度が大きくなることも考えられ，評価

項目となるパラメータに影響を与えることから，炉心状態の変動による評価項目と

なるパラメータに与える影響について確認した。以下の2つの保守的な想定をした評

価においても，投入される反応度は約0.7ドル以下にとどまることから，不確かさが

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

・過渡解析「原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き」に示すように3.5% 

Δkの価値を有する制御棒グループが引き抜かれる場合 

・サイクル初期及びサイクル末期の炉心状態においてB型平衡炉心の反応度印加率

を包含する引抜制御棒反応度曲線を用いた場合 

初期出力は炉心状態毎に異なり，評価項目となるパラメータに影響を与えるため，

その不確かさが与える影響を評価した。定格の10-8の10倍及び1/10倍とした場合の感

度解析を行い，有効性評価での結果（0.55ドル）と大きく差異がない，0.55ドル（10

倍）及び0.54ドル（1/10倍）であることから，初期出力の不確かさが与える影響は小

さい。 

初期燃料温度は炉心状態毎に異なり，評価項目となるパラメータに影響を与える

ため，その不確かさが与える影響を評価した。初期燃料温度を60℃とした場合の感度

解析を実施し，有効性評価での結果（0.55ドル）と大きく差異がない，0.57ドルであ

ることから，初期燃料温度の不確かさが与える影響は小さい。 

（添付資料 5.4.3） 

 

(6) まとめ 

    解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認し

た。感度解析結果より，不確かさの重畳を考慮した場合でも評価項目となるパラメー

タを満足できる。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時間

に与える影響等を考慮した場合においても，自動作動する安全保護系及び原子炉停

止系により，自動的に制御棒の引き抜きを阻止，原子炉スクラムすることで，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

      

5.4.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

 事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，重大事故等対策は自動で作動す

るため，対応に必要な要員はいない。 

 



5.4-8 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，必要な水源，燃料及び電源の評価

結果は以下のとおりである。 

 

ａ．水源 

 本重要事故シーケンスの評価では，原子炉注水は想定していない。 

 

ｂ．燃料 

 本重要事故シーケンスの評価では，燃料の使用は想定していない。 

 

ｃ．電源 

 本重要事故シーケンスの評価では，外部電源喪失は想定していない。 

 

5.4.5 結論 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，誤操作により過剰な制御棒の引き抜き

が行われ，臨界に至る反応度が投入されることで，原子炉が臨界に達し燃料損傷に至ること

が特徴である。事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対する燃料損傷防止対策とし

ては，原子炉停止機能を整備している。 

 事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」の重要事故シーケンス「最大反応度価値を有

する同一水圧制御ユニットに属する1組又は1本の制御棒が全引き抜きされている状態から，

その隣接制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，臨界に至る事故」

について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉停止機能により，燃料が損傷することはなく，未臨界を

維持することが可能である。 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保ができることから，

評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

本事故シーケンスグループにおける6号及び7号炉同時の重大事故等対策は自動で作動す

るため，対応に必要な要員はいない。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，原子炉停止機能

の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して有効である。 
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（解析上の時刻）

（0秒）

SRNMペリオド短信号発生

CR-2引き抜き阻止

SRNMペリオド短短信号発生

CR-2引き抜き操作開始

プラント前提条件

・複数本の制御棒引抜操作（停止時冷温臨界試験，停止余裕検査等を考慮した想定）

・起動領域モニタのNMSトリップ選択スイッチ「通常」位置

・原子炉モードSW「起動」位置

複数本の制御棒引抜操作開始

CR-1「全引き抜き」

制御棒

CR-1：最大反応度価値制御棒

CR-2：CR-1に対角隣接する制御棒

CR-2「ノッチ」で引き抜きCR-2「連続引き抜き」

原子炉スクラム

全制御棒全挿入により
未臨界達成

※1

＊計数率高及び高高の場合

※2

※3（約58秒後）

（約30秒後）
SRNM高信号発生

CR-2引き抜き阻止

SRNM高高信号発生

原子炉スクラム

全制御棒全挿入により
未臨界達成

（約34秒後）

（約46秒後）

＊正規の操作手順
※1

人的過誤としてCR-2の連続引き抜きを想定する

※2

原子炉周期（ペリオド）20秒にて発生する

※3

原子炉周期（ペリオド）10秒にて発生する

凡例

：操作・確認
（運転員のみの作業）

：プラント状態

：判断

：解析上考慮しない操作・判断結果

：緊急時対策要員（現場）
のみの作業

：運転員と緊急時対策要員
(現場）の共同作業

：操作及び判断

 

図 5.4.1 反応度の誤投入時の対応手順の概要 
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図 5.4.2 反応度の誤投入における引抜制御棒反応度曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.3 反応度の誤投入におけるスクラム反応度曲線 
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図 5.4.4 炉心平均中性子束の推移 

反応度投入による出

力上昇 

制御棒引き抜き開始

から約 30秒後 

制御棒引抜阻止 

原子炉スクラム（制御

棒引き抜き開始から

約 58 秒後）による出

力降下 

約 1.1×10-2 % 
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表 5.4.1 反応度の誤投入時における重大事故等対策について 

判断及び操作 手順 

有効性評価上期待する事故対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

誤操作による反応度誤投入 
運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が投入され

ることにより，臨界に達する。 
－ － 起動領域モニタ 

反応度誤投入後のスクラム確

認 

制御棒の誤操作による反応度の投入により，原子炉周期短（原子炉周期

20 秒）信号が発生し，制御棒の引き抜きは阻止される。さらに，原子炉

周期短（原子炉周期 10 秒）信号が発生し，原子炉はスクラムする。制御

棒が全挿入し，原子炉は未臨界状態となる。 

－ － 起動領域モニタ 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 
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表 5.4.2 主要解析条件（反応度の誤投入）（1/3） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード APEX － 

初
期
条
件 

炉心状態 平衡炉心のサイクル初期 燃料交換後の余剰反応度の大きな炉心を想定 

実効増倍率 1.0 原子炉は臨界状態にあるものとして設定 

初期出力 定格出力の 10-8 原子炉は臨界状態にあるものとして設定 

初期原子炉圧力 0.0MPa[gage] 停止余裕検査時での圧力を想定 

燃料被覆管表面温度及び冷却材の温度 20℃ 
冷却材温度の下限値として運用している値であ

り，反応度の観点からは保守的な値として設定 

初期燃料エンタルピ 8kJ/kgUO2 冷却材温度 20℃における燃料エンタルピを想定 

事

故

条

件 

起因事象 制御棒の誤引き抜き 

運転停止中の原子炉において，制御棒 1本が全引

き抜きされている状態から，他の 1本の制御棒が

操作量の制限を超える誤った操作によって連続的

に引き抜かれる事象を想定する 

なお，通常，制御棒 1本が全引き抜きされている

状態の未臨界度は深く，また，仮に他の 1本の制

御棒が操作量の制限を超えた場合でも，臨界近接

で引き抜かれる制御棒の反応度価値が核的制限値

を超えないよう管理※している。これらを踏ま

え，本評価においては，誤引き抜きされる制御棒

の反応度価値が，管理値を超える事象を想定した 

 

 
※：臨界近接時における制御棒の最大反応度価値は 1.0%Δk以下であること 
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表 5.4.2 主要解析条件（反応度の誤投入）（2/3） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件 

誤引き抜きされる制御棒 

最大反応度価値制御棒 

及び 

その斜め隣接の制御棒 

制御棒価値ミニマイザによる停止余裕試験モード

での面隣接制御棒選択時の引き抜き不許可のイン

ターロックや停止時冷温臨界試験での引き抜き制

御棒価値の管理を考慮し，斜め隣接の制御棒とす

る（誤引き抜きされる制御棒 1本の反応度価値は

約 1.04%Δk）。引抜制御棒反応度曲線は図 5.4.2

のとおり 

外部電源 外部電源あり 
制御棒引き抜き操作には外部電源が必要となるた

め，外部電源ありを想定 
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表 5.4.2 主要解析条件（反応度の誤投入）（3/3） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

制御棒の引抜速度 33mm/ｓ 引抜速度の上限値として設定 

起動領域モニタのバイパス状態 A,B,C グループそれぞれ 1個ずつ 
A,B,C グループとも引抜制御棒に最も近い検出器

が 1個ずつバイパス状態にあるとする 

制御棒引抜阻止条件 
原子炉周期短信号（原子炉周期 20

秒） 
SRNM の制御棒引抜き阻止機能により設定※ 

スクラム信号 
原子炉周期短信号（原子炉周期 10

秒） 

NMS トリップ選択スイッチを通常とした場合の

SRNM のスクラム機能により設定※ 

※ 複数の制御棒引き抜きを伴う検査を実施する際において，当直長らが最初の制御棒引き抜き開始前に原子炉保護系計装及び起動領域モ

ニタ計装の要素が動作不能でないこと（指示値の異常有無確認，定期事業者検査安全保護系設定値確認検査（核計測装置）等），制御棒

のスクラムアキュムレータの圧力等を確認することで，必要な安全保護系が正常に動作することを確認する運用となっている 

そのため，本事象においても制御棒引抜阻止条件やスクラム信号の機能に期待できる 
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反応度の誤投入における燃料エンタルピ 

 

ABWR では起動領域モニタのペリオド短信号による制御棒引抜阻止機能と FMCRD の遅い制

御棒引抜速度により反応度の投入量が従来型 BWR より小さく，即発臨界に至ることはない

ため，燃料エンタルピの上昇も小さい。以下に反応度投入事象解析コード APEX 及び単チャ

ンネル熱水力解析コード SCAT（RIA 用）により炉心平均中性子束及び燃料エンタルピの過渡

応答を参考に示す。 

 

燃料エンタルピは最大で約 9.43kJ/kgUO2（約 2.25cal/g UO2），ピーク出力部燃料エンタ

ルピは最大で約 9.88kJ/kgUO2（約 2.36cal/gUO2）まで上昇するにとどまり，「反応度投入事

象に関する評価指針」で示される燃料の許容設計限界の燃料エンタルピ（燃料棒内圧上昇を

考慮しても 65cal/gUO2）を超えないことから燃料の健全性は維持される。 

また，制御棒の引き抜き開始から約 58秒後に起動領域モニタの原子炉周期短信号（原子

炉周期 10秒）が発生して，原子炉はスクラムされ，原子炉出力は定格値の約 1.0×10-4まで

上昇するにとどまる。 

 

 
 

図 1 反応度の誤投入における燃料エンタルピ及び炉心平均中性子束の変化 

 

9.43kJ/kgUO2  

制御棒引抜による

出力上昇及びそれ

に伴う燃料エンタ

ルピの増加 
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安定状態について 

 

運転停止中の反応度の誤投入の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備

がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

運転停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が投入されるが，原子炉周期

短（原子炉周期 20 秒）信号により，制御棒の引き抜きは阻止され，さらに，原子炉周期

短（原子炉周期 10 秒）信号で原子炉はスクラムし，制御棒全挿入となり，原子炉は未臨

界状態となり，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

また，重大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はいない。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の更なる除熱

が可能となる。 
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表 1 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目パラメータに与える影響 

炉心 
（核） 

核分裂出力 

・一点近似動特性モデル（炉出力） 
・出力分布は二次元拡散モデル 
・核定数は三次元体系の炉心を空間

効果を考慮し二次元体系に縮約 

考慮しない 

停止時の制御棒の誤引き抜きは,起動領域モニ
タの原子炉周期短信号の発生により，自動的に
制御棒の引き抜き阻止及びスクラムされ,事象
は未臨界となり収束することから，運転員の操
作を介しない 
したがって,解析コードの不確かさが運転員等
操作時間に与える影響はない 

ドップラ反応度フィードバック,及び制御棒反応度効果
の不確かさに含められる 

出力分布変
化 

・RZ 二次元拡散モデル 
・エンタルピステップの進行に伴う

相対出力分布変化を考慮 
考慮しない 

解析では制御棒引抜に伴う反応度印加曲線を厳しく設
定し，さらに局所出力ピーキング係数は対象領域にある
燃料の燃焼寿命を考慮した最大値（燃焼度 0GWd/t での
値）を用いるといった保守的なモデルを適用しているこ
とから出力分布変化の不確かさは考慮しない 

反応度フィ
ードバック
効果 

・ドップラ反応度フィードバック効
果は出力分布依存で考慮 

・熱的現象は断熱，ボイド反応度フィ
ードバック効果は考慮しない 

・ドップラ反応度フィード
バック効果:7～9% 

・実効遅発中性子割合： 4% 

実験によるとドップラ反応度フィードバックの不確か
さは 7～9%と評価されていることから，これを踏まえ解
析を行う必要がある 
また，臨界試験との比較により,実効遅発中性子の不確
かさは約 4%と評価されていることから，これを踏まえて
解析を行う必要がある 

制御棒反応
度効果 

・三次元拡散モデル 
・動特性計算では外部入力 

・制御棒反応度:9% 
・実効遅発中性子割合： 4% 

制御棒反応度の不確かさは約 9%と評価されていること
から，これを踏まえ解析を行う必要がある 
また，臨界試験との比較により,実効遅発中性子の不確
かさは約 4%と評価されていることから，これを踏まえて
解析を行う必要がある 

炉心 
（燃料） 

 

 

燃料棒内温
度変化 

・熱伝導モデル 
・燃料ペレット-被覆管ギャップ熱伝

達モデル 
考慮しない 

「反応度投入事象評価指針」において燃料棒内メッシュ 
の「制御棒落下」解析結果への影響は 0%と報告されてお
り,類似の事象である本事故シーケンスについても，影
響はほとんど生じない 

燃料棒表面
熱伝達 

・単相強制対流： Dittus -Boelter
の式 

・核沸騰状態：Jens -Lottes の式 
・膜沸騰状態（低温時）:NSRR の実

測データに基づいて導出された熱
伝達相関式 

考慮しない 

「反応度の誤投入」事象は挙動が緩やかであるために出
力上昇も小さく,事象発生後はスクラム反応度印加によ
り速やかに収束するため，除熱量に不確かさがあるとし
ても，燃料エンタルピの最大値に対する影響はほとんど
ない 

沸騰遷移 
低温時：Rohsenow –Griffith の式及
び Kutateladze の式 

考慮しない 

事象を通じての表面熱流束は限界熱流束に対して充分
小さくなっていることから，沸騰遷移の判定式の不確か
さが燃料エンタルピの最大値に与える影響はほとんど
ない 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1/2） 

項目 
解析条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ 

解析設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件 

炉心状態 平衡炉心のサイクル初期 
装荷炉心毎，燃焼度毎に
変化する 

装荷炉心については平衡炉心を代表と
して設定 
燃料交換後の余剰反応度の大きな炉心
としてサイクル初期を想定 

停止時の制御棒の誤引き抜きは,
起動領域モニタの原子炉周期短
信号の発生により，自動的に制御
棒の引き抜き阻止及びスクラム
され,事象は未臨界となり収束す
ることから，運転員の操作を介し
ない 
したがって,解析条件の不確かさ
が，運転員等操作時間に与える影
響はない 

実炉心においては装荷炉心毎，燃焼度毎に制御棒
反応度価値やスクラム反応度等の特性が変化す
る 
これらの影響については以下の 2 つの保守的な
想定をした評価においても，投入される反応度は
約 0.7 ドル以下にとどまることから，不確かさが
評価項目となるパラメータに与える影響は小さ
い 
・過渡解析「原子炉起動時における制御棒の異常
な引き抜き」に示すように 3.5%Δk の価値を有す
る制御棒グループが引き抜かれる場合 
・サイクル初期及びサイクル末期の炉心状態にお
いて B 型平衡炉心の反応度印加率を包含する引
抜制御棒反応度曲線を用いた場合（補足説明資料
98「反応度誤投入における炉心の状態等の不確か
さについて」参照） 

実効増倍率 1.0 0.99（設計目標値）以下 
原子炉は臨界状態にあるものとして設
定 

実効増倍率が 0.99 の場合は，臨界到達までにか
かる時間が追加で必要となり，また投入される反
応度も 0.07 ドルと小さくなるため，この評価項
目となるパラメータに対する余裕は大きくなる 

初期出力 定格出力の 10-8 定格出力の 10-8程度 
原子炉は臨界状態にあるものとして設
定 

初期出力は炉心状態毎に異なり，評価項目となる
パラメータに影響を与えるため，その不確かさが
与える影響を評価した 
定格の 10-8の10倍及び1/10倍とした場合の感度
解析を行い，有効性評価での結果（0.55 ドル）と
大きく差異がない 0.55 ドル（10 倍）及び 0.54 ド
ル（1/10 倍）であることから，初期出力の不確か
さが与える影響は小さい 

燃料被覆管表面
温度及び冷却材
温度 

20℃ 
事故事象毎 
20℃以上 

冷却材温度の下限値として運用してい
る値であり，反応度の観点からは保守
的な値として設定 

初期燃料温度は炉心状態毎に異なり，評価項目と
なるパラメータに影響を与えるため，その不確か
さが与える影響を評価した 
初期燃料温度を 60℃とした場合の感度解析を実
施し，有効性評価での結果（0.55 ドル）と大きく
差異がない 0.57 ドルであることから，初期燃料
温度の不確かさが評価項目となるパラメータに
与える影響は小さい 

事
故
条
件 

引き抜きされる
制御棒 

最大反応度価値制御棒及
びその斜め隣接制御棒 

最大反応度価値制御棒
及びその斜め隣接制御
棒 

誤引き抜きされる制御棒は，事象を厳
しくするため，最大反応度価値を有す
る制御棒の隣接制御棒とするが，制御
棒価値ミニマイザによる監視機能を考
慮し，斜め隣接の制御棒とする 

（添付資料 5.4.4） 

解析条件と同様であることから，評価項目となる
パラメータに与える影響はない 
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表 2 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2/2） 

項目 
解析条件（初期，事故及び機器条件）の不確かさ 

解析設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

機

器

条

件 

制御棒引き抜き

速度 
33mm/s 33mm/s 引抜速度の上限値として設定 

自動作動する安全保護系及び原子炉停

止系により，自動的に制御棒の引き抜

きを阻止，原子炉をスクラムすること

で，プラントを安定状態に導くことが

特徴である。このため，運転員等操作

はなく，操作時間が与える影響等は不

要である 

解析条件と同様であることから，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

起動領域モニタ

のバイパス状態 

A,B,C グループそれぞれ 1

個ずつ 
バイパスなし 

A,B,C グループとも引抜制御棒に最も

近い検出器が 1 個ずつバイパス状態に

あるとする。 

バイパス状態がない場合は制御棒引き抜

き阻止の応答が早くなり，投入反応度が

低くなり，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる 

制御棒引き抜き

阻止 

原子炉周期短信号（原子炉

周期 20 秒） 

事故事象毎 

原子炉周期短信号（原子

炉周期 20 秒） 

SRNM の制御棒引抜き阻止機能により

設定 

解析条件と同様であることから，評価項

目となるパラメータに与える影響はない 

スクラム信号 
原子炉周期短信号（原子炉

周期 10 秒） 

事故事象毎 

SRNM 計数率高高※1 

NMS トリップ選択スイッチを「通常」

とした場合の SRNM のスクラム機能に

より設定 

NMS トリップ選択スイッチが「初装荷」の

場合は計数率制御棒引き抜き阻止機能，

計数率スクラム機能に期待出来る。こち

らに期待した場合のスクラムまでの時間

は約 46 秒後となり，この評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる 

 
※ 1 SRNM に期待する場合は原子炉周期短信号（原子炉周期 10 秒）より早くスクラム信号が投入される。 
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 添付資料 5.4.4 

反応度誤投入事象の代表性について 

 

 有効性評価では反応度の誤投入事象として，「原子炉停止時に最大反応度価値を有する 1

本の制御棒が全引き抜きされている状態から，その隣接制御棒の 1 本が操作量の制限を超

える誤った操作によって引き抜かれ，臨界に至る事故」を想定している。これは，運転停止

中に実施する停止時冷温臨界試験や停止余裕検査を考慮した想定であり，その試験の制御

棒誤引抜事象の代表性について以下に示す。 

 

1 運転停止中において，制御棒を複数引き抜く試験 

運転停止中の通常の原子炉においては，停止余裕（最大反応度価値を有する同一水圧制御

ユニットに属する 1組又は 1本の制御棒が引き抜かれても炉心を未臨界に維持できること）

を確保した燃料配置に加え，原子炉モードスイッチを「燃料交換」位置にすることで同一水

圧制御ユニットに属する 1 組又は 1 本を超える制御棒の引き抜きを阻止するインターロッ

クを維持し，不用意な臨界の発生を防止している。しかし，「原子炉停止余裕検査」と「停

止時冷温臨界試験」の実施時においては，原子炉モードスイッチを「起動」位置として複数

の制御棒の引き抜きを実施する。そのため，これらの試験中に人的過誤が発生すると，想定

を超える反応度が投入される可能性がある。 

それぞれの試験の概要や対象となる制御棒等は以下のとおり。 

 

a.停止時冷温臨界試験 

試験の目的：臨界予測精度の維持・向上のためのデータベースの蓄積 

試験内容 ：あらかじめ定めた制御棒操作手順に則り，順番に対象となる制御棒引き抜

きを実施し，臨界状態確認後に，制御棒パターン，原子炉冷却材温度，ペ

リオドなどのデータを採取する。なお，臨界近傍での制御棒の引き抜きに

際しては，1ノッチ又は 1ステップ引き抜き毎に検査担当者で未臨界を確

認している。 

対象制御棒：評価ケースにより異なる。臨界状態が確認されるまで，複数本の制御棒の

引き抜きを実施。臨界近傍で引き抜く制御棒の価値は小さいものを取り扱

う。 

事故防止対策：制御棒操作監視系による制御棒選択 

 

b.停止余裕検査 

試験の目的：停止余裕（挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値制御棒（最大価値を有

する制御棒と同一の水圧制御ユニットに属する制御棒）1組又は 1本が挿

入されない場合でも，原子炉を常に冷温で臨界未満にできること）の確認 

試験内容 ：①最大価値を有する制御棒（CR-1）の全引抜 

 ②最大価値を有する制御棒（CR-1）と同一の水圧制御ユニットに属する 

制御棒（CR-2）の全引抜 

③最大価値を有する制御棒（CR-1）を補正位置 Nまで挿入 

④最大価値を有する制御棒（CR-1）の斜め隣接の制御棒（CR-3）を補正位 

 置 Nまで引抜 

⑤最大価値を有する制御棒（CR-1）を再度全引抜 

この状態の炉心が臨界未満であることを確認する。なお，制御棒の引き

抜きに際しては，1ノッチ引抜毎に検査担当者で未臨界を確認している。 

対象制御棒：最大反応度価値制御棒 1組又は 1本 

最大価値を有する制御棒の斜め隣接の制御棒 1本 

引き抜かれる制御棒は斜め隣接の制御棒のうち反応度の補正に必要な価
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値を有していて印加反応度が大きすぎないように選択 

事故防止対策：ロッドワースミニマイザの制御棒選択パターン規制（又は制御棒を操作

する運転員以外の運転員による監視） 

なお，ロッドワースミニマイザの機能により，最大反応度価値制御棒以

外の制御棒を引き抜く場合，面隣接の制御棒を選択すると制御棒引抜許

可信号がリセットされる。 

 
2 想定する人的過誤 

想定を超えた反応度が投入されるおそれのある人的過誤として下記の「燃料の誤装荷」，

「制御棒の選択誤り」，「制御棒の連続引き抜き」について検討した。 

  
2-1.単一の人的過誤 

a. 燃料の誤装荷 

燃料の誤装荷は誤配置や燃料・制御棒の装荷順序の誤りにより，想定以上の反応度が

投入されることが考えられる。これらは燃料交換が燃料取替機（FHM）により自動で装荷

位置まで移動され，かつ作業員による配置の確認や燃料移動監視装置による確認や運転

員による出力の監視も行われる。このため，本事象が発生しても適切に認知がされるため，

反応度の連続投入や急激な反応度の投入は考えられない。 

 

b. 制御棒の選択誤り 

操作する制御棒の選択を誤るとその反応度価値は変化する。停止時冷温臨界試験や停

止余裕検査の試験では事前に対象となる制御棒の価値が臨界近傍で大きくならないよう

に評価により対象を選定しており，その制御棒パターンは制御棒操作監視系（停止時冷温

臨界試験），ロッドワースミニマイザ（停止余裕検査）や運転員，検査員により監視され

ているため，これらのパターンを外れた制御棒が選択されることは考えづらい。また，選

択誤りが発生した場合においても臨界付近での制御棒引き抜き操作は 1 ノッチずつであ

るため，反応度の急激な投入は考えられない。 

 
c. 制御棒の連続引き抜き 

 運転員，検査員による制御棒や起動領域モニタの確認を実施しており，人的過誤発生時

も認知が容易である。しかし，これらの検知は運転員や検査員に期待しているため，有効

性評価ではこれらの認知に期待せず，制御棒が連続引き抜きされることを想定する。 

 

2-2.人的過誤の重畳 

 人的過誤として抽出した「a.燃料の誤装荷」，「b.制御棒の選択誤り」，「c.制御棒の連続引

き抜き」の重畳事象の発生について検討した。反応度の投入速度等の理由※から，検討する

べき人的過誤の重畳は「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」のみであると

考えられる。したがって，以下に「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の

評価を示す。 

 評価の結果，人的過誤の重畳は発生の可能性が低く，また発生した場合であっても必ず臨

界に至るとは限らず，即発臨界に至るような事象はさらに起こりにくいと考えられること

から，有効性評価では単一の人的過誤である「c.制御棒の連続引き抜き」について検討する。 
 

※「c.制御棒の連続引き抜き」を含まない人的過誤が重畳した場合は，反応度の投入速度が遅く，即発

臨界に至らない。また，「a.燃料の誤装荷」については燃料取替交換機により，機械的に自動で選択さ

れるため，運転員等の作業時の誤りにより間違った配置になることはなく，またデータの入力につい

ても複数のグループによる確認を多重に実施していることから，誤装荷単一の過誤の発生確率でも十

分低いと考えられ，他の過誤との重畳事象は考慮不要であると考えられる。 
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 ・「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の重畳 

人的過誤の重畳を考慮すべき試験は「1 停止時において，制御棒を複数引き抜く試

験」に示すとおり，原子炉停止余裕検査と停止時冷温臨界試験である。通常，試験では

機械的に制御棒の選択の誤りを防止している※。したがって，この機能を使用している

場合は,人的過誤による制御棒の選択の誤りは発生しないため，人的過誤の重畳の考慮

は不要である。これらの機能に期待しないで試験を実施することもあるため，その場合

における人的過誤の重畳を検討した。なお, ロッドワースミニマイザ等の機械的な誤

操作の防止機能に期待しない場合においては，操作する運転員以外の運転員が 1 名以

上監視にあたることで人的過誤の発生を防止しているため，これらについてもモデル

化する。 

図 1に「c.制御棒の連続引き抜き」，図 2に「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の

連続引き抜き」の重畳（人的過誤に従属性を考えた場合）における HRA ツリー及び人的

過誤の確率を示す。 

その結果，「c.制御棒の連続引き抜き」の単一の人的過誤に比べて「b.制御棒の選択

誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」の重畳を考慮すると，発生確率が小さくなってい

ることが分かる。なお,ここでの評価は同じ操作者・指示者による「b.制御棒の選択誤

り」と「c.制御棒の連続引き抜き」の人的過誤の従属性については，NUREG/CR-6883 の

SPAR-H 手法における従属性レベルの選定フロー（表 1）に基づき,高従属と設定した。 

同じ操作者・指示者による「b.制御棒の選択誤り」と「c.制御棒の連続引き抜き」の

過誤の従属性は，作業内容の差異やステップ毎に実施していることから独立事象とし

て考えることもでき,その場合についても併せて評価した（図 3）。 

以上のように人的過誤が発生する確率は低く，また，これらの人的過誤が重畳しても

必ず臨界に至るとは限らず（対象の制御棒価値が大きくない等），即発臨界に至るよう

な事象はさらに起こりにくいと考えられる。 
 

※原子炉停止余裕検査時の RWM による隣接制御棒の引き抜き防止，停止時冷温臨界試験時の

RWM 及び制御棒操作監視系（RC＆IS）による対象制御棒の自動選択 

 
図 1 「c.制御棒の連続引き抜き」の HRA ツリー及び人的過誤確率 

過誤確率値（中央値） EF

F11
検査員の指示誤りによ
る制御棒の連続引き抜
き

3.0E-03 3

F12
操作する運転員や監視
している運転員による過
誤回復

5.3E-02 3

F2
操作する運転員による
制御棒の連続引き抜き

3.0E-03 3

ＥＦ
2

人的過誤（平均値）
4.0E-03

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F11の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるた
め、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

人的過誤の内容 備考

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以
上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以
上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

*操作する運転員による制御棒の連続引き抜きにおける過誤回復については十分期待できるものである（数十秒程度）が投入される反
応度の不確かさがあるため、期待しない

成功

失敗F2
運転員による
制御棒の連続引き抜き

F1
検査員指示による
制御棒の連続引き抜き

失敗

F12
「誤選択の過誤回復」
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図 2 「b.制御棒の選択誤り」+「c.制御棒の連続引き抜き」（人的過誤に従属性を考えた 

場合）の HRA ツリー及び人的過誤確率

F11

検査員指示による
制御棒の選択誤り

成功
（人的過誤無し、
または単一の人的
過誤）

成功
（単一の人的過誤）

成功
（単一の人的過誤）

失敗
（人的過誤の重畳）

失敗
（人的過誤の重畳）

F12
「誤選択の過誤回復」

F31
運転員による
制御棒の選択誤り

F21

運転員による

制御棒の連続引き抜き

F41
運転員による
制御棒の連続引き抜き

失敗
（人的過誤の重畳）

F13
検査員指示による
制御棒の連続引き抜き

F33
検査員指示による
制御棒の連続引き抜き

F32
「誤選択の過誤回復」

失敗
（人的過誤の重畳）

過誤確率値（中央値） EF

F11
検査員指示による制御棒の選択
誤り

3.0E-03 3

F12
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3

F13
検査員指示による制御棒の連続
引き抜き

5.0E-01 2

F21
操作する運転員による制御棒の
連続引き抜き

5.3E-02 3

F31
操作する運転員による制御棒の
選択誤り

3.0E-03 3

F32
検査員や監視している運転員によ
る制御棒の選択誤りに対する過誤
回復

5.3E-02 3

F33
検査員の指示誤りによる制御棒の
連続引き抜き

5.3E-02 3

F41
操作する運転員による制御棒の
連続引き抜き

5.0E-01 2

ＥＦ
4

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

備考

*HRAツリー及び人的過誤の確率は複数の制御棒を引き抜き冷温臨界試験を想定して評価する

人的過誤（平均値）
2.9E-04

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F11の操作と作業内容が異なり、操作と時間的な間隔、作業者の相違がある
ため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[高従属]
F11の操作と作業内容が異なるが、操作者、操作場所は同一であるため、高
従属する
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定
（過誤回復には期待しない）

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F11の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F21の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F31の操作と作業内容が異なり、操作と時間的な間隔、作業者の相違がある
ため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[高従属]
F11の操作と作業内容が異なるが、操作者、操作場所は同一であるため、高
従属する
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定
（過誤回復には期待しない）

*制御棒の連続引き抜きにおける過誤回復については十分期待できるものであるが投入される反応度の不確かさがあるため、期待しない

人的過誤の内容
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図 3 「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引き抜き」（それぞれの人的過誤を 

独立事象とした場合）の HRA ツリー及び人的過誤確率 

F11

検査員指示による
制御棒の選択誤り

成功
（人的過誤無し、
または単一の人的
過誤）

成功
（単一の人的過誤）

成功
（単一の人的過誤）

失敗
（人的過誤の重畳）

失敗
（人的過誤の重畳）

F12
「誤選択の過誤回復」

F31
運転員による
制御棒の選択誤り

F21

運転員による

制御棒の連続引き抜き

F41
運転員による
制御棒の連続引き抜き

失敗
（人的過誤の重畳）

F13
検査員指示による
制御棒の連続引き抜き

F14
「連続引き抜きの過誤回復」

失敗
（人的過誤の重畳）

F34
「連続引き抜きの過誤回復」

F33
検査員指示による
制御棒の連続引き抜き

F32
「誤選択の過誤回復」

過誤確率値（中央値） EF

F11
検査員指示による制御棒の選択
誤り

3.0E-03 3

F12
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3

F13
検査員指示による制御棒の連続
引き抜き

3.0E-03 3

F14
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3

F21
操作する運転員による制御棒の
連続引き抜き

3.0E-03 3

F31
操作する運転員による制御棒の
選択誤り

3.0E-03 3

F32
検査員や監視している運転員によ
る制御棒の選択誤りに対する過誤
回復

5.3E-02 3

F33
検査員の指示誤りによる制御棒の
連続引き抜き

3.0E-03 3

F34
操作する運転員や監視している運
転員による過誤回復

5.3E-02 3

F41
操作する運転員による制御棒の
連続引き抜き

3.0E-03 3

ＥＦ
4

人的過誤（平均値）

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定
＊制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり、操作は試験要領に則りス
テップごとに実施していることから完全独立とする

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F13の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定
＊制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり、操作は試験要領に則りス
テップごとに実施していることから完全独立とする

*操作する運転員による制御棒の連続引き抜きにおける過誤回復については十分期待できるものである（数十秒程度）が投入される反応度の不確かさが
あるため、期待しない

*制御棒の選択誤りと連続引き抜きの従属性については、時間的な間隔(ステップごとに操作を確認)、作業内容が異なることから完全独立（従属性なし）とする

*HRAツリー及び人的過誤の確率は複数の制御棒を引き抜きを実施する冷温臨界試験を想定して評価する

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F13の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

2.3E-06

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F31の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定
＊制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり、操作は試験要領に則りス
テップごとに実施していることから完全独立とする

人的過誤の内容 備考

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属]
F11の操作に対して、時間的な間隔、作業者の相違があるため、低従属とする
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー
[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作（10項目以上）]
特に高いストレスとはならないため、ストレスファクタは１を設定
＊制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり、操作は試験要領に則りス
テップごとに実施していることから完全独立とする



 

添 5.4.4-6 
 

表 1 SPAR-H 手法における従属性レベルの選定フロー（NUREG/CR-6883 から抜粋） 

 
 

3 過去に発生した反応度投入事象例 

 過去に発生した反応度投入事例は以下のものがある。 

平成 11 年 志賀原子力発電所 1号炉 原子炉緊急停止事故は，柏崎刈羽原子力発電所 6号

及び 7 号炉とは制御棒駆動機構が異なり，物理的に発生の可能性がないため有効性評価で

想定する反応度誤投入事象として選定不要と考える。 

また，柏崎刈羽原子力発電所 6号機炉 FMCRD 試運転時 CR 引き抜き事象についても制御盤

改造及び試験時特有の事象であること，下に記載の再発防止策が取られていること，仮に発

生したとしても停止余裕に対して投入される反応度は大きくなく，また監視・安全系が機能

しているため，過渡事象等で考慮されている状態より過酷とならないと考えられることか

ら選定不要と考える。 
 

・平成11年 志賀原子力発電所1号炉 原子炉緊急停止事故（北陸） 

原子炉停止機能強化工事の機能確認試験時にアイソレ誤り及び弁のシートパスにより

制御棒が引き抜かれ，アキュームレータに圧力が充填されていなかったことで，直ちに

制御棒が挿入されず，臨界に至った。 

この事象は，柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉においては，制御棒駆動機構が異なる

ため，発生しない（FMCRDのHCUでは物理的に引き抜けが起こらない）。また，仮に同様の

事象が起きた場合についての炉心挙動解析が実施されており，即発臨界に至る可能性は

あるものの，炉心損傷はしないことが確認されている（参考文献 日本原子力学会誌 

Vol.49,No.10（2007） 671-675 北陸電力（株）志賀原子力発電所1号機で発生した臨界時

の炉心挙動解析）。 
 

・平成8年 柏崎刈羽原子力発電所6号炉 FMCRD試運転時CR引き抜き事象（当社） 

6号炉試運転中（建設段階）FMCRD制御盤改造及び試験の準備のため，FMCRDの安全処置

（アイソレ）による隔離を実施し，シミュレータにて制御棒位置を模擬的に引き抜きする

試験を実施。この時，アイソレミスにより一部の電源アイソレが実施されておらず，実際

の4本の制御棒が128ステップの位置まで引き抜かれた（この間，未臨界であることは確認

されている）。 

制御盤改造及び試験時特有の事象であること，再発防止策（制御棒の駆動電源OFFと制

御電源OFFの安全処置の多重化）が実施されていることから対策済みであると考える。ま

た，この事象では核計装系により監視・安全系が機能していることから炉心損傷には至ら

ない。 

 

 



 

添 5.4.4-7 
 

4 重要事故シーケンスの想定 

有効性評価では 1～3章を踏まえ，停止時冷温臨界試験や停止余裕検査の検査時に人的過

誤により制御棒を連続的に引き抜かれる事象を想定した。 

この時，引き抜かれる制御棒は，以下の点を考慮して「最大反応度価値を有する 1本の制

御棒が全引き抜きされている状態での隣接制御棒の 1 本の引き抜き」を反応度誤投入の代

表性のあるものとして選定した。 

 

・引き抜かれる制御棒の反応度価値が管理値※を超えるもの 

・停止時冷温臨界試験や停止余裕検査での試験対象や事故防止の対策 

・一般的に臨界近傍まで複数の制御棒を引き抜いていくと，1本あたりの制御棒価値は 

相対的に低下していく傾向にあること 

・設計により挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値制御棒 1 組又は 1 本が引き抜かれ

た状態であっても臨界未満が維持されていること 

 

以上より，反応度の誤投入事象として，「原子炉停止時に最大反応度価値を有する 1本の

制御棒が全引き抜きされている状態から，その隣接制御棒の 1 本が操作量の制限を超える

誤った操作によって引き抜かれ，臨界に至る事故」を代表性のあるシナリオとしている。 
 

※核的制限値を超えないよう設定している管理値：臨界近接時における制御棒の最大反応度価値は 1.0%Δk

以下 

 

 


